
品川区地域防災計画パブリックコメントの結果について 

 

 

１．パブリックコメントの結果について（別紙 1） 

 実施期間：令和 5年 11 月 11 日（土）～12 月 10 日（日） 

 ※防災課、区政資料コーナー、地域センター、文化センター、品川図書館、

区ホームページで公表 

 意見件数：13 件 

 

 

２．その他 

（１）これまでの検討経過 

①令和 4年度         

品川区地域防災計画大規模修正事前検討 

令和 4年度品川区防災会議（修正方針決定） 

②令和 5年度 

  6 月～8月   防災区民組織への意見照会（100 団体回答） 

   7 月～8月   高齢者・障害者団体への意見照会（23 団体回答） 

   9 月         第 4 回品川区地域防災計画大規模修正庁内会議 

   10 月        第 1 回品川区防災会議（素案報告） 

    11 月～12 月 パブリックコメント実施 

 

 （２）今後の予定 

  令和 6年 2月 5日  品川区防災会議（計画案審議） 

      2 月 29 日 災害・環境対策特別委員会（計画報告） 

      4 月    計画公表 

      5 月    配付 

災害・環境対策特別委員会資料 
令 和 ６ 年 １ 月 ２ ４ 日 
防 災 ま ち づ く り 部 防 災 課 



実施期間：令和５年１１月１１日～令和５年１２月１０日

変更の有無 変更しない理由もしくは、変更方針

1

「大井町駅周辺の整備について」

大井町駅周辺は、災害時に帰宅困難者の滞留などにより大き
な混乱が生じると考えられる。また、避難や移動路の確保、延
焼防止策などが必要である。大井町駅周辺の整備が急務で
ある。

有

具体的な方針は以下に記載済み
品川区まちづくりマスタープラン
（令和５年３月）
　【32頁、129頁、132～134頁】

大井町駅周辺地域まちづくり方針
（令和２年11月）
　【６頁、11頁】

上記に加え、計画本文（第２編　災害予防　第３章
「基本的な考え方」）に、まちづくりマスタープランに
ついての考え方を追記。

　大井町駅周辺のまちづくりにおいては、土地の利用転換や区庁舎再編により、老朽化施設の適切な更新
や安全な避難動線の確保を実現し、防災・災害対策拠点として区民・就業者・来街者の安全を確保するな
ど、安全な生活を守る防災機能の強化を図っていきます。

2

「品川区防災地図に雨水の流れ図を追加してほしい」

品川区防災地図に、台風や大雨時、道路冠水が想定される箇
所への雨水の流れを示した図を追加してはどうか。水害を防
止することにつながる。

無

品川区防災地図において、正確な雨水の流れを把
握することは困難であるが、地区防災計画の作成
を支援する際に、風水害を含む地域のリスクを踏ま
えた情報を提示することを検討。

　品川区防災地図において、正確な雨水の流れを記載することは困難です。
　しかし、区では、地区居住者等の共助による防災活動を推進する観点から、今後、地区防災計画の作成
を支援していくこととしています。
　区民のみなさまが、地区防災計画を作成する時に、区から道路冠水箇所等を提示し、水害対策の検討の
ための資料としていただくなど、区の支援内容を検討する際、ご意見を参考とさせていただきます。
また、しながわ防災学校において、上記のようなリスクが可視化できるようなカリキュラムの追加を検討して
まいります。
＜本計画の関連箇所＞
　第２編　災害予防
　　第２章　区民と地域の防災力向上
　　　対策６　地区防災計画の作成支援

3

「防災訓練の成果を踏まえた計画への反映内容が分かりづら
い」

総則では、区の防災訓練の成果などを踏まえた修正と記載が
あるが、訓練の実施を踏まえた課題と、計画素案への反映内
容の関連性がわからない。また、防災訓練では、計画のどの
部分を実地で訓練することで、実際の災害時に対応しようとし
ているか。防災訓練の訓練項目の設定根拠がわからない。

有

以下に追記
　第２編　災害予防
　　第２章　区民と地域の防災力向上
　　　対策３　防災訓練の充実

　今までの訓練の反映としては、第２編第３章対策３に、地域の活動や防災訓練等に幅広い世代（親子・高
齢者・障害者等）や事業者が参加しやすい仕組みづくりが必要と記載しております。計画上の防災訓練で
は、各訓練（区内一斉防災訓練、地区総合防災訓練）で基本的に実施することを定めており、実際の各訓
練前においては、前年の訓練成果（アンケート含む。）を踏まえた実施項目について各防災協議会・町会等
へ示し、地域の特性に応じた訓練を実施していただいています。

4

「他自治体からの支援体制の整備について」

激甚災害時には、他の自治体からの救援・支援がなければ災
害対応はできない。一方で、品川区と交流のある自治体が被
災を受けた場合には、品川区側から支援ができるよう出動体
制を整えておくことが必要である。計画に他自治体への災害
支援計画も盛り込み、具体的な手続きや取り組みを示すべき
である。

無
・区市町村間相互の応援協定で手続等の必要事
項を定める
・広域応援については都が調整

　品川区地域防災計画は、品川区における防災関係機関の取り組みを記載するものです。
また、品川区で大規模な災害が発生した際には、あらかじめ様々な支援を受ける体制を構築しており、その
旨を地域防災計画や災害時受援計画に反映しているところです。
　区と交流のある自治体とは、区市町村間相互で応援協定を締結しており、協定のなかで、応援内容や手
続等の必要な事項を定めています。
　なお、災害時の広域応援については、都が広域応援協定を締結している全国知事会や九都県市等と調
整を行います。
　さらに、大規模災害で被害が広範囲にわたる場合、総務省等により構築された被災市区町村応援職員確
保システムにより、被災自治体ごとに支援を担当する自治体が割り振られ、都から支援団体の決定通知が
なされます。
＜本計画の関連箇所＞
　第２編　災害予防
　　第５章　災害対応体制
　　　対策２　関係機関との連携
　　　　　第２　広域連携体制の構築

　第３編　災害応急対策
　　第１部　震災応急対策
　　　第８章　受援体制
　　　　対策１　受入体制

パブリックコメントの結果について

ご意見に対する区の考え方No.
品川区地域防災計画への反映

ご意見

別紙１



実施期間：令和５年１１月１１日～令和５年１２月１０日

変更の有無 変更しない理由もしくは、変更方針

パブリックコメントの結果について

ご意見に対する区の考え方No.
品川区地域防災計画への反映

ご意見

別紙１

5

「在宅避難体制の充実強化・見直しについて」

東京都の被害想定の見直しを踏まえ、ライフラインの復旧につ
いて、上下水道１か月後、ガス６週間後の想定に対応した在
宅避難体制（備蓄）の見直しが必要である。また、在宅避難体
制の充実強化策について検討をお願いしたい。

無
以下に記載済み
　第２編　災害予防
　　第３章　安全なまちづくり

　自助・共助の前提となる公助の取り組みとして、区では家庭での１週間分の備蓄を推奨しております。国
は熊本地震での物資支援の滞留を踏まえ、被災自治体の意向にかかわらず、おおむね発災4日後以降か
ら支援を行うこととしております（プッシュ型支援）。このため、一定の物資が入ってくることと見込んでおりま
すが、直ちに個々の区民に行き渡るわけではないため、国からの支援が届くまでの１週間分の備蓄をお願
いしております。引き続き、自助「自分の命は自分で守る」の啓発を行い、自助が困難な方々への対策強化
も同時にを図っていきます。
　集合住宅においても共助の考えは重要であり、防災課では防災アドバイザーを派遣を行い、居住者に対
して共助の重要性の啓発に努めております。
　今後、高層マンションの防災対策ハンドブックを改定する際、上下水道１か月後、ガス６週間後の復旧を想
定した場合に必要な備蓄品について、詳細を記載いたします。
　また、家具類の移動・転倒防止や家庭内備蓄等の自助の取組の普及・啓発のほか、在宅避難体制の充
実強化策について、今後、検討していきます。

①「地域防災計画に係る勉強会の開催について」

計画について、各地域や住民への周知がなされていなので、
勉強会を開催し、区民の防災意識を高めて欲しい。

無 地域防災計画に係る勉強会の開催検討
　区では、地域防災計画の作成にあたり、各地域の町会長会議等において、計画の概要を説明し、周知を
行いました。今後も、区民の防災意識の向上にむけ、区ホームページをはじめとする様々な手段を活用し、
計画の周知・啓発を行ってまいります。

②「ペットの同行避難について」

避難所へペットも一緒に避難できるようにして欲しい。
無

以下に記載済み
　第２編　災害予防
　　第８章　避難者対策

　災害時においてペットと一緒に避難ができるよう、区では避難所連絡会議の場で地域の方々との話し合い
を進めております。避難スペースや運営方法、アレルギー等の課題はありますが、避難所運営マニュアル
において、全ての避難所でペット同行避難が受け入れられるよう、今後とも避難所連絡会議に働きかける
等、体制の整備に努めてまいります。

③「福祉避難所の設置について」

福祉避難所の設置を急いで欲しい。
無

以下に記載済み
　第２編　災害予防
　　第８章　避難者対策

　区では、避難支援個別計画を策定した個別支援が必要な対象者のため、既に41の福祉施設を福祉避難
所として位置付けております。引き続き、施設を運営する法人等と連携を図りながら、移送、受入れ体制の
充実を図って行きます。

7

「防災パンフレットに係る説明会の開催について」

改定した計画に基づき作成する防災パンフレットについて、地
域ごとに説明会をして欲しい。

無 防災パンフレットに係る説明会の開催検討

　区では、地域防災計画を令和６年４月に公表後、あわせて概要版を公表し、計画の内容を区民の皆様に
分かりやすくお伝えできるようにしていきます。また、平時からの災害対策として区民の皆様に活用いただ
いている「しながわ防災ハンドブック」については、令和６年度に全戸配布を予定しているところですが、区
民の防災意識のさらなる向上にむけ、しながわ防災学校等での啓発を行うとともに、ホームページ等を活用
し、分かりやすい周知に努めてまいります。

8

「精神疾患者への対応について」

福祉避難所への避難対象者に、精神疾患者を含めてほしい。
また、品川区避難支援個別計画書の作成にあたっては、専門
的知識のある者が作成するとともに、職員の育成もお願いした
い。

無 避難行動要支援者の該当範囲について検討

　区では避難行動要支援者に、精神障害者保健福祉手帳所持者で１級～２級に該当する者とその他支援
が必要と区が判断する者が含まれています。今後、福祉避難所の確保状況や運営体制等を鑑みながら、
福祉避難所への避難対象者の範囲について、検討していきます。
　また、個別避難計画の作成にあたっては専門職が対応しています。職員育成については、しながわ防災
学校の福祉関係者向けコースの受講を促す等、知識のレベルアップを図る取り組みを実施しています。

6

2



実施期間：令和５年１１月１１日～令和５年１２月１０日

変更の有無 変更しない理由もしくは、変更方針

パブリックコメントの結果について

ご意見に対する区の考え方No.
品川区地域防災計画への反映

ご意見

別紙１

①「高層マンション対策について」

高層マンションごとに備蓄や防災対策組織の設置について義
務化して欲しい。

無
以下に記載済み
　第２編　災害予防
　　第３章　安全なまちづくり

　地域防災計画素案では、高層マンションを対象として、家庭内備蓄等の自助の取組について普及・啓発し
ていくこと、また、高層マンション内の居住者や地域住民との間の共助の仕組みづくりを推進していくことを
記載しています。
　義務化は難しいため、高層マンションの防災対策ハンドブックの改定を契機として、引き続き、普及・啓発
に努めていきます。

②「循環備蓄（ローリングストック）について」

ローリングストックのための情報について周知して欲しい。
無

ローリングストックを実施するために必要な情報を
ホームページ等で周知

　区では、区ホームページ「はじめての防災のすすめ」において、ローリングストックとして備蓄品の例を掲載
しています。また、令和６年度に各戸配布を予定している「しながわ防災ハンドブック」等も活用し周知啓発し
てまいります。

③「避難所での備蓄について」

避難所においてプライバシー確保用品等について、最新のも
のを備蓄して欲しい。

無
以下に記載済み
　第２編　災害予防
　　第８章　避難者対策

　区では、避難所でのプライバシーの確保を図るため、間仕切りを配備しておりますが、引き続き避難所の
生活環境の改善に努めてまいります。

10

「被災自治体からの被災者の受入について」

他の自治体が激甚災害に見舞われた際、提携自治体からの
避難者の受入について、計画に記載すべきである。受入施
設・スペースは、不動産開発の際、高層建築物の低層階を事
業者から供出させることで確保してはどうか。

無
以下に記載済み
　第２編　災害予防
　　第３章　安全なまちづくり

　区では、様々な自治体と、相互の応援受援協定を締結しております。
　神奈川県山北町、山梨県早川町、千葉県大多喜町との災害時における相互援助に関する協定、目黒区・
大田区・世田谷区・渋谷区との相互応援協定では、協定内容の一項目として、被災者の一時受入があり、
そのための施設やスペースの確保が必要となります。
　区では、事業者等により区内で再開発が実施される際、災害時拠点強靭化緊急促進事業を活用しなが
ら、その施設や敷地内に避難者を受け入れることができるスペース、水・食料等の備蓄倉庫、マンホールト
イレ等を設置する等の協力を求め、防災機能の整備が図られるよう努めることを計画に記載しています。

①「公助による防災対策について」

住宅建替え・不燃化事業を区の全地域に拡大し支援を行うこ
と。また、家具転倒防止器具の取付けに係る高齢者支援を全
世代まで拡大することや初期消火の体制の確立などを行って
欲しい。

無
以下に記載済み
　第２編　災害予防
　　第３章　安全なまちづくり

　区では、特に老朽建築物が多く密集するなど地域危険度が高く、不燃領域率（市街地の燃えにくさを表す
指標）が低い地区を不燃化特区として位置づけ、都の不燃化特区支援制度を活用し老朽建築物の除却や
建て替え等への助成支援を行い、重点的・集中的に地区の不燃化を推進しています。まずは不燃化特区に
おいて、目標である不燃領域率70%を目指し、着実に取り組んでまいります。また、高齢者世帯等に対する
家具転倒防止器具取付け事業とともに、初期消火体制の強化に努めています。いただいたご意見を参考に
しながら、引き続き、区の防災対策を推進していきます。

②「ライフライン対策について」

都と連携しながらインフラ整備を進めて欲しい。
無

以下に記載済み
　第２編　災害予防
　　第４章　安全な交通ネットワークおよび
　　　　　　　ライフライン

　引き続き、都や関係機関と連携しながら、水道、下水道、電気、ガス、通信に係るライフライン対策を推進
していきます。

③「防災区民組織の育成・強化や
　　　　　　　　防災広場の整備について」

防災力を高める上で、希薄になっている地域コミュニティの形
成に区と地域が連携して取り組むことが必要である。
また、町会により、防災資器材の配備状況、防災広場の整備
状況に差があるため、早急に整備をして欲しい。

無

以下に記載済み
　第２編　災害予防
　　第２章　区民と地域の防災力向上
　　第３章　安全なまちづくり

　区では、引き続き、地域コミュニティ活動を支援しながら、防災区民組織の育成・強化を図っていきます。な
お、必要な防災資器材については、「品川区における防災区民組織の育成に関する要綱」に基づき、助成
金等の交付や貸与により、整備を進めています。
　防災広場について、区ではその拡充を図るとともに、公園等にも地域の意見を聞きながら可能な限り防災
設備を設けています。今後も、まちづくりに関する各種事業、制度を活用し、防災上有効な広場の整備を進
めていきます。

④「品川区避難支援個別計画書の実効性について」

要配慮者について個別計画書が作成されているが、要配慮者
宅の耐震性、避難先となる福祉避難所の機能確保など検討
が必要である。

無

以下に記載済み
　第２編　災害予防
　　第３章　安全なまちづくり
　　第８章　避難者対策

　区では、品川区避難支援個別計画書の作成とともに、平常時からの支援体制づくりや福祉避難所の確保
に努めています。また、高齢者世帯等に対する耐震シェルターなどの設置支援、高齢者世帯等に対する家
具転倒防止器具取付け事業をあわせて実施しているところです。
　引き続き、個別計画書の実効性を高めるため、関係各課と連携しながら、対策を推進していきます。

11
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実施期間：令和５年１１月１１日～令和５年１２月１０日

変更の有無 変更しない理由もしくは、変更方針

パブリックコメントの結果について

ご意見に対する区の考え方No.
品川区地域防災計画への反映

ご意見

別紙１

12

「応援側の非被災自治体における支援体制の整備について」

災害時、被災自治体で受援体制を計画していても、計画が機
能しないと思われる。応援側の非被災自治体が、迅速で継続
的な応援、支援チームの編成、派遣を計画しておく必要があ
る。また、地域防災計画に訓練も含めて記載し、協力体制を築
いておく必要がある。

無
区市町村間相互の応援協定で手続等の必要事項
を定める
応援計画の策定について検討

　区と交流のある自治体とは、区市町村間相互で応援協定を締結しており、協定のなかで、応援内容や手
続等の必要な事項を定めています。
　なお、品川区災害時受援計画に加え、応援計画の策定や、応援協力を締結している区市町村との訓練の
実施については、今後、検討していきます。

13
「計画が全体的に読みづらい」

分かりやすい計画構成に変更をお願いしたい。
有

計画全体をとおして、「基本的な考え方」や「対策の
要点」等を追記

本計画を初めて読む方にとっても分かりやすい内容となるよう、計画全体をとおして、「基本的な考え方」や
「対策の要点」等を追記しました。
また、計画の要点をまとめた概要版も作成しておりますので、そちらもあわせてご覧ください。
今後も、分かりやすく、実効性のある計画作成に努めてまいります。

4
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品川区の防災力の高度化を図る 
 

 

東日本大震災を契機として、区では災害対策を最重点施策と位置付け、平成 29 年度に地

域防災計画の大幅な修正を行った。また、平成 29 年度の修正以降も、災害対策基本法をは

じめとした関係法令の改正、都市基盤の整備状況、地域の災害対策の取組の実情に応じて、

小規模な修正を行っている。 

また、平成 25 年６月の災害対策基本法等の一部を改正する法律が施行されたことを受

け、災害時の被害を軽減させるべく災害対策における基本理念の明確化や防災に関する取

組み、防災体制のさらなる充実が求められることとなった。これを受け、平成 26 年４月１

日に「品川区災害対策基本条例」を施行し、一人ひとりが自らの安全を守るという自助、

地域や身近にいる人同士が互いに助け合うという共助、そして、行政が自助および共助を

支援し、区民の安全を確保するという公助に基づき、それぞれが役割を果たし、総力を結

集して、「しながわの防災力の高度化」を図ることとした。 

さらに、東日本大震災以降も、平成 28 年の熊本地震や令和元年台風第 19 号、令和２年

７月豪雨など、全国各地で激甚な災害が頻発し、これらの災害においては、自治体間の広

域避難体制による「公助」の重要性や、平常時から災害時にかけての「自助」「共助」の

役割の重要性が鮮明となった。 

この地域防災計画は、災害対策基本条例の基本理念である「自助」「共助」「公助」の

考え方に基づく防災体制や災害対策について、現時点における最新の知見をもとに作成し

たものである。 
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【用語の解説】 

①災害対策基本法 

日本の災害対策に関する基本法のことをいう。1961 年に公布された。防災行政

に関する国と地方公共団体および住民の一般的責務を明確にするとともに、防災

行政に関する組織、防災計画、災害予防、災害応急対策等について詳細な規定を

定めている。 

防災行政の基本的組織として国に中央防災会議、地方公共団体に地方防災会議、

非常時の組織として国に非常災害対策本部、地方公共団体に災害対策本部をそれ

ぞれ置くこととしている。 

死者･行方不明 5,000 人超、全国的に多大な被害をもたらした 1959 年９月の伊

勢湾台風を契機として制定された。 

②品川区災害対策基本条例 

災害から生命、身体、財産、暮らし、まちを自分たちの手で守るため、すべて

の人が防災に関する目標を共有し、力を合わせて災害対策に取組むため、平成 26

年４月１日に施行された条例のことをいう。 

災害対策への取組みに重要な「自助」「共助」「公助」の考え方を明確にし、区

の責務および区民、防災区民組織、事業者それぞれの努めと役割を示している。 

③国勢調査 

日本の人口や世帯の実態を明らかにすることを目的として行われる国の最も重

要な統計調査のことをいう。日本国内に住んでいるすべての者を対象とし、大正

９年（1920 年）以来５年ごとに実施されている。 

調査項目 

男女別人口、人口密度、年齢（３区分）別人口・割合、世帯の家族類型別世帯 

数（核家族世帯、単独世帯、高齢単身世帯、高齢夫婦世帯、３世代世帯）、 

産業（３部門、大分類）別就業者数、昼間人口、昼夜間人口比率 等 

 

④東京都の被害想定 

都は、東日本大震災を踏まえ、平成 24 年４月に公表した「首都直下地震等によ

る東京の被害想定」を全面的に見直すこととし、東京都防災会議の地震部会にお

いて検討を進めてきた。その結果を令和４年５月に「首都直下地震等による東京

の被害想定」報告書としてとりまとめたものをいう。 

⑤TOKYO 強靭化プロジェクト 

「風水害」「地震」「火山噴火」「電力・通信等の途絶」および「感染症」の５

つの危機に対して、東京の強靭化に向けた目指す到達点と、2040 年代までの施策

の全体像を明らかにし、都が実施する事業をとりまとめたものをいう（令和４年

12 月策定）。 

⑥東京都地域防災計画 

都の地域における地震災害の予防、応急対策および復旧・復興対策を実施する

ことにより、住民の生命、身体および財産を保護することを目的とし策定したも

のをいう。震災編は、被害想定を踏まえ令和５年５月に修正されている。 
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第１章 令和５年度の大規模修正の趣旨と計画に

定める対策の全体像 

第１ 計画修正にあたっての背景と計画の特徴 

① 平成 29 年度修正では、熊本地震における課題として注目された、広域応援に関する受

援体制や避難に関する様々な教訓等について「平成 28 年熊本地震支援の記録」（平成 28

年 11 月、東京都）などを踏まえ修正を行った。 

② 令和５年度修正においては、「首都直下地震等による東京の被害想定」（令和４年５

月発表）、想定結果の内容を踏まえた「東京都地域防災計画（震災編）」の修正内容と

整合を図るとともに、関連法の改正や国の防災基本計画の修正、過去の災害教訓や事例、

区の防災訓練の成果などを踏まえ修正を行った。過去の災害を踏まえた対応については、

令和元年台風第 19 号（東日本台風）のほか近年の風水害を踏まえ、多様化する避難に対

する基本的な考え方、災害時における非常勤務態勢の整理等を行った。また、幅広い世

代が参加する訓練の実施や地区防災計画の作成支援等、今後の共助のあり方について修

正を行った。さらに、都、区、各防災機関との連携の強化および自助・共助に基づく地

域防災力の向上を図るために実施した、令和４年度東京都・品川区合同総合防災訓練の

成果などを踏まえ、修正を行った。 
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第２ 対策の視点 

１ 対策を「進める」 

（１）自助、共助の防災対策の充実化 

区民一人ひとりの防災意識や地域防災力の向上に向け、対策の基本的な考え方を示す。 

① 区民一人ひとりが防災に対する意識を高め、災害時に適切な行動をとることができ

るように、防災に係る広報の充実とともに、多様な学習機会の提供方法について検討

していく。 

② 地区居住者等による共助での防災活動を推進するため、平常時から地域コミュニテ

ィ活動を支援するとともに、地区防災計画の支援体制を検討し、作成を促進する。 

③ 避難行動要支援者の支援体制を実効性のあるものとするため、品川区避難支援個別

計画書（個別避難計画）の作成を進めるとともに、避難支援等関係者他、支援者の確

保に努める。 

（２）多様化する避難に対する基本的な考え方の見直し 

多様化する避難、避難所生活環境の整備に対し、対策の基本的な考え方を示す。 

① 区民避難所等のほか、自宅での生活が可能な場合における在宅での避難、親戚・知

人宅やホテル等への避難等、状況に応じた多様な避難行動の実践について啓発を行う。 

② 近年の災害における避難所運営の教訓等を踏まえ、避難所運営におけるジェンダー・

ギャップの解消、要配慮者や在宅避難者（高層マンションを含む）の支援、性的マイ

ノリティや文化・宗教上の理由に配慮した避難所環境の整備、ペット対策について検

討し、避難所開設・運営マニュアルを整備、避難所運営訓練の実施に努める。 

③ 新型コロナウイルス感染症を踏まえ、区では、新型コロナウイルス感染症に係る避

難所運営マニュアルを作成した。引き続き、避難所での感染症対策について、必要な

物資の備蓄や医療体制の整備について推進していく。 

（３）被災者の生活再建に向けた支援の充実化 

被災者の生活再建支援について、対策の基本的な考え方を示す。 

① 被災者生活再建支援システムを活用した、罹災証明書の迅速な発行体制、被災者台

帳に基づく生活再建支援、デジタル技術による申請の電子化等について、検討してい

く。 

② 発災後の区民の被害状況や生活需要を把握するため、被災者生活実態調査の実施を

計画に位置付け、具体的な実施方法を平常時から検討していく。 

③ 生活再建支援に係る総合相談窓口の設置体制、災害ケースマネジメント（関係者が

連携し、被災者に対して、きめ細やかな支援を継続的に実施する取組）の仕組みの整

備について検討する。 

（４）災害対応体制等の強化 

災害対策本部の役割、各課の災害対応体制等について基本的な考え方を示す。 
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① 平常時から各課に防災担当職員を設置するなどして災害対応に係る体制を強化する

ことを検討する。 

② 災害対策本部と復興本部の位置付け、業務の移行方法について、計画に改めて記載

し、詳細を震災復興マニュアルの見直しにあわせて検討する。 

③ 災害時における区有施設指定管理者との協力体制の構築について計画に位置付け、

区との役割分担について検討していく。 

（５）多様な視点を踏まえた対策の推進 

多様な視点を踏まえた対策をさらに進める。 

ジェンダーを専門とする学識経験者等の委員が出席する会議で意見を伺い、計画へ反

映する。さらに、ジェンダー平等の多様な視点に一層配慮した検討を行うため、防災に

関する政策・方針決定過程および防災の現場において、女性、子育て中の世代、高齢者、

障害者や難病患者、外国人等の参画を拡大し、防災対策を推進する。 

 

２ 新たな視点を「加える」 

（１）今後の共助のあり方を追加 

幅広い世代が参加する訓練の実施や地区防災計画の作成を支援する。 

地域すべての、幅広い世代（親子・高齢者・障害者）が参加する訓練を実施するとと

もに、各防災協議会を単位として、地域の特性に応じた地区防災計画の作成を支援する。 

（２）複合災害への対応を追加 

職員等を対象に複合災害への対応に係る訓練の実施を検討する。 

複合災害を想定した図上訓練、関係機関と合同による災害対策本部の立ち上げなど、

実働訓練を行い、結果を踏まえ、災害ごとの対応計画の見直しに努める。 

 

３ 使いやすい資料構成に「見直す」 

これまで、「総則編」のほか、「震災編」「風水害編」「その他編（富士山噴火降灰対

策および大規模事故対策）」で災害事象別で構成されていた計画を「災害予防（防災・減

災）」「災害応急対策」「災害復旧対策」の視点で再構成することで、災害対応のフェー

ズごとに取るべき対策を確認できるように変更した。 

なお、「災害復興対策」は、修正前の計画と同様、１つの編として位置付けている。 
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第２章 計画の概要 

第１ 計画の目的および前提 

１ 計画の目的 

① 品川区地域防災計画は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 42 条の規定に

基づき品川区防災会議が作成する計画である。 

② その目的は、区および防災関係機関等がその有する全機能を有効に発揮して、区の地

域における震災および津波・風水害・火山災害等に係る災害の予防、応急・復旧対策お

よび復興に係る一連の対策を定め、総合的かつ計画的に実施することにより、区の地域

ならびに区民の生命、身体および財産を災害から保護することにある。 

 

２ 計画の前提 

（１）地域防災計画修正までの主な経過 

① 平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災という未曾有の大災害により、各地に

甚大な被害がもたらされ、都内においても様々な混乱が生じた。震災を契機にこれま

での防災対策のあり方が問われ、従来の対策を見直し、品川区の防災力をさらに向上

させる必要があった。品川区では、品川区災害対策基本条例を策定し、災害時医療対

策、高齢者・障害者等災害時要援護者対策、都市機能復旧対策、避難対策のあり方に

ついて協議し、防災対策を推進してきた。 

② 風水害については、要配慮者利用施設の入所者等が被災した平成 28 年台風第 10 号

や平成 29 年九州北部豪雨の教訓や、平成 29 年６月改正の水防法・土砂災害防止法に

基づき公表された浸水想定区域等に立地する要配慮者利用施設について、計画に位置

付けた。また、令和元年台風第 19 号（東日本台風）等を踏まえ、令和３年に災害対策

基本法が改正され、警戒レベル４の避難勧告と避難指示を「避難指示」に一本化する

など、避難情報の見直しが行われたことを踏まえ、修正を行っている。 

③ 都では、東日本大震災の発生後、平成 24 年４月に公表した「首都直下地震等による

東京の被害想定」を全面的に見直し、東京都防災会議の地震部会において検討を進め、

令和４年５月に「首都直下地震等による東京の被害想定」を公表した。 

④ 都では、「TOKYO 強靭化プロジェクト」を令和４年 12 月に策定するとともに、新た

な被害想定で明らかになった震災リスクから、都民の命とくらしを確実に守るため、

東京の総力を挙げて防災対策を進める上での羅針盤となる地域防災計画（震災編）を

令和５年５月に修正した。 

⑤ 本計画は、以上の経過とともに、近年の災害教訓や事例、品川区で実施した防災訓

練の成果などを踏まえ作成したものである。 
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（２）計画の前提 

① この計画は、平成 23 年の東日本大震災から平成 28 年の熊本地震、平成 28 年台風第

10 号や令和３年８月の大雨まで、最近の災害から得た教訓、近年の社会経済情勢の変

化、および区民へ実施したパブリックコメント・区議会などの提言を可能な限り反映

し策定した。また、「品川区長期基本計画」（令和２年４月策定）、「品川区強靭化

計画」（令和４年３月策定（令和５年１月一部修正））、「品川区まちづくりマスタ

ープラン」（令和５年３月改定）と整合を図り策定した。なお、上位計画である「品

川区長期基本計画」では、「地域」「人」「安全」３つの政策分野を掲げ、「安全」

の政策分野における「区民を災害から守る対策の推進」では、10 年後のめざす姿を実

現するための基本的な考え方を「災害対策を総合的に推進する」「市街地の防災性を

高める」「地域の防災力を強化する」「応急活動体制を強化する」と定め、主な施策

を位置付けている。 

② 災害対策については、被災者の視点に立って対策を推進することが重要であり、と

りわけ、子ども、女性、高齢者、障害者などに対しては、きめ細かい配慮が必要であ

る。東日本大震災において明らかとなった、女性、高齢者等への配慮が熊本地震にお

いても十分には活かされなかったことを踏まえ、国は防災基本計画の見直しや災害対

策基本法の改正を行っている。区としても、こうした動向を踏まえて、計画を策定し

た。 

③ なお、防災に関する政策・方針決定過程および防災の現場において、女性、高齢者、

障害者などの参画を拡大し、多様な視点に配慮した防災対策を推進する。 

 

第２ 計画の性格および範囲 

① 本計画は、区の地域に係る災害に対し、区の処理すべき事務または業務を中心として、

都および指定地方行政機関等が処理する事務または業務を包含する総合的かつ基本的な

計画である。 

② 本計画は、区、都および指定地方行政機関等の責任を明確にするとともに、事務また

は事業の一貫性を図る能動的な計画である。 

③ 本計画は、災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）に基づき都知事が実施する救助事務

のうち、同法第 30 条の規定に基づき、都知事から区長に委任された場合の計画、または

都知事が実施する救助事務を補助する場合の計画および同法適用前の救助事務に関する

計画を包含する総合的計画である。 

④ 本計画は、震災および風水害等の災害に対処するための恒久的計画である。 
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第３ 計画の構成 

図表1-1 計画の構成 
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第４ 計画への習熟 

区および防災関係機関は、平素から危機管理の一環として、災害対策を推進する必要が

ある。このため、各種災害に関する施策、事業が本計画に合致しているかを点検し、必要

に応じて見直しを行う。また、区および防災関係機関はそれぞれの責務が充分に果たせる

ように、自ら、もしくは共同し、防災に関する調査・研究に努めるとともに、所属職員に

対する災害時の役割などを踏まえた実践的な教育・訓練の実施などを通して本計画に習熟

し、災害への対応能力を高めなければならない。 

 

第５ 他の法令に基づく計画との関係 

この計画は、区の地域に係る震災および風水害等の災害に関して、総合的かつ基本的な

性格を有するものであって、災害対策基本法第 42 条の規定により東京都地域防災計画に

抵触するものではない。ただし、地域特性を踏まえた独自の対策を立てる場合には、防災

会議において審議するものとする。 

 

第６ 品川区防災会議 

１ 設置の目的 

災害対策基本法第 16 条第１項の規定に基づき、品川区地域防災計画を作成し、計画を推

進するほか、区長の諮問に応じて防災に関する重要事項を審議することを目的とする。 

２ 委員の構成 

区長を会長とし、防災関係機関、区職員等から構成する。なお、委員の総数は 61 名以内

とする。 
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第３章 品川区の現況 

第１ 区の概況 

１ 地域的特徴 

（１）位置および面積 

① 区は、武蔵野台地の東南端にあり、東京都 23 区の南部に位置し概ね東経 139 度 43

分、北緯 35 度 36 分にあって、東は東京湾に面している。 

② 区の土地面積は 22.84km２（令和４年１月１日現在）であり、東京都の約１/96、23

区全体の約１/27 の広さにあたる。 

 

図表1-2 本区の位置関係 

 

 

 

 

 

 

 

図表1-3 区内地区別の面積（令和４年１月１日現在） 

地区 面積 

品川地区 4.30km２ 

大崎地区 3.43km２ 

大井地区 4.73km２ 

荏原地区 5.81km２ 

八潮地区 4.57km２ 

区全体 22.84km２ 

（２）地形 

① 区内には目黒川（延長約 3.7km）、立会川（開渠部分 756ｍ）が流れている。目黒川

によって芝白金台と荏原目黒台に二分され、さらに立会川によって一部が目黒台と荏

原台に分かれている。また、目黒川に沿った大崎や五反田、海岸に近い品川や大井あ

たりに低地が広がっている。 

② 本区の西および南は、標高 20ｍの荏原台の東端部にあたり、その中を東流する立会

川の谷と馬込の谷を除けば平坦な台地となっている。また、東京湾に面した埋立地は

「大井埠頭」と呼ばれており、その一部は品川区に属している。 

③ 北は、標高 30ｍの淀橋台の東南端部にあたり、地盤は固いが、台地の南側を東流す

る目黒川の谷とその枝谷がつくる起伏による崖が数多く分布している。 
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図表1-4 本区の地形断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）気候 

① 温帯気候であり、夏は高温多湿、冬は寒冷少雨である。近年は気候変動の影響によ

り、気温が上昇する傾向にある。降水量は、梅雨時期や秋雨・台風の時期を中心に多

い。 

② 過去５年間（平成 30 年～令和４年）の気象観測データ（観測地：東京羽田、東経 139

度 46.8 分、北緯 35 度 33.2 分、標高６ｍ）によると、年平均気温 17.1℃（１月平均

6.6℃、８月平均 28.3℃）、月平均降水量 116.0mm（１月平均 43.5mm、９月平均 212.3mm）

である。 

 

図表1-5 各月における気温の推移および平均降水量（平成 30 年～令和４年） 
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２ 社会的特徴 

（１）人口分布 

① 人口密度は 17,675.1 人／km２（令和４年 1 月１日現在）であり、地域別に見ると、

荏原地区が２万人を超え一番高く、八潮地区が３千人を切り最も低い地域となってい

る。 

② 夜間人口に対し、昼間人口が多く、令和２年の昼間人口指数 137.8 は東京都や 23 区

全体の比率よりも高い。 

図表1-6 本区における各種人口等データ 

種別 人口 データ時点 

人口総数 407,128 人 令和５年６月１日 

日本人人口 392,579 人 令和５年６月１日 

外国人人口 14,549 人 令和５年６月１日 

世帯数 232,630 世帯 令和５年６月１日 

選挙人名簿登録者数 338,717 人 令和４年４月１日 

土地面積 22.84km２ 令和４年１月１日 

人口密度 17,675.1 人（１km２あたり） 令和４年１月１日 

昼間人口 582,156 人 令和２年 10 月１日 

（国勢調査結果より） 

夜間人口 422,488 人 令和２年 10 月１日 

（国勢調査結果より） 

転入人口 30,724 人 令和３年１年間 

転出人口 33,314 人 令和３年１年間 

出生数 3,632 人 令和３年１年間 

死亡数 3,384 人 令和３年１年間 

婚姻届出件数 3,066 件 令和３年度 

離婚届出件数 566 件 令和３年度 

 

図表1-7 区内地区別の世帯数、人口、年齢構成比、人口密度 

（令和４年 1 月１日現在） 

地区 
世帯数 

（世帯） 

人口 

（人） 

年少人口 

構成比 

（％） 

生産年齢 

人口構成

比（％） 

老年人口 

構成比

（％） 

人口密度 

（人/km２） 

品川地区  40,705 75,796 13.0 67.5 19.5 17,627.0 

大崎地区 39,593 68,324 12.2 70.8 17.0 19,919.5 

大井地区 57,577 104,332 12.6 68.3 19.0 22,057.5 

荏原地区 83,263 143,600 10.7 67.4 21.9 24,716.0 

八潮地区 5,720 11,647 10.4 52.9 36.8 2,548.6 

区全体 226,858 403,699 11.9 67.8 20.3 17,675.1 

※１ 年少人口：０～14 歳、生産年齢人口：15～64 歳、老年人口：65 歳以上 

※２ 構成比については、四捨五入処理の関係上、全体とその内訳が一致しない場合がある。 
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（２）交通 

ア 道路 

① 道路は、区をほぼ南北に走る国道１号（第２京浜）、国道 15 号（第１京浜）、国

道 357 号（東京湾岸道路）、中原街道等がある。また、これらの道路と直交するよ

うに環状六号線（山手通り）がある。 

② 首都高速道路は、湾岸線、羽田線、目黒線、中央環状品川線がある。湾岸線では、

お台場や有明地区、羽田空港につながっている。 

③ 区内道路の総延長を見ると、一般国道（18,714ｍ）、都道（27,928ｍ）、特別区

道（328,550ｍ）、自動車専用道（17,351ｍ）含め、合計の総延長は 392,543ｍであ

る（令和４年４月１日時点）。 

資料 1 本区の道路交通マップ 

イ 鉄道 

鉄道は、JR 東日本、東急電鉄、京浜急行電鉄、都交通局、東京メトロ、東京モノレ

ール、東京臨海高速鉄道の 14 線が縦横に走っている。なお、令和５年３月に日吉駅か

ら新横浜駅を結ぶ東急新横浜線が開業、同じく開業した相鉄新横浜線と新横浜駅でつ

ながり、神奈川県央部および横浜市西部と東京都心部が、東急目黒線や東横線を経由

し直結している。 

図表1-8 区内の駅 

会社名 路線名 駅名 

JR 東日本 

山手線 目黒、五反田、大崎 

京浜東北線 大井町 

横須賀線 西大井 

埼京線 大崎 

湘南新宿ライン 大崎、西大井 

東急電鉄 

目黒線 目黒、不動前、武蔵小山、西小山 

池上線 五反田、大崎広小路、戸越銀座、荏原中延、旗の台 

大井町線 大井町、下神明、戸越公園、中延、荏原町、旗の台 

京浜急行電鉄 本線 
北品川、新馬場、青物横丁、鮫洲、立会川、大森海

岸 

都交通局 
浅草線 五反田、戸越、中延 

三田線 目黒 

東京メトロ 南北線 目黒 

東京モノレール 羽田線 天王洲アイル、大井競馬場前 

東京臨海高速鉄道 りんかい線 天王洲アイル、品川シーサイド、大井町、大崎 

資料 2 本区の鉄道交通マップ 
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図表1-9 区内の主要駅における１日あたり乗車人員 

主な駅の１日平均乗車人員 

JR 東日本 山手線 目黒駅 74,660 人 
五反田駅 93,684 人 
大崎駅 103,733 人 

京浜東北線 大井町駅 70,324 人 
横須賀線 西大井駅 14,187 人 

東急電鉄 目黒線 目黒駅 98,671 人 
不動前駅 12,881 人 
武蔵小山駅 21,843 人 
西小山駅 13,993 人 

池上線 五反田駅 41,080 人 
旗の台駅 26,330 人 

大井町線 大井町駅 48,620 人 
旗の台駅 30,601 人 

京浜急行電鉄 本線 青物横丁駅 14,338 人 
都営地下鉄 浅草線 五反田駅 26,117 人 

中延駅 12,318 人 
三田線 目黒駅 41,721 人 

東京地下鉄 南北線 目黒駅 39,850 人 
東京臨海高速鉄道 りんかい線 天王洲アイル駅 11,283 人 

品川シーサイド駅 13,298 人 
大井町駅 26,623 人 
大崎駅 39,469 人 

※１日平均乗車人員 10,000 人以上の駅のみ掲載 
 

ウ その他 

（ア）港湾 

首都圏の生活と産業を支える東京港の施設として、大井コンテナ埠頭（2,354ｍ）、

品川コンテナ埠頭（745ｍ）がある。 

（イ）バス 

区内には、京浜急行バス、東急バス、都営バスが運行している。また、区では民間

公共交通機関を補完するため、コミュニティバス「しなバス」を運行している。 
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（３）都市構造 

ア 土地利用 

① 大崎、五反田、天王洲等では、業務・事務所機能が集積している。 

② 荏原地区を中心に、木造アパートが戸建や集合住宅に更新されている。 

③ 荏原地区では、敷地が小さく道路が狭いことから建物が密集している。 

④ 土地利用の構成比を比較すると、住宅系が増加し工業系土地利用が減少傾向とな

っている。 

資料 3 区用途地域別構成 

イ 建物分布 

二葉、豊町、中延、旗の台、戸越等に住宅密集地があり、八潮、東品川、大崎、五反

田等では集合住宅、高層マンションが数多い。 

ウ 集客施設・商店街 

① 品川総合区民会館（きゅりあん）、荏原平塚総合区民会館（スクエア荏原）、大

井競馬場、大崎ニューシティ、ゲートシティ大崎、アトレ大井町、アトレ目黒、イ

オン品川シーサイド店、大森ベルポートなど不特定多数の人々がショッピングや娯

楽などに訪れている。 

② 武蔵小山、荏原町、中延、戸越銀座等をはじめ、商店街の数は 101 にのぼり、都

内でも有数の商業地である。 

エ その他重要施設 

① 都内で唯一、品川火力発電所（総出力 114 万 kW、都市ガス）が存在する。 

② 日本を代表する東京港の施設として、大井埠頭や品川埠頭が存在する。 

③ タイ王国、ミャンマー連邦など駐日外国公館（大使館・領事館）がある。大井町、

目黒、五反田、大崎、天王洲周辺にはオフィスビルや商業ビルが多数建設されてい

る。 

オ 公園・緑地 

① 区立の公園や防災広場は、計 273 箇所約 64 万㎡超である。（令和５年４月１日） 

② 区内にある都立の公園は計８箇所約 73 万㎡である。（令和５年４月１日） 

カ 河川 

区内には、２級河川である目黒川（約 3.7km）、立会川（開渠部分 756ｍ）の河川が

流れている。 
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第２ 地区概要 

１ 品川地区 

平成 22 年の羽田空港の国際化・24 時間化や、品川駅付近のリニア中央新幹線始発駅選

定等により品川駅の交通結節機能の高まりが期待されるなか、品川駅周辺での開発が進ん

でいる。品川駅に近接する品川駅南地域においても、北品川駅の周辺エリアにおける道路

と鉄道の連続立体交差化や駅前広場の整備、旧東海道品川宿等の歴史性、開発により新た

なまちとして整備された品川駅東口地区の先進性を活かしながら、品川駅の南の玄関口と

しての発展が期待される。また、天王洲アイルや品川シーサイドには、オフィスビル等が

建ち、新しい品川の景観を生み出している。 

 

２ 大崎地区 

大崎駅周辺では、JR 湘南新宿ラインの運行や JR 埼京線・りんかい線の相互直通運転、

大崎駅南口の供用開始等、鉄道交通の利便性が高まるなか、平成 14 年に都市再生特別措置

法に基づく都市再生緊急整備地域に指定されたことを契機として、大規模開発事業等が連

続的に進み、高層ビル・マンションが建ち並び、街並みが大きく変容した。また、羽田空

港や主要地方都市を結ぶ大崎駅西口バスターミナルや防災機能を備えた大崎西口公園が整

備されている。 

目黒駅周辺においても、JR 山手線や東急目黒線、都営三田線、東京メトロ南北線ととも

に多くのバス路線が集中するターミナル性を活かして、商業、業務施設や中高層住宅等が

集積した拠点市街地が形成されている。 

目黒駅～品川駅にかけての目黒川北側の高台（花房山・池田山・島津山・八ツ山・御殿

山）は、古くからの閑静な住宅地として知られている。 

 

３ 大井地区 

大井町駅では、昭和 60 年代から駅周辺の開発が進み、商業施設や業務施設が建設される

とともに、平成 14 年（2002 年）にはりんかい線大井町駅が開業している。その後、都市

計画道路の補助 163 号線の整備にあわせた高層の住宅開発等が進みつつある。また、平成

15 年（2003 年）には、西大井駅周辺の再開発事業も竣工した。地区東側を南北に走る京急

線は、連続立体交差事業（昭和 46 年度～平成６年度）により、立会川駅（平成２年）、鮫

洲駅（平成３年）の高架化が完了した。近年は、大井町駅周辺で土地区画整理事業等が進

められ、土地の利用転換や区庁舎再編により、老朽化施設の適切な更新や安全な避難動線

の確保を実現し、防災・災害対策拠点として区民・就業者・来街者の安全を確保するなど、

安全な生活を守る防災機能の強化を図っている。 

  



第１編 総則 

第３章 品川区の現況 

総則-19 

４ 荏原地区 

武蔵小山駅周辺と戸越銀座駅、旗の台駅周辺の駅を中心とした商店街により、にぎわい

と活気のある商業空間が形成されている。特に、武蔵小山駅前では駅前広場整備のほか、

街並み再生地区の指定による敷地の共同化、道路の付替え等の街区の再編が行われており、

区西部における区民生活を支えるとともに、より広域性のある拠点づくりが進められてい

る。 

戸越銀座駅や旗の台駅周辺では、路線型商店街が発達し、生活感とにぎわいのある市街

地が形成されており、区民の日常生活を支える拠点としての機能強化が期待されている。 

また、補助 26 号線（豊町区間）が開通し、地区の東西の利便性が向上するとともに、道

路の整備にあわせて沿道建築物の不燃化を促進し、延焼遮断帯が形成されている。 

 

５ 八潮地区 

昭和 51 年（1976 年）に、東京港トンネルが一部開通し、その後順次首都高速湾岸線が

整備され、臨海部の陸上交通を支える基盤が整ってきた。また、都市高速道路中央環状品

川線、国道 357 号東京湾トンネルが開通し、より効率的な自動車交通が行われるとともに、

自動車排出ガスの低下による環境改善効果が期待できる。 

また、品川清掃工場では、区内の廃棄物処理が実施されている。 

さらに、地区内には計画的に整備された大規模団地「八潮パークタウン」のほか、大井

ふ頭中央海浜公園や京浜運河緑道公園等の大規模な都立公園が整備されている。 
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第４章 防災機関の業務大綱 

第１ 基本理念 

① 災害から一人でも多くの生命および貴重な財産を守るためには、第一に「自らの生命

は自らが守る」という自助の考え方、第二に地域における区民の助け合いによって「自

分たちのまちは自分たちで守る」という共助の考え方、この二つの理念に立つ区民と公

助の役割を果たす行政とが、それぞれの責務と役割を明らかにしたうえで、連携を図っ

ていくことが欠かせない。 

② 災害対策の推進にあたっては、区が基礎自治体としての責任と役割を求められている

ことから、区民や都と連携し、多くの生命・身体および財産を守るとともに、本区の機

能を維持しなければならない。 

 

第２ 区災害対策本部 

１ 区災害対策本部の組織・運営 

区長は、区の地域に災害等が発生、または災害が発生するおそれがある場合において、

法令、東京都地域防災計画、本計画の定めるところにより、各防災機関および他自治体等

の協力を得て応急対策を実施する。 

このため、必要があると認めたときは、品川区災害対策本部（以下「本部」という）を

設置する。本部の組織および運営は、災害対策基本法、品川区災害対策本部条例（以下「本

部条例」という）、品川区災害対策本部条例施行規則（以下「本部条例施行規則」という）

の定めるところによる。 

 

（１）本部の組織 

ア 組織 

本部の組織は、品川区災害対策本部条例および同施行規則に定めるところによる。 
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図表1-10 災害対策本部の組織 

 

イ 部の編成および課等の事務分掌 

部の編成および課等の事務分掌は災害初動対応マニュアルに定める。 

ウ 関係機関の参画 

本部長は、自衛隊、都、警視庁（区内管轄警察署）、東京消防庁（区内管轄消防署）、

災害対策基本法第２条第３号から第６号までに規定する各機関等に対して、職員の派

遣（本部派遣員）を要請し、災害対策本部への参画を求めることができる。 

本部長室 部 課（カッコ内は区組織） 

 
≪本部長≫ 

区長 
 
≪副本部長≫ 

副区長 
教育長 

 
≪危機管理監≫ 

災害対策担当部長 
 
≪本部員≫ 

指令情報部長 
企画部長 
総務部長 
会計部長 
区民支援部長 
滞留者支援部長 
避難対策部長 
（補完避難所） 
避難対策部長 
（福祉避難所） 
避難対策部長 
（区民避難所） 
保健衛生部長 
建築住宅部長 
清掃部長 
土木部長 
議会対策部長 
 

≪事務局≫ 
情報課 
運用課 
統制課 

指令情報部 
（部長：災害対策担当部長） 
（副部長：選挙管理委員会事

務局長、監査委員事務局
長） 

情報課・運用課・統制課・物資調整課（総
務課、防災課、選挙管理委員会事務局、監
査委員事務局、企画課） 

企画部 
（部長：企画部長） 

財政課（財政課） 
情報推進課（デジタル推進課） 
施設整備課（施設整備課） 
経理課（経理課） 
生活再建課（税務課） 

総務部 
（部長：総務部長） 

人事課（人事課、新庁舎整備課） 
広報報道課（戦略広報課） 

会計部 
（部長：会計管理者） 会計管理室（会計管理室） 

区民支援部 
（部長：地域振興部長） 

地域活動課（地域活動課、地域産業振興課） 
管理課（戸籍住民課） 

滞留者支援部 
（部長：文化スポーツ振興部
長） 

滞留者支援課（文化観光戦略課、スポーツ
推進課、人権啓発課） 

避難対策部（補完避難所） 
（部長：子ども未来部長） 

子ども支援課（子ども育成課（すまいるス
クールを除く）、子育て応援課、児童相談
課、保育入園調整課、保育施設運営課、子
ども家庭支援センター） 

避難対策部（福祉避難所） 
（部長：福祉部長） 

福祉課（福祉計画課、障害者施策推進課、
障害者支援課、高齢者福祉課、高齢者地域
支援課、生活福祉課） 

避難対策部（区民避難所） 
（部長：教育委員会事務局教
育次長） 

避難所対策課（庶務課、学務課、指導課、
教育総合支援センター、品川図書館、国保
医療年金課、子ども育成課（すまいるスク
ール）） 
＜協力体制：小中学校・義務教育学校・品
川区立各地区図書館＞ 

保健衛生部 
（部長：健康推進部長） 
 

保健衛生課（健康課、地域医療連携課、生
活衛生課、保健予防課） 
保健救護課（品川保健センター、大井保健
センター、荏原保健センター） 

建築住宅部 
（部長：都市環境部長） 

都市復旧課（都市計画課、住宅課） 
建築課（木密整備推進課、都市開発課、建
築課） 
廃棄物課（環境課、品川区清掃事務所） 

土木部 
（部長：防災まちづくり部
長） 

指揮課（土木管理課、地域交通政策課） 
工作課（道路課、河川下水道課、公園課） 

議会対策部 
（部長：区議会事務局長） 議会対策課（区議会事務局） 
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２ 本部職員の初動および活動態勢 

（１）区の活動態勢 

ア 責務 

区の地域に災害等が発生し、または発生するおそれがある場合においては、区は第

１次的防災機関として、法令、東京都地域防災計画および品川区地域防災計画の定め

るところにより、他の区市町村、都および指定地方行政機関ならびに区域内の公共的

団体および住民等の協力を得て、その有する全機能を発揮して災害応急対策の実施に

努めるものとする。 

イ 活動態勢の考え方 

① 区長は、区の責務を遂行するため必要があるときは、本部を設置し、災害対策に

従事する職員を配置する。災害時における区の非常勤務態勢を５種に分け、平常時

の各部所属人員のうち一定数の職員により災害対応にあたる（図表 1-11 参照）。な

お、災害時においても優先すべき通常業務（優先業務）については継続できるよう

に業務継続体制の確保を図る。 

② 区長は、本部を設置し、または廃止したときは、ただちに、知事にその旨を報告

するとともに、警察署、消防署等の関係機関に通報する。 

③ 区長は、本部に関する組織を整備し、本部の設置または廃止、非常事態に応ずる

配備態勢、職員の配置および服務等に関する基準を定める。 

④ 区の地域に災害救助法が適用されたときは、本部長は都本部長の指揮を受けて、

法に基づく救助事務を補助する。 

⑤ 区は、夜間休日等の勤務時間外の災害等発生に備え、情報連絡体制を確保する。 

図表1-11 災害時における区の非常勤務態勢 

勤務 
態勢 

業務の考え方 勤務人員の基準 

平 素 通常の勤務態勢 全職員が平素の業務を実施 

第１種 
全ての通常業務を実施しなが

ら災害に対応 
各部所属人員の５％以下の職員により災害に対応 

第２種 
一部の業務を停止して災害に

対応 
各部所属人員の 25％の職員により災害に対応 

第３種 
災害対応と平素の業務を両立

させながら災害に対応 
各部所属人員の半数の職員により災害に対応 

第４種 
一部の窓口業務など緊急度の
高い住民対応を再開して災害
に対応 

各部所要人員の 75％の職員により災害に対応 

第５種 
全ての業務を停止して全職員

で災害に対応 
全職員により災害に対応 

 

 



第１編 総則 

第４章 防災機関の業務大綱 

総則-23 

（２）本部の非常配備態勢 

災害が発生し、または発生するおそれがある場合において、本部がとる非常配備態勢

は次のとおりである。 

ア 休日夜間宿日直における防災体制 

（ア）目的 

休日夜間等勤務時間外に災害等が発生し、または発生するおそれがある場合に対

処するため、休日夜間宿日直を設置し、防災情報の収集連絡にあたっている。また、

管理職による危機管理宿直制度を活用し、本部態勢等が整うまでの初動対応にあた

るなど、24 時間即応可能な体制を整備する。 

（イ）管理職宿直員の職務 

管理職宿直員は、防災課長および総務課長の指揮監督のもとに警戒待機し、災害

等が発生し、または発生するおそれがある場合は、職員の招集、情報の収集・伝達

等を行う。 

イ 災害対策職員待機寮の設置 

（ア）目的 

夜間休日等勤務時間外に災害等が発生し、または発生するおそれがある場合に、

非常配備態勢要員として従事させるため、災害対策職員待機寮において職員を確保

する。 

（イ）待機寮職員の責務 

待機寮職員は、夜間休日等勤務時間外に災害等が発生し、または発生するおそれ

がある場合には、職員動員計画により指定された避難所等に参集し、情報の収集・

伝達、本部等の開設準備等を行う。 

（ウ）待機寮職員 

100 名程度 

資料 4 待機寮施設一覧 
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第３ 区の事務または業務大綱 

 

災対組織（部） 災対組織（課） 通常組織 事務または業務大綱 

指令情報部 

情報課 

運用課 

統制課 

物資調整課 

総務課 

防災課 

選挙管理委員会事務局 

監査委員事務局 

企画課 

１ 災害関連情報の総括に関すること。 

２ 住民対応班（ｺｰﾙｾﾝﾀｰ）の運用に関するこ

と。 

３ 各部への指令および活動状況の集約に関

すること。 

４ 自衛隊・警察・消防の運用に関すること。 

５ 災害救助法の適用申請に関すること。 

６ 義援金品の受領に関すること。 

７ 災害対策本部の設置に関すること。 

８ 国、都および関係機関の情報収集に関す

ること。 

９ 無人航空機（ドローン）の運用に関する

こと。 

10 避難対策の統制に関すること。 

11 物資の確保および輸送にに関すること。 

12 災害廃棄物処理の統制に関すること。 

13 災害復興計画の調整に関すること。 

企画部 

財政課 財政課 １ 災害に伴う予算の編成に関すること。 

情報推進課 デジタル推進課 １ 情報システムの復旧に関すること。 

施設整備課 施設整備課 

１ 区有施設（総合庁舎を除く）の安全確認

および被害状況の調査、集約に関するこ

と。 

２ 区有施設（総合庁舎を除く）の被災箇所

の応急措置に関すること。 

経理課 経理課 

１ 総合庁舎の管理保全に関すること。 

２ 工事等の契約に関すること。 

３ 車両、船舶等輸送手段の調達および配車

調整に関すること。 

４ 緊急通行車両章の準備に関すること。 

５ 住民対応班（ｺｰﾙｾﾝﾀｰ）の設置に関するこ

と。 

生活再建課 税務課 

１ 住家被害認定調査に関すること。 

２ 被災台帳作成に関すること。 

３ 罹災証明書の発行に関すること。 

総務部 人事課 
人事課 

新庁舎整備課 

１ 総合庁舎来庁者の救護に関すること。 

２ 各部間の人員調整に関すること。 

３ 自治体からの応援職員の受入れおよび人

的受援（ボランティアを含む）の配分に

関すること。 

４ 災害対応職員の対応に伴う予算の編成に

関すること。 

５ 外国人に対する支援に関すること。 
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災対組織（部） 災対組織（課） 通常組織 事務または業務大綱 

広報報道課 戦略広聴課 

１ 災害に伴う広報／報道機関の対応に関す

ること。 

２ 災害の記録に関すること。 

会計部 会計管理室 会計管理室 

１ 経費の支払いに関すること。 

２ 義援金品の出納保管に関すること。 

３ 金融機関との連絡、調整に関すること。 

区民支援部 

地域活動課 
地域活動課 

地域産業振興課 

１ 地域拠点（地域センター）の総括に関す

ること。 

２ 地域拠点（地域センター）の周辺被害状

況  集約、報告に関すること。 

３ 商店街、事業所の支援に関すること。 

４ 中小企業センターの管理保全および利用

者の安全に関すること。 

５ 見舞金、災害弔慰金の支給に関すること。 

６ 災害援護資金の貸し付けに関すること。 

７ 総合相談窓口に関すること。 

８ 消費生活の安定化に関すること。 

管理課 戸籍住民課 

１ 遺体の取り扱いに関すること。 

２ 地域拠点（地域センター）の支援に関す

ること。 

滞留者支援部 滞留者支援課 

文化観光戦略課 

スポーツ推進課 

人権啓発課 

１ 部所属施設の管理保全および利用者の安

全・被災状況の把握に関すること。 

２ 帰宅困難者の受入および援護（物資含む）

に関すること。 

３ 被災状況の把握および報告に関するこ

と。 

４ 帰宅困難者受入れ施設開設および管理運

営に関すること。 

避難対策部 

(補完避難所) 
子ども支援課 

子ども育成課（すまいるス

クールを除く） 

子育て応援課 

児童相談課 

保育入園調整課 

保育施設運営課 

子ども家庭支援センター 

１ 部所属施設の管理保全および利用者の安

全・被災状況の把握に関すること。 

２ 情報の収集および連絡に関すること。 

３ 保護者への連絡に関すること 

４ 補完避難所の開設・管理運営および避難

対策の支援・調整に関すること。 

避難対策部 

(福祉避難所) 
福祉課 

福祉計画課 

障害者施策推進課 

障害者支援課 

高齢者福祉課 

高齢者地域支援課 

生活福祉課 

１ 部所属施設の管理保全および利用者の安

全・被災状況の把握／情報の収集および

連絡に関すること。 

２ 要配慮者の救助、支援に関すること。 

３ 避難行動要支援者対策班の設置に関する

こと。 

４ 福祉避難所の開設・管理運営および避難

対策の支援・調整に関すること。 

５ 被保護者の救援に関すること。 
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災対組織（部） 災対組織（課） 通常組織 事務または業務大綱 

６ ボランティアの受入れおよびボランティ

アセンターの運営に関すること。 

７ 施設利用者の家族等への連絡に関するこ

と。 

避難対策部 

(区民避難所) 
避難所対策課 

庶務課 

学務課 

指導課 

品川図書館 

教育総合支援センター 

国保医療年金課 

子ども育成課（すまいるス

クール） 

＜協力体制：小中学校・義

務教育学校・品川区立各地

区図書館＞ 

１ 部所属施設の管理保全および利用者の安

全に関すること。 

２ 各学校との連絡調整および指導に関する

こと。 

３ 学校施設、設備の被災箇所の応急措置に

関すること。 

４ 教育長および教育委員との連絡調整に関

すること。 

５ 被災児童および生徒への教科書、学用品

の給付に関すること。 

６ 授業再開の準備に関すること。 

７ 区民避難所・自主避難施設・避難場所の

開設・管理運営および避難対策の支援・

調整に関すること。 

８ 図書館全館の被災状況の把握に関するこ

と。 

９ 広域避難場所の状況把握、情報収集、報

告に関すること。 

保健衛生部 保健衛生課 

健康課 

地域医療連携課 

生活衛生課 

保健予防課 

１ 所属部署の管理保全および利用者の安

全・被災状況の把握および報告に関する

こと。 

２ 医療救護本部の設置に関すること。 

３ 初動医療体制の構築（災害拠点病院等と

の連携を含む）に関すること。 

４ 医師会等関係団体との連携に関するこ

と。 

５ 医療ボランティアの受入・調整に関する

こと。 

６ 医療救護所での医薬品・医療資器材の調

達・管理に関すること。 

７ 都保健医療局および医療機関等への要

請、連絡調整に関すること。 

８ 医療救護所の開設、運営/医療救護所運営

の支援に関すること。 

９ 衛生指導に関すること。 

10 衛生検査に関すること。 

11 殺虫、消毒、防疫宣伝に関すること。 

12 栄養・食生活支援の調整・管理に関する

こと。 
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災対組織（部） 災対組織（課） 通常組織 事務または業務大綱 

保健救護課 

品川保健センター 

大井保健センター 

荏原保健センター 

１ 被災状況の把握および報告に関するこ

と。 

２ 感染症予防に関すること。 

３ 巡回健康相談に関すること。 

建築住宅部 

都市復旧課 
都市計画課 

住宅課 

１ 応急仮設住宅等の入居者の募集、選定に

関すること。 

２ 被災者に対する給水に関すること。 

３ 都市復興計画の調整に関すること。 

４ 建設型応急住宅の設置に関すること。 

５ 風水害時の家屋・がけ崩れ調査に関する

こと。 

建築課 

木密整備推進課 

都市開発課 

建築課 

１ がけ地および地盤調査に関すること。 

２ 区内建築物および宅地の応急危険度判定

に関すること。 

３ 被災建築物応急危険度判定員との協力に

関すること。 

４ 風水害時の家屋・がけ崩れ調査に関する

こと。 

廃棄物課 
環境課 

品川区清掃事務所 
１ 災害廃棄物等の処理に関すること。 

土木部 

指揮課 
土木管理課 

地域交通政策課 

１ 土木施設の被害状況の集約、報告に関す

ること。 

２ 派遣された自衛隊との現場における連絡

に関すること。 

３ 冠水・風水害調査（気象情報の分析評価

を含む）に関すること。 

工作課 

道路課 

河川下水道課 

公園課 

１ 土木施設の被害状況の調査に関するこ

と。 

２ 道路啓開（路上の倒壊建物等の障害物除

去）、復旧に関すること。 

３ 街路樹の管理に関すること。 

４ 水門、防災船着場、桟橋の情報収集、復

旧に関すること。 

５ 河川、橋梁および隧道の復旧に関するこ

と。 

６ 津波の対応に関すること。 

７ 冠水・風水害調査に関すること。 

８ 公園および児童遊園の活用の調整に関す

ること。 

９ 公園および児童遊園の復旧、修理に関す

ること。 

議会対策部 議会対策課 区議会事務局 
１ 議会対策本部と災害対策本部との連絡調

整、区議会議員の対応に関すること。 
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第４  

第５  

第６ 関係機関の事務または業務大綱 

図表1-12 機関別の取組み内容 

機関の名称 事務または業務の大綱 

指定地方行政機関 

東京国道事務所 

品川出張所 

１ 所管する一般国道の保全に関すること。 

２ 災害時における道路および橋りょうの復旧に関するこ

と。 

第三管区海上保安本部 

東京海上保安部 

１ 警戒宣言、津波情報等の伝達に関すること。 

２ 震災に関する情報の収集に関すること。 

３ 海難救助（人命救助、危険物流出対応、火災対応等）に

関すること。 

４ 排出油等の防除（調査および指導、防除措置の指示等）

に関すること。 

５ 海上交通安全の確保（船舶交通の整理指導・制限等、航

路障害物の除去、危険物積載船の保全措置、工事作業等

の再開、水路の検測、航路標識等の復旧）に関すること。 

６ 海上における治安の維持に関すること。 

７ 海上緊急輸送（人員および救援・災害復旧資材の輸送）

に関すること。 

８ その他震災応急対策に必要な事項。 

自衛隊 

陸上自衛隊第１師団 

第１普通科連隊 

１ 人命救助に関すること。 

２ 緊急輸送に関すること。 

３ 給食・給水・宿泊支援に関すること。 

４ 水防に関すること。 

都機関 

建設局 

第二建設事務所 

１ 河川の保全に関すること。 

２ 砂防、高潮防御および排水場施設の保全に関すること。 

３ 道路および橋梁の保全に関すること。 

４ 水防に関すること。 

５ 河川における流木対策に関すること。 

６ 河川、道路等における障害物の除去に関すること。 

建設局 

東部公園緑地事務所 
１ 都立公園の保全および震災時の利用に関すること。 
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機関の名称 事務または業務の大綱 

水道局 

南部支所 

品川営業所 

１ 水道施設の点検、整備および復旧に関すること。 

２ 災害時における応急給水に関すること。 

下水道局 

南部下水道事務所 

１ 下水道施設の点検、整備および復旧に関すること。 

２ 仮設トイレ等のし尿の受入れ・処理に関すること。 

交通局大門駅務管区 

１ 都営交通施設の点検、整備および復旧に関すること。 

２ 地下高速電車による輸送の協力に関すること。 

３ 利用者の避難誘導、駅の混乱防止に関すること。 

警察機関 

警視庁 

第二方面本部 

東京湾岸警察署 

品川警察署 

大井警察署 

大崎警察署 

荏原警察署 

１ 被害実態の把握および各種情報の収集に関すること。 

２ 被災者の救出救助および避難・誘導に関すること。 

３ 行方不明者等の捜索および調査に関すること。 

４ 遺体の調査等および検視に関すること。 

５ 交通の規制に関すること。 

６ 緊急通行車両確認標章の交付に関すること。 

７ 公共の安全と秩序の維持に関すること。 

消防機関 

東京消防庁 

第二消防方面本部 

品川消防署 

大井消防署 

荏原消防署 

１ 水、火災およびその他災害の救助、救急情報に関する

こと。 

２ 水、火災およびその他の災害の予防、警戒および防御

に関すること。 

３ 人命の救助および救急に関すること。 

４ 危険物施設および火気使用設備器具等の安全化のため

の規制指導に関すること。 

５ 防災意識の高揚および防災行動力の向上ならびに事業

所の自主防災体制の指導育成に関すること。 

６ 応急救護知識技術の普及および自主救護能力の向上に

関すること。 
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機関の名称 事務または業務の大綱 

消防団 

 品川消防団 

 大井消防団 

 荏原消防団 

１ 水、火災およびその他災害の救助、救急情報に関する

こと。 

２ 水、火災およびその他の災害の予防、警戒および防御

に関すること。 

３ 人命の救助および救急に関すること。 

４ 防災意識の高揚および防災行動力の向上ならびに事業

所の自主防災体制の指導育成に関すること。 

５ 応急救護知識技術の普及および自主救護能力の向上に

関すること。 

指定公共機関 

日本郵便㈱ 

品川郵便局 

大崎郵便局 

荏原郵便局 

１ 郵便物送達の確保、窓口業務の維持。 

２ 災害時における郵便業務に係る災害特別事務取扱に関

すること。 

(１)被災者に対する郵便葉書等の無償交付 

(２)被災者が差し出す郵便物の料金免除 

(３)被災地あて救助用郵便物の料金免除 

(４)被災者救助団体に対するお年玉付郵便葉書等寄付

金の配分 

東日本旅客鉄道㈱ 

東京支社 

１ 鉄道施設等の工事計画およびこれらの施設道の保全に

関すること。 

２ 災害時における鉄道車両等による救助物資および避難

者輸送の協力に関すること。 

３ 利用者の避難誘導、駅の混乱防止に関すること。 

NTT 東日本㈱ 

１ 電気通信設備の建設および保全に関すること。 

２ 重要通信の確保に関すること。 

３ 気象予警報の伝達に関すること。 

４ 通信ネットワークの信頼性向上に関すること。 

５ 災害時の電気通信設備の復旧に関すること。 

東京電力パワーグリッド㈱ 

品川支社 

１ 電力施設等の建設ならびに、これらの保全に関するこ

と。 

２ 災害時における電力の供給に関すること。 

東京ガスグループ 
１ 災害時におけるガスの供給に関すること。 

２ ガスの施設の建設および保全に関すること。 
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機関の名称 事務または業務の大綱 

首都高速道路㈱ 

東京東局 

１ 首都高速道路等の建設および保全に関すること。 

２ 首都高速道路等の災害復旧に関すること。 

３ 災害時における緊急交通路の確保に関すること。 

指定地方公共機関 

東急電鉄㈱ 

京浜急行電鉄㈱ 

東京モノレール㈱ 

東京臨海高速鉄道㈱ 

１ 鉄道施設等の工事計画およびこれらの施設道の保全に

関すること。 

２ 災害時における鉄道車両等による救助物資および避難

者輸送の協力に関すること。 

３ 利用者の避難誘導、駅の混乱防止に関すること。 

公共的機関 

品川区医師会 

荏原医師会 

１ 災害時における医療救護活動の協力に関すること。 

２ 防疫の協力に関すること。 

品川歯科医師会 

荏原歯科医師会 
１ 災害時における歯科医療活動に関すること。 

品川区薬剤師会 
１ 災害時における医薬品の調剤、服薬指導および医薬品

の管理に関すること。 

東京都柔道整復師会品川支部 
１ 災害時における応急救護および衛生材料等の提供に関

すること。 

東京都獣医師会品川支部 １ 災害時における動物救護活動に関すること。 

防災区民組織 

（町会・自治会） 

１ 避難の指示の伝達等、情報の収集、伝達に関すること。 

２ 初期消火に関すること。 

３ 避難誘導および避難行動要支援者の避難支援に関する

こと。 

４ 被災者に対する炊き出し、救助物資の配分等に関する

こと。 

５ 区民避難所の開設・運営に関すること。 

６ 災害時の治安維持に関すること。 

７ その他被害状況の調査等災害対策全般についての協力

に関すること。 

協力団体 

（品川建設防災協議会） 

（東京都トラック協会品川支部） 

１ 災害時における応急建設資機材、労力等の提供、業務

の実施、協力に関すること。 

２ 災害時における応急土木資機材、労力等の提供、業務

の実施、協力に関すること。 

３ 災害時における応急対策用貨物自動車ならびに労力等

の供給、協力に関すること。 
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機関の名称 事務または業務の大綱 

協力団体 

（㈱ケーブルテレビ品川） 

１ 品川区民チャンネルで行う情報告知に関すること。 

２ 災害時における品川区民チャンネルで行う緊急放送に

関すること。 
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第１章 総則 

対策１ 震災           

○ここでは、第２編災害予防（防災・減災）の対策を示す上で前提となる被害想定の結

果や震災時の時間経過による活動の想定を示すものとした。また、地震に対する被害

軽減と都市再生に向けた目標（減災目標）を定めた。 

 

東日本大震災を契機に、これまでの防災対策のあり方を見直し区の防災力を一層向上し

ていくことが求められた。区では、「東京都防災対応指針」（平成 23 年 11 月）や「首都

直下地震等による東京の被害想定」（平成 24 年４月発表）から得られた科学的知見に基づ

く想定結果の内容を踏まえた「東京都地域防災計画（震災編）」との整合性を図りながら

対策を進めてきた。 

また、平成 28 年４月に発生した熊本地震において課題となった、広域応援に関する受援

体制や車中泊者やテント泊者等の避難所以外で生活する避難者への支援等の教訓、平成 30

年９月に発生した北海道胆振東部地震における大規模停電被害の教訓等を踏まえて対策を

進めてきた。 

さらに、令和４年５月には「首都直下地震等による東京の被害想定」が見直され、令和

５年５月に「東京都地域防災計画（震災編）」が修正されたところである。都の被害想定

や地域防災計画とも整合を図りながら、区の地震対策をより一層、推進していく必要があ

る。 

【用語の解説】 

①東日本大震災 

気象庁では、平成 23 年３月 11 日に発生した地震を「平成 23 年（2011 年）東北地

方太平洋沖地震」と命名。さらに政府では、この地震の災害規模が東日本全域におよ

ぶ甚大なものであることに加え、大規模な地震と津波に加え原子力発電施設の事故が

重なるという未曾有の複合的な大災害であり、復旧・復興施策の推進の際に統一的な

名称が必要となることから、災害名を「東日本大震災」と呼称することとした。 

②首都直下地震等による東京の被害想定 

都は、東日本大震災を踏まえ、平成 24 年４月に公表した「首都直下地震等による東

京の被害想定」を全面的に見直すこととし、東京都防災会議の地震部会において検討

を進めてきた。その結果を令和４年５月に「首都直下地震等による東京の被害想定」

報告書としてとりまとめたものをいう。 

③防災区民組織 

防災区民組織とは、町会・自治会を単位に相互扶助の精神に基づき、地域住民が自

主的に防災活動を行う組織をいう。町会・自治会の区域内の全区民を構成員とする。 

④スタンドパイプ 

道路上に設置されている「消火栓」に直結して、ホースを通じて放水できる初期消

火機材のことをいう。木密地域等で、消防車や可搬ポンプが活動不能な場合に有効で

ある。また、「消火栓」を活用して応急給水を行う場合に、応急給水用資機材として

用いる。 
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第１ 被害想定 

東日本大震災では、震源から遠く離れた東京においても、液状化や大量の帰宅困難者の

発生といった被害が生じた。 

このため、客観的なデータや最新の科学的根拠に基づき被害想定の見直しを行い、平成

24 年４月、「首都直下地震等による東京の被害想定」を東京都防災会議で決定した。 

その後、前回被害想定から約 10 年が経過することから、この間の様々な変化や最新の科

学的知見を踏まえ見直しを行い、令和４年５月、「首都直下地震等による東京の被害想定」

を東京都防災会議で決定した。 

 

（１）前提条件 

ア 想定地震 

図表2-1 想定地震の概要 

想定地震 規模 発生確率 都の被害想定において想定地震として

選定されている理由等 

都心南部直下地震 

Ｍ7.3 

今後 30 年以内 70% 

（南関東地域における

Ｍ７クラスの確率） 

・被害が大きく首都中枢機能への影響

や、新幹線や空港等の交通網の被害、

木造住宅密集地帯の火災延焼の観点

から選定 

多摩東部直下地震 
・多摩地域に大きな影響を及ぼすおそ

れのある地震として選定 

都心東部直下地震 
・プレート内地震は、都内のどこでも

起こり得るため震度分布を提示 
都心西部直下地震 

多摩西部直下地震 

立川断層帯地震 Ｍ7.4 
今後 30 年以内 

0.5～２% 

・多摩地域に大きな影響を及ぼすおそ

れのある断層帯地震として選定 

大正関東地震 
Ｍ８ 

クラス 

今後 30 年以内 

０～６% 

（180 年から 590 年の発

生間隔） 

・当面発生する可能性は低いが、今後

百年先頃には地震発生の可能性が高

くなっていると考えられる地震 

南海トラフ巨大地震 
Ｍ９ 

クラス 

今後 30 年以内 

70～80% 

（南海トラフの地震Ｍ

８～Ｍ９クラスの確

率） 

・島しょ地域への津波の影響が大きい

と考えられるとともに、内陸部では

長周期地震動による被害が発生する

おそれがある地震として選定 
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イ 発災時間別に想定される被害 

図表2-2 被害想定において設定した発災時期ごとに想定される被害 

季節・時刻 想定される被害 

冬・早朝５時 

○兵庫県南部地震と同じ発生時間 
○多くの人々が自宅で就寝中に被災するため、家屋倒壊による死者が発生

する危険性が高い。 
○オフィスや繁華街の屋内外滞留者や、鉄道・道路利用者は少ない。 

冬・昼12時 

○オフィス、繁華街、映画館、テーマパーク等に多数の滞留者が集中して
おり、店舗等の倒壊、看板等の落下物等による被害の危険性が高い。 

○外出者が多い時間帯であり、帰宅困難者数も最多となる。 
○住宅内滞留者数は１日の中で最も少なく、老朽木造家屋の倒壊による死

者数は朝夕と比較して少ない。 

冬・夕18時 

○火気器具利用が最も多いと考えられる時間帯で、これらを原因とする出
火数が最も多くなる。 

○オフィスや繁華街周辺、ターミナル駅では、帰宅や飲食のため滞留者が
多数存在する。 

○ビル倒壊や看板等の落下物等により被災する危険性が高い。 
○鉄道、道路はほぼラッシュ時に近い状況で人的被害や交通機能支障によ

る影響拡大が大きい。 
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（２）被害想定 

ア 被害想定 

「首都直下地震等による東京の被害想定」で示されている都心南部直下地震、多摩

東部直下地震、大正関東地震、立川断層帯地震での品川区および東京都の建物・人的

被害等は以下のとおりである。 

 

図表2-3 想定地震に応じた本区の被害想定 

想定地震名 都心南部直下 多摩東部直下 大正関東 立川断層帯 

地震のエネルギー（Ｍ） 7.3 7.3 8 7.4 

最大震度（区内） 震度７ 震度７ 震度 7 震度６強 

地震のタイプ 直下型 直下型 海溝型 直下型 

発生季節と時刻 冬・夕方 18 時 冬・夕方 18 時 冬・夕方 18 時 冬・夕方 18 時 

風速の想定 ８m/秒 ８m/秒 ８m/秒 ８m/秒 

想定の時期 今回新規 今回新規 今回新規 従前から 

 品川区 東京都 品川区 東京都 品川区 東京都 品川区 東京都 

死者 人 288 6,148 116 4,986 87 1,777 1 1,490 

原

因

別 

ゆれ等建物被害※１ 人 101 3,209 60 2,593 43 969 0 593 

屋内収容物 人 12 239 6 216 6 140 0 54 

急傾斜地崩壊 人 0 8 0 32 0 10 0 22 

火災 人 160 2,482 40 1,918 29 556 1 775 

ブロック塀等 人 14 205 10 224 9 100 0 47 

屋外落下物 人 0 5 0 3 0 2 0 0 

負傷者 

うち重傷者 

人 4,492 93,435 2,623 81,609 2,135 38,746 9 19,229 

人 736 13,829 372 11,441 287 4,481 0 2,898 

原

因

別 

ゆれ等建物被害※１ 人 3,007 69,547 1,965 60,608 1,586 29,214 8 13,559 

屋内収容物 人 319 6,496 163 5,721 163 4,247 0 1,465 

急傾斜地崩壊 人 0 11 0 40 0 13 0 27 

火災 人 675 9,947 139 7,269 83 1,676 2 2,556 

ブロック塀等 人 482 7,057 350 7,720 299 3,442 0 1,617 

屋外落下物 人 10 378 6 252 4 154 0 4 

建物被害（全壊・焼失） 棟 9,178 194,431 3,312 161,516 2,442 54,962 3,751 51,928 

原

因

別 

ゆれ等による建物全壊※２ 棟 2,892 82,199 1,705 70,108 1,289 28,319 128 16,066 

火災による焼失 

（建物倒壊を含まない） 
棟 6,286 112,232 1,607 91,408 1,153 26,643 3,623 35,862 

出典：首都直下地震等による東京の被害想定報告書（東京都防災会議） 

※１ ゆれ等建物被害：ゆれ、液状化建物被害（人） 

※２ ゆれ等による建物全壊：ゆれ、液状化、急傾斜地崩壊による建物全壊棟数（棟） 

※  小数点以下の四捨五入により、合計値は合わないことがある。 

 

イ 都心南部直下地震等の特徴 

想定地震のなかで品川区への被害が最も大きいのは都心南部直下地震であり、その

被害の特徴を以下に示す。 

また、「首都直下地震等による東京の被害想定」では、大正関東地震および南海ト

ラフ巨大地震の津波高が示されている。以下に参考として、品川区で最大となる津波

高として、南海トラフ巨大地震のシミュレーション結果を示す。 
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a 震度分布 

品川区内では震度７（区内面積に占める 0.6％の地域）の地域が出るとともに、震

度６強（区内面積に占める 91.0％の地域）の地域が多くを占める。 

b 建物・人的被害 

品川区内の全壊・焼失棟数が 9,178 棟（ゆれ・液状化・急傾斜地崩壊：2,892 棟、

焼失：6,286 棟（倒壊建物を含まない））となっており、区内の建物棟数 63,483 棟

の 14.5％が全壊または焼失すると想定される。 

建物被害に伴う死者数は 288 人、負傷者数は 4,492 人と想定される（M7.3 冬・

夕方 18 時 風速８m/秒）。 

c 避難者数 

品川区の避難者数は最大 131,126 人（避難所避難者数は 87,418 人、避難所外避難

者数は 43,709 人）で、夜間人口 422,488 人（令和２年「国勢調査」結果）の 31.0％

と想定される。 

d 帰宅困難者数 

品川区の東京都市圏内からの流入者における帰宅困難者数は 233,316 人で、東京

都市圏外からの流入者を含むとそれ以上になるものと想定される。 

e ライフライン・社会的影響 

ライフラインは、停電率 21.3％、通信不通回線率 11.0％、上水道断水率 30.2％、

下水道被害率 6.4％、ガス供給停止率 60.6％となっている。 

図表2-4 ライフライン・社会的影響等 

想定地震名 都心南部直下 

地震のエネルギー（Ｍ） 7.3 
最大震度（区内） 震度７ 
地震のタイプ 直下型 
発生季節と時刻 冬・夕方 18 時 
風速の想定 ８m/秒 

 品川区 東京都 
ライフライン 電力 停電率 ％ 21.3 11.9 

通信 不通回線率 ％ 11.0 4.0 
上水道 断水率 ％ 30.2 26.4 
下水道 被害率 ％ 6.4 4.0 
ガス 供給停止率 ％ 60.6 24.3 

社会的影響 避難者数 人 131,126 2,993,713 
うち避難所避難者数 人 87,418 1,995,809 
うち避難所外避難者数 人 43,709 997,904 

帰宅困難者数（東京都市
圏内からの流入者のみ） 

人 233,316 4,151,327 

閉じ込めにつながりうる 
エレベーター台数 

台 887 22,426 

自力脱出困難者数 人 1,359 31,251 
災害廃棄物 万ｔ 132 3,164 

※小数点以下の四捨五入により、合計値は合わないことがある。 

  



第２編 災害予防 

第１章 総則 

予防-8 

f 津波の影響 

南海トラフ巨大地震において、品川区内で最大となる津波高は 2.38ｍであり、河

川敷や一部の市街地は浸水する。また、30 ㎝津波高最短到達時間は 98.5 分、最大津

波高到達時間は 201.6 分と想定されている。 

 

図表2-5 各区における最大津波高とその場所 
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第２ 震災時の時間経過による活動想定 

図表2-6 震災時の時間経過による被害様相と対応 

（都心南部直下地震 冬・夕方 18 時・８m/秒）（1/3） 

項目 地震発生 ２,３時間後～ 

被害 

様相 

自然現象 

地震動 最大震度は７、全域６弱以上 余震 

液状化 沿岸部中心に発生のおそれあり － 

土砂災害 
急傾斜地崩壊危険箇所等で被害発生

のおそれあり 

降雨や余震があれば被害拡大のお

それ 

建物等 
建物 ゆれ・液状化等による全壊 2,892 棟 余震により被害拡大のおそれ 

火災 火災延焼による焼失 6,286 棟 延焼継続 

人的被害 死傷等 

死者 288 人、負傷者 4,492 人 

（うち重傷者 736 人）発生 

閉じ込めにつながるエレベーター停

止 887 台 

区内の医療機関も被災し、重傷者

等の対応が困難となるおそれあ

り。都内被災地の病院に負傷者が

集中し混乱が発生 

避難者 

自宅建物被害やライフライン被害等

により自宅生活の継続困難 

高層住宅における長周期地震動によ

る被害、生活継続困難 

避難所避難者 87,418 人 

避難所外避難者 43,709 人 

避難者合計 131,126 人 

※小数点以下の四捨五入により、

合計値は合わない。 

帰宅困難者 
交通機関の停止により帰宅困難者、徒

歩帰宅者が発生 
帰宅困難者 233,316 人 

交通 

道路 細街路を中心に通行不能箇所多発 

緊急輸送道路は交通規制により一

般車両は通行禁止。被害の少ない

通行可能道路でも一般車両の集中

や徒歩帰宅者移動等で渋滞発生 

鉄道 
全列車が運行停止 

都外からの来街者も多くが帰宅困難 

全駅周辺で救助・救援活動、情報提

供活動、混乱防止活動の実施 

ライフ 

ライン 

電気 電柱等被害発生、停電（21.3％） 
変電所被害による停電は１日以内

に回復 

水道 配水管被害発生、断水（30.2％） 断水が継続 

都市ガス 供給停止（60.6％） 広域的に供給が停止 

通信 

電柱等被害発生、 

通信の不通（11.0％） 

輻輳（ほぼ全域） 

輻輳が激しい 

メール・SNS 等の大幅な遅配 

110 番・119 番通報がパンク 

NTT・携帯電話事業者の安否確認シ

ステム（災害用伝言ダイヤル 171、

災害用伝言板サービス等）が稼動 

放送（通

信） 

地上放送・品川区民チャンネルの停波

（一部地域） 

一部の固定電話・インターネットサー

ビスが不通 

地上放送・品川区民チャンネルの

停波（５割以上に拡大） 

下水道 下水道管きょ被害（6.4％） 被害状況調査開始、緊急措置開始 

対応 
災害対策 

本部 

区 

非常参集 

災害対策本部の設置、設営開始 

来庁者および職員の安全確保 

地震情報・被害情報の収集開始 

庁舎内の点検・応急措置を開始 

災害広報活動 

自衛隊の出動を都に要請 

医療救護本部の設置 

避難所の開設・運営 

緊急物資の調達、都の備蓄物資の

輸送 

緊急医療救護所の設置、救助救急

活動 

都 

自衛隊への派遣要請、広域応援 

災害救助法適用検討 

国への報告、国民への広報 
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図表2-7 震災時の時間経過による被害様相と対応 

（都心南部直下地震 冬・夕方 18 時・８m/秒）（2/3） 

項目 １日後～ ２,３日後～ 

被害 

様相 

自然現象 

地震動 余震 （同左） 

液状化 － － 

土砂災害 
降雨や余震があれば被害拡大のお

それ 
（同左） 

建物等 
建物 余震により被害拡大のおそれ （同左） 

火災 延焼継続 － 

人的被害 死傷等 

区内の医療機関も被災し、重傷者等

の対応が困難となるおそれあり。都

内被災地の病院に負傷者が集中し

混乱が発生 

高齢者等を中心に持病の悪化、

（特に冬場には）風邪、肺炎、

インフルエンザ等の発病のおそ

れ 

避難者 

避難者に加え帰宅困難者も避難所

に殺到し、受入能力を越える事態

が発生 

避難所以外で生活する避難者（在

宅、テント泊、車中泊等）の発生 

区や区民自身の備蓄により、生活

用品を確保 

国や都により支援物資の供給 

多様な避難者との生活 

必要なスペースや物資の確保等

のケアが行き渡らず避難所避難

者のストレスが増加 

在宅避難者の家庭内備蓄が枯渇

し、時間経過とともに避難所へ

の避難者が増加 

帰宅困難者 

帰宅困難者の継続発生 

自宅等へ移動する人や屋外に滞留

する人で道路上が混雑し、応急活

動に支障が発生 

徒歩帰宅者や帰宅のための移動

手段が必要な帰宅困難者の発生 

運行を再開した駅等における混

雑の発生 

一時滞在施設等での滞在期間の

長期化、滞在環境の確保の困難

化 

交通 

道路 

発災後１～３日間は道路啓開作業

等のため緊急輸送には使用困難と

なる可能性あり 

緊急輸送ルートは確保されるが

機能は平常時より大幅に低下 

鉄道 

全駅周辺で救助・救援活動、情報提

供活動、混乱防止活動の実施、応急

復旧作業 

応急復旧作業 

ライフ 

ライン 

電気 
配電設備の復旧作業開始 

計画停電が実施される可能性 
徐々に復旧 

水道 断水が継続 
本格的復旧作業 

断水の復旧は限定的 

都市ガス 広域的に供給が停止 
安全点検や復旧作業のため供給

停止が一部継続 

通信 利用困難が継続 利用困難が継続 

放送（通

信） 
被害状況の確認と復旧計画の策定 

伝送路設備の復旧作業開始（一

部は応急的復旧） 

下水道 支障箇所の応急復旧作業開始 下水利用が困難な状況が継続 

対応 
災害対策 

本部 

区 

被害情報の収集継続（概略判明） 

避難所の運営継続 

食料・飲料水等の配給継続 

救助救急活動継続 

（同左） 

＋ボランティア対応 

応急危険度判定 

支援物資受入態勢の確立 

都 

災害救助法の適用 

緊急輸送ﾙｰﾄ決定、緊急輸送対応 

国への報告、国民への広報 

（同左） 
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図表2-8 震災時の時間経過による被害様相と対応 

（都心南部直下地震 冬・夕方 18 時・８m/秒）（3/3） 

項目 １週間後～ １ヶ月後～ 

被害 

様相 

自然現象 

地震動 余震 － 

液状化 － － 

土砂災害 － － 

建物等 
建物 － － 

火災 － － 

人的被害 死傷等 

高齢者等を中心に持病の悪化、（特

に冬場には）風邪、肺炎、インフル

エンザ等の発病のおそれ 

持病の悪化による死亡事例の増

加、単身高齢者等を中心に孤独

死、避難所生活の長期化や生活

不安等による精神的ダメージ発

生のおそれ 

避難者 

プライバシー不足や生活ルール、ペ

ット等に関するトラブルが増加 

避難所避難者が自宅等へ戻り始め

る 

避難者、特に外国人等、生活習

慣や文化等が異なる人たちの精

神的負担が増加 

避難者が自宅や親戚・知人宅、

応急仮設住宅等に移り、避難所

避難者数が減少 

帰宅困難者 － － 

交通 

道路 
緊急輸送ルートは確保されるが機

能は平常時より大幅に低下 

主要幹線道路では通常レベルま

で回復するが機能低下が継続 

鉄道 復旧完了区間から順次運行開始 

橋脚等の大規模災害、線路閉塞、

車両脱線等が発生した場合、復

旧まで期間が必要となる可能性 

ライフ 

ライン 

電気 
電力供給量が不足し電力需要が抑

制されない場合、計画停電が継続 
多くの地域で復旧 

水道 断水・濁水は段階的に解消 

断水は概ね解消 

浄水施設等が被災した場合、断

水が長期化する可能性 

都市ガス 
安全点検や復旧作業のため供給停

止が一部継続 
多くの地域で供給再開 

通信 

順次、通信が回復 

通信設備の被害状況により長期間

に渡り不通となる可能性 

（同左） 

放送（通

信） 
引込線設備の復旧作業 

被災箇所以外の地上放送・品川

区民チャンネルの復旧 

下水道 下水利用が困難な状況が継続 多くの地域で利用制限解消 

対応 
災害対策 

本部 

区 

被害情報の収集継続（概略判明） 

避難所の運営継続 

食料・飲料水等の配給継続 

応援職員・ボランティアの受け入れ 

応急危険度判定 

罹災証明書発行準備 

被災者生活再建支援 

応急仮設住宅（建設型応急住宅およ

び賃貸型応急住宅）、公営住宅入居

者募集 

（同左） 

都 

建設型応急住宅建設開始 

公営住宅の確保 

賃貸型応急住宅の借上げ 

住宅の応急修理 

（同左） 

＋復興住宅用地確保 
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第３ 被害軽減と都市再生に向けた目標（減災目標） 

都では、令和５年修正時の地域防災計画において、「被害軽減と都市再生に向けた目標

（減災目標）」として、新たな目標を定めた。 

区は都の減災目標を踏まえ、次のとおり減災目標を定め、区民、都、事業者と協力して

対策を推進する。目標期間は約 10 年間とし、区の応急対応力の強化等、速やかな対応が必

要な対策については、可能な限り早期に達成する。 

※減災目標は都心南部直下地震（冬の夕方 18 時、風速８m／秒） 

目標１ 

①死者を約 150 人減少させる。（５割減） 

②建物の全壊・焼失棟数を約 4,500 棟減少させる。（５割減） 

（１）目標を達成するための主な対策 

ア 死者・建築物被害の減 

・区は、木造住宅やマンション等の耐震性が不十分な住宅を令和７年までに概ね解消

する。（第２編 第３章） 

・市街地の延焼率がほぼ０となるように、不燃領域率を令和 11 年までに 70％以上に

する。（第２編 第３章） 

・特定整備路線を令和７年度までに全線整備する。（第２編 第３章） 

・特定整備路線のほか、優先整備路線に位置付けた都市計画道路の整備により、整備

率を令和 14 年までに 78％とする。（第２編 第３章） 

・密集市街地を中心に、災害発生時に避難場所や活動拠点として利用できる広場を、

令和 13 年までに 49 箇所まで増やす。（第２編 第３章） 

・防災区民組織の活性化を図るとともに、地区防災計画の作成を促進する。（第２編 

第２章） 

・消防団活動体制の充実により、災害活動力を向上する。（第２編 第３章） 等 

（２）さらなる充実を図っている対策例 

◎区は、平成 28 年度から不燃化特区を対象とした感震ブレーカー設置に係る費用の一部

補助事業を行い、初期防火体制の強化を図っている。引き続き、不燃化の推進に向け、

さらなる取り組みを検討していく。（第２編 第３章） 

◎各避難所敷地内におけるスタンドパイプの取り組み口の設置や防災広場設置（貯水槽

含む）等の対策を進め、消火体制のさらなる充実を図っている。（第２編 第３章） 

◎品川区避難支援個別計画書（個別避難計画）の作成を進め、避難行動要支援者の支援

体制づくりを推進している。（第２編 第８章） 
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目標２ 

①災害対策機能を有する施設（区有施設、病院等）の機能停止を回避する。 

②企業等の備蓄や一時滞在施設の確保により、帰宅困難者の安全を確保する。 

○区役所をはじめとする行政機関や、病院等の関係機関について、発災後も、その機能

を確実に発揮できるようにする。 

○帰宅困難者について、事業者等による備蓄を推進し、一斉帰宅を抑制するとともに、

一時滞在施設の確保等を進めることで、全ての帰宅困難者の安全を確保する。 

（１）目標を達成するための主な対策 

ア 中枢機関の機能維持 

・区の災害対策本部体制の整備や、近隣自治体、関係機関等との相互協力、応援態勢

により、応急対応力の強化を図る。（第２編 第５章） 

・区は、東京都災害医療コーディネーターと、品川区災害医療コーディネーター、災

害薬事コーディネーターとの連携による最適な医療資源の配分を行う。（第２編 第

11 章） 

・医療救護所等で医薬品が不足した場合に対応できるよう、品川区薬剤師会に加え、

医薬品卸売販売業者と連携した供給体制を構築する。（第２編 第 11 章） 

・都下水道局は、避難所等の施設から排水を受け入れる下水道管とマンホールの接続

部の耐震化を図る。（第２編 第４章）   等 

イ 帰宅困難者の安全確保 

・区内の事業者等は、従業員等の施設内待機のための計画を策定し、従業員等への周

知や３日分の備蓄の確保に取り組む。（第２編 第９章） 

・区は、企業や学校等に所属していない、行き場のない帰宅困難者を待機させるため

の一時滞在施設を確保する。（第２編 第９章） 

・混乱収拾後の徒歩帰宅者を支援するため、地域や隣接区等との協力体制を構築する。

（第２編 第９章）      等 

（２）さらなる充実を図っている対策例 

◎区は、人的資源、物的資源の不足に対して、令和３年に災害時受援計画を策定し、円

滑な受援を行う体制の強化を図っている。（第２編 第 10 章） 

◎令和２年に策定した業務継続計画や対策等の充実について検討を進めている。（第２

編 第５章） 

◎初動医療体制を構築し医師会、薬剤師会等との連携体制の強化を図っている。（第２

編 第 11 章） 

◎一時滞在施設運営マニュアル（新型コロナウイルス感染症対策を含む）を作成すると

ともに、目黒駅、大井町駅、大崎駅および五反田駅において駅周辺帰宅困難者対策協

議会により、帰宅困難者対策の推進を図っている。（第２編 第９章） 
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目標３ 

①ライフラインを早期に機能回復する。 

②避難所の環境整備等により、被災者の当面の生活を支えるとともに、ライフラインの

回復とあわせて、応急仮設住宅等への入居などを進め、早急に被災者の生活再建の道

筋をつける。 

○都心南部直下地震（冬の夕方 18 時、風速８m／秒）のケースで、ゆれや火災による死

者を約 150 人、全壊や焼失による建物の全壊棟数を約 4,500 棟、それぞれ減少させる。 

○各ライフライン事業者は、耐震化等を進めるとともに、被災後の復旧体制を整備し、

首都直下地震等の発災時には復旧目標や現実の被災状況等を踏まえて、早期の機能回

復に努めるものとする。 

○避難所の環境整備等により被災者の当面の生活を支えるとともに、ライフラインの回

復とあわせて、応急仮設住宅等への入居などを進め、早期に被災者の生活再建の道筋

をつける。 

（１）目標を達成するための主な対策 

ア ライフラインの回復 

・都水道局は、浄水場等の水道施設の耐震化を推進するとともに、管路については、

都の被害想定で震災時の断水率が高い地域などの耐震継手化を重点的に進める。（第

２編 第４章） 

・水再生センター等の耐震化を推進するとともに避難所や災害拠点病院等の施設から

排水を受け入れる下水道管とマンホールの接続部の耐震化を推進する。（第２編 第

４章）        等 

イ 生活再建の早期化 

・区は令和４年度に導入した被災者生活再建支援システムにより、罹災証明の速やか

な発行、被災者台帳に基づく生活再建支援等、体制を構築する。（第２編 第 22 章） 

・都は被害状況に応じて都営住宅等の公的住宅の活用、民間賃貸住宅の借上げおよび

建設型応急住宅の建設により応急仮設住宅等を効率的に供給する。（第２編 第 22

章） 

・区は、大規模地震時、早急に復旧・復興を進めていくため、復興体制の整備や復興

事前準備対策を推進する。（第５編 第２章・第３章）  等 

（２）さらなる充実を図っている対策例 

◎区は、区職員向け避難所開設・運営マニュアル、新型コロナウイルス感染症に係る避

難所運営マニュアルを整備した。今後、避難所生活における人権、在宅避難者への対

応、ペットの保護といった点に配慮しながら、施設単位の避難所開設・運営マニュア

ルの充実・強化を図る。（第２編 第８章） 

◎区は、避難所生活の早期解消に向け、住宅確保マニュアルを作成しており、マニュア

ルに基づき、発災後を想定した訓練の実施に努めている。（第２編 第 22 章） 等 
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対策２ 風水害          

○ここでは、風水害対策を示す上で前提とする、外水氾濫、内水氾濫、土砂災害、雪害、

竜巻について定義するとともに、被害が想定されている災害について示した。また、

区における風水害対策を進める上での方向性について定めた。 

 

品川区は、過去には、集中豪雨により浸水被害の発生や台風や高潮等による洪水や内水

氾濫が発生し、被害を受けてきた。 

また、アスファルト舗装やコンクリート舗装等の施設が増加し、地表面の不透水化が進

み、雨水の浸透機能が低下しているため、豪雨時に大量の雨水が一気に河川や下水道に流

れ込み、河川が氾濫したり、排水能力を超えた下水管から雨水が路上に噴き出したりする

など、いわゆる都市型水害の発生が見られるようになった。 

また、平成 30 年７月豪雨では、河川の氾濫、土砂災害等が多数発生し、この未曽有の豪

雨災害を教訓とし避難対策の強化が課題となり、国では、５段階での警戒レベルにより、

避難情報を提供できるように改善した。さらに、令和元年台風第 19 号（東日本台風）等を

踏まえ、令和３年に災害対策基本法が改正され、警戒レベル４の避難勧告と避難指示を「避

難指示」に一本化するなど、避難情報の改善が行われたとことである。 

本編においては、風水害対策についての大綱を示す。 

 

第１ 計画の前提とする災害 

１ 計画の前提とする災害 

この計画で前提としているのは、外水氾濫（洪水、高潮）、内水氾濫、土砂災害、雪害、

竜巻である。 

（１）外水氾濫 

外水氾濫とは、大雨や高潮等により川の水が堤防から溢れる、あるいはそれによって

川の堤防が決壊した場合等に起こる洪水のことをいう。外水氾濫の場合には、大量の高

速氾濫流が一気に市街地に流入し短時間で住宅等の浸水被害が起こるため、人的な被害

が起きる場合が多い。災害廃棄物は、一時に大量の粗大ごみおよび生活ごみが発生する。

水分を多く含み、腐敗による悪臭・汚水が発生するとともに、重量がある畳や家具等の

粗大ごみが発生する。また、土砂が混入しており、処理にあたり留意が必要である。内

水氾濫や土砂災害時の災害廃棄物にも留意が必要である。 

（２）内水氾濫 

内水氾濫とは、市街地に降った雨が雨水処理能力を超える、あるいは河川の水位が上

昇することで排水できないことにより水が溢れることをいう。 
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（３）土砂災害 

自然の急傾斜の崖、人工的な造成による斜面が突然崩れ落ちることをいう。 

（４）雪害 

降積雪時において、交通の乱れや区民の混乱が発生し、除雪作業が必要な状況を想定

する。 

（５）竜巻災害 

家屋の倒壊や車両の転倒、飛来物の衝突により、短時間で大きな被害をもたらす可能

性がある風害の一種である。 

 

２ 被害想定 

本計画で前提とする災害のうち、被害が想定されている災害について、整理する。 

（１）大雨による浸水 

ア 想定最大規模の降雨による浸水（想定最大規模降雨） 

城南地区河川流域で想定し得る最大規模の降雨（総雨量 690mm、時間最大雨量 153mm）

が品川区全域に降った場合に想定される浸水状況について浸水ハザードマップ（想定

最大規模降雨）として整理している。浸水状況については別冊資料にて示す。 

品川区災害廃棄物処理計画（令和４年４月策定）では、浸水想定区域図に基づき、

災害廃棄物（災害がれき）の発生量は、最大で約 7.4 万トンと推計されている。 

資料 5 浸水ハザードマップ（想定最大規模降雨） 

イ 多摩川流域で想定される最大規模の降雨による浸水 

多摩川流域で想定される最大規模の雨（多摩川流域の 48 時間総雨量 588 mm）が降

り多摩川が決壊した場合に、約８時間後に氾濫水が到達し、区内の一部地域で浸水す

ることが想定されている。多摩川が氾濫した際に浸水するおそれがある範囲について

は、別冊資料にて示す。 

資料 6 多摩川洪水ハザードマップ（浸水想定最大規模） 

（２）高潮による浸水 

ア 想定最大規模の台風による高潮浸水（浸水想定最大規模） 

東京湾に想定し得る最大規模の台風（室戸台風級：910hPa）が通過し、堤防等が決

壊した場合に想定される浸水状況について高潮ハザードマップとして整理している。

浸水状況については、別冊資料にて示す。 

資料 7 高潮浸水ハザードマップ（浸水想定最大規模） 
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イ 土砂災害 

（ア）急傾斜地崩壊危険箇所 

昭和 44 年８月に施行された「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律」に

伴い、都は、傾斜度 30 度以上、高さ５m 以上の急傾斜地で人家や公共施設に被害を

及ぼすおそれのある急傾斜地および近接地と定義している急傾斜地崩壊危険箇所に

ついて、品川区内において 43 箇所を公表している。 

区では、都公表の急傾斜地崩壊危険箇所 43 箇所のうち、自然斜面で建物の立地状

況等により土砂災害につながるおそれのある６箇所を警戒区域として選定している。 

（イ）土砂災害（特別）警戒区域 

平成 13 年４月に施行された「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推

進に関する法律」に伴い、令和元年９月 26 日および令和５年６月 21 日に都が区内

50 箇所の急傾斜地を土砂災害警戒区域に指定している。そのうち、36 箇所を土砂災

害特別警戒区域に指定した。指定された範囲については、別冊資料にて示す。 

資料 8 土砂災害ハザードマップ① 

資料 9 土砂災害ハザードマップ② 

資料 10 土砂災害ハザードマップ③ 

資料 11 土砂災害ハザードマップ④ 
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第２ 計画の方向性 

近年、気候変動の影響から、勢力の強い台風の接近、線状降水帯の発生等による長時間

の集中豪雨、ゲリラ的な集中豪雨等の風水害被害が激甚化の傾向にある。 

品川区は、目黒川や立会川の中小河川や多摩川の氾濫、内水氾濫による浸水被害に加え、

高潮や土砂災害の発生等、災害リスクを有している。 

このため、これまでに中小河川改修事業や高潮防御施設整備事業、浸透施設の設置や建

造物対策等の浸水被害の軽減に向けた対策、がけ崩れ対策を推進してきた。 

引き続き、被害の軽減に向けたハード対策とあわせて、区民が自らの命は自らが守る意

識のもと、自らの判断で早期に避難行動をとることができるように、区は、降雨・水位、

土砂災害等に関する円滑な情報周知体制強化や避難指示等の基準明確化、訓練による防災

力向上等の早期の避難体制の構築など、豪雨災害へのソフト対策の充実を図る。 

上記のような対策とあわせて、雪害、竜巻災害等の風水害全般に対しても情報連絡体制

の充実や平常時からの防災意識の啓発等のソフト対策を進めるとともに、人的被害の軽減

を目指していく。 
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対策３ 富士山噴火降灰        

第１ 富士山噴火降灰対策の方針 

① 本対策は、都が定めた火山対策のうち、富士山降灰対策の推進を目的とした実施方針

を定め、区民の生命、身体および財産を災害から守ることを目的とするものである。 

② 区として実施すべき措置事項を以下の構成でまとめる。 

図表2-9 火山噴火降灰対策の主な内容 

構成 主な内容 

総則 

（第２編 第１章 対策３） 
富士山噴火降灰対策の方針、富士山の現況等、富士山の被害想定 

予防対策 

（第２編 第 18 章） 
区災害対策本部の組織、火山観測体制、降灰時の対応行動の周知 

応急対策 

（第３編 第３部） 

災害時対応体制の確保、情報の収集・伝達、応援協力・派遣要請、

警備・交通規制、避難、救援・救護、インフラの応急対策、ライ

フライン等の応急対策、火山灰の収集および処分 

復旧対策 

（第４編 第３部） 
インフラの復旧対策、ライフラインの復旧対策、宅地の降灰対策 

 

③ 富士山が噴火した場合には、他の火山とは比較にならない広範かつ多大な被害が生じ

るおそれがある。区においても降灰の被害が予想されているため、富士山降灰対策につ

いて、対策を講じる必要がある。 

④ 区近辺の活火山においては浅間山や箱根山等があるが、令和５年６月時点で、いずれ

の火山も富士山を上回る降灰被害予測は出されていないため、最大の降灰被害が想定さ

れる富士山を基本として、他の火山噴火による降灰対策についても、本対策によるもの

とする。 

⑤ 降灰の影響をあらかじめ予測して地域全体で火山災害に取組み、想定される健康被害、

交通被害、ライフライン被害とその対策について定め、災害を軽減するための災害予防

計画を作成する。 

⑥ 降灰被害発生時の降灰情報の伝達、各防災機関の情報連絡体制、被害状況の把握、広

報等について定め、円滑な応急・復旧対策活動を実施する。 
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第２ 富士山の現況等 

１ 富士山の概要 

① 富士山は、フィリピン海プレート、北米プレート、ユーラシアプレートが接する地域

に、静岡県および山梨県の二県にまたがって位置しており、富士火山帯に属する玄武岩

質の成層火山である。 

② 我が国に 111 存在する活火山の一つであり、活動度はランク B(100 年活動度または１

万年活動度が高い活火山)とされている。 

③ 標高は 3,776m で我が国の最高峰であり、山体の体積は約 500 ㎦で我が国の陸域で最

大の火山である。 

④ 山腹斜面の勾配は、標高 1,000m 以下では 10 度未満と緩いが、標高が高くなるに従い

傾斜は急になり、山頂近くでは 40 度近くとなっている。 

⑤ 都内からは、丹沢山地の後背に山頂部を望むことができ、都内各所に富士見坂等の地

名が残っている。富士山山頂火口から品川区役所までの距離は約 115 ㎞となっている。 

 

図表2-10 近隣の活火山 
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２ 国による検討 

① 仮に噴火した場合には、他の火山とは比較にならない広範かつ多大な被害や影響が

生じるおそれがあるため、平成 13 年７月に、国、関係する県および市町村により「富

士山火山防災協議会」が設立され、火山防災対策の確立のため、平成 16 年 6 月に富士

山ハザードマップが作成された。 

② 富士山ハザードマップの作成においては、過去 3,200 年間の噴火活動の実績を踏ま

えて、火口範囲の想定、溶岩流、火砕流、融雪型火山泥流、降灰、噴石、土石流とい

った各現象について数値シミュレーションなどにより到達範囲等が求められた。 

③ 平成 16 年 6 月には、同協議会において、同ハザードマップを基に、国、県、市町村

が役割分担を明確にした上で互いに協働して行う広域的な防災対策、ならびに富士山

が日本でも有数の観光資源であることに配慮した防災対策について具体的な検討を行

うこととなり、平成 17 年９月に「富士山火山広域防災対策」としてとりまとめられ、

中央防災会議に報告された。 

④ 平成 30 年８月には、中央防災会議防災対策実行会議に「大規模噴火時の広域降灰対

策検討ワーキンググループ」が設置され、大規模噴火時の広域降灰対策の基本的な考

え方が検討され、令和２年４月に「大規模噴火時の広域降灰対策について―首都圏に

おける降灰の影響と対策—～富士山噴火をモデルケースに～（報告）」が公表された。 

（１）富士山の噴火に伴う被害 

富士山の噴火に伴う被害として想定されたものには、次のようなものがある。 

図表2-11 富士山の噴火に伴う想定被害 

火山活動に起因する現象 
溶岩流、噴石、降灰、火砕流、火砕サージ、水蒸気爆発、 
岩屑なだれ、融雪型火山泥流、噴火に伴う土石流、噴火に伴

う洪水、火山性地震（地殻変動）、津波、空振、火山ガス 

火山活動に起因しない現象 斜面表層崩壊、豪雨等に伴う土石流、豪雨等に伴う洪水、 
雪泥流、岩屑なだれ、落石 

 

第３ 富士山の被害想定 

１ 噴火による被害想定 

（１）被害想定 

本計画では、国が設置した富士山ハザードマップ検討委員会が、平成 16 年 6 月に公表

した「富士山ハザードマップ検討委員会報告書」に示された被害想定を計画の基礎とす

る。品川区は、富士山山頂火口から距離があるため、溶岩流や火砕流等の被害を受ける

ことはなく、広範囲な降灰に起因する影響が想定される。なお、実際の降灰範囲は、噴

火のタイプ、火口の出現位置、噴火規模、噴火の季節等、様々な条件によって変化する。 
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図表2-12 噴火の規模と概要  

 内容 

噴火の規模等 

規模 宝永噴火と同程度 

継続期間 16 日間 

時期 ①雨期 ②その他の時期 

被害の原因 降灰 

被害の範囲 都内全域 

被害の程度 
品川区 2～10cm 程度 
（八王子市および町田市の一部 10cm 程度、その他の地域 2～10cm 程度） 

被害の概要 

降灰に伴うもの 
健康障害、建物被害、交通・ライフライン・農林 
水産業・商工業・観光業への影響 

降灰後の降雨等に 
伴うもの 

洪水、泥流、土石流にともなう人的・物的被害 

 

図表2-13 首都圏の想定降灰量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：富士山ハザードマップ検討委員会報告書（平成 16 年６月） 
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２ 火山灰による被害 

（１）火山灰の特徴 

① 火山灰とは火山岩が粉々になった細かい粒子（直径２mm 以下のもの）のことである。 

② 火山灰が生じるのは、火山が爆発するときや、高温の岩なだれが火山の山腹を流れ

おちるとき、赤熱した液状の溶岩がしぶきになって飛び散るときなどである。 

③ 火山灰の外見は、火山のタイプや噴火の仕方によって異なり、明るい灰色から黒色

のものまで様々である。 

④ 大きさも様々であり、小石のようなものから化粧用パウダーと同じくらい細かいも

のまである。 

⑤ 空中を浮遊する火山灰は太陽光をさえぎり、視界を悪くする。そのため、昼間なの

に真っ暗になるということもある。 

図表2-14 降灰の特徴および課題 

項目 留意すべき特徴、対応上の課題 

発生条件 ・高い噴煙柱が形成された場合に大量降灰となる。 

発生時間 ・噴火が始まってから降灰が降り積もるまで時間的余裕がある。 

危険性 

・直接死傷する危険性はほとんどない。 

・火口周辺や風下等、高温の火山灰・火山れきが大量につもる場合は、木造

家屋が火災を起こす危険性がある。 

・体育館等の避難所でも降灰の重量で被害を受けるものがある。 

・降灰中の屋外作業は転倒・車両走行不能・交通事故の危険性がある。 

・降灰により道路上で車両が立ち往生した場合にはその後の道路確保を困難

にする。 

・交通機関が広域的に停止し、停電・信号故障が発生する可能性もあり、救

援活動も停滞する。灰粒子浮遊により、航空機は飛べなくなる。 

・交通支障により、生活物資の搬送が行えなくなる。 

・東京等でも大量の帰宅困難者が発生する。 

・経済活動に広域的かつ甚大な影響を与える。 

・健康被害（気管支等）が多数発生する。 

・積もった降灰から火山ガスが発生する場合があり、風通しの悪い場所では

火山ガス中毒の危険性もある。 

・降灰によって発生した土石流等によって流出した土砂が河床上昇を引き起

こし、洪水氾濫の危険性が増大する。 

・土石流・浸水被害が続く。 

範囲 

・大量の降灰は高層風によって運ばれるため、大量降灰域は東方を中心とす

る可能性が高い。 

・きわめて広範囲（南関東一帯）に降灰があるため、降灰域外への避難は不

可能 

対応 
・30cm 以上堆積すると建物に被害が出る可能性があるが、降灰の休止中に灰

下ろしができれば被害を免れる。 

復旧 ・道路確保や市街地の復旧、河床上昇対策に多大な除灰作業が必要となる。 
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図表2-15 被害の想定 

降灰量 
（積もった厚さ） 規模 想定される被害等 対処法 

64cm 

極めて大量 

60％の木造家屋が全壊 

堅固な建物に避難 50cm 30％の木造家屋が全壊 

32cm 降雨時、30％の木造家屋が全壊 

30cm 大量 
降雨時、木造家屋が全壊するおそれ
あり 

危険があれば避難 

10cm 

極めて多量 

降雨時、土石流が発生 

屋内退避 ５cm 道路が通行不能 

２cm 
何らかの健康被害が発生するおそれ

あり 

１mm 以上 多量 車の運転は控える。 

外出を控えて窓を閉め
るかマスク等で防護 １mm 未満 やや多量 車は徐行運転となる。 

0.1mm 未満 少量 車のフロントガラスに灰が積もる。 

出典：富士山火山防災対策協議会 

（２）健康被害 

ア 呼吸器系の影響 

噴火によっては、火山灰粒子が非常に細かく、呼吸によって肺の奥深くにまで入る

こともある。大量の火山灰にさらされると、健康な人でも咳の増加や炎症等を伴う胸

の不快感を感じる。一般的な急性（短期間）の症状は次のとおり。 

・鼻の炎症と鼻水。 

・のどの炎症と痛み。乾いた咳を伴うこともある。 

・呼吸器系の基礎疾患がある人は、火山灰を浴びた後、数日続く気管支のひどい炎

症（空せき、たん、ぜーぜーとした呼吸、息切れ）を引き起こす可能性がある。 

・ぜんそくまたは気管支炎の患者における気道の刺激 

・息苦しくなる。 

イ 目の症状 

火山灰のかけらによって、目に痛みを伴う角膜のひっかき傷や結膜炎が生じる。コ

ンタクトレンズ着用者は、特にこの問題が大きい。一般的な症状は以下のとおり。 

目の異物感／目の痛み、かゆみ、充血／ねばねばした目やに、涙 

ウ 皮膚への刺激 

火山灰が酸性の被膜に覆われている場合、皮膚に炎症を起こす場合がある。その他、

皮膚に痛みや腫れ、ひっかき傷からの二次感染等が起きる場合がある。 

出典：防災科学技術研究所「火山灰の健康被害 地域住民のためのしおり」 
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（３）各分野で生じる主な影響 

図表2-16 各分野で生じる主な影響 

分野 主な影響 

鉄道 

・微量の降灰で地上路線の運行が停止する。 

・大部分が地下の路線でも地上路線の運行停止による需要増加や、車両・作業員

の不足等により運行停止や輸送力低下が発生する。 

・停電エリアでは地上路線、地下路線ともに運行が停止する。 

道路 

・乾燥時 10cm 以上、降雨時３cm 以上の降灰で二輪駆動車が通行不能となる。 

・当該値未満でも、視界不良による安全通行困難、道路上の火山灰や、鉄道停止

に伴う交通量増等による、速度低下や渋滞が発生する。 

物資 

・一時滞留者や人口の多い地域では、少量の降灰でも買い占め等により、店舗の

食量、飲料水等の売り切れが生じる。 

・道路の交通支障
が生じると、物資の配送困難、店舗等の営業困難により生活物

資が入手困難となる。 

人の移動 

・鉄道の運行停止とそれに伴う周辺道路の渋滞による一時滞留者の発生、帰宅・

出勤等の移動困難が生じる。 

・道路交通に支障が生じると、移動手段が徒歩に制限される。 

・空路、海路の移動についても制限が生じる。 

電力 

・降雨時 0.3cm 以上で碍子の絶縁低下による停電が発生する。 

・数 cm 以上で火力発電所の吸気フィルタの交換頻度の増加等による発電量の低下

が生じる。 

・電力供給量の低下が著しく、需要の抑制や電力融通等の対応でも必要な供給力

が確保しきれない場合は停電に至る。 

通信 

・噴火直後には利用者増による電話の輻輳が生じる。 

・降雨時に、基地局等の通信アンテナへ火山灰が付着すると通信が阻害される。 

・停電エリアの基地局等で非常用発電設備の燃料切れが生じると通信障害が発生

する。 

上水道 

・原水の水質が悪化し、浄水施設の処理能力を超えることで、水道水が飲用に適

さなくなる、または断水となる。 

・停電エリアでは、浄水場および配水施設等が運転停止し、断水が発生する。 

下水道 

・降雨時、下水管路（雨水）の閉塞により、閉塞上流から雨水があふれる。 

・停電エリアの処理施設・ポンプで非常用発電設備の燃料切れが生じると下水道

の使用が制限される。 

建物 

・降雨時 30cm 以上の堆積厚で木造家屋が火山灰の重みで倒壊するものが発生す

る。 

・体育館等の大スパン・緩勾配屋根の大型建物は、積雪荷重を超えるような降灰

重量がかかると損壊するものが発生する。 

・５cm 以上の堆積厚で空調設備の室外機に不具合が生じる。 

出典：大規模噴火時の広域降灰対策について―首都圏における降灰の影響と対策— 

～富士山噴火をモデルケースに～（報告） 

  



第２編 災害予防 

第１章 総則 

予防-26 

対策４ 大規模事故         

第１ 対象災害 

災害対策基本法では、自然災害の他に大規模な火災、爆発その他の大規模な事故による

被害についても災害として定義している。ここでは品川区において、発生の可能性があり、

発生した場合の危険性が高い大規模火災、危険物事故、大規模事故（航空機事故、鉄道事

故、道路・橋梁・トンネル事故等）を対象とすることとした。 

 

第２ 対策の基本的な考え方 

品川区は、人口や産業が集中する都市である一方、現在も木造住宅密集地域が広く分布

しており、火災等が発生した場合には、平成 28 年に発生した新潟県糸魚川市の大規模火災

と同様となるおそれがある。また、羽田空港や調布飛行場から離発着する航空機が上空を

通過することや 14 路線 40 駅の鉄道が通っていること、高速道路や国道、都道等の複数の

幹線道路が通っている等の条件から、大規模な事故が発生する可能性がある。 

図表2-17 本計画の対象となる大規模事故災害例 

大規模事故災害例（発生年） 

〇大規模火災 

・新宿歌舞伎町ビル火災（2002） 

・ブリヂストン栃木工場火災（2003） 

・平成 28 年新潟県糸魚川市大規模火災（2016） 

・アスクル倉庫火災（2017） 

〇危険物事故 

・渋谷温泉施設爆発事故（2007） 

・首都高速タンクローリー横転・炎上事故（2008） 

・港区元赤坂一丁目不発弾処理（2012） 

〇大規模事故（航空機） 

・長野県消防防災ヘリコプターの墜落事故（2017） 

〇大規模事故（鉄道） 

・JR 九州鹿児島線列車衝突事故（2002） 

※停止中に後続の快速列車が衝突した事例 

・JR 福知山線脱線事故（2005） 

〇大規模事故（道路・橋梁等） 

・道央自動車道多重交通事故（2003） 

※観光バス、トラック、乗車等計 42 台による多重衝突事故 

・中央自動車道笹子トンネル天井板落下事故（2012） 

・福岡市地下鉄七隈線延伸工事現場における道路陥没（2016） 

・軽井沢スキーバス事故（2016） 

このため、ここでは大規模事故から区民の生命、身体および財産を保護するため、関係

機関と連携し、大規模火災事故対策、危険物事故対策、航空機、鉄道等の事故対策につい

て定める。  
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対策５ 複合災害          

第１ 対象災害 

東日本大震災では東北地方太平洋沖地震、大津波、原子力発電所事故など、複合災害に

見舞われた。また、近代未曾有の大災害である関東大震災では、台風の影響で関東地方で

は強風が吹いており、火災延焼による被害の拡大が顕著であったほか、地震発生から３週

間後に台風が接近した。近年では、令和２年７月豪雨が新型コロナウイルス感染拡大の最

中で発生し、感染症対策を踏まえた避難所運営や応援職員の受入れなど、感染症まん延下

における災害対応を余儀なくされた。 

また、新たな被害想定においても、大規模風水害や火山噴火、感染拡大などとの複合災

害発生時に起きうる事象を整理した。 

図表2-18 想定する主な複合災害 

災害 内容 

風水害 

・地震動や液状化により堤防や護岸施設が損傷した箇所から浸

水被害が拡大 

・梅雨期や台風シーズンなど、降水量が多い時期に地震が発生し

た場合、避難所等を含む生活空間に浸水被害が発生 

火山噴火 

・数 cm の降灰でも交通支障が発生し、救出救助活動や物資、燃

料の搬送、がれきの撤去などの応急対策や復旧作業が困難化 

・火山灰が除去される前に地震が発生すると、降灰荷重により建

物被害が激甚化 

感染拡大 

・多くの住民が避難する中で、感染症や食中毒が発生した場合、

避難者間で集団感染が発生 

・救出救助活動や避難者の受入れ等において感染防止対策が必

要となり、活動に時間がかかる可能性 

 

こうした、同種あるいは異種の災害が同時または時間差をもって発生する複合災害が発

生した場合、被害の激化や広域化、長期化等が懸念されることから、こうした状況も念頭

に置きながら、予防、応急・復旧対策を実施する必要がある。 

第２ 複合災害に備え留意すべき事項 

先発災害発生時における被害状況等を踏まえ、第２部で掲げる各種施策を確実に進めつ

つ、後発災害に伴う影響なども念頭に置き、以下の点に留意する必要がある。 

（留意事項） 

○ 自分の命は自分で守る視点から、複合災害に対する普及啓発を図り、自助・共助の

取組を促進 

○ 都市基盤施設の整備・耐震化など、防災・減災対策の加速化 

○ 様々なシナリオを想定した、BCP の策定、訓練の繰り返し実施・検証 

○ 避難先のさらなる確保、在宅避難・自主避難など分散避難の推進 
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○ 夏季発災時における熱中症対策 等 

（大規模自然災害＋大規模自然災害） 

○ 先発災害から後発災害へのシームレスな対処計画の策定、受援応援体制の強化 

○ 後発災害のリスクや被害状況等を踏まえた被災者の移送等の検討 

○ 後発災害による被害の拡大に伴う避難の長期化を要因とした災害関連死抑止への対

応 等 

（感染拡大＋大規模自然災害） 

○ 災害ボランティアやエッセンシャルワーカーの行動制約下における体制の確保 

○ 避難所における感染拡大による災害関連死抑止への対応 等 
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第２章 区民と地域の防災力向上 

対策の基本的な考え方 
 

災害対策は、自助・共助・公助に基づき、区、区民、防災区民組織、事業者等がそれぞ

れの責務または努めを認識し、それぞれの役割を果たすとともに、相互に連携および協力

することが必要である。 

ここでは、区民と地域の防災力向上に向けて、防災意識の高揚、防災訓練の充実、防災

組織の育成・強化、事業者等における防災力の向上、地区防災計画の作成支援などの取組

みの推進について示す。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 品川区に関わるすべての人の参画 

○区、区民、防災区民組織、事業者等は、それぞれの責務のもとで必要となる防災知識を

習熟し、積極的な防災活動を推進する。 
 

対策２ 防災意識の高揚 
第１ 防災広報の充実 

○区は、災害時の心得、家庭や事業所等における平常時の備えなどについて、印刷物やデ

ジタル技術等を活用して広報活動を行う。 
第２ 防災教育、講演会等の充実 

○区は、防災区民組織、事業所、学校、保育園、マンション居住者等への防災教室を実施

する。また、防災啓発を推進する上で、教育やスポーツ、芸術、福祉、環境といった様々

な分野の視点を絡めながら、多様な学習機会を提供する。 
第３ 職員に対する防災知識普及 

○区は、防災研修を実施し、平常時から職員の防災知識の向上を図る。また、防災訓練を

実施し、防災知識の普及啓発を図る。 
第４ しながわ防災体験館の活用 

○区は、しながわ防災体験館を防災対策の啓発拠点として活用し、区民の防災意識の向上

を図る。 
 

対策３ 防災訓練の充実 
第１ 地域防災訓練 

○区は、総合防災訓練、区内一斉防災訓練、個別防災訓練、職員防災訓練、風水害や複合

災害を想定した訓練の実施をとおして、防災力の向上を図る。 
 

対策４ 防災組織の育成・強化 
第１ 防災区民組織の現況 

○防災区民組織は、防災活動として防災訓練や避難所訓練、ワークショップによる避難誘

導訓練等を積極的に行っている。 
第２ 防災区民組織の育成・強化 

○区は、警察署、消防署および消防団と連携し、防災区民組織の育成・強化を推進する。 
 



第２編 災害予防 

第２章 区民と地域の防災力向上 

予防-30 

対策５ 事業者等における防災力向上 
第１ 平素からの取組（自助） 

○事業者等は、従業員等の施設内待機計画の策定、水・食料等の備蓄の確保、防災体制の

整備、事業継続計画の策定を進める。 
第２ 平素からの取組（共助） 

○ターミナル駅周辺に立地する事業者等は、駅周辺帰宅困難者対策協議会に参画する。 
○事業者等は、区と災害時協力協定を締結し、区の防災対策への協力に努める。また、地

域と連携した合同訓練を実施することで、地域の防災力向上を図る。 
第３ 事業者等への働きかけ（公助） 

○区は、事業者等に施設の安全確保について呼びかけを行うとともに、防災力向上のため

の支援を行う。 
 

対策６ 地区防災計画の作成支援 

○区は、地区居住者等の共助による防災活動を推進する観点から、地区防災計画の作成を

支援する。また、地区防災計画を地域防災計画に位置付ける際の検討事項や手順につい

て整理していく。 
 
対策７ 様々な関係者との連携 

○区は、様々な団体が連携して行う防災啓発や防災訓練に積極的に関与するとともに、支

援を行っていく。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 品川区に関わるすべての人の参画 

対策２ 防災意識の高揚 

対策３ 防災訓練の充実 

対策４ 防災組織の育成・強化 

対策５ 事業者等における防災力向上 

 

対策１ 品川区に関わるすべての人の参画    

○区、区民、防災区民組織、事業者等は、それぞれの責務のもとで必要となる防災知識を

習熟し、積極的な防災活動を推進する。 

 

災害対策は、自助・共助・公助に基づき、区、区民、防災区民組織、事業者および帰宅

困難者がそれぞれの責務または努めを認識し、それぞれの役割を果たすとともに、相互に

連携および協力を図ることを基本とする。このため、それぞれの主体が平素からそれぞれ

の責務のもとで必要となる防災知識を習熟、高揚し、積極的な防災活動を推進する。 

防災関係機関は自らの取組みのほか、地域での助け合いを促進するため、区民、町会・

自治会、NPO 法人等多様な主体が連携して展開する地域コミュニティ活動を支援するとと

もに、活動拠点の機能の充実・活用を図る。また、年齢、性別、国籍等、様々な属性にか

かわらず、多様な人たちが地域活動やボランティア活動に参加できる仕組みづくりを進め

る。 

さらに、防災知識の普及等を推進する際には、性別による視点の違いに配慮し、女性の

参画の促進に努めるとともに、女性や青年も含めた防災リーダーを育てる防災教育を実施

していく。 

これにより、区民と地域の防災力を高めていく。 
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対策２ 防災意識の高揚        

区は、区民一人ひとりが防災に対する意識を高めるとともに、防災・減災の実現に向け

適切な行動を促進していくことができるように、防災関係機関と連携し、「自らの命は自

らが守る」意識の徹底や、地域の災害リスクと、とるべき防災行動の周知を図っていく。 

さらに、区民一人ひとりが災害への備えや災害時の行動として行うべき自助・共助の取

り組みを具体化できるよう、災害時の区の公助についても周知していく。 

第１ 防災広報の充実 

○区は、災害時の心得、家庭や事業所等における平常時の備えなどについて、印刷物やデ

ジタル技術等を活用して広報活動を行う。 

図表2-19 機関別の取組み内容 

機関名 内   容 

区 １ 広報内容 

（１）災害についての概要 

（２）区の防災計画 

（３）災害時の心得、特に出火防止、初期消火、人命救助 

（４）平常時の備え 

① 家庭 

家具等の転倒・落下防止、ガラスの飛散防止、７日間分以上の飲料水・

食料・生活用品の家庭内備蓄、循環備蓄（ローリングストック）について

啓発を行う。また、自宅での生活が可能な場合における在宅での避難、親

戚・知人宅やホテル等への避難等、状況に応じた多様な避難行動の実践に

ついて啓発を行う。 

② 事業所等 

企業内備蓄・帰宅困難者対策等事業所のとるべき措置について、様々な

普及・啓発を行い防災力の向上を図る。また、事業所の媒体をできるだけ

活用して啓発の充実に努めていく。 

（５）デジタル技術を活用した広報 

デジタル技術を活用し、日常的な防災情報や災害時のリアルタイムの情報

の収集・共有・伝達の仕組みや避難、救出・救護や生活再建のための対策を

充実させ、地域の防災力の向上を図る。 

 

２ 印刷物等による広報活動 

（１）広報紙・ホームページ等 

① 区広報紙「広報しながわ」 

９月１日号等に防災特集記事のほか、随時家庭での防災対策のコメント

記事やその他防災事業等について掲載する。 

② 英字広報「City News SHINAGAWA」（８月を除く毎月 10 日発行） 

防災特集記事やその他防災事業等について掲載する。 

③ 区のホームページ（英語・中国語・韓国語等 131 言語で自動翻訳） 

区ホームページに災害時の対応や避難所、日頃からの取組み、防災地図

等について掲載し、普及・啓発に努める。 
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機関名 内   容 

④ ケーブルテレビ品川 

区提供番組の中で啓発を行うとともに防災訓練の告知等、必要な情報を

掲載する。 

⑤ FM ラジオ（FM しながわ） 

防災意識の向上を図る番組を放送する。 

⑥ しながわガイドおよび外国語版生活情報誌（英語・中国語・韓国語） 

防災啓発記事を掲載する。 

（２）パンフレット 

区民向けパンフレット等を作成し、配布する。また、集合住宅用ちらしを

作成し、防災訓練等への参加や老朽住宅の耐震化や建替えを呼びかける。 

（３）「品川区防災地図」および「しながわ防災ハンドブック」 

避難施設、各ハザードマップおよび活用方法等を掲載した「品川区防災地

図」と家庭で備える防災対策や災害時における対応方法、地域の特徴や課題

等を盛り込んだ「しながわ防災ハンドブック」を作成し、全世帯に配布する。 

英語、中国語、韓国語の「品川区防災地図」および「しながわ防災ハンド

ブック」を作成する。外国語版については、区役所・地域センターおよび大

使館、大学、国際交流・外国人支援団体に配布する。 

（４）避難道路標識等の整備 

区は、ローマ字・英文併記以外にもそれ以外の言語ややさしい日本語ある

いは絵文字等を活用し、道路標識等の整備に努める。また、区民の高潮・津

波に対する防災意識を醸成するため、標高図や海抜標示板による啓発を行

う。 

都 １ ホームページ、出版物等による広報活動 

（１）防災ブック「東京くらし防災」「東京防災」 

女性・要配慮者等の視点、災害関連死対策の観点等を踏まえた防災対策に

ついて、普及啓発を推進する。 

（２）「東京備蓄ナビ」 

当該サイトの広報・普及により、日常備蓄の取組を促進する。 

（３）「東京とどまるマンション」 

高層マンションにおける在宅避難の実現に向け、「東京とどまるマンショ

ン」の普及広報により、減災に向けた啓発活動を推進する。 

（４）「東京都こどもホームページ」 

子どもの防災意識の向上に向けて、子どもの視点での情報発信を推進す

る。 

（５）「東京仮住まい」 

大規模地震の発生から仮住まい、復興までの流れを広報・普及することで、

平時からの備えと被災後の円滑な行動について防災意識の向上を促進する。 

２ 都民の防災意識や取組状況の把握 

自助・共助の取組向上に向け、男女双方の視点や外国人等の視点を踏まえた

調査により、都民の防災意識や取組状況を把握する。 

３ マンション関連業界との連携 

マンション関連業界との連携により、マンション居住者に対する自助の備

え、防災計画の作成、訓練の実施等について普及啓発を推進する。 
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機関名 内   容 

警察機関 １ 広報内容 

（１）地震、津波に関する一般知識 

（２）事前に都民等のとるべき措置 

（３）地震発生時の対応措置 

（４）地震発生時の警視庁の諸活動 

（５）大震災対策のための心理学的調査研究結果 

２ 広報手段および方法 

（１）自主防災組織、町会、自治会等を通じての地域住民への働きかけ 

（２）幼稚園、学校等に対する積極的な働きかけ 

（３）事業所等に対する積極的な働きかけ 

（４）防災訓練、各種会議、講習会等の機会や巡回連絡、防犯座談会等諸警察活

動を通じての広報活動 

（５）運転免許更新時における広報誌の配布 

（６）防災相談コーナー 

（７）警視庁ホームページを通じた広報活動 

３ 広報媒体 

（１）パンフレット（日本語・英語） 

（２）パネル（東日本大震災被害状況等） 

４ 警察庁インターネットホームページ 

http://www.keishicho.metro.tokyo.jp/ 

災害対策、生活安全情報、事件事故情報、交通情報や各種相談窓口等を掲載

している。 

東京 

消防庁 

１ 震災関係 

（１）広報内容 

① 地震その時 10 のポイント（身体防護、出火防止等） 

② 地震に対する 10 の備え（家具類の転倒・落下・移動防止等） 

③ 出火防止、初期消火、救出救助および応急救護の知識 

④ 事業所の地震対策（事業所防災計画） 

⑤ 長周期地震動に関する防火防災対策の普及啓発 

⑥ 地域の連携協力、避難行動要支援者を支援するためのネットワークづく

り 

⑦ 消防団、災害時支援ボランティア、女性防火組織、消防少年団等の活動

紹介および加入促進 

（２）広報手段 

ア 印刷物 

「家具類の転倒・落下・移動防止対策」等、各種印刷物を配布する。 

イ 講習会等 

防火管理者や防災管理者、危険物取扱者等、区民を対象とした各種講習

会を開催する。 

ウ 各種行事 

① 「はたらく消防の写生会」の開催や「地域の防火防災功労賞制度」を

活用した防災意識の普及啓発を図る。 

http://www.keishicho.metro.tokyo.jp/
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機関名 内   容 

② 各家庭を訪問し、防火防災上の安全性の確認や住宅用火災警報器の設

置等に関する指導助言を行う「防火防災診断」および要配慮者を対象と

する「住まいの防火防災診断」の実施。 

エ ホームページ、SNS 等 

オ 常設展示および体験施設の活用 

カ ラジオ、テレビ、新聞等に対する情報提供・取材協力 

キ その他の広報媒体 

 （ア）CATV、衛星放送等 

（イ）プロモーションビデオ等 

２ 風水害関係 

（１）広報内容 

（ア） 台風、津波、高潮、集中豪雨に関する一般知識 

（イ） 各防災機関の風水害対策 

（ウ） 竜巻に対する備え 

（エ） ゲリラ豪雨対策 

（オ） 家庭での風水害対策 

（カ） 避難するときの注意 

（キ） 地下空間における緊急的な浸水に対する心得 

（ク） 土砂災害に対する心得 

（ケ） 台風時の風に対する対策 

（コ） 災害情報の入手方法 

（サ） 応急救護の方法 

（シ） 防災市民組織の育成方法および防災行動力の向上方法 

（ス） 避難指示等に関する取り扱い（要配慮者避難向け準備情報を含む） 

（２）広報活動 

① チラシ、小冊子等の広報印刷物、ホームページ等を利用し、防災知識、

応急救護知識の普及を図る。 

② 消防団、災害時支援ボランティア、女性防火組織、消防少年団等の活動

紹介および加入促進 

③ 都民防災教育センターにおいて、風水害に関する知識の普及および暴風

雨の疑似体験を通じて、防災行動力の向上を図る。 

④ 「地域の防火防災功労賞制度」を活用した都民の防災意識の普及・啓発

を図る。 

その他 

機関 

１ 東京ガスグループ 

防災イベント等においてパンフレットやチラシ等を配布し、マイコンメータ

ー復帰操作方法や東京ガスの地震防災対策について紹介。また、ホームページ

において、安全と防災に関する東京ガスの取組みについて情報を掲載し、防災

意識の高揚を図っている。 
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第２ 防災教育、講演会等の充実 

○区は、防災区民組織、事業所、学校、保育園、マンション居住者等への防災教室を実施

する。また、防災啓発を推進する上で、教育やスポーツ、芸術、福祉、環境といった様々

な分野の視点を絡めながら、多様な学習機会を提供する。 

図表2-20 機関別の取組み内容 

機関名 内   容 

区 １ 防災区民組織、事業所、学校、保育園、マンション居住者等への防災

教室の実施 

（１）地震体験車による地震体験および煙体験による行動訓練 

（２）初期消火、応急救護訓練等による防災指導 

（３）普及啓発映像および講演会等による防災知識の普及 

（４）防災区民組織にかかわる指導 

（５）しながわ防災学校による防災知識の普及 

（６）しながわ防災体験館の効果的活用 

（７）帰宅困難者の一時受入れ訓練 

（８）東京マイ・タイムラインを用いた避難行動の検討にかかる講習会等

の実施 

２ 多様な学習機会の提供 

区民の防災意識を高めるため、教育やスポーツ、芸術、福祉、環境と

いった様々な分野の視点を絡め、先進的な技術や社会の流行を取り入れ

た防災啓発を推進する。 

また、専門的知識を有した区内の企業や NPO 法人、防災区民組織等と

連携し、質の高い学習機会の場を提供する。 

区教育 

委員会 

１ 幼稚園、区立学校において、園児、児童、生徒および保護者の防災意

識を高めるため、地震に関する安全教育を年間の教育課程に位置付け、

実践による防災指導を実施する。 

２ 校長は災害発生時において予想される諸事態に対処できるように、学

校の実態、地域の状況に応じて具体的な防災計画を確立し、定期的な防

災訓練や保護者会等を通じて保護者に周知徹底する。 

都 １ 高層マンションの防災対策 

高層マンションにおける在宅避難の実現等、減災に向けた啓発活動に

向けて、マンション管理士の派遣、住民や管理組合等を対象としたセミ

ナーを開催する。 

警察機関 １ 講演会等による普及広報 

警察署ごとに座談会、講演会を開くとともに、警察関係の協力団体や

商店会、町会・自治会等に依頼して、災害ならびに防災に関する知識の

徹底を図る。 

東京消

防庁 

（１）区民および事業者等の地震時における出火防止、初期消火、救出救

助、応急救護等の知識および防災行動力を高めて、震災時に対処しう

る自主防災体制を強化する。 

（２）起震車を活用した身体防護・出火防止訓練の推進 
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機関名 内   容 

（３）要配慮者や社会福祉施設への地域協力体制の促進や、地域と事業所

との連携等地域ぐるみの防災体制の強化を図る。 

（４）防火管理者、防災管理者、危険物取扱者、防災センター要員に対

し、法令に基づく講習を実施し事業所における防災体制を強化する。 

（５）地域に対しては、随時、訓練、講習会、座談会等を通じて、防災思

想を普及する。 

（６）防災区民組織、女性防火組織、消防少年団の育成指導を実施する。 

（７）幼児期からの教育機関等と連携した総合防災教育の推進を図る。 

（８）都立特別支援学校等で行われる宿泊防災体験活動における総合防災

教育を実施する。 

（９）家具の転倒・落下・移動防止措置および危険物、化学薬品等の転倒

落下による混触等の防止措置を普及する。 

（10）高層建築物における地震発生時の心得について指導普及する。 

（11）区民に対し AED の使用方法を含めた救命講習を実施する。 

（12）小学生には救命入門コース、中学生には普通救命講習、高校生には

上級救命講習の受講を推奨する。 

（13）初歩的な訓練のほか、街区を活用した発生型対応訓練等の実践的な

訓練や他区市の都民防災教育センター（防災館）を活用し、地震発生

時の心得、対応等について指導普及する。 

（14）自力避難の困難な高齢者等が入居する社会福祉施設等における迅速

な対応を図るため、施設相互間や当該施設と周辺地域の事業所・町

会・自治会等との間の災害時相互応援協定の締結促進等を図る。 

 

資料 12 AED（自動体外式除細動器）設置場所一覧 
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第３ 職員に対する防災知識普及 

○区は、防災研修を実施し、平常時から職員の防災知識の向上を図る。また、防災訓練を

実施し、防災知識の普及啓発を図る。 

図表2-21 機関別の取組み内容 

機関名 内   容 

区 １ 概要 

新任職員研修等において防災研修を実施して、平常時から職員の防

災知識の普及啓発を図る。 

２ 計画目標 

随時、防災訓練を実施し、職員としての防災についての心構えを明

確にするとともに、防災知識の普及啓発を図る。 

（１）職員防災訓練の実施 

（対策３「防災訓練の充実」参照） 

（２）待機寮職員訓練の実施 

（３）災害時業務マニュアル・災害初動対応マニュアルの作成 

災害時の業務を時系列ごとにまとめた「災害時業務マニュアル」

や個々の組織が行う災害初動対応を具体的に記述した「災害初動対

応マニュアル」を更新し、職員のさらなる初動態勢の強化を図る。 

（４）庁内広報の活用 

職員報「ふれあい」に訓練の実施結果等、防災関連記事を随時掲

載する。また、機会を捉えて訓練日程や防災ミニ知識等の周知を図

る。 

都 １ 外国人支援等に係る研修 

区市町村および国際交流協会の職員等に対して災害時の外国人支援

等に係る研修を実施し、区市町村の実態に応じた取組を促進する。 

警察機関 １ 教養目的 

大震災発生時における、関係所属の幹部指揮および指導能力の向上

ならびに一般部隊に対する知識習得のための教養を実施する。 

２ 教養計画 

警視庁（警備部）における教養計画に基づき実施する。 

３ 実施方法 

各所属単位として、部内発行資料を活用し、講義あるいは討議式、

資料掲示により教養を実施する。 

消防機関 １ 消防職員の防災教育は、教養計画に基づき実施する。 

消防団 消防団員の防災教育は、団教育訓練計画に基づき実施する。 

震災時における消防団の活動態勢の確立と消防部隊との連携を図るた

め、震災消防訓練を消防部隊と合同で実施する。 

１ 消防団は地域に密着した防災機関として地域における防災区民組織

の中核となって果たす任務の重要性に鑑み、出火防止、初期消火、救

助救急等の住民指導を含めた実践的活動の向上に重点をおき教育訓練

を実施する。 

２ 消防団の応急救護資機材の増強・充実を図り、応急手当普及員を養

成するとともに、簡易救助器具等を整備し、地域住民に救出救護知識

および技術を習得させるための教育訓練を行う。 

３ 新入団員への入団教育を充実し、災害活動技能の早期習得を図る。 
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第４ しながわ防災体験館の活用 

○区は、しながわ防災体験館を防災対策の啓発拠点として活用し、区民の防災意識の向上

を図る。 

区は、防災センター（平成６年 10 月開設）２階のしながわ防災体験館を防災対策の啓発

拠点として活用し、区民向けの正しい防災知識や災害が発生したときの対応の習得および

防災意識の向上を図る。 

 

１ 施設概要 

項目 内   容 

体験内容 １ 初期消火体験 
訓練用消火器やスタンドパイプ等の消火体験ブース 

２ 要配慮者避難誘導体験 
避難行動要支援者の搬送訓練等の体験ブース 

３ シアター／ワークショップルーム 
  普及啓発映像の上映やワークショップの開催等のブース 
４ 防災展示 

備蓄品や家具転倒防止器具等日頃からの備えの展示ブース 
５ 応急救護体験 

AED 装置を使用した救護体験ブース 
６ 避難姿勢体験 

壁づたいに低い姿勢で避難する安全避難姿勢の体験ブース 
７ 防災体験ＶＲ 
  ＶＲを用いた、自宅からの避難や長周期地震動等の体験ブース 

 

２ 利用案内 

項目 内   容 

開館時間 午前９時～午後５時 休館日：月曜日・土曜日・祝日・年末年始 

問い合わせ先 しながわ防災体験館受付 5742-9098 
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対策３ 防災訓練の充実        

第１ 地域防災訓練 

○区は、総合防災訓練、区内一斉防災訓練、個別防災訓練、職員防災訓練、風水害や複合

災害を想定した訓練の実施をとおして、防災力の向上を図る。この際、各種訓練で確認

した課題を踏まえ、実施すべき訓練内容を拡充していく。 

１ 総合防災訓練（各地区防災協議会主催） 

① 「自分たちのまちは、自分たちで守る」という地域ぐるみの防災意識（共助）を高揚

させるため、各地区防災協議会主催の総合防災訓練を実施している。 

② 訓練内容は、区民自らが体験する実践的な訓練と消火ポンプ等防災資機材の使用訓練

を基本に据え、地区によっては地域の事業者や訓練会場である学校の児童・生徒が参加

するなど地域の特徴を活かした訓練を実施している。 

③ 今後は、災害時の相互の助け合いや地域における安全・安心のまちづくりの取組みを

推進するため、地域の活動や防災訓練等に、地域すべての幅広い世代（親子・高齢者・

障害者等）や事業者が参加しやすい仕組みづくりが必要である。そのため、区や防災関

係機関等は、子どもも交えた地域での防災訓練・イベントを通じ、地域のつながりを一

層強くする機会を設けていき、要配慮者（避難行動要支援者を含む）についても、気軽

に参加できる訓練を実施していく。 

 

図表2-22 総合防災訓練（各地区防災協議会主催）の概要 

項目 内   容 

訓練項目 １ 家庭・町会・自治会において 

①身体防護 ②出火防止 ③広報 ④避難誘導  

⑤避難行動要支援者の安否確認・避難誘導 ⑥発災型訓練 

２ 訓練会場において 

①初期消火 ②応急救護 ③救出・救助 ④トリアージ訓練  

⑤通報 ⑥煙体験 ⑦地震体験 ⑧ポンプ操法 ⑨本部運営  

⑩物資配布 ⑪炊き出し ⑫避難行動要支援者対応訓練 

⑬参加型（イベント）訓練 

参加機関 ①各地区防災協議会（町会・自治会）②区  

③警察署 ④消防署 ⑤消防団 ⑥医師会 ⑦薬剤師会  

⑧柔道整復師会 ⑨獣医師会 ⑩学校 ⑪事業者 

⑫在住外国人（大使館、国際交流・外国人支援団体等） 

実施期間 原則、毎年９月～11 月までの間に、各地区１回実施する。 

実施場所 地区内の学校や公園等で実施する。 
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２ 区内一斉防災訓練 

① 大地震の発生を想定し、同日、同時間帯に、区内の様々な場所で、防災関係者および

区民、児童、生徒が、それぞれの立場状況に応じた訓練を実施することで、防災に対す

る意識や災害時の行動力を高めることを目的として、平成 24 年度より実施している。 

② 訓練内容は、避難所訓練（本部立上げ訓練、名簿作成訓練、物資配給訓練、避難者の

動線確認、ペット同行避難訓練等を基本）や区の災害対策本部運営訓練である。 

３ 個別防災訓練 

個別防災訓練は、学校避難所単位または町会・自治会や事業者、マンションを単位とし、

区および防災関係機関が協力し、住民と一体になって実施している。主な訓練内容等は、

次のとおりである。 

図表2-23 区および各機関の訓練内容等 

機関名 内   容 

区 １ 主な個別訓練 

①避難所訓練 

避難時の混乱状態を防止するため、各避難所連絡会議による役割分担に基

づき訓練を実施する。また、それぞれ地域の実情に沿って実施する。 

○仮設トイレの設置 ○ろ過機訓練 ○消火訓練 ○炊き出し訓練  

○備蓄倉庫の確認 ○避難所施設の確認 ○避難者名簿作成  

○ペット同行避難訓練 ○その他 

②避難誘導ワークショップ（避難行動要支援者対応訓練） 

要介護者や障害者等の避難行動要支援者の安否確認や避難所まで安全に誘

導する訓練を地域が主体となって行うことで発災時に迅速な支援が行えるよ

うに訓練する。また、その過程で防災に関連する施設や設備の位置や危険箇

所等を把握し話し合うことで、あわせて地域防災に関わる全体の認識を高め

ていく。 

○説明会 ○準備会 ○本番実施 

③区立学校における防災訓練 

防災行動力の向上を図るため、小学校児童、中学校生徒の訓練を区教育委

員会や学校が協力して実施する。 

○避難訓練 ○車イス体験訓練 ○防災ビデオ等鑑賞 

④防災教室 

区民、園児（保育園・幼稚園）、区立学校児童・生徒、区内事業所に対し

て出張訓練を実施している。 

○地震体験車 ○煙体験 ○防災講演 

⑤外国人が参加できる防災教室・防災訓練 

大使館、大学、国際交流・外国人支援団体を対象とした防災教室・防災訓

練に対し、多言語の防災資料の提供および東京都防災（語学）ボランティア

等の派遣を受け、通訳を配置する等の支援を行う。 
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機関名 内   容 

NTT 

東日本 

①防災展および地区防災訓練等における災害用伝言ダイヤル（171）、災害用伝

言板（web171）の利用体験、防災パンフレット等の配布 

②災害用伝言ダイヤル（171）、災害用伝言板（web171）の利用方法等の紹介 

③事前設置型災害用公衆電話の運用訓練支援 

④公衆電話の利用方法に関する啓蒙活動 

東京ガ

スグル

ープ 

地区防災訓練等にマイコンメーター復帰の疑似体験コーナーを設置する。 

消防機関 １ 目的 

地震時に発生が予想される火災をはじめとする各種災害に対処するため、防

災区民組織、事業所、区民を対象とした防火防災訓練を行う。 

２ 訓練項目 

（１）出火防止、初期消火、救出救助、応急救護等に関する基礎訓練の実施 

（２）街区を活用した発災対応型訓練や地域特性に応じた実践的な訓練の実施 

（３）都民防災教育センター等の体験施設を活用した訓練の実施 

（４）起震車を活用した身体防護・出火防止訓練の推進 

（５）教育機関と連携した、学校等における実践的な防災訓練、応急救護訓練の

実施 

（６）町会・自治会、民生・児童委員等と連携した、避難行動要支援者の安否確

認要領および救出救護要領を取り入れた防災訓練の実施 

（７）消防団と連携した防災教育・防災訓練の実施 

（８）防災区民組織等による共助体制の強化を図るため、軽可搬消防ポンプやス

タンドパイプ等を活用した実践的な初期消火訓練を実施 

（９）VR 防災体験車、起震車、まちかど防災訓練車を活用した身体防護・出火防

止訓練及び初期消火訓練の推進 

（10）デジタルコンテンツを活用したリモート防災学習教材の整備・充実 

警察機関 総合的防災訓練 

大震災発生の際、防災関係機関と地域住民が一体となり、迅速的確な対応がで

きるよう各種の防災訓練を実施する。 

参加機関 訓練項目 訓練日時 

都 

防災機関 

防災区民組織 

地域住民 

事業所等 

１ 警備要員招集および部隊編成訓練 

２ 情報収集伝達訓練 

３ 各級警備本部設置訓練 

４ 交通対策訓練 

５ 避難誘導訓練 

６ 広報訓練 

７ 救出救助訓練 

８ 津波対策訓練 

９ 通信伝達訓練 

10 操作装備資機材操作訓練 

９月１日の震災

警備総合訓練お

よび宿直時間帯

における初動措

置訓練等、年間を

通じて区市町村

および地域住民

と協力して随時

実施する。 
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４ 震災対策職員等訓練 

災害時には、防災機関が迅速かつ円滑に活動態勢に入ることが最も重要であることから、

下記のとおり職員、社員等に対する訓練を実施し、災害対策業務を習熟するよう努める。 

図表2-24 機関別の取組み内容 

機関名 内   容 

区 職員の意識の高揚および地域防災計画の習熟を図り、災害時の応急対策活動が

円滑に実施できるように、実践的な訓練を行う。特に初動時の対応は「災害初動

対応マニュアル」を全職員が習熟して、初動時の強化を進める。 

１ 訓練名および訓練項目 

（１）職員防災訓練 

①非常参集      ②本部運営     ③避難施設開設（運営） 

④避難所（開設）運営 ⑤炊き出し     ⑥応急給水 

⑦緊急物資輸送    ⑧無線通信     ⑨災害広報 

⑩災害廃棄物処理   ⑪被害状況調査   ⑫その他 

（２）待機寮職員訓練 

①Ｄ級ポンプ操法   ②手動ろ過装置取扱 

③炊き出し・給食   ④ロープワーク   ⑤排水ポンプ取扱 

⑥屋内消火栓操法   ⑦その他    

２ 実施回数 

（１）については年１回以上。（２）については、上記訓練項目の中から訓

練を選定し作成した年間計画に基づき実施。 

その他、初期消火、救出救護、応急救護、震災対策用資機材取扱訓練等は、

上記とあわせて適宜行い職員訓練の充実を図る。 

また、医療機関における医療体制の構築に係る訓練や関係機関が実施する訓

練への参加などにより、職員の防災対策業務の習熟を図る。 

NTT 

東日本 

地震等災害発生時、関係社員が迅速かつ適切に防災業務を遂行し得るよう、次

の訓練を実施する。 

１ 訓練項目 

（１）災害予報または警報の伝達訓練 

（２）非常招集訓練 

（３）災害時における通信の疎通確保訓練 

（４）各種災害対策機器の操作運用訓練 

（５）電気通信設備等の災害応急復旧訓練 

（６）防火および水防訓練 

（７）避難および救護訓練 

（８）その他必要とするもの 

２ 実施回数 

年間を通して、１回以上適宜訓練を実施する。 

（国、都および区市町村等が主催して行う総合的な防災訓練に参加して、実施

するものを含む） 
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機関名 内   容 

京浜急行

電鉄 

１ 防災教育 

各種運動期間中ならびに防災の日に、各職場ごとで担当責任者が、地震の規

模、性格、防災計画の概要等を従事員に説明するとともに、防災に対する心が

まえを教育する。 

２ 訓練 

九都県市合同防災訓練と連動して９月に鉄道本部全体で防災訓練を実施する

とともに、関係自治体等が実施する各種訓練に参加するほか、各種運動期間中

に各職場で訓練を実施する。その他の訓練として鉄道事故総合対応訓練、テロ

対策訓練を年１回実施する。 

（訓練項目） 

（１）通信訓練 

（２）列車の一旦停止訓練 

（３）列車の減速運転訓練 

（４）津波避難誘導訓練 

（５）避難誘導訓練 

（６）列車防護訓練 

（７）情報伝達訓練 

（８）対策本部設置訓練 

（９）安否登録訓練 

（10）鉄道事故総合対応訓練 

（11）その他 

東急電鉄 １ 防災教育および訓練 

（１）防火管理者は、春および秋の火災予防運動期間中に消防計画の周知徹底、

その他防災ならびに火災予防に関する事項を所属従事者に教育するととも

に、消火・通報・避難誘導等連携して行う総合訓練を実施する。また年２回

運転関係指導教育訓練に運転事故を想定し、車両火災の初期消火、旅客の避

難誘導、および救急処置の訓練を実施する。 

（２）部分的な初期消火訓練は、随時実施する。 

東京ガ

スグル

ープ 

１ 訓練項目 

本社および各事業所は、災害対策を円滑に推進するため、非常事態対策関係

諸規則等に基づき、防災訓練を実施する。 

（１）地震時の出動訓練 

（２）地震時の緊急措置 

（３）自衛消防訓練 

（４）各事業所間の連絡態勢訓練 

（５）災害発生を想定した応急措置、復旧計画訓練 

（６）その他、国および地方自治体が実施する防災訓練への参加 

２ 実施回数 

年間を通して１回以上訓練を実施する。 
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機関名 内   容 

東京電力

パワー 

グリッド 

１ 訓練項目および実施時期 

（ｌ）情報連絡訓練、復旧訓練（復旧対策の机上計画、復旧作業訓練等をいう）

および応急復旧対策用資機材の整備点検を主たる内容とする非常災害対策訓

練を年１回全社的に実施する。 

（２）区、地元関係機関と協調した地域防災訓練には積極的に参加する。 

（３）消防訓練（通報、連絡、初期消火、避難誘導）を年１回実施する。 

JR 東日本 １ 訓練項目 

災害応急対策および災害復旧に必要な次の訓練を行うとともに、地方自治体

および防災機関が行う合同訓練には積極的に参加する。 

（１）非常参集訓練および発災時の初動措置訓練 

（２）消防（通報、初期消火、避難誘導）訓練および救助救護訓練 

（３）列車の運転規制および災害復旧訓練 

（４）防災関係機関と合同で行う地震総合防災訓練 

都交通局 １ 防災訓練 

年に１回震災による脱線事故等を想定した異常時総合訓練を実施するほか、各

部門ごとに年間計画をたて随時実施する。 

２ 訓練項目 

（１）出火防止および消火訓練 

（２）通報連絡訓練 

（３）避難、誘導、救護訓練 

（４）広報訓練 

（５）復旧訓練 

東京モノ

レール 

１ 訓練項目 

（１）減速運転 

（２）一旦停止訓練 

（３）非常招集訓練 

（４）情報連絡訓練 

（５）旅客誘導案内訓練 

（６）応急救護訓練 

（７）各担当に必要な防災訓練 

（８）その他 

２ 実施時期 

年１回以上 

東京臨海

高速鉄道 

社員に対して平素から地震に関する基礎知識、震災発生時の初動措置要領、心

構えについて教育・訓練を実施し、その徹底を期しておくとともに早期復旧を図

るための必要な訓練を定期的に行うものとする。 

１ 教育 

（１）本規則、運転取扱実施基準、異常時取扱マニュアルの習得 

（２）風速、雨量、震度等の災害に関する知識の習得 

（３）情報連絡の方法 

（４）消火器具等の使用方法 
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機関名 内   容 

（５）事故状況の把握と報告方法 

（６）旅客の避難・誘導方法 

（７）負傷者の救護処置 

（８）その他必要事項 

２ 訓練 

（１）初動措置訓練 

（２）消防（通報・消火・避難）訓練 

（３）旅客の避難・誘導訓練 

（４）社員の避難訓練 

（５）車両の脱線復旧訓練 

（６）その他 

ケーブル

テレビ 

品川 

区が実施する緊急放送訓練への参加と協力 

都水道局 １ 訓練内容 

（１）緊急連絡・職員の参集および配置替等職員の動員訓練 

（２）連絡系統の習熟および無線統制時の通信連絡方法の訓練 

（３）警戒宣言時に行う水道施設の保安点検および応急措置等の訓練 

２ 訓練方法 

訓練は、本局と南部支所が一体となって実施する総合訓練と、南部支所およ

び品川営業所で実施する個別訓練とに分け、次の要領で実施する。 

（１）定期の訓練は年１回程度実施する。なお、訓練は職員の分担を決めたうえ

で行う。 

（２）随時の訓練は、職員に異動があったときおよび水道施設の新設や運転方法

に変更があったときなど必要に応じて実施する。 
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５ 風水害を想定した訓練 

（１）合同水防訓練 

水防活動の能力の向上を図り、浸水等による区民の生命・身体・財産の被害を軽減さ

せるため、区と消防および関係機関が合同で水防訓練を実施している。 

ア 訓練項目 

次の全部または一部を実施する。 

○部隊編成訓練 ○水防工法訓練  

○情報通信訓練 ○救助・救急訓練  

○本部運営訓練 ○その他水害時の活動に必要な訓練 

イ 実施回数 

年１回以上実施する。 

 

（２）風水害災害対策本部訓練 

区は、集中豪雨や台風等によって発生する風水害時における職員の初動活動態勢の習

熟を図ることを目的として、図上および実動で訓練を実施する。 

ア 参加者 

区、防災関係機関および事業者等 

イ 訓練項目 

次の全部または一部を実施する。 

○本部運営訓練 ○非常招集訓練 ○情報通信訓練 

○現地実動訓練 ○避難施設開設訓練 

ウ 実施回数 

年１回以上実施する。 

６ 複合災害を想定した訓練 

区は、複合的な災害事象の発生に備えるため、災害対策本部訓練において発生の可能性

のある複合災害を想定し、情報収集・分析、応急活動などの対応要領の確認を行う訓練の

実施に努める。 

  



第２編 災害予防 

第２章 区民と地域の防災力向上 

予防-48 

対策４ 防災区民組織の育成・強化      

第１ 防災区民組織の現況 

○防災区民組織は、防災活動として防災訓練や避難所訓練、ワークショップによる避難誘

導訓練等を積極的に行っている。 

① 区は、昭和 49 年から育成指導を始め、防災区民組織は、防災活動として初期消火、避

難誘導、救出救護、応急救護、ポンプ操法等の防災訓練や避難所訓練、ワークショップ

による避難誘導訓練を積極的に行っている。 

② 防災意識を高めるために、研修会、見学会等を実施している。 

 

図表2-25 防災区民組織図 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 防災区民組織の育成・強化 

○区は、警察署、消防署および消防団と連携し、防災区民組織の育成・強化を推進する。 

① 防災区民組織を町会・自治会単位としたのは、町会・自治会は、相互扶助の精神に基

づき、地域住民が自主的に地域活動の役割を担っているためである。 

② 今後も、区は、各地域内の事業所、施設等に積極的に働きかけ町ぐるみの地域防災組

織の確立を図る。 

③ また、防災区民組織の育成・強化を進めるにあたっては、性別による視点の違いに配

慮し、女性の参画の促進に努め、女性や子育て中の世代等、幅広い人材から避難所運営

等のリーダーを育成できるよう支援していく。 

（全１３地区協議会）

品川第一 品川第二 大崎第一 大崎第二 大井第一 大井第二 大井第三 荏原第一 荏原第二 荏原第三 荏原第四 荏原第五 八　潮

１６組織 １３組織 ３２組織 １１組織 ２１組織 ８組織 ７組織 １４組織 １１組織 １６組織 １４組織 １０組織 ２７組織

(全２００防災区民組織）

本部長

副本部長 副本部長

情報部 広報部 消火部 防犯部 救出救護部 避難誘導部 給食給水部 衛生部

部長 部長 部長 部長 部長 部長 部長 部長

副部長 副部長 副部長 副部長 副部長 副部長 副部長 副部長

部員 部員 部員 部員 部員 部員 部員 部員

部員 部員 部員 部員 部員 部員 部員 部員

※　この標準図は、防災区民組織内部の標準組織図です。
※　学校避難所運営は、本部役員および避難住民で構成されます。
※　 部分が、基本的な防災区民組織名簿登載部分です。

品川区防災協議会

防災区民組織標準図
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１ 育成の方針と育成機関 

① あらゆる機会を通じ広報に努めるとともに、防災区民組織等の要請に基づき、震災へ

の対応、日頃の備え等について地域住民と話し合うこととする。 

② 育成機関は、区および警察署、消防署、消防団とする。 

２ 区の助成 

「品川区における防災区民組織の育成に関する要綱」に基づき、防災用資機材の購入費、

防災訓練経費等の一部に充てる費用として助成金を交付するほか、資機材等を貸与してい

る。 

 

対策５ 事業者等における防災力向上     

第１ 平素からの取組（自助） 

○事業者等は、従業員等の施設内待機計画の策定、水・食料等の備蓄の確保、防災体制の

整備、事業継続計画の策定を進める。 

１ 従業員等の施設内待機計画の策定、水・食料等の備蓄の確保 

災害時における従業員等の施設内待機を確保するため、事業所防災計画に施設内待機お

よび帰宅方針を規定するとともに、待機に必要となる水・食料等の備蓄を確保する。併せ

て、従業員等の家族との安否確認手段の周知を図る。 

２ 防災体制の整備 

災害時において事業者等が必要な対応を行うため、役割分担・責任者を明確にした体制

を構築するとともに、災害時の行動マニュアルを作成し、従業員に周知する。 

３ 事業継続計画（BCP：Business Continuity Plan）の策定 

災害時における事業の継続・早期復旧を確保するため、事業継続計画の策定が災害対策

上有効であり、作成を進める。 

 

第２ 平素からの取組（共助） 

○ターミナル駅周辺に立地する事業者等は、駅周辺帰宅困難者対策協議会に参画する。 

○事業者等は、区と災害時協力協定を締結し、区の防災対策への協力に努める。また、地

域と連携した合同訓練を実施することで、地域の防災力向上を図る。 

１ 駅周辺帰宅困難者対策協議会への参画 

ターミナル駅周辺に立地する事業者等は、災害時における駅周辺の混乱防止のため、駅

周辺帰宅困難者対策協議会に参画し、区との情報連携手法等について検討し、そのための

訓練を実施するよう努める。 
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２ 災害時協力協定の締結 

事業者等は、災害時において協力できる事項について、区と災害時協力協定を締結し、

区の防災対策への協力に努める。 

３ その他の取組 

① 事業者等は、地域と連携し合同訓練を実施・参画することにより、その立地する地域

の防災力向上を図る。 

② 事業者等は、社会的貢献として、防災・環境・教育・福祉・地域活動など様々な分野

での活動を進める。 

 

第３ 事業者等への働きかけ（公助） 

○区は、事業者等に施設の安全確保について呼びかけを行うとともに、防災力向上のため

の支援を行う。 

１ 施設の安全確保 

区は、企業の老朽化した施設・設備の更新や補強対策として、建物の耐震診断・改修、

オフィス家具等の転倒・落下・移動防止対策を呼びかけ、オフィスの耐震化を図り、企業

の基盤強化を促進する。 

２ 事業者等の防災力向上のための支援 

 区は、事業者等を通じて地域の防災力の向上を図るため、駅周辺帰宅困難者対策協議会 

やしながわ CSR 推進協議会等の各種協議会、「事業者向け防災ハンドブック」その他の資 

料により、事業者等の防災力向上のための各種取組の推進・強化を図る。 

 

対策６ 地区防災計画の作成支援      

○区は、地区居住者等の共助による防災活動を推進する観点から、地区防災計画の作成を

支援する。また、地区防災計画を地域防災計画に位置付ける際の検討事項や手順につい

て整理していく。 

地区防災計画は、災害対策基本法において「市町村内の一定の地区内の居住者および当

該地区に事業所を有する事業者が共同して行う防災訓練、地区居住者等による防災活動に

必要な物資および資材の備蓄、災害が発生した場合における地区居住者等の相互の支援そ

の他の当該地区における防災活動に関する計画」と定義されている。 

区では、地区居住者等の共助による防災活動を推進する観点から、地区防災計画の作成

を支援していくこととし、今後、支援内容を検討する。 

また、地区防災計画を地域防災計画に位置付けるように地区居住者等から提案を受けた

場合、必要に応じて地域防災計画に位置付けることとなる。区では、地域防災計画と地区
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防災計画の整合性の検討、区と地区居住者等との役割分担の検討等、位置付ける際の検討

事項や手順について整理していく。 

区は、防災協議会等と作成地域の検討を行うとともに、地区防災計画の作成を促進して

いく上で、ガイドとなる冊子等の作成を進める。 

 

対策７ 様々な関係者との連携 

○区は、様々な団体が連携して行う防災啓発や防災訓練に積極的に関与するとともに、支

援を行っていく。 

地域防災力の向上のためには、地域における多様な方々の参加が重要である。 

区では、対策２および対策３に掲げる取組に加え、防災区民組織、商店街、地域の事業

者など様々な団体が連携して行う防災啓発や防災訓練に積極的に関与するとともに、支援

を行っていく。 
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第３章 安全なまちづくり 

対策の基本的な考え方 
 

災害から一人でも多くの生命および貴重な財産を守るとともに、災害時における都市機

能を維持するためには、都市構造そのものの防災性を高めていくことが必要である。 

都が示した首都直下地震の被害想定においても、耐震化率を向上させることにより、揺

れによる建物被害や人的被害が軽減されると推計されている。 

ここでは、災害に強い安全なまちの実現のため、延焼遮断帯の整備、防災機能を有する

公園・広場の整備、木密地域における防災性の向上、建物の耐震化の促進などの取組みの

推進について示す。 

さらに、在宅避難を基本に位置付け、家庭での自助、居住者や地域住民との間の共助を

普及・啓発する。 

大井町駅周辺のまちづくりにおいては、土地の利用転換や区庁舎再編により、老朽化施

設の適切な更新や安全な避難動線の確保を実現し、防災・災害対策拠点として区民・就業

者・来街者の安全を確保するなど、安全な生活を守る防災機能の強化を図る。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 防災都市づくり 
第１ 地域特性に応じた防災都市づくり 

○区は、防災都市（「燃えない」「燃え広がらない」震災に強い安全・安心な都市）の形

成を目指し、延焼遮断帯の整備、防災上有効な道路・防災広場の整備、沿道の不燃化、

老朽住宅の建替えによる不燃化を進めている。 
第２ 高層建築物における安全対策 

○東京消防庁は、高層建築物等の安全対策として、火災予防対策、避難対策（混乱防止対

策）、防火・防災管理対策、消防活動対策等について、関係事業者に対して、指導を行

う。 
第３ 急傾斜地、がけ・擁壁、ブロック塀等の崩壊の防止 

○区は、がけ地の安全対策として、建築物や擁壁等を設ける場合の指導やがけ・擁壁等の

安全化支援による防災意識の啓発を図っている。 
○区は、ブロック塀の安全対策では、平成 30 年度より道路沿いのブロック塀等の安全化

支援として、除却工事費を助成する制度を開始した。また、令和２年 10 月より助成範
囲を拡充し、除却後に軽量フェンス等を設ける工事の費用等に対しても助成を行ってい
る。 

第４ 建築物の耐震化の促進 
○区は、耐震改修促進計画の進捗状況を確認し、適宜見直しを行っていく。 
○区は、学校や区有施設については、防災上重要な施設の耐震化を行い、平成 27 年度に

完了した。また、非構造部材の耐震化については令和７年度に完了予定、排水設備の耐
震化については令和２年度に完了した。 

 
第５ 液状化対策の強化 
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○区は、地盤改良や基盤構造の増強等、液状化対策を考慮した設計とするよう指導に努め

ている。 
○区は、東京液状化アドバイザー対策制度の活用によるさらなる安全化の充実・強化を図

る。 
第６ エレベーター対策 

○区は、エレベーター対策として、エレベーターの閉じ込め防止機能の向上（区・民間施

設）、救出体制の構築（救出要員を増員するための措置の実施、エレベーター保守管理

会社の連絡体制強化、エレベーター内の閉じ込めの有無の確認）、早期復旧体制の構築

（「１ビル１台」ルールの徹底、自動診断仮復旧システムの採用）を進めている。 
第７ 落下物、家具類等の転倒・落下・移動の防止 

○区は、落下物防止、自動販売機・家具類の転倒防止等の対策について、消防機関等と連

携しながら、安全化に係る指導を行っている。引き続き、防災イベントや訓練において、

リーフレット等を配布し、防災啓発に努める。 
第８ 文化財の安全対策 

○区は、文化財に被害が発生した場合には、被害の拡大防止に努めるよう周知する。 
○区は、文化財の所有者・管理者による防災訓練の実施や消防・防災設備の点検・整備等

の普及啓発を図る。 
第９ マンションの在宅避難の普及 

○区は、マンション居住者への在宅避難および在宅避難のための備えについて周知する。 
○区は、マンション居住者同士、また、マンション居住者と地域住民間の共助の仕組みづ

くりについて、啓発に努める。 
 

対策２ 防火対策 
第１ 出火等の防止 

○区は、出火等の防止にあたり、火気使用設備および器具の安全化や危険物施設等の出火

防止、電気設備等の安全化を消防機関連携して進める。 
○区は、危険物施設への出火防止に向けた指導、区民への家庭における出火防止に向けた

指導、その他出火防止のための査察・指導について、消防機関と連携して進める。 
第２ 初期消火体制の強化 

○区は、家庭用消火器の購入助成業等を進めることにより、初期消火体制の強化に努めて

いる。 
○区は、品川区災害対策基本条例の制定やしながわ防災学校で防災区民組織、事業所の協

力連携の必要性等の普及を図り、地域防災体制の確立を進めている。 
 

 

【用語の解説】 

①延焼遮断帯 

地震に伴う市街地火災の延焼を阻止する機能を果たす道路、河川、鉄道、公園等の都

市施設およびこれらと近接する耐火建築物等により構成される帯状の不燃空間をいう。

震災時の避難経路、救援活動等の輸送ネットワーク等の機能も担う。 

②防災生活圏 

延焼遮断帯に囲まれた圏域をいう。火を出さない、もらわないという視点から市街地

を一定のブロックに区切り、隣接するブロックへ火災が燃え広がらないようにすること

で大規模な市街地火災を防止する。 

③街並み誘導型地区計画 

地区計画で建物の壁面の位置と建築物の高さの制限等を定め、必要な規制を行うこと

により、前面道路幅員による容積率制限等の緩和を行う。これにより、建築物の壁面や

高さ等を一定の範囲内に誘導し、土地の有効利用を推進したり、良好な街並みを形成す

る制度のことをいう。 

④液状化 
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砂質土がゆるく堆積してできた地盤が、地震等の振動を受けることによって液体のよ

うな泥水状態になってしまう現象をいう。 

 

⑤整備地域 

「防災都市づくり推進計画」において、地域危険度が高く、かつ、特に老朽化した木

造建築物が集積するなど、震災時の大きな被害が想定される地域をいう。 

 

⑥新防火地域 

東京都建築安全条例に基づく建築物の不燃化を促進し、木造住宅密集地域の再形成を

防止するために、災害時の危険性の高い地域等について、建築物の耐火性能を強化する

防火規制地域をいう。 

⑦二次災害 

地震の影響で起きる二次災害には、火災、津波、地割れ、液状化現象等がある。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 防災都市づくり 

対策２ 防火対策 

 

対策１ 防災都市づくり        

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

都 ＜地域特性に応じた防災都市づくり＞ 

・沿道の不燃化 

・木密地域の不燃化の促進 

・無電柱化の推進 

・災害時の水の確保検討 

・都市計画道路（特定整備路線含む）の整備 

＜高層建築物における安全対策＞ 

・「東京とどまるマンション」の普及 

・防災対策に取り組む意欲のあるマンションに対するマンション管理士の

派遣 

・住民や管理組合等を対象としたマンション防災セミナーの開催 

区 ＜地域特性に応じた防災都市づくり＞ 

・都市計画道路の整備 

・沿道の不燃化 

・防災広場の整備 

・がけ、擁壁、ブロック塀等の安全対策 

・新たな制度を活用した強力な木密地域の解消 

・都市計画道路沿道の防災まちづくりの推進と街並み形成 

・木密地域の不燃化の促進 

・防災広場等の適正配置と機能の充実 

・細街路の拡幅整備の推進 

・広域避難場所周辺や避難道路沿道の不燃化促進 

・無電柱化の推進 

・特定緊急輸送道路の機能確保および橋梁の耐震化 

・舟運の活用 

・避難所へのアクセス道路の確保 

・災害時の水の確保検討 

・再開発等の機会を捉えた防災機能の導入 

・現地活動に即応できる拠点の検討 

＜建築物の耐震化の促進＞ 

・公共施設の安全化対策 

・耐震改修促進計画の推進および耐震化の推進 

・木密地域の耐震化の推進 

・液状化対策を考慮した設計に係る指導 
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機関名 役   割 

・高層マンションの安全対策に係る積極的な啓発 

・民間建築物の耐震化支援 

＜液状化、長周期地震動への対策の強化＞ 

・液状化のおそれのある地域において、建築物の設計者等に対し的確な対

策を講じるよう促す。 

・高層マンションにおける安全対策の推進 

事業者 ・耐震化の推進 

・エレベーターの閉じ込め防止装置の設置 

区民 ・主体的な耐震化対策の実施 

・高層マンションにおける家具固定、共同備蓄の推進 

 

【具体的な取組】 

第１ 地域特性に応じた防災都市づくり 

○区は、防災都市（「燃えない」「燃え広がらない」震災に強い安全・安心な都市）の形

成を目指し、延焼遮断帯の整備、防災上有効な道路・防災広場の整備、沿道の不燃化、

老朽住宅の建替えによる不燃化を進めている。 

１ 延焼遮断帯の整備 

区は、道路等の都市施設の整備とともに、それらの沿道の建築物の不燃化により延焼遮

断帯の整備を進める。 

（１）都市計画道路の整備 

道路については、単に人や物の輸送を分担する交通機能のみならず震災時においては、

延焼防止や避難・緊急物資等の輸送ルートなど多様な機能を持ち、災害に強い都市構造

の骨格を形成するものであり、震災時の避難路としても充分機能するよう整備を進める。

特に未整備の都市計画道路については、都の特定整備路線に位置付けられた放射２号線、

補助 29 号線および補助 28 号線の整備促進を図る。また、区の優先整備路線である補助

26 号線、補助 163 号線、補助 205 号線の整備促進を図る。 

（２）沿道の不燃化 

① 延焼遮断帯や避難路として整備すべき道路等の沿道で不燃化の遅れている地域に対

して、不燃化を促進する。特に延焼の危険性が高く、早急な整備が必要とされる地域

（防災都市づくり推進計画における重点整備地域等）に対し、延焼遮断帯を早期に整

備するため、都市防災不燃化促進事業等の活用により、幹線道路等の沿道における耐

火建築物等への建替えを促進する。 

② 区では、平成 10 年度から都市計画道路補助 26 号線の都立大崎高校以西の沿道につ

いて、都市防災不燃化促進事業を導入し、延焼遮断帯形成のために耐火建築物への建

替えの助成を行った。補助 46 号線品川地区については、市街地大火の延焼拡大を防止

するため、沿道の不燃化を平成 15 年度から平成 24 年度まで実施した。 

・放射２号線 令和３年度～令和 12 年度 
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・補助 29 号線地区、補助 29 号線その２地区 平成 28 年度～令和７年度 

・補助 29 号線その３地区 平成 30 年度～令和９年度 

・補助 29 号線その４地区 平成 31 年度～令和 10 年度 

・戸越公園一帯周辺地区 平成 18 年度～令和７年度 

・滝王子通り地区 平成 21 年度～令和５年度 

・補助 28 号線地区 平成 28 年度～令和 7 年度 

・補助 26 号線その２地区 平成 18 年度～令和７年度 

２ 防災機能を有する公園、広場の整備 

（１）現況 

① 区では、昭和 53 年に「品川区防災活動広場の設置に関する条例」（現在は廃止）を

制定し、震災時における地域の防災活動の拠点として、平常時には防災訓練の場、区

民の憩いの場、子どもの遊び場となる 40 ヶ所（令和４年４月１日現在）の防災広場の

整備を行ってきた。 

② 平成 17 年には、防災広場の拡充を図るために防災広場を「品川区立児童遊園の設置

および管理に関する条例」の特定児童遊園として編入し、児童遊園と一体管理を行い

防災広場の拡充を図るとともに、公園等にも地域の意見を聞きながら可能な限り防災

設備を設けている。今後も、まちづくりに関する各種事業、制度を活用し、防災上有

効な広場の整備を進めていく。 

（２）設備 

区は、公園、広場には、地域の意見を聞きながらできるだけ次の防災設備を設けてい

く。 

防火貯水槽／消火器格納庫／小型ポンプ格納庫／防災資機材倉庫／マンホールトイレ 

／かまどベンチ 

（３）防災機能を有する公園、広場 

ア 防災広場（特定児童遊園） 

品川区内に防災広場（特定児童遊園）は 40 施設、防災広場（防災課所管）は２施設

ある。 

資料 13 防災広場（特定児童遊園）一覧 

資料 14 防災広場（防災課所管）一覧 

イ 防災設備を備えた公園・児童遊園 

品川区内に公園（40t 以上の貯水槽を設置）は 61 施設、児童遊園（40t 以上の貯水

槽を設置）は 20 施設ある。 

資料 15 公園（40t 以上の貯水槽を設置）一覧 

資料 16 児童遊園（40t 以上の貯水槽を設置）一覧 



第２編 災害予防 

第３章 安全なまちづくり 

予防-58 

３ 木密地域における防災性の向上 

① 荏原地区を中心とした区域は、老朽化した木造住宅が密集している地域が広がってい

ること、４m 未満の狭あいな道路が多いこと、公園等のオープンスペースが少ないこと

等から、大規模地震による建物の倒壊やそれに伴う道路閉塞、延焼の危険性が非常に高

い。首都直下地震による東京の被害想定（令和４年５月）でも、火災による建物の焼失

が発生することが予測されている。 

② 区では、これまで、防災生活圏促進事業、都市防災不燃化促進事業、都市防災総合推

進事業、避難道路機能強化事業、密集市街地整備促進事業、木密地域不燃化 10 年プロジ

ェクト、防災街区整備事業等の防災性の向上に資する取組みを実施しているが、依然危

険な地域も多い。引き続き、優良建築物等整備事業や住宅・建築物安全ストック形成事

業も活用しながら、木密地域の防災性の向上を図っていく。 

図表2-26 密集市街地整備促進事業 

地区名 対象地区 実施内容 事業期間 

旗の台・中延地区 
旗の台４丁目、 
中延５丁目 

・老朽建物の建
替え促進 

・防災広場の整
備 

・防災生活道路

の拡幅整備（６
m） 

平成元年度～令和６年度 

二葉３・４丁目、 
西大井６丁目地区 

二葉３・４丁目、 
西大井６丁目 

平成 18 年度～令和７年度 

東中延１・２丁目、 
中延２・３丁目地区 

東中延１・２丁目、 
中延２・３丁目 

平成 19 年度～令和７年度 

豊町４・５・６丁目地区 豊町４・５・６丁目 平成 19 年度～令和７年度 

西品川２・３丁目地区 西品川２・３丁目 平成 30 年度～令和９年度 

戸越６丁目地区 戸越６丁目 令和３年度～令和 12 年度 

大井・西大井地区 
大井５・７丁目、 
西大井２・３・４丁目 

令和５年度～令和 14 年度 

図表2-27 不燃化特区支援事業 

地区名 実施内容 事業期間 

東中延一・二丁目、中延二・三丁目 

および西中延三丁目地区 

・老朽建築物の
除却、建替え
促進 

・防災広場の整
備 

平成 24 年度～令和７年度 
※西中延三丁目は令和３年度 

～令和７年度 

補助 29 号線沿道地区 平成 25 年度～令和７年度 

豊町四・五・六丁目、二葉三・四丁目 
および西大井六丁目地区 

平成 25 年度～令和７年度 

旗の台四丁目・中延五丁目地区 平成 25 年度～令和７年度 

戸越二・四・五・六丁目地区 平成 25 年度～令和７年度 

西品川一・二・三丁目地区 
平成 26 年度～令和７年度 
※西品川一丁目は令和３年度 

～令和７年度 

大井五・七丁目、 
西大井二・三・四丁目地区 

平成 27 年度～令和７年度 

放射２号線沿道地区 平成 27 年度～令和７年度 

補助 28 号線沿道地区 平成 27 年度～令和７年度 

大井二丁目地区 令和３年度～令和７年度 
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（１）新たな制度を活用した強力な木密地域の解消 

ア 特に危険性の高い地区における不燃化特区制度の活用 

① 区は、地域危険度が高く特に重点的に改善を図るべき地区について、都の不燃化

特区制度を活用し、都と連携して不燃化を強力に推進する。区内では、先行実施地

区に、「東中延一・二丁目、中延二・三丁目地区（荏原中延駅周辺）」が選定された

ことから、地区内の不燃化整備事業を重点的に進めていくとともに、他の地区につ

いても、各地区のニーズに沿った整備プログラムを作成し、木密地域の防災性向上

を図っている。 

② 区は、従来の「老朽木造建築物の解体除却費用の助成」、「取り壊し・建替えに

関するご相談に専門家を派遣」、「固定資産税・都市計画税の減免」といった支援

制度の他に、「引越しにかかる費用の助成」「耐火・準耐火建築物にするための費

用の助成」といった制度を平成 28 年度に設けた。 

③ 平成 29 年度は、助成対象を木造建築物の他に軽量鉄骨造建築物を加え、また耐

火・準耐火建築物を除く木造建築物の場合は、昭和 56 年５月以前に建築されたもの

から平成 17 年３月以前に建築されたものまで対象を拡大することとした。 

イ 放射２号線、補助 29 号線および補助 28 号線の強力な整備推進 

放射２号線、補助 29 号線および補助 28 号線は、木密地域を通り、延焼を遮断する

とともに避難路や緊急車両の通行路として地域の区民の安全な暮らしを守るため必要

不可欠な道路であり、ライフラインとしても重要な役割をもっている。この路線につ

いては、都の特定整備路線として位置付けられており、区は都と密接な連携を図り、

事業推進に向けて協力していくこととする。 

ウ 地区計画の策定 

① 戸越公園周辺、豊町、二葉、西大井、中延地域等では、各種地区計画等の活用に

より、老朽建物の建替えの促進および道路状空間の確保等、市街地の安全性の向上

を図る。 

② 区は、平成 28 年度に豊町四・五・六丁目、二葉三・四丁目、西大井六丁目地区、

平成 29 年度に戸越・豊町地区、平成 30 年度に戸越六丁目東地区、令和３年度に東

中延一・二丁目、中延二・三丁目地区の地区計画を策定した。 

（２）都市計画道路沿道の防災まちづくりの推進と街並み形成 

ア 都市計画道路の整備の具体化に合わせた防災まちづくりの推進 

特定整備路線である放射２号線、補助 29 号線および補助 28 号線は、現在都によっ

て整備が進められている。区では、特定整備路線沿道において、早期の延焼遮断帯形

成や不燃化・耐震化の促進を目的とした都市計画変更を、平成 28 年から平成 31 年に

かけて行った。また、都市計画道路の沿道において住み替えが必要になるため、住み

慣れた地域での居住支援等、具体的な対策を行っていく。 
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イ 未整備の都市計画道路の整備促進 

木密地域を通る都市計画道路の整備は、延焼遮断帯の構築だけでなく、沿道の不燃

化を促進させることにもつながるため、都市計画道路の整備を促進する。また、都の

特定整備路線として位置付けられている補助 29 号線につながる補助 205 号線の未整

備部について、補助 29 号線の整備の機会にあわせて、整備推進を検討する。 

（３）木密地域の耐震化・不燃化の促進 

区は、木密地域において、建築物の耐震化および不燃化を促進するため、防災生活圏

促進事業および都市防災不燃化促進事業、都市防災総合推進事業、優良建築物等整備事

業、住宅・建築物安全ストック形成事業等とともに、防災性の向上を目的とした地区計

画等を定め、都市の防災性の向上に資する取組みを今後も継続して実施する。また、木

密地域における住宅改善工事助成の制度や対象を拡充し、住宅の防火・耐火対策を推進

している。併せて、空き家所有者に対しても空き家の適正な管理を促進することで、災

害時の道路閉塞や延焼の拡大を防止する。さらに、整備地域および新防火地域において、

耐震診断で倒壊のおそれがあると診断された建物に対し、改修および除却費用を助成す

ることにより、耐震化を促進する。 

（４）防災広場等の適正配置と機能の充実 

ア 防災広場の整備・適正配置 

① 区は、防災性の向上とともに、周辺の住環境向上のため、密集住宅市街地整備促

進事業等による防災広場の整備を引き続き進めるとともに、適正配置を図っていく。 

② 区は、防災広場の未整備地域における地域の防災性を向上させるため、既存の公

園、児童遊園へ地域の意見を聞きながらマンホールトイレや消防水利、かまどベン

チ、防災倉庫等の設置を推進し、今後も防災機能の適正配置を図る。 

イ 必要な機能の充実 

現在の防災広場は、マンホールトイレや消防水利、かまどベンチ、防災倉庫等が設

置されている。区は、区全体の防災広場への設備配置状況や広場整備面積等を踏まえ、

その機能をさらに検討し、充実させる。 

ウ その他オープンスペースの確保 

区が整備する公園、広場等に加え、民間の緑地や空地等のオープンスペースは、延

焼防止や避難のための有効な空間であるとともに、自然環境が有する多様な機能を積

極的に活用することで、地域にうるおいや、やすらぎを与えるグリーンインフラとな

り得る。そのため、区は、まちづくりに関する各種事業・制度や開発環境指導要綱、

密集住宅市街地整備促進事業等により、これら有効なオープンスペースを確保する。 

（５）細街路の拡幅整備の推進 

ア 細街路拡幅整備事業の内容の見直し検討 
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① 道路は多様な機能を持つ空間である。人々の生活に密接な道路は、歩行者や自転

車、車等の交通のためだけではなく①震災時の避難や消防、救急活動といった防災

上の機能や②建物相互間を一定距離確保することで、日照、通風、防火機能を向上

させる役割を担っている。このように様々な機能を充分発揮させるため、建築基準

法では、道路の幅員を最低４m としているが、区内には幅員４m 未満の道路が多いた

め、区は細街路拡幅整備事業により、拡幅の支援を行う。 

② 荏原地区を中心とした木密地域においては、幅員４m 未満の狭あいな道路（細街

路）が多く存在する。また、安全な避難の支障となる行き止まり道路も多い。そこ

で、現在区で実施している細街路拡幅整備事業において、内容の見直し検討を今後

も行う。またより一層、整備を進めるため、平成 27 年度から木密地域の行き止まり

道路も整備対象とした。 

③ 一旦確保した道路空間が適切に確保されず、工作物等の再突出も見られることか

ら、区では突出の状況を把握次第、除却の指導を継続する。 

イ 街並み誘導型地区計画を活用した建替え促進と道路空間の確保 

区は、敷地面積が狭いために、必要な道路空間を確保して建替えをすることが困難

な敷地に対して、街並み誘導型地区計画等を活用した建替えの促進と必要な道路空間

の確保を図る。 

ウ 行き止まり道路の避難方法等の検討 

区は、行き止まり道路について、非常時における２方向避難が可能となるよう、近

隣住民間での協力体制の構築や、庭先や建物の間を利用した非常用の避難経路の確保

方法を検討する。 

４ 安全で安心な避難ができるまちづくり 

① 区の広域避難場所は、現在 10 ヶ所指定されているが、周辺の住宅の不燃化が進んでお

らず、さらなる避難有効面積の確保が必要な場所もある。広域避難場所の避難有効面積

をより多く確保できるよう、各広域避難場所周辺の不燃化を促進していくとともに、遠

距離避難を円滑に行えるよう、避難道路の拡幅整備や沿道の不燃化および耐震化を進め

ていく必要がある。 

② 大規模災害により住居が全・半壊等した区民が一定期間避難生活を送るための区立学

校等の避難所等においては、安心して避難生活を送るために、必要な飲料水および水洗

可能なトイレの整備が必要である。飲料水については、都水道局の設置した応急給水槽

が区内および目黒区に４ヶ所整備され、4,600m3の飲料水が確保されている。また、避難

所となる各区立学校等においては、耐震化し緊急遮断弁を設けた受水槽の改良が行われ

ている。しかしながら、災害発生直後には、給水が困難な場合もあることから、今後も

飲料水の確保に努める必要がある。 

③ 避難所は、被災者が避難生活を送ることはもちろん、情報拠点、物資の運搬・配布拠

点、医療・消防等の活動拠点等、多くの機能がある。避難所がこれらの機能を充分発揮
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するためには、周辺道路空間が確保されていることが重要であることから、避難所への

狭あいなアクセス道路について、品川区無電柱化推進計画に基づき、無電柱化も含め道

路空間の確保を図る。また、被災時における円滑な交通の確保に向け、無電柱化を推進

するため、区は都と連携を図り、民間の取組を支援する。 

 

（１）広域避難場所周辺や避難道路沿道の不燃化促進 

ア 林試の森公園および戸越公園一帯 

① 区では、林試の森公園については、防災生活圏促進事業により林試の森公園へ至

る主要な避難経路となる地区防災道路の整備等を行い、安全で住みよいまちづくり

を進めている。 

② 戸越公園一帯については、平成 18 年度から、周辺地区の不燃化事業を開始した。 

また、防災生活圏促進事業により避難場所へ至る避難経路の整備と、防災上有効と

なる広場の整備、円滑な避難を図るための入口の整備を進めるなど、防災性の強化

を図る。 

イ 大井競馬場・しながわ区民公園 

大井競馬場・しながわ区民公園周辺については避難道路としての課題があり、区は

安全な避難を確保するため、滝王子通り（森前交差点から池上通りまでの約 870m の区

間）の道路拡幅、沿道の不燃化等の避難道路機能強化を進めている。 

ウ 広域避難場所周辺地区の不燃化による避難計画人口の拡大 

区は、広域避難場所の周辺について、不燃化を促進し、避難時の安全性を確保する。 

エ 避難道路沿道建築物の不燃化促進 

区は、避難道路として都が指定する滝王子通りについて、拡幅整備を促進するとと

もに、安全で確実な避難が可能となるよう不燃化を促進する。 

（２）避難所へのアクセス道路の確保 

ア 避難所周辺の狭あいな道路における道路空間の確保検討 

避難所に安全に避難できると同時に、避難所への物資の輸送等が円滑に実施できる

よう、区は避難所へのアクセス道路について無電柱化も含め道路空間の確保を図る。 

イ アクセス道路のマンホール浮上を抑制し車両導線を確保 

大地震による液状化の発生で地中のマンホールが浮上してしまい緊急車両や物資運

搬車両が通行できなくなる事態に備え、区は、マンホール浮上を 10 ㎝以下に抑制する

対策工事を都から受託して実施した。 

（３）災害時の水の確保 

ア 応急給水槽・トイレ用排水槽の整備 
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① 災害時、ライフラインの寸断により、電力・水道・下水道等が使用困難となるこ

とが想定される。中でも「水」は、生命維持活動に係るものであることから、適正

に確保される必要がある。現在、避難所となる区立学校等では、既存の受水槽から

飲用水を一定期間確保するとともに、周辺の下水道管きょおよび排水設備の耐震化

により災害時のトイレ機能の確保を進めている。 

② 安心感のある避難所生活および適切な医療活動等を行うために重要な飲料水、生

活用水等の確保について、区は都等との協議・調整を行いながら、災害時の水の確

保に努める。 

（４）再開発等の機会を捉えた防災機能の整備促進 

ア 再開発施設または敷地における防災機能の導入促進 

事業者等により区内で再開発が実施される際には、区は、災害時拠点強靭化緊急促

進事業を活用しながら、その施設や敷地内に避難者を受け入れることができるスペー

ス、水・食料等の備蓄倉庫、マンホールトイレ等を設置する等の協力を求め、豪雨時

でも活用が可能な防災機能の整備が図られるよう努める。 

イ 民間施設における防災機能の導入促進 

区は、事業者等が所有する既存の建物または新築する建物において、避難者を受け

入れるスペースを確保する等の協力を求めるよう努める。 

ウ 区災害対策本部を補完する防災機能拠点の検討 

① 災害時には、区役所に区長を本部長とする区災害対策本部を設置し、災害情報の

収集・伝達、都への要請・連絡、避難指示等および支援物資の管理等を行うことと

している。しかしながら、荏原地区を中心とした木密地域では、建物倒壊による道

路閉塞や延焼により、区役所からの物資の運搬や救援・救護活動が困難になるおそ

れがある。そこで、区災害対策本部の機能を補完し、現地で災害時の活動に即応し、

迅速な情報収集や伝達を行うとともに、ボランティア活動の展開、支援物資等の受

入れ・管理および医療・福祉活動の実施といった各機能をもった防災機能拠点の整

備について、検討していくこととする。 

② 防災機能拠点の機能は以下のとおりである。 

・物資、車両等の輸送・配分 

・支援物資等の受領、保管、配分 

・協力団体および個人との連絡調整 

・避難行動要支援者の救援 

・医療、福祉に関する提供・調達・配給 

・飲料水、生活用水等の提供 

・障害物除去、廃棄物処理の活動拠点 
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第２ 高層建築物における安全対策 

１ 高層建築物における安全対策 

（１）高層建築物の安全対策 

① 東京消防庁は、高層建築物等の新築等に際して、関係者に対し、火災予防審議会を

受けて策定した下記の防火安全対策を講じるように指導する。 

・高層の建築物の防火安全対策 

・乾式工法を用いた防火区画等の煙等の漏えい防止対策（100m 以上の高層建築物を対象

とした安全対策） 

・大規模建築物群等の消防アクセス確保対策 

・鉄道ターミナル駅に係る防火安全対策 

・高層建築物等における歩行困難者等に係る避難安全対策 

② 東京消防庁は、関係事業所に対して、次の対策を指導する。 

ア 火災予防対策 

・火気使用設備器具の安全化および出火防止対策の推進 

・火気使用場所の環境整備および可燃性物品の転倒落下防止措置 

・内装材料、家具調度品、装飾物品の不燃化 

・消火設備、防火区画等の機能確保による延焼拡大防止対策の推進 

イ 避難対策（混乱防止対策） 

・避難施設の適正な維持管理および避難通路の確保 

・ビルの防災センターからの迅速な緊急放送体制の整備 

・ショーケース、看板、複写機等の転倒、落下、移動の防止 

・避難誘導員の事前指定や訓練指導者の育成 

・避難口、避難階段を明示した館内図の掲示や施設利用者に対する災害発生時の行動

要領の周知徹底 

・警報設備、避難設備の機能確保による避難対策の推進 

ウ 防火・防災管理対策 

・従業員に対する消防計画の周知徹底 

・管理者が複数の建物における管理責任区分および全体についての消防計画の周知 

・ビル防災センターの機能強化および要員教育の徹底 

・救出救護知識の普及および必要な資機材の整備 

・防火管理業務および防災管理業務従事者を対象とした、実務講習等による教育 

・実践的かつ定期的な訓練の実施 

○東京消防庁は、高層建築物等の安全対策として、火災予防対策、避難対策（混乱防止対

策）、防火・防災管理対策、消防活動対策等について、関係事業者に対して、指導を行

う。 
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エ 消防活動対策 

・消防活動上必要な施設の機能確保による消防活動対策の推進 

２ 高層マンション対策 

（１）現状 

① 東日本大震災により、都内において家具類の転倒・落下による負傷者が発生した。

東京消防庁の調査によると、共同住宅の高い階層ほど、家具類の転倒等の発生割合が

高い。また、事業所においても同様の傾向で、家具類の転倒、落下に加え、移動が発

生した。なかでもコピー機のような重量物でキャスター付きのものの移動が高い階層

で目立った。また、長周期地震動の問題とともに、エレベーター停止、トイレ使用不

可など高層マンションにおける問題点が顕在化している。 

② 品川区においては大崎や五反田、臨海部周辺等で相次いで 31m を超える高層マンシ

ョンや 60m を超える超高層マンション等の建設が進んでいる。 

（２）高層マンションの特色 

ア 人的・物的被害 

① 高層建築物は、地震に対して比較的ゆっくりとした大きな揺れが長時間続く傾向

があり、多くの家具類の移動・転倒が予想される。 

② 高層階ほど、揺れが大きくなりやすく、ピアノや冷蔵庫等の重量物も高層階ほど

移動・転倒しやすくなる。 

③ 家具類が大きく移動・転倒することで、その付近にいる人々に死傷の危険をもた

らす。 

阪神・淡路大震災でも、高層マンションで亡くなる方の主な原因はこのような家具

の移動・転倒に伴うものであった。 

イ ライフライン被害 

高層マンションの場合、ライフライン停止時には一般住宅よりも生活上の困難が増

す。特にエレベーターが停止することで、高層階の住民は外との往復が著しく困難に

なる。ライフラインが停止すると、例えば水などは避難所や応急給水槽へ行って運搬

する必要がある。高層階に住む人々にとって、このような対応は大きな困難をもたら

すことになる。なお、電力が復旧しても、エレベーター保守業者による点検が終了す

るまでは、エレベーターが使用できないため、高層階の居住者ほど、孤立するおそれ

がある。また、飲料水・食料・生活用品の家庭内備蓄が枯渇した段階で、多数の避難

者が発生するおそれがあるが、避難所での受入れは極めて困難になる可能性がある。 
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（３）高層マンションにおける安全対策 

① 区においては、マンションでは在宅避難を基本に、家具類の移動・転倒防止や家庭

内備蓄等の自助の取組について普及・啓発するとともに、マンション内の居住者や地

域住民との間の共助の仕組みづくりを推進する。 

② 区においては、マンション防災支援事業を実施し、防災意識の啓発に努めている。 

③ 区においては、集合住宅の管理組合のほか、ライフライン事業者やエレベーター保

守事業者と協力してできるだけ早い段階で日常に近い生活に戻すべく協力体制を築い

ていく。 

（４）高層マンションへの普及・啓発 

区では、マンションの防災対策を推進するため、啓発資料を作成している。今後、資

料を修正し、普及・啓発を推進する。また、防災対策を進めるうえでの問題等を分析し、

効果的な支援策を打ち出していく。 

３ 区営住宅等 

区は、災害に強いまちづくりを進めるため、公営住宅等整備事業を活用し、老朽化した

区営住宅等の更新を推進する。 
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第３ 急傾斜地、がけ・擁壁、ブロック塀等の崩壊の防止 

１ がけ、擁壁 

（１）現況 

① 区内には内陸部に御殿山、島津山、池田山等の丘陵地を擁している。 

② 「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律」（昭和 44 年７月１日法律第 57

号）では、傾斜度が 30 度以上ある土地を急傾斜地と定めている。このうち、高さが５

m 以上、想定被害地域内に５戸以上の人家が存在するなど、一定の要件を満たすもの

が、急傾斜地崩壊危険箇所とされている。 

③ 都が調査した「急傾斜地崩壊危険箇所調査」によると、都内急傾斜地崩壊危険箇所

は平成 30 年７月末現在 2,972 箇所となっている。品川区の急傾斜地崩壊危険箇所は、

計 43 箇所あり、特に北品川、東五反田、上大崎に数多く分布している。 

④ 「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」（平成 12 年

法律第 57 号）では、傾斜度が 30 度以上で高さが５ｍ以上の急傾斜地のうち、上端か

ら水平距離が 10ｍ以内かつ下端から高さの２倍以内の区域を土砂災害警戒と定めて

いる。そのうち、急傾斜の崩壊に伴う土石等の移動等により建築物に作用する力の大

きさが、通常の建築物が土石等の移動に対して住民の生命又は身体に著しい危害が生

ずるおそれのある崩壊を生ずることなく耐えることのできる力を上回る区域を、土砂

災害特別警戒区域と定めている。 

⑤ 都は令和元年９月 26 日および令和５年６月 21 日に品川区内 50 箇所を土砂災害警

戒区域に指定。そのうち、36 箇所を土砂災害特別警戒区域に指定した。 

（２）警戒区域の選定 

ア 急傾斜地崩壊危険箇所 

都建設局が公表している品川区内の急傾斜地崩壊危険箇所 43 箇所のうち、自然斜面

で建物の立地状況等により土砂災害につながるおそれのある６箇所を警戒区域として、

優先的に選定している。 

資料 17 急傾斜地崩壊危険箇所一覧 

資料 18 警戒区域 

イ 土砂災害（特別）警戒区域 

都が指定している土砂災害警戒区域 50 箇所を、避難情報発令対象区域としている。 

資料 19 土砂災害警戒区域一覧 

○区は、がけ地の安全対策として、建築物や擁壁等を設ける場合の指導やがけ・擁壁等の

安全化支援による防災意識の啓発を図っている。 

○区は、ブロック塀の安全対策では、平成 30 年度より道路沿いのブロック塀等の安全化支

援として、除却工事費を助成する制度を開始した。また、令和２年 10 月より助成範囲を

拡充し、除却後に軽量フェンス等を設ける工事の費用等に対しても助成を行っている。 
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（３）安全対策 

① 区では、がけ地に建築物や擁壁等を設ける場合は、建築基準法および東京都建築安

全条例により防災上の見地から指導を行っている。また、がけ・擁壁等の安全化支援

を実施し、防災意識の啓発を図っている。 

② 区では、がけ・擁壁の安全化支援にあたり、がけ・擁壁改修工事費助成事業やがけ・

擁壁安全化アドバイザー派遣事業等により、安全化対策の促進を図る。 

２ ブロック塀 

（１）現況 

震災時に既存ブロック塀等の倒壊により道路を閉塞するおそれがあることから、区で

は、避難道路沿いのブロック塀等の実態調査を実施し、危険性のあるものについては補

強等の改善指導を行った。滝王子通りについては、昭和 58 年に改善事業を実施した。 

また、平成 30 年度には道路沿いにある高さ 80 ㎝以上の塀の種類、延長を調査した。 

（２）安全対策 

① 区は、大地震や台風等の自然災害による塀の倒壊から人命を守るため、平成 30 年度

より道路沿いのブロック塀等の安全化支援として、除却工事費を助成する制度を開始

した。令和２年 10 月より助成範囲を拡充し、除却後に軽量フェンス等を設ける工事の

費用等に対しても助成を行っている。 

② 区は、所有者自らブロック塀の状況確認ができるよう、「コンクリートブロック塀

の安全点検シート」と「コンクリートブロック塀の解説図」をホームページで公表し

ている。 

資料 20 防災まちづくりに関する事業一覧 
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第４ 建築物の耐震化の促進 

○区は、耐震改修促進計画の進捗状況を確認し、適宜見直しを行っていく。 

○区は、学校や区有施設については、防災上重要な施設の耐震化を行い、平成 27 年度に完

了した。また、非構造部材の耐震化については令和７年度に完了予定、排水設備の耐震

化については令和２年度に完了した。 

 

１ 公共建築物の安全化計画 

① 区では、学校、地域センター、保育園等の建物は概ね鉄筋化、耐震化、不燃化が完了

している。 

② 生命の安全を第一とし、施設全体の被害を最小限に抑えるために、耐震改修促進計画

に基づき避難所となる学校や区有施設について、防災上重要な施設の耐震化を行い、平

成 27 年度に完了した。（民間の建物内にある１ヶ所を除く） 

③ 防災上重要な施設の非構造部材の耐震化について、令和７年度に完了予定である。 

④ 防災上重要な施設の排水設備の耐震化について、令和２年度に完了した。 

⑤ 区は、防災上重要な建築物のリスト、連絡体制一覧表を作成し、所管部署との連携強

化を図る。 

⑥ 区は、区有施設のエレベーターの設置台数、設置施設を把握し、関連事業者と災害時

の対応に関する連携を図る。 

２ 民間建築物の安全化 

① 地震災害の中でも、建築物の倒壊等による被害は人命に関わる。民間建築物の安全化

対策は、所有者または使用者が行うことが原則である。 

② ここでは民間建築物の安全化を推進するための普及・啓発について定める。 

（１）耐震化の推進 

耐震改修促進法の改正（平成 18 年１月 26 日施行）を踏まえ、区では平成 19 年 12 月

に耐震改修促進計画を策定し、平成 24 年度、平成 29 年度、令和２年度に改定を行った。

この計画は、昭和 56 年５月 31 日以前に建築された住宅・建築物の耐震診断および耐震

改修等を、計画的かつ総合的に促進し、災害に強いまちづくりを進めるものである。 

（２）これまで区において進めてきた耐震化支援対策 

① 平成 16 年４月より、昭和 56 年５月 31 日以前の旧耐震基準でつくられた木造住宅

を対象として、耐震診断を行うとともに診断に係る費用を助成支援してきた。 

② 平成 18 年７月からは、診断の結果、倒壊のおそれがあるとされた木造住宅のうち、

「東京都防災都市づくり推進計画」に定める「整備地域」にあるもので、６m 以下の道

路沿いにあるものを対象に、耐震改修に係る費用について助成支援を開始し、平成 19

年４月からは、道路要件を撤廃し、区内全域に対象地域を拡大した。 
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③ 平成 19 年４月からは、建替え支援を整備地域および新防火地域内において開始する

とともに対象を木造アパートまで拡大した。同年４月から緊急輸送道路沿道建築物の

耐震診断費用の一部助成を開始した。 

④ 平成 23 年４月から耐震補強設計費用の助成、マンションの改修費用の助成を開始し

た。同年４月から、特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震診断費用の助成を開始した。 

⑤ 平成 24 年から特定緊急輸送道路沿道建築物の補強設計・耐震改修・建替え・除却費

用の一部助成を開始した。 

⑥ 平成 29 年度から令和２年度の間、建物倒壊危険度の高い区域を緊急耐震重点区域と

して定め、耐震改修・除却費用の増額を行うなどの支援を充実させている。 

⑦ 平成 30 年から特定緊急輸送道路沿道建築物の補強設計・耐震改修・建替え・除却助

成を拡充した。 

⑧ 令和５年 10 月より、平成 12 年５月 31 日以前に新築工事に着手した木造住宅の耐

震診断等の助成を拡充した。 

（３）耐震改修促進計画 

① 区の耐震改修促進計画の計画期間は、令和３年度から令和７年度までを期間とし、

令和７年度時における耐震化率の目標を、住宅は、耐震性が不十分な住宅をおおむね

解消、民間特定建築物は、多数の者が利用する一定規模以上の建築物のさらなる耐震

化の促進、緊急輸送道路沿道建築物の耐震化率を 95％と定めている。また、区有建築

物は防災上重要な公共建築物の耐震化率を 100％と定めている。 

② 耐震化の基本的な取組み方針として、自助・共助・公助を原則とし、区は、公共的

な観点から必要な支援を行うとの考えから、住宅・建築物の耐震診断、補強設計、耐

震改修工事等に対する費用の助成、木造住宅除却支援、耐震化アドバイザー派遣とと

もに、耐震シェルター等の設置支援や相談体制の強化等、耐震化促進に向けた総合的

な施策を積極的に推進していく。 

ア 耐震化の目標 

建築物の耐震診断および耐震改修の促進を図るための基本的な方針（平成 30 年 12

月 21 日国土交通省告示第 1381 号。以下「国の基本方針」という）ならびに「東京都

耐震改修促進計画（平成 19 年３月に策定し、令和５年３月改定）」を踏まえ、区にお

ける耐震化率の目標を下表のとおり設定している。  
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図表2-28 民間建築物の種類・種別と耐震化の目標 

種類 
耐震化率 耐震化の目標 

（令和２年度時点） （令和７年度） 

住宅 

  91.1%   

耐震性が不十分な 

住宅をおおむね解消 

木造住宅 80.2% 

非木造住宅 94.6% 

マンション 94.5% 

民間特定

建築物 

多数の者が利用する一定

規模以上の建築物 
95.1% 更なる耐震化の促進 

危険物を取り扱う施設 100% － 

緊急輸送道路沿道建築物 83.6% 95% 

区有 

建築物 

防災上重要な施設 98.7% 100% 

その他の施設 100% － 

イ 耐震診断・耐震改修を促進するための基本的な取組 

（ア）住宅・建築物所有者等の責務（自助） 

建築物の所有者等は、自らの生命や財産を守るために耐震化が必要不可欠である

ことを認識するとともに、災害にあった際には倒壊による道路の閉塞や火災延焼の

起因になることも想起し、自らが所有・管理する建築物の耐震化に主体的に取り組

む必要がある。また、震災時の迅速な救援・救助活動や緊急物資の輸送等に資する

特定緊急輸送道路の沿道建築物においては、耐震化に向けた占有者の協力も必要で

ある。 

（イ）関係団体との連携による耐震化の促進（共助） 

地域、企業および建築等に係る関係団体は、行政機関との適切な役割分担のもと

に連携体制を構築、強化するとともに、関係団体を構成する人的ネットワークを活

用し、耐震相談、耐震化に係る技術力の向上や技術者等の育成、必要な技術情報の

発信等を行い、耐震化を促進する。 

（ウ）行政の責務（公助） 

行政（区・都・国）は、住宅・建築物の所有者等が、耐震化に向けた主体的な取り

組みを行う際に、耐震化に係る情報提供や啓発活動、環境整備を行うとともに、公

共的な観点から必要がある場合は、財政的支援を行う。また、関係機関や関係団体

とともに連携し、公益的観点から必要となる施策を推進する。 
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ウ 施策 

（ア）木造住宅密集地域を中心とした耐震化支援強化 

a 木造住宅の耐震化支援 

（a）無料簡易診断支援および木造住宅耐震診断支援（一般診断） 

区は、平成 12 年５月 31 日以前に新築の工事（昭和 56 年６月１日から平成 12 年

５月 31 日の間にあっては在来軸組工法のみ）に着手した木造２階建て以下の戸建て

住宅、長屋、共同住宅（住宅部分が過半以上である店舗や事務所との併用を含む）

を対象とし、無料簡易診断支援および木造住宅耐震診断支援（一般診断）を区内全

域で実施する。 

（b）木造住宅耐震補強設計支援（精密診断） 

区は、木造住宅耐震診断支援（一般診断）の助成を受けた建築物を対象として、

耐震補強設計費用を助成する（精密診断費用を含む）。なお、精密診断は、改修の

必要性が高いものについて、部材やそれらの接合部等に関するより詳細な情報に基

づき、改修の必要性の最終的な判断を行うことを目的とした診断方法である。 

（c）木造住宅耐震改修支援 

区は、木造住宅耐震補強設計支援（精密診断）の助成を受けた建築物（耐震診断

の結果、倒壊のおそれがあるとされた建築物）を対象として、耐震改修工事費用を

助成する。 

（d）木造住宅除却工事支援 

区は、木造住宅耐震診断支援（一般診断）における耐震診断の結果、または、「誰

でもできるわが家の耐震診断」（国土交通省住宅局監修）の結果、倒壊のおそれが

あるとされた昭和 56 年５月 31 日以前に新築工事に着手した木造２階建て以下の戸

建て・長屋・共同住宅（住宅部分が過半以上である店舗や事務所との併用を含む）

を対象として、除却工事費用を助成する。木造住宅除却工事の助成対象範囲は木造

住宅密集地域（東京都防災都市づくり推進計画の整備地域または新防火地域）とし

ている。 
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図表2-29 木造住宅除却工事助成対象範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b 非木造住宅の耐震化支援 

（a）非木造住宅耐震診断支援 

区は、昭和 56 年５月 31 日以前に建築された非木造の戸建て住宅、長屋、共同住

宅（一部、店舗や事務所との併用を含む）を対象とし、耐震診断支援を区内全域で

実施する。 

（b）非木造住宅耐震補強設計支援 

区は、非木造住宅耐震診断支援における耐震診断の結果、倒壊のおそれがあると

された建築物を対象として、補強設計費用を助成する。 

（c）非木造住宅耐震改修支援 

区は、非木造住宅耐震補強設計支援の助成を受けた建築物（耐震診断の結果、倒

壊のおそれがあるとされた建築物）を対象として、耐震改修工事費用を助成する。 

c マンションの耐震化促進支援 

（a）耐震化アドバイザーの派遣 

分譲マンションの耐震改修に関しては、多数の区分所有者による検討および合意

形成が必要となる。区は、昭和 56 年５月 31 日以前に建築された地上３階以上の分

譲マンションを対象として、マンション管理組合等に耐震化に関する専門家を派遣

し、耐震診断や耐震改修に関するアドバイスや合意形成への支援を行う。 

（b）耐震診断支援 

区は、昭和 56 年５月 31 日以前に建築された地上３階以上の分譲マンションのう

ち、下記のいずれかに該当するものを対象として、マンション管理組合等に耐震診

断費用を助成する。 

＜対象建築物＞ 

・小規模マンション：延べ床面積 1,000m2未満のもの 

◆木造住宅密集地域 
（整備地域もしくは新防火地域） 

小山台、小山１～６、荏原１～６、 

西五反田４～６・８、平塚、中延、 

西中延、東中延、 

旗の台１-１～１-３・２～５、戸越、 

豊町、二葉、大崎２～４、 

大井１～５・７、西大井、 

東大井５-11～５-22・６、 

西品川、南品川４・５ 



第２編 災害予防 

第３章 安全なまちづくり 

予防-74 

・大規模マンション：延べ床面積 1,000m2以上のもの、または、本計画において

定められた啓開道路に接するもの 

（c）耐震補強設計支援 

区は、耐震診断支援における耐震診断の結果、倒壊のおそれがあるとされた建築

物を対象として、マンション管理組合等に補強設計費用を助成する。 

（d）耐震改修支援 

区は、耐震補強設計支援の助成を受けた建築物（耐震診断の結果、倒壊のおそれ

があるとされた建築物）を対象として、マンション管理組合等に耐震改修工事費用

を助成する。 

（e）マンション防災支援事業 

マンションの防災対策の現状を確認し、防災全般に関する助言や訓練・講演の計

画・実施等の支援を行う。 

d 特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震化支援 

（a）耐震補強設計支援 

区は、特定緊急輸送道路沿道建築物で、東京都防災・建築まちづくりセンターの

認める耐震診断の結果、倒壊のおそれがあるとされた建築物を対象として、建築物

の所有者やマンション管理組合等に耐震補強設計費用を助成する。 

（b）耐震改修支援・建替え・除却支援 

区は、特定緊急輸送道路沿道建築物で、東京都防災・建築まちづくりセンターの

認める耐震診断の結果、倒壊のおそれがあるとされた建築物を対象として、耐震改

修費用、建替え費用、除却費用を助成する。 

（c）耐震診断済みの沿道建築物への個別訪問 

区は、耐震診断済の特定緊急輸送道路沿道建築物の所有者に対し、耐震化アドバ

イザーの派遣等により必要な働きかけを継続して実施し、耐震化を促進する。 

e 一般緊急輸送道路沿道建築物の耐震化支援 

（a）耐震診断支援 

区は、一般緊急輸送道路沿道建築物で、昭和 56 年５月 31 日以前に建築された建

築物を対象として、建築物の所有者やマンション管理組合等に耐震診断費用を助成

する。 

（b）耐震補強設計支援 

区は、耐震診断支援における耐震診断の結果、倒壊のおそれがあるとされた建築

物を対象として、建築物の所有者やマンション管理組合等に耐震補強設計費用を助

成する。 

（c）耐震改修支援 

区は、耐震補強設計支援の助成を受けた建築物（耐震診断の結果、倒壊のおそれ

があるとされた建築物）を対象として、耐震改修工事費用を助成する。 
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ｆ 民間特定建築物の耐震化促進 

不特定多数の者や避難に支援を要する人が利用する大規模建築物は、被災した場

合に多くの人的被害が生じるおそれがあり、耐震化が重要となる。特に規模の大き

い要緊急安全確認大規模建築物（耐震改修促進法附則第３条第１項に定める建築物）

ついては、耐震化が 完了する見込みとなっている。区は、その他の民間特定建築物

について、建築物の所有者（管理者）に対して、都や関係団体と連携しながら、耐

震化に向けた積極的な周知啓発を継続して実施する。 

（イ）耐震化を促進するための総合的な取組 

・高齢者世帯等に対する耐震シェルターなどの設置支援 

・対象建築物の所有者に対し指導・助言・勧告等 

・相談体制の強化 

・様々な広報媒体を活用した耐震化への普及啓発 

・東京都耐震マークの普及拡大 

・低利融資・税の優遇、耐震改修工法等、情報提供の充実 

・建物倒壊危険度が高い地域の住民への個別訪問による耐震化の普及啓発 

・建築関連団体との連携強化と支援ネットワークの構築 

（４）建築物の耐震改修に係る各種施策の周知と啓発・各種助成制度の充実 

区は、耐震改修促進計画に基づき、区内建築物の耐震化の促進に向け、耐震診断・耐

震改修工事等に対する費用の助成等を継続し、対象規模の拡大等、内容の充実を図る。

また、耐震化アドバイザーの派遣や品川区住宅耐震化促進協議会による、相談体制の強

化を進めるとともに、防災訓練における耐震化に関する情報発信や区ホームページやチ

ラシ配布を通じた家具転倒防止器具取付け推進、マンション管理組合における防災対策

等検討交流会の創設により、建築物の耐震化・マンションの防災対策をより一層促進す

る。 

３ 特定緊急輸送道路の機能確保および橋梁の耐震化 

（１）特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震化の促進 

都では、震災直後から発生する緊急輸送の円滑化のため緊急輸送道路を定めている。

また、特に、都内の主要な防災拠点、空港や港湾を結ぶ道路、緊急物資や救援活動の受

入れのための道路等、沿道建築物の耐震化を図る必要がある道路として、特定緊急輸送

道路が定められている。震災時に特定緊急輸送道路の機能を必ず確保するため、沿道の

建築物は、耐震化状況の報告と耐震診断の実施が義務化されている。区においても、区

内の被災地への迅速で円滑な緊急物資輸送や救援活動の受入れ等を行えるようにするた

め、耐震化アドバイザーの派遣や耐震化の促進に係る必要経費の助成を継続して実施す

る。 
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（２）橋梁の長寿命化の推進および耐震化の促進 

区は、「橋梁長寿命化修繕計画（令和４年 12 月改訂）」に則り、橋梁の長寿命化を推

進していく。また、この長寿命化とあわせながら耐震化の推進も図っていく。 

第５ 液状化対策の強化 

○区は、地盤改良や基盤構造の増強等、液状化対策を考慮した設計とするよう指導に努め

ている。 

○区は、東京液状化アドバイザー対策制度の活用によるさらなる安全化の充実・強化を図

る。 

 

① 大規模地震が発生すると、砂や水が噴出する地盤液状化による建物の沈下、転倒など

の被害が生じる可能性がある。 

② 区では、日本建築学会等で示されている地盤改良や基盤構造の増強等、液状化対策を

考慮した設計とするよう指導に努めている。東日本大震災時にも、各地で大きな被害が

発生しており、今後とも、建築確認審査等を通じて液状化対策に対する指導の充実・強

化を図る。 

③ 液状化対策では、都が作成した「東京の液状化予測図」（令和３年度改訂版）や、区

が蓄積・所有する地盤データを活用しながら、建築物について、液状化対策を考慮した

設計とするよう建築確認申請等を通じて指導の充実を図る。 

④ 区は、東京都液状化対策アドバイザー制度を必要に応じて活用するなど、安全化の充

実・強化を図る。 

⑤ 区は、民間建築物の指導等の対策強化とともに、公共建築物に対する液状化対策に係

る一層の推進を図る。 

第６ エレベーター対策 

１ エレベーターの閉じ込め防止機能の向上 

（１）区施設 

区は、区施設に関して、施設の建替えやエレベーターの老朽取替え等の機会を捉え、

エレベーターの閉じ込め防止装置の設置を進め、安全性の向上を図る。 

図表2-30 エレベーターの閉じ込め防止装置 

装置名 機   能 

リスタート運転機能 ○地震で停止装置が働いて緊急停止した場合に、自動で安全を確認し
エレベーターを再作動させることにより、閉じ込めを防止する機能 

停電時自動着床装置 ○停電時に、バッテリー電源によりエレベーターを自動的に最寄階ま
で低速運転で着床させた後ドアを開き、閉じ込めを防止する装置 

○区は、エレベーター対策として、エレベーターの閉じ込め防止機能の向上(区施設、民間

施設）、救出体制の構築（救出要員を増員するための措置の実施、エレベーター保守管

理会社の連絡体制強化、エレベーター内の閉じ込めの有無の確認）、早期復旧体制の構

築（「１ビル１台」ルールの徹底、自動診断仮復旧システムの採用）を進めている。 
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装置名 機   能 
P 波感知型 
地震時管制運転装置 

○主要動（Ｓ波）が到達する前に、初期微動（Ｐ波）を感知すること
により、安全にエレベーターを最寄り階に着床させ、ドアを開放す
る装置 

 

（２）民間施設 

① 医療機関は、災害時に医療活動を迅速に行えるよう、その施設のエレベーターの閉

じ込め防止対策を講じる必要がある。 

② 都は、エレベーターの地震時管制運転装置の設置の必要性および機器改修方法の事

例等を示したリーフレットを作成し、ホームページに掲載するなど不特定多数の人が

利用する建物を含め、所有者等に閉じ込め防止対策を促し、普及啓発していく。 

③ 日本エレベーター協会は、加盟各社にエレベーターの閉じ込め防止装置の設置を行

ったエレベーターにステッカーを配布し、都と連携して民間施設における閉じ込め防

止対策の実施を誘導する。 

④ 日本エレベーター協会加盟の各メーカーは、エレベーター改修について対応を行う。 

 

２ 早期復旧体制の構築 

マンションでの生活や事業所における活動を継続するためには、エレベーターは欠かせ

ないが、膨大な建物の全エレベーターを復旧するには相当な時間を要するため、次のよう

な早期復旧体制の構築が必要となる。 

（１）「１ビル１台」ルールの徹底 

地震発生時に、エレベーターを点検し運転を再開するための保守要員は限られている。

できるだけ多くのマンションやビルの機能の回復を早期に図るため、１ビルにつき１台

のエレベーターを復旧させることを原則とし、日本エレベーター協会は、そのルールの

徹底を協会加盟のエレベーター保守管理会社に要請するとともに、都と連携して広く都

民・事業者等に普及啓発する。 

（２）自動診断仮復旧システムの採用 

① エレベーター会社では、地震で停止したエレベーターについて、保守要員による点

検をしなくても、仮復旧できる自動診断仮復旧システムの開発を行っている。今後の

開発状況を見ながら、区は防災上重要な区施設への本システムの設置を検討していく。 

② 都は民間施設に対しても、日本エレベーター協会とともに本システムの導入の働き

かけを検討する。 

（３）復旧体制の充実 

日本エレベーター協会加盟各社は、全国的な応援体制の構築を支援するとともに、迅

速な復旧に向けて、体制の強化を図る。 
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第７ 落下物、家具類等の転倒・落下・移動の防止 

１ 落下物防止対策 

（１）現況 

震災時には、窓ガラス・建築物の外装材等の剥離・落下による被害の発生が予想され、

これらの「落下物」の対策が課題となっている。 

（２）安全化に係る指導 

区では、落下物に対して建築基準法、屋外広告物法、東京都震災対策条例により安全

化指導を行っている。 

２ 家具類の転倒防止対策 

（１）区 

① 家具転倒による死傷者を減少させるため、転倒防止器具のあっ旋等、家庭でできる

防災対策の支援を図っていく。 

② 単独で取付けの難しい高齢者や障害者世帯に対して、シルバー人材センターを通じ

て転倒防止器具の購入と取付け費用の助成をしていく。 

③ 区として家具の配置や転倒防止器具の取付け方法等について、防災イベントや訓練、

しながわ防災学校を通じて一層の普及・啓発を行っていく。 

④ 区施設について状況調査を行うとともに積極的に転倒防止対策を行っていく。 

⑤ 区で実施する高齢者世帯等に対する家具転倒防止器具取付け事業について、福祉施

設でのリーフレットの配布を通じた周知を図る。 

（２）消防署 

① 家具類の転倒・落下・移動防止対策について、関係機関および関係団体と連携を図  

り普及・啓発を図る。 

② 家具類の転倒・落下・移動防止対策ハンドブック等を活用し、区民や事業者に対す

る防災指導を実施する。 

③ 防災週間等のイベントや防災訓練時を捉え普及・啓発を推進し、家具転倒・落下・

移動防止器具の取付け講習を実施する。 

④ 映像、インターネット広告など多様な手法を活用し、家具類の転倒・落下・移動防

止に向けた普及啓発を実施する。 

３ 自動販売機の転倒防止対策 

① 区は、都と協力して協会や業界団体を通じ、自動販売機の転倒防止対策の強化を図っ

ていく。 

○区は、落下物防止、自動販売機・家具類の転倒防止等の対策について、消防機関等と連

携しながら、安全化に係る指導を行っている。引き続き、防災イベントや訓練におい

て、リーフレット等を配布し、防災啓発に努める。 
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② 区道上での違法占用を発見した場合には、速やかに撤去を行うよう指導していく。 

 

第８ 文化財の安全対策 

 

１ 消防用・防災用設備の点検・整備 

文化財の所有者または管理者は、消防設備および防災設備等の点検・整備を実施する。 

２ 文化財防災点検表による自主点検 

文化財の所有者または管理者は、必要に応じて文化財防災点検表の作成、自主点検の実

施に努める。 

 

第９ マンションの在宅避難の普及 

 

１ 在宅避難のための備えの周知 

区においては、マンションでは在宅避難を基本とし、区は、家具類の移動・転倒防止や

家庭内備蓄等の自助の取組について周知する。 

 

２ 共助の仕組みづくり 

区は、マンション内の居住者同士、また、マンション居住者と地域住民との間の共助の

仕組みづくりについて、その啓発に努める。 

 

 

  

○区は、文化財に被害が発生した場合には、被害の拡大防止に努めるよう周知する。 

○区は、文化財の所有者・管理者による防災訓練の実施や消防用・防災用設備の点検・整

備等の普及・啓発を図る。 

○区は、マンション居住者への在宅避難および在宅避難のための備えについて周知する。 

○区は、マンション居住者同士、また、マンション居住者と地域住民間の共助の仕組みづ

くりについて、啓発に努める。 
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対策２ 防火対策          

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

区 

・街頭消火器の設置 

・家庭用消火器の普及 

・防災区民組織の育成支援 

・消防水利の整備 

・スタンドパイプ、感震ブレーカーの普及 

消防機関 

・火気使用設備および器具の安全化 

・危険物施設等の出火防止 

・電気設備等の安全化 

・その他出火防止のための査察・指導 

事業者 

・出火の防止 

・初期消火体制の強化 

・高圧ガス・有毒物質等の安全化 

・高層建築物および地下街等における安全対策 

区民 
・住宅用防災機器等の設置 

・出火防止等に関する備え 

 

【具体的な取組】 

第１ 出火等の防止 

○区は、出火等の防止にあたり、火気使用設備および器具の安全化や危険物施設等の出火

防止、電気設備等の安全化等を消防機関と連携して進める。 

○区は、危険物施設への出火防止に向けた指導、区民への家庭における出火防止に向けた

指導、その他出火防止のための査察・指導について、消防機関と連携して進める。 

 

① 地震災害は、建物の倒壊など揺れによる直接的な一次災害と火災等の二次災害に分け

られる。阪神・淡路大震災では、地震の発生直後から火災が同時多発的に発生し、特に

神戸市内で大きな被害をもたらした。 

② 今回の被害想定においては、火災による焼失棟数（倒壊建物含まない）は 6,286 棟で

ある。多くの木造住宅密集地域を抱える品川区において、地震火災等の二次災害の防止

対策は、地震被害を最小限にくいとどめるために重要である。 

③ ここでは、出火の防止、初期消火、火災の拡大防止、危険物施設の出火防止等の対策

を定める。 
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１ 出火の防止 

地震時の出火要因には、ガス、石油、電気等の火気使用設備・器具の他に危険物等から

の出火が考えられる。都内にはこれらのものが膨大かつ複雑に存在しており、地震時に相

当数の火災発生が予想される。 

出火の危険につながる要因を個々に分析・検討し、あらゆる施策を講じて安全化対策を

進めるとともに必要に応じ規制の強化を図る。特に区民に対しては、出火や火災の拡大を

防止するため、感震ブレーカーの周知と設置拡大を図り、地震時における出火を抑制する。 

（１）火気使用設備および器具の安全化 

都内で使用されている火気使用設備・器具は、膨大な数にのぼり、過去の地震の被害

状況からみて、地震時に火気使用設備・器具から出火する危険は極めて高いと考えられ

る。東京消防庁は、火災予防条例に基づき、石油燃焼器具類への耐震安全装置の設置の

徹底、火気設備・器具周囲の保有距離の離隔および固定等、各種の安全対策を推進する。 

ア 推進方法 

次により、あらゆる機会をとらえて安全対策の指導を推進する。 

① 建築物の新築・増改築または火気使用設備・器具の設置・変更時等に各種相談、

届出、検査等を通じて安全対策の指導を徹底する。 

② 住宅に対しては、火災予防運動時等に住宅等の防火診断、防火講演会、防火座談

会、パンフレット配付等を行い、安全対策の指導と合わせて、地震後の出火防止徹

底のため、安全確保要領の指導を行う。 

③ 事業所に対しては、立入検査時に指導を行うとともに、東京都震災対策条例に基

づく事業所防災計画の作成状況を確認し、作成していない事業所に対しては、計画

の作成を指導する。 

イ 安全化対策 

次の事項を重点に安全対策指導等を推進する。 

（ア）工業炉等の安全化対策の推進 

・炉の耐震化、周囲の不燃化、溶融物のあふれ対策、耐震安全装置の設置等、工業

炉区の潜在危険性に応じた安全化対策の促進 

・炉および付属設備の維持管理の徹底 

（イ）調理油火災の防止対策の推進 

・過熱防止装置等のついた設備、器具の普及促進 

・フード・ダクト用防火ダンパー、フード等簡易自動消火装置等の設置促進 

・調理油火災実験、映画、ビデオ等による出火・初期消火に関する知識・技術の啓

発 
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（ウ）火気使用設備・器具の安全化の促進 

・石油ストーブ等の耐震安全装置の設置の徹底 

・感震機能付分電盤等の普及促進 

・消防用設備等の耐震措置 

・火気使用設備・器具周辺の不燃化の促進 

・火気使用設備の固定など移動・転倒防止措置の促進 

・火気使用設備・器具周囲の家具等の転倒、落下、移動防止措置の促進 

 

（２）危険物施設等の出火防止 

ア 危険物施設等の状況 

① ガソリン、灯油など消防法上の危険物を指定数量以上貯蔵し、または取り扱う危

険物施設（以下、危険物製造所等という）は、品川区内には令和２年３月末日現在

544 施設あり、また、指定数量の５分の１以上指定数量未満の危険物を貯蔵し、取り

扱う少量危険物貯蔵取扱所は 912 施設である。 

② 火災予防条例別表に定められた燃えやすい物品や、消防活動が困難なゴムのり、

油かす、紙類等の物品を一定数量以上貯蔵し、取り扱う施設は、指定可燃物貯蔵取

扱所として規制されており、品川区内には、令和２年３月末日現在 130 施設がある。 

イ 現状における防災対策 

① 地震における危険物施設等は、容器の転倒、漏洩等による火災発生危険のみなら

ず延焼拡大要因ともなり、付近住民はもとより避難者の安全に及ぼす影響が非常に

大きい。このため、危険物製造所等に対しては、立入検査を通じ、消防関係法令の

規定に基づく位置構造設備の技術上の基準を遵守させている。また、施設の規模に

応じて、危険物保安統括管理者、危険物保安監督者、危険物取扱者および危険物施

設保安員の選任ならびに予防規程の作成や自衛消防組織の編成が義務づけられてお

り、施設における自主防災体制の強化を図っている。 

② 一方、少量危険物貯蔵取扱所、および指定可燃物貯蔵取扱所（以下、少量危険物

貯蔵取扱所等という）に対しては、火災予防条例の規定に基づき、届出を義務づけ

るとともに貯蔵取扱い方法や集積方法について基準を遵守させ、少量危険物貯蔵取

扱所等の安全対策を講じている。 

ウ 指導事項 

① 危険物施設における構造設備の耐震化、転倒・落下・移動防止対策、貯蔵取扱い

の安全化・自衛消防組織の整備、防災資機材の整備、事業所間の相互応援体制の確

立等の指導を進めるとともに、随時立入検査を実施し、不備欠陥事項の是正を図る。 

② 危険物保安監督者の育成指導や業界に対する集合教育等により、危険物施設等に

おける自主防災体制の強化を図る。 



第２編 災害予防 

第３章 安全なまちづくり 

予防-83 

③ タンクローリーについては、走行中のものおよび常置場所における立入検査を適

宜実施し、構造、設備等についてチェックし、法令基準に適合するよう指導を強化

する。 

④ 鉄道タンク車による危険物輸送については、震災対策条例に基づいて関係事業所

が作成した防災計画の遵守、徹底を図る。 

⑤ 国際輸送用タンクコンテナ等による危険物の貯蔵取扱いおよび輸送等については、

事業所に対して荷役および仮貯蔵、仮取扱いならびに輸送中における被害の軽減を

図るための各種対策の指導を強化する。 

（３）電気設備等の安全化 

ア 電気設備等の安全対策の強化 

変電設備や自家発電設備等の電気設備は、電気事業法関係において適切な維持管理

が定められており、また、消防関係法令においても出火防止、延焼防止のための基準

等が定められ、これに基づき、建築物の耐震安全性とともに、出火防止および停電復

旧に伴う出火等の安全対策を推進する。 

イ 電気器具からの出火防止 

地震時の電気器具や配線からの出火および停電復旧に伴う出火を防止するために、

感震ブレーカー 

設置に係る費用の一部補助事業を実施し、感震ブレーカーの設置拡大を図る。 

（４）区民指導の強化 

① 各家庭における地震時の出火防止等の徹底を図るため、防災教育を推進するととも

に、地震体験車等の指導用資機材の整備を推進し、実践的な防災訓練を通じて区民の

防災行動力の向上を図る。 

② 各家庭からの出火や火災の拡大を防止するため、感震ブレーカーについて区ホーム

ページ等で防災意識の高揚と防災力向上を図る。 

ア 出火防止等に関する備えの主な指導事項 

・消火器の設置、風呂水の汲み置きやバケツの備えなど消火準備の徹底 

・石油燃焼機器類への耐震安全装置の設置、消防用設備の耐震措置、感震機能付分電

盤および住宅用防災機器の普及 

・家具類、家電製品等の転倒・落下・移動防止対策の徹底 

・火を使う場所の不燃化および整理整頓の徹底 

・カーテン等の防炎品の普及 

・灯油など危険物の安全管理の徹底 

・防災訓練への参加 

イ 出火防止等に関する教育・訓練の主な指導事項 
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・ライフラインの機能停止に伴う、火気使用形態の変化に対応した出火防止の徹底 

・ライフラインの復旧時における電気・ガス器具等からの出火防止の徹底 

・避難等により自宅を離れる場合、電気ブレーカーおよびガス元栓の遮断など出火防

止の徹底 

・地震の発生時や予防対策に係る指導 

 

図表2-31 地震の発生時に係る指導 

＜「地震その時 10 のポイント」の指導＞ 

１ 地震だ！ まず身の安全 

○揺れを感じたり、緊急地震速報を受けた時は、身の安全を最優先に行動する。 

○丈夫なテーブルの下や、物が「落ちてこない」「倒れてこない」「移動してこない」空

間に身を寄せ、揺れがおさまるまで様子をみる。 

【高層階（概ね 10 階以上）での注意点】 

○高層階では、揺れが数分続くことがある。 

○大きくゆっくりとした揺れにより、家具類が転倒・落下する危険に加え、大きく移動す

る危険がある。 

２ 落ちついて 火の元確認 初期消火 

○火を使っている時は揺れがおさまってから、あわてずに火の始末をする。 

○出火した時は、落ちついて消火する。 

３ あわてた行動 けがのもと 

○屋内で転倒、落下した家具類やガラスの破片などに注意する。 

○瓦、窓ガラス、看板などが落ちてくるので外に飛び出さない。 

４ 窓や戸を開け 出口を確保 

○揺れがおさまった時に、避難できるよう出口を確保する。 

５ 門や塀には 近寄らない 

○屋外で揺れを感じたら、ブロック塀などには近寄らない。 

 ６ 確かめ合おう わが家の安全 隣の安否 

○わが家の安全を確認後、近隣の安否や出火の有無をお互いに確認し合う。 

７ 協力し合って 消火・救出・応急救護 

○近隣で火災を発見した場合は、街頭消火器などにより、協力し合って消火を行い延焼を

防ぐ。 

○倒壊家屋や転倒家具などの下敷きになった人を近隣で協力し、救出・救護する。 

８ 正しい情報 確かな行動 

○行政、放送局、鉄道会社などから発信される正しい情報を得る。 

９ 避難の前に 安全確認 電気・ガス 

○避難が必要な時には、復電時の電気機器のショートなど、通電火災が発生する可能性や

ガス漏れの発生を防ぐため、ブレーカーを切り、ガスの元栓を締めてから避難する。 

10 火災や津波 確かな避難 

○地域に大規模な火災の危険がせまり、身の危険を感じたら声を掛け合い、一時集合場所

や避難場所に避難する。 

○沿岸部や川沿いでは、大きな揺れを感じたり、津波警報が出されたら、高台などの安全

な場所に素早く避難する。 

出典：東京消防庁「地震 そのとき 10 のポイント」 
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図表2-32 予防対策に係る指導 

＜「地震に対する 10 の備え」の指導＞ 

１ 家具類の転倒・落下・移動防止対策をしておこう 

○けがの防止や避難に支障のないように家具を配置しておく。 

○家具やテレビ、パソコンなどを固定し、転倒・落下・移動防止措置をしておく。 

２ けがの防止対策をしておこう 

○食器棚や窓ガラスなどには、ガラスの飛散防止措置をしておく。 

○停電に備えて懐中電灯をすぐに使える場所に置いておく。 

○散乱物でケガをしないようにスリッパやスニーカーなどを身近に準備しておく。 

３ 家屋や塀の強度を確認しておこう 

○家屋の耐震診断を受け、必要な補強をしておく。 

○ブロックやコンクリートなどの塀は、倒れないように補強しておく。 

４ 消火の備えをしておこう 

○火災の発生に備えて消火器の準備や風呂の水のくみ置き（溺れ防止のため子どもだけ

で浴室に入れないようにする）をしておく。 

５ 火災発生の早期発見と防止対策をしておこう 

○普段使用しない電気器具は、差込みプラグをコンセントから抜いておく。 

○電気に起因する火災の発生を抑制するため、感震ブレーカー（分電盤型）などの防災

機器を設置しておく。 

６ 非常用品を備えておこう 

○非常用品は、置く場所を決めて準備しておく。 

○冬の寒さなど、季節を考慮した用品を備えておく。 

○車載ジャッキやカーラジオなど、身の周りにあるものの活用を考えておく。 

○スマートフォンの予備バッテリー（PSE マーク付）など、必要な電源を確保しておく。 

７ 家族で話し合っておこう 

○地震が発生した時の出火防止や初期消火など、家族の役割分担を決めておく。 

○外出中に家族が帰宅困難になったり、離れ離れになった場合の安否確認の方法や集合

場所を決めておく。 

○家族で避難場所や避難経路を確認しておく。 

○台風等の風水害が同時期に発生した場合を想定しておく。 

○普段のつき合いを大切にするなど、隣り近所との協力体制を話し合っておく。 

８ 地域の危険性を把握しておこう 

○自治体の防災マップ等で、自分の住む地域の地域危険度を確認しておく。 

○自宅や学校、職場周辺を実際に歩き、災害時の危険箇所や役立つ施設を把握し、自分

用の防災マップを作っておく。 

９ 防災知識を身につけておこう 

○新聞、テレビ、ラジオやインターネットなどから、防災に関する情報を収集し、知識

を身につけておく。 

○消防署などが実施する講演会や座談会に参加し、過去の地震の教訓を学んでおく。 

○大きな地震の後に同程度の地震が発生する可能性があることを理解しておく。 

10 防災行動力を高めておこう 

○日頃から防災訓練に参加して、身体防護、出火防止、初期消火、救出、応急救護、通

報連絡、避難要領などを身につけておく。 

出典：東京消防庁「地震に対する 10 の備え」 
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（５）その他出火防止のための査察・指導 

① 消防署は、大地震が発生した場合に人命への影響が極めて大きい地下街、飲食店、

百貨店、病院等の防火対象物および、多量の火気を使用する工場、作業場等に対して

立入検査を実施し、火気使用設備・器具等の固定、当該設備・器具への可燃物の転倒・

落下防止措置、災害時における従業員の対応要領等を指導する。 

② その他の事業者や一般住宅等についても、立入検査および防火診断を通じて同様の

指導を行うとともに、地震後の出火防止を徹底するため、安全確保要領について指導

する。 

③ 製造所、特定屋外タンク貯蔵所、給油取扱所、化学反応工程を有する一般取扱所等

に対しても、立入検査を実施し、これらの施設を保有する事業所に対して適正な貯蔵

取扱いおよび出火危険排除のための安全対策についての指導を強化する。 

④ 各事業所に対して、東京都震災対策条例に基づく事業所防災計画の作成を指導する。 

⑤ 発災直後の出火以外にも、地震発生から数日後の復電による通電火災等が発生する

可能性があることに留意し、区民へ指導する。 

 

第２ 初期消火体制の強化 

○区は、家庭用消火器の購入助成事業等を進めることにより、初期消火体制の強化に努め

ている。 

○区は、品川区災害対策基本条例の制定やしながわ防災学校で防災区民組織、事業者の協

力連携の必要性等の普及を図り、地域防災体制の確立を進めている。 

 

大地震が発生すると、同時多発的に火災が発生することが予想され、消防機関だけでは、

火災の延焼をくい止めることは難しいと予想される。このため、区は、消防用設備等が地

震時にも充分に機能を発揮し、火災を初期のうちに消火できるよう、区民および事業者に

耐震措置を指導する。また、防災訓練等をとおして、初期消火の重要性と、消火器材の使

用法について熟知してもらう。 

１ 消火器の地域配備 

区は、地震発生時および平常火災の初期消火対策の一環として、「品川区消火器設置要

綱」を制定し、昭和 47 年から消火器の地域配備を実施している。 

また、「品川区地域初期消火対策施設整備要綱」に基づき、開発事業主に対し延べ床面

積 3,000 m2未満の建物には、消火器２本と格納庫の設置を指導している。 

資料 21 消火器設置状況 

① 市街地に設置する消火器の設置間隔は、120m を原則とする。 

② 建物構造密集度からの延焼拡大危険の大きい地域は消火器の設置間隔を 80m～100m と

する。 
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２ 消火器等の普及 

図表2-33 機関別の取組み内容 

機

関

名 

内   容 

区 １ 家庭用消火器の普及 

大地震時および通常火災に対する、区民による初期消火活動を徹底するため、昭和

61 年度から、家庭用消火器の購入助成および薬剤の詰め替えあっ旋事業を実施してい

る。 

（１）消火器購入助成・詰め替えあっ旋実績    （令和５年３月末日現在） 

年度 

内容 

昭和 61 

～令和２ 
令和３年 令和４年 合計 

消 火 
 器 購 入 助 成 42,534 本 530 本 486 本 43,550 本 

薬剤詰め替えあっ旋 6,254 本 12 本 10 本 6,276 本 

（２）地域および各家庭における、初期消火体制の充実をめざし、各種訓練、講演会、

研修会場にて消火器あっせんに関するちらしの配布や、広報紙、ケーブルテレビ品

川を通じた周知を行い、家庭用消火器の普及を図る。 

（３）また、平成 28 年度から不燃化特区を対象とした感震ブレーカー設置に係る費用の

一部補助事業も開始した。 

消

防

機

関 

１ 初期消火体制の普及 

消火器の普及を図るとともに、初期消火体制のさらなる充実を図る。 

（１）訓練、集会、印刷物配布等により、一般家庭における消火器の備えについて普及

啓発を図るとともに、設置義務のない事業所等に対しても積極的に自主設置を指導

する。 

（２）高齢化社会の進展、木造三階建住宅の普及等社会状況の変化に対応した住宅用簡

易自動消火装置等の普及促進を図る。 

（３）地震時における同時多発的火災を防止するため、家庭や事業所等に消火器、住宅

用防災機器、簡易自動消火装置等の設置促進を図る。 

（４）軽可搬消防ポンプやスタンドパイプ等を活用した実践的な初期消火対策を指導す

る。 
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３ 自主防災体制の強化 

図表2-34 機関別の取組み内容 

機

関

名 

内   容 

区 災害時の初期消火と延焼防止を図るために、防災区民組織区民消火隊およびミニポン

プ隊を編成し、ポンプを配備する。また、「品川区における防災区民組織の育成に関す

る要綱」に基づき、支援を行っている。 

１ 動力ポンプ（C 級） 

大地震発生時における初期消火対策および避難道路沿いの延焼火災防止のため、東

京消防庁が、昭和 48 年から地域に「区民消火隊」を 54 隊編成した。その後、昭和 54

年４月に区に移管され、防災区民組織区民消火隊として位置付け、動力ポンプを装備

品とともに配備し、随時訓練している。 

２ 小型防災ポンプ（D 級） 

区では、大地震発生時における初期消火対策の充実を図るため、昭和 52 年度から防

災区民組織防火部に「ミニポンプ隊」を編成し、小型防災ポンプを装備品とともに配

備し、随時訓練している。 

（令和５年４月末日現在） 

配備状況 品川 大崎 大井 荏原 計 

動力
ポンプ（C
級) 10 台 13 台 19 台 24 台 66 台 

小型防災ポンプ
(D 級) 31 台 29 台 47 台 75 台 182 台 

合計 41 台 42 台 66 台 99 台 248 台 

３ スタンドパイプの配備 

区民消火隊、ミニポンプ隊を持つ防災区民組織に対し、平成 24 年度中にスタンドパ

イプを配備した。さらに、地域の初期消火力の向上を図るため、平成 26 年度中に希望

する防災区民組織に対する追加配備や各避難所に給水用、初期消火用を目的としたス

タンドパイプの設置を実施した。 

消

防

機

関 

１ 事業所による自助・共助の強化 

東京都震災対策条例においては、事業所は行政機関が実施する防災事業に協力する

とともに、社会的責任を自覚し震災を防止するため最大の努力を払い、事業所単位の

防災計画を作成して、従業員および周辺住民の安全確保に努めることとしている。 

これに基づき、消防署では、事業所防災計画の作成指導、自主防災組織の講習会や

訓練等を実施し、事業所の自主防災体制の充実強化を図る。 

（１）事業所に対し、東京都震災対策条例第 10 条および 11 条に基づく事業所防災計画

の作成を指導し、事業所の自主防災体制の充実強化を図る。 

（２）発災初期段階での傷病者に対する応急救護能力を向上させるため、火災予防条例

第 55 条の５に基づく、自衛消防活動中核要員を中心に、上級救命講習等の受講の促

進を図るとともに、事業所等における応急手当の指導者の養成等を行う。 
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４ 消防水利の整備 

① これまで区では昭和 52 年度に「品川区有耐震建築物に併設する防火貯水槽設置に関

する要綱」を制定し、公園・児童遊園や公共施設の敷地等を利用して東京消防庁と協

力しながら 40m3～100m3の貯水槽を設置してきた。また、新設した公園、児童遊園、防

災広場においても貯水槽の設置を行ってきた。 

② 区は、小型防災ポンプの水利を確保するため、５m3 の超小型貯水槽も設置、維持管

理に努めている。さらに、「品川区中高層建築物等の建設に関する開発環境指導要綱」

に基づき、開発事業主に対し、延床面積 3,000m2 以上の建物には 40m3以上の設置を指

導している。 

③ 区は、火災発生時に初期消火の水源となる防火水槽の鉄蓋を開閉が容易な親子蓋に

改修することを検討し、迅速に対応できる体制を整備する。 

資料 22 防災貯水槽設置数 

５ 火災拡大の防止 

火災による地震被害が予想される地域については可能な限り延焼防止措置を講じ、人命

の安全確保を重点とした消防体制の整備強化を図る。 

（１）消防機関との連携（震災消防活動） 

大地震発生時には、同時多発火災の発生による人命危険が予想されるため、現有消防

力の効率的運用方策の擁立と、消防団の適正な運用を図るほか、区は、防災関係機関と

連携を保ちつつ、区民、事業者に対し自主防災体制の整備の推進を図り、出火防止と初

期消火の徹底を期するとともに、その全機能をあげ避難の安全確保をはじめ、消火など

の消防活動により、震災から区民の生命、財産を保護する。 

 

ア 東京消防庁における初動態勢 

項目 活動態勢 

震災第一非常 

配備態勢 

○東京 23 区、東京都多摩東部及び東京都多摩西部のいずれかに震度５強の

地震が発生した場合、又は地震により火災若しくは救助・救急事象が発

生し必要と認めた場合は、直ちに震災第一非常配備態勢を発令し、事前

計画に基づく活動を開始する。 

震災第二非常 

配備態勢 

○東京 23 区、東京都多摩東部及び東京都多摩西部のいずれかに震度６弱以

上の地震が発生した場合又は地震により火災若しくは救助・救急事象が

発生し必要と認めた場合は、直ちに震災第二非常配備態勢を発令し、事

前計画に基づく活動を開始する。 

非常招集 

○震災第一非常配備態勢を発令したときは、招集計画に基づき、所要の人

員は、直ちに所定の場所に参集する。 

○震災第二非常配備態勢を発令したときは、全消防職員並びに全消防団員

が、招集計画に基づき、直ちに所定の場所に参集する。 
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イ 震災消防活動 

図表2-35 震災消防活動 

項目 内   容 

活 

動 

方 

針 

１ 延焼火災が多発したときは、全消防力をあげて消火活動を行う。 

２ 震災消防活動体制が確立したときは、消火活動と並行して救助・救急等の活動を行

う。 

３ 延焼火災が少ない場合は、救助・救急活動を主力に活動する。 

部 

隊 

の 

運 

用 

等 

１ 地震に伴う火災、救助、救急等の災害発生件数、規模等により所定の計画に基づき、

部隊運用および現場活動を行う。 

２ 地震被害予測システムおよび延焼シミュレーションシステムおよび震災消防活動支

援システム等の震災消防活動対策システムを活用し、効率的な部隊運用を図る。 

消 

火 

活 

動 

１ 防火水槽をはじめ、あらゆる水源を活用するとともに、現有の消防部隊および消防

装備を最大限に活用して、火災の早期発見および一挙鎮圧を図る。 

２ 延焼火災が拡大または合流し、大規模に延焼拡大した場合は、人命の安全確保を優

先し、延焼阻止線活動や避難場所・避難道路の防護活動を行う。 

３ 道路閉塞、瓦礫等により消火活動が困難な地域では、消防団、防災区民組織等と連

携し、可搬ポンプ等を活用して消火活動を実施する。 

情 

報 

収 

集 

等 

１ 署隊本部は、所定の計画に基づき、地震被害予測システムの結果、119 番通報、高

所見張情報、情報活動隊による情報、参集職（団）員情報、消防ヘリコプターによる

地震被害判読システム等を活用し、積極的に災害情報収集を行う。 

２ 震災消防対策システムを活用し、円滑な情報伝達、管理を行う。 

３ 関係機関へ職員を派遣し、相互に知り得た災害の情報交換を行う。 

消 

防 

団 

の 

活 

動 

消防団は、地域に密着した防災機関として、分団受持区域内の住民に対して出火防止、

救出救護等の指導を実施する一方、現有装備を活用して、次により災害活動にあたる。 

１ 発災と同時に付近住民に対して出火防止と初期消火を呼びかける。 

２ 分団受持区域内の消火活動上必要な道路障害状況、被災状況等の情報収集を行い、

携帯無線機等を活用し、消防団本部に伝達する。 

３ 分団受持区域内に発生した火災に対する消火活動および避難道路確保のための消火

活動は、消防部隊と協力して行う。 

４ 簡易救助器具を活用し、住民と一体となった救出活動を行うとともに、負傷者に対

しては、応急措置を行い安全な場所へ搬送を行う。 

５ 避難のための指示が出された場合は、地域区民に伝達するとともに、関係機関と連

絡をとりながら、地域区民の避難誘導等を行う。 
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（２）消防活動体制の整備強化 

ア 常備消防力と防災行動力の強化 

① 品川区内における常備消防力は、３消防署、８消防出張所にポンプ車、救急車、

はしご車等の消防車両を配備し、消防体制の強化に努め、災害に備えている。 

② 平時の消防力を地震時においても最大限に活用するため、過去の主な震災におけ

る地震被害状況、活動状況を踏まえた各種の計画等を策定し、有事即応体制を強化

する。 

③ 消防体制の強化と並行しながら、地域住民による出火防止、初期消火の徹底を図

るとともに、事業所および防災区民組織等との連携体制を確立し、地域防災体制の

確立を図る。 

資料 23 消防職員および消防車両の配備状況 

（３）消防水利の整備 

① 国が定める「消防水利の基準」に基づき、区は、区部における消防水利の整備を防

災広場の整備にあわせ推進しているが、震災時の同時多発火災に対処するため、経年

防火水槽の耐震化を進め、既存水利の機能維持を図るほか、建築物の焼失危険度の高

い地域や震災対策上重要な地域を中心に、開発行為にあわせた防火水槽の建設および

民間の建設の基礎ピットを利用した地下ピット水槽等の設置に努める。 

② 区は、消防水利補助金制度を活用した消防水利の整備促進を図る。 

③ 区は、都市づくりと一体となった消防水利を確保するため、関係公共機関等が行う

集合住宅の建設や民間の開発行為、市街地再開発事業等に際して、防火水槽を確保す

るよう働きかけるほか、耐震性を有する防火水槽や、巨大水利としての深井戸を整備

するとともに、区および関係機関と連携し、河川、海等あらゆる水源の有効活用を図

り、消防水利の確保に努める。 

④ 区は、防災区民組織等が利用しやすいよう防火水槽の鉄蓋を整備する。 

（４）地震火災用資機材の整備 

① 東京消防庁では消防部隊の効果的運用を図るための巨大水利の活用や水利不足地域

消火用資機材など部隊運用資機材を整備していく。 

② 防災区民組織等による初期消火用の水源として、消火栓・排水栓等の活用を図る。 

（５）消防団の強化 

品川区には、地域に密着した防災活動機関として、品川・大井・荏原の３消防団が設

置されている。 

① 品川区における消防団員は３団 17 分団で団員数は 600 名（令和６年１月１日現在）

である。これらの消防団員は震災時には、消防隊等と連携を図りながら初期消火、消

防活動および救出救護等を行うとともに、平常時には地域の防災リーダーとして区民

や防災区民組織に対して出火防止、初期消火、救出救護等の技術的な指導を行うなど、
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地域の防災活動の中核として重要な役割を担っている。このため消防団活動を強化、

充実するため可搬ポンプ積載車、防塵マスク、簡易救助器具、防災資機材格納庫、携

帯無線機、照明器具、応急救護用資機材等を整備し活動体制の強化を図っていく。 

② 地域住民に救出、救護知識および技術を習得させるための応急手当普及員を育成す

る。 

③ 分団本部施設を地域ごとに整備し、防災コミュニティ活動の推進と震災等の消防団

体制の強化を図る。 

④ 消防団に積極的に協力している事業所を「消防団協力事業所」として認定し、地域

防災体制の一層の充実を図る。 

⑤ 消防団員の募集広報を行い、入団促進を図る。 

資料 24 消防団員および装備 

（６）消防活動路の確保 

① 震災時には、道路周辺の建物や塀、電柱など工作物の倒壊、さらには道路の陥没等

により、消防車両等が通行不能になることが予想される。このことから、消防活動の

円滑化の観点から、防災都市づくり事業等に対し、消防活動に必要な幹線的道路の拡

幅、無電柱化、コーナー部分の隅きり整備などに関係機関とともに検討し意見反映を

図り、消防活動路等の確保に努める。 

② 消防活動路等の確保・円滑な活用に向け、民間から借り上げた特殊車両等の運行技

能者を養成する等の対策を推進する。 

（７）消火活動が困難な地域への対策 

震災時には、路面の破損や道路周辺建物等の倒壊により消防車両の通行が著しく制約

されるため、使用不能な水利が生じたり、断水のため消火栓の使用が期待できない。こ

のため、消防水利の整備、消防隊用可搬式ポンプの整備および消防団の災害活動体制の

充実を図り、消火活動が困難な区域の解消を図る。 

（８）地域防災体制の確立 

① 大規模地震時には、火災が同時に多発する可能性があり、また、救助、救急事象の

多発や消防活動障害の発生により、円滑な消火活動が阻害される場合がある。このよ

うな状況において、それぞれの地域で防災関係機関、区民・事業所等様々な組織の連

携による活動体制を早期に確立し、火災の拡大防止を図る必要がある。したがって、

地域の防災体制を確立するため、次の施策を推進する。 

ア 事業所と防災区民組織等との連携体制 

地震時における火災等の被害から地域社会の安全を守るためには、地域の防災区民

組織等とともに事業所の自衛消防組織等をも含めた地域ぐるみの対応が期待されるこ

とから、地域防災の充実を図るため、地域の防災区民組織等と事業所の自衛消防組織

等とが相互に協力して、連携できる体制を整備する。 
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イ 合同防災訓練の実施 

地域防災力は、消防機関をはじめとして消防団、災害時支援ボランティア、防災区

民組織および事業所の自衛消防組織等の各組織が協力し、より一層の効果を発揮する

ことができる。このため、組織間の連携を促進し、協議会の設置や定期的な合同訓練

を実施する。 

ウ 救命講習の推進 

① 区は、応急手当普及促進のため専門的な知識技能を有する消防団、災害時支援ボ

ランティア等と協働した救命講習を実施する。 

② 区は、平成 26 年に「品川区災害対策基本条例」を制定し、さらに平成 28 年より、

しながわ防災学校にて、防災区民組織、事業所に対して協力連携の必要性を普及し

ている。 

 

６ 高圧ガス・有毒物質等の安全化 

（１）高圧ガス保管施設、毒物・劇物取扱施設および放射線等使用施設 

都環境局では、高圧ガス取扱事業所、毒物・劇物取扱施設および放射線等使用施設を

有する事業所の震災時の安全性確保のため、東京都震災対策条例に基づく事業所防災計

画の作成を指導する。また、放射線等使用施設の安全化について、都では、火災予防条

例に基づく届け出により、東京消防庁が消防活動に必要な情報を把握しており、関係機

関に必要な情報の共有を図る。さらに、RI（ラジオ・アイソトープ）使用医療機関で、

被害が発生した場合、都保健医療局が RI 管理測定班を編成し、地域住民の不安除去に努

める。 

（２）危険物等の輸送の安全化 

① 東京消防庁は、タンクローリー、トラック等の危険物を輸送する車両については、

立入検査等を適宜実施して、構造、設備等について、法令基準に適合させるとともに、

当該基準が維持されるよう指導を強化する。 

② 鉄道タンク車による危険物輸送について、東京都震災対策条例に基づき関係事業所

が作成した防災計画の遵守、徹底を図る。 

③ 「危険物の運搬または移送中における事故時の措置・連絡用資料（イエローカード）」

の車両積載を確認し、活用の推進を図る。 
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第４章 安全な交通ネットワークおよびライフライン 

対策の基本的な考え方 
 

災害時の人命救助や消火活動、物資輸送等を迅速・円滑に行うには、社会基盤である道

路・交通、ライフラインの地震・津波による被害を最小化するだけではなく、低下した機

能を早期回復することが必要である。 

ここでは、道路や河川、港湾、鉄道といった交通関連施設管理者や、電力、ガス、上下

水道、通信等のライフライン事業者が行う施設の耐震対策、災害時の態勢、実施する応急・

復旧対策の内容を示す。 

 

各対策の要点 
 

対策１ インフラ対策 

第１ 道路・橋梁 

○災害時の物流維持や避難時の安全性の向上に向け、道路ネットワークの形成、広域避難

場所への避難経路の明確化、避難所へのアクセス可能な道路空間の確保を進める。 

○区は、迅速な対応に向け調査方法、調査の優先順位、関係機関との連携、道路啓開に関

する手順等について明確化する。 

第２ 鉄道施設 

○JR 東日本、JR 東海、都交通局、東急電鉄、京浜急行電鉄、東京モノレール、東京臨海高

速鉄道は現況、整備計画等を示すとともに、これを推進する。 

第３ 河川・港湾 

○高潮防御施設整備事業、中小河川改修事業（護岸改修、調節池工事等）を進めてきた。 

○区は、河川管理施設等を良好な状態に保つため、維持管理に努める。 

 
対策２ 緊急輸送ネットワーク 

第１ 緊急輸送ネットワーク 

○震災時に果たすべき輸送路の機能に応じて、緊急輸送ネットワークを整備するととも

に、輸送路の複線化を図るため陸・海・空・水上・地下にわたる輸送ネットワークを整

備推進する。 

○緊急啓開道路の確保や水上輸送の円滑化に向けた対策を進める。 

 
対策３ ライフライン対策 

第１ 水道 

○都水道局は、水道施設の耐震化や耐震継手管への取替えの推進を図るとともに、バック

アップ機能等を強化する。 

第２ 下水道 

〇都下水道局では震災時の下水道機能や交通機能を確保するため、避難所などから排水を

受け入れる下水道管を対象にマンホールとの接続部の耐震化などを実施してきた。ま

た 、交通機能を確保するため 、液状化の危険性が高い地域の緊急輸送道路などを対象

にマンホールの浮上抑制対策を実施してきた 。 

〇無電柱化している道路や一時滞在施設などを対象に追加し、下水道管とマンホールの接

続部の耐震化及びマンホールの浮上抑制対策を推進する。 
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第３ 電気・ガス・通信等 

〇区は、災害時の大規模停電に備え、区民避難所等、災害時の拠点となる施設等における

自立・分散型電源等の確保を推進する。 

○東京電力パワーグリッド、東京ガスネットワーク、NTT 東日本、日本郵便、ケーブルテ

レビ品川は現況、整備計画等を示すとともに、これを推進する。 

○地震による施設被害を最小限にするため、施設および設備は防災設計（耐震、耐火、耐

水設計等）とするとともに、万が一被災した場合においても、業務の継続、早期の施設

復旧ができるよう対策を推進する。 

 
対策４ 公共建造物対策 

第１ 公共建造物 

○区は、避難所、区有施設等の公共施設を対象とし、災害時における被害を最小限にとど

めるための対策（消防水利等の設備充実、防災計画の立案等）を進める。 

 

 

【用語の解説】 

①緊急啓開道路 

地震等の災害発生時に、被災地および被災者に対する救護活動、支援物資・食料等の輸

送を迅速かつ確実にするために、緊急道路障害物除去（倒壊した建築物等の路上障害物の

除去および陥没や亀裂等の応急補修）を優先的に実施する路線のことをいう。 

②緊急輸送ネットワーク 

緊急輸送ネットワークには、第一次、第二次、第三次とあり、指定拠点と他県および指

定拠点相互間を結ぶものをいう。第一次緊急輸送ネットワークとは、都と区市町村本部間

および都と他県との連絡を図るもの。第二次緊急輸送ネットワークとは、第一次緊急輸送

路と救助、医療、消火等を行う主要初動対応機関との連絡を図るもの。第三次緊急輸送ネ

ットワークとは、主に緊急物資輸送拠点間の連絡を図るもの。 

③災害拠点病院 

主に重症者の収容・治療を行う都が指定する病院をいう。 

④災害用伝言ダイヤル 

災害の発生により、被災地への通信が増加し、つながりにくい状況になった場合に NTT

により提供が開始される声の伝言板のことをいう。電話からの他、インターネットを利用

した災害用伝言板（web171）もある。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ インフラ対策 

対策２ 緊急輸送ネットワーク 

対策３ ライフライン対策 

対策４ 公共建造物対策 

 

対策１ インフラ対策         

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

東京国道事務所 ・道路施設の点検、整備 

第 三 管 区 

海 上 保 安 本 部 

（東京海上保安部） 

・救難防災用資機材の整備 

・航行環境の整備 

東 京 航 空 局 
・地震計の整備等 

・資機材等を常備 

都 
・耐震化等の鉄道の安全確保策の実施および促進、早期復旧に向

けた事前対策 

都建設局第二建設事務所 ・道路・橋梁の整備 

都 港 湾 局 

・防潮堤、水門・排水機場等の海岸保全施設の整備 

・気候変動に伴う海面水位の上昇を想定した高潮高に対応するた

め防潮堤の嵩上げ等を実施 

都 建 設 局 
・土のう等、水防資機材の備蓄 

・河川施設の整備 

区 

・橋梁の整備、耐震補強 

・道路付帯施設の整備 

・土木施設の被害状況マニュアルの作成 

・各鉄道事業者と連携を密にし、通信手段を確保する。 

・防災資機材および水防資機材の備蓄 

・河川施設の維持修繕 

首都高速道路 ・首都高速道路の整備、点検・補修補強 

鉄道事業者 
・耐震化等の鉄道の安全確保策、早期復旧に向けた事前対策 

・計画運休に関する区への情報提供 

東京電力 

パワーグリッド 
・計画停電に関する区への情報提供 
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【具体的な取組】 

第１ 道路・橋梁 

○災害時の物流維持や避難時の安全性の向上に向け、道路ネットワークの形成、広域避難

場所への避難経路の明確化、避難所へのアクセス可能な道路空間の確保を進める。 

○区は、迅速な対応に向け調査方法、調査の優先順位、関係機関との連携、道路啓開に関

する手順等について明確化する。 

 

１ 主要な生活道路整備方針 

① 現行の道路網整備では、消防活動困難区域の存在、木密地域での建物倒壊等による道

路閉塞により、広域避難場所や避難所への避難支障等が課題となっている。 

② 区では、品川区まちづくりマスタープランの中で、主要な生活道路整備方針について、

防災性の向上を視点とした以下の事項を検討することとしている。 

・消防活動困難区域の解消として、道路ネットワークの形成 

・広域避難場所への避難経路を防災道路ネットワークとして明確化 

・避難所へのアクセス可能な道路空間の確保 

２ 区、関係機関 

機関別の取組み内容は以下のとおりである。 

図表2-36 機関別の取組み内容 

機
関
名 

現況、点検・整備計画等 

区 １ 現況 

区では車道橋と人道橋（歩道橋含む）を管理している。 

資料 25 区管理の橋梁 

区で管理する橋梁は、落橋防止装置等の設置による耐震化が概ね完了している。 

また、本区内の高台にある道路は、必然的に土留擁壁を要する箇所が多いので、

これら土留を主として整備し、がけ崩れ等の災害を未然に防止している。 

２ 橋梁の整備 

阪神・淡路大震災の経験を踏まえ、人的被害を防ぐとともに、災害時の応急活動

が円滑に実施できるように橋梁の耐震化を図っている。 

その際、避難道路や鉄道等を跨ぐ重要度の高い橋梁から順次整備している。 

３ 道路付帯施設の整備 

道路上のガードレール、街路灯、その他付帯施設については、腐朽したもの、破

損したものなどを、防災をかねて逐次更新している。 

４ 土木施設の被害対応マニュアルの作成 

大規模災害発生のとき、迅速な対応ができるよう道路法に基づく各種点検要領よ

り実施する調査方法、調査の優先順位、関係機関との連携、道路啓開に関する手順

等についてマニュアルを作成した。 
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機
関
名 

現況、点検・整備計画等 

東 

京 

国 

道 

事 

務 

所 

１ 道路施設の点検 

管内の橋梁、構造物等をパトロールにより点検し、道路維持管理、施設対策に反

映させる。 

資料 26 東京国道事務所品川出張所管理橋梁 

２ 道路施設の整備 

道路施設の災害対策は、阪神・淡路大震災の被害状況を踏まえ、耐震点検を行い

必要な補強を実施している。 

都 

第 

二 

建 

設 

事 

務 

所 

１ 道路施設の点検 

管内の橋梁、構造物等をパトロールにより点検し、道路維持管理、施設対策に反

映させる。 

２ 道路の整備 

道路は、都市生活を支える根本的都市施設であり、震災時には、避難、救援・救

護、消防活動等に重要な役割を果たす。このため、都市計画道路の整備を促進し

て、道路網の多重化を図るとともに、救援・消防活動にも有効な道路を整備してい

く。 

区内の都道は、大部分整備が進んでいるが、拡幅未整備区間等もあり、現在、特

定整備路線（放射第２号線、補助第 28 号線、補助第 29 号線）、環状第６号線、補

助第 26 号線、補助第 28 号線等の整備を進めている。 

３ 橋梁の整備 

橋梁については、関東大震災と同規模の地震に耐えうる基準により建造されてい

るが、阪神・淡路大震災の被害状況を踏まえ、震災時における避難、救援、復旧活

動等に支障のないよう最新の基準に基づき、架替・補強等を推進する。また、区内

の橋梁の架替え工事を、現在品川埠頭と大井埠頭を結ぶ若潮橋で行っている。 

資料 27 都第二建設事務所管理橋梁 

４ 事業計画 

道路の整備については、国の社会資本整備重点計画や都と特別区および 26 市２

町で策定した第四次事業化計画等に基づき、事業化に向け引き続き取り組んでいく

予定である。 

また、震災発生時における避難道路の確保のため、一般橋梁の整備を図る。 
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機
関
名 

現況、点検・整備計画等 

首 

都 

高 

速 

道 

路 

１ 現況 

（１）道路の現況 

名称 区内延 入口 出口 非常電話 非常口 

１号 

羽田線 
4.5km 

[上り]鈴ヶ森 

[下り]勝島 

[上り]勝島 

[下り]鈴ヶ森 

上り 10 箇所 

下り 12 箇所 

上り２箇所 

下り２箇所 

２号 

目黒線 
2.8km 

[上り] 

戸越、
原 

[下り] 

荏原、戸越 

上り４箇所 

下り６箇所 

上り１箇所 

下り なし 

湾岸線 4.4km 

[東行き] 

大井 

[西行き] 

 

[東行き] 

 

[西行き] 

大井 

東行き 

36 箇所 

西行き 

36 箇所 

東行き 

１箇所 

西行き 

２箇所 

計 11.7km     

（２）耐震性と施設の安全対策 

首都高速道路の構造物は、「橋、高架の道路等の新設および補強に係る当面の措

置について」（建設省道路局：平成７年５月）やこれを踏まえて改訂された「橋、

高架の道路等の技術基準について」（建設省道路局長、都市局長通達：平成８年 11

月）に従い、地質、構造等の状況に応じ、兵庫県南部地震級の地震に対しても落橋

や倒壊を生じないよう高架橋の安全性を強化する対策を実施している。また、トン

ネル、高架橋等には、非常口を整備し、災害時の緊急事態においても、お客様は、

これらの非常口から安全に脱出できるよう安全性を確保している。 

２ 事業計画 

（１）事業計画の概要 

① 阪神・淡路大震災における高架橋等の被害状況を踏まえ、「橋、高架の道路

等の技術基準について」等に基づき、兵庫県南部地震級の地震に対しても落

橋・倒壊を生じない対策は完了し、より速やかな機能回復を可能とする対策を

実施していく。 

② 道路構造物等の安全を確保するために定期点検を行う。 

（２）実施計画の内容 

ア 高架橋の安全性の強化 

「橋、高架の道路等の技術基準について」に基づき、より速やかな機能回復

を可能とする対策を実施していく。具体的には、ゴム支承への取替え、落橋防

止構造の設置、橋脚横梁に桁かかり長の確保を行う。 

・プレストレスト橋梁、RC 桁橋での支承耐震工事の実施。 

・鋼桁橋の支承耐震工事の実施。 
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第２ 鉄道施設 

○JR 東日本、JR 東海、都交通局、東急電鉄、京浜急行電鉄、東京モノレール、東京臨海

高速鉄道は現況、整備計画等を示すとともに、これを推進する。 

 

１ 区 

各鉄道事業者との通信手段を確保する。 

２ 東京消防庁 

震災時の安全性の確保のため、東京都震災対策条例第 10 条および第 11 条に基づき、事

業所防災計画の作成を指導する。 

３ 鉄道事業者 

① 国土交通省が開催する「大規模地震発生時における首都圏鉄道の運転再開の在り方に

関する協議会」の検討成果等を踏まえ、早期の運行再開を図るため、国や各鉄道事業者

と再開時刻等を調整するための通信手段を確保する。 

② 鉄道事業者は、耐震化をはじめとした鉄道の安全確保策や、早期復旧に向けた対策を

図る。 
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図表2-37 機関別の取組み内容 

機

関

名 
現況、点検、整備計画等 

Ｊ

Ｒ

東

日

本

東

京

支

社 

１ 線路建造物等の耐震性確保についての計画 

（１）耐震設計は、条件に応じた震度法・修正震度法・動的解析法および応答変位法

を採用している。 

（２）主要建造物は、関東大震災クラスの地震に耐えられるように設計されている。 

（３）落橋防止対策は、鋭意施工中であるが、さらに当面の措置として「既存の鉄道

構造物に係る耐震補強の緊急措置について」（平成７年７月運輸省通達）により

対応する。また、耐震設計基準の見通しについては「運輸省鉄道施設耐震構造検

討委員会」の結論を待って適切に対応する。 

２ 防災関係資機材の設備計画 

地震の規模、被害の多様性から復旧に多くの困難な問題が発生する。鉄道が被害

を受けた場合、その復旧資機材は多岐にわたるので地震に備えて常に大量の資機材

を貯蔵し確保しておくことは経済的に極めて困難である。将来起こり得る地震を予

測して必要最小限の資機材を常時用意しておき、不足は他の方面から補給を受ける

方法をもって防災関係資機材を確保する。 

業務上、事故復旧に備えて、レッカー車、クレーン車、モーターカー、トラッ

ク、ジャッキ、発電機、レール、電線類など必要な復旧資機材を確保して担当の業

務機関が管理しているが、さらに重機械類、その他必要な資機材については関係の

民間の企業から緊急に協力が得られるように体制を整えている。また応急資機材は

業務系統別に備蓄、整備、点検、拡充に努めている。 

３ 地震時の運行計画 

ア 80 ガル以上の場合、列車の運転を中止し、全線の点検後、安全を確認した区間

から、運転中止を解除する。 

イ 40 ガル以上 80 ガル未満の場合、25km/h 以下の徐行運転を行い、施設の点検

後、安全を確認した区間から速度規制を解除する。 

ウ 40 ガル未満の場合、特に運転規制は行わない。 

４ 東海道新幹線 

東海道新幹線は、耐震列車防護装置を使用して列車の運行を制御する。感震器２

台（40、80 ガル設定）と地震動を正しく記録する強震計とからなり、沿線の全変電

所に設置されている。地震が発生し 40 ガルあるいは 80 ガルを超えると感震器が作

動して自変電所と、隣接変電所の遮断機が解放されて約 40km の区間にわたって停電

し、その間にある列車は ATC 装置により信号が現示されることによって停止する。

それと同時に、東京にある総合指令所に地震表示が送られて地震発生の状況および

その区間が分かるようになっており、200km/h 高速運転の安全を図っている。 
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機

関

名 
現況、点検、整備計画等 

都

交

通

局 

１ 計画の目的 

施設の安全性をさらに高めるための耐震対策を行い、利用者の安全確保に加え、

運行の早期再開を図る。 

２ 施設の現況 

当局の地下鉄道施設は、昭和 35 年 12 月の浅草線一部開業を初めとし、浅草・三

田・新宿・大江戸線の４路線、総営業キロ 109km、106 駅を有している。このうち、

高架部分は 7.6km、８駅である。 

品川区内における当局の駅は、浅草線の五反田・戸越・中延駅と三田線の目黒駅

であり、すべて地下駅である。 

３ 施設の耐震性 

都営地下鉄においては、阪神・淡路大震災を受けて出された国の通達に基づく耐

震対策をすでに完了しているが、東日本大震災を踏まえ、施設の安全性をさらに高

めるとともに、早期の運行再開を図るため、引き続き高架部の橋脚および地下部の

柱の耐震補強を行っている。 

東

急

電

鉄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 計画の目的 

当社の路線は東京西南部および京浜地区にまたがる東京～川崎～横浜という立地

条件や各路線が比較的短小であること、さらに当社線相互および JR・他社線との連

絡が多いこと等から、地震に関する防災計画の基本目標を人命・人身の安全確保を

第一とし、地震による被害を最小限にとどめ、公共機関の社会的責任を果たすこと

を目的としている。 

２ 施設の現況 

当社が営業する鉄軌道は９路線総延長 110.7km あり、そのうち品川区には、目黒

線、大井町線、池上線の各一部が走っている。 

３ 施設の耐震性 

（１）駅施設の耐震補強 

「鉄道駅の耐震補強の推進」に関する国土交通省通達により、高架橋等の土木

構造物に加え、駅舎やホームの屋根等の建築物についても耐震補強を行うことが

規定された。この通達に基づき、緊急的に耐震の確保が必要な駅施設の耐震補強

工事を行う他、その他の駅施設についても順次実施する。 

４ 施設設備の点検および安全性の確保 

（１）火気使用設備等の点検および地震時の安全性の確保 

ア 震災に対する事前措置のため各駅区の防火管理者は、随時次により点検検査

を実施し、必要と認めたときは速やかに改修、補強整備する。 

・建物にとりつけられた工作物の落下防止 

・避難通路の物品の放置ならびに転倒落下物の有無 

・火気使用設備器具等の自動消火装置の良否および周囲に転倒落下するおそれ

のある物品の存否についての点検 

・危険物の転倒落下防止策ならびに保管状況の良否 

イ 火気使用設備器具は各駅区とも防火管理者が随時点検整備する。 
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（２）電気施設の点検および地震時の安全確保 

感電、漏電防止策については、地震時に高圧配電線が断線し、人が触れたりま

たは大地に接触したときは、接地継電器が作動して自動遮断し警報する。電車線

が断線して列車等に接触した場合は、しゃ断器が自動遮断し警報する。 

地震がおさまり再送電するときは、関係方面と緊密に連絡をとり、安全を確か

めたうえで送電する。 

高圧配電線および電車線は緊急停止要請により送電を停止する。 

（３）消火設備等の点検および耐震性の確保 

各駅区には、消火器、簡易消火用具を備え付け、各防火管理者が毎月１回点検

整備する。車両にあっては、各車両ごとに消火器を備え付け、係員が３ヶ月に１

回点検する。ただし屋内に消火栓、自動火災報知器設備がある駅区では、各設備

の破損、変形の有無その他主として外観的事項に関する点検を６ヶ月に１回、作

動試験、性能試験、その他主として機能的事項に関する点検は１年に１回、指定

業者が点検し必要に応じ改修補強整備する。 

（４）情報通信網の点検および耐震性の確保 

交換設備については、支持装置について定期的に点検整備を行う。また通信線

路については、地上線路化を推進する。 

（５）車両等の非常停止装置等の設置 

ア 車両等の非常停止装置 

列車無線電話装置は全線、防護無線装置は、東横線、新横浜線、目黒線、大

井町線、田園都市線、池上線、多摩川線、世田谷線（軌道線）車両には、管区

との間に電車無線が整備され使用中である。 

イ 運行車両の緊急措置要領 

・駅における非常列車停止装置として、ホーム非常停止ボタンの設置が必要

な 80 駅すべてのホームに設置している。（目黒線、こどもの国線、世田谷

線を除く） 

・踏切道に特殊信号発光機を設置し、非常ボタンの操作および障害物検知装

置の検知があった時に作動し運転士に異常を知らせる。（ATC と連動の東

横線、目黒線、大井町線、こどもの国線では接近列車を自動減速する） 

・列車無線電話設置車両は運輸司令が列車無線電話で列車停止を指示する。 

・防護無線装置設置車両は、周囲の車両を停止させる必要があるときに列車

から警報信号を発報操作する。警報信号を受報した車両は、ただちに停止

手配を執る。 

京

浜

急

行

電

鉄 

１ 計画の目的 

地震災害による旅客の安全確保はもちろんのこと、鉄道施設の被害を最小限にく

い止め、さらに迅速・的確に復旧作業にあたり公共交通機関としての責任を果たす

ことを目的とした。 
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２ 路線の概況 

当社の鉄道路線は、本線、空港線、大師線、逗子線、久里浜線の５路線からなり

営業キロ程は 87.0km である。このうち品川区内の営業キロ程は 4.4km であり、駅は

北品川、新馬場、青物横丁、鮫洲、立会川、大森海岸の６駅で、北品川駅を除く５

駅は高架駅となっている。 

３ 各設備の点検整備 

各設備の点検整備は次のとおりである。 

（１）建築物および工作物の点検整備 

これまで高架橋および駅施設の耐震化を進めており、今後も計画的に取組むこ

とにより、人災を未然に防ぎ、震災時における輸送力の確保へと繋げていく。ま

た、土構造物、高架橋・橋梁、抗土圧構造物、トンネルの通常全般検査を確実な

検査サイクルで実施し、変状の早期発見と迅速な補修措置によるパッケージング

で安全を図っていく。 

（２）火気使用設備の点検整備 

火気使用設備の点検整備に関しては、「火災ならびに災害防止規則」（京急達

第 127 号）により点検整備を実施する。 

（３）電気施設の点検整備 

電気施設の点検整備に関しては、感電防止対策およびに漏電防止対策を実施す

る。 

（４）消火設備の点検整備 

駅および車両に係る消火設備は「火災ならびに災害防止規則」により実施す

る。 

（５）避難設備および放送設備の点検整備 

高架線上での地上誘導設備および放送設備の点検整備を図る。 

（６）通信施設の整備 

通信施設の整備は、有線電話不能時を想定し、本社、総合司令所および主要駅

区所に設置してある無線装置を使用し情報連絡を確保する。 

４ 列車の緊急停止対策 

全車両に列車無線が整備されており、地震が発生し、列車運行に支障があると認

めたときは、列車無線により全列車の緊急停止措置をとる。 

５ 防災教育および訓練計画 

（１）職員に対し防災に関する教育等を実施して防災意識の向上を図る。 

（２）防災訓練、鉄道事故復旧訓練等を実施する。 

６ 旅客に対する広報計画 

地震発生時における旅客の混乱防止を図るため、駅または車内での放送、ポスタ

ー・広報紙等を活用し防災意識の高揚を図る。 

７ 災害用資機材・用品の備蓄計画 

災害発生時に備え、各部において復旧資機材を確保し、その他必要な用品につい

ても備蓄を行う。 



第２編 災害予防 

第４章 安全な交通ネットワークおよびライフライン 

予防-105 

機

関

名 
現況、点検、整備計画等 

東 

京 

モ 

ノ 

レ 

ー 

ル 

１ 計画の目的 

  施設の安全性をさらに高めるための耐震対策を行い、利用者の安全確保に加え、

運行の早期再開を図る。 

２ 施設の現況 

  当社は、昭和 39 年９月に都心と羽田空港を結ぶ空港アクセス鉄道として開業し、

現在営業キロ 17.8km、11 駅を有している。このうち品川区内は、営業キロ 4.0km、

駅は天王洲アイル駅および大井競馬場前駅の高架駅２駅である。 

３ 施設の耐震性 

  鉄道駅の耐震補強に関する国土交通省通達に基づき、高架橋等の土木構造物およ

び駅舎等の建築物について耐震補強を順次実施している。 

東
京
臨
海
高
速
鉄
道 

１ 計画の目的 

大規模地震に対して、施設の安全性を高めるための耐震対策を行い、利用者の安

全確保を図る。 

２ 施設の状況 

当社は新木場駅から東京テレポート駅を経由し大崎駅を結ぶ、営業キロ 12.2km の

路線であり、大崎駅より JR 埼京線と相互直通している。総駅数は８駅であり、この

うち大崎駅については JR 東日本に管理を委託している。 

品川区内にある当社管理の駅は天王洲アイル駅、品川シーサイド駅、大井町駅の

３駅であり、すべて地下駅である。 

３ 施設の耐震性 

国の省令に基づく耐震対策はすべて完了しており、現在は国の通達に基づく耐震

対策を高架区間（品川区外）において順次実施している。 
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第３ 河川・港湾 

○高潮防御施設整備事業、中小河川改修事業（護岸改修、調節池工事等）を進めてきた。 

○区は、河川管理施設等を良好な状態に保つため、維持管理に努める。 

 

１ 河川 

（１）目黒川 

目黒川は、河口から鈴懸歩道橋までの約 2.0km を高潮防御施設整備事業、その上流約

5.4km（そのうち品川区内は約 1.7km）を中小河川改修事業として整備を進めてきた。 

ア 高潮防御施設整備事業 

伊勢湾台風級の高潮に対処できる防潮堤の建設は、現在概ね完了している。 

イ 中小河川改修事業 

（ア）護岸改修 

１時間あたり 50mm 降雨に対処する護岸の建設は、現在概ね完了している。残事業

は、河積確保のための五反田大橋の取付護岸改修である。 

（イ）目黒川荏原調節池 

① 当調節池は、1 時間あたり 75mm 降雨への対処も視野に入れた地下４層式、最大

貯留量約 20 万 m3 の施設で、その上部には、中高層の公営住宅等の施設が建設さ

れた。 

② 調節池工事は、平成３年度に着工し、途中、完成した層から段階的に供用を開

始し、平成 13 年度より全面稼動となっている。 

（２）立会川 

立会川は、月見橋から上流については下水道立会川幹線として暗渠化されており、そ

の下流部 756m の開渠部は、高潮防御施設整備事業として進めてきた。 

ア 高潮防御施設整備事業 

伊勢湾台風級の高潮に対処できる防潮堤の建設は、昭和 55・56 年度に河口部の 50m

を整備している。 

（３）河川管理施設の維持等 

水防法および河川法で定められた河川管理施設等を良好な状態に保つための維持、修

繕に関する基準に留意し、維持管理に努める。 
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２ 港湾 

都では、昭和 35 年から海岸保全施設の建設を計画し、対象区域を東京港全体に広げて建

設工事を実施している。また、防潮ラインの内側についても耐震性を考慮した内部護岸の

整備を進めている。 

区内の水門施設は以下のとおりである。 

（１）天王洲水門 

・門扉型式       単葉ローラーゲート 

・有効幅員       12m×２連 

・上空制限高(A.P.)    ＋5.8m 

・竣工年度       昭和 47 年度 

・耐震改修年度     平成 28 年度 

（２）目黒川水門 

・門扉型式       単葉ローラーゲート 

・有効幅員       12m×２連 

・上空制限高(A.P.)   ＋5.8m 

・竣工年度       昭和 47 年度 

・耐震改修年度     平成 26 年度 

３ 法定外公共物 

① 品川区における法定外公共物は総延長約 10,252m あり、そのうち公共溝渠としての機

能が残っている箇所は、宅地内排水等が接続されている一部の箇所である。 

② 公共下水普及率 100％（概成）となっている現在、家屋の建替え等にあわせ改善の指

導を行い、通路化の必要なものについては順次実施していく。 

 

資料 28 浸水対策箇所図 
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対策２ 緊急輸送ネットワーク       

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

都 ・緊急輸送ネットワークの整備 

区 ・緊急輸送ネットワークの拠点の指定 

 

【具体的な取組】 

第１ 緊急輸送ネットワーク 

 

１ 区・都の緊急輸送ネットワーク 

① 緊急輸送ネットワークは指定拠点と他県および指定拠点相互間を結ぶ。 

② 震災時に果たすべき輸送路の機能に応じて、第一次（区市町村、他県との連絡）、第

二次（主要初動対応機関との連絡）、第三次（緊急物資輸送拠点との連絡）の緊急輸送

ネットワークを整備する。 

・第一次緊急輸送ネットワーク 

応急対策の中枢を担う都本庁舎、立川地域防災センター、区市町村庁舎、輸送路管理機

関および重要港湾、空港等を連絡する輸送路 

・第二次緊急輸送ネットワーク 

第一次緊急輸送路と放送機関、自衛隊や警察・消防・医療機関等の主要初動対応機関、

ライフライン機関、ヘリコプター災害時臨時離着陸場候補地等を連絡する輸送路 

・第三次緊急輸送ネットワーク 

トラックターミナルや駅等の広域輸送拠点、備蓄倉庫と区市町村の地域内輸送拠点等を

連絡する輸送路 

③ 輸送路の多ルート化を図るため、陸・海・空・水上・地下にわたる輸送ネットワーク

を整備する。 

④ 緊急輸送の実効性を担保するため、交通規制を実施する「緊急自動車専用路」、「緊

急交通路」および道路障害物の除去や応急補修を優先的に行う「緊急道路障害物除去路

線」との整合を図る。 

２ 緊急啓開道路 

① 震災時、道路に看板や電柱等の倒壊など障害物が散乱することが予想され、その場合、

被災者の救出救助活動、応急物資の輸送に支障が生じるおそれがある。このため、都お

○震災時に果たすべき輸送路の機能に応じて、緊急輸送ネットワークを整備するととも

に、輸送路の複線化を図るため陸・海・空・水上・地下にわたる輸送ネットワークを整

備推進する。 

○緊急啓開道路の確保や水上輸送の円滑化に向けた対策を進める 
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よび区では緊急輸送路を確保するため緊急啓開道路を選定しており、震災時各道路管理

者は、この選定道路における障害物の除去および亀裂等の応急補修を優先的に行うもの

とする。 

② 緊急啓開道路の啓開に必要なバックホウ、積載型トラッククレーン車、ブルドーザー

等の重機および作業員の確保について、民間事業者と協定の締結等により事前に確保し

ておく。 

③ 緊急啓開道路路線の選定基準を以下に示す。 

 

図表2-38 緊急啓開道路路線の選定基準 

機関名 選  定  基  準 

都 

原則として、都建設局第二建設事務所管理道路のうち下記（１）～（３）に

あたるもの 

（１）緊急交通路等の交通規制を行う路線 

（２）緊急輸送ネットワークの路線（緊急輸送道路） 

（３）避難場所に接続する応急対策活動のための道路の路線 

区 

（１）広域避難場所に接続する応急対策活動のための道路の路線 

（２）都の緊急啓開道路と備蓄倉庫を結ぶ路線 

（３）荏原地区における応急対策活動のための横断道路の路線 

資料 29 区内緊急道路啓開網および備蓄倉庫位置図 

 

３ 水上輸送 

① 震災時の緊急輸送ネットワークについては、道路輸送が中心となるが、水上輸送につ

いても充分な活用が必要である。 

② 都は、海上輸送基地が広域輸送基地として活用できるよう必要な機能を整備するとと

もに水上輸送基地についても必要な整備を図る。 

③ 区は、区が管理する船着場の防災上の活用を推進するとともに、区内の船着場につい

て防災上の活用に向けた総合的な調整を図る。 

④ 区が管理する船着場を、災害時は防災船着場として水上輸送の拠点として供用すると

ともに、平常時は舟運事業や観光事業等に活用して船着場の場所を認識してもらい、災

害時に防災船着場と各施設の円滑な移動や避難等の実現を図る。 

⑤ 区は、災害時における施設等の被害状況把握や船舶確保等の運用体制を構築し、訓練

等により水上輸送の活用の実効性を確保する。 
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対策３ ライフライン対策        

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

区 ・避難所等、災害時の拠点となる施設等における自立・分散型電源等の確保 

東京電力パワーグ

リッド 
・施設の耐震化、観測、通信設備の整備 

東京ガスグルー

プ 
・製造施設、供給施設、通信施設、その他の安全設備の安全化対策 

都水道局 ・施設の耐震化およびバックアップ機能等の強化 

都下水道局 ・管きょの耐震化、既存施設の耐震化、設備の震災対策 

NTT 東日本 

・通信用建物、鉄塔、所内設備の耐震対策 

・予備電源設備の強化 

・通信網の信頼性向上 

・ネットワークシステムの監視・措置機 

・災害時の輻輳対策 

・開発計画等 

ケーブルテレビ品

川 

・地上波テレビ・品川区民チャンネル等の TV 放送の供給および、インター

ネット・電話などの通信サービスの提供に用いる基幹設備・伝送路等の安

定運営の確保 
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【具体的な取組】 

第１ 水道 

○都水道局は、水道施設の耐震化や耐震継手管への取替えの推進を図るとともに、バック

アップ機能等を強化する。 

 

関係機関の取組み内容は以下のとおりである。 

 

図表2-39 機関別の取組み内容 

機

関

名 

現況、点検、整備計画等 

都

水

道

局 

１ 基本計画 

水道施設の耐震化や耐震継手管への取替えの推進を図るとともに、バックアップ機

能等を強化する。 

２ 現況 

（１）応急給水槽・給水所等施設 

 所  在  地 確保水量 

応急給水槽 

豊町２-１ 戸越公園
内 1,500m3 

八潮５-６ しおじ公園内 1,500m3 

東品川３-27 都立八潮高校内 100m3 

目黒区下目黒５-37 都立林試
の森公園内 1,500m3 

（２）配水管（令和５年３月 31 日現在） 

配 水 本 管 （口径 400mm 以上） 58km 

配 水 小 管 （口径 50～350mm） 534km 

 計 592k
m 

３ 取組内容 

（１）水道施設の耐震化の着実な推進 

震災時における水道施設の被害を最小限にとどめ、給水を可能な限り確保するた

め、これら浄水場等の耐震化について、それぞれの重要度や更新時期等に配慮しな

がら、計画的に進めていく。 

（２）耐震継手管への取替えを実施 

より効果的に震災時の断水被害を軽減できるよう、重要施設への供給ルートの耐

震継手化を令和４年度末までに完了させた。その後、地域全体の断水率を軽減する

ため、都の被害想定で震災時の断水率が高い地域の耐震継手化を重点的に進め、令

和 10 年度までに解消していく。 

（３）バックアップ機能のさらなる強化 

震災等で浄水場等の機能が停止しても可能な限り給水できるよう、浄水場と給水

所との間や各給水所を結ぶ広域的な送配水管のネットワーク化を進めていくととも
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機

関

名 

現況、点検、整備計画等 

都

水

道

局 

に、導水施設など特に重要な幹線については二重化を進めるなど、水道施設全体の

より一層のバックアップ機能の強化を図っていく。 

（４）自家用発電設備の新設・増強整備による電力の自立化 

大規模停電時など、不測の事態が生じた場合でも安定給水を実現するため、浄水

場等に自家用発電設備を新設・増強して電力の自立化を推進し、浄水処理および送

配水ポンプ等の運転が継続できるように電源の確保を図っていく。 
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第２ 下水道 

〇都下水道局では震災時の下水道機能や交通機能を確保するため、避難所などから排水を受

け入れる下水道管を対象にマンホールとの接続部の耐震化などを実施してきた。また 、交

通機能を確保するため 、液状化の危険性が高い地域の緊急輸送道路などを対象にマンホー

ルの浮上抑制対策を実施してきた 。 

〇無電柱化している道路や一時滞在施設などを対象に追加し、下水道管とマンホールの接続

部の耐震化及びマンホールの浮上抑制対策を推進する。 

 

関係機関の取組み内容は以下のとおりである。 

図表2-40 機関別の取組み内容 

機

関

名 

現況、点検、整備計画等 

都

下

水

道

局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都

下

１ 下水道施設の安全化推進 

大規模な地震が発生した場合でも、下水道機能を確保するとともに、避難時の安全

性やトイレ機能を確保するため、震災対策を推進する。 

２ 現況（令和５年３月 31 日現在） 

（１）区内管きょ延長        454,640m 

幹 線  38,677m 

枝 線 415,963m 

（２）ポンプ所       ７箇所 

ア 品川ふ頭ポンプ所（品川区東品川５-８-17） 

汚水ポンプ     200mmφ－２台 

150mmφ－１台 

計画排水量（汚水） 0.306ｍ3／秒 

イ 天王洲ポンプ所（品川区東品川２-１-17） 

汚水ポンプ     200mmφ－３台 

計画排水量（汚水）  0.067m3／秒 

ウ 東品川ポンプ所（品川区東品川３-９） 

雨水ポンプ    1,500mmφ－５台 

計画排水量（雨水）  20.8m3／秒 

エ 鮫洲ポンプ所（品川区東大井１-13-14） 

汚水ポンプ     450mmφ－４台 

雨水ポンプ    1,500 ㎜ φ－４台 

計画排水量（汚水）  1.036m3／秒 

計画排水量（雨水） 15.943m3／秒 

オ 八潮ポンプ所（品川区八潮５-７-６） 

汚水ポンプ     500mmφ－４台 

計画排水量（汚水）   1.425m3／秒 

カ 勝島ポンプ所（品川区勝島１-４） 

汚水ポンプ     600mmφ－３台 

雨水ポンプ    1,500mmφ－５台 
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機

関

名 

現況、点検、整備計画等 

水

道

局 

計画排水量（雨天時汚水）1.653m3/秒 

計画排水量（雨水）   24.444m3/秒 

３ 事業計画 

（１）管きょの耐震化 

避難所や災害拠点病院などトイレ機能を確保するため、これらの施設から排水を

受け入れる下水道管を対象に、マンホールとの接続部の耐震化やマンホールの浮上

抑制対策をこれまでの対象施設の９割で完了している。さらに、一時滞在施設や災

害拠点連携病院等から排水を受け入れる下水道管を対象に追加し、マンホールとの

接続部の耐震化およびマンホールの浮上抑制対策等を推進する。 

震災時に緊急車両が通行する無電柱化している道路や区が指定している緊急道路

障害物除去路線等を対象道路に追加し、液状化によるマンホールの浮上抑制対策等

を推進する。 

地区内残留地区において、下水道管とマンホールの接続部の耐震化およびマンホ

ールの浮上抑制対策等を推進する。 

（２）施設の耐震化 

想定される最大級の地震動に対し、揚水、簡易処理、消毒等、震災時においても

必ず確保すべき機能を担う施設の耐震化を実施する。 

（３）設備の震災対策 

電力の供給が途絶えた場合でも雨水の排除機能等が維持できるように非常用発電

機を設置しているほか、震災時にも施設の安定的な運転を確保するため、電源や燃

料の多様化を推進する。 

（４）下水道事業（雨水対策） 

内水の対策については、平成 22 年度末に下水道第二立会川幹線中流部が完成し、

暫定貯留管（34,500t）として利用中である。今後ポンプ所への接続管きょ、立会川

雨水放流管等の整備により、立会川沿岸の浸水被害の軽減に向けた対策を推進し、

１時間 50mm の大雨に対処する計画である。 

暗渠部の構造は「道路土工擁壁カルバート架設構造物工指針（日本道路協会）」

により施工されており、防災上の安全性は確保されているが、車道については６ｔ

の荷重制限をしている。 
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第３ 電気・ガス・通信等 

〇区は、災害時の大規模停電に備え、区民避難所等、災害時の拠点となる施設等における

自立・分散型電源等の確保を推進する。 

○東京電力パワーグリッド、東京ガスネットワーク、NTT 東日本、日本郵便、ケーブルテ

レビ品川は現況、整備計画等を示すとともに、これを推進する。 

○地震による施設被害を最小限にするため、施設および設備は防災設計（耐震、耐火、耐

水設計等）とするとともに、万が一被災した場合においても、業務の継続、早期の施設

復旧ができるよう対策を推進する。 

 

関係機関の取組み内容は以下のとおりである。 

図表2-41 機関別の取組み内容 

機

関

名 

現況、点検、整備計画等 

区 １ 施設の現況 

  庁舎および区民避難所には、停電時、自動起動し 72 時間稼働する非常用発電機を

設置している。 

２ 非常用電源整備 

（１）区民避難所をはじめとした区有施設の他、区内の鉄道駅に、被災者の重要な情報

収集手段であるスマートフォン等を充電するため、蓄電池等の配備を進めてい

く。 

（２）災害時地域拠点として管内の被害状況の調査、情報収集、救援、応急復旧活動等

の拠点となる区内 13 カ所の地域センターに、一定程度の電力を確保し、機能停止

することのないよう対策を進めて行く。 

（３）事業者と給電用車両の提供に関する災害時協力協定を締結し、非常用電源の確保

を推進していく。 
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機

関

名 

現況、点検、整備計画等 

東 

京 

電 

力 

パ 

ワ 

ー 

グ 

リ 

ッ 

ド 

１ 現況 

品川支社受け持ち区域（品川区、目黒区、大田区）には電力を供給するための送電

線、変電所、配電線等の電力流通設備が施設されている。 

品川支社の施設状況は下記のとおりとなっている。 

（令和５年３月末現在） 

項   目 数  量  

変電所（配電塔含む） 74 箇所 品川区 17 箇所（再掲） 

送電線
延長（地中
） 680km 66kV～275kV 送電線 

電柱 57 千基 品川区 14 千基（再掲） 

配電線延長（架空） 6,450km  

配電線
延長（地中） 1,666km  

２ 施設の耐震設計方針 

（１）地震に対しては充分な科学的解析を行い、さらに過去の地震等の経験を生かして

万全の設計を行っており、配電柱は電気設備の技術基準に規定されている風圧荷重

が地震動による荷重を上回るため、これにより設計する。 

（２）地盤軟弱地域の支持物には前項設計方針のほか、さらに根伽の補強等を重点的に

実施する。 

（３）避難道路の配電設備に対する巡視、点検の強化をはかり設備の維持管理に努め

る。 

３ 観測、通信設備の整備 

（１）ラジオ、テレビ等の気象情報に加え、社外からの各種気象情報を把握し、適切な

復旧対策が遂行できるよう整備を図っている。 

（２）局地的情報連絡を補完する意味から車載型無線設備、携帯用無線設備を保有して

おり、さらに災害規模により、これら無線設備の補充を必要とする場合には、他エ

リアの保有分の使用も可能な体制とする。 
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機

関

名 

現況、点検、整備計画等 

東 

京 

ガ 

ス 

ネ 

ッ 

ト 

ワ 

ー 

ク 

１ 施設の現況 

ガスを供給する主要施設は、製造施設である基地が４箇所（令和元年８月現在）、

ガスホルダーのある整圧所が 12 箇所（令和元年８月現在）と、導管（総延長 63,189

㎞（令和５年３月末現在））からなる。 

２ 施設の安全化対策 

設備、施設の設計は、ガス事業法、消防法、建築基準法、道路法等の諸法規ならび

に一般社団法人建築学会、公益社団法人土木学会の諸基準および一般社団法人日本瓦

斯協会基準に基づいている。 

施
名 安全化対策 

製造施設 １ 施設の重要度分類に基づき、それぞれのクラスに応じた設 

計法を適用し、耐震性の向上および安全性を確保する。 

２ 緊急遮断弁、防消火設備、防液堤の設置、保安用電力の確保

等の整備を行い二次災害の防止を図る。 

供給施設 １ 新設設備は、ガス工作物の技術上の基準等に基づき耐震性を

考慮した設計とし、既設設備は必要に応じて補強を行う。 

２ 二次災害の発生を防止するため、ガスホルダーや地区ガバナ

には緊急遮断装置を設置し、地震の大きさや被害の程度等から

供給停止判断を行い、速やかに、導管網ブロックの供給停止判

断を行う。 

（１）導管網ブロック化 

震災時に被災地区の供給停止による二次災害の防止と、被

害のない地区への供給確保により早期復旧を図るため、供給

区域をブロック化している。 

ア 低圧導管網の地区ブロック化（L ブロック化） 

局地的地震被害の発生に対し、供給停止地区と供給継続

地区に分割できるよう、低圧導管網を 300 以上のブロック

に分割している。 

なお、ガスの圧力を中圧から低圧に減圧する装置（地区

ガバナ）には構造物の被害との相関の高い SI 値を計測する

センサーを設置している。 

さらに、必要に応じてこれらの地区ガバナを遠隔遮断す

ることのできる防災システムを整備している。 

イ 中圧導管網の地域ブロック化（K ブロック化） 

中圧導管網は阪神・淡路大震災レベルの地震においても

被害が軽微となるよう高い耐震性を持たせており、供給停

止する可能性は極めて低いものと考えられるが、万が一の

場合への備えとして、全供給区域を 25 以上のブロックに分

割し、中圧導管網上に遠隔操作可能な緊急遮断バルブを設

置している。 
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機

関

名 

現況、点検、整備計画等 

東 

京 

ガ 

ス 

ネ 

ッ 

ト 

ワ 

ー 

ク 

 

３ 整備計画 

（１）製造所、製圧所設備 

ア 重要度および災害危険度の大きい設備の耐震性はもともと高く設計されている

とともに、必要に応じて耐震性を向上させ、適切な維持管理を行う。 

イ 防消火設備、保安用電力等を維持管理し、二次災害防止を図る。 

（２）供給施設 

ア 導管を高圧・中圧・低圧に区分し、それぞれの状態に応じた最適な材料、継手

構造等を採用し、耐震性の向上を図る。 

イ すべての地区ガバナに SI センサーを設置し、揺れの大きさ(SI 値)・ガスの圧

力・流量を常時モニタリングする。この情報を解析し、高密度に被害推定を行

い、必要な場合に遠隔遮断制御により、当該ブロックの供給停止を行う。 

 （２）放散塔の設置 

地震時のガスによる二次災害を防止するため、導管内のガス

を安全に大気中に放散する設備（放散塔）などを、基地・整圧

所・幹線ステーション等に設置している。 

通信施設 １ ループ化された固定無線回線の整備 

２ 可搬型無線回線の整備 

その他の 

安全設備 

１ 地震計の設置 

地震発生時、各地の地震動が把握できるよう基地・整圧所・

幹線ステーションに地震計を設置するとともに、地区ガバナに

は感震遮断装置と遠隔遮断装置を設置している。 

２ 安全装置付ガスメーターの設置 

二次災害を防止するため、震度５程度の地震時にガスを遮断

するマイコンメーターを設置している。 
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機

関

名 

現況、点検、整備計画等 

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本 

１ 計画目標 

震災時の応急対策を円滑に実施し、またパニックの発生を防止するには、迅速かつ

的確な情報の伝達を図る必要がある。 

震災による通信施設の被害を最小限に防止するため、通信設備および付帯設備の防

災設計（耐震・耐火・耐水設計等）を実施するとともに、通信施設が被災した場合に

おいても、応急通信が確保できるよう通信設備の整備を行う。 

２ 事業計画 

災害時において通信を確保するため、次の諸施策を計画・実施中である。 

（１）通信用建物、鉄塔、所内設備の耐震対策 

独自の構造設計指針により、耐震設計の実施、二重床、キャビネットによる機械

室設備の固定実施および建物内の情報システムや端末耐震対策を実施する。 

（２）予備電源設備の強化 

バッテリー、予備電源エンジンの耐震強化および移動電源車の配備を図る。 

（３）通信網の信頼性向上 

ア 光ファイバー網のループ化と伝送路自動切替えおよび、ループ化または伝送路

の２ルート化による自動切替えの整備を図る。 

イ 交換機からの伝送回線は複数ビルに分散設定し、通信途絶を防止する。 

ウ 通信ケーブルの地中化を計画的に推進する。 

エ 行政機関、警察、消防等防災上重要な通信を確保するため、加入ケーブルの２

ルート化および異ケーブルへの分散収容を図る。 

（４）ネットワークシステムの監視・措置機能 

NTT－ME ネットワーク事業本部において、24 時間監視・措置体制を行っている。 

（５）災害時の輻輳対策 

地震、噴火等の災害の発生により、被災地へ向かう安否確認のため通話等が増加

し、被災地へ向けての通話がつながりにくい状況になっている場合に、個人の安否

確認手段として、災害用伝言ダイヤル（171）および Web171 の提供を開始する。 

（６）開発計画等 

ア 通信衛星を活用する衛星通信システムの開発 

イ 通信施設の信頼性対策の充実 
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機

関

名 

現況、点検、整備計画等 

ケ 

ー 

ブ 

ル 

テ 

レ 

ビ 

品 

川 

１ 現況 

品川区総世帯の約８割の世帯（ケーブルテレビ品川集計）に対して、ケーブルテレ

ビ回線を接続し、NHK、在京民放、品川区民チャンネルの地上テレビ放送を配信してい

る。有料加入者に対しては、多チャンネル放送サービス（BS 放送を含む）、インター

ネット接続、電話、緊急地震速報等のサービスを提供している。 

品川区関連施設に対しても緊急地震速報を提供しており、一部施設においては館内

放送にも連携している。 

また、区とケーブルテレビ品川とで締結した相互協定に基づき、品川区民チャンネ

ルによる緊急放送を通じて、情報の提供を行う。 

これらのサービスを提供するため、光ハイブリッド方式伝送路、光ファイバ伝送路

が区内に敷設されている。 

＜ケーブルテレビ品川の施設概要（令和５年９月末現在＞ 

本社 戸越 

テレビ再送信設備・品川区民チャンネル制作／放送設備・電気通信事業用設備 

光ハイブリッド方式伝送路  総延長 約 488km 

（同給電設備  140 箇所） 

FTTH 伝送路 総延長 約 94km 

接続世帯数 約 19 万世帯 

緊急地震速報提供 品川区施設  173 箇所（うち館内放送連携 88 箇所） 

２ 伝送路の冗長性および設計方針 

（１）光ハイブリッド方式伝送路および光ファイバ伝送路は、ループ構成の路線設計を

行い、冗長性を高めた設計としている。 

（２）電柱への伝送路の添架については、「有線電気通信設備令・同施行規則」に基づ

き、設計・工事を行っている。 

（３）東京電力柱・NTT 柱への共架申請にあたっては、電線施設の共架技術基準等に則

り、両社の指導のもとで、設計、工事を行っている。 

３ 設備遠隔監視・区との連絡設備等の整備 

（１）伝送路設備は本社で遠隔監視を行っており、迅速に状況を把握し、適切な復旧対

策ができるよう整備を図っている。 

（２）品川区と本社間は、光ファイバ回線による連絡および災害放送回線の２重化を図

り、また区から貸与されている防災無線機による連絡体制を構築している。 

（３）伝送路設備に対する巡視、点検の強化を図り設備の維持管理に努める。 
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機

関

名 

現況、点検、整備計画等 

各
通
信
業
者 

１ 施設の安全化対策 

電気通信設備および附帯設備の防災設計（耐震･耐火･耐水設計等）を実施するとと

もに、通信施設が被災した場合においても、応急の通信が確保できるよう通信設備の

整備を行う。 

事項 安全化対策 

電気通信

設備 

１ 電気通信設備等の高信頼化 

次のとおり電気通信設備と、その附帯設備（建物を含む。以下「電気

通信設備等」という。）の防災設計を実施する。 

（１）豪雨、洪水、高潮または津波等のおそれがある地域にある電気通信

設備等について、耐水構造化を実施 

（２）暴風または豪雪のおそれのある地域にある電気通信設備等につい

て、耐風または耐雪構造化を実施 

（３）地震または火災に備えて、主要な電気通信設備等について耐震およ

び耐火構造化を実施 

電気通信

システム 

１ 電気通信システムの高信頼化 

災害が発生した場合においても通信を確保するため、次の各項に基づ

き通信網を整備する。 

（１）主要な伝送路を多ルート構成またはループ構成とする。 

（２）主要な中継交換機を分散設置 

（３）大都市において、とう道（共同溝を含む。）網を構築 

（４）通信ケーブルの地中化を推進 

（５）主要な電気通信設備について、必要な予備電源（移動電源車配備、

燃料確保/供給オペレーション等）を確保 

（６）重要加入者については、当該加入者との協議により加入者系伝送路

の信頼性を確保するため、２ルート化を推進 

２ 基地局における通信確保等 

（１）区役所等災害対策拠点、医療機関、人口密集地等の重要エリアの通信を確保する

ために、基地局等において、非常用発電機による無停電化やバッテリー長時間化に

取り組む。 

（２）避難者や帰宅困難者が多く発生する可能性のある地域での通信確保等、柔軟で迅

速なサービス復旧を行うため、移動基地局車、可搬型基地局、移動電源車等を配備

する。 

  



第２編 災害予防 

第４章 安全な交通ネットワークおよびライフライン 

予防-122 

対策４ 公共建造物対策        

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

区 

・消防水利等の設備充実 

・防災計画の立案 

・文化財の保全 

 

【具体的な取組】 

第１ 公共建造物 

○区は、避難所、区有施設等の公共施設を対象とし、災害時における被害を最小限にとど

めるための対策（消防水利等の設備充実、防災計画の立案等）を進める。 

１ 区立幼稚園・区立学校 

（１）災害予防体制 

① 区立幼稚園・区立学校は、耐火建築物となっており、耐火面の予防措置については

特に考慮するものはない。 

② 漏電その他による火災を早期に探知し最小限の被害にとどめるための設備として自

動火災報知設備や消火器を設置している。 

③ 火災発生の場合の消火水利としてプールや屋内消火栓を設置している。 

④ 火災発生時の緊急避難のための設備として救助袋を設置している。 

⑤ 電気設備が使用不能となった場合、給水が不能となった場合の措置については綿密

な計画を樹立しておくものとする。 

⑥ 学校施設は一時集合場所および避難所に充てられることになるが、校具教材等の散

失を防ぐための予防措置については綿密な計画をたてておくものとする。 

⑦ 品川区立学校施設長寿命化計画に基づき、学校施設の改築や改修を進めるとともに、

品川区公共施設等総合計画に基づき、定期的な点検等により適切な維持管理を推進し、

修繕・更新等を実施する。 

２ 図書館、文化センター、品川歴史館、きゅりあん、体育館 

（１）災害予防体制 

図書館、文化センター、品川歴史館、きゅりあん、体育館については、耐火建築物と

なっており、耐火面の予防措置については特に考慮するものはないが、公共施設等総合

計画に基づき、公共施設の計画的な維持管理・修繕・更新等を実施する。 

ア 災害時の応急計画立案 

図書館長、文化センター館長、品川歴史館副館長、きゅりあん館長、品川区スポー

ツ協会事務局次長（以下「施設長」という）は立地条件等を考慮して、常に災害時の
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応急計画を樹立し自衛防災組織の結成をはかり職員がそれぞれの分担において防災活

動を行い得るような明確な計画をたてておく。 

イ 災害時における留意事項 

職員は常に気象状況等に注意し、災害発生のおそれがある場合は、施設長の指揮に

従い緊急事態に備えて次の事項を守ること。 

・会議、出張等を中止すること 

・利用者の避難を中心とした災害時の事前、事後の処置方法を検討すること 

・教育委員会、警察署、消防署等への連絡網の確認を行うこと 

・勤務時間外においては施設長は所属職員の所在を確認し、非常招集の方法を定め職

員に周知させておくこと 

ウ 器具の設置 

① 漏電その他による火災を探知もしくは早期処置により最小限の被害にとどめるた

めの措置として火災報知機、火災感知器、消火器、誘導灯を設置している。 

② 火災発生の場合の消火水利として消火栓を利用し得るよう設置している。 

③ 火災発生時の緊急避難のための設備として救助袋および緩降機を措置している。 

３ 区営住宅等 

① 区は、区営住宅等および従前居住者住宅において、定期的な点検により建物の劣化状

況を把握しながら、品川区公営住宅等長寿命化計画に基づき、適切な時期に予防保全的

な計画修繕工事を実施する。また、躯体や設備の耐久性を向上させ、長寿命化を図るた

めの改善工事を実施する。 

② 公営住宅法で定める耐用年限 70 年を迎える住宅については、順次建替え整備を行っ

ていく。 

４ 文化財について 

区内には別冊資料による区分の文化財が保存されている。区は、災害予防措置について

関係機関と協力して指導・啓発を行う。また、災害発生時には被害状況を速やかに把握し、

文化財の保全について、所有者および関係機関と連携して対応する。 

資料 30 文化財の区分 
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第５章 災害対応体制 

対策の基本的な考え方 
 

大規模地震の発生や、強い台風の直撃等により区内に被害が発生した際には、発災直後

の的確かつ迅速な初動対応が、多くの区民の生命・身体・財産を保護することにつながる

とともに、被害の拡大防止および早期復旧を可能とする。このため、被害の状況に応じた

機動的な対応や都、他地方自治体、自衛隊をはじめとした防災関係機関との迅速かつ円滑

な連携ができる体制の強化や広域応援の調整が必要である。また、応援部隊が継続的に活

動できる拠点施設等の確保も必要である。 

ここでは、大規模な地震が発生した場合における活動体制、国や域外の自治体などとの

広域的な連携および応援部隊の活動拠点の整備等について示す。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 職員活動体制 

第１ 災害対応体制の確立 

○区は、災害時における対応体制確立に向けて、災害対策本部体制の実効性を高めるとと

もに、本部運営訓練、非常参集訓練、現地実動訓練、図上訓練を定期的に実施すること

で、災害対応体制の充実・強化に努める。 

第２ 業務継続体制の確保 

○区は、災害時における庁舎や電気･通信機器の使用不能等により業務支障、人、物、情報

が大幅な制約を受けた場合でも一定の業務を継続できるよう、策定した区業務継続計画

に基づく対策を進める。また、必要に応じて計画を更新する。 
 

対策２ 関係機関との連携 

第１ 連携体制の確立 

○区は、防災区民組織、民間団体との間で、災害時連携の強化に向けた協力体制の充実を

図る。 

○消防機関において、地震被害の態様に即した各種の計画等に基づく即応体制を確立す

る。 

第２ 広域連携体制の構築 

○区は、災害時における応急対策活動の万全を期するため、他の地方自治体との相互協力

体制の充実を図り、広域連携体制を構築する。 
 

対策３ 応急活動拠点 

第１ 応急活動拠点の整備 

○災害時の応急活動に向け、オープンスペース（ヘリコプター活動拠点、大規模救出救助

活動拠点等）の整備を進める。なお、「しながわ中央公園」を中核とした応急活動拠点

を整備した。 
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【用語の解説】 

①BCP（Business Continuity Plan＝事業継続計画） 

組織の被害を最低限に抑えることを目的とするほか、一刻も早く事業活動を再開し様々

な物資やサービス等を提供すること。 

②応急活動拠点 

救助・救出、物資搬送等のヘリポート、災害廃棄物の仮置場、建設型応急住宅の建設地

など、オープンスペースを応急的に活動の拠点としている場のこと。 

③緊急消防援助隊 

被災地の消防力のみでは対応困難な大規模災害に、区長、知事あるいは消防庁長官の要

請により出動し、現地で災害救助活動を行う組織をいう。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 職員活動体制 

対策２ 関係機関との連携 

対策３ 応急活動拠点 

 

対策１ 職員活動体制         

【各機関の役割】 

機関名 役    割 

区 
・災害対応体制の確立 

・業務継続体制の確保 

 

【具体的な取組】 

第１ 災害対応体制の確立 

 

１ 災害対策本部の組織・運営 

区は、区の地域に地震災害が発生し、または発生するおそれがある場合において、法令、

東京都地域防災計画、本計画の定めるところにより、各防災機関および他自治体等の協力

を得て応急対策を実施する。 

このため、必要があると認めたときは、品川区災害対策本部（以下「本部」という）を

設置する。本部の組織および運営は、災害対策基本法、品川区災害対策本部条例（以下「本

部条例」という）、品川区災害対策本部条例施行規則（以下「本部条例施行規則」という）

の定めるところによる。 

（１）本部の組織 

ア 組織 

本部の組織は、本部条例および本部条例施行規則に定めるところによる。 

  

○区は、災害時における対応体制確立に向けて、災害対策本部体制の実効性を高めるとと

もに、本部運営訓練、非常参集訓練、現地実動訓練、図上訓練を定期的に実施すること

で、災害対応体制の充実・強化に努める。 
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図表2-42 災害対策本部の組織 

本部長室 部 課（カッコ内は区組織） 

≪本部長≫ 
区長 

 
≪副本部長≫ 

副区長 

教育長 
 
≪危機管理監≫ 

災害対策担当部長 
 
≪本部員≫ 

指令情報部長 
企画部長 
総務部長 

会計部長 
区民支援部長 
滞留者支援部長 

避難対策部長 
（補完避難所） 
避難対策部長 

（福祉避難所） 
避難対策部長 
（区民避難所） 

保健衛生部長 
建築住宅部長 
清掃部長 

土木部長 
議会対策部長 
 

≪事務局≫ 
指令情報部 

指令情報部 
（部長：災害対策担当部長） 

（副部長：選挙管理委員会事務局
長、監査委員事務局長） 

情報課・運用課・統制課・物資調整課
（総務課、防災課、選挙管理委員会事

務局、監査委員事務局、企画課） 

企画部 
（部長：企画部長） 

財政課（財政課） 

情報推進課（デジタル推進課） 
施設整備課（施設整備課） 
経理課（経理課） 

生活再建課（税務課） 

総務部 

（部長：総務部長） 

人事課（人事課、新庁舎整備課） 

広報報道課（戦略広聴課） 

会計部 
（部長：会計管理者） 

会計管理室（会計管理室） 

区民支援部 
（部長：地域振興部長） 

地域活動課（地域活動課、地域産業振
興課） 

管理課（戸籍住民課） 

滞留者支援部 
（部長：文化スポーツ振興部長） 

滞留者支援課（文化観光戦略課、スポ
ーツ推進課、人権啓発課） 

避難対策部（補完避難所） 
（部長：子ども未来部長） 

子ども支援課（子ども育成課（すまい

るスクールを除く）、子育て応援課、
児童相談課、保育入園調整課、保育施
設運営課、子ども家庭支援センター） 

避難対策部（福祉避難所） 
（部長：福祉部長） 

福祉課（福祉計画課、障害者施策推進
課、障害者支援課、高齢者福祉課、高

齢者地域支援課、生活福祉課） 

避難対策部（区民避難所） 
（部長：教育委員会事務局教育次
長） 

避難所対策課（庶務課、学務課、指導
課、品川図書館、教育総合支援センタ

ー、国保医療年金課、子ども育成課（す
まいるスクール）） 
＜協力体制：小中学校・義務教育学校・

品川区立各地区図書館＞ 

保健衛生部 

（部長：健康推進部長） 
（副部長：品川区保健所長） 

保健衛生課（健康課、地域医療連携課、

生活衛生課、保健予防課） 
保健救護課（品川保健センター、大井
保健センター、荏原保健センター） 

建築住宅部 
（部長：都市環境部長） 

都市復旧課（都市計画課、住宅課） 
建築課（木密整備推進課、都市開発課、
建築課） 

廃棄物課（環境課、品川区清掃事務所） 

土木部 

（部長：防災まちづくり部長） 

指揮課（土木管理課、地域交通政策課） 

工作課（道路課、河川下水道課、公園
課） 

議会対策部 

（部長：区議会事務局長） 
議会対策課（区議会事務局） 
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イ 部の編成および課等の事務分掌 

部の編成および課等の事務分掌は災害初動対応マニュアルに定める。 

２ 本部職員の初動および活動態勢 

（１）区の活動態勢 

ア 責務 

区の地域に地震・津波災害が発生し、または発生するおそれがある場合においては、

区は第１次的防災機関として、法令、東京都地域防災計画、本計画の定めるところに

より、他の区市町村、都および指定地方行政機関ならびに区域内の公共的団体および

住民等の協力を得て、その有する全機能を発揮して災害応急対策の実施に努めるもの

とする。 

イ 活動態勢の考え方 

① 区の責務を遂行するため必要があるときは、本部を設置し、災害対策に従事する

職員を配置する。 

② 区は、本部を設置し、または廃止したときは、ただちに、都にその旨を報告する

とともに、警察署、消防署等の関係機関に通報する。 

③ 区は、本部に関する組織を整備し、本部の設置または廃止、非常事態に応ずる配

備態勢、職員の配置および服務等に関する基準を定める。 

④ 区の地域に災害救助法が適用されたときは、区本部長は都本部長の指示を受けて、

法に基づく救助事務を補助する。 

⑤ 区は、平常時から各課に防災担当職員を設置するなど検討し、体制を強化する。 

⑥ 区は、夜間休日等の勤務時間外の地震発生に備え、情報連絡体制を確保する。 

（２）本部の非常配備態勢 

災害が発生し、または発生するおそれがある場合において、本部がとる非常配備態勢

は次のとおりである。 

ア 休日夜間宿日直における防災体制 

（ア）目的 

休日夜間等勤務時間外に災害等が発生し、または発生するおそれがある場合に対

処するため、休日夜間宿日直を設置し、防災情報の収集連絡にあたっている。また、

管理職による危機管理宿直制度を活用し、本部体制等が整うまでの初動対応にあた

るなど、24 時間即応可能な体制を整備する。 

（イ）管理職宿直員の職務 

管理職宿直員は、防災課長および総務課長の指揮監督のもとに警戒待機し、災害

等が発生し、または発生するおそれがある場合は、職員の招集、情報の収集・伝達

等を行う。 
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イ 本部の非常配備態勢の種類 

災害発生時における本部の配備態勢および対象職員は、次のとおりとする。 

（ア）地震発生による配備態勢 

図表2-43 発生時の震度による配備態勢 

 

  

震度 
発生時間別配備態勢 

広報等 
勤務時間外（対象職員） 勤務時間内 

震度３ 情報収集態勢 

・防災課 

・総務課 

・広報広聴課 

（自宅等における情報

収集） 

情報収集態勢 

・しなメール 

・区公式 SNS 

・品川区民ﾁｬﾝﾈﾙﾃﾛｯﾌﾟ 

震度４ 

監視態勢 

（被害状況によって

は時間外配備態勢

に移行する） 

・防災課 

・総務課 

・広報広聴課 

（その他の管理職職

員・待機寮職員は自

宅待機とする） 

監視態勢 

（被害状況によって

は非常勤務態勢

（５種態勢）に移

行する） 

・しなメール 

・区公式 SNS 

・品川区民ﾁｬﾝﾈﾙﾃﾛｯﾌﾟ 

震度５弱・

５強 
時間外配備態勢 

※次の職員は指定場所

に自動参集する。 

・管理職職員 

・監視態勢職員 

・待機寮職員 

・６㎞圏内居住職員 

非常勤務態勢 

（５種態勢） 
・防災無線放送 

・しなメール 

・区公式 SNS 

・品川区民ﾁｬﾝﾈﾙﾃﾛｯﾌﾟ 

震度６弱 

以上 

時間外配備態勢（震

度６弱以上） 

※全職員が指定場所に

自動参集する。 

非常勤務態勢 

（５種態勢） 
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（イ）配備態勢の考え方 

図表2-44 被災状況による配備態勢 

態勢 被災状況 対応 

情報収集態勢 

監視態勢 
・被害はない 

・情報収集 

・被災状況調査 

時間外配備態勢 

非常勤務態勢（５種

態勢） 

・勤務時間外に震度５弱

以上の地震が発生（被

害の発生が予想され

る） 

・情報収集 

・被災状況調査 

・応急対応 

・災害拡大防止措置 

資料 31 時間外配備態勢動員対象地域 

 

３ 区の防災訓練 

区は、地域における第１次的防災機関として災害対策活動を円滑に行うため、防災訓練

に必要な組織および訓練実施方法等に関する計画を定め、平常時よりあらゆる機会をとら

え、訓練の実施に努める。 

（１）参加機関 

区、事業者、都、防災関係機関 

（２）訓練項目 

本部運営訓練、非常参集訓練、現地実動訓練、図上訓練 

 

第２ 業務継続体制の確保 

１ 業務継続体制の確保 

（１）事業継続に係る取組みの特徴 

① BCP とは、Business Continuity Plan の略であり、災害発生時等に短時間で重要な

機能を再開し、事業を継続するために事前に準備しておく対応方針を計画として作成

するものであり、その内容としては、事業のバックアップのシステムやオフィスの確

保、災害に即応した要員の確保、迅速な安否確認などが典型である。 

② 事業継続の取組みは、以下の特徴をもっている。 

・事業に著しいダメージを与えかねない重大被害を想定すること。 

・災害後に活用できる資源に制限があると認識し、継続すべき重要業務を絞り込むこと。 

・各重要業務の担当ごとに、どのような被害が生じるとその重要業務の継続が危うくな

るかを抽出して検討すること。 

○区は、災害時における庁舎や電気･通信機器の使用不能等により業務支障、人、物、情報

が大幅な制約を受けた場合でも一定の業務を継続できるよう、策定した区業務継続計画

に基づく対策を進める。また、必要に応じて計画を更新する。 
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・重要業務の継続に不可欠で、再調達や復旧の制約となりかねない重要な要素(ボトルネ

ック)を洗い出し、重点的に対処すること。 

・重要業務の目標復旧時間を設定し、その達成に向け事前準備をすること。 

・指揮命令系統の維持、情報の発信・共有、災害時の経営判断の重要性など、危機管理

や緊急時対応の要素を含んでいること。 

（２）業務継続計画の策定・見直し 

① 災害発生時には、避難所運営、災害復旧等に多くの区職員が従事し、その一方で、

庁舎や電気・通信機器の使用不能等により業務に支障をきたすことによる、行政サー

ビス機能の大幅な低下が想定される。 

② 災害時に人、物、情報が大幅な制約を受けた場合でも、一定の業務を的確に行える

よう、品川区業務継続計画に基づき、その対策の事前準備を進める。 

③ 毎年の見直し・検討を行い、必要がある場合に修正等を実施する。 

④ 災害全般に係る業務継続計画以外に、ICT 部門の業務継続計画（ICT-BCP）を策定し

ており、必要に応じ随時修正を実施していく。 

⑤ 業務継続計画の策定・見直しの際は、必要に応じて都の助言を得る。 

（３）業務継続計画に基づく体制構築 

① 業務継続体制を確保するため、必要な人員や資源の継続的な確保、受援体制の強化、

定期的な教育、職員研修等を推進する。 

② 業務継続計画に基づき、応急対策業務および優先業務を行う体制を整備する。 

（４）災害対策本部の代替施設（施設概要、代替機能、設備） 

① 総合庁舎が障害あるいは業務集中により機能不全となる場合において、必要に応じ

て、災害対策本部室以外の災害対策本部設置についても検討する。 

② 区役所の近隣で、災害対策本部機能の代替施設として、以下の２施設を候補とし、

災害時優先電話や情報通信設備など必要な防災機能の向上を図る。 

・第１優先候補：中小企業センター 

・第２優先候補：総合区民会館（きゅりあん） 

③ 総合庁舎の移転改築と併せて、高い耐震性やライフラインのバックアップ機能を備

えた新庁舎において、災害対策本部室、本部会議室、情報機器室に加え、応援職員や

関係機関とのワークスペースなど必要諸室の整備、災害対策本部要員室の充実、ICT を

活用し災害対策従事者が一同に集まらなくとも情報共有・活動ができる仕組みの導入

検討など、災害対策本部機能の強化を図る。 
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＜施設に必要な代替機能の例＞ 

・災害対策本部支援室 

・非常用自家発電設備 

・災害情報システム 

・固定系防災行政無線遠隔制御装置 

・地域系防災行政無線副統制台 

・東京都災害情報システム（DIS） 
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対策２ 関係機関との連携        

【各機関の役割】 

機関名 役    割 

警察機関 ・協力体制の強化 

消防機関 ・協力体制の強化 

区 
・防災区民組織、公的機関、民間団体等との連携強化 

・近隣区との協力体制の強化・充実、他の地方自治体との相互協力関係の強化 

 

【具体的な取組】 

第１ 連携体制の確立 

 

１ 防災区民組織との協力 

区は、区内の防災区民組織と相互の連絡を密にし、その機能を災害時に充分発揮できる

よう協力体制の確立に努めるものとする。 

本区においては各町会・自治会を単位とした防災区民組織が震災時には、その組織が中

心となり防災関係機関と協力し区民の生命・身体および財産を災害から守るものとする。

なお、協力業務としては下記のものが考えられる。 

① 異常現象、災害危険箇所等を発見した場合に、区その他関係機関に連絡すること。 

② 災害に関する予警報その他情報を、区域内住民に伝達すること。情報は主に防災関係

機関の出先より入手する。 

③ 震災時における広報・広聴活動に協力すること。 

④ 震災時における出火の防止、初期消火および人命救助に関し協力すること。 

⑤ 避難誘導、避難所の運営等被災者の救助業務に協力すること。 

⑥ 被災状況の調査に協力すること。 

⑦ 被災区域内の秩序維持に協力すること。 

⑧ 救助物資または被災者等の輸送に協力すること。 

⑨ 災害時における医療、助産活動に協力すること。 

⑩ 地域における避難行動要支援者の支援に協力すること。 

⑪ その他の災害応急対策業務に協力すること。 

  

○区は、防災区民組織、民間団体との間で、災害時連携の強化に向けた協力体制の充実を

図る。 

○消防機関において、地震被害の態様に即した各種の計画等に基づく即応体制を確立す

る。 
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２ 公的機関および民間団体等との協力体制 

区は、事業者等および公的機関と災害時における連携を図るため、災害時における各種

の協力に関して定める協定を締結している。 

災害時協定には、次のようなものがある。 

① 医療救護（医療等の応急救護活動、医薬品の提供） 

② 物資供給（水・食料、生活物資等の提供） 

③ 緊急輸送（車両等の提供） 

④ 避難者、帰宅困難者の受入（補完避難所、一時滞在施設の提供） 

⑤ 災害広報（災害に係る各種広報の実施） 

⑥ 施設等復旧関連（道路等の応急修理、路上障害物の除去等） 

⑦ 役務提供（避難所運営補助、理容サービス等の提供） 

資料 32 品川区災害時協定一覧 

３ 区有施設指定管理者との協力体制 

区は、区有施設の指定管理者との協力体制を構築するため、災害時の区との役割分担に

ついてあらかじめ協定等で定める。なお、協定の内容は、以下の点に留意する。 

① 施設として果たすべき機能を明確に定める。（区民避難所、補完避難所、一時滞在施

設等） 

② 区民避難所等の役割がある場合は、区との役割分担を明確に定める。 

③ 指定管理者が管理する施設を災害時に利用することによって、新たに必要となる費用

や施設の通常利用ができないことによる利用料金収入の補填等の追加負担、また、不要

となる費用の減額等の精算について、その方針や協議の方法（協議開始時期や手続、協

議対象事項等）をあらかじめ定める。 

４ 警察機関との協力体制 

区は、警察機関と災害時における連携を図るため、相互の連絡を密にし、その機能を災

害時に充分発揮できるよう協力体制の確立に努めるものとする。 

なお、業務としては、下記のものが考えられる。 

① 被害実態の把握および各種情報の収集に関すること。  

② 被災者の救出救助および避難・誘導に関すること。  

③ 行方不明者等の捜索および調査に関すること。  

④ 遺体の調査等および検視に関すること。 

⑤ 交通の規制に関すること 

⑥ 緊急通行車両確認標章の交付に関すること。 

⑦ 公共の安全と秩序の維持に関すること。 
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５ 消防機関との協力体制 

区は、消防機関と災害時における連携を図るため、相互の連絡を密にし、その機能を災

害時に充分発揮できるよう協力体制の確立に努めるものとする。 

なお、業務としては、下記のものが考えられる。 

① 火災およびその他災害の救助、救急情報に関すること。  

② 火災およびその他の災害の予防、警戒および防御に関すること。  

③ 人命の救助および救急に関すること。  

④ 危険物施設および火気使用設備器具等の安全化のための規制指導に関すること。  

⑤ 防災意識の高揚および防災行動力の向上ならびに事業所の自主防災体制の指導育成

に関すること。  

⑥ 応急救護知識技術の普及および自主救護能力の向上に関すること 
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第２ 広域連携体制の構築 

 

１ 他の地方自治体との相互協力 

区は、災害時における応急対策活動の万全を期するため、近隣区との協力体制の強化・

充実を図るとともに、必要に応じ他の地方自治体との相互協力の協定を締結するものとす

る。 

① 特別区は平成８年２月「特別区災害時相互協力及び相互支援に関する協定」を締結し、

平成 26 年３月に改正しており、被災を免れた区、あるいは被災が軽微な区は災害を受け

た区に対して、特別区支援対策本部を設置し、連携して支援にあたる。 

② 区、目黒区、大田区、世田谷区および渋谷区は平成７年 12 月「災害時における城南５

区相互応援協定」を締結し、被害の大きな区に対し、物資、職員、避難住民の受入等の

支援にあたる。 

③ 区と神奈川県山北町および山梨県早川町は平成７年３月「災害時における相互援助に

関する協定」を締結し、従来より締結している交流協定の精神に基づき災害時における

応急対策および復旧対策の援助協力にあたる。 

④ 区と岩手県宮古市は、平成 14 年１月「災害時における相互援助に関する協定書」を締

結し、被災区市に対し人的・物的な応援にあたる。 

⑤ 区と福島県双葉郡富岡町は、平成 17 年４月「災害時における相互援助に関する協定

書」を締結し、被災区市に対し人的・物的な応援にあたる。 

⑥ 区と静岡県三島市他 19 市町は平成９年 12 月「東海道五十三次市区町災害時相互応援

に関する協定書」を締結し、平成 28 年４月に改正しており、被災市区町に対し、人的・

物的な応援にあたる。 

⑦ 区と鹿児島県鹿児島市他 6 市は平成 26 年 11 月「龍馬の絆で結ぶ災害時相互応援に関

する協定」を締結し、被災市区町に対し、人的・物的な応援にあたる。 

⑧ 区と千葉県夷隅郡大多喜町は令和元年 12 月「災害時における相互援助に関する協定」

を締結し、被災市区町に対し、人的・物的な応援にあたる。 

⑨ 区と都および都内区市町村は令和３年 12 月「東京都及び区市町村相互間の災害時等

協力協定書」を締結し、被災または被災するおそれのある区市町村に対して連携して支

援にあたる。 

  

  

○区は、災害時における応急対策活動の万全を期するため、他の地方自治体との相互協力

体制の充実を図り、広域連携体制を構築する。 
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対策３ 応急活動拠点         

【各機関の役割】 

機関名 役    割 

都 

・オープンスペース（ヘリコプター活動拠点、大規模救出救助活動拠点等）の 

確保 

・ヘリサインの設置 

区 

・震災時の応急対策活動が行えるような活動拠点やアクセス機能整備に係る 

協力 

・ヘリコプター活動拠点の確保に係る協力 

・大規模救出救助活動拠点等に係る協力 

 

【具体的な取組】 

第１ 応急活動拠点の整備 

 

１ 都と区の取組 

① 区は、災害時に、避難誘導、救出・救助、医療搬送、ボランティア参集、ライフライ

ン復旧等の応急対策活動を迅速かつ効率的に行うことで、人命の保護と被害の軽減を図

るとともに、その後の区民生活の再建と都市復興を円滑に進めることができる。なお、

東京都震災対策条例では、事前にこれらの活動に供する土地および家屋の確保に努める

ことを定めている。 

② 都は、都内の利用可能なオープンスペースを国および区ならびに関係機関と協議のう

え、把握し具体的な使用計画を策定する。 

③ 都は各応援部隊が被災者の救出救助等を行うためのオープンスペースを大規模救出救

助拠点として指定しており、区では、大井ふ頭中央海浜公園、品川清掃工場、しながわ

中央公園を候補地としている。 

④ 震災時の応急対策活動が円滑に行えるよう、活動拠点やアクセス機能の整備について、

施設管理者が都および区の協力のもとに取組むとともに、都と施設管理者は、発災時の

使用に係るマニュアル等を作成する。 

⑤ 区は、震災時の空地の利用は時間経過に応じてニーズが変化することから、事前に関

係部署でニーズの共有と候補地の選定、活用方法を定めておく。 

  

○災害時の応急活動に向け、オープンスペース（ヘリコプター活動拠点、大規模救出救助

活動拠点等）の整備を進める。なお、新たに「しながわ中央公園」を中核とした応急活

動拠点を整備した。 
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２ ヘリコプター活動拠点の確保 

① 都は、迅速な救出・救助、消防活動、物資輸送等に資するためにヘリコプターの緊急

離着陸場を国や区および関係機関と協議のうえ、あらかじめ確保する。 

② しながわ中央公園拡張整備完了に伴い、平成 28 年度に「しながわ中央公園」を緊急離

着陸場に指定した。 

③ 医療機関近接ヘリコプター緊急離着陸場については、都が指定する災害時拠点病院か

らおおむね５km 以内の陸路地点に医療機関近接ヘリコプター緊急離着陸場を都が指定

する。 

④ 上記以外の用途のヘリコプター離着陸場としての候補地をあらかじめ選定し、災害時

には、この候補地の中から必要に応じて使用するための措置を国や区および関係機関と

連携して行う。 

３ 大規模救出救助活動拠点等の確保 

① 都は、自衛隊、広域緊急援助隊（警察庁）、緊急消防援助隊（総務省消防庁）、その

他の広域支援・救助部隊等のベースキャンプとして活用するオープンスペースを国や区

および関係機関と協議のうえ、大井ふ頭中央海浜公園（35°35'35.2"N 139°45'06.1"E）、

品川清掃工場（35°36'31.6"N 139°45'14.0"E）、しながわ中央公園（35°36'34.5"N 
139°43'42.2"E）を候補地としている。 

② ライフラインの復旧拠点と重複する大規模救出救助活動拠点については、ライフライ

ンの復旧活動での利用にも考慮する。 

③ 公園などの整備等を推進し、大規模救出救助活動拠点の充実を図る。 

４ ヘリサインの設置 

① 災害時に、被災地上空から被害状況を確認するとともに、地上の救助機関部隊や本部

と連携し、迅速・効率的なヘリコプターによる応急対策活動を行うため、都は、都立施

設の屋上へ、ヘリコプターから視認できる施設名を表示する。 

② ヘリサインの設置にあたっては、「九都県市首脳会議防災対策委員会による申し合わ

せ」を基準に取組む。 
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第６章 情報通信 

対策の基本的な考え方 
 

応急対策の適切な実施、区民の混乱の回避に向け、被災状況の収集、本部内や関係機関

との情報共有、区民へ情報を伝達するための情報通信体制の整備が必要である。 

ここでは、発災後の情報通信の確保に向け、関係機関等の相互の通信、区民への情報提

供についての対策を示す。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 情報通信体制  

第１ 情報通信連絡手段の整備 

○区は、災害時において円滑な通信環境の確保が可能なよう、平常時から複数系統での通

信手段を整備する。 

○区は、固定系やデジタル移動通信等の防災行政無線の整備・更新や、地図情報による区

内の被害情報等の収集・集約システムの導入等により、情報通信連絡手段の充実を図る。 
 

対策２ 区民への情報伝達体制 

第１ 災害広報に係る情報提供手段の整備 

○区は、災害時に区民等が正しい情報を基に適切な行動をとることができるよう、平常時

から複数の情報伝達手段を整備する。 

○区は、安否確認等をはじめ、住民相互間による情報共有の可能な環境整備を関係機関と

の連携のもと進め、これを周知・啓発する。 

第２ 報道機関への対応 

○報道機関への対応（以下、「報道対応」という）の目的は、被害の拡大防止、被災者の

不安の解消および被災地に対する協力気運の醸成にある。 

○区は、報道対応において、正確性および適時性、対応窓口の一本化ならびに誠実な対応

に留意する。 
 

 

 

【用語の解説】 

①防災行政無線 

区内学校、公園等に配置している屋外拡声装置から、大地震、津波等の緊急情報を音声

により区民に周知するシステムをいう。 

②緊急地震速報 

地震発生直後に震源に近い観測点でとらえた初期微動を解析し、地震波が到達する前に

地震の発生を知らせるシステムをいう。 

③エリアメール 

区が配信元となり、各携帯電話会社が提供する「緊急速報エリアメール（NTT ドコモ）」・

「緊急速報メール（KDDI・ソフトバンク・楽天モバイル）」のサービスを活用して、災害

情報を配信するシステムである。 



第２編 災害予防 

第６章 情報通信 

予防-140 

④SNS（ソーシャルネットワーキングサービス） 

人と人とのつながりを促進・サポートする、コミュニティ型の Web サイトのことで、大

規模災害発生などにより、電話（固定電話、IP 電話、携帯電話）を使った「音声による緊

急通報」に障害が発生した場合において、インターネット回線を活用した通信として、救

助要請や安否確認に活用が期待されるシステムをいう。 

⑤ケーブルテレビ品川 

ケーブルテレビ放送、ケーブルインターネット、固定電話、緊急地震速報、しながわテ

レビプッシュなどの５サービスを提供している品川区を事業免許エリアとする放送局の

ことをいう。災害時は、区民チャンネルを活用して区本部発表による正確な災害情報・生

活情報などを被災者に提供する。 

⑥緊急情報ネットワークシステム（Em-Net）の整備 

行政専用の通信回線「LGWAN」を利用して、国と地方自治体との間で緊急時に必要な情報

を送受するシステムの通称をいう。首相官邸が地域を指定して当該地域の都道府県・市町

村へメッセージを発信、当該地域の自治体はアラートを強制的に受信する。これによって、

有事における緊急性の高い情報の迅速かつ確実な伝達が期待される。 

⑦被災情報管理システム 

区内の被災状況や対応状況について、地理情報システム（GIS）を利用して、情報の収

集・集約・分析を行い、災害対策本部の意思決定、対策指示、避難所や職員間での情報共

有を図るシステムをいう。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 情報通信体制 

対策２ 区民への情報伝達体制 

 

対策１ 情報通信体制         

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

区 

・区における連絡責任者および指定電話等の整備 

・区災害対策本部と各防災関係機関による円滑な通信体制の確立 

・防災行政無線固定系の整備促進 

・デジタル移動通信の整備促進 

・防災行政無線を補完する情報伝達手段の確保 

・緊急地震速報受信機器の配備拡大 

防災関係機

関 

・区災害対策本部と各防災関係機関による円滑な通信体制の確立 

・防災関係機関における連絡責任者および指定電話等の整備 

 

【具体的な取組】 

第１ 情報通信連絡手段の整備 

 

１ 通信連絡体制の整備 

（１）区災害対策本部と各防災関係機関による円滑な通信体制の確立 

① 災害時には、通信施設の損壊等により有線通信の途絶が予想されるため、区は、無

線による通信体制を確立していくものとする。 

② 大震災時には無線通信に情報連絡が集中する。このため、区は、定期的に関係機関、

施設等とのデジタル移動通信の訓練や区内一斉防災訓練での各避難所との通信訓練を

実施し、無線局の円滑な運用体制を確保する。 

③ 区災害対策本部における情報連絡窓口は指令情報部とし、都および各防災関係機関

との無線通信を行う。 

○区は、災害時において円滑な通信環境の確保が可能なよう、平常時から複数系統での通

信手段を整備する。 

○区は、固定系やデジタル移動通信等の防災行政無線の整備・更新や、地図情報による区

内の被害情報等の収集・集約システムの導入等により、情報通信連絡手段の充実を図る。 
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   有線または口頭 

   無線 

   都防災行政無線 

方面本部 

東京消防庁 

東京都 

災害対策本部 

警視庁 

消防署 

警察署 

他市区町 

関係機関 

消防団 

交番 

方面本部 

品川区 

災害対策本部 

防
災
区
民
組
織
・
住
民 

各省庁（国） 

自衛隊 

放送局 

鉄道 

他都道府県 

 

④ 区災害対策本部が設置された場合、各防災機関は区災害対策本部へ各機関で使用し

ている無線により、相互に情報交換を行うものとする。 

⑤ 区は引き続き、防災区民組織との情報交換手段の充実を図っていく。 

 

図表2-45 防災関係機関との無線通信系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）区および防災関係機関における連絡責任者および指定電話等の整備 

災害時における、区を中心とした、防災関係機関相互の通報伝達等の各種通信連絡を、

現状の限られた通信連絡手段の中で迅速かつ円滑に行うため、区ならびに各防災関係機

関は、それぞれ連絡責任者および指定電話等を定めた防災関係機関の事務担当者名簿を

作成し、各機関の通信窓口を統一し、通信連絡系統を整備している。 

２ 防災行政無線の整備 

（１）東京都防災行政無線および区防災行政無線の活用 

都および区では、有線の途絶を想定し無線通信の活用を積極的に推進しており、本区

の無線通信としては、都が整備した東京都防災行政無線および区が整備した防災行政無

線がある。 
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（２）防災行政無線固定系の整備 

① 親局を情報機器室に設置し、拡声器を備えた屋外子局を学校、公園など区内 155 ヶ

所に設置し、主として災害時の区民向けの情報伝達用に使用する。また、屋外子局を

補完するため戸別受信機を区立学校、保育園など区有施設等に配置している。 

② 「全国瞬時警報システム（J-ALERT）」を導入し、即時性のある情報配信体制を整備

した。 

③ 区は、令和３年度までに無線通信設備の更新およびデジタル化への移行といった防

災行政無線を整備し、区民への情報連絡体制を構築した。 

資料 33 防災行政無線固定系設置一覧 

３ デジタル移動通信の整備 

① 平成６年度、区は 800MHz 帯を利用した地域防災無線を導入し、防災関連機関や生活関

連機関との通信手段の整備を図ってきたが、電波法の改正を踏まえ、平成 19 年度、新た

な通信手段として、260MHz 帯を利用した、デジタル移動通信を導入している。 

② デジタル移動通信は、災害時、主に区災害対策本部と区立施設および区内に立地して

いる防災関係機関との連絡に用いる。 

資料 34 デジタル移動通信設置一覧 

４ 携帯型 IP 無線機 

区は、携帯型 IP 無線機は、災害時、主に区災害対策本部と区内各地の避難施設との連絡

に用いる。 

資料 35 IP 無線機設置一覧 

５ 被災情報管理システムの活用 

① 区は、被災情報管理システムにより、各避難所における避難者の受入れ状況、区内で

発生した被害とその対応などの情報を管理する体制を構築している。 

② 区は、都や民間事業者等と連携し、建築物の被災状況や廃棄物処理施設の状況に関す

る情報を集約する仕組みを構築する。 

６ 無人航空機（ドローン）を活用した情報伝達体制の構築に向けた検討 

区は、無人航空機（ドローン）を活用した発災時の被害、避難者の移動・滞留等の情報

の可視化等、迅速な避難・救援を誘導するための情報伝達の体制について構築する。 

  



第２編 災害予防 

第６章 情報通信 

予防-144 

図表2-46 無線通信系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区災害対策本部 

（指令情報部） 

都災害対策本部 

 

（都総務局） 

○防災行政無線固定系（0.5W、60MHz 帯） 

○デジタル移動通信（10W、260MHz 帯） 

・  ⇒ 学校、公園等  155 局 

          

・戸別受信機 ⇒  区立学校、保育園 

児童センター、区有施設 

その他 250 局 

ぼうさいとちょう 

ぼうさいしながわ 

多重回線 

・半 固 定 型 ⇒  区立学校、地域センター 

保健センター、消防署、警察署 

生活関連機関他   94 局 

 

・車 携 帯 型 ⇒ 防災課車両      ３局 

 

・携 帯 型 ⇒ 災害対策本部､児童センター 

都立高校、私立学校、病院 

社会福祉施設他 109 局 

○携帯型 IP 

無線機 

⇒ 区民避難所、福祉避難所 

一時滞在施設、地域センター等 
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７ 防災行政無線を補完する情報伝達手段の確保 

（１）しなメール等での放送内容の確認 

区は、防災行政無線で放送した内容を、しなメール（しながわ情報メール）、X（エッ

クス（旧ツイッター）およびライン（LINE）の品川区公式アカウントにおいて、防災行

政無線による音声放送と同時にテキスト配信している。 

（２）「防災行政無線確認ダイヤル」の整備 

区は、防災行政無線により放送した内容の聞き逃し、再確認などに対応するため、フ

リーダイヤルの防災行政無線確認ダイヤル（0120-562-311）を運用している。 

（３）商店街放送設備との連動 

区は、防災行政無線による音声放送を補完するため、区内９商店街が設置している放

送設備に防災行政無線放送を連動させている。 

（４）FM しながわとの連動 

区は、防災行政無線による緊急放送を行った際には、FM しながわ（88.9Mhz）に連動さ

せ、割込み放送を実施している。 

８ 緊急地震速報受信機器の配備拡大 

区は、地震発生時に区有施設の利用者の安全確保を図るため、気象庁が発表する緊急地

震速報（予報）を受信する機器を区の主要施設 173 施設に配備している。 

資料 36 緊急地震速報装置設置一覧 

９ 緊急情報ネットワークシステム（Em-Net）の整備 

区は、多様な情報通信手段の確保を目的とし、国と地方自治体間の総合行政ネットワー

ク（LGWAN）を利用して、緊急情報の双方向通信を行う緊急情報ネットワークシステム（Em-

Net）を整備した。 

１０ 通信インフラの整備 

区では、震災など緊急時の通信手段の確保を目的とするとともに、通常時は区への誘客

や地域のにぎわい創出につなげるためにフリーWi-Fi を導入しており、大井町駅や大崎駅

等の主要駅前を始め、避難所や広域避難場所となる大規模公園や総合庁舎、地域センター

等の公共施設へ設置を進めている。 

併せて、発災時の通信環境を強化のため、ケーブルテレビ品川が整備した地域広帯域移

動無線アクセスシステム（地域 BWA）を区民避難所に配備した。 

また、地域広帯域移動無線アクセスシステム（地域 BWA）を活用した携帯電話を区内病

院や医師会等の医療関係機関へ配備した。  
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対策２ 区民への情報伝達体制       

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

区 ・複数の情報伝達手段による区民への情報提供体制の整備 

 

【具体的な取組】 

第１ 災害広報に係る情報提供手段の整備 

 

１ 災害時における複数の情報伝達手段の活用 

① 区は、防災行政無線、区ホームページ、しなメール、区公式 SNS 等を活用して、災害

時に情報提供する。 

② 区が配信元となり、各携帯電話会社が提供する「緊急速報エリアメール（NTT ドコモ）」・

「緊急速報メール（KDDI・ソフトバンク・楽天モバイル）」のサービスを活用して、災

害情報を配信する。 

③ 区は、ケーブルテレビ品川、FM ラジオ（FM しながわ、interFm）を通じた情報提供を

行う。 

２ 地域住民等相互間の安否確認手段の周知 

① 区は、区民が日頃から、安否確認など発災時の行動を家族とよく相談するよう周知す

る。 

② 区は、SNS 等の新たな通信基盤を活用した情報提供体制の整備を推進する。 

３ 災害情報共有システムの整備 

区は、特に避難情報や避難所開設情報、災害対策本部設置情報等の重要情報に関しては、

ケーブルテレビ品川の品川区民チャンネルのデータ放送やインターネット等を通じて、確

認することが可能な災害情報共有システム（L-ALERT）を整備した。 

 

  

○区は、災害時に区民等が正しい情報を基に適切な行動をとることができるよう、平常時

から複数の情報伝達手段を整備する。 

○区は、安否確認等をはじめ、住民相互間による情報共有の可能な環境整備を関係機関と

の連携のもと進め、これを周知・啓発する。 
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第２ 報道機関への対応 

 

１ 報道対応の目的 

災害時、報道機関のニーズに応え説明責任を果たすことは区の責務である。 

災害時の報道対応の目的は、報道を通じ、被害状況、活動状況や被災地のニーズを区内

外に発信して、被害の拡大防止、被災者の不安の解消および被災地に対する協力気運の醸

成を図ることにある。 

 

２ 報道対応にあたっての留意事項 

（１）正確性および適時性 

区は、被災者や報道機関のニーズに対応した正確な情報をタイムリーに提供すること

が必要である。この際、報道機関に対し定期的に情報を提供するとともに、重要な事項

については随時に発表する。また、事実と異なる情報が流れていることを確認した場合

には、流言や風評被害を防止するため、否定情報を迅速に発信する。 

（２）対応窓口の一本化 

対応する部署によって発表内容や見解が異なることがないよう、報道機関への対応窓

口は企画部広報報道課に一本化する。しかしながら、災害時、報道機関の関心は広範多

岐にわたり、企画部広報報道課のみでの対応は困難となるので、区災害対策本部内で情

報を共有し、企画部広報報道課の統制の下、他の部署においても対応する。 

（３）誠実な対応 

区は、報道記者に対応する際、被災した区民や災害に注目する国民に話しているつも

りで、真摯な態度で誠実に対応する。また、記者発表等で使用する広報資料は、報道機

関のニーズに合致しているかを吟味し、区民等が理解しやすいものとする。 

 

 

○報道機関への対応（以下、「報道対応」）の目的は、被害の拡大防止、被災者の不安の

解消および被災地に対する協力気運の醸成にある。 

○区は、報道対応において、正確性および適時性、対応窓口の一本化ならびに誠実な対応

に留意する。 
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第７章 備蓄・輸送対策 

対策の基本的な考え方 
 

災害時において、被災者である区民に必要な物資を継続的に供給していく必要があるこ

とから、ここでは区が都等と連携して行う物資の備蓄、拠点（倉庫や地域内輸送拠点等）

整備、円滑な輸送を行うための実施体制等について定める。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 備蓄物資等の確保 

 第１ 食料および生活用品等の確保 

○区は、避難所のほか、自宅での避難生活を選択する区民も念頭に、食料および生活

用品を確保する。品目は、特に要配慮者や女性、ペット等、多様な視点を念頭に、

内容の充実、見直しを図る。 

第２ 応急給水による飲料水および生活用水の確保 

○災害時における断水期間、被災者（避難所生活者および避難所以外で生活する被災

者）に必要な飲料水および生活用水の確保について、区は都との相互協力体制のも

と、応急給水用資機材の配備および応急給水槽による飲料水の確保を行う。 

第３ 備蓄体制の整備 

○区は、区内５地区（品川・大崎・大井・荏原・八潮）ごとに必要な備蓄量を各地区

の区民避難所および災害対策備蓄倉庫（集中備蓄倉庫、分散備蓄倉庫）に備蓄する。 

○区は、区民避難所で物資が不足した際の迅速な供給体制を構築するとともに、災害

時の物資輸送の負担軽減を図る。 

○区は、新たな災害対策備蓄倉庫の確保を引き続き推進する。 
 

対策２ 輸送体制の整備 

 第１ 関係機関と連携した輸送体制の整備 

○民間の事業者の積極的な活用を念頭に、災害時に調達可能な輸送体制を平常時から

構築する。 

○区は、災害時における関係機関との連携を円滑に行うために、都、区、関係機関の

役割分担を明確にする。 
 第２ 輸送車両等の確保 

○輸送車両は、区有車両を優先して使用するほか、関係機関等を通じた輸送車両の確

保ができる体制を整える。 

○陸上輸送が困難な場合を想定し、防災船着場やヘリポートを活用した輸送ができる

体制を整える。 
 第３ 燃料の確保 

○区は、施設における非常用発電機や輸送車両のための燃料を確保するため、施設に

おける燃料備蓄量の定期確認や区有車両について常時一定量の燃料を給油しておく

等の対応を進める。 
○区は、関係団体との協定締結等により、円滑な燃料供給に向けた対応確認、訓練実

施等の対策を進める。 
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【用語の解説】 

①アルファ化米 

炊飯したり、蒸したりしたごはんを乾燥させた米のことをいう。水やお湯で戻して食

べる。 

②応急給水 

災害時に断水した場合、区内の給水拠点（応急給水槽等）や備蓄倉庫から飲料水を避

難者等に提供することをいう。 

③広域輸送基地 

都が他県等から輸送される物資を受入れ、一時保管、地域内輸送拠点への積み替えな

どを行う場所のことをいう。トラックターミナル、埠頭、空港などが候補地となる。 

④地域内輸送拠点 

区が都等から輸送される物資を受入れ、避難所等へ輸送するために仕分け、一時保管

などを行う場所のことをいう。 

⑤災害対策備蓄倉庫 

区内に整備された集中備蓄倉庫および分散備蓄倉庫のことをいう。 

⑥区民避難所備蓄倉庫 

区民避難所ごとに整備されている備蓄倉庫をいう。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 備蓄物資等の確保 

対策２ 輸送体制の整備 

 

対策１ 備蓄物資等の確保        

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

都 
・食料等の備蓄 

・飲料水、生活用品の確保 

区 

・資機材、食料、飲料水等の備蓄 

・協定締結による食料の調達体制の確保 

・区民等への防災意識の啓発 

・応急給水用資機材の維持管理 

・備蓄倉庫の整備（集中備蓄と分散備蓄の推進） 

 

【具体的な取組】 

第１ 食料および生活用品等の確保 

 

１ 食料、生活用品等の備蓄 

（１）基本的な考え方 

震災直後は、外部からの支援が期待できないことに加え、ライフラインの停止等によ

り自助だけでは生活環境の維持が難しくなる。そのため、区は、震災直後の区民の生活

支援に向けた備蓄物資の確保を進めている。 

① 必要備蓄量は、都の被害想定における避難所避難者数（約９万人）とする。 

② 震災対策における都・区間の役割分担（資料 37 震災対策における都・区間の役割

分担（昭和 52 年合意））に基づき、区として避難所避難者数約９万人の約１日分の備

蓄物資を確保している。 

③ 避難者から求められる物資は、時間の経過とともに変化することを踏まえ、要配慮

者や女性などの様々なニーズに対応した物資の確保に留意する。 

○区は、避難所のほか、自宅での避難生活を選択する区民も念頭に、食料および生活用品

を確保する。品目は、特に要配慮者や女性等、多様な視点を念頭に、内容の充実、見直

しを図る。 
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④ 備蓄物資は、主に区民避難所備蓄倉庫および災害対策備蓄倉庫に保管する。備蓄物

資の備蓄量等については、資料 38 主な災害対策用備蓄品一覧に示す。また、福祉避

難所や一時滞在施設において、食料や生活用品等の備蓄物資を確保している。 

⑤ 自宅等の避難所以外で避難生活を送る区民への支援方法について検討する。 

（２）物資種別ごとの確保の考え方 

ア 食料・飲料水の確保 

① 主食（アルファ化米等）について、都・区間の役割分担に基づき、区は避難所避

難者の１日分を備蓄している。 

② 区は、食物アレルギー患者をはじめとした多様な避難者へ対応するため、ニーズ

の把握やアセスメントを実施し、食物アレルギー等に配慮した備蓄物資の確保に努

める。また、文化・宗教上の理由に配慮した食料の備蓄に努める。 

③ １歳６ヶ月未満の乳幼児用として必要な調整粉乳については、区が最初の３日分

を備蓄し、それ以降は都が備蓄または調達する。 

④ 飲料水の確保は都の役割となっており、区は円滑な応急給水活動に向けて、応急

給水用資機材の整備等に努めるとともに、給水活動の遅れに備えて区においてもペ

ットボトル飲料水を備蓄している。 

イ 生活用品 

① 都・区間の役割分担では、生活用品の確保は都の役割とされているが、輸送の遅

延に備えて区においても最低限必要な毛布等を備蓄している。 

② 区は、女性や乳幼児の視点に配慮した物資（生理用品やおむつ等）の備蓄につい

て、量的質的な拡充を引き続き推進していく。 

ウ 応急資機材 

区および防災機関は、災害時の水や燃料の不足に備え、平常時から災害応急対策活

動および災害復旧に必要なろ過器、投光機等の資機材の備蓄に努める。また、平常時

から応急資機材の整備、点検に努める。 

エ その他 

区は、感染症対策に必要な物資を区民避難所に格納している。 

また、区ではペット用の備蓄（飼育のためのケージ等）を最低限実施する。 

２ 協定締結を通じた食料の調達体制の確保 

震災時には、ライフラインが停止することが予測され、避難を要しない区民に対しても

食料を提供する必要が生じることが考えられる。そのため、区は、関係団体との協定によ

る主食の確保に努める。 

３ 協定締結を通じた生活用品の調達体制の確保 

区は、災害時における生活用品の確保を行うため、関係団体との協定締結を推進する。 
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４ 他機関からの支援による物資の確保 

国・他区市町村または民間事業者等からの支援により物資を確保する。支援・調達物資

は、都を通じて区の地域内輸送拠点に一括して集積し、そこから避難所等へ円滑に供給で

きる体制を構築している。詳細については「第 10 章受援体制」に示す。 

５ 区民等への備蓄に関する啓発 

物資の支援については、発災後３日目までは、区と都が連携して対応し、４日目以降は、 

国、他自治体、協定団体等から受入れ、被災者に提供する。ただし、震災時には、様々な

事情により市場流通機能が麻痺し、必要な物資が期待通りに供給されない可能性が高い。

そのため、区として備蓄・輸送体制の一層の充実を図るとともに、生活必需物資を７日分

以上（最低３日分）備蓄することの必要性について、区民に対し周知する。また、通常の

備蓄に加え、普段の生活で購入する食料や生活用品を少し多めに購入する「日常備蓄」の

考え方を周知する。 
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第２ 応急給水による飲料水および生活用水の確保 

 

１ 応急給水の考え方 

① 都は、震災時の飲料水について、生命維持のため最低限必要な量である１人１日３ℓ を
基本とし、区民の居住場所からおおむね２km の範囲内に災害時給水ステーション（給水

拠点）を設けることを目標としている。 

資料 39 給水拠点となる施設一覧 

② 都は、災害時給水ステーション（給水拠点）からおおむね２km 以上離れている避難場

所等で、関係行政機関から要請があり、必要があると認める場合には、車両輸送による

応急給水を行う。給水車の要請が多数の場合は、原則、「病院等」「水を供給できない

給水拠点」「避難所」の対応順位で、応急給水を行う。 

③ 震災時における都と区の役割分担は、東京都地域防災計画に基づき、応急給水槽にお

ける飲料水の確保は都が行い、応急給水用資機材の設置および被災者への給水は区が実

施する。 

④ 都との協定（給水施設の維持管理および運用に関する協定）に基づき、応急給水につ

いての相互協力体制を整備する。 

２ 給水体制の充実 

① 都は、震災時に飲料水を提供するため、浄水場、給水所等にエンジンポンプ、応急給

水栓、給水タンク等の応急給水用資機材を配備するとともに、老朽化した既設応急給水

用資機材を更新する。 

② 都は、震災時の応急給水活動を迅速かつ的確に実施するため、応急給水用資機材一式

を収納する施設のない災害時給水ステーション（給水拠点）に、専用の倉庫を設置する。 

③ 都は、災害時給水ステーション（給水拠点）に指定されている浄水場、給水所等にお

いて、震災時の応急給水活動をより安全かつ確実に行うため、応急給水用設備の改良を

行う。 

資料 40 応急給水用資機材の保有状況 

３ 生活用水の給水に係る計画 

災害時には、飲料水の他にトイレ等に使用する生活用水の確保も重要である。そのため、

区は、区内３箇所にある震災対策用井戸を整備するとともに、区民避難所に指定している

区立学校等に浅井戸を整備し、プールの水とあわせ生活用水の確保に努めている（井戸や

プールの水は、ろ過機により浄化し、生活用水として使用する）。 

資料 41 震災対策用井戸 

○災害時における断水期間、被災者（避難所生活者および避難所以外で生活する被災者）

に必要な飲料水および生活用水の確保について、区は都との相互協力体制のもと、応急

給水用資機材の配備および応急給水槽による飲料水の確保を行う。 
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４ 公共施設等を更新する際の雨水貯留施設の設置促進 

区は、今後、老朽化した公共施設等を更新する際、当該施設を防災拠点として活用する

必要があると判断された場合において、雨水貯留施設等の設置について検討する。 

 

第３ 備蓄体制の整備 

１ 備蓄倉庫の整備 

（１）基本的な考え方 

① 区は、区民避難所（区立学校等）を中心として備蓄し、物資の充実に努める。 

② 区は、区民避難所での物資が不足した場合、各地区内の災害対策備蓄倉庫（分散備

蓄倉庫）から補完する。これにより、災害時の物資輸送の負担軽減を図る。 

③ 地区内で物資が不足した場合は、災害対策備蓄倉庫（集中備蓄倉庫）や余力のある

周辺の地区から物資を輸送し補完する。 

（２）災害対策備蓄倉庫の適正配置等 

区は、区内５地区ごとに必要な備蓄量を確保するため、災害対策備蓄倉庫（分散備蓄

倉庫）を適正に配置・整備するとともに、災害対策備蓄倉庫（集中備蓄倉庫）の整備に

ついても推進する。 

（３）区民避難所の備蓄物資の拡充 

狭あい道路が多い区内において災害発生直後は、災害対策備蓄倉庫から区民避難所へ

の物資輸送が困難になることも想定されるため、区は、分散備蓄の推進とともに、区民

避難所の備蓄物資の量的かつ質的な拡充に努める。拡充にあたっては、区民避難所（区

立学校等）の教室等を活用した新たな備蓄スペースの確保とともに既存の備蓄倉庫で収

めるための物資のコンパクト化を実施している。 

２ 集中備蓄と分散備蓄の推進 

（１）集中備蓄倉庫 

避難者の多い避難所への物資補充や救援物資等を一時保管する目的で定め、荷捌き機

能およびスペースがある倉庫。 

（２）分散備蓄倉庫 

災害時に速やかに必要な物資を配布できるよう避難所周辺に整備する倉庫。車両輸送

が困難な場合を考え、物資搬出および運搬に必要な資機材を計画的に確保する。 

○区は、区内５地区（品川・大崎・大井・荏原・八潮）ごとに必要な備蓄量を各地区の区

民避難所および災害対策備蓄倉庫（集中備蓄倉庫、分散備蓄倉庫）に備蓄する。 

○区は、区民避難所で物資が不足した際の迅速な供給体制を構築するとともに、災害時の

物資輸送の負担軽減を図る。 

○区は、新たな災害対策備蓄倉庫の確保を引き続き推進する。 
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図表2-47 集中備蓄倉庫および分散備蓄倉庫の概要 

 倉庫数 面積 荷捌き機能 車両動線 配布先 保管方法 

集中備蓄倉庫 ５ 広い あり 優・良 全避難所 パレット 

分散備蓄倉庫 23 狭い なし 可・不可 近隣避難所 棚 

※倉庫数は令和５年４月１日現在の数値。その他項目は、目安として記載。 

 

図表2-48 集中備蓄と分散備蓄の考え方 

 

 

３ 備蓄倉庫の確保 

① 区は、備蓄物資の保管場所として、区民避難所備蓄倉庫と災害対策備蓄倉庫を確保し

ている。 

② 激甚災害では、通行やライフラインの遮断、物資の停止が長期化し、都や外部からの

応援物資が大幅に遅れることも想定される。そのため、区は、備蓄量の拡充を図るため、

新たな備蓄倉庫の確保を引き続き推進する。 

資料 42 備蓄物資の保管場所 
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対策２ 輸送体制の整備        

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

都 

・輸送体制の整備 

・広域輸送基地の整備 

・船舶等の確保 

・桟橋の維持管理 

・災害時臨時離発着場の選定 

・民間倉庫を活用した広域的な体制構築の推進 

区 

・輸送体制の整備 

・地域内輸送拠点の整備 

・輸送車両等の確保 

・燃料の確保 

・船舶等の確保 

・桟橋の維持管理 

・災害時臨時離発着場の選定 

 

【具体的な取組】 

第１ 関係機関と連携した輸送体制の整備 

 

１ 輸送体制の整備 

① 都は、発災時に円滑な物資の輸送調整、車両調達等が行えるよう、輸送事業者等の関

係機関と連携し、実践的な訓練の実施等を通して応急時の輸送体制を確立する。 

② 区は、地域内輸送拠点や備蓄倉庫等から避難所等への物資輸送についての所要の手続

きや関係機関の連絡窓口について明確にする。 

２ 地域内輸送拠点の整備 

① 区が都等から輸送される物資を受入れ、避難所等へ輸送するために仕分け、一時保管

等を行う場所として、大井競馬場および京浜トラックターミナルに設置する。ただし、

東京都が京浜トラックターミナルを広域輸送基地として使用する場合は、緊急物資の受

入場所の確保および荷役作業、東京都が指定する場所への緊急物資の輸送など東京都の

業務を優先するものとする。 

② 区は、災害時における支援物資等の輸送体制を強化するため、ＪＰロジスティクス株

式会社と「災害時等における輸送業務等の協力に関する協定」を令和５年２月に締結し

○民間事業者の積極的な活用を念頭に、災害時に調達可能な輸送体制を平常時から構築す

る。 

○区は、災害時における関係機関との連携を円滑に行うために、都、区、関係機関の役割

分担を明確にする。 
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た。協定内容には、備蓄物資・支援物資の輸送だけでなく、同社が管理する施設の地域

内輸送拠点としての提供や荷役作業等に必要な人員の派遣、資機材の供給も含む。 

③ さらに、新たな輸送拠点として民間輸送事業者等の施設の活用を検討する。また、輸

送拠点の荷役は、輸送量が増加すると、保管や積込み等にノウハウが必要となることか

ら、事前に輸送事業者団体との連携を図り、支援を受ける体制を構築する。 

図表2-49 輸送拠点 

項目 内   容 

広域輸送基地 ・都が他県等からの支援物資等の受入れ、一時保管、地域内輸送拠点

等への積替・配送等を行うための拠点（トラックターミナル、埠

頭、空港等） 

地域内輸送拠点 ・区が都等から輸送される支援物資等の受入、仕分け、一時保管、避

難所等への輸送等を行うための拠点 

 

第２ 輸送車両等の確保 

 

１ 区有車両等 

区の災害応急対策にあたり、区有車両を優先して使用する。また、区有車両が使用でき

ない場合でも、リヤカー等その他の輸送手段を活用できるよう準備する。 

２ 緊急通行車両の事前届出 

区は、災害時に区有車両等を緊急通行車両として使用するために、東京都公安委員会に

事前届出を行う。 

事前届出は、東京都公安委員会が緊急通行車両等の概数をあらかじめ把握するとともに、

災害発生時等における緊急通行車両等の申請手続事務の省力化および効率化を図るために

行われる。東京都公安委員会は、申請に基づき、事前に緊急通行車両等として使用される

ものに該当するか否かの審査を行う。詳細は、「第５章 災害対応体制」に示す。 

３ 協力協定に基づく調達 

① 区は、東京都トラック協会品川支部、赤帽首都圏軽自動車運送協同組合城南支部、ヤ

マト運輸株式会社新東京主管支店、佐川急便株式会社関東支社、トヨタモビリティサー

ビス株式会社、ＪＰロジスティクス株式会社と車両の優先提供に関する協定を締結する

等、災害時の車両確保に取組んでいる。 

② 区は、災害時における車両要請の連絡手段や受入体制を構築する。 

○輸送車両は、区有車両を優先して使用するほか、関係機関等を通じた輸送車両の確保が

できる体制を整える。 

○陸上輸送が困難な場合を想定し、防災船着場やヘリポートを活用した輸送ができる体制

を整える。 
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４ 防災船着場等舟運の活用 

① 道路閉塞等、陸路の活用が困難な場合の物資輸送の手段として、水上輸送を活用する。 

② 区は、拠点となる桟橋を適切に維持管理する。 

③ 区は、人員・物資の水上輸送に必要となる船舶の確保や災害時の桟橋の使用等につい

て、民間事業者等の協力を得て進める。 

５ 災害時臨時離着陸場候補地（ヘリポート）の選定 

災害時には、道路障害や交通混雑のため陸上輸送が困難となることも予想される。その

ため区および都は、ヘリコプターによる支援物資や人員の緊急空輸を考慮して、災害時臨

時離着陸場候補地を選定する。 

 

第３ 燃料の確保 

 

１ 燃料の確保 

① 区は、平常時における燃料のストック状況、発災後の連絡体制、燃料の輸送体制、燃

料供給を受ける施設の受入体制等を定期的に確認する。 

② 特に区有車両の燃料に関しては、すべての車両について常時一定量以上の燃料を維持

するよう、給油の基本的なルールを定めている。 

２ 民間事業者との連携 

① 区では、燃料の確保にあたっては、「災害時における石油燃料の優先供給に関する協

定」（東京都石油商業組合第２方面支部・東京都石油業協同組合第２方面支部、平成６

年）を締結している。 

② 区は、東京都石油商業組合第２方面支部・東京都石油業協同組合第２方面支部との間

での合同防災訓練を通じた実効性の向上に努める。 

 

 

 

○区は、施設における非常用発電機や輸送車両のための燃料を確保するため、施設におけ

る燃料備蓄量の定期確認や区有車両について常時一定量の燃料を給油しておく。 

○区は、関係団体との協定締結等により、円滑な燃料供給に向けた対応確認、訓練実施等

の対策を進める。 
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第８章 避難者対策 

対策の基本的な考え方 
 

揺れや火災等の危険から命を守るための一時的避難や、在宅避難、避難所での避難生活

について周知を進める。また、避難者の多様性に配慮しつつ区民避難所等の良好な生活環

境を確保するとともに、ペット同行避難の体制整備を進める。 

避難行動要支援者の安全確保に向けて、関係機関との連携を推進する。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 避難体制 

第１ 避難指示等の基準 

○避難を行う前提となる避難指示等に係る権限、対象、一般的基準を示す。 

第２ 地震発生時の避難施設の役割 

○避難を行うにあたっての前提となる避難施設（一時集合場所、広域避難場所、区民

避難所等）および避難の流れについて示す。 

第３ 風水害発生時の避難施設の役割 

○避難を行うにあたっての前提となる避難施設（自主避難施設、避難場所、在宅での

避難、親戚・知人宅やホテル・旅館、区民避難所等）および避難の流れについて示

す。 

第４ 避難方法の周知等 

○区は、避難方法について、地域または町会・自治会、防災区民組織、住民へ周知す

るとともに、円滑な避難の実現に向け体制を強化する。 

第５ 安全確保計画の策定 

○区教育委員会、社会福祉施設等の施設管理者は、災害発生時における園児・児童・

生徒や施設利用者の安全を確保するため、実態に応じた避難計画を作成する。 

第６ 避難所等の指定・安全化 

○区は、避難所等の指定基準や指定の現況等に基づき、さらなる機能の充実等を目指

す。 

○区は、要配慮者等の生活スペースの確保を進める。 

 
対策２ 区民避難所の管理・運営体制の整備 

第１ 区民避難所の管理・運営体制の整備 

○区は、各避難所単位でのマニュアルを整備し、管理運営体制の充足を図る。また、

避難所に対して、全避難所での受け入れを前提としたペットの同行ルールの設定等

の対策を進める。 

○区は、災害時に区民避難所以外の避難者の避難先を区として把握することの重要性

を区民へ周知する。 
○区は、地域の協力を得て、避難所外で生活する避難者の所在等を把握する手法の確

立を目指す。 
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対策３ 要配慮者の安全確保 

第１ 要配慮者の安全確保 

○区は、品川区避難行動要支援者支援計画に位置付けた要配慮者対策に係る前提、考

え方等に基づき、登録対象者に対して、避難行動要支援者名簿への登録の推進を図

っていく。なお、要配慮者対策に係る前提、考え方については、品川区避難行動要

支援者支援計画に位置付けている。 

 

対策４ 在宅避難 

第１ 在宅避難の普及 

○区は、在宅避難のための備えについて周知する。特に耐震性能の高いマンションに

ついて地震災害時は在宅避難を基本とし、自助の取組について周知する。 

第２ 在宅避難者の支援方法の検討 

○区は、区民避難所における在宅避難者を対象とした支援の方法について検討する。 

○区は、在宅避難をしている要配慮者等への支援方法を検討する。 
 

 

 

【用語の解説】 

①一時（いっとき）集合場所 

避難を行う場合に、防災区民組織（町会・自治会）単位で一時的に集合して様子を見る

場所または集団で避難するための身近な集合場所のことをいう。 

②自主避難施設 

台風の規模などに応じて、開設の是非、開設時刻を区が決定し、区職員が開設・運営す

る施設をいう。 

③避難場所 

土砂災害、目黒川氾濫、高潮氾濫、多摩川氾濫等の災害事象ごとに開設する施設および

避難の発令基準を定めて、避難指示または高齢者等避難の発令に併せて区が開設を決定

し、区職員が開設・運営する場所のことをいう。 

④区民避難所 

災害対策基本法に基づき定め、自宅の損壊などにより避難生活を送る必要が生じた際に

避難者を受け入れる施設をいう。 

⑤補完避難所 

区民避難所の収容力に不足が生じた場合に、これを補完する他の施設等のことをいう。 

⑥福祉避難所 

区民避難所で他の避難者と生活を送ることが困難で、あらかじめ指定した避難行動要支

援者を受け入れる施設のことをいう。 

⑦広域避難場所 

大地震時に発生する延焼火災等の危険から避難者の身の安全を確保し、火勢の弱まりを

待つ場所で、都が指定しているオープンスペースのことをいう。 

⑧地区内残留地区 

震災時に大規模延焼火災のおそれがなく、広域的な避難を要しない地区のことをいう。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 避難体制 

対策２ 区民避難所の管理・運営体制の整備 

対策３ 要配慮者の安全確保 

対策４ 在宅避難 

 

対策１ 避難体制          

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

都 ・避難所等における通信環境やトイレ環境の確保に関する区市町村の支援 

区 

・避難指示等の基準 

・避難施設の役割 

・避難方法の周知 

・避難場所の指定・安全化 

 

【具体的な取組】 

第１ 避難指示等の基準 

 

１ 避難指示等の権限および対象 

① 災害対策基本法第 60 条の規定に基づき、災害が発生し、または発生するおそれがある

場合には、人の生命または身体を災害から保護し、被害の拡大を防止するため特に必要

があると認められるときは、区長は、必要と認める地域の居住者、滞在者その他の者に

対し、避難のための立退きを指示することができる。さらに、災害が発生し、またはま

さに発生しようとしている場合において、避難のための立退きを行うことによりかえつ

て人の生命または身体に危険が及ぶおそれがあり、かつ、事態に照らし緊急を要すると

認めるときは、区長は、必要と認める地域の必要と認める居住者、滞在者その他の者に

対し、高所への移動、近傍の堅固な建物への退避、屋内の屋外に面する開口部から離れ

た場所での待避その他の緊急に安全を確保するための措置（以下「緊急安全確保措置」

という。）を指示することができる。 

② 区長が上記の立退きを指示することができないとき、または区長から要請があったと

きは、同法第 61 条の規定に基づき、警察官または海上保安官は、必要と認める地域の居

住者等上記の対象者に対し、避難のための立退きを指示することができる。 

○避難を行う前提となる避難指示等に係る権限、対象、一般的基準を示す。 
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２ 避難指示等の一般的基準 

避難指示等の基準は、原則として次のような事態になった場合に発するものとする。 

＜避難指示等の一般的基準＞ 

・避難の必要が予想される警報が発せられたとき（例えば津波警報等） 

・大震災時、火災が延焼拡大し、人命に及ぼす危険性が大きいと予想されると

き、または、大地震時に同時多発の火災が延焼拡大し、ふく射熱等により人

命に及ぼす危険性が著しく大きいと予想されるとき 

・建物の倒壊の可能性が高く、生命または身体に危険性があると認められると

き 

・河川が警戒水位を突破し、洪水のおそれがあるとき。 

・避難の必要が予想される各種気象警報が発せられた時。 

・河川の上流地域が水害を受け、下流地域に危険があるとき。 

・崖崩れ等により著しい危険が切迫しているとき。 

・有毒ガスの流出拡散により、人命に及ぼす危険性が高いと予想されるとき 

・爆発のおそれがあるとき 

・その他、住民の生命および身体を災害から保護するため、必要と認められた

とき 

 

図表2-50 避難指示等の種類、居住者がとるべき行動等 

避難情報等 居住者等がとるべき行動等 

【警戒レベル５】 

緊急安全確保 

●発令される状況：災害発生または切迫（必ず発令される情報ではな

い） 

●居住者等がとるべき行動：命の危険 直ちに安全確保！ 

・指定緊急避難場所等への立退き避難することがかえって危険であ

る場合、緊急安全確保する。 

ただし、災害発生・切迫の状況で、本行動を安全にとることができ

るとは限らず、また本行動をとったとしても身の安全を確保でき

るとは限らない。 

【警戒レベル４】 

避難指示 

●発令される状況：災害のおそれ高い 

●居住者等がとるべき行動：危険な場所から全員避難 

・危険な場所から全員避難（立退き避難または屋内安全確保）する。 

【警戒レベル３】 

高齢者等避難 

●発令される状況：災害のおそれあり 

●居住者等がとるべき行動：危険な場所から高齢者等は避難 

・高齢者等※は危険な場所から避難（立退き避難または屋内安全確

保）する。 

※避難を完了させるのに時間を要する在宅または施設利用者の高

齢者および障害のある人等、およびその人の避難を支援する者 

・高齢者等以外の人も必要に応じ、出勤等の外出を控えるなど普段

の行動を見合わせ始めたり、避難の準備をしたり、自主的に避難す

るタイミングである。例えば、地域の状況に応じ、早めの避難が望

ましい場所の居住者等は、このタイミングで自主的に避難するこ

とが望ましい。 
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第２ 地震発生時の避難施設の役割 

１ 避難施設 

（１）一時（いっとき）集合場所 

避難を行う場合に、防災区民組織（町会・自治会）単位で一時的に集合して様子を見

る場所または集団で避難するための身近な集合場所をいう。 

資料 43 町会・自治会別 一時（いっとき）集合場所・区民避難所等一覧 

（２）広域避難場所 

大地震時に発生する延焼火災等の危険から避難者の身の安全を確保し、火勢の弱まり

を待つ場所で、都が指定しているオープンスペースをいう。 

なお、震災時に大規模延焼火災のおそれがなく、広域的な避難を要しない地区は、地

区内残留地区として位置付けている。 

資料 44 広域避難場所一覧 

資料 45 地区内残留地区一覧 

（３）区民避難所 

災害対策基本法に基づき定め、自宅の損壊等により避難生活を送る必要が生じた際に

避難者を受け入れる施設をいう。 

避難所で提供する生活支援の主な内容は次のとおりとし、提供する対象はすべての被

災者とする。 

資料 46 区民避難所設置計画 

（４）補完避難所 

区民避難所の受入能力に不足が生じた場合に、これを補完する他の施設等をいう。 

資料 47 補完避難所一覧 

（５）福祉避難所 

区民避難所で他の避難者と生活を送ることが困難で、あらかじめ指定した避難行動要

支援者を受け入れる施設のことをいう。 

○避難を行うにあたっての前提となる避難施設（一時集合場所、広域避難場所、区民避難

所等）および避難の流れについて示す。 

項目 内容 

安全・生活基

盤の提供 

・安全な施設での受入れ 

・飲料水、食料、生活用品等の提供 

・一時的な生活の場の提供 

保健・医療等

の支援 

・傷病の治療、健康相談、心のケア等の保健医療サービスの提供 

・トイレ、風呂、ごみ処理、防疫対策等、衛生的な生活環境の維持 

情報支援 
・災害情報、安否確認等の提供 

・生活支援相談・復興支援情報等の提供 
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資料 48 福祉避難所一覧 

２ 避難の流れ 

（１）発災直後 

まず、自身の身の安全を守るための行動を行う。揺れがおさまったところで、出火防

止のための点検を行い、必要に応じて初期消火を行う。その後、避難路の確保を行った

上で、家族や自宅の状況等について確認する。 

（２）避難行動 

① 自宅（高層マンションを含む）が無事、安全である場合、自宅に留まる。 

② 自宅が損壊している、家での生活に不安がある等の場合、状況に応じた最寄りの安

全な場所（一時集合場所、広域避難場所、防災広場・公園、区民避難所、補完避難所、

津波避難施設等）へ一時的に避難し、状況を確認する。 

③ 区は、地震災害の発生後、風水害のおそれがある場合の避難など、複合災害を想定

した避難行動の方法を検討する。 

（３）避難生活 

① 自宅（高層マンションを含む）で生活が可能な場合、自宅に戻り生活する。 

② 自宅で生活が不可能と判断した場合、指定された区民避難所で避難生活を送る。 

③ 区民避難所に入れなかった場合、補完避難所へ避難する。あらかじめ指定された避

難行動要支援者は福祉避難所で避難生活を送る。 

④ 親戚・知人宅やホテル・旅館等、多様な避難先を検討し、避難生活を送る。 
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図表2-51 地震発生時 

 

 

  

福祉施設等 
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第３ 風水害発生時の避難施設の役割 

１ 避難施設 

（１）自主避難施設 

区内 15 の各地区に開設する施設をあらかじめ指定しておき、台風の規模などに応じ

て、開設の是非、開設時刻を区が決定し、区職員が開設・運営する。 

資料 49 自主避難施設一覧 

（２）避難場所 

区は、土砂災害、目黒川氾濫、高潮氾濫、多摩川氾濫等の災害事象ごとに開設する施

設および避難の発令基準を定め、避難指示または高齢者等避難の発令に併せて区が開設

を決定し、区職員が開設・運営する。 

資料 50 避難場所一覧（土砂災害、目黒川氾濫、高潮氾濫、多摩川氾濫） 

（３）在宅での避難、親戚・知人宅やホテル・旅館等への避難 

区は、避難所の受入人数に限りがあることを踏まえ、自宅で安全確保が可能な場合に

おける在宅での避難（屋内安全確保）、親戚・知人宅やホテル等への避難等、状況に応

じた多様な避難行動の実践について区民へ促す。 

（４）区民避難所等 

区は、開設する避難所（区民避難所、補完避難所、福祉避難所）、開設担当、運営主

体などについて被害の規模に応じて定める。 

 

２ 避難の流れ 

（１）平時および大雨・台風のおそれ 

区民は、品川区防災地図等により、浸水ハザードマップ等を踏まえ、災害に備えた避

難行動を確認し、自宅にいることが不安である場合、自主避難施設に避難する。 

（２）避難行動 

① 自宅が浸水想定区域や土砂災害（特別）警戒区域にある場合、避難場所、親戚・知

人宅やホテル・旅館、自主避難施設等、安全な場所に避難する。 

② 自宅が浸水想定区域にある場合でも、浸水する深さよりも高いところにいる、浸水

しても水がひくまで我慢できる、飲料水・食料等の備えが十分にある場合は、屋内安

全確保も可能とする。 

③ 自宅が浸水想定区域や土砂災害（特別）警戒区域にない場合、自宅（在宅避難）に

留まることも可能とする。 

○避難を行うにあたっての前提となる避難施設（自主避難施設、避難場所、在宅での避難、

親戚・知人宅やホテル・旅館、区民避難所等）および避難の流れについて示す。 
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（３）避難生活 

① 自宅で生活が可能な場合、自宅に戻り生活する。 

② 自宅で生活が不可能と判断した場合、指定された区民避難所で避難生活を送る。 

③ 区民避難所に入れなかった場合、補完避難所へ避難する。あらかじめ指定された避

難行動要支援者は福祉避難所で避難生活を送る。 

④ 親戚・知人宅やホテル・旅館等、多様な避難先を検討し、避難生活を送る。 

 

図表2-52 風水害発生時 
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※大規模台風接近時に開設
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（区立学校等）

補完避難所
福祉避難所

（シルバーセンター、
福祉施設等）

物資の配給

自宅で生活可能

あらかじめ区が指定
した避難行動要支援者

避難者数が多数の場合

警戒レベル３（高齢者等避難）発令

自宅で生活不可能

大雨・台風等のおそれ
○ハザードマップの確認
○災害に備えた避難行動の確認

はいいいえ
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第４ 避難方法の周知等 

１ 区民への避難方法、状況等の周知 

（１）地域または町会・自治会、防災区民組織への周知 

① 区は、避難時における集団の形成や自主統制の状況について、地域または町会・自

治会単位の実情を把握するよう努める。 

② 区は、防災区民組織等に対して、震災後の対応の流れについて「しながわ防災学校」

等で周知啓発を図っていく。 

③ 区は、避難の指示等を行ういとまがない場合の区民の避難について、あらかじめ地

域の実情や発災時の状況に応じた避難の方法を想定しておく。 

（２）住民への周知 

① 効率的・効果的な避難を実現するため、地震発生時の一時集合場所、広域避難場所

区民避難所、補完避難所および福祉避難所、風水害発生時の自主避難施設、避難場所

および区民避難所等の役割、安全な避難方法について、区は都と連携を図りながら周

知していく。 

② 区は、想定災害を踏まえた防災地図を作成し、避難行動について啓発していく。 

③ 風水害発生時の避難方法について、区は区民等に対して、適時・的確な避難の方法

を普及・啓発するため、東京マイ・タイムラインを用いて、自分や家族の避難行動の

検討に関する講習会等を実施する。 

④ 区は、避難所の受入人数に限りがあることを踏まえ、自宅での生活が可能な場合に

おける在宅での避難、親戚・知人宅やホテル等への避難等、状況に応じた多様な避難

行動の実践について啓発していく。 

２ 広域避難場所の運営について 

① 区は、避難住民の安全を保持するため、災害時に事態の推移に即応した適切な措置を

講ずる必要があることから、その内容および方法等について、あらかじめマニュアル等

に定めておく。 

② ２以上の区にわたって所在する広域避難場所または２以上の区の被災住民が利用する

広域避難場所の運営について、関係する区があらかじめ協議して対処する。 

③ 区は、広域避難場所の運営において必要な資機材を確保しておく。 

３ 円滑な避難実現に向けた体制強化 

区は、避難すべき区域および判断基準（具体的な考え方）を含めたマニュアルを策定す

るなど、避難指示等が適切なタイミングで適当な対象地域に発令できるよう努める。 

  

○区は、避難方法について、地域または町会・自治会、防災区民組織、住民へ周知すると

ともに、円滑な避難の実現に向け体制を強化する。 
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第５ 安全確保計画の策定 

１ 区教育委員会 

① 校長または幼稚園長（以下、「校長等」という）は、災害発生時における園児・児童・

生徒の安全確保と管理について万全を期するために、学校および地域の実態に応じて、

具体的な避難計画を作成する。 

② 校長等は、避難計画を園児・児童・生徒ならびに所属職員に周知徹底するとともに、

その計画に基づき計画的に避難訓練を実施するように努める。 

③ 教育委員会や地域と連携し、区内防災訓練に積極的に取組む。 

④ 校長等は、避難計画を作成するにあたり、次の事項に留意する。 

・学校の防災組織に基づき、連絡・通報の方法および情報伝達の方法を確認すること。 

・災害発生の時間や場所に応ずる避難方法・経路を具体的に確立するとともに、園児・児

童・生徒の登下校時における避難方法を想定し、防災区民組織（町会・自治会）との協

力で、安全を確保できるようにすること。 

・名簿・非常災害時家庭連絡簿等、非常時に必要なものを表にして（「非常持ち出し一覧

表」）すぐに搬出できるようにしておく。 

・帰宅できない児童等の対応、備蓄品等を避難所連絡会議で協議しておく。 

・保護者への引き渡しが困難な児童・生徒用に、児童・生徒数の３割の３日分の食料、飲

料水および毛布を備蓄しておく。 

２ 区保育課 

① 園児名簿・緊急・非常災害連絡簿等、非常時に必要なものを表にして（「非常持ち出

し一覧表」）すぐに搬出できるようにしておく。 

② 「火災・震災・避難心得」をつくり、常時見やすい場所に掲示しておく。 

③ 年に１回避難計画を見直し、避難計画をもとに保育園の実情に合わせた避難訓練を月

に１回実施するよう努める。 

④ 各保育園の備蓄庫にアレルギー対応食品や離乳食、オムツを含む園児３日分の備蓄を

実施する。 

３ 社会福祉施設等の施設管理者 

① 社会福祉施設等の施設管理者は、災害発生時における施設利用者の安全を確保するた

め、実態に応じた避難計画を作成する。 

② 職員に対し避難計画を周知徹底するとともに、その計画に基づいた避難訓練を定期的

に実施する。なお、複合施設は、他施設と連携して避難訓練を実施する。 

③ 避難訓練を実施する場合は、施設利用者に対しても参加を働きかけることとし、職員・

消防機関・施設利用者が協同して避難訓練を実施する。 

④ 施設利用者と、訓練、研修を行い、防災意識の向上を図る。 

○区教育委員会、社会福祉施設等の施設管理者は、災害発生時における園児・児童・生徒

や施設利用者の安全を確保するため、実態に応じた避難計画を作成する。 
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第６ 避難所等の指定・安全化 

１ 一時（いっとき）集合場所 

（１）一時集合場所の選定基準 

一時集合場所は、集合した人の安全が確保されるスペースを有し、地域住民の生活圏

と結びついた学校のグラウンド、神社・仏閣の境内、公園、緑地、団地の広場等を基準

として、区が選定する。 

（２）一時集合場所の選定 

混乱の発生を防止するために、避難場所に至る前に避難者が一時的に集合して集団を

形成し、秩序正しい避難態勢を整える場所として、事前に防災区民組織（町会・自治会）

単位で一時集合場所を区が選定する。 

２ 広域避難場所 

ここでは、広域避難場所および避難道路の指定について定める。 

（１）設置計画 

① 震災時においては、行政と住民が一体となって、出火防止、初期消火等被害の軽減

のために全力を尽くすことが重要である。しかしながら、地震火災が拡大し、生命に

危険が及ぶような場合には避難が必要となる。都では、そのような事態に備えて、あ

らかじめ広域避難場所および避難道路を確保している。 

② 広域避難場所は、主として大地震時の市街地大火から区民の生命を守るため、あら

かじめ安全な場所を確保するものであり、東京都震災対策条例第 47 条第１項に基づい

て都が指定している。 

（２）指定の考え方 

① 周辺市街地大火によるふく射熱に対し、安全を確保できる有効面積があること。 

② 震災時に避難者の安全を著しく損なうおそれのある施設が、避難場所内部に存在し

ないこと。 

③ 受入人員に対して、避難場所内の建物、道路、池などを除き、利用可能な避難空間

として、原則として１人あたり１m2を確保できること。 

④ 避難場所ごとの地区割当計画の作成にあたっては、町丁目、町会・自治会区域を考

慮する。 

⑤ 津波による浸水の危険性を考慮し、安全性の確保に努める。 

○区は、避難所等の指定基準や指定の現況等に基づき、さらなる機能の充実等を目指す。 

○区は、要配慮者等の生活スペースの確保を進める。 
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（３）避難道路 

ア 避難道路の指定 

広域避難場所への避難には、任意の経路を利用することを原則としているが、遠距

離避難地域または、火災による延焼の危険性が著しい地域については、避難者を安全、

円滑に誘導するため、東京都震災対策条例第 48 条に基づき避難道路を都が指定してい

る。 

イ 指定の考え方 

① 広域避難場所までの距離が３㎞以上の遠距離避難地区、または、火災による延焼

の危険性が著しく、自由避難が困難な地区について指定する。 

② 避難道路は、原則として幅員 15m 以上とする。こ 

 

図表2-53 区部避難道路系統 

番号 避難 

場所名 

利用 

区名 
避難道路系統図 

延長 

距離 

39 

大
井
競
馬
場
・ 

し
な
が
わ
区
民
公
園 

品川 
 ③区道準幹線３２号→区道幹線一級７号→ 

（西大井六丁目）  （西大井一丁目) 
2.2 

（注）○内数字･････避難道路系統番号 

３ 区民避難所 

（１）区民避難所の指定基準 

① 災害対策基本法第 49 条の７に基づき、区は地域防災計画において、あらかじめ避難

所（福祉避難所を含む）を指定し、区民に周知しておく。 

② 区民避難所の指定基準は、「大規模災害における応急救助の指針について（平成９

年６月 30 日 社援保第 122 号厚生省社会・援護局保護課長通知）改正平成 14 年３月

20 日」を基におおむね次のとおりとする。 

・区民避難所は、原則として、町会・自治会等または学区域を単位として指定する。 

・区民避難所は、耐震・耐火・鉄筋構造を備えた公共建物等（学校等）を利用する。 

・区民避難所に受入れる避難者数は、おおむね居室 3.3m2あたり２人とする。 

・区民避難所の指定にあたっては、津波等の浸水想定も考慮して選定する。 

③ 指定した区民避難所の所在地等については、警察署、消防署等関係機関に周知する

とともに、東京都災害情報システム(DIS)への入力等により、都に報告する。 
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（２）区民避難所の指定 

ア 基本的な考え方・経緯・現況 

① 区はこれまで、区立学校を避難所の中核とし、地域の防災拠点として位置付け、

町会・自治会単位で区民避難所を指定してきた。 

② この指定校方式は、区民に相当程度に定着し、分かりやすくかつ実践的であるこ

とから、令和４年の被害想定に対しても基本的考え方は、維持することとし、周辺

施設との連携強化により、必要な対応を行うこととする。 

③ 震災時に、建物の倒壊・消失等により住居に制約を受けた区民等の一時的な生活

場所として、区立学校 46 ヶ所および区立施設等６ヶ所を区民避難所に指定してい

る。 

④ 被害想定による避難生活者増に対しては、これまで同様、区立学校等の教室およ

び体育館を基本とする。 

＜区民避難所の受入基準＞ 

3.3 ㎡あたり ２人 

＜避難所避難者の想定＞ 

避難所避難者数            87,418 人 

受入計画 

 （内訳） 区民避難所      86,000 人 

      補完避難所      38,000 人 

        合 計      124,000 人 
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イ 区民避難所の安全化 

区民避難所に指定された建物は、建築年度を考慮して耐震診断に基づく補強工事や

学校等の改築を計画的に進めてきた。これにより、災害時に安全な利用ができるよう

努めている。 

ウ 区民避難所の機能の充実 

① 区は、区民避難所となる施設において、避難者が安全に避難生活を過ごせるよう

に、倉庫や学校の空き教室を利用して、備蓄を保管する場所を設け、食料・毛布・

簡易トイレの備蓄物資や資機材を配備している。 

② 避難所生活が、少しでもスムーズに送れるように、仮設トイレ用の便槽の設置、

飲料水を確保するための受水槽遮断装置、生活用水を確保するための生活用井戸や

プール水のろ過機の設置、さらには、停電時における電源確保のために全学校に非

常用発電設備を設置しているとともに、災害時に優先して電話が使用できる災害用

優先電話の設置など避難所機能の充実に努めている。 

図表2-54 区民避難所の施設整備状況 

施設種別 整備状況 

備蓄倉庫 全施設整備済 

ろ過機 全施設整備済 

生活用井戸 43 施設整備済 

仮設トイレ用便槽 全施設整備済 

非常用発電設備 全施設整備済 

受水槽遮断装置 全施設整備済 

 

③ 区は、学校の屋上に校名表示板の設置、校門付近に避難町会名の表示板の設置、

さらに受入教室に指定町会の表示板を設置し、地域の区民避難所の位置を防災地図

に明示し住民に周知したところであり、今後も、避難所機能の一層の充実を図って

いく。 

④ 区は、区民避難所における情報取得対策の充実を図る。 

⑤ 区は、区民避難所への避難経路の安全化を図っていく。 

⑥ 区は、区職員が不在の施設に関する指揮命令系統を確立しておく。 

⑦ 区は、指定管理者施設における災害対応について事前の取組みを協議しておく。 

エ 区民避難所内における要配慮者スペースの確保 

要配慮者も、区民避難所に避難を行うこととなるが、一般の避難者との同居が困難

な人およびその家族のために、各避難所連絡会議等は、区民避難所の一部を要配慮者

用にあらかじめ指定しておくこととする。また、円滑な避難生活を送ることができる

ように区民避難所となる施設の要配慮者利用を想定して、車椅子使用者対応トイレ等

の設置、一般トイレの洋式化、育児・介助者同伴や性別に関わらず利用できる男女共

用トイレ等の設置などバリアフリー化を推進する。 
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４ 補完避難所 

① 区民避難所での受け入れが困難な状況となった場合の予備的な措置として、区は、児

童センター、都立学校等を補完避難所として指定する。 

② 区は、区民避難所が不足する場合に備え、民間施設等と災害時に補完避難所として施

設を使用する内容の協定を結ぶなど、避難所の確保に努める。 

５ 福祉避難所 

① あらかじめ指定した避難行動要支援者は、福祉避難所にて受け入れることになる。区

は、福祉避難所として、社会福祉施設等の利便性等の状況に鑑み指定しており、引き続

き、施設を使用する内容の協定を結びながら確保していくとともに、移送、受入体制の

整備を図っていく。 

② 避難行動要支援者と介護者を１組で７㎡程度のスペースを確保する。 

③ 耐震・耐火に加えて避難行動要支援者の特性を踏まえ、努めてバリアフリーを備えた

建物を利用する。 

④ 区は、備蓄品や関係機関との連絡体制の整備等により、防災機能の強化を図る。 

⑤ 避難行動要支援者に対して、円滑な情報伝達ができるよう、区は、多様な情報伝達手

段の確保に努める。 

６ その他避難所 

  区は、上記避難所等に加え、乳幼児や妊産婦の避難所等の開設について検討する。 
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対策２ 区民避難所の管理・運営体制の整備    

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

都 
・女性・要配慮者等の視点を踏まえた、避難所管理運営指針の改定や区市

町村の避難所運営体制整備の支援 

区 

・区職員向け避難所開設・運営マニュアルの更新 

・食料備蓄や必要な資機材、台帳等の整備 

・区民避難所の衛生管理対策の促進 

・ペットの同行避難の体制整備 

・都、関係団体等と協力した動物救護体制の整備 

防災区民 

組織等 

・避難所連絡会議の運営 

・施設単位の避難所開設・運営マニュアルの作成・更新 

・避難所運営訓練等 

 

【具体的な取組】 

第１ 区民避難所の管理・運営体制の整備 

 

１ 避難所連絡会議 

避難所連絡会議は、避難所の円滑な運営を行うことを目的に平時より設置されている会

議体である。 

（１）避難所連絡会議の設置 

ア 避難所連絡会議の組織 

① 避難所連絡会議は、防災区民組織が主体となり、学校職員、区職員等の協力の下

に開催する。 

② 避難所連絡会議の議長は、防災区民組織の本部長から選出する。 

③ 避難所連絡会議は、災害時に避難所運営会議へ移行する。 

④ 避難所連絡会議議長は、避難所運営会議議長へそのまま移行する。なお議長不在

の際は、副議長がその任を担う。 

イ 避難所連絡会議による運営体制の充実・強化 

○区は、各避難所単位でのマニュアルを整備し、管理運営体制の充足を図る。また、避難

所に対して、全避難所での受け入れを前提としたペットの同行ルールの設定等の対策を

進める。 

○区は、災害時に区民避難所以外の避難者の避難先を区として把握することの重要性を区

民へ周知する。 

○区は、地域の協力を得て、避難所外で生活する避難者の所在等を把握する手法の確立を

目指す。 
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① 平常時から施設管理者（校長または施設長）が事務局となり、避難所連絡会議を

設置・運営し、区民避難所の管理・運営の方法、防災区民組織の役割等について決

め、マニュアルの整備および訓練に向けた事務を担う。教職員は、在校中に発災し

た場合、児童・生徒の安全確保と安否確認、保護者への引き渡し、教育活動再開の

ための応急教育計画の作成・実施を優先的に行う。それらの業務が縮小し、さらに、

区民避難所への避難者が増えてきた場合、避難所運営に可能な限り協力するものと

する。 

② 避難所運営訓練等を実施し、災害時に対応できる体制を整える。 

③ 区民避難所ごとに具体的な避難計画（避難所開設・運営マニュアル）を作成する。 

④ 区民避難所の統合、縮小、閉鎖を円滑に行うために、発災後の段階に応じた教育

活動の再開に向けて、応急教育計画、学用品調達および支給計画を作成する検討を

平常時より進めておく。 

⑤ 避難所内で使用する毛布、シーツ等については、状況に応じて、燃えにくい素材

のもの（不燃性・難燃性のある製品、防炎品など）を使用するなど、適切な防火対

策に努める。 

ウ 区民避難所以外で生活する避難者の把握 

① 避難所以外で生活する避難者の情報を区民避難所単位でとりまとめることを基本

とする。 

② 避難所以外で生活する避難者は、最寄りの区民避難所へ避難先や避難環境等を連

絡することとし、届出が必要なことについて、平常時から普及・啓発を行う。普及・

啓発にあたって、避難所単位での避難所開設・運営マニュアルの事前対策として位

置付ける等の対策を取る。 

③ さらに、避難所運営会議の構成員である防災区民組織は、避難所以外で生活する

要配慮者について、避難行動要支援者名簿に基づき実態を把握するとともに、あわ

せて、その他の避難所以外で生活する避難者についても個別訪問等により実態の把

握に努める。 
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図表2-55 避難所運営組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）派遣職員への周知徹底 

区民避難所に派遣される職員へ、あらかじめ指揮代行者、配置、本部への報告方法な

どを具体的に定めた「避難所の開設・運営マニュアル」を配布し、周知徹底を図ってい

く。 

２ 避難所開設・運営マニュアル 

（１）区職員向け避難所開設・運営マニュアルの整備 

① 区は、区民避難所の管理運営が混乱なく円滑に行われるよう、都が作成した「避難

所管理運営の指針（区市町村向け）」および「避難所の防火安全対策」に基づき、主

に区職員が活用する「避難所開設・運営マニュアル」を作成した。 

② 熊本地震や近年の豪雨災害の教訓等を踏まえて、町会・自治会内でのテント生活者、

車中避難者、在宅避難者への支援の協力、性的マイノリティや文化・宗教上の理由に

配慮した避難所運営、ペット飼育対策等を反映させる等、避難所開設・運営マニュア

ルの見直しを図る。 

③ 区民避難所の運営は、女性や高齢者・障害者等、多様な視点での配慮が必要なため、

区民避難所運営会議には女性や青年、子育て中の世代、福祉関係者など幅広い人材確

保に努めるとともに、区民避難所運営会議の開催を通してネットワークの形成を図る。 
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（２）施設単位の避難所開設・運営マニュアルの整備 

① 施設単位での避難所開設・運営マニュアルをすべての区民避難所にて完備すること

を目指す。 

② すでに作成済みの施設においても、熊本地震や近年の豪雨災害における避難所運営

の教訓等を踏まえ、避難所運営におけるジェンダー・ギャップの解消、要支援者や在

宅避難者への支援の協力、性的マイノリティや文化・宗教上の理由に配慮した避難所

運営、ペット飼育対策に係る視点を追加し、さらなるレベルアップを推進する。 

③ 避難所開設・運営マニュアルに沿った避難所運営が可能なよう、避難所運営会議単

位での避難所運営訓練を実施するよう努める。 

３ 区民避難所の設備、運営 

① 区は、区民避難所における受水槽、井戸、仮設トイレ、非常用設備、デジタル移動通

信機・災害時優先電話等の通信機器、プライバシー確保用物品（パーテーション等）な

どのほか、要配慮者に必要な設備の拡充に努める。さらに、テレビ、ラジオ、インター

ネット接続機器、公衆電話、スマートフォン充電用蓄電池等、被災者による情報の入手

に資する機器の整備を図る。また、停電時においても、施設・設備の機能が確保される

よう、自立・分散型電源の確保を推進する。 

② 区民避難所の運営において、管理責任者に女性を配置するなど女性の参画を推進する

とともに、男女のニーズの違いや性的マイノリティの多様性等に配慮する。特に、女性

専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用品、女性用下着の女性による配布、女

性や子ども等に対する性暴力・DV の発生防止など、区民避難所における安全性とプライ

バシーの確保を図り、女性や子育て家庭、要配慮者等、多様なニーズに配慮した区民避

難所の運営に努める。また、区は、文化・宗教上の理由に配慮した食料の備蓄、礼拝や

プライバシーを確保することができる空間の整備に努める。さらに、排出される生活ご

みの分別を徹底する。 

③ 区は、地域内の区立学校等を区民避難所として新たに指定したときは、食料の備蓄や

必要な資機材、台帳等を整備するなど、避難所機能の強化を図る。 

④ 物資、情報および人的支援の充足状況を把握し不足するものについて区民避難所派遣

職員を通じて区災害対策本部に要請する。 

⑤ 区民避難所においてボランティアを円滑に受け入れられるよう、体制整備を図る。 

⑥ 区では、新型コロナウイルス感染症を踏まえ、新型コロナウイルス感染症に係る避難

所運営マニュアルを作成しており、マニュアルに基づき感染症対策を行うこととしてい

る。また、感染症対策に必要な物資（マスク、手指消毒液、非接触型温度計、サーマル

カメラ、簡易間仕切り、大型扇風機等）を区民避難所に格納している。さらに、夏季に

は熱中症の危険性が高まるため、区は、熱中症の予防や対処法に関する普及啓発に努め

る。 
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４ 区民避難所の衛生・防火管理 

① 避難所運営会議の中に衛生管理担当を設置するなど、区民避難所の衛生管理対策を促

進する。 

② 避難所運営会議の中で、防火担当責任者を指定するなど、区民避難所の防火安全対策

を促進する。 

５ 区民避難所における動物飼育対策 

（１）基本的な考え方 

① ペットは、原則として、犬、猫等小動物とする。 

② 災害時における動物飼育は避難所連絡会議等において、避難所単位で受入れ方針を

検討することとする。区は、ペットの避難場所が不足する場合に、近隣避難所との調

整役を担う。 

③ 災害時には、飼い主とともに同行避難してくるペットに対して、区民避難所におけ

る避難者の間でのトラブルの防止を図るため、避難所連絡会議等で区民避難所への同

行の可否や、同行の可能な所定の区民避難所についてペットの避難エリアを定めると

いった区民避難所における適正な飼育方法について対応策を検討していく。 

＜避難所におけるペットの受け入れ方針（例）＞ 

・避難所では、人間の居住場所とペットの飼育場所を完全に分離し、ペットはケージ内・

繋ぎ止めにより飼育する。 

・避難所でのペットの管理は、飼い主による自主管理を原則とする。 

・避難所に持ち込まれた飼い主不明動物は、都保健医療局が保護するまで、ペットと同

じ場所で一時的に飼育する。 

④ 避難所連絡会議は、区民避難所へペットと同行避難を希望する避難者の把握に努め

る。 

⑤ 被災地区の動物の保護と救護については、迅速な対応が求められるため、区は、平

素から関係団体等と連携・協力体制を築き対策を検討する。平成 27 年度に獣医師会と

の間で「災害時における愛護活動の救護活動等に関する協定」を締結、区は災害が発

生し、動物救護が必要な場合、獣医師を区民避難所へ派遣し、動物の救護活動が円滑

に行える体制を整えていく。 

⑥ ペットの保護に関しては、広域的な対応が必要であるので、区は、都に対して関係

団体等との協力体制の確立を要請していく。 

（２）獣医師会および都・区・区民（飼い主）の役割 

ア 獣医師会の役割 

・被災動物の救護および応急措置 

・飼い主の判明しない被災動物死亡時の引取、埋葬等 

・その他必要な災害応急業務 
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イ 都（保健医療局）の役割 

・被災動物の保護 

・関係団体等との連絡調整 

・関係団体等との協働による「動物救援本部」の設置 

・区民避難所等におけるペットの適正飼育の指導等 

ウ 区の役割 

・同行避難動物の飼育場所、最低限の食料備蓄等の確保 

・区民避難所等におけるペットの飼育状況の把握および都・関係団体への情報提供 

・区民避難所等におけるペットの適正飼育について避難所運営マニュアルに記載およ

び指導等 

・施設単位の避難所開設・運営マニュアルによる訓練の実施 

・獣医師会との連携 

エ 区民（飼い主）の役割 

・動物対策部（仮称）の立ち上げと運営 

・区民避難所で人間とペットが共存できるための飼育ルールに従うことの同意 

・動物対策部が行うべき作業への参加の同意 

・飼育場所の設営・維持 

・同行避難動物の管理・飼育 

・区との連絡 

（３）区民への周知・啓発 

① 人とペットの災害対策ガイドライン（環境省、平成 30 年３月）に基づき、災害発生

時に、飼い主による同行避難や適正な飼育管理が行われるよう、区は、平常時から飼

い主に対する啓発等の対策を講じる 

② 地区の防災訓練に都獣医師会品川支部も参加し、ペットの保護訓練やしつけ教室の

なかで区民に対して積極的に啓発を図っていく。 

③ 区は、ペットを飼育する区民に対して、同行避難や区民避難所での飼育のためのケ

ージ等最低限の物資を備蓄するとともに、個人備蓄（食料・水、ペットシーツ、トイ

レ用品等）を自ら実施するよう周知する。 

④ 区は、ペットとの同行避難が可能な区民避難所の周知、および区民避難所内での飼

育についての同行避難ルールを検討するとともに、ルール・知識の普及・啓発に努め

る。 

６ 避難訓練 

① 区は、避難訓練により、避難経路、避難場所を周知する。 

② 区は、避難訓練を通じ、児童・生徒自身の力で安全を確保する技術を習得させる。 
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③ 区内一斉防災訓練において、本部訓練と合わせて避難所運営訓練を行い、通信等連携

訓練を実施する。 

④ 校長等は、児童・生徒の引き渡し訓練を実施し、引き渡しルールについて教職員、保

護者で共通理解を図る。 
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対策３ 要配慮者の安全確保       

【各機関の役割 

 

【具体的な取組】 

第１ 要配慮者の安全確保 

 

１ 用語の整理 

（１）要配慮者 

要配慮者とは、高齢者、障害者、乳幼児その他の特に配慮を要する者である。 

（２）避難行動要支援者 

避難行動要支援者とは、要配慮者のうち災害が発生し、または災害が発生するおそれ

がある場合に自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を

図るため特に支援を要する者である。 

（３）避難支援等関係者 

避難行動要支援者の避難支援等に関係する者（防災区民組織、警察署、消防署、区、

その他避難支援等の実施に携わる関係者）である。 

  

  

機関名 役   割 

都 
・区市町村が行う避難行動要支援者に対する個別避難計画作成等の

取組を支援 

区 

・要配慮者、避難行動要支援者、避難支援等関係者の定義 

・支援体制づくり（品川区要配慮者支援体制の拡充） 

・福祉避難所の設置 

防災区民組織・警察

署・消防署・その他

支援機関 

・地域における安全体制の確保 

・社会福祉施設等の安全対策の推進 

○区は、品川区避難行動要支援者支援計画に位置付けた要配慮者対策に係る前提、考え方

等に基づき、登録対象者に対して、避難行動要支援者名簿への登録の推進を図っていく。

なお、要配慮者対策に係る前提、考え方については、品川区避難行動要支援者支援計画

に位置付けている。 
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図表2-56 各用語の定義と関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表2-57 要配慮者（避難行動要支援者を含む）該当範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

要配慮者 

高齢者、障害者、乳幼児その他の特に配慮を要する者 

避難支援等関係者（防災区民組織、警察署、消防署、区、その他避難支援等の実施

に携わる関係者） 

 

要配慮者 

① 要介護度１～５の認定を受けている高齢者 

② 身体障害者手帳所持者のうち１級～３級に該当する者 

③ 愛の手帳所持者のうち１度～２度に該当する者 

④ 精神障害者保健福祉手帳所持者のうち１級～２級に該当する者で避

難誘導に支援が必要と区が判断する者 

⑤ 在宅の難病患者や重症心身障害児で人工呼吸器や痰吸引等の利用患

者および在宅難病患者で避難誘導に支援が必要と区が判断する者 

⑥ ①～⑤に該当しない者で避難誘導に支援が必要と区が判断する者 

⑦ ひとり暮らし等高齢者名簿に登録されている者 

⑧ 要支援１～２に該当する者およびそれに準ずる者（総合事業対象

者）  

⑨ 身体障害者手帳所持者のうち４級～６級に該当する者 

⑩ 愛の手帳所持者のうち３度～４度に該当する者 

⑪ 精神障害者保健福祉手帳所持者および自立支援医療受給者証（精神

通院）所持者  

⑫ 上記以外の妊産婦、乳幼児、日本語の理解が十分でない外国人、怪

我等による歩行困難者など  

※施設入居・入所者等は該当範囲に含まない。 

避
難
行
動
要
支
援
者 

避難行動要支援者 

要配慮者のうち、災害が発生し、または災害が発生するおそれがある場合に自ら 

避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要する者 

 支援 
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２ 避難行動要支援者の把握 

災害対策基本法では、区が避難行動要支援者の把握に努めるよう定められており、災害

時の円滑な状況把握等において、避難行動要支援者名簿は重要な役割を担う。避難行動要

支援者名簿による対象者の把握は、避難行動要支援者支援の第一歩となる点を踏まえて、

対策を進める。 

（１）避難行動要支援者名簿の作成 

① 発災時に避難支援等関係者が避難行動要支援者の安否確認・救出救助・避難誘導を

迅速かつ適切に行えるよう、区は、避難行動要支援者名簿を以下のとおり作成する。 

② 品川区における避難行動要支援者名簿として、品川区避難行動要支援者名簿（名簿

A：発災時外部提供用）と品川区避難行動要支援者名簿（名簿 B：平常時外部提供用）

があり、品川区避難行動要支援者名簿を包括している。 

＜避難行動要支援者名簿について＞ 

・名簿Ａ：品川区避難行動要支援者名簿（発災時外部提供用）：避難行動要支援

者に該当する者すべてが登録された名簿。災害が発生し、または災害が発生す

るおそれがある場合は個人情報の外部提供についての同意の有無にかかわらず

避難支援等関係者その他の者に外部提供することができる。 

・名簿Ｂ：品川区避難行動要支援者名簿（平常時外部提供用）：地域における支

援体制構築のため、避難行動要支援者に該当する者で以下の(1)～(4)のうち個

人情報の外部提供への同意者のみが登録された名簿。平常時より避難支援等関

係者に配付し、「品川区避難支援個別計画書」の作成や訓練実施など地域にお

ける支援体制構築のために活用する。 

（1）要介護度１～５の認定を受けている高齢者 

（2）身体障害者手帳所持者のうち１級～３級に該当する者 

（3）愛の手帳所持者のうち１度～２度に該当する者※ 

（4）(1)～(3)に該当しない者のうち本名簿への登録を特に希望する者で避難誘導

に支援が必要と区が判断する者 

 ※施設入居・入所者等は該当範囲に含まない。 

 

（２）避難行動要支援者名簿の情報入手、登録・更新方法 

ア 名簿Ａ：品川区避難行動要支援者名簿（発災時外部提供用） 

① 関係各課が把握している避難行動要支援者の情報を入手し、登録する。 

② 避難誘導に支援が必要と自ら希望した者の申請に基づき情報を入手し、登録する。 

③ 住民基本台帳情報の更新、関係各課が所持する情報の更新を行う。 

イ 名簿Ｂ：品川区避難行動要支援者名簿（平常時外部提供用） 

① 毎年、未登録者および新規対象者に意向調査を実施し、個人情報外部提供同意書

に同意した避難行動要支援者の情報を登録する。 

② 避難誘導に支援が必要と自ら希望した者の情報を入手し、登録する。 

③ 情報変更確認調査による情報更新を行う。 
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（３）避難行動要支援者名簿の外部提供および個人情報保護に関する措置 

区は、避難行動要支援者名簿を外部提供する場合、外部提供をした避難支援等関係者

に対し、品川区避難行動要支援者名簿の取扱いに関する教示書の提供や受領書兼誓約書

の提出等の個人情報保護対策を講じる。 

３ 支援体制づくり（品川区要配慮者支援体制） 

① 発災時における要配慮者の被害を最小限にとどめるためには、要配慮者の支援に関わ

るすべての人が協力し、対応することが重要である。そのために、自助・共助・公助の

理念に基づきそれぞれが役割を担って行動し、要配慮者を支援する体制（品川区要配慮

者支援体制）を構築する。 

② 区は、平常時において要配慮者を含め各関係者と協力・連携しながら支援体制を構築

し、発災時において迅速かつ円滑な支援を実施することを責務とする。 

③ 要配慮者および各関係者は、それぞれの役割を理解し支援体制構築および発災時の支

援実施に可能な限り協力することに努める。 

④ 区は、「品川区避難行動要支援者支援計画」を策定し、要配慮者支援における具体的

な内容を取りまとめており、計画に基づき支援体制の構築を推進する。 

⑤ 区は、複数の情報伝達手段による区民への情報提供体制の整備を推進している。高齢

者や障害者など要配慮者の個々の状態（視力低下、聴覚障害等）にあった情報伝達方法

を検討し支援体制づくりを行う。 

４ 安否確認・避難誘導体制づくりのための訓練と研修の実施 

（１）しながわ防災学校による研修の実施 

区は、要配慮者の支援体制づくりを推進するために地域の防災リーダーを育成する研

修を、しながわ防災学校の地域防災ベーシックコースや地域防災ステップアップコース

等にて実施する。また、しながわ防災体験館の要配慮者避難誘導体験等を活用する。 

（２）避難誘導ワークショップの実施支援 

① 傾斜が多い地域、海抜の低い地域、マンションが多い地域、木密地域など各地域性

に応じた避難誘導が行えるよう、区は、防災区民組織など地域住民の協力により避難

誘導ワークショップを区内全域で引き続き実施していく。 

② 避難誘導ワークショップでは、発災時を想定し避難行動要支援者の避難誘導ルート

を設定し模擬的に避難誘導を行うことで、危険箇所や防災設備等を把握しつつ避難誘

導時に配慮が必要となる事項を検証し、支援体制の拡充に役立てる。 

③ 全町会・自治会で最低１回はワークショップを実施するよう、区は引き続き、防災

区民組織に働きかけを行う。 

④ 区は、しながわ防災学校を活用し、町会・自治会自らが避難誘導ワークショップを

行える体制整備を支援する。 
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（３）各種防災訓練の実施 

総合防災訓練や区民避難所または防災区民組織等の単位で行われる訓練などで避難誘

導ワークショップの実施や区民避難所における要配慮者への配慮に関する学習などを行

うことを通じ、支援内容に具体性を持たせていく。 

（４）品川区避難支援個別計画書の作成 

① 避難行動要支援者の支援体制を実効性のあるものにするために、区および防災区民

組織において個々の避難行動要支援者ごとに支援者や支援方法等を定めた計画書（品

川区避難支援個別計画書）を作成していく。 

② 個別計画書の作成対象者の区分ごとに区の担当部署を定め、個別計画書を作成して

いく。 

③ 区は、個別計画書の作成のほか、介護や障害の程度により防災区民組織等による避

難誘導が難しい避難行動要支援者の支援を行う上で、医療関係者や福祉専門職等の避

難支援等関係者以外の支援者の確保に努める。 

④ 区は、避難支援等関係者等の安全確保に努める。 

⑤ 避難支援等関係者等は相互に連携し、平常時の支援体制づくりや発災時の要支援者

の安否確認・救出救助・避難誘導の実施を行うが、その支援に際しては自身の身の安

全に十分配慮する必要がある。 

⑥ 避難支援等関係者等は自身もしくは自身の家族等の生命および身体の安全を守るこ

とを前提として可能な範囲での支援を行うものであり、支援の義務が課されるもので

はない。 

５ 区民避難所の設置と受け入れ体制の強化 

（１）要配慮者に対応した各区民避難所の運営体制づくり 

① 区民避難所で、要配慮者を受け入れるにあたっては、それぞれの特性を踏まえた対

応が求められることから、平常時より要配慮者の特性の理解啓発に努める。 

② 各避難所連絡会議等で区民避難所となる学校の一部を要配慮者用に指定するなど要

配慮者が避難所生活者となることを想定し、発災時に対応できるような体制づくりを

進める。 

③ 区は、要配慮者が避難所において避難生活を送るうえで必要な食料、生活用品や簡

易トイレ・毛布・大人用おむつ等の備蓄をするとともに、物資の調達体制を確立する。 

（２）福祉避難所の設置 

あらかじめ指定した避難行動要支援者は福祉避難所で保護することとなるため、災害

協定を締結した区内社会福祉法人等と区が協力し、発災に備えた準備を行う。 

６ 在宅避難をしている要配慮者への支援 

区は、在宅避難をしている要配慮者への支援方法を検討していく。 
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７ 福祉ボランティア、他都市応援職員の活用  

区は、福祉ボランティア、他都市応援職員の活用に関する事前対応を検討していく。 

８ 地域・警察署・消防署・その他支援機関 

要配慮者に対し、防災区民組織、警察署、消防署等の避難支援等関係者が行う安全確保

対策を定め、これを推進する。 

（１）地域における安全体制の確保 

日頃からの見守り隊など様々な活動を通して、生活全般に介助の必要な高齢者、身体

障害者等の避難行動要支援者の安全確保は、近隣住民である防災区民組織や地域住民・

警察署・消防署・社会福祉施設等による協力、連携の体制を平常時から確立していく。 

（２）その他支援機関の安全対策の推進 

① 区は、社会福祉施設等において支援体制づくりへの協力、施設と周辺地域の事業所、

町会等との間、および施設相互間の災害応援協定等の締結を促進する。 

② 区は、各施設の自衛消防訓練の充実指導に努める。 
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対策４ 在宅避難          

【各機関の役割】 

 

【具体的な取組】 

第１ 在宅避難の普及 

１ 在宅避難のための備えの周知 

災害発災後、自宅の被害が軽微で、安全が確保され居住できる場合、在宅避難が可能と

なる。区は、家具等の転倒・落下防止、ガラスの飛散防止、７日間分以上の飲料水・食料・

生活用品の家庭内備蓄、循環備蓄（ローリングストック）等、自助の取組について啓発を

行う。 

特に耐震性能の高いマンションについて地震災害時、区では在宅避難を基本とし、自助

の取組について周知する。また、マンション居住者と地域住民との間の共助の仕組みづく

りについて、その啓発に努める。 

 

第２ 在宅避難者の支援方法の検討 

１ 区民避難所における支援 

区は、避難所運営会議等と連携し、区民避難所における在宅避難者を対象とした食料・

生活用品等の配布、保健医療サービスや防災情報の提供など、生活環境の整備に必要な支

援について検討し、避難所開設・運営マニュアルの見直しに努める。 

２ 要配慮者等への対応 

区は、在宅避難をしている要配慮者等を対象とした栄養相談や健康相談、災害時特有の

PTSD に対するきめ細かいメンタルケア等、支援方法を検討していく。 

 

機関名 役   割 

都 ・高層マンションにおける「東京とどまるマンション」の普及広報 

区 
・在宅避難の普及 

・在宅避難者の支援方法の検討 

○区は、在宅避難のための備えについて周知する。特に耐震性能の高いマンションについ

て地震災害時は在宅避難を基本とし、自助の取組について周知する。 

○区は、区民避難所における在宅避難者を対象とした支援の方法について検討する。 

○区は、在宅避難をしている要配慮者等への支援方法を検討する。 
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第９章 帰宅困難者対策 

対策の基本的な考え方 
 

帰宅困難者が徒歩で帰宅することにより、関係行政機関等による応急活動に支障をきた

すことに加え、余震の発生等により徒歩帰宅者自身にも危険が及ぶおそれがある。このた

め、帰宅困難者の発生の抑制および混乱収拾後に帰宅を始める帰宅困難者の支援が必要で

ある。 

ここでは、事業者等による従業員等を施設内で待機させるための対策、行き場のない帰

宅困難者を受け入れる施設の確保および混乱収拾後の帰宅支援対策について示す。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 帰宅困難者の発生の抑制 

第１ 従業員等の施設内待機・帰宅抑制 

○事業者等は、従業員等が施設内で待機できるよう、施設の安全を確保するとともに、従

業員等向けの飲料水・食料等の備蓄を確保する。 

○事業者等は、発災時に来客者等が滞在している可能性も考慮し、来客者等向けの飲料水・

食料等の備蓄に努めなければならない。 

第２ 施設利用者受入体制の確保 

○事業者等は、首都直下地震帰宅困難者等対策協議会で取りまとめた「大規模な集客施設

や駅等における帰宅困難者対策ガイドライン」を参考として、施設利用者保護に係る対

策を事業所防災計画等へ反映する。また、検討した対策を関係者や従業員等に周知する

とともに、訓練の実施を通じ定期的に対応を確認し、防災力向上に努める。 
 

対策２ 滞留者への情報提供体制の整備 

第１ 区として実施する帰宅困難者対策 

○区は、帰宅困難者を含めた滞留者の混乱を防止し適切な情報共有・提供を行うために、

通信事業者と連携して、災害用伝言ダイヤルや災害伝言板等の情報通信体制の整備を進

める。また、これらの普及啓発に向け、パンフレット配布等を実施する。 

 

対策３ 一時滞在施設の確保および支援体制の整備 

第１ 区として実施する帰宅困難者対策 

○区は、発災時において行き場のない帰宅困難者を受け入れるための一時滞在施設を確保

する。 

○区は、一時滞在施設として確保した施設に、３日分の飲料水・食料等を備蓄する。 

○区は、女性や要配慮者等のニーズを考慮した帰宅困難者対策を進める。 

第２ 事業者等と連携して行う帰宅困難者対策 

○区は、行き場のない帰宅困難者を受け入れるための一時滞在施設の確保のため、事業者

等に協力の呼び掛けを行う。 

○区は、ターミナル駅周辺での多数の滞留者の発生に備え、事業者等および関係行政機関

等を構成員とした駅周辺帰宅困難者対策協議会を設置し、地域の支援ルールを定め、訓

練等の実施により混乱防止体制を確立する。また、大崎駅周辺地域では都市再生安全確
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保計画を、大井町駅と目黒駅ではエリア防災計画を作成しており、必要に応じて計画の

修正を行う。 
 

対策４ 混乱収拾後の帰宅支援 

第１ 徒歩帰宅者の帰宅支援 

○区は、徒歩帰宅者の円滑かつ安全な帰宅を支援するため、都の災害時帰宅支援ステーシ

ョンの設置に協力するとともに、徒歩帰宅者支援のための備蓄品を確保する。 

○区は、徒歩帰宅者を支援するための体制を構築する。 
○区は、混乱収拾後の徒歩帰宅者支援を想定した訓練の実施を通じた体制整備を進める。 
 

 

 

【用語の解説】 

①帰宅困難者 

「帰宅困難者」とは、遠方に外出しているなどの理由により一般的に徒歩での帰宅が

困難な者のことをいう。距離別の帰宅困難割合の考え方を下表に示す。 

図表2-58 距離別帰宅困難割合 

自宅までの距離 帰宅困難割合 

～10km 全員帰宅可能(帰宅困難割合＝０％) 

10km～20km 
被災者個人の運動能力の差から、帰宅困難者割合は１km 遠くな

るごとに 10％増加 

20km～ 全員帰宅困難(帰宅困難割合＝100％) 

 

②徒歩帰宅者 

「徒歩帰宅者」とは、徒歩での帰宅が可能で、徒歩による帰宅を行う者をいう。 

③一時滞在施設 

「一時滞在施設」とは、都や区が指定、もしくは協定を締結した事業者等の施設であ

り、滞在すべき場所を持たない滞留者を一時的（最長３日間）に受け入れる施設をい

う。 

④長周期地震動 

「長周期地震動」とは、規模の大きな地震が発生した場合、長周期の地震波が発生

し、震源から離れた遠方まで到達して、平野部では地盤の固有周期に応じて長周期の地

震波が増幅されることをいう。継続時間も長くなることがある。 

⑤災害時帰宅支援ステーション 

「災害時帰宅支援ステーション」とは、学校等の公共施設や、沿道に多数の店舗が

あるコンビニエンスストア、ファミリーレストラン、ガソリンスタンド等の民間施設

のうち、都との協定に基づき災害時の帰宅支援を行う指定された施設をいう。店舗に

は、都から提供をうけるステッカー等を利用者に見えやすい入口等に掲出している。 

災害時帰宅支援ステーションが徒歩帰宅者に対して行う主な支援内容は、水道水お

よびトイレの提供、地図等による道路情報およびラジオ等で知り得た通行可能な道路

等の情報提供等である。 

※店舗の被害状況により、支援を実施できない場合もある。 

 

 

 

図表2-59 災害時帰宅支援ステーションステッカー 

 

  



第２編 災害予防 

第９章 帰宅困難者対策 

予防-191 

対策 
 

対応テーマ 

対策１ 帰宅困難者の発生の抑制 

対策２ 滞留者への情報提供体制の整備 

対策３ 一時滞在施設の確保および支援体制の整備 

対策４ 混乱収拾後の帰宅支援 

 

対策１ 帰宅困難者の発生の抑制      

【各機関の役割】 

機関名 役  割 

都 ・事業所の防災対策・帰宅困難者対策の強化 

事業者等 

・従業員等の施設内待機計画の策定 

・従業員等のための３日分の飲料水・食料等の確保 

・来客者等のための備蓄の推進 

・施設の安全確保 

・従業員等の安全確保 

 

【具体的な取組】 

第１ 従業員等の施設内待機・帰宅抑制 

 

１ 事業者等における施設内待機計画の策定 

① 事業者等は、「大規模地震の発生に伴う帰宅困難者対策のガイドライン（平成 27 年３

月）」を参考に、従業員等の施設内待機・帰宅抑制に係る事項を、あらかじめ事業所防

災計画、事業継続計画（BCP）その他の内部規則に定める。 

② 必要に応じ、他の事業者等や関係行政機関等との連携、地域における帰宅困難者対策

等の取組みへの参加について事業所防災計画等に明記する。 

③ 事業者等は、施設内待機・帰宅抑制に係る事項を全従業員等に周知する。 

２ 事業所等における飲料水・食料等の備蓄の確保 

① 事業者等は、従業員等が施設内で待機できるよう、３日分の飲料水・食料等の備蓄に

努めなければならない。 

○事業者等は、従業員等が施設内で待機できるよう、施設の安全を確保するとともに、従

業員等向けの飲料水・食料等の備蓄を確保する。 

○事業者等は、発災時に来客者等が滞在している可能性も考慮し、来客者等向けの飲料

水・食料等の備蓄に努めなければならない。 
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② 事業者等は、関係行政機関等による応急活動が優先される発災後３日間は、従業員等

の一斉帰宅による大規模な交通渋滞の発生防止および従業員等の安全確保の観点から、

事業者等が従業員等を施設内に待機させる必要がある。このことから、備蓄量の目安は

３日分となる。 

ただし、次の点に留意する必要がある。 

【一斉帰宅抑制における従業員等の備蓄の考え方について】 

１ 対象となる企業等 

首都直下地震発生により被災の可能性がある国、都、区市町村の官公庁を含む

全ての事業者 

２ 対象となる従業員等 

雇用の形態（正規、非正規）を問わず、事業所内で勤務する全従業員 

３ ３日分の備蓄量の目安 

飲料水については、１人あたり１日３リットル、計９リットルとする。 

主食については、１人あたり１日３食、計９食とする。 

毛布については、１人あたり１枚とする。 

その他の品目については、物資ごとに必要量を算定する。 

４ 備蓄品目の例示 

（１）飲料水：ペットボトル入り飲料水 

（２）主食：アルファ化米、クラッカー、乾パン、カップ麺 

※飲料水や食料の選択にあたっては、賞味期限に留意する必要がある。 

（３）その他の物資（特に必要性が高いもの） 

毛布、簡易トイレ、衛生用品、敷物（ビニールシート等）、携帯ラジオ、

懐中電灯、乾電池、救急医療薬品類 

（備 考） 

１ 上記品目に加えて、事業継続等の要素も加味して、企業ごとに必要な備蓄品を

検討していくことが望ましい。 

（例）非常用発電機、燃料、工具類、調理器具（携帯用ガスコンロ、鍋等）、副食

（缶詰等）、ヘルメット、軍手、自転車、地図 

２ 企業等だけでなく、従業員自らも備蓄に努める。 

（例）非常用食品、ペットボトル入り飲料水、運動靴、常備薬、携帯電話用電源 

 

③ 事業者等は、共助の観点から、来客者等に対応するため一割程度多めの備蓄に努める。 

３ 施設内の安全措置の確保 

① 事業者等は、日頃から耐震診断・耐震改修やオフィスの家具類の転倒・落下・移動防

止措置、事務所内のガラス飛散防止措置その他の施設内の安全措置に努める。 

② 発災時の建物内の点検箇所を事前に定め、安全点検のためのチェックリストを作成す

る。また、停電時の対応も含め、建物の安全確保の方針について、事業所防災計画等で

具体的な内容をあらかじめ定める。なお、高層ビルについては、高層階で大きな揺れの

影響を受ける長周期地震動への対策を進める。 

４ 従業員等の安否確認手段等の確保 

① 事業者等は、発災時における従業員等との連絡の手段・手順を定める。従業員等が安

心して施設内に待機できるよう、家族等との安否確認手段を従業員へ周知を図る。 
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② 外出する従業員等は、事前に訪問先を告げ、急な変更の場合は、なるべくメール等を

活用して所在場所を職場に連絡するなど、発災時に事業者等が従業員等の居場所を把握

できるよう平素から努める。 

③ 安否確認は、電話の輻輳や停電等の被害を想定し、以下の手段のうち、それぞれの通

信手段網の特性を踏まえて複数の手段を確保しておくことが望ましい。 

・固定および携帯電話の音声ネットワークを利用するもの 

（例）災害用伝言ダイヤル 171 

・固定および携帯電話のパケット通信ネットワークを利用するもの 

（例）災害用伝言板、web171、災害用音声お届けサービス、SNS（ソーシャルネットワーキ

ングサービス）、IP 電話 等 

④ 事業者等は、従業員等に対し家族等との安否確認の訓練を行うようにする。 

⑤ 自衛消防訓練等を定期的に実施する際に、施設内待機に関する訓練を行い、施設内待

機の手順等について確認し、必要な場合は改善を行う。 

⑥ 事業者等は、年１回以上の訓練を定期的に行い、その結果は必ず検証し、事業所防災

計画等に反映させる。 

５ 帰宅困難者対策に係る周知・啓発 

区は、事業者等において帰宅困難者の発生を抑制するため、経済団体等と協力して事業

者等に対して、区の帰宅困難者対策について周知・啓発を行う。 

 

第２ 施設利用者受入れ体制の確保 

 

１ 集客施設および駅等の施設利用者保護 

① 事業者等は、首都直下地震帰宅困難者等対策協議会で取りまとめた「大規模な集客施

設や駅等における帰宅困難者対策ガイドライン」を参考に、施設利用者の保護に係る事

項を計画し、あらかじめ事業所防災計画等に反映させる。その際、他の事業者等との連

携、関係行政機関との連携、地域における帰宅困難者対策等の取組みへの参加などにつ

いても明記するよう努める。 

② 建物所有者とテナントが存在する複合ビルの場合、事業者等は、建物ごとの個別の事

情に応じて、あらかじめ役割分担を取り決める。 

③ 事業者等は、施設利用者の保護に係る事項をマニュアル等にまとめた後、必要な箇所

に配置し、発災後に直ちに確認できるようにする。また、あらかじめ全従業員等に周知

し、理解の促進を図る。 

○事業者等は、首都直下地震帰宅困難者等対策協議会で取りまとめた「大規模な集客施設

や駅等における帰宅困難者対策ガイドライン」を参考として、施設利用者保護に係る対

策を事業所防災計画等へ反映する。また、検討した対策を関係者や従業員等に周知する

とともに、訓練等を通じ定期的に対応を確認し、防災力向上に努める。 
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④ 事業者等は、施設利用者の安全確保のため、発災直後の施設内待機や安全な場所への

誘導や案内手順について、あらかじめ検討する。あわせて、必要と考えられる備蓄品の

確保や必要とする人への提供方法、車椅子や救護用担架など要配慮者や急病人への対応

および女性への配慮についても具体的に検討しておく。 

⑤ 事業者等は、日頃から家具類の転倒・落下・移動防止措置、施設内のガラス飛散防止

措置その他の施設内の安全措置に努める。なお、高層ビルについては、高層階で大きな

揺れの影響を受ける長周期地震動への対策を進める。 

⑥ 事業者等が管理する施設に隣接して、道路や通路、広場等、自治体等が管理所有する

施設がある場合は、これらの自治体等の管理者と連携して施設の安全確保を行う必要が

ある。 

⑦ 事業者等は、施設の安全点検のためのチェックリストを作成するとともに施設利用者

が待機するための施設内の安全な待機場所リストも準備する。 

⑧ 事業者等は、施設の特性や事情に応じて、施設利用者保護のために必要となる飲料水・

食料等を備蓄する。 

⑨ 事業者等は、訓練等を定期的に実施することにより、施設利用者保護の手順について

確認し、必要な場合は改善を行う。 

⑩ 事業者等は、建物所有者、施設管理者、テナント事業者と相互に協力し、年１回以上

の訓練を定期的に行い、その結果を必ず検証し、事業所防災計画等に反映させる。 
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対策２ 滞留者への情報提供体制の整備    

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

都 
・帰宅困難者対策におけるシステムの整備 

・都立一時滞在施設における Wi-Fi および災害時用公衆電話の整備 

区 ・通信事業者等との協力体制の構築 

事業者等 ・情報通信基盤および情報提供体制を整備 

 

【具体的な取組】 

第１ 区として実施する帰宅困難者対策 

 

１ 滞留者への情報通信体制の整備 

（１）通信事業者との連携による情報通信体制の整備 

区は、震災時の滞留者に対する災害関連情報の提供を行うため、通信事業者と連携し

て、情報通信基盤および情報提供体制を整備する。 

（２）通信事業者による取組み 

通信事業者は、あらかじめ行政機関や報道機関と連携協力して、事業者等および帰宅

困難者が必要な情報を得られる仕組みを構築する。また、防災訓練等においてパンフレ

ットの配布等を実施し、災害用伝言ダイヤル、災害伝言板等の普及啓発に努める。 

（３）災害関連情報を提供する仕組みの検討 

区は、無人航空機（ドローン）、デジタルサイネージ等、様々な手法を活用し滞留者

へ災害関連情報を提供する仕組みを検討する。 

  

○区は、帰宅困難者を含めた滞留者の混乱を防止し適切な情報共有・提供を行うために、

通信事業者と連携して、災害用伝言ダイヤルや災害伝言板等の情報通信体制の整備を

進める。また、これらの普及啓発に向け、パンフレット配布等を実施する。 

○区は、帰宅困難者を含めた滞留者の混乱を防止し適切な情報共有・提供を行うために、

通信事業者と連携して、災害用伝言ダイヤルや災害伝言板等の情報通信体制の整備を

進める。また、これらの普及啓発に向け、パンフレット配布や利用実験等を実施する。 
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対策３ 一時滞在施設の確保および支援体制の整備   

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

都 
・一時滞在施設の確保 

・一時滞在施設における電力・通信体制の強靭化の推進 

区 

・一時滞在施設の確保 

・行き場のない帰宅困難者向けの備蓄品の備蓄 

・女性や要配慮者等のニーズを考慮した帰宅困難者対策の推進 

・事業者等との協力体制の構築（駅周辺帰宅困難者対策協議会の設置） 

・事業者等への帰宅困難者対策に係る周知・啓発 

事業者等 ・駅周辺帰宅困難者対策協議会への参画 

経済団体等 
・一斉移動の抑止と安否確認 

・正確な情報の入手と自らの判断による対応行動 

 

【具体的な取組】 

第１ 区として実施する帰宅困難者対策 

 

１ 一時滞在施設の確保 

（１）一時滞在施設の確保 

区は、発災時において行き場のない帰宅困難者を受け入れ、混乱の発生を防止するた

め、事業者等の協力を得て一時滞在施設の確保に努める。 

（２）女性や要配慮者等に配慮した一時滞在施設の確保 

区は、一時滞在施設を確保するにあたっては、女性や要配慮者等が滞在しやすい一時

滞在施設を確保するよう努める。 

２ 飲料水・食料等の備蓄 

（１）行き場のない帰宅困難者用の飲料水・食料等の備蓄およびそのスペースの確保 

区は、事業者等の協力を得て一時滞在施設を確保する際には、備蓄品を保管するため

のスペースをあわせて確保し、その施設に３日分の飲料水・食料等を備蓄する。 

また、各種の情報収集や安否確認などに用いるスマートフォン等の電源対策として、

各主要駅周辺に蓄電池を配備する。 

○区は、発災時において行き場のない帰宅困難者を受け入れるための一時滞在施設を確

保する。 

○区は、一時滞在施設として確保した施設に、３日分の飲料水・食料等を備蓄する。 

○区は、女性や要配慮者等のニーズを考慮した帰宅困難者対策を進める。 
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（２）女性や要配慮者のニーズに対応した備蓄の推進 

区は、帰宅困難者対策を進めるにあたり、生理用品やおむつ等、女性や要配慮者のニ

ーズを考慮した備蓄品の確保に努める。 

 

第２ 事業者等と連携して行う帰宅困難者対策 

１ 一時滞在施設の提供に対する協力依頼 

区は、発災時に行き場のない帰宅困難者を受け入れるため、一時滞在施設の確保に努め

る。このため、区内の事業者、集合住宅の管理組合等に呼び掛けを行い、協力を求める。

なお、指定管理施設については協定を締結し、可能な限り協力を促す。 

２ 駅周辺帰宅困難者対策協議会による活動 

区は、ターミナル駅周辺に多くの滞留者が発生した場合に備え、周辺の事業者等および

関係行政機関等と連携して駅周辺帰宅困難者対策協議会を設置し、災害時の構成員の役割

を定める。 

【平時における駅周辺帰宅困難者対策協議会の主な活動】 

・地域の特性、課題を踏まえた地域の支援ルールの作成 

・地域の支援ルールに基づいた滞留者誘導訓練や情報連携訓練の実施 

① 駅周辺帰宅困難者対策協議会では、首都直下地震発生時のターミナル駅周辺の混乱防

止と滞留者の安全確保のため地域の支援ルールを作成する。区は、平成 25 年度に目黒駅

周辺地域において、平成 28 年度に大井町駅周辺地域において、平成 30 年度に大崎駅お

よび五反田駅周辺地域において、地域の支援ルールを作成した。今後、訓練を通じて、

地域の支援ルールを検証し、実効性の向上を図る。また、大規模災害時における駅周辺

の安全確保と混乱の防止に向けて、大崎駅周辺地域（大崎駅・五反田駅）では都市再生

安全確保計画を、大井町駅と目黒駅ではエリア防災計画を作成しており、必要に応じて

計画の修正を行う。 

② 地域の支援ルールには、対象となる地域の特性や平常時および発災時の構成員の役割、

活動の拠点や活動に必要な資機材の一覧その他必要な事項を定める。 

③ 駅周辺帰宅困難者対策協議会では、地域の支援ルールに基づき、平素から情報連携訓

練や滞留者誘導訓練を行い、必要に応じて地域の支援ルールを見直すことにより、発災

時における協議会による混乱防止のための活動の有効性を高める。 

④ 一時滞在施設の運営にあたっては、品川区一時滞在施設運営マニュアル等を活用する。 

○区は、行き場のない帰宅困難者を受け入れるための一時滞在施設の確保のため、事業者

等に協力の呼び掛けを行う。 

○区は、ターミナル駅周辺での多数の滞留者の発生に備え、事業者等および関係行政機関

等を構成員とした駅周辺帰宅困難者対策協議会を設置し、地域の支援ルールを定め、訓

練等の実施により混乱防止体制を確立する。また、大崎駅周辺地域では都市再生安全確

保計画を、大井町駅と目黒駅ではエリア防災計画を作成しており、必要に応じて計画の

修正を行う。 
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対策４ 混乱収拾後の帰宅支援       

【各機関の役割】 

機関名 役  割 

都 
・災害時帰宅支援ステーションの設置推進 

・徒歩帰宅者の輸送手段の検討、整備 

区 

・国、都、近隣区市町村、地域と連携した徒歩帰宅者支援体制の構築 

・事業者等および徒歩帰宅者に対する情報提供体制の構築 

・徒歩帰宅者支援に係る訓練の実施 

事業者等 
・帰宅ルールの策定 

・徒歩帰宅者支援体制への参画、協力 

従業員等 ・日頃からの災害に対する準備 

 

【具体的な取組】 

第１ 徒歩帰宅者の帰宅支援 

 

１ 徒歩帰宅支援場所の確保 

（１）災害時帰宅支援ステーション設置推進に係る都への協力 

都が帰宅支援対象道路として指定している第一京浜、第二京浜、および中原街道の周

辺では、発災後、概ね４日を経過し混乱が収拾した後に帰宅を始める多くの徒歩帰宅者

の通過が予想される。これら多くの徒歩帰宅者の支援のため、コンビニエンスストアや

ガソリンスタンド等の災害時帰宅支援ステーションの設置を、区は都と連携し推進して

いく。 

（２）徒歩帰宅者支援のための備蓄 

区は、混乱収拾後の徒歩帰宅者支援のため、区の施設等を活用して飲料水・食料等の

備蓄に努める。 

２ 徒歩帰宅者支援体制の構築 

（１）地域と連携した徒歩帰宅者支援体制の構築 

区は、混乱収拾後の徒歩帰宅者を支援するため、区内の事業者等と連携し、支援体制

を構築する。 

○区は、徒歩帰宅者の円滑かつ安全な帰宅を支援するため、都の災害時帰宅支援ステーシ

ョンの設置に協力するとともに、徒歩帰宅者支援のための備蓄品を確保する。 

○区は、徒歩帰宅者を支援するための体制を構築する。 

○区は、混乱収拾後の徒歩帰宅を想定した訓練の実施等を通じた体制整備を進める。 
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（２）徒歩帰宅者支援における近隣区市町村との協力体制の構築 

区は、都心から神奈川県方面への徒歩帰宅者が多く発生すると予想されることから、

徒歩帰宅者支援にあたっては、近隣区市町村、特に隣接区と協力して実施する。 

３ 徒歩帰宅者を想定した訓練の実施 

区、通信・交通事業者、事業者等は、連携して訓練を実施し、災害時帰宅支援ステーシ

ョン、赤十字エイドステーションの開設や事業者等の帰宅ルールの検証など、徒歩帰宅支

援の充実を図るとともに、情報共有を図る。 

４ 帰宅ルールの策定 

事業者等は、混乱が収拾した後に従業員等を帰宅させるため、あらかじめ帰宅ルールを

事業所防災計画等に定める。 

５ 従業員等の日常からの備え 

従業員等は、災害時に徒歩帰宅することを考慮し、スニーカーなどの歩きやすい靴の準

備や連絡手段を事前に家族で話し合うなど、日常から備えるよう努める。 
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第１０章 受援体制 

対策の基本的な考え方 
 

震災時には、多くの支援が必要となり、人的、物的の両面において、品川区災害時受援

計画を踏まえ、国、都、他の地方自治体、関係機関から支援を受けるための受援体制の構

築が必要である。さらに、区内の大使館や領事館を通して海外からの広域支援があること

も想定し、より多くの支援を円滑に受入れ、適切な災害対応につなげていくことが重要で

ある。 

ここでは、人的・物的支援の受入れ時における対応および円滑な受入れに向けた体制整

備について示す。また、「東京都災害時受援応援計画」を踏まえ、都との協力体制の充実・

強化を図るよう努める。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 受入体制 

第１ 受入体制構築に向けた基本方針 

○区のみでは対応が困難な場合､他の地方自治体や関係機関の協力を得る必要がある。区

は、広域支援を円滑に受入れるための体制を整備する。 

第２ 受入体制の整備 

○区は、他の地方自治体、専門機関、民間団体等からの適切な支援を受入れるために、平

常時より受入体制の充実を図る。 

第３ 受入体制の充実に向けた取組み 

○区は、協定の実効性強化や訓練、既往災害の教訓等を踏まえた受援マニュアルの作成に

より、さらなる受入体制の充実を図る。 
 

対策２ 人的支援の受入れ 

第１ 人的支援の受入体制構築に向けた基本方針 

○発災時、人的支援の受入れを円滑に実施するため、区は、受援業務の手順や区災害対策

本部内の役割分担を明確にする。 

第２ 応援団体の受入体制の整備 

○区は、地方自治体や専門機関、民間団体、ボランティア等を円滑に受入れるために事前

に想定可能な事項（支援内容、活動拠点、宿泊場所等）の検討を進める。 
 

対策３ 物的支援の受入れ  

第１ 物的支援の受入体制構築に向けた基本方針 

○区は、円滑な支援物資の受入、配分、避難所等への輸送を行うためのさらなる輸送体制

の充実を図る。 

第２ 支援物資等の受入れ体制の整備 

○区は、地域内輸送拠点の施設整備および拠点の運営方法の具体化等の具体的な手順、役

割分担の明確化等を進める。 
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第３ 義援物資の受入れ 

○区による義援物資の取扱いは、被災者のニーズを踏まえ、受付の要否や問い合わせ等を

広報するなど迅速に対応する。 
 

 

 

【用語の解説】 

①ボランティア（専門ボランティア・一般ボランティア） 

ボランティアとは、社会福祉事業などに自発的に奉仕活動をする人をいう。本計画で

は、被災地の復旧・復興のためにボランティア活動をする人を言う。また、専門的な技

能を有する専門ボランティアと、一般的なボランティアに分類される。 

 ②地域内輸送拠点 

区が避難所等へ食料、生活用品を輸送するための仕分け、一時保管機能を持つ場所の

ことをいう。 

③ボランティアコーディネーター 

災害時のボランティア活動を円滑に行うため、ボランティアの受入れや活動先の調整

など、災害ボランティア活動の中核的な役割を担うボランティアのことをいう。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 受入体制 

対策２ 人的支援の受入れ 

対策３ 物的支援の受入れ 

 

対策１ 受入体制          

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

区 

・他の地方自治体や関係機関、民間団体等との受入体制構築 

・協定の実効性強化 

・訓練の実施 

・受援マニュアル等の作成 

 

【具体的な取組】 

第１ 受入体制構築に向けた基本方針 

○区のみでは対応が困難な場合､他の地方自治体や関係機関の協力を得る必要がある。区

は、広域支援を円滑に受入れるための体制を整備する。 

 

① 区は、災害の状況や災害特性によって､必要に応じて他の機関に協力を要請し、災害対

策の円滑な実施を図る｡ 

② 区は、被災者の生活の安定と再建を図るうえで重要な役割を持つボランティアの受入

体制を構築する。 

③ 区は、災害時において他の地方自治体や関係機関等と迅速な情報共有を行うための連

絡体制を整備する｡ 

④ 区は、通常業務（非常時優先業務）に係る支援も想定した体制構築を行う。 
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第２ 受入体制の整備 

１ 他の地方自治体の受入体制の整備 

大地震等の災害が発生した場合には、被災した自治体独自では十分な対策等が実施でき

ないことが想定される。この場合において､被災を免れた自治体あるいは比較的被害が少

ない自治体は､被災した自治体の要請に基づき支援を実施する｡ 

区は、このような事態に備え、国や都および他の地方自治体からの支援を踏まえた受援

体制を構築するとともに、自治体間相互の応援をより円滑に行えるようにするため協定締

結を進める。 

２ ボランティアの受入体制の整備 

① 震災等の大規模災害時におけるボランティア活動は、被災者の生活の安定と再建を図

るうえで重要な役割を担っている。そのため区をはじめ防災関係機関は、ボランティア

との連携協力体制を構築する。 

② 区は、区社会福祉協議会等との連携による区災害ボランティアセンターの設置・運営

訓練等を実施する。 

３ 専門機関（自衛隊、消防機関、警察機関等）の受入体制の整備 

① 各専門機関の宿泊場所、活動スペース等は、原則、応援側が確保することとするが、

必要に応じて、区として提供できるよう検討する。 

② 応援に必要な車両や重機の待機場所等に必要なオープンスペースとして、大規模救出

救助活動拠点（大井ふ頭中央海浜公園、品川清掃工場）を候補地として想定する。 

４ 民間団体等の受入体制の整備 

① 区は、民間団体等と協定を締結し､災害時の協力業務および方法について協議し、円滑

な受入体制を整える。 

② 区は、災害が発生し応急対策活動を行う場合において、必要と認める業務について協

定団体等に対し協力要請を行う体制を整える｡ 

 

  

○区は、他の地方自治体、専門機関、民間団体等からの適切な支援を受入れるために、平

常時より受入体制の充実を図る。 
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第３ 受入体制の充実に向けた取組み 

 

１ 受入体制の準備 

区は、発災時に迅速かつ円滑に応援を受入れるため、以下のとおり、受入体制の準備を

行うものとする。 

・応援職員等に依頼する応急・復旧業務やその必要人数、執務スペースをあらかじめ検討

しておく。 

・応援職員等の宿泊場所・野営地・駐車場・資材置場の候補地をあらかじめ検討しておく。 

・地図、資料、資機材、業務ごとのフローやマニュアルをあらかじめ用意しておく。 

２ 災害時協力協定の実効性強化 

区は、協定を締結するだけでなく、具体的な運用のあり方や発災時の連絡体制の構築（連

絡担当者の設定、電話不通を想定した連絡手段の確保等）について、協定締結先と事前に

調整・協議を行う。 

３ 訓練の実施 

区は、他の地方自治体、協定締結事業者等からの受援を想定した図上訓練等を定期的に

実施し、受援力の維持・向上に努める。 

４ 受援計画の改定 

① 区は、受援をより円滑に行うために、必要に応じて都からの助言を踏まえ、品川区災

害時受援計画を改定していく。 

② 区は、受援することが想定される業務を検討し、受援対象業務カルテ等の形態で、受

援業務の内容、要請先、必要な資機材、情報等取りまとめておき、応援職員と共有する

ことで、より円滑な災害対応の実現を目指す。 

  

○区は、協定の実効性強化や訓練、既往災害の教訓等を踏まえた受援マニュアルの作成に

より、さらなる受入体制の充実を図る。 
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対策２ 人的支援の受入れ        

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

区 

・地方自治体の受入れ体制の整備 

・専門機関の受入れ体制の整備 

・民間団体の受入れ体制の整備 

・ボランティアの受入れ体制の整備 

消防機関 
・品川、大井、荏原各東京消防庁災害時支援ボランティアの育成

および活動 

区社会福祉協議会 ・ボランティア受入れ体制の整備の連携 

 

【具体的な取組】 

第１ 人的支援の受入体制構築に向けた基本方針 

○発災時、人的支援の受入れを円滑に実施するため、区は、受援業務の手順や区災害対策

本部内の役割分担を明確にする。 

 

① 大規模災害発生時に、災害対応を円滑に行うためには、外部からの応援等を適切に受

入れることが重要となるため、区は、受援業務の手順や区災害対策本部内の役割分担を

明確にする。 

② 災害時協力協定を締結している機関への対応や自衛隊の災害派遣要請等の業務につい

ては、「第３編 災害応急対策 第３章 災害対応体制」を参照する。 

 

第２ 応援団体の受入体制の整備 

 

１ 地方自治体の受入れ 

① 区は、災害対策基本法第 68 条に基づき、応援が必要な状況となった場合、都に対して

応援を求めることができる。 

② 区は、災害対策基本法第 67 条に基づき、応援が必要な状況となった場合、他市町村等

に対して応援を求めることができる。 

③ その他、事前に相互支援に関する協定等を結んでいる自治体へ応援を求めることがで

きる。 

 

○区は、地方自治体や専門機関、民間団体、ボランティア等を円滑に受入れるために事前

に想定可能な事項（支援内容、活動拠点、宿泊場所等）の検討を進める。 
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２ ボランティアの受入れ 

（１）ボランティアの種類 

ボランティアの形態は、専門ボランティアと一般ボランティアに大別される。 

ア 専門ボランティア 

① 専門ボランティアとして活躍が期待される仕事には次のものが考えられる。 

・建物の応急危険度判定 

・語学 

・医療（医師、看護師） 

・福祉（手話、介護福祉士等） 等 

② 品川、大井、荏原消防署では、震災時に消防活動を支援する登録制の専門ボラン

ティアとして「東京消防庁災害時支援ボランティア」の募集および育成を行ってい

る。また、ボランティア活動を統率するリーダーおよびコーディネーターの育成を

継続的に実施するとともに、元東京消防庁職員の登録者を積極的に活用している。 

③ 都においては「応急危険度判定員」「語学ボランティア」等の防災ボランティア

の登録、育成を行っており、また日本赤十字社東京都支部では「赤十字災害救護ボ

ランティア」「地域赤十字奉仕団」等の登録を行っている。 

イ 一般ボランティア 

一般ボランティアの活動内容としては次のものなどが考えられるが、今後拡充を図

っていく。 

・避難所の運営補助（給食・給水、広報、印刷物の配布、救護物資の仕分け・運搬・配

布、清掃・洗濯、高齢者の話し相手、子どもの遊び相手、引越し） 

・災害廃棄物の処理 等 

 

（２）専門ボランティアの受入体制 

① 区は、都などが事前登録制により実施しているボランティアについて、専門領域ご

とに受入担当部署を定め、受入体制を整備する。 

② 区は、災害時に必要な能力を生かせるよう、平常時から専門能力を持ったボランテ

ィアの登録制度を整備する（例：区ホームページを通じた被災建築物応急危険度判定

員募集）。 

（３）一般ボランティアの受入体制 

区では、ボランティアの活動拠点となる災害ボランティアセンターを中小企業センタ

ー内に確保し、区災害対策本部との通信体制を確立するとともに、ボランティアの受入

れ、情報提供、あっ旋等を行っていく。平時より災害時におけるボランティア活動の啓

発に努める。 

① ボランティアの総合受付は福祉部が行う。 
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② 福祉部は、ボランティアの需給を把握し、ボランティアに情報を提供するとともに

活動のあっ旋を行う。 

③ 災害時におけるボランティアの受入れを円滑に行えるよう「ボランティア活動支援

マニュアル」を更新し、充実に努める。 

④ 区は、平時より区社会福祉協議会と連携し、ボランティアセンター開設訓練の実施

や災害時におけるボランティア活動の啓発を行っていく。また、ボランティアコーデ

ィネーターの育成にも努めていく。 

（４）東京都災害ボランティアセンターとの連携 

① 都は、災害時に東京ボランティア・市民活動センターと協働で東京都災害ボランテ

ィアセンターを設置し、区と連携して、一般のボランティアが被災地のニーズに即し

た円滑な活動ができるよう以下について支援する。 

・災害ボランティアコーディネーターの派遣 

・区災害ボランティアセンターの立上げ・運営支援 

・区市町村間の資機材・ボランティア等の需給調整    等 

② 区および区災害ボランティアセンターは、都から情報を収集するとともに、前記支

援について要請する。 

（５）特別区間での連携体制 

大規模災害時の特別区相互間の協力による応急対策および復旧対策の円滑化を図るた

め、「特別区災害時相互協力および相互支援に関する協定」を締結し、ボランティアの

受入れ支援に関する事項について、協力および支援体制を整備している。 

３ 専門機関（自衛隊、消防機関、警察機関等）の受入れ 

① 専門機関は活動に必要な環境を自ら確保し、災害対応にあたる。ただし、区は、災害

対応にあたり必要な情報を円滑に共有できる体制について整備を進める。 

② 専門機関の活動が他機関と競合重複しない作業分担となるよう、区は、円滑な情報共

有ができる体制を整える。 

４ 民間団体の受入れ 

① 区は、支援を依頼する内容に応じて、受入れのための環境整備を行うよう努める。必

要に応じて、作業場所や宿泊場所等の確保についても検討する。 

② 区は、各民間団体と災害時における具体の連携方法や連絡手段等の災害時における活

動を円滑に進めるための受入体制を整備するよう努める。  
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対策３ 物的支援の受入れ        

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

区 

・輸送体制の充実 

・地域内輸送拠点等の施設整備 

・地域内輸送拠点等の円滑な運用に向けた対策 

 

【具体的な取組】 

第１ 物的支援の受入体制構築に向けた基本方針 

○区は、円滑な支援物資の受入れ、配分、避難所等への輸送を行うためのさらなる輸送体

制の充実を図る。 

 区は、東日本大震災や熊本地震等の教訓を踏まえ、円滑な支援物資の受入れ、配分、避難

所等への輸送を行うためのさらなる輸送体制の充実を図る。 

 

第２ 支援物資等の受入体制の整備 

○区は、地域内輸送拠点の施設整備および拠点の運営方法の具体化、役割分担の明確化等

を進める。 

１ 地域内輸送拠点の施設整備 

① 地域内輸送拠点は、大井競馬場および京浜トラックターミナルに設置する。大井競馬

場の使用が制限される場合は、旧東品川清掃作業所の使用を検討する。東京都が京浜ト

ラックターミナルを広域輸送基地として使用する場合は、緊急物資の受入場所の確保お

よび荷役作業、東京都が指定する場所への緊急物資の輸送など東京都の業務を優先する

ものとする。 

② 区は、地域内輸送拠点において、連絡手段の確保、電源の確保（非常用発電機含む）、

集配機能の確保（積降ろし場所の確保、フォークリフトの動作環境整備、パレット、台

車等の備蓄等）の施設整備を進めるように努める。 

２ 地域内輸送拠点等の円滑な運用に向けた対策 

① 事前に想定している地域内輸送拠点以外に、臨時に受入場所を設置する必要がある場

合は、区災害対策本部長の指示により開設することとし、受入れのための体制を整備す

る。 

② 受入場所の運営は、支援物資の受入れ、払い出し、仕分け、整理をボランティアと連

携・協力して行う。 

③ 区は、円滑な支援物資の受入・配分を行うため、各避難所における生活用品等の需給

状況の確認作業や受付・問合せ先の広報等、想定される対応を踏まえた役割分担や連絡

体制を構築しておく。 
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④ 区は、民間輸送企業のノウハウや、被災地での取組み事例を活かして対策を検討する。 

第３ 義援物資の受入れ 

○区による義援物資の取扱いは、被災者のニーズを踏まえ、受付の要否や問い合わせ等を

広報するなど迅速に対応する。 

１ 個人からの義援物資受入れ（個人からの問い合わせ対応の基本） 

個人等から提供される義援物資は、カートンの形状やサイズ、数量、品名等が不均一で

あり、仕分けや在庫管理に多くの手間や時間を要することから、個人等からの小口・混載

の義援物資は受け付けないことを基本とする。 

２ 企業からの義援物資受入れ 

（１）区による義援物資の受入れ 

ア 企業からの義援物資の取扱いの問い合わせ 

区は、企業等から寄せられる物資については、物資の種類、数量、輸送手段の有無

等の必要事項を確認する。 

イ 義援物資の調整・配送先の確保 

区は、物資ニーズを踏まえ、配送先等を決定する。 

ウ 義援物資の受入れ 

区は、避難所または地域内輸送拠点等で義援物資を受入れる。 

（２）都を経由した義援物資の受入れ 

ア 企業からの義援物資の取扱いの問い合わせ 

都（福祉局）は、物資の種類、数量、輸送手段の有無等の確認を行う。 

イ 都（物資・輸送調整チーム）への情報伝達 

都（福祉局）は、上記で確認した事項を都（物資・輸送調整チーム）へ連絡する。 

ウ 区との調整 

都（物資・輸送調整チーム）は、区の物資ニーズを踏まえ、配送先等を決定する。 

エ 企業への連絡 

都（物資・輸送調整チーム）は、企業に配送先、輸送手段等の必要な情報を連絡す

る。 
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第１１章 医療救護等対策 

対策の基本的な考え方 
 

震災時には家屋やブロック塀の倒壊、火災、崖崩れ等により多数の負傷者等の発生が想

定されるため、発災直後より適切な医療救護体制を確立し活動を行う必要がある。 

ここでは、発災直後から設置する区の医療救護所等にて行う医療救護活動に必要な要員、

医薬品・医療資器材の確保等について示す。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 初動医療体制 

 第１ 初動医療体制の構築 

○区は、品川区災害医療コーディネーター、災害薬事コーディネーターの委嘱を行う。 

○区は、負傷者等の搬送体制の整備、医療救護班員となる医師会等との協定締結などによ

り、初動医療体制の構築に努める。 

○区は、都や周辺自治体、医療機関との連携を強め、広域的な医療体制を強化する。 

 

対策２ 医薬品・医療資器材の確保 

第１ 医薬品・医療資器材の確保 

○区は、区内に医薬品・医療資器材の備蓄を進めている。また、薬剤師会と連携した医薬

品・医療資器材および体制の確保を図る。 
 

対策３ 遺体の取り扱い 

第１ 遺体の収容・火葬体制の確保 

○遺体収容所は、死者への尊厳や遺族感情、効率的な検視・検案・身元確認の実施に資す

る施設が指定できるよう準備を行う。 

○区は、都と連携し、都内全域および近隣県の火葬場を活用して広域的に火葬を行う体制

を確保する。 
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【用語の解説】 

①災害医療コーディネーター 

医療救護活動を迅速かつ的確に実施するため、物的資源、人的資源などの協議や調整

を行う医師をいう。 

図表2-60 災害医療コーディネータ一覧 

名 称 説 明 

東京都災害医療コー

ディネーター 

都全域の医療救護活動等を統括・調整するために医学的な

助言を行う、都が指定する医師 

東京都地域災害医療

コーディネーター 

各二次保健医療圏域の医療救護活動等を統括・調整するた

めに都が指定する医師 

品川区災害医療コー

ディネーター 

区内の医療救護活動等を統括・調整するために医学的助言

を行う、区が指定する医師 

 

②災害薬事コーディネーター 

必要とされる医療が迅速かつ適切に提供されるよう、品川区災害医療コーディネータ

ー等と連携し、地域の薬事に関する調整および助言を行う薬剤師をいう。 

③DMAT(Disaster Medical Assistance Team) 

医師、看護師、救急救命士、事務官から構成され、災害発生直後（概ね 48 時間以

内）に活動を開始できる機動性を持ち、専門的な訓練を受けた医療チームをいう。 

④医療救護所 

多くの傷病者に対応するため発災時に病院の診療機能の確保または被災者の健康管理

等を目的に期間を定めて設置される医療救護活動を行う場所をいう。医療救護所は、緊

急医療救護所と学校医療救護所に分類される。 

⑤トリアージ（大規模災害における治療対象患者選別） 

トリアージとは、災害発生時などに多数の傷病者が発生した場合に、傷病の緊急度や

重症度に応じて治療優先度を決めることをいう。 

⑥防疫 

防疫とは、感染症の流行を防ぎ、また、その侵入を予防するための対策をいう。 

⑦広域火葬体制 

大規模災害により区内の火葬場の火葬能力だけでは区内の遺体の火葬を行うことが不

可能となった場合、近隣区市町村の火葬場を活用して広域的に火葬を行うことをいう。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 初動医療体制 

対策２ 医薬品・医療資器材の確保 

対策３ 遺体の取り扱い 

 

対策１ 初動医療体制         

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

医師会 ・災害時における医療救護活動に関する協定に基づく活動体制の整備 

歯科医師会 ・災害時における救護活動に関する協定に基づく活動体制の整備 

薬剤師会 
・災害時における医療救護活動と医薬品等の供給に関する協定に基づ

く活動体制の整備 

柔道整復師会 ・災害時における救護活動に関する協定に基づく活動体制の整備 

区 

・医療救護活動体制 

・品川区災害医療コーディネーターの委嘱 

・災害薬事コーディネーターの委嘱 

・医療救護所の指定 

・負傷者等の搬送体制の整備 

・区と医師会等との連携 

・広域的な医療体制の強化 

・医療機関における防災対策の促進 

 

【具体的な取組】 

第１ 初動医療体制の構築 

○区は、品川区災害医療コーディネーター、災害薬事コーディネーターの委嘱を行う。 

○区は、負傷者等の搬送体制の整備、医療救護班員となる医師会等との協定締結などによ

り、初動医療体制の構築に努める。 

○区は、都や周辺自治体、医療機関との連携を強め、広域的な医療体制を強化する。 

 

① 被害が発生した場合に、被災者に対して迅速かつ的確な救護救援活動を実施するため

には、事前対策を講じておく必要がある。 

② ここでは、救護救援活動の中でも人命尊重の見地から特に重要な初動医療体制の確立

を計画する。 

③ 医療救護対策を実施する際の基本となる医療救護活動におけるフェーズ区分および主

な医療救護活動の内容を次ページに示す。 
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図表2-61 医療救護活動におけるフェーズ区分と主な活動内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 品川区災害医療コーディネーターの委嘱 

① 区は、災害時に医療救護活動に係る医学的な助言を求めるため、「品川区災害医療コ

ーディネーター」を委嘱する。 

② 区は、東京都災害医療コーディネーター、東京都地域災害医療コーディネーターと連

携した情報集約の仕組み、複数の連絡手段を確保する。 
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図表2-62 品川区災害医療コーディネーターの役割  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 災害薬事コーディネーターの委嘱 

区は、災害時における区内の医薬品の供給等を円滑に行うため、「品川区災害薬事コー

ディネーター」を委嘱する。 

３ 医療救護本部（医療救護活動拠点）の設置 

区は、医療救護活動を統括・調整するために設置する医療救護本部（医療救護活動拠点）

について、区災害医療コーディネーターや区災害薬事コーディネーターと連携し体制を整

備するとともに、連絡体制の整理を行う。 

４ 医療救護班の設置 

区は、医療救護活動を行うため、医師会、歯科医師会、薬剤師会、柔道整復師会からな

る医療救護班を設置する。 

５ 医療救護所の設置 

区は、医療救護班を派遣して負傷者等の対応を行うため、発災時に期間を定めて緊急医

療救護所と学校医療救護所を設置する。 

 

（１）緊急医療救護所の設置 

区は、超急性期においてより多くの人命を救うため、限りある病院の診療機能を確保

することを目的に、トリアージ等を行う場所として病院の門前に緊急医療救護所を設置

する。 

資料 51 緊急医療救護所一覧 

（２）学校医療救護所の設置 

区は、急性期以降を目安に地域医療が回復するまでの間、傷病者の治療や被災者の健

康管理等を行う場所として、学校の保健室等に学校医療救護所を設置する。 

資料 52 学校医療救護所一覧 
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６ 負傷者等の搬送体制の整備 

① 区は、車両や船舶等を保有する関係機関との新たな協定締結に向けて取組み、さらに

搬送体制の拡充を図る。 

② 大震災時には、救急車の不足が予想されるため、区は、区有車両や雇上げ車両等の活

用や燃料の調達等、災害時に医療救護を必要とする区民等を安全に医療機関へ搬送する

ための体制を確保する。 

③ 区は、搬送するための車両の確保が難しい場合に備えて、防災区民組織等にリヤカー

や担架等を配備する他、より一層の備蓄を行うよう周知・啓発する。 

７ 区と医師会等との連携 

（１）品川区・荏原医師会との協定 

区は、災害時における医療救護活動を行うため、昭和 51 年８月「災害時における医療

救護活動に関する協定」の締結を行い、その後の情勢変化に対応して、平成 24 年度に従

前の協定を改定した。今後も継続的に内容の見直しを図る。 

（２）品川・荏原歯科医師会との協定 

区は、災害時における歯科医療活動を行うため、平成７年８月「災害時における救護

活動に関する協定」を締結し、平成 22 年６月に従前の協定を改定した。 

（３）品川区薬剤師会との協定 

区は、災害時に医療救護活動と医薬品の供給に関し、品川区薬剤師会との間において、

平成８年３月に「災害時における医療救護活動と医薬品等の供給に関する協定」を締結

し、令和２年４月に従前の協定を改定した。 

（４）東京都柔道整復師会品川支部との協定 

区は、災害時における医療救護活動を行うため、平成 12 年１月「災害時における救護

活動に関する協定」の締結を行った。 

（５）医療機関との連携 

区は、「品川区災害医療コーディネーター」の委嘱の他、情報伝達手段の確保のため、

地域広帯域移動無線アクセスシステム（地域 BWA）を活用した携帯電話の配備、医療機関

が実施する訓練への区職員の参加など、連携体制の整備を行っている。 

 

８ 広域的な医療体制の強化 

区は、都や周辺自治体、医療機関と連携を強め、広域的な医療体制を強化する。 
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９ 医療機関における防災対策の促進 

区は、区内の各病院における災害対策マニュアル等の作成を促進するとともに、各病院

において、自家発電装置の整備や受水槽の耐震化等を行い、ライフラインの寸断に備える

よう促す。  
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対策２ 医薬品・医療資器材の確保      

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

区 
・医薬品・医療資器材等の備蓄 

・災害時における医薬品・医療資器材確保に向けた体制整備 

 

【具体的な取組】 

第１ 医薬品・医療資器材の確保 

○区は、区内に医薬品・医療資器材等の備蓄を進めている。また、薬剤師会と連携した医

薬品・医療資器材および体制の確保を図る。 

 

１ 医療ミニセットの配備 

区は、災害時の傷病者の応急手当に活用するため、区民避難所となる区立学校等に医療

ミニセットを配備する。 

２ 医薬品・医療資器材の備蓄 

① 区は、薬剤師会等と協議のうえ医療救護活動に必要な発災から３日分程度の医薬品、

医療資器材を確保する。 

② 区は、感染症のまん延防止等のため、災害時の防疫・消毒用資器材を備蓄する。 

③ 区の備蓄医薬品等で不足が生じた際には、都への要請に加え医薬品等の卸売販売業者

から円滑に調達が行えるよう、事前に薬剤師会と協力のうえ卸売販売業者と協定を締結

する。 

④ 区は、災害薬事センターの設置、運営方法の具体化等について、薬剤師会と連携を図

る。 
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対策３ 遺体の取り扱い        

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

都 ・広域火葬体制の整備および関係団体との協定等の締結 

区 

・遺体収容所の指定 

・火葬場の確保 

・死亡届について身元不明者分の発行と受理全般、火葬許可証の発行 

 

【具体的な取組】 

第１ 遺体の収容・火葬体制の確保 

○遺体収容所は、死者への尊厳や遺族感情、効率的な検視・検案・身元確認の実施に資す

る施設が指定できるよう準備を行う。また、収容スペースの充足に向け、災害時に特段

の用途を有しない施設を基本に、遺体収容所としての指定準備を進める。 

○区は都と連携し、都内全域および近隣県等の火葬場を活用して広域的に火葬を行う体制

を確保する。 

１ 遺体収容・火葬に係る体制整備 

（１）遺体収容所運営に係る整備 

区は、遺体収容所の運営等に関する次の事項について、あらかじめ関係機関と協議を

行い、整備に努めていく。 

・遺体収容所の管理者の指定等、管理全般に関する事項 

・行方不明者の捜索、遺体搬送に関する事項 

・検視・検案未実施遺体の一時保存等の取扱いに関する事項 

・遺体収容所設置等に供する資機材の確保、調達、保管および整備に関する事項 

（２）遺体収容に係る資機材の配備 

区は、遺体収容に必要な資機材として、防護服、マスク、グローブ、消毒液、ゴーグ

ル、シューズカバー、遺体収容袋等について、しながわ中央公園内災害対策備蓄倉庫に

配備した。 

２ 遺体収容所の指定 

① 遺体収容所は、死者への尊厳や遺族感情、効率的な検視・検案・身元確認の実施に資

するよう、原則として下記の要件を満たす施設を区が指定する。 

・屋内施設であること 

・避難所や医療救護所など他の用途と競合しない施設であること 

・身元不明者の一時保存場所として使用可能な施設であること 

② 区は、遺体収容所の運営体制、不足した場合の候補地についても定めておく。 
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③ 区の対応能力を超え遺体収容スペースの不足が生じるおそれがある場合は本部に連絡

し、都および関係機関との連携の充実・強化に努める。 

資料 53 遺体収容所設置箇所 

 

３ 広域火葬体制の整備 

都の調整のもとで都内全域および近隣県等の火葬場を活用して広域的に火葬を行う体制

を確保することを目的に、都は、区市町村および関係機関等と協議のうえ、平成 11 年３月

に、「東京都広域火葬実施計画」を策定した。この計画に基づき、遺体の保存等に係る資

材等の確保、遺体の搬送、火葬の協力について、関係団体等と協定を締結し、災害時にお

ける円滑な広域火葬体制の整備を行った。 

資料 54 近隣の火葬場 

図表2-63 火葬体制 
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（保健医療局） 

 

都内公営・民間火葬場 

葬祭関係事業団体等 

 

他 府 県 

 

（公営火葬場） 

応援要請 

・都に被災状況の報告 

・区域内の火葬場、搬送手段の確保 

・都内施設の被災状況調査 

・遺体総数の把握 

・国に状況報告 

・広域火葬への応援・協力要請 

施設割当 

広域火葬体制 

協力要請 応援要請 
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第１２章 津波対策 

対策の基本的な考え方 
 

東日本大震災以降、区民や事業者等と共同して津波からの避難対策を推進しており、現

在公表している避難対象地域内の区民や事業所等が自主的な情報取得と避難行動を実施で

きるよう、引き続き支援していく必要がある。 

ここでは、避難対象地域からの即時的な避難を区民や事業所等が実現できるよう、区と

して必要な活動や体制、避難に有用な津波情報や避難指示の伝達方法、また津波被害の軽

減に必要な施設整備等の対策について示す。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 活動・避難体制 

第１ 避難指示の発令基準 

○津波のおそれがある場合に避難を呼びかける避難指示の発令基準に基づき、区は津波

発生時の避難対象地域等に対して、避難指示を発令する。 

第２ 水防資機材の整備 

○施設管理者および区は、津波や地震による堤防決壊に伴う堤内地被害の拡大防止に向

け、水防上必要な資機材の整備を行う。また、区は迅速・確実な水防活動に向け、平

常時から活用可能な車両を確保し、また輸送経路等の事前確認をしておく。 

 

対策２ 区民等への情報提供 

第１ 津波警報・注意報等の情報収集、伝達体制の構築 

○区および都は、津波警報・注意報発表時において、津波が到達するまでに、あらゆる

情報伝達手段を活用した正確な情報伝達を行える体制を整える。 
 

対策３ 津波による浸水被害の軽減 

第１ 施設の整備等 

○区は都と連携し、区内の河川施設、海岸保全施設、下水道施設等の耐震対策、耐水対

策の推進を図る。 
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【用語の解説】 

①海岸保全施設 

海岸保全施設とは、高潮・波浪等の海岸災害から背後の人命や財産を守る役割を担う

防潮堤、水門、排水機場、陸閘
りくこう

、内部護岸等をいう。 

②津波ハザードマップ 

津波が発生した場合の津波の危険度や、避難場所・避難経路、津波による危険箇所な

ど、避難に必要な情報を掲載しているマップをいう。 

③津波と高潮について 

図表2-64 津波と高潮について 

 
 

 

 

  



第２編 災害予防 

第１２章 津波対策 

予防-222 

対策 
 

【対応テーマ】 

対策１ 活動・避難体制 

対策２ 区民等への情報提供 

対策３ 津波による浸水被害の軽減 

 

対策１ 活動・避難体制        

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

国 ・水防上必要な資機材の整備 

都 

・水防上必要な資機材の整備 

・津波浸水予測調査 

・津波ハザードマップ等作成支援 

・津波に関する知識の普及啓発 

・津波避難訓練の実施 

防災関係機関 

・津波に関する知識の普及啓発 

・海岸保全施設の整備・改修 

・津波避難訓練の実施 

区 

・津波避難施設の指定 

・安全な避難誘導体制の整備 

・津波避難誘導等に係る体制確保 

・津波に関する知識の普及啓発、対策の周知 

・区民の津波自主避難マップの作成支援等 

・津波に対する防災訓練の実施 

・水防活動に資する水防資機材および施設の整備等 

・水防活動における車両等の確保、輸送経路の確認 

施設管理者 
・施設利用者の安全確保体制の確立 

・水防上必要な資機材の整備 

区民等 

・津波避難施設、避難場所および避難経路等の把握ならびに津波避難

訓練への参加 

・津波避難誘導等に係る訓練の実施 
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【具体的な取組】 

第１ 避難指示の発令基準 

○津波のおそれがある場合に避難を呼びかける避難指示の発令基準に基づき、区は津波

発生時の避難対象地域等に対して、避難指示を発令する。 

 

１ 避難対象地域 

区は、津波のおそれがある場合に避難を呼びかける避難対象地域を、以下のとおり定め

ている。 

図表2-65 避難対象地域 

気象情報 対象地域 

津波警報 
北品川１・２丁目の一部、東品川１丁目の一部、東大井２丁目の一部、

南大井１丁目の一部、および津波注意報の対象地域 

津波注意報 

都立京浜運河緑道公園、都立大井ふ頭中央海浜公園、しながわ花街道、

勝島かもめ水辺広場、東品川水辺広場、東品川海上公園、天王洲アイル

第一水辺広場、天王洲アイル第二水辺広場、天王洲運河水辺広場、天王

洲アイル第四公園、五反田ふれあい水辺広場、東海橋防災船着場 

資料 55 津波発生時の避難対象地域 

２ 避難指示の発令基準 

（１）避難指示の権限および対象 

① 災害対策基本法第 60 条の規定に基づき、災害が発生し、または発生するおそれがあ

る場合には、人の生命または身体を災害から保護し、被害の拡大を防止するため特に

必要があると認められるときは、区長は、必要と認める地域の居住者、滞在者その他

の者に対し、避難のための立退きを指示することができる。 

② 区長が上記の立退きを指示することができないとき、または区長から要求があった

ときは、同法第 61 条の規定に基づき、警察官または海上保安官は、必要と認める地域

の居住者等上記の対象者に対し、避難のための立退きを指示することができる。 

（２）避難指示の一般的基準 

避難のための指示の基準は、原則として次のような事態になった場合に発するものと

する。 

・避難の必要が予想される津波警報が発せられた時。 

・その他住民の生命または身体を災害から保護するため、必要と認められるとき。 

（３）気象情報に基づく避難指示の発令基準 

津波注意報、津波警報が発せられた際は、避難指示を発令するものとする。また、気

象情報に対応した住民に求める行動を以下の表に示す。 
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図表2-66 津波の発令基準一覧 

発令基準 避難指示等の種類 住民に求める行動 

津波警報 避難指示の発令 

・避難対象地域にいる人は、直ちに高台へ避

難する。 

・高台まで避難する時間がない場合は高い

場所（２階以上の堅牢な建物、津波避難施

設等）へ避難する。 

津波注意報 避難指示の発令 

・避難対象地域にいる人は直ちに水辺から

離れる。 

・避難対象地域には近づかない。 

・海の中にいる人は、直ちに海から上がって

海岸から離れる。 

※首都直下地震等による東京の被害想定では、東京湾沿岸部の津波高は、品川区で満潮

時最大 T.P.+2.38m であり、大津波警報は想定されていないが、大津波警報が発表され

た場合は、予想津波高に応じて対象地域を拡大し避難指示を発令する。 

 

３ 津波避難施設の指定 

① 区は、津波からの避難者を緊急的に受け入れる津波避難施設として、区・都有施設 26

箇所、協定を締結している民間施設 11 箇所を指定しており、引き続き津波避難施設の確

保を進める。（令和５年７月現在） 

② 津波避難施設の基本的な要件を以下に示す。 

・建物周辺地盤の標高が５m 以下であること。 

・耐震診断によって耐震安全性が確認されている、または新耐震設計基準（昭和 56 年施

行）に適合していること。 

・原則として RC または SRC 構造の３階建て以上の建物であること。 

資料 56 津波避難施設一覧 

③ 区は、津波による危険が予想される地域において、地形および避難時間を考慮した津

波避難施設および避難路の整備や、津波自主避難マップの活用を通じた安全な避難路の

啓発を進める。また、避難路の整備等について国・都に対し必要に応じて協力を要請す

る。 

４ 避難体制の確保 

（１）区としての避難誘導体制の確保 

① 区は、平成 28 年度に策定した避難指示の基準を基に、区民等を安全に避難誘導でき

るよう体制を整える。 

② 区は、都の支援のもと津波警報・注意報等が発表された際の、区民や事業者、観光

客、船舶等の迅速な避難を促すための、安全な避難誘導体制をあらかじめ確保する。 

③ 区は、避難行動要支援者の支援体制を実効性のあるものにするために、品川区およ

び防災区民組織において個々の避難行動要支援者ごとに支援者や支援方法等を定めた
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計画書（品川区避難支援個別計画書）を作成していく。また、個別計画書の作成のほ

か、介護や障害の程度により防災区民組織等による避難誘導が難しい避難行動要支援

者の支援を行う上で、医療関係者や福祉専門職等の避難支援等関係者以外の支援者の

確保に努める。 

（２）施設管理者としての避難誘導体制の確保 

旅客航路事業者、鉄道事業者、海岸付近に存在する施設の管理者等は、津波の発生に

備え避難計画を作成するとともに、施設利用者の安全確保の体制をあらかじめ整える。 

５ 津波浸水予測結果に基づく災害リスクの周知 

（１）標高図や海抜標示板による区民への啓発 

区は、区内の地盤高調査によって得られた標高データを基に、海抜を示した標示板を

地域に設置するとともに、標高をホームページで公開している。これにより、区民への

津波・高潮に対する意識を醸成するとともに、避難や日頃の備えに対する啓発を続ける。 

 

図表2-67 海抜標示板の設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）津波からの避難先、避難方法、避難経路等の周知 

ア 区として行う周知 

① 津波においては個人の迅速な避難行動が重要となるため、区は、津波の危険性や

津波警報・注意報、避難指示等の伝達方法、避難行動等に関するパンフレット、広

報紙、防災に関する研修会およびホームページの活用等により、日頃から津波に対

する知識の普及に努める。 

② 区は、津波に対する想定外への対応を確実に実施していくとともに、個人および

地域の防災意識の啓発、行動力の向上を図るため、区民一人ひとりによる「津波自

主避難マップ」作成を引き続き推進していく。特に「しながわ防災学校」では、地

○標高の低い海側や河川沿いに設置しました。 
○場所により単柱式、取付式、貼付式等で標示板を設置しました。 
○設置時期 平成 24 年度 

【道路・公園・公共施設】 
アルミ板単柱式・貼付式 

【電柱】 
アルミ板取付式 

【街頭消火器】 
ステッカー貼付式 
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域実践コースのメニューとして津波避難ワークショップを位置付け、実施を呼びか

ける。 

③ 区は、海側低地部の標高４m 以下に位置する小学校を対象として津波に関する DVD

等により自主避難の啓発に努める。 

イ 周知・啓発 

① 大規模な地震の際には、水門の非稼動、防潮堤の損壊等により、津波被害が発生

する可能性も想定できる。そのため、防災区民組織等はワークショップ等を開催し、

区民等への周知・啓発を図る。区は、地域が行う自主的な取組みに対して必要に応

じて協力する。 

② 都が「津波防災地域づくりに関する法律」に基づく津波浸水想定を設定した場合、

または、「首都直下型地震等による東京の被害想定」の見直しを行った場合、それ

に基づいて、区は津波ハザードマップの作成を行う。 

６ 津波避難訓練等の実施による対応力の向上 

（１）区の役割 

① 区民等の津波による人的被害を防止するため、迅速かつ確実な情報のもとで避難活

動が行えるよう、区は防災区民組織や関係機関を含めた防災訓練を行うよう努める。 

② 区は、津波に対する避難場所の指定・整備をする際には、高齢者・子ども・障害者

等の移動方法等に配慮して行う。また、これらの人々に配慮し、分かりやすい津波注

意報・警報、避難指示等の伝達手段の確保に努める。 

③ 区は、観光客等においても迅速な避難が行えるよう、情報伝達手段等の確保に努め

る。 

（２）区民等の役割 

ア 津波避難施設、避難場所および避難経路等の把握 

区民等は、日頃から津波に関する地域の危険性を認識し、津波避難施設、避難場所

および避難経路等の所在を把握しておく。 

イ 津波避難誘導等に係る訓練の実施 

区民等の安全な避難行動を担保するためには、津波警報・注意報等の情報伝達網と

津波ハザードマップ等を実地で理解しておくことが重要であり、津波自主避難マップ

の作成や実践的な訓練を通して、理解を深める。 
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第２ 水防資機材の整備 

○施設管理者および区は、津波や地震による堤防決壊に伴う堤内地被害の拡大防止に向

け、水防上必要な資機材の整備を行う。また、区は迅速・確実な水防活動に向け、平常

時から活用可能な車両を確保し、また輸送経路等の事前確認をしておく。 

 

１ 施設管理者の役割 

津波や地震による堤防等の決壊による被害を防止するため、施設管理者は、水防上必要

な資機材の整備を行う。 

２ 区の役割 

① 区は、水防管理団体として、管内における水防活動を充分に行うことができるよう、

水防資機材および施設の整備ならびに輸送の確保に努める。 

② 管内の水防活動に直ちに対応できるよう、車両等の確保、輸送経路等を確認しておく。 
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対策２ 区民等への情報提供       

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

都 ・あらゆる手段を活用した正確な情報伝達 

区 
・あらゆる手段を活用した正確な情報伝達 

・避難情報緊急通知コールの整備 

 

【具体的な取組】 

第１ 津波警報・注意報等の情報収集、伝達体制の構築 

○区および都は、津波警報・注意報発表時において、津波が到達するまでに、あらゆる情

報伝達手段を活用した正確な情報伝達を行える体制を整える。 

 

１ あらゆる情報伝達手段を活用した正確な情報伝達 

区および都は、津波警報・注意報等の情報伝達を防災行政無線だけでなく、テレビ、ラ

ジオ、携帯電話（エリアメール等を含む）、全国瞬時警報システム（J-ALERT）、しなメー

ル等のあらゆる情報伝達手段を活用し、適切に正確な情報伝達を図る。 

２ 避難情報緊急通知コールの整備 

① 区では、避難対象地域のうち避難を必要とする方を主たる対象に「避難情報緊急通知

コール」を整備している。 

② 避難情報緊急通知コールは、通知サービスに登録した区民等に対して、津波注意報も

しくは津波警報発表により、区が避難指示を発令した場合に、電話やメールによる避難

情報の伝達を行うものである。 
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対策３ 津波による浸水被害の軽減      

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

都建設局 
・東部低地帯の河川施設整備計画（第二期）に基づき、堤防の耐震対策

を実施する。 

都港湾局 
・「東京港海岸保全施設整備計画」に基づき、防潮堤、水門等の海岸保

全施設の耐震対策等を促進する。 

都下水道局 

・下水道管やポンプ所の被害に備え、災害時における応急復旧業務に関

する協定を締結している民間団体において必要な資機材を整備してお

くよう協力を求める。 

 

【具体的な取組】 

第１ 施設の整備等 

○区は都と連携し、区内の河川施設、海岸保全施設、下水道施設等の耐震対策、耐水対策

の推進を図る。 

 

１ 河川施設（都建設局） 

① 地震により一部損傷した場合にも、津波等に対する堤防高を確保できるように、堤防

の耐震対策を実施する。 

② 整備にあたっては、広域的に地盤が低い地域、堤防背後の地盤高を勘案し、計画的に

対策を講じていく。 

２ 海岸保全施設（都港湾局） 

① 東京都沿岸部における地震・津波・高潮に対する安全性を確保するとともに、気候変

動の影響に対応するため、海岸保全施設整備を推進する。 

② 水門、防潮堤、内部護岸等の耐震対策については、東京港において将来にわたって考

えられる最大級の地震動に対応することを基本とし、耐震性の強化を図る。 

③ 水門の電気・機械設備について、必要な機能が保持できるよう、耐水対策を実施する。 

④ 防潮堤の整備にあたっては、気候変動に伴う海面水位の上昇を想定した高潮高に対応

するため、嵩上げ等を行う。 

３ 下水道施設（都下水道局） 

① ポンプ所について、想定される最大級の地震動に対し、揚水機能など震災後において

も必ず確保すべき機能を維持するため、必用最低限の施設能力を確保する耐震対策を実

施する。 
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② ポンプ所において、停電のためポンプの機能が停止した場合、ディーゼル発電機やガ

スタービン発電機等の非常用発電機によってポンプ運転を行い、揚水不能の事態が起こ

らないよう対処する。 

③ ポンプ場は、目標を超える降雨や複合災害等による水害が万が一発生することを考慮

し、高潮、津波、外水氾濫、内水氾濫に対して、各施設における最も高い対策高で耐水

化を推進する。 
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第１３章 放射性物質対策 

対策の基本的な考え方 
 

地震の揺れに伴い区内随所で発生する建物倒壊や施設被害等の直接被害に関連して、危

険物質を取り扱う施設や地域の周辺では、危険物質が大気中に拡散する事故災害が起きる

可能性がある。事故災害の中でも特に放射性物質によるものは、風評被害を引き起こす可

能性もある。そのため、区民の動揺や心理不安等が発生または拡大しないための措置が必

要である。 

ここでは、放射性物質の影響が想定される地域からの区民等の避難や、区民生活の安定

に寄与する正しい情報を広報するうえでの庁内体制について示す。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 活動体制の整備 

第１ 放射線対策に係る体制の構築 

○区は、原子力災害による放射性物質等の影響が懸念される事態が発生、またはその発生

が予見される場合に備え、より迅速かつ機能的に対応できる体制を構築する。 
 

対策２ 区民等への情報提供 

第１ 原子力防災に関する知識の普及啓発 

○区は都と連携し、原子力防災に関する知識の普及啓発のため、区民等に対して必要な広
報活動等を実施する。 

 
対策３ 放射線等使用施設における予防措置 

第１ 放射線等使用施設への対応 

○国は、RI（ラジオ・アイソトープ）の使用、販売、廃棄等に関する安全体制を整備する

とともに、立入検査の実施による安全確保の強化に努める。 
 
 

【用語の解説】 

①放射線量の基準について 

国際放射線防護委員会の勧告のことをいう。自然に浴びる放射線以外で平常時に一般の

人が浴びてもよい量を年間 1,000 マイクロシーベルト以下としている。 

②放射線量に係る単位について 

シーベルト（Sv）とは、人体に放射線を受けたときの影響を示すものをいう。（1,000 マ

イクロシーベルト=１ミリシーベルト、１マイクロシーベルト=0.001 ミリシーベルト） 

ベクレル（Bq）とは、放射性物質が放射線を出す能力を表す単位である。 

③RI（ラジオ・アイソトープ） 

放射線を出す同位元素（ウラン、ラジウム、カリウム等）のことをいう。核医学検査お

よび放射線治療で使用している。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 活動体制の整備 

対策２ 区民等への情報提供 

対策３ 放射線等使用施設における予防措置 

 

対策１ 活動体制の整備        

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

区 ・放射線対策実施に係る体制の構築 

 

【具体的な取組】 

第１ 放射線対策に係る体制の構築 

○区は、原子力災害による放射性物質等の影響が懸念される事態が発生、またはその発生

が予見される場合に備え、より迅速かつ機能的に対応できる体制を構築する。 

 

１ 実施体制の構築 

区は今後、都内において原子力災害による放射性物質等の影響が懸念される事態が発生

した場合に備え、より迅速かつ機能的に対応できる体制を構築する。 
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対策２ 区民等への情報提供       

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

都・区 ・原子力防災に関する知識の普及啓発 

 

【具体的な取組】 

第１ 原子力防災に関する知識の普及啓発 

○区は都と連携し、原子力防災に関する知識の普及啓発のため、区民等に対して必要な広

報活動等を実施する。 

 

① 都および区は原子力防災に関する知識の普及啓発のため、次に掲げる事項について広

報活動等を実施する。 

・放射性物質および放射線の特性に関すること 

・放射線による健康への影響および放射線防護に関すること 

・緊急時に国や都等が講じる対策の内容に関すること 

・放射線、放射線量の測定等に関すること 

② 区の教育機関においては、原子力防災に関する教育の充実に努める。 

③ 原子力防災に関する知識の普及と啓発に際しては、要配慮者を念頭に置き情報提供を

推進する。 
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対策３ 放射線等使用施設における予防措置    

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

国 
・RI の使用、販売、廃棄等に関する安全体制を整備 

・立入検査の実施による安全確保の強化 

 

【具体的な取組】 

第１ 放射線等使用施設への対応 

○国は、RI（ラジオ・アイソトープ）の使用、販売、廃棄等に関する安全体制を整備する

とともに、立入検査の実施による安全確保の強化に努めている。 

 

１ 国による各種の安全予防対策の実施 

放射線等使用施設については、国（原子力規制委員会）が、「放射性同位元素等による

放射線障害の防止に関する法律」に基づき、RI（ラジオ・アイソトープ）の使用、販売、

廃棄等に関する安全体制を整備するとともに、立入検査の実施による安全確保の強化、平

常時はもとより震災時においても監視体制がとれるよう各種の安全予防対策を講じている。 
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第１４章 洪水・高潮対策および都市型水害対策 

 

対策の基本的な考え方 
 

品川区は、台風や高潮によって、過去に洪水や内水氾濫が発生し、大きな被害を受けて

きたが、河川の護岸や下水道施設の整備により、水害はかなり減少した。 

しかし、住宅の建設の増加や不透水面積の拡大により、豪雨時に雨水が地中に浸透せず

に一気に下水道に流れ込み、排水能力を超えた下水管からの雨水が路上に噴き出すなど、

いわゆる都市型水害の発生が見られるようになった。また、水防法等の改正（平成 29 年６

月施行）に伴い社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配慮を要する者

が利用する施設（以下、要配慮者利用施設と称す）等の施設管理者に対して、避難確保計

画の作成および避難訓練の実施対策を促進している。あわせて、避難確保計画の作成・変

更や避難訓練の実施報告に対して、必要に応じ助言・勧告を行う（水防法等の改正（令和

３年７月施行））。このような状況を踏まえて、洪水・高潮対策、都市型水害対策などの

施策を次のとおり計画する。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 浸水想定区域における警戒避難体制の整備 

第１ 浸水想定区域における警戒避難体制の整備 

○区は、洪水予報が発せられた場合、浸水が想定される区域に情報を伝達する。 

第２ 防災拠点施設における浸水対策と資機材の備蓄の推進 

○区は、防災拠点施設の平常時からの点検と浸水対策、資機材の備蓄を推進する。 
 

対策２ 情報の収集・伝達体制の整備 

第１ 平常時からの情報提供 

○区は、浸水ハザードマップ等により、区民に情報提供を行う。 
第２ 洪水予報等に関する情報の収集・伝達 

○区は、複数の手段による区民への情報伝達体制を確保している。洪水予報等が発せられ

た場合は、浸水が想定される区域に情報を伝達する。 

第３ 区民への雨量等の情報提供 

○区は、インターネット等を活用し、雨量等の情報を区民に提供している。 
 

対策３ 浸水被害の軽減 

第１ 河川の整備 

○洪水・高潮対策として高潮防御施設整備事業や中小河川改修事業を実施するとともに、

都市型水害対策として総合的な治水対策を推進している。 

第２ 下水道の整備 

○目黒川・立会川流域において雨水排水施設能力の増強対策を推進している。 
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第３ 流域における雨水対策 

○都や区では、河川や下水道の整備に加えて、保水、遊水機能の増大を図るため雨水の流

域対策を積極的に推進している。 

 

第４ 水位・雨量情報システムの整備 

○区は、河川監視システムに基づき、洪水対策の強化を図るとともに、民間会社の気象情

報を活用し水防対策の充実を図っている。 

第５ 建造物対策 

○区は、建造物対策として、水害のおそれのある地域における防水板の設置助成、屋外広

告物対策を実施している。 

第６ 鉄道施設に係る浸水対策 

○区は、平常時から各鉄道事業者と連携し、鉄道の復旧状況等について、情報共有する体

制を整備する。 
 

 

 

【用語の解説】 

①水防法 

洪水、雨水出水、津波または高潮に際し、水災を警戒･防御し、それによる被害を軽減す

ることを目的に制定された法律をいう。水防組織と水防活動の全般を定めている。 

②洪水予報河川 

洪水によって相当の被害が発生するおそれのある指定河川をいう。品川区内では、目黒

川が指定されており、平成24年６月から目黒川洪水予報が開始されている。 

③品川区浸水ハザードマップ 

大雨による河川の増水や下水道処理能力を超える流入により、水があふれた場合の、浸

水する範囲やその程度、避難所を示したものをいう。 

④都市型水害 

地表がアスファルトやコンクリートなどで舗装されているため、水を浸透・吸収するこ

とができずに、下水処理能力を超えてしまい、水が溢れることで生じる浸水被害などをい

う。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 浸水想定区域における警戒避難体制の整備 

対策２ 情報の収集・伝達体制の整備 

対策３ 浸水被害の軽減 

 

対策１ 浸水想定区域における警戒避難体制の整備 

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

区 
・浸水想定区域における警戒避難体制の整備 

・防災拠点施設における浸水対策と資機材の備蓄の推進 

 

【具体的な取組】 

第１ 浸水想定区域における警戒避難体制の整備 

○区は、洪水予報が発せられた場合、浸水が想定される区域に情報を伝達する。 

① 区は、浸水想定区域（目黒川浸水想定、多摩川浸水想定、高潮浸水想定）において、

洪水予報等や避難情報の伝達方法等について、区民に対する周知徹底を推進するととも

に、よりきめ細やかな対応を図るため、区は浸水想定区域内の要配慮者利用施設（本計

画に施設の名称および所在地を定めたものに限る。）へ洪水予報等を伝達する。 

② 区は、本計画に名称および所在地を定められた要配慮者が利用する施設に対し、水防

法・土砂災害防止法に基づき実施が義務化されている避難確保計画作成および避難訓練

の実施に関する周知・啓発を図る。また、施設管理者等から避難確保計画の作成・変更

や避難訓練の実施について報告があったとき、区は内容を確認し、必要に応じて助言・

勧告を行う。 

資料 57 浸水想定区域等内の要配慮者利用施設一覧 

第２ 防災拠点施設における浸水対策と資機材の備蓄の推進 

○区は、防災拠点施設の平常時からの点検と浸水対策、資機材の備蓄を推進する。 

① 区は、風水害対策の要である防災拠点施設が、河川の氾濫、浸水時に機能を果たせる

かどうか点検と対策の推進を行う。 

防災拠点施設：庁舎、地域センター、水防倉庫、避難所等 

対策例：施設の床面・機器の嵩上げ、防水板の設置等 

② 区は、水防活動、避難活動、避難者支援のための資機材、物資を常時から備蓄してお

き、それらを風水害時に円滑に活用・配給できるよう地域防災計画に定め、体制を点検

し充実を図る。  
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対策２ 情報の収集・伝達体制の整備 

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

区 

・平常時からの情報提供 

・洪水予報に関する情報の収集・伝達 

・区民への雨量等の情報提供 

 

【具体的な取組】 

第１ 平常時からの情報提供 

○区は、浸水ハザードマップ等により、区民に情報提供を行う。 

① 区は、大雨による河川の増水や下水道処理能力を超える流入により、水があふれた場

合を想定した浸水ハザードマップを作成し、ホームページで区民に情報を提供している。

あわせて、水害の危険性や対策の必要性をパンフレット等の配布やインターネット等へ

の掲載を通じて広める。 

② 浸水ハザードマップは令和元年６月に都が作成した城南地区河川流域浸水予想区域図

に避難所を示し、実際の避難などに役立つよう作成したものである。 

③ 想定した大雨の規模は想定し得る最大規模の降雨（総雨量 690mm、時間最大雨量 153mm）

であるが、雨の降り方や土地の形態の変化、河川・下水道の整備状況によって変わるこ

ともあるので、大雨が降ると常にこのような浸水があるものではなく、状況によって浸

水することもありうるので、十分注意するよう呼びかけている。 

④ 区は、浸水ハザードマップを作成し、全戸配布を行っている。 

⑤ 区は、作成した浸水ハザードマップを水防計画、地域防災計画等へ活用する。 

⑥ 区は、浸水想定区域内の要配慮者が利用する施設等の名称、所在地を把握する。 

 

第２ 洪水予報等に関する情報の収集・伝達 

○区は、複数の手段による区民への情報伝達体制を確保している。洪水予報等が発せられ

た場合は、浸水が想定される区域に情報を伝達する。 

① 区は、洪水氾濫の対策として、迅速かつ的確な災害対応のために、まず正確な情報の

収集・伝達が必要である。このため、防災関係機関が連携を図り、情報の交換に努め、

必要な情報を共有・伝達できる体制を構築する。 

② 区は、防災行政無線や広報車による広報や、浸水想定区域内においては、通知サービ

スに事前登録した区民等に対して、電話やメールで避難情報を提供する「避難情報緊急

通知コール」を導入する等、複数の手段による区民への情報伝達体制を確保している。 

③ 都では、洪水のおそれがあるという情報を提供する河川として、目黒川を洪水予報河

川に指定している。都と気象庁の合同により、洪水予報が発せられた場合、区は浸水が

想定される区域に情報を伝達する。 
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④ 国では、多摩川を洪水予報河川に指定している。国土交通省と気象庁の合同により、

洪水予報が発せられた場合、都が通知を受け、都からの情報に基づき、区は浸水が想定

される区域に情報を伝達する。 

⑤ 区は、水防法・土砂災害防止法に基づき、浸水想定区域等内において、要配慮者が利

用する施設で、当該施設の利用者の円滑かつ迅速な避難を確保する必要があると認められ

る施設（本計画に名称および所在地を定められた要配慮者が利用する施設）に対して、防

災行政無線等により以下の情報を伝達する。 

・大雨警報、洪水警報 

・目黒川および多摩川洪水予報 

・河川水位情報 

・高齢者等避難、避難指示および緊急安全確保 

・その他、浸水対策上、有効な情報等 

資料 57 浸水想定区域等内の要配慮者利用施設一覧（再掲） 

 

⑥ 区は、区民等が必要としている情報をテレビ、ラジオ等のマスメディアを通じ、情報

を迅速に提供するなど、マスコミとの連携の強化を図る。 

 

図表2-68 目黒川洪水予報実施区間と基準地点 
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図表2-69 洪水予報の種類と発表基準（目黒川） 

種類 発表基準 

（目黒川）氾濫危険情報 

基準地点のいずれか１地点の水位が、概ね１時間以内に氾濫

発生水位に到達することが見込まれる場合、あるいは氾濫危

険水位に到達し、さらに水位の上昇が見込まれる場合に発表

する。 

（目黒川）氾濫注意情報解除 
全ての基準地点の水位が、氾濫危険水位を下回り、洪水のお

それがなくなったとき 

 

図表2-70 洪水予報河川発表基準水位（目黒川） 

基準地点 所在地 

水防団待機 

水位 

（指定水位） 

氾濫注意 

水位 

（警戒水位） 

氾濫危険

水位 

氾濫発生

水位 

青葉台 目黒区青葉台 － － 10.05m 11.94m 

荏原調節池 

上流 
品川区西五反田 － － 4.47m 5.42m 

 

図表2-71 洪水予報の種類と発表基準（多摩川） 

種類 発表基準 

（多摩川）氾濫注意情報 
基準地点のいずれかの水位が、氾濫注意水位に到達し、さらに水

位上昇が見込まれるとき 

（多摩川）氾濫警戒情報 

基準地点のいずれかの水位が、概ね２～３時間後に氾濫危険水

位に到達すると見込まれるとき、あるいは避難判断水位に到達

し、さらに水位の上昇が見込まれるとき 

（多摩川）氾濫危険情報 

基準地点のいずれかの水位が、急激な水位上昇によりまもなく

氾濫危険水位を超え、さらに水位の上昇が見込まれるとき、ある

いは氾濫危険水位に到達したとき 

（多摩川）氾濫発生情報 洪水予報を行う区域において、氾濫が発生したとき 

（多摩川）氾濫注意情報解除 
基準地点の水位が、氾濫注意水位を下回り、氾濫のおそれがなく

なったとき 

 

図表2-72 洪水予報河川発表基準水位（多摩川） 

基準地点 所在地 

水防団待機 

水位 

（指定水位） 

氾濫注意 

水位 

（警戒水位） 

避難判断 

水位 

氾濫危険 

水位 

計画高 

水位 

調布橋 青梅市上長渕 0.20m 1.00m 1.20m 1.60m 4.70m 

石原 調布市多摩川３丁目 4.00m 4.30m 4.30m 4.90m 5.94m 

田園調布 大田区田園調布 4.50m 6.00m 7.60m 8.40m 10.35m 
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第３ 区民への雨量等の情報提供 

○区は、インターネット等を活用し、雨量等の情報を区民に提供している。 

① 区では、区役所等の区内３ヶ所で降水量を、目黒川の水位を西五反田や大崎橋等の４

ヶ所で、立会川の水位を中延、立会川橋等の３ヶ所で計測している。この情報はインタ

ーネット等を活用し広く提供している。 

 

図表2-73 水位計設置場所（品川区 HP より） 

河川名 水位計 設置場所 

目黒川 

西五反田 品川区西五反田３－９ 

大崎橋 〃 西五反田１－29 

昭和橋 〃 東品川３－８ 

青葉台 目黒区青葉台２－17 

立会川 

中延 品川区荏原５－14－５ 

立会川橋 〃 南大井４－２ 

荏原南公園  〃 荏原６－16－４ 
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対策３ 浸水被害の軽減        

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

都 
・雨水排水施設能力の増強対策 

・流域における雨水対策の推進 

区 
・流域における雨水対策の推進 

・建造物対策 

 

【具体的な取組】 

第１ 河川の整備 

○洪水・高潮対策として高潮防御施設整備事業や中小河川改修事業を実施するとともに、

都市型水害対策として総合的な治水対策を推進している。 

１ 洪水・高潮対策 

区内を流れる河川は、目黒川約 3.7km と立会川約 6.2km の河川、総延長約 9.9km である。

その改修状況は、次のとおりである。 

（１）目黒川 

目黒川は、河口から鈴懸歩道橋までの約 2.0km を高潮防御施設整備事業、その上流約

1.7km を中小河川改修事業として整備を進めてきた。 

ア 高潮防御施設整備事業 

伊勢湾台風級の高潮に対処できる防潮堤の建設は、昭和 53 年度に着工し、概ね完了

している。 

イ 中小河川改修事業 

（ア）護岸改修 

１時間あたり 50mm 降雨に対処する護岸の建設は、昭和 53 年度に着工し、概ね完

了している。 

（イ）目黒川荏原調節池 

① 当調節池は、75mm 降雨への対処も視野に入れた地下４層式、最大貯留量約 20 万

m3の施設で、その上部には、中高層の公営住宅等の施設が建設された。 

② 調節池工事は、平成３年度に着工し、途中、完成した層から段階的に供用を開

始し、平成 13 年度より全面稼動となっている。 

（２）立会川 

立会川は、月見橋から上流については下水道立会川幹線として暗渠化されており、そ

の下流部 756m の開渠部は、高潮防御施設整備事業として進めてきた。 
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ア 高潮防御施設整備事業 

伊勢湾台風級の高潮に対処できる防潮堤の建設は、昭和 55・56 年度に河口部の 50 

m を整備している。なお、立会川河口部では、高潮対策のため、樋門と排水機場の整備

が予定されている。 

 

２ 都市型水害対策 

① 都は、区部や多摩部の中小河川において、１時間 50 ㎜の降雨に対処するため、護岸整

備を基本に、調節池や分水路を整備するとともに、近年の時間 50 ㎜を超える降雨への対

応として、公共空間を活用した調節池による効率的な整備を進めている。 

② 治水施設の整備を図るとともに、下水道事業や流域の雨水流出抑制施設とを連携させ

た総合的な治水対策を推進し、水害の早期軽減を図る。 

 

第２ 下水道の整備 

○目黒川・立会川流域において雨水排水施設能力の増強対策を推進している。 

１ 洪水・高潮対策 

① 下水道は、汚水を適切に処理し良好な水環境を創り出すとともに、雨水を速やかに排

除し、都市を浸水から守るための重要な機能を有している。 

② 区の下水道普及率は、平成６年度末に概成 100％を達成しており、現在１時間あたり

50mm の降雨を安全に処理できる整備を進めている。しかし、近年の都市化の進展に伴い

雨水浸透域が減少し下水道への雨水流出量が増大してきたこと等から、一部の地域にお

いて台風や集中豪雨時に浸水被害が発生している。 

③ 目黒川・立会川流域において雨水排水施設能力の増強を図るべく、立会川雨水放流管

（平成 24 年以降）や、第二戸越幹線（平成 29 年以降）の整備を進めている。 

資料 28 浸水対策箇所図（再掲） 

２ 都市型水害対策 

① 都は、「東京都豪雨対策基本方針（改定）」（令和３年４月）において、長期見通し

（おおむね 30 年後）として、時間 60 ミリ降雨までは浸水被害を防止し、年超過確率 1/20

規模の降雨（区部：時間 75 ミリ、多摩部：時間 65 ミリ）までは床上浸水等を防止、目

標を超える降雨に対しても、生命の安全を確保することを目標としている。 

② また、浸水被害や降雨特性等を踏まえ、甚大な浸水被害が発生している地域について、

対策強化流域・対策強化地区を選定し、対策を強化している。品川区では、上大崎、戸

越、西品川が対策強化地域に選定されている。 

③ 都は、河川・下水道施設の連携による調節池・貯留管・ポンプ運転調整など、総合的

な治水施設の効率的運用を図り、流域全体の治水安全度をバランス良く調整している。 
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第３ 流域における雨水対策 

○都や区では、河川や下水道の整備に加えて、保水、遊水機能の増大を図るため雨水の流

域対策を積極的に推進している。 

近年の集中豪雨による水害に対して、従来からの河川、下水道の整備に加えて、保水、

遊水機能の増大を図るため、次のような雨水の流域対策を積極的に推進する必要がある。 

・学校、公園等を利用した雨水の貯留および浸透施設の設置。 

・公共施設における雨水の貯留および浸透施設の設置。 

・道路の浸透ますや、透水性舗装などによる浸透施設の設置。 

・一定規模以上の民間開発事業における貯留および浸透施設の設置指導。 

・各家庭における貯留および浸透施設設置者への助成金交付および広報。 

・グリーンインフラを活用した雨水の貯留・浸透等の推進。 

 

第４ 水位・雨量情報システムの整備 

○区は、河川監視システムに基づき、洪水対策の強化を図るとともに、民間会社の気象情

報を活用し水防対策の充実を図っている。 

① 区は、河川監視システムにより、区内河川（目黒川・立会川）に設置した、雨量観測

局・水位観測局の各データの収集を行うとともに、都建設局第二建設事務所等が設置し

ている雨量・水位観測局のデータを受信し、洪水対策の強化を図っている。 

② 区は、民間気象会社と契約を行い、詳細な気象情報を基に、水防対策の充実を図って

いる。 

 

第５ 建造物対策 

○区は、建造物対策として、水害のおそれのある地域における防水板の設置助成、屋外広

告物対策を実施している。 

① 建物やその付属物を洪水や強風から守るために、所有者または管理者が常時適切な防

災措置を講じておくことが大切である。 

② 建築基準法等では、防災のための一定基準を定めているが、ここでは水害の危険が高

い地域の規制指導および屋外広告物の防災措置について定める。 

１ 建造物の改造指導 

区は、水害のおそれのある地域において、浸水被害の軽減を図るため、住宅・店舗・事

務所等に防水板の設置を行う者に対し、工事費の一部を助成する。 

２ 屋外広告物対策 

広告塔、看板等の屋外広告物は強風時に脱落し、被害を与えることも予想される。この

ため、区は屋外広告物条例および道路法に基づき、設置者に対し設置の許可申請および設

置後の維持管理に際し、改善指導を行っている。 
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３ 土のう配置 

区は、道路冠水による家屋への浸水を防止するため、浸水危険箇所附近の道路・公園等

に水防用土のうを配置し、家屋の所有者または管理者が速やかに浸水防止に対処できるよ

うにする。 

 

第６ 鉄道施設に係る浸水対策 

○区は、平常時から各鉄道事業者と連携し、鉄道の復旧状況等について、情報共有する体

制を整備する。 

鉄道事業者は、鉄道の安全確保策や、早期復旧に向けた対策を図る。 

 

図表2-74 各機関の役割 

機関名 役   割 

都 
・耐震化等の鉄道の安全確保策の実施および促進、早期復旧に向けた

事前対策 

区 ・各鉄道事業者と連携を密にし、通信手段を確保する。 

鉄道事業者 ・浸水対策、避難計画等鉄道の安全確保策、早期復旧に向けた事前対策 
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第１５章 土砂災害対策 

対策の基本的な考え方 
 

品川区では、傾斜度 30 度以上、高さ５m 以上の急傾斜地で人家や公共施設に被害を及ぼ

すおそれのある急傾斜地および近接地と定義している急傾斜地崩壊危険箇所が、43 箇所、

都から公表されている。 

また、区内 50 箇所が土砂災害警戒区域に指定されており、そのうち、36 箇所が土砂災

害特別警戒区域に指定されている。 

このような状況を踏まえて、土砂災害対策の施策を次のとおり計画する。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 土砂災害警戒区域における警戒避難体制の整備 

第１ 土砂災害警戒区域の指定 

○土砂災害防止法により、都は土砂災害警戒区域を指定する。 

第２ 土砂災害警戒区域における警戒避難体制の整備 

○区は、都が指定した土砂災害警戒区域ごとに、警戒避難体制に関する事項を定める。 
 

対策２ 情報の収集・伝達体制の整備 

第１ 平常時からの情報提供 

○区は、土砂災害ハザードマップ等により、区民に情報提供を行う。 
第２ 土砂災害に関する情報の収集・伝達 

○区は、土砂災害警戒情報等を収集し、これらの情報に基づき、住民へ土砂災害発生の危

険性や避難指示等、避難場所の開設状況等を伝達する。 
 

対策３ がけ崩れ対策 

第１ 防災上危険ながけ・擁壁の改善指導等 

○区は、がけ・擁壁の改善指導等とともに、擁壁の築造または改修工事に要する費用の助

成により対策を推進していく。 

 
 

 

【用語の解説】 

①土砂災害防止法 

土砂災害のおそれのある区域を明らかにし、危険の周知、警戒避難体制の整備、住宅等

の新規立地の抑制、既存住宅の移転促進等のソフト対策を推進しようとする法律をいう。 

②土砂災害警戒区域 

がけ崩れ等が発生した場合に、住民等の生命または身体に危害が生ずるおそれがあると

認められる区域として、土砂災害防止法に基づき指定される区域をいう。 
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③土砂災害特別警戒区域 

がけ崩れ等が発生した場合に、建築物に損壊が生じ、住民等の生命または身体に著しい

危害が生ずるおそれがあると認められる区域として、土砂災害防止法に基づき指定される

区域をいう。 

 ④土砂災害警戒情報 

大雨による土砂災害発生の危険度が高まった時、区長が避難指示等を発令する際の判断

や住民の自主避難の参考となるよう、都と気象庁が共同で発表する防災情報をいう。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 土砂災害警戒区域における警戒避難体制の整備 

対策２ 情報の収集・伝達 

対策３ がけ崩れ対策 

 

対策１ 土砂災害警戒区域における警戒避難体制の整備  

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

都 ・土砂災害警戒区域等の指定 

区 ・土砂災害警戒区域における警戒避難体制の整備 

 

【具体的な取組】 

第１ 土砂災害警戒区域の指定 

○土砂災害防止法により、都は土砂災害警戒区域を指定する。 

① 「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止の推進に関する法律」（以下、「土砂災

害防止法」という。）は、土砂災害から国民の生命を守るため、土砂災害のおそれのあ

る区域についての危険の周知、避難体制の整備を図るとともに、著しい土砂災害が発生

するおそれがある区域において住宅等の新規立地の抑制等のソフト対策を推進しようと

するものである。 

② 土砂災害防止法により、都は、土砂災害警戒区域を指定する。 

 

第２ 土砂災害警戒区域における警戒避難体制の整備 

○区は、都が指定した土砂災害警戒区域ごとに、警戒避難体制に関する事項を定める。 

区は、警戒区域ごとに、土砂災害に関する情報の収集および伝達、予報または警報の発

令および伝達、避難、救助、その他警戒区域における土砂災害を防止するために必要な警

戒避難体制に関する事項を定める。 
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対策２ 情報の収集・伝達体制の整備     

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

区 
・平常時からの情報提供 

・土砂災害に関する情報の収集・伝達 

 

【具体的な取組】 

第１ 平常時からの情報提供 

○区は、土砂災害ハザードマップ等により、区民に情報提供を行う。 

区は、住民に対し、急傾斜地の崩壊等のおそれがある箇所や避難場所、災害のおそれが

ある場合に伝達する情報や伝達方法等について、土砂災害ハザードマップ等により、その

内容等を事前に周知する。 

 

第２ 土砂災害に関する情報の収集・伝達 

○区は、土砂災害警戒情報等を収集し、これらの情報に基づき、住民へ土砂災害発生の危

険性や避難指示等、避難所の開設状況等を伝達する。 

① 関係機関や住民から土砂災害の危険性を予測するための情報を収集・分析し、住民へ

土砂災害発生の危険性を確実に伝達することが必要である。このため、区は都や気象庁

から気象・雨量情報、土砂災害警戒情報等を収集するとともに、消防、警察、消防団等

から前兆現象や災害発生等の情報を収集し、これらの情報に基づき、住民へ土砂災害発

生の危険性や避難指示等、避難所の開設状況等を伝達する。 

② なお、区では、防災行政無線や広報車による広報等以外に、通知サービスに事前登録

した区民等に対して、電話やメールで避難情報を提供する「避難情報緊急通知コール」

を導入する等、複数の手段による区民への情報伝達体制を確保している。 

③ また、区内で土砂災害の危険度が高まっている詳細な領域は、土砂キキクル（大雨警

報（土砂災害）の危険度分布）で確認することができる。区は、区長が避難指示を発表

する際の判断に活用するとともに、区民へ避難の判断等に活用できることを周知する。 
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対策３ がけ崩れ対策        

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

区 ・防災上危険ながけ・擁壁の改善指導等 

 

【具体的な取組】 

第１ 防災上危険ながけ・擁壁の改善指導等 

○区は、がけ・擁壁の改善指導等とともに、擁壁の築造または改修工事に要する費用の助

成により対策を推進していく。 

① 区は、集中豪雨によるがけ・擁壁等工作物の崩壊による災害を未然に防止するため、

がけ・擁壁などの調査を基に、防災上危険ながけ・擁壁の改善指導等を促進する。 

② がけ・擁壁に関する調査結果を平成 29 年６月に公表しており、擁壁の築造または改修

工事に要する費用の一部を助成する制度を設け、より一層の対策推進を図っている。 

 

 

 



第２編 災害予防 

第１６章 竜巻対策 

予防-251 

第１６章 竜巻対策 

対策の基本的な考え方 
 

竜巻は一度発生すると家屋の倒壊や車両の転倒、飛来物の衝突などにより、短時間で大

きな被害をもたらすことがある。また、積乱雲からはダウンバースト等の突風もしばしば

発生し、竜巻と同様に短時間で大きな被害をもたらすことがある。 

このような状況を踏まえて、竜巻対策の施策を次のとおり計画する。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 災害情報の収集・伝達体制の整備 

第１ 竜巻情報等気象情報の収集・伝達 

○区は、竜巻注意情報が気象庁より伝達された場合に、状況に応じ区民へ広報を行う。 
 

対策２ 予防知識の啓発普及 

第１ 竜巻予防の啓発・普及 

○区は、「竜巻等突風災害とその対応（パンフレット）」を活用し、竜巻等突風のメカニ
ズムや身の守り方等について啓発・普及を行う。 

 
 

 

【用語の解説】 

①竜巻 

積乱雲に伴う強い上昇気流により発生する激しい渦巻きで、多くの場合、漏斗（とうと）

状または柱状の雲を伴う。被害域は、幅数十～数百メートルで、長さ数キロメートルの範

囲に集中するが、数十キロメートルに達したこともある。 

②ダウンバースト 

積乱雲から吹き降ろす下降気流が地表に衝突して水平に吹き出す激しい空気の流れ。吹

き出しの広がりは数百メートルから十キロメートル程度で、被害地域は円形あるいは楕円

形など面的に広がる特徴がある。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 災害情報の収集・伝達体制の整備 

対策２ 予防知識の啓発普及 

 

対策１ 災害情報の収集・伝達体制の整備    

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

区 ・竜巻情報等気象情報の収集・伝達 

 

【具体的な取組】 

第１ 竜巻情報等気象情報の収集・伝達 

○区は、竜巻注意情報が気象庁より伝達された場合に、状況に応じ区民へ広報を行う。 

竜巻等の発生のメカニズムについては未だ研究段階であるが、気象庁では、竜巻等突風

が発生しやすい気象状況となった場合に、局地的な「竜巻注意情報」を発信している。竜

巻注意情報は、積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突風に対して

注意を呼びかける情報で、雷注意報を補足する情報として、各地の気象台等が担当地域（概

ね一つの県）を対象に発表されるもので、この情報は気象庁より防災機関に伝達される。 

区は、竜巻等突風発生時に、迅速かつ円滑に災害広報を実施できるよう、報道機関との

連携を図り、平常時から広報体制を整備し、竜巻注意情報が気象庁より伝達された場合に、

状況に応じ区民へ広報を行う。 

 

対策２ 予防知識の啓発普及       

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

区 ・竜巻予防の啓発・普及 

 

【具体的な取組】 

第１ 竜巻予防の啓発・普及 

○区は、「竜巻等突風災害とその対応（パンフレット）」を活用し、竜巻等突風のメカニ

ズムや身の守り方等について啓発・普及を行う。 
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① 内閣府では、「竜巻等突風災害とその対応（パンフレット）」を作成し、日本におけ

る竜巻等突風災害の特徴と個人の身の守り方を国民に紹介している。区は、これらのパ

ンフレット等広報資料を活用し、区民への普及を図る。 

② 区は、防災訓練時等防災イベントの際に、内閣府のパンフレット等を紹介するととも

に、区民に対して竜巻等突風のメカニズムや身の守り方等についての啓発・普及を行う。 
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第１７章 富士山噴火降灰対策 

対策の基本的な考え方 
 

富士山が噴火した場合には、他の火山とは比較にならない広範かつ多大な被害が生じる

おそれがある。品川区においても降灰の被害が予想されているため、富士山降灰対策につ

いて、対策を講じる必要がある。中央防災会議防災対策実行会議「大規模噴火時の広域降

灰対策検討ワーキンググループ」では、令和２年４月に「大規模噴火時の広域降灰対策に

ついて －首都圏における降灰の影響と対策－ ～富士山噴火をモデルケースに～（報告）」

を公表しており、降灰による交通等への影響が報告されている。 

このような状況を踏まえて、富士山噴火降灰対策の施策を次のとおり計画する。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 災害時対応体制の確立 

第１ 災害対策本部の組織・運営 

○災害時における対応体制確立に向けて、災害対策本部の組織・運営について、平常時か

ら定める。 

第２ 対応に必要な機材の備蓄 

○区および防災機関は、富士山噴火降灰対策に必要な機材の備蓄に努める。 
第３ 降灰時の対応行動の周知 

○区は、健康被害、交通被害および建物被害への予防対策、降灰中の対応について、周知
を図る。 

 

 

 

【用語の解説】 

①火山灰 

噴火の際に放出される細粒の噴出物。粒子の直径が約２mm以下のもの。直径約２mm～６

cmを火山礫（れき）、６cm以上を噴石という。 

②降灰 

火山灰、火山砂および火山礫が降下する現象のことをいう。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 災害時対応体制の確立 

 

対策１ 災害時対応体制の確立       

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

区 

・災害対策本部の組織・運営 

・対応に必要な機材の備蓄 

・降灰時の対応行動の周知 

 

【具体的な取組】 

第１ 災害対策本部の組織・運営 

○災害時における対応体制確立に向けて、災害対策本部の組織・運営について、平常時か

ら定める。 

① 区は、法令、東京都地域防災計画、本計画の定めるところにより、各防災機関および

他自治体等の協力を得て応急対策を実施する。 

② このため、必要があると認めたときは、品川区災害対策本部（以下「本部」という）

を設置する。本部の組織および運営は、災害対策基本法、品川区災害対策本部条例（以

下「本部条例」という）、品川区災害対策本部条例施行規則（以下「本部条例施行規則」

という）の定めるところによる。 

③ 本部の組織は、本部条例および本部条例施行規則に定めるところによる。 

④ その他、職員の初動および活動態勢、本部の設置、廃止等の詳細については、「第５

章 災害対応体制」に定めるところによる。 

⑤ 参考に、国の火山観測体制および気象庁の実施する火山観測は次のとおりである。 
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図表2-75 国の火山観測体制 

気象庁 東京大学地震研究所 防災科学技術研究所 他の国の機関 

【常時観測】 

・地震計 

・GPS 

・空振計 

※現地観測 随時 

遠望観測 毎日 

・地震計 

・傾斜計 

・全磁力計 

・GPS 

・潮位計 

・傾斜・歪計 

・電磁気観測 

・地中温度計 

・CO2土壌ガス 

・地震計 

・傾斜計 

・電磁気観測 

・歪計 

・地中電界変動計 

・雨量計 

・気圧計 

・風速計 

・重力計 

・水位計 

産業技術総合研究

所、国土地理院、海

上保安庁が地殻変動

観測、準測定等の観

測を実施している。 

 

図表2-76 気象庁の実施する火山観測 

区分 内容 

振動観測 
地震計により、火山およびその周辺に発生する火山性地震、火山

性微動を観測する。 

地殻変動観測 
地震計により、火山およびその周辺に発生する火山性地震、火山

性微動を観測する。 

表面現象の観測 
監視カメラ等により、噴煙の状態や噴出物等の観測を行う。ま

た、空振計により、火山噴火等に伴う空気振動を観測する。 

その他の観測 
磁力計により、マグマの活動等に伴う地磁気の変化を観測する。

また、噴気地帯等の噴気温度やガス等を定期的に観測する。 

 

第２ 対応に必要な機材の備蓄 

○区および防災機関は、富士山噴火降灰対策に必要な機材の備蓄に努める。 

① 区および防災機関は、降灰への対応に備え、平常時から災害応急対策活動および災害

復旧に必要なマスク、ゴーグル等の機材の備蓄に努める。 

② また、平常時から応急資機材の整備、点検に努める。その他の備蓄品については、「第

７章 備蓄・輸送対策」に定めるところによる。 

 

第３ 降灰時の対応行動の周知 

○区は、健康被害、交通被害および建物被害への予防対策、降灰中の対応について、周知

を図る。 

１ 健康被害への予防対策 

① 住民、事業者等は、マスクや目を守るゴーグル、水、食料、衣料品、携帯ラジオ等の

非常持出用品の準備をしておく。 

② 外出する際はマスクやハンカチ、もしくは衣服で鼻と口を覆う。 

③ コンタクトレンズは使用せず、眼鏡やゴーグルをかける。 

④ 可能な限り、常にすべてのドアや窓を閉めておく。 
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２ 交通被害への予防対策 

（１）自動車運転の制限 

少量の降灰でも視界が悪くなり、自動車の運転による火山灰の巻き上がりによってさ

らに条件が悪化する。また、火山灰は自動車の故障原因にもなるため、運転は控える。 

（２）運転の際の注意事項 

① どうしても運転しなければならない場合は、十分な車間距離を取り、ヘッドライト

を点けて徐行運転を心がける。 

② 乾いた火山灰がフロントガラスに堆積している際にワイパーを使うと、フロントガ

ラスを傷つける可能性があるため、走行中において定期的に停車して、フロントガラ

スの清掃を行う。 

③ 火山灰が大量に積もった後には、800km から 1,600km の走行ごと、もしくは大量の

火山灰を浴びた後に、整備工場で清掃する。 

④ エンジンやラジエーター等の重要部品まで毎日清掃する。 

３ 建物被害への予防対策 

① ドアや窓を閉め、すき間風が入る窓にはテープを張る。 

② 電化製品にはラップ等でカバーをして、周囲の火山灰が完全に無くなるまでカバーを

はずさない。 

③ 下水がつまらないように、雨どいや配水管を排水溝からはずす。さらに、排水溝もつ

まらないように、火山灰と水が地面に流れるような状態にする。 

４ 降灰中の対応 

① 屋内にとどまり、パニックに陥らず冷静に行動する。 

② 屋外にいる場合は、避難できる施設を探す。 

③ 仕事中に火山灰が降り始めてしまった場合には、火山灰が降り止むまで屋内に留まる。 
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第１８章 大規模火災対策 

対策の基本的な考え方 
 

品川区は、人口や産業が集中する都市である一方、現在も木造住宅密集地域が広く分布

しており、火災等が発生した場合には、平成 28 年に発生した新潟県糸魚川市の大規模火災

になる可能性がある。 

このような状況を踏まえて、大規模火災対策対策の施策を次のとおり計画する。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 火災の予防 

第１ 防火意識の普及徹底等 

○区は、消防機関に協力して、区民に対する防災指導等を実施する。 
 

対策２ 建築物等の防火対策 

第１ 一般建築物等の防火対策に関する指導 

○区は、必要に応じて、消防機関が実施する一般建築物等の防火対策に関する指導に協力
する。 

第２ 高層建築物の防火対策（防火管理および防災管理の充実強化） 

○区は、必要に応じて、消防機関が実施する高層建築物の防火対策に関する指導に協力す
る。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 火災の予防 

対策２ 建築物等の防火対策 

 

対策１ 火災の予防         

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

区および 

消防機関 
・防火意識の普及徹底等 

 

【具体的な取組】 

第１ 防火意識の普及徹底等 

○区は、消防機関に協力して、区民に対する防災指導等を実施する。 

１ 区民に対する防災指導 

① 区は、パンフレット、ポスター、ホームページ等各種の媒体を用いて、防火意識の普

及を図る。 

② 区は、出火防止、初期消火および応急救護の要領について、しながわ防災体験館等を

活用し、教育や訓練を通じて、区民の防火意識と防災行動力の向上を図る。 

③ 区は、都民防災教育センターを活用し、区民の防災意識と防災行動力の向上を図る。 

２ 事業所の防火管理および防災管理指導 

① 消防機関は、防火管理および防災管理指導を通じて、事業所における防火管理および

防災管理体制の充実強化を図る。 

② 消防機関は、統括防火防災管理者、防火管理者、防火管理技能者、火元責任者、その

他の防火管理および防災管理業務に従事する者に対して自衛消防に係る指導を行うこと

により、事業所の防災行動力を向上させる。 

③ 詳細は、「第５章 災害対応体制」に定めるところによる。 

３ 火災予防査察 

消防機関は、消防法第４条または第 16 条の５の規定に基づき、消防対象物または危険物

貯蔵所等に立ち入り、その位置、構造、設備および管理の状況ならびに危険物の貯蔵、取

扱状況について、検査や質問等を行い、火災予防上の欠陥事項があれば関係者に指摘し、

是正指導を徹底する。 

 



第２編 災害予防 

第１８章 大規模火災対策 

予防-260 

対策２ 建築物等の防火対策       

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

区および 

消防機関 

・一般建築物等の防火対策に関する指導 

・高層建築物の防火対策（防火管理および防災管理の充実強化） 

 

【具体的な取組】 

第１ 一般建築物等の防火対策に関する指導 

○区は、必要に応じて、消防機関が実施する一般建築物等の防火対策に関する指導に協力

する。 

① 建築物の位置、構造および設備は建築基準法関係法令、消防用設備等は消防法関係法

令に基づき、それぞれ定められた技術上の基準に適合した状態に施工および維持・管理

するよう指導する。 

② 建築物に対し、火災予防査察を実施する。 

③ 小規模雑居ビルに対し、各地で発生した同種ビルの火災を受けて改正された消防法、

建築基準法および火災予防条例に基づきそれぞれ定められた基準に適合させるなど、防

火上の観点から必要な指導を行う｡ 

 

第２ 高層建築物の防火対策（防火管理および防災管理の充実強化） 

○区は、必要に応じて、消防機関が実施する高層建築物の防火対策に関する指導に協力す

る。 

① 地下街、超高層ビルの特性に応じた実効性のある訓練の実施、防火施設・避難施設の

適正な維持管理、実態に即した消防計画の樹立等、防火管理および防災管理業務の執行

体制の充実強化について指導する。 

② また、災害の発生時において、情報連絡、避難誘導、初期消火等の災害活動が効果的

に行われるよう、自衛消防隊の活動能力の向上を図るとともに、防災センターの機能の

充実、さらに、ガスの漏洩による災害を防止するため、関係施設・設備の点検・整備お

よび初動措置について必要な指導を行う。 
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第１９章 危険物事故対策 

対策の基本的な考え方 
 

品川区には、ガソリン、灯油など消防法上の危険物を指定数量以上貯蔵し、または取り

扱う危険物施設は、令和２年３月末日現在 544 施設あり、また、指定数量の５分の１以上

指定数量未満の危険物を貯蔵し、取り扱う少量危険物貯蔵取扱所は 912 施設ある。さらに、

火災予防条例別表に定められた燃えやすい物品や、消防活動が困難なゴムのり、油かす、

紙類等の物品を一定数量以上貯蔵し、取り扱う施設は、指定可燃物貯蔵取扱所として規制

されており、令和２年３月末日現在 130 施設ある。これらの施設で事故が発生した場合、

そこで働く従業員はもとより周辺の住民にも大きな影響が及ぶ。 

このような状況を踏まえて、危険物事故対策の施策を次のとおり計画する。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 危険物施設の安全化 

第１ 危険物等の安全対策に関する指導等 

○各消防署は、危険物施設を対象として、安全対策に関する指導等を実施する。 
 

対策２ 危険物等の輸送の安全化 

第１ 危険物等の輸送時における安全対策に関する指導等 

○各消防署は、石油元売各社に対し、危険物等の輸送時における安全対策に関する指導を
実施する。 

 
対策３ 災害時対応体制の確立 

第１ 高圧ガス保管施設の連絡体制の整備 

○区は、災害時の対応体制を確立するため、平常時から関係機関との連絡体制を整備する。 

第２ 応急用資機材の整備 

○区および関係機関は、災害が発生した場合、二次災害を防止し被害を最小限に止めるた

め、応急用資機材の整備を図る。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 危険物施設の安全化 

対策２ 危険物等の輸送の安全化 

対策３ 災害時対応体制の確立 

 

対策１ 危険物施設の安全化       

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

消防署 ・危険物等の安全対策に関する指導等 

 

【具体的な取組】 

第１ 危険物等の安全対策に関する指導等 

○各消防署は、危険物施設を対象として、安全対策に関する指導等を実施する。 

危険物施設については、日頃からそれぞれの関係法令等に基づき、規制、指導等を実施

し、防災体制の強化を図っていく必要がある。石油類、高圧ガス、火薬、毒劇物、化学薬

品の貯蔵、使用施設の安全化を進めるにあたり、各消防署が実施すべき対策について以下

に示す。また、関係機関は東京都地域防災計画大規模事故編に定める保安計画を準用し、

対策を進めることとする。 

 

＜各消防署が推進する対策＞ 

危険物施設（石油類施設）において実施する対策 

○通常時から危険物流出等の事故原因を究明し、改修指導および類似事故の発生防止を

図ることにより危険物施設の健全性を確保し、大規模事故への進展を防止する。また、

危険物流出等の大規模事故が発生した際は、その原因を究明し、類似事故の発生防止

のための措置を講じる。 

○危険物事業所の自主保安体制の強化を図り、事故の未然防止と災害発生時の被害の軽

減を図るため、大規模危険物施設における防災資機材の備蓄および訓練の実施ならび

に危険物事業所間相互の応援組織の育成・充実を推進すること。 

○危険物施設の位置、構造等の安全化を図るため、設置許可等に当たっては、法令で定

める用地を確保させること。 

○危険物施設については、消防法令に基づき、貯蔵し、または取り扱う危険物の種類・

数量および施設の態様に応じ、位置、構造、設備に関する規制と、危険物の貯蔵・取

扱いおよび運搬に関する規制を行い、安全化を図る。また、事故の未然防止と災害対

応力の強化等を図るため、自主保安管理等にかかわる指導を推進する。 
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対策２ 危険物等の輸送の安全化      

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

消防署 ・危険物等の輸送時における安全対策に関する指導等 

 

【具体的な取組】 

第１ 危険物等の輸送時における安全対策に関する指導等 

○各消防署は、石油元売各社に対し、危険物等の輸送時における安全対策に関する指導を

実施する。 

タンクローリーは、走行中のものおよび常置場所におけるものについて、消防法第４条

または第 16 条の５の規定に基づき、その位置、構造、設備および管理の状況ならびに危険

物の貯蔵取扱状況について、検査や質問等を行い火災予防上の欠陥事項があれば関係者に

指摘し、是正指導を徹底する。 

各消防署は、石油元売各社に対し、下記事項について指導する。 

・危険物輸送の動態に対応した輸送手段についての保安基準の遵守 

・種類別の危険度を考慮した輸送手段についての保安基準の遵守 

・安全度の高い輸送手段への移行 
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対策３ 災害時対応体制の確立 

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

区 
・高圧ガス保管施設の連絡体制の整備 

・応急用資機材の整備 

関係機関 ・応急用資機材の整備 

 

【具体的な取組】 

第１ 高圧ガス保管施設の連絡体制の整備 

○区は、災害時の対応体制を確立するため、平常時から関係機関との連絡体制を整備す

る。 

高圧ガスの移動や事業所における事故に対し、出動要請を受けて応援出動する際の連絡

体制について以下に示す。 

図表2-77 高圧ガス保管施設の連絡体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 応急用資機材の整備 

○区および関係機関は、災害が発生した場合、二次災害を防止し被害を最小限に止めるた

め、応急用資機材の整備を図る。 

① 危険物の取扱いについては、予防・保安計画により安全対策を実施しているが、万一、

災害が発生した場合に、二次災害を防止し、被害を最小限に止めるためには、平常時か

ら応急用資機材を整備し、直ちに応急対策を実施することが必要である。 

② 各関係機関は、東京都地域防災計画大規模事故編に定める内容に基づき、応急用資機

材の整備を図ることとする。 

都総務局 
 総合防災部 
 防災対策課 

 
応援支部長 
 

 
応援支部会員 
 

 
 

警視庁 
関東東北産業保安監督部 

災害発生場所 

（事業所等） 
東京消防庁 

 
 
経済産業省 

東京都高圧ガス地域防災協議会 
・(公社)東京都高圧ガス保安協会 
・(一社)東京都 LP ガス協会 
・(一社)東京都 LP ｶﾞｽｽﾀﾝﾄﾞ協会 

・都環境局環境改善部環境保
安課 

・多摩環境事務所管理課 

 
所属支部長 
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第２０章 大規模事故対策 

対策の基本的な考え方 
 

品川区では、羽田空港や調布飛行場から離発着する航空機が上空を通過することや 14 路

線 40 駅の鉄道が通っていること、高速道路や国道、都道等の複数の幹線道路が通っている

等の条件から、大規模な事故が発生する可能性がある。 

このような状況を踏まえて、大規模事故対策の施策を次のとおり計画する。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 航空機事故対策 

第１ 航空機による墜落・衝突事故等の防止 

○区は、大規模事故災害時において関係機関と円滑な情報共有を行うため、平常時より連

絡体制の整備に努める。 
 

対策２ 鉄道事故対策 

第１ 列車の衝突、脱線等の鉄道事故の防止 

○区は、大規模事故災害時において関係機関と円滑な情報共有を行うため、平常時より連
絡体制の整備に努める。 

 
対策３ 道路・橋梁・トンネル災害対策 

第１ 所管する道路等の安全確保 

○区は、所管する道路について、平常時から道路の安全確保に努める。また、大規模事故

災害時において関係機関と円滑な情報共有を行うため、平常時より連絡体制の整備に努

める。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 航空機事故対策 

対策２ 鉄道事故対策 

対策３ 道路・橋梁・トンネル災害対策 

 

対策１ 航空機事故対策        

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

都港湾局 ・ヘリポート施設および飛行場施設の維持管理 

東京空港 

事務所 
・飛行場施設の維持管理等 

区 ・関係機関との平常時からの連絡体制整備 

 

【具体的な取組】 

第１ 航空機による墜落・衝突事故等の防止 

○区は、大規模事故災害時において関係機関と円滑な情報共有を行うため、平常時より連

絡体制の整備に努める。関係機関が進める対策は、次のとおりである。 

１ 都港湾局 

① ヘリポート内における航空機の安全な運航を確保するため、ヘリポート施設の維持管

理を行う。 

② 空港内における航空機の安全な運航を確保するため、飛行場施設（滑走路、エプロン

および保安施設等）の維持管理を行う。 

２ 東京空港事務所 

① 空港内における航空機の安全な運行を確保するため、飛行場施設(滑走路、エプロンお

よび保安施設等)の維持管理を行う。  

② 空港に離発着する航空機およびその周辺空域を航行する航空機の安全と円滑な運行を

確保するため、必要な措置を講ずる。  
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対策２ 鉄道事故対策         

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

鉄道機関 ・列車の衝突、脱線等の鉄道事故の防止 

区 ・関係機関との平常時からの連絡体制整備 

 

【具体的な取組】 

第１ 列車の衝突、脱線等の鉄道事故の防止 

○区は、大規模事故災害時において関係機関と円滑な情報共有を行うため、平常時より連

絡体制の整備に努める。関係機関が進める対策は、次のとおりである。 

 

図表2-78 鉄道機関の役割 

機関名 役 割 

JR 東日本 

○事故災害を予防し、人命の安全、輸送を確保するため、下記のとおり車両の

安全や地上施設の改良整備の推進を図るとともに、列車を安全運行できるよ

う列車の運行にかかわる人員に対して、継続的な安全教育を実施する。 

１ 車両や線路等の検査基準および関係法令等に基づく定期または随時保守点

検を実施する。 

２ 橋梁や停車場、建物等も保守点検を継続的に実施すると共に、耐震性の確

保を図る。 

３ 信号装置、連動装置、転てつ装置、自動列車停止装置、放送装置、消火設

備等の保安設備の整備および改良を推進する。 

東急電鉄 

○建造物の点検については土木実施基準等関係法令に基づき２年に１回定期検
査を行い、必要に応じ補修、改良等を実施する。 

○田園都市線、大井町線、こどもの国線、東横線、目黒線には自動列車制御装

置(ATC)を、池上線、東急多摩川線には自動列車停止装置(ATS)を装備し、列
車の安全確保を図っている。 

京浜急行
電鉄 

○踏切道の連続立体化工事を進めているほか、次の保安装置を装備し事故の未
然防止に努めている。 

１ 自動列車停止装置(ATS) 

２ 列車無線装置 
３ 踏切支障報知装置 
４ ガードアングル(脱線防止ガード) 

半径 300m 以下の曲線および、自動車が通行する全踏切道の列車が進出する
方向に設置している。 

都交通局 

○鉄道輸送における安全の確保を図るため、人的、物的の両面において取扱い

に関する多角的な保安対策を講じ、列車衝突、列車火災、列車脱線等の重大
事故の発生を未然に防止する。 

１ 保安対策 

信号装置、連動装置、転てつ装置、自動列車制御装置、自動列車停止装
置、自動列車運転装置、列車集中制御装置、列車無線電話、放送装置、消
火設備、脱線防止ガード等を整備して、列車運転の安全を期する。  

２ 設備および規程等の整備 
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機関名 役 割 

保安設置その他の設備に対して検査、保守等を行い、機能の保持に努めると
ともに、運転取扱いに関する規程等の整備を図り、安全の確保を図る。 

東京 

メトロ 

○列車の衝突、脱線等の鉄道事故を防止し、人命の安全および輸送の確保を図
るため、次の対策を実施する。 

１ 保安対策 

運行管理システム、電力管理システム、車両情報管理システム、施設管理
情報システム、自動列車制御装置、自動列車運転装置、信号装置、連動装
置、転てつ装置、列車無線装置、列車防護装置、脱線防止ガード等を整備

して、列車運転の安全・安定輸送を図る。 
２ 設備および規定等の整備 

保安設備およびその他の設備に対し検査および整備等を行い、機能の保持

に努めるとともに、省令の改正にあわせ、運転取扱いに関する規程、整備
実施基準等の整備を行い、定期的な教育を実施し安全の確保を図る。 

東京 
モノ 

レール 

○大規模事故、災害を予防し人命の安全および輸送の確保を行うため、次の対
策を実施し重大事故発生を未然に防止する。 

１ 車両や線路等の検査基準、関係法令等に基づく保守点検を実施する。 

２ 運行管理システム、電力管理システム、自動列車制御装置(ATC)、列車無線
装置等を整備して、安全安定輸送を図る。 

東京臨海
高速鉄道 

○輸送の安全確保を図るため、次の保安設備等により事故の未然防止に努めて

いる。 
運行管理システム（PTC）、電力管理システム、信号装置、連動装置、転てつ
装置、列車集中制御装置、列車無線装置、列車防護装置、自動列車停止装

置、脱線防止ガード等 
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対策３ 道路・橋梁・トンネル災害対策    

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

関係機関 ・所管する道路等の安全確保 

区 
・所管する道路の安全確保 

・関係機関との平常時からの連絡体制整備 

 

【具体的な取組】 

第１ 所管する道路等の安全確保 

○区は、所管する道路について、平常時から道路の安全確保に努める。また、大規模事故

災害時において関係機関と円滑な情報共有を行うため、平常時より連絡体制の整備に

努める。関係機関が進める対策は、次のとおりである。 

 

図表2-79 道路・橋梁事故に係る関係機関の役割 

機関名 役   割 

東京国道事務所 

○東京国道事務所が所管する道路について、安全性確保のため、次の

措置を講ずる。 

１ 定期的な安全点検の実施 

２ 応急・復旧措置訓練 

３ 関係機関との緊密な情報連絡体制の確保 

４ 事故多発箇所の施設改善 

東日本高速道路 

中日本高速道路 

○中／東日本高速道路防災業務計画に定める災害予防に基づき、未然

に災害を防止し、または災害が発生した場合においても被害を最小

限にとどめるため、平常時から高速道路等の計画的に点検を実施す

るなど保全管理に努める。 

○事故が多発する箇所の安全対策を検討し、実施に努める。 

首都高速道路 

○防災業務計画に基づき未然に災害を防止し、または被害を最小限に

とどめるため、平常時から路面状況や道路施設等のきめ細かな点検

と補修を行う。また、事故多発地点を中心に大型注意喚起板、渋滞

末尾情報板の設置等の交通安全対策を行う。さらに関係機関と協力

して取締り・啓発活動を行う。 

都建設局 

○都建設局が所管する道路について、大規模事故の発生を未然に防止

するため、次の措置を講ずる。 

１ 定期的な安全点検の実施および適切な措置 

２ 事故多発箇所の施設改善 

○万一、大規模事故が発生した場合においても、被害を最小限にする

ため、次の措置を講ずる。 

１ 応急措置訓練の実施 

２ 関係機関との緊密な情報連絡体制の確保 

警視庁 ○事故多発箇所における表示板等の設置、交通安全指導の徹底 

区 
○所管する道路について、安全点検や補修、改修を行うなど、平常時

から道路の安全確保に努める。 
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図表2-80 トンネル内の事故防止に係る関係機関の役割 

機関名 役 割 

東日本高速道路 

○トンネル内に火災検知器等の通報・警報設備や消火設備を設置して

いる。また、トンネル延長および交通量に応じて、トンネル内の遠

方監視設備を設置し、道路管制センターにおいて監視を実施してい

る。 

○トンネル内で、異常が発生した場合に、トンネルに進入しようとす

る車両に対する情報提供のためトンネル入口情報板を運用してい

る。 

○停電時に非常用設備の機能を維持するため、自家発電設備等を設置

している。 

中日本高速道路 

○「道路トンネル非常用施設設置基準」に基づき、延長および交通量

によって区分されるトンネル等級に応じ、通報・警報設備、消火設

備等の非常用施設を設置している。 

首都高速道路 

○トンネル内には、通報・警報設備や消火設備、災害を監視する監視

用テレビ装置等の各設備を設置している。また万一、災害が発生し

た場合には、管制室で各設備を制御し、被害を最小限に抑えるとと

もに、利用者へ警報を発令し、避難設備によって安全を確保する。 

都建設局 

○「道路トンネル非常用施設設置基準」に基づき、延長および交通量

によって区分されるトンネル等級に応じ、通報・警報設備、消火設

備等の非常用施設を設置している。 

都港湾局 

○トンネル内には、消火設備、通報・警報設備等の防災設備を設置し

ている。 

○停電に備え自家発電設備を設けている。 
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第２１章 区民生活の再建 

対策の基本的な考え方 
 

震災後に、被災した区民が早期に生活を再建していくには、区内の生活環境や住環境を

早期に復旧・安定させることが重要となる。ここでは、発生したし尿やごみ等の処理や、

区民の住宅等の確保に係る必要な手続き等について示す。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 生活再建のための準備 

 

 

対策２ 罹災証明の発行準備 
○区は、災害に係る住家被害認定調査、罹災証明発行、被災者台帳の作成まで一貫した実

施体制を構築する。体制構築に向け、被災者生活再建支援システムの導入や家屋・住家
被害状況調査員のボランティア受入れに関するマニュアル作成等を行った。 

 
対策３ 被災住宅の応急修理 

○区は、被災住宅の応急修理に関する相談体制の整備や応急修理制度の周知、必要な資材
の調達に係る準備等について、事前に検討しておく。 

 
対策４ 応急仮設住宅等 

○区は、避難所生活の早期解消に向けて、応急仮設住宅等の供給に係る調整・管理等を円

滑に行うために必要な対策として、建設型応急住宅の設置候補場所の調査、区営住宅等

の空住戸の活用等について検討を進める。 
 

対策５ 応急教育・保育 

○校長等は、災害時における円滑な応急教育・保育の開始に向けて、あらかじめ適正な計

画等を立てておくものとする。 
 

対策６ 災害がれき処理のための事前準備 

○区は、災害がれき処理のための応急仮置場、一次仮置場について、区内の全公園を対象

に、候補地の確保などについて検討する。二次仮置場、仮設処理施設、資源化物一時保

管場所は特別区が共同で設置することとしている。 
 

対策７ 生活ごみ・片付けごみ処理のための事前準備 

○区は、特別区で連携し災害廃棄物を処理する体制を整備している。なお、特別区で共同

処理しきれない場合、都を窓口とし他府県で広域処理を実施できるよう体制を整備して

いる。 
 

対策８ トイレの確保およびし尿処理のための準備 

○区は、避難者向けの災害用トイレを順次確保し、事業所および家庭に対しては１週間分

の災害用トイレ、トイレ用品の備蓄を推奨する。 
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○区や各機関は、各種訓練や「しながわ防災学校」により区民への災害用トイレに関する

知識の普及啓発に努める。 

○区は、近隣区、都、東京二十三区清掃協議会や民間事業者と連携し、し尿の収集運搬を

実施する体制整備を進める。 
 

 

 

【用語の解説】 

①罹災証明 

自然災害などにより住家などが破損した場合、その程度を一定の基準に基づき判定

し、証明することをいう。保険の請求や税の減免などの手続き、大規模災害が発生した

場合に行われる各種救援措置に必要となる。 

②住家被害認定調査 

地震や風水害等の自然災害により被害のあった住宅について、国の定める「災害の被

害認定基準」等に基づき、全壊、半壊等の「被害の程度」を認定する調査をいう。罹災

証明の基礎資料として使用される。 

③被災者台帳 

公平な支援を効率的に実施するため、個々の被災者の被害の状況や支援の実施状況、

支援にあたっての配慮事項等を一元的に集約し作成する台帳のことをいう。 

④応急仮設住宅等 

応急仮設住宅は、民間賃貸住宅を活用した「賃貸型応急住宅」と「建設型応急住宅」

のことをいう。これに「公的住宅の活用による一時提供型住宅」を含む場合、「応急仮

設住宅等」という。 

⑤災害がれき 

道路啓開や救助捜索活動に伴い生じる廃棄物、被災建築物の解体撤去で発生する廃棄

物のことをいう。 

⑥応急仮置場・一次仮置場 

救助活動、建物解体、道路啓開現場や地区仮置場から区が収集した災害廃棄物を集積

し、分別・保管する仮置場のことをいう。 

⑦地区仮置場 

住宅地などに設置し、片付けごみなどを搬入する仮置場のことをいう。区立公園等の

区民に身近な場所に設置する。 

⑧二次仮置場 

各区の災害廃棄物を集積、分別し、処理するまでの間、保管する仮置場のことをいう

（特別区が共同で設置）。 

⑨資源化物一時保管場所 

資源化処理した災害廃棄物を買取り業者に引き渡すまでの間、必要に応じて一時的に

保管する場所のことをいう（特別区が共同で設置）。 

⑩生活ごみ 

被災した区民の排出する生活ごみ（避難施設および在宅避難で排出される生活ごみを

含む）、その他、災害に起因する廃棄物のことをいう。 

⑪片付けごみ 

損壊家屋から排出される家財道具のことをいう（通常の粗大ごみは除く）。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 生活再建のための準備 

対策２ 罹災証明の発行準備 

対策３ 被災住宅の応急修理 

対策４ 応急仮設住宅等 

対策５ 応急教育・保育 

対策６ 災害がれき処理のための事前準備 

対策７ 生活ごみ・片付けごみ処理のための事前準備 

対策８ トイレの確保およびし尿処理のための準備 

対策１ 生活再建のための準備       

【各機関の役割】 

１ 罹災証明の発行準備 

機関名 役   割 

都 総 務 局 

都 福 祉 局 

・区が発行する罹災証明手続きの迅速化を促進 

・区の応援要員の確保の検討 

・義援金の募集・配分について、早期配分に必要な手続きの明確化 

・義援金に関する寄付控除（国税および地方税）等の取り扱いの確認 

東 京 消 防 庁 

・火災による被害状況調査体制の充実 

・区との協定締結や事前協議による罹災証明交付に係る火災被害の情

報収集等、連携体制の確立 

区 

・罹災証明等、各種事務手続きに関する職員研修を実施 

・義援金の募集・配分について、早期配分に必要な手続きの明確化 

・義援金に関する寄付控除（国税および地方税）等の取り扱いの確認 

２ 応急仮設住宅等 

機関名 役   割 

都住宅政策本部 
・入居者の孤立防止や団地・地域住民との交流に配慮し、建設型応急

住宅の規模に応じた集会室等の設置について検討 

区 
・建設型応急住宅の設置候補場所の調査 

・区営住宅等の空住戸を活用する方法の検討 

３ 応急教育・保育 

機関名 役   割 

区 
・災害時における円滑な応急教育・保育の開始に向けた事前の計画作

成 
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４ 災害がれき処理のための事前準備 

５ 生活ごみ・片付けごみ処理のための事前準備 

機関名 役   割 

都 

・区を通して、都内全域のごみ処理体制を把握 

・区の応援要請に迅速に対応するため、都内のごみ収集・運搬機材や廃

棄物処理施設の現況を把握、機材の確保や処理体制の協力体制を構築 

・広域的なごみ処理体制について連携体制の構築を推進 

区 

・ごみ処理に関する窓口 

・所管区域内の清掃庁舎や収集運搬車等の現況を把握し、施設の耐震化

の促進や、人員・資機材の不足が想定される場合に備えて、人員・機

材に対する備えを確認 

・片付けごみの仮置場について、区内の全公園を対象に、候補地の確保

や設置・管理方法などについて検討 

・災害廃棄物に係る知識の普及啓発 

６ トイレの確保およびし尿処理のための準備 

機関名 役   割 

都 環 境 局 

・区の対応のみでは困難となった場合に備え、関連事業者との協定等

の締結を推進 

・し尿の収集・運搬に関する広域的な調整を円滑に実施 

都 下 水 道 局 

・収集されたし尿の受入れ・処理体制の構築 

・下水道施設の耐震化 

・トイレの設置ができる指定マンホールの拡大 

区 

・災害用トイレの確保、区民への災害用トイレに係る知識の普及啓発 

・し尿の収集・運搬に関する近隣区と連携した体制構築、し尿運搬車

等の確保 

・都下水道局が管理する水再生センターや指定マンホールへの収集・

運搬体制の確保等 

 

 

機関名 役   割 

都 

・区を通して、都内全域のがれき処理体制を把握 

・区の応援要請に迅速に対応するため、都内の収集機材や中間処理施設

の現況を把握し、機材の確保や処理体制の協力体制を構築 

・広域的ながれき処理体制について、連携体制の構築を推進 

区 

・所管区域内の廃棄物関連施設や運搬車等の現況を把握し、施設の耐震

化の促進や不足が想定される人員や資機材に対する備えを検証、確保 

・石綿使用建築物等の把握、石綿対応体制の整備 



第２編 災害予防 

第２１章 区民生活の再建 

予防-275 

対策２ 罹災証明の発行準備       

○区は、災害に係る住家被害認定調査、罹災証明発行、被災者台帳の作成まで一貫した実

施体制を構築する。体制構築に向け、被災者生活再建支援システムの導入や家屋・住家

被害認定調査員のボランティア受入れに関するマニュアル作成を行った。 

 

① 区は、効率的な被災者台帳の管理や、罹災証明の発行を支援する被災者生活再建支援

システムを導入し、区民生活の早期再建を図っている。 

② 区は、罹災証明の発行根拠となる、災害に係る住家被害認定調査に関する都の研修へ

の参加および区独自の訓練を実施する。 

③ 区は、災害に係る住家被害認定調査、罹災証明発行、被災者台帳の作成まで一貫した

実施体制を構築する。 

④ 区は被災者の援護を総合的かつ効率的に実施するために必要があると認められる際に

は、被災者台帳を作成でき、必要の範囲内で個人情報を使用、情報提供を求めることが

できる。 

⑤ 区は、東京消防庁と被害状況調査体制の充実を図るとともに、協定締結や事前協議等

を行い、罹災証明発行に係る火災被害の情報共有等、連携体制を確立する。また、罹災

証明の発行に必要な固定資産関連情報について東京都主税局と連携を図る。 

⑥ 区は、家屋・住家被害認定調査員に関する人材確保のために、区独自でも関係協会と

協定を締結する。また、災害時の迅速かつ円滑な実施のために日頃からの訓練を実施す

る。 
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対策３ 被災住宅の応急修理 

○区は、被災住宅の応急修理に関する相談体制の整備や応急修理制度の周知、必要な資材

の調達に係る準備等について、事前に検討しておく。 

 

① 区は、被災住宅の応急修理に関する相談体制の整備や応急修理制度の周知、必要な資

材の調達に係る準備、修理業者リストの作成等について、事前に検討しておく。 

② 区は、避難所生活の早期解消に向けて、被災住宅の応急修理および一時提供住宅・応

急仮設住宅の供給に係る調整・管理について定めた住宅確保マニュアルを作成した。マ

ニュアルに基づき、都や関係団体等と役割分担について調整するとともに、発災後の業

務オペレーションを想定した訓練の実施に努める。 
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対策４ 応急仮設住宅等        

○区は、避難所生活の早期解消に向けて、応急仮設住宅等の供給に係る調整・管理を円滑

に行うために必要な対策として、建設型応急住宅の設置候補場所の調査、区営住宅等の

空住戸の活用について検討を進める。 

 

① 区は、建設型応急住宅の設置に関する事項を整理し、建設型応急住宅の設置場所を事

前に検討しておく。 

② 区は、民間賃貸住宅の空き住戸を賃貸型応急住宅として位置付け、民間事業所との協

定を締結する。また、平常時から空き住戸の物件情報の把握に努める。 

③ 区は、区営住宅等の空住戸を活用する。 

④ 区は、応急仮設住宅等に関する相談体制の整備について、事前に検討しておく。 

⑤ 区は、避難所生活の早期解消に向けて、被災住宅の応急修理および一時提供住宅・応

急仮設住宅の供給に係る調整・管理について定めた住宅確保マニュアルを作成した。マ

ニュアルに基づき、都や関係団体等と役割分担について調整するとともに、発災後の業

務オペレーションを想定した訓練の実施に努める。 

⑥ 区は、関係機関（日本赤十字社等）との連携に努める。 
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対策５ 応急教育・保育        

 

第１ 応急教育に係る事前準備 

① 校長または園長は、学校・幼稚園の立地条件等を考慮したうえ、災害時の応急教育計

画、指導の方法などについて、あらかじめ適正な計画を立てておくものとする。 

② 応急教育計画の作成にあたっては、次の点に留意するものとする。 

・平常時と同様の教育活動が行えない場合も、可能な範囲の教育活動の維持、推進を図る。 

・登校する児童・生徒等の人数に応じた応急教育を実施する。 

・地域の被災状況等を踏まえ、当該学年に適切な応急教育を実施する。 

③ 教育委員会、警察署、消防署および保護者への連絡網ならびに協力体制を確立する。 

④ 教育委員会は、勤務時間外における教職員の参集、連絡体制、役割分担等の計画を作

成し、教職員に周知する。 

第２ 応急保育に係る事前準備 

保育園長は、保育園の立地条件等を考慮したうえ、災害時の応急保育、指導の方法など

について、あらかじめ適正な計画、マニュアル等を検討する。 

○校長等は、災害時における円滑な応急教育・保育の開始に向けて、あらかじめ適正な計

画等を立てておくものとする。 
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対策６ 災害がれき処理のための事前準備    

 

第１ 災害がれき処理体制の整備 

① 区が主体的に設置・運営する応急仮置場、一次仮置場について、区内の全公園を対象

に、候補地の確保や設置・管理方法などについて検討する。なお、二次仮置場、資源化

物一時保管場所は特別区が共同で設置する。 

② 区は、災害がれき処理（道路啓開や公費解体に関する災害がれき処理等）、災害廃棄

物処理に関するマニュアルを作成し、迅速かつ円滑に活動できるよう、訓練を実施する。

なお、マニュアルの作成に際し、石綿使用建築物等の把握、石綿対応体制の整備につい

て検討する。あわせて、各マニュアルでは、担当部課等を記載し明確にしておく。 

③ 区は、所管区域内の廃棄物関連施設や運搬車等の現況を把握し、施設の耐震化の促進

や不足が想定される人員や資機材に対する備えを検証、確保する。 

④ 区は、区内民間事業者等と協定を締結し、協力体制を構築する。 

⑤ 区は、災害発生時の組織体制・役割分担について、庁内部署との連携を重視し、関係

部署が対応すべき項目を整理する。 

  

○区は、災害がれき処理のための応急仮置場、一次仮置場について、区内の全公園を対象

に、候補地の確保などについて検討する。二次仮置場、仮設処理施設、資源化物一時保

管場所は特別区が共同で設置することとしている。 
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対策７ 生活ごみ・片付けごみ処理のための事前準備  

 

第１ 迅速な処理体制の整備 

① 区は、自区域内で発生した災害廃棄物について、収集・運搬を実施し、中間処理につ

いては、東京二十三区清掃一部事務組合が管理するごみ処理施設や民間の処理施設を活

用するなどして、特別区で連携し、処理を行う。 

② 特別区で共同処理しきれない場合は、都を窓口として、他道府県での広域処理を実施

する。なお、最終処分の実施については、特別区および都と連携して実施する。 

③ 区は、片付けごみの仮置場（地区仮置場）について、区内の全公園を対象に、候補地

の確保や設置・管理方法などについて検討する。また、震災時においても分別が必要で

あるので、地区仮置場は、腐敗性廃棄物、可燃系廃棄物、不燃系廃棄物、危険物・有害

物、の４区分を基本とし、あわせて廃家電などを含め、レイアウト例を作成する。 

なお、一次仮置場については、区内の大規模公園を対象に候補地を選定する。 

 

第２ 災害廃棄物に係る知識の普及啓発 

発災時の災害廃棄物処理を速やかに実施するためには、家庭におけるごみ排出の抑制や、

ごみの分別排出の協力が不可欠である。また、仮置場の設置や運営には周辺住民の理解が

欠かせない。区は、品川区災害廃棄物ハンドブックを作成し全戸配布を行っており、災害

廃棄物に関する情報を提供し区民意識の啓発を図っている。 

○区は、特別区で連携し災害廃棄物を処理する体制を整備している。なお、特別区で共同

処理しきれない場合、都を窓口とし他道府県で広域処理を実施できるよう体制を整備し

ている。 
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対策８ トイレの確保およびし尿処理のための準備   

 

第１ 災害用トイレの確保 

① 区は、避難者向けの仮設トイレを順次確保していく。 

・仮設トイレ以外の簡易トイレ等も確保していく。 

・要配慮者用トイレの備蓄に配慮する。 

・強固な構造のトイレや防犯性の高いトイレ等の備蓄により、利用者の利便性を確保する。 

・下水道管直結型マンホールトイレの整備を都と連携し進める。 

・既存トイレの耐震化を行った。 

② 事業所および家庭に対しては、１週間分の簡易トイレや携帯トイレ、トイレ用品の備

蓄を推奨する。また、水の汲み置き等により生活用水を確保するよう「しながわ防災学

校」等を通じて周知・啓発していく。 

第２ 災害用トイレ係る知識の普及啓発 

① 区や各機関は、仮設トイレ等の設置箇所や備蓄等について総合防災訓練や避難所訓練

などの各種訓練や「しながわ防災学校」にてあらかじめ住民に周知し、仮設トイレに関

する知識の普及啓発に努める。 

② 仮設トイレの設置や利用等の経験は、重要であり、各機関は仮設トイレの設置・利用

を既存訓練に積極的に取り入れていく。 

③ 避難所や各家庭で使用された携帯トイレは、燃えるごみとは運搬方法が異なるため、

分別排出方法について、区民に周知する。 

第３ し尿の収集運搬について 

① し尿処理における収集・運搬については、近隣区と連携した体制の構築を図る。また、

収集車両の確保等、災害廃棄物処理関係団体からの支援については、東京二十三区清掃

協議会を通じた協定により協力・支援を受ける。 

② 区は、し尿収集車について、協和興業株式会社および株式会社東海運輸と「災害時に

おけるし尿収集車両等の供給に関する協定」を締結し、車両確保に努めている。 

③ 区は、し尿収集が区だけで対応できない場合に備えて、東京都を通じて他自治体に応

援要請する仕組みを整備しておく。 

○区は、避難者向けの仮設トイレを順次確保し、事業所および家庭に対しては可能な限り

１週間分の携帯トイレ、トイレ用品の備蓄を推奨する。 

○区や各機関は、各種訓練や「しながわ防災学校」により区民への災害用トイレに関する

知識の普及啓発に努める。 

○区は、近隣区、都、東京二十三区清掃協議会や民間事業者と連携し、し尿の収集運搬を

実施する体制整備を進める。 
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④ 区は、都下水道局と下水道処理施設（水再生センターおよび主要管きょの指定マンホ

ール）への搬入ができるよう締結している覚書に基づき体制を確保している。し尿の受

入れ体制について、円滑な運用に向けたし尿受入れ訓練の実施を検討する。 

⑤ 区は、仮設トイレやマンホールトイレ設置場所の正確な把握を行う。 

⑥ 区は、簡易トイレ等の収集運搬方法および中間処理体制の構築を行う。 

⑦ 区は、変化に応じて対策・マニュアルのアップデートを行う。 

 

図表2-81 災害廃棄物処理に関する基本的なフロー 
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図表2-82 仮置場などの類型 

種別 定義 設置主体 設置時期 

地区仮置場 

住宅地等に設置し、区民が自ら片付けごみ等を搬

入する仮置場（区立公園などを利用した区民に身

近な場所に設置する仮置場） 

区 
３日後 

～１か月 

応急仮置場 
救助活動、道路啓開等により発生する災害がれき

の一時的な仮置場として設置する。 
区 

発災後 24

時間以内

～１週間 

一次仮置場 

救助活動、建物解体、道路啓開現場や、地区仮置

場、応急仮置場等から区が収集した災害廃棄物を

集積し、分別・保管する仮置場 

区 
３日後 

～３年 

二次仮置場 

各区の災害廃棄物を集積、分別し、処理するまで

の間保管する仮置場。仮設処理施設も併設する。

（特別区内で数か所を想定） 

特別区 
３週間後 

～３年 

資源化物一時保

管場所 

資源化処理した災害廃棄物を買取り業者に引き渡

すまでの間、必要に応じて一時的に保管する場所

（二次仮置場に併設することを想定） 

特別区 
３週間後 

～３年 
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第１部 震災応急対策 

第１章 安全なまちづくり 

対策の基本的な考え方 
 

震災時には、公共の安全を確保するとともに、公共施設機能の早期回復に努める必要が

ある。また、河川や公共施設の応急対策等により二次被害を防止する必要がある。 

ここでは、施設の応急対策について示す。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 施設の応急対策 
第１ 公共の安全確保、施設の本来機能の回復 

○社会公共施設等の応急危険度判定や砂防、地すべり防止、急傾斜地崩壊防止施設の応急

対策等を進めることにより安全を確保するとともに、公共施設機能の早期回復に努め

る。 
第２ 河川や公共施設の応急対策等による二次被害防止 

○都市基盤の根幹をなす道路、河川等の公共施設は、早期の応急復旧を行うとともに、堅

牢な復旧を行う必要がある。そのため、公共施設の綿密な改修計画を作成し、関係機関

との調整を図り、対策を進める。 
 

 

  



第３編 災害応急対策 

第１部 震災応急対策 

第１章 安全なまちづくり 

応急-4 

対策 
 

対応テーマ 

対策１ 施設の応急対策 

※防火対策の応急・復旧対策は、「第１部 第３章災害対応体制」に定めるところによる。 

 

 

【応急復旧活動フロー】 

 

■：対策の開始時期の目安 

  

応急・復旧対策 発災      24h         48h         72h           

初動態勢の 

確立期 

即時対応期 復旧対応期 

施設の応

急対策・

早期復旧 

都 ■道路・橋梁施設の復旧に係る計画 

■港湾施設、海岸施設の復旧に係る計画 

■河川施設の復旧に係る計画 

■上下水道施設の復旧に係る計画 

区 ■道路・橋梁施設の復旧に係る計画 

 

 

施設 

管理者 

■社会公共施設等の応急対策 

■砂防、地すべり防止、急傾斜地崩壊防止施設の 

応急対策 

東京電力 

パワーグ

リッド 

■電気施設の復旧に係る計画 

東京ガス

グループ 

■ガス施設の復旧に係る計画 

NTT 

東日本 

■通信施設の復旧に係る計画 

ケーブル

テレビ 

品川 

■放送施設の復旧に係る計画 

都交通局 

JR 東日本 

東京モノ

レール 

東急電鉄 

京浜急行

電鉄 

東京臨海

高速鉄道 

■線路、橋梁の復旧 

■運転再開計画 

■復旧資機材の確保 
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対策１ 施設の応急対策        

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

都 

・道路・橋梁施設の復旧に係る計画 

・港湾施設、海岸施設の復旧に係る計画 

・河川施設の復旧に係る計画 

区 ・道路・橋梁施設の復旧に係る計画 

施設管理者 
・社会公共施設等の応急対策 

・砂防、地すべり防止、急傾斜地崩壊危険箇所等の応急対策 
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【具体的な取組】 

第１ 公共の安全確保、施設の本来機能の回復  

○社会公共施設等の応急危険度判定や砂防、地すべり防止、急傾斜地崩壊危険箇所等の応

急対策等を進めることにより安全を確保するとともに、公共施設機能の早期回復に努め

る。 

 

１ 社会公共施設等の応急危険度判定 

地震が発生したとき、応急対策上重要な役割を果たす社会公共施設等について、余震等

による倒壊、部材の落下等から生じる二次災害を防止するため、早期に被害状況を調査し、

使用できるかどうかを応急的に判定する。 

（１）社会公共施設等の応急危険度判定 

ア 都立および区立の公共建築物が被災した場合 

① 都および区は、その所管する公共建築物が被災した場合、必要に応じて応急危険

度判定を実施する。 

② 区は、区有建築物の応急危険度判定に係る実施本部を設置し、区有建築物の施設

管理者による概況調査結果等をもとに、早期に応急危険度判定を実施する建築物を

決定、実施計画書の作成とともに応急危険度判定を実施する。 

③ 区は、その判定が困難な場合、都に判定実施の支援を要請する。 

④ 都は、公共建築物等応急危険度判定部会を設置し、判定実施の調整を行う。 

⑤ 都は、判定部会の決定に基づき、都の応急危険度判定技術者等を活用し、判定を

実施する。 

⑥ 応急危険度判定技術者が不足する場合、都は他団体への協力を要請する。 

イ その他の社会公共施設が被災した場合 

① 社会公共施設の管理者は、その所管する社会公共施設が被災した場合、必要に応

じて応急危険度判定を実施する。 

② 社会公共施設の管理者は、その所管する社会公共施設の判定が困難な場合、都ま

たは区に判定実施の支援を要請する。 

③ 都は公共建築物に準じて、社会公共施設の判定を実施する。 

（２）社会公共施設等の応急対策 

ア 各医療機関 

① 施設長は、あらかじめ策定した計画に基づき、患者の生命保護を最重点に対応す

る。 

② 通信手段の確保に努めるとともに、状況に応じて必要な措置をとるなど万全を期

する。 
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イ 社会福祉施設等 

① 社会福祉施設等の責任者は、被災後速やかに施設内外を点検し、落下・倒壊等の

危険箇所の有無を確認する。必要に応じて応急修理を行い、安全を確保する。 

② 利用者の状況、職員の状況、施設建物の被害状況を把握し、通信手段の確保に努

めるとともに、必要に応じて応急計画を策定する。 

③ 施設独自での復旧が困難である場合は、区の関係組織へ被害状況を報告し、入所

者の移転等の処遇方法について援助を要請する｡ 

④ 震災の被害を受けなかった施設の責任者は、援助を必要とする施設の責任者に積

極的に協力し、入所者の安全を確保する。 

ウ 学校施設 

① 校長は、児童・生徒等の安全確保を図るため、避難計画を作成し、この計画に基

づいて行動する。 

② 自衛防災組織を編成し、役割分担に基づき行動する。 

③ 緊急時には、関係機関へ通報して臨機の措置を講ずる。 

④ 学校施設が避難所になった場合は、避難者の健康と安全の確保に努めるとともに、

余震や火災予防についても充分な措置をとる。 

⑤ 通信手段の確保に努めるとともに、学校施設の応急修理を迅速に実施する。 

エ 文化財施設 

① 文化財に被害が発生した場合には、その所有者または管理者は、ただちに東京消

防庁に通報するとともに被害の拡大防止に努め、被災状況を速やかに調査し、区教

育委員会へ報告する。都・国指定文化財については、区教育委員会を経て都教育委

員会・文化庁へ報告する。 

② 関係機関は被災文化財の被害拡大を防ぐため、協力して応急措置を講ずる。 

 

２ 砂防、地すべり防止、急傾斜地崩壊防止施設の応急対策 

① 区は、土砂災害の危険性が高い箇所について関係機関や住民に周知を図り、応急対策

を行うとともに、災害のおそれがある場合は避難対策を実施する。 

② 区は、土砂災害の発生状況等の情報収集を行い、都に報告する。 
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第２ 河川や公共施設の応急対策等による二次被害防止 

○都市基盤の根幹をなす道路、河川等の公共施設は、早期の応急復旧を行うとともに、堅

牢な復旧を行う必要がある。そのため、公共施設の綿密な改修計画を作成し、関係機関

との調整を図り、対策を進める。 

 

１ 計画方針 

① 道路、河川等の公共施設については、災害後ただちに応急復旧を行うが、当面の応急

措置が終わり、社会全般が落着きを取り戻し、社会経済活動が平常に近い状態になれば、

本格的な復旧作業が可能となる。 

② これらの諸施設は、都市基盤の根幹をなすものであり、堅牢な復旧が望まれるところ

である。 

③ 特に区立の公共施設において綿密な改修計画を作成し、関係機関との調整を図り、応

急対策を進めるよう努める。 

④ ここでは、各公共土木施設の復旧について必要な施策を述べることとする。 

２ 道路・橋梁施設の復旧【区防災まちづくり部・東京国道事務所・都建設局第二建設事務

所・首都高速道路】 

① 道路管理者は、道路、橋梁および付属物等が被害を受けた場合は、被害状況を速やか

に調査し、公益占用物件等の復旧計画と調整のうえ、被害を受けた施設を復旧する。公

共の安全確保上、緊急に行う必要のある対象は、次のとおりとする。 

・道路の埋没または決壊により交通が不可能または著しく困難であるもの。 

・道路の埋没または決壊で、これを放置することにより、二次被害を生ずるおそれがある

もの。 

② 首都高速道路の復旧計画については、次のとおりとする。 

・首都高速道路等の機能を速やかに回復するため、現地調査を実施し、被害状況およびそ

の原因を精査し、復旧工法等を決定する。 

・災害復旧にあたっては、現状復旧を基本としつつも、災害の再度発生防止等の観点から、

可能な限り改良復旧を行うよう努める。 

３ 港湾施設の復旧【都港湾局】 

① 港湾管理者は、管理する港湾施設が地震等により被害を受けた場合は、速やかに被害

状況を調査し、被害を受けた施設を復旧する。 

② 特に、公共の安全確保上緊急に復旧を行う必要のある対象は、次のとおりである。 

・係留施設の損壊で、船舶の係留または荷役に重大な支障を与えているもの。 

・臨港交通施設の損壊で、これによって当該臨港交通施設による輸送が不可能、または著

しく困難であるもの（他の施設による輸送が著しく困難でない場合を除く）。 

・港湾の埋そくで、船舶の航行または停泊に重大な支障を与えているもの。 

・外かく施設の損壊で、これを放置すると、著しい被害を生ずるおそれがあるもの。 
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４ 海岸施設の復旧【都港湾局】 

海岸管理者は、地震等により被害を受けた場合は、被害状況を速やかに調査し、復旧を

行うものとする。特に公共の安全確保上緊急に復旧を行う必要のある対象は、次のとおり

である。 

・防潮堤、水門の損壊 

・護岸損壊でこれを放置すると、著しい被害を生ずるおそれがあるもの 

５ 河川施設の復旧【都建設局第二建設事務所】 

河川管理者は、管理する施設が地震等により被害を受けた場合は、被害状況を速やかに

調査し、復旧を行うものとする。特に公共の安全確保上緊急に復旧を行う必要のある対象

は次のとおりである。 

・堤防の破堤、護岸、天然河岸の決壊等で、区民の日常生活に重大な影響を与えているも

の。 

・堤防護岸等の決壊で破堤のおそれがあるもの。 

・河川の堤防護岸等の脚部の深掘りで根固めをする必要があるもの。 

・河川の埋そくで流水のそ通を著しく阻害するもの。 
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第２章 安全な交通ネットワークおよびライフライン 

対策の基本的な考え方 
 

震災時には、被害の拡大防止のためにインフラやライフラインの応急措置などを実施す

るとともに、人命救助や消火活動、物資輸送等を迅速・円滑に行うため、また、区民生活

の再建に向けて、低下した機能を早期に回復することが必要である。 

ここでは、道路・橋梁、鉄道施設および河川に係るインフラ対策、水道、下水道、電気・

ガス・水道などのライフライン対策について示す。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ インフラ対策 
第１ 道路・橋梁 

○道路、橋梁および道路付属物等が被害を受けた場合、各道路管理者は、被害状況を速や

かに調査し、公益占用物件および沿道等の復旧計画との調整のうえ、施設を復旧する。 
第２ 鉄道施設 

○多数の人員を高速で輸送している鉄道での被害は、直接人命にかかわる恐れがあるた

め、迅速かつ適切な応急措置を各交通機関が実施する。 
第３ 河川 

○河川の応急復旧、所管施設の緊急工事等に向けて立案する応急対策計画、復旧計画をも
とに、区、都は連携して、河川における障害物除去等を行う。 

 

対策２ ライフライン対策 
第１ 水道 

○災害時における飲料水の確保および被害施設の復旧に対処するため、都水道局はこれに

必要な人員および車両の確保、情報の収集連絡体制等を確立する。 
○施設被害について情報収集をもとに適切な復旧方針を決定し、配水区域の調整により、

断水区域の減少に努める。 
第２ 下水道 

○非常配備態勢に基づいて職員を配置し、下水道施設の被害に対し迅速に応急復旧活動を

行う。 
○管きょ、ポンプ所、工事現場の施設被害を把握し、損傷状況に応じた応急復旧、機能回

復を図る。 
第３ 電気・ガス・通信など 

○東京電力パワーグリッド、東京ガスネットワーク、NTT 東日本、日本郵便、ケーブルテ

レビ品川は所管施設の応急対策を講じ、地震災害による施設被害の早期復旧を図り、も

って社会安全の確保に努める。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ インフラ対策 

対策２ ライフライン対策 

 

 

【応急復旧活動フロー】 

 

応急・復旧対策 発災      24h         48h         72h           

初動態勢の 

確立期 

即時対応期 復旧対応期 

インフ

ラ対策 

関東地方 

整備局 

■河川・港湾・空港施設等の復旧および機能確保 

東京国道 

事務所 

■道路、橋梁の応急対策 

■道路関係障害物の除去 

都 

■道路関係障害物の除去 

■運転規制および乗務員の応急対応 

■鉄道施設の復旧および機能確保 

■河川・港湾・空港施設等の復旧および機能確保 

都建設局 

第二建設事務所 

■道路、河川の応急対策 

区 
■道路、河川の応急対策 

■道路、河川、住宅関係障害物の除去 

■道路の復旧および機能確保 

首都高速 

道路 

■首都高速道路・橋梁の応急対策 

鉄道機関 
■運転規制および乗務員の応急対応 

■鉄道施設の復旧および機能確保 

 ■駅構内における滞留者の状況に関する区への情報提供 

■：対策の開始時期の目安 
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対策１ インフラ対策         

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

関東地方 

整備局 
・河川・港湾・空港施設等の復旧および機能確保 

東京国道事務所 
・道路、橋梁の応急対策 

・道路関係障害物の除去 

都 

・道路関係障害物の除去 

・運転規制および乗務員の応急対応 

・鉄道施設の復旧および機能確保 

・河川・港湾・空港施設等の復旧および機能確保 

都建設局 

第二建設事務所 
・道路、河川の応急対策 

区 

・道路、河川の応急対策 

・道路、河川、住宅関係障害物の除去 

・道路の復旧および機能確保 

首都高速道路 ・首都高速道路・橋梁の応急対策 

鉄道機関 

・運転規制および乗務員の応急対応 

・鉄道施設の復旧および機能確保 

・駅構内における滞留者の状況に関する区への情報提供 
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【具体的な取組】 

第１ 道路・橋梁 

○道路、橋梁および道路付属物等が被害を受けた場合、各道路管理者は、被害状況を速や

かに調査し、公益占用物件および沿道等の復旧計画との調整のうえ、施設を復旧する。 

１ 道路、橋梁に係る活動態勢 

① 道路、橋梁および道路付属物等が災害により被害を受けた場合、各道路管理者は、被

害状況を速やかに調査し、公益占用物件および沿道等の復旧計画と調整のうえ、被害を

受けた施設を復旧する。特に、公共の安全確保上、緊急に復旧を行う必要のある対象は

次のとおりである。 

・道路の陥没または決壊で、これによって当該道路による交通が不可能または、著しく困

難であるもの 

・道路の陥没または決壊で、これを放置することにより二次災害を生じるおそれのあるも

の 

② 各機関の活動体制はおおむね次表のとおりである。 

図表3-1 機関別の対応内容 

機

関

名 

活   動   内   容 

都

建

設

局 

１ 道路の緊急点検 

都道や緊急障害物除去路線に指定された区道について、都建設防災ボランティアな

どと連携して緊急点検を行う。 

２ 損壊箇所の応急措置等 

災害時における応急対策業務に関する協定に基づき、協力業者が損壊箇所の応急措

置等を実施する。 

３ 交通規制や迂回道路の選定 

被災状況や交通状況を把握し、道路交通を確保するため、交通規制の措置や迂回道

路の選定など、通行者の安全対策を行う。 

４ 緊急道路の障害物除去 

災害時における応急対策業務に関する協定に基づき、協力業者が道路上の障害物の

除去等を実施する。 

区 １ 被災状況の調査等 

被災状況調査を実施するとともに被災状況を整理し、道路等の啓開に備え、災害協力

協定締結団体の人員や重機等を把握し、出動準備要請を行う。 

２ 交通規制および応急復旧に向けた準備 

交通規制や民間協力団体への応援要請、障害物の除去および応急復旧に向けた準備

として、自衛隊との活動調整等に取り組む。 

３ 緊急啓開道路の応急復旧が不可能な場合の対応等 

応急復旧が不可能な場合の対応として迂回路の選定や緊急啓開道路の変更等の対応

を行う。 

４ 道路啓開および交通の開放 

道路等の復旧のため、道路上の倒壊建物等を撤去・運搬し、交通を開放する。 
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機

関

名 

活   動   内   容 

東

京

国

道

事

務

所 

１ 道路施設の点検 

被害状況および交通状況を速やかに把握するため、パトロールを実施する。 

また、道路情報モニター等からの道路情報の収集に努める。巡視結果等から、詳細な点

検が必要と思われるものについては、点検要領等により速やかに実施するものとする。 

２ 災害時の応急措置 

（１）巡視の結果およびモニター等からの情報をもとに、必要に応じ迂回路の選定と、そ

の誘導等の措置を行い、交通路の確保に努める。また、交通規制が必要な箇所は、関

係機関と調整を図り、必要な措置を講ずる。 

（２）緊急輸送道路については、関係機関との調整を図りつつ、東京国道業務継続計画

（BCP）に定める最重要区間を最優先として道路啓開（路上障害物の除去等）により、

速やかに緊急輸送機能を確保する。 

（３）上記(１)(２)の措置に当たっては、緊急輸送道路と広域輸送拠点とのアクセス道

路の確保についても考慮することとし、関係する道路管理者等と連携しつつ、必要

な協力・支援を行うものとする。 

３ 応急復旧 

（１）パトロールによる巡視結果等に基づき、迂回路、代替路等を考慮し、優先順位を

定め復旧計画を策定し、速やかに応急復旧工事を行い、緊急輸送路の確保に努める

ものとする。 

（２）応急復旧工法は、被害の状況・資機材の有無等を考慮して、適切な工法を選定す

るものとする。 

４ 本復旧 

本復旧は、破損原因を究明し、これに対応した工法で施工する。 

復旧工法の選定は、技術基準や構造令等に従い、適切な工法を選定するものとする。 

首

都

高

速

道

路 

１ 災害時における体制 

災害または交通障害の発生が予想されるとき、あるいは発生したときは、警戒体制、

緊急体制または非常体制のうち、災害の種類およびその程度に応じた適切な規模およ

び内容の体制をとり、速やかな社員の非常参集、情報収集連絡体制の確立および災害対

策本部の設置等必要な措置を講ずる。 

２ 災害応急対策 

災害が発生したときは、お客様の安全を確保しつつ、二次災害の防止と緊急輸送機能

の確保を最優先に、次の応急対策を実施し、首都高速道路等の機能回復を図る。 

（１）災害が発生したときは、会社は警察が実施する交通規制に協力し、かつ規制状況等

をお客様に広報する。 

（２）お客様の被災の状況を緊急に把握し、消防等関係機関への迅速な情報伝達、出動・

協力要請により、被災者の救出救護その他安全確保に努める。 

（３）道路構造物、管理施設等について、その被害の状況を緊急点検し、必要に応じ応急

復旧に努める。 

（４）工事の箇所については、その被災状況に応じて必要な措置を講ずる。 
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２ 道路関係障害物除去 

① 道路管理者は、緊急通行車両の通行を確保するため、放置車両や立ち往生車両等の移

動等の命令を行う。 

② 運転者がいない場合や、破損により車両の移動が困難な場合等においては、道路管理

者は自ら放置車両や立ち往生車両等の移動等を行う。 

③ 道路管理者による放置車両や立ち往生車両等の移動等の措置のため、やむを得ない必

要がある場合には、他人の土地の一時使用、竹木その他の障害物の処分を行うことがで

きる。 

図表3-2 各機関の対応内容 

機関名 内   容 

都建設局 

第二建設事務所 

・「災害時における応急対策業務に関する協定」および「協力承諾

書」に基づき、協力業者が道路上の障害物の除去等を実施する。 

区 

・道路上の破損物、倒壊物の除去を行い、交通の確保に努める。特に

指定避難道路については最優先に実施する。なお、国、都等、他の

道路管理者と密接な連絡をとり、協力して障害物の除去を行うもの

とする。 

東京国道 

事務所 

・道路上の障害物の状況を調査し、除去対策をたて、関係機関と協力

の上、所管する道路の障害物の除去等を実施する。 

資料 58 都第二建設事務所 資機材備蓄状況 

 

 

第２ 鉄道施設 

○多数の人員を高速で輸送している鉄道での被害は、直接人命にかかわる恐れがあるた

め、迅速かつ適切な応急措置を各交通機関が実施する。 

 

① 発災時において、被害を最小限にとどめ、輸送の確保を図ることは交通機関の責務で

ある。 

② 特に、多数の人員を高速で輸送している鉄道は、直接人命にかかわる被害が発生する

おそれがあるため、迅速かつ適切な応急措置を次により各交通機関が実施する。 

１ 災害時の活動態勢 

（１）災害対策本部等の設置 

震災が発生した場合、各交通機関は全力をあげて旅客および施設の安全確保と緊急輸

送を行うため、災害対策本部等を設置する。 
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（２）通信連絡体制 

災害情報および応急措置の連絡指示ならびに被害状況の収集等の通信連絡は、列車無

線、指令電話、鉄道電話等を利用するとともに、必要に応じて、無線車、移動用無線機

を利用する。 

２ 発災時の初動措置 

① 地震発生と同時に、各交通機関は、運転規制等適切な初動措置を実施し、乗客の安全

確保を図る。 

② 各機関の初動措置は次のとおりである。 

図表3-3 機関別の対応内容 

機

関

名 

運転規制の内容、乗務員の対応、その他の措置 

都 

交 

通 

局 

 

地 

下 

鉄 

 

運 

転 

規 

制 

の 

内 

容 

都営地下鉄内に設置する地震計の震度に応じて、総合指令所以下の運転規制を

行う。 

１ 震度「３」の場合 → 特に運転規制は行わない 

２ 震度「４」の場合 

① 直ちに全列車に対し 25 ㎞／h 以下の徐行運転を指示し、駅務管区長(以下

「駅長」という）ならびに保守担当の各管理所長および検修場長(以下「所

長」という）に施設点検を依頼する。 

② 駅長からの駅構内施設点検完了報告および全区間にわたる列車徐行運転完

了後、55 ㎞／h 以下の運転に規制を緩和する。 

③ 所長からの施設点検完了の報告に基づいて、運転規制を解除する。 

３ 震度「５弱」の場合 

① 直ちに全列車に対し運転中止を指示し、駅長および所長に施設点検を依頼

する。 

② 駅長からの駅構内施設点検完了報告に基づいて、全列車に対して試運転列

車とし 15 ㎞／h 以下の注意運転を指示する。 

③ 試運転列車が全区間にわたって走行を完了したときは、全列車に対し 25 ㎞

／h 以下の徐行運転を指示する。 

④ 列車が 25 ㎞／h 以下の徐行運転で全区間にわたって走行を完了したとき

は、55 ㎞／h 以下の運転に規制を緩和する。 

⑤ 地上部 45km/h・地下部 55km/h 以下（大江戸線は 50km/h 以下）で全区間に

わたって走行を完了後、運転規制を解除する。 

４ 震度「５強」以上の場合 

① 直ちに全列車に対し運転中止を指示し、駅長および所長に施設点検を依頼

する。 

② 駅長および所長からの施設点検完了(ゾーン地震計に「５強以上」と表示さ

れた区間)の報告に基づいて、全列車に対して試運転列車とし 15 ㎞／h 以下

の注意運転を指示する。 
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機

関

名 

運転規制の内容、乗務員の対応、その他の措置 

③ 試運転列車が全区間にわたって走行を完了したときは、全列車に対し 25 ㎞

／h 以下の徐行運転を指示する。 

④ 列車が 25 ㎞／h 以下の徐行運転で全区間にわたって走行を完了したとき

は、55 ㎞／h 以下の運転に規制を緩和する。 

⑤ 地上部 45km/h・地下部 55km/h 以下（大江戸線は 50km/h 以下）で全区間に

わたって走行を完了後、運転規制を解除する。 

乗 

務 

員 

の 

対 

応 

列車を運転中強い地震を感知し、列車を運転することが危険と認めたときまた

は列車無線により運転中止の指令を受けたときは、次の取り扱いをする。 

１ 駅に停車中のときは出発を見合せ、駅長の指示に従う。 

２ 走行中のときは、前途支障の有無に注意し、速度を節制の上、次駅まで走行

することに努める。 

３ やむを得ず駅間に停止したときは、状況を判断して乗客の安全確保に努め

る。 

４ 早期地震警報システムが動作し、緊急地震警報(震度４以上)を受信した場合

は、駅間であっても直ちに停止する。ただし、開口部付近を運転中の場合は、

側壁の崩れ、落下物などのおそれがあるため、停車は極力避ける。 

 

その他

の措置 

震災発生と同時に、関係各所は必要箇所を点検するとともに、乗客の安全確保

を図る。 

 

Ｊ

Ｒ

東

日

本 

運 

転 

規 

制 

の 

内 

容 

１ 地震が発生した場合の列車の運転取り扱いは次による。 

（１）80 ガル以上の場合、列車の運転を中止し、全線の点検を行った後、安全が

確認された区間から運転中止を解除する。 

（２）40 ガル以上 80 ガル未満の場合、25 ㎞/h または 35 ㎞/h 以下の徐行運転を

行い施設の点検を行った後、安全を確認した区間から速度規制を解除する。 

（３）40 ガル未満の場合、特に運転規制は行わない。 

２ 列車の運転方法はその都度決定するが、おおむね次により実施する。 

（１）う回または折り返し運転 

（２）臨時列車の特発 

（３）バス代行または徒歩連絡 

 

乗 

務 

員 

の 

対 

応 

１ 運転中に地震を感知して、列車の運転が危険と認めた場合は、直ちに列車を

停止させる。 

２ 列車を停止させる場合、その停止位置が築堤、切取り、橋梁上、または陸橋

下のような場合は進路の安全を確認の上、安全と認められる場所に列車を移動

させる。 

３ 列車を停止させた場合、最寄りの停車場の駅長と連絡をとり、その指示を受

ける。 
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機

関

名 

運転規制の内容、乗務員の対応、その他の措置 

東

急 

電 

鉄 

運 

転 

規 

制 

の 

内 

容 

 

地震の規模 運転規制の内容（運輸司令長の取り扱い） 

震度４ 

 

１ 直ちに全列車の停止を指令する。 

２ 震動停止後、25 ㎞/h 以下の注意運転を指令する。 

３ 構造物等に異常がない旨確認後、平常運転に復す

る。 

震度５弱 

 

１ 直ちに全列車の停止を指令する。 

２ 震動停止後、15 ㎞/h 以下の注意運転で先行列車が

あった場所まで運転する。 

３ 乗務員および駅長から構造物等に異常がない旨報告

があった場合は、25 ㎞/h 以下の注意運転を実施す

る。 

４ 電力司令長および保線区長から構造物等に異常がな

い旨報告があった場合は、平常運転に復する。 

震度５強以上 

 

１ 直ちに全列車の停止を指令する。 

２ 電力司令長および保線区長から構造物等に異常がな

い旨報告があった場合は、25 ㎞/h 以下の注意運転を

指令し、乗務員または駅長、区長から進路等に異常が

ある旨の報告がない場合は平常運転に復する。 

  
 

早期 

地震 

警報 

シス 

テム 

気象庁が地震の最初の揺れを観測した時に配信する緊急地震速報を運輸司令所

等で受信し、一定規模の地震が予想される場合に、列車無線を使用して緊急停止

信号および音声メッセージを鉄道線の全列車、軌道線の全電車に対して自動的に

通報する。これを受信した運転士は直ちに非常制動の手配を執り、列車を減速ま

たは緊急停止させる。 

 

乗 

務 

員 

の 

対 

応 

運転士は、早期地震警報システムを受報したとき。または強い地震を感知した

とき、および運輸司令長から列車を停止させるように指示を受けたとき。 

１ 地上部においては、橋梁、盛土部、ずい道等をなるべく避けて速やかに停止

する。 

２ 地下部においては、速度を 25km/h 以下まで低下させ、駅間停車を避けるため

に駅に進入し停止する。ただし、危険を察知した時は直ちに停止する。 

 

そ 

の 

他 

の 

措 

置 

災害発生と同時に、関係部署により次の措置をとるとともに、状況により災害

対策本部を設置して対応する。 

１ 被害状況の把握         ５ 負傷者の救出救護 

２ 線路、駅施設、電気設備等の点検  ６ 電気施設の緊急措置 

３ 出火防止および初期消火     ７ 通信による災害情報の緊密化 

４ 旅客の避難誘導         ８ 防災機関との連携 
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機

関

名 

運転規制の内容、乗務員の対応、その他の措置 

京 

浜 

急 

行 

電 

鉄 

運 

転 

規 

制 

の 

内 

容 

 

地震の規模 運転規制の内容 

震度４ １ 列車の停止を指令する。 

２ 地震終息後、35km/h 以下の速度で注意運転をす

る。 

３ 関係駅長の報告により、列車の運行に支障のない

ことを確認したときは、正常運行の確保に努める。 

震度５弱 １ 列車の停止を指令する。 

２ 地震終息後、駅長から駅構内の運転諸設備につい

て、列車の運行に支障のないことを確認したとき

は、25km/h 以下の速度で注意運転をする。 

３ 関係駅長の報告により、列車の運行に支障のない

ことを確認したときは、正常運行の確保に努める。 

震度５強以上 １ 列車の停止を指令する。 

２ 地震終息後、駅間に停止している列車があるとき

は、列車の停止した場所の最寄り駅長から、駅構内

の運転諸設備に異常がない旨の報告と、停止してい

る列車の乗務員から見通せる範囲内に異常がないこ

とを確認したときは、施設司令と協議のうえ、旅客

の避難誘導のため、15km/h 以下の速度で最寄り駅ま

で運転を指令することができる。 

３ 地震終息後、駅長から駅構内の運転諸設備につい

て、また、保守担当責任者から要注意箇所につい

て、列車の運行に支障のないことを確認したとき

は、25km/h 以下の速度で注意運転をする。 

４ 関係駅長および保守担当責任者の報告により、列車

の運行に支障のないことを確認したときは、正常運行

の確保に努める。 
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機

関

名 

運転規制の内容、乗務員の対応、その他の措置 

京 

浜 

急 

行 

電

鉄 

乗 

務 

員 

の 

対 

応 

 

１ 乗務員は、強い地震を感知したとき、または運輸司令もしくは駅長から震度

４以上の地震が発生した旨の通報を受けたときは、橋梁、トンネルおよび踏切

道を避けて安全と思われる場所に速やかに列車を停止させる。 

２ 地震終息後、運転再開の指令を受けたときは、指定された速度以下で注意運

転を行う。 

３ 最寄りの報告指定駅に到着したときは、駅長に対して運転した区間における

線路等の状態の列車運転に対する支障の有無を報告する。 

４ 運輸司令から指定速度規制の解除指令を受けたときは、逐次正常運行に復す

るように努める。 

 

東 

京 

モ 

ノ 

レ 

｜ 

ル 

運 

転 

規 

制 

の 

内 

容 

１ 昭和島運転指令室に地震計を設置しており、運転指令は地震を感知、または

地震発生の報告を受けたとき、または緊急地震速報の警報を受信したときは、

列車無線により速やかに全列車を停止させる。 

２ その後の運転規制、設備の点検等については次による。 

震度 計測震度 規制内容 

３以下 3.4 以下 一旦停止後、通常運転 

４弱 3.5～3.9 
40km/h 以下の速度で運転指令者が指示する区

間まで注意して運転 

４強 4.0～4.4 
施設区長の指示があるまで 40km/h 以下の速

度で注意して運転 

５弱 4.5～4.9 
施設区長の指示があるまで 15km/h 以下の速

度で注意して運転 

５強以上 5.0 以上 
事故対策本部長または施設区長の指示がある

まで停止させること 
 

乗 

務 

員 

の 

対 

応 

１ 列車運転中に地震を感知した場合、または運転指令から停止手配の指令があ

ったときは、速やかに列車を停止させる。 

２ 列車を停止させる場合、その停止位置が曲線や勾配区間の場合は、進路の安

全を確認の上、安全と認められる箇所に列車を移動させる。 

３ 列車を停止した後は、運転指令に状況を報告し、その後の指示を受ける。 

その他

の措置 

計測震度 4.0 以上の場合は、線路、電路、沿線の状況等について点検する。ま

た、防災無線・FAX 等により情報の収集に努め、関係部署に周知するほか、個々

の列車に情報の伝達と適切な指示をする。 
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機

関

名 

運転規制の内容、乗務員の対応、その他の措置 

東 

京 

臨 

海 

高 

速 

鉄 

道 

運 

転 

規 

制 

の 

内 

容 

１ 震度３以下の場合 

特に運転規制は行わない。 

２ 震度４（60 ガル）の場合 

運輸指令室長は、直ちに全列車に対し 25km／h 以下の徐行運転をするよう通

告する。 

３ 震度５弱（100 ガル）以上の場合 

運輸指令室長は、直ちに運転中止の通告をする。 

乗 

務 

員 

の 

対 

応 

１ 運転士は運転中に強い地震を感知し、列車または車両を運転することが危険

と認めた場合は、直ちに列車または車両を停止させる。この場合において停止

した箇所が危険であると認めたときは、進路の状況を確かめた上、安全と認め

られる箇所まで移動する。 

２ 運転士は列車を停止させたときは、その状況を運輸指令室長に報告し、その

後の指示を受ける。 
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３ 乗客の避難誘導 

① 列車の停止が長時間にわたるときや、火災等の二次災害の危険が迫っているときは、

乗客の安全のため的確な避難誘導を行う。 

② 各機関の措置は次のとおりである。 

図表3-4 機関別の対応内容 

機関名 避  難  誘  導  方  法 

都交通局 

（地下鉄） 

駅および列車等の状況を的確に把握し、適切な放送により旅客の混乱を

防止するとともに、旅客を安全な場所へ避難誘導する。 

JR 東日本 

一般駅では、地方自治体の指定した避難地に誘導する。また、東京地下

ルートは総武線錦糸町～品川間（9.5km）であるが、トンネルの深さが地

下 22～32m におよび、駅施設は地下４～５階に位置している。このため、

ホームに降りた乗客は直上階のホームまで導き、地下１階まで直通エスカ

レーターを経て改札空間に誘導する。 

東急 

電鉄 

１ 駅における避難誘導は定められた一時集合場所および避難所または広

域避難場所に旅客を安全に誘導する。 

２ 乗務員は、旅客の混乱を防止するため、適切な車内放送を行い、状況

により避難誘導の手配をとる。 

京浜急行 

電鉄 

１ 駅における避難誘導 

駅長は駅従業員を指揮して駅構内の状況および旅客の動態を把握し、

適切な放送等により旅客の混乱を防止するとともに、旅客を安全な場所

に避難誘導する。 

２ 列車乗客の避難誘導 

乗務員は、併発事故の防止を考慮して対向列車に充分注意し、旅客を

安全な場所または最寄り駅まで避難誘導する。 

東京 

モノレール 

１ 駅における避難誘導 

災害状況を的確に把握し、適切な案内誘導により旅客の混乱を防止す

るとともに、安全な場所へ避難誘導する。 

２ 列車乗客の避難誘導 

（１）列車が駅に停止している場合 

車内放送等により乗客の沈静化に務め、原則として、乗客は列車か

ら直接ホームに降車させる方針をとる。 

（２）列車が駅間で停止した場合 

ア 隣接線路または後続の列車に乗客を移乗させるか、あるいは救援

列車を運転し乗客を受け入れる。 

イ アによることのできない箇所では、地形その他地上部の安全を充

分考慮したうえで応急はしご、または緩降機により地上に誘導す

る。 
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機関名 避  難  誘  導  方  法 

東京臨海 

高速鉄道 

駅長および駅務助役は的確な状況判断のもとに、駅係員を指揮して次

により旅客の避難誘導にあたる。なお、高齢者、子ども等単独で避難す

ることが危険と認められる旅客に対しては、他の旅客の協力を得て避難

誘導する。 

（１）地下より地上が安全と認めたとき 

避難場所を、放送装置などを利用して旅客に周知し、その方向の出

口に誘導する。 

（２）地上より地下が安全と認めたとき 

駅構内で被害が少なく、かつ地上への緊急退避に有利な場所を選定

し誘導する。 

（３）いずれも危険と認めたとき 

状況を判断し、最も安全適切と認められた処置をとり旅客の安全退

避に努める。 

なお、このような状況下においても、迅速かつ的確に旅客の誘導が

行えるよう、平素から災害を想定した教育訓練を実施し、管理体制の

確立を図る。 

 

４ 事故発生時の救護活動 

① 地震により、旅客等に事故が発生した場合、適切な救護措置を行う。 

② 各機関の救護活動は次のとおりである。 

 

図表3-5 機関別の対応内容 

機関名 救  護  活  動 

都交通局 地下鉄駅係員は、負傷者の救護措置を行い、旅客の生命の安全を図る。 

JR 東日本 

地震の発生とともに旅客の避難状況を把握して、次の措置を行う。 

１ 放送により状況を案内する。 

２ 負傷者、高齢者、幼児等を優先救護する。 

３ 出火防止に務める。 

４ 営業を中止して駅構内の混乱拡大を防止する。 

５ 被害の状況により、消防署、警察署に出動を要請するとともに、救護

所を開設する。 

東急 
電鉄 

災害発生時には、異常時対策規程に基づき、対策本部を設置し、救護活

動にあたるとともに、消防署、警察署に出動を要請する。 

京浜急行 
電鉄 

死傷者の救護を最優先とし、続発事故の防止に万全を講ずるものとし、

必要により警察署および消防署に通報し、出動・救援の要請を行う。 

東京 
モノレール 

災害発生時には、駅従業員、乗務員はその状況を冷静に判断し、死傷者

の救護を最優先とし、負傷者に対する応急措置と最寄の病院へ受入または

救急車を要請する。 
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機関名 救  護  活  動 

東京臨海 
高速鉄道 

１ 乗務員は、地震その他あらゆる事故発生により人命に危険が生じたと

きは、これの救助を先決として最善を尽くす。 

２ 乗務員は、列車内の旅客に負傷者が発生した場合、速やかにその旨を

運輸指令室長または駅務助役に報告するとともにその救護にあたる。こ

の場合、旅客の中の医師、看護師を探すとともに周囲の旅客に協力を積

極的に要請する。 

 

５ 浸水事故発生時の措置 

① 地震による堤防の破壊等により、地下鉄等の地下路線に浸水が生じた場合、人命にか

かわる事態につながるおそれがある。このため、浸水の防止等の対応措置を講ずる。 

② 各機関の対応措置は次のとおりである。 

図表3-6 機関別の対応内容 

機関名 対  応  措  置 

都交通局 
土のう、止水板、防水扉、自動浸水防止装置等により浸水を防止すると

ともに、既設排水ポンプにより浸水箇所の排水を行う。 

JR 東日本 

１ 防止板および防水ゲート等により浸水を防止する。 

２ 万一浸水した場合は、直ちに旅客を安全な場所へ誘導し、安全を図

る。 

３ トンネル内に浸水した場合は、排水ポンプにより排水する。 

東急 

電鉄 

地震発生時、駅の出入口から浸水のおそれがあるときは、浸水防止板を

使用して防護にあたる。また浸水により列車運転に支障があると予想され

た場合は、直ちに運輸司令長に報告するとともに、旅客を安全な場所に避

難させる等の措置をとり、その状況を把握し駅長に報告する。 

京浜急行 

電鉄 

品川駅～泉岳寺駅間の地下鉄通風口には防水自動シャッターを備え、浸

水を防止するとともに、トンネル内に浸水した場合は排水ポンプにより排

水する。空港線大鳥居駅から先のトンネル区間については、浸水対策とし

て、トンネル入口部に浸水防止扉や浸水防止壁を設置。また、大鳥居駅地

上入口および天空橋地上入口についても、浸水対策として防水シートや防

水シャッターを設置している。 

東京 

モノレール 

駅の出入口から浸水のおそれがあるときは、土のうを配備し浸水を防止

する。各トンネルや地下通路において浸水が発生した時は、排水ポンプで

排水する。旅客を直ちに安全な場所に誘導し、安全確保を図る。 

東京臨海 

高速鉄道 

地震発生時、駅出入口から浸水のおそれがあるときは、土のう、止水

板、防水扉等を使用して防護にあたる。万一浸水した場合はただちに旅客

を安全な箇所へ誘導するとともに、排水ポンプにより排水する。 
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６ 復旧計画 

① 鉄道施設は、震災後の都市機能の確保や各種の復旧対策に寄与するため速やかに応急

復旧を行って輸送の確保に努めるものとし、各鉄道機関は応急対策の終了後、被害原因

の調査分析を行い、この結果に基づき、再び同様な被害を受けぬよう本復旧計画をたて、

実施する。 

② 施設の被害状況に応じた復旧を行う。 

（１）都交通局 

① 長期にわたり営業再開が困難で、大規模復旧工事が必要と考えられる場合、局の災

害対策本部および事業部で復旧活動の基本方針を策定する。 

② 施設等の安全性に重大な影響は与えず、補修工事等により営業再開が可能な場合、

関係部は、当該施設管理事業所および協力会社等において復旧の実施計画を策定した

上で、施設の復旧を行う。 

（２）各鉄道事業者 

① 鉄道施設は、震災後の都市機能の確保や各種の復旧対策に寄与するため、速やかに

応急復旧を行って輸送の確保に努める。 

② 各鉄道事業者は、応急対策の終了後、被害原因等の調査分析を行い、この結果に基

づき、再び同様な被害を受けないよう、本復旧計画を立て実施する。 
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第３ 河川 

○河川の応急復旧、所管施設の緊急工事等に向けて立案する応急対策計画、復旧計画をも

とに、区、都は連携して、河川における障害物除去等を行う。 

 

１ 河川の機関別の対応内容 

図表3-7 機関別の対応内容 

機

関

名 

活  動  内  容 

都 ○災害が発生した場合、直ちに、堤防、護岸等の河川管理施設および工事箇所の被

災状況を確認する。 

○破損等の被害を受けた場合には、特に、氾濫水による被害の拡大防止に重点を置

き、速やかに施設の復旧に努め、都および区の行う応急措置に関し、必要に応じ

て技術的指導を行うほか、備蓄資料の提供も実施する。 

○区の実施する応急措置に関し、技術的助言および総合調整を行うほか、応急・復

旧対策を総合的判断の下に実施する。 

○河川管理施設の応急・復旧対策について区に技術的助言を行うほか、被害を受け

た箇所の復旧工事は直接実施する。 

○巡回・点検および応急対策については、災害時における応急対策に関する協定に

より対処する。 

区 １ 被災状況の確認 

災害が発生した場合、直ちに、防災船着場、桟橋等の河川管理施設の被災状況

を確認する。 

２ 応急対策計画 

（１）地震、津波等により、区有防災船着場および護岸等河川管理施設が崩壊等の

被害を受けた場合には、被害の拡大防止のため、施設の応急措置に努めるとと

もに排水に全力をつくす。 

（２）河川、護岸の応急復旧としては、管理用通路の補修、大型土のうによる補強

など、施設の基本的構造の変更を伴わないものについては、区で対応する。応

急復旧に要する資機材は指定の水防倉庫に備蓄するものとする。 

３ 復旧計画 

（１）水防活動と並行して管内の施設、特に工事中の箇所および危険箇所を重点的

に巡視し、被害箇所については、直ちに都に報告するとともに、必要な措置を

実施するものとする。 

２ 河川関係障害物除去 

区は、河川機能を確保するため、都建設局第二建設事務所と密接な連絡をとり、協力し

て河川における障害物の除去を行う。 

３ 河川管理施設の応急復旧等 

都は、区の河川管理施設の応急復旧、局所管施設の緊急工事等を行う。 



第３編 災害応急対策 

第１部 震災応急対策 

第２章 安全な交通ネットワークおよびライフライン 

応急-27 

（１）河川および内水排除施設 

被害を受けた箇所の復旧工事を除き、都の助言のもと、区が河川管理施設の応急措置

を図る。 
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対策２ ライフライン対策        

【各機関の役割】 

 

  

機関名 役   割 

都 

・上水道施設の応急対策に係る活動 

・応急対策としての被害調査実施、被害状況把握 

・災害復旧用資機材の整備、管きょ、ポンプ所、工事現場等での応急対策 

・水道の復旧対策 

・下水道の復旧対策 

東京ガス 

グループ 

・震災時の初動措置、資機材等の調達、車両の確保等の応急措置 

・震災時の広報 

NTT 東日本 

・通報、連絡、情報の収集、報告、重要通信のそ通確保、被災地特設電話の設

置、災害用伝言ダイヤルの提供等の応急対策 

・応急復旧、災害復旧、復旧順位とサービス復旧目標等の措置 

・料金免除等の取り扱い 

日本郵便 

・料金免除等の取り扱い 

・支援物資の振り分け 

・車両の貸し出し 

東京電力パワ

ーグリッド 

・復旧の順位の決定 

・災害時における復旧資機材の確保 

・電気の応急対策 

・電気の復旧対策 

ガス事業者 
・ガスの応急対策 

・ガスの復旧対策 

通信事業者 

・通信の応急対策 

・災害復旧工事を計画、設計 

・通信の復旧対策および応急復旧工事終了後の被害の原因の調査分析 
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【具体的な取組】 

第１ 水道（都水道局） 

○災害時における飲料水の確保および被害施設の復旧に対処するため、都水道局はこれ

に必要な人員および車両の確保、情報の収集連絡体制等を確立する。 

○施設被害について情報収集をもとに適切な復旧方針を決定し、配水区域の調整により、

断水区域の減少に努める。 

１ 計画方針 

① 災害時における飲料水の確保および被害施設の復旧に対処するため、都水道局はこれ

に必要な人員および車両の確保、情報の収集連絡体制等を確立する。 

② 復旧にあたっては、施設の被害についての情報を収集・分析をとおして、適切な復旧

方針を決定し、可能な限り都民への給水を確保するため、配水調整により断水区域の減

少に努める。また、送配水管等にあたっては、あらかじめ定めている復旧の優先順位に

基づき、効率的に復旧作業を進める。 

２ 活動態勢 

（１）活動主体 

図表3-8 活動主体別の所管区域 

活動主体 所管区域 

水道局南部支所 
大田区（ただし、令和島を除く）・

品川区（ただし、東八潮を除く。） 

水道局品川営業所 品川区（ただし、東八潮を除く。） 

 

（２）動員態勢および応急活動体制の確立 

震災時における飲料水の確保、応急復旧および情報連絡などに従事する必要人員、資

機材等を確保するため動員態勢を確立する。なお、夜間・休日等においては、職員は地

震の震度に応じて定められた態勢により参集する。また、有線による通信連絡が不能と

なることを想定して、無線設備および都防災行政無線等を活用し、応急連絡ならびに応

急復旧の連絡体制の確立を図る。 

資料 59 非常配備態勢【都水道局】 

３ 応急対策 

（１）施設点検 

地震発生後、速やかに水道施設および工事現場等を点検し、被害状況を把握する。 

ア 被害調査の実施 

貯水、取水、導水、浄水施設および給水所等の被害調査は、速やかに施設ごとに行

う。 
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イ 被害状況の把握 

① 管路については、あらかじめ定めた重要点検箇所の巡回点検を実施し、管路の水

圧、漏水、道路陥没等の有無およびその程度のほか、地上構造物にあっては被害の

程度等の把握に努める。 

② 点検に先立ち、浄水場、給水所等のポンプ運転状況、管路テレメーター等から異

常箇所の情報を把握する。 

ウ 重要点検箇所 

・首都中枢機関、災害拠点病院等への供給管路 

・第一次重要路線、第二次重要路線および配水小管重要路線 

・応急給水施設、避難所等に至る路線 

・緊急輸送道路、鉄道および主要道路の横断箇所 

・国道、共同溝および河川に関わる道路管理者または河川管理者の指示による点検箇

所 

（２）応急措置 

被害箇所の復旧までの間、二次災害発生のおそれがある場合および被害の拡大するお

それがある場合には、速やかに次の応急措置を行う。 

ア 取水、導水、浄水施設および給水所 

取水塔、取水せき等の取水施設および導水施設に亀裂、崩壊等の被害が生じた場合

は、必要に応じて取水・導水の停止または減量を行う。 

イ 送・配水管路 

① 漏水により道路陥没等が発生し、道路交通上非常に危険と思われる箇所について

は、断水後、保安柵等による危険防止措置を可能な限り実施する。 

② 管路の被害による断水区域を最小限にとどめるため、速やかに配水調整を行う。

配水調整作業は、浄水場から給水所への送水および主要幹線機能の確保を優先し、

各路線の上流側から順次進める。 

ウ 給水装置 

家屋の倒壊、焼失等により、給水装置の使用見込がなくなった場合は、メーター上

流の漏水箇所を修繕し、第一止水栓で閉栓する。なお、第一止水栓で閉栓できない場

合はプラグ等により止水する。 

（３）復旧対策 

ア 復旧活動の方針 

① 取水・導水施設の被害については、浄水機能および配水機能に大きな支障をおよ

ぼすため、最優先で復旧する。 
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② 浄水施設の被害のうち、施設の機能に重要な影響を及ぼすものについては、速や

かに復旧活動を実施する。 

③ 管路（首都中枢機関等への水道水供給にかかわる管路を除く）の被害については、

配水系統の変更等により断水区域を最小限にした上で、あらかじめ定める復旧の優

先順位に基づき、段階的に復旧作業を進める。 

イ 管路の復旧計画 

都中枢機関、災害拠点病院等への水道水供給にかかわる管路の被害については、発

災後３日以内の復旧を目指す。 

（ア）復旧計画 

復旧にあたっては、随時、配水系統などの変更等を行いながら、あらかじめ定め

た順位をもとに、被害の程度および復旧の難易度、被害箇所の重要度、浄水場・給

水所の運用状況等を考慮して給水拡大のために最も有効な管路から順次行う。なお、

資機材の調達、復旧態勢および復旧の緊急度等を勘案し、必要に応じて仮配管、路

上配管等の仮復旧を実施する。 

（イ）送・配水管路における復旧活動 

断水区域を限定し、可能な限り給水を継続しながらあらかじめ定めた以下の優先

施設から順次復旧する。 

・首都中枢機関、災害拠点病院等への供給管路 

・第一次重要路線 

・送水管および広大な区域を持つ配水本管 

・第二次重要路線および配水小管重要路線 

・配水本管および小管の骨格となる路線 

・その他給水上極めて重要な路線 

・応急給水施設、避難所等に至る管路 

・復旧活動に支障となる箇所 

（ウ）給水装置の復旧活動 

① 公道内の給水装置の復旧は、配水管の復旧および通水と並行して実施する。 

② 首都中枢機関、災害拠点病院等の重要施設は、配水小管の復旧および通水状況

にあわせ、機能が回復するよう優先して復旧にあたり、順次その他の給水管につ

いても復旧を行う。 

③ 一般住宅等の給水装置の復旧は、その所有者等からの修繕申込みがあったもの

について応急措置を行う。 

④ なお、配水に支障を及ぼす給水装置の破損等については、申込みの有無にかか

わらず応急措置を実施する。 
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４ 広報 

（１）広報方法 

広域的な広報は、掲示板への掲示、給水対策本部総務・広報班が都本部を通じて、報

道機関の協力を得て実施する。事業所の所管区域内を対象とする広報は、拡声機付き自

動車による路上広報、および区の協力を得て、区の防災行政無線により実施する。 

（２）広報内容 

ア 地震発生直後に行う広報 

・水道施設の稼動状況 

・浄水場および給水所における飲料水 

・応急対策の基本方針 

・その他住民への協力要請等 

イ 応急対策開始後に行う広報 

・水道施設の被害概要およびおおよその復旧見込み 

・復旧作業の実施方針 

・応急給水の実施方針および給水拠点での応急給水実施状況 

・住民の注意すべき事項および協力要請 

ウ 応急対策の進ちょくに伴う広報 

・水道施設の被害詳報および復旧見込み 

・前日までの作業状況および新たに給水可能になった地域 

・当日の復旧活動の概要 

・水質についての注意 

・住民への協力要請 

 

５ 早期復旧対策 

① 取水・導水施設の被害は、浄水機能に大きな支障を及ぼすため、その復旧は、最優先

で行う。 

② 浄水施設の被害のうち、施設の機能に重要な影響を及ぼすものについては、速やかに

復旧活動を行う。 

③ 管路の復旧にあたっては、随時、配水系統などの変更等を行いながら、あらかじめ定

めた順位をもとに、被害の程度および復旧の難易度、被害箇所の重要度、浄水場・給水

所の運用状況等を考慮して給水拡大のために最も有効な管路から順次行う。なお、資機

材の調達復旧態勢および復旧の緊急度等を勘案し、必要に応じて仮配管、路上配管等の

仮復旧を実施する。 
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④ 送・配水管路における復旧活動は、断水区域を限定し、可能な限り給水を継続しなが

らあらかじめ定めた優先施設から順次復旧する。 

⑤ 公道内の給水装置の復旧は、配水管の復旧および通水と並行して実施する。 

⑥ 首都中枢機関、災害拠点病院等の重要施設は、配水小管の復旧および通水状況にあわ

せ機能が回復するよう優先して復旧にあたり、順次その他の給水管についても復旧を行

う。 

⑦ 一般住宅等の給水装置の復旧は、その所有者等から修繕申込みがあったものについて

応急措置を行う。なお、配水に支障を及ぼす給水装置の破損等については、申込みの有

無にかかわらず応急措置を実施する。 

 

第２ 下水道（都下水道局） 

○非常配備態勢に基づいて職員を配置し、下水道施設の被害に対し迅速に応急復旧活動

を行う。 

○管きょ、ポンプ所、工事現場の施設被害を把握し、損傷状況に応じた応急復旧、機能回

復を図る。 

 

１ 震災時の活動態勢 

① 非常配備態勢に基づいて職員の配置を行い、下水道施設の被害に対し、迅速に応急復

旧活動を行う。 

② 応急復旧にあたっては、災害時における応急復旧業務に関する協定を締結している民

間団体と連携して対処する。 

２ 応急復旧対策 

（１）災害復旧用資機材の整備 

迅速に応急措置活動を実施するため、ポンプ所に資機材を備蓄するとともに災害時の

応急復旧に関する協定を締結している民間団体に対し資機材の提供について協力を求め

る。 

（２）管きょ 

① 緊急輸送道路を地上巡視し、下水道施設に起因する道路陥没等を早急に把握し、損

傷状況に応じた応急復旧を実施する。 

② 速やかに震災復旧活動の拠点を設置し、管きょの被害状況および高潮防潮扉の操作

状況など、防災上重要な施設について重点的に被害状況および措置状況を集約する。 

（３）ポンプ所 

① 各施設の点検を行い、施設の被害に対しては、箇所、程度に応じて応急措置を実施

する。 
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② 万一機能上重大な被害が発生した場合は揚水施設の復旧を最優先する。これらと並

行して各施設の損壊箇所をただちに処置し、流下機能の確保と揚水、簡易処理、消毒

などの機能の回復を図る。 

（４）工事現場 

工事中の箇所においては、受注者との緊密な連携の下、速やかに被害状況を把握し、

被害を最小限に抑えるとともに二次災害の発生を防止するための緊急措置を実施する。

また、避難路等での工事箇所については、道路管理者ならびに交通管理者の指示に従い

応急措置等を行う。 

 

３ 早期復旧対策 

① 被害が発生したときは主要施設から復旧を図る。復旧順序については、水再生センタ

ー・ポンプ所、幹線管きょ等の主要施設の復旧に努め、その後、枝線管きょ、ます・取

付管の復旧を行う。 

② 被害状況に応じ、他の大都市等へ復旧支援を要請し、その受入れに対応する。 

（１）管きょ等 

緊急調査で判明した被害について、より詳細に被害状況を把握・整理し、汚水の流下

機能を確保するための復旧を行う。 

（２）水再生センター・ポンプ所 

① 水再生センター・ポンプ所は、流下機能の確保と揚水、簡易処理、消毒、および放

流の機能の回復を図り、さらに環境負荷の低減、公共用水域の水質の向上に努める。 

② 水再生センター・ポンプ所において、停電のためポンプの機能が停止した場合、デ

ィーゼル発電機やガスタービン発電機などの非常用発電機によってポンプ運転を行い、

揚水不能の事態が起こらないよう対処する。また、最低限の機能確保のための復旧を

行う。 

③ 停電が続く場合には、非常用発電設備の燃料油について、東京都石油業協同組合お

よび東京都石油商業組合との安定供給協定により、確保に務める。 
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第３ 電気・ガス・通信など 

○東京電力パワーグリッド、東京ガスネットワーク、NTT 東日本、日本郵便、ケーブルテ

レビ品川は所管施設の応急対策を講じ、地震災害による施設被害の早期復旧を図り、も

って社会安全の確保に努める。 

 

１ 電気施設の応急対策（東京電力パワーグリッド） 

地震災害による電気施設被害の早期復旧を図り、社会安全の確保に務め、公益事業者と

しての使命の完遂を期す。 

（１）前提条件（被害想定） 

① 配電柱は電気設備の技術基準に規定されている風圧荷重が地震動による荷重を上回

るため震度６弱程度では、ほとんど地震力そのものによって大きな被害を受けること

はないと考えられるが、一部地域の地すべり、地盤沈下による支持物の倒壊、傾斜と

これに密集地帯の火災や浸水と付近建物の倒壊など二次、三次災害により送電不能と

なるおそれがある。 

② しかしながら一般家庭が倒壊、焼失したり、工場地帯が操業不能となったりするこ

となど需要側の理由による送電中止分を除けば、供給側設備（配電線）に起因する供

給支障は局所的、小規模なものに限定されると思われる。 

（２）応急復旧 

ア 復旧の順位 

① 復旧にあたっては恒久復旧を原則とするが、災害の規模、設備の需要度、被害の

状況等により、やむをえないものについては仮復旧工事を施す。 

② 災害復旧計画の策定および実施にあたっては、人命にかかわる箇所、復旧対策の

中枢となる官公署、民心の安定に寄与する報道機関、病院、避難所などを原則的に

は優先することとする。ただし設備の被害状況、復旧の難易を勘案して供給上復旧

効果の最も大きいものから行うものとする。なお、需要側においても自家発電設備

を設置してその万全を期するよう協力を依頼する。 

③ 長期浸水地区が発生した場合は、その地区内の重要施設に対しては、負荷切替、

応急ケーブルの新設等により仮送電する。 

イ 災害時における復旧資機材の確保 

① 復旧資機材は、次のいずれかの方法で速やかに確保する。 

・隣接事業所の融通 

・他電力会社等からの融通 

・現地調達 
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② 被害状況によっては災害復旧資材置場としての用地確保が必要となることがあり、

このため当社単独の交渉では困難と思われる場合には防災会議に依頼して用地の迅

速な確保を図るものとする。 

２ ガス施設の応急対策（東京ガスグループ） 

災害によりガス施設に被害が生じた場合は、二次災害の発生を防止するとともに、速や

かに、応急措置を行い、ライフライン施設としての機能を維持することが必要である。こ

のため、災害対策の迅速かつ適切な実施を図るため、震災時の活動態勢、発災時の初動措

置、応急措置、災害時の広報について必要な事項を定める。 

（１）震災時の初動措置 

・官公庁、報道機関および社内事業所等から、被害情報等の情報収集 

・事業所設備等の点検 

・製造所、整圧所における送出入量の調整または停止 

・ガス導管網の地域ブロックの被害状況に応じた供給停止判断 

・その他状況に応じた措置 

（２）応急措置 

① 非常事態対策本部の指示に基づき、各事業所が連携し、被害の応急措置にあたる。 

② 施設を点検し、機能および安全性を確認するとともに必要に応じて調整修理する。 

③ 地震発生直後に地震防災システムにより被害推定を行い、ガス供給停止の必要性等

を総合的に評価し、適切な応急措置を行う。 

④ ガスの供給が停止した地区については、可能な限り速やかなガス供給再開に努める。 

⑤ その他現場の状況により適切な措置を行う。 

（３）資機材等の調達 

復旧に必要な資機材を確認し、調達が必要な資機材は、次のような方法により確保す

る。 

・取引先、メーカー等からの調達。 

・各支部間の流用。 

・他ガス事業者からの融通。 

（４）車両の確保 

緊急車・工作車を保有しており常時稼動可能な態勢にある。 

３ 通信施設の応急対策（NTT 東日本） 

（１）通報、連絡 

NTT グループ各社は、各対策組織相互の通報、連絡は情報を統括する組織を窓口とし

て行う。 
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（２）情報の収集、報告 

災害が発生し、または発生するおそれがあるときは、重要通信の確保、もしくは被災

した電気通信設備等を迅速に復旧するため、次の情報を収集し、対策組織の長に報告す

るとともに関係組織相互間の連絡、周知を行う。 

・気象情報、災害予報等 

・電気通信設備等の被災状況、そ通状況および停電状況 

・当該組織の災害応急復旧計画および措置状況 

・被災設備、回線等の復旧状況 

・復旧要員の稼動状況 

・その他必要な情報 

（３）重要通信のそ通確保 

災害時に際し、次により臨機に措置をとり、通信輻輳の緩和および重要通信の確保を

図る。 

・応急回線の作成、網措置等そ通確保の措置をとること 

・通信のそ通が著しく困難となり、重要通信を確保するため必要があるときは、電気通

信事業法第８条第２項および電気通信事業法施行規則第 56 条の定めるところにより、

臨機に利用制限等の措置をとること 

・非常、緊急電報は、電気通信事業法第８条第１項および電気通信事業法施行規則第 55

条の定めるところにより、一般の通話または電報に優先して取り扱うこと 

・警察、消防、その他の諸官庁等が設置する通信網と連携をとること 

・電気通信事業者および防災行政無線等と連携をとること 

（４）被災地特設電話の設置 

災害救助法が適用された場合等には避難場所に、被災者が利用する特設公衆電話の設

置に努める。 

（５）災害用伝言ダイヤルの提供 

地震等の災害発生により著しく通信輻輳が発生した場合は、安否等の情報を円滑に伝

達できる災害用伝言ダイヤル等を速やかに提供する。 

資料 60 災害用伝言ダイヤルの利用方法【NTT 東日本】 

（６）復旧対策 

① 災害に伴う電気通信設備等の応急復旧は、恒久的復旧工事との関連ならびに情勢の

緊急度を勘案して、迅速・適切に実施する。 

・被災した電気通信設備等の復旧は、サービス回復を第一義として速やかに実施する 

・必要と認めるときは、災害復旧に直接関係のない工事に優先して、復旧工事に要する

要員・資材および輸送の手当てを行う 

・復旧にあたっては、行政機関、ライフライン事業者と連携し、早期復旧に努める 
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② 応急復旧工事終了後、速やかに被害の原因を調査分析し、この結果に基づき必要な

改良事項を組み入れて災害復旧工事を計画、設計する。 

③ 被災地における地域復興計画の作成・実行にあたっては、これに積極的に協力する。 

④ 復旧順位とサービス復旧目標を以下に示す。 

図表3-9 復旧順位とサービス復旧目標 

順位 復旧する電気通信設備 
サービス 

復旧目標 

１ 以下の機関に設置されている電気通信設備 

○気象機関 

○水防機関 

○消防機関 

○災害救助機関 

○警察機関 

○防衛機関 

○輸送の確保に直接関係がある機関 

○通信確保に直接関係がある機関 

○電力の供給の確保に直接関係がある機関 

24 時間以内 

２ 以下の機関に設置されている電気通信設備 

○ガス・水道の供給の確保に直接関係がある機関 

○選挙管理機関 

○新聞社、放送事業者または通信社の機関 

○預貯金業務を行う金融機関 

○国または地方公共団体の機関（第１順位となるものを除く） 

３日以内 

３ 第１順位および第２順位に該当しないもの 10 日以内※ 

（※激甚災害の場合は 14 日以内） 

４ 郵便施設の応急対策（日本郵便）  

災害が発生した場合、災害の態様および国民の被災状況等被災地の実情に応じ、次のと

おり、郵便事業に係る災害特別事務取り扱いおよび援護対策を迅速かつ的確に実施する。 

（１）郵便物送達の確保および窓口業務の維持 

① 被災地における郵便物の運送、集配の確保または早期回復を図るため、災害の態様

と規模に応じて、運送集配の経路または方法の変更、郵便物区分方法の変更、臨時運

送便、臨時集配便の開設等適宜の応急措置を講ずる。 

② 被災地における窓口業務の維持を図るため、被災により業務継続が不能となった郵

便局は、仮局舎設置による窓口業務の迅速な再開、臨時窓口の開設、窓口取扱時間ま

たは取扱日の変更等の措置を講ずる。 

（２）区民への周知 

郵便局を利用中の区民に対し、警戒宣言が発せられた旨を適切な方法により周知する。 
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（３）非常参集態勢等 

速やかに社員の非常参集、情報収集連絡態勢等必要な態勢をとる。 

（４）郵便関係 

ア 被災者に対する郵便葉書等の無償交付 

災害救助法適用地域の郵便局において、被災世帯１世帯あたり、郵便葉書および郵

便書簡を無償交付する。 

イ 被災者が差し出す郵便物の料金免除 

災害救助法適用地域の郵便局において、被災者が差し出す郵便物の料金免除を実施

する。 

ウ 被災地あて救助用郵便物の料金免除 

被災者の援助を行う地方公共団体、日本赤十字社、その他総務省令で定める法人ま

たは団体にあてた救助用現金書留郵便物等の料金免除を実施する。 

エ 利用の制限または業務の停止 

重要な郵便物の送達の確保または交通の途絶のため、災害の規模等に応じ、郵便物

の利用制限または郵便業務の一部を停止することがある。 

（５）ゆうちょ銀行およびかんぽ生命保険関係 

ゆうちょ銀行の非常払およびかんぽ生命保険の非常取り扱いについて、各社から要請

があった場合は取り扱いを実施する。 

（６）周知方法 

郵便局窓口や局前等に掲出する。 

（７）車両の貸し出し 

品川区の災害対策本部の要請に基づき、協議のうえで郵便配達用車両を除く車両の貸

出を行う。 

 

５ 電気・ガス・通信等の早期復旧対策 

（１）東京電力パワーグリッド 

① 災害に伴う応急・復旧対策については、恒久的復旧工事との関連ならびに情勢の緊

急度を勘案して、迅速適切に実施する。 

② 各設備の復旧は、災害状況、被害状況、復旧の難易度を勘案して、電力供給上復旧

効果の大きいものから、あらかじめ定めた手順により実施する。 
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（２）東京ガスグループ、ガス事業者 

① ガスの供給を停止した場合の復旧作業については、二次災害を防止するため、あら

かじめ定めた手順により実施する。 

② LP ガスの使用の再開にあたっては、安全の確認を充分に行う必要がある。このため、

都は、東京都 LP ガス協会の点検体制の確立について支援を行う。 

（３）各通信事業者 

① 応急復旧工事終了後、速やかに被害の原因を調査分析し、この結果に基づき必要な

改良事項を組み入れて災害復旧工事を計画、設計する。 

② 被災地における地域復興計画の作成･実行にあたっては、これに積極的に協力する。 
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第３章 災害対応体制 

対策の基本的な考え方 
 

震災時には、迅速な区災害対策本部の設置や災害対応体制の確立、救助・救急や消火活

動、緊急輸送などについて、防災関係機関と連携した災害対応が必要である。 

ここでは、大規模な地震が発生した場合における活動体制、関係機関との連携、応急活

動拠点の調整、警備・交通規制の実施に係る取組みについて示す。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 職員活動体制 
第１ 災害対応体制の確保 

○区災害対策本部の円滑な運営のため、本部職員の災害活動体制に基づく迅速な本部の設

置に努める。災害対策本部職員の弾力的な配備を行う等、職員配備を工夫し、より円滑

な災害対応に向けた体制を確立する。 
 

対策２ 関係機関との連携 
第１ 救助・救急活動体制の確保 

○関係機関は、救助・救急活動および所管にかかわる応急対策を実施するとともに、区が

実施する災害対応が円滑に行われるよう協力する。 
第２ 応援協力・派遣要請 

○都、防災関係機関との相互協力、自衛隊への災害派遣要請等に向けた手順を定める。 
 

対策３ 応急活動拠点 
第１ 応急活動拠点の調整 

○都と連携して、オープンスペースや航空機の使用について調整する。 

 
対策４ 警備・交通規制の実施 

第１ 警備の実施 
○警察機関や東京海上保安部は、区民等の生命の安全確保、各種犯罪の予防・取締りおよ

び海難防止その他公共の安全と秩序の維持に努める。 
第２ 交通規制の実施 

○警察機関は、大地震発生直後、道路における危険を防止するとともに、人命救助、消火

活動等に従事する緊急自動車の円滑な通行を確保するため、交通規制を実施する。 
○東京海上保安部は、船舶交通の整理指導・制限、航路障害物の除去、危険物積載船の保

安措置等により交通の安全を確保する。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 職員活動体制 

対策２ 関係機関との連携 

対策３ 応急活動拠点 

対策４ 警備・交通規制の実施 

 

 

【応急復旧活動フロー】 

 

■：対策の開始時期の目安 

  

応急・復旧対策 発災      24h         48h         72h           

初動態勢

の 

確立期 

即時対応期 復旧対応期 

職員活

動体制 

区 ■災害対策本部の組織・運営 

■本部職員の初動および活動態勢 

関係機

関との

連携 

東京消防

庁 

■限られた消防力を最大限に活用した消火活動 

■組織的な人命救助と救急活動 

■警視庁、自衛隊、消防団、災害派遣医療チーム(東京 DMAT)、防災区民組織等と連

携協力による消火・救助・救急活動 

■計画に基づく多様な手段を活用した災害情報の収集伝達、防災関係機関との

情報交換 

区 ■都、防災関係機関との相互協力 

■自衛隊への災害派遣要請 

応急活

動拠点 

都 ■オープンスペースの使用についての総合調整 

区 ■オープンスペースの利用に関する都への要請 

警備・

交通規

制の実

施 

警察機関 ■警備、および交通規制 

東京海上

保安部 

■警備、および交通規制 
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対策１ 職員活動体制         

【各機関の役割】 

機関名 役    割 

区 
・災害対策本部の組織・運営 

・本部職員の初動および活動態勢 

 

【具体的な取組】 

第１ 災害対応体制の確保 

○区災害対策本部の円滑な運営のため、本部職員の災害活動体制に基づく迅速な本部の設

置に努める。災害対策本部職員の弾力的な配備を行う等、職員配備を工夫し、より円滑

な災害対応に向けた体制を確立する。 

 

１ 災害対策本部の組織・運営 

（１）本部の設置および廃止 

ア 本部の設置 

① 区は、区の地域に地震災害が発生し、または発生するおそれがある場合において、

非常配備態勢を発令する必要があると認めるときは、本部を設置する。 

② 本部を構成する部長職（参事を含む、以下同じ）の職にある者が、本部を設置す

る必要があると認めるときは、災害対策担当部長に本部の設置を要請することがで

きる。 

③ 災害対策担当部長は、本部設置の要請があった場合、その他の状況により本部を

設置する必要があると認めた場合は、本部条例施行規則第３条第１項の副本部長の

職にあてられている者と協議のうえ、本部の設置を区長に要請する。 

イ 本部の設置の通知等 

① 区長（以下、本部長とする）は、本部が設置されたとき、直ちに次に掲げる者の

うち都知事については必ず、その他の者についても必要と認めた者に対し、本部の

設置を通知しなければならない。 

・都知事 

・部長および課長 

・各防災機関 

・隣接の区長 

② 部長および課長は、災害対策担当部長から本部の設置の通知を受けた場合、その

旨を所属職員に周知徹底させなければならない。 
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ウ 本部の標示の掲出 

本部が設置された場合は、第二庁舎４階災害対策本部室前または適当な場所に「品

川区災害対策本部」の標示を掲出する。 

エ 本部長室の開設 

① 本部長は、原則として本部を設置したときは、本部条例施行規則第２条の本部長

室の構成員を招集するものとする。 

② 本部長は、災害の状況その他により必要があると認めたときは、本部条例施行規

則第４条第２項の本部員を指名するものとする。 

オ 本部の廃止 

① 本部長は、区の地域について災害が発生するおそれが解消したと認めたとき、ま

たは、災害応急対策が概ね完了したと認めたときは、本部を廃止する。 

② 本部の廃止の通知等は、本部の設置の通知等に準じて処理する。 

（２）本部職員の配置および服務等 

ア 職員の配置 

① 部長および課長は、あらかじめ部または課の分掌事務を遂行するため、各非常配

備態勢において、本部の事務に配置すべき職員を本部条例施行規則第７条に基づく

本部の職員として任命し、必要な名簿を備えておかなければならない。 

② 部長および課長は、非常配備態勢の指令を受けたときは、直ちに、災害の状況に

応ずる次の措置をとらなくてはならない。 

・配備人員に基づき、職員を所定の部署に配置すること。 

・職員の参集方法および交替方法を周知徹底させること。 

・その他の高次非常配備態勢に応じる職員の配置に移行できる措置を講じること。 

③ 次に該当する職員は、原則として動員対象外とし、通常業務に従事するものとす

る。 

・病弱者等で、災害時の応急業務に従事不可能と思われる職員。 

・学校、福祉施設等に子ども等を預けている職員で、その職員の他に保護する者がい

ない職員。 

・他に保護する者のいない病弱者と生計を一にする職員。 

・妊娠育児休業中の女性職員 

・会計年度任用職員 

④ 必要に応じて、区災害対策本部職員の弾力的な配備を行う。 

＜弾力的な配備例＞ 

・防災課経験職員の区災害対策本部への従事 

・緊急時における外部の専門家・有識者等の意見や技術提供等の支援を本部運営に活

用できるような仕組みの構築  
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イ 職員の服務 

（ア）職員の遵守事項 

① すべての職員は、本部が設置された場合は、次の事項を遵守しなければならな

い。 

・常に災害に関する情報および本部関係の指示に注意すること。 

・不急の行事、会議、出張等は中止すること。 

・正規の勤務時間が終了しても、上司の指示があるまで退庁しないこと。 

・勤務場所を離れている場合においても、常に所在を明らかにし、進んで上司と連

絡をとること。 

・非常配備態勢が発令されたときは、自発的に参集すること。 

② すべての本部の職員は、自らの言動によって、住民に不安を与え、住民の誤解

を招きまたは本部の活動に支障をきたすことのないよう厳に注意しなければなら

ない。 

（イ）職員の動員状況の把握と報告 

人事課は、災害が発生した場合、昼夜間を問わず、区組織を通じ、職員の所在を

明らかにし、職員の生命の安全と、非常事態に対応する職員の確保に努め、本部に

報告する。 

・部の庶務担当課（災害対策本部の組織の分掌事務で上位の課）は、部における各

課の職員の報告に基づいて、集計のうえ人事課に報告する。 

・各課は、係単位に職員の行動を直ちに把握するとともに、部の庶務担当課に報告

する。 

・人事課は、各部の報告に基づいて本部に報告する。 

（ウ）職員の被服 

本部の業務に従事する職員は、災害等が発生し、または発生するおそれがある場

合、直ちに災害対策応急活動に従事できるよう原則、防災服を着用することとする。 

（エ）職員への給食 

本部の業務に従事する職員が、円滑な災害対策応急活動に従事できるよう、東京

都災害対策本部の業務に従事する職員に対する給食要綱（昭和 38 年８月）を準用し、

適切な給食を実施する。 

（オ）職員の医療救助 

職員に対する医療救助の円滑な推進を図るため、連絡体制、救助体制、搬送体制

を確立する。 
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（カ）災害補償 

① 本部職員の災害に関する補償は「地方公務員災害補償法」（昭和 42 年 8 月 1 日

法律 121 号）の定めるところにより実施する。 

② 区民の災害業務従事者は「災害に際して応急処置の業務に従事した者または水

防に従事した者の損害補償に関する条例」（昭和 52 年 3 月 30 日条例第 16 号）の

定めるところにより実施する。 

（３）本部の財務 

ア 財源 

災害発生直後の救助から復旧に至る一定期間に必要な資金として、平成 29 年度に新

設した「品川区災害復旧基金」を財源とする。 

イ 費用の負担 

本部設置後の各部、各課の分掌事務の遂行に要した経費は、本部が負担する。 

ウ 予算手続き等 

予算に関する手続きおよび物資調達・工事執行・支払等については別途定める。 

２ 防災会議の招集 

区の地域に災害が発生した場合において、当該災害にかかる災害応急対策に関し防災関

係機関相互の連絡調整を図る必要があるときは、区防災会議の委員は、品川区防災会議運

営規程第２条第２項により会長に区防災会議の招集を要請するものとする。 
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対策２ 関係機関との連携        

【各機関の役割】 

機関名 役    割 

東京消防庁 

・限られた消防力を最大限に活用した消火活動 

・組織的な人命救助と救急活動 

・警視庁、自衛隊、消防団、災害派遣医療チーム(東京 DMAT)、防災区民組

織等と連携協力による消火・救助・救急活動 

・計画に基づく多様な手段を活用した災害情報の収集伝達、防災関係機関と

の情報交換 

・区市町村本部に参画し、消防的見地から情報提供や助言等を行う 

区 
・都、防災関係機関との相互協力 

・自衛隊への災害派遣要請 

 

【具体的な取組】 

第１ 救助・救急活動体制の確保 

○関係機関は、救助救急活動および所管にかかわる応急対策を実施するとともに、区が実

施する災害対応が円滑に行われるよう協力する。 

 

１ 救助・救急活動 

震災時には、建物、施設構造物やブロック塀をはじめ、看板・窓ガラス等の落下、火災

および水害等による多数の救助・救急を要する事態の発生が予想される。このため、関係

機関が連携・協力体制を確立し、迅速・的確な救助・救急活動にあたる。 

（１）救助・救急活動 

① 特別救助隊および救急隊が連携し、救助・救急資機材を活用して組織的な人命救助・

救急活動を行う。 

② 救助・救急活動に必要な重機、救急資機材等に不足を生じた場合は、関係事業者と

の協定等に基づく迅速な調達を図り、実効性のある活動を行う。 

③ 救急活動にあたっては、医療救護所が開設されるまでの間、消防署に仮救護所を設

置するとともに、救助・救急現場に現場救護所を設置し、医療関係機関、消防団員、

災害時支援ボランティア等と連携し、救急資機材等を有効に活用して傷病者の救護に

あたる。 

④ 救急救命士等のトリアージに基づき、緊急度の高い傷病者を最優先とし、救急車等

を活用して、医療機関へ迅速に搬送する。 

⑤ 警視庁、自衛隊、災害派遣医療チーム（東京 DMAT）、防災区民組織等と連携協力し、

救助・救急の万全を期する。 
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（２）多数傷病者発生時の活動 

① 消防署に非常用救急資機材の増強整備を図り、救護体制を強化する。 

② 消防隊、区、地区医師会、災害派遣医療チーム（東京 DMAT）等と密接な連携を図り、

効果的な医療活動を行う。 

③ 消防隊、区、地区医師会、災害派遣医療チーム（東京 DMAT）等は協力して、重症者

を優先し、負傷者等を医療機関へ搬送する。 

（３）情報収集等 

① 本部は、災害拠点病院、災害拠点連携病院、災害医療支援病院等の被害状況および

傷病者の受入れ情報について、都・地区医師会等、関係機関との連携により情報収集

を図る。 

② 救急救護に必要な医療機関の診療情報は、東京消防庁の広域災害救急医療情報シス

テム（EMIS）により行うとともに、職員を災害拠点病院等へ派遣して把握する。 

③ 収集した医療機関等の診療情報はホームページ等を活用し、住民に提供する。 

 

２ 緊急輸送 

① 物資等の緊急輸送は、情報の収集・伝達と並んで災害応急対策活動の根幹といえる。

輸送路と輸送手段が同時に確保されて、はじめて効率的に円滑な緊急輸送が可能となる。 

② ここでは、緊急啓開道路、輸送車両の確保等について必要な事項を定める。なお、水

上輸送に関しては、区内の河川等船着場の活用を図るものとする。 
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（１）緊急啓開道路 

ア 緊急啓開道路の作業態勢 

図表3-10 各機関の対応内容 

機

関

名 

作  業  態  勢 

区 

（１）区緊急啓開道路については、品川建設防災協議会との「災害時における除去等応

急対策業務に関する協定」に基づき、土木部長の指示により実施する。 

（２）上下水道、電気、ガス、電話等道路占用施設の被害を発見した場合は当該施設管

理者および当該道路管理者に速やかに通報する。緊急の場合には、所轄警察署や消

防署と緊密な連絡をとって、現場付近の立入禁止、避難誘導等、周知措置等住民の

安全確保のための措置をとり事後連絡をするものとする。 

都

建

設

局

第

二

建

設

事

務

所 

（１）管理区間 

  主要地方道 東京丸子横浜線（中原街道）        約 3.4 ㎞ 

        白金台町等々力線（目黒通り）       約 1.2 ㎞ 

        日本橋芝浦大森線（海岸通り、旧海岸通り） 約 5.2 ㎞ 

        環状六号線（山手通り）          約 5.5 ㎞ 

  特例都道  鮫洲大山線                約 5.4 ㎞ 

        北品川四谷線（外苑西通り）        約 1.9 ㎞ 

                東品川下丸子線（池上通り）              約 2.8 ㎞ 

        品川埠頭線                約 0.6 ㎞ 

（２）管理都道の被害状況を調査し、関係機関と情報交換を行う。 

（３）都の定めた緊急道路啓開路線の選定基準に従い、その路線を優先的に啓開して交通

の確保に努める。 

（４）道路の占用物件に被害が発生した場合は、当該管理者に復旧を指示し、必要な保安

措置について指導調整を行う。 

東

京

国

道

事

務

所

品

川

出

張

所 

（１）管理区間 

  一般国道   １号  至 品川区東五反田３丁目  

             至 品川区西大井 ６丁目     約 3,900m 

        １５号  至 品川区北品川 ３丁目  

             至 品川区南大井 ２丁目     約 4,400m 

        357 号      東八潮～八潮 ３丁目         約 4,900m 

        357 号 B.P  北品川２丁目～八潮５丁目    約 3,100m 

（２）管理区間内道路の被害状況を調査し、関係機関と的確な情報交換を行う。 

（３）被害状況に応じた応急復旧作業を実施し、交通路の確保に努める。 

（４）企業占用物件に被害が発生した場合には、当該管理者に復旧を指示し、必要な保安

措置について指導調整を行う。 

資料 61 資機材供給可能数【品川建設防災協議会】 

資料 29 緊急道路啓開網および備蓄倉庫位置図（再掲） 
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（２）輸送車両等の確保 

ア 車両調整計画 

区における車両船艇の調達は以下に掲げる計画で対処する。 

（ア）乗用自動車 

区有乗用自動車を使用する。不足が生じる場合は、区内タクシー会社から総務部

経理課が調達をする。 

（イ）貨物自動車 

「災害時における応急対策用貨物自動車の供給に関する協定」に基づき、東京都

トラック協会品川支部から総務部経理課が調達する。 

なお、調達数に不足が生じる場合は、都に対し総務部経理課が調達あっ旋を要請

する。 

（ウ）船舶 

「災害時における民間事業者施設の使用に関する協定」に基づき、民間事業者か

ら総務部経理課が調達する。また、区で所有する船舶についても物資輸送等で活用

を検討する。 

資料 62 供給可能車両数【トラック協会品川支部】 

資料 63 災害対策協力隊編成表【トラック協会品川支部】 

イ 配車計画 

総務部経理課が調達した車両船艇等の各部への配分は、次に定めるところによる。 

（ア）配分計画 

災害予防および災害応急対策に必要な車両、船艇等は、総務部経理課において乗

用自動車、貨物自動車の緊急計画をたて、必要な輸送力を確保する。 

（イ）配分手続 

① 各部において車両を必要とするときは、車種、乗車人員数または積載トン数、

台数、引渡場所、日時を明示のうえ総務部経理課に請求する。 

② 総務部経理課は、供給先から調達し要請した部に引渡す。 

③ 船艇等についても車両と同様であるが、陸上輸送を必要とするときは、要請し

た部が輸送するものとする。 

ウ 車両（船艇）の待機 

① 災害発生のおそれのあるときは、総務部経理課はその状況に応じ乗用自動車、貨

物自動車を待機させることができる。 

② 各部から要請のあった場合は、上記の中から各部へ引渡し、必要によっては直ち

に補充しておく。 
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③ 各部において待機車両または船艇等の確保を必要とするときは、総務部経理課に

要請し、当該部用として待機させることができる。 

エ 雇上料金等 

災害対策用車両、船艇等の使用料金は、平常時の契約料金を準用し関係者と協議の

うえ定める。 

 

図表3-11 各部車両保有数一覧表 

（令和５年４月１日現在） 

 
乗用車 貨物車 

乗合 合計 
軽 小型・普通 軽 小型 普通 

企画部 １ １     ２ 

総務部 ２ 16 10 ６ １ １ 36 

地域振興部 ６  14    20 

文化スポーツ振興部 １   １   ２ 

品川区保健所   ３ １   ４ 

都市環境部 ２      ２ 

品川区清掃事務所 ４ １ 14 １ 15  35 

防災まちづくり部 ３ ６ ４ １ ３  17 

教育委員会事務局 １ ２ １    ４ 

合計 20 26 46 10 21 １ 122 

 

（３）緊急通行車両等の申請手続 

ア 緊急通行（輸送）車両の確認申出（災害発生前） 

区長や車両の使用者または管理責任者は、災害応急対策に従事する車両について、

災害発生前において、緊急通行（輸送）車両であることの確認を受け、標章と緊急通

行（輸送）車両確認証明書の交付を受ける。 

（ア）対象となる緊急通行（輸送）車両 

緊急通行（輸送）車両として確認申出をするためには、下記項目の全てを満たす

ことが必要である。 

・災害対策基本法第 50 条第１項に定める災害応急対策に従事する車両 

・大規模地震対策特別措置法第21条第１項に定める地震防災応急対策に従事する車

両 

・原子力災害対策特別措置法第26条第１項に定める緊急事態応急対策に従事する車

両 

・武力攻撃事態における国民の保護のための措置に関する法律第10条第１項に定め

る国民の保護のための措置の対策に従事する車両 
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・区が保有・調達する車両または区と災害時の協定・契約を締結した企業・団体等

の車両 

・東京都内に使用の本拠を有する車両 

（イ）確認申出に関する手続 

区長や車両の使用者または管理責任者は、車両の使用の本拠の位置を管轄する警

察署に「緊急通行（輸送）車両確認申出書」および以下の添付書類を提出する。 

・自動車検査証または軽自動車届出済証の写し（原動機付自転車は標識交付証明書） 

・災害応急対策を実施するための車両として使用されるものであることを確かめる

に足りる書類 

・区の車両であることを確かめるに足りる書類 

・区と災害時の協定・契約を締結している企業・団体については、その協定書・契

約書の写し 

資料 64 緊急通行車両確認申出書 

資料 65 緊急輸送車両確認申出書 

（ウ）標章および証明書の交付等 

標章および証明書は、車両の使用の本拠の位置を管轄する警察署において申出受

理後、書類審査を経て後日交付される。 

なお、標章または証明書を亡失、滅失、汚損又は破損した際、区は再交付申出書

を提出する。また、標章および証明書の記載事項が変更した際は、記載事項変更届

出書および変更事項が確認できる書類を提出する。 

イ 規制除外車両の事前届出（災害発生前） 

民間事業者等の活動のうち、大規模災害発生時に優先すべきものに使用される車両

は、所定の要件を満たしている場合、事前に届出を行い審査を受けておくことで、災

害発生時に標章・証明書の交付をスムーズに受けることができる。 

（ア）対象となる規制除外車両 

規制除外車両として事前届出ができるのは、東京都内に使用の本拠を有する車両

で、以下①から⑥までのいずれかの車両に限定される。 

① 医師・歯科医師、医療機関等が使用する車両（自宅から勤務地への通勤利用を

除く。） 

② 医薬品、医療機器、医療用資材等を輸送する当該企業が使用する車両 

③ 患者等を搬送する車両（ストレッチャーまたは車椅子等を固定して搬送可能な

車両） 

④ 建設用重機 

⑤ 道路啓開作業車両 

⑥ 重機輸送用車両（建設用重機と同一の使用者に限る。） 
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（イ）事前届出に関する手続 

規制除外車両の事前届出にあたっては、車両を規制除外車両として使用して行う

こととなる業務の実施について責任を有する者が、車両の使用の本拠の位置を管轄

する警察署に「規制除外車両事前届出書」および以下の添付書類を提出する。 

・自動車検査証または軽自動車届出済証の写し（原動機付自転車は標識交付証明書） 

・車両①の場合、医師・歯科医師免許または使用者が医療機関等であることを確認

できる書類 

・車両②の場合、使用者が医薬品、医療機器、医療資材等の製造者または販売者で

あることを確認できる書類 

・車両③の場合、車両の写真（ナンバープレートおよび車両の構造または装置が確

認できるもの） 

・車両④、⑤、⑥の場合、車両の写真（ナンバープレートおよび車両の形状が確認

できるもの。車両⑥は重機を積載した状況のもの） 

資料 66 規制除外車両事前届出書 

（ウ）事前届出済証の交付等 

事前届出済証の交付は、車両の使用の本拠の位置を管轄する警察署において届出

受理後、書類審査を経て後日交付される。 

事前届出済証の交付を受けた後に、記載事項内容の変更または亡失、滅失、汚損、

破損した際は、内容が確認できる書類（車検証等）を持参し、再交付の申請を行う。 

ウ 災害発生後の各種手続 

災害発生後の手続きについては、緊急通行（輸送）車両と規制除外車両で手続きが

異なる。申請先は、警視庁本部、交通機動隊、高速道路交通警察隊、警察署、緊急交

通路上の交通検問所となる。 

（ア）緊急通行（輸送）車両確認申出済の車両 

すでに標章・証明書の交付を受けているため、標章を車両に掲示し緊急交通路を

通行できる。検問所等で停止を求められた際は、車両に掲示している標章の確認を

受ける。 

（イ）緊急通行（輸送）車両確認申出を新規で申請する車両 

上記の緊急通行（輸送）車両の確認申出に関する手続に従って必要書類を準備し、

書類審査を受け標章・証明書の交付を受ける。 

（ウ）緊急通行車両等事前届出済証の交付を受けている車両 

廃止された「大規模災害時における緊急交通路の交通規制に係る緊急通行車両の

確認について（通知）」（平成 25 年６月 28 日）に基づき、緊急通行車両等事前届

出済証の交付を受けている場合、「緊急通行車両確認申出書」を記載し、標章・証

明書の交付を受ける。 
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（エ）規制除外車両事前届出済証の交付を受けている車両 

すでに交付を受けている規制除外車両事前届出済証を提示し、「規制除外車両確

認申出書」を記載し、標章・証明書の交付を受ける。 

（オ）規制除外車両事前届出済証の交付を受けていない車両 

上記の規制除外車両の事前届出に関する手続と同様の添付書類を準備し、「規制

除外車両確認申出書」を提出し、書類審査を受け標章・証明書の交付を受ける。 

（４）海上緊急輸送 

① 区は、区が所管する防災船着場について、損傷の有無の点検を行い、安全を確認し

災害対策本部に報告する。 

② 東京海上保安部は、巡視船艇による緊急輸送を的確に行うため、次に掲げる措置を講

じる。 

ア 人員および救援物資 

都等から傷病者、医者および避難者等または救援物資の緊急輸送の要請を受けたと

きは、海上における災害応急対策の実施に支障をきたさない範囲において、関係機関

と調整して積極的にこれを実施する。 

イ 災害復旧資材の輸送 

都等から岸壁、護岸および防波堤等が損壊し、復旧作業のために必要な資材の海上

輸送の要請を受けたときは、巡視船艇で輸送可能なものについては、海上における災

害応急対策の実施に支障をきたさない範囲において、その要請に応じる。 

３ 労働力の確保 

① 災害時においては、区職員のみでは必ずしも充分ではないため、防災区民組織等の協

力を得るとともに品川建設防災協議会との間で協定を結び必要な労務の確保を図ってい

る。 

② 以下の事項に該当する場合は事後に人事課へ報告するものとする。 

・各部は応急対策活動を実施するのに人員を確保できないときは、前記協定により必要

な要員の要請ができる。 

・各方面隊隊長は、被災者の救護活動を遂行するのに必要な労務は現地で防災区民組織

等の協力を得て確保するが、充足できない場合は、現地で都の基準の賃金で労働者を

雇いあげることができる。 

③ 協定による労働者では不足の場合には、本部長は各部所要人員をとりまとめ、東京労

働局および城北労働・福祉センターに労務供給(労働者の確保または休職者の紹介)を要

請する。 
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（１）労働者の引渡しについて 

① 区は労働者確保の通報受理後速やかに、労働者輸送等の配車措置を講じ、労働者の

引渡しを受ける。 

② 作業終了後においても待機場所、または適宜の交通機関までの労働者の輸送につい

て協力する。 

（２）賃金および賃金の支払いについて 

① 賃金は都に準じて定め、必要に応じて給食を支給するものとする。 

② 支払いについては就労現場において作業終了後、直ちに支払うこととする。 

４ 防災関係機関の活動態勢 

（１）責務 

災害が発生した場合、または発生するおそれがある場合、指定地方行政機関、指定公

共機関および指定地方公共機関は、所管にかかわる災害応急対策を実施するとともに、

都および区が実施する応急対策が円滑に行われるよう、その業務について協力するもの

とする。 

（２）活動態勢 

指定地方行政機関等は、第１の責務を遂行するため必要な組織を整備するとともに、

災害応急対策に従事する職員の配置および服務の基準を定めておくものとする。 

ア 東京国道事務所 

災害が発生し、または発生するおそれがある場合、被害を未然に防止し被害を最小

限にとどめるよう、「東京国道防災業務計画」にしたがって活動態勢をとる。 

資料 67 東京国道事務所の活動態勢 

イ 東京海上保安部 

（ア）救出・救護活動 

① 船舶海難、人身事故等に関する情報を入手したときは、巡視船艇等を集中的か

つ効率的に運用し、人命救助を最優先に海難救助を実施するものとする。 

資料 68 東京海上保安部所属船艇等一覧表【東京海上保安部】 

資料 69 防除資機材常備状況表【東京海上保安部】 

② 負傷者の救出・救護にあたっては、都・日赤東京都支部・東京消防庁等関係機

関と協力して救助活動にあたる。 

（イ）危険物流出対応 

危険物が流出したときは、その周辺海域の警戒を厳重にし、必要に応じて火災の

発生防止および付近船舶等に対する移動命令、または避難指示を行う。 

（ウ）火災対応 
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船舶火災または、海上火災が発生したときは、速やかに巡視船艇等により消火活

動を実施するとともに、必要に応じ火災船舶を安全な海域に沖出し曳航し、または

処分等の措置を講じる。 

ウ JR 東日本 

（ア）災害対策組織・動員に関する計画 

① 東京支社および各駅・箇所に地震災害対策本部を設置する。 

② 東京支社災害対策本部の組織および業務分担内容は次のとおりである。 

資料 70 東京支社 災害対策本部組織図【JR 東日本】 

資料 71 東京支社 災害対策本部 組織・業務分担表【JR 東日本】 

（イ）社員の緊急動員 

大地震（震度６弱以上）が発生した場合は、全社員は非常呼び出しがなくても、

自律的に勤務箇所または、各社員の所属する最寄りの駅・区所へ非常参集し、各長

の指揮下に入り活動する。 

（ウ）情報連絡に関する計画 

① 震度６弱以上の地震が発生した場合は、地震被害の情報収集と旅客の救助活動

を行うため、各地区指導センターが情報連絡拠点として機能する。 

② 情報連絡拠点の任務等は、次のとおりである。 

・責任者は、地区指導センター所長とし、地区内現場の旅客・社員の負傷状況、建

築物、列車等の被害状況を収集して、本社および支社対策本部へ報告する。 

・非常参集した社員の参集箇所別総数を本社対策本部へ報告し、本社対策本部の指

示に基づき、救助社員を救助現場へ派遣する。 

③ 震度６弱以上の地震が発生した場合の、各駅・区所等の対策本部の任務等は、

次のとおりである。 

・責任者は、各駅・区所長とし、自駅・区所内の被害状況および社員の参集状況を

把握し、情報連絡拠点へ報告する。 

・被害発生現場にあっては、現地対策本部を設置して、人命救助および復旧活動等

に努める。 

エ 都交通局 

災害が発生した場合、および発生のおそれがある場合は、直ちに局内各部課および

各事業所の長に伝達し、伝達の対象となる職員に対して周知を図る。 

資料 72 関係機関連絡系統【都交通局】 

オ NTT 東日本 

（ア）災害対策本部の設置 
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① 大規模地震に関し警戒宣言が発せられた場合、および地震による災害が発生し、

または発生するおそれがある場合は、災害対策本部を設置する。 

② 災害対策本部は被害状況、通信の疎通状況等収集を行い、重要通信を確保し、

応急復旧対策、広報活動その他の業務を行う。 

③ 都災害対策本部および関係機関との連絡調整を行う。 

（イ）社員の動員計画 

地震等災害が発生し、または発生するおそれがある場合において、業務の運営あ

るいは応急対策および応急復旧に必要な動員を行うため、次のとおり動員計画を定

めている。 

・災害対策本部要員の非常招集：東京地方に「震度５強」以上の地震が発生した場

合、災害対策本部要員は非常駆けつけを行うものとする。 

・社員の非常配置：災害時における応急復旧の内容により、社員の配置、担務、作

業内容等の方法を定めている。 

・社員の非常招集方法：夜間、休日等に社員を非常招集する場合の連絡方法を定め

ている。 

・事業所相互間の応援：全国の支社、関係グループ会社、事業所等への応援要請方

法を定めている。 

（ウ）情報連絡 

① 地震等により災害の発生または発生するおそれがある場合は、情報連絡体制を

確立し、情報の収集および伝達にあたる。また、本社から事業部、関係グループ

会社および災害対策本部員、社員への周知等の連絡網を整備、確立している。 

② 気象業務法に基づき、気象庁から伝達される津波警報等の各種警報については、

速やかに関係する区市町村等に通報する。 

カ 東京電力パワーグリッド 

大規模地震が発生した場合の初動対応の迅速化、的確化を図るため、非常態勢の自

動発令など社員の自動出動を行う。 

キ 東京ガスグループ 

（ア）震災時の活動態勢 

対策本部および支部を設置し、必要な社員等を動員するとともに、災害対策の実

施に必要な活動基盤を強化して、速やかに非常の事態に対応しうる体制に移行する。 

（イ）震災時の動員態勢 

震度階に基づきあらかじめ各社員に定められた自動動員基準により動員するほか、

必要に応じて動員する。 
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図表3-12 震災時の非常事態体制 

体制区分 災害の具体的な状況・被災の程度 本部長 

第０次非常体制 １ 震度５弱の地震が発生した場合 防災・供給部長 

第１次非常体制 
１ 震度５強の地震が発生した場合 東京ガス 

ネットワーク社長 

第２次非常体制 

１ 震度６弱以上の地震が発生した場合 

２ 震度５弱・震度５強以上の地震が発生し、 

（中圧または低圧）ブロックを供給停止した場合 

東京ガス社長 

 

ク 東急電鉄 

交通事業本部異常時対策規定に基づき組織非常配備態勢は次のとおりとする。 

資料 73 事故・災害対策本部の組織【東急電鉄】 

資料 74 特別、第１種(A)(B)体制発令時の動員数および事故・ 

災害対策本部の本部員（現業）【東急電鉄】 

ケ 京浜急行電鉄 

災害時における活動組織は、「鉄道事故・災害対策規程」によるがその大綱は次の

とおりである。 

資料 75 鉄道部門災害対策本部の組織および業務分掌【京浜急行電鉄】 

コ 東京モノレール 

 災害時における活動組織の編成は、当社運転事故処理手続の定めるところによる。

活動編成は、次のとおりである。 

資料 76 活動編成【東京モノレール】 

サ 東京臨海高速鉄道 

① 災害が発生したときは、その状況により災害対策本部を設置する。 

② 組織図は、資料のとおりとする。状況により本部長は組織の縮小を行う。 

③ 被災地において非常措置、応急復旧を行う場合は必要により現地対策本部を設置

する。 

資料 77 災害対策本部の組織【東京臨海高速鉄道】 
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第２ 応援協力・派遣要請 

○都、防災関係機関との相互協力、自衛隊への災害派遣要請等に向けた手順等を定める。 

① 区は、災害が発生した場合、または発生のおそれがある場合、各防災関係機関はあら

かじめ定めてある、所掌事務または業務に従って応急対策を実施するが、その災害の状

況によっては必要に応じて他の機関に協力を求め、災害対策の円滑な実施を期さなけれ

ばならない。 

② 特に被害が広範囲に及ぶ場合、区の防災関係機関のみの対応では困難が想定されるた

め、被災していない近隣区市町村や民間の協力を得て災害対策を実施する必要がある。 

③ ここでは、これら相互協力および自衛隊災害派遣要請計画について必要な事項を定め

る。 

１ 相互応援協力 

（１）資料・情報等の提供および交換 

災害時における各種災害情報および災害対策上必要な資料は、当該情報等を収集した

機関が関係機関に情報を提供し、あるいは交換し、あわせて可能な限り区へも通報する

こととする。 

（２）都との相互協力 

① 区は、都との連携を図り協力して災害対策の実施にあたる。 

② 区長は、区の能力では災害対策を円滑に実施することができない場合は、都知事に

対し応援または応援のあっ旋を求めるなどして災害対策の万全を期することとする。

この場合、都総務局総合防災部に対し、次に掲げる事項についてとりあえず口頭また

は電話等をもって要請し、後日文書によりあらためて処理するものとする。 

ア 応援要請または応急措置の実施を求める場合 

① 災害の状況および応援を求める理由 

② 応援を希望する機関名 

③ 応援を希望する人員、物資等 

④ 応援を必要とする場所、期間 

⑤ 応援を必要とする活動内容 

⑥ その他必要な事項 

イ 被災者を他地区へ移送要請する場合 

① 被災者を他地区へ移送要請する理由 

② 移送を必要とする被災者の数 

③ 希望する移送先 

④ 被災者の受け入れに要する期間 

⑤ その他必要な事項 

ウ 他の自治体、他の防災関係機関等の応援要請のあっ旋を求める場合 
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① 災害の状況および応援のあっ旋を求める理由 

② 応援を希望する機関名 

③ 応援を希望する人員、物資等 

④ 応援を必要とする場所、期間 

⑤ 応援を必要とする活動内容 

⑥ その他必要な事項 

（３）防災関係機関との相互協力 

ア 協力の実施 

① 各防災関係機関は、他の機関から応援を求められた場合は、自らの応急措置の実

施に支障のない限り、協力または便宜を供与するものとする。 

② 各防災関係機関の協力業務の内容は、「防災機関の業務大綱」に定める範囲とす

る。 

イ 経費の負担 

国あるいは他の自治体から派遣を受けた職員に対する給与および経費の負担方法は

所定の方法による。（災害対策基本法施行令第 18 条派遣職員の給与等） 

２ 自衛隊への災害派遣要請 

区は、災害が発生し、または発生するおそれがあり、人命または財産の保護のため必要

があると認めた場合は、都知事に対し自衛隊の災害派遣を要請するものとする。 

（１）派遣の要請 

自衛隊の災害派遣には災害の様相等に対応して、次のような方法がある。 

ア 要請による災害派遣 

① 災害が発生し、知事が人命または財産の保護のため必要があると認めて自衛隊に

災害派遣要請をした結果、派遣される場合 

② 災害に際し、被害がまさに発生しようとしている場合で、知事が予防のため自衛

隊に災害派遣要請をした結果、派遣される場合 

③ 災害が発生し、またはまさに発生しようとしている場合で、区長が応急措置を実

施するため必要があると認めて、知事に対して災害派遣を要請するよう求め、これ

を受けて知事が自衛隊に災害派遣要請をした結果、派遣される場合 

イ 知事が要請するいとまがない場合における災害派遣 

① 災害に際し、通信の途絶等により、知事との連絡が不能である場合に、区長また

は警察署長その他これに準ずる官公署の長から災害に関する通報を受け、直ちに救

援の措置をとる必要があると認められる場合 
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② 災害に際し、通信の途絶等により、知事との連絡が不能である場合に、部隊によ

る収集その他の方法により入手した情報から、直ちに救援の措置をとる必要がある

と認められる場合 

③ 災害に際し、関係機関に対して当該災害に係る情報を提供するため、自衛隊が情

報収集を行う必要があると認められる場合 

④ 災害に際し、自衛隊が実施すべき救援活動が明確な場合に、当該救援活動が人命

救助に関するものであると認められる場合 

⑤ 災害に際し、その事態に照らし特に緊急を要し、知事からの災害派遣要請を待つ

いとまがないと認められる場合 

⑥ 庁舎・営舎その他の防衛省の施設またはこれらの近傍に災害が発生し、自衛隊が

自主的に派遣する場合 

（２）災害派遣の方法 

① 区は、災害派遣を要する事態が発生し、自衛隊の災害派遣を要請しようとする場合

は、次に掲げる事項を明らかにし、電話、口頭をもって都総務局総合防災部に依頼す

るものとする。 

・災害の状況および派遣を要請する事由 

・派遣を希望する期間 

・派遣を希望する区域および活動内容 

・その他参考となるべき事項 

② 区は、緊急避難、人命救助の場合、事態が急迫し、都知事に対して自衛隊の災害派

遣を要請するといとまがないときは、直接自衛隊に被害状況を通知し、事後、所定の

手続きを速やかに行うものとする。 

（３）災害派遣部隊の受入体制 

ア 受入・活動計画の策定 

派遣される部隊を円滑に受け入れ、かつ応援を求める災害応急対策活動について速

やかに受入・活動計画を策定する。なお、自衛隊の活動が他機関と競合重複しないよ

う重点的・的確・効率的な作業分担となるよう配慮するものとする。 

イ 作業計画および資機材の準備 

自衛隊の応急救護活動に関して、いかなる状況において、どのような分野（救助、

救急、応急医療、緊急輸送等）について、派遣要請を行うのか、平常時より計画して

おくとともに、必要な資機材をあらかじめ準備し、また、施設の使用に際して管理者

の了解をあらかじめ取りつけておくものとする。 

ウ 宿舎等の配慮 

派遣された部隊が効率的かつ円滑に活動できるよう宿舎等必要な設備を可能な限り

配慮するものとする。 
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エ 住民の協力 

区は、派遣部隊が円滑に活動できる環境醸成のために、派遣部隊の活動に対し周辺

住民の積極的な協力を求める。 

オ 自衛隊 LO の受入れ 

区指令情報部は、庁舎、現地の活動拠点等の必要な場所において、自衛隊 LO を受け

入れ、災害および対応状況に関する情報を提供する。 

（４）災害派遣部隊の活動内容 

 

 

 

（５）経費の負担 

自衛隊の救援活動に要した次に列挙する経費は、原則として派遣を受けた当区が負担

するものとし、２以上の地域にわたって活動した場合の負担割合は、関係機関が協議し

て定める。 

区分 活 動 内 容 

被害状況の把握 
車両、航空機等状況に適した手段によって情報収集活動を行

い、被害の状況を把握する。 

避難の援助 

避難の命令等が発令され、避難、立ち退き等が行われる場合

で必要があるときは、避難者の指導、搬送等を行い、避難を

援助する。 

避難者等の捜索救助 
行方不明者、負傷者等が発生した場合は、通常他の救援活動

に優先して捜索救助活動を行う。 

水防活動 
堤防、護岸等の決壊に対しては、土のうの作成、運搬、積み

上げ等の水防活動を行う。 

消防活動 
火災に関しては、利用可能な消防車その他の防火用具をもっ

て、消防機関に協力して消火にあたる。 

道路または水路の啓開 
道路もしくは水路が損壊し、または障害がある場合は、それ

らの啓開または除去にあたる。 

応急医療、救護および

防疫 
被災者に対し、応急医療・救護および防疫を行う。 

人員および物資の緊急

輸送 

緊急患者、医師その他救援活動に必要な人員および救援物資

の緊急輸送を実施する。この場合において航空機による輸送

は、特に緊急を要すると認められるものについて行う。 

被災者生活支援 被災者に対し、炊飯、給水および入浴等の支援を行う。 

救援物資の無償貸付ま

たは譲与 

「防衛省所管に属する物品の無償貸付および譲与等に関する

省令」（昭和 33 年総理府令第１号）に基づき、被災者に対

し、救援物資を無償貸付または譲与する。 

危険物の保安および除

去 

能力上可能なものについて火薬類、爆発物等危険物の保安措

置および除去を実施する。 

その他臨機の措置等 
その他、自衛隊の能力で対処可能なものについては、臨機に

措置をとる。 
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・災害派遣部隊が救援活動を実施するため必要な資機材（自衛隊装備品を除く）等の購

入費、借上料および修繕費 

・災害派遣部隊の宿営に必要な土地、建物等の使用および借上料 

・災害派遣部隊の宿営および救援活動に伴う光熱水費・電話料等 

・災害派遣部隊の救援活動の実施に際し生じた（自衛隊装備品を除く）損害の補償 

・その他救援活動の実施に要する経費で、負担区分に疑義ある場合は、自衛隊と派遣を

受けた当区とで協議するものとする。 

（６）撤収要請 

区は、都と陸上自衛隊第１普通科連隊と協議のうえ、所定の災害派遣部隊の撤収要請

を行う。 

（７）臨時ヘリポートの開設 

① 区は、ヘリコプター離発着のため、以下の場所に臨時ヘリポートを開設する。 

  （風向・風速の確認、夜間離発着のための必要な処置含む。） 

・天王洲公園野球場       （35°37'13.0"N 139°45'00.3"E） 

・鮫州運動場          （35°36'20.3"N 139°44'40.0"E） 

・西大井広場公園        （35°36'08.2"N 139°43'24.4"E） 

・八潮公園多目的広場（大井埠頭）（35°36'02.4"N 139°45'10.5"E） 

・大井ふ頭中央海浜公園     （35°35'35.2"N 139°45'06.1"E） 

・林試の森公園         （35°37'29.2"N 139°42'02.5"E） 

・しながわ中央公園       （35°36'33.1"N 139°43'37.5"E） 

 

② その際、区は都を通じ国土交通省に、ヘリポート周辺における飛行の統制・制限・

NOTAM（航空情報）の発出等の処置を要請する。 
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３ 警察への災害派遣要請 

① 大規模災害発生時、警察は、定められた基準に基づき活動を開始する。警察機関によ

る救出救助活動に関する必要な要請や調整は、区に派遣される LO 等を通じて行う。 

② 警視庁は、消火・救助・救急活動において、生存者の救出を最優先に行い、救出した

負傷者の医療救護所等への引き継ぎ、重機類等装備資機材等の有効活用、第一次交通規

制および第二次交通規制、自衛隊、東京消防庁、防災区民組織等と連携協力、航空救助

部隊の編成を行う。 

③ 警察災害派遣隊は、情報収集、避難誘導、救出救助、検視、遺体の調査および身元確

認の支援、緊急交通路の確保および緊急通行車両の先導、行方不明者の捜索、治安維持、

被災者等への情報伝達、被災地等における活動に必要な通信の確保等を行う。 

④ 区は、区内活動部隊では十分な対応ができないと判断される場合、都に対して、救出

救助部隊の派遣要請を行う。 

４ 消防への派遣要請 

① 大規模災害発生時、消防は、定められた基準に基づき活動を開始する。消防による救

出救助活動に関する必要な要請や調整は、区に派遣される LO 等を通じて行う。 

② 東京消防庁は、延焼火災が多発したときは、全消防力を挙げて消火活動を行い、震災

消防活動体制が確立したときは、消火活動と並行して救助・救急等の活動を行う。延焼

火災が少ない場合は、救助・救急活動を主力に活動する。 

③ 緊急消防援助隊は、消火、人命救助、傷病者の応急処置・救急搬送、情報収集等を行

う。緊急消防援助隊に関する応援は、区指令情報部からの要請に応じて、都本部（救出・

救助統括室）と東京消防庁等が連携し、総務省消防庁へ要請する。 

④ 区内の消防力では十分な対応ができないと判断される場合、区および第二消防方面本

部は、都に対して緊急消防援助隊の派遣要請を行う。 
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対策３ 応急活動拠点         

【各機関の役割】 

機関名 役    割 

都 ・オープンスペースの使用についての総合調整 

区 ・オープンスペースの利用に関する都への要請 

 

【具体的な取組】 

第１ 応急活動拠点の調整 

○都本部と連携して、オープンスペースや航空機の使用について調整する。 

① 地震が発生したとき、応急活動を効果的に実施するために、応急対策上重要な役割を

果たすオープンスペースや航空機の使用について、必要に応じて、都が総合的に調整す

る。 

② 都は、現地機動班からの情報や都各局、区、関係機関等からの情報により、オープン

スペースの被害状況、施設や設備等の使用の可否、使用範囲等を確認し、その状況につ

いて継続的に把握するとともに、活動拠点として使用できる場所を確定する。 

③ 都各局および区は、オープンスペースの利用要望を都本部に提出する。 

④ 都本部は、オープンスペース使用調整会議において、都各局および区市町村の利用要

望と、自衛隊、他県等の警察・消防の応援部隊の使用見込との調整を行う。 

⑤ 各活動拠点では、都の現地機動班が各応援部隊の受入れ準備を行うとともに、受入れ

に伴う各機関との連携や各種調整、各機関の活動に必要な支援を行う。 

⑥ 各機関は、活動拠点から区内の被災現場に進出し、救助活動を実施する。 

⑦ オープンスペースを使用する機関は、使用状況を定期的に都本部へ報告する。 

⑧ オープンスペース使用調整会議は、報告に基づき、時系列に応じたオープンスペース

の有効活用を図る。 

⑨ 都本部は、航空機使用調整会議において、東京航空局等と連携・協力し、次の調整を

行う。 

・離発着場の指定 

・応急対策に使用する航空機の需給調整 
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対策４ 警備・交通規制の実施       

【各機関の役割】 

機関名 役    割 

警察機関 ・警備、および交通規制 

東京海上保安部 ・警備、および交通規制 

 

【具体的な取組】 

第１ 警備の実施 

○警察機関や東京海上保安部は、区民等の生命の安全確保、各種犯罪の予防・取締および

海難防止その他公共の安全と秩序の維持に努める。 

① 震災時には、区民の生命、身体、財産の保護および各種犯罪の予防、取締ならびに交

通秩序の維持、その他被災地における治安の万全を期することが極めて重要である。 

② ここでは、警備・交通規制について必要な事項を定める。 

③ 災害が発生し、または災害が発生するおそれがある場合、速やかに関係機関は、総力

をあげて区民の生命の安全確保、各種犯罪の予防・取締りおよび海難防止その他公共の

安全と秩序の維持に努めるものとする。 

図表3-13 各機関の対応内容 

機
関
名 

活  動  内  容 

警
察

機
関 
 

１ 警備本部等の設置 
警視庁管内に大地震が発生した場合には、直ちに警備本部等を設置して指揮体制 

を確立する。 
２ 部隊運用等 

災害事務の処理に必要な最小限の処理を除いて部隊を編成し、被害実態の把握、交

通規制、救出救助、避難誘導等の措置をとる。 
３ 警備活動 

建物倒壊、火災、津波等により発生する被害の拡大防止のため、次の警備活動等を

行う。 
・被害実態の把握および各種情報の収集 
・交通規制 

・被災者の救出救助および避難誘導 
・行方不明者の捜索および調査 
・遺体の調査等および検視 

・公共の安全と秩序の維持 

東

京
海
上

保
安
部 

海上における治安の維持 

１ 海上における治安を維持するため、次に掲げる措置を講じる。 
（１）災害発生地域において、巡視船艇により挙動不審船に対する立入検査等を実施し

犯罪の予防・取締りにあたる。 

（２）巡視船艇等により重要施設周辺海域等の警戒を実施する。 
（３）警察および公共機関等と連絡を保ち、治安情報等の収集にあたる。 
２ 東京海上保安部は、海上漂流遺体を発見した場合は、都および警察署と協議して定

められた岸壁に揚収し、所要の措置を行った後、区に処理を引き継ぐ。 
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第２ 交通規制の実施 

○警察機関は、大地震発生直後、道路における危険を防止するとともに、人命救助、消火

活動等に従事する緊急自動車の円滑な通行を確保するため、交通規制を実施する。 

○海上保安部は、船舶交通の整理指導・制限、航路障害物の除去、危険物積載船の保安措

置等により交通の安全を確保する。 

 

図表3-14 各機関の対応内容 

機

関

名 

活  動  内  容 

警

察

機

関 

 

１ 大地震発生直後、道路における危険を防止するとともに、人命救助、消火活動等に従

事する緊急自動車の円滑な通行を確保するため、次の交通規制を実施する。 

（１）第一次交通規制 

ア 環状７号線における都心方向への流入禁止 

環状７号線から都心方向へ流入する車両の通行を禁止する。 

  イ 環状７号線内側の通行禁止 

    道路の損壊等により都心部の交通に著しい支障があると認めるときは、一時的に

環状７号線の内側について区域又は路線を指定して広域的に車両の通行を禁止す

る。 

ウ 環状８号線における都心方向への流入抑制 

環状８号線から都心方向へ流入する車両の通行を抑制する。 

エ 緊急自動車専用路における通行禁止 

都内高速道路、国道４号、国道17号、目白通り、国道20号、国道246号、外堀通

りを緊急自動車および道路点検車等（以下「緊急自動車等」という。）以外の車両

の通行を禁止する道路として指定し、緊急自動車等以外の車両の通行を禁止する。 

（２）第二次交通規制 

被害状況、道路交通状況、災害応急対策の進展状況等を勘案し、第一交通規制から

次の交通規制に移行する。 

ア 被災状況等に応じた交通規制 

原則として第一次交通規制により実施した交通規制を継続するものとするが、被

害状況等により、規制範囲を拡大、または縮小する。 

イ 緊急交通路の指定 

第一次交通規制で指定した緊急自動車専用路を緊急交通路として指定するとと

もに、被害状況等に応じて指定 35 路線（区内では、第一京浜国道、第二京浜国道、

中原街道が指定）に掲げる路線の中から緊急交通路を指定し、緊急自動車以外の車

両の通行を禁止する。 
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機

関

名 

活  動  内  容 

東 

京 

海 

上 

保 

安 

部 

・

東 

京 

湾 

海 

上 

交 

通 

セ 

ン 

タ 

ー 

海上交通安全の確保 

１ 船舶交通の整理指導・制限等 

船舶交通が輻輳する海域に巡視船を配置して船舶交通の整理指導を行うとともに、次

に掲げる場合等で船舶交通に危険が生じまたは生じるおそれがあるときは船舶交通を

制限し、または禁止する。 

（１）海難の発生 

（２）岸壁等係留施設、その他の海上構造物の損壊 

（３）大量の危険物等の海上への流出 

（４）いかだ、材木、コンテナおよびその他の航路障害物の海上への流出 

２ 航路障害物の除去 

海難船舶、漂流物および沈没物等により、船舶交通に危険が生じまたは、生じるおそ

れがあるときは、所有者に対しこれらの除去、その他船舶交通の危険防止のための措置

を講ずることを命令または勧告する。 

また、特に必要がある場合で原因者が不明な場合等は、都港湾局（東京港管理事務所）

と協議して処理する。 

３ 危険物積載船の保安措置 

危険物積載船の保安について、次に掲げる措置を講じる。 

（１）危険物積載船については、状況に応じて移動を命じ、または危険物積載船周辺の船

舶交通を制限し、もしくは禁止する。 

（２）危険物荷役中の船舶については、状況に応じて荷役の中止を命じる。 

４ 工事作業等の再開 

工事作業等を再開するものについて、事故防止のために必要な措置を講じるよう命じ

または指導する。 

５ 水深の検測 

東京港および周辺海域において、船舶交通に支障となる水深の異常が認められた場合

は、都港湾局等関係機関と密接な連絡をとり、速やかに水深の検測を実施するととも

に、海事関係団体等に周知する。 
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第４章 情報通信 

対策の基本的な考え方 
 

震災時には、災害対応のため、被害状況等を収集し、防災関係機関と情報共有を図る必

要がある。また、区民の混乱回避に向け、複数の伝達手段を用いて災害広報活動を行う必

要がある。 

ここでは、被害状況等の収集・伝達体制および防災関係機関との連絡体制、区民への情

報伝達体制について示す。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 情報通信体制 
第１ 被害状況等の収集・伝達体制 

○デジタル移動通信および IP 無線機を用いて円滑な情報収集を行う。また、区災害対策

本部および都と計画で定められた項目を中心に迅速な情報共有を図る。 
第２ 防災関係機関との連絡体制 

○国、都、関係機関等への報告・連絡は、各機関に応じて適した通信手段を用いて、迅速

に実施する。 
○海上保安部、東京消防庁、東京電力パワーグリッド、東京ガスグループ、NTT 東日本等

の関係機関における情報の収集、広報に係る対策についての連絡を緊密にし、災害時に

おける円滑な対応に努める。 
 

対策２ 区民への情報伝達体制 
第１ 区による災害広報活動 

○区民等への情報伝達に向け、災害情報を把握するとともに、防災行政無線、広報車等の

複数の伝達手段を用いた災害広報活動を行う。また、要配慮者等へも情報が伝わるよう

留意し、災害広報活動を行う。 
○報道機関等と連携しながら、広く区民に災害情報を周知できるよう災害広報活動を行

う。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 情報通信体制 

対策２ 区民への情報伝達体制 

 

 

【応急復旧活動フロー】 

 

応急・復旧対策 発災      24h         48h         72h           

初動態勢の 

確立期 

即時対応期 復旧対応期 

情報通信

体制 

区 ■デジタル移動通信および IP 無線機を活用した災害関連情報の収集 

■被害状況等の区災害対策本部への報告 

■被害状況等の都への報告 

東京海上

保安部 

■海事関係団体および都災害対策本部等との情報連絡 

■巡視船艇等による情報収集 

東京 

消防庁 

■消防救急無線、消防電話および区防災行政無線等各種の通信連絡手段

を活用した各防災関係機関との情報連絡 

■震災消防対策システムの運用 

NTT 

東日本 

■各種警報の伝達 

東京電力 

パワー 

グリッド 

■被害情報の収集 

■停電の復旧見込みおよび電気事故防止に関する広報 

東京ガス

グループ 

■被害情報の収集 

■ガス供給停止地区の復旧見通し 

■二次災害防止に関する広報 

区民等へ

の情報伝

達体制 

区 ■災害情報の収集、住民への広報 

■複数の情報伝達手段による被災者への正確な災害情報・生活情報の広

報 

■報道機関への発表 

■応急復旧対策に係る記録 

警察機関 ■各方面本部、警察署からの情報収集、都への報告 

■東京消防庁、自衛隊等防災関係機関と情報交換 

東京 

消防庁 

■災害情報、消防活動状況等の広報 

NTT 

東日本 

■通信のそ通および利用制限の措置状況および被災した電気通信設備

等の応急復旧状況等の広報 

■：対策の開始時期の目安 
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対策１ 情報通信体制         

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

東京海上保安部 
・海事関係団体および都災害対策本部等との情報連絡 

・巡視船艇等による情報収集 

東京消防庁 

・消防・救急デジタル無線、消防電話および区防災行政無線等各種の通

信連絡手段を活用した各防災関係機関との情報連絡 

・震災消防対策システムの運用 

・都、区市町村及び関係機関が有する災害情報等をリアルタイムで共有

する体制を構築 

・病院端末装置の活用により、救急告示医療機関との情報共有 

・高所カメラの整備、緊急情報伝達システム、他機関保有映像の活用に

より情報収集伝達体制を強化 

NTT 東日本 ・各種警報の伝達 

東京電力 

パワーグリッド 

・被害情報の収集 

・停電の復旧見込みおよび電気事故防止に関する広報 

東京ガスグループ 

・被害情報の収集 

・ガス供給停止地区の復旧見通し 

・二次災害防止に関する広報 

区 

・デジタル移動通信および IP 無線機を活用した災害関連情報の収集 

・被害状況等の区災害対策本部への報告 

・被害状況等の都への報告 

 

【具体的な取組】 

第１ 被害状況等の収集・伝達体制 

○デジタル移動通信および IP 無線機を用いて円滑な情報収集を行う。また、区災害対策

本部および都と計画で定められた項目を中心に迅速な情報共有を図る。 

 

１ 情報の収集手段 

（１）デジタル移動通信および IP 無線機を活用した災害関連情報の収集 

情報の収集については、区民および防災関係機関からの情報について地域センター等

を窓口として、デジタル移動通信および IP 無線機を活用し、区災害対策本部設置以前は

防災課、設置後は指令情報部（情報課）で集約する。 

（２）コールセンター設置による情報の収集 

区民等からの被害情報等の収集・把握および各種問い合わせに対応するため、コール

センターを区災害対策本部室内に設置する。 
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２ 被害状況の収集 

区災害対策本部および都と共有すべき被害状況に係る項目について以下に示す。 

（１）人的被害 

① 人的被害については､次により区別して掲げるが、重軽傷者の別が把握できない場合

は暫定的に負傷者として報告すること。 

② 死者とは、当該災害が原因で死亡し、遺体を確認したもの、または遺体を確認する

ことができないが、死亡したことが確実なもの。 

③ 行方不明者とは、当該災害が原因で所在不明となり、かつ、死亡の疑いのあるもの。 

④ 負傷とは、災害のため負傷し、医師の治療を受ける必要のあるもの。負傷のうち、

「重傷」とは１月以上の治療を要する見込みのもの、「軽傷」とは、１月未満で治療

できる見込みのもの。 

（２）住家の被害 

① 住家とは、人が起居できる設備のある建物または現に人が居住のために使用してい

る建物をいう。なお、土蔵、小屋であっても現実に人が居住しているときは住家とみ

なす。 

② 世帯とは、生計を一つにしている実際の生活単位をいう。 

③ 棟とは、一つの独立した建物をいう。 

④ 収集する情報は、全壊、大規模半壊、中規模半壊、半壊、準半壊、準半壊に至らな

い（一部損壊）、床上浸水、床下浸水である。 

（３）非住家の被害 

① 非住家とは官公庁庁舎、学校、病院、公民館、神社仏閣等および土蔵、倉庫、車庫、

納屋等の住家以外の建物をいう。 

② 非住家被害とは、非住家に対する全壊、半壊程度の被害を受けたもの。 

（４）その他の被害 

① 道路決壊とは、首都高速道路、一般国道、都および区道が決壊し、車両の通行が不

能となった程度の被害を受けたもの。 

② 道路の一部損壊とは、首都高速道路、一般国道、都および区道の道路の一部が損壊

し、道路の決壊に至らない程度に被害を受けたもので、応急的に修理を要するもの。 

③ 橋梁流失とは、道路に架設した橋が一部または全部流失し、一般の渡橋が不能にな

った程度の被害を受けたもの。 

④ 橋梁の一部損壊とは、道路に架設した橋の一部が損壊し橋梁の流失に至らない程度

の被害を受けたもので、応急的に修理を要するもの。 

⑤ 堤防の決壊とは、河川の堤防が決壊した程度に被害を受けたもの。 

⑥ 堤防の一部損壊とは、堤防決壊に至らない程度に被害を受けたもので応急的に修理

を要するもの。 
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⑦ 被害船舶とは、ろかいのみをもって運転する舟以外の船で、船体が没し、航行不能

になったものおよび流失し、所在が不明になったもの、ならびに修理しなければ航行

できない程度の被害を受けたもの。 

⑧ その他の被害とは、港湾の被害で特に報告を必要とするもの。 

（５）被災者 

① 被災世帯とは災害によって何らかの被害を受けたもの。 

② 被災者とは、被災世帯の構成員をいう。 

（６）被害額 

物的被害の概算額を千円単位として計上する。 

３ 被害状況等の区災害対策本部への報告 

（１）報告事項 

報告事項は次のとおりとする。 

・気象状況 

・活動状況 

・被害状況 

・避難所等の状況 

（２）報告の区分 

各報告主管部は、次の区分により、被害状況等の報告を行う。 

ア 速報 

被害の大小にかかわらず状況を把握し直ちに報告する。 

イ 中間報告 

災害応急対策活動を実施している間、毎日正午までに前日分についてとりまとめ報

告する。 

ウ 決定報告 

災害応急対策活動が完了した後、文書によりとりまとめて報告する。なお、この際、

可能なかぎり現地写真を添付することとする。 

４ 被害状況等の都への報告 

① 災害が発生した時から当該災害に関する応急対策が完了するまで、区災害対策本部は、

各種報告をとりまとめ都に報告する。 

② 家屋の倒壊や火災が多発する災害が発生した場合および災害対策基本法第 53 条に基

づく被害の状況の報告が都にできない場合には、国（現地対策本部または総務省消防庁）

に報告する。 

③ 東京都災害情報システム（DIS）データ端末に入力し報告する。 
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④ 報告すべき事項を以下に示す。 

・災害の原因 

・災害が発生した日時 

・災害が発生した場所または地域 

・被害状況 

・災害に対して既に取った措置および今後取ろうとする措置（日時、場所、活動人員、使

用資機材等） 

・災害救助法適用の要否および必要とする救助の種類 

・その他必要な事項 
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第２ 防災関係機関との連絡体制 

○国、都、関係機関等への報告・連絡は、各機関に応じて適した通信手段を用いて、迅速

に実施する。 

○海上保安部、東京消防庁、東京電力パワーグリッド、東京ガスグループ、NTT 東日本等

の関係機関における情報の収集、広報に係る対策についての連絡を緊密にし、災害時に

おける円滑な対応に努める。 

 

① 区は、災害が発生するおそれのある現象を確認した場合や通報を受けた場合には、防

災関係機関へ連絡する。 

② 区は、災害原因に関する重要な情報について、都または関係機関から通報を受けたと

き、または通報などにより知ったときは直ちに区域内の公共的団体、その他重要施設の

管理者、防災区民組織等に周知する。 
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対策２ 区民への情報伝達体制       

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

東京消防庁 ・災害情報、消防活動状況等の広報 

警察機関 
・各方面本部、警察署からの情報収集、都への報告 

・東京消防庁、自衛隊等防災関係機関と情報交換 

NTT 東日本 
・通信の疎通および利用制限の措置状況および被災した電気通信設備等の

応急復旧状況等の広報 

区 

・災害情報の収集、住民への広報 

・複数の情報伝達手段による被災者への正確な災害情報・生活情報の広報 

・報道機関への発表 

・応急復旧対策に係る記録 

 

【具体的な取組】 

第１ 区による災害広報活動 

○区民等への情報伝達に向け、災害情報を把握するとともに、防災行政無線、広報車等の

複数の伝達手段を用いた災害広報活動を行う。また、要配慮者等へも情報が伝わるよう

留意し、災害広報活動を行う。 

○報道機関等と連携しながら、広く区民に災害情報を周知できるよう災害広報活動を行う。 

 

１ 災害情報の収集 

① 企画部広報報道課は、区災害対策本部の設置と同時に、常時連絡員を区災害対策本部

室に派遣し、情報を把握するとともに、検討を行い、報道機関への発表、住民への広報

に備える。連絡員は情報の収集にあたり、指令情報部等の関係各部とも緊密な連絡を保

ち、発表資料の正確、迅速な把握を期するものとする。 

② 被災情報管理システムを活用して、区内の被災情報等を収集・集約する。 

③ 無人航空機（ドローン）を活用し、発災時の被害、避難者の移動・滞留等の情報の可

視化を行う。 

２ 住民への広報 

住民に対する広報は、デマ・誤報などの防止を図るため、可能なかぎり統一的な内容で

広報するものとする。広報事項および内容等の調整は区災害対策本部長が行うものとする。 

（１）防災行政無線 

地震発生直後に起こる第二次災害とその拡大のおそれがある場合は、区防災行政無線

により全区内、または地域ごとの広報活動を行うとともに、同じ内容を音声で聞ける防

災行政無線確認ダイヤルによる配信も行う。 
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（２）広報車 

危険が予想される地域には、重点的に広報車を出動させる。広報車は区災害対策本部

と密接な連絡をとり、状況に応じた効果的な広報活動を行う。災害が終息したときは広

報車により被災地を巡回して移動相談を行い、救護措置の万全を期するものとする。 

（３）臨時広報紙の発行 

災害発生時の混乱した状況において、区の発表内容や生活情報などを被災者に正確に

伝えるため、臨時広報紙を発行し広報活動を行う。 

（４）ホームページ 

区の発表内容や生活情報などを被災者に正確に伝えるためにホームページを活用し広

報活動を行う。 

（５）ケーブルテレビ品川の活用 

① 区内を放送区域としてケーブルテレビ品川との相互協定に基づき、品川区民チャン

ネルによる緊急放送を通じて、情報提供を行う。 

② 区災害対策本部発表による正確な災害情報・生活情報などを初動期、復旧・復興期、

各時期において適宜、被災者に提供する。 

（６）品川区公式 SNS、ヤフー防災速報 

災害時においては、X（エックス（旧ツイッター））、フェイスブック（Facebook）、

ライン（LINE）品川区公式 SNS、ヤフー（Yahoo!）防災速報を活用し、災害時の情報発

信・広報を行う。 

（７）エリアメール 

区が配信元となり、各携帯会社が提供する「緊急速報エリアメール（NTT ドコモ）」・

「緊急速報メール（KDDI・ソフトバンク・楽天モバイル）」のサービスを活用して、災

害時の高齢者等避難や、避難指示、緊急安全確保を配信する。 

（８）メール配信 

しなメールを活用し、気象庁が発表する震度３以上の震度速報・地震情報および津波

警報等の情報配信や災害・緊急時等の情報発信を行う。 

（９）FM ラジオ 

interFm（89.7Mhz）との「災害時等における放送要請に関する協定」により、災害時

等における放送の協力を要請できる。令和元年 6 月に FM しながわ（88.9Mhz）は防災行

政無線と連動し、緊急時割込放送を行う。 

（１０）デジタルサイネージ 

新たな広報媒体として導入したデジタルサイネージを活用して、リアルタイムに防災

気象情報・緊急情報等を含め、様々な情報を積極的かつ効果的に発信する。 
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３ 災害情報伝達手段の充実 

① 区は、現在確立している情報伝達手段の他、過去の災害から非常に有効な手段の一つ

とされている FM ラジオ局の活用をはじめ、情報不足による区民の動揺や不安を払拭す

るために伝達手段の一層の充実を図る。 

② 視覚障害者、聴覚障害者、在宅の高齢者等に配慮した情報提供を実施する。 

＜要配慮者の情報伝達に係る配慮事項（例）＞ 

・CATV：ナレーションをまじえた情報提供、テロップ、手話通訳者の活用 

・HP：音声読み上げ機能や外国語対応による生活情報や福祉サービス等の情報

提供 

・防災区民組織による安否確認時、防災行政無線や広報車等での伝達時に各避

難所にて提供収集可能であることを周知 

４ 報道機関への発表 

（１）発表の方法 

① 災害に関する情報および区災害対策本部長室の災害対策事項、その他区民に周知す

べき事項は、企画部長が事項の軽重、緊急性等を検討したうえで、広報報道課におけ

る記者への口頭説明もしくは各社への電話連絡（あらかじめ作成した文書を読み上げ

ること）によって報道機関へ発表するものとする。 

② 被災者に対して喫緊に伝えるべき事項は、広報報道課が区災害対策本部発表の情報

をケーブルテレビ品川をはじめ、放送事業者に対して提供する。 

③ 口頭説明で発表を行うときは、関係部長が立ち会うものとする。また、広報報道課

が報道機関からの電話照会その他に応ずる。 

（２）臨時会見場・記者室の設置 

報道機関への区災害対策本部発表や取材対応を円滑に行うため、防災センター内に臨

時会見場・記者室を設け対応する。 

（３）発表内容 

災害発生時に報道機関に対し提供すべき内容は、当時の状況に応じて、次のうちから

選択する。 

ア 発生した災害の状況 

区内における地震情報、津波関連情報等 

イ 被害の状況 

区民等の被災状況、建物・道路の被害状況、火災の発生状況と延焼の可能性、交通

関連情報、ライフライン関連情報、帰宅困難者の滞留状況、危険物保有施設の被害状

況等 

ウ 応急対策の実施状況 

① 災害対策本部の開設・活動状況全般 
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② 避難に関する事項：避難指示等の内容、区民避難所等の開設状況等 

③ 医療関連情報：医療救護所の開設状況等 

④ 物資関連情報：物資の配送状況、給水ポイント、救援物資の状況等 

⑤ 広域応援職員関連情報：受入状況、活動内容等 

エ 今後の見通し 

ライフライン・輸送機関・道路等の復旧見通し、帰宅困難者の帰宅開始時期、教育・

保育再開時期等 

オ 支援ニーズ 

不足物資やボランティア等のニーズに関する事項 

カ 生活再建等に関する事項 

各種相談窓口、建物被害調査、義援金の受入口座について等 

５ 応急復旧活動に係る記録 

区は、災害発生時より、被害および活動状況を写真・ビデオ等におさめ、復旧対策、広

報活動の資料等として活用する。 
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第５章 備蓄・輸送対策 

対策の基本的な考え方 
 

震災時には、被災者である区民に必要な物資を継続的に供給していく必要がある。 

ここでは、備蓄物資等の供給、緊急車両等による輸送、水・食料・生活用品等の安定供

給に係る取組みについて示す。 

 

各対策の要点 
 

対策１ 備蓄物資等の供給 
第１ 備蓄物資の供給 

○避難所運営会議との連携により地域内での避難者数を早期に把握するとともに物資供

給に係る計画を作成し、適切・迅速な物資供給を行う。 
第２ 応急給水による飲料水および生活用水の供給 

○災害時給水ステーション（給水拠点）での応急給水を基本とし、災害時給水ステーショ

ン（給水拠点）からの距離がおおむね２km 以上離れている医療施設および福祉施設等か

ら要請があった場合には、車両輸送による応急給水を行う。必要に応じて応急給水栓に

よる応急給水を行う。 

○生活用水は、区立学校等のプールや震災対策用井戸等を活用し、供給できるよう努める。 
第３ 支援物資の受入れ配分調整 

○支援物資および調達物資の受入れは、区の地域内輸送拠点で行う。 

○大量の支援物資および調達物資の受け入れ、仕分け、配布は、ボランティアの協力を得

て対応する。 

○要配慮者を考慮した物資を適切に配分するため、仕分け、配布にあたり、避難所へ相談

窓口を設置する等、配慮する。 
第４ 寄付による支援物資の取扱い 

○区に寄付された支援物資を被災者に配分する。 

○個人による被災地への支援物資の提供は、被災地、非被災地双方の職員の負担となるこ

とから、抑制を図るよう留意した広報を行う。 

 

対策２ 緊急車両等による輸送 
第１ 緊急車両等による輸送 

○輸送車両として、緊急車両（区有車両、協定に基づく車両）を確保する。 

○輸送車両以外にも移動手段等で車両等が必要になるため、各部における需要・供給量を

適切に把握するとともに、担当部署を定め情報を集約し、効率的な配車に努める。 
第２ 輸送および配布 

○食料、生活用品、応急対策用物資等に係る人員の確保、物資の輸送・配布を区は、都と

連携して実施する。 
第３ 燃料供給要請 

○大量の燃料確保が必要となるため、関係機関への迅速な燃料支援の要請を行う。 
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対策３ 水・食料・生活用品等の安定供給 
第１ 水、食料、生活用品等の安定供給 

○多様・変容する避難者ニーズを適切に把握するとともに、ニーズに対応した物資の確保

および配布に努める。また、要配慮者や女性の視点に配慮した物資についても確保する

ともに、配布方法等についても留意する。 

 

【用語の解説】 

①広域輸送基地 

都が他県等から輸送される物資を受入れ、一時保管、地域内輸送拠点への積み替えな

どをする場所のことをいう。トラックターミナル、埠頭、空港などが候補地となる。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 備蓄物資等の供給       

対策２ 緊急車両等による輸送 

対策３ 水・食料・生活用品の安定供給 

 

 

【応急復旧活動フロー】 

 

応急・復旧対策 発災       24h         48h         72h           

初動態勢の 

確立期 

即時対応期 復旧対応期 

備蓄物資等

の供給 

区    ■食料供給に係る計画立案、食料の配布 

   ■生活用品の供給体制の確保、配布 

      ■被災者への応急給水（給水拠点） 

      ■応急給水槽における必要な資機材の設置 

   ■支援・調達物資の受入れ 

■供給体制の確保、配布 

都       ■給水所における必要な資機材の設置 

      ■災害拠点病院等の医療機関への応急給水 

緊急車両等

による輸送 

区    ■人員および物資の輸送 

   ■輸送業者等との連携 

■緊急車両の確保 

■燃料支援の要請 

都    ■人員および物資の輸送 

   ■区からの要請に基づく車両のあっ旋 

飲料水・食

料・生活必

需品の安定

供給 

区 ■飲料水、食料、生活用品等の安

定供給および多様・変容する

ニーズへの柔軟な対応 

■：対策の開始時期の目安 
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対策１ 備蓄物資等の供給        

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

都 
・給水所における必要な資機材の設置 

・災害拠点病院等の医療機関への応急給水 

区 

・食料供給に係る計画立案、食料の配布 

・生活用品の供給体制の確保、配布 

・被災者への応急給水（給水拠点） 

・応急給水槽における必要な資機材の設置 

・支援・調達物資の受入れ、供給体制の確保、配布 

 

【具体的な取組】 

第１ 備蓄物資の供給 

○避難所運営会議との連携により地域内での避難者数を早期に把握するとともに物資供

給に係る計画を作成し、適切・迅速な物資供給を行う。 

 

１ 物資供給に係る計画 

① 区は、物資の適正な供給を目的とし、避難所ごとに避難者数を把握するとともに、避

難者への物資供給に係る計画を立案する。これをもとに必要な食料・飲料水等を供給す

る。 

② 道路啓開が本格化し、陸上輸送が可能と考えられる４日目以降は、国や都からの支援・

物資や調達物資、炊き出し等で対応する。 

③ 被害の状況等により、区が備蓄する物資だけでは不足することが考えられるため、事

業者等にも物資の提供について協力を呼びかける。 
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２ 不足する物資の調達 

区は、避難者数を想定し、需要・供給状況を早期に把握し、物資調達に係る計画を立案

する。 

物資の調達は、都等の関係機関や協定を結んでいる関係団体に対して要請する。 

（１）調達体制 

食料や生活用品について、避難所運営会議との連携のもと避難所単位での需要・供給

状況を調査するとともに、不足する場合、あるいは不足することが見込まれる場合はそ

の調達方法について食料調達に係る計画および、生活用品調達に係る計画を立案し、都

等の関係機関に支援を要請する。 

（２）食料の調達 

① 調達は、物資調達・輸送調整等支援システムから都へ要請する。 

② 精米協定に基づき、東京都米穀小売商業組合品川支部から精米の優先提供を受ける。 

③ 飲料水は、避難所等における備蓄で不足する場合、災害時協定（東海道五十三次市

区町災害時相互応援に関する協定 他）に基づく提供、応急給水（第２ 応急給水に

よる飲料水および生活用水の供給 参照）により確保する。 

（３）生活用品の調達  

① 被害想定世帯数約 49,950 世帯（避難所避難者数 87,418 人に対して、令和５年６月

１日現在の住民基本台帳の世帯数／人口を乗じたもの）に対し、生活用品等の給（貸）

与を行うためには、区の備蓄数量、品目で不足することが考えられる。そのため、関

係業者に協力を依頼し、平素から、調達可能数の把握に努め、早急に実情を把握する。 

② 災害救助法適用後、生活用品等の給（貸）与の必要が生じたときは、状況により、

物資の調達を都に要請する。ただし、被災の状況により、現地調達が適当と認められ

る場合については、現地調達する。 

３ 給（貸）与基準 

（１）食料の給与基準 

①  被災者に対する炊き出しその他による食料給与の配付基準は、原則として、災害救

助法施行細則に定めるところによる。 

②  ただし、この基準により難い事情がある場合は、都知事の事前承認を得て別途定め

るものとする。 

（２）生活用品給（貸）与基準 

①  被災者に対する給（貸）与基準は、災害救助法の有無にかかわらず、原則として、

災害救助法施行細則に定めるところによる。 

②  この基準により難い事情がある場合は、都知事の事前承認（内閣総理大臣の承認を

含む）を得て別途定めるものとする。 
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第２ 応急給水による飲料水および生活用水の供給 

○災害時給水ステーション（給水拠点）での応急給水を基本とし、災害時給水ステーション

（給水拠点）からの距離がおおむね２km 以上離れている医療施設および福祉施設等か

ら要請があった場合には、車両輸送による応急給水を行う。必要に応じて、応急給水栓

による応急給水を行う。 

○生活用水は、区立学校等のプールや震災対策用井戸等を活用し、供給できるよう努め

る。 

 

１ 震災時の応急給水方法 

（１）災害時給水ステーション（給水拠点）での応急給水 

応急給水槽を災害時給水ステーション（給水拠点）として応急給水を行う。 

（２）医療施設および福祉施設等への応急給水 

災害時給水ステーション（給水拠点）からの距離がおおむね２km 以上離れている医療

施設および福祉施設、避難所等から要請があり、必要と認められる場合には、車両輸送

による応急給水について、区は都に対し速やかに要請する。給水車の要請が多数の場合

は、原則、「医療施設および福祉施設」「水を供給できない給水拠点」「避難所」の対

応順位で、都は応急給水を行う。 

（３）仮設給水栓による応急給水 

断水地域の状況、水道施設の復旧状況等に応じて、特に必要がある場合に、消火栓等

に仮設給水栓を接続して応急給水を行う。 

（４）避難所応急給水栓による応急給水 

避難所応急給水栓が設置されている避難所では、区が応急給水用資機材を接続して応

急給水を行う。 

 

２ 給水拠点での都（水道局）との役割分担 

応急給水槽では、区が応急給水に必要な資機材等の設置および被災者への応急給水を行

う。給水所では、水道局は応急給水に必要な資機材の設置を行い、区は被災者への応急給

水を行う※１※２。応急仮配管、仮設給水栓では、水道局が配管または設置を行い、区は

被災者への応急給水を行う。 

※１ 敷地の一部を柵で区切った浄水場（所）・給水所では、応急給水エリアの鍵を区等

または都が解錠し、資機材の設置が不要な蛇口等から区が給水を行う。 

※２ 区が必要と認める場合、都へ水道管の通水状況等を確認した上で、都から区へ貸与

された資機材（給水用スタンドパイプ等）を使用し、あらかじめ都が指定した区民避難

所付近の指定された応急給水栓から、区が応急給水を行うことができる。 
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３ 給水基準 

震災時における飲料水の給水は、生命維持のため最低限必要な量である１人１日３ℓ を

基準とする。 

４ 給水体制 

① 都は、震災が発生した場合、給水状況や住民の避難状況など必要な情報を把握し、応

急給水の実施に関わる給水体制を確立する。 

② 道路が運行不能で輸送が困難な場合は、区において区民避難所に設置されている受水

槽の水、また、ろ過器によりプールの水等を利用するなど、あらゆる方法によって飲料

水および生活用水の確保に努める。 

③ 車両輸送を必要とする災害拠点病院等の医療機関については、都は区からの要請によ

り、給水タンク等の応急給水用資機材を活用し、水道局保有車両および雇上げ車両など

によって輸送する。 

５ 区民避難所での応急給水 

区民避難所における応急給水は次の方法により実施する。 

① 備蓄倉庫内にあるペットボトル飲料水を活用する。 

② 避難所施設の受水槽の活用および他の区有施設の受水槽から輸送する。 

③ 応急給水栓が設置されている避難所では、応急給水栓を接続して応急給水を行う。 

④ 都が設置した応急給水槽から各避難所に飲料水を輸送する。 

⑤ 大震災時飲料水協定により民間施設の受水槽から提供を受ける。 

第３ 支援物資の受入れ配分調整 

○支援物資および調達物資の受入れは、区の地域内輸送拠点で行う。 

○大量の支援物資および調達物資の受け入れ、仕分け、配布は、ボランティアの協力を得

て対応する。 

○要配慮者を考慮した物資を適切に配分するため、仕分け、配布にあたり、避難所へ相談

窓口を設置する等、配慮する。 

 

１ 物資の受入れ場所（地域内輸送拠点） 

区は、調達物資および支援物資の受入れ場所を、大井競馬場と京浜トラックターミナル

の２ヶ所設置する。 

２ 物資の仕分け等 

区は、調達物資および支援物資の受入れ、仕分け、配布は担当課で配布計画等を作成し、

ボランティアの協力を得て行うこととする。 

第４ 寄付による支援物資の取扱い 

○区に寄付された支援物資を被災者に配分する。 

○個人による被災地への支援物資の提供は、被災地、非被災地双方の職員の負担となるこ

とから、抑制を図るよう留意した広報を行う。 



第３編 災害応急対策 

第１部 震災応急対策 

第５章 備蓄・輸送対策 

応急-87 

① 区は、寄付による支援物資の取扱いについて、生活用品等の需給状況等を踏まえ、適

宜その要否を検討・決定し、被災者へ提供するとともに、受付・問い合わせ先等を広報

するなど迅速に対応する。 

② 個人が被災地に支援物資を送ることは、被災地方公共団体の負担になることから、特

定個人への配送物を除き、極力抑制を図るべきとされている。そのため、個人の寄付に

よる支援物資の取扱いの抑制に向けた適切な広報を行うよう努める。 
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対策２ 緊急車両等による輸送       

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

都 
・区からの要請に基づく車両のあっ旋 

・人員および物資の輸送 

区 

・緊急車両の確保 

・人員および物資の輸送 

・輸送事業者との連携 

・燃料支援の要請 

 

【具体的な取組】 

第１ 緊急車両等による輸送 

○輸送車両として、緊急車両（区有車両、協定に基づく車両）を確保する。 

○輸送車両以外にも移動手段等で車両等が必要になるため、各部における需要・供給量を

適切に把握するとともに、担当部署を定め情報を集約し、効率的な配車に努める。 

 

１ 緊急車両の確保 

区は、原則として以下の車両を緊急車両として確保する。下記の方法によっても所要の

車両が調達不能もしくは不足する場合には、都へ調達のあっ旋を要請する。 

 

① 区有車両（区災害対策本部が設置された場合には、すべての区有車両を応急対策活動

のために使用） 

② 協力協定に基づく車両（東京都トラック協会品川支部、赤帽首都圏軽自動車運送協同

組合城南支部、ヤマト運輸株式会社新東京主管支店、佐川急便株式会社関東支社、トヨ

タモビリティサービス株式会社、ＪＰロジスティクス株式会社との協定に基づき確保） 

２ 災害発生後の緊急輸送車両に関する手続 

緊急輸送車両確認申出済の車両は、すでに標章・証明書の交付を受けているため、標章

を車両に掲示し緊急交通路を通行できる。緊急輸送車両確認申出を新規で申請する車両、

廃止された「大規模災害時における緊急交通路の交通規制に係る緊急通行車両の確認につ

いて（通知）」に基づき緊急通行車両等事前届出済証の交付を受けている車両は、標章・

証明書の交付を受けるために、区長や車両の使用者または管理責任者による手続きが必要

となる。詳細については、「第１部 第３章 災害対応体制」の定めるところによる。 
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３ 車両の待機 

① 災害発生のおそれがあるときは、都は東京都トラック協会品川支部所属組合員に待機

の依頼をする。都は、区各部から請求のあった場合は上記のうちから引渡し、必要によ

っては直ちに補充する。 

② 区において待機車両を必要とするときは、都に請求し待機させることができる。 

４ 調達料金 

① 貨物自動車の使用料金および待機料金は平常時の契約料金を準用する。 

② 乗用車および船舶の雇上料金および待機料金について、都の定める基準と均衡を失し

ないよう関係各機関と協議のうえ定める。 

第２ 輸送および配布 

○食料、生活用品、応急対策用物資等に係る人員の確保、物資の輸送・配布を区は、都と

連携して実施する。 

 

１ 物資の輸送 

（１）調達物資の輸送 

都は、調達した食料および生活用品等について、原則として広域輸送基地を一時積替

基地として活用し、地域内輸送拠点へ調達業者等の協力を得て輸送する。 

（２）他道府県等からの支援物資の輸送 

都は、他道府県等からの陸上輸送による支援物資等は、原則として広域輸送基地で引

き継ぎ、都福祉局が地域内輸送拠点に輸送する。 
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図表3-15 陸上輸送に係る概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 海上輸送 

東京海上保安部は、巡視船艇による緊急輸送を的確に行うため、次に掲げる措置を講じ

る。 

（１）海上輸送基地の決定 

①  陸上輸送することが困難な場合、または大量の物資が必要な場合は、被災状況や道

路啓開状況を踏まえ、都が海上輸送基地を決定する。 

②  埠頭内で物資が滞留した場合、港湾施設で一時保管後、地域内輸送拠点へ輸送する。 

（２）支援物資の輸送 

都等から支援物資の緊急輸送の要請を受けたときは、海上における災害応急対策の実

施に支障をきたさない範囲において関係機関と調整して積極的にこれを実施する。 

（３）災害復旧資材の輸送 

都等から岸壁、護岸および防波堤等が損壊し、復旧作業のために必要な資材の海上輸

送の要請を受けたときは、巡視船艇で輸送可能なものについては、海上における災害応

急対策の実施に支障をきたさない範囲において、その要請に応じる。 

３ 防災船着場の活用 

区内には、東京都地域防災計画に位置づけられた防災船着場として、しながわ水族館船

着場、東海橋船着場、品川天王洲船着場、東品川二丁目船着場、五反田船着場、大井ふ頭

大型車で輸送された

物資は、トラックタ

ーミナルで、４ｔ以

下の車両に積替え 

滞留の可能性がある

物資は、民間倉庫等

を活用し、一時保管 

備蓄物資（都） 調達物資（国・都） 
他都道府県等からの

支援物資 

広域輸送基地 

（立川地域防災センター、 

トラックターミナル等） 

地域内輸送拠点 

避難所等 
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中央海浜公園船着場、勝島１丁目船着場、水辺ライン（大井）船着場があり、災害時には

防災船着場として活用する。 

また、その他に利用可能な船着場として、東品川海上公園船着場がある。 

資料 78 防災船着場一覧 

４ 輸送事業者等との連携 

都は、輸送事業者等と連携して、発災時において、物資対策全般を司る体制を整備する。 

第３ 燃料供給要請 

○大量の燃料確保が必要となるため、関係機関への迅速な燃料支援の要請を行う。 

 

区は、状況に応じて、東京都石油商業組合第２方面支部・東京都石油業協同組合第２方

面支部と締結している「災害時における石油燃料の優先供給に関する協定」に基づき、緊

急車両等の燃料および区民の生活を確保するための燃料支援を要請する。 
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対策３ 水・食料・生活用品の安定供給          

 

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

区 
・飲料水、食料、生活用品等の安定供給および多様・変容するニーズへの柔

軟な対応 

 

【具体的な取組】 

第１ 水、食料、生活用品等の安定供給 

○多様・変容する避難者ニーズを適切に把握するとともに、ニーズに対応した物資の確保

および配布に努める。また、要配慮者や女性の視点に配慮した物資についても確保する

ともに、配布方法等についても留意する。 

 

１ 多様なニーズへの対応 

①  被災地で求められる物資は、時間の経過とともに変化し、多様化する。また、要配慮

者によって必要となる物資は異なる。 

②  区は、変化していく避難者ニーズを把握し、物資の確保および配布に努める。なお、

生理用品等の配布は女性が行うなど、プライバシー等に配慮した物資の配布を行う。 

③  都は、広域的見地から区市町村を補完するため、事業者と連携した調達体制を整えて、

必要な物資の確保に努める。 

２ 食料の供給 

①  区は、備蓄物資の供給や協定に基づく物資の調達を継続して実施する。ただし、区の

備蓄、協定による調達物資では、物資が不足する場合、国や都、他県等からの支援・調

達物資や炊き出し等により供給する。 

②  震災後およそ４日目以降、国や都による支援・調達物資や炊き出しにより供給する。 

３ 水の安全確保 

飲料水の確保 

①  区は、飲料水の消毒および消毒効果の確認を行う。 

②  ライフライン復旧後、給水設備の点検および残留塩素濃度を確認し、飲用の可否等

について、区民に適正に周知する。 
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第６章 避難者対策 

対策の基本的な考え方 
 

自宅での生活が可能な場合は、在宅避難を基本とするが、避難指示等が発令された場合、

区民等は最寄りの安全な場所へ一時的に避難するとともに、防災区民組織は避難行動要支

援者の安否確認および避難誘導を行う必要がある。 

また、災害直後から避難者が区民避難所へ避難することが考えられるため、区民避難所

を早期に開設するとともに、管理・運営を円滑に行う必要がある。 

ここでは、避難誘導、区民避難所の開設・運営等に係る取組みについて示す。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 避難誘導 
第１ 避難誘導に向けた準備 

○避難指示等の発令対象・基準等に基づき、区民等に伝達する情報の伝達方法や取るべき

行動など、区災害対策本部としての避難の考え方等を定める。 
第２ 避難行動および避難誘導 

○避難指示等が発令された場合、地元警察署および消防署の協力を得て、区民、防災区民

組織は最寄りの安全な場所へ一時的に避難する。 
○避難行動要支援者は、家族や近隣住民の支援を受け避難を行う。防災区民組織は、避難

行動要支援者の安否確認および避難誘導を行う。 
○区有施設では、最寄りの安全な場所での施設利用者の安全確保に向け、避難誘導を行う。 

 

対策２ 区民避難所の開設・運営等 
第１ 区民避難所の開設・運営 

○区民避難所の開設や避難所運営機能を確保する上で必要な対応を行う。 
○区民避難所内での健康維持に向けた広報・指導等を実施する。 

第２ 共同生活をする上での配慮 
○健康管理、衛生管理、要配慮者支援、ジェンダー平等の視点、ペットの管理等、避難所

における共同生活を行う上での配慮事項について示す。 
第３ 避難者の他地区への移送 

○区民避難所に避難者を受入れることが困難な場合、他地区への移送について、都知事（都

福祉局）へ要請する。 
 

対策３ 在宅避難 

第１ 在宅避難者への支援 

○区は、防災区民組織と連携し、在宅避難者の実態把握に努める。 

○区は、避難所運営会議等と連携し、区民避難所において必要な支援を行う。 

○区は、要配慮者等を対象として、巡回方式により栄養相談や健康相談等を実施する。 
※ここでいう区民避難所とは、区内最大震度５弱または５強の際に区が開設・運営する自主避

難施設を含む。以下、第 12 章まで同じ。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 避難誘導 

対策２ 区民避難所の開設・運営等 

 

 

【応急復旧活動フロー】 

 

応急・復旧対策 発災      24h         48h         72h           

初動態勢の 

確立期 

即時対応期 復旧対応期 

避難誘導 都福

祉局 

■区による要配慮者の移送支援 

警察

機関 

消防

機関 

■避難の指示（地域において危険が切迫し、区長が避難の指示をするこ

とができないと認めるとき、または区長から要請があったとき） 

■避難への協力 

区 ■避難指示等の発令 

■警戒区域の設定（区域への立入りを制限もしくは禁止し、また

は、退去の指示 

区・

区民 

■防災区民組織単位（町会・自治会）であらかじめ指定してある一時

集合場所または最寄りの安全な場所への誘導 

■避難行動要支援者の避難支援 

区民避難所の

開設・運営等 

都 

（災

害対

策本

部） 

■都県境を越える避難につい

ての調整 

■都立施設や国の施設、ホテ

ル・旅館、民間施設等の活

用など、避難所等の確保の

ための支援策を実施 

都福

祉局 

■避難者の移送先の決定 

■移送先の区市町村との調

整 

■避難者の移送方法を決

定、移送手段の確保 

区 ■区民避難所の開設および管理・運営 

■区民避難所閉

鎖に係る関係

者との調整 

■：対策の開始時期の目安 
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対策１ 避難誘導          

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

都福祉局 ・区による要配慮者の移送支援 

警察機関 

消防機関 

・避難の指示（地域において危険が切迫し、区長が避難の指示をするこ

とができないと認めるとき、または区長から要求があったとき） 

・避難への協力 

区 

・避難指示等の発令 

・警戒区域の設定（区域への立入りを制限もしくは禁止し、または、退

去の指示） 

区・区民 

・防災区民組織単位（町会・自治会）であらかじめ指定してある一時集

合場所または最寄りの安全な場所への誘導 

・避難行動要支援者の避難支援 

 

【具体的な取組】 

第１ 避難誘導に向けた準備 

○避難指示等の発令対象・基準等に基づき、区民等に伝達する情報の伝達方法や取るべき

行動など、区災害対策本部としての避難の考え方等を定める。 

 

１ 避難指示等の発令 

避難指示等の発令に係る権限等は以下のとおりである。 

（１）区 

① 区の地域において危険が切迫した場合には、区長は地元警察署長および消防署長と

協議のうえ、避難を要する地域ならびに避難先を定めて避難指示等を発令する。 

② 区長は、災害が発生または、発生しようとしている場合において、住民の生命、身

体を保護するために必要があると認めるときは、警戒区域を設定し、当該区域への立

入りを制限もしくは禁止し、または、退去を命ずることができる。 

（２）警察機関 

① 地域において危険が切迫し、区長が避難の指示をすることができないと認めるとき、

または区長から要求のあったときは、警察署長が住民等に避難の指示を行うことがで

きる。 

② 避難の指示等行った場合、警察署長は直ちに区長に対し、避難の指示を行った日時、

対象地域等を通知するものとする。 
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（３）消防機関 

① 消防署長は、人命危険が著しく切迫し、通報するいとまがない場合は、避難の指示

等およびその後の区市町村への通報を実施する。 

② 被災状況を勘案し、必要な情報を区長および関係機関に通報する。 

（４）都 

災害の発生により区がその全部または大部分の事務を行うことができなくなったとき、

都知事は、避難のための立退きの指示に関する措置の全部または一部を区長に代わって

実施するものとする。 

２ 避難指示等の伝達 

（１）避難情報の伝達対象 

① 避難指示等の伝達は、「第４章情報通信」に準じて区民等に伝達するものとする。 

② 区は、高齢者や障害者など要配慮者の個々の状態（視力低下、聴覚障害など）にあ

った情報伝達方法を検討し、避難の円滑化を図るための体制づくりを行う。 

（２）避難情報の伝達手段 

① 区は、発災時の被害状況によっては、通信手段が利用困難となる可能性があるため、

以下のとおり複数の手段を用いて避難情報等の発信が行える体制を整える。 

② 複数の手段を準備することにより、視覚・聴覚などに障害があり情報の取得の方法

が制限されている方や外国人旅行者等の来訪者の要配慮者へも情報が伝わりやすくす

る。 
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区における情報発信手段 

 

①音声による情報発信 （視覚障害者等への情報発信手段 ） 

○防災行政無線固定系 

○防災行政無線固定系の商店街接続 

○全国瞬時警報システム（J-ALERT） 

○緊急地震速報  

○FM しながわ 

○防災ラジオ  

○ケーブルテレビ品川（テレビプッシュ） 

○広報車 

○無人航空機（ドローン）（飛行可能な場合） 

 

②文字による情報発信（聴覚障害者等への情報発信手段） 

○臨時広報紙 

○区ホームページ 

○ＳＮＳ（X（エックス（旧ツイッター））、フェイスブック(Facebook)、ライン

（LINE）） 

○ケーブルテレビ品川（L 字・テレビプッシュ） 

○しなメール 

○緊急速報エリアメール 

 

③その他の手段による伝達 

○ケーブルテレビ品川（品川区民チャンネル） 

○報道機関への発表 

 

３ 避難指示等の報告 

区長は、避難指示等の発令を行った場合は、直ちに都本部に報告するものとする。 

 

第２ 避難行動および避難誘導 

○避難指示等が発令された場合、地元警察署および消防署の協力を得て、区民、防災区民

組織は最寄りの安全な場所へ一時的に避難する。 

○避難行動要支援者は、家族や近隣住民の支援を受け避難を行う。防災区民組織は、避難

行動要支援者の安否確認および避難誘導を行う。 

○区有施設では、最寄りの安全な場所での施設利用者の安全確保に向け、避難誘導を行う。 

 

避難指示等が発令されたときの避難行動および避難誘導は次のとおり行うこととする。 

１ 避難行動 

（１）最寄りの安全な場所への一時的な避難 

① 区民、防災区民組織は最寄りの安全な場所（一時集合場所、区民避難所、防災広場・

公園等）へ一時的に避難する。 

② 避難を行う場合は、混乱の防止、避難秩序の維持、危険防止のため可能な限り防災

区民組織（町会・自治会）単位で集団避難を行う。 
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③ 避難行動要支援者の避難支援は、防災区民組織等の協力を得て行う。 

④ 町会・自治会単位であらかじめ指定した一時集合場所に集合し、ここで災害の拡大

状況等の様子を見ながら、危険が迫った場合は、防災区民組織のリーダー、警察官、

区職員等の誘導により区民避難所等へ避難する。 

（２）広域避難場所への避難 

① 火災の拡大延焼等により危険が迫り、一時集合場所への移動が危険な場合や、一時

集合場所での滞在が危険な場合は、防災区民組織のリーダー、警察官、区職員等の誘

導により広域避難場所へ避難を行う。 

② 都が割りあてた広域避難場所への避難を原則とするが、延焼火災の状況等により難

しい場合は他の避難場所へ避難する。 

２ 避難誘導 

（１）関係機関と連携した避難誘導 

① 避難指示等が発令された場合は、地元警察署および消防署の協力を得て、防災区民

組織単位（町会・自治会）で防災区民組織のリーダーを中心に集団で一時集合場所も

しくは最寄りの安全な場所に誘導する。 

② 避難指示等を発令するいとまがない場合において、危険が切迫した場合も、避難指

示等が発令された場合と同様とする。 

（２）避難行動要支援者への避難誘導 

避難行動要支援者は、家族や近隣住民、避難支援等関係者から支援を受け避難する。

また、避難支援等関係者は要支援者の安否確認を行い、適切に避難誘導を行う。 

（３）区有施設における避難誘導 

区有施設における避難誘導の基本的な考え方として、施設管理者は発災後、職員およ

び施設利用者の安全、状況を確認した上で、施設内に留まることが危険であると判断し

た場合、最寄りの安全な場所へ施設利用者を誘導する。 

３ 警察における対策 

① 最寄りの安全な場所に集合した地域住民、事業所従業員等で、町会等の役員および事

業所の責任者等のリーダーを中心にした集団単位で、指定された避難施設に避難させる。

この場合、避難行動要支援者は優先して避難させる。 

② 避難誘導にあたっては、現場での個別広報のほか、あらゆる装備を活用し、広報活動

を行う。 

③ 火災等の規模や態様等により、できる限り必要な部隊を配置し、地域住民・事業所等

のリーダーとの連絡を通じて、必要な避難措置を講じる。 
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④ 避難施設では、できる限り所要の警戒員を配置し、防災関係機関と緊密に連絡をとり、

被害情報の収集ならびに広報活動、行方不明者等の把握および危険と認めた場合の再避

難の措置等を講じ、避難場所の秩序維持に努める。 

４ 消防機関における対策 

① 災害の進展等により、住民を避難させる必要がある場合、区に通報する。 

② 人命危険が著しく切迫し、通報するいとまのない場合、避難の指示等およびその後

の区市町村への通報を実施する。 

③ 避難の指示等がなされた場合には、災害の規模、道路橋梁の状況、火災拡大の経路お

よび消防部隊の運用等を勘案し、必要な情報を区、関係機関に通報する。 

④ 避難指示等がなされた場合は、災害状況および消防力の余力に応じ、広報車の活用等

により避難指示等の伝達を行う。 

⑤ 避難指示等が出された時点以降の消火活動は、避難施設、避難道路の安全確保に努め

る。  
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対策２ 区民避難所の開設・運営等     

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

都 

（災害対策

本部） 

・都県境を越える避難についての調整 

・都立施設や国の施設、ホテル・旅館、民間施設等の活用など、避難所

等の確保のための支援策を実施 

都福祉局 

・避難者の移送先の決定 

・移送先の区市町村との調整 

・避難者の移送方法を決定、移送手段の確保 

区 
・区民避難所の開設および管理・運営 

・区民避難所閉鎖に係る関係者との調整 

 

【具体的な取組】 

第１ 区民避難所の開設・運営 

○区民避難所の開設や避難所運営機能を確保する上で必要な対応を行う。 

○区民避難所内での健康維持に向けた広報・指導等を実施する。 

 

１ 区民避難所の開設および管理・運営 

災害直後から避難者が区民避難所へ避難することが考えられるため、区民避難所を早期

に開設するとともに、混乱を防止し、教室、体育館等の割当てをはじめとして、区民避難

所の管理・運営を円滑に行う必要がある。そのために避難所運営会議を設置している。 

（１）区民避難所の開設 

ア 開設対応 

① 区本部長は、発生した地震の状況に応じて区民避難所の開設を判断する（図表 3-

16 参照）。区民避難所を開設する必要があると認めたときは、避難対策部長に開設

指令をする。避難対策部長は、本部長から指令を受けたときは、直ちに職員を区民

避難所に派遣する。 

② 区民避難所（自主避難施設を除く）を開設するときは、早急に応急危険度判定を

実施し、開設するものとする。 

③ 区民避難所の開設期間は、災害発生の日から７日以内とする。ただし、状況によ

り期間を延長する必要がある場合には、都知事の事前承認（内閣総理大臣の事前承

認を含む）を受ける。 

④ 保健衛生部長等を構成員とする医療救護本部は、急性期以降を目安に地域医療が

回復するまでの間、傷病者の治療や被災者の健康管理等を行う場所として、学校の

保健室等に学校医療救護所を設置する。 

資料 52 学校医療救護所一覧（再掲） 
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図表3-16 避難所開設基準 

震度 避難施設数 開設主体 

震度４ － － 

震度５弱・５強 15 ヶ所（自主避難施設） 区 

震度６弱以上 52 ヶ所（全区民避難所） 防災区民組織 

資料 49 自主避難施設一覧（再掲） 

イ 開設報告 

① 区は、開設の日時、場所、避難者の数および開設予定期間等を速やかに都福祉局

（指導監査部）および地元警察署、消防署等関係機関に連絡する。 

② 都福祉局への連絡は、原則として東京都災害情報システム（DIS）への入力により

行う。 

ウ 区民避難所の拡充・確保 

① 区民避難所の受入能力に不足が生じた場合は、他の区立施設（児童センター、幼

稚園、文化・体育施設等）、および都立学校、私立学校等を臨機に活用し、補完避

難所を開設する。 

② 地域で実施する安否確認や防犯活動等実施時において、区民避難所以外で生活す

る避難者（在宅避難・テント泊・車中泊等）を確認した場合、避難所運営会議等へ

報告する。 

③ 区民避難所が不足する場合には、一時的に避難者を受入れるため、野外に受入れ

施設を開設する。運用については、区民避難所と同様とし、支援が必要な場合、都

福祉局へ要請をする。 

（２）区民避難所運営時の配慮事項 

① 区民避難所の運営は、女性、性的マイノリティ、高齢者・障害者等へ配慮する必要

があるため、区民避難所運営組織には女性や青年、子育て中の世代、福祉関係者など

幅広い人材確保に努める。 

② 女性や子ども等に対する性暴力・DV の発生防止など、区民避難所における安全性と

プライバシーの確保を図る。 

③ 既往災害では車中避難をした方にエコノミークラス症候群による死者が発生した事

例もあるため、やむなく避難生活を行う上での健康管理（リスク管理）に関する知識

を啓発する（定期的な運動等）。 

④ 文化・宗教上の理由に配慮し、礼拝やプライバシーを確保することができる空間の

整備に努める。 

⑤ 在宅避難など区民避難所に滞在しない被災者に対して、食料・生活用品等の配布、

保健医療サービスや防災情報の提供など、生活環境の整備に必要な支援を行う。 

（３）区民避難所派遣職員の任務 

区民避難所における職員の任務はおおむね次のとおりである。 
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ア 区災害対策本部への報告事項 

・区民避難所およびその周辺の状況 

・区民避難所の開設（閉鎖） 

・避難者数・負傷者数 

・応援の要請 

・食料、物資等要請品目 

・参集職員名 

・ライフラインの被害状況 

・その他必要な事項 

イ 区災害対策本部から区民避難所への伝達事項 

・安否情報 

・食料、物資等に関する情報 

・広域避難場所への避難の必要性等の情報 

・その他必要な事項 

ウ ボランティアの調整事項 

・ボランティアの受付 

・ボランティアの派遣要請 

・ボランティアへの活動指示 

エ 避難所運営会議の運営支援 

避難所運営会議の構成員として参加する。（区民避難所が開設された場合、避難所

連絡会議が運営会議に移行する） 

（４）健康への配慮 

区民避難所以外で生活する避難者は、自動車等の狭い空間での運動不足や、トイレに

行く回数を減らすために水分摂取を控える等の理由から、体調の変調をきたしやすく、

エコノミー症候群を引き起こしやすくなる。そのため、適度な運動や健康管理など、そ

の予防方法等を避難者に呼びかける。対策例を次に示す。 

＜健康管理に関する対策例＞ 

・対策の必要性を避難者等へ広く周知するにあたり必要な広報を実施する。 

・区民避難所に備蓄するエコノミー症候群への注意や予防法を記載したリーフレットを

避難者に対して配布する。 

・区民避難所にて毎朝１回など、定期的な運動（ラジオ体操）などの実施を呼びかけこ

れを行う。巡回時等に予防効果のある弾性ストッキングを、必要性の高い避難者に配

布する。  
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（５）要配慮者等への配慮 

① 区は、家屋倒壊、滅失により長期避難所生活を強いられる要配慮者等に対し、仮設

住宅の建設入居に至るまでの間、栄養相談や健康相談を保健師・管理栄養士等による

巡回方式にて実施する。他部署からの情報や相談をとおして把握した健康・医療ニー

ズ、栄養・食生活ニーズについて保健衛生部において管理・調整し、適切な支援を行

う。 

② 災害時特有の PTSD に対し、きめ細かいメンタルケアを行う。在宅避難をしている要

配慮者等への巡回訪問相談もあわせて実施する。 

③ 日本語が堪能ではない外国人へ配慮するとともに、必要に応じて、東京都防災（語

学）ボランティアの派遣を受ける。 

④ 避難者の中に、配偶者から暴力等を受け、加害者から危害を受けるおそれのある者

が含まれる場合は、特に外部からの問い合わせ時等において個人情報保護の徹底に努

める。 

⑤ 福祉避難所等において運営に支障を来たす場合、区は都災害福祉広域調整センター

へ福祉専門職員の派遣を要請する。派遣を受けた場合、福祉専門職員の福祉避難所等

への派遣調整を行う。 

（６）区民避難所以外の場所に滞在する被災者への配慮 

① 区民避難所以外で生活する避難者からの避難情報（避難先や避難環境等）の届出の

ほか、区は、防災区民組織と連携し、在宅避難や区民避難所以外の場所に避難した被

災者の実態把握に努める。 

② 車中泊の避難者について、在宅避難ができない場合は、避難所に避難するよう呼び

掛ける。 

③ 食料、衣料、医薬品その他の生活関連物資の配布および保健医療サービスの提供、

その他避難所以外に滞在する被災者の生活環境の整備に必要な措置を講ずるよう努め

る。 

④ 食事や支援物資の提供などについて、区民避難所において地域全体のために行われ

ていることを周知徹底する。 

（７）食料・生活用品等の供給・貸与 

避難者（在宅避難など区民避難所等に滞在しない被災者を含む）に対する炊き出しそ

の他による食品給与、被服、寝具その他生活用品の給与または貸与の配布基準は、原則

として、災害救助法施行細則に定めるところにより、区が開設する区民避難所等におい

て行う。ただし、この基準により難い事情がある場合（期間の延長、特別基準の設定）

は、避難所開設期間延長の承認申請と同様に、別途、知事の事前承認（内閣総理大臣の

承認を含む）を得て、定める。 
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（８）飲料水の安全確保 

区は、区民避難所での飲料水の安全を確保するため、必要に応じて飲用に供する水の

消毒を行う。区は、環境衛生指導班を編成し、それ以後の消毒について、消毒の確認を

行うとともに、住民が自主的に消毒を行えるように消毒薬を配布し、消毒方法および消

毒の確認方法を住民に指導する。 

（９）食品の安全確保 

① 区は、食品衛生指導班を編成し、食品の安全を確保する。 

② 都および区は連携し、避難者および炊き出しなどの調理に従事する者に対する食品

の衛生的な取り扱いの指導等を行う。 

（１０）トイレ機能の確保 

① 被災後、断水した場合には、学校のプール、防災用井戸等で確保した水を使用する。 

② 発災後３日目までは、し尿収集車によるし尿の収集・運搬が困難な状況が予想され

ることから、区は、可能な限りし尿収集車による収集を要しない災害用トイレ（簡易

トイレ等）を活用し、対応する。 

③ 発災後４日目からは、区は、し尿収集車による収集が可能な災害用トイレ（仮設ト

イレ等）を含めて確保し、対応する。 

④ 災害用トイレを設置する際には、高齢者、障害者、女性、子ども等の安全性の確保

等に配慮し、多目的トイレ（だれでもトイレ）確保や設置場所の選定等を行う。 

⑤ 備蓄分が不足した場合には、区は都に対して要請し、都は広域応援等により必要数

を確保する。 

（１１）公衆浴場等の確保 

① 区は、公衆浴場の営業状況、仮設浴場、シャワー施設の設置状況を把握する。 

② 避難住民に対してその情報を提供するとともに浴場等の確保に努める。 

（１２）区民避難所への警察官の派遣 

各警察署は、区民避難所に所要の警戒員を派遣・配置し、防災関係機関と緊密に連絡

をとり、被害情報の収集ならびに広報活動、行方不明者等の把握および危険と認めた場

合の再避難の措置等を講じ、区民避難所の秩序維持に努める。 

２ 区民避難所の閉鎖 

（１）避難者への自立支援に係る関係者との調整 

① 区は、区民避難所の運営が軌道に乗り、避難者が落ち着いてきたら、関係機関と連

携の上、生活の再建に向けた各種支援制度の説明会を開催する。説明会の開催は区民

避難所以外で生活する避難者にも周知し、受けられる支援概要の理解を求める。 

② 必要に応じて、避難者への個別面談や個別調査を実施し、住宅の被災状況や今後の

再建計画、応急仮設住宅等の申込み状況、区民避難所を出る目途等について把握する。 
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③ 区は、自立に向けた個別相談に応じ、特に要配慮者については、福祉避難所、関係

各課等との連携を図りながら、きめ細かい対応を図る。 

（２）避難所の縮小・閉鎖 

ア 区民避難所の場合 

① 区民避難所では、原則としてすべての避難者が解消されるまで開設を継続するが、

施設の業務の本格的再開もあり、区民避難所を徐々に縮小していく必要がある。 

② 区は、施設管理者と区民避難所の閉鎖時期や縮小の方法等について協議するとと

もに、避難者と施設利用者が共存生活を営むためのルールや体制を検討する。 

③ 長期避難の場合、区民避難所については、避難者の状況を見ながら、原則的に体

育館と空き教室を利用する。 

イ 区民避難所以外の施設の場合 

① 民間所有の施設や他の自治体の施設など、指定避難所以外の施設がやむなく避難

所となった場合は、避難者数がピークの半分以下となった段階を目安として、施設

管理者と避難所の迅速な引渡しと補償について協議する。 

② 引渡しの期日を周知したうえで、避難者が全員解消されない場合には、残ってい

る避難者に希望を確認し、他の避難所を手配して移ってもらう等の措置をとる。 

 

第２ 共同生活をする上での配慮 

○健康管理、衛生管理、要配慮者支援、ジェンダー平等の視点、ペットの管理等、避難所

における共同生活を行う上での配慮事項について示す。 

 

１ 健康管理に係る配慮事項 

① 区は、区民避難所における健康相談、その他必要な保健活動を行う。 

② 避難の長期化等必要に応じて、避難者や区民避難所に係わる運営スタッフ等の健康状

態および医師や看護師等による巡回の必要性を把握し、必要な措置を講じるよう努める。 

③ インフルエンザ等の感染症予防（手洗い、うがい等）の励行を避難住民に周知すると

ともに、患者発生時の感染拡大防止対策を実施する。なお、区は、新型コロナウイルス

感染症を踏まえ、新型コロナウイルス感染症に係る避難所運営マニュアルを作成してお

り、マニュアルを踏まえながら感染症対策を行う。 

④ 夏季には熱中症の危険性が高まるため、区は、熱中症の予防や対処法に関する普及啓

発に努める。 

２ 衛生管理に係る配慮事項 

① 区は、プライバシーの確保状況、入浴施設設置の有無および利用頻度、洗濯等の頻度、

暑さ・寒さ対策の必要性、ごみの処理状況など、区民避難所の衛生状態等の把握に努め、

必要な措置を講じるよう努める。 
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② ごみの適切な排出方法、トイレの使用方法など、避難住民への衛生管理上の留意事項

を周知する。 

③ 避難住民の生活環境上必要な物品を確保する。 

④ 住民の区民避難所への適正誘導および受入ならびに過密状況を把握する。 

⑤ 立入禁止区域、土足禁止区域、喫煙(分煙)区域を設定する。 

３ 要配慮者に係る配慮事項 

① 避難所等の運営にあたっては、要配慮者の心身双方の健康状態に対して充分に気を配

り、障害特性や個々の状態、ニーズの把握に努める。 

② 要配慮者の特性に応じて必要となる物品を確保する。 

４ ジェンダー平等の視点等に係る配慮事項 

① 区は、区民避難所等の運営における女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの

違い、性的マイノリティ等多様な視点に配慮するものとする。 

② 女性専用の物干し場、更衣室、男女別のトイレ、授乳室の設置や生理用品、女性用下

着の女性による配布、パトロールの実施や照明の配置による視認性の向上、プライバシ

ーを確保したスペースづくり、区民避難所における性暴力・DV の発生防止といった安全

性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに配慮した区民避難所の運営に努める。 

③ 区民避難所運営においては、女性や要配慮者等が発言しやすい環境づくりが必要であ

るため、担当ごとに男女の責任者を配置するよう配慮する。 

④ ジェンダー平等の視点を反映した避難所運営の具体例を次に示す。 

＜母子世帯、子どもに配慮したエリア設定＞ 

・乳児世帯や母子世帯等に関する専門エリアの設定 

・子どもが遊べるスペースの設定 

＜安心、健康な生活環境の確保＞ 

・母子世帯配慮への呼びかけ（理解を求める、必要に応じて支援して欲しい

等） 

・更衣室や授乳室などの表示 

＜避難者の的確なニーズ把握＞ 

・区民避難所入所者個別ヒアリングの実施 

・女性職員やボランティアによるニーズ調査 

・意見箱の設置・回収 

 

５ 防火・防犯に係る留意事項 

① 区民避難所の管理責任者は防火担当責任者を指定し、防火安全対策を講じる。 

② 多数の人が出入りする区民避難所では、不審者等による犯罪や事件が起こりやすくな

るため、女性や子ども、要配慮者等が被害にあわないよう、区民避難所内における防犯

意識の啓発、見回りを実施する。 

③ 性暴力、DV 防止ポスター、チラシ、カード、HP 等の手段を用いた防犯に係る啓発等に

努める。 
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６ ペット等管理 

（１）区民避難所におけるペットの適正な飼育 

① 避難所連絡会議においてペットの飼育に関する事前の取り決めがある場合に、開設

した区民避難所において、ペットの飼育場所を必要に応じて確保する。 

② 区民避難所内に同行して来たペットの飼育場所を確保することを定めていない場合

は、近接した避難所等に飼育場所を確保する。 

（２）ペット等の救援 

① 区は、都、関係団体が行う動物救護活動に協力する。 

② 逸走動物等が発生しないよう、飼い主への適切な指導を行う。 

③ 特定動物逸走時の措置（情報提供、避難誘導等）を関係機関と協議して進める。 

７ ボランティアの受入れ 

① 区は、ボランティア活動においても、性別や年齢等を問わず、互いの力を認め、性別

の役割などを固定せず、個人個人が適材適所で活躍できるよう配慮する。 

② 「避難所管理運営の指針」に基づいたマニュアルやボランティア活動支援マニュアル

等の業務手順に従い、ボランティアを受入れる。 

③ 区災害ボランティアセンターを通じて、区民避難所で活動するボランティアを派遣す

る。 
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第３ 避難者の他地区への移送 

○区民避難所に避難者を受入れることが困難な場合、他地区への移送について、都知事（都

福祉局）へ要請する。 

 

１ 移送要請 

区長は、区の区民避難所に避難者を受け入れることが困難なときは、避難者の他地区（近

隣の非被災地区もしくは小被災地または隣接県）への移送について、知事（都福祉局）に

要請する。 

２ 避難者の移送 

区長は、所属職員の中から移送先における避難所管理者を定め、移送先の区市町村に派

遣するとともに、移送にあたっては引率者を添乗させる。 

３ 移送先の避難所運営 

移送された避難者の区民避難所の運営は移送元である本区が行う。 

図表3-17 避難者の域外避難に係る手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

福祉局 

品川区 

①移送要請 

非（小）被災区市町村 

②避難者の受入れを照会・調整 

④避難所の開設を指示要請 

警視庁 

③移送先等について 

警視庁と協議依頼 

都本部 

府県・九都県市 

②避難者の受入協議 

（都県境を越える避難の場合） 

協議も可能 

調整 
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対策３ 在宅避難          

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

区 ・在宅避難者への支援 

 

【具体的な取組】 

第１ 在宅避難者への支援 

○区は、防災区民組織と連携し、在宅避難者の実態把握に努める。 

○区は、避難所運営会議等と連携し、区民避難所において必要な支援を行う。 

○区は、要配慮者等を対象として、巡回方式により栄養相談や健康相談等を実施する。 

地震発災後、耐震性能の高いマンション等で、被害が軽微で安全が確保され居住できる

場合、在宅避難が可能となる。 

区は、在宅避難者を対象として、以下の支援を実施する。 

１ 在宅避難者の実態把握 

地域で実施する安否確認や防犯活動等実施時において、在宅避難者を確認した場合、避

難所運営会議等へ報告する。 

また、区は、防災区民組織と連携し、在宅避難者の実態把握に努める。 

２ 区民避難所における支援 

区は、避難所運営会議等と連携し、区民避難所において在宅避難者を対象に食料・生活

用品等の配布、保健医療サービスや防災情報の提供など、生活環境の整備に必要な支援を

行う。 

３ 要配慮者等への対応 

区は、在宅避難をしている要配慮者等を対象として、栄養相談や健康相談、災害時特有

の PTSD に対するきめ細かいメンタルケアを巡回方式により実施する。 
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第７章 帰宅困難者対策 

対策の基本的な考え方 
 

震災時、帰宅困難者が徒歩で帰宅することにより、関係行政機関等による応急活動に支

障をきたすことに加え、余震の発生等により徒歩帰宅者自身にも危険が及ぶおそれがある。 

ここでは、帰宅困難者の発生の抑制、滞留者への情報提供、一時滞在施設の運営、混乱

収拾後の帰宅支援に係る取組みについて示す。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 帰宅困難者の発生の抑制 
第１ 事業者等における帰宅困難者対策 

○事業者等は、従業員等および来客者等ならびに施設の安全を確認し、施設内または他の

安全な場所に待機させる。 
○事業者等は、施設内で待機している施設利用者が混乱しないよう、また、一定期間後の

帰宅に備えて正確な情報提供を心がける。 
○事業者等は、従業員等や来客者等のほか、滞留者の受け入れも想定した上で、事業者等

にて判断し、可能な範囲で受け入れる。 
第２ 集客施設および駅等における施設利用者の保護 

○事業者等は、施設内および施設周辺の安全確認を実施する。 
○事業者等は、女性や要配慮者等の施設利用者にも配慮した対策（優先スペース確保やユ

ニバーサルデザインの掲示板を活用した誘導）について実施する。 
 
対策２ 滞留者への情報提供 

第１ 滞留者への情報提供 
○区は、駅周辺での混乱防止のため、駅周辺帰宅困難者対策協議会を構成する事業者等と

連携し、迅速な情報提供を行う。 
 
対策３ 一時滞在施設の運営 

第１ 事業者等と連携して行う帰宅困難者対策 
○区は、事業者等と連携して行き場のない帰宅困難者を受け入れるための一時滞在施設の

開設要請、誘導、備蓄物資の配布等を円滑に行う。 
○区は、想定以上の混乱が生じ事業者等だけでは対応しきれない状況において、一時滞在

施設へ区職員の派遣を行うよう努める。 
 
対策４ 混乱収拾後の帰宅支援 

第１ 徒歩帰宅者の支援 
○区は、地域および事業者等と連携し、徒歩帰宅者への情報提供を中心とした帰宅支援を

行う。 
第２ 輸送手段の提供 

○区は、適切な帰宅方法を選択できるよう、鉄道運行情報等の徒歩帰宅に必要な情報を提

供する。 
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○区は、関係機関と連携し、利用可能な輸送手段から適切な帰宅手段を選択できるよう、

帰宅を支援する。また、その輸送手段の利用にあたっては、要配慮者の利用に配慮する。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 帰宅困難者の発生の抑制 

対策２ 滞留者への情報提供 

対策３ 一時滞在施設の運営 

対策４ 混乱収拾後の帰宅支援 

 

 

【応急復旧活動フロー】 

 

応急・復旧対策 発災      24h         48h         72h           

初動態勢の 

確立期 

即時対応期 復旧対応期 

帰宅困難者

の発生の抑

制 

都・区 ■一斉帰宅抑制の呼びかけ 

事業者

等 

■一斉帰宅行動の抑制 

■施設内待機の判断（施設の安全性の確認） 

■事業再開に向けた応急復旧活動の実施 

滞留者への

情報提供 

都 ■区や報道機関等と連携した帰宅困難者への情報提供 

区 ■ターミナル駅周辺での滞留者への情報提供 

■災害情報システム等による情報提供 

■事業者等との連絡調整 

警察 

機関 

 ■駅周辺の混乱防止対策に係る区への支援 

消防 

機関 

 ■災害情報の提供等、駅周辺の二次災害発生防止に係る区への支援 

事業者

等 

■施設内に待機している施設利用者の保護・情報提供 

通信 

事業者 

■事業者等および帰宅困難者の保護・情報提供 

■災害伝言ダイヤル、災害伝言板等の利用に係る呼び掛け 

報道 

機関 

■行政情報や公共交通機関の運行状況の区民・事業者等への情報提供 

一時滞在施

設の運営 

区  ■滞留者の誘導支援 

 ■開設された一時滞在施設への誘導 

 ■備蓄物資の速やかな配布 

事業者 ■滞留者の誘導支援 

■開設された一時滞在施設への誘導 

■備蓄物資の速やかな配布 

混乱収拾後

の帰宅支援 

都 ■都内の交通事業者からの情報集約 

  ■災害情報提供システム等による都民への情報提供 

       ■バス・船舶等による輸送手段を確保 

区 ■徒歩帰宅者の誘導支援 

■事業者等と連携し、徒歩帰宅者

支援を実施 

警察 

機関 

■誘導路の確保および徒歩帰宅者

への情報提供 
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応急・復旧対策 発災      24h         48h         72h           

初動態勢の 

確立期 

即時対応期 復旧対応期 

事業者

等 

■帰宅ルールに基づく帰宅開始の

判断 

■徒歩帰宅者支援への協力 

関東 

運輸局 

■所管区域の総合的な交通情報の集約・提供 

■輸送手段の確保に必要な許認可の速や

かな実施 

鉄道 

事業者 

■鉄道運行情報を区や都、報道機関に提供 

 ■発災後の早期再開に努める 

バス 

事業者 

■運行状況等の情報を国や都、報道機関に提供 

     ■バス等による輸送手段を確保 

■：対策の開始時期の目安 

 

 

【東日本大震災の教訓】 

①帰宅困難者への対応 

首都圏では JR 在来線がほぼ全線で運休するなど交通網が寸断され、駅周辺は帰宅困難

になった人で溢れ返った。 

首都直下地震対策大綱では、車両や徒歩帰宅者による道路の混雑状況等の情報を地方

公共団体が把握、共有する体制や徒歩帰宅者に対して必要な情報を提供する体制につい

て検討するほか、危険箇所や混雑箇所等での交通規制や誘導等に係る検討の必要性につ

いて指摘されている。 

②行動ルールの事前周知 

品川区内では、第一京浜、第二京浜が大量の徒歩帰宅者で溢れ返ったほか、主要ター

ミナル駅にて大量の駅前滞留者が発生し、対応に苦慮した。 

③帰宅困難者の受入れ 

東日本大震災では、区内における被害が限定的であった（都内全体では、94,001 名の

帰宅困難者を、地域住民用の避難所を含む 1,030 の施設で受入れた）。しかし、都内の

多くで一時滞在施設としてあらかじめ指定された施設がなかったことや一部の施設に帰

宅困難者が集中し、施設の許容範囲を超えるなど施設の確保と受入れに困難をきたした

事例があった。 

また、災害時帰宅支援ステーションと一時滞在施設との役割分担が不明確であったこ

とや物資の準備等を円滑に行うことができなかったことから、帰宅困難者受入れ後の施

設運営が混乱する事例が多くみられた。 
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図表3-18 徒歩帰宅者、帰宅困難者の基本的な流れ（東日本大震災当時の様相） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

地震発生 

ターミナル駅周辺で滞留 

安全な場所を求めて移動 

一時的に落ち着ける場所での滞在 

自宅被害状況の確認、安否の確認 

情報入手、飲料水調達 

徒歩帰宅開始 

帰宅 

事業所等で待機 

代替交通機関等で帰宅 

自宅被害状況の確認、安否の確認 

徒歩帰宅者 帰宅困難者 

ターミナル駅等周辺で滞留 

一時的に落ち着ける 
場所での滞在 
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対策１ 帰宅困難者の発生の抑制      

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

都・区 ・一斉帰宅抑制の呼びかけ 

事業者等 

・一斉帰宅行動の抑制 

・施設内待機の判断（施設の安全性の確認） 

・事業再開に向けた応急復旧活動の実施 

 

【具体的な取組】 

第１ 事業者等における帰宅困難者対策 

○事業者等は、従業員等および来客者等ならびに施設の安全を確認し、施設内または他の

安全な場所に待機させる。 

○事業者等は、施設内で待機している施設利用者が混乱しないよう、また、一定期間後の

帰宅に備えて正確な情報提供を心がける。 

○事業者等は、従業員等や来客者等のほか、滞留者の受け入れも想定した上で、事業者等

にて判断し、可能な範囲で受け入れる。 

１ 一斉帰宅行動の抑制 

事業者等は、事業所防災計画等や下記のガイドライン等により従業員等の安全確保、保

護、家族等の安否確認等を行うことにより、発災直後の一斉帰宅行動を抑制する。 

・大規模地震の発生に伴う帰宅困難者対策のガイドライン 

・事業所における帰宅困難者対策ガイドライン 

・大規模な集客施設や駅等における利用者保護ガイドライン 

・一時滞在施設の確保および運営のガイドライン 

・帰宅困難者等への情報提供ガイドライン 

・駅前滞留者対策ガイドライン 

２ 施設内待機の判断（施設の安全性の確認） 

① 事業者等は、自らの従業員等および施設の安全を確認するとともに、区、国および都

の一斉帰宅抑制の呼び掛け等を受け、関係行政機関等から提供される災害関連情報によ

り、火災その他の周辺の状況を確認した上で、従業員等を施設内または他の安全な場所

に待機させる。 

② 事業者等は、来所者についても従業員等に準じて、施設内または他の安全な場所で待

機させる。 

③ 事業者等は、建物の安全が確保されず従業員等を施設内に待機させることができない

場合には、関係行政機関等からの一時滞在施設の開設情報をもとに、従業員等を誘導す

る。なお、テナントビルの場合は施設管理者の指示に従うものとする。 
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３ 施設内で待機している施設利用者への鉄道等運行情報、その他施設利用者が必要な情報の提供 

事業者等は、鉄道運行情報等の情報をはじめ施設内で待機している施設利用者が要する

各種の情報について、テレビ、ラジオおよびインターネット等を通じて把握し、ホワイト

ボードへの掲示等により情報を提供する。 

４ 事業再開に向けた応急復旧活動の実施 

事業者等は、従業員等を一時的に施設内に留め、事業者等の応急復旧活動要員として活

用し、事業再開に努める。また、留まった従業員等は、可能な範囲で、地域の応急・復旧

活動にも参加するなど、地域再生の一助となるよう努める。 

図表3-19 事業者等における帰宅困難者対策の手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 集客施設および駅等における施設利用者の保護 

○事業者等は、施設内および施設周辺の安全確認を実施する。 

○事業者等は、女性や要配慮者等の施設利用者にも配慮した対策（優先スペース確保やユ

ニバーサルデザインの掲示板を活用した誘導）について実施する。 

１ 施設利用者への対応 

① 事業者等は、施設利用者および自らが管理する施設の安全を確認する。 

② 区、国および都の一斉帰宅抑制の呼び掛け等を受け、行政機関や関係機関から提供さ

れる災害関連情報により、火災その他の周辺の状況を確認したうえで、施設利用者を施

設内の安全な場所で保護する。 

２ 女性や要配慮者等の施設利用者への配慮 

① 施設利用者の保護にあたっては、要配慮者への優先的な案内、女性や子ども連れ家族

の区分けなど、受入れスペースの活用において可能な範囲で配慮する。 

② 施設利用者の中には、要配慮者の存在も想定される。そのため、施設管理者は、ヘル

プカードの保有状況の確認や、ユニバーサルデザインの施された掲示物の活用などを通

じて、施設利用者への配慮に努める。  

 

品
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区 

事業者等 

に対する、 

待機呼び掛け 

情報提供 

事

業

者

団

体 

事 業 者 

等 

震災の発生 

待機呼び掛け 

安否確認・物資の提供など 
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対策２ 滞留者への情報提供       

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

都 ・区や報道機関等と連携した滞留者への情報提供 

区 

・ターミナル駅周辺での滞留者への情報提供（無人航空機（ドローン）

（飛行可能な場合）による情報提供含む。） 

・災害情報システム等による情報提供 

・事業者等との連絡調整 

警察機関 ・駅周辺の混乱防止対策に係る区への支援 

消防機関 ・災害情報の提供等、駅周辺の二次災害発生防止に係る区への支援 

事業者等 ・施設内に待機している施設利用者の保護・情報提供 

通信事業者 
・事業者等および滞留者への情報提供 

・災害伝言ダイヤル、災害伝言板等の利用に係る呼び掛け 

報道機関 ・行政情報や公共交通機関の運行状況の区民・事業者等への情報提供 

 

【具体的な取組】 

第１ 滞留者への情報提供 

○区は、駅周辺での混乱防止のため、駅周辺帰宅困難者対策協議会を構成する事業者等と

連携し、迅速な情報提供を行う。 

 

１ 混乱防止の活動 

（１）公共交通機関や道路状況などの正確な情報提供 

ア ターミナル駅周辺での混乱防止対策 

① 鉄道事業者は、駅周辺地図の配布、構内放送による誘導、運行状況の提供などに

より、ターミナル駅周辺の混乱防止を図る。 

② 区は、駅周辺帰宅困難者対策協議会などを活用し、滞留者に対する情報提供、誘

導を行う。また、状況により、無人航空機（ドローン）の活用も考慮する。 

（２）災害情報システム等による情報提供 

区は、東京都災害情報システム（DIS）を利用して、各鉄道の運行状況や徒歩帰宅支援

対象道路の被害状況などを収集し、滞留者に情報を提供する。 
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対策３ 一時滞在施設の運営       

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

区 

・滞留者の誘導 

・開設された一時滞在施設への誘導 

・備蓄品の配布 

事業者等 

・滞留者の誘導支援 

・開設された一時滞在施設への誘導支援 

・備蓄品の配布支援 

 

【具体的な取組】 

第１ 事業者等と連携して行う帰宅困難者対策 

○区は、事業者等と連携して行き場のない帰宅困難者を受け入れるための一時滞在施設の

開設要請、誘導、備蓄物資の配布等を円滑に行う。 

○区は、想定以上の混乱が生じ事業者等だけでは対応しきれない状況において、一時滞在

施設へ区職員の派遣を行うよう努める。 

 

１ 一時滞在施設の開設、滞留者の誘導 

（１）一時滞在施設に係る事業者等との連絡調整 

① 区は、駅周辺の滞留者の誘導先を確保するため、一時滞在施設に係る事業者、集合

住宅の管理組合等に対し、受入れ要請を行う。 

② 一時滞在施設に係る事業者等は区からの要請に応じて施設内での受入れ準備を行う。 

（２）開設された一時滞在施設への誘導 

区は、駅周辺帰宅困難者対策協議会、鉄道事業者および一時滞在施設に係る事業者等

の協力を得て、行き場のない帰宅困難者を一時滞在施設へ誘導する。 

（３）備蓄品の配布 

区は、一時滞在施設に係る事業者等の協力を得て、受け入れた帰宅困難者に飲料水・

食料、毛布等の備蓄品を配布する。 

（４）区職員の派遣 

区は、事業者等との連携を図りつつ、帰宅困難者の発生が想定以上の場合など事業者

等では対応しきれない場合において、一時滞在施設に職員を派遣するよう努める。 

２ 一時滞在施設に受け入れられた滞留者による運営の協力 

一時滞在施設に受け入れられた帰宅困難者は、区および一時滞在施設に係る事業者等に

よる指示に従うとともに、一時滞在施設の運営に協力しなければならない。 
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対策４ 混乱収拾後の帰宅支援       

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

都 

・都内の交通事業者からの情報を集約し、災害情報提供システムなどを

活用して、区、都民等に提供 

・バス・船舶による輸送手段を確保 

区 
・都や交通事業者などからの情報による徒歩帰宅者の誘導 

・地域および事業者等と連携し、徒歩帰宅者支援を実施 

警察機関 ・誘導路の確保および徒歩帰宅者への情報提供 

事業者等 
・帰宅ルールに基づく従業員等の帰宅開始の判断・指示 

・区と連携した徒歩帰宅者支援への協力 

関東運輸局 
・所管区域の総合的な交通情報の集約・提供 

・輸送手段の確保に必要な許認可の速やかな実施 

鉄道事業者 
・鉄道運行情報を区や都、報道機関に提供 

・発災後の早期運転再開に努める。 

バス事業者

等 

・運行状況、鉄道に乗り継ぎが可能な路線等に係る情報を区や都、報道

機関に提供 

・バス等による輸送手段を確保 

 

【具体的な取組】 

第１ 徒歩帰宅者の支援 

○区は、地域および事業者等と連携し、徒歩帰宅者への情報提供を中心とした帰宅支援を

行う。 

 

① 都は、円滑な徒歩帰宅に向けて、災害時帰宅支援ステーションの確保などの帰宅支援

体制を構築するとともに、帰宅支援の実施状況、災害関連情報や公共交通機関の運行情

報等についてガイドライン等に則り報道機関やホームページ等を通じて事業者等や都民

等に提供する。 

② 都は、通行可能区間などの安全情報、沿道の火災・建物倒壊などの危険情報を収集し、

これら情報を災害情報提供システムなどを活用して都民等に提供する。 

③ 区は、徒歩帰宅者支援に係る情報連携訓練の実施等を踏まえて、地域および事業者等

と連携し、徒歩帰宅者への情報提供や物資配布など徒歩帰宅者支援を行う。 

④ 警視庁は、交通規制資機材を活用した誘導路の確保および誘導を行うとともに、被害

状況等徒歩帰宅に必要と認める情報の提供を行う。 

⑤ 事業者等は、帰宅経路沿いの被害状況などの情報や、関係行政機関等から提供される

災害関連情報等により従業員等が安全に帰宅できることを確認し、事業者等で定めた帰

宅ルールにより従業員等の帰宅を開始する。 
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第２ 輸送手段の提供 

○区は、適切な帰宅方法を選択できるよう、鉄道運行情報等の徒歩帰宅に必要な情報を提

供する。 

○区は、関係機関と連携し、利用可能な輸送手段から適切な帰宅手段を選択できるよう、

帰宅を支援する。また、その輸送手段の利用にあたっては、要配慮者の利用に配慮する。 

 

１ 鉄道運行情報等の提供 

① 都は、国および九都県市等と連携し、災害時帰宅支援ステーションや輸送手段の確保

などの帰宅支援体制を構築するとともに、帰宅支援の実施状況、鉄道運行情報その他の

災害関連情報について報道機関やホームページ等を通じて事業者等や都民等に提供する。 

②  区は、都や交通事業者等からの情報により、徒歩帰宅者を利用可能な輸送手段に誘導

して、帰宅を支援する。 

③  関東運輸局は、所管区域の総合的な交通情報の集約・提供を行うとともに、輸送手段

の確保のため、必要な許可等を速やかに行う。 

④  鉄道事業者は、折り返し運転の実施状況、乗り継ぎが可能な路線その他の鉄道運行情

報に係る情報を区や都、報道機関に提供する。 

⑤  バス事業者は、運行状況、鉄道に乗り継ぎが可能な路線等に係る情報を区や都、報道

機関に提供する。 

⑥  報道機関は、行政機関や交通機関等からの情報を提供する。 

２ 輸送手段の確保 

① 国や都は、バス・船舶による輸送手段を確保する。 

② バス事業者は、バスの運行にあたっては、鉄道折り返し駅までの短距離区間のピスト

ン輸送など、効率的な形態により実施する。 

③ バス事業者等は、調達できるバス・船舶に限りがあるため、利用者については、要配

慮者を優先する。 

④ 区は、都や交通事業者からの情報により、徒歩帰宅者を利用可能な輸送手段に誘導し

て、帰宅を支援する。 

⑤ 関東運輸局は、輸送手段の確保のため、必要な許可等を速やかに行う。 

⑥ 関東地方整備局は、利用可能な岸壁、海上経路、船舶情報等の船舶運航情報の収集・

提供を行う。 

⑦ バス事業者等は、運行状況、鉄道に乗継ぎが可能な路線等に係る情報を区や都、報道

機関に提供するとともに、国や都と連携して、バス等による輸送手段を確保する。 
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第８章 受援体制 

対策の基本的な考え方 
 

大規模災害が発生した場合、区のみで災害対応を行うことが困難であることが想定され、

他の地方公共団体職員、災害ボランティア、専門機関等の人的支援が必要となる。 

また、国や都のほか、災害時応援協定に基づく物資調達、支援担当自治体（カウンター

パート団体）等からの物資調達も必要となる。 

ここでは、災害対策本部における対応、人的・物的支援の受入れに係る取組みについて

示す。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 受入体制 
第１ 災害対策本部における対応 

○応援の要請、応援団体の活動調整、待機場所等の確保、関係機関相互の連携に向けた調

整等を行う。 
第２ 応援要請の判断の目安 

○応援要請の必要性を判断する目安となる内容を整理し、適切なタイミングで連絡を実施

する。 
第３ 国、都による代行 

○区が事務の全部または大部分を行うことができない場合には、災害対策基本法に基づ

き、都もしくは国が事務を代行する。また区は、機能喪失時には、都・国へ代行の要請

をする。 
 

対策２ 人的支援の受入れ 
第１ 地方自治体職員等の受入れ 

○災害時における他の地方自治体職員の円滑な受入れに向けて、対応手順を示し、円滑な

受入れ、災害対応を実施する。 
第２ 災害ボランティアの受入れ 

○被災者の生活の安定と再建を図るうえで重要な役割を持つボランティアとの連携協力

体制を構築し、効果的な応急対策の実施を図る。 
第３ 専門機関等の受入れ 

○警視庁、東京 DMAT、自衛隊等の専門機関等について、応援要請・受入れを行う。 

 

対策３ 物的支援の受入れ 
第１ 円滑な物資供給に向けた基本方針 

○物資の供給を円滑に実施するため、既往災害の教訓を生かした物資の調達および受入れ

を行う。 
第２ 物的支援の受入れ 

○国、都等からの支援物資の受入れ、災害時協力協定に基づく物資の調達等を行う。 
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【用語の解説】 

①カウンターパート方式 

被災区市町村ごとにカウンターパート団体（自治体）を定め、割り当てられた応援団

体が被災地のニーズを把握して応援を行うことをいう。 

②プッシュ型支援 

支援物資のニーズ情報が十分に得られない被災地へ、ニーズ予測に基づき緊急に物資

を供給する場合の輸送方法をいう。 

③プル型支援 

支援物資のニーズ情報が十分に得られる被災地へ、ニーズに応じて物資を供給する通

常の物資支援の場合の輸送方法をいう。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 受入体制 

対策２ 人的支援の受入れ 

対策３ 物的支援の受入れ 

 

 

【応急復旧活動フロー】 

 

応急・復旧対策 発災       24h         48h         72h           

初動態勢の 

確立期 

即時対応期 復旧対応期 

受入

体制 
国 ■区の事務の代行 

都 ■広域応援協定団体に対する応援要請 

■区の事務の代行 

区 ■災害対策本部による応援要請 

■応援団体の活動調整 

■応援団体の待機場所等の確保 

関係機関 ■応援団体等の情報共有部隊の派遣 

人的

支援

の受

入れ 

国 ■海外ボランティアの受入れ支援 

都 ■東京ボランティア・市民活動センターと協働で東京都災害ボランテ

ィアセンターを設置 

■区市町村災害ボランティアセンターや市民活動団体等に対して支援

を実施 

■被災建築物応急危険度判定員等の専門ボランティアの派遣 

■海外ボランティアの受入れ支援 

東京ボラ

ンティ

ア・市民

活動セン

ター 

■都と協働で東京都災害ボランティアセンターを設置・運営し 

■区市町村災害ボランティアセンターや市民活動団体等を支援 

区 ■他の地方自治体職員等への応援要請 

■受援の準備 

■応援職員等の受入れ 

■区災害ボランティアセンターの設置・運営 

■一般ボランティアの受入れ 

■専門ボランティアの受入れ 

警察機関 ■警視庁交通規制支援ボランティアの派遣 

消防機関 ■東京消防庁災害時支援ボランティアの派遣 

区社会福

祉協議会 

■区災害ボランティアセンターの運営支援 

■対策の開始時期の目安 
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対策１ 受入体制          

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

国 ・区の事務の代行 

都 
・広域応援協定団体に対する応援要請 

・区の事務の代行 

区 

・災害対策本部による応援要請 

・応援団体の活動調整 

・応援団体の待機場所等の確保 

関係機関 ・応援団体等の情報共有部隊の派遣 

 

【具体的な取組】 

第１ 災害対策本部における対応 

○応援の要請、応援団体の活動調整、待機場所等の確保、関係機関相互の連携に向けた調

整等を行う。 

 

１ 応援要請先の決定 

区は、他自治体等の支援を必要とする状況下において、都に対して速やかに応援要請を

行うとともに、協定を締結する自治体等の中から応援要請先を決定する。 

資料 32 品川区災害時協定一覧（再掲） 

２ 応援の要請 

① 都への人的・物的応援に係る要請は、災害時に区市町村に参集する都職員（現地機動

班）と連携し、東京都災害情報システム（DIS）や物資調達・輸送調整等支援システムの

活用等により行う。 

② 協定先への応援要請は、あらかじめ調整した連絡先に対して行う。 

③ 協定等に定められた方法で行うことを原則とするが、そのいとまがないなどやむを得

ない場合には電話等の手段により口頭で行うものとする。 

④ 応援要請を行った際に、応援側の自治体等から応援団体が派遣される旨の情報を得た

場合には、区の災害状況や途中のルートの状況など、情報提供をあわせて行うよう努め

る。応援団体が区災害対策本部に到着した際には、災害状況など今後の活動に必要な情

報共有を行うものとする。 

３ 応援団体の活動調整 

① 区は、応援側の自治体等に対し、希望する支援内容を伝えるなど、活動調整を行う。

調整結果は、総務部から各部に伝達するとともに、以降の調整方法等についてあわせて

協議を行う。必要に応じて、さらに詳細な内容に関する打合せを各部との間で実施する。 
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② 区は、応援団体の活動スペースと必要資機材を確保するとともに、活動が円滑に進む

よう配慮する。 

③ 都は、大規模な災害が発生し、都単独では十分な災害応急対策を講じることができな

い場合、広域応援協定団体（全国知事会、九都県市・関西広域連合、21 大都市）等に対

して人的応援を要請する。その際、応急対策職員派遣制度（総務省）を優先活用し、調

整を行う。応急対策職員派遣制度は、全国の地方公共団体の人的資源を最大限活用して

被災区市町村を支援する制度であり、平成 30 年から運用している。都から対口支援団体

等の決定通知があった場合、区は、人的支援の受入れについて具体的な調整を対口支援

団体等と行う。 

４ 応援団体の待機場所等の確保 

区災害対策本部は各部と調整を行い、応援団体の待機場所、ミーティングスペースを確

保する。また、必要に応じて駐車場、宿泊場所、食料、飲料水等を各部と調整のうえ準備

する。 

 

第２ 応援要請の判断の目安 

○応援要請の必要性を判断する目安となる内容を整理し、適切なタイミングで連絡を実施

する。 

 

① 大規模災害時においては、被害状況の把握に時間を要することが考えられることから、

区は、発災直後から他の地方自治体や防災関係機関等と連絡を取り合うなど、応援要請

の機を逸しないように留意する。 

② 応援要請の必要性を判断する際の目安となる事項の例を以下に示す。 

・区災害対策本部において、その時点または以降に応急対策の実施が困難と判断される場

合 

・区災害対策本部の各部において、その時点または以降に当該部所管の業務の実施が困難

または応援を受けることにより有効に機能すると判断される場合 

・特別な技術、知識、経験等を有する職員が不足する場合 

・その他、区災害対策本部長が応援要請の必要があると認める場合 
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第３ 国、都による代行 

○区が事務の全部または大部分を行うことができない場合には、災害対策基本法に基づき、

都もしくは国が事務を代行する。また区は、機能喪失時には、都・国へ代行の要請をす

る。 

 

① 区は、災害の発生により、事務の全部または大部分を行うことができない場合、災害

対策基本法第 74 条の３に基づき、都が区の事務を代行する。また、都が区の事務を代

行できない場合は、同法第 73 条に基づき、指定行政機関または指定地方行政機関が区

の事務を代行する。 

② 都は、被災により区がその全部または大部分の事務を行うことが不可能となった場合

には、応急措置を実施するため区に与えられた権限のうち、次の実施すべき応急措置の

全部または一部を区に代わって行うものとする。 

・警戒区域を設定し、災害応急対策に従事する者以外の者に対して当該区域への立ち入り

を制限し、もしくは禁止し、または当該区域からの退去を命ずる権限 

・他人の土地等を一時使用し、または土砂等を使用し、もしくは収用する権限 

・現場の災害を受けた工作物等で応急措置の実施の支障となるものの除去等をする権限 

・現場にある者を応急措置の業務に従事させる権限 

③ 国土交通省等は、被災により区および都がその全部または大部分の事務を行うことが

不可能となった場合は、応急措置を実施するため区に与えられた権限のうち、次の実施

すべき応急措置の全部または一部を区に代わって行うものとする。 

・緊急輸送路を確保するため緊急かつ必要最小限の災害がれき・土砂等の除去や航路啓開

のための港湾区域内の流木の除去等 

・他人の土地等を一時使用し、または土砂等を使用し、もしくは収用する権限 

・現場の災害を受けた工作物等で応急措置の実施の支障となるものの除去等をする権限 

・現場にある者を応急措置の業務に従事させる権限 
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対策２ 人的支援の受入れ        

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

国 ・海外ボランティアの受入れ支援 

都 

・東京ボランティア・市民活動センターと協働で東京都災害ボランテ

ィアセンターを設置し、女性や子供のほか、高齢者、障害者、外国

人など要配慮者等の視点も踏まえながら、区市町村災害ボランティ

アセンターや市民活動団体等に対して支援を実施 

・被災建築物応急危険度判定員等の専門ボランティアの派遣 

・海外ボランティアの受入れ支援 

東京ボランティ

ア・市民活動セン

ター 

・都と協働で東京都災害ボランティアセンターを設置、市民活動団体

と協働で東京都災害ボランティアセンターを運営し、区市町村災害

ボランティアセンターや市民活動団体等を支援 

区 

・他の地方自治体等への応援要請 

・受援の準備 

・応援職員等の受入れ 

・区社会福祉協議会との連携による区災害ボランティアセンターの設

置・運営 

・一般ボランティアの受入れ 

・専門ボランティアの受入れ 

警察機関 ・警視庁交通規制支援ボランティアの派遣 

消防機関 ・東京消防庁災害時支援ボランティアの受入れ 

区社会福祉協議会 ・区災害ボランティアセンターの運営支援 

 

【具体的な取組】 

第１ 地方自治体職員等の受入れ 

○災害時における他の地方自治体職員の円滑な受入れに向けて、対応手順を示し、円滑な

受入れ、災害対応を実施する。 

 

１ 応援要請 

（１）応援要請の必要性の判断 

① 区災害対策本部の各部は、災害対応を行うにあたり、人員が不足した場合、応援の

必要性について判断する。 

② 区災害対策本部の各部は、必要な人員を総務部へ要請する。 
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（２）応援要請の決定 

① 行政機関や自衛隊に対する応援要請は、区災害対策本部会議で協議を行い、区災害

対策本部長が決定する。なお、緊急・その他の事情により会議が開催できない場合は、

会議を開催せず区災害対策本部長が決定することができることとする。行政機関に対

する応援要請は、区市町村間相互の応援協定、都内区市町村相互応援に関する協定に

基づき要請する。 

② 区災害対策本部の各部で受援に係る協定を直接締結・運用している場合、応援要請

の決定は、各部長が行う。 

（３）応援要請の実施 

① 応援が必要と判断した場合、総務部は、以下の点を可能な限り明確にし、応援要請

を行う。 

・要請人数 

・期間 

・集合場所 

・活動内容 

・活動場所 

・応援職員に求める要件（職種・資格・経験） 

・必要な資機材 等 

② 応援要請を伝えた後、文書等により応援要請内容の確認を行う。 

③ 区災害対策本部の各部で受援に係る協定を直接締結・運用している場合、各部から

応援を要請する。 

④ 自衛隊に対する応援要請は、指令情報部より行う。 

⑤ 総務部は、応援要請の結果を取りまとめ、区災害対策本部会議にて情報共有する。 

（４）応援の申し出への対応 

① 外部から応援の申し出があった場合、受援の判断は区災害対策本部が行う。 

② 応援の申し出があった場合においても、区から応援要請を行った場合と同様の手順

で、受援業務を行う。 

２ 受援の準備 

（１）応援団体との連絡調整 

各部は、応援団体と応援職員等の人数や到着時期、集合場所、携行品等について連絡

調整を行い、区災害対策本部の各部と共有する。 

（２）必要な資機材の準備 

受援業務に必要となる資機材は、原則、応援を受入れる区災害対策本部の各部で準備

する。ただし、自動車や特殊な業務に係る資機材等は、不足することが予想されるため、

応援職員等に持参してもらうよう要請する。 
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（３）応援職員等に要請する業務内容・手順等の共有 

応援職員を受入れる各部は、応援職員に要請する業務内容・手順等を整理する。災害

時業務マニュアル等を応援職員にも配布できるよう準備する。 

（４）応援職員等の宿泊場所および食料の確保 

① 応援職員等の宿泊場所は、原則、応援団体が自ら確保することとする。 

② 応援団体による確保が困難な場合、総務部において調整する。 

③ 応援職員等の食料・飲料水等は、総務部が必要数を取りまとめ、指令情報部へ報告

する。 

３ 応援職員等の受入れ 

（１）応援職員等の受付・報告 

① 応援職員は、各部で受付を行う。受付時に、応援職員等の団体名や氏名、活動期間、

宿泊場所等の基本情報を整理し、区災害対策本部会議にて共有する。 

② 各部は、応援職員の受入れ状況をとりまとめ、区災害対策本部会議にて共有する。 

（２）業務内容等の説明 

① 応援を受入れる区災害対策本部の各部は、応援職員等が行う業務の内容や手順につ

いて、応援職員等に説明を行う。 

② 災害時業務マニュアル等の関連資料を配布する。 

③ 特殊な業務等を依頼する場合、必要に応じて研修等を実施するなど、円滑に災害対

応が進むよう努める。 

４ 受援業務に係る対応 

（１）応援職員等の状況把握・指示 

① 応援を受入れる区災害対策本部の各部は、応援職員と定期的に情報共有・指示を行

う場を設けることとする。 

② 応援を受入れる区災害対策本部の各部は、応援職員等から業務の実施状況を把握し、

業務量および必要人員を踏まえ、必要に応じて、応援職員等の追加要請や業務内容の

変更を検討する。 

（２）応援職員等の交代に係る対応 

① 応援を受入れる区災害対策本部の各部は、応援職員等の交代に際して、適切に業務

内容が引き継がれるよう、確実な情報共有に努める。 

② 応援を受入れる区災害対策本部の各部は、引継ぎ時に確認すべき情報をとりまとめ

て、後任の担当職員と共有する。 
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（３）業務実施状況の報告・調整 

① 応援を受入れる区災害対策本部の各部は、応援職員等による業務の実施状況につい

て取りまとめ、総務部へ報告する。 

② 総務部は、区全体の受援状況を取りまとめて、区災害対策本部会議に報告するとと

もに、必要な調整を行う。 

５ 受援終了 

（１）受援終了の判断・決定 

① 各部は、応援要請を行った業務が終了する、または、業務に必要な人員が確保可能

な状況となるなど、受援の必要がなくなった場合、応援団体と連絡調整を行い、受援

を終了する。 

② 総務部は、受援を終了した場合、受援状況等を取りまとめ、区災害対策本部会議に

て共有する。 

（２）費用負担 

① 区は協定等に基づき、応援団体に対して費用負担等を行う。 

② 総務部は、費用負担について、区災害対策本部会議で共有する。 

  

第２ 災害ボランティアの受入れ 

○被災者の生活の安定と再建を図るうえで重要な役割を持つボランティアとの連携協力体

制を構築し、効果的な応急対策の実施を図る。 

 

１ 区災害ボランティアセンターの設置 

（１）区災害ボランティアセンター開設前の活動希望者の対応 

区は、区災害ボランティアセンター開設前に、電話等によるボランティア活動希望の

問合せがあった場合、開設まで待ってもらう旨を伝え、開設後に連絡をもらえるように

説明する。開設後は、広報紙やメディア等で周知していく旨を伝える。 

（２）区災害ボランティアセンター設置協議 

① 福祉部は、区災害ボランティアセンター設置にあたり、区社会福祉協議会と連携し

実施する。 

② 福祉部は、被災状況、区社会福祉協議会の状況も踏まえて、区災害対策本部と区災

害ボランティアセンター設置にあたっての協議を行い、開設を決定する。 

③ 区災害ボランティアセンターは、中小企業センターに設置することを想定するが、

福祉部長が、被災状況等により他の場所に設置した方が業務に適していると認めると

きは、区災害対策本部と協議し、変更する。 
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（３）区災害ボランティアセンター運営体制の確保 

① 福祉部は、区社会福祉協議会と連携し、開設時間、募集するボランティアの範囲、

派遣基準、資機材確保方法等の運営方針を決定する。 

② 区は、都との連絡体制を確保するとともに、区社会福祉協議会と協力し、必要な人

員を確保する。 

③ ボランティアセンター設置に向けて、以下の事項について実施する。 

・区災害ボランティアセンター内のレイアウトの決定 

・都へのボランティアコーディネーターの派遣要請 

・ボランティアの移動手段の確保 

・区災害対策本部へボランティア派遣要請方法の周知 

・活動資金・活動備品の調達 

・ボランティアの募集要領の作成・周知 

・ボランティア申込み受け付け手段の確保（電話、申込みフォーム 等） 

２ 区災害ボランティアセンターの運営 

（１）周知・広報 

ボランティアセンターを設置した旨を関係機関、各部署、区民等に周知・広報する。 

（２）運営 

区災害ボランティアセンターの運営においては、区社会福祉協議会を中心に、区およ

び他社会福祉協議会と連携して実施する。 

（３）ボランティアの受付 

① 受け付けたボランティアは、関係者間で共有を図る。 

② ボランティアコーディネーター経験者を受付けた場合は、ボランティアセンターの

運営補助に従事するよう依頼する。 

（４）ボランティアの派遣 

被災者のボランティアニーズの把握に努め、ボランティアを派遣する。 

３ 専門ボランティアの受入れ 

都、東京消防庁などが事前登録制により実施しているボランティアについては、区災害

ボランティアセンターではなく、専門領域ごとに、各機関が受入窓口を設置し、必要とな

る業務に応じて受入れを図る。 

海外からのボランティアの受入れについては、都、国と協議の上、区災害対策本部でそ

の対応を協議する。 

（１）被災建築物応急危険度判定員 

都に登録された建築士ボランティアで、余震等による建築物の倒壊など二次災害を防

止するため、被災建物の当面の使用の可否を判定する業務に従事する。 
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（２）被災宅地危険度判定士 

① 宅地造成等規制法施行令（昭和 37 年政令第 16 号）第 17 条に規定する土木または建

築技術者が該当する。 

② 災害対策本部が設置される規模の地震または降雨等の災害により、宅地が大規模に

被災した場合に、被害の発生状況を把握し、危険度判定を実施する。 

（３）家屋・住家被害認定調査員 

① 区は、都や関係機関へ応援要請を行い、家屋・住家被害認定調査員を受入れるとと

もに、他道府県より支援のため派遣される調査員についても受入れを行う。 

② 家屋・住家被害認定調査員は、地震や風水害等の災害により被災した家屋・住家の

被害程度(全壊、半壊等)を認定する業務に従事する。 

③ 区は、家屋・住家被害状況調査を実施する人員確保に向けた協定締結に努める。 

（４）建設防災ボランティア 

① 公共土木施設の整備・管理等の経験により、同施設等の被災状況について一定の把

握ができる知識を有する者が該当する。 

② 震度５強以上の地震発生時には都建設局からの出動要請を受け、また、震度６弱以

上の地震発生時には自主的に、それぞれ出動し、建設局所管施設の被災状況の点検業

務支援および都立公園等避難場所における建設局所管施設の管理業務支援等を実施す

る。 

（５）東京消防庁災害時支援ボランティア 

① 東京消防庁は、応急救護や消防資機材等についての専門的な知識・技術を習得した

ボランティアを育成するため、応急救護に関する知識を有する者、震災時等に復旧活

動時の支援に必要となる資格・技術等を有する者、消防職員・団員の経験者をボラン

ティアとして登録を進めている。 

② 登録ボランティアは原則として、各消防署へ自主的に参集し、署の指導により応急

救護、消防署外での後方支援活動（現場での後方支援活動、現場への物資等の搬送等）、

消防署内での後方支援活動（給食支援活動、備蓄物資等の搬入、仮設トイレ等の設定

等）、火災調査活動の支援、消防設備等の応急措置の支援（資格者のみ）を行う。 

（６）医療系ボランティア 

赤十字災害救護ボランティア、地域赤十字奉仕団、特別赤十字奉仕団、赤十字個人ボ

ランティア等をいう。医療救護班の活動支援や避難所における活動支援等の医療業務支

援に従事する。 

（７）福祉ボランティア 

① 福祉ボランティアが必要な場合、都へ支援要請を行うことにより、福祉関係団体等

の協力による広域的な支援が受けられる。 
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② 福祉ボランティア派遣に際しては、都へ要請内容、避難所の状況等のニーズを正確

に報告することとする。 

（８）警視庁交通規制支援ボランティア 

① 大震災が発生した場合の交通対策として、警察署長は、警備業者、ボランティア等

に対し配置指定交差点等における交通規制の補助活動を要請する。 

② 警備業者、ボランティア等に、交通規制の補助活動を行わせる場合は、原則として、

警察官の配置されている交差点に配置するものとし、活動中における受傷事故防止に

特段の配意をする。 

（９）東京都防災（語学）ボランティア 

大規模な災害発生時において、語学力を活用し、被災外国人等を支援するため、一定

以上の語学能力を有する者を、都は東京都防災（語学）ボランティアとして登録をして

いる。必要に応じて都へ支援要請し、当該ボランティアの受入れを行う。 

  

第３ 専門機関等の受入れ 

○警視庁、東京 DMAT、自衛隊等の専門機関や公共的団体等について、応援要請・受入れを

行う。 

 

１ 救助・救急活動に係る関係機関の受入れ 

震災時には、建物の倒壊、看板・窓ガラス等の落下、火災による多数の救助・救急を要

する事態の発生が予想される。このため、関係機関が連携・協力体制を確立し、迅速・的

確な救助・救急活動にあたる。関係機関（警視庁、東京 DMAT）への応援要請に関しては、

区災害対策本部にて応援の必要性について判断し、応援要請を行うものとする。詳細は、

「第１部 第３章 災害対応体制」の定めるところによる。 

２ 自衛隊の受入れ 

区は、災害が発生し、または発生する恐れがあり、人命または財産の保護のため必要が

あると認めた場合は、都に対し自衛隊の災害派遣を要請するものとする。詳細は、「第１

部 第３章 災害対応体制」の定めるところによる。 

３ 警察機関の受入れ 

災害が発生した場合、警察機関は定められた基準に基づき活動を開始する。警察機関に

よる救出救助活動に関する必要な要請や調整は、区災害対策本部に派遣される LO 等を通

じて行う。 
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４ 消防機関の受入れ 

災害が発生した場合、消防機関は定められた基準に基づき活動を開始する。消防機関に

よる救出救助活動に関する必要な要請や調整は、区災害対策本部に派遣される LO 等を通

じて行う。 

５ 関係省庁支援チーム等の受入れ 

関係省庁支援チーム等の受入れにあたっては、区災害対策本部の各部が、支援を要請す

るとともに、受入れに向けた調整を行う。 

図表3-20 関係省庁支援チーム等 

関係省庁 支援チーム等 主な活動内容 

文部科学省 
被災文教施設応急 

危険度判定 
・被災文教施設の応急危険度判定 

厚生労働省 

災害派遣医療 

チーム（DMAT） 

・急性期（概ね 48 時間以内）から医療活動を実施 

・病院の医療行為を支援 

・被災地の外に搬送する広域医療搬送 

災害時健康危機管理

支援チーム

(DHEAT） 

・保健所が被災するなどして健康危機管理に関す

る指揮調整が混乱している場合、災害対策本部の

指揮調整機能を支援 

災害派遣精神医療 

チーム(DPAT） 

・医療機関や避難所の被災状況の情報収集とアセ

スメント 

・既存の精神医療システムの支援 

・被災地での精神保健活動への専門的支援 

・被災した医療機関への専門的支援 

国土交通省 

緊急災害対策派遣隊

（TEC-FORCE） 

・被災状況の迅速な把握 

・被害の発生および拡大の防止 

・被災地の早期復旧その他災害応急対応に対する

技術的な支援 

・気象解説による市町村や関係機関の防災対応を

支援（気象庁防災対応支援チーム（JETT）） 

全国被災建築物応急 

危険度判定協議会 
・被災建築物の応急危険度判定 

被災宅地危険度判定

連絡協議会 

・被災宅地の危険度判定 

・擁壁等の宅地の危険度判定 

環境省 

災害廃棄物処理支援

ネットワーク

（D.Waste-Net） 

・一次仮置場の確保・管理運営、処理困難物対応等

に関する現地支援 

・生活ごみやし尿、避難所ごみ、片付けごみの収集 

・運搬、処理に関する現地支援 
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６ 指定地方行政機関等の受入れ 

（１）責務 

災害が発生した場合、または発生するおそれがある場合、指定地方行政機関、指定公

共機関および指定地方公共機関は、所管にかかわる災害応急対策を実施するとともに、

都および区が実施する応急対策が円滑に行われるよう、その業務について協力するもの

とする。 

（２）活動体制 

指定地方行政機関等は、責務を遂行するため必要な組織を整備するとともに、災害応

急対策に従事する職員の配置および服務の基準を定めておくものとする。詳細は、「第

１部 第３章 災害対応体制」の定めるところによる。 
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対策３ 物的支援の受入れ        

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

国 ・プッシュ型の緊急物資輸送 

都 
・プッシュ型の緊急物資輸送 

・広域輸送基地等から地域内輸送拠点への物資輸送 

区 

・地域内輸送拠点における物資の受入れ 

・地域内輸送拠点から各避難所等の物資配布場所への輸送 

・災害時応援協定に基づく物資調達 

 

【具体的な取組】 

第１ 円滑な物資供給に向けた基本方針 

○物資の供給を円滑に実施するため、既往災害の教訓を生かした物資の調達および受入れ

を行う。 

 

① 区は、発災から３日間に必要となる最低限の物資について、都と連携して備蓄品の整

備を進めているが、避難生活の長期化や、物流の復旧に時間がかかった場合、物資が不

足することが想定される。 

② 物資の調達や輸送、集積場所の管理等の業務は、区の通常業務とは異なっており、既

往災害で、物資不足、物資の滞留、配送遅延などの混乱があった。 

③ 災害発生時に物資の供給を円滑に実施するため、既往災害の教訓を生かした物資の調

達および受入れ体制を整備する。 

 

第２ 物的支援の受入れ 

○国、都等からの支援物資の受入れ、災害時応援協定に基づく物資の調達等を行う。 

 

１ 国からの支援物資 

① 国は、都および区からの要請を待たずに、発災後４日目から７日目に必要不可欠と見

込まれる物資を都が開設する広域輸送基地に輸送する（国から都に向けたプッシュ型支

援）。 

② 都は、国からの物資を区が開設する地域内輸送拠点に輸送するため、受入れのための

体制を整える。 
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２ 都からの支援物資 

（１）都が開設する物資拠点 

都では、物資の積替・配送等を行う広域輸送基地を都内に 25 ヶ所指定するとともに、

東京都トラック協会と車両供給に関して契約することによる輸送手段の確保や都備蓄倉

庫での荷捌き作業の協力に関する協定の締結等により円滑な物資供給を行える体制整備

に努めている。 

（２）都への要請 

区は、備蓄物資が不足し、災害時協力協定に基づく調達や支援物資の到着に時間がか

かると見込まれる場合、都災害対策本部（物資・輸送調整チーム）に対して、物資調達・

輸送調整等支援システムを使用し、物資の提供を要請する。 

なお、発災当初、都は必要に応じて区からの要請を待たずに必要不可欠と見込まれる

物資を区に輸送する（都から区に向けたプッシュ型支援）。その後、都はできる限り早

期に具体的な物資の必要量を把握して輸送するプル型支援に切り替える。 

（３）区の地域内輸送拠点への輸送 

都は、区の要請に基づく物資を国からの支援物資と同様に、区の地域内輸送拠点へ輸

送する。 

３ 災害時応援協定に基づく物資の調達 

① 区は、要請に基づき、地域内輸送拠点および区内の備蓄倉庫の在庫状況を確認したう

えで、協定締結事業者に物資の提供を要請し、調達する。 

② 区は、自治体間相互応援協定に基づく物資の供給が必要と判断した場合は、他自治体

へ要請する。 

４ 支援担当自治体（カウンターパート団体）からの支援物資 

① 大規模災害が発生した場合、都は、各被災区市町村からの応援要請に基づき、広域応

援協定団体へ応援を要請し、これにより各被災区市町村には、支援担当自治体（カウン

ターパート団体）が設定される。発災直後の支援担当自治体決定前は、都が広域応援協

定団体に包括的に物資調達の応援を要請する。広域応援協定団体は、地区内輸送拠点ま

たは避難所へ支援物資を輸送する。 

② 区に支援担当自治体が設定された後は、区は、支援担当自治体に直接要請し、支援が

必要な物資の品目、数量、輸送先等を調整する。広域応援協定団体は、地区内輸送拠点

または避難所へ支援物資を輸送する。 

５ 民間事業者等による支援物資等の受入れ 

（１）支援物資受入れの概要 

① 災害発生時に、民間事業者等から支援物資が提供された場合、原則、地域内輸送拠

点で受入れる。 
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② 区は、備蓄・調達による物資供給のみでは、物資の不足が生じると判断した場合、

企画部等と連携し、テレビ、ラジオ、新聞等報道機関の協力やホームページ等を活用

して物資の支援を呼びかける。 

（２）留意事項 

① 支援物資は、民間事業者等から受入れるものとし、個人からは原則として受入れな

い。 

② 受入対象とする物資の要件は次のとおりとする。 

・単品梱包または類似品種の梱包とする。 

・内容、数量、賞味期限、提供団体（連絡先）が分かるよう１箱ごとにラベル表示する。 
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第９章 医療救護等対策 

対策の基本的な考え方 
 

震災時には家屋やブロック塀の倒壊、火災、崖崩れ等により多数の負傷者等の発生が想

定されるため、発災直後より適切な医療救護体制を確立し活動を行う必要がある。 

ここでは、初動医療体制、医薬品・医療資器材の確保、防疫体制、遺体の取り扱いに係

る取組みについて示す。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 初動医療体制 
第１ 初動連絡体制等の確立 

○被害情報の関係機関との共有、区民への情報提供を速やかに行う。 
第２ 初動医療体制の確立 

○区は、医療救護が必要な場合には、医師会、歯科医師会、薬剤師会、柔道整復師会の協

力を得て医療救護班を医療救護所へ派遣する。 
第３ 負傷者等の搬送 

○負傷者等の搬送が必要な場合は、搬送手段を確保する。 
第４ 保健相談活動 

○避難所生活者や在宅生活者等を対象とした健康相談や巡回健康相談、巡回精神相談チー

ムによる被災者のメンタルケア、在宅人工呼吸器使用者や在宅難病患者の安否確認、健

康障害を防ぐための保健相談活動を実施する。 
 

対策２ 医薬品・医療資器材の確保 
第１ 災害薬事センターの設置 

○区は、医療救護所や避難所等への医薬品等の供給拠点となる「災害薬事センター」を速

やかに設置する。 
第２ 備蓄品・医薬品の要請 

○医療救護所における医薬品・医療資器材の調達・搬送について、区は、薬剤師会等と協

力して実施する。医薬品・医療資器材の補充が必要な場合、区は都に協力要請する。 
 
対策３ 防疫体制 

第１ 感染症対策に係る防疫体制の配備 
○区災害対策本部長は、避難所、福祉避難所、一時集合場所、広域避難場所、その他災害

箇所において、医療救護および防疫活動の必要があると認めたときは、保健衛生部長に

速やかに活動体制の確立を行うよう指示する。 
 
対策４ 遺体の取り扱い 

第１ 行方不明者の捜索 
○区は、都総務局等各部局、所轄警察署等関係機関と連携し、遺体および行方不明者の捜

索および収容を行う。 
第２ 遺体の検視・検案・身元確認等 

○区は、遺体収容所の運営を施設管理者との連携のもと行う。また、警視庁検視班、遺体

収容施設等と連携しながら検視・検案・身元確認等に対応する。 
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第３ 遺体の埋火葬 
○区は、死亡届の受理・火葬許可証の発行、遺体の搬送、火葬等の対応を区、警視庁、遺

体収容施設等と連携しながら対応する。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 初動医療体制 

対策２ 医薬品・医療資器材の確保 

対策３ 防疫体制 

対策４ 遺体の取り扱い 

 

 

【応急復旧活動フロー】 

 

応急・復旧対策 発災      24h         48h         72h           

初動態勢の 

確立期 

即時対応期 復旧対応期 

初動医療体制 区 ■医療情報の収集・伝達 

■初動医療体制の確立 

■医療救護活動拠点の設置 

■負傷者等の搬送 

           ■保健相談活動 

医薬品・医療

資器材の確保 

区 ■災害薬事センターの設置 

■医薬品・医療資器材の供給と確保 

防疫体制 都 ■感染症の流行状況等を

踏まえて区市町村が実

施する予防接種に関す

る指導・調整 

区 ■防疫、消毒、保健活動、食品衛生・環境

衛生指導等 

■感染症の流行状況等を

踏まえた予防接種の実

施 

遺体の取り扱

い 

都 ■広域火葬に関する 

こと 

区 ■遺体収容所の管理者の指定等、管理全般に関する事項 

■行方不明者の捜索、遺体搬送に関する事項 

■検視・検案未実施遺体の一時保存等の取り扱いに関する事項 

■遺体収容所設置等に関する資機材の確保、調達、保管および整

備に関する事項 

■死亡届の受理・火葬許可証の発行等 

■遺体の火葬 

■身元不明遺骨の取り扱い 

■：対策の開始時期の目安 

 

  



第３編 災害応急対策 

第１部 震災応急対策 

第９章 医療救護等対策 

応急-142 

対策１ 初動医療体制         

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

区 

・医療情報の収集・伝達 

・初動医療体制の確立 

・医療救護本部（医療救護活動拠点）の設置 

・負傷者等の搬送 

・保健相談活動 

 

【具体的な取組】 

第１ 初動連絡体制等の確立 

○被害情報の関係機関との共有、区民への情報提供を速やかに行う。 

 

１ 医療情報の収集・伝達 

（１）被害情報の収集および情報連絡体制の強化 

災害時に効果的な医療救護活動を行うためには、正確な被害状況等の把握が必要であ

る。そのため、都、区災害医療コーディネーター、医師会等と連携し、人的被害、避難

所の状況および、医療機関の被害状況や活動状況、外部支援（DMAT や救護班、緊急消防

援助隊）の活動状況について収集する体制を整備する。 

（２）区民への情報提供 

① 収集した医療機関の被害状況および医療活動状況については、医師会等を通じて保

健衛生部で把握し区民からの問い合わせに対応する。 

② 企画部広報報道課は、医療機関の被害状況、医療活動状況、医療救護所の設置状況

をホームページ等を通じて区民に周知する。都は、報道機関等を通じて広報活動を行

う。 

第２ 初動医療体制の確立 

○区は、医療救護が必要な場合には、医師会、歯科医師会、薬剤師会、柔道整復師会の協

力を得て医療救護班を医療救護所へ派遣する。 

 

１ 医療救護活動体制 

① 区は、災害が発生し医療救護が必要な場合は、医療救護活動を統括・調整するため、

医療救護本部（医療救護活動拠点）を設置する。また、区災害医療コーディネーターや

区災害薬事コーディネーターとの連携体制を確保する。 
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② 区は、医療救護所を設置し、医師会、歯科医師会、薬剤師会、柔道整復師会の協力を

得て、医療救護班を医療救護所へ派遣し、発災直後から医療救護活動が円滑に行える体

制を整える。 

③ 区は、区災害医療コーディネーターおよび災害薬事コーディネーターへ医療救護本部

（医療救護活動拠点）への参集を要請し、東京都災害医療コーディネーターおよび東京

都地域災害医療コーディネーターと連携して、区内の医療救護活動の統括・調整を行う。 

２ 医療救護班の活動内容 

医療救護班は、以下の活動を行う。 

・緊急医療救護所において、トリアージおよび軽傷者の応急措置等を行う。 

・学校医療救護所において、地域住民に医療機能を提供することを目的に診療や健康相談

等の医療活動を行う。 

 

図表3-21 トリアージの分類 

分類 順位 識別票 症状の状態等 

最優先治療群

（重症群） 

第１ 赤 生命を救うため、直ちに処置を必要とするもの。窒息、多量

の出血、ショックの危険のあるもの。 

待機的治療群

（中等症群） 

第２ 黄 ア 多少治療の時間が遅れても、生命に危険がないもの。 

イ 基本的には、バイタルサインが安定しているもの。 

保留群 

（軽症群） 

第３ 緑 上記以外の軽易な傷病で、ほとんど専門医の治療を必要とし

ないもの。 

無呼吸群 第４ 黒 気道を確保しても呼吸がないもの。 

死亡群 既に死亡しているもの、または明らかに即死状態であり、心

肺蘇生を施しても蘇生可能性のないもの。 

※トリアージとは、災害発生時などに多数の傷病者が発生した場合に、傷病の緊急度や重

症度に応じて治療優先度を決めることをいう。 

３ 医療救護活動支援の要請 

区は、医療救護活動に必要な人員が不足する場合には、区南部保健医療圏医療対策拠点

（東邦大学医療センター大森病院）に対し、医療チーム等の派遣を要請するほか、区内の

病院で対応できない負傷者を受け入れる病院の確保等について要請する。 
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第３ 負傷者等の搬送 

○負傷者等の搬送が必要な場合は、搬送手段を確保する。 

 

１ 負傷者等の搬送、透析患者の透析用水の支援体制 

① 負傷者の搬送は、国・都・区および防災区民組織が協力して行うものとする。 

② 傷病者を的確に病院等に搬送できるよう、区は都等と連携し、重症度、傷病者数およ

び搬送距離に応じて、陸路、空路および水路による搬送手段の確保に努める。 

③ 搬送に当たっては、災害拠点病院、災害拠点連携病院等の受入体制を確認して搬送す

る。 

④ 透析患者への対応について、避難所等では、透析患者の情報を把握し、透析が受けら

れない状況にある場合、避難所や医療救護所等の医療従事者や管理者等から、東京都区

部災害時透析医療ネットワーク区南部ブロック（品川区および大田区）の副ブロック長

へ連絡し、受入可能な透析医療機関へ対応を依頼する。また、区は、避難所等において

医療をはじめとする生活上の相談に対応し、透析患者から申し出があった場合、食事へ

の相談、腹膜透析時のバック交換を行う場所や電源確保等の必要な支援を行う。透析用

水の支援要請に際し、区南部ブロックの透析可能な透析医療機関は、副ブロック長に応

急給水を依頼し、副ブロック長はブロック長と優先的に応急給水を行う透析医療機関を

選定した上で、区災害対策本部へ支援要請を行う。区は、二次保健医療圏医療対策拠点

を通じ、都保健医療局へ情報共有・連絡を行う。 

⑤ 在宅人工呼吸器等使用者については、平常時から区として患者の把握に努め、必要に

応じ医療機関への搬送等を行う体制を確立することとする。 

図表3-22 超急性期に想定される傷病者の搬送 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※災害拠点病院は主に重症者を、災害拠点連携病院は主に中等症者を受入れる。災害医療

支援病院は、専門医療や慢性疾患への対応、その他医療救護活動を行う。 



第３編 災害応急対策 

第１部 震災応急対策 

第９章 医療救護等対策 

応急-145 

※SCU（航空搬送拠点臨時医療施設、Staging Care Unit）：航空機での搬送に際して患者

の症状の安定化を図り、搬送を実施するための救護所として、被災地および被災地外の

航空搬送拠点に、広域医療搬送や地域医療搬送に際して設置されるもの。 

図表3-23 災害拠点病院一覧 

（令和５年４月現在） 

二次保健 

医療圏 
施設名 所在地 病床数 

区 南 部 

NTT 東日本関東病院 品川区東五反田５－９－22 594 

昭和大学病院 品川区旗の台１－５－８ 815 

東邦大学医療センター大森病院 大田区大森西６－11－１ 916 

日本赤十字社東京都支部 

大森赤十字病院 

大田区中央４－30－１ 344 

地方独立行政法人東京都立病院機構 

東京都立荏原病院 

大田区東雪谷４－５－10 461 

独立行政法人労働者健康安全機構 

東京労災病院 

大田区大森南４－13－21 400 

医療法人社団松和会池上総合病院 大田区池上６－１－19 384 

 

図表3-24 災害拠点連携病院一覧 

（令和５年４月現在） 

二次保健 

医療圏 
施設名 所在地 病床数 

区 南 部 

公益財団法人 河野臨床医学研究所附属

第三北品川病院 
品川区北品川３－３－７ 114 

医療法人社団 おきの会 旗の台病院 品川区旗の台５－17－16 42 

医療法人社団 東京巨樹の会  

東京品川病院 
品川区東大井６－３－22 296 

社会医療法人財団城南福祉医療協会 

大田病院 
大田区大森東４－４－14 189 

社会医療法人財団 仁医会牧田総合病院 大田区大森北１－34－６ 329 

医療法人社団 森と海東京  

東京蒲田病院 
大田区西蒲田７－10－１ 124 

独立行政法人地域医療機能推進機構 

東京蒲田医療センター 
大田区南蒲田２－19－２ 230 
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第４ 保健相談活動 

○避難所生活者や在宅生活者等を対象とした健康相談や巡回健康相談、巡回精神相談チー

ムによる被災者のメンタルケア、在宅人工呼吸器使用者や在宅難病患者の安否確認、健

康障害を防ぐための保健相談活動を実施する。 

 

１ 保健師・管理栄養士等の巡回相談チーム等の編成 

避難所等での不自由な生活の長期化や被災に起因する健康障害の発生などを防ぐため、

区は、保健師・管理栄養士等の巡回相談チーム等を編成し、避難所生活者や在宅生活者等

を対象として健康相談や巡回健康相談等を行う。 

他部署からの情報や相談をとおして把握した健康・医療ニーズ、栄養・食生活ニーズに

ついて保健衛生部において管理・調整し、適切な支援を行う。 

２ メンタルケア体制の整備 

被災のショックや避難所の長期生活などによるストレスは、しばしば心身の健康に障害

を生じさせる。その対策として、区は、専門医等の協力を得て、巡回精神相談チームを編

成し、被災者の相談にあたる。 

都は、東京都災害派遣精神医療チーム（東京 DPAT）を派遣し、災害派遣医療チーム（東

京 DMAT）や保健師チーム等と連携しながら、被災精神科病院の入院患者の転院・搬送支援、

被災精神科病院や診療所機能回復までの外来診療支援、災害ストレスによる被災住民・支

援者への対応、地域精神保健活動への支援などを行う。 

３ 在宅人工呼吸器使用者への対応 

① 区は、「東京都在宅人工呼吸器使用者災害時支援指針」を活用して作成した「在宅人

工呼吸器使用者災害対策リスト」を基に、「品川区避難支援個別計画」で定めた方法に

より、在宅人工呼吸器使用者の安否確認を行う。 

② 人工呼吸器使用者とその家族に被害状況、医療機関の開設状況等の情報を提供すると

ともに、在宅療養が継続できるよう支援する。 

③ 在宅療養の継続や避難所等への移送に際し、支援に支障があるときは、都へ支援を要

請する。 

４ 在宅難病患者への対応 

① 区は、都および医療機関、民生委員、介護士等と連携し、在宅難病患者の状況把握、

搬送および救護の体制整備に努める。 

② 在宅療養の継続や医療機関への移送に際し、支援に支障があるときは、都へ支援を要

請する。 
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対策２ 医薬品・医療資器材の確保      

 

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

区 
・災害薬事センターの設置 

・医薬品・医療資器材の供給と確保 

 

【具体的な取組】 

第１ 災害薬事センターの設置 

○区は、医療救護所や避難所等への医薬品等の供給拠点となる「災害薬事センター」を速

やかに設置する。 

 

区は、地区薬剤師会と連携して、医療救護所や避難所等への医薬品等の供給拠点となる

「災害薬事センター」を発災後速やかに設置する。 

１ 災害薬事コーディネーターの役割 

災害薬事コーディネーターは、品川区災害医療コーディネーターおよび東京都地域災害

医療コーディネーター、東京都災害医療コーディネーターの業務に協力する。 

・医薬品等の管理に関する調整業務：救護所等で必要になる医薬品等の受給状況の把握、

卸売販売業者への発注、在庫管理等。 

・薬剤師班に関する調整業務：薬剤師班の差配、支援要請等。 

・薬剤関係者の調整業務：病院薬剤部、薬局、卸売販売業者等地域の薬事関係者の復旧状

況や医薬品過不足状況の把握。薬事関係者の調整等。 

第２ 備蓄品・医薬品の要請 

○医療救護所における医薬品・医療資器材の調達・搬送について、区は、薬剤師会等と協

力して実施する。医薬品・医療資器材の補充が必要な場合、区は都に協力要請する。 

 

１ 医薬品・医療資器材の調達・搬送 

① 医療救護所においては、原則として区が配備した医療資器材および薬剤師会が確保す

る医薬品・医療資器材を使用する。 

また、不足する場合は、都へ協力を要請する他、関連業界から調達する。 

② 医薬品・医療資器材の医療救護所への搬送は原則として薬剤師会が行う。ただし、区

は、必要に応じて区有車両、雇上げ車両、リヤカー・台車等の活用を検討する。 

  



第３編 災害応急対策 

第１部 震災応急対策 

第９章 医療救護等対策 

応急-148 

対策３ 防疫体制          

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

都 
・感染症の流行状況等を踏まえて区市町村が実施する予防接種に関する指

導・調整 

区 
・防疫、消毒、保健活動、食品衛生・環境衛生指導等 

・感染症の流行状況等を踏まえた予防接種の実施 

 

【具体的な取組】 

第１ 感染症対策に係る防疫体制の配備 

○区災害対策本部長は、避難所、福祉避難所、一時集合場所、広域避難場所、その他災害

箇所において、医療救護および防疫活動の必要があると認めたときは、保健衛生部長に

速やかに活動体制の確立を行うよう指示する。 

 

１ 防疫体制 

① 区は、災害の種類、程度に即応した防疫活動として、飲料水の消毒や避難所および患

者発生時等の消毒、ねずみ族およびこん虫駆除等を行う。 

② 区は、インフルエンザや麻しんなどの流行状況等を踏まえ、予防接種および感染予防

対策を実施する。 

③ 被災戸数および防疫活動の実施状況について、都保健医療局に報告する。 

④ 防疫活動の対応能力が充分でない場合は、都保健医療局に協力を要請する。 

⑤ 災害により防疫活動を必要とする場合の班編成は以下のとおりである。 

ア 防疫班 

防疫班が行う役割は以下のとおりである。 

・健康調査および健康相談 

・避難所等の防疫指導、感染症発生状況の把握 

・感染症予防のための広報および健康指導 

イ 消毒班 

消毒班が行う役割は以下のとおりである。 

・消毒薬の配布および消毒の確認 

・飲料水の消毒および指導 

ウ 保健活動班 

保健活動班が行う役割は以下のとおりである。 

・健康調査および健康相談の実施 
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・広報および健康指導 

エ 食品衛生指導班 

食品衛生指導班が行う役割は以下のとおりである。 

・食品取り扱い場所における食品衛生指導および食中毒予防の啓発 

・区民への食中毒予防の啓発 

・食中毒発生時の対応 

・その他食品に起因する危害発生の防止 

オ 環境衛生指導班 

環境衛生指導班が行う役割は以下のとおりである。 

・飲料水の塩素による消毒の確認 

・区民への消毒薬、簡易残留塩素検出紙の配布 

・区民への消毒の実施方法および残留塩素の確認方法の指導 

・避難所の過密状況や衛生状態を調査・確認 

・避難所における室内環境の保持や寝具類の衛生確保のための助言・指導 

・避難所におけるハエや蚊の防除方法についての助言、指導 

２ 感染症対策 

① 一類・二類感染症など入院対応が必要な感染症が発生した場合や勧告入院中の患者に

転院の必要が生じた場合などには、都保健医療局と都保健所、特別区保健所および政令

市保健所（以下「都区市保健所」という。）が連携して、受入先医療機関の確保および

移送・搬送手段の確保を行う。 

② 都保健医療局および都区市保健所は、被災地や避難所における感染症の発生状況を把

握し、評価・分析した情報を提供するとともに、必要に応じて感染拡大防止に向けた注

意喚起を実施する。 

③ 区は、インフルエンザや麻しんなどの流行状況等を踏まえ、予防接種を実施する。 

④ 都区市保健所は、避難所等において感染症の集団発生が確認された際には、防疫班と

連携して疫学調査および感染拡大防止対策を迅速かつ的確に実施する。 

  

３ 医療救護および防疫活動ならびに衛生指導 

① 災害時には、家屋や水道、下水道等が被害を受け、不衛生な生活を余儀なくされ感染

症が蔓延するおそれがある。したがって、検病検査、防疫指導、家屋内外の消毒および

病害駆除を行い、感染症の蔓延を防止し、また検案その他の衛生措置を行い被災者の衛

生指導を徹底することとする。 

② そのため、本部長は、避難所、広域避難場所、その他災害箇所において、医療救護お

よび防疫活動の必要があると認められたときは、保健衛生部長に速やかに活動体制の確

立を行うよう指示する。 



第３編 災害応急対策 

第１部 震災応急対策 

第９章 医療救護等対策 

応急-150 

③ 区は、平素より防疫用資器材の備蓄および調達・配布計画の作成に努め、災害時にお

いて円滑な資器材の配布を行うこととする。 

（１）保健衛生部の編成 

災害時において保健所・各保健センターは、医療救護防疫活動およびその他の衛生指

導を行い、管内の被災者救護活動を担当する。 

（２）業務手順 

ア 保健衛生部組織の中から、「防疫班」、「消毒班」、｢保健活動班｣、「食品衛生指

導班」および「環境衛生指導班」を編成して、防疫活動を実施する。 

イ 防疫班 

医療救護班・保健活動班と緊密に連携をとりながら、被災住民の健康調査を行い、

感染症患者の早期発見に努め、被災地や避難所の感染症発生状況を把握するとともに、

必要に応じて感染症予防のための対策等を行う。 

ウ 消毒班 

防疫班と緊密に連携をとりながら、患者発生時の消毒（指導）・避難所の消毒の実

施および指導を行う。 

エ 保健活動班 

健康調査および健康相談の実施と並行して、保健所の食品衛生指導班および環境衛

生指導班等の協力を得て、広報および健康指導、二次感染予防指導を行う。 

オ 食品衛生指導班 

区民および食品取り扱い場所（避難所、飲食店、炊き出し場所、食品の保管場所な

ど）において、食品を取り扱う者に対して、食品の衛生的な取り扱いの指導・食中毒

予防の啓発を行う。また、食中毒等の食品に起因する危害が発生した際は、調査し被

害拡大を防ぐための措置を講ずる。 

カ 環境衛生指導班 

飲用しようとする水が塩素剤等で消毒されているか、確認を行う。それ以後は、住

民が自主的に消毒を行えるように環境衛生指導班が住民に消毒薬を配布し、消毒方法

および消毒の確認方法を指導する。また、プライバシーの確保状況、入浴施設設置の

有無および利用頻度、洗濯等の頻度、暑さ・寒さ対策の必要性など、避難所の衛生状

態等の把握に努め、必要な措置を講じるよう努める。 
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対策４ 遺体の取り扱い        

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

都 ・広域火葬に関すること 

区 

・遺体収容所の管理者の指定等、管理全般に関する事項 

・行方不明者の捜索、遺体搬送に関する事項 

・検視・検案未実施遺体の一時保存等の取り扱いに関する事項 

・遺体収容所設置等に関する資機材の確保、調達、保管および整備に関する

事項 

・死亡届の受理・火葬許可証の発行等 

・遺体の火葬 

・身元不明遺骨の取り扱い 

 

【具体的な取組】 

① 災害に際し、死亡者や行方不明者（行方不明の状態にあり、様々な状況から既に死亡

していると推定される場合）が発生したときは、遺体の捜索・処理埋葬の各段階におい

て、区・都および防災関係機関相互の連絡を緊密にして、遅滞なく処理し、人心の安定

を図る。 

② 遺体の取り扱いにあたっては、死者に対する礼が失われることのないように最大限配

慮するとともに、遺族心情等を考慮して速やかに遺族に引き渡す必要がある。遺体の捜

索、収容、検視・検案および火葬等については、次の流れにより、区、都、警察署等が

協力して行う。 
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図表3-25 遺体取り扱いの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 警視庁は、区市町村が実施する遺体の捜索、遺体の収容等に協力する。自衛隊は、

都の要請に基づき、行方不明者の救助・救出、遺体を関係機関へ引き継ぐ。 

※２ 区市町村の要請に基づき、都保健医療局が関係機関（全国霊柩自動車協会等）に協

力を要請する。 

  

第１ 行方不明者の捜索 

○区は、都総務局等各部局、所轄警察署等関係機関と連携し、遺体および行方不明者の捜

索および収容を行う。 

 

１ 行方不明者および遺体の捜索 

 

図表3-26 各機関の対応内容 

機関名 活  動  内  容 

区 
・都総務局等各部局、所轄警察署等関係機関と連携し、遺体および行方不明

者の捜索および収容を行う。 

都総務局 

・区からの要請等に基づき、行方不明者等の捜索や発見した遺体の収容に関

して関係機関との連絡調整にあたり、捜索・収容作業が円滑に実施できる

よう支援する。 

遺  族 

○遺骨の引き取り 

都営納骨堂等 

身元不明遺体安置所 

○身元確認調査 

○火葬許可証等の交付等 

医療機関 

（医療救護所） 

遺骨遺留品保管所 

○区市町村が管理 

引き渡し 身元不明遺骨 

１年以内に引取人 
が判明しない場合 

身元不明遺体 

身元判明遺体 身元不明遺体 

遺体※１ 

火 葬 場 

○火葬 

被災現場 
負傷者※１ 

遺体※１ 

遺体引渡所 

○遺体の引き渡し 

○検案書の交付 

○火葬許可証等の交付等 

○検視・検案 

○一時保存 

○洗浄等 

搬送※２ 

遺体収容所 
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機関名 活  動  内  容 

警視庁 

・区が実施する遺体の捜索・収容に協力する。 

・各警察署において、行方不明者の届出受理の適正を期するとともに、情報

の入手に努め、積極的に調査を実施する。 

・身元不明者については、人相・所持品・着衣・特徴等を写真撮影するとと

もに、遺品を保存して身元の確認に努める。 

陸上自衛隊 

第１師団等 

災害派遣部隊 

・都の要請に基づき、行方不明者等の救助・救出に万全を期すとともに、救

助・救出活動に伴い発見した遺体に関し、関係機関へ引き継ぐなど適正な

処理を行う。 

東京海上 

保安部 

・東京港内およびその周辺に行方不明者が発生した場合は、所属巡視艇等に

より捜索を実施する。 

・上記により収容した遺体は、都および警察署等関係機関と協議して定めら

れた岸壁に揚収し、所要の措置を行った後、区に処理を引き継ぐ。 

※捜索の期間は、災害発生の日から 10 日間とする。ただし、10 日を経過してもなお遺体

および行方不明者を捜索する必要がある場合には、捜索期間内（10 日以内）に都知事あ

てに申請する。 

２ 遺体収容所への遺体の搬送 

① 区部は、遺体収容所の管理者に連絡のうえ、作業員の雇上げまたは警視庁等関係機関

の協力を得て、遺体を遺体収容所に搬送する。遺体の輸送に際しては、遺体収容袋を使

用する等して輸送するものとする。 

② 遺体収容所への搬送に関して区は、以下を基本的な考え方とする。 

・遺体収容所の管理者に連絡の上、遺族等による搬送が困難な遺体の搬送 

・遺体搬送にあたり、状況に応じて都および関係機関への協力を要請 

・遺体収容所での受付に支障のないよう、遺体発見者・発見日時・発見場所・発見時の状

況・遺体の身元認知の有無等を可能な限り確認 

・身元が明らかな遺体を搬送する場合は、遺族の付き添いを原則 

３ 遺体収容所の開設 

① 区は、災害発生後速やかに、遺体収容所を開設し、必要器具を確保・調達したうえで、

遺体を収容するとともに、開設状況について都および警視庁（所管警察署）に報告する。 

② 遺体収容所の開設・運営等に関して区の対応のみでは充分でないと認められる場合は、

都および関係機関に応援を要請する。 

③ 遺体収容施設の開設に際しては事前に定められた施設の活用を基本とするが、遺体が

多数のため一時安置できない場合において、区有施設等を弾力的に活用する。 
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第２ 遺体の検視・検案・身元確認等 

○区は、遺体収容所の運営を施設管理者との連携のもと行う。また、警視庁検視班、遺体

収容施設等と連携しながら検視・検案・身元確認等に対応する。 

 

１ 遺体収容所における業務 

区は、遺体収容所に管理責任者を配置し、遺体収容所設置に関する初動的な対応や遺体

収容所における各種業務を円滑に遂行するための連絡調整等にあたる。 

遺体収容所においては、監察医務院等関係機関による検視・検案の実施、遺体検案書の

交付の後、区は、死亡届の受理等の関係法令に基づく手続きを行い、警視庁や関係機関と

連携し、遺体の引き渡しや必要に応じて遺体の洗浄等を一括的に処理することとする。 

（１）遺体の身元確認 

① 区は、警視庁より引き継いだ身元不明遺体の適正な保管に努め、概ね１週間を経過

した身元不明遺体を火葬する。 

② 区は、引取人のない焼骨について、遺留品とともに１年間保管し、その後、都営納

骨堂等に保管する。 

（２）遺体の一時保存 

災害時の遺体は、その身元識別に相当の時間を必要とするため、区は、遺体の腐敗防

止対策を実施し一時保存を行う。 

（３）遺体処置の期間 

遺体処置の期間は、災害発生の日から 10 日以内とする。ただし、10 日を経過しても

なお遺体の処置が必要な場合は、処置期間内（10 日以内）に都知事あて期間の延長を協

議する。 

２ 遺体の検視・検案・身元確認等 

区は、遺体収容所における検視・検案を含めた遺体収容所の運営を準備する。遺体の検

視・検案について必要があるときは、警視庁に検視班等の現地出動または遺体収容所への

出動要請を行い、これに必要な措置を実施する。また、状況によっては、医師会、歯科医

師会の医師・歯科医師に検視・検案協力を依頼する。 

（１）検視・検案活動 

① 区は、遺体収容所における検視・検案を含めた遺体収容所の運営を準備する。 

② 検視・検案は、同一場所で集中的に実施できるよう、遺体収容所の配置および業務

体制の整備等を決定する。 

③ 遺体の受付業務は、検視・検案業務を適正かつ円滑に実施できるよう、警視庁（各

所管警察署）職員の指示に基づき協力して行う。 
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（２）遺体の身元確認 

① 区は、身元不明者および身元不明遺体の保管を周知する。 

② 警視庁より引き継いだ身元不明遺体は適正な保管に努める。 

（３）遺体の遺族への引渡し 

① 警視庁や関係機関と連携し、警視庁「遺体引渡班」職員の指示に基づき遺体を家族

に引き渡す。 

② 検視・検案を終え遺族等に引き渡された遺体について、死亡届を受理し、速やかに

火葬許可証（または特例許可証）を発行する。 

（４）死亡者に関する情報の提供 

都および警視庁（所管警察署）ならびに関係機関等と連携し、災害に伴う死亡者に関

する情報を提供するとともに、問合せ窓口を開設する。 

 

第３ 遺体の火葬 

○区は、死亡届の受理・火葬許可証の発行、遺体の搬送、火葬等の対応を区、警視庁、遺

体収容施設等と連携しながら対応する。 

 

１ 死亡届の受理・火葬許可証の発行等 

① 区は、検視・検案を終え遺族等に引き渡された遺体に関し、死亡届を受理し、速やか

に火葬許可証を発行する（国により火葬許可証発行の特例が認められた場合は、特例許

可証を発行）。 

② 大規模災害時等に極めて多数の死亡者が発生し、死亡届に係る確認等ができない等、

通常的な区の火葬許可証の発行が困難な場合、都から、国に対して特例的な措置を要請

する等の支援を受ける。 

２ 火葬場への遺体の搬送 

区は、遺族等による搬送・火葬が困難な遺体、または遺族のいない遺体について、火葬

実施が可能と確認された場合、火葬場に搬送し火葬に付する。 

３ 遺体の火葬 

遺体を火葬する場合、区は、災害遺体送付票を作成し、遺体を臨海斎場または桐ヶ谷斎

場に搬送する。 

・火葬は、災害による一時的混乱時期に行うものであり、応急的な火葬である。 

・火葬の方法は、現物給付を原則として、棺、ドライアイス、骨壷等必要な物資の支給、

あるいは火葬、納骨等に係る役務の提供とする。遺族がいない場合は、区が火葬に必要

な物資の調達、火葬を一括して実施する。 

・遺留品は包装し、氏名札および遺留品処理票を付し、区が指定する保管所へ送付する。 
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・遺留品引取りで希望する者があるときは、焼骨処理票によって整理のうえ交付する。 

４ 遺体の広域火葬 

① 区は、状況に応じて都に広域火葬の応援・協力を要請する。 

② 区は都と調整を図り、広域火葬の円滑な実施と住民への広域火葬体制の広報に努める。 

③ 都の調整のもと割り振られた火葬場に、区は、火葬に必要な事項、手順等を確認し、

遺体の搬送に必要な車両を確保する。 

④ 区は、遺体収容所から受入れ火葬場まで遺体搬送のための措置を講じ、区域内で対応

できない状況となった場合には、都に対して、遺体搬送手段の確保を要請する。 

５ 身元不明遺骨の取り扱い 

① 区は、身元不明遺体の遺骨を遺留品とともに火葬場から引き取り、遺骨遺留品保管所

に保管する。１年以内に引取人が判明しない場合は、身元不明者扱いとして、都営納骨

堂その他別に定める場所で保管する。 

② 警視庁（所管警察署）と協力して身元不明の遺骨の引取人を調査する。 
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第１０章 津波対策 

対策の基本的な考え方 
 

南海トラフ巨大地震において、区内で最大となる津波高は 2.38ｍであり、河川敷や一部

の市街地が浸水するおそれがある。 

ここでは、津波のおそれがあるときの活動体制や避難体制、津波による浸水被害の軽減

に係る取組みについて示す。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 活動・避難体制 
第１ 人員配備・水防資機材の確保 

○区等は、津波のおそれがあるときは、直ちに事態に即応した配備体制をとり、大型土の

う等の作製、運搬、積み込み等の水防活動を行う。 
第２ 避難対象地域からの区民等の避難誘導 

○区は、津波避難施設のほか津波による危険が及ばないと予想される地域にある高台を基

本とし、より安全な場所への避難を促す。 
○また、防災行政無線や広報車等により伝達を行う。 

第３ 被災者の域外避難 
○区は避難所で全ての被災者を受け入れることが困難なときは、他地区への移送につい

て、都へ要請する。 
○また、都から被災者の受入れを指示された場合は、受入体制を整備する。 

 
対策２ 津波による浸水被害の軽減 

第１ 河川・港湾施設の応急復旧、緊急工事等 
○区は、管内の河川施設（特に工事中の箇所および危険箇所）について重点的に巡視する。

なお、区内の河川施設の応急・復旧対策については、大規模なものを除き、都の助言の

下に実施する。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 活動・避難体制 

対策２ 津波による浸水被害の軽減 

 

 

【応急復旧活動フロー】 

 

■：対策の開始時期の目安 

 

  

応急・復旧対策 

発災      24h         48h         72h           

初動態勢の 

確立期 

即時対応期 復旧対応期 

活動・避

難体制 

都 ■被災者の域外避難の移送に関す

る調整を行う。 

第三管区 

海上保安

部 

■船舶等に対して必要な命令または勧告等を実施 

警視庁 ■避難指示の伝達および避難誘導を迅速・的確に実施 

区 ■津波に関する情報の収集 

■関係部局・機関との連絡調整 

■避難指示の発令 

■避難の呼びかけ、避難誘導 

■人員配備・水防資機材の確保 

■被災者の域外避難の移送に関す

る都への要請 

津波によ

る浸水被

害軽減 

関東地方 

整備局 
■都および区の行う応急対策支援 

都 ■河川施設の応急・復旧および区が実施する応急

措置支援 

■破損等の被害を受け

た場合の復旧工事等

の実施 

■管路、ポンプ所等の

下水道施設の応急・

復旧等の実施 

区 ■管内の河川施設、特に工事中の箇所および危険箇所の重点的な巡視 

■被害箇所に係る都への報告および必要な措置の実施 



第３編 災害応急対策 

第１部 震災応急対策 

第１０章 津波対策 

応急-159 

対策１ 活動・避難体制        

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

都 ・被災者の域外避難の移送に関する調整 

第三管区 

海上保安部 
・船舶等に対して必要な命令または勧告等を実施 

警視庁 ・避難指示の伝達および避難誘導を迅速・的確に実施 

東京消防庁 
・津波の危険が予測される区域を管轄する消防署の活動体制は、火災等

の発生および消防力の状況等を勘案し、震災消防活動に準じて活動 

区 

・津波に関する情報の収集 

・関係部局・機関との連絡調整 

・避難指示の発令 

・避難の呼びかけ、避難誘導 

・人員配備・水防資機材の確保 

・被災者の域外避難の移送に関する都への要請 

区民等 ・自発的な津波からの避難行動の実施 

 

 

【具体的な取組】 

第１ 人員配備・水防資機材の確保 

○区等は、津波のおそれがあるときは、直ちに事態に即応した配備体制をとり、大型土の

う等の作製、運搬、積み込み等の水防活動を行う。 

 

１ 水防活動体制 

区等は、津波のおそれがあるときは、直ちに事態に即応した配備体制をとり、水防活動

を行う。 

２ 取組内容 

① 区は、堤防、護岸の崩壊に対しては、大型土のう等の作製、運搬、積み込み等の水防

活動を行う。堤防、護岸の崩壊による災害発生および崩壊の拡大防止のため、緊急的に

応急措置が必要な場合は都と連携し、応急対策工事を行う。 

② 異常を発見した場合や水防活動内容等を水防本部（建設局）、建設事務所に速報する。 
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図表3-27 区の水防活動の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

水防本部 
（建設局） 

建設事務所 
（区） 

消防機関 時系列 
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図表3-28 水門操作情報伝達系統（目黒川水門・天王洲水門） 

 

 

 

 

関係機関 
無線番号 NTT 回線 

TEL FAX TEL FAX 

東京港建設事務所 

（高潮対策センター） 
76111 76101 03-3521-3015 03-3521-2969 

 

 

３ 津波警報・注意報等発表時の初動体制 

① 区災害対策本部の設置および運営、災害対策要員の動員、非常配備に関する応急対策

を実施する。 

② 区内に津波警報・注意報等が発表されたときは、初動体制をとり、以下の業務を行う。 

・津波に関する情報の収集に関すること。 

・避難等に関する区民への周知に関すること。 

・関係部局・機関との連絡調整に関すること。 

・津波避難施設との連絡調整に関すること。 

  

東京港建設事務所 

（高潮対策センター） 
品川区 

連絡 
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第２ 避難対象地域からの区民等の避難誘導 

○区は、津波避難施設のほか津波による危険が及ばないと予想される地域にある高台を

基本とし、より安全な場所への避難を促す。 

○また、防災行政無線や広報車等により伝達を行う。 

 

１ 津波避難施設および避難経路 

① 避難目標は、津波避難施設のほか津波による危険が及ばないと予想される地域にある

高台を基本とし、より安全な場所への避難を促す。ただし、避難する時間がない場合、

高台まで遠くて避難が難しい場合は、近隣の津波避難施設や堅固な建築物の上層階への

避難を促す。 

② 避難誘導にあたっては、避難路の被害状況を勘案し、より安全な経路に誘導する。 

２ 避難の呼びかけ 

避難を呼びかけるときは、防災行政無線、広報車、ホームページ、品川区公式 SNS、エリ

アメールにより伝達するとともに、報道機関と連携しテレビやラジオ等により広報を行う。 

３ 避難誘導 

① 区は、津波警報・注意報等の情報を迅速・的確に収集し、警視庁や東京消防庁等と連

携して区民や事業者、観光客等に伝達するほか、安全な避難路にて避難誘導を行う。避

難を呼びかけるときは、防災行政無線、広報車および報道機関との連携を図る。 

② 近海で地震が発生した場合、津波警報・注意報等発表以前であっても、津波が来襲す

るおそれがある。したがって、強い揺れ（震度４程度以上）または長時間ゆっくりとし

た揺れを感じたときには、次のとおり措置する。 

・津波による浸水想定区域内にいる者は、直ちに退避し、区民等は、テレビ、ラジオの放

送を聴取する必要がある。また、区は津波発生時の対応について区民等に周知徹底を図

る。 

・地震発生後、気象庁から津波注意報、津波警報等が発表されたときは、直ちに区民等に

対して避難指示を発令する。 
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第３ 被災者の域外避難 

○区の避難所に被災者を受入れることが困難なときは、被災者の他地区への移送につい

て、知事へ要請する。 

○都から被災者の受入れを指示された区長は、受入れ体制を整備する。 

 

① 区は、必要があると認められる場合は、被災者の域外避難の移送に関して都へ要請す

る。 

② 区は、区の避難所に被災者を受け入れることが困難なときは、被災者の他地区（近隣

の非被災地区もしくは小被災地または隣接県）への移送について、都に要請する。 

③ 被災者の他地区への移送を要請した際は、区職員の中から移送先における避難所管理

者を定め、移送先の区市町村に派遣するとともに、移送にあたっては引率者を添乗させ

る。 

④ 区は、都から被災者の受入れを指示されたときは、受入体制を整備する。 

⑤ 移送された被災者の避難所の運営は移送元の区市町村が行い、被災者を受け入れた区

は運営に協力する。 
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図表3-29 津波予報（津波警報・注意報等）伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 気象庁本庁から「NTT 東日本および NTT 西日本」への伝達は、警報が発表されたときお
よびそれが解除されたときに限られる。 

２ 小笠原村については、気象庁本庁から父島気象観測所あて情報を通報して、小笠原村役
場を通じて防災関係機関、一般市民に通知される。 

３ 緊急警報信号は、津波警報発表時のみ発信する。 
４ 二重枠で囲まれている機関は、気象業務法施行令第８条第１項の規定に基づく法定伝達先 
５ 矢印付きの経路は、特別警報が発表された際に、通知もしくは周知の措置が義務付けら

れている伝達経路 
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図表3-30 避難誘導態勢 
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船  舶 

避難(原則徒歩) 

安全な避難経路で 

安全な避難場所等に避難 

津波到達 

区 

 

東京消防庁 

関係消防署 

指定警察
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対策２ 津波による浸水被害の軽減      

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

関東地方 

整備局 
・都および区の行う応急対策支援 

都 

・河川施設の応急・復旧および区が実施する応急措置支援 

・破損等の被害を受けた場合の復旧工事等の実施 

・管路、ポンプ所等の下水道施設の応急・復旧等の実施 

区 
・管内の河川施設、特に工事中の箇所および危険箇所の重点的な巡視 

・被害箇所に係る都への報告および必要な措置の実施 

 

【具体的な取組】 

第１ 河川・港湾施設の応急復旧、緊急工事等 

○区は、管内の河川施設（特に工事中の箇所および危険箇所）について重点的に巡視する。

なお、区内の河川施設の応急・復旧対策については、大規模なものを除き、都の助言の

下に実施する。 

 

区内の河川施設の応急・復旧対策は、大規模なものを除き、都の助言の下に区が実施す

る。 

図表3-31 河川施設等への対応 

機関名 役   割 

都建設局 

・水位および潮位の観測を実施する。 

・河川施設および工事箇所の被災の発見に努める。 

・堤防、護岸の崩壊による災害の発生を防止するため、また崩壊の拡大防

止のため緊急的に応急措置が必要な場合は、応急対策工事を行う。 

都港湾局 

・水門等については、地震発生および津波警報が発表された場合には、必

要な操作体制をとる。 

・海岸保全施設および工事箇所の被災の発見に努める。 

・緊急的に応急措置が必要な場合は、応急対策工事を行う。 

都下水道局 ・管路、ポンプ所などの被害状況を確認し、必要な応急措置を講じる。 

警視庁 ・被災者の人命救助等にあたるほか、周辺地域の交通規制を行う。 

消防機関 
・救助活動を要する場合、火災等の発生および消防力の状況等を勘案し、

震災消防活動に準じて活動する。 

区 

・堤防、護岸被災による災害の発生防止のために、水防活動が必要な場合

は応急対策工事を行う。 

・建設事務所、支庁、都建設局道路管理部・河川部に速報する。 
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図表3-32 港湾施設への対応 

機関名 役   割 

関東地方 

整備局 

・関係機関と連携を図りながら、被害を受けた港湾施設を速やかに把握す

るとともに、応急対策に必要な支援を行う。 

都港湾局 

・港湾施設について、関係機関および関係民間団体の協力を得て必要な措

置を実施する。 

・被災時の応急対策業務ならびに港湾区域において発生した船舶の航行安

全に支障となる障害物の除去を行う。 
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第１１章 放射性物質対策 

対策の基本的な考え方 
 

震災により、放射性物質等の影響が懸念される事態が発生した場合、またはその発生が

予見される場合、関係機関から情報収集を行うとともに、区民等へ情報提供を行う必要が

ある。 

また、放射性物質等の影響が想定される地域への避難指示等の発令や避難誘導、保健医

療活動の実施、風評被害への対応などが必要である。 

ここでは、放射線対策に係る活動体制の整備、区民等への情報提供や放射性物質に対す

る応急措置に係る取組みについて示す。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 活動体制の整備 
第１ 放射線対策に係る体制の配備 

○国や都などの各関係機関からの情報収集を行い、迅速に庁内関係部署と情報を共有す

る。 
 

対策２ 区民等への情報提供 
第１ 区民への情報提供等 

○放射線量や放射性物質の測定・結果を必要に応じて公表する。理解しやすく誤解を招か

ない表現に留意し、繰り返し広報するよう努める。 
 
対策３ 放射性物質に対する応急措置 

第１ 区民等の避難対策の実施 
○事故時には必要に応じて、区民等に対する避難指示等の発令、避難誘導、避難所の開設、

避難住民の保護、情報提供、関係機関との連絡を行う。 
第２ 区が実施する保健医療活動 

○区は、必要に応じて外部被ばく線量の測定等を実施するとともに、健康相談窓口を設置

する。 
第３ 放射線物質による区内の影響への対応 

○風評被害への対応を実施する。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 活動体制の整備 

対策２ 区民等への情報提供 

対策３ 放射性物質に対する応急措置 

 

 

【応急復旧活動フロー】 

 

応急・復旧対策 

発災      24h         48h         72h           

初動態勢の 

確立期 

即時対応期 復旧対応期 

活動体制

の整備 

区 ■国や都など各関係機関からの正確な情報収集 

■放射線影響対策に係る検討会等の開催 

区民への

情報提供 

区 ■放射線量等に係る測定・検査および結果の周知 

放射性物

質に対す

る応急措

置 

区 ■区民の避難対策の実施  

■風評被害の防止

対策 

■健康相談に関する窓口の 設置 

■必要に応じ、外部被ばく線量等の測定 

 

■：対策の開始時期の目安 
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対策１ 活動体制の整備        

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

区 
・国や都など各関係機関からの正確な情報収集 

・放射線影響対策に係る検討会等の開催 

 

【具体的な取組】 

第１ 放射線対策に係る体制の配備 

○国や都などの各関係機関からの情報収集を行い、迅速に庁内関係部署と情報を共有す

る。 

 

① 区は、国や都など各関係機関からの正確な情報収集を実施する。 

② 庁内関係部署で速やかに情報共有を図る。 

③ 必要に応じて、放射線影響対策に係る検討会等を開催し、必要な対応事項について協

議する。 
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対策２ 区民等への情報提供       

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

区 ・放射線量等に係る測定・検査結果の周知  

 

【具体的な取組】 

第１ 区民等への情報提供 

○放射線量や放射性物質の測定・結果を必要に応じて公表する。理解しやすく誤解を招か

ない表現に留意し、繰り返し広報するよう努める。 

 

１ 放射線量等に係る測定結果の周知 

区は、放射線量や放射性物質の測定・結果をホームページ等を通じて、公表する。 

・情報提供にあたっては、情報の発信源を明確にするとともに、専門用語やあいまいな表

現は避け、理解しやすく誤解を招かない表現を用いる。 

・ホームページ以外の情報伝達手段も活用し、繰り返し広報するよう努める。 
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対策３ 放射性物質に対する応急措置     

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

区 

・区民の避難対策の実施  

・風評被害の防止対策 

・健康相談に関する窓口の設置 

・外部被ばく線量等の測定 

 

【具体的な取組】 

第１ 区民等の避難対策の実施 

○区は、事故時には必要に応じて、区民等に対する避難指示等の発令、避難誘導、避難所

の開設、避難住民の保護、情報提供、関係機関との連絡を行う。 

 

区は、事故時には、区民等の避難対策として、必要に応じ次の措置を行う。 

・避難指示等の発令 

・避難誘導 

・避難所の開設 

・避難住民の保護 

・情報提供 

・関係機関との連絡 

 

第２ 区が実施する保健医療活動 

○区は、必要に応じて外部被ばく線量の測定等を実施するとともに、健康相談窓口を設置

する。 

 

① 区は、健康相談に関する窓口を設置する。 

② 区は必要に応じ、外部被ばく線量の測定等を実施する。 

 

第３ 放射線物質による区内の影響への対応 

○区は、風評被害への対応を実施する。 

 

１ 風評被害への対応 

風評等により経済的な被害や社会不安が生じる。このような風評被害を防ぐために、区

は、正しい情報を把握し発信する。 
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第１２章 区民生活の再建 

対策の基本的な考え方 
 

震災後に、被災した区民が早期に生活を再建していくには、区内の生活環境や住環境を

早期に復旧・安定させることが重要となる。 

ここでは、被災世帯に対する罹災証明の発行、義援金の配分のほか被災者への支援、応

急教育・保育、災害廃棄物の処理などに係る取組みについて示す。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 罹災証明の発行 
第１ 家屋・住家被害状況調査等 

○被害認定のための具体的な調査方法や判定方法などを定め、住家の被害状況調査を行

い、都本部に報告する。 
第２ 罹災証明の発行 

○区内全域に甚大な被害が発生した場合、罹災証明発行に係る組織を立ち上げ、都と連携

して早期に体制を確立する。 
○区は、被害認定調査結果に基づき、被災世帯に対して、罹災証明を発行する。火災によ

る焼損状況等については、消防署と調整を行う。 
 

対策２ 義援金の募集・受付・配分 
第１ 義援金品の募集・受付等 

○区に直接寄せられた義援金品および都・日本赤十字社等で構成された「東京都義援金品

募集配分委員会」等から送付された義援金を受け付ける。 
第２ 義援金品の配分 

○義援金品の受付・募集および配分に関して、区・関係者からなる品川区義援金品募集配

分委員会で検討し、配分計画を策定する。また、義援金の募集・配分について、必要な

手続きを明確化し、迅速な配分に努める。 
 
対策３ 被災者支援 

第１ 被災者の生活相談等の支援 
○区は被災者のための総合相談窓口を設け、相談、要望、苦情等を聴取し、その解決を図

る。また、臨時窓口設置等により被災者の生活保護にあたる。 
○災害の規模に応じて、消防庁舎その他必要な場所で各種相談等に応じる。 

第２ 被災者の生活再建資金援助等 
○被災者の生活を支援するために、災害弔慰金や災害援護資金、被災者生活再建支援金等

の支援内容について定め、円滑な手続きを行う。 
第３ 職業のあっ旋 

○区は、離職者の状況を把握し、公共職業安定所等や区内の業界団体・組合等へ雇用の維

持等について、必要な要請を行うこととする。 
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第４ 区税・保険料等の徴収猶予および減免 
○被災した納税義務者または特別徴収義務者、国民健康保険、国民年金の被保険者に対し、

地方税法または区条例により、期限の延長、徴収猶予および減免等の緩和措置をそれぞ

れの実態に応じ適時適切な措置を講じる。 
第５ 被災建築物および宅地の余震等に対する危険度判定 

○被害を受けた建物および宅地の安全性を調査し、継続使用に伴う二次災害の防止に向

け、より迅速な対応に努める。 
 
対策４ 応急教育・保育 

第１ 応急教育 
○震災時における応急教育にあたり、校舎や通学路の安全確認や授業再開時の決定・周知

等を円滑に行う。また、必要に応じて心のケアや学用品の支給を行う。 
 
第２ 応急保育 

○保育園児の生命および身体の安全ならびに保育の確保に万全を期する。 
○医療従事者等の園児受入れ等、災害時における柔軟な対応が取れる体制をとる。 

 
対策５ 災害廃棄物処理 

第１ 初動体制の構築 
○区清掃部を中心に主に土木部と連携して処理を実施する。 
○区は、特別区内の１箇所以上で震度６強以上が観測された場合、または（仮称）特別区

災害廃棄物処理初動本部長が招集した場合、職員を派遣し、特別区初動本部との情報連

絡体制を構築する。 
第２ 災害がれき処理の実施 

○区は、救助活動、道路啓開などにより発生する災害がれきを適切に保管するため、仮置

場を設置する。また、実際の被害棟数に基づき、災害がれき発生量を推計し、災害がれ

き処理基本方針を策定する。 
○災害がれきの処理は、東京二十三区清掃一部事務組合処理施設および民間処理施設にお

いて、特別区が連携して処理を実施する。 
第３ ごみ処理の実施 

○災害時に発生する区域内のごみ処理実行計画を策定し、速やかにごみの処理を行う。 
○被害状況等を把握し、ごみの収集運搬ルートを定めるとともに、収集車両、燃料、人員

等を東京二十三区清掃協議会と連携して確保し、円滑なごみ処理を行う。 
第４ し尿処理の実施 

○区は、仮設トイレ等の設置状況を把握し、し尿処理実行計画を作成の上、収集体制を整

備する。 
○区内のし尿処理は、下水道管への直接処理を原則としながら、被災地域の環境衛生の早

期回復を図るため、平常作業と並行して、被災地域および避難施設等からのし尿を収集

し、処理・処分を行う。 
第５ 災害廃棄物処理実行計画の作成 

○区は、発災後１週間から 1 ヶ月以内を目途に、品川区廃棄物処理計画に基づき、災害廃

棄物処理実行計画を策定する。 
第６ 区民やボランティアへの周知 

○災害廃棄物の適正処理を行うには、区民やボランティアの協力が欠かせないため、必要

な情報について広報する。 
 
対策６ 災害救助法等の適用 

第１ 災害救助法の適用 
○区内における災害が災害救助法適用基準のいずれかに該当し、または該当する見込みで

あるときは、口頭または電話で災害救助法適用を知事に要請する。 
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第２ 激甚災害の指定 
○「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律」に基づく激甚災害（激甚

災害、局地激甚災害）の指定を受ける場合の手続きを定める。 
 

 

 

【用語の解説】 

①災害救助法 

災害に際して、応急的に必要な救助を行い、被災者の保護と社会の秩序の保全を目的

とする法律のことをいう。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 罹災証明の発行 

対策２ 義援金の募集・受付・配分 

対策３ 被災者支援 

対策４ 応急教育・保育 

対策５ 災害廃棄物処理 

対策６ 災害救助法等の適用 

 

 

【応急復旧活動フロー】 

応急・復旧対策 

発災       24h         48h         72h           

初動態勢

の確立期 

即時対応期 復旧対応期 

罹災証明の

発行 

区 ■家屋・住家被害状況調査等の実施 

■罹災証明の発行準備に係る周辺業務 

■罹災証明の発行手続 

東京 

消防庁 
■火災による被害状況調査を実施 

義援金の募

集・受付・

配分 

区 ■義援金品の募集・受付等 

■義援金品の配分 

被災者支援 区 ■総合相談窓口の開設 

■災害弔慰金等の支給 

■被災者の生活確保 

■職業のあっ旋 

■各種資金の貸付 

■区税・保険料等の徴収猶予および減免 

■被災建築物および被災宅地の応急危険度判定 

東京 

消防庁 

■災害の規模に応じて、消防庁舎その他必要な場所で各種相談等

に対応 

応急教育・

保育 

区 ■応急教育（活動再開準備、学用品

の支給等） 

■応急保育（医療従事者等の臨時保育） 

■：対策の開始時期の目安 
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応急・復旧対策 発災       24h         48h         72h           

初動態勢 

の確立期 

即時対応期 復旧対応期 

災害廃棄物

処理 

都 ■地域ブロック協議会、災害廃棄物処理支援ネットワークおよび関

係業界団体への応援要請、調整を実施 

■有害物質対策や仮置場等の衛生管理を指導区市町村からの各施設

の被災状況報告を受け、支援策を検討 

■仮置場、最終処分場の確保に関する支援 

■区市町村と連携して国に対して、災害廃棄物処理への応援を要請 

区 ■所管区域内の仮置場の集積や運搬状況等を把握 

■処理施設の被災状況を調査し、施設復旧策を検討、都に報告 

■実態相当規模のがれきの最終処分受入れ場所を確保 

■災害がれき処理基本方針の策定 

■区域内で策定されたごみ処理計画に基づくごみの処理 

■区域内で策定されたし尿処理計画に基づくし尿の処理 

■災害廃棄物処理実行計画の作成 

災害救助法

等の適用 

区 ■災害救助法の適用に係る手続き 

■激甚災害の適用手続き 

被災住宅の

応急修理 

都 ■被災住宅の応急修理（災害救助法

適用後） 

区 ■都から委任された応急修理対象者

の募集・選定事務の実施 

応急仮設住

宅等の供給 

都 ■応急的に仮設住宅等を供給する。 

区 ■建設型応急住宅の設置 

■建設資材の調達 

■：対策の開始時期の目安 
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対策１ 罹災証明の発行        

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

区 

・家屋・住家被害認定調査等の実施 

・罹災証明の発行準備に係る周辺業務の実施 

・調査の結果に基づき、速やかに罹災証明の発行手続を実施 

東京消防庁 

・火災による被害状況調査を実施 

・区と連携し、発行時期や発行場所等について調整を図り、火災被害に係

る罹災証明書の発行手続の支援を実施 

【具体的な取組】 

第１ 家屋・住家被害状況調査等 

○被害認定のための具体的な調査方法や判定方法などを定め、住家の被害認定調査を行い、

都本部に報告する。 

 

① 区は、国が標準的なものとして示した「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」を

参考とし、あらかじめ被害認定のための具体的な調査方法や判定方法などを定める。 

② 上記指針に基づき、住家の被害状況調査を行い、都本部に報告する。 

 

第２ 罹災証明の発行 

○区内全域に甚大な被害が発生した場合、罹災証明発行に係る組織を立ち上げ、都と連携

して早期に体制を確立する。 

○区は、被害認定調査結果に基づき、被災世帯に対して、罹災証明を発行する。火災によ

る焼損状況等については、消防署と調整を行う。 

 

１ 罹災証明の発行準備 

① 区は、区内全域に甚大な被害が発生した場合、罹災証明発行に係る組織を立ち上げる。 

② 被災者の生活応急対策は、罹災証明の発行や義援金の募集などの事務のほか、災害救

助法に基づく適用準備など、都と連携して迅速に実施する。 

・都は、区の罹災証明の発行手続き事務のほか、家屋の現況調査に関する応援要請に対し

て、他自治体や公的機関、大学等人員調整を広域的に実施し、手続きを推進する。 

・罹災証明の発行根拠となる、災害に係る住家被害認定調査を実施する。 

・罹災台帳を取りまとめる。 

・罹災証明の発行基準（揺れ・火災・浸水・流出・液状化・暴風等）を近隣自治体と調整

する。 

・災害に係る住家被害認定調査の結果をデータ化し、罹災証明の発行準備をする。 

・罹災証明発行会場や業務フロー確立などの準備をする。 

・罹災証明の発行基準や発行時期、会場等を広報等により周知する。 
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・火災に関する罹災証明の発行について東京消防庁との連携を図る。 

  

図表3-33 罹災証明の発行手続きに関するフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 罹災証明の発行 

被災した世帯が各種の融資や租税等の減免などを受けるにあたって、当該災害によって

被災したという証明が必要となることから、区においては、消防署と調整し、建物の損

壊や倒壊について被害認定調査を実施し、その結果に基づき、被災世帯に対して、罹災

証明を遅滞なく発行する。なお、消防署長は、火災による被害状況調査及び罹災証明書

の発行について、区と連携を図り、必要に応じて発行手続きの支援を行う。 

（１）発行手続き 

総務部生活再建課は、管内の罹災台帳（台帳によって確認できないものは、申請者の

立証資料）等に基づき、被災者の申請により、罹災証明書を発行する。 

（２）証明の範囲 

災害対策基本法第２条第１項第１号に規定する被害の範囲で、住家の被害の程度とし

て、全壊、大規模半壊、中規模半壊、半壊、準半壊、準半壊に至らない（一部損壊）に

ついて証明する。 

  

罹災証明書の発行手続き準備 

・被災家屋等の現地調査の調査態勢の準備、現地情報の収集 

・消防署と調整し、被害状況調査を実施 

 ・消防署と発行窓口の開設時期・場所および必要な人員等に 

  ついて連携、調整し、罹災証明書の発行手続きの窓口を開設 

・要員の確保 

 

品川区 都 

・要員の確保 

・東京消防庁との連携 

被災状況

の報告 

罹災証明書の発行窓口の開設 

・窓口開設の区民への広報等 

・窓口受付時間内の要員確保 

罹災証明書の発行手続き  ⇒ 

現地被災家屋調査 

    ↓ 

証明発行願い提出 

    ↓ 

証明書発行 
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対策２ 義援金の募集・受付・配分            

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

区 
・義援金品の募集・受付等 

・義援金品の配分 

 

【具体的な取組】 

第１ 義援金品の募集・受付等 

○区に直接寄せられた義援金品および都・日本赤十字社等で構成された「東京都義援金品

募集配分委員会」等から送付された義援金を受け付ける。 

 

１ 義援金の募集 

① 都、区、日本赤十字社各機関は、被害の状況等を把握し、義援金の募集を行うか否か

を検討し、行う場合は事前に定めた内容(義援金事務処理に係る基本マニュアル等)によ

り、適切に取り扱う。 

② 都の義援金募集に協力して受領した義援金については、寄託者の求めに応じ受領書を

発行する。ただし、口座への振込みによる場合は、振込用紙をもって受領書の発行に代

えることができる。 

２ 義援金品募集配分委員会の設置 

① 品川区を指定した義援金・義援物資の募集・配分については、区、区議会議員、有識

者等からなる「品川区義援金品募集配分委員会」を設置する。 

② 委員会での審議事項は以下のとおりである。 

・被災者への義援金品の配分計画の策定 

・義援金品の受付・配分に係る広報活動 

・その他義援金品の受付・配分等に関して必要な事項 

３ 義援金品の受付等 

① 義援金品を直接受け付けるほか、銀行等に口座を開設し、振込みによる義援金を受け

付ける。 

② 義援品は被害の状況を勘案し、被災者が必要とする物資についてのみ募集し、指定の

受付窓口で受け付ける。また、個人等からの義援品の受入れにあたっては、円滑な輸送

供給を図るため品目を指定する等の抑制を図る必要がある。 
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第２ 義援金品の配分 

○義援金品の受付・募集および配分に関して、区・関係者からなる品川区義援金品募集配

分委員会で検討し、配分計画を策定する。また、義援金の募集・配分について、必要な

手続きを明確化し、迅速な配分に努める。 

  

１ 義援金の配分 

① 区へ直接義援された義援金については、区・関係者からなる「品川区義援金品募集配

分委員会」が策定した配分計画に基づき、被災者に配分する。 

② 委員会から送金された義援金については、委員会が策定した配分計画に基づき、被災

者に配分する。 

２ 義援品の配分 

区に寄託された義援品は、都等からの義援品とともに被災者に配分する。 

 

図表3-34 義援金受付・募集・配分に係る対応 

各機関 対   応 

都総務局 

都福祉局 

・義援金の募集・受付に関して、区、日本赤十字社、関係機関等と検討 

・義援金の募集・配分について、必要な手続きの明確化 

・義援金に関する寄附控除（国税および地方税）等の取り扱いの確認 

区 

・義援金の受付・募集および配分に関して、都、日本赤十字社、関係機関

等と検討 

・義援金の募集・配分について、必要な手続きの明確化 

・義援金に関する寄附控除（国税および地方税）等の取り扱いの確認 
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対策３ 被災者支援         

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

区 

・総合相談窓口の開設 

・災害弔慰金等の支給 

・被災者の生活確保 

・職業のあっ旋 

・各種資金の貸付 

・区税・保険料等の徴収猶予および減免 

・被災建築物および被災宅地の応急危険度判定 

消防機関 ・災害の規模に応じて、消防庁舎その他必要な場所で各種相談等に対応 

 

【具体的な取組】 

第１ 被災者の生活相談等の支援 

○区は被災者のための総合相談窓口を設け、相談、要望、苦情等を聴取し、その解決を図

る。また、臨時窓口設置等により被災者の生活保護にあたる。 

○災害の規模に応じて、消防庁舎その他必要な場所で各種相談等に応じる。 

 

災害時には、生命・財産が失われ、多くの人々が被害を受け、混乱した事態が考えられ

る。区は、これらの混乱を速やかに収拾し、人心の安定と社会秩序の回復を図るため、防

災関係機関等と協力し、区民生活安定のための緊急措置を講じる。 

１ 総合相談窓口の開設 

① 区は、大震災時、区は被災者のための総合相談窓口を設け、相談、要望、苦情等を聴

取し、その解決を図るとともに、相談内容、被害状況について、区関係部署をはじめ、

都、防災関係機関との連絡を密にし、相談体制の確立を図る。 

② 総合相談窓口では、生活再建支援の相談、住まいに関する相談（被災住宅の応急修理、

家屋解体・撤去、民間賃貸住宅の借上げ等）、各種専門相談（法律、住宅融資、金融、

労働、経営）、外国人を対象とした相談に係る窓口を設置することを検討する。法律相

談について、区は弁護士三会と協定を締結し連携を行っていくとともに、区の法律相談

員についても、必要に応じて活用する。 

③ 相談窓口には、女性が相談しやすいよう女性の相談員の配置などを考慮する。 

２ 消防機関 

災害の規模に応じて、消防庁舎その他必要な場所で各種相談等に応じる。 

・被災建物、仮設建物および避難所における火災予防対策の徹底 

・電気、都市ガス等の機能停止に伴う火気使用形態の変化に対応した出火防止および機能

復旧時における出火防止対策の徹底 

・危険物施設等における余震に対する警戒体制、構造、設備に対する点検等の強化 
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３ 生活保護 

① 区は、生活保護法の定めにより、被災者の生活保護を行うものとする。 

② 職員を動員して、災害救助法発動中に、「対象者の把握」、「面接・調査員等の配備」、

「資金の確保のための整備」を行い、災害救助法適用の期間経過後の混乱を緩和するた

めの活動を行う。 

③ 福祉課は、災害により生活に困窮する世帯に対して、生活保護法の定めるところによ

り、その困窮の程度に応じて必要な保護を行う。なお、災害の状況に応じて臨時窓口の

開設、保護決定の迅速化、保護金品の支給等を行う。 

４ 被災者生活実態調査の実施 

区民の被害状況について、住宅等の被害状況を把握するだけでなく、生活需要を把握す

るため、区は都と連携して、被災全世帯の被災前後の生活状況、今後の意向等の実態を調

査する。 

５ 災害ケースマネジメントの実施 

区は、平常時から、被災者支援の仕組みを担当する課を明確化し、災害ケースマネジメ

ント（一人ひとりの被災者の状況を把握した上で、関係者が連携し、被災者に対して、き

め細やかな支援を継続的に実施する取組）の仕組みの整備について検討する。 

 

第２ 被災者の生活再建資金援助等 

○被災者の生活を支援するために、災害弔慰金や災害援護資金、被災者生活再建支援金等

の支援内容について定め、円滑な手続きを行う。 

 

１ 災害弔慰金等の支給 

災害により死亡した場合、区は、品川区災害弔慰金の支給等に関する条例に基づき、遺

族に対して災害弔慰金を支給し、身体または精神に著しい障害を受けた場合、その者に対

し災害障害見舞金を支給する。 

２ 被災者の生活確保 

災害により被害を受けた区民が、早期に再起更生できるよう、区は、被災者に対する職

業のあっ旋、租税等の徴収猶予および減免、資金の融資等の実施により、被災者の生活確

保を図る。 

３ 災害復旧特別会計および災害復旧基金 

（１）目的 

首都直下地震など大災害が発生した場合、国、都などからの災害救助、復旧に対する

財政的支援には一定の期間を要することが想定される。区は、災害発生直後に迅速な災
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害救助、復旧体制を確立し、区民の生命・財産を守るための財政的な備えを確保するこ

とを目的とし、災害復旧特別会計および災害復旧基金を設けた。 

（２）内容 

ア 品川区災害復旧特別会計 

区は、災害復旧基金を財源とした「品川区災害復旧特別会計」を設けることにより、

災害時における区民の生命、財産等を保護し、その安全を確保するとともに、災害発

生直後において迅速に災害救助、復旧対応を行う。 

イ 品川区災害復旧基金 

区は、品川区災害復旧特別会計の財源となる「品川区災害復旧基金」を設け、予測

できない災害に備え、災害発生直後の救助から復旧に至る一定期間に必要な資金を積

み立てる。 

４ 各種資金の貸付 

（１）災害援護資金 

災害救助法の適用となった災害により、家屋等に被害を受けた世帯には、区が、品川

区災害弔慰金の支給等に関する条例に基づき、世帯の所得、住居・家財の損害の程度に

より貸付を行う。 

（２）中小企業への融資 

国または都において被災中小企業者等に対する金融施策が出た場合、区は、その周知・

あっ旋を行い、区中小企業事業資金融資は当面平常時と同様のあっ旋を行う。 

（３）災害応急対策融資のあっ旋 

区は、災害による住宅の修復に必要な資金について、周知・あっ旋を行う。 

（４）社会福祉協議会 

被災者を対象として小口生活資金の貸付を行う。 

（５）被災者生活再建支援金の支給 

自然災害によりその生活基盤に著しい被害を受けた者に対し、都道府県が相互扶助の

観点から拠出した基金を活用して、被災者生活再建支援金を支給する。 

 

第３ 職業のあっ旋 

○区は、離職者の状況を把握し、公共職業安定所等や区内の業界団体・組合等へ雇用の維

持等について、必要な要請を行うこととする。 
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１ 職業のあっ旋 

① 災害により離職を余儀なくされた被災者に対する職業のあっ旋については、公共職業

安定所を通じ、早期再就職の促進を図っていく。 

② 区は、被災者のために開設する相談所等において、離職者の状況を把握し、公共職業

安定所等に必要な要請を行っていく。 

２ 業界団体・組合等への雇用の維持についての要請 

区は国・都と連携し、区内の業界団体・組合等へ雇用の維持について要請する。 

 

第４ 区税・保険料等の徴収猶予および減免 

○被災した納税義務者または特別徴収義務者、国民健康保険、国民年金の被保険者に対し、

地方税法または区条例により、期限の延長、徴収猶予および減免等の緩和措置をそれぞ

れの実態に応じ適時適切な措置を講じる。 

 

１ 特別区税の納税緩和措置 

（１）期限の延長 

災害により、納税義務者等が期限内に申告その他書類の提出、または区税を納付もし

くは納入することができないと認めたときは、次の方法により当該期限を延長する。 

・災害が広域にわたる場合、区長が職権により、地域、期日等を指定する。 

・その他の場合、災害が収まったあと速やかに被災納税義務者等により申請があったと

きは、区長が納期限を延長する。 

（２）徴収猶予 

① 災害により、財産に被害を受けた納税義務者等が区税を一時的に納入することがで

きないと認められるときは、１年以内において徴収を猶予する。 

② やむを得ない理由があると認められるときは、さらに１年以内の延長を行う。 

（３）滞納処分の執行停止等 

災害により、滞納者が、無財産となる等被害を受けた場合は、滞納処分の執行停止、

および延滞金の減免等適切な措置を講じる。 

（４）減免 

被災した納税義務者に対し、納期未到来の特別区民税・軽自動車税について被害の状

況に応じて減免を行う。 

（５）相続の承認等の延長 

激甚な災害の際は、相続の承認等の期日の延長を行う。 



第３編 災害応急対策 

第１部 震災応急対策 

第１２章 区民生活の再建 

応急-186 

２ 国民健康保険料および介護保険料等の減免等 

（１）徴収猶予 

災害により、財産に損害を受けた納付義務者が保険料を一時的に納付することができ

ないと認められるときは、その者の申請に基づき、その納付することができないと認め

られる金額を限度として、６ヶ月以内において徴収を猶予する。 

（２）減免 

区は、災害により、生活が著しく困難となった者に対し、申請により被災の状況に応

じて保険料を減免する。 

３ 更新申請を有効期間内にできなかった場合の要介護更新認定の受理（要介護認定の更新

申請の特例） 

被保険者が、災害その他やむを得ない理由により当該申請に係る要介護認定の有効期間

の満了前に当該申請をすることができなかったときは、当該被保険者は、その理由のやん

だ日から１ヶ月以内に限り、要介護更新認定の申請をすることができる（介護保険法第 28

条より）。 

４ 国民年金保険料の免除等 

（１）免除の申請 

災害により、被害金額が財産の価格のおおむね２分の１以上である損害を受けたとき

は、その事実を明らかにすることができる書類を添付のうえ、区に申請し、社会保険事

務所長の承認を得る。 

（２）支給停止の解除 

老齢福祉年金が所得制限により支給停止となっている場合、受給権者、配偶者、扶養

義務者等が災害によって多大な被害を受けたときは、前年の所得を基準とした支給停止

を解除する。 

５ 放送受信料の免除等 

① 災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）による救助が行われた区域内において、当該救

助に係る災害により半壊、半焼または床上浸水以上程度の被害を受けた建物に受信機を

設置して締結されている放送受信料を免除することができる。 

② この場合において、免除の期間は、当該救助の期間の初日の属する月およびその翌月

の２ヶ月間とする。 

③ 非常災害があった場合において、免除すべき放送受信契約の範囲および免除の期間に

つき、あらかじめ総務大臣の承認を受けたものを免除する。 
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６ 電話料金の減免 

NTT 東日本等の関係機関は、料金等の減免を行ったとき、ホームページ等に掲示するほ

か、報道発表等でその旨を周知するよう努める。 

 

第５ 被災建築物および宅地の余震等に対する危険度判定 

○被害を受けた建物および宅地の安全性を調査し、継続使用に伴う二次災害の防止に向け、

より迅速な対応に努める。 

 

① 被災建築物および被災宅地の応急危険度判定は、被害を受けた建物および宅地の安全

性を調査し、継続使用に伴う二次災害の防止を目的とした業務であり、発災後の早い時

期に実施する必要がある。 

② 区は、都が設置した建築士による防災ボランティア制度「被災建築物応急危険度判定

員」および「被災宅地危険度判定士」の協力を得て行う。  
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対策４ 応急教育・保育        

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

区 
・応急教育（活動再開準備、学用品の支給等） 

・応急保育（医療従事者等の応急保育） 

 

【具体的な取組】 

第１ 応急教育 

○震災時における応急教育にあたり、校舎や通学路の安全確認や授業再開時の決定・周知

等を円滑に行う。また、必要に応じて心のケアや学用品の支給を行う。 

 

震災時における、園児、児童・生徒の生命および身体の安全ならびに教育活動の確保を

図るため、幼稚園、区立学校における災害予防、応急対策について、万全を期する必要が

ある。 

また、応急教育の実施のため必要な事項について定める。 

１ 教育活動の再開 

（１）校舎等の安全確認・整備 

区は、あらかじめ定めてある授業再開に必要なスペースなどの安全確認・整備を行い、

教室等の確保にあたる。 

なお、授業再開にあたっては、二次災害防止のため、校舎等の安全点検を行う。 

（２）児童・生徒等の通学路の安全確認 

授業再開にあたっては、児童・生徒等が安全に通学できる通学路の安全確認を行う。 

（３）授業再開時期の決定 

教育委員会は、各学校と協議のうえ、授業再開時期の目処を定める。これに基づき校

長は、学校の実情に応じて授業再開時期を決定する。 

（４）授業再開の保護者への周知 

授業再開にあたって学校は、保護者に対し、授業再開の時期について掲示、ビラ等の

手段により、周知、徹底を図るものとする。 

２ 心のケアの充実 

発災後、地震への恐怖、家族等の死傷に伴う悲しみ、将来に対する不安など、大人も子

どもも心が疲弊している状態にある。応急教育の立案にあたっては、このような児童・生

徒等の心の状態を配慮し、心のケアの指導体制の充実を図るものとする。 
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３ 学用品の調達および支給計画 

（１）支給の対象 

区は、災害により住家に被害を受け、学用品を喪失またはき損し、就学上支障の生じ

た小学校児童および中学校生徒（私立学校を含む）に対し、被害の実情に応じ教科書(教

材を含む)、文房具および通学用品を支給する。 

（２）支給の期間 

教科書については、災害の発生の日から１ヶ月以内、その他については 15 日以内とす

る。ただし、交通、通信の途絶により学用品の調達および輸送が困難と予想される場合

には、都知事が内閣総理大臣の承認を受け、必要な期間を延長する。 

（３）支給の方法 

学用品は、原則として都が一括購入し、区が、被災児童および生徒に配分する。なお、

学用品の給与を迅速に行うために都知事が区長に職権を委任した場合は、区が教育委員

会および校長の協力を得て、調達から配分までの業務を行う。 

（４）費用の限度 

ア 教科書代 

教科書および教材で、教育委員会に届け出て、またはその承認をうけて使用してい

るものを給与するための実費 

イ 文房具および学用品 

（災害救助法施行細則で定める額） 

小学校児童   １人につき 4,700 円   中学校生徒 １人につき 5,000 円 

高等学校等生徒 １人につき 5,500 円 

                        （令和４年 12 月 22 日現在） 

※幼稚園については「教育委員会」を「子ども未来部保育課」と読み替えるものとす

る。 

 

第２ 応急保育 

○保育園児の生命および身体の安全ならびに保育の確保に万全を期する。 

○医療従事者等の園児受入れ等、災害時における柔軟な対応が取れる体制をとる。 

 

① 震災時における、園児の生命および身体の安全ならびに教育活動の確保を図るため、

保育園における災害予防、応急対策について、万全を期する必要がある。 

② 応急保育の実施のため必要な事項について定める。 
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１ 災害復旧時の態勢 

① 保育園長は、職員を掌握するとともに、次の事項を調査し、保育課長に報告のうえ、

保育課長の指示を仰ぐ。 

・保育園児の被災状況 

・インフラの状況 

・保育のニーズ 

・職員の出勤状況 

② 保育課長は、災害対策本部の指示のもと、災害状況に即した応急保育計画を策定し、

臨時の保育を行うなど、速やかに調整する。 

③ 保育課長は、保育園ごとに担当職員を定め、情報および指令の伝達について万全を期

する。 

④ 医療従事者等、災害対応にあたる者が養育する園児を受入れる。受入れにあたっては、

拠点園等の一部の施設に集約して受入れることを想定する。 

２ 保育所保育料等の減免等 

災害により損失を受けた場合は、その損失の程度に応じて減免する。また、納付期限を

延長する。 

  

  



第３編 災害応急対策 

第１部 震災応急対策 

第１２章 区民生活の再建 

応急-191 

対策５ 災害廃棄物処理        

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

都 

・区市町村の収集・運搬機材の不足や人員不足等の要請に対して、地方公共

団体等の関係者によって組織する地域ブロック協議会、災害廃棄物処理支

援ネットワーク（D.Waste-Net）および関係業界団体への応援要請、調整を

実施 

・有害物質対策や仮置場等の衛生管理を指導区市町村からの各施設の被災状

況報告を受け、支援策を検討 

・仮置場、最終処分場の確保に関する支援 

・区市町村と連携して国に対して、災害廃棄物処理への応援を要請 

区 

・所管区域内の仮置場の集積や運搬状況等を把握 

・処理施設の被災状況を調査し、施設復旧策を検討、都に報告 

・実態相当規模のがれきの最終処分受入れ場所を確保 

・災害がれき処理基本方針の策定 

・区域内で策定されたごみ処理計画に基づくごみの処理 

・区域内で策定されたし尿処理計画に基づくし尿の処理 

・災害廃棄物処理実行計画の作成 

区民 ・区の指導に基づく分別の徹底 

 

【具体的な取組】 

第１ 初動体制の構築 

○区清掃部を中心に主に土木部と連携して処理を実施する。 

○区は、特別区内の１箇所以上で震度６強以上が観測された場合、または（仮称）特別区

災害廃棄物処理初動本部長が招集した場合、職員を派遣し、特別区初動本部との情報連

絡体制を構築する。 

 

１ 災害廃棄物処理体制の構築 

① 災害廃棄物は、区清掃部を中心に主に土木部と連携して処理を実施する。 

② 区は、特別区内の１ヶ所以上で震度６強以上が観測された場合、または（仮称）特別

区災害廃棄物処理初動本部長が招集した場合に、あらかじめ指定した非常参集職員を（仮

称）特別区災害廃棄物処理初動本部へ派遣し、特別区初動本部との情報連絡体制を構築

する。 

③ 区は、都、協定締結先などと連絡調整の上、災害廃棄物の共同処理を実施する。また、

自衛隊、警察、消防には災害対策本部を通じて協力要請を行う。なお、広域処理を行な

う場合は、原則、都を窓口として、他府県に応援を要請するほか、環境省が事務局とな

って運営する災害廃棄物処理支援ネットワーク（D.Waste-Net）を活用し、廃棄物処理を

円滑・迅速に行う。  
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④ 区は、災害廃棄物の発生量をもとに、処理しなければならない災害廃棄物量を要処理

量として逐次把握する。また、各仮置場への搬入状況を踏まえ、随時、発生量および要

処理量の見直しを行うとともに、各処理施設の復旧見込時期や稼働状況を踏まえ、処理

可能量を見直す。要処理量に対して、処理可能量が不足する場合は、人材、資機材、処

理施設の確保や広域処理の調整を特別区対策本部へ要請する。  

 

第２ 災害がれき処理の実施 

○区は、救助活動、道路啓開などにより発生する災害がれきを適切に保管するため、仮置

場を設置する。また、実際の被害棟数に基づき、災害がれき発生量を推計し、災害がれ

き処理基本方針を策定する。 

○災害がれきの処理は、東京二十三区清掃一部事務組合処理施設および民間処理施設にお

いて、特別区が連携して処理を実施する。 

１ 被害状況の把握 

① 区は、家屋などの倒壊および焼失状況、道路の被害、障害物などの状況、公園の被害

状況について把握する。 

② 区は、区清掃関連施設（清掃事務所など）、東京二十三区清掃一部事務組合管理施設

の被災状況、民間処理施設、最終処分場、有害物質処理事業者の被災状況、稼働状況を

把握する。 

③ 区は、所管施設および品川清掃工場周辺の道路被災状況を把握する。 

④ 区は、協定締結機関などを通じて、重機、運搬車両等のなど提供先の被災状況を把握

する。 

⑤ 区は、救出救助の実施状況、道路啓開作業の進捗状況、応急活動拠点等の利用状況や

利用可否状況を把握する。  

２ 道路啓開等の実施 

① 協定締結機関との連絡手段を確保し、道路啓開および災害がれき運搬などに関する協

力要請を行う。 

② 区は、区内の道路被害状況を把握し、品川区地域防災計画に基づき、道路啓開作業（障

害物の除去）を実施する。実施にあたっては、協定団体と連絡調整を行い、必要な重機

などを確保する。道路啓開に伴う災害がれきは、仮置場などへ運搬し適切に保管する。 

③ 区が締結している協定先などだけでは災害がれきの運搬車両および仮置場などで使用

する重機を確保できない場合は、都へ支援を要請する。  

３ 仮置場の設置等 

① 救助活動、道路啓開などにより発生する災害がれきを適切に保管するため、区は、一

時的な仮置場として、応急仮置場を設置した場合には、災害対策本部を通じて、自衛隊、

警察、消防などの救助活動機関へ設置場所を報告する。 
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② 応急仮置場に一時的に仮置きした災害がれきは、一次仮置場などを設置した場合は、

速やかに一次仮置場などへ運搬するなどして、適切に管理する。 なお、一次仮置場は、

区内の大規模な公園を中心に設置する。都有地および国有地を候補地とする場合は、都

へ要請する。 

③ 一次仮置場に仮置きされた災害がれきなどは、一定期間後にさらなる分別などの処理

を実施する二次仮置場へ搬出する。 二次仮置場の設置、運営は特別区全体で行い、実務

は特別区対策本部が行う。 

④ 二次仮置場から処理施設、広域処理の積み出し施設などまで災害がれきを運搬する車

両の確保、管理は対策本部において行う。  

⑤ 仮置場などを閉鎖した場合は、閉鎖した旨と閉鎖後に排出された災害がれきの処理方

法を区民に周知する。区は、土壌調査などの環境測定を実施し、安全性を確認する。 

４ 有害物質の処理 

① 有害物質取扱施設や危険物取扱施設が被災し、有害物質などの漏えいがある場合は、

事業者が応急措置を行いその後適切な処理を行う。 

② 二次災害の発生のおそれが切迫している場合、東京消防庁などの機関による中和処理

などの応急措置が実施される。事業者が自ら処理を行えない場合などで区が処理作業を

担う必要がある場合は、応急措置が完了し安全が確保されてから、作業を実施する。  

③ 区は解体・撤去作業の際、がれきを種類別に分別して搬出し、また石綿を含有する建

材については関係法令に基づき適正に取り扱うよう、仮置場の維持管理業務、仮置場か

らのがれきの搬出等、委託業者への指導を徹底する。 

５ 災害がれき発生量推計、処理の実施 

① 区は、実際の被害棟数に基づき、災害がれき発生量を推計する。災害がれき発生量の

推計は、基本方針の策定にあたって重要であることから、できるだけ早期に正確に行う。

災害発生直後において全壊・半壊・焼失ごとの被害棟数を調査し、把握することは困難

であることが予測されることから、全壊・半壊・焼失とみられる概ねの全体棟数から推

計する。時間経過とともに建物被害概況調査の結果や被災建物応急危険度判定によって、

全壊・半壊・焼失の内訳が明らかになった場合は、それぞれの被害棟数から災害がれき

を推計する。 

② 区は、災害がれき処理基本方針を策定する。災害がれき処理方針を作成し次第、都環

境局および特別区初動本部に提出する。 

③ 災害がれきの処理は、東京二十三区清掃一部事務組合処理施設および民間処理施設に

おいて、特別区が連携して処理を実施する。処理施設の処理能力については、特別区初

動本部が、民間処理施設については都環境局がそれぞれとりまとめ、情報の共有化を図

る。  

④ 中間処理施設への災害がれきの搬入調整は、特別区対策本部において決定、指示を行

う。 
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⑤ 災害がれき処理にあたっては、埋立処分量削減のため可能な限り再資源化する。区ま

たは特別区対策本部は、民間処理施設で処理された資源化物を、できるだけ速やかに資

源化物の引取り先業者に引渡せるように業者の確保に努める。 

⑥ 既存処理施設から発生した埋立処分を要する残渣などは、平常時の処理ルートで処理

する。 

⑦ 特別区内における既存の廃棄物処理施設のみでは、災害がれき処理の終了目標期限ま

でに処理を終了することが困難な場合には、特別区全体として速やかに仮設処理施設を

整備し、目標期限までに処理が終了するように努める。  

６ 公費解体 

① 区は、発災の状況に応じて示される国の方針に基づき、倒壊の危険性の高い被災住宅

などの公費解体の範囲について決定する。 

② 区は、決定した公費解体の範囲を公表し、公費解体実施に必要な解体業者などとの契

約を進めるなど、必要な準備を行う。 

③ 区は、公費解体に伴う災害がれき処理の申請・相談窓口の設置し、受付準備を行う。

受付にあたっては、申請手順などについて明らかにし、区民に周知する。 

④ 区は、発災の状況に応じて示される国の方針に基づき決定した範囲を踏まえ、倒壊の

危険性の高い被災住宅の除去や区民から要望のあった損壊家屋の解体撤去を実施する。 
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図表3-35 災害がれき処理に係る対応の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表3-36 がれき推定発生量 

被害想定 震災廃棄物想定発生量（万ｔ） 

都心南部直下地震 M7.3 夕方 18 時 風速８m 132 

         〃        風速４m 130 
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第３ 生活ごみ処理の実施 

○発災後 72 時間以降、生活ごみの各戸収集を順次再開するための収集運搬体制確保およ

び収集ルートを構築する。 

○災害時に発生する区域内のごみ処理実行計画を策定し、速やかにごみの処理を行う。 

○被害状況等を把握し、ごみの収集運搬ルートを定めるとともに、収集車両、燃料、人員

等を東京二十三区清掃協議会（特別区災害廃棄物処理初動本部）と連携して確保し、円

滑なごみ処理を行う。 

１ 被害状況等の収集および共有 

① 区は、道路の被害、障害物などの状況を把握する。 

② 区は、区清掃関連施設（清掃事務所など）、東京二十三区清掃一部事務組合管理施設

の稼働状況を把握する。 

③ 区は、所管施設および品川清掃工場周辺の道路被災状況などを把握し、特別区初動本

部などと情報を共有する。 

④ 区は、区直営の運搬車両や独自に契約している車両、雇上業者車両の被害状況を把握

し、活用可能な運搬車両の台数を把握する。 

⑤ 区は、各避難所の避難者数、避難所におけるライフラインの被害状況、地区仮置場の

設置場所、緊急医療救護所および医療救護所の設置状況を把握する。  

２ ごみ処理実行計画 

区は、災害時のごみ発生量の推計結果と、避難所や地区仮置場などでの収集運搬を考慮

した上で必要な車両や人員などを算定し、災害時のごみ処理作業計画を作成する。  

３ 地区仮置場の設置 

① 区は、あらかじめ検討した候補地より、被害状況に応じて、関係機関と調整の上、地

区仮置場を選定・決定する。 

② 区が設置した地区仮置場は、原則として区が管理を行う。必要に応じて民間委託も検

討する。地区仮置場で受け入れる災害廃棄物は、区内で発生した災害廃棄物のうち、損

壊家屋から排出される家財道具などの片付けごみとし、被災者が自ら運搬することを基

本とする。具体的な分別種類としては、腐敗性、可燃性、不燃性、危険物の４区分を基

本とし、廃家電などのスペースも検討する。 

③ 区は、区民に対して、家庭におけるごみ排出の抑制やごみの分別排出の呼びかけを行

う。なお、自ら運搬することが難しい要配慮者などへの支援（ボランティア活用など）

も検討する。  

４ ごみの収集・運搬、処理等 

① 区は、災害時に避難所などから発生する生活ごみなどを収集し、東京二十三区清掃一

部事務組合管理施設へ搬入する。 

② 事業系ごみについては、原則排出事業者が一般廃棄物収集運搬業者に委託し処理する

が、状況に応じて区が収集運搬を行うなど柔軟な対応を検討する。 
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③ 直営車両および雇上車両を確保しても、なお必要な清掃車両の確保ができない場合、

区は、東京二十三区清掃協議会（特別区災害廃棄物処理初動本部）に対して協定締結先

の車両の応援要請を行う。東京二十三区清掃協議会（特別区災害廃棄物処理初動本部）

より、応援の可否、車種別台数、作業員数、応援期間について連絡を受けた場合は、応

援を受け入れる。 

④ 区は、直営車両、雇上車両および東京二十三区清掃一部事務組合の協定締結先からの

支援車両だけでは、必要とするごみの運搬車両を確保できない場合、都へ広域支援の要

請を行う。  

資料 79 現有清掃事務所別人員、機材およびごみ処理能力 

資料 80 災害廃棄物仮置場の種類、候補地および災害廃棄物の種類 

図表3-37 ごみ処理に係る対応の流れ 
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※黒太線は区が実施する役割を示す。 
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第４ し尿処理の実施 

○区は、仮設トイレ等の設置状況を把握し、し尿処理実行計画を作成の上、収集体制を整

備する。 

○区内のし尿処理は、下水道管への直接処理を原則としながら、被災地域の環境衛生の早

期回復を図るため、平常作業と並行して、被災地域および避難場所等からのし尿を収集

し、処理・処分を行う。 

区は、各避難所等の避難人数、仮設トイレの設置場所や、し尿収集車台数等を把握した上で、

し尿収集計画を策定し、し尿収集を行う。 

 

１ 被害状況等の収集および共有 

① 区は、道路の被害、障害物などの状況、整備しているマンホールトイレの被害状況を

把握する。 

② 区は、区清掃関連施設（清掃事務所など）、下水道処理施設、東京二十三区清掃一部

事務組合管理施設、民間処理施設の被害状況、稼働状況を把握する。 

③ 区は、所管施設および品川清掃工場周辺の道路被災状況などを把握し、特別区初動本

部などと情報を共有する。また、都下水道事務所、水再生センターとの連絡体制を確保

し、下水道の被災状況について、相互に情報共有する。 

④ 区は、協定締結機関などを通じて、運搬車両など提供先の被災状況を把握する。 

⑤ 区は、各避難所の避難者数、避難所におけるライフラインの被害状況、仮設トイレの

設置状況を把握する。  

２ 仮設トイレなどの確保 

発災によって断水が発生した場合でも、下水道が使用できかつ排水用の生活用水（プー

ル、災害用井戸、貯水槽など）を確保できるときは、水洗トイレを利用することができる。

しかし、下水道が被害を受けた場合や生活用水を確保できない場合は、衛生上の観点から

も直ちに水洗トイレの使用を控え、（便槽型）仮設トイレや簡易トイレ（携帯トイレ）を

使用する。 

① 区は、避難所や地域の備蓄倉庫で保管している便槽型仮設トイレなどを必要に応じて

設置する。トイレ用水は、学校などのプール、受水槽、非常災害用井戸などを活用する。 

② 区は、下水道が活用できる場合、必要に応じて避難所および公園などに設置している

マンホールトイレを設置する。避難所内およびその周辺のマンホールトイレは、避難所

運営会議にて設置を行う。公園などは、災害対策本部の要請に基づき、各部および防災

区民組織が連携して設置する。トイレ用水は、学校などのプール、受水槽、非常災害用

井戸などを活用する。 

③ 区は、あらかじめ避難所や地域の備蓄倉庫で保管している携帯トイレを必要に応じて

活用する。また、各家庭や事業所において、下水道の機能に支障が発生している場合に

は、事業者・区民があらかじめ備蓄している簡易トイレなどを使用する。  
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３ し尿処理実行計画 

区は、し尿処理実行計画を作成する。項目は以下のとおりとする。 

・し尿発生量の推計 

・必要となる資機材の量の推計 

・確保可能な資機材の量の把握 

・都へ応援要請する資機材の量の確定 

・収集計画の決定  

４ し尿の収集・運搬、処理等 

① 区は、協定締結機関との連絡手段を確保し、し尿収集・運搬などに関する協力要請を

行う。 

② 区は、品川清掃作業所、民間し尿処理施設、清掃工場の稼働状況について情報を収集

する。 

③ 区内のし尿処理は、下水道が整備されているため、下水道管へ直接処理（投入）を原

則とする（指定マンホールおよび水再生センター）。品川清掃作業所および民間し尿処

理施設の利用については、作業効率が良いと判断された場合に利用する。 

④ 区は、避難所などから発生する簡易トイレの便袋などの汚物を収集し、東京二十三区

清掃一部事務組合管理施設へ搬入する。尿については、各家庭・事業所においてポリタ

ンクなどの容器で保管し、各事業所では、下水道復旧後にトイレへ排水する。下水道の

障害が長期にわたる場合は、各家庭において保管している分については区が収集し、指

定されたマンホールへ搬入する。 

⑤ 区は、下水道管への直接処理ができない場合かつ区が締結している協定先などからの

調達だけでは運搬車両などが確保できない場合、都へ応援要請を行う。 
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図表3-38 し尿処理に係る対応の流れ 
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第５ 災害廃棄物処理実行計画の作成 

○区は、発災後１週間から１ヶ月以内を目途に、品川区廃棄物処理計画に基づき、災害廃

棄物処理実行計画を策定する。 

 

区は、発災後１週間から１ヶ月以内を目途に、品川区廃棄物処理計画に基づき、災害廃

棄物処理実行計画を策定する。災害廃棄物処理実行計画に定める事項は以下のとおりとす

る。災害廃棄物処理実行計画を作成後、都および特別区対策本部に提出する。 

なお、災害がれきの推計量、処理見込み量を修正した時、当初の計画に大きな変更が生

じた時は、災害廃棄物処理実行計画を見直し、都および特別区対策本部に提出する。 

Ⅰ 計画の基本的事項 

１．実行計画策定の目的 

２．計画の位置付け 

３．役割分担 

４．基本方針 

５．被災状況および処理見込量 

６．分別および処理方法 

７．処理期間 

Ⅱ 処理計画 

１．集積計画（応急仮置場、地区仮置場、一次仮置場の設置） 

２．回収計画 

３．運搬計画 

４．受入基準 

５．作業計画 

Ⅲ 実施スケジュール 

Ⅳ 計画の見直し 

 

第６ 区民やボランティアへの周知 

○災害廃棄物の適正処理を行うには、区民やボランティアの協力が欠かせないため、必要

な情報について広報する。 

１ 区民への周知 

区は、災害廃棄物の収集・排出方法、分別の必要性や分別方法、不法投棄や野焼きなど

の不適正処理の禁止、公費解体に関する手続方法などについて、区報やホームページ、区

民避難所や町会・自治会をとおして、区民に周知を行う。 

２ ボランティアへの周知 

区は、ボランティアの受入に関する手続き方法、ボランティアに対する広報（心構え、

持ち物や装備、注意事項など）を、ホームページなどをとおして周知を行う。 
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対策６  災害救助法等の適用       

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

区 

・災害救助法および激甚法の適用基準 

・災害救助法の適用手続き 

・激甚災害の適用手続き 

 

【具体的な取組】 

第１ 災害救助法の適用 

○区内における災害が災害救助法適用基準のいずれかに該当し、または該当する見込みで

あるときは、口頭または電話で災害救助法適用を知事に要請する。 

 

１ 災害救助法の適用基準 

災害救助法の適用基準は、災害救助法施行令第１条に定めるところによるが、品川区に

おける具体的適用基準は、次のとおりである。 

・住家の滅失した世帯数が区の区域内の人口に応じ次の世帯数以上（災害救助法施行令別

表第１に定める数以上）であること。 

人口  407,128 人（令和５年６月１日現在）   滅失世帯＝ 150 世帯 

・都の区域内の住家の滅失世帯数が 2,500 世帯数以上であって、区の滅失世帯数が 75 世

帯以上であること。（災害救助法施行令別表第２、３に定める数以上） 

・都の区域内で住家が滅失した世帯の数が災害救助法施行令別表第４に定める数以上の場

合または災害が隔絶した地域に発生したものである等災害にかかった者の救護を著しく

困難とする特別の事情がある場合、かつ、多数の住家が滅失したものであること。 

・多数の者が生命および身体に危害を受けまたは受けるおそれが生じた場合。 

２ 住家の滅失等の認定 

① 住家が滅失した世帯の算定にあたっては、住家が半壊し、または半焼する等著しく損

傷した世帯は２世帯をもって、住家が床上浸水、土砂のたい積等により一時的に居住す

ることができない状態となった世帯は３世帯をもって、それぞれの住家の滅失した１世

帯とみなす。 

② 住家の被害の認定にあたっては、次に定めるところとする。 

（１）住家の滅失等の認定 

ア 住家が滅失したもの 

① 住家の損傷、焼失、または、流失した部分の床面積がその住家の延面積の 70％以

上に達した程度のもの。 
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② 住家の損壊、焼失、または、流失した部分の床面積が①には達しないが、その住

家が改築しなければ居住できない状態になったもの。 

イ 住家が半壊または半焼する等著しく損傷したもの 

住家が損壊または焼失した部分の床面積が、その住家の延床面積の 20％以上、70％

未満の場合であって、その部分の修理を行うことによって住家として使用できる程度

のもの。 

ウ 住家が床上浸水、土砂のたい積等により一時的に居住できない状態となったもの 

① 上記ア、イに該当しない場合であって、浸水がその住家の床上に達した程度のも

の。 

② 土砂、竹木等のたい積により一時的に居住することができないもの。 

（２）世帯および住家の単位 

ア 世帯 

生計を一にしている実際の生活単位をいう。 

イ 住家 

現実に居住のため使用している建物をいう。ただし耐火構造のアパート等居住の用

に供している部屋がしゃ断、独立しており日常生活に必要な設備を有しているもの等

については、それぞれ１住家として取り扱う。 

３ 住宅関係障害物除去 

① 災害救助法に基づき、住家に運びこまれた土石、竹木等の障害物の除去を実施する該

当家屋を調査する。 

② 除去対象戸数および所在を調査し、都総務局に報告するとともに、関係機関と協力し

て、障害物を除去する。 

（１）除去条件 

住家に運びこまれた土石、竹木等の障害物の除去は、災害救助法に基づき、次の条件

に該当する住家を早急に調査のうえ実施する。 

・自らの資力をもってしては、障害物の除去ができないもの。 

・居室、炊事場等生活に欠くことのできない部分に、障害となるものが運び込まれてい

るか、または敷地等に運び込まれているため、家の出入りが困難な状態にあるもの。 

・当面の日常生活が営み得ない状態にあるもの。 

・住家が半壊または床上浸水したものであること。 

・原則として、災害救助法適用の原因となった災害によって住家が直接被害を受けたも

のであること。 
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（２）実施方法 

① 災害救助法適用前は、本部長が除去の必要を認めたものを対象として実施する。 

② 災害救助法適用後は、除去対象戸数および所在を調査し、都総務局に報告するとと

もに、関係機関と協力して土石、竹木等の障害物の除去を実施する。 

４ 災害救助法の適用手続き 

① 災害に際し、品川区内における災害が上述の災害救助法適用基準のいずれかに該当し、

または該当する見込みであるときは、本部長は直ちに、次に掲げる事項について、口頭

または電話で知事（都本部長）に連絡し、災害救助法適用を知事に要請しなければなら

ない。なお、この場合後日改めて文書により正式に処理しなければならない。 

・火災発生の日時および場所 

・災害の原因および被害の概況 

・適用を要請する理由 

・適用を必要とする期間 

・既にとった救助措置およびとろうとする救助措置 

・その他必要な事項 

② 本部長は災害の事態が急迫して知事の救助を待つことができないときは、災害救助法

の規定による救助に着手し、その状況を直ちに知事（都本部長）に報告する。なおその

後の措置については知事（都本部長）の指揮を受けるものとする。 

③ 災害救助法による救助の内容は、次のとおりである。 

・避難所および応急仮設住宅の供与 

・炊き出し、その他による食品の給与および飲料水の供給 

・被服、寝具その他生活用品の給与または貸与 

・医療および助産 

・災害にかかった者の救出 

・被災した住宅の応急修理 

・生業に必要な資金、器具または資料の給与または貸与 

・学用品の給与 

・埋葬 

・死体の捜索および処理 

・災害によって住居またはその周辺に運ばれた土石、竹木等で、日常生活に著しい支障を

及ぼしているものの除去 

（救助の程度、方法および期間については、都知事の定めた基準によるものとする） 
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第２ 激甚災害の指定 

○「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律」に基づく激甚災害（激甚

災害、局地激甚災害）の指定を受ける場合の手続きを定める。 

 

① 著しく激甚である災害が発生した場合における地方公共団体の経費の負担の適正化と

被災者の災害復興の意欲を高めることを目的とした「激甚災害に対処するための特別の

財政援助等に関する法律」（以下「激甚法」という）が制定（昭和 37 年）されている。 

② この法律は、激甚災害として指定された災害を対象に、国の地方公共団体に対する特

別の財政援助と被災者に対する特別の助成措置を内容としている。 

③ 区の地域に、大規模な災害が発生した場合、区としても迅速かつ適切な応急復旧を実

施するため「激甚法」による助成援助等を受けることが必要である。 

④ このため、「激甚法」に基づく激甚災害の指定を受ける場合の手続きおよび指定を受

けた場合の手続き等を定める。 

１ 激甚災害指定基準 

昭和 37 年 12 月７日中央防災会議が決定した基準（平成 12 年 10 月 31 日改正）であり、

国が特別の財政援助等の措置を行う必要がある事業の種類別に次表のように基準を定めて

いる。 

  

  



第３編 災害応急対策 

第１部 震災応急対策 

第１２章 区民生活の再建 

応急-206 

図表3-39 激甚災害指定基準一覧 

適用すべき措置 激甚災害とされる被害の程度 

激甚法第２章（公共土木施

設災害復旧事業等に関する

特別の財政援助） 

次のいずれかに該当する被害 

（A 基準） 

当該災害に係る公共施設災害復旧事業等（法第３条第１項

第１号および第３号から第 14 号までに掲げる事業をいう。

以下同じ。）の事業費の査定見込額が全国の都道府県およ

び市町村の当該年度の標準税収入の総額のおおむね 0.5％

を超える災害 

（B 基準） 

当該災害に係る公共施設災害復旧事業等の事業費の査定見

込額が全国の都道府県および市町村の当該年度の標準税収

入の総額のおおむね 0.2％を超える災害であり、かつ、次

の要件のいずれかに該当するもの 

１ 都道府県が負担する当該災害に係る公共施設災害復旧

事業等の事業費の査定見込額が当該都道府県の当該年度

の標準税収入の 25％を超える都道府県が１以上あるこ

と。 

２ １の都道府県の区域内の市町村がその費用を負担する

当該災害に係る公共施設災害復旧事業等の事業費の査定

見込額の総額が、当該都道府県の区域内の全市町村の当

該年度の標準税収入の総額の５％を超える都道府県が一

以上あること。 

激甚法第５条（農地等の災

害復旧事業等に係る補助の

特別措置） 

 

省略 

激甚法第６条（農林水産業

共同利用施設災害復旧事業

費の補助の特例） 

省略 

激甚法第８条（天災による

被害農林漁業者等に対する

資金の融通に関する暫定措

置の特例） 

激甚法第 11 条の２（森林災

害復旧事業に対する補助） 

激甚法第 12 条、13 条、15

条（中小企業信用保険法に

よる災害関係保証の特例

等） 

 

次のいずれかに該当する被害 

（A 基準） 

当該災害に係る中小企業関係被害額が、当該年度の全国の

中小企業所得推定額（第二次産業および第三次産業国民所

得に中小企業付加価値率および中小企業販売率を乗じて推

計した額。以下同じ。）のおおむね 0.2％を超える災害 

（B 基準） 
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適用すべき措置 激甚災害とされる被害の程度 

当該災害に係る中小企業関係被害額が当該年度の全国の中

小企業所得推定額のおおむね 0.06％を超える災害であり、

かつ、一の都道府県の区域内の当該災害に係る中小企業関

係被害額が当該年度の当該都道府県の中小企業所得推定額

の２％を超える都道府県またはその中小企業関係被害額が

1,400 億円を超える都道府県が一以上あるもの 

ただし、火災の場合または法第 12 条の適用の場合における

中小企業関係被害額の全国の中小企業所得推定額に対する

割合については、被害の実情に応じ特例的措置を講ずるこ

とがあるものとする。 

激甚法第 16 条（公立社会教

育施設災害復旧事業に対す

る補助）、17 条、18 条（私

立学校施設災害復旧事業の

補助等）、19 条（市町村施

行の感染症予防事業に関す

る負担の特例） 

激甚法第２章の措置が適用される激甚災害について適用す

る。ただし、当該施設に係る被害または当該事業量が軽微

であると認められる場合を除く。 

激甚法第 22 条（罹災者公営

住宅建設事業に対する補助

の特例） 

次のいずれかに該当する災害 

（A 基準） 

当該災害による住宅の滅失戸数が被災地全域でおおむね

4,000 戸以上である災害 

（B 基準） 

次の要件のいずれかに該当する災害 

ただし火災の場合における被災地全域の滅失戸数について

は、被害実情に応じ特例的措置を講ずることがあるものと

する。 

１ 当該災害による住宅の滅失戸数が被災地全域でおおむ

ね 2,000 戸以上であり、かつ、１市町村の区域内で

2,000 戸以上またはその区域内の住宅戸数の１割以上で

ある災害 

２ 当該災害による住宅の滅失戸数が被災地全域でおおむ

ね 1,200 戸以上であり、かつ、１市町村の区域内で 400

戸以上またはその区域内の住宅戸数の２割以上である災

害 

激甚法第 24 条（公共土木施

設、農地および農業用施設

等の小災害に係る地方債の

元利補給等） 

公共土木施設および公立学校施設小災害に係る措置にあつ

ては法第２章の措置が適用される災害、農地および農業用

施設等小災害に係る措置にあつては法第５条の措置が適用

される災害 

上記以外の措置 災害発生のつど被害の実情に応じ個別に考慮 
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２ 局地激甚災害指定基準 

① 災害を市町村団体の被害の規模でとらえ、その被害の深度の深い災害について、激甚

災害として指定するため、昭和 43 年 11 月 22 日中央防災会議が以下のように基準を定

めている（平成 28 年 2 月９日改正）。 

図表3-40 局地激甚災害指定基準一覧 

局地激甚災害指定基準 適用すべき措置 

（公共施設災害関係） 

次のいずれかに該当する災害 

① 当該市町村がその費用を負担する当該

災害に係る公共施設災害復旧事業等（法

第３条第１項第１号および第３号から第

14 号までに掲げる事業をいう。以下同

じ。）の査定事業費の額が次のいずれか

に該当する市町村が１以上ある災害（該

当する市町村ごとの当該査定事業費の額

を合算した額がおおむね１億円未満のも

のを除く。） 

（イ）当該市町村の当該年度の標準税収入

の 50％を超える市町村（当該査定事業

費の額が 1,000 万円未満のものを除

く。） 

（ロ）当該市町村の当該年度の標準税収入

が 50 億円以下であり、かつ、当該査

定事業費の額が２億 5,000 万円を超え

る市町村にあつては、当該標準税収入

の 20％を超える市町村 

（ハ）当該市町村の当該年度の標準税収入

が 50 億円を超え、かつ、100 億円以下

の市町村にあつては、当該標準税収入

の％に当該標準税収入から 50 億円を

控除した額の 60％を加えた額を超える

市町村 

② ①の公共施設災害復旧事業等の事業費

の査定見込額からみて①に掲げる災害に

明らかに該当することとなると見込まれ

る災害（当該災害に係る被害箇所の数が

おおむね 10 未満のものを除く。） 

法第３条第１項各号に掲げる事業のうち、

当該市町村が当該災害によりその費用を負

担するものおよび法第４条第５項に規定す

る地方公共団体以外の者が設置した施設に

係るものについて法第２章の措置ならびに

当該市町村が当該災害について発行を許可

された公共土木施設および公立学校施設小

災害に係る地方債について法第 24 条第１

項、第３項および第４項の措置 

（農地、農業用施設等災害関係） 
省略 

（林業災害関係） 

（中小企業施設災害関係） 法第 12 条の措置 
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局地激甚災害指定基準 適用すべき措置 

当該市町村の区域内における当該災害に係

る中小企業関係被害額が当該市町村に係る

当該年度の中小企業所得推定額の 10％を超

える市町村（当該被害額が 1,000 万円未満

のものを除く。）が１以上ある災害。ただ

し、上記に該当する市町村ごとの当該被害

額を合算した額がおおむね 5,000 万円未満

である場合を除く。 

 

② 激甚災害指定等の政令の公布時期は、過去の例によると、災害終了後２ヶ月以内に行

われる。局地激甚災害指定基準による公共土木施設等および農地等にかかわるものにつ

いては、災害査定によって決定した災害復旧事業費を指標としているため、翌年になっ

てから指定することとなっている。 

③ この場合、公共土木施設等については、所定の調査表により、局地激甚災害に関する

必要な事項等を調査する。 

３ 激甚災害指定手続 

大規模な災害が発生した場合、内閣総理大臣は、都知事等の報告に基づき、中央防災会

議の意見を聞いて、激甚災害として指定すべき災害かどうか判断する。この場合、中央防

災会議は、内閣総理大臣に答申するに際し、激甚災害指定基準または局地激甚災害指定基

準に基づいて激甚災害として指定すべき災害かどうかを答申する。この手続きを図示する

と次のとおりである。 
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図表3-41 激甚災害指定の手続き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）局地激甚災害の指定については、１月から 12 月までに発生した災害を一括して翌年

の１月～２月頃に手続きを行う。 

４ 激甚災害に関する調査報告 

（１）区 

区は、激甚災害指定基準または局地激甚災害指定基準を充分考慮して、災害状況等を

都に報告する。 

（２）都 

① 都内に大規模な災害が発生した場合、知事は、区市町村の被害状況等を検討のうえ、

激甚災害および局地激甚災害の指定を受ける必要があると思われる事業について関係

各局に必要な調査を行わせる。 

② 前記の各局は、施設その他の被害額、復旧事業に要する負担額そのほか激甚法に定

める必要な事項を速やかに調査し、総務局に提出する。 

③ 総務局長は前記各局の調査をとりまとめ本部長室（庁議）に付議するものとする。 

④ 総務局長は、区市町村長の報告および前記各局の調査結果をとりまとめ、内閣総理

大臣に報告する。 

激甚災害指定基準 

局地激甚災害指定基準 

品川区長 

東京都知事 
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５ 特別財政援助額の交付手続 

（１）区 

区は、激甚災害の指定を受けたときは速やかに関係調書等を作成し、都各局に提出す

るものとする。 

（２）都 

都関係局は、激甚法に定められた事業を実施する。激甚災害の指定を受けたときは、

都関係局は、事業の種別ごとに激甚法および算定の基礎となる法令に基づき負担金を受

けるための手続きその他を実施する。 
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第２部 風水害応急対策 

第１章 安全なまちづくり 

対策の基本的な考え方 
 

公共土木施設や公共建築物が災害により被害を受けた場合は、救出救助およびその他の

応急活動に極めて重大な支障を及ぼすため、速やかに応急措置を講ずる必要がある。 

ここでは、施設の応急対策について示す。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 施設の応急対策 

 第１ 道路・橋梁 

○各道路管理者は、被害状況を速やかに調査し、被害を受けた施設を復旧する。 
 第２ 河川 

○区は、区有防災船着場および護岸等河川管理施設が崩壊等の被害を受けた場合、被害の

拡大防止のため、施設の応急措置に努める。また、河川、護岸の応急復旧として、施設

の基本的構造の変更を伴わないものについて、区で対応する。 
 第３ 社会公共施設等 

○区は、区有施設の被害状況を調査し、品川建設防災協議会との「災害時における応急対

策業務に関する協定」に基づき、避難所等の応急措置を実施する。 
 第４ 区立幼稚園・区立学校の施設 

○校長の指揮監督のもとに自衛防災組織が中心となって、防災活動を行う。 
 第５ 図書館、文化センター、品川歴史館、きゅりあん、体育館の施設 

○図書館長、文化センター館長、品川歴史館副館長、きゅりあん館長、品川区スポーツ協

会事務局次長は、応急計画を樹立し自衛防災組織の結成を図り、災害時には防災活動を

行う。 
 第６ 文化財について 

○区は、災害発生時に文化財の被害状況を把握し、その保全について、所有者および関係

機関と連携して対応する。 
 

 

【用語の解説】 

①品川建設防災協議会 

区内の建設関係の事業所で組織されている協議会のことをいう。災害時等に地域にお

いて、防災に関する技術を活かし、公共建築物や公共土木施設の応急点検、復旧などを

行う組織。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 施設の応急対策 

※「第１部 第１章 安全なまちづくり」を準用する。 

 

対策１ 施設の応急対策        

第１ 道路、橋梁 

○各道路管理者は、被害状況を速やかに調査し、被害を受けた施設を復旧する。 

道路、橋梁および道路付属物等が災害により被害を受けた場合、各道路管理者は、被害

状況を速やかに調査し、公益占用物件および沿道等の復旧計画と調整のうえ、被害を受け

た施設を復旧する。特に、公共の安全確保上、緊急に復旧を行う必要のある対象は次のと

おりである。 

① 道路の陥没または決壊で、これによって当該道路による交通が不可能または、著しく

困難であるもの。 

② 道路の陥没または決壊で、これを放置することにより二次災害を生じる恐れのあるも

の。各機関の活動態勢は、「第１部 第１章 安全なまちづくり」に定めるところによる。 

第２ 河川 

○区は、区有防災船着場および護岸等河川管理施設が崩壊等の被害を受けた場合、施設の

応急措置に努める。また、河川、護岸の応急復旧として、施設の基本的構造の変更を伴

わないものについては、区で対応する。 

 

図表3-42 機関別の対応内容 

機

関

名 

活  動  内  容 

都 ○災害が発生した場合、直ちに、堤防、護岸、排水施設、防災船着場等の河川管理施設

および工事箇所の被災状況を確認する。 

○区の実施する応急措置に関し、技術的助言および総合調整を行うほか、応急・復旧対

策を総合的判断の下に実施する。 

○河川管理施設の応急・復旧対策について区に技術的助言を行うほか、大規模なものに

ついては直接実施する。 

○巡回・点検および応急対策については、災害時における応急対策に関する協定により

対処する。 
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機

関

名 

活  動  内  容 

区 １ 被災状況の確認 

災害が発生した場合、直ちに、防災船着場、桟橋等の河川管理施設の被災状況を確

認する。 

２ 応急対策計画 

（１）風水害により、区有防災船着場および護岸等河川管理施設が崩壊等の被害を受け

た場合には、被害の拡大防止のため、施設の応急措置に努めるとともに排水に全力

をつくす。 

（２）河川、護岸の応急復旧としては、管理用通路の補修、大型土のうによる補強など、

施設の基本的構造の変更を伴わないものについて、区で対応する。応急復旧に要す

る資機材は指定の水防倉庫に備蓄するものとする。 

３ 復旧計画 

（１）水防活動と並行して管内の施設、特に工事中の箇所および危険箇所を重点的に巡

視し、被害箇所については、直ちに都に報告するとともに、必要な措置を実施する

ものとする。 

 

第３ 社会公共施設等 

○区は、区有施設の被害状況を調査し、品川建設防災協議会との「災害時における応急対

策業務に関する協定」に基づき、避難所等の応急措置を実施する。 

１ 品川建設防災協議会との協定に基づく措置 

区は、被災した避難所および他の区有施設の被害状況を調査し、品川建設防災協議会と

の「災害時における応急対策業務に関する協定」に基づき、避難所等の応急措置を実施す

る。 

資料 61 資機材供給可能数【品川建設防災協議会】（再掲） 

資料 81 災害対策協力隊編成表【品川建設防災協議会】 
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２ 文教施設の応急対策計画 

この計画は、品川区の地域における下表の文教施設（区立学校その他の教育機関および

文化財）の災害対策の万全を図り、応急の予防、災害対策、復旧対策を通じて施設として

の維持、機能の達成をはかることを目標とする。 

図表3-43 対象施設 

種  別 数 備  考 

幼  稚  園 ９  

小  学  校 31  

中  学  校 ９  

義務教育学校 ６  

 

図 

 

 

書 

 

 

館 

品 川 図 書 館 １  

南大井図書館 １  

荏 原 図 書 館 １  

源氏前図書館 １  

二 葉 図 書 館 １  

大 井 図 書 館 １  

ゆたか図書館 １  

五反田図書館 １  

大 崎 図 書 館 １  

大崎図書館分館 １  

八 潮 図 書 館 １  

大崎駅西口図書取次施設 

（おおさきこども図書室） 
１  

こみゅにてぃぷらざ八潮 １  

五反田文化センター １  

東品川文化センター １  

南大井文化センター １  

荏原文化センター １  

旗の台文化センター １  

品 川 歴 史 館 １  

品 川 文 化 財 143 個人所有者等区所有以外の文化財を含む 

きゅりあん １  

荏原平塚総合区民会館 

（スクエア荏原） 
１  

総 合 体 育 館 １  

戸 越 体 育 館 １  
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第４ 区立幼稚園・区立学校の施設 

○校長の指揮監督のもとに自衛防災組織が中心となって、防災活動を行う。 

１ 災害予防体制 

① 区立幼稚園・学校は、耐火建築物となっており耐火面の予防措置については特に考慮

するものはない。 

② 漏電その他による火災を早期に探知し最小限の被害にとどめるための設備として自動

火災報知設備や消火器を設置している。 

２ 災害時の態勢 

① 教職員の自衛防災組織が中心となり校長の指揮、命令のもとに臨機応変の防災活動を

行うものとする。 

② 事態の緊迫した場合は児童、生徒の生命と安全を守るための避難活動が第一義的に要

請されるが、校舎の保全管理その他連絡に必要な人員は確保し残留させるものとする。 

③ 火災源となる恐れのある設備の処置、薬品の処理は責任者の手において万全になされ

るものとする。 

④ 電気設備が使用不能となった場合、給水が不能となった場合の措置については綿密な

計画を樹立しておくものとする。 

⑤ 学校施設は一時集合場所および避難所に充てられることになるが、校具教材等の散失

を防ぐための予防措置については綿密な計画をたてておくものとする。 

３ 災害復旧時の態勢 

校長の指揮監督のもとに自衛防災組織が中心となって校舎の調査を行い、被害を受けた

施設、器物等の点検を行う。電源水利の復旧については教育委員会その他の関係機関と連

絡、指揮を受け、平常の体制に復旧することに努める。 

第５ 図書館、文化センター、品川歴史館、きゅりあん、体育館の施設 

○図書館長、文化センター館長、品川歴史館副館長、きゅりあん館長、品川区スポーツ協

会事務局次長は、応急計画を樹立し自衛防災組織の結成を図り、災害時には防災活動を

行う。 

１ 災害予防体制 

① 図書館、文化センター、品川歴史館、きゅりあん、体育館については、鉄筋構築がな

されており、構造上の予防措置については特に考慮するものはない。 

② 図書館長、文化センター館長、品川歴史館副館長、きゅりあん館長、品川区スポーツ

協会事務局次長（以下「施設長」という）は立地条件などを考慮して、常に災害時の応

急計画を樹立し自衛防災組織の結成を図り、職員がそれぞれの分担において防災活動を

行い得るような明確な計画をたてておく。 

③ 職員は常に気象状況等に注意し、災害発生のおそれがある場合は、施設長の指揮に従

い緊急事態に備えて次の事項を守ること。 
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・会議、出張等を中止すること。 

・利用者の避難を中心とした災害時の事前、事後の処置方法を検討すること。 

・教育委員会、警察署、消防署等への連絡網の確認を行うこと。 

・勤務時間外においては、施設長は所属職員の所在を確認し、非常招集の方法を定め職員

に周知させておくこと。 

④ 漏電その他による火災を探知もしくは早期処置により最小限の被害にとどめるための

措置として器具を設置している。 

第６ 文化財について 

○区は、災害発生時に文化財の被害状況を把握し、その保全について、所有者および関係

機関と連携して対応する。 

区は、災害予防措置について関係機関と協力して指導・啓発を行う。 

また、災害発生時には被害状況を速やかに把握し、文化財の保全について、所有者およ

び関係機関と連携して対応する。 

 



第３編 災害応急対策 

第２部 風水害応急対策 

第２章 安全な交通ネットワークおよびライフライン 

応急-218 

第２章 安全な交通ネットワークおよびライフライン 

対策の基本的な考え方 
 

初動・応急期では、ライフライン施設が被災した場合、停電、通信の輻輳、物流の停止

などが想定され、避難生活への影響は甚大である。 

ここでは、発災後も都市機能を維持するため、交通ネットワークの確保や、発災に備え

たライフラインの応急対応について示す。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ インフラ対策 

 第１ 交通の確保 

○区は、交通の障害となっている障害物の除去、道路・橋梁等の応急補修、排水等の応急

対策について関係機関に連絡し、復旧を図る。 
 第２ 鉄道施設 

○災害が発生した場合、各交通機関は、旅客および施設の安全確保と緊急輸送を行うため、

災害対策本部等を設置する。 
 
対策２ ライフライン対策 

 第１ 上水道（都水道局） 

○都水道局は、災害時における動員態勢および応急活動体制を確立する。 
 第２ 下水道施設（都下水道局） 

○都下水道局は、下水道施設の被害に対し、迅速に応急復旧活動を行う。 
 第３ ガス施設 

○各事業者は、風水害時の初動措置および応急措置を行う。 
 第４ 通信施設 

○NTT グループ各社は、通信輻輳の緩和および重要通信の確保、被災地特設電話の設置や

災害用伝言ダイヤルの提供を行う。 

 
 

【用語の解説】 

①災害用伝言ダイヤル 

災害の発生により、被災地への通信が増加し、つながりにくい状況になった場合に NTT

により提供が開始される声の伝言板のことをいう。電話からの他、インターネットを利

用した災害用伝言板（web171）もある。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ インフラ対策 

対策２ ライフライン対策 

※「第１部 第２章 安全な交通ネットワークおよびライフライン」を準用する。 

 

対策１ インフラ対策         

第１ 交通の確保 

○区は、交通の障害となっている障害物の除去、道路・橋梁等の応急補修、排水等の応急

対策について関係機関に連絡し、復旧を図る。 

交通の障害となっている倒壊樹木、漂流物、垂下電線等の除去および道路、橋梁等の応

急補修ならびに排水等の応急対策については、関係機関に連絡し、復旧の促進を図る。 

 

第２ 鉄道施設 

○災害が発生した場合、各交通機関は、旅客および施設の安全確保と緊急輸送を行うため、

災害対策本部等を設置する。 

１ 災害時の活動態勢 

（１）災害対策本部等の設置 

災害が発生した場合、各交通機関は全力をあげて、旅客および施設の安全確保と緊急

輸送を行うため、災害対策本部等を設置する。 

（２）通信連絡体制 

災害情報および応急措置の連絡指示ならびに被害状況の収集等の通信連絡は、列車無

線、指令電話、鉄道電話等を利用するとともに、必要に応じて、無線車、移動用無線機

を利用する。 

２ 発災時の初動措置 

（１）災害対策本部等の設置 

災害が発生した場合、各交通機関は全力をあげて、旅客および施設の安全確保と緊

急輸送を行うため、災害対策本部等を設置する。 

（２）通信連絡体制 

災害情報および応急措置の連絡指示ならびに被害状況の収集等の通信連絡は、列車

無線、指令電話、鉄道電話等を利用するとともに、必要に応じて、無線車、移動用無

線機を利用する。 
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（３）運転規制等の実施 

各交通機関は、運転規制等適切な初動措置を実施し、乗客の安全確保を図る。 

 

 

対策２ ライフライン対策        

第１ 上水道（都水道局） 

○都水道局は、災害時における動員態勢および応急活動体制を確立する。 

１ 活動主体 

活動主体 所管区域 

水道局南部支所 大田区（ただし、令和島を除く）・ 

品川区全域（ただし、東八潮を除く） 

水道局品川営業所 品川区全域（ただし東八潮を除く） 

２ 動員態勢および応急活動体制の確立 

災害時における飲料水の確保、応急復旧および情報連絡などに従事する必要人員、資機

材等を確保するため動員態勢を確立する。なお、夜間・休日等においては、職員は被害の

状況に応じて定められた態勢により参集する。また、有線による通信連絡が不能となるこ

とを想定して、無線設備および都防災行政無線を活用し、応急連絡ならびに応急復旧の連

絡体制の確立を図る。 

資料 59 非常配備態勢【都水道局】（再掲） 

 

第２ 下水道施設（都下水道局） 

○都下水道局は、下水道施設の被害に対し、迅速に応急復旧活動を行う。 

１ 活動主体 

 

 

 

 

活動主体 所管区域 電話 

下水道局南部下水道事

務所 

品川区（東八潮を除く）、目黒区、大

田区（令和島を除く）、世田谷区 
03-5734-5031 

下水道局品川出張所 品川区（東八潮を除く） 03-3495-0351 

下水道局東部第一下水

道事務所 

港区（台場に限る）、江東区、墨田区、

品川区（東八潮に限る）、大田区（令

和島に限る） 

03-3645-9641 

下水道局江東出張所 品川区（東八潮に限る） 03-3645-9273 
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２ 応急対策 

① 非常配備態勢に基づいて職員の配置を行い、下水道施設の被害に対し、迅速に応急復

旧活動を行う。 

② 被害が大規模で、復旧に緊急を要する場合に協力を得ることができるように、民間団

体との体制整備を進めている。このため、都下水道局では民間団体と応急復旧業務に関

する協定および細目協定を締結している。 

 

第３ ガス施設 

○各事業者は、風水害時の初動措置および応急措置を行う。 

１ 風水害時の初動措置 

・官公庁、報道機関および社内事業所等から、被害情報等の収集 

・事業所設備等の点検 

・LNG 基地、整圧所における送出入量の調整または停止 

・ガス導管網の被害状況に応じた供給停止判断と導管網のブロック化 

・その他状況に応じた措置 

２ 応急措置 

① 非常災害対策本部の指示に基づき、各事業所が連携し、被害の応急措置にあたる。 

② 施設を点検し、機能および安全性を確認するとともに必要に応じて調整修理する。 

③ ガス供給停止の必要性等を総合的に評価し、適切な応急措置を行う。 

④ ガスの供給が停止した地区については、可能な限り速やかなガス供給再開に努める。 

⑤ その他現場の状況により適切な措置を行う。 

 

第４ 通信施設 

○NTT グループ各社は、通信輻輳の緩和および重要通信の確保、被災地特設電話の設置や

災害用伝言ダイヤルの提供を行う。 

１ 通報、連絡 

NTT グループ各社は、各対策組織相互の通報、連絡は情報を統括する組織を窓口として

行う。 

２ 情報の収集、報告 

災害が発生し、または発生するおそれがあるときは、重要通信の確保、もしくは被災し

た電気通信設備等を迅速に復旧するため、次の情報を収集し、対策組織の長に報告すると

ともに関係組織相互間の連絡、周知を行う。 

・気象情報、災害予報等 

・電気通信設備等の被災状況、そ通状況および停電状況 

・当該組織の災害応急復旧計画および措置状況 
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・被災設備、回線等の復旧状況 

・復旧要員の稼動状況 

・その他必要な情報 

３ 重要通信のそ通確保 

災害時に際し、次により臨機に措置をとり、通信輻輳の緩和および重要通信の確保を図

る。 

・応急回線の作成、網措置等そ通確保の措置をとること。 

・通信のそ通が著しく困難となり、重要通信を確保するため必要があるときは、電気通信

事業法第８条第２項および電気通信事業法施行規則第 56 条の定めるところにより、臨

機に利用制限等の措置をとること。 

・非常、緊急電報は、電気通信事業法第８条第１項および電気通信事業法施行規則第 55 条

の定めるところにより、一般の通話または電報に優先して取り扱うこと。 

・警察、消防、その他の諸官庁等が設置する通信網と連携をとること。 

・電気通信事業者および防災行政無線等と連携をとること。 

４ 被災地特設電話の設置 

災害救助法が適用された場合等には避難場所に、被災者が利用する特設公衆電話の設置

に努める。 

５ 災害用伝言ダイヤルの提供 

地震等の災害発生により著しく通信輻輳が発生した場合は、安否等の情報を円滑に伝達

できる災害用伝言ダイヤル等を速やかに提供する。 

 



第３編 災害応急対策 

第２部 風水害応急対策 

第３章 災害対応体制 

応急-223 

第３章 災害対応体制 

対策の基本的な考え方 
 

区は、水防法第３条の規定に基づき、水防管理団体（管理者＝区長）として区の地域内

の水防を十分に果たさなければならない。区においては、台風、豪雨等による風水害に対

処するための水防本部は、次に定める災害対策本部（水防本部）の組織とする。気象状況

により、風水害に対する注意と警戒が必要となったとき、区の地域について災害（災害救

助法の適用基準に達する程度の災害）が発生し、または発生するおそれがある場合には、

災害対策本部を設置する。 

ここでは、水防機関として区の水防活動とともに、近隣区市町村等への応援協力や自衛

隊への災害派遣要請、消防機関や警察機関等の活動について示す。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 水防情報 

 第１ 気象情報 

○水防活動に利用している注意報および警報を示す。 
 第２ 気象情報伝達 

○気象情報伝達系統図を示す。 
 第３ 洪水予報伝達 

○洪水予報伝達経路を示す。 
 第４ 警報の種類 

 第５ 土砂災害警戒情報伝達 

○土砂災害警戒情報伝達経路を示す。 
 第６ 観測通報 

○区は、他の水防機関と雨量・水位に係る観測データ等について情報交換を行うとともに、

都水防本部と連絡をとり、常に的確な情報把握に努める。 
 
対策２ 水防機関の活動 

 第１ 区の水防活動 

○区は、平素から監視員を配置しており、災害等の発生または発生のおそれが生じた場合、

職員の招集、情報収集・伝達等を行う。 
○区は、浸水被害の発生または発生のおそれが生じた場合、その被害の軽減を図るため、

災害対策本部を設置し初動活動配備態勢をしく。 
 第２ 区災害対策本部の設置・運営 

○区は、風水害に即応するため、区長を本部長とする災害対策本部を設置する。 
 第３ 倉庫および資機材 

○区は、水防作業が十分に行えるように資機材および設備の整備ならびに輸送の確保に努

める。 
 第４ 水防工法 

○水防工法は、現場の状況、工作物の構造および使用材料等を考慮して実施する。 
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 第５ 竜巻対策 

○気象庁は、気象庁防災業務計画に基づき、竜巻に係る情報を専用通信施設等により、都

総合防災部等の関係機関、報道機関へ伝達する。 

 第６ 雪害対策 

○降積雪時、区は雪害対策本部を設置し、事態に即応した配備態勢により除雪作業を行う。 

 第７ 費用および公用負担 

○水防管理団体は、管理区域の水防に要する費用を負担する。区域外の区市町村が当該水

防により著しく利益を受ける場合、水防に要する費用の一部を受益区市町村が負担す

る。 

○水防上緊急の必要があるとき、水防管理者または消防機関の長は、公用負担権限を行使

する。 

 
対策３ 消防機関が実施する水防活動計画 

 第１ 消防機関の水防活動 

○消防機関は、消防団や防災関係機関と連携を図り、水災から区民の生命、財産を保護す

るため水防活動を実施する。 
 

対策４ 応援協力 

 第１ 相互応援協力 

○区は、被害が広範囲に及ぶ場合、被災していない近隣区市町村や民間の協力を得て災害

対策を実施する。 
 第２ 自衛隊への災害派遣要請 

○区長は、必要があると認めた場合は、都知事に対し自衛隊の災害派遣を要請する。 
 

対策５ 災害救助法の適用 

 

対策６ 警備活動 

  ○警察機関および東京海上保安部は、水害発生時における警備活動、交通規制を行う。 
 

対策７ 交通規制 

 第１ 交通秩序の維持 
  ○警察機関は、危険箇所を表示し交通規制を行い、交通秩序の維持に努める。 
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【用語の解説】 

①水防法 

水防組織と水防活動の全般を定めている法律をいう。洪水、雨水出水、津波または

高潮に際し、水災を警戒・防御、これによる被害を軽減し、もつて公共の安全を保持

することを目的としている。 

②洪水予報 

河川の増水や氾濫などに関する情報提供のため、気象庁が国土交通省または都道府

県の機関と共同して、あらかじめ指定した河川について、区間を決めて水位または流

量を示して実施する予報のことをいう。品川区では、目黒川、多摩川が指定されてい

る。 

③水防警報 

洪水、津波または高潮によって災害が発生するおそれがあるとき、水防を行う必要

がある旨を警告して行う発表である。水防警報は、その区間およびその区間を代表す

る水防警報基準点を定めて、水位等の状況に応じて発表される。 

④T.P.（Tokyo Peil） 

東京湾平均海面といい、日本全国の土地の標高を決める基準をいう。A.P.1.134m が

零位である。 

⑤A.P.（Arakawa Peil） 

隅田川の水位を測るため、現在の中央区新川の河岸に設けられた霊岸島量水標の目

盛りによる基準面をいう。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 水防情報 

対策２ 水防機関の活動 

対策３ 消防機関が実施する水防活動計画 

対策４ 応援協力 

対策５ 災害救助法の適用 

対策６ 警備活動 

対策７ 交通規制 

※対策４は「第１部 第３章 災害対応体制」を準用する。 

※対策５は「第１部 第 12 章 区民生活の再建」を準用する。 

※対策６・７は「第１部 第３章 災害対応体制」を準用する。 

 

対策１ 水防情報          

第１ 気象情報 

○水防活動に利用している注意報および警報を示す。 

水防活動に利用している注意報および警報は次のとおりである。（水防法第 10 条第１

項、気象業務法第 14 条の２第１項、同法施行令第６条） 

図表3-44 種類と品川区の発表基準 

種  類 雨 量 基 準 

注 
 

意 
 

報 

大雨注意報 

大雨等によって水害が起こる恐れがある場合。 

具体的には次の条件に該当する場合。 

◇表面雨量指数基準 11 

◇土壌雨量指数基準 127 

高潮注意報 

台風等による海面の異常上昇の有無および程度について一般の注意を喚起する必

要がある場合。具体的には次の条件に該当する場合。 

◇潮位が東京湾平均海面(T.P.+2.0m (A.P.+3.1m)) 

洪水注意報 

洪水によって災害が起こる恐れがある場合。 

具体的には次の条件に該当する場合。 
◇流域雨量指数基準 立会川流域＝9.1、目黒川流域 14.4 

（複合基準※ 立会川流域＝[10，7.3]、目黒川流域[8，8]） 

 ※[表面雨量指数，流域雨量指数]の組み合わせによる基準値 

強風注意報 

強風によって災害が起こるおそれがある場合。 

具体的には次の条件に該当する場合。 

◇平均風速＝13m／s 

大雪注意報 

大雪によって災害が起こるおそれがある場合。 

具体的には次の条件に該当する場合。 

◇12 時間の降雪の深さ＝5cm 
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種  類 雨 量 基 準 

警 
 

 

報 

大雨警報 

大雨等によって重大な災害が起こる恐れがある場合。 

具体的には次の条件に該当する場合。 

浸水害：表面雨量指数基準 17 

土砂災害：土壌雨量指数基準 180 

高潮警報 

台風等による海面の異常上昇によって、重大な災害が起こるおそれがある場合。 

具体的には次の条件に該当する場合。 

◇潮位が東京湾平均海面(T.P.+2.4m (A.P.+3.5m)) 

洪水警報 

洪水によって重大な災害が起こるおそれがある場合。 

具体的には次の条件に該当する場合。 

◇流域雨量指数基準 立会川流域＝11.4 

（複合基準※ 目黒川流域[9，12.7]） 

 ※[表面雨量指数，流域雨量指数]の組み合わせによる基準値 

◇指定河川洪水予報による基準 目黒川[青葉台・荏原調節地上流] 

暴風警報 

暴風によって重大な災害が起こるおそれがある場合。 

具体的には次の条件に該当する場合。 

◇平均風速＝25m／s 

大雪警報 

大雪によって重大な災害が起こるおそれがある場合。 

具体的には次の条件に該当する場合。 

◇12 時間の降雪の深さ＝10cm 

記録的短時間大雨情報 ◇１時間雨量 100mm 

土砂災害警戒情報 
大雨警報（土砂災害）が発表されている状況で、土砂災害発生の危険度がさらに高

まった場合。 

（注） 

（１）気象庁が発表する高潮注意報および警報の基準潮位は、東京湾平均海面（T.P.）と荒川工

事基準面（A.P.）を併用する。なお、T.P.は、A.P.＋1.13m であるが、実用上 1.1m として

取り扱う。 

（２）「水防活動の利用に適合する注意報・警報」では、「水防活動用気象注意報・気象警報」

を設けており「特別警報」が設けられていない。しかし、気象庁が平成 25 年８月 30 日よ

り運用を開始した「特別警報」は、「一般の利用に適合する注意報・警報・特別警報」で

あり「水防活動の利用に適合する注意報・警報」として利用している。 

資料 82 特別警報の発表基準一覧 
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第２ 気象情報伝達 

○気象情報伝達系統図を示す。 

 

図表3-45 気象情報伝達系統図（水防法第 10 条） 

 

 

                         

 

 

 

 

基本系（情報伝達の第１系統） 

補助系（確実な伝達を図るための第２系統） 

常に基本系・補助系の２通りの伝達を行うことで、 

確実な情報伝達を図る。 

  

気
象
庁 

 

 

都 

都総務局 関係各局・関係機関 

水防管理団体(品川区) 

区に連絡 

都建設局(水防本部) 都建設局第二建設事務所 
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第３ 洪水予報伝達 

○洪水予報伝達経路を示す。 

水防活動時の情報伝達は、以下の点に十分留意するものとする。 

① 情報別に定められた伝達系統図に基づき、情報を迅速かつ確実に伝達する。 

② 情報を受け取った場合は、原則として電話、システムまたは FAX により受令確認を行

う。ただし、「気象情報」、「水門操作情報」、「土砂災害警戒情報の発表対象外の区

市町村への伝達」については受令確認を不要とする。 

 

 

図表3-46 洪水予報伝達経路 

 

●目黒川                 ●多摩川 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４ 警報の種類 

資料 83 水防警報の種類、内容および発表基準 
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第５ 土砂災害警戒情報伝達 

○土砂災害警戒情報伝達経路を示す。 

都と気象庁が共同発表する土砂災害警戒情報の伝達系統は、下図のとおりである。 

図表3-47 土砂災害警戒情報伝達経路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６ 観測通報 

○区は、他の水防機関と雨量・水位に係る観測データ等について情報交換を行うとともに、

都水防本部と連絡をとり、常に的確な情報把握に努める。 

① 区は災害の発生を事前に予測し、被害の軽減を図り、もって区民の生命、財産を守る

ため、区内河川に雨量観測局・水位観測局を設置し監視を行うとともに東京都災害情報

システム（DIS）や河川情報システムおよび民間の気象会社と契約を行い、区内の降雨情

報等の提供を受けている。また、これらの観測データ等については、他の水防機関との

相互連絡を密にし、情報交換を行うとともに、都水防本部と連絡をとり、常に的確な情

報把握に努める。 

② 平成 14 年に設置した立会川幹線および戸越幹線に光ファイバーケーブルの水位計を

利用して、水防の初動体制充実に役立てている。 
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対策２ 水防機関の活動        

第１ 区の水防活動 

○区は、平素から監視員を配置しており、災害等の発生または発生のおそれが生じた場合、

職員の招集、情報収集・伝達等を行う。 

○区は、浸水被害の発生または発生のおそれが生じた場合、その被害の軽減を図るため、

災害対策本部を設置し初動活動配備態勢をしく。 

区は、水防管理団体として、気象状況等により洪水または高潮のおそれがあるときは、

災害対策本部を設置し、事態に即応した態勢をとる。 

１ 監視員による監視態勢 

① 夜間休日等勤務時間外に災害が発生し、または発生するおそれがある場合に対処する

ため、平素から監視員を配置し、防災情報の収集、連絡にあたっている。 

② 監視員は、防災課長の指揮監督のもとに警戒待機し、災害等が発生し、または発生す

るおそれがある場合は、防災課長の指示に従い職員の招集、情報収集・伝達等を行う。

なお、災害が発生するおそれがある場合には、水防上注意を要する箇所について巡視し、

情報収集・伝達等を行う。 

資料 84 水防上注意を要する箇所 

２ 初動活動配備態勢 

① 風水害による洪水や高潮ならびに堤防、護岸等の崩壊などによる浸水被害の発生また

は発生のおそれが生じた場合、その被害の軽減を図るため、災害対策本部を設置し初動

活動配備態勢をしく。 

② 風水害における災害対策本部の初動活動配備態勢は、次のとおりとする。 

・拡大監視態勢 

気象注意報または気象警報が発表され、風雨が強く被害発生のおそれがある場合 

・水防第１次配備態勢 

気象警報が発表され、風雨が強く被害発生のおそれがある場合 

・水防第２次配備態勢 

気象警報が発表され、局地的被害が発生し、拡大のおそれがある場合 

・水防第３次配備態勢 

甚大な被害のおそれがある場合 

資料 85 初動活動配備態勢 

資料 86 初動活動態勢時の情報連絡系統 

（１）区災害対策本部の設置基準 

災害対策本部は、以下に該当する場合で、区長が必要と認めたときに設置する。 

・大雨、大雪、津波、高潮または洪水警報が発せられたとき。 
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・大雨、大雪、津波、高潮または洪水注意報が発せられた場合等で災害の発生のおそ   

れがあるとき。 

・局地的災害が発生したとき。 

（２）区災害対策本部の廃止 

災害対策本部は、次の各号に該当する場合で区長が必要と認めたときに廃止する。 

・当該災害に対する応急対策がおおむね完了したと認めたとき 

・災害の発生のおそれがなくなったとき 
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３ 風水害初動活動配備態勢 
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第２ 区災害対策本部の設置・運営 

○区は、風水害に即応するため、区長を本部長とする災害対策本部を設置する。 

首都圏への台風直撃等の大規模な被害発生が想定される風水害に即応するため、区長を

本部長とした災害対策本部を設置する。災害対策本部の設置・運営については、以下の通

りである。 

図表3-48 災害対策本部の分掌事務 

災対組織（部） 災対組織（課） 通常組織 事務または業務大綱 

指令情報部 

情報課 

運用課 

統制課 

物資調整課 

総務課 

防災課 

選挙管理委員会事務局 

監査委員事務局 

企画課 

１ 災害関連情報の総括に関すること。 

２ 住民対応班（ｺｰﾙｾﾝﾀｰ）の運用に関するこ

と。 

３ 各部への指令および活動状況の集約に関

すること。 

４ 自衛隊・警察・消防の運用に関すること。 

５ 災害救助法の適用申請に関すること。 

６ 義援金品の受領に関すること。 

７ 災害対策本部の設置に関すること。 

８ 国、都および関係機関の情報収集に関す

ること。 

９ 無人航空機（ドローン）の運用に関する

こと。 

10 避難対策の統制に関すること。 

11 物資の確保および輸送にに関すること。 

12 災害廃棄物処理の統制に関すること。 

13 災害復興計画の調整に関すること。 

企画部 

財政課 財政課 １ 災害に伴う予算の編成に関すること。 

情報推進課 デジタル推進課 １ 情報システムの復旧に関すること。 

施設整備課 施設整備課 

１ 区有施設（総合庁舎を除く）の安全確認

および被害状況の調査、集約に関するこ

と。 

２ 区有施設（総合庁舎を除く）の被災箇所

の応急措置に関すること。 

経理課 経理課 

１ 総合庁舎の管理保全に関すること。 

２ 工事等の契約に関すること。 

３ 車両、船舶等輸送手段の調達および配車

調整に関すること。 

４ 緊急通行車両章の準備に関すること。 

５ 住民対応班（ｺｰﾙｾﾝﾀｰ）の設置に関するこ

と。 

生活再建課 税務課 

１ 住家被害認定調査に関すること。 

２ 被災台帳作成に関すること。 

３ 罹災証明書の発行に関すること。 

総務部 人事課 
人事課 

新庁舎整備課 

１ 総合庁舎来庁者の救護に関すること。 

２ 各部間の人員調整に関すること。 

３ 自治体からの応援職員の受入れおよび人

的受援（ボランティアを含む）の配分に

関すること。 
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災対組織（部） 災対組織（課） 通常組織 事務または業務大綱 

４ 災害対応職員の対応に伴う予算の編成に

関すること。 

５ 外国人に対する支援に関すること。 

広報報道課 戦略広聴課 

１ 災害に伴う広報／報道機関の対応に関す

ること。 

２ 災害の記録に関すること。 

会計部 会計管理室 会計管理室 

１ 経費の支払いに関すること。 

２ 義援金品の出納保管に関すること。 

３ 金融機関との連絡、調整に関すること。 

区民支援部 

地域活動課 
地域活動課 

地域産業振興課 

１ 地域拠点（地域センター）の総括に関す

ること。 

２ 地域拠点（地域センター）の周辺被害状

況  集約、報告に関すること。 

３ 商店街、事業所の支援に関すること。 

４ 中小企業センターの管理保全および利用

者の安全に関すること。 

５ 見舞金、災害弔慰金の支給に関すること。 

６ 災害援護資金の貸し付けに関すること。 

７ 総合相談窓口に関すること。 

８ 消費生活の安定化に関すること。 

管理課 戸籍住民課 

１ 遺体の取り扱いに関すること。 

２ 地域拠点（地域センター）の支援に関す

ること。 

滞留者支援部 滞留者支援課 

文化観光戦略課 

スポーツ推進課 

人権啓発課 

１ 部所属施設の管理保全および利用者の安

全・被災状況の把握に関すること。 

２ 帰宅困難者の受入および援護（物資含む）

に関すること。 

３ 被災状況の把握および報告に関するこ

と。 

４ 帰宅困難者受入れ施設開設および管理運

営に関すること。 

避難対策部 

(補完避難所) 
子ども支援課 

子ども育成課（すまいるス

クールを除く） 

子育て応援課 

児童相談課 

保育入園調整課 

保育施設運営課 

子ども家庭支援センター 

１ 部所属施設の管理保全および利用者の安

全・被災状況の把握に関すること。 

２ 情報の収集および連絡に関すること。 

３ 保護者への連絡に関すること 

４ 補完避難所の開設・管理運営および避難

対策の支援・調整に関すること。 

避難対策部 

(福祉避難所) 
福祉課 

福祉計画課 

障害者施策推進課 

障害者支援課 

高齢者福祉課 

高齢者地域支援課 

生活福祉課 

１ 部所属施設の管理保全および利用者の安

全・被災状況の把握／情報の収集および

連絡に関すること。 

２ 要配慮者の救助、支援に関すること。 

３ 避難行動要支援者対策班の設置に関する

こと。 
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災対組織（部） 災対組織（課） 通常組織 事務または業務大綱 

４ 福祉避難所の開設・管理運営および避難

対策の支援・調整に関すること。 

５ 被保護者の救援に関すること。 

６ ボランティアの受入れおよびボランティ

アセンターの運営に関すること。 

７ 施設利用者の家族等への連絡に関するこ

と。 

避難対策部 

(区民避難所) 
避難所対策課 

庶務課 

学務課 

指導課 

品川図書館 

教育総合支援センター 

国保医療年金課 

子ども育成課（すまいるス

クール） 

＜協力体制：小中学校・義

務教育学校・品川区立各地

区図書館＞ 

１ 部所属施設の管理保全および利用者の安

全に関すること。 

２ 各学校との連絡調整および指導に関する

こと。 

３ 学校施設、設備の被災箇所の応急措置に

関すること。 

４ 教育長および教育委員との連絡調整に関

すること。 

５ 被災児童および生徒への教科書、学用品

の給付に関すること。 

６ 授業再開の準備に関すること。 

７ 区民避難所・自主避難施設・避難場所の

開設・管理運営および避難対策の支援・

調整に関すること。 

８ 図書館全館の被災状況の把握に関するこ

と。 

９ 広域避難場所の状況把握、情報収集、報

告に関すること。 

保健衛生部 保健衛生課 

健康課 

地域医療連携課 

生活衛生課 

保健予防課 

１ 所属部署の管理保全および利用者の安

全・被災状況の把握および報告に関する

こと。 

２ 医療救護本部の設置に関すること。 

３ 初動医療体制の構築（災害拠点病院等と

の連携を含む）に関すること。 

４ 医師会等関係団体との連携に関するこ

と。 

５ 医療ボランティアの受入・調整に関する

こと。 

６ 医療救護所での医薬品・医療資器材の調

達・管理に関すること。 

７ 都保健医療局および医療機関等への要

請、連絡調整に関すること。 

８ 医療救護所の開設、運営/医療救護所運営

の支援に関すること。 

９ 衛生指導に関すること。 

10 衛生検査に関すること。 

11 殺虫、消毒、防疫宣伝に関すること。 

12 栄養・食生活支援の調整・管理に関する

こと。 
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災対組織（部） 災対組織（課） 通常組織 事務または業務大綱 

保健救護課 

品川保健センター 

大井保健センター 

荏原保健センター 

１ 被災状況の把握および報告に関するこ

と。 

２ 感染症予防に関すること。 

３ 巡回健康相談に関すること。 

建築住宅部 

都市復旧課 
都市計画課 

住宅課 

１ 応急仮設住宅等の入居者の募集、選定に

関すること。 

２ 被災者に対する給水に関すること。 

３ 都市復興計画の調整に関すること。 

４ 建設型応急住宅の設置に関すること。 

５ 風水害時の家屋・がけ崩れ調査に関する

こと。 

建築課 

木密整備推進課 

都市開発課 

建築課 

１ がけ地および地盤調査に関すること。 

２ 区内建築物および宅地の応急危険度判定

に関すること。 

３ 被災建築物応急危険度判定員との協力に

関すること。 

４ 風水害時の家屋・がけ崩れ調査に関する

こと。 

廃棄物課 
環境課 

品川区清掃事務所 
１ 災害廃棄物等の処理に関すること。 

土木部 

指揮課 
土木管理課 

地域交通政策課 

１ 土木施設の被害状況の集約、報告に関す

ること。 

２ 派遣された自衛隊との現場における連絡

に関すること。 

３ 冠水・風水害調査（気象情報の分析評価

を含む）に関すること。 

工作課 

道路課 

河川下水道課 

公園課 

１ 土木施設の被害状況の調査に関するこ

と。 

２ 道路啓開（路上の倒壊建物等の障害物除

去）、復旧に関すること。 

３ 街路樹の管理に関すること。 

４ 水門、防災船着場、桟橋の情報収集、復

旧に関すること。 

５ 河川、橋梁および隧道の復旧に関するこ

と。 

６ 津波の対応に関すること。 

７ 冠水・風水害調査に関すること。 

８ 公園および児童遊園の活用の調整に関す

ること。 

９ 公園および児童遊園の復旧、修理に関す

ること。 

議会対策部 議会対策課 区議会事務局 
１ 議会対策本部と災害対策本部との連絡調

整、区議会議員の対応に関すること。 
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第３ 倉庫および資機材 

○区は、水防作業が十分に行えるように資機材および設備の整備ならびに輸送の確保に努

める。 

区は、その管内における水防作業が十分に行えるように資機材および設備の整備ならび

に輸送の確保に努めるものとする。 

なお、管内各水防機関および最寄りの業者が保有する各種資機材を常時調査し、緊急の

補給に備えておくものとする。 

１ 現地配備の土嚢類 

資料 87 現地配備の土嚢類  

２ 水防機械 

資料 88 水防機械  

３ 土砂採取場 

資料 89 土砂採取場 
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第４ 水防工法 

○水防工法は、現場の状況、工作物の構造および使用材料等を考慮して実施する。 

水防工法は、現場の状況、工作物の構造および使用材料等を考慮して実施すること。材

料および労力等、標準的な水防工法例を別冊資料に示した。 

① 積土のう  ② 鋼板防護工     ③ 護岸裏積土のう 

④ かま段工  ⑤ 吸水性水のう積工 

資料 90 水防工法の例示 

第５ 竜巻対策 

○気象庁は、気象庁防災業務計画に基づき、竜巻に係る情報を専用通信施設等により、都

総合防災部等の関係機関、報道機関へ伝達する。 

１ 気象庁による情報提供 

（１）予告的な気象情報 

気象庁は、低気圧の発達などにより災害に結びつく気象現象が予想される場合、半日

～1 日程度前に「大雨と雷及び突風に関する東京都気象情報」などの標題で予告的な気

象情報を発表する。このとき、竜巻などの激しい突風の発生が予想される場合には、「竜

巻などの激しい突風」と明記して注意を呼びかける。 

（２）雷注意報 

気象庁は、積乱雲に伴う激しい現象（落雷、ひょう、急な強い雨、突風など）の発生

により被害が予想される数時間前に雷注意報を発表する。このとき、竜巻などの激しい

突風の発生が予想される場合には、注意報本文の付加事項に「竜巻」と明記して特段の

注意を呼びかける。 

２ 竜巻注意情報 

気象庁は、気象ドップラーレーダーの観測などから、竜巻等の激しい突風の発生するお

それがある時に、東京地方または伊豆諸島に対して竜巻注意情報を発表する。雷注意報が

発表されている状況下において発表する情報で、有効期間は、発表から１時間である。 

３ 竜巻発生確度ナウキャスト 

① 気象ドップラーレーダーの観測などを利用して、竜巻などの激しい突風の可能性のあ

る地域を分布図（10km 格子単位）で表し、その１時間後までの移動を予測する。竜巻発

生確度ナウキャストは、平常時を含めて常時 10 分毎に発表する。 

・気象庁は、気象庁防災業務計画に基づき情報を専用通信施設等により、都総合防災部等

関係機関、日本放送協会（NHK）等報道機関へ伝達する。 

・伝達は、発表者（都および気象庁）から地域防災計画で定めた伝達経路により行うもの

とする。指定公共機関および指定地方公共機関への情報伝達に関しては、大雨警報の伝

達に準じる。 

  



第３編 災害応急対策 

第２部 風水害応急対策 

第３章 災害対応体制 

応急-240 

図表3-49 竜巻など激しい突風に対する段階的な情報の発表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：気象庁ホームページ 

 

② 激しい突風をもたらす竜巻などの現象は、発現時間が短く、発現場所も極めて狭い範

囲に限られている。一方、この情報は比較的広い範囲（おおむね一つの県）を対象に発

表するので、竜巻注意情報が発表された地域でも必ず竜巻などの突風に遭遇するとは限

らない。したがって、竜巻注意情報が発表された場合には、まず簡単にできる対応とし

て、周囲の空の状況に注意を払う。さらに、空が急に真っ暗になる、大粒の雨が降り出

す、雷が起こるなど、積乱雲が近づく兆候が確認された場合には、頑丈な建物に避難す

るなどの身の安全を確保する行動をとる。また、人が大勢集まる屋外行事や高所作業の

ように、避難に時間がかかると予想される場合には、気象情報や雷注意報にも留意し早

めの避難開始を心がける。 

③ 竜巻注意情報が発表された場合、竜巻発生確度ナウキャストを見れば危険な地域の詳

細や、刻々と変化する状況を把握することができる。雷注意報や竜巻注意情報と竜巻発

生確度ナウキャストとを組み合わせて利用することが効果的である。 

 

４ 区の対応 

① 災害時の危機管理体制を確認するとともに、気象庁などとも連携の上、気象情報に十

分留意し、竜巻等突風災害に係る対応についての住民に対する周知、啓発に努める。 

② 気象庁から「全国瞬時警報システム（J-ALERT）」に送信されている竜巻注意情報を受

信した場合、区の判断に応じ、防災行政無線等により周知を図る。 
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第６ 雪害対策 

○降積雪時、区は雪害対策本部を設置し、事態に即応した配備態勢により除雪作業を行う。 

① 降積雪時には、区は雪害対策本部を設置し、道路交通の安全確保および区民生活の混

乱の軽減を図るため、坂道と階段が多い通勤・通学路、歩道橋および主要駅周辺の区道

などを重点に除雪作業を行う。除雪活動態勢、招集基準、雪害対策本部組織は災害対策

本部設置時の規則を準用する。 

② 積雪等の状況を判断し、本部長が必要であると認めた場合は、区内土木業者へ除雪等

の作業を要請し、事態に即応した配備態勢により除雪作業を行う。 

１ 除雪活動の基本方針 

基本的に除雪を行う箇所は、通勤・通学路および主要駅周辺の歩道橋等とする。除雪

の実施に当たっては、区職員によるほか、業者に施工を委託する。 

２ 除雪箇所選定の考え方（区道を対象とする） 

・区が管理する歩道橋および階段 

・主要駅の周辺（JR 西大井駅・JR 大井町駅等） 

・急勾配の坂道（概ね 10％以上） 

・その他、本部長が必要と認める箇所 

第７ 費用および公用負担 

○水防管理団体は、管理区域の水防に要する費用を負担する。区域外の区市町村が当該水

防により著しく利益を受ける場合、水防に要する費用の一部を受益区市町村が負担する。 

○水防上緊急の必要があるとき、水防管理者または消防機関の長は、公用負担権限を行使する。 

１ 費用負担 

① 水防管理団体は、その管理区域の水防に要する費用を負担するものとする。ただし、

応援のために要した費用は当該応援を求めた水防管理団体が負担するものとし、その額

および方法は、当該応援を求めた水防管理団体と、応援を求められた水防管理団体が協

議して定める。 

（水防法第 32 条、第 16 条第３・４項） 

② 区域外の区市町村が当該水防により著しく利益を受ける場合には、当該水防に要する

費用の一部を受益区市町村が負担する。この費用の額および負担方法は両者が協議して

定めるものとし、協議が成立しないときは知事にあっせんを申請することができる。 

（水防法第 32 条の２、第２・３項） 

２ 公用負担 

（１）公用負担権限 

水防法第 21 条の規定により、水防上緊急の必要があるとき、水防管理者または消防機

関の長は、現場において、必要な土地の一時使用、土石その他の資材の使用もしくは収
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用、車両その他の運搬具や器材の使用、工作物その他の障害物を処分する権限を行使す

ることができる。 

（２）公用負担権限証明 

公用負担の権限を行使する場合、水防管理者または消防機関の長にあっては、その身

分を示す証明書を、その他これらの者の委任を受けた者にあっては、次のような証明書

を携行し、必要ある場合はこれを提示すること。 

 

 

               公用負担権限委任証明 
 第    号                  身 分    氏  名 
上の者に○○区域における水防法第 21 条第１項の権限行使を委任したことを証明する。 
    年   月   日 
                      水 防 管 理 者            氏 名   印 
                    （または消防機関の長） 

 

３ 公用負担命令票 

公用負担の権限を行使するときは、次のような公用負担命令票を作成し、その一通を目

的物所有者、管理者またはこれに準ずべき者に交付する。 

ただし、現場の事情により、そのいとまのないときは事後において直ちに処理するもの

とする。 

４ 損失補償 

公用負担権限行使によって損失を受けた者に対し、水防管理団体は時価によりその損失

を補償するものとする。（水防法第 21 条） 

  

公 用 負 担 命 令 票 
                        住   所 
                    負担者氏名 

 第    号 

  物 件 
 

  数 量 
 

  負担内容（使用、収用、処分等） 
 

  期 間 
 

  摘 要 
   水防法第 21 条の規定により右物件を収用（使用または処分）する。 

     年  月   日 
                     水 防 管 理 者            氏  名  印 
                    （または消防機関の長） 
                     事 務 取 扱 者          職 氏  名  印 
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対策３ 消防機関が実施する水防活動計画    

第１ 消防機関の水防活動 

○消防機関は、消防団や防災関係機関と連携を図り、水災から区民の生命、財産を保護す

るため水防活動を実施する。 

１ 水防活動 

台風や局地的な集中豪雨等発生時には、洪水や河川の氾濫が予想されるため、現有消防

力を効率的に運用し、消防団との適正な連携を図るほか、防災関係機関と連携を保ちつつ、

その全機能をあげ水害を防御し、これによる被害を軽減することを目的に水災から区民の

生命、財産を保護する。 

（１）消防機関がとるべき活動態勢 

ア 水防態勢 

気象情報その他により水災が予想されるときは水防態勢を発令して関係機関と密接

な連絡を行い情報を収集分析し、水防非常配備態勢の発令に備える。 

イ 水防非常配備態勢 

水災に対処するため気象状況、災害状況に応じ水防非常配備態勢を発令し事前計画

に基づく活動を開始する。 

ウ 水防計画 

水防活動における計画は、次表のとおりである。 

項目 内    容 

水
防
計
画 

活
動
の
基
本 

１ 水災が発生しまたは発生しようとしている場合において、人命危険の

防止および災害応急対策の円滑を図るため、特に必要があると認めた時

は、所定の警戒区域を設定し、水防関係者以外の者の立入禁止等の措置

を行う。 

２ 水防活動の実施に当たっては、水防管理者および河川管理者等と相互

に協議し水防現場に適合した工法を決定する。 
部
隊
の
運
用

等 １ 水災の規模等により、所定の計画に基づき、部隊運用および現場活動

を行う。 

２ 水防部隊は、原則として火災には出場しない。 

情
報
収
集
等 

１ 必要により消防小隊を出向させ、河川の巡視、被害発生状況等の情報

収集を行う。 

２ 消防団員を積極的に活用し、水災状況の早期把握に努める。 

３ 関係機関へ職員を派遣し、相互に情報交換する。 
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項目 内    容 

消
防
団
の
活
動 

「震災編第４部災害対応体制」に準じ、所轄消防署と協力して災害防除

活動にあたる。 

 

対策４ 応援協力          

第１ 相互応援協力 

○区は、被害が広範囲に及ぶ場合、被災していない近隣区市町村や民間の協力を得て災害

対策を実施する。 

① 災害が発生した場合、または発生の恐れがある場合、各防災関係機関はあらかじめ定

めてある、所掌事務または業務に従って応急対策を実施するが、その災害の状況によっ

ては必要に応じて他の機関に協力を求め災害対策の円滑な実施を期さなければならない。 

② 特に被害が広範囲に及ぶ場合、区の防災関係機関のみの対応では困難が想定されるの

で、被災していない近隣区市町村や民間の協力を得て災害対策を実施する必要がある。 

第２ 自衛隊への災害派遣要請 

○区長は、必要があると認めた場合は、都知事に対し自衛隊の災害派遣を要請する。 

区長は、災害が発生し、または発生する恐れがあり、人命または財産の保護のため必要

があると認めた場合は、都知事に対し自衛隊の災害派遣を要請するものとする。 

 

対策５ 災害救助法の適用        

災害救助法の適用については、「第１部 第 12 章 区民生活の再建」に定めるところによ

る。 

 

対策６ 警備活動          

○警察機関および東京海上保安部は、水害発生時における警備活動、交通規制を行う。 

 

機関名 内   容 

警察機関 ・警備、および交通規制 

東京海上保安部 ・警備、および交通規制 

 

水害発生時における警備活動は、おおむね次のとおりとする。 
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・河川およびその他危険箇所の警戒 

・災害地における災害関係の情報収集 

・警戒区域の設定 

・被災者の救出、救護 

・避難者の誘導 

・危険物の保安 

・交通秩序の確保 

・犯罪の予防および取り締まり 

・行方不明者の調査 

・遺体の見分(検視) 

 

対策７ 交通規制          

第１ 交通秩序の維持 

○警察機関は、危険箇所を表示し交通規制を行い、交通秩序の維持に努める。 

被災地およびその周辺は交通の混乱を生じ、かつ危険箇所が多いので、速やかに危険箇

所を表示し、局地的な通行禁止、一方通行、う回等適切な交通規制を行い、交通秩序の維

持に努める。 
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第４章 情報通信 

対策の基本的な考え方 
 

災害時の各防災関係機関は緊密な連携のもと、応急対策を実施するため、的確な情報の

収集・伝達を行うとともに、あわせて適切な広報活動を行うことにより、災害の発生もし

くは拡大を未然に防止する必要がある。 

ここでは、情報通信連絡体制、被害状況の報告体制、広報・広聴等について示す。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 情報通信連絡体制 

 第１ 通信連絡体制の確保 

○区は、都および各防災関係機関と、無線等により情報交換を行う。 
 第２ 防災関係機関との情報連絡系統 

○防災関係機関との情報連絡系統図を示す。 
 
対策２ 被害状況の報告体制 

 第１ 被害状況等の本部への報告 

○区は、区民および防災関係機関等から情報を収集するとともに、本部長室へ被害状況お

よび活動情報を報告する。 
 第２ 水防活動の都への報告 

○区は、水防態勢時に、水防巡視等の水防活動を行った場合、都建設事務所に報告する。 
 第３ 被害状況等の都への報告 

○区は、災害に関する応急対策が完了するまで、各種報告をとりまとめ、都に報告する。 
 
対策３ 広報・広聴等 

 第１ 区による広報活動 

○区は、住民に対する広報に際し、できるかぎり統一的な内容で、多様な手段を用いて広

報を行う。 
 第２ ケーブルテレビ品川による広報活動 

○区は、ケーブルテレビ品川との相互協定に基づき、品川区民チャンネルによる緊急放送

を通じて、区民へ情報の提供を行う。 
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【用語の解説】 

①固定系同報無線 

主として非常災害時の区民向け情報伝達用の拡声器を備えた屋外子局のことをいう。

品川区では、区内の学校、公園などの 155 箇所に設置している。 

②品川区ツイッター 

品川区にて平成 23 年 12 月 1 日から、新たな情報発信ツールとして開始している X

（エックス（旧ツイッター））のことをいう。X とは、パソコンや携帯電話、スマート

フォンなどから 140 文字以内の短文を投稿し、情報を発信するソーシャルメディアの

ことをいう。広報広聴課が運用している。 

③エリアメール 

あらかじめ決められたエリア内で、携帯電話に緊急情報（高齢者等避難、避難指示、

緊急安全確保等）が配信されるサービスのことをいう。 

④ケーブルテレビ品川 

ケーブルテレビ放送、ケーブルインターネット、固定電話、緊急地震速報、しなが

わテレビプッシュなどのサービスを提供している、品川区を事業免許エリアとする放

送局をいう。災害時は、区民チャンネルを活用して災害対策本部発表による正確な災

害情報・生活情報などを被災者に提供する。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 情報通信連絡体制 

対策２ 被害状況の報告体制 

対策３ 広報・広聴等 

※「第１部 第４章 情報通信」を準用する。 

 

対策１ 情報通信連絡体制        

第１ 通信連絡体制の確保 

○区は、都および各防災関係機関と、無線等により情報交換を行う。 

① 災害対策本部における情報連絡窓口は情報部とし、都および各防災関係機関との無線

通信等を行う。 

② 災害対策本部が設置された場合、各防災機関は区本部室へ各機関で使用している無線

等により、相互に情報交換を行うものとする。 

③ 災害対策本部が設置された場合は「第３編 第１部 震災応急対策」「第４章 情報通

信」を準用する。 
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第２ 防災関係機関との情報連絡系統 

○防災関係機関との情報連絡系統図を示す。 

情報連絡系統図は次のとおりである。 

図表3-50 情報連絡系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   有線または口頭 

   無線 

   都防災行政無線 

方面本部 

東京消防庁 

都災害対策本部 

警視庁 

消防署 

警察署 

他市区町 

消防団 

交番 

方面本部 

 

防
災
区
民
組
織
・
住
民 

各省庁（国） 

自衛隊 

放送局 

鉄道 

他都道府県 

 

品川区 
応急対策本部
（水防本部）

または 
災害対策本部 



第３編 災害応急対策 

第２部 風水害応急対策 

第４章 情報通信 

応急-250 

対策２ 被害状況の報告体制       

第１ 被害状況等の本部への報告 

○区は、区民および防災関係機関等から情報を収集するとともに、本部長室へ被害状況お

よび活動情報を報告する。 

１ 情報の収集 

（１）デジタル移動通信および IP 無線機を活用した災害関連情報の収集 

情報の収集については、区民および防災関係機関からの情報についてデジタル移動通

信および IP 無線機等を活用し、災害対策本部の指令情報部で集約する。 

（２）コールセンター設置による情報の収集 

区民等からの被害情報等の収集・把握および各種問い合わせに対応するため、コール

センターを災害対策本部に設置する。 

（３）無人航空機（ドローン）による被害情報の収集 

気象条件等により、河川沿い等の被害状況について無人航空機（ドローン）を活用し

てリアルタイムで収集することに考慮する。 

２ 情報の伝達 

本部長室への情報の伝達については、被災情報管理システムを用いるとともに、固定系

同報無線等を通じ、区民に対する情報伝達の徹底を図るものとする。 

３ 被害状況および活動情報の本部長室への報告 

報告事項は次のとおりとする。 

気象状況、活動状況、被害状況、避難所等の状況 

 

第２ 水防活動の都への報告 

○区は、水防態勢時に、水防巡視等の水防活動を行った場合、都建設事務所に報告する。 

区は、水防態勢時に、水防巡視等の水防活動を行った場合、各種報告をとりまとめ都建

設事務所に報告する。 

１ 報告すべき事項 

・水防巡視箇所、河川・護岸等の状況 

・水防活動の実施状況 

２ 報告の方法 

水防巡視点検表および水防活動報告書により、都建設事務所に報告する。 
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第３ 被害状況等の都への報告 

○区は、災害に関する応急対策が完了するまで、各種報告をとりまとめ、都に報告する。 

① 区は、災害が発生した時から当該災害に関する応急対策が完了するまで、各種報告を

とりまとめ都に報告する。 

② 家屋の倒壊や火災が多発する災害が発生した場合および災害対策基本法第 53 条に基

づく被害の状況の報告が都にできない場合には、国（総務省消防庁）に報告する。 

１ 報告すべき事項 

・災害の原因 

・災害が発生した日時 

・災害が発生した場所または地域 

・被害状況 

２ 報告の方法 

東京都災害情報システム（DIS）データ端末に入力し報告する。 
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対策３ 広報・広聴等         

図表3-51 各機関の役割 

機関名 役  割 

区 

・災害情報の収集、住民への広報 

・様々な方法による被災者への正確な災害情報・生活情報の広報 

・報道機関への発表 

・被害状況等に係る記録 

警察機関 
・各方面本部、警察署からの情報収集、都への報告 

・東京消防庁、自衛隊等防災関係機関と情報交換 

東京消防庁 
・災害に関する情報（水災等に関する情報、水防活動状況）を収集し、関係

機関と協力し適時的確な広報活動を住民に対し実施 

NTT 東日本 
・通信のそ通および利用制限の措置状況および被災した電気通信設備等の応

急復旧状況等の広報 

 

第１ 区による広報活動 

○区は、住民に対する広報に際し、できるかぎり統一的な内容で、多様な手段を用いて広

報を行う。 

１ 災害情報の収集 

企画部広報報道課は、災害対策本部の設置と同時に、常時連絡員を本部室に派遣し、情

報を把握するとともに、検討を行い、報道機関への発表、住民への広報に備える。連絡員

は情報の収集にあたり、情報部等の関係各部とも緊密な連絡を保ち、発表資料の正確、迅

速な把握を期するものとする。 

２ 住民への広報 

住民に対する広報は、デマ・誤報などの防止を図るため、できるかぎり統一的な内容で

広報するものとする。広報事項および内容等の調整は本部長が行うものとする。 

（１）防災行政無線 

災害発生直後に起こる第二次災害とその拡大の恐れがある場合は、区防災行政無線の

固定系により全区内、または地域ごとの広報活動を行う。 

（２）広報車 

危険が予想される地域には、重点的に広報車を出動させる。広報車は災害対策本部と

密接な連絡をとり状況に応じた効果的な広報活動を行う。一応災害が終息したときは広

報車により被災地を巡回して移動相談を行い、救護措置の万全を期するものとする。 
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（３）臨時広報紙の発行 

災害発生時の混乱した状況において、区の発表内容や生活情報などを被災者に正確に

伝えるため、臨時広報紙を発行し広報活動を行う。 

（４）ホームページ 

区の発表内容や生活情報などを被災者に正確に伝えるためにホームページを活用し広

報活動を行う。 

（５）品川区公式 SNS、ヤフー（Yahoo）防災速報 

災害時においては、X（エックス（旧ツイッター））、フェイスブック（Facebook）、

ライン（LINE）品川区公式アカウント、ヤフー（Yahoo!）防災速報を活用し、災害時の

情報発信・広報を行う。 

（６）避難情報緊急通知コール 

避難地域に指定されている区民に対し、通知サービスに事前登録した区民等に対して、

区が避難指示等を発令した場合に、電話やメールにより伝達を行う。 

（７）エリアメール 

区が配信元となり、各携帯会社が提供する「緊急速報エリアメール（NTT ドコモ）」・

「緊急速報メール（KDDI・ソフトバンク・楽天モバイル）」のサービスを活用して、災

害時の高齢者等避難や、避難指示、緊急安全確保を配信する。 

（８）メール配信 

しなメールを活用し、気象庁が発表する気象警報等の情報配信や、災害・緊急時等の

情報発信を行う。 

（９）ＦＭラジオ 

FMしながわ(88.9Mhz)およびinterFmとの「災害時等における放送要請に関する協定」

により、災害時等における放送の協力を要請できる。 

（１０）デジタルサイネージ 

新たな広報媒体として導入したデジタルサイネージを活用して、リアルタイムに防災

気象情報・緊急情報等を含め、様々な情報を積極的かつ効果的に発信する。 

３ 災害情報伝達手段の充実 

現在確立している情報伝達手段の他、情報不足による区民の動揺や不安を払拭するた

めに伝達手段の一層の充実を図る。 
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第２ ケーブルテレビ品川による広報活動 

○区は、ケーブルテレビ品川との相互協定に基づき、品川区民チャンネルによる緊急放送

を通じて、区民へ情報の提供を行う。 

① 区内を放送区域としてケーブルテレビ品川との相互協定に基づき、品川区民チャンネ

ルによる緊急放送を通じて、情報の提供を行う。 

② 災害対策本部発表による正確な災害情報・生活情報などを初動期、復旧・復興期、各

時期において適宜、被災者に提供する。 

③ ケーブルテレビ品川本社スタジオからの放送のほか、区役所内に臨時スタジオ機能を

配置し、災害対策本部からの放送も行う。 

④ L 字放送（L 字ウィンドウの文字放送）、しながわテレビプッシュによる気象・水防な

どの防災情報や任意の文字情報の配信を行う。 
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第５章 備蓄・輸送対策 

対策の基本的な考え方 
 

災害時において、被災者である区民に必要な物資を継続的に供給していく必要があるこ

とから、ここでは、区が都等と連携して行う物資の備蓄、拠点整備、円滑な輸送を行うた

めの実施体制等について定める。 

備蓄・輸送対策については、「第１部 第５章 備蓄・輸送対策」に定めるところによる。 
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第６章 避難者対策 

対策の基本的な考え方 
 

風水害時には、浸水、崖崩れ等、住民の避難を要する地域が出現することが予想される。

このため、被災者の生命、身体の安全確保等について、適切な避難対策を講ずる必要があ

る。浸水、崖崩れ等のため、人命に危険を及ぼすと予想される場合、住民を安全な場所に

避難させることにより、人的被害の発生を未然に防止しなければならない。 

ここでは、避難指示等の発令、避難誘導、避難施設の役割、避難所の開設・管理運営に

係る取組みについて示す。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 避難指示等の発令 

 第１ 避難の指示等 

○区長は、災害が発生し、または発生するおそれがある場合、必要と認める地域の居住者、

滞在者その他の者に対し、避難のための立退きを指示する。 
 第２ 避難指示等の発令 

○避難指示等の発令に係る権限等を示す。 
 第３ 避難指示等の伝達 

○区は、区民等への避難指示等の伝達とともに、要配慮者の個々の状態にあった情報伝達

方法を検討し、避難の円滑化を図るための体制づくりを行う。 
 
対策２ 避難誘導 

 第１ 避難誘導 

○区は、区民が自主避難施設、避難場所、親戚・知人宅やホテル等への立ち退き避難、屋

内安全確保を行うよう促す。 
○避難行動要支援者については、避難支援等関係者が安否確認を行い、適切に避難誘導を

行う。 
 第２ 避難施設の役割 

○避難施設の役割を示す。 
 
対策３ 避難所の開設・管理運営 

○区は、浸水ハザードマップ等を踏まえ避難施設の安全性を点検し、水害時にも安全な避

難施設を指定する。 
○区本部長は、避難施設を開設する必要があると認めたときは、避難対策部長に開設を指

令、避難対策部長は、直ちに職員を避難施設に派遣する。 
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【用語の解説】 

①自主避難施設 

区内に被害をもたらすような台風の直撃等に際し、自宅での滞在に不安を感じる方

を受け入れる施設をいう。 

②避難場所 

災害対策基本法に基づき災害の事象ごとに定め、避難指示の発令等に際し、危険を

回避するために一時的に避難者を受け入れる場所をいう。 

③区民避難所 

災害対策基本法に基づき定め、自宅の損壊などにより避難生活を送る必要が生じた

際に避難者を受け入れる施設をいう。 

④福祉避難所 

区民避難所で他の避難者と生活を送ることが困難で、あらかじめ指定した避難行動

要支援者を受け入れる施設のことをいう。 

 

  



第３編 災害応急対策 

第２部 風水害応急対策 

第６章 避難者対策 

応急-258 

対策 
 

対応テーマ 

対策１ 避難指示等の発令 

対策２ 避難誘導 

対策３ 避難所の開設・管理運営 

※「第１部 第６章 避難者対策」を準用する。 

 

対策１ 避難指示等の発令        

第１ 避難の指示等 

○区長は、災害が発生し、または発生するおそれがある場合、必要と認める地域の居住者、

滞在者その他の者に対し、避難のための立退きを指示する。 

１ 避難の指示等の権限および対象 

① 災害対策基本法第 60 条の規定に基づき、災害が発生し、または発生するおそれがある

場合には、人の生命または身体を災害から保護し、被害の拡大を防止するため特に必要

があると認められるときは、区長は、必要と認める地域の居住者、滞在者その他の者に

対し、避難のための立退きを指示することができる。 

② 区長が上記の立退きを指示することができないとき、または区長から要請があったと

きは、同法第 61 条の規定に基づき、警察官または海上保安官は、必要と認める地域の居

住者等上記の対象者に対し、避難のための立退きを指示することができる。 

 

避難指示等の一般的基準 

避難のための指示等の基準は、原則として次のような事態になった場合に発するものと

する。 

・河川が警戒水位を突破し、洪水のおそれがあるとき。 

・避難の必要が予想される各種気象警報が発せられた時。 

・河川の上流地域が水害を受け、下流地域に危険があるとき。 

・崖崩れ等により著しい危険が切迫しているとき。 

警戒レベル 

避難指示等を発令する際には、避難行動が容易にとれるよう、行動を直感的に理解でき

る内容として提供するため、各段階に応じた警戒レベルを付して発令する。 
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図表3-52 避難指示等の種類、居住者等がとるべき行動等 

避難情報等 
警戒レベル 
相当情報 

居住者等がとるべき行動等 

【警戒レベル５】 
緊急安全確保 

・大雨特別警報 
・氾濫発生情報 
・高潮氾濫発生

情報 
・区へ浸水が到

達 
・氾濫発生水位 

●発令される状況：災害発生または切迫（必ず発令される情
報ではない） 

●居住者等がとるべき行動：命の危険 直ちに安全確保！ 
・指定緊急避難場所等への立退き避難することがかえって

危険である場合、緊急安全確保する。 
ただし、災害発生・切迫の状況で、本行動を安全にとるこ
とができるとは限らず、また本行動をとったとしても身の
安全を確保できるとは限らない。 

【警戒レベル４】 
避難指示 

・土砂災害警戒
情報 

・氾濫危険情報 
・高潮特別警報 
・高潮警報 
・多摩川の堤防

が決壊 
・氾濫危険水位 

●発令される状況：災害のおそれ高い 
●居住者等がとるべき行動：危険な場所から全員避難 
・危険な場所から全員避難（立退き避難または屋内安全確

保）する。 

【警戒レベル３】 
高齢者等避難 

・大雨警報(土砂
災害) 

・洪水警報 
・氾濫警戒情報 
・高潮注意報 

●発令される状況：災害のおそれあり 
●居住者等がとるべき行動：危険な場所から高齢者等は避難 
・高齢者等※は危険な場所から避難（立退き避難または屋内

安全確保）する。 
※避難を完了させるのに時間を要する在宅または施設利

用者の高齢者および障害のある人等、およびその人の避
難を支援する者 

・高齢者等以外の人も必要に応じ、出勤等の外出を控えるな
ど普段の行動を見合わせ始めたり、避難の準備をしたり、
自主的に避難するタイミングである。例えば、地域の状況
に応じ、早めの避難が望ましい場所の居住者等は、このタ
イミングで自主的に避難することが望ましい。 

 

２ 土砂災害の恐れがある対象地域および発令基準 

土砂災害の恐れがある場合に避難を呼びかける避難指示等の発令基準を、以下のとおり

定めている。 

（１）警戒区域 

ア 急傾斜地崩壊危険箇所 

北品川３－７の一部、北品川４－９の一部、北品川５－11 の一部、 

東五反田３－16 の一部、上大崎１－５の一部、上大崎３－10 の一部 

イ 土砂災害（特別）警戒区域 

北品川３・５・６丁目の一部、南品川６丁目の一部 

東五反田１・３・４・５丁目の一部、上大崎１・３・４丁目の一部 

西五反田８丁目の一部、東大井３丁目の一部、八潮５丁目の一部 
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（２）避難指示等の発令基準 

図表3-53 避難指示等発令基準 

警戒レベル 避難情報の種類 発令（判断）基準 

警戒レベル３ 
高齢者等避難の

発令 

大雨警報（土砂災害）が発表された場合（夜間に大雨警

報（土砂災害）に切り替える可能性が高い場合を含む。） 

警戒レベル４ 避難指示の発令 
土砂災害警戒情報が発表された場合（大雨警報（土砂災

害）中の記録的短時間大雨情報発表を含む。） 

警戒レベル５ 
緊急安全確保の

発令 

大雨特別警報が発表された場合（がけ崩れの発生と前兆

現象の発見を含む。） 

 

３ 目黒川氾濫の恐れがある対象地域および発令基準 

氾濫の恐れがある場合に避難を呼びかける避難指示等の発令基準を、以下のとおり定め

ている。 

（１）避難対象区域 

北品川 1～5 丁目の一部、東品川１・３・４丁目の一部、南品川１～４丁目の一部、西

品川１丁目の一部、広町 1 丁目の一部、上大崎４丁目の一部、東五反田１～３・５丁目

の一部、西五反田１～５・７・８丁目の一部、大崎１・５丁目の一部、 

大崎２～４丁目の一部、東大井１丁目の一部 

（２）避難指示等の発令基準 

図表3-54 目黒川氾濫に対する避難指示等の発令基準 

資料 91 目黒川荏原調節池上流観測所の断面図 

 避難指示等の種類 発令基準 住民の行動 

警戒 

レベル 

３ 

高齢者等避難の発令 なし なし 

警戒 

レベル 

４ 

避難指示の発令 

荏原調節池上流観測所におけ

る水位が氾濫危険水位（A.P.＋

4.47m）に達し、目黒川氾濫危険

情報が発表された場合 

避難対象地域にいる人は屋内安全

確保（安全な上階へ垂直避難または

浸水しない上層階に留まる）、ある

いは避難場所等への立退き避難 

警戒 

レベル 

５ 

緊急安全確保の発令 

荏原調節池上流観測所におけ

る 水 位 が 氾 濫 発 生 水 位

（A.P+5.42m)に達した場合 

避難対象地域にいる人は命の危険

があることから直ちに安全を確保

し、相対的に安全である場所へ直ち

に移動 
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４ 高潮浸水の恐れがある対象地域および発令基準 

浸水の恐れがある場合に避難を呼びかける避難指示等の発令基準を、以下のとおり定め

ている。 

（１）避難対象区域 

北品川１～５丁目の一部、東品川１～４丁目、広町 1 丁目の一部、東品川５丁目の一

部、南品川１～４丁目の一部、大崎 1 丁目、東大井１～２丁目、東大井３～４丁目の一

部、大崎５丁目の一部、南大井１～４丁目、南大井５～６丁目の一部、東五反田１・２

丁目の一部、勝島１～２丁目、勝島３丁目の一部、西五反田１～５・７・８丁目の一部、

八潮２・４丁目の一部 

 

図表3-55 高潮浸水に対する避難指示等の発令基準 

 

  

 
避難指示等の種類 発令基準 住民の行動 

警戒 

レベル 

３ 

高齢者等避難の発令 

高潮注意報の発表において警

報に切り替える可能性が高い

旨に言及された場合 

避難対象地域にいる人は屋内安全

確保または最寄りの避難場所への

立退き避難の準備 

 

避難行動要支援者等は避難を開始 

警戒 

レベル 

４ 

避難指示の発令 

高潮警報（警戒レベル４相当

情報［高潮］）発表された場

合 

（高潮特別警報（警戒レベル

４相当情報［高潮］）を含

む。） 

避難場所等への立退き避難、ある

いは屋内安全確保（安全な上階へ

垂直避難または浸水しない上層階

に留まる） 

警戒 

レベル 

５ 

緊急安全確保の発令 
高潮氾濫発生情報が発表され

た場合 

避難対象地域にいる人は命の危険

があることから直ちに安全を確保

し、相対的に安全である場所へ直

ちに移動 
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５ 多摩川氾濫の恐れがある対象地域および発令基準 

氾濫の恐れがある場合に避難を呼びかける避難指示等の発令基準を、以下のとおり定め

ている。 

 

（１）避難対象区域 

東大井２丁目の一部、南大井１・４～６丁目の一部、南大井２・３丁目 

図表3-56 多摩川氾濫に対する避難指示等の発令基準 

  

第２ 避難指示等の発令 

○避難指示等の発令に係る権限等を示す。 

避難指示等の発令に係る権限等は以下のとおりである。 

① 区の地域において危険が切迫した場合には、区長は地元警察署長および消防署長と協

議のうえ、避難を要する地域ならびに避難先を定めて避難指示等を発令する。 

② 区長は、災害が発生または、発生しようとしている場合において、住民の生命、身体

を保護するために必要があると認めるときは、警戒区域を設定し、当該区域への立入り

を制限もしくは禁止し、または、退去を命ずることができる。 

③ 地域において危険が切迫し、区長が避難の指示をすることができないと認めるとき、

または区長から要請のあったときは、警察署長が住民等に避難の指示を行うことができ

る。この場合、警察署長は直ちに区長に対し、避難の指示を行った日時、対象地域等を

通知するものとする。 

 
避難指示等の種類 発令基準 住民の行動 

警戒 

レベル 

３ 

高齢者等避難の発令 なし なし 

警戒 

レベル 

４ 

避難指示の発令 
多摩川の堤防（丸子橋～大師

橋間左岸）が決壊した場合 

避難対象地域にいる人は避難場所

等への立退き避難、あるいは屋内

安全確保（安全な上階へ垂直避難

または浸水しない上層階に留ま

る） 

警戒 

レベル 

５ 

緊急安全確保の発令 品川区へ浸水が到達した場合 

避難対象地域にいる人は命の危険

があることから直ちに安全を確保

し、相対的に安全である場所へ直

ちに移動 
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④ 消防署長は、災害の進展等により住民を避難させる必要がある場合は区長に通報し、

住民等に避難指示の伝達を行う。また、被災状況を勘案し、必要な情報を区長および関

係機関に通報する。 

⑤ 災害の発生により区がその全部または大部分の事務を行うことができなくなったとき、

都知事は、避難のための立退きの指示等に関する措置の全部または一部を区長に代わっ

て実施するものとする。 

 

第３ 避難指示等の伝達 

○区は、区民等への避難指示等の伝達とともに、要配慮者の個々の状態にあった情報伝達

方法を検討し、避難の円滑化を図るための体制づくりを行う。 

避難指示等の伝達は、「第１部震災応急対策 第４章情報通信」に準じて区民等に伝達

するものとする。また、高齢者や障害者など要配慮者の個々の状態（視力低下、聴覚障害

など）にあった情報伝達方法を検討し、避難の円滑化を図るための体制づくりを行う。 

 

対策２ 避難誘導          

第１ 避難誘導 

○区は、区民が自主避難施設、避難場所、親戚・知人宅やホテル等への立ち退き避難、屋

内安全確保を行うよう促す。 

○避難行動要支援者については、避難支援等関係者が安否確認を行い、適切に避難誘導を行う。 

① 区は、「対策１ 避難指示等の発令」に基づき避難指示等の発令等を行い、区民が自

主避難施設、避難場所、親戚・知人宅やホテル等への立ち退き避難、屋内安全確保を行

うよう促す。 

② 避難行動要支援者については、避難支援等関係者が要支援者の安否確認を行い、適切

に避難誘導を行う。また、要配慮者利用施設においては、事前に定めた避難確保計画に

基づき対応する。 

③ 避難対象施設を所管する部署別の避難要領は下表のとおり。 

図表3-57 避難対象の施設を所管する部署別の避難要領 

所属 避難の処置 

区教育

委員会 

○校長等は、避難時において、常に、園児・児童・生徒の正確な人員と異常の

有無を把握する。 

そのために、避難誘導の任にあたる教職員は、出席簿を携行し、常に正確な

人員と異常の有無を速やかに校長等へ報告しなければならない。 

○校長等および所属職員は、避難時において二次災害が発生しないよう迅速に

適切な処置をとる。 

○地域住民が学校へ避難した場合および保護者が園児・児童・生徒を引取りに

きた場合等においては、校長等は防災無線で正確な情報を収集し、混乱が生

じないよう迅速に適切な指示・連絡を行う。 
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所属 避難の処置 

区保育

課 

○避難に当たっては、園児の正確な把握を図る。 

そのために、避難誘導の任にあたる職員は、園児名簿を携行し、常に正確な

人員と異常の有無を速やかに園長へ報告する。 

○不安や動揺で混乱の恐れがあるので、区役所、警察署、消防署等の関係機関

と緊密な連絡を保ち、さらに、ラジオ等により、正確な情報を収集し、的確

迅速に行動し、デマにまどわされないようにする。 

区シル

バーセ

ンター 

シルバーセンター職員は、館内の利用者数を把握し、施設の状況等の正確な情

報収集に努めるとともに、高齢者地域支援課等、区からの指示に基づき、利用

者が退館するまでの避難誘導を行う。 

 

区児童

センタ

ー 

○職員は、情報を確認し、避難が必要な場合には、館内利用者に対し口頭また

は館内放送により伝達し避難させる。 

○館内利用者が退館するとき、混乱が予想されるので避難誘導にあたる。その

際、避難誘導の任にあたる職員は、入館表等を携行し、正確な人員と異常の

有無を確認する。 

資料 46 区民避難所設置計画（再掲） 

第２ 避難施設の役割 

○避難施設の役割を示す。 

１ 避難施設 

（１）自主避難施設 

区内 15 の各地区に開設する施設をあらかじめ指定しておき、台風の規模などに応じ

て、開設の是非、開設時刻を区が決定し、区職員が開設・運営する。 

資料 49 自主避難施設一覧（再掲） 

（２）避難場所 

土砂災害、目黒川氾濫、高潮氾濫、多摩川氾濫等の災害事象ごとに開設する施設およ

び避難の発令基準を定めて、避難指示または高齢者等避難の発令に併せて区が開設を決

定し、区職員が開設・運営する。 

資料 50 避難場所一覧（土砂災害、目黒川氾濫、高潮氾濫、多摩川氾濫）（再掲） 

（３）在宅での避難、親戚・知人宅やホテル等への避難 

避難所の受入人数に限りがあることを踏まえ、自宅で安全確保が可能な場合における

在宅での避難（屋内安全確保）、親戚・知人宅やホテル等への避難等、状況に応じた多

様な避難行動の実践について区民へ促す。 

（４）区民避難所 

開設する避難所（区民避難所、補完避難所、福祉避難所）、開設担当、運営主体など

について被害の規模に応じて定める。 
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２ 避難の流れ 

図表3-58 風水害時の避難の流れ 
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※浸水の危険があっても、浸水する
深さよりも高いところにいる、浸
水しても水がひくまで我慢できる、
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場合は屋内安全確保も可能
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自宅が浸水想定区域や土砂災害
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（区立学校等）
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自宅で生活可能

あらかじめ区が指定
した避難行動要支援者

避難者数が多数の場合
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自宅で生活不可能
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○ハザードマップの確認
○災害に備えた避難行動の確認

はいいいえ
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対策３ 避難所の開設・管理運営      

○区は、浸水ハザードマップ等を踏まえ避難施設の安全性を点検し、水害時にも安全な避

難施設を指定する。 

○区本部長は、避難施設を開設する必要があると認めたときは、避難対策部長に開設を指令、

避難対策部長は、直ちに職員を避難施設に派遣する。 

① 浸水ハザードマップ等を踏まえて避難施設の安全性を点検し、水害時にも安全な避難

施設を指定する。 

② 区本部長は、避難施設を開設する必要があると認めたときは、避難対策部長に開設指

令をする。避難対策部長は、本部長から指令を受けたときは、直ちに職員を避難施設に

派遣する。 

③ 避難施設を開設するときは、開設の日時、場所、避難者の数および開設予定期間等を

速やかに都福祉局（指導監査部）および地元警察署、消防署等関係機関に連絡する。都

福祉局への連絡は、原則として東京都災害情報システム（DIS）への入力により行う。 

④ 避難所の開設期間は、災害発生の日から７日以内とする。ただし、状況により期間を

延長する必要がある場合には、都知事の事前承認（厚生労働大臣の事前承認を含む）を

受ける。 
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第７章 帰宅困難者対策 

対策の基本的な考え方 
 

風水害時には、帰宅困難者の発生も想定される。このため、帰宅困難者の発生の抑制お

よび混乱収拾後に帰宅を始める者の支援が必要である。 

ここでは、帰宅困難者対策について示す。 

帰宅困難者対策については、「第１部 第７章 帰宅困難者対策」に定めるところによる。 

 

 

 

第８章 受援体制 

対策の基本的な考え方 
 

大規模な風水害時には、多くの支援が必要となり、人的、物的の両面において、国、都、

他の地方自治体、関係機関から支援を受けるための受援体制の構築が必要である。 

ここでは、人的・物的支援の受入れ時における対応および円滑な受入れに向けた体制整

備について示す。 

受援体制については、「第１部 第８章 受援体制」に定めるところによる。 

 

 

 

第９章 医療救護等対策 

対策の基本的な考え方 
 

区は、災害発生時の被害を最小限にし、人命の安全を図るためには、救援・救護を迅速

かつ適切に行う。 

ここでは、応急給水、食料供給等の調達、分配に関すること、医療および防疫態勢にお

ける医療救護班の活動内容、緊急輸送の手段、遺体の取り扱い等について示す。 

医療救護等体制については、「第１部 第２章 安全な交通ネットワークおよびライフラ

イン」「第１部 第５章 備蓄・輸送対策」「第１部 第９章 医療救護等対策」等に定める

ところによる。 
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第１０章 区民生活の再建 

対策の基本的な考え方 
 

災害により発生する「ごみ」、「し尿」および「がれき」を迅速かつ適切に処理するた

め、仮置場を設置する。また、実際の被害棟数に基づき、災害がれき発生量を推計し、災

害がれき処理基本方針を策定する。 

 

各対策の要点 
 

 

 第１ 災害がれき処理の実施 

○区は、発生する災害がれきを適切に保管するため、仮置場を設置するとともに、災害が

れきの発生量を推計し、処理計画を策定のうえ、処理を実施する。 
 

 

 

対策 
 

対応テーマ 

第１ 災害がれき処理の実施 

※「第１部 第 12 章 区民生活の再建」を準用する。 

 

第１ 災害がれき処理の実施 

○区は、発生する災害がれきを適切に保管するため、仮置場を設置するとともに、災害が

れきの発生量を推計し、処理計画を策定のうえ処理を実施する。 

１ 被害状況の把握 

① 区は、床上、床下浸水の被害状況および道路、公園や周辺道路の被害状況について把

握する。 

② 区は、区清掃関連施設（清掃事務所など）、東京二十三区清掃一部事務組合管理施設

の被災状況、民間処理施設、最終処分場の稼働状況を把握する。 

③ 区は、所管施設および品川清掃工場周辺の道路被災状況を把握する。 

④ 区は、協定締結機関の被災状況を把握する。 

２ 仮置場の設置等 

① 道路啓開などにより発生する災害がれきを適切に保管するため、区は、応急仮置場を

設置する。 
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② 被災地区の浸水状況により地区仮置場を設置する。被災地区の状況を鑑みて一次仮置

場を選定し、設置する。 

③ 一次仮置場に仮置きされた災害がれきなどは、一定期間後にさらなる分別などの処理

を実施する二次仮置場へ搬出する。 二次仮置場の設置、運営は特別区全体で行い、実務

は特別区対策本部が行う。 

④ 二次仮置場から処理施設、広域処理の積み出し施設などまで災害がれきを運搬する車

両の確保、管理は特別区対策本部において行う。  

⑤ 仮置場などを閉鎖した場合は、閉鎖した旨と閉鎖後に排出された災害がれきの処理方

法を区民に周知する。区は、土壌調査などの環境測定を実施し、安全性を確認する。 

３ 災害がれき発生量推計、処理の実施 

① 浸水想定地域図（想定最大規模）に基づき、風水害による災害廃棄物（災害がれき）

の発生量を試算すると、最大で約 7.4 万トンに上ると推計される。実際の床上浸水、床

下浸水の被害棟数から災害がれき発生量を推計し、片付けごみが早期に排出される点に

留意して処理計画を策定する。 

 

その他の区民生活の再建については、「第１部 第 12 章 区民生活の再建」に定めるとこ

ろによる。 
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第３部 富士山噴火降灰応急対策 

第１章 災害時対応体制の確保 

対策の基本的な考え方 
 

富士山が噴火した場合には、他の火山とは比較にならない広範かつ多大な被害が生じる

おそれがある。品川区においても降灰の被害が予想されているため、富士山降灰対策につ

いて、対策を講じる必要がある。 

ここでは、区災害対策本部の組織・運営、庁舎等の保全・機能確保に係る取組みについ

て示す。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 区災害対策本部の組織・運営 

○区は、非常配備態勢を発令する必要があると認めるときは、区災害対策本部を設置する。 
対策２ 庁舎等の保全・機能確保 

○区は、降灰が予測された場合、火山灰の建物内等への侵入防止措置、非常用電源の確保、

車両を屋内へ移動する措置などを実施する。 
 

 

 

対策 
 

対応テーマ 

対策１ 区災害対策本部の組織・運営 

対策２ 庁舎等の保全・機能確保 

※対策１は「第１部 第３章 災害対応体制」を準用する。 

 

対策１ 区災害対策本部の組織・運営 

○区は、非常配備態勢を発令する必要があると認めるときは、区災害対策本部を設置する。 

① 区は、非常配備態勢を発令する必要があると認めるときは、本部を設置する。 

② 本部を構成する部長職（参事を含む、以下同じ）の職にある者は、本部を設置する必

要があると認めるとき、災害対策担当部長に本部の設置を要請することができる。 
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③ 災害対策担当部長は、本部設置の要請があった場合、その他の状況により本部を設置

する必要があると認めた場合は、本部条例施行規則第３条第１項の副本部長の職にあて

られている者と協議のうえ、本部の設置を区長に要請する。 

④ その他、本部の設置・廃止、本部職員の配置・服務、本部の財務等の詳細については、

「第１部 第３章 災害対応体制」に定めるところによる。 

 

対策２ 庁舎等の保全・機能確保 

○区は、降灰が予測された場合、火山灰の建物内等への侵入防止措置、非常用電源の確保、

車両を屋内へ移動する措置などを実施する。 

１ 庁舎等 

降灰が予測された場合は、直ちに、窓を閉める、出入口を限定する、全館空調換気シス

テム等を運転停止し、吸排気口を保護するなど、火山灰の建物内への侵入防止措置を実施

する。また、停電に備え、非常用電源の確保、非常用発電機への火山灰侵入防止措置など

についても実施する。 

２ 車両 

降灰が予測された場合、不要不急の車両の使用を控え、運行中であれば、速やかに帰庁

し、可能な限り地下駐車場などの屋内への移動を実施する。また、必要に応じ、吸気への

火山灰侵入防止措置などについても可能な範囲で実施する。 
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第２章 情報の収集・伝達 

対策の基本的な考え方 
 

降灰による被害時において、円滑な応急対策活動を実施するためには、各防災機関の緊

密な連携のもと、降灰による被害に関する情報を的確かつ迅速に把握することが必要であ

る。 

ここでは、降灰情報の伝達および降灰による被害発生時における各防災機関の情報連絡

体制、被害状況の把握、火山災害時の広報等について定める。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 噴火警報等 

 第１ 噴火警報 

○気象庁火山監視・警報センターから発表される噴火警報について示す。 
 

 第２ 噴火予報 

○気象庁火山監視・警報センターから発表される噴火予報について示す。 
 
対策２ 火山（降灰）情報 

○都内の降灰状況の情報受伝達体制を示す。 
 

対策３ 降灰状況等の報告 

○区は、都（総合防災部）に降灰状況等を報告する。 
 

対策４ 降灰予報 

 第１ 降灰予報（定時） 

○気象庁が発表する降灰予報（定時）について示す。 
 第２ 降灰予報（速報） 

○気象庁が発表する降灰予報（速報）について示す。 
 第３ 降灰予報（詳細） 

○気象庁が発表する降灰予報（詳細）について示す。 
 第４ 情報連絡体制 

○区は、応急対策を実施するため、速やかに連絡態勢をとり、情報の収集にあたる。 
 第５ 広報活動 

○区は、被害の拡大防止、区民生活の早期安定を図るため、火山灰の特性および注意事項

等について広報活動を行う。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 噴火警報等 

対策２ 火山（降灰）情報 

対策３ 降灰状況等の報告 

対策４ 降灰予報 

 

対策１ 噴火警報等         

第１ 噴火警報 

○気象庁火山監視・警報センターから発表される噴火警報について示す。 

居住地域や火口周辺に重大な影響を及ぼす噴火の発生が予想される場合に、気象庁火山

監視・警報センターから、予想される影響範囲を付した名称で発表される。 

第２ 噴火予報 

○気象庁火山監視・警報センターから発表される噴火予報について示す。 

火山活動が静穏な状態が予想される場合に、気象庁火山監視・警報センターから、発表

される（なお、噴火警報の解除は、噴火予報として発表）。 

 

対策２ 火山（降灰）情報        

○都内の降灰状況の情報受伝達体制を示す。 

① 都内の降灰の状況は、下記の経路を通じて、気象庁地震火山部火山課火山監視・警報

センターに集約される。 

 

図表3-59 情報受伝達体制 

 

 

 

 

 

 

② 都および各県から収集した降灰の情報は、気象庁地震火山部火山課火山監視・警報セ

ンターで取りまとめ、「富士山の火山活動解説資料」として公表される。解説資料は、

都、区、防災関係機関に伝達される。  

気象庁地震火山部火山課 

火山監視・警報センター 

関係市区町 都 

（総合防災部） 

関係機関 



第３編 災害応急対策 

第３部 富士山噴火降灰応急対策 

第２章 情報の収集・伝達 

応急-274 

図表3-60 火山現象に関する情報 

情報等の種類 内容 発表時期 

火山の状況に関する解説情報 

火山性地震や微動回数、噴火等

の状況や警戒事項について解説

する情報 

火山活動の状況に応じ

適時発表 

火山活動解説資料 

地図や図表を用いて、火山活動

の状況や警戒事項について解説

する動画 

毎月上旬または 

必要に応じて適時発表 

週間火山概況 
過去１週間の火山活動の状況や

警戒事項をとりまとめた資料 
毎週金曜日 

月間火山概況 
前１ヶ月間の火山活動の状況や

警戒事項をとりまとめた資料 
毎月上旬 

噴火に関する火山観測報 
噴火が発生した時に、発生時刻

や噴煙高度等の情報 
随時 

 

 

③ 火山現象およびこれに密接に関連する現象についての観測成果ならびにこれに関する

状況について、区は次により速やかに情報の伝達を行う。 

 

図表3-61 情報伝達に係る区、関係機関の役割 

機関名 役  割 

区 

○降灰に関する重要な情報について、気象庁、関係機関から通報を受け

たとき、または自ら知ったときは、直ちに管内の公共的団体、重要な

施設の管理者、住民の防災区民組織等に通報するとともに、警察機関

等の協力を得て区民に周知する。 

都 

○都各局は、都総務局から受けた火山活動に関する情報を直ちに関係す

る所属機関等に通報する。 

○当該火山活動地域に所在する事業所は、収集した情報を各局に通報す

る。 

警視庁 

○警視庁は、気象庁との連絡を密にし、火山情報の収集に努める。 

○警視庁は、火山活動に関する重要な情報について、気象庁、都総務局、

その他関係機関から通報を受けたとき、または自ら知ったときは、直

ちに地元警察署、駐在所等を通じて、区民に周知する。 

東京消防庁 

○火山活動に関する重要な情報について、都本部等から通報を受けたと

き、または自ら知ったときは、ただちに消防署等に一斉通報し、各消

防署等は、区民に周知する。 

○降灰等に関する重要な情報について各消防署等から報告を求め、これ

を都本部等に通報する。 

第三管区 

海上保安本部 

○第三管区海上保安本部は、富士山に関する噴火情報や気象情報を入手

したときは、船舶に航行警報を発する等関係機関に通報する。 

東京航空局 
○気象庁等から降灰に関する通報を受けたときは、当該火山の上空およ

び周辺を飛行中の航空機および関係機関に情報を周知する。 
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対策３ 降灰状況等の報告        

○区は、都（総合防災部）に降灰状況等を報告する。 

降灰に関する調査報告に当たっては、次の報告事項を基本とする。なお、報告にあたっ

ては、可能な範囲で写真等の添付についても配慮する。 

・降灰の有無、堆積の状況 

・降灰の程度（層厚等） 

・被害等の状況 

・降灰時間 

・構成粒子の大きさ、特徴等 

 

対策４ 降灰予報          

気象庁が発表する降灰予報では量の予測を含めた予報として、噴火を想定した事前の予

報（定時）、噴火発生直後の予報（速報）、噴火発生後の精度の高い予報（詳細）を提供

することとしている。降灰予報の種類別の概要について、以下に示す。 

 

第１ 降灰予報（定時） 

○気象庁が発表する降灰予報（定時）について示す。 

① 噴火警報発表中の火山で、噴火により人々の生活に影響を及ぼす降灰が予想される場

合に、定期的（３時間毎）に発表する。 

② 18 時間先（３時間区切り）までに噴火した場合に予想される、降灰範囲や小さな噴石

の落下範囲を提供する。 

第２ 降灰予報（速報） 

○気象庁が発表する降灰予報（速報）について示す。 

① 噴火の発生を通報する「噴火に関する火山観測報」を受けて発表する。 

② 降灰予報（定時）を発表中の火山では、降灰への防災対応が必要となる「やや多量」

以上の降灰が予測された場合に発表する。 

③ 降灰予報（定時）が未発表の火山では、噴火に伴う降灰域を速やかに伝えるため、予

測された降灰が「少量」であっても必要に応じて発表する。 

④ 事前計算された降灰予報結果から適切なものを抽出することで、噴火後速やかに（５

～10 分程度で）発表する。 

⑤ 噴火発生から１時間以内に予想される、降灰量分布や小さな噴石の落下範囲を提供す

る。 

⑥ 降灰予測計算には時間がかかり、噴火発生後に計算を開始したのでは、噴火後すぐに

降り始める火山灰や小さな噴石への対応に間に合わない。そこであらかじめ、噴火時刻
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や噴火規模（噴煙高）について複数のパターンで降灰予測計算を行い、計算結果を蓄積

しておく。 

第３ 降灰予報（詳細） 

○気象庁が発表する降灰予報（詳細）について示す。 

① 噴火の観測情報（噴火時刻、噴煙高など）を用い、より精度の高い降灰予測計算を行

い発表する。 

② 降灰予報（定時）を発表中の火山は、降灰への防災対応が必要となる「やや多量」以

上の降灰が予測された場合に発表する。 

③ 降灰予報（定時）が未発表の火山は、噴火に伴う降灰域を速やかに伝えるため、予測

された降灰が「少量」のみであっても必要に応じて発表する。 

④ 降灰予報（速報）を発表した場合、予想降灰量によらず、降灰予報（詳細）も発表す

る。 

⑤ 降灰予測計算結果に基づき、噴火後 20～30 分程度で発表する。 

⑥ 噴火発生から６時間先まで（１時間ごと）に予想される降灰量分布や、降灰開始時刻

を提供する。 

図表3-62 降灰予報（定時）の例（桜島） 
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第４ 情報連絡体制 

○区は、応急対策を実施するため、速やかに連絡態勢をとり、情報の収集にあたる。 

富士山の噴火等による火山災害が発生したときは、円滑な応急対策を実施するため、速

やかに連絡態勢をとり、迅速かつ的確な情報の収集にあたる。 

富士山噴火降灰対策における情報連絡の流れ、区および関係機関の役割は、次のとおり

である。 

その他「第１部 第４章 情報通信」に定めるところによる。 

図表3-63 情報連絡系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表3-64 情報連絡体制 

機関名 役  割 

区 

○区は、都防災行政無線等を活用して、都と情報連絡を行う。 

○区は、保有する地域防災行政無線等を基幹に、またはその他の手段の

活用により、区の各機関、都、管内の防災関係機関およびその他重要

な施設の管理者との間に連絡系統を整備し、災害時の情報連絡態勢を

確保する。 

○災害に関する情報の収集および伝達を円滑に処理するため、管内の警

察署等の協力を確保しておく。 

   有線または口頭 

   無線 

   都防災行政無線 

方面本部 

東京消防庁 

 

警視庁 

消防署 

警察署 

他市区町 

消防団 

交番 

方面本部 

 

防
災
区
民
組
織
・
住
民 

各省庁（国） 

自衛隊 

放送局 

鉄道 

他都道府県 

 

品川区 
災害対策本部 

東京都 
災害対策本部 
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機関名 役  割 

○緊急を要する通信を確保し、または有線通信の途絶に対処するため、

非常（緊急）通話もしくは非常（緊急）電報および非常無線通信を活

用するよう、NTT および各施設管理者の協力を確保しておく。 

○区は、災害発生とともに、いつでも関係防災機関と通信連絡が行える

よう、必要な連絡態勢を確保する。 

都総務局 

○都防災行政無線を基幹として、都各局保有の無線、有線電気通信設備

の利用、電気通信設備の優先利用、非常無線通信の利用等各種の通信

連絡手段の活用により都各部局、警察等各防災機関と情報連絡を行う。 

○気象庁からの通報に基づき、必要に応じ、連絡態勢を確保する。 

警視庁 
○無線、警察電話、防災行政無線等により、各方面本部、警察署および

各防災関係機関と情報連絡を行う。 

東京消防庁 
○消防無線、消防電話および各種の通信連絡手段を活用し、各消防方面

本部、管下消防署、消防団および各防災機関と情報連絡を行う。 

 

 

第５ 広報活動 

○区は、被害の拡大防止、区民生活の早期安定を図るため、火山灰の特性および注意事項等に

ついて広報活動を行う。 

被害の拡大防止、区民生活の早期安定を図るため、次の事項についても積極的に広報を

行う。 

・火山灰の特性および注意事項 

・降灰による健康被害防止に関すること。 

・噴火警戒レベルに応じた噴火の状況および安全情報等の提供 

・除灰に関する事項等 

・生活不安に係る広報  等 
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第３章 応援協力・派遣要請 

対策の基本的な考え方 
 

各防災機関等の行う相互応援協力については、「第１部 第３章 災害対応体制」に定め

るところによる。 

降灰による被害が発生し、人命または財産の保護のため必要であると認めた場合は、自

衛隊に対し、災害派遣を要請するものとする。要請手続等については、「第１部 第３章 災

害対応体制」に定めるところによる。 

 

 

 

第４章 警備・交通規制 

対策の基本的な考え方 
 

降灰による被害発生時には、視界不良や衝突事故などが急増し、様々な社会的混乱や交

通の混乱等の発生が予想される。このため、都と連携し、区民の生命、身体および財産の

保護を図るため、速やかに各種の犯罪の予防、取締、交通秩序の維持その他公共の安全と

秩序を維持し、治安の維持の万全を期することが必要である。 

ここでは、警備、交通規制について、必要な事項を定める。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 警備活動 

○「第１部 第３章 災害対応体制」を準用する。 
 
対策２ 交通規制 

 第１ 交通情報の収集と交通統制 

○警視庁は、降灰の範囲、規模等の交通情報を収集するとともに、交通統制を行う。 
 第２ 交通規制 

○警視庁は、関係県警察本部と連携しながら、交通規制を実施する。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 警備活動 

対策２ 交通規制 

※対策１は「第１部 第３章 災害対応体制」を準用する。 

 

対策１ 警備活動          

警備活動については「第１部 第３章 災害対応体制」に定めるところによる。 

 

対策２ 交通規制          

降灰時には、視界不良による衝突事故やスリップ事故等が急増することが予想されるこ

とから、適切な交通規制を実施することが必要である。 

以下に警視庁が実施する交通規制について示す。 

第１ 交通情報の収集と交通統制 

○警視庁は、降灰の範囲、規模等の交通情報を収集するとともに、交通統制を行う。 

降灰の範囲、規模等の具体的な交通情報の収集に努めるとともに、交通障害の実態把握

を速やかに行い、その状況を知事（都本部長）に通報する。 

第２ 交通規制 

○警視庁は、関係県警察本部と連携しながら、交通規制を実施する。 

① 広域的な降灰による被害発生時には、道路交通法第４条第１項に基づく、都公安委員

会の決定により必要な措置を講ずる。隣接県に通じる国道その他の幹線道路については、

関係県警察本部と連携を密にし、整合性のある速度規制等を実施して、交通秩序の維持

に努める。 

② 被災地およびその周辺を管轄する警察署長（高速道路交通警察隊長）は、道路交通法

第５条第１項に基づき、被災地およびその周辺道路における危険防止、交通の安全およ

び円滑を図るため、通行禁止、一方通行等の交通規制を実施する。 
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第５章 避難 

対策の基本的な考え方 
 

降灰による避難については、「第１部 第６章 避難者対策、第７章 帰宅困難者対策」に

定めるところによる。 

 

 

第６章 救援・救護 

対策の基本的な考え方 
 

降灰による救援・救護については、基本的には、通常体制において救援および救護活動

を行うが、必要に応じて「第１部 第９章 医療救護等対策」に定めるところにより、活動

を行う。 

 

 

第７章 インフラの応急対策 

対策の基本的な考え方 
 

降灰により、道路・橋梁および道路付属物、鉄道施設、河川管理施設に被害を受けた場

合の対策は、「第１部 第１章 安全なまちづくり」「第１部 第２章 安全な交通ネットワ

ークおよびライフライン」に定めるところによる。 

 

 

第８章 ライフライン等の応急対策 

 

対策の基本的な考え方 
 

降灰による被害を受けた場合の対策は、「第１部 第１章 安全なまちづくり」「第１部 

第２章 安全な交通ネットワークおよびライフライン」に定めるところによる。 

 



第３編 災害応急対策 

第３部 富士山噴火降灰応急対策 

第９章 火山灰の収集および処分 

応急-282 

第９章 火山灰の収集および処分 

対策の基本的な考え方 
 

降灰による被害時において、円滑な応急対策活動を実施するため、また、区民生活の再

建を図るうえで、火山灰を的確かつ迅速に収集・処分することが必要である。 

ここでは、火山灰の収集・運搬、火山灰の処分・最終処分場の確保について示す。 

 

各対策の要点 
 

 

第１ 火山灰の収集・運搬 

○火山灰の収集・運搬方法を示す。 
 

第２ 火山灰の処分・最終処分場の確保 

○区は、火山灰の処分方法について、関係機関との検討を踏まえ、今後決定する。 
 

 

 

対策 
 

対応テーマ 

第１ 火山灰の収集・運搬 

第２ 火山灰の処分・最終処分場の確保 

 

第１ 火山灰の収集・運搬 

○火山灰の収集・運搬方法を示す。 

① 火山灰の運搬は、一般廃棄物とは別に行い、飛散しないように努めるものとする。 

② 宅地等に降った火山灰の運搬については、区が行うものとする。 

③ 宅地以外に降った火山灰の収集・運搬については、各施設管理者が行うものとする。 

第２ 火山灰の処分・最終処分場の確保 

○区は、火山灰の処分方法について、関係機関との検討を踏まえ、今後決定する。 

① 火山灰の処分の方法については、関係機関との検討を踏まえ、今後詳細に決定する。 

② 都は、都内で処分場の確保ができない場合に備え、広域的な処分を検討するとともに

国に働きかけていくことから、区はこの方針に従うものとする。 
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第４部 大規模事故応急対策 

第１章 初動体制 

対策の基本的な考え方 
 

火災、危険物の漏えいおよび爆発等の危険性が切迫するときおよびそれらに関する事故

発生時には、各関係機関から情報の第一報が通報される。通報により、情報収集活動を実

施し、状況に応じて、避難の指示、各関係機関で行われる医療救護活動の支援等を行う。

また、必要により責任者を定めて現地連絡所を開設し、迅速な情報収集、指揮命令系統を

確立する。なお、避難所開設の必要性等の対応は、各関係機関の活動状況を考慮に入れな

がら判断する。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 区災害対策本部の活動 

○区災害対策本部の活動を示す。 
 
対策２ 消防機関の活動 

○消防機関は、関係事業所の管理者等に対し、危険物施設の実態に応じた措置を講ずるよ

う指導する。また、災害応急対策等を実施する。 
 
対策３ 警察機関の活動 

○警察機関は、被害状況の調査、管理者への被害拡大防止の要請、交通規制や警戒区域の

設定、救出救助活動を行う。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 区災害対策本部の活動 

対策２ 消防機関の活動 

対策３ 警察機関の活動 

 

対策１ 区災害対策本部の活動 

○区災害対策本部の活動を示す。 

・情報収集活動 

・医療救護活動 

・避難所運営 

・救助物資払出、輸送 

・遺体収容所確保、収容および搬送 

・広報情報提供活動 

 

対策２ 消防機関の活動 

○消防機関は、関係事業所の管理者等に対し、危険物施設の実態に応じた措置を講ずるよ

う指導する。また、災害応急対策等を実施する。 

① 関係事業所の管理者等に対し、危険物施設の実態に応じた措置を講ずるよう指導する。 

② 必要に応じて、応急措置命令等を実施する。 

③ 災害の進展等により、区民を避難させる必要がある場合、区へ通報する。 

④ 人命危険が著しく切迫し、通報するいとまのない場合の関係機関と連携した避難指示

等は、その内容を区へ通報する。 

⑤ 災害時の広報活動および警戒区域に対する規制を行う。 

⑥ 災害応急対策を実施する（消火や負傷者および被災者の早期救出救助等）。 

 

対策３ 警察機関の活動 

○警察機関は、被害状況の調査、管理者への被害拡大防止の要請、交通規制や警戒区域の

設定、救出救助活動を行う。 

１ 被害状況の調査、危険物の把握 

危険物の保管場所等に警察官を派遣して、被害状況の調査を行い、被害発生の有無、被

害発生時の被害拡大の可能性、危険物の種類および量等の把握を行う。 
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２ 管理者への被害拡大防止の要請 

場所等の管理者に対し、火気の使用禁止、危険物の移動禁止、漏出防止措置、立入禁止

措置、現場広報等の要請を行う。 

３ 交通規制、警戒区域の設定 

危険物の爆発、漏出等の被害が発生し、または発生しようとしている場合において、交

通規制および警戒区域の設定を行う。 

４ 救出救助活動 

二次災害に配慮した負傷者および被災者の早期救出救助にあたる。 

５ 関係機関への連絡通報 

危険物に関する被害発生等を認知した場合は、防災関係機関に対する連絡通報を行い、

連携して対応する。 
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第２章 情報の収集・伝達 

対策の基本的な考え方 
 

事故災害時に各防災機関は、情報連絡体制をとり、被害状況の把握、広報、広聴等を行

う必要がある。大規模事故等発生の際の災害対策については、事業者、施設管理者等の当

事者機関による対応を原則とするが、大規模災害対策として、広域的、総合的な災害応急

対策が必要と考えられる場合の情報連絡体制については、次のとおりである。 

ここでは、情報連絡体制のほか、通信連絡態勢の確立について示す。 

 

図表3-65 大規模事故等に係る通報経路図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 情報連絡体制 

○区は、東京都防災行政無線を使用して、都本部に情報連絡を行う。また、区内の関係機

関およびその他重要な施設管理者との通信を確保する。 
 
対策２ 通信連絡態勢の確立 

○区および関係機関は、通信連絡責任者を選任し、通信連絡態勢を確立する。 
 

  

災
害
現
象 

事
故
当
時
者
機
関 
事
故
当
時
者
機
関 

地元警察署 
警視庁 

品川区 

地元消防署 
消防団 

海上保安部署 

第三管区 
海上保安部 

東京都 

各消防本部 

関
係
消
防
機
関 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 情報連絡体制 

対策２ 通信連絡態勢の確立 

 

対策１ 情報連絡体制         

○区は、東京都防災行政無線を使用して、都本部に情報連絡を行う。また、区内の関係機

関およびその他重要な施設管理者との通信を確保する。 

都本部に対する情報連絡は、東京都防災行政無線を使用する。 

① 災害の状況により都本部に連絡することができない場合は、災害対策基本法に基づき

政府の緊急災害現地対策本部または国（総務省消防庁）に対して直接連絡する。 

② 防災行政無線またはその他の手段により、区内の関係機関およびその他重要な施設管

理者との通信を確保する。 

 

対策２ 通信連絡態勢の確立       

○区および関係機関は、通信連絡責任者を選任し、通信連絡態勢を確立する。 

区、関係機関は通信連絡態勢を、次のとおり確立する。 

① 区および関係機関は、情報の収集、伝達に関する直接の責任者として正副各１名の通

信連絡責任者を選任する。また、通信連絡責任者は、通信連絡事務従事者をあらかじめ

指名しておく。 

② 区および関係機関は、夜間、休日を含め、常時、都と通信連絡が開始できるよう必要

な人員を配置する。 

 

 

 

第３章 広報・広聴活動 

対策の基本的な考え方 
 

区は、管内の地域等で大規模な事故が発生し、状況により広報活動を実施する必要があ

ると考えられる場合は、直ちに警察署、消防署、その他現地の関係機関と密接な連絡のも

と広報を行う。詳細については、「第１部 第４章 情報通信」に定めるところによる。 
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第４章 救急・救助・医療 

対策の基本的な考え方 
 

大規模事故等が発生した場合、被害の軽減を図るとともに、人命救助および救急活動、

医療救護活動を実施する必要がある。 

ここでは、区による医療救護活動支援、救急・救助・医療に係る関係機関の対応につい

て示す。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 医療救護活動支援 

○区は、緊急医療救護所を開設し、医師会等と連携しながら、医療救護に係る支援活動を

実施する。 
 
対策２ 消防関係 

○大規模な事故等が発生した場合、消防機関は、関係機関と連携して被害の軽減を図ると

ともに、人命救助および救急活動を実施する。 
 

 

対策 
 

対応テーマ 

対策１ 医療救護活動支援 

対策２ 消防関係 

 

対策１ 医療救護活動支援        

○区は、緊急医療救護所を開設し、医師会等と連携しながら、医療救護に係る支援活動を

実施する。 

大規模事故等により多数の傷病者が発生、もしくは災害発生の第一報からその発生が見

込まれるときは、情報収集活動とともに、医療救護支援活動を実施する。医療救護支援活

動では、緊急医療救護所を開設し、医師会等と連携しながら、支援活動を実施する。また、

状況に応じては、都に医療救護班の応援派遣を要請する。 
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対策２ 消防関係          

○大規模な事故等が発生した場合、関係機関は連携して、被害の軽減を図るとともに、人

命救助および救急活動を実施する。 

大規模な事故等が発生した場合において、それらの事象から生命、身体および財産を保

護するため、関係機関と連携の下、機能を十分に発揮して部隊等を運用し、災害等による

被害の軽減を図るとともに、人命救助および救急活動を実施する。 
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第５章 避難対策 

対策の基本的な考え方 
 

大規模な事故等が発生し、人命に及ぼす危険性が著しく大きいと予想されるときには、

当該区域からの避難、立入りの制限等を命ずる必要がある。あわせて、避難所の開設や区

民の保護を行う必要がある。 

ここでは、避難対策について示す。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 避難対策 

○区は、危険が切迫した場合、管轄警察署および消防署と協議の上、地域、避難先を定め

て避難の指示を行う。あわせて、避難所の開設や区民の保護を行う。 
○また、区は、必要があると認めるときは、警戒区域を設定し、当該区域への立入りを制

限もしくは禁止、または当該区域からの退去を命ずる。 
 

 

対策 
 

対応テーマ 

対策１ 避難対策 

 

対策１ 避難対策          

○区は、危険が切迫した場合、管轄警察署および消防署と協議の上、地域、避難先を定め

て避難の指示を行う。あわせて、避難所の開設や区民の保護を行う。 

○また、区は、必要があると認めるときは、警戒区域を設定し、当該区域への立入りを制

限もしくは禁止、または当該区域からの退去を命ずる。 

① 避難、立ち退きの指示の基準は、原則として次のとおりである。 

・火災が延焼拡大し、人命に及ぼす危険性が大きいと予想されるとき、同時多発の火災が

延焼拡大し、ふく射熱等により人命に及ぼす危険性が著しく大きいと予想されるとき 

・危険物、高圧ガス、有毒ガス等の流出拡散により、人命に及ぼす危険性が高いと予想さ

れるとき 

・爆発の恐れがあるとき 

・その他、住民の生命および身体を災害から保護するため、必要と認められたとき 
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② 区内において、危険が切迫した場合には、区は、管轄警察署および消防署と協議の上、

地域、避難先を定めて避難の指示を行う。この場合、区は直ちに都に報告する。あわせ

て、避難所の開設や区民の保護を行うこととする。 

③ 災害が発生し、まさに発生しようとしている場合において、人の生命身体に対する危

険を防止するため、特に必要があると認めるときは、区は警戒区域を設定し、災害応急

対策に従事する者以外の者に対して、当該区域への立入りを制限し、もしくは禁止しま

たは当該区域からの退去を命ずる。なお、避難所の開設場所については、災害の状況等

を勘案し決定する。 

④ その他、化学物質関連施設においては、破損、漏洩している機器の調査・確認、PCB 汚

染の表示等について、事業者と情報共有しながら応急措置を進める。 

 

 

 

第６章 交通・輸送対策 

対策の基本的な考え方 
 

大規模な事故災害において、警察機関や海上保安部等と連携し、交通の秩序を維持する。

交通対策の詳細は、「第１部 第５章 物資・備蓄対策」の定めるところによる。 

災害時における避難者の緊急輸送に向け、緊急通行車両の確保や代替交通手段の確保等

を行う。区で調達する緊急通行車両が不足した場合、都へ調達あっ旋を要請する。輸送対

策の詳細は、「第１部 第５章 物資・備蓄対策」の定めるところによる。 
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第７章 危険物輸送車両等の応急対策 

対策の基本的な考え方 
 

品川区では、大規模火災や大規模事故（航空機事故、鉄道事故、道路・橋梁・トンネル

事故等）のほか、危険物輸送車両事故、沿岸部における油の流出事故も発生する可能性が

ある。 

ここでは、危険物輸送車両の応急対策、流出油の応急対策について示す。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 危険物輸送車両の応急対策 

○区は、危険物輸送車両の事故の際には、必要に応じて、住民に対する避難の指示、避難

誘導、避難所の開設や避難住民の保護等を行う。 
 
対策２ 流出油の応急対策 

○区は、流出油の応急対策として、沿岸住民に対する火気管理の徹底指導や陸上への被害

拡大防止、また、必要に応じて、沿岸住民に対する避難指示等を発令する。 
 

 

対策 
 

対応テーマ 

対策１ 危険物輸送車両の応急対策 

対策２ 流出油の応急対策 

 

対策１ 危険物輸送車両の応急対策 

○区は、危険物輸送車両の事故時には、必要に応じて、住民に対する避難の指示、避難誘

導、避難所の開設や避難住民の保護等を行う。 

１ 区 

事故時には必要に応じ、次の措置を実施する。 

・住民に対する避難の指示等 

・住民の避難誘導 

・避難所の開設、避難住民の保護 

・情報提供、関係機関との連絡 
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２ 事業者等 

事故等により、危険が想定される場合は、関係機関への通報等、応急措置を実施する。 

 

対策２ 流出油の応急対策 

○区は、流出油の応急対策として、沿岸住民に対する火気管理の徹底指導や陸上への被害

拡大防止、また、必要に応じて、沿岸住民に対する避難指示等を発令する。 

１ 区 

① 沿岸住民に対する火気管理の徹底指導および災害状況の周知を実施する。 

② 陸上への被害拡大防止を講ずる。 

③ 沿岸住民に対する避難指示等を発令する。 

 

２ 東京海上保安部、東京湾海上交通センター 

① 災害発生時の作業態勢（初期消火および延焼防止措置、油処理剤、消火剤、オイルフ

ェンス等の応急資材の調達輸送等） 

② 船舶の交通の制限（航行の制限または禁止、港内在泊船舶に対する避難指示および移

動命令、その他必要な交通整理） 

③ その他（港内および付近海域における火気の禁止または制限、漁業組合等に対する防

災措置の指導、協力要請） 
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第８章 自衛隊の派遣要請 

対策の基本的な考え方 
 

自衛隊の派遣要請は、「第１部 第８章 災害対応体制」の定めるところによる。 
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第９章 事故別の主な災害対応（防災関係機関の役割） 

対策１ 危険物事故対策時における関係機関の役割 

図表3-66 危険物事故対策時における関係機関の役割 

対応 担当 役割 

危険物等事故応急対

策の活動体制確立 

区 職員を配備 

区災害対策本部を設置 

危険物取扱事業者 危険物取扱事業者の体制を整備 

日本赤十字社、医師会 防災関係機関の活動体制を整備 

危険物等事故に係る

情報の収集・伝達 

区 事故発生時の情報収集 

事故の状況を都へ報告 

危険物を東京消防庁へ報告 

国 危険物等事故情報を都へ連絡 

危険物等事故の拡大

防止対策の実施 

危険物取扱事業者 応急点検，応急措置を実施 

区、防災関係機関 危険物等事故の拡大防止対策を実施 

広報・広聴活動 区 情報の収集と公表の一元化 

事故に関する広報を実施 

区、危険物取扱事業者 各種問合せに対応 

臨時被害相談所等の設置に協力 

臨時被害相談所等を設置 

相談業務を実施 

救助、救急、医療救

護、消火活動 

危険物取扱事業者 

消防機関、警察機関 

事故発生直後の救助活動を実施 

救助情報の収集・共有 

救助活動を実施 

他の公共団体等へ応援を要請 

区、医師会、消防機関 救護所を設置し負傷者の応急手当 

トリアージを実施 

後方医療機関に搬送 

他の公共団体に応援隊の派遣を要請 

ヘリコプターによる搬送 

消防機関、危険物取扱事

業者 

消火活動 

避難対策 区、消防機関、警察機関 避難指示等を発令 

避難誘導 

避難所を開設 

避難所を運営 

要配慮者に対応 

交通・輸送対策 警察機関、道路管理者 「通行禁止区域等」を指定 

通行規制を実施 

区、警察機関 緊急通行車両の確認 

緊急輸送 

自衛隊の派遣要請 区 自衛隊の派遣を要請 
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対策２ 航空機事故時における関係機関の役割    

図表3-67 航空機事故時における関係機関の役割 

対応 担当 役割 

航空事故応急対策の

活動体制確立 

区 職員を配備 

区災害対策本部を設置 

東京航空局 東京航空局の体制を整備 

日本赤十字社、医師会 防災関係機関の活動体制を整備 

航空事故情報の収

集・伝達 

航空運送事業者 緊急事態または航空事故を連絡 

 

東京航空局 

事故発生の予想を連絡 

事故発生（またはそのおそれ）を連絡 

区 事故発生時の情報収集 

事故発生時の通信連絡 

事故の状況を都へ報告 

航空機火災を東京消防庁へ報告 

広報・広聴活動 区 情報の収集と公表の一元化 

事故に関する広報を実施 

区、航空運送事業者 各種問合せに対応 

臨時被害相談所等の設置に協力 

臨時被害相談所等を設置 

相談業務を実施 

救助、救急、医療救

護、消火活動 

消防機関 

警察機関 

捜索、救助情報の収集・共有 

捜索、救助活動を実施 

他の公共団体等へ応援を要請 

区、医師会、消防機関 救護所を設置し負傷者の応急手当 

トリアージを実施 

後方医療機関に搬送 

他の公共団体に応援隊の派遣を要請 

ヘリコプターによる搬送 

消防機関 消火活動 

避難対策 区、消防機関、警察機関 避難指示等を発令 

避難誘導 

避難所を開設 

避難所を運営 

要配慮者に対応 

交通・輸送対策 警察機関、道路管理者 「通行禁止区域等」を指定 

通行規制を実施 

区、警察機関 緊急通行車両の確認 

緊急輸送 

自衛隊の派遣要請 区 自衛隊の派遣を要請 
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対策３ 鉄道事故時における関係機関の役割    

図表3-68 鉄道事故時における関係機関の役割 

対応 担当 役割 

鉄道事故応急対策の

活動体制確立 

区 職員を配備 

区災害対策本部を設置 

鉄道事業者 鉄道事業者の体制を整備 

日本赤十字社、医師会 防災関係機関の活動体制を整備 

鉄道事故情報の収

集・伝達 

鉄道事業者 事故発生（又はそのおそれ）を連絡 

区 事故発生時の情報収集 

事故発生時の通信連絡 

事故の状況を都へ報告 

列車火災を東京消防庁へ報告 

広報・広聴活動 区 情報の収集と公表の一元化 

事故に関する広報を実施 

区、鉄道事業者 各種問合せに対応 

臨時被害相談所等の設置に協力 

臨時被害相談所等を設置 

相談業務を実施 

救助、救急、医療救

護、消火活動 

消防機関 

警察機関 

鉄道事業者 

事故発生直後の救助活動を実施 

救助情報の収集・共有 

救助活動を実施 

他の公共団体等へ応援を要請 

区、医師会、消防機関 救護所を設置し負傷者の応急手当 

トリアージを実施 

後方医療機関に搬送 

他の公共団体等に応援隊の派遣を要請 

ヘリコプターによる搬送 

消防機関、鉄道事業者 消火活動 

初期消火活動に協力 

避難対策 区、消防機関、警察機関 避難指示等を発令 

避難誘導 

避難所を開設 

避難所を運営 

要配慮者に対応 

交通・輸送対策 警察機関、道路管理者、鉄

道事業者 

「通行禁止区域等」を指定 

通行規制を実施 

道路交通の混乱防止の協力要請 

区、警察機関、鉄道事業者 緊急通行車両の確認 

緊急輸送 

代替交通手段を確保 

自衛隊の派遣要請 区 自衛隊の派遣を要請 
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対策４ 道路・橋梁・トンネル事故時における関係機関の役割 

図表3-69 道路・橋梁・トンネル事故時における関係機関の役割 

対応 担当 役割 

道路事故応急対策の

活動体制確立 

区 職員を配備 

区災害対策本部を設置 

道路管理者 道路管理者の体制を整備 

日本赤十字社、医師会 防災関係機関の活動体制を整備 

道路事故情報の収

集・伝達 

道路管理者 被害状況の情報収集 

事故発生（又はそのおそれ）を連絡 

再発防止のための緊急点検を実施 

区 事故発生時の情報収集 

事故発生時の通信連絡 

事故の状況を都へ報告 

トンネル内車両火災を消防庁へ報告 

広報・広聴活動 区 情報の収集と公表の一元化 

事故に関する広報を実施 

区、道路管理者 各種問合せに対応 

臨時被害相談所等の設置に協力 

臨時被害相談所等を設置 

相談業務を実施 

救助、救急、医療救

護，消火活動 

消防機関 

警察機関 

道路管理者 

事故発生直後の救助活動を実施 

救助情報の収集・共有 

救助活動を実施 

他の公共団体等へ応援を要請 

区、医師会、消防機関 救護所を設置し負傷者の応急手当 

トリアージを実 

後方医療機関に搬送 

他の公共団体等に応援隊の派遣を要請 

ヘリコプターによる搬送 

消防機関 

道路管理者 

消火活動 

初期消火活動に協力 

危険物による二次災害防止 

避難対策 区、消防機関、警察機関 避難指示等を発令 

避難誘導 

避難所を開設 

避難所を運営 

要配慮者に対応 

交通・輸送対策 警察機関、道路管理者 「通行禁止区域等」を指定 

通行規制を実施 

障害物の除去や応急復旧 

区、警察機関 緊急通行車両の確認 

緊急輸送 

自衛隊の派遣要請 区 自衛隊の派遣を要請 
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対策５ 流出油等対策 

東京海上保安部は、船舶、海洋施設または、その他の施設から海上に大量の油等が流出

したときは、防除措置を講ずべき者が必要な措置を講じていない、または防除措置を講ず

べき者のみでは防除が困難な場合、自ら応急防除作業を実施する。特に必要があると認め

るときは、海洋汚染等および海上災害の防止に関する法律第 41 条の２に基づき、関係行政

機関の長または関係地方公共団体の長その他執行機関に対し、排出された油等の防除その

他の海洋汚染を防止するための必要な措置を講ずることを要請するとともに、次に掲げる

措置を講じる。 

 

第１ 調査および指導 

流出油等の防除措置を講ずるべき者が実施している防除措置を効果的に実施させるため、

巡視船艇等により流出油等の状況、防除作業の実施状況等を総合的に調査、把握し、作業

の分担、作業の方法等防除作業に必要な事項について指導を行う。 

 

第２ 防除措置の指示等 

流出油等の防除措置を講ずべき者が、その措置を講じていないと認められるときは、必

要に応じこれらの者に対し、防除措置を講ずべきことを命じまたは、一般財団法人海上災

害防止センターに防除措置を講じることを指示する。 

 

第３ 沿岸漂着油の除去 

都および港湾、漁港、河川および海岸の管理者による、沿岸に漂着した油等の除去のた

めの作業に際して、必要な応急資機材の緊急輸送等に協力する。 

 

第４ 災害発生の措置 

災害発生時における関係各機関のとるべき措置は、次表のとおりとする。 

 

  



第３編 災害応急対策 

第４部 大規模事故応急対策 

第９章 事故別の主な災害対応（防災関係機関の役割） 

応急-300 

図表3-70 流出油事故時における各関係機関の対応 

対

応 
東京海上保安部 東京消防庁 警視庁 区 

災

害

発

生

時

の

作

業

態

勢 

１ 船舶・航空機

による状況確認

を実施するとと

もに、関係各機

関との情報連絡

体制を密とし、

救助・防除体制

を確立する。 

 

   災害が発生した

場合はただちに関

係機関の通報連絡

体制を確立し、救

助活動の推進を図

る。 

 

 

 

２ 人命救助 

関係機関と協力し、負傷者、被災者等の救出救助、避難誘

導にあたる。 

 

 

３ 遭難船に対す

る災害局限措置

の指導 

（１）流出油箇所

の閉鎖 

（２）原因者手配

による資機材

による防除活

動 

（３）積荷油等の

抜き取りまた

は移送 

 

  

４ 初期消火および延焼防止 

 火災が発生した場合の初期消火および延焼防止措置を行

う。 

 

５ 警戒ならびに立入制限等 

（１）海面流出油等の警戒および拡散状

況の調査ならびに事故再発防止に

あたる。 

（２）現場への立入禁止、制限および付

近の警戒にあたる。 

 

 

関係機関と協力

して必要な情報の

収集ならびに現場

の状況調査、現場

への立入禁止、制

限および付近の警

戒にあたる。 

 

 

６ 応急資機材の調達輸送 

油処理剤、消火剤、オイルフェンス、そ

の他の応急資機材の調達輸送をする。 

 

 

関係機関と協力

して消火に必要な

資機材の緊急輸送

に協力する。 
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対

応 
東京海上保安部 東京消防庁 警視庁 区 

災

害

発

生

時

の

作

業

態

勢 

７ オイルフェンスの展張 

関係機関と協力し、流出油等の拡散

を防止するため、遭難船等の付近へ展

張する。 

 

  

８ 流出油等の回収等 

流出油等処理のため油回収船、油吸

着材、油処理剤等による流出油等処理

作業の指導 

 

９ 沿岸漂着油の

除去 

都および港湾

等の管理者によ

る除去作業に際

して、必要な応

急資機材の緊急

輸送等に協力す

る。 

 

   

10 遭難船の移動

手配指導、遭難

船を安全海域へ

移動するため曳

船の手配および

曳航の指導、助

言を行う。 

 

状況により遭難船の移動について関

係機関へ要請するとともに、特に内河川

にあっては安全区域へ移動するため曳

船の手配および曳航 

 

11 タンカーバー

ジによる残油瀬

取りの指導、助

言を行う。 

 

タンカーバージ

による残油瀬取り

を関係機関へ要請

する。 

 

 

12 被害の拡大防止のため船艇、航空機の動員および関係機

関に対する出動要請を行う。 

 

自衛隊の出動要請 

人命救助、被害

の拡大防止等応急

措置のための出動

要請 

13 その他の応急措置  その他 

関係機関に対す

る協力要請 
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対

応 
東京海上保安部 東京消防庁 警視庁 区 

船

舶

の

交

通

規

制 

１ 航行の制限ま

たは禁止 

 

関係機関と協力して危険水域付近に、

警備艇および消防艇を配置して、海上ま

たは河川における船舶、船艇、筏等の通

行禁止、制限および避難等の処置をと

る。 

 

２ 港内在泊船に

対する避難勧告

および移動命令 

 

３ その他必要な

交通管制 

そ

の

他 

１ 港内および付

近海域における

火気の禁止また

は制限 

 

海上および河川における火気使用禁

止、その他必要な広報を行うとともに、

関係機関に協力を要請する。 

 

 

２ 東京港排出油

等防除協議会の

連絡網により事

故発生情報等を

会員に周知する

等、必要な措置

を講じる。 

３ 関係機関と協力し、沿岸住民および

危険物貯蔵所等に対し、火気管理の指

導、その他必要な広報を行う。 

関係機関と協力

し、沿岸住民に対

する火気管理の徹

底指導および災害

状況の周知 

 ４ 沿岸住民への

被害拡大防止措

置の指導 

 

 関係機関と協力

して陸上への被害

拡大防止 

 

 ５ 関係機関と協力し、沿岸住民に対す

る避難指示、退去命令の伝達および避

難誘導にあたる。 

 

関係機関と協力

し、沿岸住民に対

する避難指示等 

 

 ６ 危険物貯蔵所

の自衛措置の強

化指導 

 

  

７ 漁業組合等に

対する防災措置

の指導、協力要

請を行う。 

８ 沿岸漂流油の

処分 

ポンプ車隊を

派遣し、流出油

の引火防止を図

るため流出油の

拡散除去等を行

う。 

  

 ９ 沿岸危険区域における交通の禁止お

よび制限を行う。 

 

 10 その他必要な

措置を行う。 

 その他必要な措

置を行う。 
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第４編 災害復旧対策 
 

第１部 震災復旧対策 
第１章 安全なまちづくり 
第２章 安全な交通ネットワークおよびライフライン 
第３章 区民生活の再建 

 

第２部 風水害復旧対策 
第１章 安全なまちづくり 
第２章 安全な交通ネットワークおよびライフライン 

 

第３部 富士山噴火降灰復旧対策 
第１章 インフラの復旧対策 
第２章 ライフラインの復旧対策 
第３章 宅地の降灰対策 
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第１部 震災復旧対策 

第１章 安全なまちづくり 

対策の基本的な考え方 
 

震災時に上・下水道施設、電気施設、ガス施設、通信施設、放送施設、交通施設等の都

市施設に被害が生じた場合、住民の生活に与える影響はきわめて大きいため、一刻も早く

施設の機能を回復することが必要である。 

ここでは、都市施設の復旧の取組みについて示す。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 施設の早期復旧 
第１ 都市施設の復旧計画 

○上・下水道施設、電気施設、ガス施設、通信施設、放送施設等の都市生活の基幹をなす

諸施設に関する復旧対策を機関別に示し、迅速な復旧活動に努める。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 施設の早期復旧 

 

対策１ 施設の早期復旧        

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

都 

・道路・橋梁施設の復旧に係る計画 

・港湾施設、海岸施設の復旧に係る計画 

・河川施設の復旧に係る計画 

・上下水道施設の復旧に係る計画 

・公園・児童遊園の復旧、修理に係る計画 

区 

・道路・橋梁施設の復旧に係る計画 

・河川施設の復旧に係る計画 

・公園・児童遊園の復旧、修理に係る計画 

施設管理者 ・社会公共施設等の復旧計画 

東京電力 

パワーグリッド 
・電気施設の復旧に係る計画 

東京ガスネットワーク ・ガス施設の復旧に係る計画 

NTT 東日本 ・通信施設の復旧に係る計画 

ケーブルテレビ品川 ・放送施設の復旧に係る計画 

都交通局 

JR 東日本 

東京モノレール 

東急電鉄 

京浜急行電鉄 

東京臨海高速鉄道 

・線路、橋梁の復旧 

・運転再開計画 

・復旧資機材の確保 

 

 

  



第４編 災害復旧対策 

第１部 震災復旧対策 

第１章 安全なまちづくり 

復旧-5 

【具体的な取組】 

第１ 都市施設の復旧計画 

○上・下水道施設、電気施設、ガス施設、通信施設、放送施設等の都市生活の基幹をなす

諸施設に関する復旧対策を機関別に示し、迅速な復旧活動に努める。 

１ 計画方針 

① 上下水道、電気、ガス、通信、交通等の生活関連施設は都市生活の基幹をなすもので

あり、重要な機能をもっている。 

② 震災時にこれら施設に被害が生じた場合には、住民の生活に与える影響はきわめて大

きいため一刻も早くこれら諸施設の機能を回復し、供給、運行等を再開することが必要

である。 

２ 水道施設の復旧【都水道局南部支所】 

（１）基本方針 

復旧は、被害の実態を把握し、効果的に実施する。 

（２）管路の復旧 

ア 復旧計画 

① 復旧にあたっては、随時、配水系統などの変更等を行いながら、あらかじめ定め

た順位をもとに、被害の程度および復旧の難易度、被害箇所の重要度、浄水場・給

水所の運用状況等を考慮して給水拡大のために最も有効な管路から順次行う。 

② なお、資機材の調達、復旧態勢および復旧の緊急度等を勘案し、必要に応じて仮

配管、路上配管等の仮復旧を実施する。 

イ 送・配水管路における復旧活動 

断水区域を限定し、可能な限り給水を継続しながらあらかじめ定めた以下の優先施

設から順次復旧する。 

・首都中枢機関、災害拠点病院等への供給管路 

・第一次重要路線送水管および広大な区域を持つ配水本管 

・第二次重要路線および配水小管重要路線配水本管および小管の骨格となる路線 

・その他給水上極めて重要な路線応急給水施設、避難所等に至る管路 

・復旧活動に支障となる箇所 

ウ 給水装置の復旧活動 

① 公道内の給水装置の復旧は、配水管の復旧および通水と並行して実施する。 

② 首都中枢機関、災害拠点病院等の重要施設は、配水小管の復旧および通水状況に

あわせ、機能が回復するよう優先して復旧にあたり、順次その他の給水管について

も復旧を行う。 
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③ 一般住宅等の給水装置の復旧は、その所有者等からの修繕申込みがあったものに

ついて応急措置を行う。 

④ 配水に支障を及ぼす給水装置の破損等については、申込みの有無にかかわらず応

急措置を実施する。 

３ 下水道施設の復旧【都下水道局】 

（１）復旧計画 

被害が発生したときは主要施設から復旧を図る。復旧順序については、水再生センタ

ー・ポンプ所、幹線管きょ等の主要施設の復旧に努め、その後、枝線管きょ、ます・取

付管の復旧を行う。 

ア 管きょ等 

緊急調査で判明した被害について、より詳細に被害状況を把握・整理し、汚水の流

下機能を確保するための復旧を行う。 

イ ポンプ所 

① ポンプ所は、揚水機能等の回復を図る。 

② ポンプ所において、停電のためポンプの機能が停止した場合、ディーゼル発電

機やガスタービン発電機等の非常用発電機によってポンプ運転を行い、揚水不能

の事態が起こらないよう対処する。また、最低限の機能確保のための復旧を行う。 

③ 停電が続く場合には、非常用発電設備の燃料油について、東京都石油業協同組

合および東京都石油商業組合との安定供給協定により、確保に務める。 

（２）復旧支援 

被害状況に応じ、他の大都市等へ復旧支援を要請し、その受入れに対応する。 

４ 電気施設の復旧【東京電力パワーグリッド】 

電気設備の復旧は、二次災害の防止と施設の機能回復のため下記の手順により行い、早

期復旧を図る。 

（１）復旧計画 

① 巡視・点検結果等により、上位電源系統を含めた電気施設の被害状況と、病院、官

公署等の被害・復旧状況等の情報を把握して復旧計画を立案する。 

② 復旧計画に基づき復旧要員、資機材の効果的な配置を行い、状況に応じて応援体制

を確立する。 

（２）特別高圧、高圧系統の復旧作業 

① 応急措置をした病院、官公署、広域の避難場所の本格送電をするために、その供給

系統の復旧作業をする。 

② 学校、公共施設、仮設住宅等被災者の避難生活施設の供給系統の復旧作業をする。 
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③ 上記の復旧作業完了後に、その他の特別高圧、高圧系統の復旧作業を、区、警察、

消防等の他機関と連携を密にして実施する。 

（３）低圧系統の復旧作業 

特別高圧、高圧系統の復旧作業と同様に復旧作業をする。 

（４）送電の再開 

特別高圧、高圧系統、低圧系統の復旧した被災地域から、安全確認作業をして送電す

る。 

５ ガス施設の復旧【東京ガスグループ】 

ガスの供給を停止した場合の復旧作業については、二次災害を防止するため、あらかじ

め定めた下記の手順により実施する。 

（１）製造施設・供給施設（共通） 

ガスの製造またはガスの供給を一時もしくは一部停止した場合には、あらかじめ定め

た計画に基づき施設の点検および修理を行い、標準作業に則り各施設の安全性を確認し

た後、稼動を再開する。 

（２）中圧導管の復旧（被害が発生した場合） 

ガス送出源から順に、導管網上に設置したバルブ等を利用してガスを封入し、漏洩検

査を行い、漏洩箇所を修理する。 

（３）低圧復旧地域のセクター化（被害が発生した場合） 

低圧導管を遮断して、復旧地域を分割する。 

（４）需要家宅のメーターガス栓の閉止（閉栓） 

各需要家を訪問しメーター近傍にあるメーターガス栓を閉める。 

（５）低圧導管の復旧 

① 管内に水等が浸入していた場合には、採水ポンプ等を利用して排出する。 

② ガスを適切な圧力で封入し、漏洩調査を行い、漏洩箇所を修理する。 

③ ガス供給源から、修理が完了した範囲の導管網にガスを充填し、末端側より管内に

混入した空気を排出する。 

（６）需要家宅のガス管・排気管等の点検（内管の漏えい検査・修繕） 

需要家宅内のガス栓から空気を封入し、圧力の変化を確認し、漏洩有無を判断する。

その後、適切な圧力のガスを封入し、ガス検知器を使って漏洩箇所を特定し、配管取替

え等の修理を行う。 
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（７）ガスの供給再開（開栓） 

メーターガス栓を開放し、需要家宅内のガス機器で燃焼試験を行い、供給管と内管の

空気抜きが完了していることを確認し、ガスの供給を再開する。 

６ 通信施設の復旧【NTT 東日本】 

① 災害により被災した通信回線の復旧は、あらかじめ定められた復旧順位に従って実施

する。 

② 応急復旧工事については、次により工事を実施する。 

・電気通信設備等を応急的に復旧する工事 

・原状復旧までの間、維持に必要な補給、整備工事 

７ 放送施設の復旧【ケーブルテレビ品川】 

ケーブルテレビ品川の品川区民チャンネルによる区民への情報提供手段として、区有施

設や避難所など復旧順位の重要性を勘案して、復旧計画を策定するものとする。 

８ 交通施設の復旧 

図表4-1 各機関の対応内容 

機関名 内   容 

都交通局 施設に被害のあったときは、関係部、当該施設管理事業所および協力会

社において復旧の実施計画を策定し、復旧活動を行う。 

ただし、被害の規模が大きいとき（長期の運休が見込まれるとき）は、

災害対策本部および関係部が復旧活動の基本方針を策定した上で、これに

基づき、関係部等が復旧の実施計画を策定し、復旧活動を行う。 

JR 東日本 地震その他の災害により線路、橋梁、その他の鉄道施設および車両等に

被害を生じたときは、東京支社に事故対策本部、現地に事故復旧本部を設

置し、速やかに関連会社等の協力を得て復旧に努め、人員および救援物資

等の輸送にあたる。 

東京 

モノレール 

地震その他の災害により線路、橋梁、その他の鉄道施設および車両等に

被害を生じたときは、本部内に事故対策本部、現地に事故復旧本部を設置

し、事故復旧に努めるとともに、関連会社等の協力を得て速やかに復旧に

努めることとする。 

東急 

電鉄 

１ 災害発生の場合は、復旧要員を災害地点に急派させる。 

２ 災害復旧資材については、その必要量を常備している。 

京浜急行 

電鉄 

１ 災害発生の場合は、復旧要員を災害地点に急派させる。 

２ 災害復旧資材については、その必要量を常備している。 

東京臨海 

高速鉄道 

 地震その他の災害により大きな被害が発生した場合、本社に事故対策本

部、現地に現地対策本部を設置し、復旧に向けた検討および計画策定を行

い、関係会社等の協力を得て速やかに復旧に努めることとする。 
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９ 公立施設の復旧 

区は、区庁舎、地域センター、保育園、区立学校等、区有施設が災害により被災したと

きは、速やかに復旧を行い、社会公共施設としての機能を維持する。 

 

 

 



第４編 災害復旧対策 

第１部 震災復旧対策 

第２章 安全な交通ネットワークおよびライフライン 

復旧-10 

第２章 安全な交通ネットワークおよびライフライン 

対策の基本的な考え方 
 

震災時に区有施設や文教施設に被害が生じた場合、施設としての機能を回復することが

必要である。 

ここでは、公共建造物に係る取組みについて示す。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 公共建造物対策 
第１ 公共建造物 

○区は、区有施設、文教施設等について被害状況把握し、復旧措置を実施する。 
第２ 区立学校の復旧 

○区立学校は、避難所として指定されており、区は被災した場合に復旧を行う。また、被

害状況に応じて、人員、資材等を迅速に輸送し、修理を実施する。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 公共建造物対策 

 

対策１ 公共建造物対策        

【各機関の役割】 

 

【具体的な取組】 

第１ 公共建造物 

○区は、区有施設、文教施設等について被害状況を把握し、復旧措置を実施する。 

 

１ 品川建設防災協議会との協定に基づく措置 

区は、災害により被災した避難所および他の区有施設の被害状況を調査し、品川建設防

災協議会との「災害時における応急対策業務に関する協定」に基づき、避難所等の復旧措

置を実施する。 

資料 61 資機材供給可能数【品川建設防災協議会】（再掲） 

資料 81 災害対策協力隊編成表【品川建設防災協議会】（再掲） 

２ 文教施設の応急対策計画 

区は、地域における文教施設（区立学校その他の教育機関および文化財）の災害対策の

万全を図り、施設としての維持、機能の回復を図る。 

資料 92 文教施設の応急対策計画 対象施設 

  

 

  

機関名 役   割 

区 

・品川建設防災協議会との協定に基づく措置 

・文教施設の応急対策計画立案 

・各施設における復旧対策 

・区立学校の復旧 
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３ 各施設における復旧対策 

（１）災害時の態勢 

① 学校勤務職員が中心となり校長の指揮、命令のもとに臨機応変な防災活動を行う。 

② 事態の緊迫した場合は児童、生徒の生命と安全を守るための避難活動が第一義的に

要請されるが、校舎の保全管理その他連絡に必要な人員を確保する。 

③ 火災源となるおそれのある設備の処置、薬品の処理は責任者の手において万全な対

策をとる。 

④ 有線が使用できる場合、防災上必要な措置については継送・電話・伝令等により連

絡する。 

（２）災害復旧時の態勢 

校長の指揮監督のもとに校舎の調査を行い、被害を受けた施設、器物の点検を行う。

また、電源の復旧については教育委員会その他の関係機関と連絡、指揮を受け、平常の

体制に復旧することに努める。 

 

第２ 区立学校の復旧 

○区立学校は、避難所として指定されており、区は被災した場合に復旧を行う。また、被

害状況に応じて、人員、資材等を迅速に輸送し、修理を実施する。 

 

① 主に区立学校は避難所として指定されているため、被災したときは直ちに応急修理を

行う必要があり、事故発生の報告に基づき、下表の担当課が、人員、資材等を迅速に輸

送し、修理を実施する。 

② 緊急に施工を要するときは、本部長の指揮を受け、経理課をとおして、品川建設防災

協議会と協議のうえ工事を施工、事後に品川区契約事務規則に定める手続により事務処

理を行う。 

図表4-2 応急修理に係る対応事項および担当課 

対応事項 担当課 

事故発生報告 学校→庶務課 

現場調査 庶務課、必要に応じ経理課、施設整備

課に依頼 

修理工事の設計、仕様、見積 庶務課、必要に応じ施設整備課 

工事契約 経理課 

 

資料 93 区立学校校舎面積等一覧表 
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第３章 区民生活の再建 

対策の基本的な考え方 
 

災害のため、住家が滅失または被災し居住する住家を得られない者に対して、区民生活

の再建のため、応急仮設住宅等を迅速かつ的確に供与する必要がある。 

ここでは、被災住宅の応急修理、応急仮設住宅等の供給に係る取組みについて示す。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 被災住宅の応急修理 

第１ 被災住宅の応急修理 

○区は都と連携し、居住に必要な最低限の応急修理を行うにあたっての実施主体、対象の

調査および選定、基準および戸数、経費、期間等について定め、災害時に円滑に対応す

る。 
 

対策２ 応急仮設住宅等の供給 
第１ 応急仮設住宅等の設置・供給 

○区は、建設型応急住宅の設置にあたり、都と連携し、建設地の選定、建設型応急住宅の

建設、入居者の選定等を円滑に行う。 
第２ 建設資材の調達 

○建設資材は、区が品川建設防災協議会と協力のうえ調達し、工事は業者に依頼する。ま

た、応急建築資材のあっ旋についても品川建設防災協議会と協力し要請する。 
○都は、応援協定を締結する団体があっせんする建設業者を通じて、建設型応急住宅資材

等を調達する。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 被災住宅の応急修理 

対策２ 応急仮設住宅等の供給 

 

対策１ 被災住宅の応急修理 

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

都 ・被災住宅の応急修理（災害救助法適用後） 

区 ・都から委任された応急修理対象者の募集・選定事務の実施 

 

【具体的な取組】 

第１ 被災住宅の応急修理 

○区は都と連携し、居住に必要な最低限の応急修理を行うにあたっての実施主体、対象の

調査および選定、基準および戸数、経費、期間等について定め、災害時に円滑に対応す

る。 

災害のため、「大規模半壊」の住家被害の認定を受けた世帯、または「中規模半壊」「半

壊」もしくは「準半壊」の住家被害の認定を受け自らの資力では応急修理をすることがで

きない世帯に対して、居住に必要な最小限の応急修理を行うものとする。 

また、住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理（屋根等に被害を受けた住家への

ブルーシートの展張等）を行うものとする。 

１ 実施主体 

住宅の応急修理は、災害救助法適用後は、都が行い区はこれに協力するものとする。た

だし災害救助法が適用されない場合その他で、区長が特に必要と認めた場合は、区におい

て実施するものとする。 

２ 対象者の調査および選定 

① 修理住宅の選定は都が定める基準により、都から委任された当該区市町村が募集・選

定事務を行う。 

② 区が実施する場合は、建築技術職員で調査班を編成し、被害程度を調査のうえ修理住

宅の選定を行う。 

３ 基準および戸数 

  災害救助法適用後の応急修理は、都が（一社）東京建設業協会、全国建設労働組合総

連合東京都連合会および（一社）災害復旧職人派遣協会のあっ旋する建設業者により行
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う。修理の対象は、日常生活に必要な居室、炊事場、トイレ等の部分とする。緊急の修

理は、屋根等に被害を受けた住家へのブルーシートの展張等とする。 

４ 経費 

一世帯あたりの経費は、国の定める基準による。なお、この費用の中には原材料費、労

働費、輸送費、工事事務費等の一切の経費が含まれる。 

５ 期間 

居住に必要な最小限の応急修理については、原則として、災害発生の日から３か月以内

に完了する（国の災害対策本部が設置された災害においては６か月以内に完了）。 

住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理については、災害発生の日から 10 日以

内に完了するものとする。 
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対策２ 応急仮設住宅等の供給       

【各機関の役割】 

機関名 役   割 

都 ・応急的に仮設住宅等を供給 

区 

・建設型応急住宅の設置 

・被災住宅の応急修理 

・建設資材の調達 

 

【具体的な取組】 

第１ 応急仮設住宅等の設置・供給 

○区は、建設型応急住宅の設置にあたり、都と連携し、建設地の選定、建設型応急住宅の

建設、入居者の選定等を円滑に行う。 

災害のため、住家が滅失または被災し居住する住家を得られない者を受け入れるため、

建設型応急住宅を設置するが、被災した住宅を応急修理し居住性を維持したり公営住宅の

空き住戸有効に活用していく。また、応急仮設住宅等の供給については、都が区市町村に

割り当てる、都営住宅の空き住戸、借り上げによる賃貸型応急住宅等について、区は被災

者に対し入居者の募集および都が策定した選定基準に基づき入居者の選定を行う。また、

必要戸数の確保が困難な場合には、区市町村相互間で融通しあう。なお、応急仮設住宅等

への入居者体制については、要配慮者にも配慮し、可能な限り地域のつながりを尊重した

体制を講じる必要がある。 

 

１ 設置主体 

建設型応急住宅の設置は、災害救助法適用後は都が行い、区はこれに協力する。ただし、

災害救助法が適用されない場合その他で、区長が特に必要と認めた場合は、区において設

置する。 

２ 建設地の選定 

建設型応急住宅の建設候補地は、西大井広場公園、鮫洲運動公園、八潮多目的広場、し

ながわ区民公園、しながわ中央公園等の大規模な区立公園および林試の森公園、大井ふ頭

中央海浜公園等の都立公園とする。 

区は、緊急の疎開先として、災害時の協力協定に基づき、山北町（神奈川県）および早

川町（山梨県）に対し、建設型応急住宅の用地およびその建築資材の供給ならびに両町の

施設における被災者の受入れ要請を行うこととする。 

３ 建設型応急住宅の建設 

（１）設置戸数 

災害救助法適用後、都は速やかに建設型応急住宅の必要数を把握する。 
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（２）構造 

平屋建て、２階建ての軽量鉄骨系プレハブ、木質系プレハブ、木造またはユニットを

標準とし、必要に応じ、その他構造を選定する。また、必要に応じて、集会所設置やバ

リアフリー対応など、被災者コミュニティや高齢者・障害者世帯に配慮した設備・構造

の住宅とする。 

（３）規模および経費 

① 一戸あたりの規模は、国の定めに基づき、地域の実情、世帯構成等に応じて都が設

定する。 

② 一戸あたりの設置経費は、国の定める基準による。 

③ 防火安全対策を講じる。 

（４）建設期間 

① 災害発生後、可能な限り速やかに建設する。 

② 災害発生の日から 20 日以内に着工する。 

４ 入居者の選定 

（１）入居資格 

次の各号にすべて該当する者のほか、都知事が必要と認める者とする。ただし、使用

申込みは、一世帯１箇所限りとする。 

・住家が全焼、全壊または流失した者 

・居住する住家がない者 

・自らの資力では住家を確保できない者 

（２）入居者の募集・選定 

① 入居者の募集計画は、被災状況に応じて都が策定し、区の区域内に住宅を割り当て

る。ただし、区の区域内に必要戸数の確保が困難な場合には、区市町村相互間で融通

しあうものとする。 

② 入居者の募集は、区が行う。 

③ 入居者の選定は、都が策定する選定基準により、都から委任された当該区市町村が

募集・選定事務を行う。 

５ 応急仮設住宅等の管理 

① 応急仮設住宅等の管理は原則として、供給主体が行う。 

② 供与できる期間は内閣総理大臣が定める基準に従い、あらかじめ知事が定める。 
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第２ 建設資材の調達 

○建設資材は、区が品川建設防災協議会と協力のうえ調達し、工事は業者に依頼する。ま

た、応急建築資材のあっ旋についても品川建設防災協議会と協力し要請する。 

○都は、応援協定を締結する団体があっせんする建設業者を通じて、建設型応急住宅資材

等を調達する。 

① 災害救助法適用以外の場合において、原則として、建設資材は、区が品川建設防災協

議会と協力のうえ迅速に調達し、工事は、これら業者に請負を依頼する。 

② 応急建築資材のあっ旋についても品川建設防災協議会と協力し要請するものとする。 

③ 都は、建設型応急住宅資材等について、（一社）プレハブ建築協会、（一社）東京建

設業協会、（一社）全国木造建設事業協会および（一社）日本木造住宅産業協会があっ

せんする建設業者を通じて調達する。 
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第２部 風水害復旧対策 

第１章 安全なまちづくり 

対策の基本的な考え方 
 

公共建築物や公共土木施設が災害により被害を受けた場合は、消火や救出救助およびそ

の他の応急活動に極めて重大な支障を及ぼすため、速やかに復旧措置を講ずる必要がある。 

施設の早期復旧に係る対策は、「第１部 第１章 安全なまちづくり」の定めるところに

よる。 

 

 

第２章 安全な交通ネットワークおよびライフライン 

対策の基本的な考え方 
 

復旧期では、ライフライン施設が被災した場合、停電、通信の輻輳、物流の停止などが

想定され、生活の再建に向けて影響は甚大である。 

ここでは、発災後も都市機能を維持するため、発災に備えたライフラインの復旧対応に

係る取組みについて示す。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ ライフライン対策 

 第１ 電気施設 

○東京電力パワーグリッドは、電気施設の復旧に際して、人命にかかわる箇所、復旧対策

の中枢となる官公署、報道機関、病院、避難所等を原則的には優先する。 

 
 

対策 
 

対応テーマ 

対策１ ライフライン対策 

※その他の対策は「第１部 第２章 安全な交通ネットワークおよびライフライン」を準

用する。 
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対策１ ライフライン対策        

第１ 電気施設 

○東京電力パワーグリッドは、電気施設の復旧に際して、人命にかかわる箇所、復旧対策

の中枢となる官公署、報道機関、病院、避難所等を原則的には優先する。 

１ 復旧の順位【東京電力パワーグリッド】 

○人命にかかわる箇所、復旧対策の中枢となる官公署、民心の安定に寄与する報道機関、

病院、避難所等を原則的には優先することとする。ただし設備の被害状況、復旧の難易

を勘案して供給上復旧効果の最も大きいものから行うものとする。なお、利用者側にお

いても自家発電設備を設置してその万全を期するよう協力を依頼する。 

○送電中配電線の巡視に目処が立った後、停電している配電線の設備巡視を実施し、設備

被害を把握する。 

○送電再開時の公衆災害防止や復旧活動者の安全確保を目的として、停電配電線とそれに

繋がるすべての区民（需要者）の設備の間を電気的に切り離しする。 

○停電している地域については、早期に送電を再開できるよう、被害を受けた設備の応急

的な復旧工事を実施する。 

○区民（需要者）に対する個別の安全確認と送配電線への送電再開後、各戸個別訪問し、

安全が確認できた場合は送電を開始する。（不在等の場合は送電を保留） 
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第３部 富士山噴火降灰復旧対策 

第１章 インフラの復旧対策 

対策の基本的な考え方 
 

降灰により、道路・橋梁および道路付属物、鉄道施設、河川管理施設に被害を受けた場

合の対策は、「第１部 第１章 安全なまちづくり」に定めるところによる。 

 

 

第２章 ライフラインの復旧対策 

対策の基本的な考え方 
 

降灰による被害を受けた場合の対策は、「第１部 第１章 安全なまちづくり」に定める

ところによる。 

 

 

第３章 宅地の降灰対策 

対策の基本的な考え方 
 

火山噴火によって降灰が長期間続いた場合は、宅地や公園等に大きな被害を与え、ひい

ては地域の経済活動や区民の社会生活に著しい障害をもたらし、地域の活力を失うことと

なる。このため、降灰によって被害が発生した場合は、早急な復旧対策を行い地域の活力

を取り戻す必要がある。 

ここでは、宅地の降灰対策について示す。 

 

各対策の要点 
 

 

対策１ 宅地の降灰対策 

○宅地に降った火山灰について、区民では対応が困難な対策は、区が対応する。 
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対策 
 

対応テーマ 

対策１ 宅地の降灰対策 

 

対策１ 宅地の降灰対策        

○宅地に降った火山灰について、区民では対応が困難な対策は、区が対応する。 

宅地に降った火山灰は、所有者または管理者が対応することが原則である。しかし、区

民では対応が困難な対策については、区が対応する。 

除灰作業にあたっては、道路の側溝等の詰まりを防ぐため、火山灰を側溝等に流さない

よう留意する。 



復興-1 

第５編 災害復興対策 
 

第１章 復興の基本的な考え方 
 

第２章 復興事前準備 
 

第３章 復興計画 
 

第４章 都市復興 
 

第５章 生活復興 
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第１章 復興の基本的な考え方 

○区は、復興に向けた基本的な考え方を整理するとともに、平素から震災復興マニュアル

を策定し、災害時における円滑な対応に努める。 

 

第１ 基本的な考え方 

① 復興は、くらしや仕事など、被災者の一日も早い生活再建や安定を図る「生活復興」

と、建築物や公共施設等を復旧するだけでなく、防災性を一層向上させ、震災に強い都

市づくりを進める「都市復興」からなっている。 

② 震災等に対しては、被災者自らが立ち上がることが必要である。しかし、個人の力で

は解決が困難な様々な課題への対応については、「地域が持っている力（地域力）」を

活かした住民主体の復興が大きな力を発揮する。区はこの力を助け支えるため、区民と

問題を共有し、自助・共助・公助の連携を図っていくことが大切である。 

第２ 震災復興マ二ュアルの見直し 

① 震災復興マニュアルとは、復興の全体像とプロセスを示し、区民が復興に向けて行動

する際の選択・判断基準等を示し、復興をできるかぎり速やかに、かつ円滑に進めるた

めに実践的な行動内容・手順をあらかじめ示したものである。 

② 都が作成した「東京都震災復興マニュアル（復興施策編・復興プロセス編）」を参考

とし、平成 20 年度に品川区震災復興マニュアルを策定した。 

③ 区は、大規模な地震による甚大な被害に対して、復興に向けた迅速な対応をとれるよ

うにするために、東日本大震災の知見を踏まえ、復興の全体像や震災直後から復興に向

けて区がなすべき行動や事業等を定める震災復興マニュアルの見直しを検討する。 
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第２章 復興事前準備 

対策の基本的な考え方 
 

大規模地震により、区内が甚大な被害を受けた場合、早急に復旧・復興を進めていく必

要があるが、復興に対しては、区民や事業者と復興後のイメージを共有すること、スムー

ズな復興の進め方を事前に定めておくこと、職員の継続的な訓練が重要である。 

ここでは、区と区民・事業者との復興後のイメージ共有や復興方針の合意形成に向けて、

事前復興まちづくり訓練の実施検討、地域ごとのまちづくり協議会の設置検討などの取組

みの推進について示す。 

 

各対策の要点 
 

 

第１ 区民・事業者との復興後のイメージ共有に向けた事前復興まちづくり訓練の検討 

○区は、地域と協議しながら、災害を想定し復興を模擬体験する事前復興まちづくり訓練

の実施について検討を行う。 
第２ 職員の継続的な復興に対する訓練への継続的参加 

○区は、都が実施する都市復興模擬訓練に参加し、区職員の復興に対する能力を醸成する。 
第３ まちづくりについての合意形成、区民参加 

○区は、地域ごとのまちづくり協議会の設置を検討し、平常時から災害に強いまちづくり

のための取組みを進める。 
第４ 復興を円滑に推進するためのデータの収集・蓄積等 

○区は、災害時の復興を迅速かつ円滑に進めるため、平常時から、基礎データの収集・蓄

積等を進める。 
 

 

 

対策 

第１ 区民・事業者との復興後のイメージ共有に向けた事前復興まちづくり訓練の検討 

○区は、地域と協議しながら、災害を想定し復興を模擬体験する事前復興まちづくり訓練

の実施について検討を行う。 

被災してしまった場合、避難所で公的援助を待つのみではなく、区民一人ひとりが復興・

生活の立て直しを図るためにすべきこと（家族の安否の確認方法、自宅の再建方法・支援

の種類の把握）を日頃から理解しておくことで、円滑で早期の生活再建が可能となる。ま

た、円滑な復興を行うためには、地域と協働で、震災前から復興をどう進めるかを考えて

おく復興事前準備が重要となる。このためには、災害を想定し、復興を模擬体験する事前

復興まちづくり訓練が有効となる。この訓練は、専門家を加え、講演、まち歩き、地図づ
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くり等を体験しながら、復興後のまちのイメージや計画案を作成し、区民と区が共有する

ものである。区は地域と協議しながら、事前復興まちづくり訓練の検討を行うこととする。 

第２ 職員の継続的な復興に対する訓練への継続的参加 

○区は、都が実施する都市復興模擬訓練に参加し、区職員の復興に対する能力を醸成する。 

都では、行政職員を対象とした都市復興模擬訓練を平成 10 年度から実施しており、区で

も、震災後の都市復興を迅速かつ円滑に進めるための訓練に積極的に参加してきた。今後

もこの訓練に継続的に参加し、区職員の復興に対する能力を醸成することとする。 

第３ まちづくりについての合意形成、区民参加 

○区は、地域ごとのまちづくり協議会の設置を検討し、平常時から災害に強いまちづくり

のための取組みを進める。 

区は、平常時における「協議会方式」等による参加型まちづくりを推進し、非常時にお

いても活動できる体制を整える。そのために、地域ごとのまちづくり協議会の設置を検討

し、平常時から災害に強いまちづくりのための取組みを進め、事前に非常時におけるまち

づくりのための指針や計画を策定しておく。 

第４ 復興を円滑に推進するためのデータの収集・蓄積等 

○区は、災害時の復興を迅速かつ円滑に進めるため、平常時から、基礎データの収集・蓄

積等を進める。 

区は、災害時の復興を迅速かつ円滑に進めるため、平常時から、基礎データの収集・蓄

積、計画的な地籍調査の実施、３Ｄ都市モデルによるインフラ情報の蓄積など、可視化・

活用の仕組みを構築していく。 
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第３章 復興計画 

対策の基本的な考え方 
 

被災者の一日も早い生活復興および災害に強い都市づくりのため、都市復興を進めてい

く必要がある。 

ここでは、復興本部の設置、復興計画の策定などの取組みについて示す。 

 

各対策の要点 
 

 

第１ 復興本部の設置 

○区は、地震等により被害を受けた地域が相当の範囲に及び、復興に関わる事業を迅速か

つ円滑に推進する必要があると認める場合、被災後１週間程度を目途に区復興本部を設

置する。 
第２ 復興本部の役割および災害対策本部との関係 

○区災害対策本部が所掌する応急的な事務事業で、復興にも関係するものについては、両

本部が緊密に連携しながら処理し、順次、体制および業務を区復興本部へ移行する。 
第３ 復興計画の策定 

○区は、復興計画の策定にあたって「くらしのいち早い再建と安定」、「安全で快適な生

活環境づくり」などを念頭に入れ、災害復興に向けた取組みの方針を策定する。 
 

 

 

対策 

第１ 復興本部の設置 

○区は、地震等により被害を受けた地域が相当の範囲に及び、復興に関わる事業を迅速か

つ円滑に推進する必要があると認める場合、被災後１週間程度を目途に区復興本部を設

置する。 

① 区は、地震等により被害を受けた地域が相当の範囲に及び、復興に関わる事業を迅速

かつ円滑に推進する必要があると認める場合に区復興本部を設置する。 

② 区復興本部は、被災後１週間程度を目途に設置するものとし、復興基本方針および復

興計画を早期に策定するとともに、災害復興後の都市や区民生活ビジョン、復興計画の

到達目標、事業指針等を区民に明らかにし、具体的な災害復興事業を推進していく。 

③ 区復興本部は、区災害対策本部とは別に、区長を本部長とする全庁的な組織とし、運

営は、都市計画課、企画課、防災課の３課が事務局を担当する。 

④ 区復興本部の関連組織および分掌事務については、別途定めるものとし、区災害対策

本部と緊密に連携をとりながら復興に関わる事業を推進する。 
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第２ 復興本部の役割および災害対策本部との関係 

○区災害対策本部が所掌する応急的な事務事業で、復興にも関係するものについては、両

本部が緊密に連携しながら処理し、順次、体制および業務を区復興本部へ移行する。 

区復興本部は、復興事業を長期的視点に立って速やかに、かつ、計画的に実施する組織

であり、災害応急・復旧対策を臨時的、機動的に実施する区災害対策本部とは、その目的

と機能を異にする。しかしながら、復興に関連する一連の活動は、被災後間もない応急対

策の段階から質的な変化を伴いつつ、連続的に、徐々に進行していくものであるため、区

災害対策本部が所掌する応急的な事務事業で、復興にも関係し、それに大きな影響を与え

るものについては、両本部が緊密に連携、連絡しながら処理し、順次、体制および業務を

移行する。 

図表5-1 復興本部の役割および災害対策本部との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３ 復興計画の策定 

○区は、復興計画の策定にあたって「くらしのいち早い再建と安定」、「安全で快適な生

活環境づくり」などを念頭に入れ、災害復興に向けた取組みの方針を策定する。 

① 復興計画は、過去の災害の教訓を生かして、次の災害に備え、新しい理念に基づいた

災害に強い都市を再建するためのマスタープランである。 

② 区は、復興計画の策定にあたって「くらしのいち早い再建と安定」、「安全で快適な

生活環境づくり」などを念頭に入れ、災害復興に向けた取組みの方針を策定していく。 

③ 復興計画は、円滑な都市づくりのための都市復興基本計画の策定、推進および生活復

興に向けた住宅復興、産業復興、くらしの復興のための各種事業の推進を中心に計画内

容を検討する。 

 

応急・復旧の取組 復興に向けた取組 

区災害対策本部 

被災直後 

●災害情報の収集・伝達 
●消防活動 
●救助・救急 
●医療救護 
●警備・交通規制 
●ライフライン・公共 
施設の復旧対策 

●被害状況の把握 
●用地の確保・調整 
●災害がれき等の処理 
●相談 

区復興本部 

区
復
興
本
部
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長
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長
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第４章 都市復興 

対策の基本的な考え方 
 

区は、被災後の都市復興の方針を示した都市復興基本方針を策定するとともに、大規模

な災害を受けた地区を災害に強く、良好な環境へ復興するため、都市復興基本計画を策定

する必要がある。 

ここでは、都市復興基本方針の策定、都市復興基本計画の策定、都市復興事業の推進に

係る取組みについて示す。 

詳細については、「品川区震災復興マニュアル」に定めるところによる。 

 

各対策の要点 
 

 

第１ 都市復興基本方針の策定等 

○区は被災後、速やかに都市復興の方向性を示すため、被災後２週間以内を目途に都市復

興基本方針を策定する。また、都市復興基本方針等を踏まえ、復興対象地区について指

定する。 
第２ 都市復興基本計画の策定 

○区は、大規模な災害を受けた地区を、災害に強く良好な環境へ復興するため、都市復興

基本計画を策定する。なお、被害の程度、被災前の基盤整備状況等の指標によって地区

を区分し、地区ごとに都市復興基本計画を策定する。 
第３ 都市復興事業の推進 

○区は、事業施工期間および資金計画などの内容を盛り込んだ復興まちづくりの事業計画

を定め、区民と協働で事業を推進する。 
 

 

 

対策 

第１ 都市復興基本方針の策定等 

○区は被災後、速やかに都市復興の方向性を示すため、被災後２週間以内を目途に都市復

興基本方針を策定する。また、都市復興基本方針等を踏まえ、復興対象地区について指

定する。 

区は被災後、速やかに都市復興の方向性を示すため、被災後２週間以内を目途に都市復

興基本方針を策定する。家屋被害概況調査、建築制限の設定内容を踏まえ、公表する。ま

た、都市復興基本方針等を踏まえて、計画的な市街地形成を進めるために必要となる復興

対象地区について指定する。 
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１ 建築制限の実施 

① 都は、被災の激しい地区を対象に建築基準法に基づく建築制限を実施する。このため、

区は建築制限区域原案を作成し、都と制限区域の調整をする。 

② 都は、区部の建築制限の区域指定を行う。区は、区民の理解と協力が得られるよう、

相談や支援および適切な情報提供を行う建築相談窓口を開設する。 

２ 時限的市街地づくり 

区は都と協力して、被災した区民の復興に至るまでの一時的な生活の場として時限的市

街地の建設を支援する。時限的市街地は、仮設の住宅や店舗等と利用可能な残存建物で構

成する。 

３ 復興対象地区の指定 

① 区は、被災状況の全体像が明らかになる被災後１ヶ月を目途に復興対象地区の指定を

行う。 

② また、重点復興地区および復興促進地区内において、緊急かつ健全な復興を行う必要

がある区域については、「被災市街地復興特別措置法」に基づき、被災市街地復興推進

地域に指定する。 

第２ 都市復興基本計画の策定 

○区は、大規模な災害を受けた地区を、災害に強く良好な環境へ復興するため、都市復興

基本計画を策定する。なお、被害の程度、被災前の基盤整備状況等の指標によって地区

を区分し、地区ごとに都市復興基本計画を策定する。 

① 区は、大規模な災害を受けた地区を、災害に強く良好な環境へ復興するために、都市

復興基本計画を立案・策定する。 

② 地区の被害の状況、被災前からの地域特性によって、復興に向けた実現手法、まちの

復興イメージが異なることから、区は被害の程度、被災前の基盤整備状況等の指標によ

って地区を区分し、各々の地区ごとの都市復興基本計画を立案・策定する。 

 

１ 都市復興基本計画（骨子案）の公表 

区が取組む都市復興の方向性を示した「都市復興基本計画」の骨子案を作成し、区民に

周知する。 

２ 復興まちづくり計画等の策定 

区は、区民の視点からのまちづくり提案を生かしつつ、復興地区区分に応じて、地区の

全体像を明らかにする「復興まちづくり計画」と、それを実現するための具体的な都市計

画事業の内容を示した「復興都市計画」および「修復型事業計画」を策定する。 

３ 都市復興基本計画の策定 

区は、都市復興基本計画（骨子案）を基本に、復興まちづくり計画等の内容を反映し、

区全域における都市づくり部門の復興基本計画となる「都市復興基本計画」を策定する。 
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第３ 都市復興事業の推進 

○区は、事業施工期間および資金計画などの内容を盛り込んだ復興まちづくりの事業計画

を定め、区民と協働で事業を推進する。 

① 区は、区民と策定した都市復興の計画を実現するため、事業施工期間および資金計画

など、より詳しい内容を盛り込んだ復興まちづくりの事業計画を定める。 

② 都市復興事業は、事業計画に基づき区民と協働で推進する。 
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第５章 生活復興 

対策の基本的な考え方 
 

区は、一日も早い生活の再建に向け、都に協力し、住宅、産業、くらしの３つの視点か

ら各種支援施策を進める必要がある。 

ここでは、住宅復興、産業復興、くらしの復興に係る取組みの推進について示す。 

詳細については、「品川区震災復興マニュアル」に定めるところによる。 

 

各対策の要点 
 

 

第１ 住宅復興 

○区は、都が行う民間住宅や公営住宅の供給に係る事務に協力する。 
第２ 産業復興 

○区は、事業再開に係る一時的事業スペースの確保支援、資金支援や取引のあっ旋等の対

策、失業者への安定雇用に係る支援等について検討を進める。 
第３ くらしの復興 

○区は、都が中心となって行う福祉、保健、医療、文化・社会教育、消費生活、ボランテ

ィア等や専門家との連携、広域避難者等への支援に関する施策の事務に協力する。 
 

 

 

対策 

第１ 住宅復興 

○区は、都が行う民間住宅や公営住宅の供給に係る事務に協力する。 

区は本格復興に際して、過去の震災での経験も踏まえ、都が行う自力での再建に関する

情報提供や被災者の相談に対応できる体制整備に係る施策に対する協力、支援を行う。 

 

１ 民間住宅の供給支援 

区は、都が行う被災者の自立再建に向けた良質な民間賃貸住宅、分譲のマンションや戸

建て住宅の供給に係る事務に協力する。 

２ 公共住宅の供給支援 

区は、都が行う公共住宅等の新築・建替え、公共住宅等の買取り・借上げ、公社・機構

住宅の供給促進等に係る事務に協力する。 
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第２ 産業復興 

○区は、事業再開に係る一時的事業スペースの確保支援、資金支援や取引のあっ旋等の対

策、失業者への安定雇用に係る支援等について検討を進める。 

区は、事業再開に係る一時的事業スペースの確保支援、事業再開に対する資金支援や取

引のあっ旋等の対策を検討する。また、失業者への安定雇用に係る支援や、物流の安定化

に向けた検討を進める。 

第３ くらしの復興 

○区は、都が中心となって行う福祉、保健、医療、文化・社会教育、消費生活、ボランテ

ィア等や専門家との連携、広域避難者等への支援に関する施策の事務に協力する。 

生活の側面から「復興」を考えると、一日も早く被災者のくらしを震災前の状態に戻し、

その安定を図ることが必要である。そのため、区は、都が中心となって行う福祉、保健、

医療、文化・社会教育、消費生活、ボランティア等や専門家との連携（ニーズに応じたボ

ランティア派遣や専門家による復興まちづくり支援等）、広域避難者等への支援に関する

施策の事務に協力する。 

 

 



 

品川区地域防災計画 
 

【令和５年度修正】 

 

［別冊資料］ 

 

 

 

 

 

 

品川区防災会議 
  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



i 

別冊資料 目次 
 
条例および規則 .......................................................... 1 
品川区防災会議条例 ............................................................ 3 
品川区防災会議運営規程 ........................................................ 5 
品川区災害対策基本条例 ........................................................ 7 
品川区災害対策本部条例 ....................................................... 15 
品川区災害対策本部条例施行規則 ............................................... 16 
災害に際し応急措置の業務に従事した者または 水防に従事した者の損害補償に関する条

例 ......................................................................... 23 
災害に際し応急措置の業務に従事した者または 水防に従事した者の損害補償に関する条

例施行規則 ................................................................. 25 
品川区大規模災害被災地に対する支援に関する条例 ............................... 31 
東京都震災対策条例 ........................................................... 33 
東京都帰宅困難者対策条例 ..................................................... 44 

 

資料編 ................................................................. 49 
資料 1 本区の道路交通マップ（本冊 総則-15 頁） ................................ 51 
資料 2 本区の鉄道交通マップ（本冊 総則-15 頁） ................................ 52 
資料 3 区用途地域別構成（本冊 総則-17 頁） .................................... 53 
資料 4 待機寮施設一覧（本冊 総則-23 頁） ...................................... 54 
資料 5 浸水ハザードマップ（想定最大規模降雨）（本冊 予防-16 頁） .............. 55 
資料 6 多摩川洪水ハザードマップ（浸水想定最大規模） （本冊 予防-16 頁） ....... 57 
資料 7 高潮浸水ハザードマップ（浸水想定最大規模） （本冊 予防-16 頁） ......... 58 
資料 8 土砂災害ハザードマップ①（本冊 予防-17 頁） ............................ 59 
資料 9 土砂災害ハザードマップ②（本冊 予防-17 頁） ............................ 60 
資料 10 土砂災害ハザードマップ③（本冊 予防-17 頁） ........................... 61 
資料 11 土砂災害ハザードマップ④（本冊 予防-17 頁） ........................... 62 
資料 12 AED（自動体外式除細動器）設置場所一覧（本冊 予防-37 頁） .............. 63 
資料 13 防災広場（特定児童遊園）一覧（本冊 予防-57 頁） ....................... 70 
資料 14 防災広場（防災課所管）一覧（本冊 予防-57 頁） ......................... 73 
資料 15 公園（40ｔ以上の貯水槽を設置）一覧（本冊 予防-57 頁） ................. 74 
資料 16 児童遊園（40ｔ以上の貯水槽を設置）一覧（本冊 予防-57 頁） ............. 76 
資料 17 急傾斜地崩壊危険箇所一覧（本冊 予防-67 頁） ........................... 77 
資料 18 警戒区域（本冊 予防-67 頁） ........................................... 77 
資料 19 土砂災害警戒区域一覧（本冊 予防-67 頁） ............................... 78 



ii 

資料 20 防災まちづくりに関する事業一覧（本冊 予防-68 頁） ..................... 79 
資料 21 消火器設置状況（本冊 予防-86 頁） ..................................... 80 
資料 22 防災貯水槽設置数（本冊 予防-89 頁） ................................... 80 
資料 23 消防職員および消防車両の配備状況（本冊 予防-91 頁） ................... 80 
資料 24 消防団員および装備（本冊 予防-92 頁） ................................. 80 
資料 25 区管理の橋梁（本冊 予防-97 頁） ....................................... 81 
資料 26 東京国道事務所品川出張所管理橋梁（本冊 予防-98 頁） ................... 84 
資料 27 都第二建設事務所管理橋梁（本冊 予防-98 頁） ........................... 85 
資料 28 浸水対策箇所図（本冊 予防-107 頁 243 頁） ............................. 87 
資料 29 区内緊急道路啓開網および備蓄倉庫位置図（本冊 予防-109 頁 応急-49 頁） . 89 
資料 30 文化財の区分（本冊 予防-123 頁） ...................................... 91 
資料 31 時間外配備態勢動員対象地域（本冊 予防-130 頁） ........................ 92 
資料 32 品川区災害時協定一覧（本冊 予防-134 頁 応急-124 頁） .................. 96 
資料 33 防災行政無線固定系設置一覧（本冊 予防-143 頁） ....................... 107 
資料 34 デジタル移動通信設置一覧（本冊 予防-143 頁） ......................... 109 
資料 35 IP 無線機設置一覧（本冊 予防-143 頁） ................................ 110 
資料 36 緊急地震速報装置設置一覧（本冊 予防-145 頁） ......................... 112 
資料 37 震災対策における都・区間の役割分担（昭和 52 年合意） （本冊 予防-150 頁）

 .......................................................................... 113 
資料 38 主な災害対策用備蓄品一覧（本冊 予防-151 頁） ......................... 114 
資料 39 給水拠点となる施設一覧（本冊 予防-153 頁） ........................... 115 
資料 40 応急給水用資器材の保有状況（本冊 予防-153 頁） ....................... 115 
資料 41 震災対策用井戸（本冊 予防-153 頁） ................................... 115 
資料 42 備蓄物資の保管場所（本冊 予防-155 頁） ............................... 116 
資料 43 町会・自治会別 一時（いっとき）集合場所・区民避難所等一覧 （本冊 予防-163

頁） ...................................................................... 117 
資料 44 広域避難場所一覧（本冊 予防-163 頁） ................................. 132 
資料 45 地区内残留地区一覧（本冊 予防-163 頁） ............................... 134 
資料 46 区民避難所設置計画（本冊 予防-163 頁 応急-263 頁） ................... 135 
資料 47 補完避難所一覧（本冊 予防-163 頁） ................................... 157 
資料 48 福祉避難所一覧（本冊 予防-164 頁） ................................... 159 
資料 49 自主避難施設一覧（本冊 予防-166 応急-101 頁 263 頁） ................. 160 
資料 50 避難場所一覧（土砂災害、目黒川氾濫、高潮氾濫、多摩川氾濫） （本冊 予防-166

頁 応急-263 頁） .......................................................... 161 
資料 51 緊急医療救護所一覧（本冊 予防-214 頁） ............................... 162 
資料 52 学校医療救護所一覧（本冊 予防-214 頁 応急-100 頁） ................... 162 
資料 53 遺体収容所設置箇所（本冊 予防-219 頁） ............................... 163 



iii 

資料 54 近隣の火葬場（本冊 予防-219 頁） ..................................... 163 
資料 55 津波発生時の避難対象地域（本冊 予防-223 頁） ......................... 165 
資料 56 津波避難施設一覧（本冊 予防-224 頁） ................................. 167 
資料 57 浸水想定区域等内の要配慮者利用施設一覧 （本冊 予防-237 頁 239 頁） ... 168 
資料 58 都第二建設事務所 資器材備蓄状況 （本冊 応急-15 頁） ................. 178 
資料 59 非常配備態勢【都水道局】（本冊 応急-29 頁 220 頁） ................... 179 
資料 60 災害用伝言ダイヤルの利用方法【NTT 東日本】 （本冊 応急-37 頁） ....... 180 
資料 61 資機材供給可能数【品川建設防災協議会】 （本冊 応急-49 頁 214 頁 復旧-11

頁） ...................................................................... 181 
資料 62 供給可能車両数【トラック協会品川支部】（本冊 応急-50 頁） ............ 182 
資料 63 災害対策協力隊編成表【トラック協会品川支部】 （本冊 応急-50 頁） ..... 182 
資料 64 緊急通行車両確認申出書（本冊 応急-52 頁） ............................ 183 
資料 65 緊急輸送車両確認申出書（本冊 応急-52 頁） ............................ 184 
資料 66 規制除外車両事前届出書（本冊 応急-53 頁） ............................ 185 
資料 67 東京国道事務所の活動態勢（本冊 応急-55 頁） .......................... 186 
資料 68 東京海上保安部所属船艇等一覧表【東京海上保安部】 （本冊 応急-55 頁） . 188 
資料 69 防除資機材常備状況表【東京海上保安部】（本冊 応急-55 頁） ............ 188 
資料 70 東京支社 災害対策本部組織図【JR 東日本】（本冊 応急-56 頁） ......... 189 
資料 71 東京支社 災害対策本部 組織・業務分担表【JR 東日本】 （本冊 応急-56 頁）

 .......................................................................... 191 
資料 72 関係機関連絡系統【都交通局】（本冊 応急-56 頁） ...................... 193 
資料 73 事故・災害対策本部の組織【東急電鉄】（本冊 応急-58 頁） .............. 194 
資料 74 特別、第１種(A)(B)体制発令時の動員数および事故・災害対策本部の本部員（現

業）【東急電鉄】（本冊 応急-58 頁） ....................................... 195 
資料 75 鉄道部門災害対策本部の組織および業務分掌【京浜急行電鉄】 （本冊 応急-58

頁） ...................................................................... 196 
資料 76 活動編成【東京モノレール】（本冊 応急-58 頁） ........................ 197 
資料 77 災害対策本部の組織【東京臨海高速鉄道】 （本冊 応急-58 頁） ........... 198 
資料 78 防災船着場一覧（本冊 応急-91 頁） .................................... 199 
資料 79 現有清掃事務所人員、機材およびごみ処理能力 （本冊 応急-197 頁） ...... 199 
資料 80 災害廃棄物仮置場の種類、候補地および災害廃棄物の種類 （本冊 応急-197 頁）

 .......................................................................... 200 
資料 81 災害対策協力隊編成表【品川建設防災協議会】（本冊 応急-214 頁 復旧-11 頁）

 .......................................................................... 201 
資料 82 特別警報の発表基準一覧（本冊 応急-227 頁） ........................... 203 
資料 83 水防警報の種類、内容および発表基準（本冊 応急-229 頁） ............... 204 
資料 84 水防上注意を要する箇所（本冊 応急-231 頁） ........................... 204 



iv 

資料 85 初動活動配備態勢（本冊 応急-231 頁） ................................. 205 
資料 86 初動活動態勢時の情報連絡系統（本冊 応急-231 頁） ..................... 207 
資料 87 現地配備の土嚢類（令和５年 10 月１日現在） （本冊 応急-237 頁） ....... 208 
資料 88 水防機械（平成 29 年 10 月１日現在）（本冊 応急-237 頁） ............... 208 
資料 89 土砂採取場（令和５年３月 31 日現在）（本冊 応急-237 頁） .............. 208 
資料 90 水防工法の例示（本冊 応急-238 頁） ................................... 209 
資料 91 目黒川荏原調節池上流観測所の断面図（本冊 応急-259 頁） ............... 211 
資料 92 文教施設の応急対策計画 対象施設（本冊 復旧-11 頁） .................. 213 
資料 93 区立学校校舎面積等一覧表（本冊 復旧-12 頁） .......................... 214 

 

参考資料 .............................................................. 215 
災害対策に従事した職員の交通費等の支給に関する要綱 .......................... 217 
品川区災害対策職員待機寮の運営に関する要綱 .................................. 219 
品川区防災行政無線局管理運用要綱 ............................................ 222 
品川区消火器設置要綱 ........................................................ 227 
品川区有耐震建築物に併設する防火貯水槽設置に関する要綱 ...................... 229 
街頭消火器外観点検委託に関する要綱 .......................................... 231 
八潮地区防災資機材の稼働･点検の委託に関する要綱 ............................. 233 
火災使用消火器薬剤詰替事業要綱 .............................................. 235 
品川区における防災区民組織の育成に関する要綱 ................................ 240 
小型防災ポンプ、動力ポンプおよびスタンドパイプならびにこれらの 付属品の配備に関

する要綱 .................................................................. 268 
品川区防災協議会各地区協議会運営に係る事務事業委託に関する要綱 .............. 270 
ミニポンプ隊および区民消火隊員感謝要綱 ...................................... 277 
家庭用消火器購入助成要綱 .................................................... 279 
家庭用消火器薬剤詰替斡旋事業実施要綱 ........................................ 282 
しながわ防災ハンドブック広告掲載取扱要綱 .................................... 284 
品川区感震ブレーカー設置推進事業補助金交付要綱 .............................. 288 
品川区防火防災協会補助金交付要綱 ............................................ 305 
品川区災害医療運営委員会設置要綱 ............................................ 315 
品川区災害医療連携会議設置要綱 .............................................. 317 
品川区災害医療コーディネーター設置要綱 ...................................... 319 
品川区災害薬事コーディネーター設置要綱 ...................................... 322 
品川区消防団員に対する報償金等支給要綱 ...................................... 324 
品川区消防団等補助金交付要綱 ................................................ 326 
表彰された消防団に対する報奨金支給要綱 ...................................... 341 
品川区災害弔慰金および災害見舞金の支給要綱 .................................. 344 



v 

品川区地域初期消火対策施設整備要綱 .......................................... 349 
令和５年度災害救助基準 ...................................................... 351 
品川区防災会議委員名簿 ...................................................... 354 
品川区内救急告示医療機関一覧 ................................................ 357 
医師会等関係団体一覧 ........................................................ 358 
区施設一覧 .................................................................. 359 
品川区立保育園一覧 .......................................................... 362 
区民集会所一覧 .............................................................. 363 
関係官公署一覧 .............................................................. 364 
総合危険度図（第９回地域危険度測定調査） .................................... 366 
建物倒壊危険度図（第９回地域危険度測定調査） ................................ 367 
火災危険度図（第９回地域危険度測定調査） .................................... 368 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 



1 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

条例および規則 
 

  



2 

 

 

 

 

 

 

  



3 

 

品川区防災会議条例 

 

制定 昭和 38 年 ７月 ９日 条例第 13 号 

改正 昭和 40 年 ３月 31 日 条例第 11 号 

昭和 48 年 10 月 １日 条例第 33 号 

昭和 52 年 ３月 30 日 条例第 15 号 

平成 ９年 ３月 31 日 条例第 ７号 

平成 12 年 ３月 28 日 条例第 13 号 

平成 24 年 10 月 22 日 条例第 47 号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 16 条第６項の規定に基づ

き、品川区防災会議（以下「防災会議」という。）の所掌事務および組織を定めるものとする。 

（所掌事務） 

第２条 防災会議は、次の各号に掲げる事務をつかさどる。 

(1) 品川区地域防災計画を作成し、およびその実施を推進すること。 

(2) 区長の諮問に応じて区の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。 

(3) 前号に規定する重要事項に関し、区長に意見を述べること。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、法律またはこれに基づく政令によりその権限に関する事

務 

（会長および委員） 

第３条 防災会議は、会長および委員をもって組織する。 

２ 会長は、区長をもって充てる。 

３ 会長は、会務を総理し、会議を招集する。 

４ 会長に事故あるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

５ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから、区長が任命または委嘱する。 

(1) 指定地方行政機関の職員 

(2) 陸上自衛隊の隊員 

(3) 東京都の知事の部内の職員 

(4) 警視庁の警察官 

(5) 区長の部内の職員 

(6) 区の教育委員会の職員 

(7) 東京消防庁の消防吏員 

(8) 消防団長 

(9) 指定公共機関または指定地方公共機関の役員または職員 

(10) 自主防災組織を構成するものまたは学識経験者 

(11) 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める者 

６ 前項の委員の総数は、61 人以内とする。 
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７ 第５項第９号から第 11 号の委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、そ

の前任者の残任期間とする。 

８ 前項の委員は、再任されることができる。 

（専門委員） 

第４条 防災会議は、防災に関する専門の事項を調査させるため、防災会議に、専門委員を置く

ことができる。 

２ 専門委員は、関係地方行政機関の職員、東京都の職員、区の職員、関係指定公共機関およ

び関係指定地方公共機関の役員または職員ならびに学識経験者のうちから、区長が任命また

は委嘱する。 

３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。 

（部 会） 

第５条 防災会議は、その定めるところにより、部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員および専門委員は、会長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、会長の指名する委員がこれにあたる。 

４ 部会長は、部会の事務を掌理する。 

５ 部会長に事故あるときは、部会に属する委員のうちから部会長があらかじめ指名する者が、

その職務を代理する。 

（議事等） 

第６条 前各条に定めるもののほか、防災会議の議事運営に関し必要な事項は、会長が防災会議

に諮って定める。 

 

 付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 付 則 （昭和 40 年３月 31 日条例第 11 号） 

この条例は、昭和 40 年４月１日から施行する。 

 付 則 （昭和 48 年 10 月１日条例第 33 号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

 付 則 （昭和 52 年３月 30 日条例第 15 号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

 付 則 （平成９年３月 31 日条例第７号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

 付 則 （平成 12 年３月 28 日条例第 13 号） 

この条例は、平成 12 年４月１日から施行する。 

 付 則 （平成 24 年 10 月 22 日条例第 47 号） 

この条例は、公布の日から施行する。  
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品川区防災会議運営規程 

 

制定 昭和 41 年 ８月 21 日 

改正 平成 24 年 11 月 28 日 

 

（趣 旨） 

第１条 この規程は、品川区防災会議条例（昭和 38 年７月品川区条例第 13 号）第６条の規定

に基づき、品川区防災会議（以下「会議」という。）の議事その他の運営に関し、必要な事

項を定めるものとする。 

（招 集） 

第２条 会議は、必要に応じ、会長が招集する。 

２ 委員は、必要があると認められるときは、会議に付議すべき事項および理由を付して、

会長に会議の招集を求めることができる。 

３ 会長は、会議を招集するときは、会議の日時、場所および議題を定め、関係の委員に通

知しなければならない。 

４ 前項の通知をうけた委員が事故のため出席できないときは、当該委員の所属機関のうち

から、代理者を出席させること。 

５ 前項の規定に基づく代理者が出席した場合は、当該代理者を委員とみなす。 

（議事手続） 

第３条 会議の議事は、会長が主催する。 

２ 会議の議事は、出席委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、会長の決するとこ

ろによる。 

３ 会長は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その意見をきくことができ

る。 

（会議の記録） 

第４条 会長は、議事録を作成しておかなければならない。 

２ 議事録には、次の事項を記載しておかなければならない。 

一 会議の日時および場所 

二 出席した委員の職名および氏名 

三 議事の件名および概要ならびに議決事項 

四 その他必要と認める事項 

（委 任） 

第５条 会議は、その所掌に属する事務の一部を会長に委任することができる。 

２ 会長は委任を受けた事務を処理したときは、会議に報告しなければならない。 

（専門委員） 

第６条 専門委員は、調査の結果を報告するため会議に出席することができる。 

（部 会） 
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第７条 部会の運営に関し必要な事項は、別に定める 

 

 付 則 

この規程は、昭和 41 年 8 月 12 日から施行する。 

 付 則 

この規程は、平成 24 年 11 月 28 日から施行する。 

品川区防災会議運営規程第５条第１項の規定により、会長に委任する事務は次のとおりとす

る。 

 昭和 41 年８月 12 日                      品川区防災会議 

１ 災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 21 条に基づく、関係行政機関の長等に対

し、協力等を求めること。 

２ 災害対策基本法第 23 条第１項に基づき、災害対策本部を設置するときに、区長から意見

をきかれた場合において、意見を申し出ること。 
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品川区災害対策基本条例 

 

平成 26 年３月 31 日 

条例第 19 号 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条―第３条） 

第２章 区の責務ならびに区民、防災区民組織、事業者および帰宅困難者の努め（第４条―第

８条） 

第３章 予防対策におけるそれぞれの役割 

第１節 区の役割（第９条―第 19 条） 

第２節 区民の役割（第 20 条―第 24 条） 

第３節 防災区民組織の役割（第 25 条） 

第４節 事業者の役割（第 26 条―第 28 条） 

第４章 応急対策におけるそれぞれの役割 

第１節 区の役割（第 29 条―第 31 条） 

第２節 区民の役割（第 32 条―第 34 条） 

第３節 防災区民組織の役割（第 35 条） 

第４節 事業者の役割（第 36 条―第 38 条） 

第５節 帰宅困難者の役割（第 39 条） 

第５章 復興対策におけるそれぞれの役割（第 40 条―第 43 条） 

付則 

 

東日本大震災をはじめとした大地震、近年多発する局地的な大雨、集中豪雨等、私たちは災害

の恐ろしさと防災の重要性を改めて強く認識した。 

災害から生命、身体、財産、暮らし、まちを私たち自身の手で守るため、全ての者が防災に関

する目標を共有し、それぞれの責務および努めを自覚し、力を合わせて災害対策に取り組まなけ

ればならない。 

そのため、一人ひとりが自らの安全を守るという自助、地域や身近にいる人同士が互いに助け

合うという共助、そして、行政が自助および共助を支援し、区民の安全を確保するという公助に

基づき、それぞれが役割を果たし、総力を結集して「しながわの防災力の高度化」を図ることが

重要である。 

ここに、自立と連帯の精神に支えられ、災害に強い安全・安心なまちを築き、次の世代に引き

継いでいくという決意の下、この条例を制定する。 
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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、災害対策について基本理念を定め、区の責務ならびに区民、防災区民組織、

事業者および帰宅困難者の努めを明らかにするとともに、災害の予防対策、応急対策および復

興対策に係るそれぞれの基本的な役割を定めることにより、災害対策を総合的かつ計画的に推

進し、もって災害による被害の最小化を図り、区民の生命、身体、財産等を災害から保護する

ことを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

(１) 災害 地震、豪雨、洪水、津波、暴風、竜巻その他の異常な自然現象または大規模な火

事もしくは爆発その他その及ぼす被害の程度においてこれらに類する原因により生ずる被

害をいう。 

(２) 防災 災害を未然に防止し、災害が発生した場合における被害の拡大を防ぎ、ならびに

災害の復旧および災害からの復興を図ることをいう。 

(３) 区民 区内に住所を有する者をいう。 

(４) 事業者 区内で事業活動を行う法人その他の団体および個人をいう。 

(５) 区民等 区民および区内に勤務し、在学し、もしくは滞在し、または区内を通過する者

をいう。 

(６) 防災区民組織 町会、自治会等を単位として自主的に結成された防災組織をいう。 

(７) 防災関係機関 警視庁、東京消防庁その他の災害対策を実施する東京都（以下「都」と

いう。）の関係機関および災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号。以下「法」という。）

第２条第３号から第６号までに規定する機関をいう。 

(８) 避難行動要支援者 高齢者、障害者、乳幼児その他の特に配慮を要する区民のうち、災

害が発生し、または災害が発生するおそれがある場合に自ら避難することが困難な者であっ

て、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要するものをいう。 

(９) 帰宅困難者 災害時に外出している者のうち帰宅することができないものおよび遠距離

を徒歩で帰宅するものをいう。 

(10) 業務継続計画 災害時に優先すべき業務の継続および通常業務の早期復旧を図るために

必要な手段、体制等を事前に定める計画をいう。 

一部改正〔令和４年条例 20 号〕 

（基本理念） 

第３条 災害対策は、自助、共助および公助に基づき、区、区民、防災区民組織、事業者および

帰宅困難者がそれぞれの責務または努めを認識し、災害の予防対策、応急対策および復興対策

に係るそれぞれの役割を果たすとともに、相互に連携および協力を図ることを基本理念とする。 

第２章 区の責務ならびに区民、防災区民組織、事業者および帰宅困難者の努め 

（区の責務） 
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第４条 区は、前条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、区民の生命、身体、

財産等を災害から保護し、その安全を確保するため、法第 42 条第１項の規定により作成され

る品川区地域防災計画に基づき、災害対策を的確かつ円滑に実施するとともに、防災体制を整

備しなければならない。 

２ 区は、前項の規定により災害対策を実施するに当たり、平時より防災関係機関および他の

地方公共団体との連携および協力を図るとともに、区民、防災区民組織、事業者、ボラン  

ティア等との協力体制の構築に努めなければならない。 

（区民の努め） 

第５条 区民は、基本理念にのっとり、平時より自己の災害に対する備えを行うものとし、災害

時において自己および家族の安全の確保に努めるとともに、地域や身近にいる人同士が互いに

助け合い安全の確保に努める。 

（防災区民組織の努め） 

第６条 防災区民組織は、基本理念にのっとり、平時より防災訓練を実施するとともに、当該訓

練の内容の充実を図ることにより、災害対策の一助となるよう組織の維持および向上に努める。 

２ 防災区民組織は、災害時において地域内の事業者等との連携および協力を図り、地域の応

急活動等を行うよう努める。 

（事業者の努め） 

第７条 事業者は、基本理念にのっとり、平時よりその社会的責任に基づき、管理する施設およ

び設備の安全性の確保に努める。 

２ 事業者は、平時より従業員の所在の把握に努めるとともに、災害時において従業員、来訪

者等の安全の確保ならびに防災区民組織等との連携および協力を図り、地域の応急活動を行

う等災害対策の一助となるよう努める。 

（帰宅困難者の努め） 

第８条 帰宅困難者は、基本理念にのっとり、災害時において自己の安全の確保に努めるととも

に、身近にいる人同士が互いに助け合い地域の救援活動を行うよう努める。 

第３章 予防対策におけるそれぞれの役割 

第１節 区の役割 

（災害に強いまちづくりの推進） 

第９条 区は、道路、公園等の都市基盤の整備、市街地の整備、土地利用の誘導等の施策を通じ、

災害に強いまちづくりを総合的に推進しなければならない。 

（建築物等の災害対策） 

第 10 条 区は、区の管理する施設の安全性を確保するため、当該施設の耐震性および耐火性の

確保等に努めなければならない。 

２ 区は、区内に存する民間建築物等（区の管理する施設を除く建築物その他の工作物をいう。

以下この項において同じ。）に係る耐震性および耐火性の確保、看板等の落下の防止ならび

に崖、擁壁等の崩壊の防止のため、民間建築物等の所有者等に対し適切な助言または指導に

努めるとともに、その他必要な支援を行うよう努めなければならない。 
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（情報収集および連絡体制の整備等） 

第 11 条 区は、災害時に備え、災害に関する情報収集および連絡体制を整備し、あらかじめ、区

民等、事業者等に対し的確な情報を周知する方法を確立するものとする。 

（避難所機能の整備等） 

第 12 条 区は、避難所を災害時における地域の活動拠点として活用するため、平時より物資の

備蓄、機器の整備等に努めなければならない。 

２ 区は、災害時における避難所の運営について、あらかじめ、避難所として指定する施設の

責任者、防災区民組織、防災関係機関等との協力体制を整備するよう努めなければならな  

い。 

３ 区は、災害時に区民が避難所および広域避難場所に安全に避難するために必要な避難路の

確保に努めるとともに、あらかじめ、防災関係機関、防災区民組織等との連携および協力を

図り、避難誘導の方法を確立し、区民に対しその方法を周知するものとする。 

（避難可能な施設の確保） 

第 13 条 区は、事業者等との連携および協力を図ることにより、あらかじめ、災害時に避難可能

な施設を確保するよう努めなければならない。 

（避難行動要支援者に対する施策の推進） 

第 14 条 区は、避難行動要支援者の支援体制を整備するため、あらかじめ、防災区民組織、防災

関係機関等との連携および協力を図り、避難行動要支援者に対する施策を推進するよう努めな

ければならない。 

２ 区は、前項の施策を推進するため必要があると認めるときは、防災区民組織、消防署、警

察署、民生委員等に対し協力を求めることができる。 

３ 区は、避難行動要支援者の身体の状況等を把握し、あらかじめ、防災区民組織、消防署お

よび警察署に情報の提供を行うよう努めなければならない。 

一部改正〔令和４年条例 20 号〕 

（帰宅困難者に対する施策の推進） 

第 15 条 区は、災害時における帰宅困難者の帰宅等に係る混乱を防止するため、あらかじめ、他

の地方公共団体、防災関係機関等との連携および協力を図り、帰宅困難者に対する施策を推進

するよう努めなければならない。 

２ 区は、前項の施策を推進するため、防災関係機関、事業者等に対し、一時的に帰宅困難者

を受け入れるための場所の確保、飲料水、食糧その他災害時において必要となる物資および

避難誘導用具の備蓄ならびに情報収集および連絡体制ならびに避難誘導体制の整備を求め

るよう努めなければならない。 

３ 区は、第１項の施策を推進するため、帰宅困難者に対する施策を実施する団体の結成およ

びその活動の支援を行うとともに、帰宅困難者に対する施策を実施する事業者等に対し必要

な支援を行うことができる。 

（他の地方公共団体、事業者等との連携強化） 
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第 16 条 区は、あらかじめ、災害時に支援を要請することが見込まれる他の地方公共団体、事業

者等と協定を締結するとともに、受援体制を整備しなければならない。 

２ 区は、災害対策における連携の推進および強化を図るため、あらかじめ、他の地方公共団

体、事業者等と積極的に情報および意見の交換を行うよう努めなければならない。 

（防災区民組織に対する支援） 

第 17 条 区は、防災区民組織の育成および強化のため、資器材等の整備、防災に関する知識の向

上のための研修の実施その他必要な支援を行うものとする。 

（防災に関する知識の普及および意識の啓発） 

第 18 条 区は、防災に関する情報の提供を積極的に行い、区民、事業者等に対し、防災に関する

知識の普及および意識の啓発に努めなければならない。 

２ 区は、前項の目的を達成するため、学校教育および社会教育における取組みを通じて防災

教育の充実に努めなければならない。 

３ 区は、第１項の目的を達成するため、防災区民組織、防災関係機関等との連携および協  

力を図り、防災訓練等を積極的に実施しなければならない。 

４ 区は、区民等の安全を確保するため、職員に対し、防災に関する知識および技術を習得さ

せるよう努めなければならない。 

（業務継続計画の策定等） 

第 19 条 区は、災害の発生後における区民の生活の早期安定を図るため、区における業務継続

計画を策定するとともに、必要に応じてその検証を行うものとする。 

２ 区は、事業者に対し、業務継続計画の策定について必要な支援を行うものとする。 

第２節 区民の役割 

（避難する場所等の確認および家族との情報共有） 

第 20 条 区民は、平時より災害時に避難する場所およびその経路について確認するとともに、

あらかじめ、家族とその情報を共有する等必要な準備を行うよう努める。 

（建築物等の災害対策） 

第 21 条 区民は、建築物その他の工作物の耐震性および耐火性の確保ならびに風水害等に対す

る備えに努めるとともに、災害時における家具の転倒、移動および落下の防止ならびに初期消

火に必要な用具の準備を行うよう努める。 

（生活物資等の備蓄） 

第 22 条 区民は、災害時に備え、飲料水、食糧その他災害時において必要となる物資を備蓄する

よう努める。 

（防災に関する知識および技術の習得） 

第 23 条 区民は、区、防災関係機関等が実施する防災に関する事業に協力するとともに、地域の

自主的な防災に関する活動に参加することにより防災に関する知識および技術の習得に努め

る。 

（高層住宅等の居住者の災害対策） 
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第 24 条 高層住宅等の居住者は、居住者同士が協力して防災に対する計画を策定するよう努め

るとともに、救出、避難等に必要な用具および飲料水、食糧その他災害時において必要となる

物資を共同して備蓄するよう努める。 

第３節 防災区民組織の役割 

（防災訓練等の実施） 

第 25 条 防災区民組織は、災害時に備え、防災訓練、避難所訓練、避難誘導訓練等を実施するよ

う努める。 

２ 防災区民組織は、地域住民の防災に対する意識を高めるため、防災に関する研修会等を実

施するよう努める。 

第４節 事業者の役割 

（地域との連携および協力） 

第 26 条 事業者は、区、防災関係機関等が実施する防災に関する事業および地域の自主的な防

災に関する活動の参加等を通じ、地域との連携および協力を図るよう努める。 

（生活物資等の備蓄） 

第 27 条 事業者は、従業員、来訪者等を保護するため、飲料水、食糧その他災害時において必要

となる物資を備蓄するよう努める。 

（業務継続計画の策定等） 

第 28 条 事業者は、その事業の継続により地域社会の復旧および復興に寄与するため、業務継

続計画を策定するよう努めるとともに、必要に応じてその検証を行うよう努める。 

第４章 応急対策におけるそれぞれの役割 

第１節 区の役割 

（応急体制の整備） 

第 29 条 区は、災害が発生し、または発生するおそれがある場合は、法第 23 条の２第１項の規

定により、直ちに品川区災害対策本部を設置し、区民の生命、身体、財産等を災害から保護す

るために必要な対策を実施しなければならない。 

２ 区は、避難活動ならびに救出および救護活動を円滑に行うため、次に掲げる事項その他必

要な事項について、防災関係機関、防災区民組織、事業者等との連携および協力を図り、必

要な措置を講じなければならない。 

(１) 救出用および救助用の資器材等の整備に関すること。 

(２) 飲料水、食糧その他避難生活において必要となる物資の備蓄および供給に関すること。 

(３) 医療救護に関すること。 

(４) 避難所の開設等に関すること。 

(５) 道路上の障害物の除去に関すること。 

(６) 緊急輸送に関すること。 

（他の地方公共団体、事業者等への支援要請） 

第 30 条 区は、第 16 条第１項の協定（次項において「協定」という。）を締結した他の地方公

共団体、事業者等に対し、応急対策等に関する支援を要請するものとする。 
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２ 区は、前項の規定により支援を要請するほか、災害の規模等を勘案し必要と認める場合は、

協定を締結していない他の地方公共団体、事業者等に対し、応急対策等に関する支援を要請

するものとする。 

（避難所の開設） 

第 31 条 区は、建物の倒壊、焼失等により住居に制約を受けた区民の一時的な生活の場所とし

て必要と認めるときは、品川区立小学校、中学校および義務教育学校その他区が指定する施設

に避難所を開設しなければならない。 

一部改正〔平成 27 年条例 65 号〕 

第２節 区民の役割 

（災害時の行動） 

第 32 条 区民は、災害が発生し、または発生するおそれがある場合は、自己および家族の安全の

確保を最優先とするとともに、火の元の確認、避難するための出口の確保等に努める。 

２ 区民は、災害に関する情報に留意するとともに、必要に応じて自主的な避難その他必要な

行動をするよう努める。 

３ 区民は、区による避難指示等があった場合は、速やかにこれに応じた行動をするよう努め

る。 

一部改正〔令和４年条例 20 号〕 

（初期消火活動ならびに救出および救護活動） 

第 33 条 区民は、自己および家族の安全を確認したうえで、防災区民組織等と協力し、初期消火

活動ならびに負傷者の救出および救護活動を行うよう努める。 

（避難所における共同生活） 

第 34 条 避難所に滞在する区民は、防災区民組織が中心となって決定した避難所における  

生活のルール、役割分担等に基づき、互いに協力して共同生活を営むよう努める。 

第３節 防災区民組織の役割 

（初期消火活動ならびに救出および救護活動） 

第 35 条 防災区民組織は、火災が発生した場合は、初期消火活動を行うとともに、消防団または

消防隊が到着した後は、その指示に従うよう努める。 

２ 防災区民組織は、負傷者の救出および救護活動を行うとともに、必要に応じて負傷者を避

難所内の医療救護所へ搬送するよう努める。 

３ 防災区民組織は、避難行動要支援者の安否の確認、救出および救護活動ならびに避難誘導

を行うよう努める。 

一部改正〔令和４年条例 20 号〕 

第４節 事業者の役割 

（災害時の対応） 

第 36 条 事業者は、災害が発生し、または発生するおそれがある場合は、従業員、来訪者等の安

全の確保を最優先とするとともに、災害に関する情報に留意し、従業員を事業所内に待機させ

る等一斉帰宅の抑制に努める。 
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２ 事業者は、初期消火により対応することができない火災が発生した場合は、従業員、来訪

者等を速やかに避難させるよう努める。 

（防災区民組織との連携および協力） 

第 37 条 事業者は、防災区民組織との連携および協力を図り、地域の消火活動ならびに負傷者の

救出および救護活動を行うよう努める。 

（鉄道事業者および大規模集客施設等を所有する事業者等の災害時の対応） 

第 38 条 鉄道事業者および大規模集客施設等を所有し、または管理する事業者は、利用者を駅

構内および施設内の安全な場所へ誘導する等利用者の安全の確保に努める。 

第５節 帰宅困難者の役割 

（災害時の行動） 

第 39 条 帰宅困難者は、災害に関する情報に留意し、自己の安全の確保を最優先とするととも

に、一時的にとどまる場所において救出および救護活動が行われる場合は、その支援を行うよ

う努める。 

第５章 復興対策におけるそれぞれの役割 

（復興体制の確立） 

第 40 条 区は、国、都、各関係機関等との連携および協力を図り、速やかに被災した地域の復興

に必要な対策を実施しなければならない。 

２ 区は、区民の生活の早期再建および安定ならびに被災した地域の復興に関する事業を迅速

かつ計画的に実施するため、復興本部を設置するものとする。 

３ 前項の復興本部に関し必要な事項は、別に定める。 

（復興協力） 

第 41 条 区民は、自己の生活確保に努めるとともに、被災者の一日も早い生活再建および災害

に強いまちづくりのため、区、各関係機関、事業者等に協力するよう努める。 

第 42 条 防災区民組織は、被災者の一日も早い生活再建および災害に強いまちづくりのため、

区、各関係機関、事業者等に協力するよう努める。 

第 43 条 事業者は、事業の早期再建および継続に努めるとともに、被災者の一日も早い生活再

建および地域社会の復興のため、区、各関係機関等に協力するよう努める。 

 

付 則 

この条例は、平成 26 年４月１日から施行する。 

付 則（平成 27 年 12 月 10 日条例第 65 号） 

この条例は、平成 28 年４月１日から施行する。 

付 則（令和４年３月 28 日条例第 20 号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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品川区災害対策本部条例 

 

制定  昭和 38 年７月９日 条例第 14 号 

改正 昭和 40 年７月 15 日 条例第 24 号 

平成 23 年 12 月８日 条例第 33 号 

平成 24 年 10 月 22 日 条例第 48 号 

 

（目的） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 23 条の２第８項の規定に基

づき、品川区災害対策本部（以下「本部」という。）に関し必要な事項を定めることを目的と

する。 

（本部の組織） 

第２条 本部に本部長室および部を置く。 

２ 部に課を置く。 

３ 部に部長を、課に課長を置く。 

４ 本部長室および部の構成ならびに災害対策本部員（以下「本部員」という。）に関する事

項は、規則で定める。 

（職務） 

第３条 災害対策本部長（以下「本部長」という。）は、本部の事務を総括し、本部の職員を指

揮監督する。 

２ 災害対策副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故あるときは、その職務を代理する。 

３ 本部員は、本部長の命を受け、本部長室の事務に従事する。 

４ 部長は、本部長の命を受け、部の事務を掌理する。 

５ 課長は、部長の命を受け、課の事務を掌理する。 

６ 課に属する職員は、課長の命を受け、課の事務に従事する。 

（委任） 

第４条 前２条に定めるもののほか、本部に関し必要な事項は、本部長が別に定める。 

 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和 40 年７月 15 日条例第 24 号） 

この条例は、公布の日から施行し、昭和 40 年４月１日から適用する。 

付 則（平成 23 年 12 月８日条例第 33 号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則（平成 24 年 10 月 22 日条例第 48 号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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品川区災害対策本部条例施行規則 

制定 昭和 40 年７月 15 日 規則第 36 号 

改正 昭和42年４月１日規則第８号 昭和43年４月30日規則第21号 

  昭和44年４月１日規則第13号 昭和45年４月１日規則第13号 

  昭和48年８月７日規則第43号 昭和48年12月20日規則第66号 

  昭和49年８月20日規則第43号 昭和51年３月１日規則第５号 

  昭和55年２月１日規則第４号 昭和55年４月１日規則第15号 

  昭和55年10月11日規則第57号 昭和55年11月10日規則第63号 

  昭和56年４月１日規則第21号 昭和57年８月１日規則第61号 

  昭和58年３月31日規則第22号 

〔題名改正〕 

昭和59年３月31日規則第18号 

  昭和60年３月30日規則第３号 平成元年３月30日規則第17号 

  平成４年３月31日規則第35号 平成11年３月31日規則第32号 

  平成13年３月30日規則第40号 平成19年３月30日規則第３号 

  平成20年３月31日規則第22号 平成21年３月31日規則第４号 

  平成25年３月29日規則第25号 平成27年３月31日規則第２号 

  平成30年３月30日規則第32号 平成31年３月29日規則第21号 

  令和元年７月１日規則第２号 令和２年３月31日規則第30号 

  令和４年３月28日規則第32号 令和４年10月31日規則第58号 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、品川区災害対策本部条例（昭和 38 年品川区条例第 14 号。以下「条例」と

いう。）第２条第４項の規定に基づき、品川区災害対策本部（以下「本部」という。）に関し

必要な事項を定めるものとする。 

追加〔平成 25 年規則 25 号〕 

（本部長室の所掌事務） 

第１条の２ 本部長室は、次の事項について本部の基本方針を審議決定する。 

(１) 本部の非常配備態勢および廃止の決定に関すること。 

(２) 重要な災害情報の収集および伝達に関すること。 

(３) 災害に関し、東京都に対する重要な要請および連絡に関すること。 

(４) 避難指示等に関すること。 

(５) 東京都および他区の相互応援に関すること。 

(６) 部長に対する事務の委任に関すること。 

(７) 災害対策に要する経費の処理方法に関すること。 

(８) 前各号に掲げるもののほか、重要な災害対策に関すること。 

一部改正〔昭和 58 年規則 22 号・平成 20 年 22 号・25 年 25 号・令和４年 32 号〕 

（本部長室の構成） 

第２条 本部長室は、次の者をもつて構成する。 

(１) 災害対策本部長（以下「本部長」という。） 

(２) 災害対策副本部長（以下「副本部長」という。） 
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(３) 災害対策本部員（以下「本部員」という。） 

（副本部長） 

第３条 副本部長は、副区長および教育長をもつて充てる。 

２ 条例第３条第２項の規定により、副本部長が本部長の代理をする場合は、副区長である副

本部長、教育長である副本部長の順序により本部長の職務を代理し、副区長である副本部長

が本部長の職務を代理する順序は、本件事案を担任する副区長を第１順位とし、他の副区長

を第２順位とする。 

一部改正〔昭和 55 年規則４号・58 年 22 号・平成４年 35 号・19 年３号・25 年 25 号・31

年 21 号・令和元年２号・４年 58 号・５年５号〕 

（本部員） 

第４条 本部員は、次の職にある者をもつて充てる。 

(１) 品川区組織規則（平成 27 年品川区規則第３号）第３条第１項に規定する部長、同条第

２項に規定する次長および同条第３項に規定する担当部長 

(２) 保健所長、会計管理者、教育委員会事務局教育次長、区議会事務局長、選挙管理委員

会事務局長および監査委員事務局長 

(３) 企画部広報広聴課長、総務部総務課長および防災まちづくり部防災課長 

２ 本部長は、前項に掲げる者のほか、必要があると認めるときは、区の職員のうちから本部

員を指名することができる。 

３ 本部長の補佐を行うものとして危機管理監を置き、災害対策担当部長をもつて充てる。 

一部改正〔昭和 55 年規則４号・15 号・57 号・57 年 61 号・58 年 22 号・60 年３号・平成

４年 35 号・11 年 32 号・13 年 40 号・19 年３号・20 年 22 号・21 年４号・27 年２号・30

年 32 号〕 

（部） 

第５条 部の名称および分掌事務は、次のとおりとする。 

指令情報部 

(１) 災害対策の総合調整に関すること。 

(２) 本部情報の総括に関すること。 

(３) 国、東京都その他の関係機関との連絡調整に関すること。 

(４) 義援金の受領に関すること。 

(５) 本部長室の庶務に関すること。 

(６) 情報通信の総括に関すること。 

(７) コールセンターの運営に関すること。 

(８) 他の部に属しないこと。 

企画部 

(１) 災害に伴う予算の編成に関すること。 

(２) 情報システムの復旧に関すること。 

(３) 区の管理する施設の安全確認および応急処置に関すること。 
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(４) 広報および記録に関すること。 

総務部 

(１) 本部の職員（以下「本部職員」という。）の動員、服務、給与、安全衛生等に関する

こと。 

(２) 本部職員の装備に関すること。 

(３) 災害に伴う工事等の契約および車両、舟艇等の輸送機関の調達に関すること。 

(４) 総合庁舎の管理保全および来庁者の安全に関すること。 

(５) コールセンターの設置に関すること。 

(６) 本部内各部の応援に関すること。 

(７) 被災者生活再建支援に関すること。 

(８) 他自治体からの応援職員に関すること。  

会計部 

(１) 経費の支払に関すること。 

(２) 義援金品の出納保管に関すること。 

区民支援部 

(１) 被災状況の把握および通報に関すること。 

(２) 協力団体および個人との連絡調整に関すること。 

(３) 義援品の受領および配分に関すること。 

(４) 避難者の誘導および収容の協力に関すること。 

(５) 相談業務の実施に関すること。 

(６) 物資の調達、輸送、配分および配給に関すること。 

(７) 部所属施設の管理保全および利用者の安全に関すること。 

滞留者支援部 

(１) 帰宅困難者の収容および援護（物資含む）に関すること。 

(２)  帰宅困難者受入れ施設開設および管理運営に関すること。 

(３) 部所属施設の管理保全および利用者の安全に関すること。 

避難対策部 

(１) 乳幼児、妊産婦、高齢者、障害者等の救援、安全確保等に関すること。 

(２) 避難施設等の開設および管理運営に関すること。 

(３) ボランティアに関すること。 

(４) 部所属施設の管理保全および利用者の安全に関すること。 

保健衛生部 

(１) 医療救護所の開設および運営に関すること。 

(２) 被災地の感染症予防等に関すること。 

(３) 医薬品および医療機器の調達および補給に関すること。 

(４) 医師会等関係団体との連絡調整に関すること。 

(５) 被災地、避難施設等の保健衛生に関すること。 



19 

 

(６) 医療および助産救護に関すること。 

(７) 医師会等関係団体および医療ボランティアとの協力に関すること。 

(８) 避難住民等の健康相談に関すること。 

(９) 動物愛護に関すること。 

(10) 部所属施設の管理保全および利用者の安全に関すること。 

建築住宅部 

(１) 収容施設の設置に関すること。 

(２) 応急仮設住宅等の入居等に関すること。 

(３) 建築物等の被害状況の調査および通報に関すること。 

(４) 応急給水に関すること。 

(５) 部所属施設の管理保全および利用者の安全に関すること。 

清掃部 

(１) 廃棄物の処理に関すること。 

土木部 

(１) 土木施設の被害状況の総括に関すること。 

(２) 水防計画および水防施設の復旧に関すること。 

(３) 道路、橋、公園等公共土木施設の応急設備および復旧修理に関すること。 

(４) 遺体の収容に関すること。 

(５) 障害物の除去に関すること。 

議会対策部 

(１) 区議会との連絡調整に関すること。 

(２) 総合庁舎の管理保全の協力に関すること。 

２  本部長は、災害の状況に応じて、部の名称および分掌事務の一部を変更することができる。 

３ 部の編成および課の分掌事務は、別に本部長が定める。ただし、本部長が特に必要と認め

るときは、その一部を臨時に変更することができる。 

４ 部に属すべき本部職員は、原則として、部を編成する課の長および補佐が通常の行政組織

において指揮監督する職員のうちから、本部長が命ずる。 

一部改正〔昭和 55 年規則４号・15 号・58 年 22 号・平成４年 35 号・11 年 32 号・20 年 22

号・21 年４号・25 年 25 号・30 年 32 号・令和２年 30 号・４年 32 号〕 

（職務権限） 

第６条 本部職員は、特に定める場合または特に指示された場合を除き、通常の行政組織におけ

る職務権限に基づき、本部の事務を処理する。 

一部改正〔平成 20 年規則 22 号〕 

第７条 本部が設置されない平時においても災害対策に関し、前条の例により、それぞれの分掌

事務が迅速に実施されるように努めなければならない。 

（雑則） 

第８条 この規則の施行について必要な事項は、本部長が定める。 
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付 則 

この規則は、公布の日から施行し、昭和 40 年４月１日から適用する。 

付 則（昭和 42 年４月１日規則第８号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和 43 年４月 30 日規則第 21 号） 

この規則は、昭和 43 年５月１日から施行する。（後略） 

付 則（昭和 44 年４月１日規則第 13 号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和 45 年４月１日規則第 13 号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和 48 年８月７日規則第 43 号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和 48 年 12 月 20 日規則第 66 号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和 49 年８月 20 日規則第 43 号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和 51 年３月１日規則第５号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和 55 年２月１日規則第４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和 55 年４月１日規則第 15 号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和 55 年 10 月 11 日規則第 57 号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和 55 年 11 月 10 日規則第 63 号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和 56 年４月１日規則第 21 号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和 57 年８月１日規則第 61 号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和 58 年３月 31 日規則第 22 号） 

この規則は、昭和 58 年４月１日から施行する。 

付 則（昭和 59 年３月 31 日規則第 18 号） 

この規則は、昭和 59 年４月１日から施行する。 

付 則（昭和 60 年３月 30 日規則第３号） 
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この規則は、昭和 60 年４月１日から施行する。 

付 則（平成元年３月 30 日規則第 17 号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成４年３月 31 日規則第 35 号） 

この規則は、平成４年４月１日から施行する。 

付 則（平成 11 年３月 31 日規則第 32 号） 

この規則は、平成 11 年４月１日から施行する。 

付 則（平成 13 年３月 30 日規則第 40 号） 

この規則は、平成 13 年４月１日から施行する。 

付 則（平成 19 年３月 30 日規則第３号） 

この規則は、平成 19 年４月１日から施行する。 

付 則（平成 20 年３月 31 日規則第 22 号） 

この規則は、平成 20 年４月１日から施行する。 

付 則（平成 21 年３月 31 日規則第４号抄） 

１ この規則は、平成 21 年４月１日から施行する。 

付 則（平成 25 年３月 29 日規則第 25 号） 

この規則は、平成 25 年４月１日から施行する。 

付 則（平成 27 年３月 31 日規則第２号） 

この規則は、平成 27 年４月１日から施行する。 

付 則（平成 30 年３月 30 日規則第 32 号） 

この規則は、平成 30 年４月１日から施行する。 

付 則（平成 31 年３月 29 日規則第 21 号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成 31 年４月１日から施行する。 

付 則（令和元年７月１日規則第２号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（令和２年３月 31 日規則第 30 号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（令和４年３月 28 日規則第 32 号） 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

付 則（令和４年 10 月 31 日規則第 58 号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和４年 11 月１日から施行する。 

（品川区災害対策本部条例施行規則の一部改正） 

２ 品川区災害対策本部条例施行規則（昭和 40 年品川区規則第 36 号）の一部を次のように改

正する。 
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第３条第２項中「代理し、副区長である副本部長が本部長の職務を代理する順序は、品川

区長の職務を代理する副区長の順序を定める規則（令和元年品川区規則第２号）の定めると

ころによる」を「代理する」に改める。 

（品川区国民保護対策本部および緊急対処事態対策本部条例施行規則の一部改正） 

３ 品川区国民保護対策本部および緊急対処事態対策本部条例施行規則（平成 19 年品川区規

則第 15 号）の一部を次のように改正する。 

第４条第３項中「代理し、副区長である副本部長が本部長の職務を代理する順序は、品川

区長の職務を代理する副区長の順序を定める規則（令和元年品川区規則第２号）の定めると

ころによる」を「代理する」に改める。 

（品川区新型インフルエンザ等対策本部条例施行規則の一部改正） 

４ 品川区新型インフルエンザ等対策本部条例施行規則（平成 25 年品川区規則第 27 号）の一

部を次のように改正する。 

第４条第３項中「代理し、副区長である副本部長が本部長の職務を代理する順序は、品川

区長の職務を代理する副区長の順序を定める規則（令和元年品川区規則第２号）に定めると

ころによる」を「代理する」に改める。 

付 則（令和５年１月 24 日規則第５号） 

この規則は、公布の日から施行する。  
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災害に際し応急措置の業務に従事した者または 

水防に従事した者の損害補償に関する条例 

 

制定  昭和 52 年３月 30 日 条例第 16 号 

改正 昭和 57 年 10 月 12 日 条例第 30 号 

平成 12 年７月 14 日 条例第 38 号 

平成 17 年 12 月９日 条例第 43 号 

平成 28 年３月 24 日 条例第７号抄 

 

災害に際し応急措置の業務に従事した者または水防に従事した者の損害補償に関する条例 災

害に際し応急措置の業務に従事した者または水防に従事した者の災害補償に関する条例（昭和 41

年７月東京都品川区条例第 15 号）の全部を改正する。 

（目的） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 84 条第１項（原子力災害対

策特別措置法（平成 11 年法律第 156 号）第 28 条第１項の規定により読み替えて適用される場

合を含む。）の規定による応急措置の業務に従事した者または水防法（昭和 24 年法律第 193

号）第 45 条の規定による水防に従事した者に係る損害補償を的確に行うことを目的とする。 

一部改正〔平成 12 年条例 38 号・17 年 43 号〕 

（損害補償を受ける権利） 

第２条 災害対策基本法第 65 条第１項（同条第３項（原子力災害対策特別措置法第 28 条第２項

の規定により読み替えて適用される場合を含む。）において準用する場合および原子力災害対

策特別措置法第 28 条第２項の規定により読み替えて適用される場合を含む。）の規定もしく

は災害対策基本法第 65条第２項において準用する同法第 63条第２項の規定による応急措置の

業務に従事した者または水防法第 24 条の規定による水防に従事した者（以下「防災従事者」と

いう。）が、災害に際し応急措置の業務または水防（以下「防災業務」という。）に従事した

ことにより死亡し、負傷し、もしくは疾病にかかり、または防災業務に従事したことによる負

傷もしくは疾病により死亡し、もしくは障害の状態となつたときは、損害補償を受ける権利を

有する。 

２ 前項の場合において、区長は、損害補償を受けるべき者に対して、その者がこの条例によ

つて損害補償を受ける権利を有する旨を速やかに通知しなければならない。 

３ 損害補償を受ける権利は、譲り渡し、担保に供し、または差し押えることができない。 

一部改正〔昭和 57 年条例 30 号・平成 12 年 38 号・17 年 43 号〕 

（損害補償の申請） 

第３条 損害補償を受けようとする者は、規則で定めるところにより、区長に申請しなければな

らない。 

（損害補償） 
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第４条 損害補償の種類、対象および要件ならびに補償額の算定方法については、非常勤消防団

員等に係る損害補償の基準を定める政令（昭和 31 年政令第 335 号）に定められているものの

例による。 

（審査請求） 

第５条 防災従事者の死亡、負傷または疾病が防災業務に従事したことによるものであるか否か

についての認定、療養の方法、損害補償の金額の決定その他損害補償の実施について不服のあ

る者は、審査請求をすることができる。 

一部改正〔平成 28 年条例７号〕 

（報告、出頭等） 

第６条 区長は、審査または損害補償の実施のため必要があると認めるときは、損害補償を受け

ようとする者またはその他の関係人に対して報告させ、文書を提出させ、出頭を命じ、または

医師の診断もしくは検案を受けさせることができる。 

（損害補償費の返還） 

第７条 偽りその他不正の手段により損害補償を受けた者があるときは、区長は、その損害補償

に要した費用に相当する金額の全部または一部をその者から返還させることができる。 

（委任） 

第８条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和 57 年 10 月 12 日条例第 30 号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則（平成 12 年７月 14 日条例第 38 号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則（平成 17 年 12 月９日条例第 43 号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則（平成 28 年３月 24 日条例第７号抄） 

１ この条例は、平成 28 年４月１日から施行する。 
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災害に際し応急措置の業務に従事した者または 

水防に従事した者の損害補償に関する条例施行規則 

 

制定 昭和 42 年５月１日 規則第 16 号 

改正 昭和 47 年４月１日 規則第 13 号 

昭和 48 年７月１日 規則第 28 号 

昭和 52 年４月９日 規則第 19 号 

平成 12 年７月 14 日 規則第 68 号 

平成 17 年３月 31 日 規則第 37 号 

平成 19 年９月 28 日 規則第 58 号 

平成 28 年３月 31 日 規則第６号 

令和４年３月 28 日 規則第 36 号 

 

災害に際し応急措置の業務に従事した者または水防に従事した者の損害補償に関する条例

施行規則 災害に際し応急措置の業務に従事した者または水防に従事した者の災害補償に関す

る条例施行規則（昭和 37 年７月東京都品川区規則第 23 号）の全部を改正する。 

（目的） 

第１条 この規則は、災害に際し応急措置の業務に従事した者または水防に従事した者の損害補

償に関する条例（昭和 52 年３月品川区条例第 16 号。以下「条例」という。）の施行に関し必

要な事項を定めることを目的とする。 

（災害の報告） 

第２条 条例に定める損害補償を行うべき事故が発生した場合は、区長が定める指揮者または消

防機関の長、警察官、海上保安官もしくは自衛官は、防災従事者災害発生報告書（第１号様式）

に次の各号に掲げる資料を添えて、すみやかに区長に報告しなければならない。 

(１) 現認書または事実証明書 

(２) 医師の診断書 

(３) 現場見取図 

(４) その他事故の発生を認定するために参考となる資料 

一部改正〔平成 12 年規則 68 号〕 

（災害の認定および通知） 

第３条 区長は、前条の報告を受けたときは、その災害が防災業務に従事したことによる災害で

あるかどうかの認定を行い、その結果を防災従事者災害認定通知書（第２号様式）により、す

みやかに補償を受けるべき者に通知しなければならない。 

（補償の申請） 

第４条 条例に定める損害補償を受けようとする者は、前条の通知を受けた後、防災従事者災害

補償申請書（第３号様式）を、すみやかに区長に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書には、住民票の写しおよび非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める
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政令（昭和 31 年政令第 335 号。以下「令」という。）第２条第２項の規定によるその者の死

亡もしくは負傷の原因である事故が発生した日、または診断によって死亡の原因である疾病

の発生が確定した日もしくは診断によって疾病の発生が確定した日前１年間におけるその

者が得た収入の平均月額を証するに足る書類（療養補償および介護補償の場合を除く。）そ

れぞれ２通のほか次の区分による必要な書類を添付しなければならない。 

(１) 療養補償の場合 

医師、薬剤師等の療養費の領収証または請求書 

(２) 休業補償の場合 

療養のための休業を要することについての医師の診断書 

(３) 傷病補償年金の場合 

ア 療養の開始後１年６月を経過していることを証明することができる書類 

イ 身体障害の程度についての医師の診断書 

(４) 障害補償の場合 

身体障害の程度についての医師の診断書 

(５) 介護補償の場合 

ア 介護を要する状態についての医師の診断書 

イ 介護に従事した者の氏名および防災従事者との続柄または関係を証明する書類 

ウ 介護に要する費用を支出して介護を受けた日があるときは、当該支出額を証明するこ

とができる書類 

(６) 遺族補償の場合 

ア 死亡診断書、死体検案書その他防災従事者の死亡を証明することができる書類または

その写し。ただし、行方不明となったことにより死亡したものと推定される者にあって

は、行方不明となった事実および年月日を証する書類またはその写し 

イ 遺族補償を受けることができる者の氏名、本籍および防災従事者との続柄または関係

を証明する戸籍謄抄本等の区市町村長の発行する書類 

ウ 遺族補償を受けることができる者が、配偶者で婚姻の届出をしないが、事実上婚姻関

係と同様の事情にあつた者であるときは、その事実を認めることができる書類 

エ 遺族補償を受けることができる者が、令第８条または第９条第１項第２号もしくは第

３号の規定に該当する者であるときは、防災従事者の死亡当時主としてその収入によっ

て生計を維持していた事実を認めることができる書類 

オ 遺族補償を受けることができる者が、配偶者以外の者であるときは、令第８条第３項

または第９条第２項の規定に基づく先順位者のいないことを証明することができる書

類 

(７) 葬祭補償の場合 

葬祭を行う者であることを証明する書類 
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３ 前項の書類のほか、さらに補償の種類に応じ、消防団員等公務災害補償等責任共済等に関

する法律施行令（昭和 31 年政令第 346 号）第１条各号に定める支払請求書（支払請求書に

添付する書類を含む。）２通を添付しなければならない。 

４ 同一の負傷または疾病に係る療養補償および休業補償または介護補償の申請は、当該療養、

休業または介護の期間が１月以上に及ぶときは、１月ごとに区分してしなければならない。 

５ 前項の場合においては、第２回以降の申請書には、第２項に規定する添付書類（同項第１

号および第５号ウの書類を除く。）は省略することができる。 

一部改正〔令和４年規則 36 号〕 

（補償額の通知） 

第５条 区長は、前条の申請書を受理したときは、これを審査し、補償の金額を決定し、すみや

かに補償を受けるべき者に対して防災従事者損害補償決定通知書（第４号様式）により通知し

なければならない。ただし、指定療養機関において療養を受けた者の療養費については、直接

当該療養機関に通知するものとする。 

２ 区長は、前項の規定に基づき通知書を送付した後に当該補償の額の改定を行つたときは、

補償を受けるべき者に対して、改定後の補償の額を記載した通知書により、新たに通知しな

ければならない。 

一部改正〔令和４年規則 36 号〕 

（補償の支給） 

第６条 補償費は、前条の通知後、すみやかに補償を受けるべき者に支給しなければならない。

ただし、前条第１項ただし書の場合の療養費については、直接当該療養機関に支払うものとす

る。 

（療養補償、休業補償および介護補償の支給方法） 

第７条 区長は、療養補償として支給する費用、休業補償および介護補については、特別な事情

がない限り、毎月１回支給しなければならない。 

   一部改正〔令和４年規則 36 号〕 

（療養費を本人に支給する場合） 

第８条 令第４条第３項の規定に基づき区長が認定して、療養の費用を当該防災従事者に支払う

のは、次の各号に掲げる場合とする。 

(１) 災害を受けたとき緊急の必要から指定療養機関以外の療養機関での療養または令第４

条第１項第５号もしくは第６号に定める療養を受けた場合 

(２) 付近に指定療養機関がないため、他の療養機関で療養を受けた場合 

(３) 災害の部位、程度により指定療養機関以外の療養または令第４条第１項第５号もしく

は第６号に定める療養を必要とする旨の主治医の証明がある場合 

（不当（過剰）治療の防止） 

第９条 同一の傷病を同時に会計を異にする２以上の療養機関について療養を受けた場合の主た

る療養を行った療養機関を除く他の療養機関に要した費用は、補償しないものとする。ただし、

緊急の必要があるときまたは事前に区長の承認を得た場合は、この限りでない。 
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（届出） 

第 10 条 療養補償を受けるべき者が、入院、退院または転院したときは、防災従事者入（退、転）

院届（第５号様式）を区長に提出しなければならない。 

２ 療養中の者が、療養の必要がなくなった場合は、防災従事者医療完了届（第６号様式）を

区長に提出しなければならない。 

（年金たる損害補償の支給） 

第 11 条 区長は、傷病補償年金、障害補償年金または遺族補償年金（以下「年金たる損害補償」

という。）については、当該補償の年額を 12 で除して得た額を、当該補償を行うべき理由の生

じた日の属する月の翌月以降、毎年２月、４月、６月、８月、10 月および 12 月の６期に分け、

それぞれ前月分までを支給するものとする。ただし、月の中途において当該補償を行うべき理

由が消滅したときは、支給期月でない月であっても支給する。 

２ 前項の規定による支給を受けようとする者は、毎期月その支給を受けるときに、第 12 条の

規定に基づき交付された証書を区長に提示しなければならない。 

３ 第１項の支給を最初に受けるときは印鑑票（第７号様式）を提出しなければならない。 

一部改正〔令和４年規則 36 号〕 

（年金たる損害補償証書） 

第 12 条 区長は、年金たる損害補償の補償額の決定に関する通知をするときに、当該補償を受け

るべき者に対し、あわせて傷病補償年金証書（第７号様式）、障害補償年金証書（第８号様式）

または遺族補償年金証書（第９号様式）を交付しなければならない。 

２ 区長は、すでに交付した傷病補償年金証書、障害補償年金証書または遺族補償年金証書の

記載事項に変更があつた場合は、当該証書と引換えに新たな証書を交付しなければならない。 

３ 区長は、必要があると認めるときは、証書の提出または提示を求めることができる。 

一部改正〔令和４年規則 36 号〕 

（証書の再交付） 

第 13 条 前条の証書の交付を受けた者は、その証書を紛失しまたは著しく損傷したときは、再交

付の請求書に紛失の事実を明らかにすることができる書類または損傷した証書を添えて、証書

の再交付を区長に請求することができる。 

２ 前項の証書の再交付を受けた者は、その後において紛失した証書を発見したときは、すみ

やかにこれを区長に返納しなければならない。 

（定期報告書） 

第 14 条 区長は、年金たる障害補償を受ける権利を有する者（以下「年金たる障害補償の受給権

者」という。）または遺族補償年金を受ける権利を有する者（以下「遺族補償年金の受給権者」

という。）について、毎年１回、１月１日から同月 31 日までの間にそれらの者から、定期報告

書（第 10 号様式）に当該報告書の記載事項の事実を明らかにすることができる書類を添えて

提出させるものとする。 

全部改正〔令和４年規則 36 号〕 

（等級の変更または遺族の異動等に関する申請および決定） 
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第 15 条 区長は、年金たる損害補償の受給権者または遺族補償年金を受けることができる者（以

下「遺族補償年金の受給資格者」という。）が、次の各号のいずれかに該当する事由が生じた

ときは、これらの者から、すみやかに等級の変更または遺族の異動等に関する申請書（第 11 号

様式）にその事実を明らかにすることができる書類を添えて提出させ、傷病等級もしくは障害

等級の変更または遺族の異動等の決定をしなければならない。 

(１) 傷病補償年金または障害補償年金を受ける権利を有する者の身体障害の程度の変更が

あつたとき。 

(２) 令第８条の２第４項第１号または第２号のいずれかに該当するに至つたとき。 

(３) 令第８条の３第１項の規定に基づき遺族補償年金を受ける権利が消滅したとき。 

(４) 遺族補償年金の受給権者と生計を同じくしている遺族補償年金の受給資格者の数に増

減を生じたとき。 

(５) 令第８条の４の規定に基づき遺族補償年金の支給が停止されまたはその停止が解除さ

れる事由が生じたとき。 

(６) 同一の事由により支給されていた他の法律による年金の支給額の変更があつたとき。 

   一部改正〔令和４年規則 36 号〕 

（氏名の変更等の届出） 

第 16 条 損害補償を受けるべき者は、氏名または住所を変更した場合には、その事実を明らかに

することができる書類を添えて、すみやかにその旨を区長に届け出なければならない。 

２ 損害補償を受けるべき者が死亡した場合は、その遺族は、死亡の事実を明らかにすること

ができる書類を添えて、すみやかにその旨を区長に届け出なければならない。 

   一部改正〔令和４年規則 36 号〕 

（実施の細目） 

第 17 条 この規則に定めるもののほか、この規則の実施に関し必要な事項は、区長が定める。 

   一部改正〔令和４年規則 36 号〕 

付 則 

この規則は、公布の日から施行し、昭和 41 年４月１日から適用する。 

付 則（昭和 47 年４月１日規則第 13 号） 

この規則は、公布の日から施行し、昭和 46 年４月１日から適用する。 

付 則（昭和 48 年７月１日規則第 28 号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和 52 年４月９日規則第 19 号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成 12 年７月 14 日規則第 68 号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成 17 年３月 31 日規則第 37 号） 

１ この規則は、平成 17 年４月１日から施行する。 
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２ この規則の施行の際、この規則による改正前の各規則の様式による用紙で現に残存する

ものについては、所要の修正を加え、なお当分の間使用することができる。 

付 則（平成 19 年９月 28 日規則第 58 号） 

この規則は、平成 19 年 10 月１日から施行する。 

付 則（平成 28 年３月 31 日規則第６号） 

１ この規則は、平成 28 年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の各規則の様式による用紙で現に残存す

るものについては、所要の修正を加え、なお当分の間使用することができる。 

付 則（令和４年３月 28 日規則第 36 号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

第１号様式［省略］ 

全部〔令和４年規則 36 号〕 

第２号様式［省略］ 

全部〔令和４年規則 36 号〕 

第３号様式［省略］ 

全部〔令和４年規則 36 号〕 

第４号様式［省略］ 

全部〔令和４年規則 36 号〕 

第５号様式［省略］ 

全部〔令和４年規則 36 号〕 

第６号様式［省略］ 

全部〔令和４年規則 36 号〕 

第７号様式［省略］ 

全部〔令和４年規則 36 号〕 

第８号様式［省略］ 

全部〔令和４年規則 36 号〕 

第９号様式［省略］ 

全部〔令和４年規則 36 号〕 

第 10 号様式［省略］ 

全部〔令和４年規則 36 号〕 

第 11 号様式［省略］ 

全部〔令和４年規則 36 号〕 
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品川区大規模災害被災地に対する支援に関する条例 

 

  平成２６年７月１１日 

 条例第３２号 

 

（目的） 

第１条 この条例は、法令に定めるもののほか、大規模な災害により被害を受けた被災区市町村

等に対し支援を行うことにより、被災区市町村等の応急対策、復旧対策および復興対策（以下

「応急対策等」という。）に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

⑴ 災害 災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１号に規定する災害をいう。 

⑵ 被災区市町村等 大規模な災害により被害を受けた区市町村または外国の地方公共団体を

いう。 

（対象被災区市町村等） 

第３条 区長は、次に掲げる被災区市町村等に対し、支援を行うことができる。ただし、区長が

特に必要があると認める場合は、この限りでない。 

⑴ 災害時における相互の支援に関する協定等を締結している被災区市町村等 

⑵ 前号に掲げるもののほか、区と友好関係および協力関係に関する協定等を締結している被

災区市町村等 

（支援の種類） 

第４条 前条の規定により行う支援（以下「支援」という。）は、次に掲げる内容のうち、あら

かじめ、被災区市町村等の長と協議をしたうえ、区長が必要と認めるものとする。 

⑴ 物資の供与 

⑵ 資器材等の供与または貸与 

⑶ 物資および資器材等の輸送 

⑷ 応急対策等に従事する職員の派遣 

⑸ 見舞金の贈呈 

⑹ 義援金等の募集および贈呈 

⑺ 被災者の区の施設等への一時受入れ 

⑻ その他区長が特に必要と認めるもの 

（費用の負担） 

第５条 支援に要した費用は、次の各号に掲げる費用の区分に応じ、当該各号に定める者が負担

するものとする。 

⑴ 協定等により被災区市町村等が負担することとされた費用 支援を受けた被災区市町村等 

⑵ 前号に規定する費用以外の費用 区 
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（公表） 

第６条 区長は、被災区市町村等に対し支援を行った場合は、その内容を公表するよう努めるも

のとする。 

（支援本部の設置） 

第７条 区長は、被災区市町村等に対し円滑に支援を行うため、災害の状況等を勘案し特に必要

と認める場合は、支援本部を設置することができる。 

（委任） 

第８条 この条例の施行に関し必要な事項は、区長が別に定める。 

 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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東京都震災対策条例 

平成一二年一二月二二日 

条例第二〇二号 

東京都震災対策条例を公布する。 

東京都震災対策条例 

東京都震災予防条例(昭和四十六年東京都条例第百二十一号)の全部を改正する。 

目次 

前文 

第一章 総則 

第一節 目的(第一条) 

第二節 知事の責務(第二条―第七条) 

第三節 都民の責務(第八条) 

第四節 事業者の責務(第九条―第十一条) 

第二章 予防対策 

第一節 震災に関する研究、公表等(第十二条) 

第二節 防災都市づくりの推進(第十三条) 

第三節 都市施設及び建築物等の安全の確保(第十四条―第二十三条) 

第四節 火災の防止等(第二十四条―第三十一条) 

第五節 防災広報及び防災教育(第三十二条・第三十三条) 

第六節 防災組織(第三十四条―第三十七条) 

第七節 地域における相互支援ネットワークづくり(第三十八条) 

第八節 ボランティアへの支援(第三十九条) 

第九節 要援護者に対する施策(第四十条) 

第十節 防災訓練(第四十一条・第四十二条) 

第十一節 都民等の意見(第四十三条) 

第三章 応急対策 

第一節 応急体制等の整備(第四十四条―第四十六条) 

第二節 避難(第四十七条―第五十一条) 

第三節 救出及び救助の活動拠点等の確保(第五十二条) 

第四節 帰宅困難者対策(第五十三条・第五十四条) 

第四章 復興対策 

第一節 震災復興の推進(第五十五条・第五十六条) 

第二節 地域協働復興(第五十七条・第五十八条) 

第五章 委任(第五十九条) 

附則 

地震を予知することが未だ困難な現在、阪神・淡路大震災をはじめとする都市型地震の経験は、

改めて地震発生直後の危険性と不断の危機管理の重要性を、行政はもとより多くの人々に知らし
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めたところである。 

地震による災害から一人でも多くの生命及び貴重な財産を守るためには、まず第一に「自らの

生命は自らが守る」という自己責任原則による自助の考え方、第二に他人を助けることのできる

都民の地域における助け合いによって「自分たちのまちは自分たちで守る」という共助の考え方、

この二つの理念に立つ都民と公助の役割を果たす行政とが、それぞれの責務と役割を明らかにし

た上で、連携を図っていくことが欠かせない。 

東京都は、全国に先駆けて東京都震災予防条例を制定し、予防対策重視の視点から地震に強い

まちづくりを進め、行政主導の下で震災を未然に防止し、最小限にとどめることを目指してきた。 

今後は、この取組を一層進めるとともに、危機管理に重点を置いた応急対策及び復興対策をも視

野に入れた総合的震災対策の体系を構築し、震災対策の充実及び強化に努めていくことが極めて

重要である。 

東京は、多くの都民の生活の場であるとともに、日本の首都として政治、経済、文化等の中枢

機能が集中している世界でも有数の大都市である。地震による被害の影響は国内にとどまらず、

全世界に及ぶものであり、地震による災害から東京を守ることは、行政に課せられた重大な責務

である。 

震災対策の推進に当たっては、区市町村が基礎的自治体として第一義的責任と役割を果たすも

のである。その上で、広域的役割を担う東京都が区市町村及び国と一体となって、都民と連携し、

都民や東京に集う多くの人々の生命及び財産を守り、首都東京の機能を維持するという決意を表

明するとともに、総合的震災対策の推進の指針を示すため、この条例を制定する。 

第一章 総則 

第一節 目的 

第一条 この条例は、地震による災害(以下「震災」という。)に関する予防、応急及び復興に

係る対策(以下「震災対策」という。)に関し、都民、事業者及び東京都(以下「都」という。)

の責務を明らかにし、必要な体制を確立するとともに、予防、応急及び復興に関する施策の

基本的な事項を定めることにより、震災対策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及び

将来の都民の生命、身体及び財産を震災から保護することを目的とする。 

第二節 知事の責務 

(基本的責務) 

第二条 知事は、震災対策のあらゆる施策を通じて、都民の生命、身体及び財産を震災から保

護し、その安全を確保するとともに、震災後の都民生活の再建及び安定並びに都市の復興を

図るため、最大の努力を払わなければならない。 

２  前項の目的を達成するため、知事は、震災対策に関する事業(以下「震災対策事業」とい

う。)の計画(以下「震災対策事業計画」という。)を策定し、その推進を図らなければならな

い。 

３  震災対策事業計画の策定に当たっては、都民、事業者及びボランティア(以下「都民等」と

いう。)、第三十四条から第三十六条までの防災組織並びに第五十八条第一項の復興市民組織

の意見を聴くよう努めなければならない。 
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(平一五条例一二四・一部改正) 

(都民及び事業者に対する指導等) 

第三条 知事は、震災対策事業計画の策定及び実施に当たっては、都民及び事業者の協力を求

めるとともに、都民及び事業者が自主的に行う震災対策活動に対し、積極的に指導、助言、支

援及び協力を行わなければならない。 

(ボランティアに対する支援) 

第四条 知事は、ボランティアが自主的に行う震災対策活動に対し、積極的に支援及び協力を

行わなければならない。 

(都民等への助成) 

第五条 知事は、都民等が行う震災対策活動に対して、必要な助成を行うことができる。 

(区市町村との連絡調整及び助成) 

第六条  知事は、震災対策事業の円滑な実施を図るため、関係する特別区及び市町村(以下「区

市町村」という。)との連絡調整並びに区市町村が実施する震災対策事業に対する支援及び協

力を行わなければならない。 

２ 知事は、区市町村が実施する震災対策事業に対し、必要な助成を行うことができる。 

(協力要請) 

第七条 知事は、震災対策事業計画の策定及び実施に当たり、他の地方公共団体その他の公共

的団体等の協力が必要と認められるときは、当該公共的団体等に対して協力を要請し、又は他

の地方公共団体等から協力の要請があったときは、これに応じなければならない。 

第三節 都民の責務 

第八条 都民は、震災を防止するため、自己の安全の確保に努めるとともに、相互に協力し、

都民全体の生命、身体及び財産の安全の確保に努めなければならない。 

２ 都民は、次に掲げる事項について、自ら震災に備える手段を講ずるよう努めなければなら

ない。 

一 建築物その他の工作物の耐震性及び耐火性の確保 

二 家具の転倒防止 

三 出火の防止 

四 初期消火に必要な用具の準備 

五 飲料水及び食糧の確保 

六 避難の経路、場所及び方法についての確認 

３ 都民は、震災後の都民生活の再建及び安定並びに都市の復興を図るため、地域社会を支え

る一員としての責任を自覚し、第五十七条の地域協働復興に対する理解を深めるとともに、

震災後においては、相互に協力して自らの生活の再建及び居住する地域の復興に努めなけれ

ばならない。 

４ 都民は、知事その他の行政機関が実施する震災対策事業に協力するとともに、自発的に震

災対策活動に参加する等震災対策に寄与するよう努めなければならない。 

(平一五条例一二四・一部改正) 
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第四節 事業者の責務 

(基本的責務) 

第九条 事業者は、知事その他の行政機関が実施する震災対策事業及び都民が行う第五十七条

の地域協働復興に関する活動に協力するとともに、事業活動に当たっては、その社会的責任

を自覚し、震災の防止並びに震災後の都民生活の再建及び安定並びに都市の復興を図るため、

最大の努力を払わなければならない。 

２ 事業者は、その事業活動に関して震災を防止するため、事業所に来所する顧客、従業者等

及び事業所の周辺地域における住民(以下「周辺住民」という。)並びにその管理する施設及

び設備について、その安全の確保に努めなければならない。 

３ 事業者は、その管理する事業所の周辺地域における震災を最小限にとどめるため、周辺住

民に対する震災対策活動の実施等、周辺住民等との連携及び協力に努めなければならない。 

(平一五条例一二四・一部改正) 

(事業所防災計画の作成) 

第十条 事業者は、その事業活動に関して震災を防止するため、都及び区市町村が作成する地

域防災計画を基準として、事業所単位の防災計画(以下「事業所防災計画」という。)を作成

しなければならない。 

(事業所防災計画の届出) 

第十一条 都市ガス、電気、通信その他防災対策上重要な施設として知事が指定する施設を管

理する事業者は、事業所防災計画を作成したときは、速やかに知事に届け出なければならな

い。 

第二章 予防対策 

第一節 震災に関する研究、公表等 

第十二条 知事は、震災の発生原因及び発生状況、地域の危険度その他震災に関する事項につ

いて、科学的、総合的に調査及び研究を行うとともに、防災科学技術の開発に努めなければ

ならない。 

２ 都は、耐震性の調査及び研究に資するため、都が設置する建築物その他の工作物のうち、

特に必要と認める工作物に、強震計を設置しなければならない。 

３ 知事は、第一項の調査、研究及び技術の開発の成果を、積極的に震災対策に反映させると

ともに、都民に公表しなければならない。 

４ 知事は、前項に規定するもののほか、震災対策事業計画その他震災対策に関する情報を積

極的に公表するよう努めなければならない。 

第二節 防災都市づくりの推進 

第十三条 知事は、防災都市づくり(震災を予防し、震災が発生した場合における被害の拡大を

防ぐため、建築物及び都市施設(都市計画法(昭和四十三年法律第百号)第十一条第一項各号

に掲げる施設をいう。以下同じ。)等について耐震性及び耐火性を確保する措置その他都市構

造の改善に関する措置をいう。以下この条において同じ。)を推進するため、防災都市づくり

に関する計画を策定しなければならない。 
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２ 前項の計画には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 防災都市づくりに関する施策の指針 

二 地域特性に応じた整備の方針及び整備地域の指定 

三  重点整備地域(防災都市づくりに資する事業を重層的かつ集中的に実施する地域をい

う。)等の指定 

３ 知事は、区市町村と連携を図りつつ、協力して第一項の計画に基づく事業の推進に努めな

ければならない。 

第三節 都市施設及び建築物等の安全の確保 

(都市施設等の耐震性等の確保) 

第十四条 知事は、震災を未然に防止し、震災が発生した場合における被害の拡大を防止する

ため、都市施設等の耐震性及び耐火性の確保に努めなければならない。 

(一般建築物の耐震性等の確保) 

第十五条 知事は、一般建築物(次条の特殊建築物等以外の建築物をいう。)の耐震性及び耐火

性を確保するため、適切な指導を行うとともに、防災上の相談に応じ、必要と認めるときは、

技術面からの支援を行うよう努めなければならない。 

(特殊建築物等の耐震性等の確保) 

第十六条 知事は、特殊建築物(建築基準法(昭和二十五年法律第二百一号)に規定する特殊建築

物をいう。以下同じ。)その他知事が必要と認める建築物及び地下街(消防法(昭和二十三年法

律第百八十六号)に規定する地下街をいう。)の耐震性及び耐火性を確保するため、特に知事

が指定するものについて、定期的に検査を行い、若しくは当事者をして行わせ、又は必要が

あると認めるときは、そのものの改善について助言し、若しくは勧告することができる。 

(重要建築物の耐震性等の強化) 

第十七条 知事は、次に掲げる防災対策上特に重要な建築物について、耐震性及び耐火性の強

化に努め、又は当事者をして努めさせなければならない。 

一 震災時に消火、避難誘導及び情報伝達等の防災業務の中心となる消防署、警察署その他

の官公庁建築物 

二 震災時に緊急の救護所又は被災者の一時受入施設となる病院、学校その他これらに準ず

る建築物 

(公共施設等の安全の確保) 

第十八条 知事は、その管理する道路、公園、鉄道、橋りょう、港湾その他の公共施設及びこ

れらに附属する施設の耐震性及び耐火性を強化するとともに、定期的に検査を行い、それら

の安全の確保に努めなければならない。 

２ 前項の規定は、知事が管理する河川及び海岸に設置する施設について準用する。 

(都市ガス、電気、水道施設等の安全の確保) 

第十九条 都市ガス、電気、上下水道、通信その他防災対策上重要な施設の管理者は、当該施

設の安全の確保に努めなければならない。 

２ 知事は、前項の施設の安全を確保するため必要があると認めるときは、当該施設を収容す
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る共同溝の設置に努めなければならない。この場合において、知事は、特に耐震性について

配慮しなければならない。 

(危険物の落下防止) 

第二十条 知事は、地震により破損し、落下するおそれのある中高層建築物の窓ガラス等落下

危険物の落下を防止するため、その安全性について調査し、研究し、並びに防災上安全な基

準を定めるとともに、安全の確保及び改修について指導を行うよう努めなければならない。 

(宅地造成地の安全の確保) 

第二十一条 知事は、宅地造成地の地震に対する安全性について、調査し、研究し、及び防災

上安全な基準を定めるよう努めなければならない。 

(宅地造成地の検査) 

第二十二条 知事は、地震に対して特に危険な宅地造成地については、宅地造成等規制法(昭和

三十六年法律第百九十一号)の定めるところにより検査し、必要があると認めるときは、その

改善について、助言し、勧告し、又は命ずることができる。 

(地盤沈下の防止) 

第二十三条 知事は、地盤沈下に起因する震災を防止するため、都民の健康と安全を確保する

環境に関する条例(平成十二年東京都条例第二百十五号)の定めるところにより、地下用水に

ついて揚水の抑制に努めなければならない。 

第四節 火災の防止等 

(火災の防止) 

第二十四条 知事は、地震による火災の発生及びその拡大を防止するため必要な施策を区市町

村と連携を図りつつ、協力して積極的に推進するよう努めなければならない。 

(初期消火) 

第二十五条 都民は、火気を使用するときは、出火を防止するため、常時監視するとともに地

震時の出火に備え、消火器等を配備し、初期消火に努めなければならない。 

(火気使用器具の規制) 

第二十六条 知事は、地震時に出火の危険性の高い設備及び器具の安全を確保し、出火を防止

するため、その技術の開発及び普及啓発に努めるとともに、使用及び取扱いについて、火災

予防条例(昭和三十七年東京都条例第六十五号)の定めるところにより、必要な規制を行わな

ければならない。 

(消防水利の確保及び消防力の強化) 

第二十七条 知事は、地震による火災の拡大を防止するため、区市町村と連携を図りつつ、協

力して消防水利の確保及び消防力の強化に努めなければならない。 

２ 知事は、その管理する公共施設及び特殊建築物を整備するときは、防火水槽又はこれに類

する施設の設置に努めなければならない。 

(建築物の不燃化) 

第二十八条 知事は、地震による出火を防止するため、住宅その他の建築物の不燃化の促進に

努めなければならない。 
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２ 消防法第九条の三の指定可燃物その他指定可燃物に類する物品を取り扱う事業者は、その

取り扱う施設の不燃化に努めなければならない。 

(延焼遮断帯の整備) 

第二十九条 知事は、地震による火災の拡大を防止するため、区市町村と連携を図りつつ、協

力して延焼遮断帯(火災の拡大を防止する目的で設けられる道路、河川、鉄道、公園等の都市

施設及びこれらと近接する不燃化された建築物等により構成される不燃空間をいう。)の整

備に努めなければならない。 

(危険物取扱施設の安全の確保) 

第三十条 知事は、消防法第二条第七項の危険物、高圧ガス保安法(昭和二十六年法律第二百四

号)第二条の高圧ガスその他これらに類する危険物を取り扱う施設の安全性について、調査

し、研究し、及び防災上安全な基準を定めるよう努めなければならない。 

(有害物取扱施設の安全の確保) 

第三十一条 知事は、毒物、劇物、病原体及び毒素類、放射性物質その他これらに類する有害

物を取り扱う施設の安全性について、調査し、研究し、及び防災上安全な基準を定めるよう

努めなければならない。 

第五節 防災広報及び防災教育 

(防災広報) 

第三十二条 知事は、区市町村と連携を図りつつ、協力して、防災に関する広報活動を積極的

に実施し、都民の防災知識の向上及び防災意識の高揚に努めなければならない。 

(防災教育) 

第三十三条 都は、区市町村と連携を図りつつ、協力して、学校教育、社会教育等を通じて防

災教育の充実に努め、並びに区市町村が次条から第三十六条までの防災組織及び地域の団体

等を通じて行う防災教育に対し、支援及び協力を行うよう努めなければならない。 

第六節 防災組織 

(防災市民組織) 

第三十四条 知事は、区市町村が行う地域の自主的な防災市民組織の育成に対し、支援及び協

力を行い、その充実が図られるよう努めなければならない。 

(施設の防災組織) 

第三十五条 事業者は、その管理する施設の防災組織の育成に努めなければならない。 

(業種別の防災組織) 

第三十六条 危険物、毒物、劇物、火薬類その他これらに類する物を取り扱う施設又は設備を

管理する者は、業種別の防災組織の組織化に努めなければならない。 

(防災リーダーの育成) 

第三十七条 知事は、第三十四条の防災市民組織及び第三十五条の施設の防災組織の活動の促

進を図るため、区市町村及び事業者と連携を図りつつ、協力してこれらの組織における防災

リーダー(これらの組織の行う出火防止、初期消火、救出及び応急手当等の震災対策活動にお

いて、適切な指示を与える等中心的役割を担う者をいう。以下この条において同じ。)の育成
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に努めるとともに、区市町村が行う防災リーダーの育成に対して、支援及び協力を行うよう

努めなければならない。 

第七節 地域における相互支援ネットワークづくり 

第三十八条 知事は、震災時に、支援活動を行う団体等が効果的な活動を行う環境を整備する

ため、区市町村が行う地域相互支援ネットワーク(当該区市町村の区域で活動する団体等が

相互に連携し、補完し合うことにより、被災者に対して必要な支援活動を一体的に、かつ、

効果的に行う仕組みをいう。)の育成の促進に必要な施策を講ずるよう努めなければならな

い。 

第八節 ボランティアへの支援 

第三十九条 知事は、ボランティアによる被災者に対する支援活動の円滑な実施を確保するた

め、区市町村と連携を図りつつ、協力して資器材の提供、活動拠点の提供等必要な支援を行

うよう努めなければならない。 

２ 知事は、区市町村と連携を図りつつ、協力してボランティアの育成に努めなければならな

い。 

第九節 要援護者に対する施策 

第四十条 知事は、区市町村が行う寝たきりの状態にある高齢者、障害者、外国人等震災時に

援護を要する者に対する施策の促進に必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

第十節 防災訓練 

(防災訓練の実施) 

第四十一条 知事は、区市町村と連携を図りつつ、協力して防災訓練を積極的に行わなければ

ならない。 

２ 前項に規定する防災訓練に参加した者が、当該防災訓練により死亡し、又は傷害を受けた

ときの補償については、東京都規則(以下「規則」という。)の定めるところによる。 

(防災組織の訓練) 

第四十二条 第三十四条から第三十六条までの防災組織の責任者は、震災の発生に備え、防災

訓練を実施しなければならない。 

２ 前項の防災訓練を実施するときは、初期消火訓練、避難訓練、救出及び救助訓練並びに応

急救護訓練について、特に配慮しなければならない。 

３ 知事は、第一項の防災組織が行う訓練に、職員の派遣を行うこと等により協力をするよう

努めなければならない。 

第十一節 都民等の意見 

第四十三条 都民等及び防災組織は、地域の安全性について常に監視し、地震に対して危険性

のあるものについて知事に意見を述べることができる。 

２ 都民は、第四十七条の規定による避難場所の指定について、知事に意見を述べることがで

きる。 

３ 知事は、前二項の規定により都民等及び防災組織の意見を聴いたときは、これを施策に反

映するよう努めなければならない。 
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第三章 応急対策 

第一節 応急体制等の整備 

(災害応急体制の整備) 

第四十四条 知事は、震災時における避難並びに救出及び救助を円滑に行うため必要な体制の

確立及び資器材の整備に努めなければならない。 

２ 知事は、前項に規定するもののほか、救助活動を円滑に行うため必要な給水及び備蓄のた

めの施設の整備に努めなければならない。 

(情報連絡体制の整備等) 

第四十五条 知事は、震災の発生に備え、あらかじめ、震災に関する情報の収集及び連絡の体

制を整備し、並びに震災時に的確な情報を都民に周知する方法を講じなければならない。 

(他団体への協力要請の方法) 

第四十六条 知事は、震災の発生に備え、あらかじめ震災に関する情報の収集及び伝達に必要

な他の地方公共団体その他の公共的団体等への協力要請の方法を確立しておかなければな

らない。 

第二節 避難 

(避難場所の指定) 

第四十七条 知事は、震災時に拡大する火災から都民を安全に保護するため、広域的な避難を

確保する見地から必要な避難場所をあらかじめ指定しなければならない。ただし、火災の拡

大するおそれのない地区については、避難場所を指定しないことができる。 

２ 知事は、公営住宅を建設するときは、広場の確保に留意し、その防災機能の充実に努めな

ければならない。 

(避難道路の指定) 

第四十八条 知事は、広域的な避難を確保する見地から震災時に都民が避難場所に安全に避難

するため必要な避難道路をあらかじめ指定しなければならない。 

(避難場所及び避難道路周辺の不燃化) 

第四十九条 知事は、避難場所及び避難道路の周辺に存する建築物その他の工作物の不燃化の

促進に努めなければならない。 

(避難誘導方法の確立) 

第五十条 知事は、区市町村と連携を図りつつ、協力して震災の発生に備え、あらかじめ避難

誘導の方法を確立しておかなければならない。 

(車両による避難の禁止) 

第五十一条 都民は、震災時に避難するときは、路上の混乱と危険を防止するため、道路交通

法(昭和三十五年法律第百五号)第二条第八号の車両(以下「車両」という。)を使用してはな

らない。 

２ 震災時に走行中の車両の運転者は、当該震災時に行われる交通規制を遵守しなければなら

ない。 

第三節 救出及び救助の活動拠点等の確保 
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第五十二条 知事は、震災時において、被災者の救出及び救助並びに都民生活の再建及び都市

の復興を円滑に行うため、その活動拠点等となる土地及び家屋の確保に努めなければならな

い。 

２ 知事は、前項の土地及び家屋の利用について、利用計画を作成し、必要があると認めると

きは、これを修正するものとする。 

３ 前項の利用計画の作成及び実施に当たっては、知事は、国及び区市町村との調整に努めな

ければならない。 

４ 知事は、震災時に、災害救助法(昭和二十二年法律第百十八号)第九条第一項又は災害対策

基本法(昭和三十六年法律第二百二十三号)第七十一条第一項の規定による土地又は家屋の

円滑な使用を確保するため、あらかじめ当該土地又は家屋を救出及び救助の活動拠点として

指定することができる。この場合において、知事は、当該土地又は家屋を所有し、及び管理

する者に対し、災害救助法及び災害対策基本法の規定その他必要な事項を説明し、協力を求

めるものとする。 

(平二五条例一一四・一部改正) 

第四節 帰宅困難者対策 

(帰宅困難者の事前準備) 

第五十三条 事業所、学校等に通勤し、通学し、又は買物その他の理由により来店し、若しく

は来所する者等で徒歩により容易に帰宅することが困難なもの(以下「帰宅困難者」という。)

は、震災時における帰宅に係る安全を確保するため、あらかじめ徒歩による帰宅経路の確認、

家族との連絡手段の確保その他必要な準備を行うよう努めなければならない。 

(帰宅困難者対策の実施) 

第五十四条 知事は、震災時における帰宅困難者の帰宅に係る混乱を防止するため、あらかじ

め区市町村並びに都の区域に近接する県及び市町村と連携を図りつつ、協力して帰宅困難者

の円滑な帰宅を確保する対策を行うよう努めなければならない。 

第四章 復興対策 

第一節 震災復興の推進 

(平一五条例一二四・節名追加) 

(震災復興体制の確立) 

第五十五条 知事は、震災により重大な被害を受けた場合で、速やかに計画的な都市の復興等

を図るため必要と認めるときは、東京都震災復興本部の設置に関する条例(平成十年東京都

条例第七十七号)に基づく体制をとるものとする。 

(震災復興計画の策定及び震災復興事業の推進) 

第五十六条 知事は、前条に規定する場合は、広域的な復興を推進する見地から、速やかに震

災復興計画を策定しなければならない。 

２ 知事は、前項の計画に基づいて震災復興事業の推進に努めなければならない。 

３ 知事は、第一項の震災復興計画の策定及び前項の震災復興事業の実施を円滑に推進するた

め、あらかじめ震災復興に関する施策及び手続を定めることができる。この場合において、
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知事は、当該施策及び手続を都民に周知しなければならない。 

４ 知事は、震災復興計画の策定及び震災復興事業の推進に当たり、区市町村との調整に努め

なければならない。 

(平一五条例一二四・一部改正) 

第二節 地域協働復興 

(平一五条例一二四・追加) 

(地域協働復興に対する理解の促進等) 

第五十七条  知事は、地域協働復興(震災後において、都民が相互に協力し、事業者、ボランテ

ィア及び知事その他の行政機関との協働により、自主的に自らの生活の再建及び居住する地

域の復興を進めることをいう。以下同じ。)に対する都民等の理解を深めるよう努めるととも

に、都民の自発的な意思に配慮して、地域協働復興に関する活動を促進しなければならない。 

(平一五条例一二四・追加) 

(復興市民組織) 

第五十八条  知事は、区市町村が行う復興市民組織(地域協働復興に関する活動を行う市民組

織をいう。以下同じ。)の育成に対し、支援及び協力を行い、その充実が図られるよう努めな

ければならない。 

２ 知事は、地域協働復興に関する活動の円滑な実施を確保するため、区市町村と連携を図り

つつ、協力して、復興市民組織に対し、情報の提供、相談体制の充実、資器材の提供等必要

な支援を行うよう努めなければならない。 

(平一五条例一二四・追加) 

第五章 委任 

第五十九条 この条例の施行に必要な事項は、規則で定める。 

(平一五条例一二四・旧第五十七条繰下) 

 

附 則 

この条例は、平成十三年四月一日から施行する。 

附 則(平成一五年条例第一二四号) 

この条例は、平成十六年四月一日から施行する。 

附 則(平成二五年条例第一一四号) 

この条例は、災害対策基本法等の一部を改正する法律(平成二十五年法律第五十四号)第三条の

規定の施行の日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日から施行する。 

(施行の日＝平成二五年一〇月一日)  
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東京都帰宅困難者対策条例 

平成二四年三月三〇日 

条例第一七号 

東京都帰宅困難者対策条例を公布する。 

東京都帰宅困難者対策条例 

目次 

第一章 総則(第一条―第六条) 

第二章 一斉帰宅抑制に係る施策の推進(第七条―第九条) 

第三章 安否確認及び情報提供(第十条・第十一条) 

第四章 一時滞在施設の確保(第十二条) 

第五章 帰宅支援(第十三条) 

第六章 雑則(第十四条) 

附則 

第一章 総則 

(目的) 

第一条 この条例は、大規模な地震その他の災害(以下「大規模災害」という。)が発生したこ

とに伴い、公共交通機関が運行を停止し、当分の間復旧の見通しがない場合において、多数

の帰宅困難者(事業所、学校等に通勤し、通学し、又は買物その他の理由により来店し、若し

くは来所する者等で徒歩により容易に帰宅することが困難なものをいう。)が生じることによ

る混乱及び事故の発生等を防止するために、東京都(以下「都」という。)、都民及び事業者

(事業を行う法人その他の団体又は事業を行う場合における個人をいう。以下同じ。)の責務

を明らかにし、帰宅困難者対策の推進に必要な体制を確立するとともに、施策の基本的事項

を定めることにより、帰宅困難者対策を総合的かつ計画的に推進し、もって都民の生命、身

体及び財産の保護並びに首都機能の迅速な回復を図ることを目的とする。 

(知事の責務) 

第二条 知事は、特別区及び市町村(以下「区市町村」という。)、事業者その他関係機関と連

携し、大規模災害の発生時における帰宅困難者による混乱及び事故の発生等を防止するた

め、帰宅困難者対策について実施計画を策定し、総合的に推進しなければならない。 

２ 知事は、大規模災害の発生により、多数の帰宅困難者が生じ、又は生じるおそれがあると

認める場合並びに帰宅困難者による混乱及び事故の発生等の危険性が回避され、安全に帰宅

することができると認める場合は、区市町村、事業者その他関係機関との連携及び協力の下

に、必要な措置を講じなければならない。 

３ 知事は、前二項に規定する帰宅困難者対策を実施するに当たっては、高齢者、障害者、外

国人等の災害時に援護を要する者に対して、特に配慮しなければならない。 

(都民の責務) 
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第三条 都民は、大規模災害の発生に備えて、あらかじめ、家族その他の緊急連絡を要する者

との連絡手段の確保、待機し、又は避難する場所の確認、徒歩による帰宅経路の確認その他

必要な準備を行うよう努めなければならない。 

２ 都民は、大規模災害の発生時に自らの安全を確保するため、むやみに移動しないよう努め

るとともに、都、区市町村、事業者その他関係機関が行う帰宅困難者対策に協力し、かつ、

自発的な防災活動を行うよう努めなければならない。 

(事業者の責務) 

第四条 事業者は、その社会的責任を認識して、従業者の安全並びに管理する施設及び設備の

安全性の確保に努めるとともに、大規模災害の発生時において、都、区市町村、他の事業者

その他関係機関と連携し、帰宅困難者対策に取り組むよう努めなければならない。 

２ 事業者は、あらかじめ、大規模災害の発生時における従業者との連絡手段の確保に努める

とともに、家族その他の緊急連絡を要する者との連絡手段の確保、待機し、又は避難する場

所の確認、徒歩による帰宅経路の確認その他必要な準備を行うことを従業者へ周知するよう

努めなければならない。 

３ 事業者は、管理する施設の周辺において多数の帰宅困難者が生じることによる混乱及び事

故の発生等を防止するため、都、区市町村、他の事業者その他関係機関及び当該施設の周辺

地域における住民との連携及び協力に努めなければならない。 

４ 事業者は、あらかじめ、大規模災害の発生時における従業者の施設内での待機に係る方

針、安全に帰宅させるための方針等について、東京都震災対策条例(平成十二年東京都条例第

二百二号)第十条に規定する事業所防災計画その他の事業者が防災のために作成する計画にお

いて明らかにし、当該計画を従業者へ周知するとともに、定期的に内容の確認及び改善に努

めなければならない。 

(帰宅困難者対策実施状況の報告) 

第五条 知事は、帰宅困難者対策の実施状況を確認するため、事業者等(前条及び次章から第五

章までの規定に係る帰宅困難者対策を実施する者をいう。以下同じ。)に報告を求めることが

できる。 

(事業者等に対する支援) 

第六条 知事は、必要があると認めるときは、事業者等に対して支援を行うものとする。 

第二章 一斉帰宅抑制に係る施策の推進 

(従業者の一斉帰宅抑制) 

第七条 事業者は、大規模災害の発生時において、管理する事業所その他の施設及び設備の安

全性並びに周辺の状況を確認の上、従業者に対する当該施設内での待機の指示その他の必要

な措置を講じることにより、従業者が一斉に帰宅することの抑制に努めなければならない。 

２ 事業者は、前項に規定する従業者の施設内での待機を維持するために、知事が別に定める

ところにより、従業者の三日分の飲料水、食糧その他災害時における必要な物資を備蓄する

よう努めなければならない。 

(公共交通事業者等による利用者の保護) 
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第八条 鉄道事業者その他公共交通事業者は、公共交通機関の運行の停止により管理する施設

内において多数の帰宅困難者が生じた場合は、管理する施設及び設備の安全性並びに周辺の

状況を確認の上、都、区市町村、他の事業者その他関係機関と連携し、当該施設内での待機

に係る案内、安全な場所への誘導その他公共交通機関の利用者の保護のために必要な措置を

講じるよう努めなければならない。 

２ 百貨店、展示場、遊技場等の集客施設に係る設置者又は管理者は、設置し、又は管理する

施設内で多数の帰宅困難者が生じた場合は、設置し、又は管理する施設及び設備の安全性並

びに周辺の状況を確認の上、都、区市町村、他の事業者その他関係機関と連携し、当該施設

内での待機に係る案内、安全な場所への誘導その他施設利用者の保護のために必要な措置を

講じるよう努めなければならない。 

３ 前二項に規定する施設以外の施設に係る設置者又は管理者は、前二項の規定に準じて、施

設利用者の保護のために必要な措置を講じるよう努めなければならない。 

(学校等における生徒等の安全確保) 

第九条 学校(学校教育法(昭和二十二年法律第二十六号。以下この条において「法」という。)

第一条に規定する学校をいう。)、専修学校(法第百二十四条に規定する専修学校をいう。)及

び各種学校(法第百三十四条に規定する各種学校をいう。)並びに保育所その他の子育て支援

を行うことを目的とする施設の設置者又は管理者は、大規模災害の発生時に、設置し、又は

管理する施設及び設備の安全性並びに周辺の状況を確認の上、幼児、児童、生徒等に対し、

当該施設内での待機の指示その他安全確保のために必要な措置を講じるよう努めなければな

らない。 

第三章 安否確認及び情報提供 

(安否確認及び情報提供のための体制整備) 

第十条 知事は、大規模災害の発生時において安否情報の確認及び災害関連情報その他の情報

(以下「災害関連情報等」という。)の提供を行うため、区市町村、事業者その他関係機関と

の連携及び協力の下に、情報通信基盤の整備及び災害関連情報等を提供するために必要な体

制を確立しなければならない。 

(安否確認手段の周知等) 

第十一条 知事は、大規模災害の発生時において都民及び事業者等に対して安否情報の確認手

段の周知及び災害関連情報等の提供を行わなければならない。 

２ 事業者等は、大規模災害の発生時において従業者、利用者等に対して安否情報の確認手段

の周知及び災害関連情報等の提供に努めなければならない。 

第四章 一時滞在施設の確保 

(一時滞在施設の確保等) 

第十二条 知事は、都が所有し、又は管理する施設の中から、大規模災害の発生時に帰宅困難

者を一時的に受け入れる施設(以下この条において「一時滞在施設」という。)を指定し、都

民及び事業者等に周知しなければならない。 



47 

 

２ 知事は、一時滞在施設の確保に向け、都が所有し、又は管理する施設以外の公共施設又は

民間施設に関し、国、区市町村及び事業者に協力を求め、帰宅困難者を受け入れる体制を整

備しなければならない。 

３ 知事は、区市町村、事業者その他関係機関と連携し、大規模災害の発生時において帰宅困

難者の一時滞在施設への円滑な受入れのために必要な措置を講じなければならない。 

第五章 帰宅支援 

(帰宅支援) 

第十三条 知事は、区市町村、事業者その他関係機関との連携及び協力の下に、大規模災害の

発生時における公共交通機関の運行の停止に係る代替の交通手段及び輸送手段並びに災害時

帰宅支援ステーション(徒歩により帰宅する者に飲料水、便所、災害関連情報等の提供等を行

う店舗等をいう。)を確保するとともに、災害関連情報等の提供その他必要な措置を講じるこ

とにより、帰宅する者の安全かつ円滑な帰宅を支援しなければならない。 

第六章 雑則 

(委任) 

第十四条 この条例の施行について必要な事項は、知事が定める。 

 

附 則 

この条例は、平成二十五年四月一日から施行する。 
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資料1 本区の道路交通マップ（本編 総則-15 頁） 

（令和５年３月現在） 
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資料2 本区の鉄道交通マップ（本編 総則-15 頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京急線 

 鉄道駅 

JR 山手線 

JR 横須賀線・京浜東北線・湘南新宿 

東京臨海高速鉄道りんかい線・JR 埼京線 

京浜急行（本線） 

東急電鉄（大井町線） 

東急電鉄（池上線） 

東急電鉄（目黒線） 

東京モノレール（羽田線） 

都営地下鉄（1 号浅草線） 

都営地下鉄（6 号三田線）・東京メトロ（7 号南北線） 
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資料3 区用途地域別構成（本編 総則-17 頁） 

 

種  別 面積（ha） 備 考 

第一種低層住居専用地域 124.1 住居系 40.6% 

第二種低層住居専用地域 0 

第一種中高層住居専用地域 209.9 

第二種中高層住居専用地域 3.5 

第一種住居地域 557.6 

第二種住居地域 14.8 

準住居地域 0 

近隣商業地域 142.7 商業系 17.9% 

商業地域 258.8 

準工業地域 867.1 工業系 41.4% 

工業地域 61.0 

工業専用地域 0 

合  計 2,239.5  

※令和５年４月 28 日 
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資料4 待機寮施設一覧（本編 総則-23 頁） 

（平成 29 年 11 月現在） 

 

 

名称 所在地 設置年月 

設置戸数 

家

族 

単

身 

品川区災害対策 

荏原職員待機寮 
品川区中延２－11－５ 平成 21 年９月 ３ 17 

〃 荏原第二職員待機寮  〃 荏原６－17－12 昭和 62 年４月 ３ ２ 

〃 伊藤職員待機寮  〃 西大井５－22－11 平成元年３月 10 ０ 

〃 東大井職員待機寮  〃 東大井２－16－12 平成２年５月 ６ ２ 

〃 倉田職員待機寮  〃 大井４－29－22 平成３年９月 ０ ６ 

〃 東品川職員待機寮  〃 東品川３－１－５ 平成４年 12 月 ８ ０ 

〃 北品川職員待機寮  〃 北品川３－11－17 平成 12 年 11 月 12 ５ 

〃 ゆたか職員待機寮  〃 豊町１－17－８ 平成 13 年 12 月 ９ 12 

〃 西品川職員待機寮  〃 西品川１－16－２ 平成５年 12 月 ３ ０ 

借上職員待機寮 品川区内各所 平成 21 年度より実施 ０ 36 

区有職員待機寮（９ヶ所）と借上待機寮  54 80 
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資料5 浸水ハザードマップ（想定最大規模降雨）（本冊 予防-16 頁） 
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資料6 多摩川洪水ハザードマップ（浸水想定最大規模） 

（本冊 予防-16 頁） 
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資料7 高潮浸水ハザードマップ（浸水想定最大規模） 

（本冊 予防-16 頁） 
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資料8 土砂災害ハザードマップ①（本冊 予防-17 頁） 

注）令和５年６月 21 日告示 西五反田三丁目で土砂災害特別警戒区域が解除 
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資料9 土砂災害ハザードマップ②（本冊 予防-17 頁） 
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資料10 土砂災害ハザードマップ③（本冊 予防-17 頁） 
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資料11 土砂災害ハザードマップ④（本冊 予防-17 頁） 

注）令和５年６月 21 日告示東大井四丁目で土砂災害特別警戒区域が解除 
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資料12 AED（自動体外式除細動器）設置場所一覧（本冊 予防-37 頁） 

 

（令和２年８月１日現在） 

設置場所 住所 

荏原第一中学校 玄関付近 荏原 1-24-30 

荏原特別養護老人ホーム 荏原 2-9-6 

荏原保健センター 西五反田 6-6-6 

荏原保育園 荏原 2-16-18 

平塚幼稚園 荏原 4-5-22 

荏原平塚総合区民会館（スクエア荏原） 

２階 アリーナ前 
荏原 4-5-28 

荏原平塚総合区民会館（スクエア荏原） 

１階 受付 
荏原 4-5-28 

荏原ほっとサロン 荏原 4-12-20 

荏原西保育園 荏原 4-16-11 

荏原区民センター 荏原 5-6-5 

荏原いきいき倶楽部 荏原 6-2-8 

荏原第二地域センター 荏原 6-17-12 

品川区清掃事務所西小山分室 荏原 7-7-2 

清水台保育園 荏原 7-8-3 

大井町サービスコーナー 大井 1-2-1 

しながわ観光協会 大井 1-14-1 

大井第二地域センター 大井 2-27-20 

山中小学校 校舎入口 大井 3-7-19 

大井三丁目「高齢者の憩いの場」 大井 3-17-16 

大井倉田保育園 大井 4-11-8 

大井在宅サービスセンター 大井 4-14-8 

ものづくり創造センター内オアシスルーム 大井 4-29-22 

伊藤学園 ５階プール 大井 5-1-37 

伊藤学園 大井 5-1-37 

滝王子保育園 大井 5-18-1 

大井図書館 大井 5-19-14 

大井第一小学校 正面玄関 大井 6-1-32 

品川区清掃事務所品川庁舎 大崎 1-14-1 

大崎ゆうゆうプラザ 大崎 2-7-13 

大崎第二地域センター 大崎 2-9-4 

大崎在宅サービスセンター 大崎 2-11-1 

大崎駅西口図書取次施設 
大崎 2-11-1 

大崎ウィズシティテラス 2 階 

芳水小学校 玄関 大崎 3-12-22 

大崎図書館分館 
大崎 3-12-22 

芳水小学校地下 1 階部分 

大崎保育園 大崎 5-2-1 

区民斎場（なぎさ会館） 勝島 3-1-3 

しながわ水族館 勝島 3-2-1 

しながわ区民公園管理事務所 勝島 3-2-2 
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設置場所 住所 

しながわ区民公園プール管理棟 勝島 3-2-2 

上大崎シルバーセンター 上大崎 1-3-12 

第三日野小学校 北棟昇降口 上大崎 1-19-19 

発達障害者支援施設ぷらーす 上大崎 1-20-12 

目黒サービスコーナー 
上大崎 3-1-1 

目黒セントラルスクエア 1 階 

北品川保育園 北品川 2-7-21 

北浜こども冒険ひろば 北品川 2-28 

品川宿交流館 北品川 2-28-19 

品川図書館 ２階 北品川 2-32-3 

北品川つばさの家 北品川 3-7-21 

北品川第二保育園 北品川 3-7-43 

品川学園 ２階 昇降口前 北品川 3-9-30 

品川学園 １階 受付前 北品川 3-9-30 

品川学園 プール指導員室 北品川 3-9-30 

子供の森公園管理詰所 北品川 3-10-13 

品川区清掃事務所北品川分室 北品川 3-10-19 

品川第一地域センター 北品川 3-11-16 

品川保健センター 北品川 3-11-22 

大崎図書館  ２階 北品川 5-2-1 2 階 

御殿山小学校 正門 北品川 5-2-6 

御殿山すこやか園 北品川 5-3-1 

品川産業支援交流施設 北品川 5-5-15 

小関児童センター 北品川 5-8-15 

中原児童センター 西五反田 6-6-18 

後地小学校 保健室 小山 2-4-6 

後地シルバーセンター 小山 2-9-19 

荏原第一地域センター 小山 3-14-1 

武蔵小山創業支援センター ４階 小山 3-27-5 

小山小学校 昇降口 小山 5-10-6 

小山シルバーセンター 小山 5-17-18 

荏原第六中学校 職員室前 小山 5-20-19 

小山地域密着型多機能ホーム 小山 7-14-4 

小山在宅サービスセンター 小山 7-14-18 

小山台保育園 小山台 1-3-8 

小山台小学校 職員玄関 小山台 1-18-24 

戸越台中学校 保健室前 戸越 1-15-23 

品川区立戸越台中学校（温水プール） 戸越 1-15-23 

戸越台特別養護老人ホーム 戸越 1-15-23 

宮前小学校 玄関 戸越 4-5-10 

戸越オアシスルーム 戸越 6-8-4 

大原児童センター 戸越 6-16-1 

大原小学校 正面玄関主事室前 戸越 6-17-3 

成幸在宅サービスセンター 中延 1-8-7 

荏原図書館 中延 1-9-15 

荏原文化センター 中延 1-9-15 

中延小学校 中央玄関 中延 1-11-15 
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設置場所 住所 

源氏前図書館 中延 4-14-17 

荏原第四地域センター 中延 5-3-12 

源氏前小学校 昇降口 中延 6-2-18 

中延特別養護老人ホーム 中延 6-8-8 

西大井保育園 西大井 1-1-1 

西大井広場公園管理詰所 西大井 1-4-10 

西大井在宅サービスセンター 西大井 2-4-4 

西大井ほっとサロン 西大井 3-1-4 

大井第三地域センター 西大井 4-1-8 

冨士見台中学校 昇降口付近 西大井 5-5-14 

伊藤小学校 通用玄関付近 西大井 5-6-8 

西大井福祉園 西大井 5-7-24 

伊藤幼稚園 西大井 5-22-8 

冨士見台児童センター 西大井 6-1-8 

かがやき園 西大井 6-2-14 

伊藤児童センター 西大井 6-13-1 

大崎第一地域センター 西五反田 3-6-3 

西五反田在宅サービスセンター 西五反田 3-6-6 

ファミーユ西五反田東館 西五反田 3-6-38 

西五反田シルバーセンター 西五反田 3-9-10 

第四日野小学校 玄関 西五反田 4-29-9 

五反田図書館 西五反田 6-5-1 

第一日野幼稚園 西五反田 6-5-6 

第一日野小学校 職員室前 西五反田 6-5-32 

三ツ木保育園 西品川 1-9-18 

ファミーユ下神明 西品川 1-20-16 

しながわ中央公園管理事務所 西品川 1-27-28 

 品川区立中小企業センター１階 西品川 1-28-3 

三ツ木児童センター 西品川 2-6-13 

大崎中学校 職員室前 西品川 3-10-6 

三木小学校 すまいる側玄関 西品川 3-16-28 

西品川保育園 西品川 3-16-35 

平塚橋特別養護老人ホーム 西中延 1-2-8 

平塚橋ゆうゆうプラザ 西中延 1-2-8 

中延児童センター 西中延 1-6-16 

延山小学校 職員室 西中延 2-17-5 

西中延児童センター 西中延 3-8-5 

第二延山小学校 玄関 旗の台 1-6-1 

清水台小学校 昇降口 旗の台 1-11-17 

旗台小学校 第一昇降口（体育館横） 旗の台 4-7-11 

旗の台シルバーセンター 旗の台 4-13-1 

心身障害者福祉会館 旗の台 5-2-2 

荏原第五中学校 １階主事室前 旗の台 5-11-13 

旗の台文化センター 旗の台 5-19-5 

鮫洲運動公園管理事務所 東大井 1-4-11 

鮫浜小学校 地域開放玄関 東大井 2-10-14 

東大井区民集会所 東大井 2-16-12 
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設置場所 住所 

東大井児童センター 東大井 1-22-16 

浜川中学校 玄関 東大井 3-18-34 

大井林町地域密着型多機能ホーム 東大井 4-9-1 

立会小学校 主事室横 東大井 4-15-9 

品川保育園 １Ｆエントランス 東大井 5-8-12 

関ヶ原シルバーセンター 東大井 6-11-11 

大井保育園 東大井 6-14-16 

日野学園 玄関 東五反田 2-11-1 

日野学園 体育館 東五反田 2-11-1 

総合体育館 １階 エレベータ付近 東五反田 2-11-2 

総合体育館 Ｂ１階 レクリエーション室前 東五反田 2-11-2 

総合体育館 Ｂ２階 アリーナ室前 東五反田 2-11-2 

総合体育館 事務室内 東五反田 2-11-2 

五反田シルバーセンター 東五反田 2-15-6 

池田山公園 東五反田 5-4-35 

東五反田児童センター 東五反田 5-24-1 

八ツ山保育園 東品川 1-2-15 

台場小学校 正面玄関 東品川 1-8-30 

台場保育園 東品川 1-8-30 

東品川保育園 東品川 1-34-9 

東品川児童センター 東品川 1-34-9 

天王洲公園野球場管理詰所 東品川 2-6-23 

東品川在宅サービスセンター 東品川 3-1-8 

城南第二小学校 １F 職員玄関付近 東品川 3-4-5 

東品川海上公園（屋上公園）管理事務所 東品川 3-9-21 

東品川公園管理詰所 東品川 3-14-9 

東海中学校 事務室前 東品川 3-30-15 

東品川ゆうゆうプラザ 東品川 3-32-10 

東品川文化センター 東品川 3-32-10 

品川南ふ頭公園管理事務所 東品川 5-8-4 

東中延児童センター 東中延 2-5-10 

品川区清掃事務所荏原分室 平塚 1-10-11 

荏原第三地域センター 平塚 1-13-18 

平塚児童センター 平塚 2-2-3 

平塚ゆうゆうプラザ 平塚 2-10-20 

家庭あんしんセンター １階受付エリア 平塚 2-12-2 

京陽小学校 A 昇降口受付前 平塚 2-19-20 

ひらさん広場 平塚 3-9-1 

荏原平塚学園 １階運動場側下足室 平塚 3-16-26 

荏原平塚学園 Ｂ２階体育館アリーナ入口 平塚 3-16-26 

荏原平塚学園 プール 平塚 3-16-26 

本庁舎 戸籍住民課入口 広町 2-1-36 

第二庁舎 ２Ｆ警備室 広町 2-1-36 

第二庁舎 ３Ｆ 広町 2-1-36 

第三庁舎 ３Ｆ 広町 2-1-36 

荏原第五地域センター 二葉 1-1-2 

豊葉の杜学園 プール救護室 二葉 1-3-40 
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豊葉の杜学園 アリーナ入口 二葉 1-3-40 

豊葉の杜学園 玄関（大階段５～９年下駄箱前） 二葉 1-3-40 

二葉幼稚園 二葉 1-3-40 

二葉図書館 二葉 1-4-25 

子ども家庭支援センター 二葉 1-7-15 

上神明小学校 玄関 二葉 4-4-10 

南大井文化センター 南大井 1-12-6 

鈴ケ森中学校 玄関 南大井 2-3-14 

月見橋在宅サービスセンター 南大井 3-7-10 

南大井図書館 南大井 3-7-13 

南大井シルバーセンター 南大井 3-7-13 

浜川幼稚園 南大井 4-3-14 

浜川小学校 北門昇降口 南大井 4-3-27 

鈴ケ森小学校 体育館入口 南大井 4-16-2 

水神児童センター 南大井 5-13-19 

南大井在宅サービスセンター 南大井 5-19-1 

水神保育園 南大井 6-2-15 

城南小学校 主事室 南品川 2-8-21 

城南幼稚園 南品川 2-8-21 

障害児者総合支援施設 南品川 3-7-7 

高齢者住宅（パレスガル） 南品川 4-5-4 

南品川児童センター 南品川 4-5-28 

品川第二地域センター 南品川 5-3-20 

南品川シルバーセンター 南品川 5-10-3 

浅間台小学校 事務室前 南品川 6-8-8 

八潮北公園管理詰所 八潮 1-3-1 

品川区資源化センター 八潮 1-4-1 

マイスクール八潮 八潮 5-2-1 3Ｆ 

ピッコロ（重症心身障害者通所事業） 八潮 5-3-8 

八潮西保育園 八潮 5-4-16 

八潮すこやか園 八潮 5-6-32 

八潮北保育園 八潮 5-8-41 

八潮南特別養護老人ホーム 八潮 5-9-2 

八潮地域センター 八潮 5-10-27 

八潮図書館 八潮 5-10-27 

八潮在宅サービスセンター 八潮 5-10-27 

八潮学園 温水プール 八潮 5-11-2 

八潮学園 アリーナ前 八潮 5-11-2 

八潮学園 八潮 5-11-2 

八潮学園 中学校玄関 八潮 5-11-2 

ゆたか図書館 豊町 1-17-7 

ゆたか児童センター 豊町 1-18-15 

品川区立戸越体育館 豊町 2-1-17 

戸越小学校 給食室前 豊町 2-1-20 

戸越公園 豊町 1-17-8 

ゆたかシルバーセンター 豊町 3-2-15 

旧荏原第四中学校 豊町 3-5-31 
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南ゆたか児童センター 豊町 4-17-21 

杜松地域密着型多機能ホーム 豊町 4-24-15 

品川荘 静岡県伊東市広野 1-3-17 

光林荘 栃木県日光市細尾町 676-1 

ウェルカムセンター原・交流施設 西大井 2-5-21 

五反田文化センター 西五反田 6-5-1 

本庁舎 議会棟入口（３階） 広町 2-1-36 

武蔵小山図書取次施設 小山 3-22-3 

源氏前保育園 品川区中延 4-14-19 

一本橋保育園 豊町 3-5-31（校庭仮設） 

旧東品川清掃作業所 東品川 2-3-2 

荏原第六中学校 職員室前 小山 5-20-19 

荏原第五中学校 プール入口 旗の台 5-11-13 

清水台小学校 職員室 旗の台 1-11-17 

小山小学校 保健室 小山 5-10-6 

小山台小学校 保健室 小山台 1-18-24 

第二延山小学校 保健室 旗の台 1-6-1 

旗台小学校 職員室 旗の台 4-7-11 

延山小学校 事務室前 西中延 2-17-5 

後地小学校 玄関 小山 2-4-6 

中延小学校 職員室 中延 1-11-15 

源氏前小学校 職員室 中延 6-2-18 

第四日野小学校 保健室 西五反田 4-29-9 

荏原第一中学校 職員室 荏原 1-24-30 

京陽小学校 職員室 平塚 2-19-20 

上神明小学校 保健室 二葉 4-4-10 

冨士見台中学校 保健室 西大井 5-5-14 

第一日野小学校 保健室 西五反田 6-5-32 

大原小学校 保健室 戸越 6-17-3 

伊藤小学校 主事室 西大井 5-6-8 

宮前小学校 保健室 戸越 4-5-10 

戸越小学校 保健室 豊町 2-1-20 

西大井創業支援センター 
西大井 1-1-2 

J タワー西大井イーストタワー2 階 

大崎中学校 保健室 西品川 3-10-6 

第三日野小学校 保健室 上大崎 1-19-19 

芳水小学校 プール付近 大崎 3-12-22 

伊藤学園 ５～７年職員玄関 大井 5-1-37 

三木小学校 職員室 西品川 3-16-28 

山中小学校 職員室 大井 3-7-19 

品川歴史館 大井 6-11-1 

大井第一小学校 保健室 大井 6-1-32 

御殿山小学校 アリーナ 北品川 5-2-6 

鈴ケ森小学校 主事室 南大井 4-16-2 

総合区民会館（きゅりあん） 2 階 東大井 5-18-1 

総合区民会館（きゅりあん） 7 階 東大井 5-18-1 

総合区民会館（きゅりあん）大ホール 東大井 5-18-1 
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浜川小学校 保健室前 南大井 4-3-27 

浅間台小学校 保健室 南品川 6-8-8 

鈴ケ森中学校 職員室 南大井 2-3-14 

浜川中学校 職員室 東大井 3-18-34 

立会小学校 体育館 東大井 4-15-9 

区民公園サッカー場前トイレ 勝島 3-2-2 

鮫浜小学校 保健室 東大井 2-10-14 

城南小学校 事務室 南品川 2-8-21 

台場小学校 保健室 東品川 1-8-30 

城南第二小学校 保健室 東品川 3-4-5 

東海中学校 職員室 東品川 3-30-15 

八潮学園 小学校玄関 八潮 5-11-2 
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資料13 防災広場（特定児童遊園）一覧（本冊 予防-57 頁） 

 

（令和５年５月１日現在） 

広場名 所在地 
整備

年度 

面積

（㎡） 

施設設備 

貯水槽 その他・施設設備 

西五反田五丁目特定児

童遊園 

西五反田５-17-

７ 
S53 288.67 ㎡ 100m3 

防災資機材倉庫、動力ポン

プ格納庫、ミニ・ポンプ格

納庫、区民消火隊格納庫、

消火器格納庫 

荏原三丁目特定児童遊

園 
荏原３-４-３ S53 328.11 ㎡ 40m3 

防災資機材倉庫、ミニ・ポ

ンプ格納庫、消火器格納

庫、固定系無線屋外スピー

カー 

西大井四丁目特定児童

遊園 
西大井４-23-12 S56 372.77 ㎡ 

５m3 

40m3 

動力ポンプ格納庫、ミニ・

ポンプ格納庫、消火器格納

庫 

戸越一丁目特定児童遊

園 
戸越１-９-６ S62 304.99 ㎡ 40m3 

ミニ・ポンプ格納庫、消火

器格納庫 

戸越五丁目特定児童遊

園 
戸越５-12-10 S57 202.57 ㎡ 100m3 

防災資機材倉庫、ミニ・ポ

ンプ格納庫、消火器格納庫 

中延一丁目特定児童遊

園 
中延１-４-16 S58 368.52 ㎡ 

５m3 

40m3 

防災資機材倉庫、ミニ・ポ

ンプ格納庫、消火器格納庫 

中延三丁目特定児童遊

園 
中延３-９-２ S59 396.31 ㎡ 100m3 

防災資機材倉庫、ミニ・ポ

ンプ格納庫、消火器格納

庫、かまどベンチ１ 

西品川一丁目特定児童

遊園 
西品川１-14-13 S63 307.98 ㎡ 40m3 

防災資機材倉庫、動力ポン

プ格納庫、ミニ・ポンプ格

納庫、区民消火隊格納庫、

消火器格納庫 

南大井四丁目特定児童

遊園 
南大井４-６-20 S60 337.60 ㎡ 40m3 

ミニ・ポンプ格納庫、消火

器格納庫 

源氏前特定児童遊園 中延６-４-８ S61 334.60 ㎡ 40m3 
防災資機材倉庫、動力ポン

プ格納庫、消火器格納庫 

南品川六丁目特定児童

遊園 

南品川６-13-３ 

６-14-１ 
S62 742.94 ㎡ 

５m3 

40m3 

防災資機材倉庫、ミニ・ポ

ンプ格納庫、消火器格納庫 

大井二丁目特定児童遊

園 
大井２-５-15 S62 545.97 ㎡ 

５m3 

100m3 

防災資機材倉庫、ミニ・ポ

ンプ格納庫、消火器格納庫 

西大井六丁目特定児童

遊園 
西大井６-５-５ S63 330.43 ㎡ 

５m3 

40m3 

防災資機材倉庫、動力ポン

プ格納庫、消火器格納庫 

旗の台一丁目特定児童

遊園 
旗の台１-８-５ S63 613.76 ㎡ 

５m3 

100m3 

防災資機材倉庫、消火器格

納庫 

マンホールトイレ５ 

西大井三丁目特定児童

遊園 
西大井３-４-14 H 元 320.93 ㎡ 

100m3 

５m3 

防災資機材倉庫、消火器格

納庫 

豊町一丁目特定児童遊

園 
豊町１-13-５ H２ 532.97 ㎡ 

５m3 

100m3 

防災資機材倉庫、動力ポン

プ格納庫、消火器格納庫、

マンホールトイレ５ 
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広場名 所在地 
整備

年度 

面積

（㎡） 

施設設備 

貯水槽 その他・施設設備 

荏原一丁目特定児童遊

園 
荏原１-25-20 H２ 375.32 ㎡ 40m3 

防災資機材倉庫、動力ポン

プ格納庫、消火器格納庫、

マンホールトイレ５ 

荏原六丁目特定児童遊

園 
荏原６-７-２ H３ 401.62 ㎡ 40m3 

防災資機材倉庫、消火器格

納庫 

マンホールトイレ５ 

豊四防災広場 豊町４-７-11 H21 125.41 ㎡ 20m3 

防災資機材倉庫、かまどス

ツール２、マンホールトイ

レ２ 

豊四中央防災広場 豊町４-17-１ H21 435.82 ㎡ 40m3 

防災資機材倉庫、動力ポン

プ格納庫、かまどスツール

２、 

マンホールトイレ２ 

本三くじら広場 
西五反田４-４-

７ 
H22 182.34 ㎡ 40m3 

防災資機材倉庫、炊き出し

くじら１、テント用柱 10、

管理倉庫、マンホールトイ

レ 10 

小山台一丁目防災広場 小山台１-７-３ H22 289.55 ㎡ 100m3 

防災資機材倉庫、かまどベ

ンチ２、収納ベンチ１、手

押しポンプ１、マンホール

トイレ１、災害用トイレ１ 

後地クマさん広場 
小山２-４-13 

      -14 
H22 635.34 ㎡ 100m3 

かまどスツール３、収納ベ

ンチ１、手押しポンプ１、

マンホールトイレ３ 

上蛇広場 二葉４-３-10 H22 206.44 ㎡ ― 
かまどベンチ１、管理倉

庫、マンホールトイレ３ 

東中みんなの広場 東中延１-２-８ H28 317.22 ㎡ 40m3 
かまどベンチ２、管理倉

庫、マンホールトイレ３ 

中二さくらひろば 中延２-９-18 H22 179.19 ㎡ 60m3 
かまどベンチ１、管理倉

庫、マンホールトイレ２ 

ゆたか防災広場 豊町６-11-１ H22 
1,536.19

㎡ 
100m3 

管理倉庫、マンホールトイ

レ５ 

中三いこいの広場 中延３-７-20 H23 415.53 ㎡ 60m3 
かまどベンチ３、管理倉

庫、マンホールトイレ３ 

カメさん広場 戸越２-６-20 H23 151.13 ㎡ 40m3 

かまどベンチ２、ポンプ格

納庫１、マンホールトイレ

３ 

ひのみ広場 戸越５-20-15 H23 121.54 ㎡ 40m3 

かまどスツール３、手押し

ポンプ１、マンホールトイ

レ３ 

かやの木の広場 豊町１-17-２ H23 240.84 ㎡ 40m3 
かまどベンチ１、管理倉

庫、トイレスツール３ 

中延みちしるべ防災広

場 
中延５-12-11 H24 724.51 ㎡ 100m3 

管理倉庫、かまどベンチ

２、マンホールトイレ３、

かまどスツール３ 
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広場名 所在地 
整備

年度 

面積

（㎡） 

施設設備 

貯水槽 その他・施設設備 

二葉中央のんき通り広

場 
二葉３-17-14 H24 262.08 ㎡ 100m3 

管理倉庫、かまどベンチ

２、マンホールトイレ３ 

ほうさん広場 豊町３-４-２ H25 292.33 ㎡ 
100m3 

×２基 

かまどベンチ２、手押しポ

ンプ１、トイレスツール

２、ソーラー照明灯１ 

宮前花広場 戸越４-９-19 H25 279.96 ㎡ 60m3 

かまどスツール２、マンホ

ールトイレ２、ソーラー照

明灯１ 

西大井六丁目ふれあい

広場 
西大井６-３-１ H25 

1,215.01

㎡ 
100m3 

かまどベンチ４、マンホー

ルトイレ４ 

サンサン防災広場 豊町２-５-16 H26 128.93 ㎡ 40m3 

かまどスツール２、マンホ

ールトイレ２、ソーラー照

明灯１ 

ゆたかしいのきひろば 豊町４-３-20 H27 765.90 ㎡ 100m3 

管理倉庫、かまどベンチ

３、マンホールトイレ４、

ソーラー照明灯１ 

二葉三防災広場 二葉３-11-15 H30 188.35 ㎡ 40m3 
かまどベンチ２、マンホー

ルトイレ５ 

ぞう３広場 戸越３-７-４ R4 125.47 ㎡  

かまどベンチ１、かまど

スツール１、マンホール

トイレ２ 
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資料14 防災広場（防災課所管）一覧（本冊 予防-57 頁） 

 

（令和５年１月１日現在） 

広場名 所在地 
整備

年度 

面積 

（㎡） 

施 設 設 備 

貯水槽 その他・施設設備 

大井７丁目防災資機材置

場 
大井７-３-６ S54 54.00 ㎡ 100ｍ３ 

資機材置場、ベンチ、ごみかご、街

灯、水飲場、ゴミ置場 

東大井２丁目防災活動広

場 
東大井２-930 H4 338.00 ㎡ 40ｍ３  
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資料15 公園（40ｔ以上の貯水槽を設置）一覧（本冊 予防-57 頁） 

（令和５年５月１日現在） 

広場名 所在地 
整備

年度 
面積（㎡） 

施設設備 

貯水槽 その他・施設設備 

戸越公園 豊町２-１-30 S９ 18,255.00 ㎡ 200m3 
災害対策用応急給水槽 1500ｍ

３ 

聖蹟公園 北品川２-７-21 S13 2,359.05 ㎡ 
５m3 

40m3 
固定系無線屋外スピーカー 

平塚公園 荏原４-５-２ S14 717.46 ㎡ 40m3  

荏原南公園 荏原６-16-４ S17 3,327.43 ㎡ 100m3 固定系無線屋外スピーカー 

大井海岸公園 南大井３-27-５ S24 1,180.06 ㎡ 40m3  

大井水神公園 

南大井５-16-１ 

      ６-14-２ 

      ６-15-２ 

S27 12,856.46 ㎡ 

５m3 

40m3 

×３基 

固定系無線屋外スピーカー 

天王洲公園 
東品川２-５-42 

      ２-６-23 
S28 30,042.23 ㎡ 100m3  

小山台公園 小山台２-２-１ S30 4,273.89 ㎡ 100m3 固定系無線屋外スピーカー 

鈴ケ森公園 南大井４-18-14 S34 3,068.68 ㎡ 40m3  

鮫洲運動公園 東大井１-４-11 S39 14,190.66 ㎡ 
100m3 

×２基 
固定系無線屋外スピーカー 

大井公園 
東大井４-８-４ 

      ４-３-18 
S40 9,074.84 ㎡ 

40m3 

40m3 
固定系無線屋外スピーカー 

東大井公園 東大井３-４-４ S41 4,680.00 ㎡ 100m3 固定系無線屋外スピーカー 

大井中央公園 大井１-46-８ S41 1,650.11 ㎡ 
５m3 

40m3 
固定系無線屋外スピーカー 

大井坂下公園 南大井６-23-11 S43 2,329.37 ㎡ 40m3 固定系無線屋外スピーカー 

北品川公園 北品川２-12-５ S43 526.11 ㎡ 40m3  

子供の森公園 北品川３-10-13 S44 7,606.77 ㎡ 100m3 固定系無線屋外スピーカー 

新浜川公園 東大井２-26-18 S44 1,305.57 ㎡ 40m3  

わかくさ公園 勝島１-６-１ S45 1,238.26 ㎡ 40m3  

希望ケ丘公園 上大崎３-10-25 S45 635.41 ㎡ 40m3 固定系無線屋外スピーカー 

戸越台公園 戸越１-７-17 S46 461.57 ㎡ 40m3 仮設便槽 

横丁公園 南品川５-４-９ S47 681.78 ㎡ 40m3  

小山台東公園 小山台１-26-12 S47 630.30 ㎡ 
５m3 

40m3 
固定系無線屋外スピーカー 

二日市公園 南品川６-７-15 S47 2,137.79 ㎡ 40m3 固定系無線屋外スピーカー 

原っぱ公園 西大井６-１-14 S47 2,310.00 ㎡ 40m3  

中原公園 小山１-４-４ S47 419.71 ㎡ 
５m3 

40m3 
 

東中延公園 東中延２-10-２ S48 583.50 ㎡ 40m3 固定系無線屋外スピーカー 

中原東公園 荏原１-21-９ S48 348.05 ㎡ 40m3 固定系無線屋外スピーカー 

浜川公園 南大井４-８-22 S48 4,388.37 ㎡ 
５m3 

100m3 
 

滝王子公園 大井５-19-５ S48 981.78 ㎡ 40m3 固定系無線屋外スピーカー 

洲崎公園 東品川１-36-15 S48 1,264.60 ㎡ 40m3 固定系無線屋外スピーカー 

西八丁公園 西五反田８-11-４ S49 521.78 ㎡ 100m3 固定系無線屋外スピーカー 

出石公園 西大井３-16-27 S49 1,179.20 ㎡ 40m3 固定系無線屋外スピーカー 
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広場名 所在地 
整備

年度 
面積（㎡） 

施設設備 

貯水槽 その他・施設設備 

荏原町公園 中延５-14-５ S50 897.14 ㎡ 100m3 固定系無線屋外スピーカー 

西の森公園 西大井４-２-１ S51 368.66 ㎡ 40m3  

西霧ヶ谷公園 西五反田５-28-16 S51 3,328.00 ㎡ 
５m3 

100m3 

防災資機材倉庫２、動力ポン

プ格納庫、かまどスツール

４、かまどベンチ１、仮設ト

イレ８ 

北浜公園 北品川２-28-12 S53 1,795.37 ㎡ 40m3  

大原公園 戸越６-14-１ S53 407.28 ㎡ 100m3  

鎗ケ崎公園 西品川３-12-２ S54 360.58 ㎡ 40m3  

豊町公園 豊町６-16-３ H28 1,063.29 ㎡ 40m3  

後地公園 小山２-９-16 S54 280.31 ㎡ 100m3  

西大井広場公園 
西大井１-４-10 

二葉２-19-７ 
S54 13,456.69 ㎡ 100m3 固定系無線屋外スピーカー 

西品川公園 西品川１-８-７ S54 2,230.75 ㎡ 100m3  

京陽公園 平塚２-12-３ S54 1,441.41 ㎡ 40m3  

仙台坂公園 南品川５-16-１ S55 315.28 ㎡ 40m3  

二葉公園 二葉４-13-５ 
・S57 

・H23 
1836.78 ㎡ 

40m3 

100m3 
 

源氏前公園 中延６-４-15 S60 1,072.15 ㎡ 100m3  

しおじ公園 
八潮５-８-１ 

    ５-６-９ 
S61 10,233.14 ㎡ ― 

災害対策用応急給水槽 1500ｍ

３ 

かむろ坂公園 西五反田４-28-９ S63 1,139.99 ㎡ 40m3 固定系無線屋外スピーカー 

南品川広場公園 南品川５-10-27 H 元 501.51 ㎡ 40m3  

西品川おさんぽ

公園 
西品川３-９-24 

H 元 

H23 
876.64 ㎡ 40m3  

大井鹿島公園 大井６-８-２ H３ 913.03 ㎡ 100m3  

谷垂公園 西大井６-13-10 H４ 566.86 ㎡ 100m3  

江戸見坂公園 小山６-23-８ H５ 725.95 ㎡ 
５m3 

40m3 
 

旗の台広場公園 旗の台３-１-５ H６ 1,652.90 ㎡ 
５m3 

40m3 
 

あさひ公園 小山２-17-27 H６ 1,236.05 ㎡ 
５m3 

100m3 
 

八潮北公園 八潮１-３-１ H10 22,237.00 ㎡ 40m3 固定系無線屋外スピーカー 

二鳳公園 豊町４-19-20 H11 201.61 ㎡ 100m3  

しながわ中央公

園 

西品川１-27-14 

      １-28-25 

      １-20-13 

H15 

H28 
28,696.24 ㎡ 

40m3 

×2 基

100m3 

×2 基 

 

 

弁天通り公園 中延５-３-８ H16 663.78 ㎡ 100m3 かまどスツール２ 

庚申公園 中延５-13-17 H16 492.46 ㎡ 100m3  

ゆたか南公園 豊町６-29-２ H21 279.68 ㎡ 60m3 
防災資機材倉庫、かまどベン

チ３、マンホールトイレ５ 

旗六公園 旗の台 6-5-15 R４ 742.00 ㎡ 40m3 

防災資機材倉庫、かまどベン

チ、マンホールトイレ、防災

井戸 
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資料16 児童遊園（40ｔ以上の貯水槽を設置）一覧（本冊 予防-57 頁） 

（令和５年４月１日現在） 

児童遊園名 所在地 
整備 

年度 

面積（㎡） 施 設 設 備 

貯水槽 貯水槽 

戸越児童遊園 戸越３-９-20 S25 318 ㎡ 40ｍ３ 固定系無線屋外スピーカー 

鹿島庚塚児童遊
園 

大井７-29-11 S26 2,707 ㎡ 
５ｍ３ 

40ｍ３ 
固定系無線屋外スピーカー 

富士見ケ丘児童
遊園 

西大井５-７-３ S26 1,377 ㎡ 40ｍ３  

上神明児童遊園 
二葉４-３-15 
    ４-26-11 

S37 1,285.98 ㎡ 
５ｍ３ 
60ｍ３ 

 

むつみ児童遊園 南品川５-２-17 S37 298 ㎡ 40ｍ３  

関ケ原児童遊園 南大井５-２-15 S38 238.56 ㎡ 40ｍ３  

南品川二丁目児
童遊園 

南品川２-11-５ S40 372 ㎡ 40ｍ３  

豊町５丁目児童
遊園 

豊町５-14-３ S44 280 ㎡ 
５ｍ３ 

40ｍ３ 
固定系無線屋外スピーカー 

小山五丁目児童
遊園 

小山５-13-４ S50 317 ㎡ 40ｍ３  

伊藤児童遊園 西大井６-17-９ S57 225 ㎡ 40ｍ３  

大崎５丁目児童
遊園 

大崎５-８-５ S58 97 ㎡ 100ｍ３  

大崎五丁目遊園 大崎５-２-２ H４ 1,708 ㎡ 100ｍ３  

わかば児童遊園 戸越１-29-21 H６ 2,256 ㎡ 
５ｍ３ 

100ｍ３ 
 

みなみ児童遊園 
南大井１-12-９ 
       １-13-８ 

H８ 4,966 ㎡ 
40ｍ３ 

×２基 
 

戸越二丁目広場 戸越２-１-８ H11 800.62 ㎡ 100ｍ３  

荏原一丁目ふれ
あい広場 

荏原１-２-12 H12 181.40 ㎡ 40ｍ３  

わくわく広場 荏原１-４-13 H13 436.78 ㎡ 100ｍ３  

にしよん広場 西五反田４-10-６ H14 346.00 ㎡ 40ｍ３ かまどスツール２ 

旗の台東広場 旗の台４-12-26 H15 224.15 ㎡ 40ｍ３ かまどスツール２ 

ひらさん広場 平塚３-９-１ H25 6,754.83 ㎡ 100ｍ３  
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資料17 急傾斜地崩壊危険箇所一覧（本冊 予防-67 頁） 

番号 箇所番号 所在地 番号 箇所番号 所在地 

261 109B1-023 北品川 3-6 249 109B1-011 上大崎 3-14 

262 109B1-024 北品川 3-7 250 109B1-012 上大崎 3-14 

260 109B1-022 北品川 3-9 251 109B1-013 上大崎 4-5 

235 109A1-002 北品川 4-9 252 109B1-014 上大崎 4-6 

259 109B1-021 北品川 5-9 258 109B1-020 大崎 3-12 

236 109A1-003 東五反田 1-2 257 109B1-019 大崎 4-2 

253 109B1-015 東五反田 3-7 263 109B1-025 南品川 6-7 

254 109B1-016 東五反田 3-16 241 109B1-003 南品川 6-8 

234 109A1-001 東五反田 5-9 264 109B1-026 南品川 6-8 

238 109A1-005 東五反田 5-20 265 109B1-027 西品川 3-20 

240 109B1-002 西五反田 3-3 270 109B1-032 東大井 3-5 

255 109B1-017 西五反田 6-5 273 109B1-035 大井 4-11 

256 109B1-018 西五反田 8-10 268 109B1-030 西大井 4-11 

245 109B1-007 上大崎 1-3 269 109B1-031 西大井 6-1 

244 109B1-006 上大崎 1-5 267 109B1-029 平塚 1-3 

246 109B1-008 上大崎 1-19 271 109B1-033 平塚 1-10 

243 109B1-005 上大崎 2-2 276 109B2-002 平塚 2-7 

237 109A1-004 上大崎 3-10 266 109B1-028 平塚 2-20 

274 109B1-036 上大崎 3-10 272 109B1-034 旗の台 3-13 

239 109B1-001 上大崎 3-11 275 109B2-001 旗の台 5-7 

247 109B1-009 上大崎 3-10 242 109B1-004 八潮 5-9 

248 109B1-010 上大崎 3-12 （計 43 ヶ所） 

 

 

資料18 警戒区域（本冊 予防-67 頁） 

北品川３－７の一部、北品川４－９の一部、北品川５－１１の一部、 

東五反田３－１６の一部、上大崎１－５の一部、上大崎３－１０の一部 

※平成 26 年 10 月 10 日現在の選定 
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資料19 土砂災害警戒区域一覧（本冊 予防-67 頁） 

区域番号 所在地 区域番号 所在地 

109001-K001 上大崎一丁目 109001-K026 東五反田三丁目 

109001-K002 上大崎一丁目 109001-K027 東五反田三丁目 

109001-K003 上大崎一丁目 109001-K028 東五反田五丁目 

109001-K004 上大崎一丁目 109001-K029 東五反田五丁目 

109001-K005 上大崎一丁目 109001-K030 北品川六丁目 

109001-K006 上大崎一丁目 109001-K031 北品川六丁目 

109001-K007 上大崎三丁目 109001-K032 北品川五丁目 

109001-K008 上大崎三丁目 109001-K033 北品川三丁目 

109001-K009 上大崎三丁目 109001-K034 北品川三丁目 

109001-K010 上大崎三丁目 109001-K035 北品川三丁目 

109001-K011 上大崎四丁目 109001-K036 北品川三丁目 

109001-K012 上大崎四丁目 109001-K037 北品川三丁目 

109001-K013 西五反田三丁目 109001-K038 南品川六丁目 

109001-K014 西五反田八丁目 109001-K039 東大井四丁目 

109001-K015 東五反田四丁目 109001-K040 東大井四丁目 

109001-K016 東五反田四丁目 109001-K041 東大井四丁目 

109001-K017 東五反田五丁目 109001-K042 東大井三丁目 

109001-K018 東五反田五丁目 109001-K043 東大井三丁目 

109001-K019 東五反田五丁目 109001-K044 東大井三丁目 

109001-K020 東五反田五丁目 109001-K045 東大井三丁目 

109001-K021 東五反田一丁目 109001-K046 八潮五丁目 

109001-K022 東五反田一丁目 109001-K047 上大崎三丁目 

109001-K023 東五反田一丁目 109001-K048 東五反田四丁目 

109001-K024 東五反田三丁目 109001-K049 北品川六丁目 

109001-K025 東五反田三丁目 109001-K050 北品川五丁目 

（計 50 所） 
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資料20 防災まちづくりに関する事業一覧（本冊 予防-68 頁） 

地区名 対象地区 実施内容 事業期間 

防災生活圏促進事業 

荏原北・西五反田地区、 

小山台１・２丁目、 

小山３丁目、 

荏原１・２丁目 

西五反田４・５・６丁目他 

・広域避難場

所の入口整

備 

・避難経路の

拡幅整備 

・防災広場用

地取得およ

び広場整備 

平成 10 年度～令和３年度 

戸越・豊町地区 
豊町１・２・３丁目の一部 

戸越２・３・４・５丁目 
平成 18 年度～令和８年３月 

都市防災不燃化促進事業 

補助 29 号線地区 大崎３丁目の一部 

・不燃化建築

助成 

平成 28 年度～令和８年３月 

補助 29 号線その２地区 

西品川３・４丁目の一部 

戸越１・２・４丁目の一部 

豊町６丁目、二葉３・４丁

目の一部 

西大井５・６丁目の一部 

平成 28 年度～令和９年３月 

補助 29 号線その３地区 
戸越５丁目の一部 

西大井２・４丁目の一部 

平成 30 年度～令和 10 年３

月 

補助 29 号線その４地区 戸越６丁目の一部 
平成 31 年度～令和 11 年３

月 

補助 28 号線地区 大井３・４・５丁目の一部 平成 28 年度～令和９年３月 

林試の森公園周辺地区 
小山台１・２丁目の一部 

西五反田４丁目の一部 
昭和 62 年度～平成 12 年度 

補助 26 号線地区 

小山台３・４丁目、荏原

３・４丁目の一部 

西中延１丁目、中延１丁目

の一部 

東中延１丁目、平塚１・３

丁目の一部 

戸越３・４・５丁目の一部 

平成 10 年度～平成 18 年度 

補助 46 号線品川地区 

西五反田４丁目の一部 

小山台１丁目の一部 

小山３丁目の一部 

平成 15 年度～平成 24 年度 

戸越公園一帯周辺地区 
戸越２・４・５丁目の一部 

豊町１・２・３丁目の一部 
平成 18 年度～令和８年３月 

補助 26 号線その２地区 

西品川１丁目の一部 

二葉１丁目の一部 

豊町２・３丁目の一部 

平成 18 年度～令和８年３月 

滝王子通り地区 
西大井１・２丁目の一部 

大井５丁目の一部 
平成 21 年度～令和６年３月 

放射２号線地区 
荏原１・２丁目の一部 

西五反田５・６丁目の一部 
令和３年度～令和８年３月 
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資料21 消火器設置状況（本冊 予防-86 頁） 

種別 

設置者 
粉末 強化液 機械泡 合計 

区 1,872 本 1,515 本 24 本 3,411 本 

事業主 1,551 本  1,552 本 3,103 本 

計 3,423 本 1,515 本 1,576 本 6,514 本 

 

 

資料22 防災貯水槽設置数（本冊 予防-89 頁） 

区分 設置数 
消防署管内別 

品川 大井 荏原 

５ｔ 144 47 41 56 

40ｔ未満 436 121 118 125 

40ｔ以上 946 414 274 266 

100ｔ以上 482 272 122 98 

合計 2,008 854 555 545 

 

 

資料23 消防職員および消防車両の配備状況（本冊 予防-91 頁） 

（令和５年 10 月１日現在） 

 消防職員 ポンプ車 救急車 化学車 はしご車 
指揮車 

その他 

品川消防署 238 人 9 台 ４台 １台 １台 ７台 

大井消防署 183 人 ７台 ５台 ０台 １台 ７台 

荏原消防署 200 人 ８台 ４台 ０台 １台 ６台 

計 621 人 24 台 13 台 １台 ３台 20 台 

 

 

資料24 消防団員および装備（本冊 予防-92 頁） 

（令和５年 10 月 1 日現在） 

 消防団員 可搬ポンプ 可搬ポンプ積載車 

品川消防団 237 人 12 台 5 台 

大井消防団 167 人 9 台 4 台 

荏原消防団 211 人 15 台 5 台 

計 615 人 36 台 14 台 
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資料25 区管理の橋梁（本冊 予防-97 頁） 

特別区道橋（その１） 

（令和５年４月現在） 

鋼  橋  33 橋 

橋名 
箇所 

橋名 
箇所 

路線名 位置 路線名 位置 

亀の甲橋 目黒川 
西五反田 3-6 

〃  3-11 
昭和橋 立会川 

東大井 3-29 

南大井 4-2 

市場橋 〃 
西五反田 3-6 

〃   3-10 
立会川鉄橋 〃 

東大井 2-23 

南大井 1-3 

山本橋 〃 
東五反田 2-9

大  崎  1-2 
かもめ橋 京浜運河 

勝島 1-4 

八潮 5-5 

御成橋 〃 
東五反田 2-14 

大  崎  1-5 
勝島橋 〃 

勝 島 1-5 

八 潮 4-2 

鈴懸歩道橋 〃 
東五反田 2-15 

大  崎  1-5 
白金桟道橋 JR 山手線 

上大崎 2-19 

 〃  2-11 

小関橋 〃 
北品川 5-6 

大 崎 1-8 
O 歩道橋 都道 

大 崎 1-6 

 〃 1-21 

森永橋 〃 
北品川 5-8 

大 崎 1-13 
夢さん橋 

JR 山手線・

りんかい線

都道・区道 

大 崎 2-1 

 〃 1-21 

三嶽橋 〃 
北品川 4-11 

広  町 1-2 

大井町駅東口 

ペデストリア

ンデッキ 

区道 
東大井 5-16 

 〃 5-16 

要津橋 〃 
北品川 3-10 

南品川 4-2 
大井鹿島橋 〃 

大  井 6-15 

〃  6-16 

品川橋 〃 
北品川 2-30 

南品川 1-4 

大森駅 

歩道橋 

JR 東海道線 

JR 京浜東北

線 

南大井 6-15 

大田区大森北

1-1 

新品川橋 〃 
東品川 1-35 

〃 3-1 
谷山橋 

東急電鉄 

池上線 

西五反田 8-6 

大 崎 4-12 

洲崎橋 〃 
東品川 1-35 

〃 3-1 
ふれあい橋 〃 

西中延 3-10 

〃  3-12 

アイル橋 
天王洲南運

河 

東品川 2-6 

〃  3-9 

スカイウォー

ク１号 
都道 

東品川 2-2 

〃  2-5 

アイル小橋 天王洲公園 
東品川 2-6 

〃  3-9 

スカイウォー

ク２号 
区道 

東品川 2-5 

〃  2-4 

東品川橋 
天王洲 

南運河 

東品川 2-6 

〃  3-32 

スカイウォー

ク３号 
〃 

東品川 2-1 

〃  2-2 

北品川橋 旧目黒川 
北品川 1-21 

東品川 1-7 

目黒川 

デッキ 
目黒川 

北品川 5-6 

大 崎 1-6 

桜橋 立会川 
東大井 6-16 

南大井 4-1 
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特別区道橋（その２） 

（令和５年４月現在） 

 コンクリート橋 ８橋            ＰＣ橋  ７橋 

橋名 
箇所 

橋名 
箇所 

路線名 位置 路線名 位置 

月見橋 立会川 
東大井 6-17 

 〃  6-15 
本村橋 目黒川 

西五反田 2-20 

〃   2-22 

弁天橋 〃 
東大井 2-24 

南大井 1-4 
荏川橋 〃 

北品川 2-31 

南品川 1-2 

浜川橋 〃 
東大井 2-28 

南大井 1-5 
篠谷跨線橋 JR 横須賀線 

西大井 5-14 

〃   4-7 

原跨線橋 
JR 横須賀

線 

西大井 5-12 

〃   2-7 
太鼓橋 

東急電鉄 

池上線 

平 塚 2-17 

〃  1-10 

金子跨線橋 〃 
西大井 5-15 

〃  4-8 
京陽橋 〃 

平 塚 2-20 

〃  1-16 

新桐ヶ谷橋 
東急電鉄 

池上線 

平 塚 2-4 

〃  1-1 
二中橋 〃 

平 塚 3-10 

〃  1-17 

中延橋 〃 
中 延 1-6 

東中延 1-8 

旗の台一の

橋 
〃 

旗の台 5-19 

〃  5-21 

旗の台二の橋 〃 

旗の台 5-20 

大田区上池台

1-3 

   

 

 

 その他（混合・プレビーム橋） １橋 

橋名 
箇所 

路線名 位置 

御殿山橋 

JR 東海道新幹線 

・横須賀線・山手

線・京浜東北線 

北品川 4-7 

〃   3-5 

 



 

83 

特別区道橋（その３） 

（令和５年４月現在） 

横断歩道橋  18 橋 

橋名 
箇所 

橋名 
箇所 

路線名 位置 路線名 位置 

かもめ歩道橋 区道 
八 潮 5-5 

〃 5-10 

勝島 

歩道橋 
区道 

勝 島 1-5 

〃 2-2 

東八つ山歩道橋 〃 
北品川 1-6 

〃  1-15 

勝島東 

歩道橋 
〃 

勝 島 1-6 

〃 2-2 

八つ山歩道橋 〃 
北品川 1-5 

〃  1-7 

勝島西 

歩道橋 
〃 

勝 島 1-8 

〃 2-1 

台場歩道橋 〃 
北品川 1-30 

東品川 1-29 

ふれあい 

K 字橋 
目黒川 

西五反田 1-10 

大  崎 5-1 

城南第二歩道橋 〃 
東品川 3-4 

〃  3-14 

要津 

歩道橋 
〃 

北品川 3-10 

南品川 4-2 

大井町歩道橋 

JR 東海道線 

JR 京浜東北

線 

大 井 1-50 

東大井 5-21 

天王洲 

ふれあい橋 
天王洲運河 

港区港南 4-5 

東 品 川 2-2 

広町歩道橋 区道 
西品川 1-20 

広 町 2-1 

しおじ公園 

歩道橋 
区道 

八 潮 5-6 

〃 5-7 

百反歩道橋 
JR 山手線 

りんかい線 

大 崎 1-21 

西品川 3-21 

大崎駅取付け 

デッキ 
〃 

大 崎 1-4 

 〃 1-4 

西五反田歩道橋 
東急電鉄 

目黒線 

西五反田 4-27 

〃    5-25 

不動前 

歩道橋 

東急電鉄 

目黒線 

西五反田 4-28 

〃    4-13 
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資料26 東京国道事務所品川出張所管理橋梁（本冊 予防-98 頁） 

（令和４年３月現在） 

橋 

番号 路線名 橋梁名 所在地 交差物 

１ １ 袖ケ崎橋 東五反田 4 丁目 道路 

２ １ 五反田大橋 西五反田 1 丁目 河川 

３ １ 桐ケ谷跨線 戸越１丁目 鉄道 

４ 15 八ツ山橋 北品川 4 丁目 鉄道 

５ 15 御殿山橋 北品川 4 丁目 道路 

６ 15 新八ツ山橋 北品川 4 丁目 鉄道 

７ 15 東海橋 北品川 2 丁目 河川 

８ 15 立会川橋 東大井 3 丁目 河川 

９ 357 大井北 2 号橋 八潮 3 丁目 道路 

10 357 大井北 1 号橋 八潮 3 丁目 道路 

11 357BP 八潮橋 東大井 1 丁目 道路・河川・鉄道 

12 357BP 昭和橋 東品川１丁目 河川 

13 357 大井立体橋（海側） 八潮 3 丁目 道路 

 

横断歩道橋 

番号 路線名 橋梁名 所在地 

１ １ 西五反田歩道橋 西五反田８丁目８ 

２ １ 中原口歩道橋 西五反田８丁目 10 

３ １ 戸越三丁目歩道橋 戸越３丁目５ 

４ １ 戸越六丁目歩道橋 戸越６丁目 13 

５ １ 中延駅前歩道橋 豊町６丁目 25 

６ 15 北品川歩道橋 北品川３丁目３ 

７ 15 南品川歩道橋 南品川 4 丁目 19 

８ 15 青物横丁歩道橋 南品川５丁目６ 

９ 15 東大井歩道橋 東大井４丁目６ 

10 15 立会川歩道橋 南大井４丁目５ 

11 15 南大井歩道橋 南大井４丁目 17-８ 

12 15 鈴ヶ森歩道橋 南大井３丁目３ 

13 357BP 八潮橋（螺旋階段部） 東大井１丁目 

14 357BP 昭和歩道橋 東品川３丁目 12 

15 357BP 東品川歩道橋 東品川１丁目 39 

16 357BP 新東海橋歩道橋 東品川１丁目３ 
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資料27 都第二建設事務所管理橋梁（本冊 予防-98 頁） 

都第二建設事務所管理橋梁（その１） 

（令和４年４月１日現在） 

番号 橋名 
箇所 

桁下 位置 

1 居木橋 目黒川 
北品川４ 
大崎１ 

2 大井埠頭橋 京浜運河・区道 
東品川３ 
東品川４ 

3 大井北部陸橋 京浜運河 
八潮１ 
東品川３ 

4 大井町跨線橋 JR 東日本 
東大井５ 
大井１ 

5 大井陸橋 JR 東日本・区道 
東大井５ 
大井４ 

6 大崎橋 目黒川 西五反田１ 

7 大崎陸橋 JR 東日本・区道 
大崎１ 
大崎５ 

8 上大崎新橋 JR 東日本 上大崎２ 
9 上大崎橋 JR 東日本 上大崎３～上大崎２ 

10 鮫洲橋 勝島運河 
東大井１ 
勝島１ 

11 品川埠頭橋（北側） 京浜運河 
東品川２ 
東品川５ 

12 品川埠頭橋（南側） 京浜運河 
東品川２ 
東品川５ 

13 新御殿山橋 都道 北品川４ 

14 新東海橋 
竹芝運河 
天王洲運河 

東品川２ 
東品川１ 

15 
若潮橋（架替え事業
中） 

京浜運河 
東品川５ 
八潮１ 

コンクリート橋 

番号 橋名 
箇所 

桁下 位置 

1 荏原新橋 立会川 
旗の台２ 
旗の台１ 

PC 橋 

番号 橋名 
箇所 

桁下 位置 

1 谷山橋 目黒川 
西五反田３ 
西五反田２ 

その他（混合） 

番号 橋名 
箇所 

桁下 位置 

1 勝平橋（上り） 京浜運河 
勝島２ 
平和島１ 

2 勝平橋（下り） 京浜運河・区道 
勝島２ 
平和島１ 

鋼橋 
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都第二建設事務所管理橋梁（その２） 

（令和４年４月１日現在） 

横断歩道橋 

番号 橋名 
箇所 

桁下 位置 

1 大井第一歩道橋 池上通り 
大井６－１ 
大井５－10 

2 倉田歩道橋 池上通り 
大井４－７ 
大井４－１ 

3 五反田歩道橋 山手通り 
東五反田２－１ 
東五反田１－26 

4 清水台歩道橋 中原街道 
旗の台２－９ 
旗の台６－22 

5 城南歩道橋 山手通り 
北品川３－10 
北品川３－９ 

6 中原歩道橋 中原街道 
平塚２－６ 
荏原１－22 

7 平塚第一歩道橋 中原街道 
平塚３－16 
荏原４－４ 

8 三岳歩道橋 山手通り 北品川４－11 

9 大井北埠頭歩道橋 日本橋芝浦大森 八潮１－３ 
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資料28 浸水対策箇所図（本冊 予防-107 頁 243 頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号 施設名等 施行年度 番号 施設名等 施行年度 

① 
目黒川雨水バイパス

管第１ルート 
S62～S63 ⑧ 

西品川公園雨水調整池 

2,400t 
H13～H14 

② 
目黒川雨水バイパス

管第２ルート 
S63～H 3 

 
⑨ 

戸越幹線貯留管（上流

部）1,100t 
H15～H17 

③ 
目黒川雨水バイパス

管第３ルート 
H 3～H10 

 
⑩ 

戸越幹線貯留管（中流

部）6,000t 
H19～H22 

④ 
目黒川左岸調整池 

6,175t 
H 3～H10 

 
⑪ 

浜川雨水排水管 
H24～H29 

⑤ 
東品川幹線関連雨水

管 
H 7～H11 

 
⑫ 

勝島運河雨水貯留施設 
H24～H28 

⑥ 
目黒川右岸雨水バイ

パス管 
H12～H16 

 
⑬ 

月見橋の家・総務部分室

仮移転施設 
H24～H30 

⑦ 
目黒川右岸低地部排

水施設 
H16～H21 

 
⑭ 

第二戸越幹線 
H29～ 

 

品川区における主な下水道と雨水の貯留施設 
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資料29 区内緊急道路啓開網および備蓄倉庫位置図（本編 予防-109 頁 応急-49 頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他：城南交易運輸倉庫 大田区平和島 5-5-15 330 ㎡ 
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資料30 文化財の区分（本冊 予防-123 頁） 

 

 

区分 総数 内訳 

品川区指定文化財 143 

建造物３、絵画８、彫刻 23、工芸品４、書籍３、典籍２、 

古文書 16、考古資料２、歴史資料６、有形民俗 29、 

無形民俗３、史跡 25、天然記念物 19 

国指定文化財 21 
建造物２、工芸品３、絵画７、書籍・典籍３、史跡３、 

天然記念物・史跡１、無形民俗１、重要無形１ 

国登録文化財 ５ 建造物５ 

都指定文化財 23 
建造物１、工芸品１、絵画６、彫刻１、典籍１、古文書７、 

民俗芸能１、史跡１、旧跡４ 
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資料31 時間外配備態勢動員対象地域（本冊 予防-130 頁） 

 

（夜間休日等勤務時間外） 

参集場所 所属・居住による指定 

防災センター ※課長級以上の職員（品川区清掃事務所、品川・大井・荏

原保健センターの課長職以上の職員を除く。） 

防災課、施設整備課、広報広聴課、情報推進課、総務課、

人事課、経理課、会計管理室、地域活動課、戸籍住民課、

健康課、国保医療年金課、建築課、庶務課の職員 

※災害対策職員待機寮入寮者 

 

品川第一地域センター 

御殿山小学校 

台場小学校 

品川学園 

品川第一地域センターの職員 

品川区 
北品川 1～6 丁目、東品川 1～2、5 丁目 

 

港区 

白金 1～6 丁目、南麻布 1～5 丁目 

西麻布 1～4 丁目、元麻布 1～3 丁目 

東麻布 1～3 丁目、麻布台 1～3 丁目 

麻布十番 1～4 丁目、麻布狸穴町 

麻布永坂町、麻布飯倉町 

海岸 1～3 丁目、芝浦 1～4 丁目 

芝 1～5 丁目、芝大門 1～2 丁目 

芝公園 1～4 丁目、南青山 5～7 丁目 

三田 1～5 丁目、虎ノ門 5 丁目 

六本木 3、5～7 丁目 

浜松町 1～2 丁目、高輪 1～4 丁目 

白金台 1～5 丁目、港南 1～5 丁目 

 

品川第二地域センター 

城南小学校 

浅間台小学校 

城南第二小学校 

東海中学校 

品川第二地域センターの職員 

品川区 

南品川 1～6 丁目、東品川 3～4 丁目 

広町 1 丁目 

 

大崎第一地域センター 

第一日野小学校 

第三日野小学校 

第四日野小学校 

日野学園 

大崎第一地域センターの職員 

品川区 

上大崎 1～4 丁目、東五反田 1～5 丁目 

西五反田 1～8 丁目 

 

渋谷区 

広尾 1～5 丁目、渋谷 2～4 丁目 

恵比寿西 1～2 丁目、東 1～4 丁目 

恵比寿南 1 丁目、桜丘町 

恵比寿 1～4 丁目、鶯谷町、鉢山町 

南平台、猿楽町、代官山町 

 

目黒区 

上目黒 1～5 丁目、目黒 1～4 丁目 

中目黒 1～5 丁目、三田 1～2 丁目 

下目黒 1～6 丁目、東山 1～3 丁目 

青葉台 1～3 丁目 

 

大崎第二地域センター 大崎第二地域センターの職員 
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参集場所 所属・居住による指定 

芳水小学校 

三木小学校 

大崎中学校 

品川区 
大崎 1～5 丁目、西品川 1～3 丁目 

 

大田区 

北馬込 1～2 丁目、東馬込 1～2 丁目 

中馬込 1～3 丁目、上池台 1～5 丁目 

山王 1～4 丁目 

 

大井第一地域センター 

立会小学校 

鮫浜小学校 

浜川小学校 

鈴ケ森小学校 

浜川中学校 

鈴ケ森中学校 

大井第一地域センターの職員 

品川区 

東大井 1～6 丁目、南大井 1～6 丁目 

勝島 1～3 丁目 

 

大田区 

平和島 1～6 丁目、昭和島 1～2 丁目 

城南島 1～6 丁目、京浜島 1～3 丁目 

大森東 1～5 丁目、大森南 1～5 丁目 

大森本町 1～2 丁目、東海 1～6 丁目 

東糀谷 1～6 丁目 

 

大井第二地域センター 

山中小学校 

伊藤学園 

大井第二地域センターの職員 

品川区 

大井 1～5 丁目、西大井 1 丁目 

広町 2 丁目 

 

大田区 

大森北 1～6 丁目、大森西 1～7 丁目 

大森中 1～3 丁目、北糀谷 1～2 丁目 

西糀谷 1～4 丁目、蒲田 1～5 丁目 

東蒲田 1～2 丁目、南蒲田 1～3 丁目 

蒲田本町 1～2 丁目 

 

大井第三地域センター 

大井第一小学校 

伊藤小学校 

ウェルカムセンター原 

冨士見台中学校 

大井第三地域センターの職員 

品川区 
大井 6～7 丁目、西大井 2～6 丁目 

 

大田区 

西蒲田 1～8 丁目、新蒲田 1～3 丁目 

東矢口 1～3 丁目、多摩川 1～2 丁目 

 

荏原第一地域センター 

小山台小学校 

後地小学校 

小山小学校 

荏原第一中学校 

荏原第六中学校 

荏原第一地域センターの職員 

品川区 
小山 1～5 丁目、小山台 1～2 丁目 

荏原 1～4 丁目 

目黒区 

目黒本町 1～6 丁目、原町 1～2 丁目 

洗足 1～2 丁目、碑文谷 1～6 丁目 

南 1～3 丁目、鷹番 1～3 丁目 

中央町 1～2 丁目、中町 1～2 丁目 

祐天寺 1～2 丁目、五本木 1～3 丁目 

大岡山 1～2 丁目、緑が丘 1～3 丁目 

平町 1～2 丁目 

 

世田谷区 

奥沢 1～8 丁目、池尻 1～2 丁目 

東玉川 1～2 丁目、下馬 1～6 丁目 

野沢 2～4 丁目、深沢 1 丁目 

玉川田園調布 1～2 丁目 

荏原第二地域センター 荏原第二地域センターの職員 
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参集場所 所属・居住による指定 

第二延山小学校 

清水台小学校 

 

品川区 

小山 6～7 丁目、荏原 5～7 丁目 

旗の台 1～2、6 丁目 

 

目黒区 

中根 1～2 丁目、自由が丘 1～3 丁目 

八雲 1～5 丁目、柿の木坂 1～3 丁目 

東が丘 1～2 丁目 

 

大田区 

北千束 1～3 丁目、南千束 1～3 丁目 

石川町 1～2 丁目、東雪谷 1～5 丁目 

南雪谷 1～5 丁目、雪谷大塚町 

田園調布 1～3 丁目、田園調布本町 

田園調布南、北嶺町、東嶺町、西嶺町 

荏原第三地域センター 

京陽小学校 

中延小学校 

延山小学校 

宮前小学校 

戸越台中学校 

荏原平塚学園 

スクエア荏原 

荏原第三地域センターの職員 

品川区 

平塚 1～3 丁目、西中延 1～2 丁目 

中延 1～2 丁目、東中延 1 丁目 

戸越 1～5 丁目 

 

大田区 

西馬込 1～2 丁目、仲池上 1～2 丁目 

鵜の木 1～3 丁目、久が原 1～6 丁目 

南久が原 1～2 丁目、千鳥 1～3 丁目 

矢口 1～2 丁目、下丸子 1～4 丁目 

 

荏原第四地域センター 

大原小学校 

源氏前小学校 

上神明小学校 

旗台小学校 

荏原第五中学校 

荏原第四地域センターの職員 

品川区 

西中延 3 丁目、中延 3～6 丁目 

東中延 2 丁目、戸越 6 丁目 

豊町 6 丁目、二葉 4 丁目 

旗の台 3～5 丁目 

荏原第五地域センター 

戸越小学校 

豊葉の杜学園 

旧荏原第四中学校 

杜松ホーム 

荏原第五地域センターの職員 

品川区 
豊町 1～5 丁目、二葉 1～3 丁目 

 

大田区 

南馬込 1～6 丁目、中央 1～8 丁目 

池上 1～8 丁目 

 

八潮地域センター 

明晴学園 

八潮学園 

こみゅにてぃぷらざ八潮 

八潮地域センターの職員 

品川区 
八潮 1～5 丁目、東八潮 1 丁目 

 

大田区 

大森北 1～6 丁目、大森西 1～7 丁目 

北糀谷 1～2 丁目、西糀谷 1～4 丁目 

 

品川区清掃事務所 品川区清掃事務所の課長職以上の職員 

品川区清掃事務所の職員 

 

品川区保健所（本庁舎） 品川区保健所生活衛生課・保健予防課の職員 

 

品川保健センター 
品川保健センターの課長職以上の職員 

品川保健センターの職員 

大井保健センター 大井保健センターの課長職以上の職員 
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参集場所 所属・居住による指定 

大井保健センターの職員 

 

荏原保健センター 

荏原保健センターの課長職以上の職員 

荏原保健センターの職員 

 

避難所参集職員 

職員動員計画にて指定された職員（防災センター参集の職

員は除く） 

 

 

※①学校職員は除く。 

※②待機寮（借上施設含む）入居職員は、原則学校班として直接区民避難所の支援に向かう。 

※③原則、地域センターは各 20 名程度、区民避難所は 10 名前後（うち係長級職員２名以上）

の配置とする。 

※④人員配置の均衡を図るため、一部の職員は隣接の地域センター（区民避難所含む）へ配置

調整を行う。 
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資料32 品川区災害時協定一覧（本編 予防-134 頁 応急-124 頁） 

 

（令和６年１月現在） 

協定名 協定先 協定締結日 協定内容 

災害時における医療救
護活動に関する協定 

社団法人 品川区医師
会 社団法人 荏原医
師会 

昭和 51 年 8 月 30 日 
平成 5 年 3 月 10 日改正 
平成 25 年 2 月 15 日改
正 

医療救護班による避
難所・救護所での医
療救護活動 

大震災時飲料水使用協
定 

小池ビル㈱ 他 213 団
体 

昭和 51 年 10 月 25 日 飲料水の提供 

災害時における応急対
策用貨物自動車の供給
に関する協定 

社団法人 東京都トラ
ック協会品川支部 

昭和 53 年 12 月 23 日 
平成 5 年 3 月 10 日改正 

協力隊の出動、車両
の供給、応急救援物
資の輸送、災害対策
要員の輸送 

災害時における応急用
精米の優先供給に関す
る協定 

東京都米穀小売商業組
合品川支部 

昭和 55 年 4 月 15 日 
平成 3 年 4 月 1 日改正 

精米の確保、供給 

給水施設の維持管理及
び運用に関する協定 

東京都 昭和 56 年 8 月 18 日 
戸越公園内給水施設
の維持管理および運
用 

災害時における石油燃
料の優先供給に関する
協定 

東京都石油商業組合・
石油業協同組合品川目
黒支部 

平成 6 年 12 月 15 日 
平成 26 年 4 月 1 日改正 

ガソリン、灯油、軽
油の供給 

品川区と山北町との災
害時における相互援助
に関する協定 

神奈川県足柄上郡山北
町 

平成 7 年 3 月 20 日 

飲料水、食糧品の供
給、被災者の一時受
入れ、建築資材・仮
設住宅用地の供給、
職員の派遣、資器材
の供給 

品川区と早川町との災
害時における相互援助
に関する協定 

山梨県南巨摩郡早川町 平成 7 年 3 月 20 日 

飲料水、食糧品の供
給、被災者の一時受
入れ、建築資材・仮
設住宅用地の供給、
職員の派遣、資器材
の供給 

災害時における救護活
動に関する協定 

社団法人 品川歯科医
師会 社団法人 荏原
歯科医師会 

平成 7 年 8 月 10 日 
平成 22 年 6 月 21 日改
正 

救護班による救護活
動 

災害時における城南５
区相互応援協定 

目黒区・大田区・世田
谷区・渋谷区 

平成 7 年 12 月 1 日 

応急・復旧要員の派
遣、避難住民の受入
れ、後方支援基地の
提供、応急物資、資
材の供給 

特別区災害時相互協力
及び相互支援に関する
協定 

特別区 
平成 8 年 2 月 16 日 
平成 26 年 3 月 14 日改
正 

応急対策および復旧
対策等に関する相互
協力および相互支援 

災害時における医療救
護活動と医薬品等の供
給に関する協定 

一般社団法人 品川区
薬剤師会 

平成 8 年 3 月 
令和 2 年 4 月 1 日改
正 

薬剤師班による救護
活動（救護所等での
調剤・服薬指導、医
療品の輸送・仕分
け・管理） 

災害時における応急物
資供給に関する協定 

品川区商店街連合会 平成 8 年 3 月 27 日 応急物資の供給 
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協定名 協定先 協定締結日 協定内容 

災害時における応急対
策業務に関する協定 

品川建設防災協議会 
平成 9 年 6 月 25 日 
平成 21 年 8 月 18 日改
正 

協力隊による区立施
設、道路、橋梁の応
急補修、応急仮設住
宅の建設、路上障害
物の除去に関するこ
と 

災害時における応急対
策用軽自動車の供給に
関する協定 

赤帽首都圏軽自動車運
送協同組合城南支部 

平成 9 年 10 月 30 日 

協力隊の出動、車両
の供給、応急救援物
資の輸送、災害対策
要員の輸送 

「民間非常災害用井
戸」の指定に関する協
定 

森トラスト株式会社 平成 9 年 11 月 20 日 
生活用水、消火用水
の確保 

東海道五十三次市区町
災害時相互応援に関す
る協定 

大田区 他２０市町 

平成 9 年 12 月 4 日 
平成 17 年 4 月 1 日改正 
平成 21 年 1 月 1 日改正 
平成 28 年 4 月 1 日改正 

食糧・飲料水・生活
必需物資・資機材の
提供、医療救護・防
疫に必要な資機材の
提供、応急・復旧要
員の派遣 

災害時における学校施
設の使用に関する協定 

都立八潮高等学校 平成 10 年 3 月 31 日 補完避難所の提供 

災害時における学校施
設の使用に関する協定 

都立大崎高等学校 平成 10 年 6 月 10 日 補完避難所の提供 

災害時における学校施
設の使用に関する協定 

都立小山台高等学校 平成 10 年 6 月 10 日 補完避難所の提供 

都立学校内における給
水施設の維持管理及び
運用に関する協定 

東京都・東京都教育委
員会 

平成 10 年 11 月 2 日 
都立八潮高校内給水
施設の維持管理およ
び運用 

災害時における救護活
動に関する協定 

社団法人 東京都柔道
整復師会 

平成 12 年 1 月 13 日 

傷病者に対する応急
救護、応急救護に関
する衛生材料の提
供） 

品川区と宮古市との災
害時における相互援助
に関する協定 

岩手県宮古市 平成 14 年 1 月 24 日 

飲料水、食糧品の供
給、建築資材・仮設
住宅用地の供給、職
員の派遣、資器材の
供給 

災害時における宿泊施
設等の提供に関する協
定 

品川区ホテル旅館組合 平成 15 年 8 月 1 日 
宿泊施設、食事の提
供 

品川区と富岡町との災
害時における相互援助
に関する協定 

福島県双葉郡富岡町 平成 17 年 4 月 27 日 

飲料水、食糧品の供
給、建築資材・仮設
住宅用地の供給、職
員の派遣、資器材の
供給 

災害時における学校施
設の使用に関する協定 

学校法人立正大学学園 平成 17 年 6 月 24 日 補完避難所の提供 

災害時における学校施
設の使用に関する協定 

青稜中学校・高等学校
学校法人青蘭学院 

平成 17 年 7 月 13 日 補完避難所の提供 

災害時における学校施
設の使用に関する協定 

学校法人 攻玉社学園 平成 18 年 5 月 1 日 補完避難所の提供 

災害時における施設の
使用に関する協定 

社会福祉法人 福栄会 平成 18 年 5 月 10 日 二次避難所の提供 

災害時における学校施
設の使用に関する協定 

朋優学院高等学校学校
法人 中延学園 

平成 18 年 10 月 13 日 補完避難所の提供 

災害時における施設の
使用に関する協定 

社会福祉法人 品川総
合福祉センター 

平成 18 年 11 月 17 日 二次避難所の提供 
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協定名 協定先 協定締結日 協定内容 
災害時における施設の
使用に関する協定 

社会福祉法人 三徳会 平成 18 年 11 月 17 日 福祉避難所の提供 

災害時における施設の
使用に関する協定 

社会福祉法人 さくら
会 

平成 18 年 11 月 17 日 二次避難所の提供 

災害時における施設の
使用に関する協定 

社会福祉法人 春光福
祉会 

平成 18 年 11 月 17 日 二次避難所の提供 

災害時の応急活動協力
に関する協定 

イオンリテール株式会
社 イオン品川シーサ
イド店 

平成 18 年 12 月 6 日 

応急活動要員の派
遣、応急活動資機
材・生活必需品の提
供、避難場所等の提
供 

災害時における学校施
設の使用に関する協定 

学校法人 清泉女子大
学 

平成 19 年 6 月 14 日 
平成 25 年 12 月 11 日改
正 

補完避難所の提供 

災害時における学校施
設の使用に関する協定 

学校法人 藤華学院 平成 19 年 7 月 18 日 補完避難所の提供 

品川区と株式会社南東
京ケーブルテレビとの
災害時等における緊急
放送に関する相互協定 

株式会社南東京ケーブ
ルテレビ 
（現：株式会社ケーブ
ルテレビ品川） 

平成 19 年 8 月 1 日 
区民チャンネルによ
る緊急放送の提供 

災害時等における放送
要請に関する協定 

エフエムインターウェ
ーブ株式会社 

平成 19 年 11 月 1 日 

警報・地震予知情報
の伝達、避難指示等
の伝達、避難者の救
難・救助、交通規
制・緊急輸送に関す
ること 

災害時における学校施
設の使用に関する協定 

学校法人 星薬科大学 平成 19 年 12 月 17 日 補完避難所の提供 

災害時における学校施
設の使用に関する協定 

学校法人 杉野学園 平成 19 年 12 月 17 日 補完避難所の提供 

災害時における学校施
設の使用に関する協定 

学校法人 小野学園 平成 20 年 1 月 8 日 補完避難所の提供 

災害時における物資の
供給に関する協定 

株式会社ダイエー 平成 20 年 2 月 18 日 生活物資の供給 

災害時における飲料供
給に関する協定 

サントリーフーズ株式
会社 

平成 20 年 3 月 1 日 飲料の供給 

災害時における学校施
設の使用に関する協定 

学校法人 香蘭女学校 
平成 20 年 3 月 3 日 
平成 24 年 9 月 1 日改正 

補完避難所の提供 

災害時における学校施
設の使用に関する協定 

文教大学付属中学校・
付属高等学校 

平成 22 年 3 月 5 日 補完避難所の提供 

災害時における学校施
設の利用に関する協定 

都立品川特別支援学校 平成 23 年 1 月 31 日 二次避難所の提供 

災害時における学校施
設の使用に関する協定 

学校法人 三浦学園 平成 23 年 2 月 16 日 補完避難所の提供 

災害時における井戸、
貯水槽又は浴場の使用
に関する協定 

品川区公衆浴場商業協
同組合 

平成 23 年 3 月 30 日 
井戸・給水槽による
給水、被災者への入
浴支援 

災害時における理容サ
ービス業務の提供に関
する協定 

東京都理容生活衛生同
業組合 品川支部 

平成 23 年 8 月 8 日 
被災者に対する散
髪、洗髪、顔そりの
提供 
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協定名 協定先 協定締結日 協定内容 

災害時における学校施
設の使用に関する協定 

公立大学法人首都大学
東京(都立産業技術高
等専門学校) 

平成 23 年 10 月 24 日 補完避難所の提供 

災害時における学校施
設の利用に関する協定 

学校法人 品川女子学
院 

平成 23 年 12 月 28 日 補完避難所の提供 

災害時における帰宅困
難者の受入れ等に関す
る協力協定 

区内事業所  帰宅困難者対策への
協力 

学校法人明晴学園（旧
八潮北小学校）校地校
舎の避難所機能維持管
理等に関する協議書 

学校法人明晴学園 平成 24 年 2 月 14 日 補完避難所の提供 

災害に係る情報発信等
に関する協定 

ヤフー株式会社 平成 24 年 6 月 20 日 
防災情報をヤフーサ
ービス上に掲載 

災害時における応急対
策用重機類等の供給に
関する協定 

美鈴工業株式会社 平成 24 年 7 月 18 日 
障害物除去のための
重機類の供給 

災害時におけるし尿収
集車両等の供給に関す
る協定 

協和興業株式会社 平成 24 年 8 月 9 日 
し尿収集車両等の優
先供給 

災害時の情報交換に関
する協定 

国土交通省 関東地方
整備局 

平成 24 年 8 月 30 日 
公共土木施設の被災
状況に関する情報、
情報連絡員の派遣 

災害発生時および平素
における協力に関する
協定 

日本ペイント株式会
社、同友会町会 

平成 24 年 9 月 1 日 
平時からの近隣町会
への協力 

災害時における応急対
策業務に関する協定 

株式会社協同電業社 平成 24 年 11 月 1 日 
道路・橋梁および区
有施設の電気設備の
応急補修 

災害時における応急対
策業務に関する協定 

住友重機エンバイロメ
ント株式会社 

平成 24 年 12 月 19 日 
被災した避難所・区
有施設への職員の応
援派遣 

災害時における民間事
業者施設の使用に関す
る協定 

株式会社 船清 平成 24 年 12 月 21 日 
人員・物資の海上輸
送 

防災行政無線デジタル
移動通信設置に関する
協定 

警視庁大崎警察署 平成 25 年 3 月 25 日 
情報交換を目的とし
てデジタル移動通信
（半固定局）の設置 

品川区立荏原平塚総合
区民会館の避難所機能
維持管理等に関する協
定書 

公益財団法人品川文化
振興事業団 

平成 25 年 4 月 1 日 
避難所機能の維持管
理等 

災害発生時および平素
における協力に関する
協定 

第一三共株式会社、同
友会 

平成 25 年 4 月 9 日 
平素からの近隣町会
への協力 
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協定名 協定先 協定締結日 協定内容 

避難所標識の設置に関
する協定 

特定非営利活動法人防
災標識ネットワーク 

平成 23 年 9 月 1 日 
避難所周知のため、
避難所の所在を表示
する標識の設置 

災害時におけるプロパ
ンガスの供給に関する
協定 

ミライフ株式会社 平成 25 年 5 月 28 日 プロパンガスの供給 

災害時における応急対
策用重機類の供給に関
する協定 

トヨタエルアンドエフ
東京株式会社 

平成 25 年 6 月 5 日 
フォークリフトの提
供 

災害時における医薬品
等の調達業務に関する
協定 

東邦薬品株式会社品川
営業所 

平成 25 年 6 月 5 日 医薬品供給 

災害時における応急対
策用重機類の供給に関
する協定 

有限会社こくぼ 平成 25 年 6 月 7 日 
フォークリフトの提
供 

災害時における医薬品
等の調達業務に関する
協定 

株式会社スズケン城南
支店 

平成 25 年 6 月 7 日 医薬品供給 

災害時における医薬品
等の調達業務に関する
協定 

アルフレッサ株式会社
品川目黒支店 

平成 25 年 6 月 7 日 医薬品供給 

災害時における応急対
策業務に関する協定 

株式会社池田工務所 平成 25 年 6 月 11 日 
協力隊による区立施
設、応急仮設住宅の
建設に関すること 

災害時における医薬品
等の調達業務に関する
協定 

株式会社メディセオ 平成 25 年 6 月 12 日 医薬品供給 

災害時における民間事
業者施設の使用に関す
る協定 

東京都競馬株式会社・
特別区競馬組合 

平成 25 年 6 月 12 日 補完避難所の提供 

災害時における障害物
除去等応急措置に関す
る協定 

東京都自動車整備振興
会新品川支部 

平成 25 年 6 月 26 日 
放置車両の移動、車
両・資器材の優先整
備、労務提供 

ウェルカムセンター
原・交流施設の避難所
機能維持管理等に関す
る協定書 

ウェルカムセンター
原・交流施設運営協議
会 

平成 25 年 7 月 10 日 補完避難所の提供 

災害時における被災者
支援に関する協定書 

東京都飲食業生活衛生
同業組合五反田支部 

平成 25 年 7 月 19 日 

炊出し、救援物資・
トイレ・避難情報・
設備機器、労務の提
供 

災害時における支援物
資の受け入れ等に関す
る協定 

株式会社テレビ東京建
物 
株式会社テレビ東京 

平成 25 年 8 月 1 日 
支援物資受け入れお
よび仕分け場所の提
供 

災害時における民間事
業者施設の使用および
応急衛生管理物品の優
先供給に関する協定 

東京サラヤ株式会社 平成 25 年 9 月 3 日 
トイレ・災害情報の
提供、衛生管理物資
の優先的提供 

旧原小学校跡の社会福
祉施設の避難所機能維
持管理等に関する協定 

社会福祉法人こうほう
えん 

平成 25 年 9 月 12 日 補完避難所の提供 
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協定名 協定先 協定締結日 協定内容 
災害時における被災者
支援に関する協定 

株式会社味工房スイセ
ン 

平成 26 年 1 月 10 日 炊出しの労務提供 

災害時における津波避
難に係る民間施設の使
用に関する協定 

東大井スカイハイツ管
理組合 

平成 26 年 3 月 27 日 津波避難ビルの提供 

災害時における津波避
難に係る民間施設の使
用に関する協定 

第三東個マンション管
理組合 

平成 26 年 3 月 27 日 津波避難ビルの提供 

災害時における津波避
難に係る民間施設の使
用に関する協定 

有限会社リバーサイド
マンション 

平成 26 年 3 月 27 日 津波避難ビルの提供 

災害時における津波避
難に係る民間施設の使
用に関する協定 

ステーションプラザ立
会川管理組合 

平成 26 年 7 月 29 日 
一部を津波避難施設
として使用 

杜松特別養護老人ホー
ム等の避難所機能維持
管理等に関する協定書 

社会福祉法人 若竹大
寿会 

平成 26 年 8 月 6 日 
一部を福祉避難所と
して使用 

災害時における津波避
難に係る民間施設の使
用に関する協定 

サンライフ東品川管理
組合 

平成 26 年 9 月 2 日 津波避難ビルの提供 

災害時における棺およ
び葬祭用品の供給等の
協力に関する協定 

全東京葬祭連合会 平成 26 年 9 月 26 日 

棺、葬祭用品の供
給、作業等の役務の
提供、ドライアイ
ス、骨壺の提供 

災害時における応急対
策活動支援に関する協
定 

東京都印刷工業組合城
南支部東京都印刷工業
組合城南支部品川区会 

平成 26 年 11 月 14 日 

応急対策用重機類お
よび労務の提供、印
刷用紙・機器、印刷
サービスの提供 

龍馬の絆で結ぶ災害時
相互応援に関する協定 

鹿児島市、霧島市、長
崎市、下関市、福山
市、京都市、高知市 

平成 26 年 11 月 15 日 

食料・水・生活必需
品・資器材の提供、
被災者の救出等応急
復旧に必要な物資提
供、職員の派遣 

災害時における桟橋等
の使用に関する協定 

品川浦・天王洲地区運
河ルネッサンス協議会
に係る桟橋等の所有者 

平成 26 年 11 月 19 日 桟橋等の使用 

災害時における応急対
策業務に関する協定 

イスミ設備設計株式会
社 

平成 26 年 11 月 25 日 

避難所、区有施設の
テレビ受信施設・通
信・電気系統の応急
補修、道路・橋梁の
通信・電気設備の応
急補修 

災害時における民間共
同施設の使用に関する
協定 

目黒ヒルトップウォー
ク管理組合 

平成 26 年 12 月 11 日 
防災拠点スペースの
提供 

災害時における津波避
難に係る民間施設の使
用に関する協定 

ニックハイム北品川管
理組合 

平成 26 年 12 月 24 日 津波避難ビルの提供 
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協定名 協定先 協定締結日 協定内容 

災害時における津波避
難に係る民間施設の使
用に関する協定 

株式会社コナミスポー
ツ＆ライフ 

平成 26 年 12 月 25 日 津波避難ビルの提供 

災害時における応急対
策業務に関する協定 

三和シヤッター工業株
式会社 

平成 27 年 1 月 28 日 
公共建築物のシヤッ
ター・ドア等の緊急
点検および修理 

災害時における民間事
業者施設の使用に関す
る協定 

来福寺 平成 27 年 2 月 1 日 津波避難ビルの提供 

災害時における津波避
難に係る民間施設の使
用に関する協定 

株式会社齋藤商店 平成 27 年 2 月 12 日 津波避難ビルの提供 

災害時における津波避
難に係る民間施設の使
用に関する協定 

一般財団法人六行会 平成 27 年 2 月 23 日 津波避難ビルの提供 

災害時における応急対
策用無線機等の優先供
給に関する協定 

株式会社城山 平成 27 年 7 月 1 日 
無線機等の優先的な
提供 

災害時における愛護動
物の救護活動等に関す
る協定 

公益財団法人東京都獣
医師会 

平成 27 年 8 月 1 日 
愛護動物の救護活動
等 

災害時における民間事
業者施設の使用に関す
る協定 

寺田倉庫株式会社 平成 27 年 9 月 1 日 桟橋等の使用 

災害時におけるプロパ
ンガスおよび酸素の優
先供給に関する協定 

雨宮産業株式会社 平成 27 年 10 月 23 日 
プロパンガス、酸素
の優先的な提供 

災害時における畳の優
先供給に関する協定 

東京都畳材料商業協同
組合 

平成 28 年 9 月 23 日 
避難所用畳の優先的
な提供 
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協定名 協定先 協定締結日 協定内容 

災害時における民間共
同住宅施設の使用に関
する協定（B 街区） 

西品川一丁目地区市街
地再開発組合 

平成 28 年 11 月 1 日 
公開空地を避難スペ
ースとして提供 

災害時における応急対
策業務に関する協定 

東京都建設組合、東京
土建一般労働組合品川
支部、東京南部建設技
能組合、首都圏建設ユ
ニオン城南支部 

平成 28 年 11 月 4 日 
人員および資機材の
提供、危険度判定と
応急修理の実施 

災害時における地図製
品等の供給等に関する
協定 

株式会社ゼンリン 平成 28 年 11 月 4 日 
住宅地図および広域
地図等の供給 

災害時における応急対
策業務に関する協定 

特定非営利活動法人 
難民を助ける会[ＡＡ
Ｒ ＪＡＰＡＮ] 

平成 28 年 12 月 15 日 

避難所運営の補助、
救援物資等の仕分け
搬送、被災状況の調
査および情報収集へ
の協力 

災害時における施設使
用に関する協定 

社会福祉法人 愛生福
祉会 

平成 29 年 6 月 1 日 福祉避難所の提供 

災害時等における簡易
間仕切り等の供給に関
する協定 

特定非営利活動法人ボ
ランタリー・アーキテ
クツ・ネットワーク 

平成 29 年 10 月 25 日 
簡易間仕切りおよび
段ボールベッドの供
給、組立および設置 

災害時における住家被
害認定調査等に関する
協定 

公益社団法人東京都不
動産鑑定士協会 

平成 29 年 10 月 31 日 住家被害認定調査 

災害時における民間事
業者施設の使用に関す
る協定 

前田道路株式会社 平成 29 年 12 月 7 日 津波避難ビルの提供 

災害時における民間事
業者施設の使用に関す
る協定 

株式会社ＪＲ西日本ヴ
ィアイン 

平成 30 年 2 月 13 日 
応援職員等への宿泊
施設の提供 

災害時における民間事
業者施設の使用等に関
する協定 

大誠テクノ株式会社 平成 30 年 5 月 22 日 
風力発電システムの
優先供給、語学ボラ
ンティアの派遣 

災害時における施設使
用に関する協定 

公益財団法人河野臨牀
医学研究所 

平成 30 年 6 月 1 日 福祉避難所の提供 
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協定名 協定先 協定締結日 協定内容 

災害時における応急対
策業務に関する協定 

株式会社右近冷暖房 平成 30 年 7 月 19 日 
冷媒配管の点検およ
び応急修理 

災害時におけるシェア
サイクルの使用等に関
する協定 

株式会社ドコモ・バイ
クシェア 

平成 30 年 9 月 1 日 
シェアサイクルの使
用、バッテリーの提
供 

災害時における応急対
策業務に関する協定 

協立工業株式会社 平成 30 年 10 月 10 日 
冷媒配管の点検およ
び応急修理 

災害時における資機材
の優先供給に関する協
定 

株式会社ダイワテック 平成 30 年 10 月 23 日 
ソーラーパネル等資
機材の供給、組立、
設置 

災害時における区民の
行政手続の支援活動に
関する協定 

東京都行政書士会品川
支部 

平成 31 年 1 月 22 日 
被災者支援に関する
相談窓口業務の補助
等 

災害時における無人航
空機を活用した支援業
務等に関する協定 

株式会社ディレック 平成 31 年 1 月 22 日 
ドローンを活用した
被害状況調査、避難
者等の誘導 

災害時等における無人
航空機を活用した支援
業務等に関する協定 

株式会社 FLIGHTS 平成 31 年 3 月 31 日 
ドローンを活用した
被害状況調査、避難
者等の誘導 

災害時における施設使
用に関する協定 

社会福祉法人慈雲福祉
会 

平成 31 年 4 月 1 日 福祉避難所の提供 

災害時等における輸送
業務等の協力に関する
協定 

ヤマト運輸株式会社新
東京主管支店 

令和元年 8 月 29 日 

備蓄物資の輸送、地
域内輸送拠点の提
供、支援物資等の一
時保管 

災害時等における輸送
業務等の協力に関する
協定 

佐川急便株式会社関東
支店 

令和元年 8 月 29 日 

備蓄物資の輸送、地
域内輸送拠点の提
供、支援物資等の一
時保管 

災害時における品川区
立総合区民会館の使用
に関する協定 

公益財団法人品川文化
振興事業団 
大井町再開発ビル管理
組合 

令和元年 10 月 1 日 補完避難所の提供 

品川区と大多喜町との
災害時における相互援
助に関する協定 

千葉県夷隅郡大多喜町 令和元年 12 月 9 日 

応急物資の供給、被
災者の一時受入れ、
住宅等の提供、職員
の派遣、資機材の供
給 

災害時における液体ミ
ルク等の優先供給に関
する協定 

株式会社ケイポート 令和２年２月 28 日 応急物資の供給 

災害時における施設使
用に関する協定 

株式会社アライブメデ
ィケア 

令和 2 年 10 月 1 日 福祉避難所の提供 

災害時における車両の
貸与に関する協定 

トヨタモビリティサー
ビス株式会社 

令和 2 年 11 月 1 日 車両の提供 

災害時における応急復
旧対策への協力に関す
る協定 

社会福祉法人品川区社
会福祉協議会 

令和 3 年 1 月 1 日 

災害時ボランティア
センターの開設およ
び運営、人員の派
遣、物資および車両
等の提供 

災害時における民間事
業者施設の使用および
車両の貸与に関する協
定 

トヨタモビリティ東京
株式会社 

令和 3 年 1 月 8 日 車両の提供 
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協定名 協定先 協定締結日 協定内容 

東京都立林試の森公園
における災害時等の連
携協力に関する協定書 

東京都建設局（東京都
公園協会） 

令和 3 年 3 月 1 日 

避難者の支援、公園
内敷地および施設の
使用にかかる支援・
協力 

災害時における施設使
用に関する協定 

リアルカンパニー株式
会社 

令和 3 年 3 月 22 日 福祉避難所の提供 

災害時等における無人
航空機を活用した支援
業務等に関する協定 

株式会社 GEO ソリュー
ションズ 

令和 3 年 4 月 5 日 
ドローンを活用した
被害状況調査、避難
者等の誘導 

大規模な水害時におけ
る緊急避難に関する覚
書 

東京都住宅政策本部長 令和 3 年 4 月 15 日 
都営住宅等の緊急避
難先確保 

災害時における資機材
の貸与に関する協定 

株式会社アクティオ 令和 3 年 8 月 19 日 
防災活動に必要とな
る資機材の貸与 

災害時における施設利
用に関する協定 

株式会社ニチイケアパ
レス 

令和 3 年 8 月 24 日 福祉避難所の提供 

災害時における民間事
業者施設の使用等に関
する協定 

株式会社大井開発 令和 3 年 10 月 1 日 
避難所の補完機能、
従事職員の宿泊施設 

東京都及び区市町村相
互間の災害時等協力協
定 

東京都・東京都内自治
体 

令和 4 年 1 月 4 日 
職員の派遣、施設お
よび必要な資器材の
提供 

品川区防災行政無線固
定系屋外受信装置の設
置に関する協定 

独立行政法人都市再生
機構 

令和 4 年 1 月 14 日 
防災行政無線固定系
屋外受信装置の設置
に関する場所提供 

品川区防災行政無線固
定系屋外受信装置の設
置に関する協定 

東京都住宅供給公社 令和 4 年 1 月 24 日 
防災行政無線固定系
屋外受信装置の設置
に関する場所提供 

災害時における火災被
害に係るり災証明書発
行に関する協定 

品川消防署・大井消防
署・荏原消防署 

令和 4 年 2 月 14 日 
災害時における火災
被害に係るり災証明
書の発行の相互協力 

災害時における相互連
携に関する基本協定・
覚書 

東京電力パワーグリッ
ド株式会社品川支社 

令和 4 年 2 月 18 日 

停電復旧作業並びに
道路及びその他区域
の啓開作業における
相互協力 

災害時における広域避
難場所に関する協定 

東京都立小山台高等学
校 

令和 4 年 3 月 1 日 
避難場所としての施
設の使用等 

電気自動車を活用した
災害連携協定 

日産東京販売株式会社
-日産自動車株式会社 

令和 4 年 7 月 1 日 給電車両の提供 

災害時における品川区
立環境学習交流施設の
避難所機能維持管理等
に関する協定 

アクティオ株式会社 令和 4 年 9 月 1 日 補完避難所等の供与 

災害時等における輸送
業務等の協力に関する
協定 

ＪＰロジスティクス株
式会社 

令和 5 年 2 月 9 日 

地域内輸送拠点の提
供、支援物資等の輸
送、要員の派遣・資
機材の提供 

小災害時の一時滞在に
かかる宿泊施設の使用
に関する協定 

株式会社宿場 JAPAN 令和 5 年 4 月 3 日 
客室等、営業上使用
する宿泊設備の提
供、食事の提供 

小災害時の一時滞在に
かかる宿泊施設の使用
に関する協定 

HRT ニューオータニ株
式会社 

令和 5 年 4 月 3 日 
客室等、営業上使用
する宿泊設備の提
供、食事の提供 

災害時における応急物
資の優先供給及び応急
活動等の協力に関する
協定 

株式会社オオゼキ 令和 5 年 10 月 13 日 
応急物資の優先供
給、応急活動要員の
派遣 
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協定名 協定先 協定締結日 協定内容 

災害発生時における特
別法律相談に関する協
定 

東京弁護士会 
第一東京弁護士会 
第二東京弁護士会 

令和 6 年 1 月 9 日 
区民避難所等におけ
る特別法律相談業務
の実施 

災害時における資源収
集事業の取り扱いに関
する協定 

品川区リサイクル事業
協同組合カムズ 

令和 6 年 1 月 17 日 
片付けごみの収集運
搬 
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資料33 防災行政無線固定系設置一覧（本冊 予防-143 頁） 

 

【屋外スピーカー】                   令和 6 年 1 月現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■親局 全１局
No.
1 防災センター無線機器室（操作卓）

■子局 全１５５局

No. 所在地 No. 所在地 No. 所在地

1 路上 北品川４−２（区道） 53 路上 大崎2-1（区道） 105 小山の家
2 権現山公園 54 西八丁公園 106 旗の台文化センター
3 小関橋公園 55 鮫洲運動公園 107 小山八幡神社
4 小関親睦会館 56 東京都立産業技術高等専門学校 108 京陽小学校
5 路上北品川１−２６（区道） 57 大井公園 109 荏原平塚学園
6 東八ッ山公園 58 きゅりあん 110 荏原西保育園
7 台場小学校 59 東大井公園 111 延山小学校
8 洲崎公園 60 浜川中学校 112 荏原文化センター
9 北品川児童センター 61 浜川小学校 113 戸越児童遊園（国道）

10 品川保健センター 62 鮫浜公園 114 宮前小学校
11 子供の森公園 63 南大井文化センター 115 戸越台特別養護老人ホーム
12 品川南ふ頭公園 64 路上 勝島１−６（区道） 116 上神明小学校
13 八潮北公園 65 鈴ケ森中学校 117 大原小学校
14 天王洲野球場 66 鈴ケ森小学校 118 東中延児童センター
15 品川学園 67 大井水神公園 119 東中延公園
16 路上 八潮１−２（港湾道路） 68 南大井児童センター 120 旗の台三丁目備蓄倉庫
17 路上 八潮２−１（港湾道路） 69 大井坂下公園 121 旗台小学校
18 路上 八潮１−４（都道） 70 東京都立中央海浜公園 122 荏原町公園
19 路上 広町１−３（区道） 71 八潮団地７号棟 123 源氏前小学校
20 浅間台小学校 72 八潮団地１７号棟 124 旗岡児童遊園
21 二日市公園 73 八潮団地３７号棟 125 豊町５丁目児童遊園
22 浅間台公園 74 八潮団地４７号棟 126 南ゆたか児童センター
23 城南小学校 75 東京都立みなとが丘ふ頭公園 127 杜松ホーム
24 東京都立八潮高等学校 76 滝王子公園 128 旧荏原第四中学校
25 東海中学校 77 伊藤学園 129 豊葉の杜学園
26 城南第二小学校 78 山中小学校 130 戸越小学校
27 大和品川ビル(りそな銀行） 79 大井倉田児童センター 131 葦山公園
28 路上 上大崎２−７（区道） 80 宮下公園 132 路上 東五反田５−２７（区道）
29 路上 上大崎３−１（区道） 81 大井中央公園 133 路上 西五反田１−２８（区道）
30 上大崎公園 82 路上大井１−２１（区道） 134 品川区役所
31 第三日野小学校 83 西大井広場公園 135 品川シーサイド公園
32 希望ヶ丘公園 84 伊藤小学校 136 しいのき公園☆
33 路上 東五反田５−２２（区道） 85 伊藤児童センター 137 新浜川公園★
34 路上 東五反田３−７（区道） 86 大井第一小学校 138 路上 大井７−９(区道)☆
35 日野学園 87 出石公園 139 二葉公園☆
36 精神障害者地域生活支援センター 88 金子山公園 140 西大井四丁目防災活動広場☆
37 路上 西五反田３−６（区道） 89 こうほうえん 141 ころく坂の上広場☆
38 かむろ坂公園 90 鹿島庚塚児童遊園 142 武蔵小山駅前ロータリー☆
39 西五反田公園 91 後地小学校 143 わかくさ公園☆
40 中原児童センター 92 小山台東公園 144 大井町駅西口☆
41 五反田南公園 93 小山台小学校 145 大井海岸公園☆
42 路上 東五反田３−１５（区道） 94 小山台公園 146 しながわ区民公園☆
43 KDX五反田ビル 95 武蔵小山児童遊園 147 林試の森公園入口☆
44 第一日野小学校 96 荏原三丁目防災活動広場 148 本三くじら広場☆
45 路上東五反田４−１０（区道） 97 中原東公園 149 立会川児童遊園☆
46 そよかぜ公園 98 家庭あんしんセンター 150 品川コンテナセンター★
47 三ツ木保育園 99 小山四丁目児童遊園 151 大井埠頭２号バース管理棟★
48 三木小学校 100 荏原第六中学校 152 大井埠頭４号バース管理棟★
49 大崎中学校 101 荏原西公園 153 大井埠頭７号バース管理棟★
50 峰原公園 102 荏原南公園 154 豊町１丁目防災活動広場☆
51 大崎公園 103 清水台小学校 155 ひのみ広場
52 芳水小学校 104 第二延山小学校

所在地
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【戸別受信機】                      令和 6 年 1 月現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■親局　全１局

No.

1

■子局　全２５０局

No. 所在地 No. 所在地 No. 所在地 No. 所在地

1 総務部人権啓発課 64 西品川保育園 127 荏原保健センター 190 明晴学園
2 男女共同参画センター 65 東大井保育園 128 品川区清掃事務所（品川庁舎） 191 大井競馬場
3 品川第一地域センター 66 一本橋保育園 129 品川区清掃事務所荏原庁舎 192 大崎ニューシティ
4 品川第二地域センター 67 西五反田保育園 130 品川区清掃事務所西小山分室 193 学校法人杉野学園
5 大崎第一地域センター 68 清水台保育園 131 東品川清掃作業所 194 キッズタウンにしおおい
6 大崎第二地域センター 69 東中延保育園 132 しながわ区民公園 195 都営地下鉄五反田駅
7 大井第一地域センター 70 滝王子保育園 133 教育総合支援センター 196 杜松ホーム
8 大井第二地域センター 71 二葉保育園 134 品川図書館 197 北品川本通り商店街
9 大井第三地域センター 72 東五反田保育園 135 二葉図書館 198 荏原町商店街
10 荏原第一地域センター 73 南ゆたか保育園 136 荏原図書館 199 戸越銀座商店街
11 荏原第二地域センター 74 南大井保育園 137 南大井図書館 200 中延商店街振興会
12 荏原第三地域センター 75 八ッ山保育園 138 源氏前図書館 201 大井銀座商店街振興組合

13 荏原第四地域センター 76 東品川保育園 139 ゆたか図書館 202 武蔵小山商店街振興組合

14 荏原第五地域センター 77 源氏前保育園 140 大井図書館 203 大井サンピア商店街
15 八潮地域センター 78 旗の台保育園 141 五反田図書館 204 不動前駅前通り商店街
16 ウェルカムセンター原 79 小山台保育園 142 大崎図書館 205 戸越銀座銀六商店街
17 中小企業センター 80 中原保育園 143 城南小学校 206 戸越銀座商栄会商店街
18 旧荏原第四中学校 81 大崎保育園（１号機） 144 浅間台小学校 207 品川区役所(防災課課長席)

19 こみゅにてぃぷらざ八潮 82 大崎保育園（２号機） 145 三木小学校 208 品川区役所(防災課無線室)

20 五反田文化センター 83 冨士見台保育園 146 御殿山小学校 209 夜間宿直室
21 荏原文化センター 84 大井倉田保育園 147 城南第二小学校 210 品川区役所（防災機器室）

22 東品川文化センター 85 荏原西保育園 148 第一日野小学校 211 品川区役所（防災機器室）

23 旗の台文化センター 86 五反田保育園 149 芳水小学校 212 品川区役所（防災機器室）

24 南大井文化センター 87 伊藤保育園 150 第三日野小学校 213 品川区役所（防災機器室）

25 品川歴史館 88 水神保育園 151 第四日野小学校 214 品川区役所（防災機器室）

26 総合区民会館（きゅりあん） 89 平塚保育園 152 大井第一小学校 215 品川区役所（防災機器室）

27 スクエア荏原 90 八潮北保育園 153 鮫浜小学校 216 品川区役所（防災機器室）

28 総合体育館 91 八潮西保育園 154 山中小学校 217 品川区役所（防災機器室）

29 戸越体育館 92 八潮南保育園 155 立会小学校 218 品川区役所（防災機器室）

30 東品川児童センター 93 北品川第二保育園 156 浜川小学校 219 品川区役所（防災機器室）

31 北品川児童センター 94 城南幼稚園 157 伊藤小学校 220 品川区役所（防災機器室）

32 東大井児童センター 95 浜川幼稚園 158 鈴ヶ森小学校 221 品川区役所（防災機器室）

33 南品川児童センター 96 伊藤幼稚園 159 台場小学校 222 品川区役所（防災機器室）

34 中原児童センター 97 八潮わかば幼稚園 160 京陽小学校 223 品川区役所（防災機器室）

35 東五反田児童センター 98 二葉すこやか園 161 延山小学校 224 品川区役所（防災機器室）

36 三ッ木児童センター 99 第一日野すこやか園 162 中延小学校 225 品川区役所（防災機器室）

37 小関児童センター 100 御殿山すこやか園 163 小山小学校 226 品川区役所（防災機器室）

38 水神児童センター 101 のびっこ園台場 164 大原小学校 227 品川区役所（防災機器室）

39 南大井児童センター 102 平塚すこやか園 165 宮前小学校 228 品川区役所（防災機器室）

40 大井倉田児童センター 103 ぷりすくーる西五反田 166 源氏前小学校 229 品川区役所（防災機器室）

41 一本橋児童センター 104 品川総合福祉センター 167 第二延山小学校 230 品川区役所（防災機器室）

42 滝王子児童センター 105 東品川ゆうゆうプラザ 168 後地小学校 231 品川区役所（防災機器室）

43 伊藤児童センター 106 北品川シルバーセンター 169 戸越小学校 232 品川区役所（防災機器室）

44 平塚児童センター 107 五反田シルバーセンター 170 旗台小学校 233 品川区役所（防災機器室）

45 後地児童センター 108 西五反田シルバーセンター 171 上神明小学校 234 品川区役所（防災機器室）

46 旗の台児童センター 109 上大崎シルバーセンター 172 清水台小学校 235 品川区役所（防災機器室）

47 西中延児童センター 110 南大井シルバーセンター 173 小山台小学校 236 品川区役所（防災機器室）

48 東中延児童センター 111 ゆたかシルバーセンター 174 東海中学校 237 品川区役所（防災機器室）

49 中延児童センター 112 旗の台シルバーセンター 175 大崎中学校 238 品川区役所（防災機器室）

50 冨士見台児童センター 113 小山シルバーセンター 176 浜川中学校 239 品川区役所（防災機器室）

51 大原児童センター 114 関ヶ原シルバーセンター 177 鈴ヶ森中学校 240 品川区役所（防災機器室）

52 ゆたか児童センター 115 後地シルバーセンター 178 冨士見台中学校 241 品川区役所（防災機器室）

53 南ゆたか児童センター 116 南品川シルバーセンター 179 荏原第一中学校 242 品川区役所（防災機器室）

54 八潮児童センター 117 大崎ゆうゆうプラザ 180 荏原第五中学校 243 品川区役所（防災機器室）

55 品川保育園 118 平塚橋ゆうゆうプラザ 181 荏原第六中学校 244 品川区役所（防災機器室）

56 大井保育園 119 平塚ゆうゆうプラザ 182 戸越台中学校 245 品川区役所（防災機器室）

57 荏原保育園 120 西大井いきいきセンター 183 日野学園 246 品川区役所（防災機器室）

58 ゆたか保育園 121 障害児者総合支援施設 184 伊藤学園 247 品川区役所（防災機器室）

59 三ッ木保育園 122 心身障害者福祉会館 185 八潮学園 248 品川区役所（防災機器室）

60 西大井保育園 123 サンかもめ 186 荏原平塚学園 249 品川区役所（防災機器室）

61 中延保育園 124 衛生試験所 187 品川学園 250 品川区役所（防災機器室）

62 北品川保育園 125 品川保健センター 188 豊葉の杜学園
63 西中延保育園 126 大井保健センター 189 ケアホーム西大井こうほうえん

所在地

防災センター無線機器室（操作卓）
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資料34 デジタル移動通信設置一覧（本冊 予防-143 頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和6年1月1日現在
■親局 全１局
局番 所在地
100 防災センター 無線機器室（統制

■子局 全２０６局
（車載型 全３局）
局番 所在地 局番 所在地 局番 所在地
901 品川区役所（エスクード） 407 大井第三地域センター 313 滝王子児童センター
902 品川区役所（キャラバン） 408 荏原第一地域センター 314 伊藤児童センター
903 品川区役所（トラック） 409 荏原第二地域センター 315 平塚児童センター

410 荏原第三地域センター 316 後地児童センター
（半固定局 全９４局） 411 荏原第四地域センター 317 旗の台児童センター
局番 所在地 412 荏原第五地域センター 318 西中延児童センター
10 ポータブル統制台 413 八潮地域センター 319 中延児童センター

201 品川区役所（機器室） 421 品川区清掃事務所 320 東中延児童センター
202 城南小学校 422 品川区清掃事務所荏原庁舎 321 富士見台児童センター
203 浅間台小学校 431 品川保健センター 322 大原児童センター
204 三ツ木小学校 432 荏原保健センター 323 ゆたか児童センター
205 御殿山小学校 433 大井保健センター 324 南ゆたか児童センター（機器室保管）
206 城南第二小学校 441 総合体育館 325 八潮児童センター
207 第一日野小学校 442 戸越体育館 451 品川区役所（地域活動課）
208 芳水小学校 501 品川消防署 452 中島商事有限会社
209 第三日野小学校 502 大井消防署 453 アートヴィレッジ大崎
210 第四日野小学校 503 荏原消防署 454 大井競馬場
211 大井第一小学校 601 東京湾岸警察署 455 品川区役所（機器室）
212 鮫浜小学校 602 品川警察署 456 品川区役所（機器室）
213 山中小学校 603 大崎警察署 457 品川区役所（機器室）
214 ウェルカムセンター原 604 大井警察署 709 品川薬剤師会
215 立会小学校 605 荏原警察署 710 品川薬剤師会荏原支部
216 浜川小学校 702 品川建設防災協議会 711 品川リハビリテーション病院
217 伊藤小学校 703 品川区医師会 712 第三北品川病院
218 鈴ケ森小学校 704 荏原医師会 713 NTT東日本関東病院
219 台場小学校 705 東京都トラック協会品川支部 714 東京品川病院
220 京陽小学校 706 東京ガス麻布ビル 715 昭和大学病院
221 杜松ホーム 707 東京電力大田事務所 716 昭和大学病院 付属東病院
222 延山小学校 708 品川区役所（機器室） 717 旗の台病院
223 中延小学校 801 品川区役所(機器室)
224 小山小学校 （携帯局 全１０９局） 802 ケーブルテレビ品川
225 大原小学校 局番 所在地 803 ケーブルテレビ品川
226 宮前小学校 111 品川区役所（機器室） 804 東京都立八潮高等学校
227 所在不明 112 品川区役所（機器室） 805 東京都立産業技術高等専門学校
228 源氏前小学校 113 品川区役所（機器室） 806 品川区役所（機器室）
229 第二延山小学校 114 品川区役所（機器室） 807 品川区役所（機器室）
230 後地小学校 115 品川区役所（機器室） 811 学校法人立正大学学園
231 戸越小学校 116 品川区役所（機器室） 812 青稜中学校・高等学校
232 旗台小学校 117 品川区役所（機器室） 813 学校法人香蘭女学校
233 上神明小学校 118 品川区役所（機器室） 814 学校法人朋優学院高等学校
234 スクエア荏原 119 品川区役所（機器室） 815 学校法人清泉女子大学
235 清水台小学校 120 品川区役所（機器室） 816 私立品川エトワール女子学院
236 小山台小学校 121 中小企業センター 817 学校法人星薬科大学
237 明晴学園 122 品川区役所（学務課学事係） 818 学校法人杉野学園
238 品川区役所（機器室） 123 品川区役所（学務課学事係） 819 品川翔英幼稚園
239 こみゅにてぃぷらざ八潮 124 福栄会 晴楓ホーム 851 学校法人文教大学学園
240 日野学園 125 総福セ かえで荘 852 学校法人三浦学園（日本音楽学校）
241 東海中学校 126 総福セ 中延特養ホーム 853 学校法人品川女子学院
242 品川学園 127 総福セ 八潮南特養ホーム 854 品川区役所（機器室）
243 大崎中学校 128 三徳会 荏原特養ホーム 855 テレビ東京天王洲スタジオ
244 浜川中学校 129 三徳会 戸越台特養ホーム 856 品川区役所（機器室）
245 伊藤学園 130 三徳会 成幸ホーム 857 こうほうえん
246 鈴ケ森中学校 131 さくら会 ケアホーム南大井 858 品川区役所（機器室）
247 富士見台中学校 132 さくら会 ケアホーム西五反田 859 品川区役所（機器室）
248 荏原第一中学校 133 春光福祉会 ﾛｲﾔﾙｻﾆｰ 860 三洋工業株式会社
249 品川区役所（機器室） 134 JR大井町駅 861 品川区役所（機器室）
250 豊葉の杜学園 135 JR大崎駅 862 品川区役所（機器室）
251 旧荏原第四中学校 136 JR五反田駅 863 品川区役所（機器室）
252 荏原第五中学校 137 JR目黒駅 864 品川区役所（機器室）
253 荏原第六中学校 301 東品川児童センター 865 品川区役所（機器室）
254 戸越台中学校 302 北品川児童センター 866 品川区役所（機器室）
255 荏原平塚学園 303 南品川児童センター 867 品川区役所（機器室）
256 八潮学園 304 東大井児童センター 868 品川区役所（機器室）
257 品川区役所（機器室） 305 中原児童センター 869 品川区役所（機器室）
258 品川区役所（機器室） 306 東五反田児童センター 870 品川区役所（機器室）
401 品川第一地域センター 307 小関児童センター 871 品川区役所（機器室）
402 品川第二地域センター 308 三ツ木児童センター 872 品川区役所（機器室）
403 大崎第一地域センター 309 水神児童センター 873 品川区役所（機器室）
404 大崎第二地域センター 310 南大井児童センター 874 品川区役所（機器室）
405 大井第一地域センター 311 大井倉田児童センター 875 品川区役所（スロープ下倉庫）
406 大井第二地域センター 312 品川区役所（機器室）
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資料35 IP 無線機設置一覧（本冊 予防-143 頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和6年1月1日現在

1 品川区役所（災害対策本部） 37 伊藤学園 73 品川区役所（避難所対策課）

2 品川区役所（災害対策本部） 38 大井第一小 74 品川区役所（避難所対策課）

3 品川区役所（災害対策本部） 39 伊藤小 75 品川区役所（避難所対策課）

4 品川区役所（災害対策本部） 40 冨士見台中 76 品川区役所（避難所対策課）

5 品川区役所（災害対策本部） 41 小山台小 77 品川区役所（避難所対策課）

6 品川区役所（災害対策本部） 42 後地小 78 品川区役所（福祉本部）

7 品川区役所（災害対策本部） 43 小山小 79 品川区役所（福祉本部）

8 品川区役所（災害対策本部） 44 荏原第一中 80 晴楓ホーム

9 品川区役所（災害対策本部） 45 荏原第六中 81 アプリ児童デイサービス北品川

10 品川区役所（災害対策本部） 46 第二延山小 82 東品川ゆうゆうプラザ

11 品川区役所（災害対策本部） 47 清水台小 83 グランアークみづほ

12 品川区役所（災害対策本部） 48 京陽小 84 グリーンデイ南品川

13 品川区役所（災害対策本部） 49 中延小 85 TODAY南品川

14 品川区役所（災害対策本部） 50 延山小 86 ニチイホーム南品川

15 品川区役所（災害対策本部） 51 宮前小 87 都立品川特別支援学校

16 御殿山小 52 戸越台中 88 南品川シルバーセンター

17 台場小 53 荏原平塚学園 89 かえで荘

18 品川学園 54 大原小 90 八潮南特別養護老人ホーム

19 城南小 55 源氏前小 91 かもめ園

20 浅間台小 56 上神明小 92 関ヶ原シルバーセンター

21 城南第二小 57 旗台小 93 障害児者総合支援施設

22 東海中
 

58 荏原第五中 94 ケアセンター南大井

23 第一日野小 59 戸越小 95 アライブ品川大井

24 第三日野小 60 豊葉の杜学園 96 南大井シルバーセンター

25 第四日野小 61 八潮学園 97 ソピア御殿山

26 日野学園 62 ウェルカムセンター原 98 五反田シルバーセンター

27 芳水小 63 品川区役所 99 上大崎特別養護老人ホーム

28 三木小 64 スクエア荏原 100 アプリ児童デイサービス不動前

29 大崎中 65 旧荏原第四中 101 ケアホーム西五反田

30 立会小 66 明晴学園 102 ニチイホーム不動前

31 鮫浜小 67 こみゅにていぷらざ八潮 103 西五反田シルバーセンター

32 浜川小 68 品川区役所（避難所対策課） 104 大崎ゆうゆうプラザ

33 鈴ケ森小 69 品川区役所（避難所対策課） 105 戸越台特別養護老人ホーム

34 浜川中 70 品川区役所（避難所対策課） 106 杜松ホーム(2F・3F)

35 鈴ケ森中 71 品川区役所（避難所対策課） 107 ゆたかシルバーセンター

36 山中小 72 品川区役所（避難所対策課）
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108 ロイヤルサニー 143 品川区役所（避難所支援課） 178 一時滞在施設（予備）

109 中延特別養護老人ホーム 144 品川区役所（避難所支援課） 179 一時滞在施設（予備）

110 かがやき園 145 品川区役所（避難所支援課） 180 一時滞在施設（予備）

111 荏原特別養護老人ホーム 146 品川区役所（避難所支援課） 181 一時滞在施設（予備）

112 後地シルバーセンター 147 品川区役所（避難所支援課） 182 一時滞在施設（予備）

113 平塚ゆうゆうプラザ 148 品川区役所（一時滞在施設用） 183 一時滞在施設（予備）

114 成幸ホーム 149 品川区役所（避難所支援課） 184 一時滞在施設（予備）

115 平塚橋特別養護老人ホーム 150 品川区役所（避難所支援課） 185 一時滞在施設（予備）

116 平塚橋ゆうゆうプラザ 151 ＪＲ大井町駅 186 一時滞在施設（予備）

117 小山シルバーセンター 152 品川区役所（一時滞在施設用） 187 一時滞在施設（予備）

118 荏原いきいき倶楽部 153 立正佼成会品川教会 188 一時滞在施設（予備）

119 心身障害者福祉会館 154 来福寺 189 一時滞在施設（予備）

120 旗の台シルバーセンター 155 パークホームズ武蔵小山 190 一時滞在施設（予備）

121 品川区役所（福祉避難所用） 156 品川法人会館ビル 191 品川区役所（地域内輸送拠点）

122 品川区役所（福祉避難所用） 157 トヨタモビリティ東京　大井店 192 京浜トラックターミナル１号棟

123 品川区役所（福祉避難所用） 158 前田道路株式会社　品川営業所 193 城南交易運輸倉庫

124 品川区役所（福祉避難所用） 159 STUDIO　EASE 194 品川区立総合区民会館「きゅりあん」　大ホール、小ホール

125 品川区役所（福祉避難所用） 160 品川産業支援交流施設（SHIP） 195 荏原文化センター　大ホール

126 品川区役所（福祉避難所用） 161 西光寺 196 五反田文化センター　音楽ホール

127 品川区役所（福祉避難所用） 162 ＪＲ大崎駅 197 滞留者支援課用（予備）

128 品川区役所（福祉避難所用） 163 住友不動産大崎ガーデンタワー 198 滞留者支援課用（予備）

129 品川区役所（福祉避難所用） 164 品川区役所（一時滞在施設用） 199 品川建設防災協議会

130 品川区役所（福祉避難所用） 165 ThinkPark　Tower 200 テレビ東京天王洲スタジオ

131 品川区社会福祉協議会 166 船着場　屋形船（株式会社船清） 201 地域活動課

132 品川区役所（福祉課本部） 167 ＪＲ五反田駅 202 品川第一地域センター

133 東京工業大学 168 品川区役所（一時滞在施設用） 203 品川第二地域センター

134 林試の森公園 169 品川区役所（一時滞在施設用） 204 大崎第一地域センター

135 一時滞在施設（予備） 170 ミミスイミングクラブ品川 205 大崎第二地域センター

136 聖心女子学院（庭園美術館） 171 トヨタモビリティ東京　品川戸越店 206 大井第一地域センター

137 品川区役所（避難所支援課） 172 武蔵小山商店街振興組合 207 大崎第二地域センター

138 戸越公園一帯（都立大崎高校） 173 ＪＲ目黒駅 208 大井第一地域センター

139 品川区役所（避難所支援課） 174 目黒シネマ 209 大井第二地域センター

140 大井ふ頭一帯（大井ふ頭中央海浜公園） 175 一時滞在施設（予備） 210 大井第三地域センター

141 品川区役所（避難所支援課） 176 一時滞在施設（予備） 211 荏原第一地域センター

142 品川区役所（避難所支援課） 177 一時滞在施設（予備） 212 荏原第二地域センター

他30か所

※一時滞在施設は、災害時協力協定を締結している事業所のうち、
　　公表可能な施設のみ掲載
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資料36 緊急地震速報装置設置一覧（本冊 予防-145 頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和6年1月1日現在

1 総合庁舎（警備室【拡張】・防災課【親】） 59 荏原第六中学校 117 旗の台児童センター

2 総務部分室 月見橋の家 60 戸越台中学校 118 西中延児童センター

3 品川区清掃事務所 61 旧荏原第四中学校 119 東中延児童センター

4 品川第一地域センター 62 台場保育園 120 中延児童センター

5 品川第二地域センター 63 第一日野すこやか園（品川区第一日野幼稚園、西五反田第二保育園) 121 冨士見台児童センター

6 大崎第一地域センター 64 平塚すこやか園（平塚幼稚園、荏原西第二保育園） 122 大原児童センター

7 大崎第二地域センター 65 御殿山すこやか園（御殿山幼稚園、五反田第二保育園） 123 ゆたか児童センター

8 大井第一地域センター 66 ぷりすくーる西五反田保育園 124 品川図書館

9 大井第二地域センター 67 品川保育園 125 二葉図書館

10 大井第三地域センター 68 大井保育園 126 源氏前図書館

11 荏原第二地域センター 69 荏原保育園 127 ゆたか図書館

12 荏原第三地域センター 70 ゆたか保育園 128 大井図書館

13 荏原第四地域センター 71 三ツ木保育園 129 五反田図書館

14 八潮地域センター 72 西大井保育園 130 大崎図書館

15 日野学園 73 中延保育園 131 五反田文化センター

16 伊藤学園 74 北品川保育園 132 荏原文化センター

17 八潮学園 75 西中延保育園 133 東品川文化センター

18 荏原平塚学園 76 西品川保育園 134 旗の台文化センター

19 品川学園 77 東大井保育園 135 五反田シルバーセンター

20 豊葉の杜学園 78 西五反田保育園 136 西五反田シルバーセンター

21 城南小学校 79 清水台保育園 137 上大崎シルバーセンター

22 浅間台小学校 80 東中延保育園 138 ゆたかシルバーセンター

23 三木小学校 81 滝王子保育園 139 旗の台シルバーセンター

24 御殿山小学校 82 二葉保育園 140 小山シルバーセンター

25 城南第二小学校 83 東五反田保育園 141 関ヶ原シルバーセンター

26 第一日野小学校 84 南ゆたか保育園 142 後地シルバーセンター

27 芳水小学校 85 八ツ山保育園 143 南品川シルバーセンター

28 第三日野小学校 86 東品川保育園 144 西大井いきいきセンター

29 第四日野小学校 87 源氏前保育園 145 杜松ホーム（杜松特別養護老人ホーム）

30 大井第一小学校 88 旗の台保育園 146 ケアホーム西大井こうほうえん

31 鮫浜小学校　既存校舎 89 小山台保育園 147 平塚橋ゆうゆうプラザ

32 山中小学校 90 大崎保育園 148 大崎ゆうゆうプラザ

33 立会小学校 91 冨士見台保育園 149 平塚ゆうゆうプラザ

34 浜川小学校 92 大井倉田保育園 150 品川保健センター

35 伊藤小学校 93 荏原西保育園 151 大井保健センター

36 鈴ケ森小学校 94 五反田保育園 152 荏原特別養護老人ホーム

37 台場小学校・台場幼稚園 95 伊藤保育園 153 中小企業センター

38 京陽小学校 96 水神保育園 154 教育総合支援センター

39 延山小学校 97 平塚保育園 155 荏原区民センター

40 中延小学校 98 八潮北保育園 156 メイプルセンター

41 小山小学校 99 八潮西保育園 157 品川健康センター

42 大原小学校 100 北品川第二保育園 158 ものづくり創造センター内オアシスルーム

43 宮前小学校 101 浜川幼稚園 159 きゅりあん

44 源氏前小学校 102 伊藤幼稚園 160 荏原平塚総合区民会館（スクエア荏原）

45 第二延山小学校 103 八潮わかば幼稚園 161 東大井区民集会所

46 後地小学校 104 東品川児童センター 162 こみゅにてぃぷらざ八潮

47 戸越小学校 105 北品川児童センター 163 総合体育館

48 旗台小学校 106 東大井児童センター 164 戸越体育館

49 上神明小学校 107 南品川児童センター 165 ウェルカムセンター原

50 清水台小学校 108 東五反田児童センター 166 キッズタウンにしおおい

51 小山台小学校 109 三ツ木児童センター 167 明晴学園

52 東海中学校 110 小関児童センター 168 戸越オアシスルーム

53 大崎中学校 111 水神児童センター 169 品川区立障害児者総合支援施設

54 浜川中学校 112 大井倉田児童センター 170 南大井複合施設

55 鈴ケ森中学校 113 滝王子児童センター 171 荏原第一地域センター

56 冨士見台中学校 114 伊藤児童センター 172 品川区立環境学習交流施設【エコルとごし】

57 荏原第一中学校 115 平塚児童センター 173 大崎保育園分室

58 荏原第五中学校 116 後地児童センター
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資料37 震災対策における都・区間の役割分担（昭和 52 年合意） 

（本冊 予防-150 頁） 

事項 検討結果 

1 市民消火隊の育成 市民消火隊 665 隊(１隊 10 名程度）を区へ移管する。 

2 防災活動拠点の整備 防災活動拠点事業については区事業とする（補助方式は廃止す

る）。 

3 消防水利の確保 防災市民組織が利用する小型防火水槽（40㎥以下）は、区が対応す

る。 

都は、原則として 40 ㎥以上の防火水槽を設置する。 

4 飲料水の確保 (1) 浄水場等から避難場所（給水拠点〉までの輸送は、都が対応す

る。 

(2) 給水拠点から住民に対する給水は、区が実施する。 

5 食糧及び生活必需品

の確保 

(1) 乾パン等の食糧については、区が１日分を目標に備蓄する。都

は、それ以降の分について備蓄、調達で対処する。 

(2) 生活必需品については、主に都が備蓄及び調達により確保す

る。 

(3) 住民への配布は区があたる。 

6 備蓄倉庫の整備 備蓄物資の都区分担に基づき、都・区双方がそれぞれ設置する。 

7 避難場所の利用管理 (1) 利用管理に係る管理者との協議及び発災時の避難場所での対応

は、原則として避難場所所在の区が対処する。 

(2) 二区以上の住民が利用する避難場所については、あらかじめ関

係区において協議するものとする。 

(3) 大規模避難場所で、所在区のみで対応することが困難な避難場

所については、都が補完する方向で検討する（現在のところ、皇

居前広場、日比谷公園地区を考えている〉。 

8 避難誘導体制 (1) 一時集合場所の選定は、区が主体となって実施する。 

(2) 地域ごとの避難計画については、区が策定する。 

(3) 避難場所等の標識の設置は都、管理は区とする。 

9 医療救護班の編成 (1) 医療救護斑の編成基準は都が、「災害医療運営連絡会」におけ

る協議に基づき作成する。 

(2) 考え方としては、区が初動活動を行い、都は広域的立場から応

援にあたるものとする。 

10 救護所の設置と 

負傷者の搬送 

(1) 救護所の設置は区、後方医療施設は都が分担する。 

(2) 搬送体制は次の区分で行う。 

被災現場→救護所（区〉 

救護所→後方医療施設（都および区） 

11 医薬品、医療機材

等の備蓄 

(1) 都・区の医療救護班が使用する医薬品、医療機材等の確保につ

いては、「災害医療運営連絡会」で定める基準に従い、都区それ

ぞれが調達を含め確保する。 

(2) 調達粉乳については、最初の３日分は区が備蓄し、それ以降は

都が備蓄または調達で対応する。 
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資料38 主な災害対策用備蓄品一覧（本冊 予防-151 頁） 

（令和４年 11 月現在）   

備蓄物品（保存期間） 備蓄量 

ビスケット（5 年） 175,500 食 

アルファ化米（5 年） 325,000 食 

梅がゆ（高齢者等向け）（5 年） 8,700 食 

粉ミルク（1 年半） 1,392 缶 

アレルギー用粉ミルク（1 年半） 116 缶 

ミネラルウォーター（飲料水）（5 年） 120,000 ℓ 

レトルトカレー（5 年）（最終備蓄量 90,000 食） 30,000 食 

野菜ジュース（5 年）  90,000 缶 

乳幼児・高齢者用食品（5 年） （最終備蓄量 21,120 袋） 5,280 袋 

毛布 140,000 枚 

簡易トイレ（15 年）便袋タイプ 1,800,000 回 

ペーパー歯磨き（8 年） （最終備蓄量 384,000 包） 93,960 包 

マスク 356,000 枚 

間仕切り 2,600 張 

帰宅困難者用 

アルファ化米（5 年） 51,800 食 

ビスケット（5 年） 30,240 食 

ミネラルウォーター(飲料水)(5 年) 36,963 ℓ 
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資料39 給水拠点となる施設一覧（本冊 予防-153 頁） 

施設名 使用可能水量 所在地 

区立戸越公園（応急給水槽） 1,500 ㎥ 品川区豊町２－１－30 

区立しおじ公園（応急給水槽） 1,500 ㎥ 品川区八潮５－６－９ 

都立林試の森公園（応急給水槽） 1,500 ㎥ 目黒区下目黒５－37 

都立八潮高校(小規模応急給水槽) 100 ㎥ 品川区東品川３－27－22 

 

 

資料40 応急給水用資器材の保有状況（本冊 予防-153 頁） 

（令和５年３月３１日） 

保管事業所 
給水タンク 角形容器 応急給水
栓 ホー
ス（本） 

１m3～３m3(基) 20 ㍑（個） （基
） 20m ５m 

南部支所 ８ 49 ８ ２ ５ 

品川営業所 ６ ７ ８ １ ４ 

 

 

資料41 震災対策用井戸（本冊 予防-153 頁） 

設置場所 日量 所在地 

西大井広場 約 250 ㎥ 西大井１－４－10 

戸越公園 約 170 ㎥ 豊町２－１－30 

荏原第一中学校 約 260 ㎥ 荏原１－24－30 
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資料42 備蓄物資の保管場所（本冊 予防-155 頁） 

災害対策備蓄倉庫 

 名称 所在地 床面積 開設年度 備考 

1 品川備蓄倉庫 南品川 4-5-28 233.0 ㎡ 昭和 54 南品川児童センター併設 

2 荏原備蓄倉庫 中延 5-3-12 54.4 ㎡ 昭和 57 荏原第四地域センター併設 

3 中延備蓄倉庫 中延 2-11-5 120.0 ㎡ 昭和 57 職員待機寮併設 

4 八潮 22 号棟備蓄倉庫 八潮 5-5-22 231.34 ㎡ 昭和 59 高層住宅併設 

5 八潮 38 号棟備蓄倉庫 八潮 5-6-38 394.31 ㎡ 昭和 59 高層住宅併設 

6 大井備蓄倉庫 大井 2-27-20 316.7 ㎡ 昭和 59 大井第二地域センター併設 

7 御殿山倉庫 北品川 4-7-37 101.0 ㎡ 平成 4 民間施設併設 

8 天王洲倉庫 東品川 2-3-10 186.0 ㎡ 平成 4 民間施設併設 

9 都立大崎高等学校倉庫 豊町 2-1-7 20.1 ㎡ 平成 15 都立高校併設 

10 西大井倉庫 西大井 1-1-2 48.0 ㎡ 平成 15 民間施設併設 

11 大崎備蓄倉庫 西五反田 3-6-38 180.11 ㎡ 平成 16 区民住宅併設 

12 八潮南備蓄倉庫 八潮 5-9-11 256.0 ㎡ 平成 22 こみゅにてぃぷらざ八潮併設 

13 戸越備蓄倉庫 豊町 1-16 378.0 ㎡ 平成 24 区立文庫の森公園内 

14 荏原平塚備蓄倉庫 平塚 3-9-1 35.0 ㎡ 平成 25 区立ひらさん広場内 

15 大井１丁目備蓄倉庫 大井 1-15-13 77.58 ㎡ 平成 26 3、4 階 

16 
大崎西口公園内 
備蓄倉庫 

大崎 2-11 57.2 ㎡ 平成 26 区立大崎西口公園内 

17 
しながわ中央公園内 
備蓄倉庫 

西品川 1-28-4 416.16 ㎡ 平成 27 区立しながわ中央公園内 

18 
災害対策ゆたか教職員 
待機寮内備蓄倉庫 

豊町 1-17-8 59.43 ㎡ 平成 27 職員待機寮併設 

19 
東中みんなの広場内 
備蓄倉庫 

東中延 1-2-17 27.17 ㎡ 平成 27 区立東中みんなの広場内 

20 
西五反田 6 丁目 
備蓄倉庫 

西五反田 6-6-19 57.5 ㎡ 平成 28 旧第一日野小学校跡地内 

21 
しながわ区民公園内 
備蓄倉庫 

勝島 3-2-2 109.2 ㎡ 平成 29 
区立しながわ区民公園管理棟併
設 

22 目黒駅前備蓄倉庫 上大崎 3-1-1 118.24 ㎡ 平成 29 民間施設併設 

23 西品川一丁目備蓄倉庫 西品川 1-1 260.0 ㎡ 平成 30 民間施設併設 

24 旗の台３丁目備蓄倉庫 旗の台 3-15 73.62 ㎡ 令和元 区立立会川児童遊園横 

25 
災害対策東品川職員待
機寮内備蓄倉庫 

東品川 3-1-5 23 ㎡ 令和 2 職員待機寮併設 

26 
災害対策伊藤職員待機
寮内備蓄倉庫 

西大井 5-22-11 196.65 ㎡ 令和 2 職員待機寮併設 

27 
旧東品川清掃作業所内
備蓄倉庫 

東品川 2-3-2 370 ㎡ 令和 3 アイル品川内 

28 城南交易運輸倉庫 
大田区平和島 5-
5-15 

330 ㎡ 令和 5 民間施設併設 
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資料43 町会・自治会別 一時（いっとき）集合場所・区民避難所等一覧 

（本冊 予防-163 頁） 

（令和 6 年 1 月 1 日現在） 

品川第一地区 

番

号 
町会・自治会名 一時集合場所 区民避難所 広域避難場所 

1 北品川一丁目町会 品海公園 台場小学校 

天王洲アイル周辺 

2 八ツ山町会 東八ツ山公園 台場小学校 

3 北品川二丁目町会 聖蹟公園 品川学園 

4 北品川三丁目親和会 
品川消防団第６

分団横 
品川学園 

5 ※小関親睦会 
御殿山小学校 

小関公園 
御殿山小学校 

高輪三丁目・四丁

目・御殿山地区 6 御殿山町会 御殿山小学校 御殿山小学校 

7 ※袖ケ崎新興会 御殿山小学校 御殿山小学校 

8 洌崎町会 洲崎公園 城南第二小学校 
天王洲アイル周辺 

9 東品川一・三町会 台場小学校 台場小学校 

10 櫻心会町会 街道松の広場 城南第二小学校 大井ふ頭一帯 

11 天王洲会 天王洲公園 台場小学校 
地区内残留 

港南、東品川地区 

12 都営北品川アパート自治会 東八ツ山公園 台場小学校 

天王洲アイル周辺 
13 

都営北品川第２アパート自治

会 
東八ツ山公園 台場小学校 

14 
都営東品川第４アパート自治

会 

東品川 1 丁目公

園 
台場小学校 

15 都営天王洲団地自治会 天王洲団地広場 台場小学校 
地区内残留 

港南、東品川地区 

16 都営東品川７棟自治会 台場浦公園 台場小学校 天王洲アイル周辺 

※袖ケ崎新興会の広域避難場所は、一部「地区内残留・五反田地区」に指定されている。 

※小関親睦会の広域避難場所は、一部「地区内残留・五反田地区」に指定されている。 
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町会・自治会別 一時（いっとき）集合場所・区民避難所等一覧 

品川第二地区 

番

号 
町会・自治会名 一時集合場所 区民避難所 広域避難場所 

1 真交町会 
南品川二丁目児

童遊園 
城南小学校 

大井ふ頭一帯 

2 博友町会 城南小学校 城南小学校 

3 諏訪町会 天妙国寺 城南小学校 

4 三睦会町会 
品川寺・海晏

寺・仙台坂公園 

城南小学校 

5 明睦会 明睦会館 城南小学校 

6 ※同友会町会 

南品川児童セン

ター 

広町公園 

浅間台小学校 

7 南品川南睦会 

品川特別支援学

校 

浅間台小学校 

浅間台小学校 

8 東睦会 
品川第二地域セ

ンター 
浅間台小学校 

9 六丁目睦会 

品川特別支援学

校 

浅間台小学校 

浅間台小学校 

10 東親会 八潮高校 

城南第二小学

校 

東海中学校 
地区内残留 

港南、東品川地区 
11 東品川第一自治会 団地内集会所前 東海中学校 

12 自治八潮会 東海中学校 東海中学校 

13 
都営東品川第３アパート自

治会 

東海中学校 東海中学校 

※同友会町会の広域避難場所は、一部「地区内残留・五反田地区」に指定されている。 
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町会・自治会別 一時（いっとき）集合場所・区民避難所等一覧 

大崎第一地区（その１） 

番

号 
町会・自治会名 一時集合場所 区民避難所 広域避難場所 

1 五反田一丁目町会 五反田南公園 日野学園 
地区内残留 

五反田地区 2 
※東五反田みづほ町

会 
日野学園 日野学園 

3 五反田中部町会 ＪＲ五反田東口広場 日野学園 

地区内残留 

五反田地区 

4 五反田東口町会  日野学園 

5 西五反田一丁目町会 
柳沢商会駐車場前 

日本生命ビル前歩道 
第一日野小学校 

6 五反田睦町会 大崎橋公園 日野学園 

7 
西五反田一・二・三

町会 

ポーラ化粧品本舗玄関前 

広場他は各班に指定 
日野学園 

8 池田山町会  第三日野小学校 

9 島津山自生会 清泉女子大学正門前 日野学園 
高輪三丁目・四丁

目・御殿山地区 

10 袖が崎町会 妙建山本立寺境内 第三日野小学校 

自然教育園・聖心

女子学院一帯 

11 ※相生会 相生会町会倉庫 第三日野小学校 

12 上大崎一丁目町会 戒法寺 第三日野小学校 

13 上大崎一丁目愛誠会 
上大崎公園 

第三日野小学校 
第三日野小学校 

14 
上大崎一丁目第一愛

誠会 

 
第三日野小学校 

15 上大崎池の谷町会 第三日野小学校 第三日野小学校 

16 上大崎目黒駅前町会 誕生八幡神社 第三日野小学校 

17 上大崎三丁目町会  第三日野小学校 

18 ※夕陽会 

亀の甲橋 

目黒パーク・マンション

前 

第四日野小学校 

19 目黒駅前西口町会  第三日野小学校 

20 ※中丸親和町会 上大崎３丁目８番先路上 第三日野小学校 

21 上大崎長者丸町会 長者丸駐在所前 第三日野小学校 

22 西五反田本町会 
環六歩道上 

（大崎郵便局前） 
第一日野小学校 

地区内残留 

五反田地区 

※東五反田みづほ町会の広域避難場所は、一部「高輪三丁目・四丁目・御殿山地区」に指定されている。 

※相生会の広域避難場所は、一部「地区内残留・五反田地区」に指定されている。 

※夕陽会の広域避難場所は、一部「地区内残留・五反田地区」に指定されている。 

※中丸親和町会の広域避難場所は、一部「地区内残留・五反田地区」に指定されている。 
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町会・自治会別 一時（いっとき）集合場所・区民避難所等一覧 

大崎第一地区（その２） 

番

号 
町会・自治会名 一時集合場所 区民避難所 広域避難場所 

23 
西五反田七・五・三

町会 

環六歩道上 

（マツダ五反田営業所

前） 

第一日野小学校 地区内残留 

五反田地区 

24 大崎本町三丁目町会 本三くじら広場 第四日野小学校 

25 西五反田四丁目町会 かむろ坂公園 第四日野小学校 

林試の森公園 
26 西五反田西二町会 第一日野小学校 第一日野小学校 

27 
西五反田五丁目西三

町会 
西霧ケ谷公園 第四日野小学校 

28 西五反田協和町会 協和会館 第一日野小学校 
地区内残留 

五反田地区 

29 西五反田六丁目町会 第一日野小学校 第一日野小学校 林試の森公園 

30 
都営東五反田二丁目  

アパート自治会 
御成橋公園 日野学園 

地区内残留 

五反田地区 

31 ※西五反田南町会 
西八丁公園 

西五反田６丁目児童遊園 第一日野小学校 林試の森公園 

32 西五反田谷山会 
 

第四日野小学校 
地区内残留 

五反田地区 

※西五反田南町会の広域避難場所は、一部「地区内残留・五反田地区」および「大崎駅西口地区一帯」に指定さ

れている。 
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町会・自治会別 一時（いっとき）集合場所・区民避難所等一覧 

大崎第二地区 

番

号 
町会・自治会名 一時集合場所 区民避難所 広域避難場所 

1 西品川三栄会 
西品川１丁目防災活動広

場 
三木小学校 品川区役所一帯 

2 協力睦会 西品川公園 三木小学校 
大崎駅西口地区一

帯 
3 品川尚和会 尚和会館 大崎中学校 

4 西品川新生会 百反坂下児童遊園 三木小学校 

5 西品川二丁目会 豊一丁目防災活動広場 大崎中学校 戸越公園一帯 

6 西品川三ツ木会 三ツ木公園 三木小学校 大崎駅西口地区一

帯 7 大崎一二三町会 芳水小学校 芳水小学校 

8 大崎居木橋町会 磯田ビル前歩道 芳水小学校 
地区内残留 

五反田地区 

9 ※大崎四丁目町会 立正大学・峰原公園 芳水小学校 

大崎駅西口地区一

帯 
10 ※大崎三五町会 大崎５丁目遊園 芳水小学校 

11 大崎ｳｴｽﾄｼﾃｨﾀﾜｰｽﾞ自

治会 

芳水小学校 芳水小学校 

※大崎四丁目町会の広域避難場所は、一部「地区内残留・五反田地区」に指定されている。 

※大崎三五町会の広域避難場所は、一部「地区内残留・五反田地区」に指定されている。 
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町会・自治会別 一時（いっとき）集合場所・区民避難所等一覧 

大井第一地区 

番

号 
町会・自治会名 一時集合場所 区民避難所 

広域避難 

場所 

1 鮫洲曙町会 
都立産業技術高等専門

学校グランド 
鮫浜小学校 

大井競馬場・ 

しながわ区民

公園 

2 鮫洲北町会 鮫洲運動公園 鮫浜小学校 

3 鮫洲仲町会 鮫洲運動公園 立会小学校 

4 鮫洲南町会 鮫浜小学校 鮫浜小学校 

5 大井北浜川東町会 鮫浜小学校 鮫浜小学校 

6 北浜川西町会 浜川中学校 浜川中学校 

7 北浜川仲町会 新浜川公園 鮫浜小学校 

8 大井南浜町会 
しながわ区民公園 

鈴ヶ森中学校 

浜川小学校 

鈴ヶ森中学校 

9 ※鈴ヶ森町会 
鈴ヶ森公園 

鈴ヶ森中学校 

鈴ヶ森小学校 

鈴ヶ森中学校 

10 大井海岸町会 
しながわ区民公園 

大井海岸公園 

鈴ヶ森小学校 

鈴ヶ森中学校 
地区内残留 

勝島地区 
11 大井坂下町会 大井坂下公園 鈴ヶ森小学校 

12 ※大井水神町会 大井水神公園 鈴ヶ森小学校 

大井競馬場・ 

しながわ区民

公園 

13 南大井第四町会 
浜川小学校 

南大井文化センター 

浜川小学校 

鈴ヶ森中学校 

14 大井寺下町会 浜川公園 浜川小学校 

15 大井関ヶ原町会 関ヶ原公園 浜川中学校 

16 大井元芝町会 
東大井公園・鮫浜小学

校 

鮫浜小学校・立会小

学校 

17 大井立会町会 総合区民会館 立会小学校 

18 東大井月見台町会 立会小学校 立会小学校 

19 東大井林町会 

立会小学校・大井公園

（東）・大井公園

（西） 

立会小学校 

20 勝島町会 わかくさ公園 鈴ヶ森中学校 地区内残留 

勝島地区 

 21 大森駅前住宅自治会 大森駅前住宅中庭 鈴ヶ森小学校 

※鈴ヶ森町会の広域避難場所は、一部「地区内残留・勝島地区」に指定されている。 

※大井水神町会の広域避難場所は、一部「地区内残留・勝島地区」に指定されている。 
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町会・自治会別 一時（いっとき）集合場所・区民避難所等一覧 

大井第二地区 

番

号 
町会・自治会名 一時集合場所 区民避難所 広域避難場所 

1 大井一丁目権現町会 大井一丁目町会会館前 山中小学校 

品川区役所一帯 

 

2 大井一丁目鎧町会 大井中央公園 山中小学校 

3 大井森下町会 
宮下公園 

森下児童遊園 
山中小学校 

4 大井二丁目町会 

大井２丁目防災活動広

場、 

町会事務所前 

山中小学校 

5 大井三丁目町会  山中小学校 

大井競馬場・ 

しながわ区民公園 

6 大井倉田町会 大井倉田町会会館 
大井第一小学

校 

7 大井滝王子町会 滝王子稲荷神社 伊藤学園 

8 西大井一丁目町会 西大井広場公園 伊藤学園 

 

  



 

124 

町会・自治会別 一時（いっとき）集合場所・区民避難所等一覧 

大井第三地区 

番

号 
町会・自治会名 一時集合場所 区民避難所 広域避難場所 

1 大井鹿島町会  
大井第一小学

校 

大井競馬場・しな

がわ区民公園 

2 大井庚塚町会 大井庚塚町会会館 
大井第一小学

校 

3 出石町会 

西大井３丁目防災活動広

場 

出石公園 

ｳｪﾙｶﾑｾﾝﾀｰ原 

4 西大井二丁目町会 町会会館 ｳｪﾙｶﾑｾﾝﾀｰ原 

5 西大井四丁目町会 

西の森公園 

西大井４丁目防災活動広

場 

伊藤小学校 

6 
西大井五丁目伊藤町

会 
富士見ヶ丘児童遊園 

冨士見台中学

校 

7 西大井六丁目町会 
西大井広場公園・西大井

六丁目ふれあい広場 
伊藤小学校 

 

  



 

125 

町会・自治会別 一時（いっとき）集合場所・区民避難所等一覧 

荏原第一地区 

番

号 
町会・自治会名 一時集合場所 区民避難所 広域避難場所 

1 小山台一丁目町会 小山台１丁目防災広場 小山台小学校 

林試の森公園 

2 小山台一丁目東町会 小山台東公園 小山台小学校 

3 小山台二丁目町会 小山台公園 小山台小学校 

4 小山一丁目町会 大陽日酸(株) 後地小学校 

5 小山二丁目東部町会 後地公園 後地小学校 

6 小山二丁目西部町会 後地クマさん広場 後地小学校 

7 小山三丁目町会 小山台高等学校 小山小学校 

8 小山四丁目町会 小山小学校 小山小学校 

9 小山五丁目町会 小山五丁目児童遊園 荏原第六中学校 

10 荏原一丁目町会 
荏原一丁目防災活動広

場 
荏原第一中学校 

11 荏原二丁目町会 荏原二丁目公園 荏原第一中学校 

12 荏原三丁目町会 
荏原３丁目防災活動広

場 
スクエア荏原 

13 荏原四丁目町会 スクエア荏原 スクエア荏原 

14 中原共和町会 
中原東公園・平塚中央

公園 
京陽小学校 

  



 

126 

町会・自治会別 一時（いっとき）集合場所・区民避難所等一覧 

荏原第二地区 

番

号 
町会・自治会名 一時集合場所 区民避難所 広域避難場所 

1 小山六丁目町会 江戸見坂公園 第二延山小学校 
東京工業大学 

2 小山七丁目町会 小山倶楽部 第二延山小学校 

3 荏原五丁目町会 小山小学校 小山小学校 林試の森公園 

4 荏原六丁目町会 荏原南公園 第二延山小学校 

東京工業大学 

5 荏原七丁目町会 第二延山小学校 第二延山小学校 

6 旗の台一丁目町会 
旗の台１丁目防災活

動広場 
第二延山小学校 

7 旗の台二丁目町会 清水台小学校 清水台小学校 

8 旗の台西二丁目町会 清水台小学校 清水台小学校 

9 小山洗足町会 清水台小学校 清水台小学校 

10 旗の台六丁目町会 清水台小学校 清水台小学校 

11 旗の台南町会 旗の台公園 荏原第五中学校 

 

  



 

127 

町会・自治会別 一時（いっとき）集合場所・区民避難所等一覧 

荏原第三地区 

番

号 
町会・自治会名 一時集合場所 区民避難所 広域避難場所 

1 平塚一丁目町会 梅宮医院前道路上 京陽小学校 

林試の森公園 

2 平塚一丁目南部町会 竹の子公園 荏原平塚学園 

3 平塚二丁目町会 京陽公園 京陽小学校 

4 平塚三丁目町会 荏原平塚学園 荏原平塚学園 

5 平塚四丁目町会 スクエア荏原 スクエア荏原 

6 中延一丁目町会 中延小学校 中延小学校 

7 中延二丁目町会 延山小学校 延山小学校 東京工業大学 

8 東中延一丁目町会 東中はなみずき公園 荏原平塚学園 

林試の森公園 
9 西中延一丁目町会 

中延公園 

荏原六丁目防災広場 
中延小学校 

10 西中延二丁目町会 延山小学校 延山小学校 東京工業大学 

11 戸越銀座町会 戸越台中学校 戸越台中学校 
大崎駅西口地区

一帯 12 戸越一丁目町会 
戸越台中学校 

大崎中学校 
戸越台中学校 

13 戸越二丁目町会 戸越２丁目広場 戸越台中学校 

戸越公園一帯 
14 戸越三丁目町会 宮前小学校 宮前小学校 

15 戸越四丁目町会 宮前小学校 宮前小学校 

16 戸越五丁目町会 大崎高校 宮前小学校 

 

  



 

128 

町会・自治会別 一時（いっとき）集合場所・区民避難所等一覧 

荏原第四地区 

番

号 
町会・自治会名 一時集合場所 区民避難所 広域避難場所 

1 中延三丁目町会 
中延３丁目防災活動

広場 
延山小学校 

東京工業大学 2 中延四丁目町会 源氏前小学校 源氏前小学校 

3 中延五丁目町会 
中延みちしるべ防災

広場 
旗台小学校 

4 荏原町町会 荏原町公園 源氏前小学校 

大井競馬場・ 

しながわ区民公

園 

5 東中延二丁目町会 
東中延公園・大原公

園 
大原小学校 

6 東中三町会 
源氏前小学校 

上神明小学校 

源氏前小学校 

上神明小学校 

7 中延六丁目町会 源氏前小学校 源氏前小学校 

8 西中延三丁目町会 
西中お日さま公園 

延山くすのき公園 
延山小学校 

東京工業大学 9 旗の台三丁目町会 
立会川児童遊園 

（カエル公園） 
荏原第五中学校 

10 旗の台四丁目町会 旗台小学校 旗台小学校 

11 旗の台五丁目町会 荏原第五中学校 荏原第五中学校 

12 戸越六丁目町会 大原小学校 大原小学校 大井競馬場・ 

しながわ区民公

園 

13 豊町六丁目町会 上神明小学校 上神明小学校 

14 二葉四丁目町会 原っぱ公園 上神明小学校 

  



 

129 

町会・自治会別 一時（いっとき）集合場所・区民避難所等一覧 

荏原第五地区 

番

号 
町会・自治会名 一時集合場所 区民避難所 広域避難場所 

1 豊町一丁目町会 かやの木広場 戸越小学校 

戸越公園一帯 
2 

豊町二丁目親和

会 
戸越小学校 戸越小学校 

3 豊町三丁目町会 旧荏原第四中学校 
旧荏原第四中

学校 

4 豊町四丁目町会 
杜松ホーム 

旧荏原第四中学校 

杜松ホーム 

旧荏原第四中

学校 

大井競馬場・ 

しながわ区民公

園 
5 豊町五丁目町会 杜松ホーム 杜松ホーム 

6 二葉一丁目町会 
二葉一丁目町会会館（二葉

1-11-2） 
豊葉の杜学園 

品川区役所一帯 

7 二葉神明町会  豊葉の杜学園 

8 二葉二丁目町会 
ＮＦパークビルポケットパ

ーク 
豊葉の杜学園 

大井競馬場・ 

しながわ区民公

園 

9 二葉中央町会 
ＮＦパークビルポケットパ

ーク 
豊葉の杜学園 

大井競馬場・ 

しながわ区民公

園 10 二葉三丁目町会 上神明小学校 上神明小学校 

 

  



 

130 

町会・自治会別 一時（いっとき）集合場所・区民避難所等一覧 

八潮地区（その１） 

番

号 
町会・自治会名 

一時集合場

所 
区民避難所 広域避難場所 

1 八潮１号棟自治会  明晴学園 

地区内残留 

八潮、東海、

城南島地区 

2 品川八潮２号棟自治会  明晴学園 

3 八潮団地都営３号棟自治会  明晴学園 

4 八潮４号棟自治会  明晴学園 

5 品川八潮５号棟自治会  明晴学園 

6 八潮ハイツ自治会  明晴学園 

7 
八潮パークタウン第７号棟自

治会 
 

明晴学園 

8 八潮１１号棟自治会  八潮学園 

9 八潮１２号棟自治会  八潮学園 

10 コーシャハイム八潮西自治会  八潮学園 

11 シティコープ八潮浜自治会  八潮学園 

12 
八潮パークタウン 

潮路南第二ハイツ自治会 
 

こみゅにてぃぷらざ

八潮 

13 
八潮パークタウン 

潮路南第一ハイツ自治会 
 

こみゅにてぃぷらざ

八潮 

14 
八潮４０号棟自治会 

 
こみゅにてぃぷらざ

八潮 

15 
第４１号棟自治会 

 
こみゅにてぃぷらざ

八潮 

16 
４２号棟自治会 

 
こみゅにてぃぷらざ

八潮 

17 
八潮４３号棟自治会 

 
こみゅにてぃぷらざ

八潮 

18 
シティコープ八潮台自治会 

 
こみゅにてぃぷらざ

八潮 

19 
八潮南４７号棟自治会 

 
こみゅにてぃぷらざ

八潮 

20 
八潮５丁目４８号棟自治会 

 
こみゅにてぃぷらざ

八潮 

21 
八潮４９号棟自治会 

 
こみゅにてぃぷらざ

八潮 

22 
５０号棟自治会 

 
こみゅにてぃぷらざ

八潮 

23 潮路東ハイツ自治会  八潮学園 

24 八潮５８・５９号棟自治会  八潮学園 

 

  



 

131 

町会・自治会別 一時（いっとき）集合場所・区民避難所等一覧 

八潮地区（その２） 

番

号 
町会・自治会名 一時集合場所 区民避難所 広域避難場所 

25 八潮６０号棟自治会  八潮学園 

地区内残留 

八潮、東海、

城南島地区 

26 

八潮パークタウン 

潮路北第一ハイツ自治

会 

 八潮学園 

27 ６９号棟自治会  八潮学園 

28 八潮寮自治会  
こみゅにてぃぷらざ

八潮 

 

 

 

 

町会・自治会別 一時（いっとき）集合場所・区民避難所等一覧 

八潮地区（その３） 

番

号 
自治会未組織地区等 一時集合場所 区民避難所 広域避難場所 

 品川総合福祉センター  明晴学園 

地区内残留 

八潮、東海、

城南島地区 

 8 号棟  明晴学園 

 9 号棟  明晴学園 

 10 号棟  明晴学園 

 13 号棟  八潮学園 

 14 号棟  八潮学園 

 15 号棟  八潮学園 

 22 号棟  八潮学園 

 23 号棟  八潮学園 

 八潮わかくさ荘  八潮学園 

 

 

 



 

 

資料44 広域避難場所一覧（本冊 予防-163 頁） 

番号 
避難場所 

名称 
所在地 

区域面積 

(m2) 

避難有効

面積(m2) 

地区割当 
避難計画

人口

（人） 

一人当た

り避難有

効面積

(m2/人) 

最遠距離 

(km) 区 町丁 

町

丁

数 

12 

高輪三丁目・

四丁目・御殿

山地区 

港区高輪 

品川区北品

川 

235,437 90,983 

港区 白金台二丁目、高輪一丁目、高輪二丁目、高輪三丁目

及び高輪四丁目 

5 

53,721 1.69 1.4 品川区 北品川四丁目の一部、北品川五丁目の一部、北品川六

丁目、東五反田一丁目の一部及び東五反田三丁目の一

部 

5 

13 

自然教育園・

聖心女子学院

一帯 

港区白金、

白金台 

品川区上大

崎 

337,028 178,490 

港区 白金一丁目、白金二丁目、白金三丁目、白金四丁目、

白金五丁目、白金六丁目、白金台一丁目、白金台三丁

目、白金台四丁目及び白金台五丁目 

10 

63,982 2.79 1.2 品川区 
上大崎一丁目、上大崎二丁目、上大崎三丁目、上大崎

四丁目、東五反田一丁目の一部、東五反田三丁目の一

部及び東五反田四丁目 

7 

37 
品川区役所一

帯 
品川区広町 85,728 25,833 

品川区 

大井一丁目、大井二丁目、西品川一丁目の一部、広町

二丁目及び二葉一丁目 

5 

21,286 1.21 0.6 

38 大井ふ頭一帯 

品川区八潮 

大田区東

海、城南島 

3,768,025 1,744,421 

品川区 

北品川二丁目の一部、広町一丁目の一部、南品川一丁

目、南品川二丁目、南品川三丁目、南品川四丁目の一

部、南品川五丁目及び南品川六丁目 

8 

19,619 88.91 1.7 

39 

大井競馬場・

しながわ区民

公園 

品川区勝島 504,330 347,536 

品川区 大井三丁目、大井四丁目、大井五丁目、大井六丁目、

大井七丁目、戸越六丁目、中延四丁目の一部、中延五

丁目の一部、中延六丁目、西大井一丁目、西大井二丁

目、西大井三丁目、西大井四丁目、西大井五丁目、西

大井六丁目、東大井一丁目、東大井二丁目、東大井三

丁目、東大井四丁目、東大井五丁目、東大井六丁目、

東中延二丁目、二葉二丁目、二葉三丁目、二葉四丁

目、南大井一丁目、南大井四丁目、南大井五丁目、豊

町四丁目、豊町五丁目及び豊町六丁目 

31 

108,176 3.21 2.9 

1
3
2
 



 

 

番号 
避難場所 

名称 
所在地 

区域面積 

(m2) 

避難有効

面積(m2) 

地区割当 
避難計画

人口

（人） 

一人当た

り避難有

効面積

(m2/人) 

最遠距離 

(km) 区 町丁 

町

丁

数 

43 東京工業大学 

目黒区大岡

山、緑が丘 

大田区石川

町、北千束 

259,195 109,739 

品川区 荏原六丁目の一部、荏原七丁目、小山六丁目、小山七

丁目、中延二丁目の一部、中延三丁目、中延四丁目の

一部、中延五丁目の一部、西中延二丁目、西中延三丁

目、旗の台一丁目、旗の台二丁目、旗の台三丁目、旗

の台四丁目、旗の台五丁目及び旗の台六丁目 

16 

94,529 1.16 2.5 
目黒区 大岡山一丁目、大岡山二丁目、洗足一丁目、洗足二丁

目、原町一丁目、原町二丁目、緑が丘一丁目、緑が丘

二丁目、緑が丘三丁目、南一丁目、南二丁目及び南三

丁目 

12 

大田区 
石川町一丁目、石川町二丁目の一部、北千束一丁目、

北千束二丁目及び北千束三丁目の一部 

5 

156 
林試の森公園 

品川区小山

台 

目黒区下目

黒 

181,033 106,136 

品川区 
荏原一丁目、荏原二丁目、荏原三丁目、荏原四丁目、

荏原五丁目、荏原六丁目の一部、小山一丁目、小山二

丁目、小山三丁目、小山四丁目、小山五丁目、小山台

一丁目、小山台二丁目、戸越五丁目の一部、中延一丁

目、中延二丁目の一部、西五反田四丁目の一部、西五

反田五丁目の一部、西五反田六丁目の一部、西中延一

丁目、東中延一丁目、平塚一丁目、平塚二丁目及び平

塚三丁目 

24 

98,859 1.07 1.6 

目黒区 下目黒三丁目の一部、下目黒四丁目の一部、下目黒五

丁目の一部、下目黒六丁目の一部、目黒本町一丁目、

目黒本町三丁目、目黒本町四丁目、目黒本町五丁目及

び目黒本町六丁目 

9 

157 戸越公園一帯 品川区豊町 62,691 20,762 

品川区 戸越二丁目、戸越三丁目の一部、戸越四丁目、戸越五

丁目の一部、西品川一丁目の一部、西品川二丁目の一

部、豊町一丁目の一部、豊町二丁目及び豊町三丁目 

9 

18,761 1.11 0.5 

174 
天王洲アイル

周辺 

品川区東品

川 
230,337 127,736 

品川区 北品川一丁目、北品川二丁目の一部、北品川三丁目、

北品川四丁目の一部、東品川一丁目及び南品川四丁目

の一部 

6 

24,633 5.19 1.2 

218 
大崎駅西口地

区一帯 

品川区大

崎、西品川 
112,948 56,663 

品川区 大崎二丁目、大崎三丁目、大崎四丁目の一部、戸越一

丁目、戸越三丁目の一部、西品川一丁目の一部、西品

川二丁目の一部、西品川三丁目及び豊町一丁目の一部 

9 

33,355 1.70 1.0 

1
3
3
 



 

 

 

資料45 地区内残留地区一覧（本冊 予防-163 頁） 

番

号 
地区名 区名 所在地 面積(ha) 地区内退避人口 

305 五反田地区 品川区 

大崎一丁目、大崎四丁目の一部、大崎五丁目、北品川五丁目の一部、西五反田

一丁目、西五反田二丁目、西五反田三丁目、西五反田四丁目の一部、西五反田

五丁目の一部、西五反田六丁目の一部、西五反田七丁目、西五反田八丁目、東

五反田一丁目の一部、東五反田二丁目、東五反田五丁目、広町一丁目の一部及

び南品川四丁目の一部 

171 125,031 

311 

港南、東品川地

区 
港区 港南５丁目 

103 3,231 
 品川区 東品川５丁目 

313 
青海、東八潮、

台場地区 

港区 台場一丁目及び台場二丁目 

340 29,154 江東区 青海一丁目、青海二丁目、青海三丁目及び青海四丁目 

品川区 東八潮 

322 
八潮、東海、城

南島地区 

品川区 
東品川二丁目、東品川三丁目、東品川四丁目、八潮一丁目、八潮二丁目、八潮

三丁目、八潮四丁目及び八潮五丁目 

972 
81,061 

 
大田区 

城南島一丁目、城南島二丁目、城南島三丁目、城南島四丁目、城南島五丁目、

城南島六丁目、城南島七丁目、東海一丁目、東海二丁目、東海三丁目、東海四

丁目、東海五丁目及び東海六丁目 

331 勝島地区 品川区 
勝島一丁目、勝島二丁目、勝島三丁目、南大井二丁目、南大井三丁目及び南大

井六丁目 
150 39,251 

 

  

1
3
4
 



 

 

資料46 区民避難所設置計画（本編 予防-163 頁 応急-263 頁） 

（令和５年４月１日現在） 

品川第一地区（№1） 

施設名 所在地 電話 構造 受入
人員 

主な補完 
避難所 

収  容  地  域 
該当町会・自治会 区     域 

品川学園 
 
 

北品川３－９－
30 

3474-
2671 

鉄筋 5,921 品川女子 
学院 

北品川二丁目町会 
 
 
 

北品川２丁目１番、２番（18 号～）、３番
（４～17 号）、４番～19 番、20 番（１～
11 号、14 号～）、22 番（２～９号、10 号
の一部）、23～29 番、30 番（９～27 号、
28 号） 

北品川三丁目親和会 
 
 
 

北品川２丁目 34 番 
北品川３丁目１番～11 番 
北品川４丁目 11 番 
南品川４丁目１番（15 号除く）、２番 

御殿山小学
校 

北品川５－２－
６ 

3441-
0814 

〃 2,335 総合体育
館 

袖ケ崎新興会 
 
 
 

北品川５丁目１番～２番 
北品川６丁目１番～５番 
東五反田２丁目 16 番～22 番 
東五反田３丁目 18 番～19 番、20 番（17
号） 

御殿山町会 
 

北品川４丁目１番～10 番 
北品川５丁目 10 番（４号～）11 番～20 番 
北品川６丁目６番～７番 

小関親睦会 北品川５丁目３番～９番、10 番（１～３
号） 

台場小学校 東品川１－８－
30 

3471-
3397 

〃 1,499 品川女子 
学院 

北品川一丁目町会 
 
 

北品川１丁目１番～４番、22 番～30 番 
北品川２丁目２番１～17 号、３番（１～３
号、18 号～） 

都営北品川アパート自治
会 

北品川１丁目５番（１号） 

都営北品川第２アパート 
自治会 

北品川１丁目７番（１～２号） 

八ツ山町会 北品川１丁目６番、８番～21 番 

天王洲会 
 

東品川２丁目１番～５番、６番（11～13 号
除く） 
東品川５丁目１番～10 番 

都営天王洲団地自治会 東品川２丁目６番（11～13 号） 

1
3
5
 



 

 

品川第一地区（№2） 

施設名 所在地 電話 構造 
受入

人員 

主な補完 

避難所 

収  容  地  域 

該当町会・自治会 区     域 

（台場小学

校） 

     東品川一・三町会 

 

 

 

東品川１丁目１番、２番（12 号除く）、

３番～７番、８番（７号除く）９番～27

番、28（１～６号、33 号）、29 番（１～

11 号、27 号～） 

都営東品川第４アパート 

自治会 

東品川１丁目２番（12 号） 

都営東品川７棟自治会 東品川１丁目８番（７号） 

1
3
6
 



 

 

品川第二地区（№1） 

施設名 所在地 電話 構造 受入
人員 

主な補完 
避難所 

収  容  地  域 
該当町会・自治会 区     域 

城南小学校 南品川２－８
－21 

3471-
7919 

鉄骨 1,488 八潮高校 真交町会 
 

南品川２丁目９番（一部）、10 番～13 番、14
番（一部）、15 番（一部） 

博友町会 
 

南品川２丁目８番（一部）、９番（一部）、
14 番（一部）、 
15 番（一部）、16 番、17 番（一部） 

諏訪町会 
 
 

南品川２丁目５番（一部）、６番（一部）、
７番、８番（一部）、17 番（一部） 
南品川３丁目１番（一部）、５番（一部）、
６番（一部） 

明睦会 
 
 
 
 

南品川１丁目１番、10 番（一部） 
南品川２丁目１番、９番（一部） 
南品川４丁目２番（一部）、３番～４番、５
番（一部）、 
17 番～19 番 
南品川５丁目１番（一部） 

三睦会町会 南品川３丁目１番（一部）、２番～４番、５
番（一部）、 
６番（一部）、７番 
南品川５丁目 13 番～16 番 

浅間台小学校 南品川６－８
－８ 

3474-
2727 

鉄筋 848 品川エト
ワール 
女子高等
学校 

東睦会 
 

南品川２丁目２番～４番 
南品川５丁目１番（一部）、２番～８番 

南品川南睦会 南品川５丁目９番～12 番 

同友会町会 
 

南品川４丁目１番（一部）５番（一部）、６
番～16 番 
広町１丁目１番（一部）、２番～６番 

六丁目睦会 南品川６丁目１番～19 番 
城南第二小学
校 

東品川３－４
－５ 

3471-
7481 

〃 1,343 八潮高校 △東親会 
 

東品川３丁目１番（一部）、２番～16 番、17
番（一部）、 
32 番（一部） 

洌崎町会 
 

東品川１丁目 28 番（７～32 号）、29 番（12
～26 号）、30 番～39 番 
東品川３丁目１番（15 号、19 号、21 号） 

町会名の前の△は避難所が２か所に分かれる町会  

1
3
7
 



 

 

品川第二地区（№2） 

施設名 所在地 電話 構造 
受入

人員 

主な補完 

避難所 

収  容  地  域 

該当町会・自治会 区     域 
(城南第二小学

校) 
     櫻心会町会 北品川２丁目 20 番（12～13 号）、21 番、

22 番（10 号の一部）、30 番（１～８号、

28 号・荏原神社）、 

31 番～33 番 

南品川１丁目２番～９番、10 番（１～16

号） 

南品川２丁目９番（３～９号） 

東海中学校 東品川３－30－

15 

3471-

6951 

鉄筋 829 都立産業

技術高専 

東品川第一自治会 東品川３丁目 29 番 

都営東品川第３アパー

ト自治会 

東品川３丁目 32 番（一部） 

△東親会 
 

東品川３丁目 18 番～28 番、30 番～31 番、

32 番（一部） 

東品川４丁目１番～13 番 

自治八潮会 東品川３丁目 17 番（一部） 

町会名の前の△は避難所が２か所に分かれる町会 

 

1
3
8
 



 

 

大崎第一地区（№1） 

施設名 所在地 電話 構造 受入 
人員 

主な補
完避難

所 

収  容  地  域 
該当町会・自治

会 
区     域 

日野学園 
 

東五反田２－11－
１ 

3441-
3209 

鉄筋 3,488 清泉 
女子
大 

五反田一丁目町
会 
 

東五反田１丁目 13 番（一部）、14 番～15 番、
21 番 
東五反田２丁目１番～３番、７番～９番 

東五反田みづほ
町会 
 
 
 

東五反田１丁目 22 番（一部）、23 番（一部）、
24 番～25 番 
東五反田２丁目４番～６番、10 番～14 番、15 番
（都営アパート除く） 

五反田中部町会 
 
 
 

東五反田１丁目４番～７番、８番（３号の一部
～13 号）、11 番、12 番（１～11 号）、13 番
（１～10 号）、16 番～20 番、22 番（一部）、
23 番（一部） 
東五反田５丁目 25 番（11～19 号）、26 番（根
岸ビル） 

五反田東口町会 
 
 

東五反田１丁目 12 番（12～13 号）、13 番（11
～13 号） 
東五反田５丁目 22 番（11～36 号）、23 番～24
番、25 番（20 号）、26 番（根岸ビル除く）、27
番～28 番 

五反田睦町会 西五反田１丁目６番～10 番 

島津山自生会 
 
 

東五反田１丁目１番、３番 
東五反田３丁目５番、６番（９～16 号）、７番
（４号～）、８番（１～９号）、９番～17 番、
20 番～21 番 

都営東五反田二
丁目アパート自
治会 

東五反田２丁目 15 番（６号）都営アパート 
 

西五反田一・
二・三町会 
 

西五反田１丁目１番～５番 
西五反田２丁目１番～21 番 
西五反田３丁目５番（15～17 号）、６番（桜コ
ート目黒の一画、３～15 号、38 号除く） 
 

  

1
3
9
 



 

 

大崎第一地区（№2） 

施設名 所在地 電話 構造 受入
人員 

主な補
完避難

所 

収  容  地  域 
該当町会・自治会 区     域 

第三日野小学校 上大崎１－19－
19 
 

3441-
6452 

鉄筋 1,455 日野学
園 

池田山町会 
 

東五反田５丁目２番（５号の一部、9～10 号、
12～37 号）、３番～８番、10 番～20 番、22 番
（１～10 号）、25 番（１～10 号、21 号～） 

袖が崎町会 東五反田１丁目２番（１～２号、５号の一部、
39～46 号） 
東五反田３丁目１番～４番、６番（17～20
号）、７番（１～３号）、８番（10 号～） 
東五反田４丁目３番（１～13 号）、４番～６
番、８番（７～29 号） 

相生会 
 
 
 
 
 
 

東五反田１丁目２番（３～４号、５号の一部～
38 号）、８番（１号、２号、３号の一部）、９
番～10 番 
東五反田４丁目１番～２番、３番（14 号～）、
７番（１～６号、31 号～）、８番～11 番 
東五反田５丁目９番 
上大崎１丁目 13 番～14 番、15 番（１～６号、
18 号、25 号の一部、26 号の一部）、16 番 

上大崎一丁目町会 
 

上大崎１丁目５番（４～30 号）、６番～９番、
10 番（１～７号、24～43 号） 

上大崎一丁目愛誠
会 
 

上大崎１丁目３番～４番、５番（３号、41 号
～）、19 番、20 番（一部） 

上大崎一丁目第一 
愛誠会 

上大崎１丁目３番～４番、５番（３号、41 号
～）、19 番、20 番（一部） 

上大崎池の谷町会 
 

上大崎１丁目５番（34～41 号）、10 番（10～23
号）、11 番～12 番、15 番（19～24 号、25 号の
一部、26 号の一部）、17 番～18 番 

上大崎目黒駅前町
会 
 
 

上大崎１丁目１番（１～４号）、２番 
上大崎２丁目 10 番（41～43 号）、11 番～16 番 
上大崎３丁目１番～５番、10 番（１～14 号、41
号～） 

1
4
0
 



 

 

大崎第一地区（№3） 

施設名 所在地 電話 構造 受入
人員 

主な補
完避難

所 

収  容  地  域 
該当町会・自治会 区     域 

(第三日野小学
校) 

     上大崎三丁目町会 上大崎３丁目９番（１～11 号、12 号の一
部）、10 番（８～40 号）、 
11 番～13 番、14 番（18 号～） 

目黒駅前西口町会 上大崎２丁目 17 番～28 番 

中丸親和町会 
 
 
 
 
 

東五反田５丁目１番、２番（１～３号、
５号の一部、６号、11 号）、21 番、22 番
（一部） 
上大崎１丁目１番（６～14 号）、20 番
（18～26 号）、21 番～23 番 
上大崎３丁目５番（11～15 号）、６番～
８番、９番（12 号の一部、13～37 号）、
14 番（１～17 号） 

上大崎長者丸町会 上大崎２丁目１番～９番、10 番（34 号、
43 号、45 号除く） 

第四日野小学校 西五反田４－29－
９ 

3491-
1281 

鉄骨 1,262 中原 
児童
セン
ター 

夕陽会 
 
 

上大崎３丁目１番（１号） 
上大崎４丁目全域 
西五反田３丁目１番～４番、５番（15～
17 号除く） 

大崎本町三丁目町会 西五反田３丁目６番（桜コート目黒の一
画）、10 番～16 番 
西五反田４丁目１番～４番、30 番～32 番 
西五反田５丁目１番 
 

西五反田四丁目町会 
 

西五反田４丁目５番～29 番 
小山台１丁目 32 番（一部）、33 番（一
部） 

  

1
4
1
 



 

 

大崎第一地区（№4） 

施設名 所在地 電話 構造 
受入

人員 

主な補
完避難

所 

収  容  地  域 
該当町会・自治会 区     域 

(第四日野小学
校) 

     西五反田五丁目西三町会 
 
 
 
西五反田谷山会 

西五反田５丁目７番～14 番、23 番～30 番 
小山１丁目１番（１～５号）、（桐ヶ谷
通りに接する部分）、２番（１号）、
（桐ヶ谷通りに接する部分）、３番（３
～10 号）、（桐ヶ谷通りに接する部分） 
西五反田３丁目６番（３～12 号、38 号） 

第一日野小学
校 
 

西五反田６－５－
32 
 

3492-
6258 
 

鉄筋 
 

1,959 
 

立正
大学 

西五反田一丁目町会 
 

西五反田１丁目 11 番～33 番 
西五反田２丁目 28 番（５号） 

西五反田本町会 
 
 

西五反田２丁目 22 番～27 番、28 番（５
号除く）、29 番～32 番 
西五反田３丁目７番 

西五反田七・五・三町会 
 
 
 
西五反田協和町会 
 
 
西五反田西二町会 
 
 
 
 
 

西五反田３丁目８番～９番 
西五反田５丁目２番～５番 
西五反田７丁目１番～５番、19 番（１～
３号、11 
号～）、20 番 
西五反田７丁目６番～18 番、19 番（４～
10 号）、21 番、22 番（TOC＝南町会と
1/2） 
西五反田８丁目１番～８番 
西五反田５丁目６番、15 番～22 番、31 番
～32 番 
西五反田６丁目１番～４番、６番、18 番
～22 番 
荏原１丁目１番～２番（桐ヶ谷通りに接
する部分）、５番～６番（桐ヶ谷通りに
接する部分）、９番～10 番（桐ヶ谷通り
に接する部分）、13 番～14 番（桐ヶ谷通
りに接する部分） 

  

1
4
2
 



 

 

大崎第一地区（№5） 

施設名 所在地 電話 構造 
受入

人員 

主な補

完避難

所 

収  容  地  域 

該当町会・自治会 区     域 

(第一日野小学

校) 

     西五反田六丁目町会 西五反田６丁目５番～10 番、16 番～17 番 

西五反田南町会 西五反田６丁目 11 番～15 番、23 番～25

番 

西五反田７丁目 22 番（協和町会と

1/2）、23 番～25 番 

西五反田８丁目６番（１～９号）、９番～

12 番 

大崎４丁目 12 番（29 号、30 号）、13 番 

  

1
4
3
 



 

 

大崎第二地区 

施設名 所在地 電話 構造 
受入
人員 

主な補
完避難

所 

収  容  地  域 
該当町会・自治会 区     域 

芳水小学校 大崎３－12－22 3491-
1555 

鉄筋 1,312 立正大
学 

大崎一二三町会 
 
 

大崎２丁目全域（９番１～４号を除く） 
大崎３丁目１番（12～17 号）、２番、３番（１
号、４～13 号）、９番～20 番 

大崎三五町会 
 
 

大崎３丁目 1 番（１号、３号、５号、８号、11
号）、３番（２～４号）、４番～８番 
大崎５丁目全域 

大崎四丁目町会 大崎４丁目１番～11 番、12 番（１～27 号） 
西五反田８丁目４番（14 号、15 号） 

大崎居木橋町会 大崎１丁目全域 

大崎ウエストシティ 
タワーズ自治会 

大崎２丁目９番（１～４号） 

三木小学校 西品川３－16－
28 

3491-
0404 

〃 858 立正大
学 

西品川三栄会 
 

西品川１丁目８番（22～28 号）、11 番（５～18
号）、12 番（２～10 号）、13 番～16 番、18
番～24 番、27 番 

協力睦会 
 
 

西品川１丁目１番～７番、８番（２号、８号、
13 号、16 号）、９番～10 番、11 番（１～４
号）、12 番（11 号、13～14 号）、17 番 

西品川新生会 
 

西品川２丁目３番 
西品川３丁目 16 番～21 番 

西品川三ツ木会 西品川２丁目１番～２番、４番～８番、９番
（２～４号）、10 番（１～５、20 号）、11 番、
12 番（１～15 号）、13 番～16 番、20 番（１～
11 号、17～18 号） 
豊町１丁目２番（４号、６～15 号） 

大崎中学校 西品川３－10－
６ 

3491-
6623 

〃 948 立正大
学 

品川尚和会 
 
 
 

西品川３丁目１番～15 番 
戸越１丁目 25 番（1～9 号）、26 番（1～4 号、
25 号）、27 番（1～12 号、32～34 号）、29 番
（1～10 号、29～34 号）、31 番 

西品川二丁目会 
 

西品川２丁目 9 番（6～14 号）、10 番（6～19
号）、12 番（15～20 号）、17 番～19 番、20 番
（12～16 号）、21 番～24 番 

1
4
4
 



 

 

  

大井第一地区（№1） 

施設名 所在地 電話 構造 
受入 
人員 

主な補完 
避難所 

収  容  地  域 
該当町会・自

治会 
区     域 

立会小学
校 

東大井４－15
－９ 

3474-
3424 

鉄筋 1,048 きゅりあ
ん 

大井立会町会 
 

東大井５丁目１番～20 番、21 番（１～４号）、22
番～26 番 
東大井６丁目５番（１～５号、７～10 号の一部） 

東大井林町会 東大井４丁目２番～９番 

東大井月見台
町会 

東大井４丁目１番、10 番～15 番 

鮫洲仲町会 東大井１丁目 16 番～25 番 

△大井元芝町
会 

東大井３丁目１番～16 番 

鮫浜小学
校 

東大井２－10
－14 

3765-
2844 

〃 1,463 産業技術 
高専学校 

鮫洲北町会 
 

東大井１丁目１番～３番、４番（１～５号、18～29
号）、15 番（１～13 号、15～21 号） 

△大井元芝町
会 

東大井２丁目１番～３番、10 番～12 番 

鮫洲曙町会 東大井１丁目４番（６～17 号）、５～14 番、15 番
（14 号） 

鮫洲南町会 東大井２丁目４番～９番 

大井北浜川東
町会 

東大井２丁目 14 番～16 番、17 番（９号の一部～15
号）、18 番～19 番 

北浜川仲町会 東大井２丁目 17 番（１～９号の一部）、20 番、24
番～28 番 

浜川中学
校 

東大井３－18
－34 
 
 

3761-
1014 

〃 1,027 産業技術 
高専学校 

大井関ヶ原町
会 
 

東大井３丁目 20 番（１～３号、27～32 号）、21 番
（１～４号の一部、25～28 号）、22 番（１～３
号） 
東大井５丁目 21 番（５～９号） 
東大井６丁目１番～４番、５番（６号、10 号の一部
～21 号）、６番～16 番 

北浜川西町会 東大井２丁目 13 番、21 番～23 番 
東大井３丁目 17 番～19 番、20 番（４～26 号）、21
番（４号の一部～24 号）、22 番（４～28 号）、23
番～29 番 

町会名の前の△は避難所が２か所に分かれる町会  

1
4
5
 



 

 

大井第一地区（№2） 

施設名 所在地 電話 構造 
受入 

人員 

主な補完避難

所 

収  容  地  域 

該当町会・自治会 区     域 

浜川小学校 南大井４－３

－27 

3761-

0530 

鉄筋 1,392 大井 

競馬場 

大井寺下町会 

 

 

△南大井第四町会 

 

△大井南浜町会 

南大井４丁目１番 

南大井５丁目１番～12 番 

東大井６丁目 17 番 

南大井４丁目２番～15 番、16 番（１～20 号、

24～26 号） 

南大井１丁目３～６番 

鈴ケ森小学

校 

南大井４－16

－２ 

3763-

6631 

〃 1,694 大井 

競馬場 

大井水神町会 

 

南大井５丁目 13 番～27 番 

南大井６丁目１番～14 番 

大井坂下町会 南大井６丁目 15 番～17 番、19 番～28 番 

大森駅前住宅自治

会 

南大井６丁目 18 番 

△鈴ヶ森町会 

 

南大井３丁目１番～14 番 

南大井４丁目 16 番（21～23 号）、17 番～20

番 

△大井海岸町会 南大井３丁目 15 番～35 番 

鈴ケ森中学

校 

南大井２－３

－14 

3765-

2849 

〃 1,591 大井 

競馬場 

△鈴ヶ森町会 南大井２丁目１番～９番 

△大井海岸町会 南大井２丁目 10 番～12 番 

勝島町会 

 

勝島１丁目全域 

勝島２丁目全域 

△大井南浜町会 南大井１丁目７番～11 番、14 番～22 番 

△南大井第四町会 南大井１丁目１番～２番、12 番～13 番 

町会名の前の△は避難所が２か所に分かれる町会 

 

  

1
4
6
 



 

 

大井第二地区 

施設名 所在地 電話 構造 
受入

人員 

主な補完 

避難所 

収  容  地  域 

該当町会・自治会 区     域 

山中小学校 大井３－７－

19 

3772-

3006 

鉄筋 1,300 品川翔英 大井一丁目権現町会 大井１丁目１番～19 番 

大井一丁目鎧町会 大井１丁目 20 番～55 番 

大井三丁目町会 大井３丁目全域 

大井森下町会 

 

大井２丁目１番（３～25 号）、２番、７番～15

番、24 番～27 番 

二葉１丁目 21 番（１～４号）、22 番（12～13

号） 

大井二丁目町会 大井２丁目３番～６番、16 番～23 番 

伊藤学園 

 

 

大井５－１－

37 

3771-

3374 

〃 5,122 ｳｪﾙｶﾑｾﾝﾀ

ｰ原 

大井滝王子町会 大井５丁目全域 

西大井一丁目町会 西大井１丁目全域 

  

1
4
7
 



 

 

大井第三地区 

施設名 所在地 電話 構造 
受入

人員 

主な補完 

避難所 

収  容  地  域 

該当町会・自治会 区     域 

大井第一小学校 大井６－１－32 3771-

5240 

鉄筋 1,656 伊藤学園 大井鹿島町会 

 

大井６丁目全域 

大井７丁目４番（19～21 号）、27

番、29 番～30 番 

大井庚塚町会 

 

次を除く大井７丁目全域 

（大井７丁目１番、４番（19～21

号）、27 番、29 番～30 番） 

大井倉田町会 大井４丁目全域 

ｳｪﾙｶﾑｾﾝﾀｰ原 

(こうほうえん他

含む) 

 

西大井２－５－

21 

    〃 

5742-

4660 

5718-

1331 

〃 

 

〃 

720 伊藤学園 出石町会 

 

大井７丁目１番 

西大井３丁目全域 

西大井二丁目町会 西大井２丁目（７番～８番を除く） 

伊藤小学校 西大井５－６－

８ 

3771-

5331 

〃 1,095 朋優学院 

高等学校 

西大井四丁目町会 

 

西大井２丁目７番～８番 

西大井４丁目全域 

西大井六丁目町会 西大井６丁目（１番を除く） 

冨士見台中学校 西大井５－５－

14 

3772-

0900 

〃 1,208 伊藤児童 

センター 

西大井五丁目伊藤町会 西大井５丁目全域 

  

1
4
8
 



 

 

荏原第一地区 

施設名 所在地 電話 構造 
受入

人員 

主な補完 

避難所 

収  容  地  域 

該当町会・自治会 区     域 

小山台小学校 小山台１－18－

24 

3712-

7587 

鉄筋 1,084 小山台高

校 

小山台一丁目町会 小山台１丁目１番～14 番、28 番～33 番 

小山台一丁目東町

会 

 

小山台１丁目 15 番～27 番 

小山台２丁目７番（16～22 号）、８番 

小山台二丁目町会 小山台２丁目１番～４番 

後地小学校 小山２－４－６ 3781-

0890 

鉄骨 1,789 後地児童 

センター 

小山一丁目町会 

 

 

小山１丁目１番（１号、９～15 号）、２番、

３番（11～17 号）、４番（５～８号、15 号、

29～34 号）、５番～11 番 

小山二丁目東部町

会 

小山２丁目８番～17 番 

小山二丁目西部町

会 

小山２丁目１番～７番 

小山小学校 小山５－10－６ 3781-

0044 

鉄筋 2,040 小山台高

校 

小山三丁目町会 小山３丁目全域 

小山四丁目町会 小山４丁目全域 

荏原五丁目町会 荏原５丁目全域 

荏原第一中学

校 

荏原１－24－30 3785-

1680 

〃 1,428 平塚児童 

センター 

荏原一丁目町会 

 

 

 

荏原１丁目１番（５～35 号）、２番（５～15

号）、３番～４番、５番（８～20 号）、６番

（５～15 号）、７番～８番、９番（６～12

号）、10 番（６～13 号）、11 番～12 番、14

番（７～12 号）、19 番、24 番～25 番 

荏原二丁目町会 荏原２丁目４番～８番、10 番～17 番 

荏原第六中学

校 

小山５－20－19 3781-

7776 

鉄骨 1,558 小山台高

校 

小山五丁目町会 小山５丁目全域 

  

1
4
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荏原第二地区 

施設名 所在地 電話 構造 
受入

人員 

主な補完 

避難所 

収  容  地  域 

該当町会・自治会 区     域 

第二延山小学

校 

旗の台１－６－

１ 

3781-

1348 

鉄筋 2,490 香蘭女学

校 

小山六丁目町会 小山６丁目全域 

小山七丁目町会 小山７丁目全域 

荏原六丁目町会 荏原６丁目１番～６番、13 番～18 番 

荏原七丁目町会 荏原７丁目全域 

旗の台一丁目町会 旗の台１丁目全域 

清水台小学校 旗の台１－11－

17 

3781-

4841 

〃 931 香蘭女学

校 

小山洗足町会 旗の台６丁目１番～４番、５番（１～10

号、44 号～）、13 番～19 番 

旗の台二丁目町会 

 

旗の台２丁目１番～８番、９番（6～27

号）、13 番（11 号一部、12～16 号） 

旗の台西二丁目町会 

 

旗の台２丁目９番（１～５号、28～34

号）、10 番～12 番、13 番（１～10 号、

11 号一部） 

旗の台六丁目町会 旗の台６丁目５番（11～43 号）、６番～

12 番、20 番～25 番 

  

 

  

1
5
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荏原第三地区（№1） 

施設名 所在地 電話 構造 
受入
人員 

主な補
完避難

所 

収  容  地  域 

該当町会・自治会 区     域 

京陽小学校 平塚２－19－
20 

3781-
4775 

鉄筋 1,299 星薬科 
大学 

平塚一丁目町会 平塚１丁目１番～９番 
平塚二丁目町会 
 

平塚２丁目７番（１～３号）、８番～20 番 
荏原２丁目１番～３番 

中原共和町会 荏原１丁目 15 番～18 番、20 番～23 番 
平塚２丁目１番～６番、７番（２号、３号を除
く） 

荏原平塚学
園 
 

平塚３－16－
26 
 

3782-
7770 

〃 3,259 星薬科 
大学 

平塚一丁目南部町会 平塚１丁目 10 番～21 番 

東中延一丁目町会 東中延１丁目全域 
戸越５丁目１番～２番、14 番～15 番 

平塚三丁目町会 
 

平塚３丁目全域 
荏原２丁目９番、18 番 

  
スクエア荏
原 
 
 

荏原４－５－
28 
 

5788-
5323 

〃 1,129 
 

荏原平
塚 
学園 

平塚四丁目町会 
 

荏原４丁目４番～７番、14 番～18 番 
西中延１丁目１番～３番 

荏原三丁目町会 荏原３丁目全域 

荏原四丁目町会 荏原４丁目１番～３番、８番～13 番 

中延小学校 中延１－11－
15 

3781-
4016 

〃 874 荏原文
化 
センタ
ー 

中延一丁目町会 
 
 

中延１丁目全域 
中延２丁目１番、２番（１～５号）、３番～４
番、５番（１～８号、21～22 号） 

西中延一丁目町会 西中延１丁目４番～11 番 
荏原６丁目７番～12 番、19 番 

延山小学校 西中延２－17
－５ 

3781-
3806 

〃 1,079 
 

荏原文
化 
センタ
ー 

中延二丁目町会 
 

中延２丁目２番（７～13 号）、５番（９～20
号）、６番～17 番 

西中延二丁目町会 西中延２丁目全域 

中延三丁目町会 中延３丁目全域 
西中延三丁目町会 西中延３丁目全域 

  

  

1
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荏原第三地区（№2） 

施設名 所在地 電話 構造 
受入

人員 

主な補完 

避難所 

収  容  地  域 

該当町会・自治会 区     域 

戸越台中学校 戸越１－15－

23 

3781-

6250 

鉄筋 1,331 平塚児童

センター 

戸越銀座町会 

 

戸越１丁目１番～９番、13 番、15 番 

戸越３丁目１番～２番 

戸越一丁目町会 

 

 

戸越１丁目 10 番～12 番、14 番、16 番～24 番、25

番（９号の一部～21 号）、26 番（５～25 号）、

27 番（13～30 号）、28 番、29 番（11～28 号）、

30 番 

戸越二丁目町会 戸越２丁目全域 

宮前小学校 戸越４－５－

10 

3781-

4386 

〃 957 大崎高校 戸越三丁目町会 戸越３丁目３番～11 番 

戸越四丁目町会 戸越４丁目全域 

戸越五丁目町会 戸越５丁目３番～13 番、16 番～20 番 

  1
5
2
 



 

 

荏原第四地区（№1） 

施設名 所在地 電話 構造 
受入

人員 

主な補完 

避難所 

収  容  地  域 

該当町会・自治

会 
区     域 

大原小学校 戸越６－17－

３ 

3781-

4487 

鉄筋 991 大原児童

センター 

東中延二丁目町

会 

 

 

東中延２丁目１番～10 番（9 番 11～15 号を除く） 

戸越６丁目１番～３番、13 番～14 番 

中延４丁目５番（１～４号、18～22 号） 

戸越六丁目町会 戸越６丁目４番～12 番、16 番～22 番 

源氏前小学

校 

中延６－２－

18 

3781-

4348 

〃 858 冨士見台

児童セン

ター 

中延四丁目町会 中延４丁目１番～４番、10 番～18 番 

荏原町町会 

 

 

中延４丁目 19 番 

中延５丁目３番～６番、13 番～15 番 

中延６丁目１番、6 番 

△東中三町会 

 

中延４丁目５番（５～17 号、23 号～）、６番～９

番、 

20 番～21 番 

東中延２丁目９番（11～15 号） 

中延六丁目町会 中延６丁目２番～５番、７番～11 番 

二葉４丁目１番～２番、27 番 

西大井６丁目１番（１～６号、31～36 号） 

上神明小学

校 

二葉４－４－

10 

3781-

4792 

〃 865 大崎高校 豊町六丁目町会 豊町６丁目４番～21 番、27 番～31 番 

二葉四丁目町会 

 

二葉４丁目３番～26 番 

西大井６丁目１番（7～30 号） 

△東中三町会 豊町６丁目１番～３番、22 番～26 番 

戸越６丁目 15 番、23 番 

二葉三丁目町会 二葉３丁目１番～16 番、22 番～30 番 

旗台小学校 旗の台４－７

－11 

3785-

1687 

〃 1,248 旗の台 

児童セン

ター 

中延五丁目町会 中延５丁目１番～２番、７番～12 番 

旗の台四丁目町

会 

旗の台４丁目全域 

町会名の前の△は避難所が２か所に分かれる町会  

1
5
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荏原第四地区（№2） 

施設名 所在地 電話 構造 
受入

人員 

主な補

完避難

所 

収  容  地  域 

該当町会・自治会 区     域 

荏原第五中学

校 

旗の台５－11－

13 

3781-

5643 

鉄筋 1,971 旗の台

文化セ

ンター 

旗の台三丁目町会 旗の台３丁目全域 

旗の台五丁目町会 旗の台５丁目６番～12 番、21～28 番 

旗の台南町会 旗の台５丁目１番～５番、13 番～20 番 

旗の台６丁目 26 番～33 番 

  

1
5
4
 



 

 

荏原第五地区 

施設名 所在地 電話 構造 
受入

人員 

主な補

完避難

所 

収  容  地  域 

該当町会・自治

会 
区     域 

戸越小学校 豊町２－１－

20 

3781-

2856 

鉄筋 1,533 ゆたか

児童セ

ンター 

豊町一丁目町会 

 

 

豊町１丁目１番、２番（１～３号、５号、15～24

号）、３番～18 番 

西品川２丁目９番（１～２号、15～22 号） 

豊町二丁目親和

会 

豊町２丁目１番～23 番 

西品川１丁目 25 番～26 番、28 番～30 番 

旧荏原第四中

学校 
 

豊町３－５－

31 

－ 〃 546 戸越 

体育館 

豊町三丁目町会 

△豊町四丁目町

会 

豊町３丁目１番～13 番 

豊町４丁目２番～６番 

豊葉の杜学園 

 

二葉１－３－

40 

3782-

2930 

〃 4,633 戸越 

体育館 

二葉一丁目町会 
 

二葉１丁目４番～11 番、16 番～20 番、21 番（５～

15 号） 

大井２丁目１番（１～２号、26～31 号） 

二葉神明町会 二葉１丁目１番～３番、12 番～15 番、22 番（１～

11 号）、23 番 

二葉二丁目町会 二葉２丁目１番～９番 

二葉中央町会 二葉２丁目 10 番～26 番、二葉３丁目 17 番～21 番 

杜松ホーム 豊町４－24－

15 

6426-

8213 

〃 534 大崎高

校 

△豊町四丁目町

会 

豊町４丁目７番～25 番 

豊町五丁目町会 

 

豊町５丁目１番～18 番 

豊町４丁目１番 

  

  

 

 

1
5
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八潮地区 

施設名 所在地 電話 構造 
受入
人員 

主な補完 
避難所 

収  容  地  域 
該当町会・自治会 区     域 

明晴学園 八潮５－２－
１ 

6380-
6775 

鉄筋 1,249 八潮地区
内 
区有施設 

八潮１号棟自治会 
品川八潮２号棟自治会 
八潮団地都営３号棟自治会 
八潮４号棟自治会 
品川八潮５号棟自治会 
八潮ハイツ自治会 
八潮パークタウン第７号棟自治
会 

１号棟～10 号棟（八潮５丁目１
番～３番） 
品川総合福祉センター 
八潮１丁目～八潮３丁目 
東八潮 

八潮学園 
 

八潮５－11－
２ 

3799-
1641 

〃 4,716 八潮地区
内 
区有施設 

八潮 11 号棟自治会 
八潮 12 号棟自治会 
コーシャハイム八潮西自治会 
シティコープ八潮浜自治会 
潮路東ハイツ自治会 
八潮 58・59 号棟自治会 
八潮 60 号棟自治会 
69 号棟自治会 
八潮ﾊﾟｰｸﾀｳﾝ潮路北第一ﾊｲﾂ自治
会 

11 号棟～23 号棟、51 号棟～69 号
棟 
八潮わかくさ荘 
 
（八潮５丁目３番～５番、10 番～
12 番） 
 

こみゅにて
ぃぷらざ八
潮 

八潮５－９－
11 

3799-
2021 

〃 868 八潮地区
内 
区有施設 

八潮ﾊﾟｰｸﾀｳﾝ潮路南第二ﾊｲﾂ自治
会 
八潮ﾊﾟｰｸﾀｳﾝ潮路南第一ﾊｲﾂ自治
会 
八潮 40 号棟自治会 
第 41 号棟自治会 
42 号棟自治会 
八潮 43 号棟自治会 
シティコープ八潮台自治会 
八潮南 47 号棟自治会 
八潮五丁目 48 号棟自治会 
八潮 49 号棟自治会 
50 号棟自治会 
八潮寮自治会 

24 号棟～50 号棟 
八潮寮 
 
（八潮５丁目６番、８番、10 番） 
 
八潮４丁目 

（平成 29 年 9 月 1 日現在） 
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資料47 補完避難所一覧（本冊 予防-163 頁） 

（令和 6 年 3 月末日現在） 

地区 施設名 所在地 電話 構造 受入人数 備考 

品川第一地区 

小関児童センター 北品川５－８－15 3449-1676 鉄筋 208  

東品川児童センター 東品川１－34－９ 3472-5806 〃 129  

北品川児童センター 北品川２－７－21 3471-2360 〃 118  

品川女子学院 北品川３－３－12 3474-4048 〃 378  

品川第二地区 

都立八潮高等学校 東品川３－27－22 3471-7384 〃 636  

南品川児童センター 南品川４－５－28 3450-5043 〃 194  

品川エトワール女子高等学校 南品川５－12－４ 3474-2231 〃 226  

都立産業技術高等専門学校 東大井１－10－40 3471-6331 〃 573 （大井第一地区と共同使用） 

大崎第一地区 

東五反田児童センター 東五反田５－24－１ 3443-1629 〃 85  

中原児童センター 小山１－４－１ 3492-6119 〃 145  

清泉女子大学 東五反田３－16－21 3447-5551 〃 100  

総合体育館 東五反田２－11－２ 3449-4400 〃 1,885 （品川第一地区と共同使用） 

大崎第二地区 
三ツ木児童センター 西品川２－６－13 3491-1005 〃 119  

立正大学 大崎４－２－16 3492-2681 〃 5,035 （大崎第一地区と共同使用） 

大井第一地区 

東大井児童センター 東大井１－22－16 3471-1070 〃 129  

南大井児童センター 南大井３－７－13 3761-4148 〃 90  

水神児童センター 南大井５－13－19 3768-2027 〃 247  

総合区民会館（きゅりあん） 東大井５－18－１ 5479-4100 〃 2,776  

大井競馬場 勝島２－１－２ 3763-2151 〃 999  

大井第二地区 

一本橋児童センター 大井２－25－１ 3775-4352 〃 94  

大井倉田児童センター 大井４－11－34 3776-4881 〃 175  

滝王子児童センター 大井５－19－14 3771-3885 〃 192  

品川翔英 西大井１－６－13 3774-1151 〃 326  

大井第三地区 
伊藤児童センター 西大井６－13－１ 3771-1311 〃 56  

朋優学院高等学校 西大井６－１－23 3784-2131 〃 424  

荏原第一地区 

後地児童センター 小山２－９－19 3785-5033 〃 179  

平塚児童センター 平塚２－２－３ 3786-2228 〃 280 （荏原第三地区と共同使用） 

都立小山台高等学校 小山３－３－32 3714-8155 〃 588  

荏原第二地区 
旗の台児童センター 旗の台５－19－５ 3785-1280 〃 145 （荏原第四地区と共同使用） 

旗の台文化センター 旗の台５－19－５ 3786-5191 〃 499 （荏原第四地区と共同使用） 

香蘭女学校 旗の台６－22－21 3786-1136 〃 366  

1
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地区 施設名 所在地 電話 構造 受入人数 備考 

荏原第三地区 

中延児童センター 西中延１－６－16 3781-9300 〃 133  

星薬科大学 荏原２－４－41 3786-1011 〃 742  

荏原文化センター 中延１－９－15 3785-1241 〃 365  

荏原第四地区 

大原児童センター 戸越６－16－１ 3785-5128 〃 162  

東中延児童センター 東中延２－５－10 3785-0419 〃 97  

西中延児童センター 西中延３－８－５ 3783-1875 〃 114  

冨士見台児童センター 西大井６－１－８ 3785-7834 〃 112  

荏原第五地区 

ゆたか児童センター 豊町１－18－15 3786-0633 〃 189  

南ゆたか児童センター 豊町４－17－21 3781-3577 〃 117  

都立大崎高等学校 豊町２－１－７ 3786-3355 〃 791 （荏原第三、荏原第四地区と共同使用） 

戸越体育館 豊町２－１－17 3781-6600 〃 975  

八潮地区 八潮児童センター 八潮５－10－27 3799-3000 〃 464  

その他の公立施設   

公立保育園・幼稚園・幼保一体施設    

その他私立学校等                   
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資料48 福祉避難所一覧（本冊 予防-164 頁） 

 施設名 所在地 電話 構造 受入対象者 

1 晴楓ホーム 東品川３-１-８ 5479-2744 鉄筋 指定した者 
2 かえで荘 八潮５-１-１ 3790-4826 〃 〃 
3 ロイヤルサニー 西大井２-４-４ 5743-6111 〃 〃 
4 荏原特別養護老人ホーム 荏原２-９-６ 5750-2941 〃 〃 
5 成幸ホーム 中延１-８-７ 3787-3616 〃 〃 
6 中延特別養護老人ホーム 中延６-８-８ 3787-2951 〃 〃 
7 戸越台特別養護老人ホーム 戸越１-15-23 5750-1054 〃 〃 
8 八潮南特別養護老人ホーム 八潮５-９-２ 5755-9360 〃 〃 
9 ケアセンター南大井 南大井５-19-１ 5753-3901 〃 〃 
10 ケアホーム西五反田 西五反田３-６-６ 5434-7831 〃 〃 
11 かもめ園 八潮５-１-１ 3790-4729 〃 〃 
12 かがやき園 西大井６-２-14 3772-8171 〃 〃 
13 杜松ホーム(2F・3F) 豊町４-24-15 6426-8213 〃 〃 
14 平塚橋特別養護老人ホーム 西中延１-２-８ 5750-3632 〃 〃 
15 上大崎特別養護老人ホーム 上大崎３-10-７ 5477-5363 〃 〃 
16 ソピア御殿山 北品川５-２-１ 5793-3355 〃 〃 
17 グランアークみづほ 南品川４-２-32 6717-6022 〃 〃 
18 アライブ品川大井 大井５-21-18 5746-6220 〃 〃 
19 グリーンデイ南品川 品川区南品川４-２-35 

1 階 
6260-0860 〃 〃 

20 ＴＯＤＡＹ南品川 品川区南品川 4-２-35 
2 階 

6260-0862 〃 〃 

21 アプリ児童デイサービス不
動前 

品川区西五反田３-13-
14 

6417-9496 〃 〃 

22 アプリ児童デイサービス北
品川 

品川区北品川２-18-２ 6712-3977 〃 〃 

23 ニチイホーム南品川 品川区南品川４-13-１ 5782-8961 〃 〃 
24 ニチイホーム不動前 品川区西五反田５-22-

13 
5719-3601 〃 〃 

25 都立品川特別支援学校 南品川６－15－20 5460-1160 〃 〃 
26 東品川ゆうゆうプラザ 東品川３－32－10 3472-2944 〃 〃 
27 南品川シルバーセンター 南品川５－10－３ 3471-7000 〃 〃 
28 五反田シルバーセンター 東五反田２－15－６ 3445-0296 〃 〃 
29 西五反田シルバーセンター 西五反田３－９－10 3493-0076 〃 〃 
30 大崎ゆうゆうプラザ 大崎２－７－13 5719-5322 〃 〃 
31 南大井シルバーセンター 南大井３－７－13 3761-6540 〃 〃 
32 関ヶ原シルバーセンター 東大井６－11－11 3765-7022 〃 〃 
33 小山シルバーセンター 小山５－17－18 3785-6420 〃 〃 
34 後地シルバーセンター 小山２－９－19 3781-6506 〃 〃 
35 心身障害者福祉会館 旗の台５－２－２ 3785-3322 〃 〃 
36 平塚橋ゆうゆうプラザ 西中延１－２－８ 5498-7021 〃 〃 
37 旗の台シルバーセンター 旗の台４－13－１ 3783-7479 〃 〃 
38 ゆたかシルバーセンター 豊町３－２－15 3781-5424 〃 〃 
39 平塚ゆうゆうプラザ 平塚２－10－20 5751-7070 〃 〃 
40 荏原いきいき倶楽部 荏原６－２－８ 3783-6471 〃 〃 
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資料49 自主避難施設一覧（本編 予防-166 応急-101 頁 263 頁） 

施設名 住所 

1 品川学園 北品川３－９－30 

2 城南小学校 南品川２-８-21 

3 第一日野小学校 西五反田６－５－32 

4 第三日野小学校 上大崎１－19－19 

5 芳水小学校 大崎３－12－22 

6 立会小学校 東大井４－15－９ 

7 浜川小学校 南大井４－３－27 

8 伊藤学園 大井５－１－37 

9 伊藤小学校 西大井５－６－８ 

10 後地小学校 小山２－４－６ 

11 清水台小学校 旗の台１－11－17 

12 荏原平塚学園 平塚３－16－26 

13 大原小学校 戸越６－17－３ 

14 豊葉の杜学園 二葉１－３－40 

15 八潮学園 八潮５－11－２ 
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資料50 避難場所一覧（土砂災害、目黒川氾濫、高潮氾濫、多摩川氾濫） 

（本編 予防-166 頁 応急-263 頁） 

（１）土砂災害 

施設名 住所 

1 御殿山小学校 北品川５-２-６ 

2 第三日野小学校 上大崎１－19－19 

3 立会小学校 東大井４－15－９ 

4 品川学園 北品川３－９－30 

5 上大崎シルバーセンター 上大崎１-３-12 

（２）目黒川氾濫 

施設名 住所 

1 御殿山小学校 北品川５-２-６ 

2 第一日野小学校 西五反田６－５－32 

3 第三日野小学校 上大崎１－19－19 

4 第四日野小学校 西五反田４－29－９ 

5 芳水小学校 大崎３－12－22 

6 品川学園 北品川３－９－30 

7 城南小学校 南品川２-８-21 

8 浅間台小学校 南品川６－８－８ 

9 三木小学校 西品川３－16－28 

（３）高潮浸水 

施設名 住所 

1 御殿山小学校 北品川５-２-６ 

2 品川学園 北品川３－９－30 

3 城南小学校 南品川２-８-21 

4 浅間台小学校 南品川６－８－８ 

5 第一日野小学校 西五反田６－５－32 

6 第三日野小学校 上大崎１－19－19 

7 第四日野小学校 西五反田４－29－９ 

8 芳水小学校 大崎３－12－22 

9 三木小学校 西品川３－16－28 

10 立会小学校 東大井４－15－９ 

11 浜川小学校 南大井４-３-27 

12 大井第一小学校 大井６－１－32 

（４）多摩川氾濫 

施設名 住所 

1 立会小学校 東大井４－15－９ 

2 浜川小学校 南大井４-３-27 

3 大井第一小学校 大井６－１－32 
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資料51 緊急医療救護所一覧（本冊 予防-214 頁） 

病院名 所在地 

公益財団法人 河野臨床医学研究所 

附属品川リハビリテーション病院 
品川区北品川５－２－１ 

公益財団法人 河野臨床医学研究所附属第三北品川病院 品川区北品川３－３－７ 

NTT 東日本関東病院 品川区東五反田５－９－22 

医療法人社団 東京巨樹の会 東京品川病院 品川区東大井６－３－22 

昭和大学病院 品川区旗の台１－５－８ 

医療法人社団 おきの会 旗の台病院 品川区旗の台５－17－16 

昭和大学病院 附属東病院 品川区西中延２－14－19 

 

資料52 学校医療救護所一覧（本編 予防-214 頁 応急-100 頁） 

管轄区域 学校名 所在地 

品川第一地区 品川学園 品川区北品川３－９－30 

品川第二地区 城南小学校 品川区南品川２－８－21 

大崎第一地区 第一日野小学校 品川区西五反田６－５－32 

大崎第二地区 三木小学校 品川区西品川３－16－28 

大井第一地区 浜川中学校 品川区東大井３－18－34 

大井第二地区 山中小学校 品川区大井３－７－19 

大井第三地区 ウェルカムセンター原 品川区西大井２－５－21 

荏原第一地区 後地小学校 品川区小山２－４－６ 

荏原第二地区 第二延山小学校 品川区旗の台１－６－１ 

荏原第三地区 京陽小学校 品川区平塚２－19－20 

荏原第四地区 源氏前小学校 品川区中延６－２－18 

荏原第五地区 豊葉の杜学園 品川区二葉１－３－40 

八潮地区 八潮学園 品川区八潮５－11－２ 
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資料53 遺体収容所設置箇所（本冊 予防-219 頁） 

施設名 住所 

なぎさ会館 品川区勝島３-１-３ 

しながわ中央公園 品川区西品川１-28-４ 

 

 

資料54 近隣の火葬場（本冊 予防-219 頁） 

区分 名称 所在地 １日の処理能力 

東京博善 

株式会社 
桐ヶ谷斎場 

品川区 

西五反田５-32-20 

平常時（６時間稼動） 72 体 

災害時（８時間稼動） 96 体 

臨海部広域斎

場組合事務局 
臨海斎場 

大田区 

東海１-３-１ 

平常時（６時間稼動） 25 体 

災害時（９時間稼動） 41 体 
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資料55 津波発生時の避難対象地域（本冊 予防-223 頁） 
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資料56 津波避難施設一覧（本冊 予防-224 頁） 
【区・都有施設】 

 施設名 所在地 

1 日野学園 東五反田 2-11-1 

2 品川学園 北品川 3-9-30 

3 城南小学校 南品川 2-8-21 

4 城南第二小学校 東品川 3-4-5 

5 鮫浜小学校 東大井 2-10-14 

6 浜川小学校 南大井 4-3-27 

7 鈴ヶ森小学校 南大井 4-16-2 

8 台場小学校 東品川 1-8-30 

9 東海中学校 東品川 3-30-15 

10 浜川中学校 東大井 3-18-34 

11 鈴ヶ森中学校 南大井 2-3-14 

12 品川図書館 北品川 2-32-3 

13 東品川文化センター 東品川 3-32-10 

14 南大井文化センター 南大井 1-12-6 

15 東品川児童センター 東品川 1-34-9 

16 北品川児童センター 北品川 2-7-21 

17 品川健康センター 北品川 3-11-22 

18 東品川職員待機寮 東品川 3-1-5 

19 北品川職員待機寮 北品川 3-11-17 

20 東大井職員待機寮 東大井 2-16-12 

21 南大井一丁目区営住宅 南大井 1-13-7 

22 南大井五丁目区営住宅 南大井 5-7-10 

23 南大井六丁目区営住宅 南大井 6-1-20 

24 東大井三丁目区営住宅 東大井 3-6-18,19 

25 都営東品川一丁目アパート 東品川 1-8 

26 都営東品川第 4 アパート 東品川 1-2-12 

 
【民間施設】 

 施設名 所在地 

1 リバーサイドマンション 東大井 2-17-14 

2 第三東個マンション 南大井 1-17-6 

3 東大井スカイハイツ 東大井 2-13-10 

4 ステーションプラザ立会川 東大井 2-23-4 

5 サンライフ東品川 東品川 1-28-11 

6 ニックハイム北品川 北品川 1-22-17 

7 コナミスポーツ(株) 東品川 4-10-1 

8 来福寺 東大井 3-13-1 

9 アイルサイドテラス 東品川 1-32-3 

10 六行会総合ビル 北品川 2-32-3 

11 前田道路株式会社品川営業所 勝島 1-3-20 

  



 

168 

資料57 浸水想定区域等内の要配慮者利用施設一覧 

（本冊 予防-237 頁 239 頁） 

 

（１）要配慮者利用施設の範囲 

老人福祉施設等 軽費老人ホーム、短期入所生活介護、短期入所療養介護、地域密

着型通所介護、通所リハビリテーション、通所介護、介護老人福

祉施設、特定施設入居者生活介護、介護老人保健施設、小規模多

機能型居宅介護支援、サービス付き高齢者向け住宅、認知症対応

型通所介護、認知症対応型共同生活介護 

障害者支援施設等 地域活動支援センター、生活介護、就労移行支援・就労継続支

援、自立訓練、短期入所、障害者グループホーム 

保護施設 更生施設 

児童福祉施設等 児童センター、保育所・保育園、小規模保育事業所、障害児通所

支援の用に供する施設、障害児支援の用に供する施設、認可外保

育施設、病児・病後児保育 

学校等 幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、高等専門学

校 

医療施設等 病院、診療所（入院施設を有するもの）、助産所 

 

（２）要配慮者利用施設の名称および所在地 

№ 区 分 名 称 所在地 

目

黒

川 

多

摩

川 

高

潮 

土

砂 

1001 

老人福祉施設

等 

東海ホーム 
東品川 3-

1-8 
○  ○  

1002 さくらハイツ南大井 
南大井 5-

19-1 
 ○ ○  

1003 晴楓ホーム 
東品川 3-

1-8 
○  ○  

1004 
グランアークみづほショートステ

イ事業所 

南品川 4-

2-32 
○    

1005 阿部病院 
東五反田

1-6-8 
○  ○  

1006 介護老人保健施設ソピア御殿山 
北品川 5-

2-1 
○    

1007 
介護老人保健施設 ケアセンター

南大井 

南大井 5-

19-1 
 ○ ○  

1008 
品川区立五反田保育園ふれあいデ

イホーム 

東五反田

2-15-6 
○  ○  

1009 
品川区立月見橋在宅サービスセン

ター 

南大井 3-

7-10 
 ○ ○  
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№ 区分 名称 所在地 

目

黒

川 

多

摩

川 

高

潮 

土

砂 

1010 

老人福祉施設

等 

アシストリハビリデイサービ

ス 
東品川 1-29-8 ○  ○  

1011 ぽじえじステーション南大井 南大井 3-8-7  ○ ○  

1012 
リハビリデイサービス リフ

ァーロ 
南大井 2-4-12  ○ ○  

1013 東大井リハビリ教室 東大井 2-5-17   ○  

1014 グリーンデイ南品川 

南品川 4-2-35

エンジェルハウ

ス 1 階 

○  ○  

1015 
介護老人保健施設ソピア御殿

山 
北品川 5-2-1 ○    

1016 
介護老人保健施設 ケアセン

ター南大井 
南大井 5-19-1  ○ ○  

1017 清泉クリニック整形外科 

東五反田 2-3-5

五反田中央ビル

2 階 

○  ○  

1018 東品川在宅サービスセンター 東品川 3-1-8 ○  ○  

1019 大崎在宅サービスセンター 大崎 2-11-1 ○    

1020 南大井在宅サービスセンター 南大井 5-19-1  ○ ○  

1021 峰原坂ケアセンター 大崎 5-5-3 ○  ○  

1022 寿いきいきセンター南大井 南大井 1-20-17  ○ ○  

1023 
西五反田在宅サービスセンタ

ー 
西五反田 3-6-6 ○    

1024 通所介護すずなり立会川 東大井 2-25-19   ○ ○  

1026 レッツ倶楽部立会川 東大井 2-28-6  ○ ○  

1027 アースサポート東品川 東品川 3-21-8 ○  ○  

1028 ミモザ南品川 
南品川 2-2-5 1

階 
  ○  

1029 晴楓ホーム 東品川 3-1-8 ○  ○  

1030 
特別養護老人ホームグランア

ークみづほ 
南品川 4-2-32 ○    
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№ 区分 名称 所在地 

目

黒

川 

多

摩

川 

高

潮 

土

砂 

1031 

老人福祉施設

等 

ニチイホーム 大森 南大井 6-4-1   ○  

1032 
ケアホーム西五反田・さくら

ハイツ西五反田 
西五反田 3-6-6 ○  ○ ○ 

1033 
メディカルホームボンセジュ

ール東品川 
東品川 3-17-25 ○  ○  

1034 
介護老人保健施設ソピア御殿

山 
北品川 5-2-1 ○    

1035 
介護老人保健施設 ケアセン

ター南大井 
南大井 5-19-1  ○ ○  

1036 おもてなし 
北品川 1-30-4

石田ビル 1・2F 
○  ○  

1037 
小規模多機能ホーム carna 五

反田 
西五反田 3-10-9 ○  ○  

1038 carna 五反田 西五反田 3-10-9 ○  ○  

1039 東品川在宅サービスセンター 東品川 3-1-8 ○  ○  

1040 
品川区立月見橋在宅サービス

センター 
南大井 3-7-10  ○ ○  

1041 
西五反田在宅サービスセンタ

ー 
西五反田 3-6-6 ○    

1042 
品川区立大崎在宅サービスセ

ンター 

大崎 2-11-1 大

崎ウィズタワー

事務所棟 1 階・

2 階 

○  ○  

1043 グループホーム carna 五反田 西五反田 3-10-9 ○  ○  

1044 ニチイホーム 南大井 南大井 4-14-6  〇 〇  

2001 

障害者支援等 

品川区精神障害者地域生活支

援センター「たいむ」 
西五反田 2-24-2 ○  ○  

2002 
品川区立障害児者総合支援施

設 
南品川 3-7-7   ○  

2003 
品川区立障害児者総合支援施

設（短期入所） 
南品川 3-7-7   ○  

2004 鮫洲なぎさの家 東大井 1-3-10   ○  

2005 
935 ファミリー・ワン 南品

川ハウス 
非公開 ○  ○  
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№ 区分 名称 所在地 

目

黒

川 

多

摩

川 

高

潮 

土

砂 

2006 
935 ファミリー・ワン 鮫洲

ハウス 
非公開   ○  

2007 

障害者支援等 

第１しいのき学園 東品川 3-1-8 ○  ○  

2008 
品川区立障害児者総合支援施

設 
南品川 3-7-7   ○  

2009 
ＬＩＴＡＬＩＣＯワークス五

反田 

西五反田 3-6-20 

いちご西五反田

ビル 4Ｆ 

○    

2010 ジョブサ品川区 
西五反田 1-13-7 

マルキビル 3 階 
○  ○  

2011 
ディーキャリア 品川サウス

オフィス 

南大井 3-29-7 

第 2 木村ビル 4

階 

 ○ ○  

2012 
ライクチャレンジサポート大

森駅前 

南大井 6-17-16 

パ-クウィンビ

ル 2 階 

  ○  

2013 福祉工場しながわ 東大井 1-3-10   ○  

2014 かもめ第三工房 西五反田 2-24-2 ○  ○  

2015 
就労継続支援 B 型事業所 

TODAY 南品川 

南品川 4-2-35 

2 階 
  ○  

2016 第二しいのき学園 東品川 3-1-8 ○  ○  

2017 
品川区立障害児者総合支援施

設 
南品川 3-7-7   ○  

2018 すまいる・さぽーと品川 
南大井 1-3-12-2

Ｆ 
  ○  

2019 
ニューロワークス 五反田セ

ンター 

西五反田 2-1-22 

プラネットビル

2 階 

〇    

2020 
リファイン就労支援センター

五反田 

西五反田 2-1-22 

プラネットビル

4 階 

〇    

3001 保護施設 浜川荘 勝島 1-9-11   ○  

4001 

児童福祉施設

等 

東品川児童センター 東品川 1-34-9 ○  ○  

4002 東大井児童センター 東大井 1-22-16   ○  

4003 小関児童センター 北品川 5-8-15 ○  ○  

4004 水神児童センター 南大井 5-13-19   ○  
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№ 区分 名称 所在地 

目

黒

川 

多

摩

川 

高

潮 

土

砂 

4005 南大井児童センター 南大井 3-7-13  ○ ○  

4006 大崎 大崎 5-2-1 ○  ○  

4007 五反田 東五反田 2-15-6 ○  ○  

4008 児童福祉施設

等 
五反田第二 北品川 5-3-1 ○  ○  

4009 水神 南大井 6-2-15  ○ ○  

4010 台場 東品川 1-8-30   ○  

4011 西五反田 西五反田 3-9-10 ○  ○  

4012 東大井 東大井 1-22-16   ○  

4013 東品川 東品川 1-34-9 ○  ○  

4014 南大井 南大井 3-7-4  ○ ○  

4015 八ツ山 東品川 1-2-15   ○  

4016 ひがしやつやま 北品川 1-16-4   ○  

4017 ぷりすくーる西五反田 西五反田 3-9-9 ○  ○  

4018 アイ 東品川 1-36-11 ○  ○  

4019 青物横丁えほん 
東品川 4-8-8 

2F 
  ○  

4020 アスク南大井 
南大井 6-22-7 E

館 1F 
 ○ ○  

4021 アンジェリカはまかわ 東大井 3-18-2   ○  

4022 アンジェリカ東品川 
東品川 4-8-8 

1F 
  ○  

4023 ウィズブック保育園西五反田 西五反田 3-8-8 ○  ○  

4024 えがおの森保育園かつしま 勝島 1-6-32   ○  

4025 大崎ひまわり 大崎 3-1-9 ○    

4026 学研こども園 西五反田 2-11-8 ○  ○  

4027 キッズガーデン五反田駅前 
西五反田 1-29-2

吾作ビル 
○  ○  

4028 キッズガーデン南大井 
南大井 6-26-2 B

館 1F 
 ○ ○  

4029 くりのき 南品川 4-1-11 ○  ○  

4030 グローバルキッズ大崎園 北品川 5-9-15 ○  ○  

4031 ココファン・ナーサリー大崎 大崎 3-6-32 ○    
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№ 区分 名称 所在地 

目

黒

川 

多

摩

川 

高

潮 

土

砂 

4032 こころしながわひがしおおい 東大井 1-3-6   ○  

4033 さくらさくみらい東大井 東大井 2-11-4   ○  

4034 太陽の子西五反田 
西五反田 7-19-1 

2F 
○    

4035 

児童福祉施設

等 

とうかいどう 南品川 1-2-11   ○  

4036 なぎさ通り 南品川 2-15-6 ○  ○  

4037 にじいろ保育園大崎 大崎 5-4-3 ○  ○  

4038 にじいろ保育園南大井 南大井 1-16-6  ○ ○  

4039 不動前えほん 
西五反田 3-12-

12 
○  ○  

4040 
ポピンズナーサリースクール

勝島 
勝島 1-6-5   ○  

4041 まなびの森保育園大崎広小路 西五反田 1-21-8 ○    

4042 
まなびの森保育園品川シーサ

イド 
東品川 4-11-36   ○  

4043 みずなら 東品川 3-21-10 ○  ○  

4044 グローバルキッズ立会川園 南大井 1-8-23  ○ ○  

4045 ほっぺるランド東品川 東品川 3-25-9   ○  

4046 みらいく東品川園 東品川 3-26-21   ○  

4047 さくらさくみらい東品川 東品川 4-9-20   ○  

4048 キッズガーデン品川上大崎 上大崎 4-5-37 ○    

4049 どんぐり 南品川 2-9-25 ○  ○  

4050 ベネッセ大崎広小路 大崎 4-1-2 ○    

4051 AIAI NURSERY 大崎 大崎 2-1-1 1F ○    

4052 ウィズブック保育園大森海岸 南大井 2-4-12  ○ ○  

4053 おうち保育園ごたんだ 東五反田 2-16-2 ○  ○  

4054 五反田せせらぎ保育園 西五反田 2-18-3 ○  ○  

4055 しいのみ保育園 南品川 2-15-14 ○  ○  

4057 めるへんキッズ南大井園 
南大井 3-24-14

柳川ビル 
 ○ ○  

4058 ほわわ品川 

東品川 3-27-25

オフィス・イン

品川 2 階 

  ○  
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№ 区分 名称 所在地 

目

黒

川 

多

摩

川 

高

潮 

土

砂 

4059 
アプリ児童デイサービス不動

前 

西五反田 3-13-

14 ロイヤルコ-

ト目黒不動前

103 

○  ○  

4060 
ちびっこタイム品川（児童発

達支援） 
東品川 3-25-16 ○  ○  

4061 
児童福祉施設

等 

ちびっこタイム品川（放課後

等デイサービス） 
東品川 3-25-16 ○  ○  

4062 
アプリ児童デイサービス北品

川（児童発達支援） 
北品川 2-18-2 ○  ○  

4063 
アプリ児童デイサービス北品川

（放課後等デイサービス） 
北品川 2-18-2 ○  ○  

4064 
品川区立品川児童学園（児童

発達支援） 
南品川 3-7-7   ○  

4065 
品川区立品川児童学園（放課

後等デイサービス） 
南品川 3-7-7   ○  

4066 めるへんキッズ大森海岸園 

南大井 3-23-10 

パールマンショ

ン大森 2 階 

 〇〇  

4067 アプリ児童デイサービス大崎 

大崎 1-18-5 居

木橋アネックス

ビル 2 階 

〇  〇  

4068 アートキッズ療育 

東品川 1-7-6 ス

テーションエル

202 号室 

〇  〇  

4069 
品川区立品川児童学園（日中

一時支援事業） 
南品川 3-7-7   ○  

4070 
子育て交流ルーム「品川宿お

ばちゃんち」 

北品川 2-19-6

並木ビル 1 階 
○  ○  

4071 伸芽’ｓクラブ大崎 
大崎 5-10-10 大

崎 CN ビル 3F 
○    

4072 サヴィキッズサポート 
東五反田 2-4-5

藤ビル 2 階 
○  ○  

4073 ヤクルト 仙台坂保育園 東大井 4-6-16   ○  

4074 ハッピーローソン保育園 

大崎 1-11-2 ｹﾞ

-ﾄｼﾃｨ大崎ｲ-ｽﾄﾀ

ﾜ-1Ｆ 

○  ○  

4075 ぽっぽランド おおさき 大崎 1-21-4  ○  ○  

4076 セガサミーそらもり保育園 

西品川 1-2-2 大

崎ガ-デンプラ

ザ 1 階 

○    

4077 
Kids On Air Preschool 

Gotenyama 

東五反田 2-19-7 

2 階 
○    
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目
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摩

川 

高

潮 

土

砂 

4078 
イングリッシュポケット五反

田校 

東五反田 5-27-5 

5 セントラルビ

ル 3 階 

○  ○  

4079 
ポピンズナーサリースクール

東品川 
東品川 4-12-12   ○  

4080 

児童福祉施設

等 

小学館アカデミーおおさき駅

前保育園 

大崎 1-2-3 アー

トヴィレッジ大

崎ビュータワー

1F 

○  ○  

4082 
ポピンズナーサリースクール

東五反田 

東五反田 2-10-1

パークタワーグ

ランスカイ 2 階 

○  ○  

4083 ゆらりん東品川保育園 

東品川 3-7-10Ａ

ＴＧ Ｐａｒｋ 

東品川 1 階 

○  ○  

4084 太陽の子東五反田保育園 

東五反田 1-6-3

いちご東五反田

ビル 1 階 

○  ○  

4085 東大井かがやき保育園 
東大井 2-13-13

季美東大井 2 階 
 ○ ○  

4086 鮫洲かがやき保育園 

東大井 1-9-27

ミサワホームズ

東大井 1 階 

  ○  

4088 KIDS GARDEN しながわ 広町 1-2-58 ○  〇 

4089 まほうの保育園東大井 東大井 4-7-9   ○  

       

4091 
TK チルドレンズファーム東大

井校 
東大井 3-18-13   ○  

4092 たんぽぽ保育所 東大井園 東大井 2-12-19   ○  

4093 
ウィズブック保育園天王洲

（本園） 
東品川 2-5-5   ○  

4094 ユニバース・ナーサリー大森 南大井 6-28-10  〇○  

4096 
コスモ療育クラブファミリア

五反田 

西五反田

2−10−8 ドルミ

五反田ドウメゾ

ン 211 

〇  〇  

4097 ひなたのかぜ不動前教室 

西五反田

3−13−14 ロイ

ヤルコート目黒

101 

〇  〇  
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目
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土

砂 

4098 このこのリーフ立会川 東大井 2-12-18  〇 〇  

4099 このこのリーフ北品川 
北品川 1-30-25 

さかえビル 1 階 
  〇  

4100 
ウィズブック保育園天王洲

（分園） 

東品川 2-2-20 

1F 
  〇  

4101 
さくらさくみらい 品川シー

サイド 
東大井 1-5-6 〇  〇  

5001 

学校等 

城南幼稚園 南品川 2-8-21   ○  

5002 浜川幼稚園 南大井 4-3-14   ○  

5003 御殿山幼稚園 北品川 5-3-1 ○  ○  

5004 台場幼稚園 東品川 1-8-30   ○  

5005 鈴ヶ森めばえ幼稚園 南大井 2-4-1  ○ ○  

5006 八潮幼稚園 東品川 3-24-8 ○  ○  

5007 城南小学校 南品川 2-8-21   ○  

5008 御殿山小学校 北品川 5-2-6 ○  ○ ○ 

5009 城南第二小学校 東品川 3-4-5 ○  ○  

5010 鮫浜小学校 東大井 2-10-14   ○  

5011 浜川小学校 南大井 4-3-27   ○  

5012 鈴ケ森小学校 南大井 4-16-2  ○ ○  

5013 台場小学校 東品川 1-8-30   ○  

5014 東海中学校 東品川 3-30-15 ○  ○  

5015 浜川中学校 東大井 3-18-34   ○  

5016 鈴ケ森中学校 南大井 2-3-14  ○ ○  

5017 日野学園 東五反田 2-11-1 ○  ○  

5018 八潮 東品川 3-27-22   ○  

5019 
産業技術高等専門学校品川キ

ャンパス 
東大井 1-10-40 ○  ○  

6001 

医療施設等 

公益財団法人 河野臨牀医学

研究所附属 品川リハビリテ

ーション病院 

北品川 5-2-1 ○    

6002 
医療法人社団 有仁会 阿部病

院 
東五反田 1-6-8 ○  ○  

6003 ＮＴＴ東日本関東病院 東五反田 5-9-22    ○ 

6004 いすゞ病院 南大井 6-21-10  ○ ○  
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6005 
大崎病院 東京ハートセンタ

ー 
北品川 5-4-12 ○  ○  

6006 
医療法人財団岩井医療財団 

稲波脊椎・関節病院 
東品川 3-17-5 ○  ○  

6007 品川志匠会病院 北品川 1-29-7   ○  

6008 
スリープ・サポートクリニッ

ク 
東大井 1-18-8   ○  

6009 高根クリニック 南大井 6-25-14  ○ ○  

6010 
桶谷式母乳相談室ｅｌｐｅｃ

ｈｏ 
西五反田 1-28-3 ○  ○  
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資料58 都第二建設事務所 資器材備蓄状況 

（本編 応急-15 頁） 

 

倉庫名 所在地 
面積 

（㎡） 

連絡先 

（電話） 

土のう

類 

（袋） 

土のう 

留杭 

（本） 

軽量 

鋼板 

（板） 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

羽田 

六郷 

丸子橋 

多摩川大橋 

夫婦橋 

二子橋 

中目黒 

大田区羽田５－30 

   西六郷４－37－5 

   田園調布本町 31－12 

   多摩川２－30 

   南蒲田１－４ 

世田谷区玉川３－42 

目黒区中目黒１－11 

52.1 

34.0 

38.2 

29.8 

31.1 

53.2 

133.1 

工事第二課 

工務担当 

（直）

(3774)6658 

1,050 

1,000 

4,000 

1,500 

1,450 

7,940 

6,350 

2,335 

3,410 

2,840 

1,800 

2,000 

2,660 

520 

310 

100 

110 

50 

0 

240 

140 

計 ７箇所   23,290 15,565 950 

 

 
籠 

(本) 

木材 

(㎥) 

ｼｰﾄ 

(㎡) 

鉄線 

(kg) 

杭 

(本) 

縄 

(m) 

玉石 

(㎥) 

ｼｮﾍﾞﾙ 

(丁) 

ﾂﾙﾊｼ 

(丁) 

掛矢 

(丁) 

鋸 

(丁) 

鉈 

(丁) 

番線 

ｶｯﾀｰ 

(丁) 

もっこ 

(枚) 

一輪車 

(台) 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

2.0 

0 

0 

0 

0 

1.7 

0 

200 

200 

974 

2,527 

194 

2,280 

2,527 

350 

100 

400 

150 

200 

125 

25 

150 

140 

160 

75 

8 

665 

205 

3,000 

5,750 

5,050 

1,600 

1,000 

5,700 

1,900 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

48 

95 

60 

141 

175 

106 

28 

92 

20 

30 

25 

19 

30 

6 

15 

9 

12 

14 

12 

25 

4 

30 

10 

10 

10 

8 

17 

3 

28 

19 

0 

20 

0 

17 

2 

10 

4 

4 

5 

5 

21 

4 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

2 

2 

2 

1 

2 

2 

1 

 － 3.7 8,902 1,350 1,403 24,000 － 653 222 91 88 86 53 0 12 
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資料59 非常配備態勢【都水道局】（本編 応急-29 頁 220 頁） 

 

（令和５年４月１日現在） 

                                  （人） 

 総人員 第一次配備 第二次配備 第三次配備 

南部支所 136 47 39 50 

品川営業所 21 6 6 9 

 

 車両 

無 線 復旧資器材 緊急車 給水

車 

貨物車 軽自動車 

南部支所 4 2 1 30 17 一式 

品川営業所 0 0 0 3 3 一式 
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資料60 災害用伝言ダイヤルの利用方法【NTT 東日本】 

（本編 応急-37 頁） 

 

【災害用伝言ダイヤル（１７１）の基本的操作方法】 

順序 録音方法 再生方法 

１ 「１７１」にダイヤルする。 

２ ガイダンスが流れる。 

３ 「１」 「２」 

４ ガイダンスが流れる。 

５ 連絡を取りたい固定電話番号または携帯電話・ＰＨＳ・ＩＰ電話の番号をダイヤルする。 

「（○○○）○○○○‐○○○○」  ※固定電話は市外局番からダイヤルする 

６ ガイダンスが流れる。 

７ 「１」 「１」 

８ ガイダンスが流れる。 

９ 30 秒以内に伝言内容を録音する。 録音されている音声が流れる。 

１０ ガイダンスが流れる。 

１１ 「９」 「９」 
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資料61 資機材供給可能数【品川建設防災協議会】 

（本編 応急-49 頁 214 頁 復旧-11 頁） 

 

（令和５年１月 1 日） 

 職 員 作業員 ダンプ ﾄﾗｯｸ ﾕﾆｯｸ車 ﾐﾆｺﾝﾎﾞ 建柱車 ﾀﾜｰ車 ﾌﾞﾚｰｶｰ 

土木 100 83 29 5 2 9  1 7 

建築 19  3 5  1    

管 6 2       12 

電気 113 12  3   30 2 2 

合計 238 97 32 13 2 10 30 3 21 

 

 
発電機 

水中 

ポンプ 
投光器 

ﾀ ｲ ﾔ 

ｼｮﾍﾞﾙ 

ｺ ﾝ ﾌﾟ 

ﾚ ｯ ｻｰ 

ｻ ｲ ﾄﾞ 

ﾛ ｰ ﾗｰ 
電源車 

土木 30 30 60 6 3 3  

建築 10       

管 19 30 10     

電気 13 4 85    4 

合計 72 64 155 6 3 3 4 
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資料62 供給可能車両数【トラック協会品川支部】（本編 応急-50 頁） 

(平成 29 年 3 月 1 日現在) 

種別 トン数別 ２トンまで ２トンロング ２～５トンまで ５トン超 合計 

平ボデー 18 3 20 3 44 

幌付 15 6 8 2 31 

アルミバン 18 10 22 4 54 

ウイング  2 1 4 7 

ユニック  1 3 2 6 

冷凍 6 3 3  12 

保冷 4 3   7 

合計 61 28 57 15 161 

 

 

 

資料63 災害対策協力隊編成表【トラック協会品川支部】 

（本編 応急-50 頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

本部長 (有)広容運送 

（3474)7617 

副 本 部 長 

MARUSA（株） 

（3441)2582 

副 本 部 長 

(株)中山運送 

（3781)3738 

副 本 部 長 

(株)小山運送 

（3441)5345 

副 本 部 長 

(株)小野関運送 

 (3771)8016 

品川地区部長 

(株)小野運送店 

(3474)2081 

荏原地区部長 

小川運送(有) 

(3786)3031 

大崎地区部長 

大東運輸 (株) 

（3492)5511 

大井地区部長 

(株)大津運送 

(3777)4164 
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資料64 緊急通行車両確認申出書（本編 応急-52 頁） 
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資料65 緊急輸送車両確認申出書（本編 応急-52 頁） 
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資料66 規制除外車両事前届出書（本編 応急-53 頁） 
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資料67 東京国道事務所の活動態勢（本編 応急-55 頁） 

(1) 災害対策支部の設置及び体制表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① 事務所管内で震度４の地震が発生した場合

② 気象庁が事務所管内の地域で津波注意報を発表した場合 支部設置

③ 事務所管内で気象庁の発表震度にかかわらず被害が発生する恐れがある場合 （通常勤務）

④ 事務所長が必要と認めた場合

① 事務所管内で震度５弱の地震が発生した場合

② 気象庁が事務所管内の地域で津波警報を発表した場合 支部設置

③ 関東地方整備局長が指令した場合

④ 事務所長が必要と認めた場合

① 事務所管内で震度５強以上の地震が発生した場合又は地震による重大な被害が発生した場合

② 支部設置

③ 関東地方整備局長が指令した場合

④ 事務所長が必要と認めた場合

① 台風の接近において、進路予想が強風域(平均風速が15m/s以上)に入る場合

② 大雨注意報、洪水注意報等（30mm/h以上の降雨予報）が発表され、事務所長が必要と認めた場合 支部設置準備

③ 事務所長が必要と認めた場合

① 台風の接近において、進路予想が暴風域(平均風速が25m/s以上)に入る場合

② 大雨注意報、洪水注意報等（30mm/h以上の降雨予報）が発表され、災害の発生が予想される場合 支部設置

③ 大雨・洪水警報（50mm/h以上の降雨予報）等が発表され、事務所長が必要と認めた場合

④ 暴風に対する特別警報が発表された場合

⑤ 局地的になる場合

⑥ 記録的短時間大雨情報及び土砂災害警戒情報等の発表により避難勧告等が発生する恐れがある場合

⑦ 事務所長が必要と認めた場合

① 台風等により災害（被害）が発生した場合

② 大雨警報、洪水警報等（50mm/h以上の降雨予報）が発表され、災害（被害）の発生が予想される場合 支部設置

③ 大雨に対する特別警報が発表された場合

④ 事務所長が必要と認めた場合

① 台風、大雨、洪水等により広範囲にわたり道路に重大な災害が発生した場合

② 事務所長が必要と認めた場合 支部設置

震
災
対
策
支
部

項目
体制基準

区分
支部の設置

注
意
体
制

警
戒
体
制

非
常
体
制

気象庁が事務所管内の地域で大津波警報(5m)を発表した場合又は津波による重大な被害が発生又は発
生の恐れがある場合(10m以上：品川管内避難指示)

非
常

体
制

待
機

(

連

絡
体
制

)

風
水
害
対
策
支
部

注
意
体
制

警
戒
体
制
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(2) 災害対策支部 各班の所掌事務一覧 
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資料68 東京海上保安部所属船艇等一覧表【東京海上保安部】 

（本編 応急-55 頁） 

船艇（巡視艇６隻） 

（令和５年３月現在） 

 

 

 

資料69 防除資機材常備状況表【東京海上保安部】（本編 応急-55 頁） 

（令和５年３月現在）  

 

 

 

所属 

 

船種 

 

船名 

 

総トン数 

 

全長(m) 

 東京海上保安部 

 

（所在地） 

東京都江東区青海 2-7-11 

 

℡ 03-5564-2021 

緊急通報用 03-5564-4999 

巡視艇 

まつなみ 204  

 

35 

 ゆりかぜ 26  

  

20 

 ゆめかぜ 23  

 

20 

 いそぎく 26  

 

20 

 やまぶき 26  

 

20 

 はやかぜ 19  

 

18 

 

会社等機関名 所在地 

防除資材 

 備考 ｵｲﾙﾌｪﾝｽ 

(m) 

油処理剤 

(ℓ） 

油吸着材 

(kg) 

東京電力フュエル

＆パワー㈱ 

大井火力発電所 

品川区八潮 1-2-2 1,080 1,800 404 03-3471-1591 

出光興産㈱ 

東京油槽所 
江東区若洲 13 番地 720 216 600 03-3521-2761 

三愛石油㈱ 

羽田支社 
大田区羽田空港 2-10-1 660 0 348 03-5757-0328 

㈱朝田商会 

東京油槽所 
江東区若洲 15 番地 240 1,000 200 03-5569-5001 

東港サービス㈱ 港区海岸 3-25-8 0 774 170 03-3457-2007 

東京都港湾局 新宿区西新宿 2-8-1 2,500 900 195 03-5463-0217 

東京消防庁 

臨港消防署 
中央区晴海 5 丁目 1-27 400  200 03-3534-0119 

東京消防庁 

高輪消防署 

港南出張所 

港区港南 5 丁目 8 番 34 号 240  170 03-3458-0119 

東京海上保安部 江東区青海 2-7-11 200 800 200 03-5564-2021 

計  6,040 5,266 2,423  
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資料70 東京支社 災害対策本部組織図【JR 東日本】（本編 応急-56 頁） 
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資料71 東京支社 災害対策本部 組織・業務分担表【JR 東日本】 

（本編 応急-56 頁） 

 

【支社対策本部における各班の体制、役割】 

班名 班長等 各班の主な役割 

総務班 [班長] 総務・法務ﾕﾆｯﾄﾘｰﾀ`ｰ 

[副班長]企画総務部ｼﾆｱﾘｰﾀﾞｰ 

（経営戦略担当） 

企画総務部ｼﾆｱﾘｰﾀﾞｰ 

（組織再編担当） 

調査役 

[班員] 経営戦略ﾕﾆｯﾄ 

人事ﾕﾆｯﾄ 

総務・法務ﾕﾆｯﾄ 

安全企画ﾕﾆｯﾄ 

１安否状況の集約、確認等の手配に関すること 

・首都圏本部及び現業機関からの安否情報を集約（人） 

２道路等社会状況の把握に関すること 

・報道や関係機関等から、道路や社会状況等の情報収集（総・法） 

３首都圏本部対策本部の庶務に関すること 

・記録の作成（総・法） 

・業務用自動車の借り上げ手配（総・法） 

４自治体への連絡に関すること 

・関係警察、消防、病院、区役所等への連絡（総・法） 

・自治体を通した自衛隊の出動要請（安） 

５被災者、死傷者対応に関すること 

・死傷者遺族、家族の乗車券等の手配（総・法） 

・死傷者遺族及び事故関係者の受付（人） 

・死傷者名簿の作成（総・法） 

・死傷者及び死傷者携帯品の調査（総・法） 

・死傷者遺族に対する通知及び慰問対応（総・法、勤） 

・遺体の収容、安置及び負傷者の護送（総・法） 

・見舞い及び弔問（総・法） 

・被災関係者からの問合せへの対応（総・法） 

６調査に関すること 

・事故原因の調査（安） 

・証拠物件の保全（安） 

７JoiJoi-Net 等主なシステムに関すること（経・戦） 

広報班 [班長]広報ﾕﾆｯﾄﾘｰﾀﾞｰ 

[班員]広報ﾕﾆｯﾄ 

１広報及び報道に関すること 

・広報対応について本社と協議し、方針の策定 

・本社と協議し、発表すべき情報の整理及びマスコミへの発表 

・マスコミからの問い合わせ対応 

医療班 [班長]勤労ﾕﾆｯﾄﾘｰﾀﾞｰ 

[班員]勤労ﾕﾆｯﾄ 

１医療に関すること 

・医療機関に対する救護手配 

２負傷者、死傷者対応に関すること 

・負傷者に対する救護及び収容病院の手配 

・負傷者の負傷程度及び医療経過の調査 

・死亡者の遺族に対する通知及び弔問対応（勤、総・法） 

・遺体及び遺骨の護送及び仏儀の手配 

・死亡者に対する弔問者の手配 

・社宅、寮での負傷者の対応 

旅客・

輸送班 

[班長] ﾓﾋﾞﾘﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽﾕﾆｯﾄﾘｰﾀﾞｰ 

 

【輸送担当】 

[副班長]ﾓﾋﾞﾘﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽﾕﾆｯﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰ

(企画担当又は業務変革担当) 

[班員]ﾓﾋﾞﾘﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽﾕﾆｯﾄ（輸送） 

ﾓﾋﾞﾘﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽﾕﾆｯﾄ（車両） 

 

 

 

 

 

 

 

【輸送担当】 

１列車からのお客さま救済の手配に関すること 

・車内における死傷者への救助・救護 

・長時間に及ぶ駅間停車時のお客さま救済 

・沿線火災や津波発生時の早期お客さま救済 

２列車、運転設備、車両センター等の被災状況の把握に関すること 

３当面の輸送計画の策定及び JR 他会社との調整に関すること 

４公民鉄との連絡・調整に関すること 

５運転不能線区の把握 

６列車のう回、運休、救援列車等の運転計画及び整理 

７旅客の輸送手配 

８乗務員の運用手配 
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班名 班長等 各班の主な役割 

【旅客担当】 

[副班長]ｻｰﾋﾞｽ品質改革ﾕﾆｯﾄﾘｰﾀﾞｰ 

ﾓﾋﾞﾘﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽﾕﾆｯﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰ 

（駅業務担当） 

[班員]ｻｰﾋﾞｽ品質改革ﾕﾆｯﾄ 

ﾓﾋﾞﾘﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽﾕﾆｯﾄ（企画） 

ﾓﾋﾞﾘﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽﾕﾆｯﾄ（業務変革） 

【旅客担当】 

１駅の状況把握（設備・列車・社員・お客さま）に関すること 

２駅におけるお客さま対応に関すること 

・死傷者の救助・救護への対応 

・一時滞在場所の提供、帰宅困難者対応に関する情報の把握 

・支社をまたぐお客さま案内要員の要請手配 

３応援要員の手配及び休憩室の確保に関すること 

４お客さまへの情報提供に関すること 

５公民鉄との連絡・調整に関すること 

設備班 [班長] 設備ﾕﾆｯﾄﾘｰﾀﾞｰ 

[副班長]設備ﾕﾆｯﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰ(上席) 

[班員] 設備ﾕﾆｯﾄ（企画） 

設備ﾕﾆｯﾄ（保線） 

設備ﾕﾆｯﾄ（土木） 

設備ﾕﾆｯﾄ（首都圏耐震補強推進） 

設備ﾕﾆｯﾄ（東京圏ホームドア整備

推進） 

設備ﾕﾆｯﾄ（建築） 

設備ﾕﾆｯﾄ（機械） 

１設備の被災状況の把握に関すること 

・線路設備、鉄道建造物、駅舎等建築物、機械関係設備状況の把握 

２人命救助に関わる被災設備の撤去に関すること 

・グループ会社等への資機材（重機）、要員の要請手配 

３被災設備の復旧に関すること 

４応援要員の手配に関するこ 

電気班 [班長] 電気ﾕﾆｯﾄﾘｰﾀﾞｰ 

[副班長]電気ﾕﾆｯﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰ(上席) 

[班員] 電気ﾕﾆｯﾄ（企画） 

電気ﾕﾆｯﾄ（電力） 

電気ﾕﾆｯﾄ（信号通信） 

１設備の被災状況の把握に関すること 

・電力関係、信号通信関係設備状況の把握 

２仮設照明、通信連絡手段の確保に関すること 

・臨時照明の仮設 

・通信設備の仮設 

３人命救助に関わる被災設備の撤去に関すること 

・グループ会社等への資機材（重機）、要員の要請手配 

４被災設備の復旧に関すること 

５応援要員の手配に関すること 

機動班 [班長]監査室長 

[班員]監査室 

１首都圏本部ビル参集社員の把握 

２首都圏本部対策本部長の指示した業務 

資材班 [班長] 経営戦略ﾕﾆｯﾄﾘｰﾀﾞｰ 

[班員] 経営戦略ﾕﾆｯﾄ（経理） 

経営戦略ﾕﾆｯﾄ（契約） 

１必要物資の調達に関すること 

・支援物資の事前把握 

２復旧資材の調達に関すること 

・輸送用燃料の確保 

３備蓄食料等の操配に関すること 

グルー

プ班 

[班長] ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ部長 

[副班長]ﾏｰｹｯﾄ創造ﾕﾆｯﾄﾘｰﾀﾞｰ 

[班員] ﾏｰｹｯﾄ創造ﾕﾆｯﾄ 

首都圏創造ﾕﾆｯﾄ 

１ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社の情報収集に関すること 

２ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社で実施した社員の安否確認の情報に関すること 

事務局 [事務局長]安全企画ﾕﾆｯﾄﾘｰﾀﾞｰ 

[事務局員]安全企画ﾕﾆｯﾄ 

１首都圏本部対策本部の運営に関すること 

２地震、津波の概況把握に関すること 

３多数の班にまたがる調整事項に関すること 

４本社対策本部への連絡に関すること 

５応援要員の全体的な調整に関すること 

６新幹線統括本部への防災気象情報の提供に関すること 
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資料72 関係機関連絡系統【都交通局】（本編 応急-56 頁） 
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資料73 事故・災害対策本部の組織【東急電鉄】（本編 応急-58 頁） 
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資料74 特別、第１種(A)(B)体制発令時の動員数および事故・災害対策

本部の本部員（現業）【東急電鉄】（本編 応急-58 頁） 

 特別 第１種（Ａ） 第１種（Ｂ） 

運輸部 （駅関係） 

駅長および当日勤務員のほか非番

者で駅長が指名する者 

（運輸司令所関係） 

運輸司令所長および運輸司令所長

が指名する者 

（各区関係） 

電車区、車掌区、乗務区、管区、

および当日勤務員のほか非番者で

各区長が指名する者 

（駅関係） 

同左 

 

（運輸司令所関係） 

同左 

 

（各区関係） 

同左 

（駅関係） 

同左 

 

（運輸司令所関係） 

同左 

 

（各区関係） 

同左 

車両部 検車区、整備区、または工事区、

管理区の区長および各区長が指名

する者 

（各区関係） 

同左 

（各区関係） 

同左 

工務部 （保線関係） 

保線区長および保線区長が指名す

る者 

（保線関係） 

同左 

(保線関係) 

同左 

電気部 （電力司令所関係） 

電気司令長および電気司令長が指

名する者 

（各区関係） 

信号区、電路区、変電区、ネット

ワーク駅設備区の区長および各区

長が指名する者 

（電気司令関係） 

同左 

 

（各区関係） 

同左 

（電力司令所関係） 

同左 

 

（各区関係） 

同左 
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資料75 鉄道部門災害対策本部の組織および業務分掌【京浜急行電鉄】 

（本編 応急-58 頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

資料76 活動編成【東京モノレール】（本編 応急-58 頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1
9
7
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資料77 災害対策本部の組織【東京臨海高速鉄道】 

（本編 応急-58 頁） 
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資料78 防災船着場一覧（本編 応急-91 頁） 

 施設名称 所在地 

1 大井ふ頭中央海浜公園 品川区八潮 4 丁目地先 

2 勝島１丁目 品川区勝島 1 丁目 

3 水辺ライン（大井） 品川区勝島 1-5 

4 しながわ水族館船着場 品川区勝島 2 丁目 

5 東海橋船着場 品川区北品川 3-11 

6 品川天王洲船着場 品川区東品川 1 丁目 

7 東品川二丁目船着場 品川区東品川 2 丁目 

8 五反田船着場 品川区西五反田 1-10 

 

 

 

資料79 現有清掃事務所人員、機材およびごみ処理能力 

（本編 応急-197 頁） 

（令和５年４月１日現在） 

所  名 品川区清掃事務所 

区  分 
台 数 

(雇上) 

人 員 処理能力 

（日量） 

ご 

 

 

み 

新 大 型 特 殊 車 

小 型 特 殊 車 

小 型 プ レ ス 車 

小 型 ダ ン プ 車 

軽 小 型 貨 物 車 

軽小型ダンプ車 

４(４)台 

５(５) 

33(24) 

１(１) 

９(７) 

５(３) 

- - 

計 57(44)台 205 人 237.3ｔ 

(非常勤職員は除く) 

 

 

所  名 品川区清掃事務所 

区  分 
台 数 

(雇上) 

人 員 

(雇上) 

処理能力 

（日量） 

資 

 

源 

新 小 型 特 殊 車 

小 型 プ レ ス 車 

普 通 貨 物 車 

軽 小 型 貨 物 車 

14(８)台 

９(８) 

14(10) 

７(５) 

  

計 44(31)台 95(68)人 51.3ｔ 

粗 

大 

中 型 プ レ ス 車 

小 型 ダ ン プ 車 

３(３)台 

12(12) 

３(３)人 

36(36)  
 

計 15(15)台 39(39)人 15ｔ 
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資料80 災害廃棄物仮置場の種類、候補地および災害廃棄物の種類 

（本編 応急-197 頁） 

 

災害廃棄物仮置場の種類、候補地 

仮置場の種類 定義 候補地となる公園 

地区仮置場 住宅地などに設置し、片付けごみ

などを搬入する仮置場。 

区立公園等の区民に身近な場所に

設置する。 

区内全公園 

応急仮置場 
救助活動、建物解体、道路啓開現

場や地区仮置場から区が収集した

災害廃棄物を集積し、分別・保管

する仮置場。 

区内全公園 

一次仮置場 天王洲公園 

林試の森公園 

大井ふ頭中央海浜公園 

等の大規模公園 

 

 

災害廃棄物の種類 

災害時に発生する廃棄物の種類 概要 

災害がれき 
・道路啓開や救助捜索活動に伴い生じる廃棄物 

・被災建築物の解体撤去で発生する廃棄物 

ご
み 

片付けごみ 
・損壊家屋から排出される家財道具（通常の粗

大ごみは除く） 

生活ごみ 

・被災した住民の排出する生活ごみ 

（避難施設および在宅避難で排出される生活

ごみを含む） 

・その他、災害に起因する廃棄物 

事業系一般廃棄物 
・被災した事業場からの廃棄物 

（通常の事業活動に伴う廃棄物は除く） 

し尿 
・被災施設の簡易トイレ、仮設トイレからのし

尿（通常生活で排出されるし尿は除く） 
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資料81 災害対策協力隊編成表【品川建設防災協議会】（本編 応急-214 頁 復旧-11 頁） 
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資料82 特別警報の発表基準一覧（本編 応急-227 頁） 

 

現象の種類 特別警報の発表基準 

気
象 

大雨 
台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想され

る場合 

暴風 
数十年に一度の強度の台風や同

程度の温帯低気圧により 

暴風が吹くと予想される場合 

高潮 高潮になると予想される場合 

波浪 高波になると予想される場合 

暴風雪 
数十年に一度の強度の台風と同程度の温帯低気圧により雪を伴う暴

風が吹くと予想される場合 

大雪 数十年に一度の降雪量となる大雪が予想される場合 

地
象 

地震動 震度６弱以上の大きさの地震動が予想される場合 

火山現象 居住地域に重大な被害を及ぼす噴火が予想される場合 

地面現象 

台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が予想さ

れ、若しくは、数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧に

より大雨になると予想される場合 

津波 高いところで３メートルを超える津波が予想される場合 

高潮 
数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により高潮になる

と予想される場合 

波浪 
数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により高波になる

と予想される場合 
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資料83 水防警報の種類、内容および発表基準（本編 応急-229 頁） 

種類 内 容 発 表 基 準 

待機 １ 出水あるいは水位の再上昇が予想される場合に、
状況に応じて直ちに水防機関が出動できるように待
機する必要がある旨を警告するもの。 

 ２ 水防機関の出動機関が長引くような場合に、出動
人員を減らしても差し支えないが、水防活動をやめ
ることはできない旨を警告するもの。 

気象予報、警報などと河川状況
により、特に必要と判断される
とき。 

準備 
 

水防活動に関する情報連絡、水防資器材の整備、水閘
門機能等の点検、通信および輸送の確保等に努めると
ともに、水防機関に出動の準備をさせる必要がある旨
を警告するもの。 

雨量、水位、流量などの河川状
況で必要と判断されたとき。 
水防団待機水位（指定水位）に
達し氾濫注意水位（警戒水位）
を越えるおそれがあるとき。 

出動 水防機関が出動する必要がある旨を警告するもの。 氾濫注意水位（警戒水位）を越
えるおそれがあるとき。水位、
流量などの河川状況で必要と判
断されたとき。 

指示 水位、滞水時間その他水防活動上必要な状況を明示す
るとともに、越水、漏水、堤防斜面の崩れ・亀裂その
他河川状況により警戒を必要とする事項を指摘して警
告するもの。 

氾濫警戒情報が発表されたり、
すでに氾濫注意水位（警戒水
位）を越えて災害の起こるおそ
れがあるとき。 

解除 水防活動を必要とする出水状況が解消した旨および当
該基準水位観測所による一連の水防警報を解除する旨
を通告するもの。 

氾濫注意水位（警戒水位）以下
に下がったとき。氾濫注意水位
（警戒水位）以上であっても、
水防活動を必要とする河川状況
でないと判断されたとき。 

情報 雨量・水位の状況、水位予測、河川・流域の状況等水
防活動上必要なもの。 

状況により必要と認めるとき。 

地震による堤防の漏水・沈下等の場合または津波の場合は、上記に準じて水防警報を発表する。 

 

資料84 水防上注意を要する箇所（本編 応急-231 頁） 

河川 左右岸 位置（目標） 

目黒川 左 品川区北品川四丁目（三嶽橋上流） 

右 品川区広町一丁目（三嶽橋上流） 

左 品川区西五反田二丁目（五反田大橋） 

右 品川区西五反田二丁目（五反田大橋） 

左 品川区西五反田二丁目（谷山橋） 

右 品川区西五反田二丁目（谷山橋） 

立会川 右 品川区東大井二丁目～同区南大井六丁目（河口～月見橋） 

右 品川区南大井一丁目～同区南大井五丁目（河口～月見橋） 
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資料85 初動活動配備態勢（本編 応急-231 頁） 

態勢 課 名 勤 務 時 間 内 夜間休日等勤務時間外 

拡

大

監

視

態

勢 

防 災 課 
土 木 管 理 課 
道 路 課 
公 園 課 
河 川 下 水 道 課 
都 市 計 画 課 
住 宅 課 
木 密 整 備 推 進 課 
都 市 開 発 課 
建 築 課 
環 境 課 

１ 管理職職員 
２ 係長級 
３ ６km 圏外在住の職員 
※上記の内、業務に必要な職員 

１ 管理職職員 
２ 係長級 
３ ６km 圏内在住職員 
※上記の内、業務に必要な職員 

   

広 報 広 聴 課 応急対策業務に必要な職員 同 左 

生 活 衛 生 課  消毒業務等に必要な職員 同 左 

待 機 寮    ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 警戒業務に必要な職員 

想 定 人 数 令和４年度： 17～82 人 同 左 

 

態勢 課 名 勤 務 時 間 内 夜間休日等勤務時間外 

水

防

第

１

次

配
備

態

勢 

防 災 課 
１ 防災課長 
２ 全職員 

１ 防災課長 
２ 全職員 

土 木 管 理 課 
道 路 課 
公 園 課 
河 川 下 水 道 課 
都 市 計 画 課 
住 宅 課 
木 密 整 備 推 進 課 
都 市 開 発 課 
建 築 課 
環 境 課 

１ 管理職職員 
２ 係長級 
３ ６km 圏外在住の職員 
 

１ 管理職職員 
２ 係長級 
３ ６km 圏内在住職員の１/２ 
 

地 域 活 動 課 
１ 地域活動課長 
２ り災証明発行業務に必要な職員 

同 左 

広 報 広 聴 課 
１ 広報広聴課長 
２ 応急対策業務に必要な職員 

同 左 

生 活 衛 生 課 
１ 生活衛生課長 
２ 消毒業務等に必要な職員 

同 左 

経 理 課 
 １ 経理課長 
 ２ 応急対策業務に必要な職員 

同 左 

待 機 寮    ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 警戒業務に必要な職員 
想 定 人 数 令和４年度： 197 人 令和４年度： 146 人 

 

態勢 課 名 勤 務 時 間 内 夜間休日等勤務時間外 

水

防

第

２

次

配
備

態

勢 

防 災 課 水防第１次配備態勢と同じ 水防第１次配備態勢と同じ 

土 木 管 理 課 
道 路 課 
公 園 課 
河 川 下 水 道 課 
都 市 計 画 課 
住 宅 課 
木 密 整 備 推 進 課 
都 市 開 発 課 
建 築 課 
環 境 課 

１ 水防第１次配備態勢の職員 
２ ６km 圏内在住職員の１/２ 

１ 水防第１次配備態勢の職員 
２ ６km 圏内在住の職員 

地 域 活 動 課 
広 報 広 聴 課 
生 活 衛 生 課 
経 理 課 

水防第１次配備態勢と同じ 水防第１次配備態勢と同じ 

待 機 寮 全職員 同 左 
想 定 人 数 令和４年度： 214 人 令和４年度： 169 人 
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態勢 課 名 勤 務 時 間 内 夜間休日等勤務時間外 

水

防

第

３

次

配
備

態

勢 

防 災 課 水防第１次配備態勢と同じ 水防第１次配備態勢と同じ 

土 木 管 理 課 
道 路 課 
公 園 課 
河 川 下 水 道 課 
都 市 計 画 課 
住 宅 課 
木 密 整 備 推 進 課 
都 市 開 発 課 
建 築 課 
環 境 課 

全職員 全職員 

地 域 活 動 課 
広 報 広 聴 課 
生 活 衛 生 課 
経 理 課 

水防第１次配備態勢と同じ 水防第１次配備態勢と同じ 

待 機 寮 全職員 同 左 

想 定 人 数 令和４年度： 233 人 同 左 
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資料86 初動活動態勢時の情報連絡系統（本編 応急-231 頁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

危機管理監 

（災害対策担当部長） 

本部長室 

（防災まちづくり部長） 

（都市環境部長） 

副本部長（副区長） 

関係部長 

本部長（区長） は 

指示･協議･報告 

情報部 

（課長） 

区民部 

（課長） 

土木部 

（課長） 

建築部 

（課長） 清掃事務所 

家
屋
・
が
け
崩
れ
調
査
・
対
策
班
（
係
長
） 

冠
水
・
風
害
調
査
班
（
係
長
） 

冠
水
・
風
害
対
策
班
（
係
長
） 

電
気
班
（
係
長
） 

避
難
所
班
（
係
長
） 

見
舞
金
支
給
班
（
係
長
） 

り
災
証
明
班
（
係
長
） 

消
毒
班
（
係
長
） 

清
掃
調
整
班
（
係
長
） 

清
掃
対
策
班
（
係
長
） 

気
象
に
関
す
る
情
報
提
供 

情
報
提
供 

報
告 

照
会 

情
報
提
供 

出
動
要
請 

要
請 

連
絡
調
整 情

報
提
供 

伝
達 

建
設
防
災

協
議
会 

一
般
区
民 

気
象
関
係
機
関 

報
道
関
係
機
関 

防
災
関
係
機
関 

関
係
課 

報
道
班
（
係
長
） 

住
民
対
応
班
（
係
長
） 

監
視
班
（
係
長
） 

庶
務
・
広
報
班
（
係
長
） 
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資料87 現地配備の土嚢類（令和５年 10 月１日現在） 
（本編 応急-237 頁） 

 

 

 

 

 

 

資料88 水防機械（平成 29 年 10 月１日現在）（本編 応急-237 頁） 

名称 

 

型状 

 

数量 

 

常 置 場 所      

 
排水ポンプ 

２インチ 

４インチ 
7 北 品 川 水 防 第 二 倉 庫 

排水ポンプ ３インチ 90 各災害対策備蓄倉庫他 

発電機 500W～1,200W 3 

北品川水防第二倉庫 １ 

東大井倉庫 １ 

旗の台倉庫 １ 

ゴムボート  １ 北 品 川 水 防 第 二 倉 庫 

 

 

資料89 土砂採取場（令和５年３月 31 日現在）（本編 応急-237 頁） 

採 取 場      

 

数  量 

 鮫洲運動公園 

 

700 ㎥ 

 
西大井広場公園 700 ㎥ 

 

 

  

現地箇所 

 

数量（袋） 

 品川地区 24 箇所 

 

6,560 

大井地区 19 箇所 

 

4,100 

 荏原地区 11 箇所 3,330 
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資料90 水防工法の例示（本編 応急-238 頁） 

 積み土のう工 

 

 ３段積み 

 
 

工 法 資 材 器 材 単位作業量(MH) 

条 件 品 名 規 格 数 量 品 名 数 編成の基準(名) 

積土のう 土のう 
 

130～150

袋 
かけや 2 

4MH/10m 
延長 10m 表 3 段 土砂  

4 ㎥ スコップ 4 

控 2 段 土のう留杭 
径 1.6cm 

長さ 1.2m 40～50 本 も っ こ 2 20 名 

 

（注）  単位作業量は、純作業時間を人、時で示したもので、積土のう 4MH/10m（表３段、  

 控２段）を積むのに４人で１時間を要することを示す。 

 

１ 各土のうは、留杭で固定すること。 

  ただし、流れが急なときは留杭を２倍することも可。 

２ 防水シートを併用すると止水性が高まる。 
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資料91 目黒川荏原調節池上流観測所の断面図（本編 応急-259 頁） 
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資料92 文教施設の応急対策計画 対象施設（本編 復旧-11 頁） 

種  別 数 備    考 

幼  稚  園 ９  

小  学  校 31  

中  学  校 ９  

義務教育学校 ６  

 

図 

 

 

書 

 

 

館 

品川 図書館 １  

南大井図書館 １  

荏原 図書館 １  

源氏前図書館 １  

二葉 図書館 １  

大井 図書館 １  

ゆたか図書館 １  

五反田図書館 １  

大崎 図書館 １  

大崎図書館分館 １  

八潮 図書館 １  

大崎駅西口図書取次施設 
（おおさきこども図書室） 

１  

こみゅにてぃぷらざ八潮 １  

五反田文化センター １  

東品川文化センター １  

南大井文化センター １  

荏原文化センター １  

旗の台文化センター １  

品 川 歴 史 館 １  

品 川 文 化 財 143 個人所有者等区所有以外の文化財を含む 

きゅりあん １  

荏原平塚総合区民会館 
（スクエア荏原） 

１  

総 合 体 育 館 １  

戸 越 体 育 館 １  
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資料93 区立学校校舎面積等一覧表（本編 復旧-12 頁） 

令和６年１月現在 
学校名 校舎（㎡） 屋体（㎡） 

小学校 

城南小学校 7,117 1,145 
浅間台小学校 3,650 865 
三木小学校 4,503 544 
御殿山小学校 7,686 921 
城南第二小学校 4,697 611 
第一日野小学校 6,856 1,100 
芳水小学校 8,722 987 
第三日野小学校 7,420 1,314 
第四日野小学校 7,041 714 
大井第一小学校 5,728 721 
鮫浜小学校 5,750 873 
山中小学校 5,276 480 

立会小学校 4,558 1,496 
浜川小学校（新校舎竣工前 ～R6.3.18） 4,832 528 
浜川小学校（新校舎竣工後 R6.3.18～） 9,978 1,710 
伊藤小学校 4,341 866 
鈴ケ森小学校 6,002 813 
台場小学校 6,617 758 
京陽小学校 4,184 649 
延山小学校 4,497 1,292 

中延小学校 3,686 850 
小山小学校 5,796 1,053 
大原小学校 4,049 651 

宮前小学校 4,602 534 

源氏前小学校 3,664 664 
第二延山小学校 7,831 1,162 
後地小学校 6,699 968 
戸越小学校 4,859 569 
旗台小学校 4,031 863 
上神明小学校 3,655 535 
清水台小学校 2,838 546 
小山台小学校 4,027 578 

中学校 

東海中学校 5,211 923 
大崎中学校 4,726 756 
浜川中学校 7,521 1,381 
鈴ケ森中学校 4,634 852 
冨士見台中学校 4,600 840 
荏原第一中学校 5,417 778 
荏原第五中学校 6,688 1,588 
荏原第六中学校 5,497 856 
戸越台中学校 7,831 1,695 

義務教育 
学校 

日野学園 13,936 2,690 
伊藤学園 14,375 2,672 
八潮学園 15,262 3,368 
荏原平塚学園 13,942 2,358 
品川学園 16,623 2,602 
豊葉の杜学園 15,699 2,577 
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災害対策に従事した職員の交通費等の支給に関する要綱 

制定       平成 ３年 ８月１２日 

平成 ３年１０月 要綱第 ６０号 

改正  平成 ５年 ６月 要綱第 ４９号 

改正  平成１３年 ６月 要綱第１５３号 

改正  平成２１年 ４月 要綱第１６０号 

改正  平成２６年 ３月 要綱第 ４１号 

改正  平成２７年 ４月 要綱第３１９号 

改正  平成２８年１１月 要綱第２４３号 

改正  平成３０年 ４月 要綱第 ４１号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、災害が発生した場合、または発生するおそれがある場合の対応に従事した

職員（以下「従事職員」という。）に対する交通費等の支給について必要な事項を定める

ものとする。 

（用語の定義） 

第２条 前条の災害とは、災害対策基本法（昭和３６年法律２２３号）第２条第１号に定める災

害、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成１６年法律１１

２号）第２条第４項に定める武力攻撃災害ならびに品川区災害弔意金および災害見舞金の

支給要綱（昭和５０年制定）第３条および第６条に定める事象をいう。 

２ 前条の対応とは、前項に掲げる災害に関する情報収集や現場作業等に従事した職員の事務を

いう。 

（支給対象者） 

第３条 交通費等は、従事職員に対し支給する。 

（交通費） 

第４条 従事職員が参集に要した交通費（自家用車等を利用した場合を除く。）について は、

その実際に要した費用を支給する。ただし、参集経路の全部または一部が通勤定期利用区

間である場合にはその部分については支給しない。 

２ 前項において、従事職員が緊急かつやむを得ない事情によりタクシーを利用した場合その

利用が必要かつ相当と認められるときには、当該利用に要した費用を支給する。 

（洗濯代） 

第５条 従事職員のうち災害発生現場また発生のおそれがある現場に出動した者には防災服洗濯

代を支給する。 

（食事の提供） 

第６条 従事職員には必要に応じて食事を提供する。 

（委任） 

第７条 この要綱の施行について必要な事項は、別に防災まちづくり部長が定める。 
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付 則 

この要綱は、平成３年８月１２日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成４年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２８年１１月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

  



 

219 

品川区災害対策職員待機寮の運営に関する要綱 

制定 平成 ２年 ４月 ６日 区長決定 

平成 ２年 ５月  要綱第３０号 

改正 平成 ４年 ５月 ６日 部長決定 

平成 ４年 ５月  要綱第４７号 

改正 平成 ９年 ３月１０日 部長決定 

平成 ９年 ４月  要綱第４７号 

改正 平成１３年 ５月 ３日 部長決定 

平成１３年 ６月 要綱第１５２号 

改正 平成２１年 ３月２７日 部長決定 

平成２１年 ４月 要綱第１６３号 

改正 平成２７年 ３月３１日 部長決定 

平成２７年 ４月 要綱第３１１号 

（趣 旨） 

第１条 この要綱は、品川区が防災対策事業の一環として設置する災害対策職員待機寮（以下

「災害待機寮」という。）の運営について必要な事項を定めるものとする。 

 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号の定めるところ

による。 

（１）災害待機寮 区が夜間、休日等において、正規の勤務時間外に発生した地震等の災害時

の初動連絡等に従事する職員を確保するため設置した居住用家屋およびこれに付帯する

工作物その他の施設をいう。 

（２）初動連絡態勢 地震等の災害発生初期における情報の収集および連絡を図る態勢をい

う。この場合において、初期とは、災害対策本部長室（以下「本部長室」という。）が

開設され、かつ、円滑な災害対策業務が遂行されるまでの間をいう。 

（３）職員 本区に勤務する職員のうち、災害待機寮に入居した者をいう。 

 

（職員の指定） 

第３条 防災まちづくり部長は、災害待機寮ごとに連絡等を担当する者（以下「連絡担当責任

者」という。）３人以内を職員のうちから指定する。 

 

（職員の職務） 

第４条 総合庁舎に参集する職員は、夜間、休日等動員態勢および特別非常配備態勢により参集

した区職員とともに、初動連絡および本部長室の開設準備にあたり、残留する職員は、災

害待機寮およびその周辺の初期消火にあたる。 
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２ 前項において、本部長室が本来の業務を遂行できる状況になったときは、職員は通常の配

備態勢に移行する。 

３ 職員は、出張、旅行等により３日以上継続して災害待機寮を不在にする場合は、あらかじ

めその不在期間を連絡担当責任者を経由して防災課長に報告する。 

４ 連絡担当責任者は、災害発生初期において情報を収集し、連絡をとりまとめ、本部長室の

開設準備または災害待機寮もしくは周辺の初期消火を総括する。 

 

（講習会、訓練等への参加） 

第５条 職員は、災害対策上必要な知識および技能を積極的に習得するものとし、入居期間中に

救命講習会および無線講習会に参加し、修了資格を取得するものとする。 

２ 職員は、防災課で作成する防災訓練年間計画により実施する各種訓練、防災講演会等へ参

加するものとする。 

 

（入居の取消し） 

第６条 防災課長は、前条の規定による定期的に実施する各種訓練等への参加が少ない者に対し

て、年度末に職員住宅運営委員会に参加状況を報告するとともに、所属長を通じて厳重に

注意を促さなければならない。 

２ ２年連続して各種訓練等への参加が少ない者については。職員住宅運営委員会の議を経

て、「品川区職員住宅の設置および管理に関する規則」（昭和５８年品川区規則第１７

号）第１８条第１項第３号の規定に基づき、入居の承認を取り消すことができる。 

 

（委 任） 

第７条 この要綱の施行について必要な事項は、別に防災まちづくり部長が定める。 

 

  付 則 

１ この要綱は、平成２年４月１日から施行する。 

２ 品川区災害対策職員待機寮の設置および管理に関する要綱（昭和５４年２月２１日 区長決

定）は廃止する。 

 

  付 則（平成４年５月６日第３条、第７条改正） 

 この要綱は、平成４年４月１日から施行する。 

 

  付 則（平成９年３月１０日第５条改正） 

 この要綱は、平成９年４月１日から施行する。 

 

  付 則（平成１３年４月３日第３条、第７条改正） 

 この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。 
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  付 則 

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

 

  付 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。  
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品川区防災行政無線局管理運用要綱 

                              制定  昭和５６年４月１日 

                           改正 平成 ５年７月要綱 ５０号 

                           改正 平成１３年６月要綱１５８号 

                           改正 平成２１年４月要綱１６２号 

                           改正 平成２７年４月要綱３１０号 

                           改正 平成２８年４月要綱１２１号 

                           改正 平成３１年４月要綱２５６号 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この要綱は、品川区地域防災計画（以下「防災計画」という。）に基づき、情報連絡体

制を確立し、非常時の円滑な通信の確保を図るため設置した品川区防災行政無線局（以下

「無線局」という。）の管理および運用について、電波法（昭和２５年法律第１３１号。

以下「法」という。）および関係法令に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとす

る。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号の定めるところ

による。 

（１） 無線設備法第２条第４号に規定する無線設備をいう 

（２） 無線局法第２条第５号に規定する無線局をいう 

（３） 固定局品川区役所内に設置する無線局のうち、固定系子局を勣作させるものをいう 

（４） 固定系子局固定局から発射された電波を受信し、区民等に情報を伝達する装置をいう 

（５） 基地局品川区役所内に設置する無線局のうち、陸上移勣局等と通信できる装置をいう 

（６） 陸上移動局可搬、携帯または車携帯型の無線局をいう 

（７） 通信統制災害が発生し、またはその恐れがある場合において、情報を円滑かつ効率的に

収集および伝達するため、平常通信を切断し、割込みおよび通信順位の指定等を行うこ

と、またこれらの措置を取り得る状態にすることをいう 

（構成） 

第３条 無線局の構成は、別表に掲げるとおりとする。 

（無線局の統括） 

第４条 前条に定める無線局の管理運用に関する事務を統括するため、統括管理者を置く。 

２ 統括管理者は、法に定める無線局の管理運用上の諸手続きを行うほか、無線局の職員を指

揮監督し、必要に応じて通信統制を行う。 

３ 統括管理者は、防災まちづくり部長をもって充てる。 

（無線局の職員） 
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第５条 無線局には、管理責任者、管理者、通信取扱責任者、無線従事者および無線従事職員を

置く。 

（管理責任者） 

第６条 管理責任者は、無線局の管理運用を行うとともに、無線局の職員を指揮監督する。 

２ 管理責任者は、防災課長をもって充てる。 

（管理者） 

第７条 管理者は、固定局の一般放送に係る管理運用を行うとともに、通信取扱責任者、無線従

事者および無線従事職員を指揮監督する。 

２ 管理者は、企画部広報広聴課長をもって充てる。 

３ 管理者は、第１項の職務を行う場合、企画部長の指示を受けるものとする。 

(通信取扱責任者) 

第８条 通信取扱責任者は、管理責任者または管理者の指示に従い無線従事者および無線従事職

員を指揮監督する。 

２ 通信取扱責任者は、企画部および無線設備を配備した部局の係長級職員の中から統括責任

者が指定する。 

(無線従事者) 

第９条 固定局、基地局および陸上移動局には、無線従事者を置く。 

２ 無線従事者は、通信取扱責任者の指揮監督のもとに無線設備の通信操作および運用を行

う。 

３ 無線従事者は、法に定める資格を有する職員の中から、統括管理者が指定する。 

(無線従事職員) 

第１０条 前条第１項の規定にかかわらず、陸上移動局に無線従事者を置けない場合は、その通

信操作を行うため、無線従事職員を置く。 

２ 無線従事職員は、通信取扱責任者が指定する。 

(無線従事者等の養成) 

第１１条 統括管理者は、職員が法に定める無線従事者の養成に努めるものとする。 

２ 統括管理者は、無線局の職員に対して、必要に応じ研修を実施するものとする。 

(通信訓練) 

第１２条 統括管理者は、別に定める通信訓練実施要領により、毎月１回以上定期的に通信訓 

練を実施するものとする。 

(故障等の連絡) 

第１３条 通信取扱責任者は、無線設備に故障または異常があったときは、直ちに管理責任者ま

たは管理者に報告しなければならない。 

２ 管理責任者または管理者は、前項の規定に基づく報告を受けたときは、速やかに復旧に

必要な措置をとるとともに、処理経過および検査結果を記録しておかなければならない。 

(備付書類の保管) 

第１４条 管理責任者は、次に掲げる書類等を管理、保管する。 

（１） 無線局の免許状 



 

224 

（２） 無線局申請書等の副本 

（３） 電波法令集 

（４） 無線検査簿 

（５） 無線業務日誌 

（６） 無線従事者選改任届の写し 

(無線業務日誌) 

第１５条 固定局および基地局の無線従事者は、通信の都度、所定の事項を無線業務日誌に記載

し、毎月末日締切後速やかに管理責任者に報告しなければならない。 

２ 管理責任者は、無線業務日誌により、毎年１月から１２月までの期問ごとに無線業務日

誌抄録を作成し、翌年の１月末日までに統括管理者に提出しなければならない。 

(無線設備の保守) 

第１６条 統括管理者、管理責任者および通信取扱責任者は、正常な通信を確保するため、次の

区分により日頃から無線設備の点検、整備を実施するものとする。 

（１） 毎日の点検は、無線設備の外観点検とし、通信取扱責任者がこれにあたる。 

（２） 毎月の点検は、無線設備の異常の有無、簡単な機能点検とし、管理責任者がこれに

あたる。 

（３） 半年ごとの点検は、電波の質および無線設備の総合機能点検とし、統括管理者がこ

れにあたる。 

 

第２章 固定系 

（放送の種類および事項） 

第１７条 放送の種類は、緊急放送と一般放送とする。 

２ 緊急放送とは、防災計画に定める災害対策に係る放送および犯罪に関する放送をいい、

おおむね次に掲げる事項とする。 

（１） 地震、台風、洪水および津波の予警報、または災害発生時の情報伝達に関する事項 

（２） ガス爆発、大火災等非常事態が発生した場合の指示、伝達に関する事項 

（３） 前２号の他人命等に関する災害における緊急重要事項 

（４） 通り魔の発生等により区民等の身体および生命に危険がおよぶ、またはその危険性

がある緊急重要事項 

３ 一般放送とは、緊急放送以外の一般行政に関する放送をいい、おおむね次に掲げる事項 

とする 

（１） 「区民防災の日」啓蒙広報および総合防災訓練等に関する事項 

（２） 選挙の棄権防止等に関する事項 

（３） 時報に関する事項 

（４） 光化学スモッグ注意報等に関する事項 

（５） その他区民全般に周知すべき事項 

（運用態勢） 

第１８条 緊急放送は、原則として防災計画に定める態勢により行うものとする。 
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２ 一般放送は、原則として管理者の所属する企画部で行うものとする。 

（放送時間） 

第１９条 放送は、次に掲げる時間内に行うものとする。 

（１） 緊急放送は、それを必要とするときに随時実施する。 

（２） 一般放送は、執務時間内とする。 

    ８時３０分から１７時１５分 

（３） 時報は、毎日１７時の定時とする。 

２ 前項第２号の規定にかかわらず管理者が必妾と認めた場合は勤務時間外に放送すること 

ができる。 

３ 放送は、緊急放送を除き３分以内に終了するよう努めなければならない。 

（放送の方法） 

第２０条 放送は、放送の受信対象者および放送主体を明らかにしたうえで、放送事項を簡 

潔、明瞭に行うこととする。 

２ 他の放送事業者が行う放送の再放送はしてはならない。 

（放送の申込） 

第２１条 各課長等は、所掌の事務で一般放送により区民に周知する必要のある場合は、放送申

込書（第１号様式）を放送希望日の７日前までに管理者に提出しなければならない。た

だし、緊急を要する場合はこの限りでない。 

２ 管理者は、前項の依頼を受けたときは管理責任者と協議し、放送の可否について統括管

理者の決定を受け、放送決定書（第２号様式）を申込者に送付するものとする。 

 

第３章 移動系 

（通信の種類および事項） 

第２２条 通信の種類は、非常通信と平常通信とする。 

２ 非常通信とは、法第７４条に規定する通信および防災計画に定める災害対策に係る通信

をいい、おおむね次に掲げる事項とする。 

（１） 地震、台風、洪水および津波等の予警報に関する事項 

（２） 災害情報の収集、伝達に関する事項 

（３） 災害対策に係る措置要請、指令、伝達に関する事項 

３ 平常通信とは、非常通信以外の一般行政に関する通信をいい、おおむね次に掲げる事項

とする。 

（１） 区一般行政の運絡に関する事項 

（２） 訓練に関する事項 

（運用態勢） 

第２３条 非常通信は、原則として防災計画に定める態勢により行うものとする。 

２ 平常通信は、あらかじめ無線設備を設置し、もしくは配備した部局または必要に応じて

貸出しを受けた部局において行うものとする。 

（通信時間） 
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第２４条 無線局は、常時運用するものとする。ただし、平常通信は原則として執務時問内の８

時３０分から１７時１５分の間とし、１回につき３分以内とする。 

（通信の方法） 

第２５条 通信の方法は、無線局運用規則（昭和２５年電波監理委員会規則第１７号）を遵守す

るとともに、別に定める運用の手引に基づき、通信の円滑な実施に努めなければならな

い。 

 

第４章 雑則 

（運用態勢の特例） 

第２６条 夜間休日等における無線局の地震警報放送等については、防災宿直員が必要な措置を

講じるものとする。 

２ あらかじめ指定した無線従事者が登庁したときは、防災宿直員は、直ちに当該無線従事

者に無線局の運用を引き継ぐものとする。 

（委任） 

第２７条 この要綱に定めるもののほか、無線局の運用について必要な事項は、別に防災まちづ

くり部長が定める。 

付 則 

１ この要綱は、昭和５６年４月１日から施行する。 

２ 品川区防災無線機綱運営要綱（昭和５３年１０月１３日制定）は、昭和５６年３月３１日

限り廃止する。 

付 則 

この要綱は、平成５年４月１日から適用する。 

付 則 

この要綱の改正は、平成１３年４月１日から適用する。 

付 則 

この要綱の改正は、平成２１年４月１日から適用する。 

付 則 

この要綱の改正は、平成２７年４月１日から適用する。 

付 則 

この要綱の改正は、平成２８年４月１日から適用する。 

付 則 

この要綱の改正は、平成３１年４月１７日から適用する。 
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品川区消火器設置要綱 

    制定 昭和４７年５月３１日 

改正 平成２４年９月要綱第１９８号 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、大地震発生と同時に起こると予想される多発的火災または平常火災を区民

の協力によって初期に防止し、区民の生命財産の安全を図るため、品川区が配置する消火

器の設置基準および管理について定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱で消火器とは、品川区が設置するもので強化液消火器にあっては薬液６リット

ル以上、粉末消火器にあっては薬剤３キログラム以上の容量の消火器をいう。 

（設置基準） 

第３条 消火器の設置基準は、次のとおりとする。 

（１）市街地に設置する消火器の設置間隔は、120 メートルを原則とする。 

（２）建物構造密集度から延焼拡大危険の大きい地域は、消火器の設置間隔を 80 から 100

メートルとする。 

（３）避難道路および避難道路に準ずる道路の両側 200 メートル以内の地域は、消火器の設

置間隔を 60 メートルとする。ただし、耐火建築物の合計建築面積の占める割合が３

分の２以上または建ぺい率が 20 パーセント以下の部分を除く。 

（４）広域避難場所に指定された区域の周囲 200 メートル以内の地域は消火器の設置間隔を

80 メートルとする。 

（５）第３号の避難道路に準ずる道路は次のとおりとする。 

ア．国道１号線（第二京浜） 

イ．国道１５号線（第一京浜） 

ウ．放射２号線、補助１５２号線（中原街道） 

エ．環状６号線（山手通り） 

オ．補助１５号線（明治通り） 

カ．補助２６号線 

キ．補助２８号線（池上通り） 

（６）前各号に定める設置基準にかかわらず、区長が必要と認める地域については、任意の

基準を定めることができる。 

（配置区域） 

第４条 消火器の配置区域は、区内全域とする。ただし、公園、埋立地等家屋の存在しない区域

については、消火器の設置を省略することができる。 

（設置方法） 

第５条 消火器の設置方法は、次のとおりとする。 
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（１）消火器は、地震による倒壊の影響を受けない場所で、道路に面し目立ちやすく容易に

使用できる場所を定め、通行その他の障害にならないように設置する。 

（２）取付け位置は、おおむね地盤面から高さ１メートル以上 1.5 メートル以下とする。 

（３）消火器は、格納箱におさめ、老朽および盗難の防止を図る。 

（設置場所の承諾と移動） 

第６条 区は、消火器を設置しようとするとき、その設置場所の所有者に対し承諾を得るものと

する。またその所有者が設置場所を移動しようとする場合は、あらかじめ区に連絡するも

のとする。 

２ 区は、前項の連絡があったとき、ただちに新しい設置場所を定めるものとする。 

（維持管理） 

第７条 消火器の維持管理については、区が行なう。ただし区は消火器の薬剤消費、破損および

紛失の連絡に関することは町会（自治会を含む。）の協力を得るものとする。 

２ 区は、前項の連絡があったとき、ただちに必要な措置を講ずるものとする。これに要する

経費は区が負担する。 

（定期検査） 

第８条 区は、消火器が常に効果的に使用できるよう定期的に検査を行なうものとする。 

（取扱い指導） 

第９条 区は、関係防災機関の協力を得て、地域住民に対し消火器の取扱いについて指導を行な

うものとする。 

（賠償） 

第 10 条 区は、故意または過失により消火器（格納箱を含む。）に損害を与えた者に対し、た

だちに原形に回復させ、またはこれに要する費用を賠償させるものとする。ただし、区

がやむを得ない理由があると認めるときはこの限りではない。 

（必要な事項） 

第 11 条 この要綱に定めるもののほか必要な事項についてはそのつど区長が定める。 

 

   付 則 

 この要綱は、昭和４７年５月３１日から適用する。 

   付 則（平成２４年９月７日改正） 

 この要綱は、平成２４年９月１５日から適用する。 
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品川区有耐震建築物に併設する防火貯水槽設置に関する要綱 

制定 昭和５２年１２月１日 

改正 昭和６０年要綱第８８号 

改正 平成１３年６月要綱第 159 号 

改正 平成２１年４月要綱第 164 号 

改正 平成２７年４月要綱第 312 号 

（目的） 

第１条 この要綱は大震火災から区民の生命と財産を守るため、品川区が防災上設置する貯水槽

のうち、品川区有耐震建築物に付帯して併設する貯水槽の投置および管理について定める

ことを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱で貯水槽とは、品川区が建設する耐震構造建築物の地下に併設、接続または隣

接して投置する貯水槽をいう。 

（設置義務） 

第３条 品川区の耐震構造建築物を建設するに当たって、建築物を主管する課は貯水槽を併設し

なければならない。 

建築物を主管する課は、計画時および設置修了後、その位置、規模等を防災まちづくり

部防災課に通知しなければならない。 

（設置基準） 

第４条 貯水槽の設置基準は、次のとおりとする。 

（１）関東大震災程度の地震に、十分耐えうる構造とする。 

（２）容量は４０㎥以上とする。 

（３）「導水装置」「集水ピット」等、消防用設備の技術基準については防災課の指示に従

う。導水口は消防活動を迅速に進めるために主要道路に面して設置する。 

（４）（２）の容量の受水槽を設置する場合は、貯水槽を設置しなくてもよいとするが、

（１）と（３）の基準で受水槽を設置し、貯水槽兼用とする。 

（５）従来の施設で（２）の容量の受水槽は、（ｌ）と（３）の基準に適合するように強化

補修する。 

（維持管理および廃止） 

第５条 貯水槽の維持管理については、建築物を主管する課が行う。 

災害時または訓練には、使用を認めるものとする。なお、受水槽の場合、訓練には使用

しない。 

貯水槽または受水槽を廃止したときは、防災まちづくり部防災課に通知しなければなら

ない。 

（定期検査） 
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第６条 建築物を主管する課の防火管理者は、貯水槽が常に使用できるよう消防署の保全検査に

合わせて、月１回ろう水検査を行うものとする。 

（その他必要な事項） 

第７条 この要綱に定めるもののほか必要な事項については、その都度区長が定める。 

 

付則 

この要綱は、昭和５２年１２月１日から施行する。 

付則 

この要綱の改正は、昭和６０年 4月 1 日から施行する。 

付則 

この要綱の改正は、平成１３年４月１日から施行する。 

付則 

この要綱の改正は、平成２１年４月１日から施行する。 

付則 

この要綱の改正は、平成２７年４月１日から施行する。 
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街頭消火器外観点検委託に関する要綱 

制定  昭和 58 年 11 月７日 

昭和 60 年４月要綱第 93号 

改正  平成２年４月１日 

平成２年５月要綱第 37号 

改正 平成４年 10月 26 日部長決定 

平成４年 10 月要綱第 102 号 

改正 平成６年４月 22日部長決定  

平成６年４月要綱第 35号 

改正  平成 13 年４月２日部長決定 

平成 13 年５月要綱第 145 号 

改正 平成 21 年３月 27 日部長決定 

平成 21 年４月要綱第 168 号 

改正 平成 27 年 3月 31 日部長決定 

平成 27 年４月要綱第 313 号 

改正 令和３年７月 29日部長決定 

令和３年７月要綱第 231 号 

 

（目 的） 

第１条 この要綱は、区が設置した街頭消火器の定期外観点検（以下単に「外観点検」とい

う。）の委託に関し必要な事項を定め、もって大地震における火災に対していつでも対応できる

よう街頭消火器を整備するとともに、「自分たちの町は自分たちで守る」という意識の高揚を図

ることを目的とする。 

 

（委 託） 

第２条 区長は、外観点検を品川区防災協議会各地区協議会（以下「地区協議会」と 

いう。）会長に委託するものとする。 

２ 地区協議会の会長は、地区内の防災区民組織本部長（各町会、自治会長）に受託した外観点

検を分与して行わせることができる。 

 

（委託の受理） 

第３条 外観点検を受託した地区協議会の会長は、承諾書（第１号様式）および請書（第２号様

式）を区長に提出するものとする。 

 

（点検整備） 
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第４条 外観点検を行う者は、消火器外観点検票（第５号様式）により指示された事項に対し、

自己の所有器具同様に注意をもって点検を行い、街頭消火器定置図（第６号様式）にその所在を

記入して提出するものとする。 

２ 外観点検は、年１回行うこととし、別に定められた期間内に随時行うものとする。 

３ 消火器外観点検票（第６号様式）は、消火器１本につき１枚を使用する。 

４ 外観点検を行う者は、外観点検の整備の際、消火器に事故あるときは、防災まちづくり部

防災課へ連絡を行うものとする。 

 

第５条 地区協議会の会長は、外観点検が完了したときは、速やかに完了報告書（第 ３号様

式）、請求書（第４号様式）、消火器外観点検票（第５号様式）、街頭消火器定置 図（第６号

様式）を区長に提出するものとする。 

２委託料の算出基準は、次のとおりとする。 

地区協議会単位 １本 800 円×本数＋72,500 円（均等割） 

 

  付 則 

 この要綱は、昭和 58年 11 月７日から適用する。 

  付 則 

 この要綱は、平成２年４月１日から適用する。 

  付 則（平成４年 10月 26 第４条、第７条改正） 

 この要綱は、平成４年４月１日から適用する。 

  付 則（平成６年４月２２日第２条改正） 

 この要綱は、平成６年 4 月 1日から適用する。 

  付 則（平成 13 年 4月 2 日第４条、第７条改正） 

 この要綱は、平成 13年 4月 1 日から適用する。 

 付 則 

 この要綱は、平成 21年 4月 1 日から適用する。 

 付 則 

 この要綱は、平成 27年 4月 1 日から適用する。 

 付 則 

 この要綱は、令和３年７月 30 日から適用する。 
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八潮地区防災資機材の稼働･点検の委託に関する要綱 

制定平成 3年 1月 6日区長決定 

要綱第３号 

改正平成 4年 10 月 26 日部長決定 

平成 4年 10 月要綱第 101 号 

改正 平成 6 年 4 月 22 日部長決定 

平成 6年 4月要綱第 34号 

改正平成 11 年 3 月 31 日部長決定 

平成 11 年 4 月要綱第 56号 

改正 平成 13 年 4月 2 日部長決定 

平成 13 年 5 月要綱第 143 号 

改正平成 16 年 5 月 21 日部長決定 

平成 16 年 5 月要綱第 91号 

改正平成 21 年 3 月 27 日部長決定 

平成 21 年 4 月要綱第１６９号 

改正平成 27 年 3 月 31 日部長決定 

平成 27 年 4 月要綱第３１４号 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、区が八潮地区に災害救援用として常備している防災資機材を定期的に稼

働･点検すること（ 以下「稼働･点検」という。 ）の委託について必要な事項を定め，も

って大地震時等における救援活動にいつでも対応できるよう防災資機材を整備するととも

に、「自分たちの町は自分で守る」という防災意識の高揚を図ることを目的とする。 

（委託） 

第２条 区長は、稼働･点検を品川区防災協議会八潮地区協議会（ 以下「八潮地区防災協議会」

という）に委託するものとする。 

２ 八潮地区協議会は、八潮地区内の防災区民組織本部長（自治会長）に受託した稼働・点検

を分与して行わせることができる。 

（委託の受理） 

３ 稼働・点検を受託した八潮地区協議会（ 以下「受託者」という。 ）は、承諾書（第１号

様式）および請書（第２号様式）を区長に提出するものとする。 

（稼働･点検） 

第３条 受託者は、発電機点検票（第３号様式）、排水ポンプ点検票（第４号様式）およびバー

ナー・ゴトクセット点検票（第５号様式）により指示された事項に対し，稼働･点検を行

い、必要事項を記入するものとする。 
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２ 受託者は、稼働･点検を完了したときは、完了報告書（第６号様式）および前項の 点検

票を区長に提出しなければならない。 

３ 受託者は、稼働･点検を年１回行うこととし、別に定められた期間内に行うものとする。 

（委託料） 

第４条 受託者は、稼働･点検を完了したときは、請求書（第７号様式）および領収書（第８号

様式）を区長に提出するものとする。 

２ 委託料は、定額７２，５００円にバーナー・ゴトクセット１セットにつき５，０００円、

排水ポンプ１台につき４，０００円、発電機１台につき３，０００円を加算した額とする。 

３ 区長は、受託者からの完了報告書（第６号様式）に基づき、検査終了後、請求書提出日か

ら３０日以内に委託料を支払うものとする。 

（委任） 

第５条 この要綱の施行について必要な事項は、別に防災まちづくり部長が定める。 

 

  付 則 

 この要綱は、平成 2年 12 月 1 日から適用する。 

  付 則（平成 4年 10 月 26 日第 5 条改正） 

 この要綱は、平成 4年 4 月 1日から適用する。 

  付 則（平成 6年 4月 22 日第 2 条改正） 

 この要綱は、平成 6年 4 月 1日から適用する。 

  付 則（平成 11 年 3月 31 日第 3 条改正） 

 この要綱は、平成 11年 4月 1 日から適用する。 

  付 則（平成 13 年 4月 2 日第 5条改正） 

 この要綱は、平成 13年 4月 1 日から適用する。 

  付 則（平成 16 年 5月 21 日第 3 条・第 4 条改正） 

 この要綱は、平成 16年 4月 1 日から適用する。 

  付 則 

 この要綱は、平成 21年 4月 1 日から適用する。 

 付 則 

 この要綱は、平成 27年 4月 1 日から適用する。 
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火災使用消火器薬剤詰替事業要綱 

 

制定 昭和 62 年 8月 13 日区長決定 

要綱第 60 号 

改正 平成 4年 10 月 26 日部長決定 

平成 4年 10 月要綱第 100 号 

改正 平成 23 年 3月 10 日区長決定 

要綱第 67 号 

改正 平成 2４年 10 月 9日区長決定 

要綱第 207 号 

改正 平成 27 年 3月 31 日部長決定 

平成 27 年 4 月要綱第 316 号 

改正 令和３年７月 29日部長決定 

令和３年７月要綱第 232 号 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、火災時に使用した消火器薬剤の詰め替え（以下「詰め替え」という。）に

ついて規定し、もって災害に対する区民および区内事業者の互助の精神に基づく自発的かつ積

極的な防災活動に資することを目的とする。 

 

（対象となる消火器） 

第２条 詰め替えの対象となる消火器は、個人または事業者が所有する消火器で、放火 等本人

の責めに帰すべき事由に因らずに区内で発生した火災の消火に使用したものであって、次の要

件を満たすものとする。 

（1）構造上、薬剤補充可能なものであること。 

（2）設計標準使用期限内または耐用年数内のものであること。 

（3）薬剤補充に支障のある破損等がないこと。 

 

（申請） 

第３条 詰め替えを希望する個人または事業者（以下「申請者」という。）は、使用後速やかに

「火災使用消火器薬剤充填申請書」（第１号様式）により、区長に申請しなければならない。 

２ 前項に規定する申請は、町会・自治会長が取りまとめ、行うことができる。 

 

（詰替え） 

第４条 区長は、前条の申請があったときは、消火器の使用状況を確認のうえ、詰め替えを行う

ものとする。 
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２ 区長は詰め替えの申し出を受付けたときは、受付簿（第２号様式）に記載し、直ちに詰め替

え業者（以下「業者」という。）に詰め替えを指示するものとする。 

３ 業者は、申請者（前条第２項の規定による申請の場合は、取りまとめを行った町会・自治会

長。以下同じ。）に預かり書を交付したうえ消火器を預かり、詰め替えるものとする。 

４ 業者は、申請者から求めがあった場合は、詰め替え完了までの間代替品を置くものとする。 

５ 業者は、消火器預かり後７日以内に詰め替えを完了し、申請者に引き渡すものとする。６ 

業者は、詰め替え済消火器を引き渡した時に申請者より受領書（第３号様式）の交付を受ける

ものとする。 

７ 業者は、受領書を添付し、完了報告書を防災まちづくり部防災課に提出するものとする。 

 

（委任） 

第５条 この要綱に定めるもののほか、この事業の実施に必要な事項は、防災まちづくり部長が

定める。 

 

  付 則 

この要綱は、昭和６２年８月１日より施行する。 

  付 則（平成４年１０月２６日第４条改正） 

この要綱は、平成４年４月１日から施行する。 

付 則（平成２３年３月１０日第２条、第３条、第４条改正） 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

付 則（平成２４年１０月９日第１条、第２条、第３条、第４条改正） 

この要綱は、平成２４年１０月１５日から施行する。 

付 則 

 この要綱は、平成 27年 4月 1 日から適用する。 

付 則 

 この要綱は、令和３年７月 30 日から適用する。 
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第１号様式（第３条関係） 

 

火災使用消火器薬剤充填申請書 

 

年  月  日 

品川区長様 

 

申請者 住   所 

氏名または 

事業者名  

電   話 

 

下記火災発生にともない、初期消火に協力し、使用した消火器の薬剤充填をお願いいたします。 

 

記 

 

使用消火器 製造会社名 

 

 

 

 

粉末     kg 詰〔    本〕 

 

強化液     ℓ 詰〔    本〕 

 

（   ）     〔    本〕 

合計本数 

 

 

 

       本 

火災発生日時  

年   月   日   午前・午後     時    分頃 

 

火災の場所  

品川区        丁目   番      号     方 

 

火災の状況 １．全焼 

 

 

２．半焼 

 

 

３．その他 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第２号様式（第４条関係） 

年度  火災使用消火器受付簿 
受付 月／日 連絡者（機関名） 消火器所有者 火災発生日時・場所 使用本数 保管場所 直轄消防署 業者連絡日 

／ 

 住所 品川区      丁目  番    号     方 発生日時    月   日   時   分 

本 

  連絡先 

 

／ 

 

 氏名 

事業者名 
              TEL 発生場所 品川区 

／ 

 住所 品川区      丁目  番    号     方 発生日時    月   日   時   分 

本 

  連絡先 

 

／ 

 

 氏名 

事業者名 
              TEL 発生場所 品川区 

／ 

 住所 品川区      丁目  番    号     方 発生日時    月   日   時   分 

本 

  連絡先 

 

／ 

 

 氏名 

事業者名 
              TEL 発生場所 品川区 

／ 

 住所 品川区      丁目  番    号     方 発生日時    月   日   時   分 

本 

  連絡先 

 

／ 

 

 氏名 

事業者名 
              TEL 発生場所 品川区 

／ 

 住所 品川区      丁目  番    号     方 発生日時    月   日   時   分 

本 

  連絡先 

 

／ 

 

 氏名 

事業者名 
              TEL 発生場所 品川区 

／ 

 住所 品川区      丁目  番    号     方 発生日時    月   日   時   分 

本 

  連絡先 

 

／ 

 

 氏名 

事業者名 
              TEL 発生場所 品川区 

／ 

 住所 品川区      丁目  番    号     方 発生日時    月   日   時   分 

本 

  連絡先 

 

／ 

 

 氏名 

事業者名 
              TEL 発生場所 品川区 

／ 

 住所 品川区      丁目  番    号     方 発生日時    月   日   時   分 

本 

  連絡先 

 

／ 

 

 氏名 

事業者名 
              TEL 発生場所 品川区 

／ 

 住所 品川区      丁目  番    号     方 発生日時    月   日   時   分 

本 

  連絡先 

 

／ 

 

 氏名 

事業者名 
              TEL 発生場所 品川区 

／ 

 住所 品川区      丁目  番    号     方 発生日時    月   日   時   分 

本 

  連絡先 

 

／ 

 

 氏名 

事業者名 
              TEL 発生場所 品川区 

／ 

 住所 品川区      丁目  番    号     方 発生日時    月   日   時   分 

本 

  連絡先 

 

／ 

 

 氏名 

事業者名 
              TEL 発生場所 品川区 

2
3
8 

No. 
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第３号様式（第４条関係） 

 

受領書 

下記の通り受領いたしました。 

年  月  日 

 

住所 品川区      丁目  番     号     方 

 

氏名・事業者名                     ㊞ 

 

※記名押印または署名でも可 

 

 

品名 規格 数量 備考 

    

    

    

    

    

    

 

品川区防災まちづくり部防災課請負業者 
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品川区における防災区民組織の育成に関する要綱 

制定昭和 49 年５月 10 日 

改正昭和 54 年 10 月 15 日 

改正昭和 55 年４月 30 日 

改正昭和 56 年４月 30 日 

改正昭和 59 年７月１日 

改正昭和 60 年４月１日 

昭和 60 年要綱第 84 号 

改正昭和 61 年４月１日 

昭和 61 年要綱第 52 号 

改正平成元年４月１日 

平成元年要綱第 20号 

改正平成４年 10 月 26 日部長決定 

平成４年要綱第 99号 

改正平成 21 年３月 24 日 

平成 21 年要綱第 165 号 

改正平成 27 年３月 31 日部長決定 

平成 27 年要綱第 305 号 

改正平成 29 年２月３日区長決定 

平成 29 年要綱第６号 

改正平成 30 年３月 28 日区長決定 

平成 30 年要綱第 99 号 

改正令和元年５月 23 日区長決定 

令和元年要綱第 222 号 

改正令和２年３月 19 日区長決定 

令和２年要綱第 32号 

改正令和２年９月 15 日区長決定 

令和２年要綱第 183 号 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、区内関係防災機関の協力を得て、東京都震災対策条例（平成１２年東京都

条例第２０２号）第３４条の規定に基づき、品川区民が町会（自治会などの団体を含む。

以下同じ。）を母体として自主的に結成する防災区民組織の育成を図るために必要な事項

を定めることを目的とする。 

（定義） 
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第２条 この要綱で防災区民組織とは、区民が町会を母体として自主的に結成する組織でその町

会の存する区域内の全区民を構成員とするものをいい、その町会に在する区民消火隊・ミ

ニポンプ隊は、防災区民組織内の防災部に位置づけるものとする。また関係防災機関と

は、消防署、消防団および警察署をいう。 

（育成・指導の基本的方針） 

第３条 防災区民組織は、自主的に結成され運営されるべきものである。したがって、区および

関係防災機関は、あくまでも地域の区民に対する防災意識の普及および高揚を図ることに

主眼をおき、その結果として防災区民組織の結成が促進されるよう努めることを基本とす

る。 

（対象） 

第４条 育成、指導の対象は、各町会区域を単位とする区民とする。 

（育成指導機関） 

第５条 育成指導機関は、品川区および関係防災機関とする。 

（育成指導の実施形態） 

第６条 育成指導機関は、町会長および町会役員を対象に防災区民組織の重要性、必要性につい

て啓もう活動を行う。 

２ 町会が既存組織を母体として、また既存組織に防災に関する新たな組織を加える等、防災

区民組織の結成を図っていく過程において、育成指導機関の指導、協力を必要とする場合

は、町会の要請に基づき防災区民組織の重要性、地震防災に関する知識等を内容とする説明

会等を開催し、組織化の促進を図る。 

３ 既に防災区民組織を結成している町会に対しては、地震防災に関する知識の普及を図るた

めに防災教室、防災訓練の実施および訓練内容の充実を図り組織の質的向上に努めるととも

に、町会内における事業所、施設等の加わった町ぐるみの地域防災組織の確立を目指すもの

とする。 

（組織の結成） 

第７条 前条により防災区民組織を結成した町会は、「防災区民組織の結成について」を区長に

提出するものとし、これにより当該町会は、防災区民組織を結成したものとする。 

（防災資器材の支給） 

第８条 区は、防災区民組織における応急対策の促進を図るため、組織結成時に必要な防災資器

材を支給するものとする。 

２ 防災資器材の支給を希望する防災区民組織の長は、防災資器材支給申請書（第１号様式）

を区長に提出するものとする。 

３ 防災資器材の支給を受けた防災区民組織の長は、防災資器材受領書（第２号様式）を提出

しなければならない。 

４ 防災区民組織は、その活動に際し十分当該資器材を活用するとともにその良好な管理保全

に努めなければならない。 

（防災区民組織育成等助成金等の交付） 
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第９条 区は、防災区民組織の結成を促進するとともに、その運営の円滑化と組織の資質の向上

を図り、また、地域特性に応じた防災資器材の整備を進めるため、予算の範囲内で防災区

民組織育成助成金、区民消火隊助成金、ミニポンプ隊助成金、訓練助成金、防災資器材整

備助成金および地域コミュニティ防災活動拠点電源確保事業補助金（以下これらを「防災

区民組織育成助成金等」という。）を交付する。 

（交付額） 

第９条の２ 防災区民組織育成助成金等は、別表の左欄に掲げる助成金または補助金の区分に応

じ、同表中欄に掲げる交付対象に係る経費について、同表右欄に掲げる額を交付する。た

だし、交付額は、予算の範囲内を上限とする。 

（防災区民組織育成等助成金の交付手続き） 

第９条の３ 防災区民組織育成助成金、区民消火隊助成金、ミニポンプ隊助成金および訓練助成

金の交付手続きは、「品川区町会・自治会に対する助成金（環境整備・防災）交付要綱

（平成元年４月 27日要綱第 22号）により一括執行するものとする。 

（防災資器材整備助成金の申請） 

第９条の４ 防災資器材整備助成金の交付を受けようとする防災区民組織は、防災資器材整備助

成金申請書（第３号様式）およびその他区長が必要と認める書類を区長に提出しなければ

ならない。 

２ 前項に規定する申請書は、区長が指定する期日までに提出しなければならない。 

（地域コミュニティ防災活動拠点電源確保事業補助金の申請） 

第９条の５ 地域コミュニティ防災活動拠点電源確保事業補助金の交付を受けようとする防災区

民組織は、地域コミュニティ防災活動拠点電源確保事業補助金申請書（第３号の２様式）

およびその他区長が必要と認める書類を区長に提出しなければならない。 

２ 前項に規定する申請書は、区長が指定する期日までに提出しなければならない。 

（助成金交付手続きの委任） 

第９条の６ 第９条の３から前条までに規定する助成金の交付手続きに関する業務は、防災区民

組織の長が当該防災区民組織の所属する町会長に委任したものとみなす。 

（防災資器材整備助成金および地域コミュニティ防災活動拠点電源確保事業補助金の交付決定） 

第１０条 区長は、第９条の４または第９条の５の規定による申請があったときは、速やかにそ

の内容を審査し、助成の可否およびその額を決定する。 

２ 区長は、前項の規定により助成金を交付すると決定したときは、防災資器材整備助成金に

あっては防災資器材整備助成金交付決定通知書（第４号様式）により、地域コミュニティ防

災活動拠点電源確保事業補助金にあっては地域コミュニティ防災活動拠点電源確保事業補助

金交付決定通知書（第４号の２様式）により第９条の４または第９条の５の規定に基づき申

請をしたもの（以下「申請者」という。）に通知するものとする。 

（報告等） 

第１１条 申請者は、前条第２項の規定により交付決定の通知を受けたときは、速やかに資器材

の購入等をしなければならない。 
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２ 申請者は、前条第２項の決定通知後に防災資器材の購入の中止または変更をしようとする

ときは、区長に対し、速やかに通知しなければならない。この場合において、防災資器材整

備助成金にあっては防災資器材整備助成金変更申請書（第５号様式）を、地域コミュニティ

防災活動拠点電源確保事業補助金にあっては地域コミュニティ防災活動拠点電源確保事業補

助金変更申請書（第５号の２様式）を区長に対し、速やかに提出しなければならない。 

３ 区長は、前項後段の規定による申請に基づき、助成金を変更すると決定したときは、防災

資器材整備助成金にあっては防災資器材整備助成金変更決定通知書（第６号様式）により、

地域コミュニティ防災活動拠点電源確保事業補助金にあっては地域コミュニティ防災活動拠

点電源確保事業補助金変更決定通知書（第６号の２様式）により申請者に通知するものとす

る。 

４ 申請者は、防災資器材を整備したとき（防災資器材の購入の中止をしたときを含む。）

は、速やかに防災資器材整備助成金報告書（第７号様式）に必要な書類を添えて区長に提出

しなければならない。 

５ 申請者は、電源に関する資器材（非常用発電機等の災害に備えるための電源資器材をい

う。以下同じ。）を購入したとき（電源に関する資器材の購入を中止したときを含む。）

は、速やかに地域コミュニティ防災活動拠点電源確保事業補助金報告書（第７号の２様式）

に必要な書類を添えて区長に提出しなければならない。 

（額の確定） 

第１２条 区長は、前条の報告があった場合において、防災資器材の整備状況または電源に関す

る資器材の購入状況が助成金の交付決定の内容に適合すると認めるときは、交付すべき助成

金の額を確定し、防災資器材整備助成金にあっては防災資器材整備助成金確定通知書（第８

号様式）により、地域コミュニティ防災活動拠点電源確保事業補助金にあっては地域コミュ

ニティ防災活動拠点電源確保事業補助金確定通知書（第８号の２様式）により申請者に通知

するものとする。 

（防災資器材整備助成金および地域コミュニティ防災活動拠点電源確保事業補助金の請求） 

第１３条 申請者は、前条の規定により通知を受けた場合には、速やかに防災資器材整備助成金

にあっては防災資器材整備助成金請求書（第９号様式）を、地域コミュニティ防災活動拠点

電源確保事業補助金にあっては地域コミュニティ防災活動拠点電源確保事業補助金請求書

（第９号の２様式）を区長に提出しなければならない。 

２ 区長は、前項の規定による請求があったときは、速やかに当該請求に係る助成金を交付す

るものとする。 

（委任） 

第１４条 この要綱の施行について必要な事項は防災まちづくり部長が定める。 
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別表（第９条の２関係） 

区分 交付対象 交付額 

防災区民組織育成

助成金 

 

次の各号に掲げる経

費 

⑴  防災用資器材、

装備品および備蓄品の

整備に要する経費 

⑵  機器の補修費 

⑶  防災用印刷物の

作成および配布に要す

る経費 

⑷  防災訓練に要す

る経費 

結成年度は50円×世帯

数＋３万円、翌年度以降

は25円×世帯数＋２万円 

区民消火隊助成金 

 

区民消火隊を有する場

合にあっては、１隊につ

き３万円 

ミニポンプ隊助成

金 

 

ミニポンプ隊を有する

場合にあっては、１隊に

つき２万円 

訓練助成金 防災訓練経費助成分と

して、訓練参加人数に応

じて区長が別に定める額 

防災資器材整備助成

金 

防災用資器材、装備

品および備蓄品の整備

に要する経費 

10万円を超えない範囲

内で、防災区民組織ごと

に区長が別に定める額 

地域コミュニティ防

災活動拠点電源確保

事業補助金 

電源に関する資器材

で区長が認めるものを

購入するために要する

経費 

60万円を超えない範囲

内で、電源に関する資器

材の購入に要する費用の

５割に相当する額。ただ

し、1,000円未満の端数

がある場合は、これを切

り捨てる。 

備考 防災区民組織は、同一の防災用資器材、装備品または備蓄品の整備または購入に要する費

用に対し、複数の助成金または補助金の交付を受けることができる。ただし、その交付額の

合計額は、当該整備または購入に要する費用の額を上限とする。 

 

付 則 

この要綱は、昭和 49 年５月 10 日から施行する。 

付 則 

この一部改正は、昭和 54年 10 月 15 日から施行し、第８条の改正規定は、昭和 54 年４月１日か

ら施行する。 

付 則 

この一部改正は、昭和 55年５月１日から施行する。 

付 則 

この一部改正は、昭和 56年５月１日から施行する。 

付 則 

この一部改正は、昭和 59年７月１日から施行する。 

付 則 
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この一部改正は、昭和 60年４月１日から施行する。 

付 則 

この一部改正は、昭和 61年４月１日から施行する。 

付 則 

この一部改正は、平成元年４月１日から施行する。 

付 則（平成４年 10 月 26 日第 10 条改正） 

この要綱は、平成４年４月１日から適用する。 

付 則 

この一部改正は、平成 21年４月１日から施行する。 

付 則 

この一部改正は、平成 27年４月１日から施行する。 

付 則 

この一部改正は、平成 29年４月１日から施行する。 

付 則 

この一部改正は、平成 30年４月１日から施行する。 

付 則 

この一部改正は、令和元年６月１日から施行する。 

付 則 

この一部改正は、令和２年４月１日から施行する。 

 

付 則 

１ この要綱は、令和２年９月２４日から適用する。 

２ 令和２年４月１日からこの要綱の適用の日までの間において、地域コミュニティ防災活動拠

点電源確保事業補助金の交付対象となる電源に関する資器材を既に購入している防災区民組織

に係る別表の規定の適用については、同表の規定中「10 万円」とあるのは、「10 万円に区長

が別に定める額を加えた額」と読み替える。 

３ この要綱の適用の際、改正前の第３号様式から第７号様式までによる用紙で、現に現存する

ものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 
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第１号様式（第８条関係） 

  年  月  日 

 

品 川 区 長 あて 

 

組織名       

代表者氏名       

住所        

電話  （    ）     

 

防災資器材支給申請書 

 

品川区防災区民組織における応急対策の促進を図るため、品川区における防災区

民組織の育成に関する要綱第８条第２項に基づき、下記のとおり防災資器材の支給

を申請します。 

 

記 

支 給 物 品 名 数量 備  考 

担架 基  

リヤカーまたは車椅子 台  

破壊工具セット 組  

防災服一式（役員用） 組  

のぼり旗 流  

 

  



 

247 

第２号様式（第８条関係） 

  年  月  日 

 

品 川 区 長 あて 

 

組織名       

代表者氏名      

住所       

電話  （    ）     

 

防災資器材受領書 

 

下記のとおり防災資器材を受領したので、品川区における防災区民組織の育成に関

する要綱第８条第３項に基づき、受領書を提出します。 

 

記 

支 給 物 品 名 数量 備  考 

担架 基  

リヤカーまたは車椅子 台  

破壊工具セット 組  

防災服一式（役員用） 組  

のぼり旗 流  
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第３号様式（第９条の４関係） 

 

  年  月  日 

 

品 川 区 長 あて 

組織名       

代表者氏名      

住所       

電話   （    ）    

 

 

防災資器材整備助成金申請書 

 

 

防災資器材の整備にあたり防災資器材整備助成金の交付を受けたく、防災区民組

織育成に関する要綱第９条の４第１項の規定に基づき、下記のとおり申請します。 

 

 

記 

 

 

１．整備資器材名                          

 

２．助成交付申請額      金              円   

                （上限１００，０００円） 

 

３．添付書類        （１）整備予定品一覧表（別紙） 

              （２）見積書もしくはカタログ等の写し 
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【別紙】 

整備予定品一覧表 

 

 

品目 数量 単価 金額 

    

計  円 

 

（予定） 

項目 金額 備考 

助成対象経費額 円  

助成金申請額 円 上限１００，０００円 
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第３号の２様式（第９条の５関係） 

品川区長 あて 

年  月  日 

組織名                

代表者氏名              

住所                 

電話   （    ） 

 

地域コミュニティ防災活動拠点電源確保事業補助金 

交付申請書 

 

 品川区における防災区民組織育成に関する要綱第９条の５第１項の規定に基

づき、下記のとおり申請します。 

 

資

器

材

に

関

す

る

情

報 

補助を希望する 

資器材名 
 

交付申請額 

（費用の半額） 

                     円 

※１ 上限６００，０００円 

※２ 原則金額の変更を行うことはできません。 

資器材の格納場所 
建物名： 

住所： 

添付書類 
□⑴対象予定品一覧表 

□⑵見積書もしくはカタログ等の写し 

注

意

事

項 

⑴本補助金を複数回申請することはできません。 

⑵購入に要する経費のうち、1,000 円未満の端数が生じた場合は、これを切

り捨てた金額に対し１/２の補助を行います。 

⑶本補助金を利用し購入した資器材は、東京都の規定により、購入者が維

持・管理を行います。 

⑷資器材の使用に係る消耗品（ガソリン等）やオプション品（資器材を覆う

カバー等）は補助対象となりません。あらかじめご了承ください。 

⑸資器材の廃棄費用は補助対象となりません。あらかじめご了承ください。 

確認済 

 

□ 

  

記 
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【別紙】 

対象予定品一覧表（対象内経費のみ） 

 

№ 品名 形状寸法・規

格 

数量 単位 単価 金額 

       

       

       

       

合計      円 

※１ 経費のうち、1,000 円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てた金額に対し

１/２の補助を行います。 

※２ 資器材の使用に係る消耗品（ガソリン等）や付属品（資器材を覆うカバーや台

車等）は補助対象外となります。あらかじめご了承ください。 

※３ 資器材の廃棄費用は補助対象外となります。 

※４ 送料は補助対象外となります。 
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第４号様式（第１０条関係） 

品防防発第  号 

  年  月  日 

 

        様 

品川区長      

 

 

防災資器材整備助成金交付決定通知書 

 

    年  月  日付申請の    年度防災資器材整備助成金につい

て、品川区における防災区民組織の育成に関する要綱第１０条第２項の規定に

基づき、下記のとおり助成金を交付することを通知します。 

 

記 

 

１．整備資器材名                           

 

２．助成金 

項目 金額 備考 

助成対象経費額 円  

助成金額 円 上限１００，０００円 

 

 

 

担当部署： 

担当者： 

問い合わせ先： 
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第４号の２様式（第１０条関係） 

品防防発第  号 

  年  月  日 

 

         様 

品川区長      

 

 

地域コミュニティ防災活動拠点電源確保事業補助金 

交付決定通知書 

 

     年  月  日付申請の    年度地域コミュニティ防災活動拠点

電源確保事業補助金について、品川区における防災区民組織の育成に関する要綱

第10条第２項の規定に基づき、下記のとおり助成金を交付することを通知しま

す。 

 

記 

 

１．資器材名                           

 

２．補助金 

項目 金額 備考 

補助対象経費額 円  

助成金額 円 上限         円 

 

 

 

担当部署：       

担当者：       

問い合わせ先：      
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第５号様式（第１１条関係） 

 

  年  月  日 

 

品 川 区 長 あて 

組織名                

代表者氏名              

住所                 

電話   （    ）        

 

防災資器材整備助成金変更申請書 

 

 

      年  月  日付品防防発第  号における防災資器材の整備

について、品川区における防災区民組織育成に関する要綱第１１条第２項の規

定に基づき、下記のとおり変更申請します。 

 

記 

 

１．変更内容および理由                           

 

                                      

 

２．変更後の助成交付申請額  

              金              円   

                （上限１００，０００円） 

 

３．添付書類     変更後整備予定品一覧表（別紙） 
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【別紙】 

変更後の整備予定品一覧表 

変更前 

品目 数量 単価 金額 

    

計  円 

 

変更後 

品目 数量 単価 金額 

    

計  円 

 

 

項目 変更前金額 変更後金額 

助成対象経費額 円 円 

助成金申請額 円 円 
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第５号の２様式（第１１条関係） 

  年  月  日 

 

品 川 区 長 あて 

組織名                

代表者氏名              

住所                 

電話   （    ）        

 

地域コミュニティ防災活動拠点電源確保事業補助金変更申請書 

 

 

      年  月  日付品防防発第  号における防災資器材の整備につい

て、品川区における防災区民組織育成に関する要綱第１１条の規定に基づき、下記

のとおり変更申請します。 

 

記 

 

１．変更内容および理由                           

 

                                      

 

２．変更後の助成交付申請額  

     金              円   

                 

 

３．添付書類     （１）変更後整備予定品一覧表（別紙） 

           （２）見積書もしくはカタログ等の写し 
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【別紙】 

変更後の整備予定品一覧表 

変更前 

№ 品名 形状寸法・規

格 

数量 単位 単価 金額 

       

       

       

       

合計      円 

 

変更後 

№ 品名 形状寸法・規

格 

数量 単位 単価 金額 

       

       

       

       

合計      円 

 

項目 変更前金額 変更後金額 

補助対象経費額 円 円 

補助金申請額 円 円 
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第６号様式（第１１条関係） 

品防防発第  号 

  年  月  日 

 

         様 

品川区長      

 

 

防災資器材整備助成金変更決定通知書 

 

     年  月  日付変更申請の    年度防災資器材整備助成金

について、品川区における防災区民組織の育成に関する要綱第１１条第３項の

規定に基づき、下記のとおり助成金を交付することを通知します。 

 

記 

 

１．整備資器材名                           

 

２．助成金 

項目 金額 備考 

変更後助成対象経費額 円  

変更後助成金額 円 上限１００，０００円 

 

 

 

 

 

 

担当部署： 

担当者： 

問い合わせ先： 
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第６号の２様式（第１１条関係） 

品 防 防 発 第   号 

  年  月  日 

 

様 

品川区長      

 

 

地域コミュニティ防災活動拠点電源確保事業補助金 

変更決定通知書 

 

     年  月  日付変更申請の    年度防災資器材整備助成金につい

て、品川区における防災区民組織の育成に関する要綱第１１条第３項の規定に基づ

き、下記のとおり助成金を交付することを通知します。 

 

記 

 

１．整備資器材名                           

 

２．助成金 

項目 金額 備考 

変更後助成対象経費額 円  

変更後助成金額 円 上限       円 

 

 

 

 

 

 

担当部署： 

担当者： 

問い合わせ先： 
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第７号様式（第１１条関係） 

  年  月  日 

 

品 川 区 長 あて 

組織名                

代表者氏名              

住所                 

電話   （    ）        

 

 

防災資器材整備助成金報告書 

 

 

     年  月  日付品防防発第  号における防災資器材の整備につ

いて、品川区における防災区民組織育成に関する要綱第１１条第４項の規定に

基づき、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１．整備資器材名                      

 

 

２．助成金 

項目 金額 備考 

助成対象経費額 円  

助成金申請額 円 上限１００，０００円 

 

 

 

３．添付書類        別紙のとおり（領収書の写し、写真） 
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【別紙】 

 

 

 

 

 

 

 

（領収書の写しを貼付） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（写真を貼付） 
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第７号の２様式（第１１条関係） 

   年  月  日 

 

品 川 区 長 あて 

組織名                

代表者氏名              

住所                 

電話   （    ）        

 

地域コミュニティ防災活動拠点電源確保事業補助金 

報告書 

 

     年  月  日付品防防発第  号における対象資器材の購入につ

いて、品川区における防災区民組織育成に関する要綱第１１条第５項の規定に

基づき、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１．資器材名                       

 

２．金額                        円 

             ※請求書と同一の金額をご記入ください。 

 

３．添付書類        ⑴領収書の写し 

              ⑵購入製品の写真 
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【別紙】 

 

 

 

 

 

 

 

（領収書の写しを貼付） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（写真を貼付） 
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第８号様式（第１２条関係） 

 

品防防発第  号   

年  月  日 

 

        様 

 

品川区長      

 

 

防災資器材整備助成金確定通知書 

 

 

 

     年  月  日付で報告書が提出された防災資器材整備助成金につ

いては、品川区における防災区民組織の育成に関する要綱第１２条に基づき、

下記のとおり助成金額が確定しましたので通知します。 

 

記 

 

１．整備資器材名                      

 

 

２．助成金 

項目 金額 備考 

助成対象経費額 円  

助成金額 円 上限１００，０００円 

 

 

担当部署： 

担当者： 

問い合わせ先： 
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第８号の２様式（第１２条関係） 

品 防 防 発 第   号 

  年  月  日 

 

様 

品川区長      

  

地域コミュニティ防災活動拠点電源確保事業補助金 

確定通知書 

 

     年  月  日付で報告書が提出された地域コミュニティ防災活動拠点

電源確保事業については、品川区における防災区民組織の育成に関する要綱第１２

条に基づき、下記のとおり補助金額が確定しましたので通知します。 

 

記 

 

 

１． 整備資器材名                      

 

 

２．補助金 

項目 金額 備考 

補助対象経費額 円  

補助金額 円 上限      円 

 

 

担当部署： 

担当者： 

問い合わせ先： 
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第９号様式（第１３条関係）             

  

 

請 求 書 

 

 

金       円 

 

 

 

     年  月  日付品防防発第  号をもって交付確定のあった    

防災資器材整備助成金について、上記の金額を請求します。 

 

 

品 川 区 長 あ て               

 

    年  月  日  

 

 

 

組織名                

代表者氏名        印 

住所                 

電話   （    ）        
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第９号の２様式（第１３条関係）              

 

 

地域コミュニティ防災活動拠点電源確保事業補助金 

請求書 

 

 

金       円 

 

 

     年  月  日付品防防発第  号をもって交付確定のあった地

域コミュニティ防災活動拠点電源確保事業補助金について、上記の金額を請

求します。 

 

 

品川区長あて               

 

    年  月  日  

 

 

 

       

組織名                

代表者氏名           印 

住所                 

電話   （    ）        
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小型防災ポンプ、動力ポンプおよびスタンドパイプならびにこれらの 
付属品の配備に関する要綱 

 制定 昭和５２年 ７月１８日 

 改正 平成２０年 １月２９日 要綱第  ６号 

 改正 平成２７年 ６月 ４日 要綱第４１９号 

（目的） 

第１条 この要綱は、平常時または発災時における火災に対して、一般的防災対策が不

可能な地域で、自らの町を自らの手で守ろうとする防災区民組織に対し、区が配備す

る小型防災ポンプ、動力ポンプおよびスタンドパイプならびにこれらの付属品（以下

「ポンプ等」とする）の運用について必要な事項を定めることを目的とする。 

（配備基準） 

第２条 ポンプ等は区が特に必要と認める場合、下記の基準により配備する。 

（１） 小型防災ポンプおよび動力ポンプならびにこれらの付属品は、防災区民組織が

結成され、かつ防火部またはそれに準ずる部の中にポンプに応じた隊が編成された組

織に配備する。 

（２） スタンドパイプならびにこれらの付属品は、防災区民組織が結成された組織に

配備する。 

（配備品目） 

第３条 配備品目は、別表のとおりとする。 

（運用） 

第４条 小型防災ポンプおよび動力ポンプの運用は、第２条（１）の隊が行い、常時地

域住民６名以上の防災要員を確保しておくものとする。なお、スタンドパイプにおけ

る運用はこの限りでない。 

（管理） 

第５条 ポンプ等の管理は、品川区物品管理規則によるものとする。ただし、その保管

については、防災区民組織本部長に依頼するものとする。 

（点検整備） 

第６条 小型防災ポンプおよび動力ポンプの点検整備は、毎月１回の放水点検および使

用のつど実施するものとする。 

（訓練） 

第７条 配備されたポンプ等を使用しての訓練は、防災区民組織活動の一環として行う

ものとする。 

（返還） 

第８条 防災区民組織において必要がなくなったポンプ等については、区に返還するも

のとする。 

 

 付則 

この要綱は平成２７年６月４日から施行する。  
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小型防災ポンプ、動力ポンプおよびスタンドパイプ付属品表 

 

物品名 数量 備考 

小
型
防
災
ポ
ン
プ
内
訳 

本体 小型防災ポンプ １  

付属

品 

吸水管 １ 吸水管用ストレーナー・ちり籠付 

ホース ５  

筒先 １ 噴霧ノズル付 

組立水槽 １ ０．５ｔ用 格納袋付 

燃料携行缶 １ １０ℓ用 

消火栓媒介金具 １  

スピンドルドライバー １  

消火栓鍵 １  

格納庫 １ １㎡以内 

団旗 １  

動
力
ポ
ン
プ
内
訳 

本体 動力ポンプ １  

付属

品 

吸水管 １ 吸水管用ストレーナー・ちり籠付 

ホース ５  

筒先 １ 噴霧ノズル付 

組立水槽 １ １．０ｔ用 格納袋付 

燃料携行缶 １ １０ℓ用 

消火栓媒介金具 １  

スピンドルドライバー １  

消火栓鍵 １  

鳶口 １  

投光器 １  

格納庫 １ ５㎡以内 

団旗 １  

ス
タ
ン
ド
パ
イ
プ
内

訳 

本体 スタンドパイプ １  

付属

品 

媒介金具 １  

ホース ３  

筒先 １ 噴霧ノズル付 

スピンドルドライバー １  

消火栓鍵 １  

台車 １  

※スタンドパイプは小型防災ポンプおよび動力ポンプの配備状況によって、防災区民組

織毎に配備内容および数量が異なる。 
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品川区防災協議会各地区協議会運営に係る事務事業委託に関する要綱 

制定 平成30年３月28日 区長決定 

要綱 第９８号 

（目的） 

第１条 この要綱は、品川区地域センターの設置に関する条例（昭和28年品川区条

例第23号）に規定する各地域センターの所管区域（以下「地区」という。）につ

き１会ずつ設置する品川区防災協議会各地区協議会（以下「協議会」という。）

に対し、事務事業を委託することに関して基本的な事項を定めることを目的とす

る。 

（対象事業） 

第２条 委託の対象となる事務事業は、協議会が運営する防災訓練、研修会、その

他区内全域にわたる自主防災活動を推進するものとする。 

（委託内容等の提示） 

第３条 区長は、協議会に事務事業を委託するときは、委託内容、委託料および委

託条件等を協議会に提示しなければならない。 

（委託料の算出） 

第４条 委託料の算出方法は、別表に掲げる基準によるものとする。 

２ 別表に掲げた基準の他、区長が特に必要と認める場合は、委託料に加算するも

のとする。 

（委託料の支払） 

第５条 委託料の支払に係る時期および方法等は、別に防災まちづくり部長が決定

する。 

（協議会の手続） 

第６条 協議会は、当該事務事業の委託に係る年度の初めに、区長に次の各号に掲

げる書類を速やかに提出しなければならない。 

(1) 承諾書（第１号様式） 

(2) 請書（第２号様式） 

(3) 請求書（第３号様式） 

(4) 事務事業年間計画書（第４号様式） 

(5) その他区長が必要と認める書類 

（状況報告および勧告） 

第７条 区長は、委託した事務事業の進行状況について、協議会に随時報告を求

め、または勧告することができる。 

（報告書の提出） 

第８条 協議会は、当該事務事業の委託に係る年度が終了したときは、区長に事務

事業実施結果報告書（第５号様式）を速やかに提出しなければならない。 
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（委託の取消） 

第９条 区長は、協議会が次の各号の一に該当するときは、事務事業の委託の全部

または一部を取り消すことができる。 

(1) 委託した事務事業の内容またはこれを付した条件その他法令等に違反し 

たとき。 

(2) 委託する事務事業の実施方法が著しく不適当と認められたとき。 

(3) その他区長が不適当と認めたとき。 

（委託料の返還） 

第10条 区長は、協議会が次の各号の一に該当するときは、委託料の全部または一

部を返還させることができる。 

(1) 前条の規定により事務事業の委託を取り消したとき。 

(2) 事業年間計画書に記載の事務事業について、協議会の責に帰すべき理由 

により不履行があったとき。 

(3) その他区長が不適当と認めたとき。 

（事務事業の経理等） 

第11条 協議会は、事務事業に係る委託料について、品川区会計事務規則（昭和39

年品川区規則第５号）を遵守し、その収入および支出に関する帳簿を備えるとと

もに、事業の状況を常に明確にしておかなければならない。 

（委任） 

第12条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、別に

防災まちづくり部長が定めるものとする。 

 

付 則 

 この要綱は、平成30年４月１日から適用する。 

 

別表（第４条関係） 

 委託料の算出方法 

 

  

１ 定額分 @60,000×13 地区 

２ 加算分 世帯分 @4,000×各地区 1,000 世帯ごとに 

百の位を四捨五入した値 

３ 加算分 防災区民組織分 @3,000×地区内の防災区民組織数 
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第１号様式（第６条関係） 

  年  月  日 

 

 

 

品 川 区 長  様 

 

 

品川区防災協議会 

                      第 地区協議会 

 

（代表者） 氏  名       ○印  

               住  所   

               電話番号   

 

 

 

承 諾 書 

 

 

 

品川区防災協議会各地区協議会運営に係る事務事業委託に関する要綱に基づき、

品川区防災協議会  第 地区協議会運営に係る事務事業委託について、受託する

ことを承諾いたします。 

 つきましては、別紙「  年度品川区防災協議会  第 地区協議会事務事業年

間計画書」を提出いたします。 
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第２号様式（第６条関係） 

 

請  書 

 

１．件  名  品川区防災協議会 第 地区協議会運営に係る事務事業委託 

 

２．金  額       円 

 

３．期  間    年 月 日～  年 月  日 

 

４．実施内容  平成  年度品川区防災協議会  第 地区協議会事務事業年間

計画書 

 

上記の金額及び内容をもって、履行することをお請けします。 

 

 

 

  年 月 日 

 

品 川 区 長 様 

 

代表者 品川区防災協議会 

     第 地区協議会 

 

氏 名       ○印  

住 所  

電 話  
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請 求 書 

 

金     円也 

 

ただし、  年度品川区防災協議会  第 地区協議会運営に係る事務事業委託

料 

 

上記の金額を請求いたします。 

  年  月  日   

品 川 区 長  様 

品川区防災協議会 

                        第 地区協議会 

（代表者） 氏  名       ㊞ 

                住  所   

                電話番号   

 

  年  月  日   

委 任 状 

 

                      

（委任者） 氏  名              ㊞ 

                住  所   

                電話番号  

 

私は、下記の者を代理人と定め、  年度品川区防災協議会  第 地区協議会

運営に係る事務事業委託料受領に関する権限を委任します。 

 

記 

 

（受任者） 氏  名             ㊞ 

      住  所 

       電話番号 

 

注 ： 委任状は地区防災協議会会長以外の方へ振り込む場合のみご記入願います。     



 

 

第４号様式（第６条関係） 

  年度 品川区防災協議会  第 地区協議会 

事 務 事 業 実 施 結 果 計 画 書                              年間委託料     円 

No, 事務事業名 実施日 実施場所 参加対象 参加人員 事業費 委託料 
地区負担

金その他 
支出内容 

1 

         

2 

         

3 

         

4 

         

5 

         

計 

         

 

2
7
5 



 

 

事 務 事 業 実 施 結 果 報 告 書                              年間委託料     円 

No, 事務事業名 実施日 実施場所 参加対象 参加人員 事業費 委託料 
地区負担

金その他 
支出内容 

1 

         

2 

         

3 

         

4 

         

5 

         

計 

         

 

2
2
8 
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ミニポンプ隊および区民消火隊員感謝要綱 

制定  平成元年１２月２７日区長決定 

平成 ２年 １月要綱第 ２ 号 

改正  平成４年１０月１２日部長決定 

平成４年１１月要綱第１０５号 

改正 平成１３年 ４月 ２日部長決定 

平成１３年５月要綱第１４４号 

改正 平成２１年 ３月２７日部長決定 

成２１年４月要綱第１７０号 

改正 平成２７年 ３月３１日部長決定 

平成２７年４月要綱第３０２号 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、区内各防災区民組織におけるミニポンプ隊員および区民消火

隊員のうち、永年にわたり地域における防災活動や任務に精励し、その功労

が顕著な者に対し感謝の意を表すとともに、さらに防災活動の充実発展を図

ることを目的とする。 

 

（感謝の方法） 

第２条 感謝の方法は、感謝状と記念品を贈呈して行う。 

（対象および基準） 

第３条 対象者は、ミニポンプ隊および区民消火隊へ入隊後１０年以上を経過し、

常に率先して訓練に励むとともに、他の隊員の模範となり、その功績が顕著

な者で、防災区民組織本部長の推薦のある者および区長が特に認める者とす

る。 

（推薦手続き） 

第４条 推薦にあたっては公正に行い、前記推薦基準に該当する者で、真に功績が

顕著と認められるものを推薦することとする。 

２ 前項に掲げる在任期間は、ミニポンプ隊および区民消火隊の結成日または入

隊日の翌年１月１日より起算し、毎年１月１日を基準として、在任期間を決定

する。 

（委任） 

第５条 この要綱の施行について必要な事項は、別に防災まちづくり部長が定める。 

 

付則 

この要綱は、平成 元年１２月１５日から施行する。 
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付則（平成 ４年１０月１２日第５条改正） 

この要綱は、平成 ４年 ４月 １日から適用する。 

付則（平成１３年４月２日第５条改正） 

この要綱は、平成１３年 ４月 １日から適用する。 

付則 

この要綱は、平成２１年 ４月 １日から適用する。 

付則 

この要綱は、平成２７年 ４月 １日から適用する。 
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家庭用消火器購入助成要綱 

制定 昭和６１年５月１日区長決定 

要綱第２３号 

改正 平成４年４月３０日部長決定 

平成４年５月要綱第４６号 

改正平成１１年３月３１日部長決定 

平成１１年４月要綱第５５号 

改正 平成１３年４月２日部長決定 

平成１３年５月要綱第１４６号 

改正 平成１４年５月１日部長決定 

平成１４年５月要綱第５０号 

改正 平成１５年４月１日部長決定 

平成１５年４月要綱第２９号 

改正平成２１年３月２７日部長決定 

平成２１年４月要綱第１６６号 

改正平成２７年３月３１日部長決定 

平成２７年４月要綱第３０３号 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、地震火災および通常火災に対する区民による初期消火活動を

徹底するため、家庭用消火器の購入斡旋および購入費の一部助成（以下「助

成金」という。）に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

（購入斡旋および助成の対象者） 

第２条 購入斡旋および助成は、区内に住所を有する者で、区が斡旋する消火器を

購入する世帯主を対象として実施する。ただし、消防法施行令により消火器

の設置を義務づけられている防火対象物に設置しようとする者を除く。 

（消火器の種類） 

第３条 区が斡旋する消火器は、区が指定した表示シールを貼付した国家検定合格

品の粉末消火器（ＡＢＣ型・薬剤量１．５㎏入り）とする。 

（斡旋消火器の数量・価格および助成金額） 

第４条 斡旋消火器の数量・価格および助成金額については、予算の範囲内で別に

防災まちづくり部が定める。 

（申込みできる本数） 

第５条 購入申込みできる本数は、一世帯１本とする。ただし、特別な事情がある

場合はその限りでない。 

（申込み方法） 



 

280 

 

第６条 斡旋消火器の購入希望者は、住所・氏名・連絡先電話番号・本数を防災課

へ通知する。通知方法は、別に防災まちづくり部長が定める。 

（申込み期間） 

第７条 消火器の購入申込み期間は、別に防災まちづくり部長が定める。 

（助成金の交付決定等） 

第８条 区長は、第６条に定める申込みを受理し審査のうえ助成金の交付を決定す

る。 

（指定業者） 

第９条 区長は、区が斡旋する消火器の取扱業者として東京都消防設備協同組合を

指定する。（以下「指定業者」という。） 

（斡旋消火器） 

第10条 区長は、助成金交付を決定したときは申込者の住所・氏名等必要事項を記

載した家庭用消火器斡旋通知書（以下「斡旋通知書」という。第１号様式）

を指定業者に送付するものとする。 

（納品時期と納品方法） 

第11条 指定業者は、斡旋通知書を受けた日から４０日以内に申込者の住所に斡旋

消火器を納入（以下「納品」という。）するものとする。 

（代価請求） 

第12条 指定業者は、納品に際し現品と引き替えに消火器代金の個人負担分を受領

しその領収書を発行するものとする。 

（助成金の交付申請手続） 

第13条 指定業者は、納品に際し助成金の交付請求および受領に関するすべての権

限を受任するための委任状｛「家庭用消火器購入助成金に関する委任状（以

下「委任状」という。）」第２号様式｝を申込者から徴するものとする。 

（助成金請求） 

第14条 指定業者は、すべての消火器納品を完了次第委任状を添えて助成金交付を

請求するものとする。 

 

（他商品の宣伝および販売の禁止） 

第15条 指定業者は、斡旋消火器の納品に際し、他商品を宣伝しまた販売してはな

らない。ただし、区民から希望のあった場合を除く。 

（その他） 

第16条 前各条に定めるもののほか、本要綱の運用に関し必要がある場合は防災ま

ちづくり部長がこれを定める。 

 

付則 

この要綱は、昭和６１年５月１日から適用する。 

付則 
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この要綱は、平成４年４月１日から適用する。 

付則 

この要綱は、平成１１年４月１日から適用する。 

付則 

この要綱は、平成１３年４月１日から適用する。 

付則 

この要綱は、平成１４年５月１日から適用する。 

付則 

この要綱は、平成１５年４月１日から適用する。 

付則 

この要綱は、平成２１年４月１日から適用する。 

付則 

この要綱は、平成２７年４月１日から適用する。 
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家庭用消火器薬剤詰替斡旋事業実施要綱 

制 定 昭和６２年１０月１６日区長決定 
要綱第６７号 

改 正 平成５年５月１０日部長決定 
平成５年５月要綱第４２号 

改 正 平成１４年５月１日部長決定 
平成１４年要綱第５１号 

改 正 平成１５年４月１日部長決定 
平成１５年要綱第３０号 

改 正 平成２１年３月２７日部長決定 
平成２１年要綱第１６７号 

改 正 平成２７年３月３１日部長決定 
平成２７年要綱３０４号 

 
（目的） 
第１条 この要綱は、薬剤有効期限が経過した家庭用消火器の薬剤の詰替（以下

「詰替」という。）を斡旋することにより、消火器の機能維持を図り初期消火の

徹底を期するものとする。 
（斡旋対象者） 
第２条 斡旋対象者は、区内居住者とする。ただし、消防法施行令により消火器の

設置を義務づけられている防火対象物件所有者を除く。 
（対象消火器） 
第３条 詰替の対象となる消火器は、家庭用消火器で、詰替可能なものとする。 
（取扱業者の指定） 
第４条 詰替の取扱業者は、東京都消防設備協同組合第４支部の区内業者（以下

「指定業者」という。）とする。 
（斡旋方法） 
第５条 斡旋を希望するものは、住所・氏名・連絡先電話番号・薬剤種類・容量・

本数を防災課に通知する。通知方法は、防災まちづくり部長が定める。 
（申込み期間） 
第６条 申込み受付け期間は、防災まちづくり部長が定める。 
（詰替料金） 
第７条 詰替の対象となる消火器の詰替料金は、指定業者と協議して別に定める。 
（消火器の預り方法） 
第８条 指定業者が詰替を必要とする消火器を申込者から預かるときは、次の各号

に定めるところによるものとする。 
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（１）申込み通知書を持参して、申込者宅を訪問し、申込みの確認をする。 
（２）対象消火器の外観点検を行い、詰替可能な消火器には、申込者の住所氏名およ

び電話番号を記入したシールを当該消火器に貼る。 
（３）申込者に対しては、消火器預り証を交付する。 
（詰替消火器の取扱い） 
第９条 詰替消火器は、預り証を交付した日から起算して７日以内に詰替を完了さ

せ、所有者宅に配達する。 
２．詰替た消火器には、指定業者の消火器点検票を貼付する。 
（その他） 
第１０条 前各条に定めるもののほか、本要綱の運用に関し必要がある場合は防災

まちづくり部長が定める。 
 

付 則 
この要綱は、昭和６２年１１月１日より施行する。 

付 則 
この要綱は、平成４年４月１日より適用する。 

付 則 
この要綱は、平成１４年５月１日より適用する。 

付 則 
この要綱は、平成１５年４月１日より適用する。 

付 則 
この要綱は、平成２１年４月１日より適用する。 

付 則 
この要綱は、平成２７年４月１日より適用する。 
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しながわ防災ハンドブック広告掲載取扱要綱 

制定 平成25年１月10日区長決定 

平成25年平成要綱第２号 

改正 平成 27 年３月 31 日部長決定 

平成 27 年要綱第 317 号 

改正 平成 30 年 10 月 25 日区長決定 

平成 30 年要綱第 188 号 

改正 令和２年 10 月７日部長決定 

令和２年要綱第 187 号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、品川区が発行するしながわ防災ハンドブックへの広告を掲 

載するのに必要な事項を定める。 

（掲載の範囲） 

第２条 掲載できる広告は、次のいずれも該当しないものとする。 

（１）しながわ防災ハンドブックの公共性およびその品位を損なうおそれがあ 

るもの。 

（２）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122 

号）第２条に掲げる営業に該当するもの。 

（３）政治活動、宗教活動、意見広告、個人的宣伝に係るもの。 

（４）公序良俗に反するもの。 

（５）その他しながわ防災ハンドブックに掲載する広告として妥当でないと認 

められるもの。 

（広告掲載の優先順位） 

第３条 広告の掲載は、次の順位によるものとする。 

順位 業種 内容 

１ 
国、政府関係機関、地方公共団体およびこれら
に類するもの 

業務全般（利用者サービ
スを目的とするもの） 

２ 

私企業のうち、公共性を有する企業で、次に掲
げるもの 
運輸､ガス､電気供給､新聞､区内に本店または支
店を有する信用金庫・信用組合・保険会社等 

 

３ 
私企業のうち、区内で公共事業を請け負ってい
る地元企業 

区内で行う工事を通じて
企業のパブリシティを行
うもの 

４ 

区内の学校、各種の区民団体、文化・スポー
ツ・レクリエーション施設（不特定の区民が利
用できる施設）、区内のデパート、スーパー、
商店街等  

学校・文化行事案内利用
案内等 

５ その他前条の広告の範囲のもの  
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（掲載の位置） 

第４条 広告を掲載する位置は、しながわ防災ハンドブック（Ａ５判）の裏表紙の

裏（２分の１頁）および本文中後から数頁とする。 

（広告の大きさ） 

第５条 広告の大きさは次のとおりとする。 

 広告名 大 き さ 備 考 

１ １号広告 縦およそ10センチメートル 

横およそ14センチメートル 

裏表紙の裏 

２分の１頁（カラー） 

２ ２号広告 縦およそ10センチメートル 

横およそ７センチメートル 

裏表紙の裏 

４分の１頁（カラー） 

３  ３号広告 縦およそ21センチメートル 

横およそ14センチメートル 

本文中 

全頁（カラー） 

４  ４号広告 縦およそ10センチメートル 

横およそ14センチメートル 

本文中 

２分の１頁（カラー） 

５  ５号広告 縦およそ10センチメートル 

横およそ７センチメートル 

本文中 

４分の１頁（カラー） 

 

（広告の掲載料） 

第６条 広告の１万部あたりの掲載料は、次のとおりとし、発行部数を乗じて掲載料

を決定するものとする。 

（１）１号広告  9,500円 

（２）２号広告  4,750円 

（３）３号広告  15,000円 

（４）４号広告  7,500円 

（５）５号広告  3,750円 

（広告掲載希望者の募集） 

第７条 防災まちづくり部長は、第２条および第３条の規定により、広告掲載の方

針を定め、掲載対象を選定し、直接依頼あるいはＨＰ等で希望者を募集する。 

（広告の申込み） 

第８条 わが家の防災ハンドブックに広告を掲載しようとする広告掲載希望者は、

広告掲載申込書（様式１）に掲載しようとする版下原稿を添えて、区長に提出する

ものとする。 

（決定） 

第９条 防災まちづくり部長は、前条の申込書を受理したときは、第３条および第

４条に基づき選定し、速やかに掲載の可否を通知する。なお、同順位が２つ以上あ

る場合は抽選とする。 

（広告掲載料の納付） 

第10条 広告掲載料は、掲載の可否決定後、一括全納するものとする。ただし、防

災まちづくり部長が認めたときはこの限りでない。 
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（広告掲載料の還付） 

第11条 既納の広告掲載料は還付しない。ただし、広告掲載が決定した広告掲載希

望者の責によらない理由により広告掲載できなかったときは、還付することができ

る。 

（広告の版の内容および版代） 

第12条 広告の版の内容および版の作成経費は、広告主の責任および負担とする。 

第13条 防災まちづくり部長は、編集発行上支障があるとき、または、広告掲載料

を納入しなかったときは、当該契約を取り消すことができる。 

（委任） 

第14条 この要綱に定めるもののほか、要綱施行に必要な事項は防災まちづくり部

長が定める。 

付 則 

この要綱は、平成 25 年１月 10 日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成 27 年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成 30 年 10 月 25 日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２年 12 月１日から施行する。 
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第１号様式（第８条関係） 

 

しながわ防災ハンドブック広告掲載申込書 

 

年   月   日 

 

品川区長 あて 

 

申込者 

〒   -     

住所（所在地）  

氏名（名 称）  

電話・FAX番号   

担当者      

連絡先E-mail       @ 

 

しながわ防災ハンドブック広告掲載取扱要綱第８条の規定に基づき、広告案を添

えて下記のとおり申し込みます。 

 

記 

掲載希望位置 
裏表紙の裏 

本文中 

掲載希望 

サイズ 
全頁・２分の１・４分の１ 

公告の内容 

（デザイン案を記入または添付してください） 
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品川区感震ブレーカー設置推進事業補助金交付要綱 

 制定 平成 28 年 7 月 25 日 区長決定 

  要綱第 223 号 

 改正 平成 29 年 3 月 28 日 区長決定 

  要綱第 36 号 

 改正 令和元年８月１日  区長決定 

  要綱第 285 号 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、住宅に感震ブレーカーを設置した者に対し、その費用の一部

を補助することにより、震災時における電気に起因する火災を抑制するための感

震ブレーカーの設置を促進し、通電火災による被害の減少および地域防災力の向

上を図り、安全で災害に強いまちづくりに寄与することを目的とする。 

 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

(１) 感震ブレーカー 地震発生時、住宅内の電気を遮断することで電気に起因

する出火を防止するための機具であって、次のいずれかに該当するものをい

う。 

   ア 分電盤タイプ 分電盤に感震センサーを内蔵または外付けし、規定値以

上の揺れを感知するとブレーカーを落として電気を遮断するもの 

   イ 簡易タイプ アース付コンセントに接続し、地震発生時に疑似漏電を起

こしブレーカーを落として電気を遮断する機能を有し、かつ、分電盤タイ

プと同等の動作性能を有するもの 

 (２) 補助対象経費 感震ブレーカーを取り付ける際の機具の購入および設置に

要した費用の額に消費税額を合わせた額 

 (３) 補助対象地域 東京都が平成２４年１月に策定した木密地域不燃化１０年

プロジェクト実施方針内の不燃化推進特定整備地区（放射２号線および補助

２８、２９号線沿道地区を除く。） 

 (４) 既設住宅 補助対象地域内にある木造戸建住宅および木造共同住宅 

 (５) 新築住宅 補助対象地域内において木造戸建住宅または木造共同住宅に建

て替えたもの 

 (６) 補助決定者 既設住宅または新築住宅に居住し、既設住宅または新築住宅

において感震ブレーカーの設置に伴う補助金の交付申請を区長へ行い、区長

の補助金交付決定を受けた者 
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 (７) 指定業者 区と協定を締結し、既設住宅に感震ブレーカーを設置する工事

を行い、補助決定者の補助金交付請求および受領に関する全ての権限を補助

決定者より委任された事業者 

 

 （補助対象世帯） 

第３条 この要綱により補助を受けることができる者は、区内に住所を有し、居住

する既設住宅または新築住宅において感震ブレーカーの設置を希望する世帯とす

る。ただし、既設住宅および新築住宅のうち、木造共同住宅を所有する者が感震

ブレーカーを設置する場合、その木造共同住宅に自らが居住する部屋部分に限

る。 

２ 前項に規定する補助対象者が属する世帯が、次の各号に掲げる世帯に該当する

ときは、当該世帯を特例世帯とし、その他の世帯を一般世帯とする。 

 （１）65 歳以上の者のみで構成された世帯 

 （２）障害者のみで構成された世帯 

 （３）65 歳以上の者と障害者のみで構成された世帯 

 （４）要介護３以上かつ 65 歳以上の者が属する世帯 

 （５）２級（度）以上の障害者が属する世帯 

 

 （補助回数の制限） 

第４条 この要綱により補助を受けることができる回数は、１年度につき１回とす

る。 

 

 （補助金額） 

第５条 この要綱による補助金額は、予算の範囲内で、次の各号に掲げる場合に応

じ、当該各号に定める額とする。この場合において、補助金額に１円未満の端数

が生じた場合は、切り捨てるものとする。 

 (１) 分電盤タイプ（既設住宅の一般世帯） 補助対象経費の３分の２（上限５

０，０００円） 

 (２) 簡易タイプ（既設住宅の一般世帯） 補助対象経費の３分の２（上限２

０，０００円） 

 (３) 分電盤タイプ（既設住宅の特例世帯） 補助対象経費の６分の５（上限８

０，０００円） 

 (４) 簡易タイプ（既設住宅の特例世帯） 補助対象経費の全額（上限３０，０

００円） 

 (５) 分電盤タイプ（新築住宅） １０，０００円 

 （補助金の交付申請） 

第６条 この要綱による補助金の交付申請は、次の各項に定める申請書および必要

な書類を感震ブレーカー設置前に区長に提出しなければならない。 
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２ 既設住宅に感震ブレーカーを設置し、補助金の交付を受けようとする者は、品

川区感震ブレーカー設置推進事業補助金交付申請書（既設住宅用）（第１号様

式）を提出しなければならない。 

３ 新築住宅に感震ブレーカーを設置し、補助金の交付を受けようとする者は、品

川区感震ブレーカー設置推進事業補助金交付申請書（新築住宅用）（第２号様

式）を提出しなければならない。 

 

 （申請期日） 

第７条 既設住宅および新築住宅に感震ブレーカーを設置し、補助金の交付を受け

ようとする者は、その設置をしようとする年度の２月末日までに区長へ申請書を

提出しなければならない。 

 

 （補助金の交付決定および補助金額の確定） 

第８条 区長は、第６条の規定による申請があったときは、速やかに当該申請に係

る書類の審査を行い、補助の要件を満たすと認めたときは、補助金の交付および

補助金額を決定し、品川区感震ブレーカー設置推進事業補助金交付決定通知書

（既設住宅・新築住宅／分電盤タイプ・簡易タイプ）（第３号様式。以下「決定

通知書」という。）により補助決定者に通知する。 

２ 区長は、前項の場合において、適正な交付を行うため必要があるときは、補助

金交付の決定に際して条件を付し、また必要に応じて現地確認をすることができ

る。 

３ 区長は、第１項の審査により、補助の要件を満たしていないと認めるときは、

品川区感震ブレーカー設置推進事業補助金不交付決定通知書（既設住宅・新築住

宅／分電盤タイプ・簡易タイプ用）（第４号様式）により、通知する。 

 

 （領収書の発行） 

第９条 既設住宅に感震ブレーカーの設置工事を完了した指定業者は、補助対象経

費から補助金額を差し引いた負担分の領収書を補助決定者に発行するものとす

る。 

 

 （補助の取下げ・取止め） 

第１０条 補助決定者は、次の各号のいずれかに該当する場合には、品川区感震ブ

レーカー設置推進事業補助金（取下げ・取止め）届出書（既設住宅・新築住宅／

分電盤タイプ・簡易タイプ）（第５号様式）を区長に提出しなければならない。 

 (１) 補助金の交付決定後、感震ブレーカーの購入または設置を取止めるとき。 

 (２) その他、補助金の交付申請を取下げるとき。 

 

 （補助金交付の請求） 
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第１１条 既設住宅に感震ブレーカーの設置を完了した指定業者は、品川区感震ブ

レーカー設置推進事業補助金に関する委任状（第６号様式。以下「委任状」とい

う。）を添えて、補助金を請求するものとする。 

２ 新築住宅に感震ブレーカーの設置を完了した補助決定者は、速やかに品川区感

震ブレーカー設置推進事業補助金交付請求書（第７号様式）により、区長に補助

金の交付を請求しなければならない。 

３ 前２項ともに品川区感震ブレーカー設置推進事業実績報告書（既設住宅・新築

住宅／分電盤タイプ・簡易タイプ）（第８号様式）を請求と併せて提出しなけれ

ばならない。 

 

 （補助金交付請求の委任） 

第１２条 既設住宅に感震ブレーカーを設置し、決定通知書による工事が完了した

指定業者は、感震ブレーカー設置工事完了に際し、補助金交付請求および受領に

関する全ての権限を受任するため、委任状を補助決定者から徴するものとする。 

２ 新築住宅に感震ブレーカーを設置し、前条第２項の規定による請求をする者

は、補助金の受領について当該工事を実施した施工者に委任することができる。

その場合は、前条第２項の規定による請求の際に、併せて当該受領に関する品川

区感震ブレーカー設置推進事業委任状（第９号様式）を区長に提出しなければな

らない。 

 

 （交付決定の取消し） 

第１３条 区長は、補助金の交付決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当する

と認めたときは、補助金の交付決定の一部または全部を取り消すことができる。 

 (１) 偽りその他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。 

 (２) 区長が補助金の交付決定に際して付した条件に違反したとき。 

 (３) その他、この要綱の規定に違反する等、区長が補助金の交付を不適当と認

める事由が生じたとき。 

２ 区長は、前項の規定により補助金の交付決定の一部または全部を取り消した場

合は、品川区感震ブレーカー設置推進事業補助金交付決定（一部・全部）取消通

知書（既設住宅・新築住宅／分電盤タイプ・簡易タイプ）（第１０号様式）によ

り、その旨を補助決定者に通知するものとする。 

 

 （補助金の返還） 

第１４条 区長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合におい

て、既に補助金が交付されているときは、品川区感震ブレーカー設置推進事業補

助金返還請求書（既設住宅・新築住宅／分電盤タイプ・簡易タイプ）（第１１号

様式）により、補助決定者に対して期限を定め、その返還を求めるものとする。 
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 （他商品の宣伝および販売の禁止） 

第１５条 指定業者は、感震ブレーカー設置工事の際、補助決定者に対して他商品

を宣伝し、または販売してはならない。ただし、補助決定者から希望のあった場

合は、この限りではない。 

 

 （財産処分制限期間） 

第１６条 品川区補助金等交付規則（昭和３９年品川区規則第４号）第１８条に規

定する目的に反する使用、譲渡、交換または貸し付けを制限する期間は、設置が

完了した日より１０年とする。ただし、家を新築、改築を行う場合、天災による

場合等はこの限りではない。 

 

 （免責） 

第１７条 この事業は、地震発生時の家屋の出火および延焼から生命・財産を守る

ことを保証するものではなく、被害が発生しても品川区はその責任を負わないも

のとする。 

 

 （委任） 

第１８条 この要綱に定めるほか、補助金の交付に関し必要な事項は、防災まちづ

くり部長が定める。 

 

   付 則 

この要綱は、平成 28 年 8 月 1 日から施行する。 

   付 則 

この要綱は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 

   付 則 

この要綱は、令和元年8月1日から施行する。 
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第１様式（第６条関係） 

  年  月  日 

品川区感震ブレーカー設置推進事業補助金交付申請書（既設住宅用） 

（ 申 請 先 ） 
品 川 区 長 
    （ 申 請 者 ） 
     住所                

     氏名             印  

     電話番号              

 品川区感震ブレーカー設置推進事業について補助金の交付を受けたいので、品川区感震ブ

レーカー設置推進事業補助金交付要綱第６条第２項の規定に基づき、次のとおり申請します。 

購入・設置 
予定製品 

タイプ 分電盤タイプ・簡易タイプ 

メーカー名 
 

製品・品番名 
 

購入・設置にかかる金額 
（税込） 

 
円 

補助金額（※１） 
 

円 

添付資料 

・見積書の写し（上記製品の内容が分かるも
の） 
・設置場所が分かる案内図（住宅地図等） 
・対象建築物の構造が確認できるもの（建築計 
 画概要書等） 
・感震ブレーカーの規格および構造が確認でき 
 るカタログまたは仕様書等の写し 
・特例世帯の場合は、特例世帯であることが確
認できるもの（障害者手帳・介護保険証の写
し等）※２ 

※１ 補助金額は、品川区感震ブレーカー設置推進事業補助金交付要綱第５条各号の

規定に基づくものとする。 

※２ ６５歳以上の者のみで構成された世帯であることの証明は不要とする。 

※３ 住宅または部屋の賃借人等が、分電盤タイプの補助金の交付について申請する

場合、所有者・管理者等の許可を得たうえ申し込むこと。 

以下、品川区記入欄 

 

 

 

  

受付番号 

 

 

収受印 
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第２号様式（第６条関係） 

  年  月  日  

品川区感震ブレーカー設置推進事業補助金交付申請書(新築住宅用) 

（ 申 請 先 ） 

品 川 区 長 

     （ 申 請 者 ） 

      住所                

      氏名             印  

      電話番号              

 

 品川区感震ブレーカー設置推進事業について補助金の交付を受けたいの

で、品川区感震ブレーカー設置推進事業補助金交付要綱第６条第３項の規定

に基づき、次のとおり申請します。 

 

購入・設置 

予定製品 

メーカー名 

 

 

 

 

製品・品番名 

 

 

 

 

申請金額 円 

添付資料 

・見積書の写し（上記製品の内容が分かるも

の） 

・設置場所が分かる案内図（住宅地図等） 

・対象建築物の構造が確認できるもの（建築計 

 画概要書等） 

・規格および構造が確認できるカタログまたは 

 仕様書等の写し 

 

 

以下、品川区記入欄 

受付番号 

 

 

 

 

  

収受印 
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第３号様式（第８条関係） 

 第  号  

  年  月  日  

  様 

品川区長       

 

品川区感震ブレーカー設置推進事業補助金 
交付決定通知書（既設住宅・新築住宅／分電盤タイプ・簡易タイプ） 

   年  月  日付で申請されました品川区感震ブレーカー設置推進事

業補助金交付申請書について、審査した結果、品川区感震ブレーカー設置推

進事業補助金交付要綱第８条第１項の規定に基づき、以下のとおり補助金を

交付することを決定いたしました。 

 

・第６条第２項に関する補助金 

項目 金額 備考 

補助対象経費額 円 設置に係る経費全額 

補助金額 円 
品川区感震ブレーカー設置推進

事業補助金交付要綱第５条各号

の規定に基づく金額 

申請者負担額 円 実際に業者へ支払う金額 

※補助金額に１円未満の端数が生じた場合は切り捨てとします。 

 

・第６条第３項に関する補助金 

項目 金額 備考 

補助金額 円  

 

 

・上記のとおり決定した補助金については、品川区感震ブレーカー設置推進事業

補助金交付要綱第８条第２項の規定に基づき、下記のとおり条件を付すこととし

ます。 

 

条件： 

 

※条件欄が空白の場合は条件を付しておりません。 

 

     担当部署：  

     担当者： 

     問い合わせ先：
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第４号様式（第８条関係） 

第  号  

  年  月  日  

  様 

 

品川区長      

 

品川区感震ブレーカー設置推進事業補助金 

不交付決定通知書（既設住宅・新築住宅／分電盤タイプ・簡易タイプ） 

 

   年  月  日付で申請されました品川区感震ブレーカー設置推進事

業補助金交付申請書について、審査した結果、品川区感震ブレーカー設置推

進事業補助金交付要綱第８条第３項の規定に基づき、以下のとおり補助金を

交付しないことを決定いたしました。 

 

 

□ 
一般社団法人日本配線システム工業会の「感震機能付住宅用分電盤ガ

イドラインＪＷＤＳ０００７付２」の規格で定める構造および機能を

有しないため 

□ 
アース付コンセントに接続し、地震発生時に疑似漏電を起こしてブレ

ーカーを落として電気を遮断する機能を有し、かつ、分電盤タイプと

同等の動作性能を有する簡易タイプでないため 

□ 
補助対象地域外のため 

 

□ 補助対象建築物の構造ではないため 

□ 

（その他） 

 

   担当部署：  

   担当者： 

   問い合わせ先： 
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第５号様式（第１０条関係） 

  年  月  日 

 

品川区感震ブレーカー設置推進事業補助金 

 

（取下げ・取止め）届出書（既設住宅・新築住宅／分電盤タイプ・簡易タイプ） 

 

（ 申 請 先 ） 

品 川 区 長 

      （ 申 請 者 ） 

       住所                

 

       氏名             印  

 

       電話番号              

 

 

 品川区感震ブレーカー設置推進事業補助金交付要綱第６条の規定に基づ

き、申請しました品川区感震ブレーカー設置推進事業補助金交付申請書を

（取下げ・取止め）ますので、同要綱第１０条第１号または第２号により、

以下のとおり提出します。 

 

 

補助金交付決定通知日 

 

未交付 ・     年  月  日 

 

理由 
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第６号様式（第１１条関係） 

  年  月  日  

 

 

 

品川区感震ブレーカー設置推進事業補助金に関する委任状 

 

 

   年  月  日付品防防発第  号にて決定通知のあった品川区感震

ブレーカー設置推進事業補助金について、以下の補助金の請求・受領に関す

る一切の権限を（事業者名）（住所）に委任します。 

 

 

補助金 

 

 

                         円 

 

 

委任者 

氏名 

 

                         印 

 

住所 

 

 

 

電話番号 

 

 

 

 

  

 

印 
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第７号様式（第１１条関係） 

  年  月  日  

 

品川区感震ブレーカー設置推進事業補助金交付請求書 

（ 申 請 先 ） 

品 川 区 長 

    （申請者または委任を受けた者） 

 

       住所                

 

       氏名             印  

 

       電話番号              

 

 

 品川区感震ブレーカー設置推進事業補助金交付要綱第１１条第２項の規定

に基づき、次のとおり補助金の交付を請求します。 

 

交付決定通知書番号       年   月   日・第    号 

交付決定通知書によ

る交付金額 
円 

振込先金融機関 

銀行 

信用金庫 

信用組合 

農業協同組合 

支店 

出張所 

支所 

口座番号 
普通・当座 

 

ふりがな 

口座名義人 

 

以下、品川区記入欄 

受付番号 

 

 

 

 

 

 

収受印 
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第８号様式（第１１条関係） 

  年  月  日 

 

品川区感震ブレーカー設置推進事業実績報告書 

（既設住宅・新築住宅／分電盤タイプ・簡易タイプ） 

 

 

（ 申 請 先 ） 

品 川 区 長 

    （申請者または委任を受けた者） 

     住所                

 

     氏名             印  

 

     電話番号              

 

 品川区感震ブレーカー設置推進事業補助金交付要綱第１１条第３項の規定

に基づき、次のとおり報告します。 

 

 

購入・設置 

製品 

メーカー名 

 

 

 

製品・品番名 

 

 

 

添付資料（裏面貼付） 

 

設置前、工事中および設置後の写真 

 

 

 

 

 

（裏面有） 
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【設置前の写真】 

 

 

 

 

 

（貼付） 

 

 

 

 

 

【工事中の写真】 

 

 

 

 

 

（貼付） 

 

 

 

 

 

【設置後の写真】 

 

 

 

 

 

（貼付） 

 

 

 

 

 

 

※簡易タイプの場合、工事中の写真は省略できるものとする。 
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第９号様式（第１２条関係） 

  年  月  日   

 

品川区感震ブレーカー設置推進事業委任状 

 

   年  月  日付品防防発  号にて決定通知のあった品川区感震ブ

レーカー設置推進事業補助金について、以下の補助金の請求・受領に関する

一切の権限を被委任者に委任します。 

 

 

補助金 

 

 

                         円 

 

委任者 

氏名 

 

                         印 

 

住所 
 

 

電話番号 
 

 

 

被委任者 

会社名 

 

 

 

代表者名 

氏名 

 

                         印 

 

住所 
 

 

電話番号 
 

 

 

【注意事項】 

請求書および支払金口座振替依頼書を併せて提出すること。 

  

 

印 
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第１０号様式（第１３条関係） 

第  号  

  年  月  日  

  様 

 

品川区長      

 

 

品川区感震ブレーカー設置推進事業補助金交付決定 

（一部・全部）取消通知書（既設住宅・新築住宅／分電盤タイプ・簡易タイプ） 

 

 

   年  月  日第   号品川区感震ブレーカー設置推進事業補助金

交付決定通知書（既設住宅・新築住宅／分電盤タイプ・簡易タイプ）につい

て、品川区感震ブレーカー設置推進事業補助金交付要綱第１３条第２項の規

定に基づき、次のとおり補助金の交付決定の（ 一部・全部 ）を取り消し

たので通知します。 

 

 

取消の種類 

 

一部 ・ 全部 

 

 

交付決定金額 

取消前 
 

 

取消後 
 

 

取消の理由 

 

 

 

 

 

 

 

    担当部署：  

    担当者： 

    問い合わせ先： 
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第１１号様式（第１４条関係） 

第  号  

  年  月  日  

  様 

 

 

品川区長      

 

 

品川区感震ブレーカー設置推進事業補助金返還請求書 

（既設住宅・新築住宅／分電盤タイプ・簡易タイプ） 

 

 

 品川区感震ブレーカー設置推進事業補助金交付要綱第１４条の規定に基づ

き、次のとおり補助金の返還を請求します。 

 

 

１．補助金返還請求額 

 

    円 

 

 

２．返還方法 

 別添え納入通知書により金融機関へ納付してください。 

 

 

３．返還期限 

    年  月  日（ ） 

 

 

 

    担当部署： 

    担当者： 

    問い合わせ先： 
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品川区防火防災協会補助金交付要綱 

制定昭和４５年４月１３日        

改正平成１１年６月１２日要綱第 ８１号 

改正平成１３年３月２８日要綱第１０８号 

改正平成１７年６月２２日要綱第１０２号 

改正平成２１年４月 １日要綱第３４７号 

改正平成２７年４月 １日要綱第３０８号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、品川区内に存する各防火防災協会（以下「補助事業者」とい

う。）が、区民に対し、防火・防災思想の徹底を図り、近隣協力による防災体制つ

くりを推進し、災害のない明るいまちづくりを目指すために行う事業に要する経費

の一部を交付することに関して必要な事項を定める。 

（補助金の交付対象） 

第２条 補助金は、補助事業者が次に掲げる事業を行うために要する経費のうち、

区長が必要かつ適当と認めたものとする。 

 一 防火思想の普及活動 

 ニ 防火対策の調査研究 

 三 放火犯罪等の防火活動 

 四 その他防火協力に関すること。 

 （補助金の交付額） 

第３条 補助金の交付額は、前条に掲げる事業のうち、区長が必要かつ適当と認め

た補助対象事業に要する経費の一部とし、予算の範囲内で交付する。 

 （交付予定額の通知） 

第４条 年度当初において、区長は補助事業者に対し、別記第１号様式により補助

金の交付予定額を通知する。 

 （補助金の交付申請） 

第５条 補助事業者は、前条に規定する交付予定額の通知を受けたときは､区長が別

に定める期限までに別記第２号様式により補助金交付申請書を区長に提出しなけれ

ばならない。 

 （補助金の交付決定） 

第６条 区長は、前条の規定による申請があった場合は、これを審査し、交付する

ものと決定したときは、別記第３号様式により補助金交付の決定を補助事業者に通

知するものとする。 

２ 区長は交付の決定に際し、必要と認める条件を付すことができる。 

 （申請の撤回） 
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第７条 補助事業者は、前条の交付決定の内容または条件に異議があるときは、補

助金の交付決定の日から１４日以内に申請の撤回をすることができる。ただし、そ

の期間内に申請の撤回をしないときは、この決定に異議がないものとする。 

 （請求書の提出） 

第８条 補助事業者は、第６条に規定する補助金の交付決定の通知を受けたとき

は、区長が定める期限までに別記第４号様式により請求書を区長に提出しなければ

ならない。 

 （交付決定通知の取消し等） 

第９条 区長は、補助金の交付決定を受けた補助事業者が、その後の事情の変更に

より特別の必要が生じたときは、補助金の交付の決定の全部もしくは一部を取り消

し、または、その決定の内容もしくはこれに付した条件変更することができる。 

 （変更の承認） 

第１０条 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、事前に区長の承

認を得なければならない。ただし、第１号および第２号に掲げる事項のうち軽微な

ものについては、この限りでない。 

 一 補助対象事業に要する経費の配分を変更しようとするとき。 

 ニ 補助対象事業の内容に変更を加えようとするとき。 

 三 補助対象事業の全部または一部を中止もしくは廃止しようとするとき。 

 （事故報告） 

第１１条 補助事業者は、補助対象事業が予定の期間内に完了しない場合、または

その遂行が困難となった場合は、速やかに報告し、区長の指示を受けるものとす

る。 

 （遂行状況報告） 

第１２条 補助事業者は、事業の適正円滑な執行を図るため、その遂行の状況に関

し区長から報告を求められた場合は、これに応じなければならない。 

 （補助事業の遂行命令等） 

第１３条 区長は、補助事業者が提出する報告または地方自治法第２２１条第２項

の規定による調査等により、補助金の交付決定の内容またはこれに付した条件に従

って遂行されていないと認めるときは、これらに従って当該補助対象事業を遂行す

べきことを命ずる。 

２ 前項の規定に違反したときは当該補助対象事業の遂行の一時停止を命ずること

ができる。 

 （実績報告書の提出） 

第１４条 補助事業者は、補助対象事業終了後（または会計年度終了後）速やかに

別記第５号様式により補助対象事業の事業実績報告書および収支決算書を区長に提

出しなければならない。 

 （補助金額の確定） 
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第１４条の２ 区長は、前条の規定による届出を受けた場合は、これを審査確認

し、補助金額の確定について別記第６号様式により補助事業者に通知するものとす

る。 

 （検査等） 

第１５条 区長が補助職員をして補助対象事業の遂行状況および経理について検査

させた場合または報告を求めた場合は、補助事業者は、これに応じなければならな

い。 

 （補助金の経理等） 

第１６条 補助事業者は、補助金の収入､支出に関する帳簿および事業に関する記録

を整備し、経理および事業の状況を常に明確にしておかなければならない。 

 （決定の取消し） 

第１７条 次の各号のいずれかに該当する場合は、交付決定の全部または一部を取

り消すことができる。 

 一 いつわりその他不正の手段により交付を受けたとき。 

 ニ 他の用途に使用したとき。 

 三 補助金の交付決定の内容またはこれに付した条件に違反したとき。 

 （補助金の返還） 

第１８条 区長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、その事業の取

消しにかかる部分に関し、すでに補助金が交付されているときは、期限を定めて、

その返還を命ずる。 

 （違約金） 

第１９条 補助金の交付の全部または一部を取り消し、その変換を命じたときは、

補助事業者は、当該補助金を受領した日から返還の日までの日数に応じ、当該補助

金の返還額につき年１０．９５パーセントの割合で計算した違約金を納付しなけれ

ばならない。 

 （委任） 

第２０条 この要綱の施行について必要な事項は、防災まちづくり部長が定める。 

   付 則 

 この要綱は、昭和４５年４月１３日から適用する。 

   付 則 

１ この要綱は、平成１１年６月１日から適用する。 

２ 改正前の品川区防火協会補助金交付要綱により交付された補助金については、

なお従前の例による。 

   付 則 

 この要綱は、平成１３年４月１日から適用する。 

   付 則 

１ この要綱は、平成１７年４月１日から適用する。 
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２ 改正前の品川区防火防災協会補助金交付要綱により交付された平成１６年度分

の補助金については、なお従前の例による。 

３ 改正前に提出された平成１７年度品川区防火防災協会補助金交付申請書は、改

正後の品川区防火防災協会補助金交付要綱による平成１７年度品川区防火防災協

会補助金交付申請書とみなす。 

   付 則 

 この要綱は、平成２１年４月１日から適用する。 

   付 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から適用する。 
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（第１号様式） 

                             

                              年  月  

日 

 

 

  様 

 

                      品川区長         

 

 

    年度品川区防火防災協会補助金の交付予定額について（通知） 

 

                            

 品川区防火防災協会補助金交付要綱に基づいて本年度交付予定額金     

円を内示するので、下記により申請されたい。         

 

 

                  記 

 

 

１．申請書提出期限        年   月   日       

 

 

２．提 出 書 類         年度補助金申請書 （第２号様式） 

 

 

３．提  出  先      
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（第２号様式） 

  年  月  日  

  品 川 区 長  様 

                     住 所   

                     氏 名  

                           

年度品川区防火防災協会補助金交付申請書 

 

  品川区防火防災協会補助金交付要綱に基づき、下記金額を交付されたく関係

書類を添えて 

 申請いたします。 

                    記 

  補助金交付申請額            円 

   内 訳 
 

 事業内容 金 額 摘   要 

 防火思想の普及活動        円  

 防火対策の調査研究        円  

 放火犯罪等の防止活動        円  

 その他防火協力に関すること 
       円 

 

    総   額  円 
 

 ※摘要欄については、事業項目の内容を具体的に記入してください。 

（添付書類） 

 １．防火防災協会規約および役員名簿   

 ２．    年度事業計画書       

 ３．    年度収支予算書       

（補助金が、支出欄のいずれの項目に充当されるか明記してください） 
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（第３号様式）          

                          

                         年  月  日 

 

   

           様 

 

                  品川区長             

 

年度品川区防火防災協会補助金の交付決定について（通知） 

 

 品川区防火防災協会補助金交付要綱に基づき、本年度の補助金を下記のとおり

決定したので通知します。 

 つきましては、同封の補助金請求書および口座振替依頼書に所要事項を記入

し、押印のうえ提出してください。 

 

記 

 

１．交付決定額              円 

 

２．提出期限           年  月  日 

 

３．提出先                  
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（第４号様式） 

               請  求  書 
 

  

 金 額 

   百    十    万    千    百    十    円  

    但し、    年度品川区防火防災協会補助金 

    上記のとおり請求いたします。 

 

         年  月  日 

 

                    住 所 

                    氏 名             

 印 

 

    品川区長        様 
 

                              年  月  日 

 

              委   任   状 

 

 

               （委任者）住 所 

                    氏 名             印 

 

   私は下記の者を代理人と定め、   年度品川区防火防災協会補助金の受領 

に関する権限を委任します。 

                   記 

 

 

  （受任者）住 所 

       氏 名             印 
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（第５号様式） 

                             年  月  日 

 

品 川 区 長  様 

住 所   

                     氏 名   

                           

年度品川区防火防災協会補助金事業実績報告書 

 

       年度品川区防火防災協会補助金の支出実績は下記のとおりです。 

 

                    記 

 

  補助金交付申請額             円 

   内 訳 
 

   事業内容   金 額      摘   要 

 防火思想の普及活動        円  

 防火対策の調査研究        円  

 放火犯罪等の防止活動        円  

 その他防火協力に関すること        円  

    総   額         円  

 
 ※摘要欄については、事業項目の内容を具体的に記入してください。 
 
（添付書類） 
 

 １．    年度事業報告書       

 ２．    年度収支決算書      （補助金が、支出欄のいずれの項目に充当さ

れたか明記してください） 
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（第６号様式） 

                              

                               年  月 

 日 

 

  

              様 

 

                       品川区長         

 印 

 

 

 

         年度品川区防火防災協会補助金の額の確定について（通知） 

 

 

     年  月  日付で提出された補助金事業実績報告書について、品川

区防火防災協会補助金交付要綱に基づいて審査した結果、下記のとおり    

年度の補助金額を確定したので通知します。 

 

 

                    記 

 

 交付確定金額                    円 

 

 交付済金額                      円 

 

 差引金額                        円 

 

               問い合わせ 

                        

                              担当：   ℡03-3777-1111内線 
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品川区災害医療運営委員会設置要綱 

昭和６０年４月要綱第 ８５号 

改正 平成 ５年３月要綱第  ７号 

改正 平成１３年６月要綱第１５７号 

改正 平成２１年４月要綱第１６１号 

改正 平成２７年４月要綱第５４８号 

改正 令和 ２年４月要綱第１７８号 

（目的） 

第１条 品川区と品川区医師会および荏原医師会との間で締結された災害時における医療救護活

動に関する協定（以下「協定」という。）第１３条に基づき、協定の円滑な実施を図るため、品

川区災害医療運営委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（構成） 

第２条 委員会は、次に掲げる委員をもって構成する。 

（ｌ）品川区 

防災まちづくり部長 

災害対策担当部長 

防災まちづくり部防災課長 

健康推進部健康課長 

品川区保健所生活衛生課長 

（２）医師会 

品川区医師会会長 

荏原医師会会長 

（３）医療機関 

昭和大学病院事務長 

（４）薬剤師会 

品川区薬剤師会会長 

（５）消防署 

品川消防署警防課長 

大井消防署警防課長 

荏原消防署警防課長 

（６）警察署 

品川警察署警備課長 

大崎警察署警備課長 

大井警察署警備課長 

荏原警察署警備課長 

湾岸警察署警備課長 



 

316 

 

（会長の権限） 

第３条 委員会に会長を置き、防災まちづくり部長をもってあてる。 

２．会長は委員会を招集し、主宰する。 

３．会長に事故あるときは、災害対策担当部長がその職務を代理する。 

（定足数） 

第４条 委員会は、半数以上の委員の出席がなければ、会議を開くことができない。 

（協議事項） 

第５条 委員会は、次に掲げる事項について協議する。 

（１）協定を実施していくうえに必要な事項に関すること。 

（２）関係機関および関係行政機関との連絡調整に関すること。 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、防災まちづくり部防災課において処理する。 

（細目） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、会長が委員会にはかって定

める。 

付則 

この要綱は、昭和５１年１２月１７日から施行する。 

付則 

この要網は、平成４年４月１日から適用する。 

付則 

この要網の改正は、平成 13 年４月１日から適用する。 

付則 

この要網の改正は、平成 21 年４月１日から適用する。 

付則 

この要網の改正は、平成 27 年４月１日から適用する。 

付則 

この要網の改正は、令和 2 年４月１日から適用する。 
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品川区災害医療連携会議設置要綱 

                   制定 平成２５年１２月１８日区長決定 

要綱第１５９号 

改正 平成２７年３月３日 要綱第 ８６号 

改正 平成２７年４月１日 要綱第５１９号 

 

 

（目的） 

第１条 品川区内に大規模災害が発生した際、被災者に対して適切な医療救護を

行うため、災害医療体制の整備および関係機関の連携強化を目的として、品川

区災害医療連携会議（以下「連携会議」という。）を設置する。 

 

（所掌事項） 

 第２条 連携会議は、前条の目的を達成するために、次に揚げる事項を所掌す

る。 

(1) 災害医療体制の整備に関すること。 

  (2) 災害医療に関わる関係機関相互の連携に関すること。 

  (3) 前２号に掲げるものの他、災害医療の強化充実に関して必要なこと。 

 

（構成） 

 第３条 連携会議は、次に揚げる団体の代表等をもって構成する。 

 区内各医師会 

 区内各歯科医師会 

 区内各薬剤師会 

 区内柔道整復師会 

 区内各病院 

区内各警察署 

 区内各消防署 

 品川区災害医療コーディネーター 

 東京都区南部地域災害医療コーディネーター 

 品川区 

 

（委嘱） 

 第４条 委員は、区長が委嘱または任命する。 

 

（組織） 
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 第５条 連携会議に会長を置き、区長をもって充てる。 

 ２ 会長は、連携会議を代表し、会務を総理する。 

 ３ 会長に事故のあるときは、委員のうちからあらかじめ指名する者がその職を

代理 

する。 

 （招集） 

 第６条 連携会議は、会長が招集する。 

 ２ 会長は、必要があると認めるときは、連携会議に委員以外の者を出席させて

意見 

を聞くことができる。 

３ 委員が出席できない時は、代理者を出席させることができる。 

 

（検討会議の設置） 

第７条 連携会議は、災害医療に関する課題を調査・検討させるため、検討会議

をおくことができる。 

２ 検討会議は、次に揚げる者をもって構成する。 

 ⑴ 各委員が所属団体の中から推薦する者 

 ⑵ 会長が必要と認めた者 

３ 検討会議に部会長を置き、構成員の中から会長が指名する。 

４ 検討会議は、必要に応じて部会長が招集する。 

 

（事務局） 

第８条 連携会議の事務局は、品川区健康推進部健康課に置く。 

  

（委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、連携会議に関し必要な事項は、区長が 

別に定める。 

 

 付 則  

この要綱は、平成２５年１２月１日から適用する。 

 

付 則  

この要綱は、平成２７年４月１日から適用する。 

 

付 則（平成２７年４月１日健康推進部長決定） 

この要綱は、平成２７年４月１日から適用する。 
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品川区災害医療コーディネーター設置要綱 

平成２５年１２月１日 区長決定 

平成２５年１２月要綱第１６３号 

改正 平成２７年 ４月要綱第３１８号 

(目的) 

第１条 品川区内において大規模災害が発生した際、必要とされる医療が迅速かつ適切に提供さ

れるよう、医療資源を把握し、医療救護活動を統括し、指揮するために必要な調整および助言

を得るため、品川区災害医療コーディネーター(以下「区コーディネーター」という。)を設置

する。 

 

(職務) 

第２条 区コーディネーターは、品川区内の災害医療に関する次の職務の集約、調整および医学

的助言を行う。 

(１)医療救護班の活動に関すること。 

(２)医療情報の集約に関すること。 

(３)収容先医療機関の確保に関すること。 

(４)東京都災害医療コーディネーターおよび東京都地域災害医療コーディネーターとの連絡調

整に関すること。 

(５)医薬品および医療資器材の確保に関すること。 

(６)他県等の応援医療･救護班、ＤＭＡＴ・ＪＭＡＴ等の受入調整に関すること。 

(７)医療ボランティアの受入調整に関すること。 

(８)その他医療救護に関すること。 

 

(委嘱) 

第３条 区長は、医師が所属する団体に対し、区コーディネーターの推薦を依頼する。 

２ 区コーディネーターは、災害医療と地域医療に精通し、区コーディネーターにふさわしい行

動が可能な医師に対し、区長が委嘱する。 

３ 区長は、推薦を依頼した団体と、区コーディネーターに関する協定書を締結するものとす

る。 

 

(定数) 

第４条 区コーディネーターの定数は、３人とする。ただし、区長が特別に認めた場合は、この

限りでない。 

 

(任期) 

第５条 区コーディネーターの任期は、選出した日から、選出した日の属する翌年度の 
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３月３１日までとする。ただし、再任を妨げない。 

 

（身分および職務への専念） 

第６条 第３条に基づき委嘱された区コーディネーターは、医師が所属する団体において定めた

身分を、引き続き有するものとする。 

２ 区コーディネーターが、次条に基づき参集した場合は、品川区保健衛生部長（健康推進部

長）の指示があるまで、区コーディネーターの職務に専念する。 

 

(参集) 

第７条 区コーディネーターは、大規模災害発生時に、区長の要請に基づき参集する。 

２ 区コーディネーターは、特別区のいずれかの地点で震度５強以上が観測された場合は、前項

の規定にかかわらず、参集する。 

３ 区コーディネーターは、品川区地域防災計画に基づき設置される品川区保健衛生部または区

長が指定した場所に参集する。 

 

(指揮命令、協力および連携) 

第８条 区コーディネーターは、品川区医保健衛生部長の指揮および監督のもと、職務を遂行す

る。 

２ 区コーディネーターは、役割分担し、互いに協力しながら職務を遂行する。 

３ 区コーディネーターは、東京都災害医療コーディネーターおよび東京都地域災害医療コーデ

ィネーターと連携し、職務を遂行する。 

 

(会議および訓練への参加) 

第９条 区コーディネーターは、第２条に掲げる職務を遂行するため、会議および訓練に参加す

る。 

２ 区コーディネーターが参加すべき会議および訓練は、次のとおりとする。 

(１)品川区災害医療連携会議 

(２)前２号に掲げるもののほか、品川区保健衛生部長が指定した会議および訓練 

 

(報償費) 

第１０条 区長は、区コーディネーターが第７条に基づき災害発生時に参集した場合、または前

条に基づき訓練に参加した場合、区コーディネーターに対して報償費を支払う。ただし、他の

参集者および訓練参加者と、著しく均等を欠く場合、区コーディネーターに報償費を支払わな

いことができる。 

 

(事故および損害の責任と負担) 

第１１条 区長は、区コーディネーターが協定書に基づき参集または訓練等に参加した場合、事

故等により死亡、負傷、もしくは病気にかかった場合、または事故等による負傷、病気で障
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害を持つ状態となったときは、災害に際し応急措置の業務に従事した者または水防に従事し

た者の損害補償に関する条例（昭和５２年３月３０日条例第１６号）および災害に際し応急

措置の業務に従事した者または水防に従事した者の損害補償に関する条例施行規則（昭和４２

年５月１日規則第１６号）に基づき、区コーディネーターまたはその遺族に対し、損害補償

を行う。 

 

(委任) 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、区コーディネーターの運用に必要な事項は、別に定め

る。 

 

 

 

付則 

この要綱は、平成２５年１２月１日から施行する。 

付則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 
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品川区災害薬事コーディネーター設置要綱 

平成２８年３月３０日 区長決定 

平成２８年４月 要綱第１２５号 

 

(目的) 

第１条 品川区内において大規模な災害（災害対策基本法（昭和 36年法律第 223 号）第２条第

１号に規定する災害をいう。以下同じ。）が発生した際、必要とされる医療が迅速かつ適切に

提供されるよう、品川区災害医療コーディネーター等と連携し、地域の薬事に関する調整およ

び助言を得るため、品川区災害薬事コーディネーター(以下「薬事コーディネーター」とい

う。)を設置する。 

(職務) 

第２条 薬事コーディネーターは、災害時における品川区内の薬事に関する次に掲げる職務（以

下「職務」という。）の集約、調整および助言を行う。 

⑴  医薬品等の備蓄に関すること。 

⑵ 災害薬事センターの設置に関すること。 

⑶ 医療救護班薬剤師の活動に関すること。 

⑷ 医薬品等の調達、管理および供給に関すること。 

⑸ 品川区災害医療コーディネーターおよび災害拠点病院薬剤師部等との連絡調整に関するこ

と。 

⑹ 薬事関係者の状況把握および調整に関すること。 

⑺ 薬事に関する医療ボランティアの受入れの調整に関すること。 

⑻ その他薬事に関すること。 

(委嘱) 

第３条 区長は、薬剤師が所属する団体に対し、薬事コーディネーターの推薦を依頼する。 

２ 薬事コーディネーターは、薬事と地域事情に精通し、かつ、薬事コーディネーターとしてふ

さわしい行動をすることができる薬剤師のうちから、区長が委嘱する。 

３ 区長は、第１項の規定により依頼した団体と、薬事コーディネーターに関する協定書を締結

するものとする。 

(定数) 

第４条 薬事コーディネーターの定数は、２人とする。ただし、区長が特に必要があると認めた

場合は、この限りでない。 

(任期) 

第５条 薬事コーディネーターの任期は、選出した日から、同日の属する翌年度の３月３１日ま

でとする。ただし、再任を妨げない。 

 

（身分および職務への専念） 
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第６条 第３条第２項の規定により委嘱された薬事コーディネーターは、当該薬事コーディネー

ターが所属する団体において定めた身分を、引き続き有するものとする。 

２ 薬事コーディネーターが、次条第１項および第２項の規定により参集した場合は、品川区保

健衛生部長（健康推進部長）の指示があるまで、薬事コーディネーターの職務に専念する。 

(参集) 

第７条 薬事コーディネーターは、大規模災害の発生時に、区長の要請に基づき参集する。 

２ 薬事コーディネーターは、特別区の区域内におけるいずれかの地点で震度５強以上が観測さ

れた場合は、前項の規定にかかわらず、参集する。 

３ 薬事コーディネーターは、品川区地域防災計画に基づき設置される品川区災害医療救護本部

または区長が指定した場所に参集する。 

(指揮命令、協力および連携) 

第８条 薬事コーディネーターは、品川区保健衛生部長の指揮および監督のもと、職務を遂行す

る。 

２ 薬事コーディネーターは、役割を分担し、互いに協力しながら職務を遂行する。 

３ 薬事コーディネーターは、品川区災害医療コーディネーターおよび災害拠点病院薬剤部等と

連携し、職務を遂行する。 

(会議および訓練への参加) 

第９条 薬事コーディネーターは、職務を遂行するため、会議および訓練に参加する。 

２ 薬事コーディネーターが参加すべき会議および訓練は、次のとおりとする。 

⑴ 品川区災害医療連携会議 

⑵ 前号に掲げるもののほか、品川区保健衛生部長が指定した会議および訓練 

(報償費) 

第１０条 区長は、薬事コーディネーターが第７条の規定により災害発生時に参集した場合また

は前条第１項の規定により訓練に参加した場合は、当該薬事コーディネーターに対して報償費

を支払う。ただし、他の参集者および訓練参加者と著しく均等を欠く場合はこの限りでない。 

(事故および損害の責任と負担) 

第１１条 区長は、薬事コーディネーターが第３条第３項の規定により締結した協定書に基づき

参集または訓練等に参加した場合、事故等により死亡、負傷、もしくは病気にかかった場合

または事故等による負傷、病気で障害を有する状態となった場合は、災害に際し応急措置の

業務に従事した者または水防に従事した者の損害補償に関する条例（昭和５２年品川区条例

第１６号）および災害に際し応急措置の業務に従事した者または水防に従事した者の損害補償

に関する条例施行規則（昭和４２年品川区規則第１６号）に基づき、薬事コーディネーター

またはその遺族に対し、損害補償を実施する。 

(その他必要な事項) 

第１２条 この要綱に定めるもののほか必要な事項については、その都度区長が定める。 

付 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から適用する。 
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品川区消防団員に対する報償金等支給要綱 

制定 平成 ９年 ８月２８日 区長決定 

平成 ９年 ９月 要綱第 ８１号 

改正 平成１３年 ４月 ３日 部長決定 

平成１３年 ６月 要綱第１５１号 

改正 平成２１年 ３月２７日 部長決定 

平成２１年 ４月 要綱第１７１号 

〃  平成２７年 ３月３１日 部長決定 

平成２７年度４月要綱第 ３０６号 

 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、品川区の消防団員が、火災予防運動等に従事した場合の報償金

および優良消防団員として表彰された場合の報奨金の支給について、必要な事項

を定めるものとする。 

 

（報償金の支給対象） 

第２条 区長は、次の区分により、１日を単位として必要かつ適当と認める範囲で消

防団員に対して、報償金を支給するものとする。 

（１）火災予防運動従事    １人１回 ２，５００円 

（２）歳末警戒従事      １人１回 ２，５００円 

（３）水防訓練従事      １人１回 ２，５００円 

 

（報奨金の支給対象） 

第３条 区長は、必要かつ適当と認める範囲で団始式において優良消防団員として表

彰された消防団員に対して、報奨金を支給する。額については、１人１回につき

１，０００円とする。 

 

（報償金の請求） 

第４条 消防団員は、第２条の報償金の支給対象となった場合には、所属する消防団

の代表者に請求および受領の権限を委任しなければならない。 

 

２ 前項の委任を受けた代表者は、報告書を添えて、区長に請求するものとする。 

 

（報奨金の請求） 

第５条 消防団員は、第３条の報奨金の支給対象となった場合には、所属する消防団
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の代表者に請求および受領の権限を委任しなければならない。 

 

２ 前項の委任を受けた代表者は、報告書を添えて、区長に請求するものとする。 

 

（委任） 

第６条 この要綱の施行について必要な事項は、別に防災まちづくり部長が定める。 

 

付則 

この要綱は、平成９年５月１日から適用する。 

付則 

この要綱は、平成１３年４月１日から適用する。 

付則   

この要綱は、平成２１年４月１日から適用する。 

付則 

この要綱は、平成２７年４月１日から適用する。 
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品川区消防団等補助金交付要綱 

制定 昭和４０年 ５月３１日 区長決定 

改正 昭和５４年 ５月３１日 区長決定 

改正 昭和６１年 ５月 ８日 区長決定 

改正 平成 ２年 ４月２７日 区長決定 

平成 ２年 ５月  要綱第２８号 

改正 平成 ４年 ５月 ６日 部長決定 

平成 ４年 ５月  要綱第４８号 

改正 平成１３年 ５月 ７日 部長決定 

平成１３年 ５月 要綱第１３５号 

改正 平成１４年 ５月２７日 部長決定 

平成１４年 ５月 要綱第 ５４号 

改正 平成２１年 ３月２７日 部長決定 

平成２１年 ４月 要綱第１７２号 

〃   平成２７年３月３１日 部長決定  

平成２７年４月要綱第３０７号   

（趣 旨） 

第 １ 条 この要綱は、品川区消防団の各本団および分団ならびに消防少年団（以

下「補助事業者」という。）の維持運営に要する補助金の交付について必要な事

項を定めるものとする。 

 

（補助金の交付対象） 

第 ２ 条 区長は、次の事業および装備に要する経費のうち必要かつ適当と認める

ものに対して補助金を交付するものとする。 

（１）補助事業者の円滑な運営およびその質的向上を図るための事業 

（２）補助事業者の団員相互の交誼親睦を図るための事業 

（３）補助事業者の活動に有効な装備品 

 

（補助金の交付額） 

第 ３ 条 補助金の交付額は、次の区分によるものとする。 

（１）本団１団あたり      ６００，０００円 

（２）分団１団あたり      ２００，０００円 

（３）消防少年団１団あたり    ３０，０００円 

（４）予算の範囲内で認める装備品の経費 

 

（交付予定額の通知） 
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第 ４ 条 区長は、年度当初において、別記第１号様式により補助金の交付予定額

を補助事業者に通知する。 

 

（補助金の交付申請） 

第 ５ 条 補助事業者は、前条の交付予定額の通知を受けたときは、別に定める期

限までに別記様式第２号様式による補助金交付申請書を区長に提出しなければな

らない。 

２ 補助事業者は、前項の申請に際しては、別記第３号様式から第３号様式の４

までにより事業計画書および収支予算書を区長に提出しなければならない。 

 

（補助金の交付決定） 

第 ６ 条 区長は、前条の申請書を受理した場合は、これを審査し、交付するもの

と決定したときは、別記第４号様式による補助金交付決定通知書を補助事業者に

送付するものとする。 

 

（請求書の提出） 

第 ７ 条 補助事業者は、前条の補助金交付決定通知書を受けたときは、区長が別

に定める期限までに別記第５号様式による請求書を区長に提出しなければならな

い。 

 

（事故報告） 

第 ８ 条 補助事業者は、補助対象事業が予定内の期間内に完了しない場合または

その遂行が困難になった場合は、速やかに区長に報告し、その指示を受けるもの

とする。 

 

（実績報告書等の提出） 

第 ９ 条 補助事業者は、会計年度終了後、速やかに別記第６号様式から第６号様

式の４までにより事業実績報告書および収支決算報告書を区長に提出しなければ

ならない。 

 

（補助金の経理等） 

第１０条 補助事業者は、補助金の収入および支出に関する帳簿ならびに事業に関

する記録を整備し、経理および事業の状況を常に明確にしておかなければならな

い。 

 

（委任） 

第１１条 この要綱の施行について必要な事項は、別に防災まちづくり部長が定め

る。 
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  付 則 

 この要綱は、平成２年４月１日から適用する。 

 

  付 則（平成４年５月６日第１１条改正） 

 この要綱は、平成４年４月１日から適用する。 

 

  付 則（平成１３年５月７日第１１条改正） 

 この要綱は、平成１３年４月１日から適用する。 

 

  付 則（平成１４年５月２７日第２・３条改正） 

 この要綱は、平成１４年４月１日から適用する。 

 

 付 則 

 この要綱は、平成２１年４月１日から適用する。 

 

付  則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から適用する。 
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第１号様式（第４条関係） 
 

«文書発送番号» 
«文書発送年月日» 

 
«補助事業者名»  様 
 

«品川区長»  印 
 
 

«当該年度» «補助事業者名»への補助金交付予定額のお知らせ 
 
 

品川区消防団等補助金交付要綱第４条に基づき、本年度分交付予定額を下記のと

おり内示いたしますので、申請書をご提出ください。 
 
 

記 
 
 

１． 交付予定額  （１）本団補助金  «本団補助金交付予定額»円 
          （２）分団補助金  «分団補助金交付予定額»円 
          （３）装備品補助金 «装備品交付予定額»円 
２． 提 出 書 類  （１）«当該年度» 補助金交付申請書 

（２）«当該年度» 事業計画書 
（３）«当該年度» 収支予算書 

３． 提 出 期 限   «申請書提出期限年月日» 
４． 提 出 先   防災まちづくり部防災課 
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第２号様式（第５条関係） 
 

第   号 
年  月  日 

 
品 川 区 長  様 

 
（補助事業者名） 

 
年度品川区消防団等補助金交付申請書 

 
 品川区消防団等補助金交付要綱第５条に基づき、本年度の補助金の交付を受ける

ため関係書類を添えて下記のとおり申請します。 
 

記 
 

１．補助金交付申請額    金          円 
 

（添付書類） （１）  年度事業計画書 
（２）  年度収支予算書 
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第３号様式（第５条関係）消防団用 
 

年度    消防団補助金事業計画書 
 

区分 事業名 目 的 内 容 

本
団
補
助
金 

教育訓練関係 

  

表彰渉外関係 

  

会議・団運営関係 

  

 

分
団
補
助
金 

教育訓練関係 

  

表彰渉外関係 

  

会議・分団運営関

係 

  

 

装備品購入補助金 
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第３号様式の２（第５条関係）消防団用 
 

年度  消防団補助金収支予算書 

 

収入の部 

負担区分 金 額 摘要 

区補助金   

庁  費   

総  計   

 

支出の部 

区分 事業名 科 目 金 額 摘 要 

本
団
補
助
金 

教育訓練関係 教育訓練費   

表彰渉外関係 

表彰費   

渉外費   

慶弔費   

会議・団運営関係 
会議費   

消耗品費   

小   計  

分
団
補
助
金 

教育訓練関係 教育訓練費   

表彰渉外関係 

表彰費   

渉外費   

慶弔費   

会議・分団運営関

係 

会議費   

消耗品費   

小   計  

装備品購入補助金  

小   計  

補助金合計  

庁
費 

    

庁費 合計  
総   計  
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第３号様式の３（第５条関係）消防少年団用 
 

年度   消防少年団補助金事業計画書 
 

区分 事業名 目  的  内  容 

消

防

少

年

団

補

助

金 
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第３号様式の４（第５条関係）消防少年団用 
 

年度   消防少年団補助金収支予算書 
 

収入の部 

負担区分 金   額 摘   要 

区補助金   

団  費   

合  計   

 
支出の部 

区分 事業名 金額 摘要 

区補助金    

小  計  

団 費    

小  計  

合  計   
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第４号様式（第６条関係） 
 

«M_４号文書発送番号» 
«M_４号文書発送年月日» 

 
«補助事業者名»  様 
 

«品川区長»  印 
 

«当該年度» 品川区消防団等補助金交付決定通知書 
 

 品川区消防団等補助金交付要綱第６条に基づき、«補助金交付申請年月日»付の補

助金交付申請書について審査した結果、下記のとおり交付することに決定したので

通知します。 
 

記 
 

１．交 付 決 定 金 額    金«交付決定金額»円 
 
２．補助金交付請求書    «請求書提出期限» 
 の提出期限 
  



 

336 

 

第５号様式（第７条関係） 
 

第   号 
年  月  日 

 
品 川 区 長  様 
 

住所             
（補助事業者名）      印 

 
年度品川区消防団等補助金交付請求書 

 
     年  月  日付   第  号で交付決定のあった   年度品川区

消防団等補助金として、下記の金額を請求します。 
 

記 
 

交 付 請 求 金 額    金          円 
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第６号様式（第９条関係）消防団用 
 

年度    消防団補助金事業実績報告書 
 

区分 事業名 目 的 内 容 

本
団
補
助
金 

教育訓練関係 

  

表彰渉外関係 

  

会議・団運営関係 

  

 

分
団
補
助
金 

教育訓練関係 

  

表彰渉外関係 

  

会議・分団運営関

係 

  

 

装備品購入補助金 
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第６号様式の２（第９条関係）消防団用 
 

年度  消防団補助金収支決算報告書 

 

収入の部 

負担区分 金 額 摘要 

区補助金   

庁  費   

総  計   

 

支出の部 

区分 事業名 科 目 金 額 摘 要 

本
団
補
助
金 

教育訓練関係 教育訓練費   

表彰渉外関係 

表彰費   

渉外費   

慶弔費   

会議・団運営関係 
会議費   

消耗品費   

小   計  

分
団
補
助
金 

教育訓練関係 研修費   

表彰渉外関係 

表彰費   

渉外費   

慶弔費   

会議・分団運営関

係 

会議費   

消耗品費   

小   計  

装備品購入補助金  

小   計  

補助金合計  

庁
費 

    

庁費 合計  
総   計  
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第６号様式の３（第９条関係）消防少年団用 
 

年度   消防少年団補助金事業実績報告書 
 

区分 事業名 目  的  内  容 

消

防

少

年

団

補

助

金 
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第６号様式の４（第９条関係）消防少年団用 
 

年度   消防少年団補助金収支決算報告書 
 

収入の部 

負担区分 金   額 摘   要 

区補助金   

団  費   

合  計   

 
支出の部 

区分 事業名 金額 摘要 

区補助金    

小  計  

団 費    

小  計  

合  計   
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表彰された消防団に対する報奨金支給要綱 

制定 昭和４９年１２月２４日      

改正 平成 ３年１２月２１日 部長決定 

平成４年１月要綱第１号 

改正 平成２６年 ３月２７日 区長決定 

要綱第３９号 

（目的） 

第１条 この要綱は、表彰された消防団に対し報奨金を支給することにより団員の

士気の高揚ならびに良好な団運営に資することを目的とする。 

（報奨金支給区分） 

第２条 報奨金の支給額は、次のとおりとする。 

 表彰の区分 報奨金の支給額 

１ 消防庁長官表彰旗（消防庁長官表彰） １５万円 

２ 東京都知事表彰旗（東京都功労者表彰） １２万円 

３ 消防総監表彰旗（消防総監特別優良表彰） １２万円 

４ 消防庁長官竿頭綬（消防庁長官表彰） １０万円 

５ 消防総監竿頭綬・金（消防総監特別優良表彰） ７万円 

６ 東京都知事竿頭綬（東京都消防褒賞） ５万円 

７ 消防総監竿頭綬・緑（消防総監優良表彰） ５万円 

８ 日本消防協会長表彰旗 ５万円 

９ 日本消防協会特別表彰（まとい） ５万円 

１０ 日本消防協会長竿頭綬 ３万円 

１１ 東京都消防協会長竿頭綬 ３万円 

（報奨金の請求） 

第３条 消防団長は、前条の表彰を受けたときは、別記様式により区長に報奨金の

請求をするものとする。 

 

付則 

この要綱は、平成３年１２月１日より適用する。 

 付則（平成２６年３月２７日改正） 

この要綱は、平成２６年４月１日より適用する。 
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（別記様式） 

第   号  

年月日  

 

 品川区長 

 （氏名） 様 

消防団名      

団長（団長名）印  

報奨金の支給について（申請） 

このことについて、 年 月 日、（表彰者名）から優良消防団として（消防団名）

が表彰されたことに伴い、「表彰された消防団に対する報奨金支給要綱」に基づき、

報奨金の支給について下記のとおり申請致します。 

 

記 

 

１ 表彰年月日 

  年 月 日 

２ 表彰内容 

  表彰年度 表彰区分 

３ 報奨金額 

  金 円 

 

問合せ先       

担当部署 氏名   

電話（内線）    
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第   号  

年月日  

 

品 川 区 長  様 

 

住所           

消防団名         

団長（団長名）   印  

 

 

報奨金支給請求書 

 

 

     年  月  日、（表彰者名）から（表彰の区分名）を受けたため、下記

の金額を請求します。 

 

 

記 

 

 

交付請求金額    金          円 
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品川区災害弔慰金および災害見舞金の支給要綱 

制定 昭和５０年 ５月２８日区長決定 

改正 昭和５４年 ４月 ３日一部改正 

〃  昭和５６年１０月２２日一部改正 

〃  昭和５７年 ３月３１日一部改正 

〃  昭和６３年 ３月 ９日一部改正 

〃  平成 元年 ８月１６日一部改正 

〃  平成 ５年 ３月３１日一部改正 

〃  平成１１年 ２月１８日一部改正 

〃  平成１３年 ３月２８日一部改正 

〃  平成２１年 ３月３１日一部改正 

要綱第１７６号 

〃  平成２７年 ４月 １日一部改正 

要綱第３０１号 

〃  平成 ５年 ４月 １日一部改正 

要綱第 ４２号 

（目 的） 

第１条 この要綱は、区内に発生した災害により死亡した区民の遺族等に対する災害

弔慰金の支給および災害により被害を受けた世帯に対する応急援護のための災害見

舞金の支給を行い、もって区民の福祉を図ることを目的とする。 

（定 義） 

第２条 この要綱における用語の定義は、次の各号に掲げるところによる。 

⑴ 災害 災害救助法の適用に至らない小規模な風水害または火災などにより被害が

生じることをいう。 

⑵ 区民 災害により被害を受けた当時、品川区の区域内に住所を有した者をいう。 

⑶ 住宅 現実に住宅のために使用している建物をいう。ただし、社会通念上非住宅

であっても、常時、人が居住している場合には当該部分は住宅とする。 

⑷ 全焼・全壊・全流失 住宅の焼失・損壊もしくは流失した部分の床面積がその住

宅の延床面積の70％以上のもの、または住宅の被害額がその住宅の時価の50％以

上に達したもの。 

⑸ 半焼・半壊・半流失 住宅の焼失・損壊もしくは流失した部分の床面積がその住

宅の延床面積の 20％以上 70％未満のもの、または住宅の被害額がその住宅の時

価の20％以上 50％未満に達したもの。 
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⑹ 床上浸水 住宅の床（畳等が敷かれた起居に必要な床）面に達した場合、および

全壊、半壊に該当しないが、土砂竹木等のたい積等により一時的に居住すること

ができないものをいう。 

⑺ 床下浸水 住宅の床（畳等が敷かれた起居に必要な床）面に達しない場合をい

う。 

⑻ 事業所等浸水 店舗、事務所、工場等でおおむね床面が浸水し、かつ、商品や業

務に係わる設備に被害が生じた場合をいう。ただし、駐車場は除く。 

⑼ 冠水 消火活動による水の被害により一時的に居住することができなくなった状

態をいう。 

（災害弔慰金の支給） 

第３条 区長は、区民が第２条に規定する災害により死亡したときは、その者の遺族

および実際に葬祭を行った者に対して、災害弔慰金の支給を行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、品川区災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和４９年

７月品川区条例第３６号。以下「条例」という。）に基づく災害弔慰金の支給を受

けた遺族に対しては支給しない。 

（災害弔慰金を支給する遺族等） 

第４条 災害弔慰金を支給する遺族の範囲は、条例に準ずる。 

２ 前項の遺族がいない場合は、実際に葬祭を行った者とする。 

（災害弔慰金の額） 

第５条 災害弔慰金の額は、災害により死亡した者一人当たり５万円とする。 

（災害見舞金の支給） 

第６条 区長は、区民が第２条に規定する災害により被害を受けた世帯主に対して被

害の種類および世帯の区分に応じて災害見舞金の支給を行うものとする。 

（災害見舞金の額） 

第７条災害見舞金の額は別表第１に掲げる金額とする。ただし、被害の種類および程

度により区長が特に必要と認めた場合は、災害見舞金の額を増額することができ

る。 

（支給制限） 

第８条 故意の行為（放火等）による場合には支給しない。 

（宿泊施設の確保） 

第９条 区は、区民が災害により自宅に居住することができず、身寄りがない場合、

宿泊施設の確保に努める。 

（宿泊見舞金の支給） 

第１０条 区長は、区民が災害により自宅に居住することができず、身寄りがない場

合（身寄りが遠方に在住しており、事実上身を寄せる先がない場合等を含む。）で

あって、宿泊施設に宿泊するときは、当該宿泊に要する別表第２に定める費用に相
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当する額の見舞金（以下「宿泊見舞金」という。）を別表第１に定める見舞金に追

加して支給するものとする。 

２ 宿泊見舞金の額は、１泊当たり１万円を上限とする。 

（宿泊見舞金の支給方法） 

第１１条 区長は、り災した区民（前条第１項に該当する区民に限る。以下「宿泊対

象者」という。）が宿泊施設に宿泊した場合にあっては、宿泊に要した費用の額の

確認後、当該宿泊対象者に対し、速やかに宿泊見舞金を支給するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、区長は、第９条により確保した施設を宿泊対象者に

紹介を行った場合であって、これに宿泊対象者が宿泊するときは、宿泊対象者か

ら第１号様式による合意書を受領したうえで、宿泊見舞金を当該施設の運営事業

者に対し支払うことができる。この場合において、当該施設の運営事業者は、第

２号様式および第３号様式により、区長に宿泊に関する報告および見舞金の請求

を行わなくてはならない。 

（宿泊見舞金の返還） 

第１２条 区長は、区民または宿泊施設の運営事業者が偽りその他不正な手段により

宿泊見舞金の支給を受けた場合は、全部または一部の返還を命ずることができる。 

（その他） 

第１３条 この要綱に定めのない事項については、別に防災まちづくり部長が定め

る。 

   付  則 

 この要綱は、昭和５７年９月１２日から適用する。 

   付  則 

 この要綱は、昭和６３年４月１日から適用する。 

   付  則 

 この要綱は、平成元年８月１日から適用する。 

   付  則 

 この要綱は、平成５年４月１日から適用する。 

   付  則 

 この要綱は、平成11年４月１日から適用する。 

   付  則 

 この要綱は、平成13年４月１日から適用する。 

   付  則 

 この要綱は、平成21年４月１日から適用する。 

   付  則 

 この要綱は、平成27年４月１日から適用する。 

   付  則 
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 この要綱は、令和５年４月１日から適用する。 
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別表第１ 
  支給基準表 
 

被害の種類 被災程度 見舞金 

住宅の焼失 

住宅が全焼・半焼・冠水し
たもの（修繕しないと居住
できないもの） 

単身世身 
２０，０００円 

普通世帯 
３０，０００円 

但し、２人を超える世
帯の場合は１人当たり
１万円を追加支給する 

住宅の損壊等 

住宅が全壊・半壊・流失し
たもの（修繕しないと居住
できないもの） 

 
 
全
壊 

普通世帯 
６０，０００円 

単身世帯 
５０，０００円 

 
半
壊 

普通世帯 
５０，０００円 

単身世帯 
４０，０００円 

床上浸水 

住宅の居住部分の床上以上
に浸水したもの 

普通世帯 
４０，０００円 

単身世帯 
３０，０００円 

床下浸水 
住宅の居住部分の床下に浸
水したもの 

１世帯につき 
１０，０００円 

事業所等浸水 

店舗・事務所、工場等でお
おむね床面が浸水し、かつ
商品や業務に係わる設備に
被害が生じたもの 

 
１事業所につき 
１０，０００円 

 

備考 １．上記表中の普通世帯とは２人以上居住している世帯をいう。 

２．同一建物で住宅部分と事業所部分の両方に浸水し、被害があった場合、同

一人に対して見舞金を重複して支給しない。 

３．冠水等被害の算定が困難なものにあたっては実情を勘案して判断する。 
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品川区地域初期消火対策施設整備要綱 

制定 令和 2 年 5 月 1 日区長決定要綱第65号 

第１章 総 則 

（目 的） 

第１条 この要綱は、品川区（以下「区」という。）における災害に対する地域の

防災力の向上を図るため、一定規模以上の建築物を建設する事業者に対し、当該

建築物に必要な地域初期消火対策施設を定め、協力を求めることにより安心安全

なまちづくりに寄与することを目的とする。 

（適用範囲） 

第２条 この要綱は、品川区中高層建築物等の建設に関する開発環境指導要綱（令

和 2 年品川区要綱第 63 号）の規定が適用される事業であって、次に掲げるもの

（以下「対象事業」という。）について適用する。 

(1) 共同住宅、寄宿舎、下宿、寮、長屋その他複数の住戸を有する建築物（集合

住宅等）のうち、住戸の数が 20 以上のものの建設事業 

(2) 延べ面積が 2,000 平方メートル以上の建設事業 

(3) 敷地面積が 1,000 平方メートル以上の建設事業 

２ 既存の建築物の増築または用途の変更（以下「増築等」という。）をする場合

において、当該増築等の後の建築物が対象事業による建築物に該当するときは、

当該増築等を対象事業とみなして、この要綱の規定を適用する。 

３ 前２項の規定にかかわらず、次に掲げる事業については、この要綱の規定を適

用しない。 

(1) 都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）の規定に基づく都市計画事業 

(2) 前号に準ずる事業で、区長が特に認めるもの。 

（事前協議） 

第３条 対象事業を行う事業主は、建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）に規定す

る申請、通知等を行う前に、区と協議のうえ、品川区地域初期消火対策施設整備

要領（令和 2 年品川区要領第 65 号。以下「要領」という。）で定める計画書を区

長に提出するものとする。 

（変更確認） 

第４条 事業主は、前条の規定による計画書の提出後に計画の変更を行うときは、

要領で定める変更計画書を区長に提出するものとする。 

 

第２章 防災対策 

（防火および震災対策に必要な水槽の設置） 
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第５条 第２条第１項第２号に該当する事業のうち、延べ面積（自動車および自転

車等駐車場面積を除く）が 3,000 平方メートル以上のものを行う事業主は、要領

で定める基準により、防火および震災対策に必要な水槽（以下「防火水槽」とい

う。）を敷地内に設置し、満水状態で区に無償使用させるものとする。ただし、

区長が特に防火水槽の設置を必要としないと認めた地域については、この限りで

ない。 

（防火および震災対策に必要な消火器等の設置） 

第６条 対象事業のうち、延べ面積（自動車および自転車等駐車場面積を除く）が

3,000 平方メートル未満のものを行う事業主は、要領で定める基準により、防火お

よび震災対策に必要な消火器および消火器格納箱（以下「消火器等」という。）

を敷地内に設置し、区に無償使用させるものとする。ただし、区長が特に消火器

等の設置を必要としないと認めた地域については、この限りでない。 

 

第３章 雑 則 

（完了報告および検査） 

第７条 事業主は、地域初期消火対策施設（防火水槽および消火器等）の設置が完

了した際には、要領で定める完了報告書を区長に提出するものとする。 

２ 区長は、前項の報告を受けたときは、当該地域初期消火対策施設について検査

を行う。 

（維持管理） 

第８条 事業主は、地域初期消火対策施設の良好な維持管理を常に行うとともに、

火災発生時等の緊急時に近隣住民および区が同施設を使用できるようにするもの

とする。 

２ 事業主は、防火水槽について消防水利の指定を受けるものとする。 

３ 区は、前条第２項による検査を行った消火器等について、定期点検を行うとと

もに、耐用年数を経過した消火器や経年劣化等で破損した消火器格納箱の交換を

行う。 

（委 任） 

第９条 この要綱で定めるもののほか、必要な事項は、別に防災まちづくり部長が

定める。 

 

付 則 

１ この要綱は、令和２年１1 月１日から適用する。 

２ この要綱の適用の日前に、品川区中高層建築物等の建設に関する開発環境指導

要綱（昭和 63 年品川区要綱第３号）に基づき区長と協定を締結している事業また

は事前協議書を提出している事業については、なお従前の例による。 
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令和５年度災害救助基準 

令和５年４月１日 

救助の種類 対象 費用の限度額 期間 備考 

避難所の設置
（法第 4 条第
1 項） 

災害により現に被
害を受け、又は受
けるおそれのある
者に供与する。 

（基本額） 

避難所設置費 

1 人 1 日当たり 330 円以内 

高齢者等の要援護者等を収容する「福祉
避難所」を設置した場合、当該地域にお
ける通常の実費を支出でき、上記を超え
る額を加算できる。 

災害発生の日から 7 日以内。 
1 費用は、避難所の設置、維持及び管理のための賃

金職員等雇上費、消耗器材費、建物等の使用謝金
、借上費又は購入費、光熱水費 並びに仮設便所等
の設置費を含む。 

2 避難に当たっての輸送費は別途計上。 

3 避難所での避難生活が長期にわたる場合等におい
ては、避難所で避難生活している者への健康上の
配慮等により、ホテル･旅館など宿泊施設を借上げ
て実施することが可能。（ホテル・旅館の利用額
は＠7,000 円（食費込・税込）／泊・人以内とする
が、これにより難い場合は内閣府と事前に調整を
行うこと。）。 

避難所の設置 

（法第４条第
2 項） 

災害が発生するお
それのある場合に
おいて、被害を受
けるおそれがあり
、現に救助を要す
る者に供与する。 

（基本額） 

避難所設置費 

1 人 1 日当たり 330 円以内 

高齢者等の要援護者等を収容する「福祉
避難所」を設置した場合、当該地域にお
ける通常の実費を支出でき、上記を超え
る額を加算できる。 

法第２条第２項による救助を開
始した日から、災害が発生しな
かったと判明し、現に救助の必
要がなくなった日までの期間（
災害が発生し、継続して避難所
の供与を行う必要が生じた場合
は、法第２条第２項に定める救
助を終了する旨を公示した日ま
での期間）。 

1 費用は、災害が発生するおそれがある場合におい
て必要となる建物の使用謝金や光熱水費とする。
なお、夏期のエアコンや冬期のストーブ、避難者
が多数の場合の仮設トイレの設置費や、避難所の
警備等のための賃金職員等雇上費など、やむを得
ずその他の費用が必要となる場合は、内閣府と協
議すること。 

2 避難に当たっての輸送費は別途計上。 

応急仮設住宅
の供与 

住家が全壊、全焼
又は流失し、居住
する住家がない者
であって、自らの
資力では住宅を得
ることができない
者。 

○建設型応急住宅 

1 規模 

応急救助の趣旨を踏まえ、実施主体
が地域の実情、世帯構成等に応じて
設定 

2 基本額 1 戸当たり 

6,775,000 円以内 

3 建設型応急住宅の供与終了に伴う解
体撤去及び土地の原状回復のために
支出できる費用は、当該地域におけ
る実費。 

災害発生の日から 20 日以内着
工。 

1 費用は設置にかかる原材料費、労務費、付帯設備
工事費、輸送費及び建築事務費等の一切の経費と
して 6,285,000 円以内であればよい。 

2 同一敷地内等に概ね 50 戸以上設置した場合は、集
会等に利用するための施設を設置できる。（50 戸
未満であっても小規模な施設を設置できる） 

3 高齢者等の要援護者等を数人以上収容する「福祉
仮設住宅」を設置できる。 

4 供与期間は 2 年以内 

○賃貸型応急住宅 

1 規模 建設型応急住宅に準じる 

2 基本額 

地域の実情に応じた額 

災害発生の日から速やかに借上
げ、提供。 

1 費用は、家賃、共益費、敷金、礼金、仲介手数料
、火災保険等、民間賃貸住宅の貸主、仲介業者と
の契約に不可欠なものとして、地域の実情に応じ
た額とすること。 

2 供与期間は建設型応急住宅と同様。 

炊き出しその
他による食品
の給与 

１避難所に収容さ
れた者。 

２住家に被害を受
け、若しくは災害
により現に炊事
のできない者。 

1 人 1 日当たり 

1,180 円以内 

災害発生の日から 7 日以内。 食品給与のための総経費を延給食日数で除した金額
が限度 

額以内であればよい。（1 食は 1/3 日） 

飲料水の供給 現に飲料水を得る
ことができない者
（飲料水及び炊事
のための水である
こと。）。 

当該地域における通常の実費 災害発生の日から 7 日以内。 輸送費、人件費は別途計上。 

被服、寝具そ
の他生活必需
品の給与又は
貸与 

全半壊（焼）、流
失、床上浸水等に
より、生活上必要
な被服、寝具、そ
の他生活必需品を
喪失、若しくは毀
損等により使用す
ることができず、
直ちに日常生活を
営むことが困難な
者。 

1 夏季（4 月～9 月）冬季（10 月～3 月
）の季別は災害発生の日をもって決
定する。 

2 下記金額の範囲内 

災害発生の日から 10 日以内。 1 備蓄物資の価格は年度当初の評価額 

2 現物給付に限ること 

 
 

区分 １人世帯 ２人世帯 ３人世帯 ４人世帯 ５人世帯 
６人以上 

1 人増すごとに加算 

全壊 

全焼 

流失 

夏 18,700 24,000 35,600 42,500 53,900 7,800 

冬 31,000 40,100 55,800 65,300 82,200 11,300 

半壊 

半焼 

床上浸水 

夏 6,100 8,200 12,300 15,000 18,900 2,600 

冬 9,900 12,900 18,300 21,800 27,400 3,600 

 



 

352 

 

救助の種類 対象 費用の限度額 期間 備考 

医療 医療の途を失った者。 

（応急的処置） 

1 救護班 

使用した薬剤、治療材料、医
療器具破損等の実費 

2 病院又は診療所 

国民健康保険診療報酬の額以
内 

3 施術者 

協定料金の額以内 

災害発生の日から 14 日以内 
患者等の移送費は、別途計上 

助産 災害発生の日以前又は以
後 7 日以内に分べんした
者であって災害のため助
産の途を失った者（出産の
みならず、死産及び流産を
含み現に助産を要する状
態にある者）。 

1 救護班等による場合は、使用
した衛生材料等の実費 

2 助産師による場合は、慣行料
金の 100 分の 80 以内の額 

分べんした日から 7 日以内 妊婦等の移送費は、別途計上 

被災者の救出 1 現に生命、身体が危険
な状態にある者。 

2 生死不明な状態にある
者。 

当該地域における通常の実費 災害発生の日から 3 日以内 1 期間内に生死が明らかにならない場合は、以後「
死体の捜索」として取り扱う。 

2 輸送費、人件費は、別途計上 

被災した住宅
の応急修理 

○住家の被害の拡大を防
止するための緊急の修
理 

災害のため住家が半壊、半
焼又はこれらに準ずる程
度の損傷を受け、雨水の浸
入等を放置すれば住家の
被害が拡大するおそれが
ある者。 

住家の被害の拡大を防止するた
めの緊急の修理が必要な部分に
対し、合成樹脂シート、ロープ
、土のう等を用いて行うもの 

1 世帯当たり 50,000 円以内 

災害発生の日から 10 日以内  

○日常生活に必要な最小
限度の部分の修理 

1 住家が半壊（焼）若しく
はこれらに準ずる程度
の損傷を受け、自らの
資力により応急修理を
することができない者
。 

2 大規模な補修を行わな
ければ居住することが
困難である程度に住家
が半壊（焼）した者。 

居室、炊事場及び便所等日常生
活に必要最小限度の部分 1 世帯
当り 

①大規模半壊、中規模半壊又は
半壊若しくは半焼の被害を受
けた世帯 

706,000 円以内 

②半壊又は半焼に準ずる程度の
損傷により被害を受けた世帯 

343,000 円以内 

災害発生の日から３ヵ月以内（
災害対策基本法第 23 条の 3 第 1
項に規定する特定災害対策本部
、同法第 24 条第 1 項に規定す
る非常災害対策本部又は同法第
28 条の 2 第 1 項に規定する緊急
災害対策本部が設置された災害
にあっては、６ヵ月以内） 

 

学用品の給与 住家の全壊（焼）流失半壊
（焼）又は床上浸水によ
り学用品を喪失又は毀損
等により使用することが
できず、就学上支障のあ
る小学校児童、中学校生
徒、義務教育学校生徒及
び高等学校等生徒。 

1 教科書及び教科書以外の 教
材で教育委員会に届出又はそ
の承認を受けて使用している
教材、又は正規の授業で使用
している教材実費 

2 文房具及び通学用品は、1 人
当たり次の金額以内 

小学生児童 4,700 円 

中学生生徒 5,000 円 

高等学校等生徒 5,500 円 

災害発生の日から 

（教科書） 

1 ヵ月以内 

（文房具及び通学用品） 

15 日以内 

1 備蓄物資は評価額 

2 入進学時の場合は個々の実情に応じて支給する 

埋葬 災害の際死亡した者を対
象にして実際に埋葬を実
施する者に支給。 

1 体当たり 

大人（12 歳以上） 

213,800 円以内 

小人（12 歳未満） 

170,900 円以内 

災害発生の日から 10 日以内 災害発生の日以前に死亡した者であっても対象とな
る。 

死体の捜索 行方不明の状態にあり、
かつ、四囲の事情により
すでに死亡していると推
定される者。 

当該地域における通常の実費 災害発生の日から 10 日以内 1 輸送費、人件費は、別途計上 

2 災害発生後 3 日を経過したものは一応死亡した者
と推定している。 

死体の処理 災害の際死亡した者につ
いて、死体に関する処理（
埋葬を除く。）をする。 

（洗浄、消毒等） 

１体当たり、3,500 円以内 

一時保存： 

○既存建物借上費：通常の実費 

○既存建物以外：１体当たり
5,400 円以内 

検案、救護班以外は慣行料金 

災害発生の日から 10 日以内 1 検案は原則として救護班 

2 輸送費、人件費は、別途計上 

3 死体の一時保存にドライアイスの購入費等が必要
な場合は当該地域における通常の実費を加算でき
る。 

障害物の除去 居室、炊事場、玄関等に障
害物が運びこまれている
ため生活に支障をきたし
ている場合で自力では除
去することのできない者。 

市町村内において障害物の除去
を行った一世帯当たりの平均 

138,300 円以内 

災害発生の日から 10 日以内  

輸送費及び賃
金 

職員等雇上費
（法第４条第
1 項） 

1 被災者の避難に係る支
援 

2 医療及び助産 

3 被災者の救出 

4 飲料水の供給 

5 死体の捜索 

6 死体の処理 

7 救済用物資の整理配分 

当該地域における通常の実費 救助の実施が認められる期間以
内 
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救助の種類 対象 費用の限度額 期間 備考 

輸送費及び賃
金 

職員等雇上費
（法第４条第
2 項） 

避難者の避難に係る支援 当該地域における通常の実費 救助の実施が認められる期間以
内 

災害が発生するおそれ段階の救助は、高齢者・障害
者等で避難行動が困難な要配慮者の方の輸送であり
、以下の費用を対象とする。 

・避難所へ輸送するためのバス借上げ等に係る費用 

・避難者がバス等に乗降するための補助員など、避
難支援のために必要となる賃金職員等雇上費 

実費弁償 災害救助法施行令第 4 条
第 1 号から第 4 号までに
規定する者 

災害救助法第 7 条第 1 項の規定
により救助に関する業務に従事
させた都道府県知事等（法第 3
条に規定する都道府県知事等を
いう。）の総括する都道府県等
（法第 17 条第 1 号に規定する都
道府県等をいう。）の常勤の職
員で当該業務に従事した者に相
当するものの給与を考慮して定
める。 

救助の実施が認められる期間以
内 

時間外勤務手当及び旅費は別途に定める額 

救助の事務を
行うのに必要
な費用 

1 時間外勤務手当 

2 賃金職員等雇上費 

3 旅費 

4 需用費（消耗品費、燃料
費、食糧費、印刷製本費
、光熱水費、修繕料） 

5 使用料及び賃借料 

6 通信運搬費 

7 委託費 

救助事務費に支出できる費用は
、法第 21 条に定める国庫負担
を行う年度（以下「国庫負担対
象年度」という。）における各
災害に係る左記 1 から 7 までに
掲げる費用について、地方自治
法施行令（昭和 22 年政令第 16
号）第 143 条に定める会計年度
所属区分により当該年度の歳出
に区分される額を合算し、各災
害の当該合算した額の合計額が
、国庫負担対象年度に支出した
救助事務費以外の費用の額の合
算額に、次のイからトまでに掲
げる区分に応じ、それぞれイか
らトまでに定める割合を乗じて
得た額の合計額以内とすること
。 

救助の実施が認められる期間及
び災害救助費の精算する事務を
行う期間以内 

災害救助費の精算事務を行うのに要した経費も含む。 

 

※この基準によっては救助の適切な実施が困難な場合には、都道府県知事等は、内閣

総理大臣に協議し、その同意を得た上で、救助の程度、方法及び期間を定めること

ができる。 

  

イ 3 千万円以下の部分の金額については 100 分の 10 

ロ 3 千万円を超え 6 千万円以下の部分の金額については 100 分の 9 

ハ 6 千万円を超え 1 億円以下の部分の金額については 100 分の 8 

ニ 1 億円を超え 2 億円以下の部分の金額については 100 分の 7 

ホ 2 億円を超え 3 億円以下の部分の金額については 100 分の 6 

ヘ 3 億円を超え 5 億円以下の部分の金額については 100 分の 5 

ト 5 億円を超える部分の金額については 100 分の 4 
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品川区防災会議委員名簿 

令和５年４月１日現在 

会長 品川区長 

区分 委嘱または任命する職名 所在地または住所 電話・FAX 

指
定
地
方
行
政
機
関 

東 京 国 道 事 務 所 長 

 

〒102-8340 

千代田区九段南１－２－１ 

九段第３合同庁舎１６階 

℡３５１２－９０６４ 

Ｆ３５１２－９１５８ 

東 京 海 上 保 安 部 次 長 〒135-0064 

江東区青海２－７－１１ 

東京港湾合同庁舎内 

℡５５６４－２０２１ 

Ｆ３５９９－０９２４ 

自
衛
隊 

陸 上 自 衛 隊 練 馬 駐 屯 地

第１普通課連隊第１中隊長

〒179-8523 

練馬区北町４－１－１ 

陸上自衛隊練馬駐屯地 

℡３９３３－１１６１ 

Ｆ３９３３－１１６１ 

東
京
都
の
知
事
部
内 

第 二 建 設 事 務 所 長 〒140-0005 

品川区広町２－１－３６ 

℡３７７４－９００６ 

Ｆ３７７４－０３２８ 

水 道 局 品 川 営 業 所 長 〒142-8622 

品川区西中延１－９－１０ 

℡５７４９－５５７３ 

Ｆ３７８３－２０９０ 

下 水 道 局 

南 部 下 水 道 事 務 所 長 

〒145-0067 

大田区雪谷大塚町１３－２６ 

℡５７３４－５０５１ 

Ｆ５７５４－６４００ 

交 通 局 大 門 駅 務 

管 区 長 

〒105-0013 

港区浜松町２－３－４ 

℡３４５９－６７２１ 

Ｆ３４５９－６７２７ 

警
視
庁 

第 二 方 面 本 部 長 〒140-0012 

品川区勝島１－３－１２ 

℡３７６５－０１２０ 

Ｆ３７６７－０９９０ 

東 京 湾 岸 警 察 署 長 〒135-0064 

江東区青海２－７－１ 

℡３５７０－０１１０ 

Ｆ３５２９－２４０２ 

品 川 警 察 署 長 〒140-0002 

品川区東品川３－１４－３２ 

℡３４５０－０１１０ 

Ｆ３４５０－０８９０ 

大 井 警 察 署 長 〒140-0014 

品川区大井５－１０－２ 

℡３７７８－０１１０ 

Ｆ３７７８－０１３０ 

大 崎 警 察 署 長 〒141-0032 

品川区大崎４－２－１０ 

℡３４９４－０１１０ 

Ｆ３４９４－７１１０ 

荏 原 警 察 署 長 〒142-0063 

品川区荏原６－１９－１０ 

℡３７８１－０１１０ 

Ｆ３７８１－９９００ 

区
長
部
内 

副 区 長 〒140-8715 

品川区広町２－１－３６ 

 

℡３７７７－１１１１ 

Ｆ――――――――― 副 区 長 

企 画 部 長 

総 務 部 長 

地 域 振 興 部 長 

文 化 ス ポ ー ツ 振 興 部 長 
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区分 委嘱または任命する職名 所在地または住所 電話・FAX 

区
長
部
内 

子 ど も 未 来 部 長 〒140-8715 

品川区広町２－１－３６ 

℡３７７７－１１１１ 

Ｆ――――――――― 福 祉 部 長 

健 康 推 進 部 長 

（ 品 川 区 保 健 所 長 ） 

都 市 環 境 部 長 

品 川 区 清 掃 事 務 所 長 

防 災 ま ち づ く り 部 長 

災 害 対 策 担 当 部 長 

区 議 会 事 務 局 長 

教
育 

委
員

教 育 長 〒140-8715 

品川区広町２－１－３６ 

℡３７７７－１１１１ 

Ｆ――――――――― 事 務 局 教 育 次 長 

東
京
消
防
庁 

第 二 消 防 方 面 本 部 長 〒143-0012 

大田区大森東１－３２－８ 

℡３７６３－０１１９ 

Ｆ３７６３－０１８０ 

品 川 消 防 署 長 〒140-0001 

品川区北品川３－７－３１ 

℡３４７４－０１１９ 

Ｆ３４５８－１２５０ 

大 井 消 防 署 長 〒140-0011 

品川区東大井３－６－１２ 

℡３７６５－０１１９ 

Ｆ３７６８－０１１９ 

荏 原 消 防 署 長 〒142-0051 

品川区平塚３－１６－２０ 

℡３７８６－０１１９ 

Ｆ３７８７－８５８３ 

消
防
団 

品 川 消 防 団 長 〒140-0001 

品川区北品川３－７－３１ 

℡３４７４－０１１９ 

Ｆ――――――――― 

大 井 消 防 団 長 〒140-0011 

品川区東大井３－６－１２ 

℡３７６５－０１１９ 

Ｆ――――――――― 

荏 原 消 防 団 長 〒142-0051 

品川区平塚３－１６－２０ 

℡３７８６－０１１９ 

Ｆ――――――――― 

指
定
公
共
機
関 

日 本 郵 便 ㈱ 

品 川 郵 便 局 長 

〒140-8799 

品川区東大井５－２３－３４ 

℡３４７１－５２２９ 

Ｆ３４５８－８６０３ 

㈱ＪＲ東日本ステーション 

サービス大井町駅副管区長 

〒140-0014 

品川区大井１－２－１２ 

℡３７７８－４０５８ 

Ｆ３７７１－９４７０ 

首 都 高 速 道 路 ㈱ 

東 京 東 局 副 局 長 

〒103-0015 

中央区日本橋箱崎町４３－５ 

℡５６４０－４８４８ 

Ｆ５６４０－４８７８ 

東 日 本 電 信 電 話 ㈱ 

東 京 南 支 店 長 

〒104-0061 

中央区銀座８－２－７ 

℡６３８４－４１０２ 

Ｆ３４４４－７９２１ 

東京電力パワーグリッド㈱ 

品 川 支 社 長 

〒141-8507 

品川区西五反田５－３－１ 

℡６３７４－５４７２ 

Ｆ３４７６－８１８８ 

東 京 ガ ス ㈱ 

東 京 中 支 店  支 店 長 

〒105-8527 

港区海岸１－５－２０ 

℡５４００－７５１２ 

Ｆ３４３７－９１７０ 
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区分 委嘱または任命する職名 所在地または住所 電話・FAX 

指
定
地
方
公
共
機
関 

東 急 電 鉄 ㈱ 

鉄 道 事 業 本 部 

安全戦略推進委員会課長 

〒150-0045 

渋谷区神泉町 8-16 

渋谷ファーストプレイス 

℡５４５９－５２３５ 

Ｆ５４５９－５３３２ 

京 浜 急 行 電 鉄 ㈱ 

鉄 道 本 部 安 全 推 進 部 課 長 

〒220-8625 

横浜市西区高島１－２－８ 

℡０４５－２２５－９４０１ 

Ｆ０４５－２２５－９４１５ 

東 京 モ ノ レ ー ル ㈱ 

取 締 役 総 務 部 長 

〒105-5110 

港区浜松町２－４－１ 

℡５４７０－３８１６ 

Ｆ３４３３－４３１３ 

東 京 臨 海 高 速 鉄 道 ㈱ 

総 務 部 長 

〒135-0064 

江東区青海１－２－１ 

℡３５２７－６７６０ 

Ｆ３５２７－７１４２ 

区
長
が
必
要
と
認
め
る
者 

品川地区町会連合会会長  ℡ 

Ｆ――――――――― 

大崎地区町会連合会会長  ℡ 

Ｆ――――――――― 

大井地区町会連合会会長  ℡ 

Ｆ――――――――― 

荏原地区町会連合会会長  ℡ 

Ｆ――――――――― 

品 川 区 医 師 会 会 長 〒140-0001 

品川区北品川３－７－２５ 

℡３４７１－５１５４ 

Ｆ３４７１－５１４５ 

荏 原 医 師 会 会 長 〒142-0053 

品川区中延２－６－５ 

℡３７８３－５１６６ 

Ｆ３７８３－５４０３ 

品 川 歯 科 医 師 会 会 長 〒141-0031 

品川区西五反田６－２５－１２

℡３４９２－２５３５ 

Ｆ３４９３－５０５６ 

荏 原 歯 科 医 師 会 会 長 〒142-0053 

品川区中延１－４－１５ 

℡３７８３－１８７８ 

Ｆ３７８３－１９４８ 

品 川 区 薬 剤 師 会 会 長 〒140-0053 

品川区中延２－４－２ 

品川区管理センター 

℡３７８４－３７９０ 

Ｆ３７８５－２１７５ 

東 京 都 柔 道 整 復 師 会 

品 川 支 部 長 

〒140-0021 

品川区上大崎２－15－５―204 

℡３４４４－７７９６ 

Ｆ――――――――― 

東 京 都 獣 医 師 会 

品 川 支 部 長 

〒142-0064 

品川区旗の台２－１１－２ 

℡３７８４－０９１７ 

Ｆ３７８４－０９２３ 

品 川 建 設 防 災 協 議 会 

防 災 委 員 長 

〒142-0043 

品川区二葉１－９－９ 

℡３７８８－９２７５ 

Ｆ３７８８－９２７７ 

（一社）東京都トラック協会 

品 川 支 部 長 

〒140-0011 

品川区東大井１－４－１４ 

℡３４７１－７５６１ 

Ｆ３４７１－７８１０ 

㈱ ケ ー ブ ル テ レ ビ 品 川 

代表取締役執行役員社長 

〒142-0041 

品川区戸越１－７－２０ 

℡３７８８－４０３５ 

Ｆ３７８８－３８０８ 
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品川区内救急告示医療機関一覧 

平成 29 年 12 月 15 日現在 

名  称 所在地 電  話 

公益財団法人河野臨床医学研究所

附属第三北品川病院 

〒140-0001 

品川区北品川３－３－７ 
３４７４－１８３１ 

医療法人財団 岩井医療財団 

稲波脊椎・関節病院 

〒140-0002 

品川区東品川３－17－５ 
３４５０－１７７３ 

医療法人社団冠心会 

大崎病院東京ハートセンター 

〒140-0001 

品川区北品川５－４－12 
５７８９－８１００ 

ＮＴＴ東日本関東病院 
〒141-8625 

品川区東五反田５－９－22 
３４４８－６１１１ 

医療法人社団 緑野会  

東京品川病院 

〒140-0011 

品川区東大井６－３－22 
３７６４－０５１１ 

昭和大学病院 
〒142-8666 

品川区旗の台１－５－８ 
３７８４－８０００ 

医療法人社団 おきの会 

旗の台病院 

〒142-0064 

品川区旗の台５－17－16 
３７８１－１１０８ 
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医師会等関係団体一覧 

令和２年４月１日 現在 

名  称 所在地 電  話 

品 川 区 医 師 会 
〒140-0001 

品川区北品川３－７－25 
３４７１－５１５４ 

荏 原 医 師 会 
〒142-0053 

品川区中延２－６－５ 
３７８３－５１６６  

品 川 歯 科 医 師 会 
〒141-0031 

品川区西五反田６－25－12 
３４９２－２５３５  

荏 原 歯 科 医 師 会 
〒142-0053 

品川区中延１－４－15 
３７８３－１８７８  

品 川 区 薬 剤 師 会 

〒142-0053 

品川区中延２－４－２ 

品川区管理センター 

３７８４－３７９０ 

公益社団法人東京都助産師会 

品 川 港 地 区 分 会 

〒142-0053 

品川区旗の台４－13－11 
３７８５－３５６４ 

東 京 都 柔 道 整 復 師 会 

品 川 支 部 

〒142-0043 

品川区二葉２－８－９ 
３７８６－７９４９ 

東 京 都 獣 医 師 会 

品 川 支 部 

〒142-0064 

品川区旗の台２―11－２ 
３４４６－１２１２ 
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区施設一覧 

 

名     称 所在地 電  話 

総 合 庁 舎   

本庁舎、防災センター・第二庁舎 広町２－１－36 ３７７７－１１１１㈹ 

地 域 セ ン タ ー （ 1 3 ）   

品 川 第 一 地 域 セ ン タ ー 北品川３－11－16 ３４５０－２０００ 

品 川 第 二 地 域 セ ン タ ー 南品川５－３－20 ３４７２－２０００ 

大 崎 第 一 地 域 セ ン タ ー 西五反田３－６－３ ３４９１－２０００ 

大 崎 第 二 地 域 セ ン タ ー 大崎２－９－４ ３４９２－２０００ 

大 井 第 一 地 域 セ ン タ ー 南大井１－12－６ ３７６１－２０００ 

大 井 第 二 地 域 セ ン タ ー 大井２－27－20 ３７７２－２０００ 

大 井 第 三 地 域 セ ン タ ー 西大井４－１－８ ３７７３－２０００ 

荏 原 第 一 地 域 セ ン タ ー 小山３－22－３ ３７８６－２０００ 

荏 原 第 二 地 域 セ ン タ ー 荏原６－17－12 ３７８２－２０００ 

荏 原 第 三 地 域 セ ン タ ー 平塚１－13－18 ３７８３－２０００ 

荏 原 第 四 地 域 セ ン タ ー 中延５－３－12 ３７８４－２０００ 

荏 原 第 五 地 域 セ ン タ ー 二葉１－１－２ ３７８５－２０００ 

八 潮 地 域 セ ン タ ー 八潮５－10－27 ３７９９－２０００ 

中 小 企 業 セ ン タ ー   

 西品川１－28－３ ３７８７－３０４１ 

児 童 セ ン タ ー （ 2 5 ）   

東 品 川 児 童 セ ン タ ー 東品川１－34－９ ３４７２－５８０６ 

北 品 川 児 童 セ ン タ ー 北品川２－７－21 ３４７１－２３６０ 

東 大 井 児 童 セ ン タ ー 東大井１－22－16 ３４７１－１０７０ 

南 品 川 児 童 セ ン タ ー 南品川４－５－28 ３４５０－５０４３ 

中 原 児 童 セ ン タ ー 小山１－４－１ ３４９２－６１１９ 

東 五 反 田 児 童 セ ン タ ー 東五反田５－24－１ ３４４３－１６２９ 

三 ツ 木 児 童 セ ン タ ー 西品川２－６－13 ３４９１－１００５ 

小 関 児 童 セ ン タ ー 北品川５－８－15 ３４４９－１６７６ 

水 神 児 童 セ ン タ ー 南大井５－13－19 ３７６８－２０２７ 

南 大 井 児 童 セ ン タ ー 南大井３－７－13 ３７６１－４１４８ 

大 井 倉 田 児 童 セ ン タ ー 大井４－11－34 ３７７６－４８８１ 

一 本 橋 児 童 セ ン タ ー 大井２－25－１ ３７７５－４３５２ 

滝 王 子 児 童 セ ン タ ー 大井５－19－14 ３７７１－３８８５ 

伊 藤 児 童 セ ン タ ー 西大井６－13－１ ３７７１－１３１１ 

平 塚 児 童 セ ン タ ー 平塚２－２－３ ３７８６－２２２８ 

後 地 児 童 セ ン タ ー 小山２－９－19 ３７８５－５０３３ 

旗 の 台 児 童 セ ン タ ー 旗の台５－19－５ ３７８５－１２８０ 
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名     称 所在地 電  話 

西 中 延 児 童 セ ン タ ー 西中延３－８－５ ３７８３－１８７５ 

東 中 延 児 童 セ ン タ ー 東中延２－５－10 ３７８５－０４１９ 

中 延 児 童 セ ン タ ー 西中延１－６－16 ３７８１－９３００ 

冨 士 見 台 児 童 セ ン タ ー 西大井６－１－８ ３７８５－７８３４ 

大 原 児 童 セ ン タ ー 戸越６－16－１ ３７８５－５１２８ 

ゆ た か 児 童 セ ン タ ー 豊町１－18－15 ３７８６－０６３３ 

南 ゆ た か 児 童 セ ン タ ー 豊町４－17－21 ３７８１－３５７７ 

八 潮 児 童 セ ン タ ー 八潮５－10－27 ３７９９－３０００ 

シ ル バ ー セ ン タ ー （ 1 0 ）   

五 反 田 シ ル バ ー セ ン タ ー 東五反田２－15－６ ３４４５－０２９６ 

西五反田シルバーセンター 西五反田３－９－10 ３４９３－００７６ 

上 大 崎 シ ル バ ー セ ン タ ー 上大崎１－３－12 ３４４９－１７５０ 

南 大 井 シ ル バ ー セ ン タ ー 南大井３－７－13 ３７６１－６５４０ 

ゆ た か シ ル バ ー セ ン タ ー 豊町３－２－１５ ３７８１－５４２４ 

旗 の 台 シ ル バ ー セ ン タ ー 旗の台４－13－１ ３７８３－７４７９ 

小 山 シ ル バ ー セ ン タ ー 小山５－17－18 ３７８５－６４２０ 

関 ヶ 原 シ ル バ ー セ ン タ ー 東大井６－11－11 ３７６５－７０２２ 

後 地 シ ル バ ー セ ン タ ー 小山２－９－19 ３７８１－６５０６ 

南 品 川 シ ル バ ー セ ン タ ー 南品川５－10－３ ３４７１－７０００ 

ゆ う ゆ う プ ラ ザ  

大崎２－７－13 

 

５７１９－５３２２ 大 崎 ゆ う ゆ う プ ラ ザ 

平 塚 橋 ゆ う ゆ う プ ラ ザ 西中延１－２－８ ５４９８－７０２１ 

平 塚 ゆ う ゆ う プ ラ ザ 平塚２－10－20 ５７５１－７０７０ 

東 品 川 ゆ う ゆ う プ ラ ザ 東品川３－32－10 ３４７２－２９４４ 

保 健 所 ・ 保 健 セ ン タ ー   

品川区保健所（区役所内） 広町２－１－36 ３７７７－１１１１㈹ 

品 川 保 健 セ ン タ ー 北品川３－11－22 ３４７４－２０００ 

大 井 保 健 セ ン タ ー 大井２－27－20 ３７７２－２６６６ 

荏 原 保 健 セ ン タ ー 荏原２－９－６ ３７８８－２０００ 

品 川 区 保 健 所 検 査 室 北品川３－11－16 ３４７４－４９５１ 

清 掃 事 務 所   

品 川 庁 舎 大崎１－14－１ ３４９０－７０５１ 

北 品 川 分 室 北品川３－10－19  

荏 原 分 室 平塚１－10－11  

西 小 山 分 室 荏原７－７－２  

   

 

 

 

 

 



 

361 

 

名     称 所在地 電  話 

文化センター・教育施設   

こ み ゅ に て ぃ ぷ ら ざ 八 潮 八潮５－９－11 ５７４０－８２００ 

五 反 田 文 化 セ ン タ ー 西五反田６－５－１ ３４９２－２４５１ 

荏 原 文 化 セ ン タ ー 中延１－９－15 ３７８５－１２４１ 

東 品 川 文 化 セ ン タ ー 東品川３－32－10 ３４７２－２９４１ 

旗 の 台 文 化 セ ン タ ー 旗の台５－19－５ ３７８６－５１９１ 

南 大 井 文 化 セ ン タ ー 南大井１－12－６ ３７６４－６５１１ 

品 川 歴 史 館 大井６－11－１ ３７７７－４０６０ 

教 育 総 合 支 援 セ ン タ ー 西五反田６－５－１ ５７４７－８２００ 

体 育 館 ・ 健 康 セ ン タ ー   

総 合 体 育 館 東五反田２－11－２ ３４４９－４４００ 

戸 越 体 育 館 豊町２－１－17 ３７８１－６６００ 

品 川 健 康 セ ン タ ー 北品川３－11－22 ５７８２－８５０７ 

荏 原 健 康 セ ン タ ー 荏原２－９－６ ３７８８－７０１７ 

図 書 館 （ 1 2 ）   

品 川 図 書 館 北品川２－32－３ ３４７１－４６６７ 

二 葉 図 書 館 二葉１－４－25 ３７８２－２０３６ 

荏原図書館（荏原文化センター内） 中延１－９－15 ３７８４－２５５７ 

南 大 井 図 書 館 南大井３－７－13 ３７６１－６７８０ 

源 氏 前 図 書 館 中延４－14－17 ３７８１－６２７３ 

ゆ た か 図 書 館 豊町１－17－７ ３７８５－６６７７ 

大 井 図 書 館 大井５－19－14 ３７７７－７１５１ 

五 反 田 図 書 館 西五反田６－５－１ ３４９２－２１３１ 

大 崎 図 書 館 北品川５－２－１ ３４４０－５６００ 

大 崎 図 書 館 分 館 大崎３－12－22 ３４９１－３４３０ 

八潮図書館（八潮地域センター内） 八潮５－10－27 ３７９９－１４１４ 

大 崎 駅 西 口 図 書 取 次 施 設 

( お お さ き こ ど も 図 書 室 ) 
大崎２－11―１ ５４８７－６５５１ 

そ の 他   

男 女 共 同 参 画 セ ン タ ー 東大井５－18－１ ５４７９－４１０４ 

品 川 区 社 会 福 祉 協 議 会 大井１－14－１ ５７１８－７１７１ 

品川ボランティアセンター 大井１－14－１ ５７１８－７１７２ 
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品川区立保育園一覧 

施設名 所在地 電 話 

1 品 川 保 育 園 東大井５－８－12 （３４７１）０５０６ 
2 大 井 保 育 園 東大井６－14－16 （３７６１）８７９８ 

3 荏 原 保 育 園 荏原２－16－18 （３７８１）５３３１ 

4 ゆ た か 保 育 園 豊町１－18－15 （３７８６）０７３８ 

5 三 ツ 木 保 育 園 西品川１－９－18 （３４９１）８５９３ 

6 西 大 井 保 育 園 西大井１－１－１ （３７７４）５３１５ 

7 中 延 保 育 園 西中延１－６－16 （３７８４）３４０５ 

8 北 品 川 保 育 園 北品川２－７－21 （３４７１）４９０７ 

9 西 中 延 保 育 園 西中延３－８－５ （３７８３）１８５６ 

10 西 品 川 保 育 園 西品川３－16－35 （３４９３）１３３３ 

11 東 大 井 保 育 園 東大井１－22－16 （３４７１）１１９０ 

12 一 本 橋 保 育 園 大井２－25－１ （３７７５）４３５１ 

13 西 五 反 田 保 育 園 西五反田３－９－10 （３４９３）００７５ 

14 清 水 台 保 育 園 荏原７－８－３ （３７８４）０５１９ 

15 東 中 延 保 育 園 東中延２－５－10 （３７８５）０４１８ 

16 滝 王 子 保 育 園 大井５－18－１ （３７７５）４８６１ 

17 二 葉 保 育 園 二葉１－４－25 （３７８２）６７８６ 

18 東 五 反 田 保 育 園 東五反田５－24－１ （３４４７）０６６３ 

19 南 ゆ た か 保 育 園 豊町４－17－21 （３７８１）３６０１ 

20 南 大 井 保 育 園 南大井３－７－４ （３７６１）６５４３ 

21 八 ツ 山 保 育 園 東品川１－２－15 （３４７２）４６６１ 

22 東 品 川 保 育 園 東品川１－34－９ （３４７２）５８０５ 

23 源 氏 前 保 育 園 中延４－14－19 （３７８３）８７４４ 

24 旗 の 台 保 育 園 旗の台５－19－５ （３７８４）１９０３ 

25 小 山 台 保 育 園 小山台１－３－８ （３７１０）４４１５ 

26 中 原 保 育 園 小山１－４－１ （３４９２）５１８８ 

27 大 崎 保 育 園 大崎５－２－１ （３４９２）６２６５ 

28 冨 士 見 台 保 育 園 西大井６－１－15 （３７８５）７８３３ 

29 大 井 倉 田 保 育 園 大井４－11－８ （３７７６）８５３９ 

30 荏 原 西 保 育 園 荏原４－16－11 （３７８３）６３６１ 

31 五 反 田 保 育 園 東五反田２－15－６ （３４４５）４５３４ 

32 伊 藤 保 育 園 西大井６－13－１ （３７７１）２２１１ 

33水 神 保 育 園 南大井６－２－15 （３７６１）０３２１ 

34 平 塚 保 育 園 平塚２－２－３ （３７８５）６７７０ 

35 八 潮 北 保 育 園 八潮５－１－３ （３７９９）０５３１ 

36 八 潮 西 保 育 園 八潮５－４－16 （３７９９）０７７７ 

37 八 潮 南 保 育 園 八潮５－８－41 （３７９９）２４２４ 

38 二 葉 つ ぼ み 保 育 園 二葉１－３－40 （３７８５）３４２３ 

39 台 場 保 育 園 東品川１－８－30 （３４７２）８８２３ 

40 西五反田第二保育園 西五反田６－５－６ （３４９３）７２８８ 

41 北 品 川 第 二 保 育 園 北品川３－７－43 （５７８１）３８８１ 

42 荏 原 西 第 二 保 育 園 荏原４－５－22 （３７８１）８９１７ 

43 五 反 田 第 二 保 育 園 北品川５－３－１ （５７９５）１５２２ 
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区民集会所一覧 

名称 所在地 電    話 

品川第一区民集会所 北品川３－11－16 （３４５０）２０００ 

品川第二区民集会所 南品川５－３－20 （３４７２）２０００ 

大崎第一区民集会所 西五反田３－６－３ （３４９１）２０００ 

大崎第二区民集会所 大崎２－９－４ （３４９２）２０００ 

大井第二区民集会所 大井２－27－20 （３７７２）２０００ 

大井第三区民集会所 西大井４－１－８ （３７７３）２０００ 

荏原第一区民集会所 小山３－22－３ （３７８６）２０００ 

荏原第二区民集会所 荏原６－17－12 （３７８２）２０００ 

荏原第三区民集会所 平塚１－13－18 （３７８３）２０００ 

荏原第四区民集会所 中延５－３－12 （３７８４）２０００ 

荏原第五区民集会所 二葉１－１－２ （３７８５）２０００ 

八 潮 区 民 集 会 所 八潮５－10－27 （３７９９）２０００ 

東 大 井 区 民 集 会 所 東大井２－16－12 （３７６５）２４１１ 

荏 原 区 民 セ ン タ ー 荏原５－６－５ （３７８８）７９３９ 
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関係官公署一覧 

区分 名称 所在地 電話 

警  察 

品 川 警 察 署 品川区東品川３－14－32 （３４５０）０１１０ 

大 崎 警 察 署  〃 大崎４－２－10 （３４９４）０１１０ 

大 井 警 察 署  〃 大井５－10－２ （３７７８）０１１０ 

荏 原 警 察 署  〃 荏原６－19－10 （３７８１）０１１０ 

東 京 湾 岸 警 察 署 江東区青海２－７－１ （３５７０）０１１０ 

消防 

品
川 

品 川 消 防 署 品川区北品川３－７－31 （３４７４）０１１９ 

東 品 川 出 張 所  〃 東品川３－25－11 （３４５０）０１１９ 

大 崎 出 張 所  〃 西品川１－７－９ （３４９４）０１１９ 

五 反 田 出 張 所  〃 西五反田７－25－14 （３４９２）０１１９ 

大
井 

大 井 消 防 署  〃 東大井３－６－12 （３７６５）０１１９ 

滝 王 子 出 張 所  〃 大井５－17－９ （３７７８）０１１９ 

八 潮 出 張 所  〃 八潮５－８－３ （３７９９）０１１９ 

荏
原 

荏 原 消 防 署  〃 平塚３－16－20 （３７８６）０１１９ 

戸 越 出 張 所  〃 戸越５－20－15 （３７８５）０１１９ 

小 山 出 張 所  〃 小山５－12－11 （３７８１）０１１９ 

旗 の 台 出 張 所  〃 旗の台６－24－11 （３７８３）０１１９ 

通 信 

品 川 郵 便 局  〃 東大井５－23－34 （３４７１）１０６４ 

大 崎 郵 便 局  〃 西五反田２－32－７ （３４９３）２２０３ 

荏 原 郵 便 局  〃 西中延１－７－23 （３７８６）８１１３ 

税 務 

品 川 税 務 署 港 区高輪３－13－22 （３４４３）４１７１ 

荏 原 税 務 署 品川区中延１－１－５ （３７８３）５３７１ 

品 川 都 税 事 務 所  〃 広町２－１－36 （３７７４）６６６６ 

電 話 N T T 東 日 本 東 京 南 支 店 港 区白金台３－１４－６ （３４４４）７９３６ 

上下水道 

水 道 局 品 川 営 業 所 品川区西中延１－９－10 （５７４９）５５７３ 

下水道局南部下水道事務所 大田区雪谷大塚町 13－26 （５７３４）５０３１ 

下 水 道 局 品 川 出 張 所 品川区西品川１－８－１ （３４９５）０３５１ 

電 気 
東 京 電 力 パ ワ ー グ リ ッ ド 

品 川 支 社 
 〃 西五反田５－３－１ （0120）995－007 

ガ ス 東京ガス株式会社 東京中支店 港区海岸１－５－２０ （５４００）７５１２ 
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区分 名称 所在地 電話 

交 通 

J R 目 黒 駅 品川区上大崎２－16－９ （３４４２）００１９ 

J R 五 反 田 駅 〃 東五反田１－26－２ （３４４１）９６８９ 

J R 大 崎 駅  〃 大崎１－21－４ （３４９２）４０２０ 

J R 大 井 町 駅  〃 大井１－２－12 （３７７８）４０５８ 

J R 西 大 井 駅  〃 西大井１－３－２ （３４４１）４７４８ 

J R 品 川 駅 港 区高輪３－26－27     〃 

都 営 地 下 鉄 五 反 田 駅 品川区東五反田１－26－２ （３４４７）２９８１ 

都 営 地 下 鉄 戸 越 駅  〃 戸越３－４－17 （３７８６）４６３５ 

都 営 地 下 鉄 中 延 駅  〃 東中延２－９－12 （３７８６）４６３４ 

りんかい線天王洲アイル駅  〃 東品川２－５－19 （３５２９）６１３４ 

りんかい線品川シーサイド駅  〃 東品川４－12－22 （３５２９）６１３５ 

り ん か い 線 大 井 町 駅  〃 大井１－２－10 （３５２９）６１３７ 

り ん か い 線 大 崎 駅  〃 大崎１－21－４ （050）2016－1600 

都 バ ス 品 川 自 動 車 営 業 所 〃 北品川１－５－12 （３４７１）３０４６ 

その他 

ハ ロ ー ワ ー ク 品 川 港 区芝５－35－３ （５４１９）８６０９ 

品 川 年 金 事 務 所 品川区大崎５－１－５ （３４９４）７８３１ 

品 川 労 働 基 準 監 督 署  〃 上大崎３－13－26 （３４４３）５７４２ 

東 京 都 品 川 児 童 相 談 所  〃 北品川３－７－21 （３４７４）５４４２ 

浜 川 荘  〃 勝島１－９－11 （３７６１）４４６０ 

東 京 法 務 局 品 川 出 張 所 〃 広町２－１－36 （３７７４）３４４６ 

関 東 運 輸 局 東 京 運 輸 支 局  〃 東大井１－12－17 （３４５８）９２３１ 
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総合危険度図（第９回地域危険度測定調査） 
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建物倒壊危険度図（第９回地域危険度測定調査） 
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火災危険度図（第９回地域危険度測定調査） 

 

 

 


